
新しいデジタル技術導入と
労使コミュニケーションに関する研究

JILPT　調査シリーズ
No.210

2021年 5月



JILPT　調査シリーズ　Ｎｏ.２１０

２０２１年５月 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構
The Japan Institute for Labour Policy and Training

新しいデジタル技術導入と

労使コミュニケーションに関する研究





ま　え　が　き

　わが国企業はこれまで厳しい環境の中で、競争を勝ち抜いてきた。その事業展開の歴史こ

そ、グローバル化そのものであり、そうした刻々と変化し続ける環境の中で、さらに事業を

継続、そして、新規に発展させようという営みの連続であった。昨今、周知のとおり、AI
に代表される、新しいデジタル技術が、ビジネスの世界に入りつつある。そうした技術が、

働き方や職場、そして、ビジネスのあり方に、どのような影響を及ぼしていくのか、予測は

容易ではない。

　ただ、その一方で、このような技術革新によって、働き方や職場のあり方が変化するとい

うことは、企業にとって常態であったとも言えよう。振り返れば、「これからは、まさに・・・

の時代」と謳われた変化は断続的に現れてきた。1970 年代まで遡れば、オフィス事務機器

の機械化・電子化が始まった「OA 化」と呼ばれた動きや、1980 年代半ば頃からの、製造

機械の中にマイクロエレクトロニクスを組み込む、いわゆる ME 化など、その時代にとって

斬新で画期的な技術が次々と導入されてきた。そして今、今回のいわゆる DX 化が進みつつ

ある。技術そのものは当然、相当異なってはいるが、その根本はいつの時代も変わりなく、刻々

と変化する経営環境の中にあって、より安価で優れ、顧客のニーズに快く寄り添い、あるい

は、新たなニーズを創出するような製品やサービスを提供しうるのかを追求するということ

に求められよう。新しい、その時に「最も優れた」技術は、瞬く間に世界中に広がっていく。

競合他社は世界中にある。

　新しい技術を職場に導入しようとする時には、経営側と従業員側との協議や交渉は必須で

あろう。労使共に納得できる技術導入と職場・働き方の変化であれば、よりスムーズな移行

が可能となるのではないだろうか。今、まさに進みつつある DX 化においては、企業は従業

員とどのような協議やコミュニケーションを取っているのであろうか。DX 化と一言で言う

ものの、その全貌や射程さえ明確にはなっていないのが現状であるが、実際にどのような種

類の技術が、どのようなプロセスで導入されているのか、そこでどのような課題が生じてい

るのかを検討することは、今後を考える上でも、きわめて重要である。本書は、そうした課

題を検討した探索的な調査結果の報告である。

　本報告が、今後の新しい技術導入を考えるための基礎資料として参考になれば、幸いであ

る。

　2021 年 5 月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   独立行政法人 労働政策研究 ･ 研修機構

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　樋　口　　美　雄
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第 1 章　はじめに

第 1 節　本調査のねらいと背景

本調査は、AI1やクラウド 2などの新たな情報通信技術、いわゆる IT3を企業が導入する際に、

社内でどのような協議や話し合い、意見の収集などを行っているのかを明らかにすることを

目的としている。本調査の背景としては、次の 3 つが挙げられる。第 1 に、日本の国際競争

力を維持ないし向上させることである。第 2 に、労働者のワーク・ライフ・バランスの改善

のためである。第 3 に、そもそも日本の IT 導入がどのようにして起こるのかを調査するた

めである。

第 1 の背景は、IT を導入することで生産性を上昇させることを目的としている。すなわち、

新技術の導入はより少ない労働投入で現状と同じまたはそれ以上の生産を行うことを可能と

する。特に労働人口が減少している現在の日本では必要不可欠なことであろう。またイノベ

ーションに繋がる可能性や、国境を超えたサービスの輸出につながる可能性をも秘めている。

第 2 の背景は、第 1 の背景とも関連しているが、より少ない労働投入で現在の生産を維持

ないし向上できるのであれば、労働環境の改善につながるだろう。そういう意味で生産性上

昇の結果、ワーク・ライフ・バランスの改善が生じると言える。勿論、ワーク・ライフ・バ

ランスの改善を主眼としてもよい。テレワークによる在宅勤務が整備されれば、満員電車に

よる通勤を必要とせず、また時間の節約にもなるため、生活の質の向上が期待できるなど、

テレワーク一つとっても恩恵は十分にあると言える。

第 3 の背景は、長年の課題の解決である。そもそも日本に於ける先述の第 1・第 2 の背景

が今日突然出てきたわけではない。1990 年代にはすでに IT の導入の必然が提唱されており、

その文脈に於いてテレワークによる労働の改善も言及されている 4。それにもかかわらず、30
年近く経た現在でも達成できていないのは、いかなる問題に起因しているのだろうか。IT
導入を行った企業と行っていない企業では何が異なっているのだろうか。

以上のような背景から本調査では、（1）どのような目的によって技術を導入するのか、（2）
技術導入のためにはどのような取り組みが必要なのか、（3）取り組みによってどのような効

果があるのか、を全体の傾向として明らかにすることに焦点を当てている。ケーススタディ

 1　  人工知能（Artificial Intelligence）のことであり、明確な定義は無い。今日 AI と呼ばれている技術の多くは機

械学習によるものである。ディープラーニングとは機械学習アルゴリズムの一つであるニューラルネットワーク

を用いた手法のことである。機械自らが思考し新たな何かを生み出すわけではないので人工無能ともいわれたが、

今日では機械学習は AI に分類される。
 2　  クラウドコンピューティング（Cloud Computing）のことであり、コンピューターネットワーク上に存在する

ほかのコンピューター資源（ソフトウェアやシステム）を利用する仕組みを指す。例えば外部サーバーにファイ

ルを保存したり、科学技術計算を複数のコンピューターをネットワークでつなぎ合わせることで行ったりするこ

とである。
 3　  IT（Information Technology）は ICT（Information Communication Technology）を厳密には包含するより広

義のものであるが、本稿では特に区別はしない。
 4　 少なくとも「平成７年版 通信白書」（郵政省）では在宅勤務や労働時間短縮による余暇の拡充の傾向について触

れている。また、「日本サテライトオフィス協会（現「日本テレワーク協会」）」は 1991 年に設立されている。
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のように単一の事象のみを見るのではなく、全体の傾向を示すことで、IT の導入に関して

どのような支援ができるかの含意を得ることを目的としたい。

　2020 年は、中国湖北省武漢市から報告された新型コロナウイルス感染症の拡大とともに

始まった。1 年を経た現時点においても感染拡大は止まらず、人の移動や財・サービスの生

産など、あらゆる面に於いて活動が制限されるようになった。

　奇しくも 100 年前、1918 年から 1919 年に於いて、スペイン風邪の蔓延が生じており、

WHO によれば全人口の 3 分の 1 程度が罹患したと言われている。人類史における疫病の発

生は他にも黒死病として恐れられたペストの流行もある。これらの疫病と比較しても、間違

いなく、今回の新型コロナウイルス感染症は人類史における最大の戦いになるだろう。

　しかし、このような状況にもかかわらず、人類は社会活動を営むことが出来ている。これ

は偏に技術進歩の恩恵によるものであろう。IT の発展は、人々の直接的なやり取りをイン

ターネットでやり取りするだけではなく、クラウドのように情報そのものを複数人で共有し

たり、人工知能（AI）によって人間では気が付きにくい現象を分析したりできるようになっ

た。今日 Big 55 と呼ばれる IT 企業などによって提供されるサービスは、我々の生活の中に

不可欠なものになっているばかりではなく、現在の新型コロナウイルス感染症の拡大が続く

中でも、人類による社会活動を可能にしている。このような「デジタル技術による変革」な

いし、その活用を Digital Transformation（以下「DX」とする）と呼ぶが、この DX をよ

り発展させていくことが現状求められている。

　この新型コロナウイルス感染症拡大の中で日本の企業は、これまであまり積極的ではなか

ったテレワークや時差出勤だけではなく、長年の日本伝統的とまで諸外国から言われたファ

クシミリの廃止 6 までも達成し、一気に DX の導入へと踏み切ったのである。また菅内閣で

は DX を推進するためにデジタル庁を創設し、さらに河野行政改革担当大臣のもとで長らく

続いた押印の削減まで踏み出した。このように今日の日本では急速な DX 技術の導入が図ら

れており、これまで遅れていた部分を取り戻し、さらに他の先進諸国の標準と合わせること、

そして将来的には先行することを目指している。

　しかし、このような急速な技術導入は日本社会に何をもたらすのだろうか。また雇用環境・

労働環境にどういった影響をもたらすのだろうか。この問題点が生じてくるのはいましばら

く先ではあるが、これを検討するためには、そもそもコロナという経済ショックに対して、

急激な DX 導入をした企業だけではなく、そもそも DX を導入していた企業の実態を知って

おく必要があるだろう。これまでと、そしてこれからを分析するうえで本調査は非常に重要

なものになってくるだろう。　　　　　

 5　GAFAM（Google (Alphabet), Apple, Facebook, Amazon, Microsoft）のこと。Big Tech とも呼ばれる。
 6　 例えば NY Times（2020 年 4 月 14 日付）ではこのような状況下でも日本では出社しなければならない現状を取

り上げ、日本の文化がいかに IT 化を遅らせているのかを指摘している。また Twitter 上でコロナ感染者数はフ

ァックスを用いているため 300 人を超えることが出来ないといったデマも流されるほど日本の先端技術導入の

低調さは世界的にも有名である（FactCheck Initiative Japan, 2020 年 8 月 14 日）。
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第 2 節　先行研究と本調査の関連

　本調査の結果を分析する上で、2 つの異なった視点があることに注意を払う必要がある。

1 つ目は表題にあるように、IT ないし DX の導入に際する労使間交渉のプロセスや内容につ

いて分析を進めることである。新たな技術の導入は労働者の労働環境の改善だけではなく、

人員削減などの悪化も対象となりえる。そのような意味で、労使間における対立や、労働者

側の求めるものをアンケート調査から調べることは重要であろう。また、日本での以前の技

術導入時にどのような調査がなされているのかを知ることは必須であると言える。

　2 つ目は IT 技術の導入が、新たな生産設備の設置、即ち資本蓄積であるということである。

従って設備投資に関する知見を活用しなければ、アンケートの表面的な結果でしか物事を捉

えることが出来ないかもしれない。特に無形資産と生産性上昇の関係はよく知られており、

無形資産との関連を把握しておく必要がある。

　以上から本節では、「労使間交渉の視点」の先行研究と、「設備投資理論からの視点」の 2
つに主な焦点を当てて議論を行う。またそれに加えて、新型コロナウイルス感染症の拡大に

よって多くの企業が IT 導入を行ったが、その結果についてすでに得られている知見を紹介

することにする。

1　労使間交渉の視点

　労使間交渉の観点から議論するには、1970 年代後半から 80 年代初頭にかけてのマイクロ

コンピューター制御による機械の導入、通称「ME 革命 7」の議論を除くことはできないだろ

う。というのも、ME 革命の後に IT 革命が生じるわけであるが、日本ではこの IT 革命期の

IT 導入が他の先進諸国に比べ遅れているという議論があるように、スムーズに行われなか

った。そのため、事実上この ME 革命こそが新技術導入の際の労使間交渉を知る上で唯一の

史料となるのである 8。

　1983 年に上梓された財団法人機械振興協会経済研究所の報告書は、その中でも ME 機器

の導入が雇用にどのような影響をもたらしたのかを調査したものである。この報告書によれ

ば当初、他の先進国と日本では ME 機器の導入に対する立場が異なっていたことが指摘され

ている。具体的には、他の先進諸国が「相当の雇用削減」があると導入に対して慎重論をと

っていたが、日本では「企業の生産性の向上とそれに伴う輸出の拡大」が主張され、かつ余

剰労働力は日本の雇用慣行により円滑な配置転換によって移動が生じるので失業は生じない

という楽観的な立場であったことが分かる。その後 1982 年ごろを境にして ME 機器の無秩

序な導入が雇用に悪影響を与えるとして労使間の事前協議の実施などが行われるようになっ

 7　 Micro-Electronics revolution のこと。半導体技術の進歩により集積した回路とソフトウェアを用いることで機

械をコンピューター制御することに成功した半導体分野の革命である。今日の IT は情報通信技術に特化した

ME である。
 8　 勿論 IT 導入に関するものもあるが、ME ほど大きな枠組みで調査されておらず、事例毎の調査に留まることが

多い。FA（Factory Automation）、OA（Office Automation）に関しても同様である。
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た。ただし、導入による生産性向上の成果は人員の削減ではなく、労働時間の短縮へと振り

分けることを目標とすることが主である。その上で、比較的高齢な労働者を人員配置転換で

どのように教育するのかが問題となったのである。

　田島（1990）は 1980 年代前半に行われた調査をサーベイし、求められる技術や労働組合

の態度に関する結果を報告している。彼によれば、実施している企業に限れば、労働組合に

よる団体交渉よりもむしろ懇親会や労使協議で説明や協議を実施しているが、一方で半数の

企業でそもそも協議や説明会が実施されていなかったことを指摘している。また雇用者を守

るという観点から、大規模な労働争議にならなかったこと、配置転換等で企業が実際に雇用

を守ったことを挙げている。実際に 1970 年代からの ME 化は、日本が高度経済成長期から

中成長へと移行するさなかの出来事であり、経済発展による雇用の受け皿が十分あったため、

そもそも労働組合の反発が強く ME 化に消極的だった欧米と比較して、日本は ME 化に楽

観的にかつ協調的だった（松山、1985）。また北村 (1986) によれば、ME 化の進行に伴い

工場に於いて雇用は減少するものの、排除された労働者は教育訓練と配置転換や出向が行わ

れ、解雇そのものはごくわずかであった。しかし彼らが述べているように、1980 年代中頃

では日本の経済成長が低迷し始めており、それに伴って雇用問題が発生し始めている。だが

幸いなことに、この段階で既に日本では多く ME 化が取り入れられており、導入の初期段階

を過ぎていた。また導入した ME による生産性の上昇が発生し始めたことと、続くバブル経

済によって労働問題がさっぱり解決してしまったことによって、これら導入に関する議論が

失われてしまった可能性がある。

　この 80 年代前半の ME 化を経て続く 90 年代の IT 革命へと繋がることになるが、長井

（2002）がまとめているように MR 化が、いわゆる減量経営を目的としたどちらかといえば

ブルーカラーの議論だったのに対して、IT 革命は急速なグローバル化に伴うホワイトカラ

ーの働き方に大きな影響をもたらした。実際に、図表 1 − 1 は 1989 年に当時の郵政省が発

刊した通信白書であるがこれを見てみると、すでにホワイトカラーの事務作業について大き

な効果を及ぼしていることが分かる。また特に事務・データ処理を目的に導入されているこ

とが分かる。
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図表 1-1　ネットワーク化の目的と効果

目的 
（％）

効果あり 
（％）

事務処理業務の省力化 42.5 48.6
迅速正確なデータ処理 24.3 23.5
データの有効活用 4.0 6.3
資金決済迅速化・運用効率化 0.4 0.8
顧客サービスの改善・充実 12.6 9.8
サービス地域拡大・時間拡張 0.4 ―

顧客確保・取引拡大 4.0 4.3
競争力の強化 8.5 4.7
形成戦力決定の迅速化・正確化 2.8 1.6
その他 1.6 0.4

出典）郵政省「平成元年版　通信白書」（78 頁）より一部抜粋

　また、IT 革命に至る段階としては 1970 年代からのオフィス事務機器の機械化・電子化と

した「OA 化」があるが、この議論は ME 化と比較すると少ない。例えば、幸田 (1986) で
は OA 機器の導入によって特に事務部門の女性社員が減少していることを指摘しているもの

の、企業全体で配置転換や出向を行っているために労働者全体の減少にはつながっていない

ことを報告している。このことは ME 化と同様に、結局のところ“受け皿”があるために労

働問題として大きく取り上げられていなかったことを意味している。

　また、ME および OA の導入に関して、労働省が 1984 年から翌 85 年にかけてアンケー

ト調査の結果を報告している。この調査では、労使間協議の有無だけではなく、導入目的や

労働者側の関心事項など、本調査と同様の項目も調査している。さらに、導入による教育研

修の有無や、その実施主体まで調査しており、非常に重要である。そこで、ここでこれら調

査（労働省統計情報部（1984）・労働省政策調査部（1985））から本調査と比較できるだろ

う結果を一部引用し、ここでまとめておくことにする 9。

　図表 1 − 2 は ME 機器の導入に際して企業（事業所）が労働者に対してどのような協議等

を行ったかを調査した結果をまとめたものである。また図表 1 − 3 は OA 機器等の導入に際

しての同様の調査を行った結果をまとめたものである。

　

 9　先述の田島（1990）でもこれら調査は引用されており、ここで改めて結果をまとめておく。
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図表 1-2　ME 導入に際しての説明・協議の実施状況

行った（49.3%）

職場懇親会等 労使協議 団体交渉 行っていない

ME 44.0% 52.9% 3.0% 50.7%

出典）労働省統計情報部（1984, 39 頁）より一部抜粋

図表 1-3　OA 機器等の導入に際しての説明・協議の実施状況

説明・協議あり（31.7%） 説明・ 
協議なし説明のみ 意見聴取 協議した 同意を得た 不明

OA 44.9% 18.4% 23.7% 11.0% 2.1% 68.3%

出典）労働省政策調査部（1985, 20 頁）より一部抜粋

　ME 機器の導入に際しては約半数が、OA 機器等の導入に際しては約 7 割の企業または事

業所で協議や説明が行われていないことが分かる。本調査に関する詳細は後の章で紹介する

が、本調査でも協議などを実施した企業は半数程度である。ME 機器は半数であることから

ME は OA 導入よりも積極的であったことが分かる。また IT 導入が ME 導入と同様の比率

であることが明らかとなった。ただし、事前協議を行っているのは 4 割弱であり、どちらか

と言えば非積極的であると言える。サンプル数が ME、OA、IT だけであるので評価は難し

いが、ME が工場設備であり、製造従事者、即ちブルーカラーであったのに対して OA や

IT はホワイトカラー的な役割が大きいとすれば、ホワイトカラーへの協議や説明は非積極

的であると捉えられるのかもしれない。

　協議の方法を見てみると、ME では労使協議が最も多く、次いで職場懇親会等であった。

一方で OA では説明のみが最も多く、協議、意見聴取と続いていた。このことから、OA で

は説明会や協議を行っている 3 割の回答群でも、その半数程度は説明のみに留めていること

が分かる。従って、OA 機器導入では「協議」そのものに対して非積極的であったと言える。

図表 1-4　導入に際して労働者側の主要関心事項

雇用保障

配置転換 
教育訓練 賃金 労働時間 安全衛生

その他 
不明

ME 13.1% 63.8% 7.5% 30.7% 40.9% 10.3%
OA 13.1% 82.0% 7.0% 24.4% 13.1% 17.8%

出典）労働省統計情報部（1984, 39 頁）・労働省政策調査部（1985, 20 頁）より一部抜粋

　図表 1 − 4 は ME または OA 機器の導入に際して、労働者側が特に関心を持っていた内容

に関してまとめたものである。これを見ると、ME および OA の両方で、配置転換や教育訓

練についてが最も高く、OA では 8 割にも達する。一方で雇用保障（13％）、賃金（7％程度）

と雇用に関しては割合が低い。また ME や OA では労働時間が高かった。これは ME や OA
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の導入によって効率化が図られ、労働時間短縮になることへの関心があったためと思われる。

先述のように、この間では労働時間の短縮や余暇の充実へと振り分けられていたためであろう。

また ME で安全衛生が高いことは、実際に製造工程で作業する工員達の意見が多い為であろう。

図表 1-5　導入の進展に伴う労働面に於ける今後の問題点

問　題　が　生　じ　る　と　思　う

問題は

生じな

い

中高年

労働者

の活用

職業訓

練・研

修

新技

術・知

識の確

保

単調労

働への

対応

モラル

の低下

への対

応

人事管

理制度

の見直

し

賃金制

度の見

直し

健康管

理の充

実 その他

ME 33.0% 29.1% 66.8% 14.5% 3.2% 5.2% 6.1% ― 3.9% 63.2%
OA 17.3% 22.6% 76.7% 20.9% 3.3% 4.7% 3.3% 3.0% 0.5% 55.1%

出典）労働省統計情報部（1984, 40 頁）・労働省政策調査部（1985, 34 頁）より一部抜粋

　図表 1 − 5 は ME と OA の導入が今後進展した場合、どのような労働問題が生じるかをア

ンケート調査した結果をまとめたものである。「問題が生じると思う」の中では、ME 及び

OA では「新技術・知識への確保」が最も重要だと思われていたことが分かる。これは今日

の日本において先進諸国と比較し研究開発投資への支出が少ないことや教育関連費の削減が

言われていることからまさに的確であったと言える。「中高年労働者の活用」は、現在の日

本でも少子高齢化が加速している中で、非常に大きな問題ではあるが、OA 機器よりもむし

ろ ME の方が関心は高かった。現在では職人の後継者問題としてどちらかと言えば人材不足

の面が強調されており、当時の過剰技術者が生じるだろうという予測とは真逆であると言え

る。「教育訓練・研修」では新技術を取り扱うためのものだけではなく、配置転換に伴うも

のも含まれる。日本では慣例的に On the job training が多いと言われているが、Off the 
job training の重要性も今日ではよく知られている 10。一方で「モラルの低下」に関する心配

はあまりしていない。この「モラル」が何を指すのかははっきりとしないが、例えば今日テ

レワークや在宅勤務を行う上で問題とされるのが、「実際に何をしているかわからない」と

いった勤務状況の把握が難しいということである 11。このような問題に関して、当時あまり

認識がなされていなかったのかもしれない。

　「問題が生じる」と考えていた割合は ME・OA ともに約 4 割程度であった。しかし、そ

の 4 割が懸念していた問題は今日実際に問題となっていると言える。今後より IT 導入を進

めていくうえで、同様の問題がさらに生じるのは過去の調査からも明らかである。これら問

題を解消あるいは軽減するためにも今一度過去から今日に至るまでの調査を見直し、対策を

10　 例えば On the job training や Off the job training と生産性の関係に関する実証分析として、権ほか（2012）
や森川（2018）がある。

11　 この問題は新型コロナウイルス感染症拡大下に於いて日経リサーチによって行われたアンケートでも指摘され

ている（日経リサーチ「テレワーク拡大、浮き彫りにする働き方の課題」, 2020 年 5 月 15 日付）。また人事管

理やテレワークの問題に関して、厚生労働省が「これからのテレワークでの働き方に関する検討会」ガイドラ

イン策定に動いている。
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打つ議論が不可欠であろう。　　　　　

2　設備投資理論からの視点

　前節では、導入に際する労使間コミュニケーションについて過去の調査を調べることを主

題にしていた。本節では少し視点を変えて、設備投資理論の視点に立って技術導入について

考察してみることにする。

　AI などの新技術を企業に導入するということは、通常、情報通信機器やソフトウェアに

関する設備投資として考えられる。企業の設備投資はこれまで多くの知見が経済学に蓄積さ

れているが、その中でも投資に付随する費用としての「調整費用 12」を考慮するべきであろう。

この調整費用とは、新たな機械・設備の導入に於いてその投資そのものに付随する費用とし

て、設置にかかる時間などのコストだけではなく、企業組織や人材の育成、知識の共有など

の「無形資産への支出」も意味する。今日、無形資産は非常に重要なテーマとして経済学で

取り扱われている。この無形資産とは、機械や工場などの建物、構築物のように実際にモノ

として実在する有形資産に対比して、実際には触れることが出来ないが、確かに資産である

と思われるものを意味する。有形資産、無形資産、調整費用について例えばタクシーで考え

てみよう。タクシーは車なので、車は有形資産である。しかし、このタクシーで営業するた

めには、運転するための技術や営業する上での規則などの知識が必要となる。またカーナビ

を搭載すればカーナビの機械はそのまま有形資産だが、地図ソフトや音声ガイドソフトも必

要となるだろう。またこのカーナビを操作するにも場合によっては訓練が必要である。以上

をそれぞれ分類すると、タクシーとカーナビは機械設備の投資、地図や音声ソフト、運転技

術、営業法令の知識は無形資産投資、またカーナビ操作訓練は調整費用となるだろう。

　それではこの無形資産とはどのような種類があるのだろうか。現在よく用いられる分類が

あるので紹介しておく。

　

12　 設備投資理論では調整費用関数として用いられる。これは大抵２次の凸関数で、

K
I

K
2 t

t
t

1

2

1
a

d-
-

-d n

　　 のように表現される。ここで I は設備投資額、 K は資本ストック、 d は資本減耗率、 aは調整費用を特徴付

けるパラメーターである。これは定常状態では投資比率は資本減耗率に等しいので、資本減耗を補うだけの投

資では調整費用は掛からないことを意味する。この調整費用関数の形状に関して Suzuki and Chida (2017) が
２次関数の形状がデータから支持されることを実証している。設備投資理論における投資関数は、上記の調整

費用関数を用いた、企業の最適化行動のための一階条件として、

/ .I K Const Qt t t t1 b f= + +-

　　のように導出される。なお、Qはトービンの Q である。詳しくは例えば鈴木（2001）を参照されたい。
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図表 1-6　無形資産の分類

2008SNA Corrad, Hulten, and Sichel (2009)
1. コンピューター・ソフトウェア 1. 情報化資産

及びデーターベース コンピューター・ソフトウェア

2. 資源開発権 データーベース

3. 研究・開発 2. 革新的資産

4. 娯楽・文芸・芸術的創造物 資源開発権

5. その他の知的所有権 科学的研究開発

著作権・ライセンスなど

デザイン及び非科学的研究開発

3. 経済的競争力

ブランド資産

企業特殊的人的資本

組織改編費用

出典）宮川・石川（2020, 74 頁）より引用

　図表 1 − 6 は経済学で考えている無形資産を分類したものである。図表 1 − 6 の左列は国

民経済計算体系に於いて考慮されている、あるいはしようとしている無形資産 13 である。一

方で右列は、Corrad, Huten, and Sichel (2009)（以下「CHS」と略す）によって定義され

た無形資産の分類である。CHS による無形資産分類は、Harvard 大学の Dale Weldeau 
Jorgenson 教授を主催とする World KLEMS14 や、日本でも JIP Database15 などで推計が

なされている 16。今日内閣府によって推計されている国民経済計算では「5. その他の知的所

有権」はまだ計上されていないが、それ以外に関してはすべて資産として扱われている。一

方で、CHS ではより広範囲にわたるものを資産であると認識している。

　投資に付随する費用という側面で見れば、今回のアンケート調査の主題である労使間交渉

への取り組みというのは、まさにこの調整費用をとらえているものと考えることが出来る。

先に述べたように、ME 化では配置転換や教育訓練が行われており、付随的な費用が掛かっ

ているのは明白である。本調査のように、導入に際して行われる研修は「企業特殊的人的資

本」であり、新たな部署の設置などが生じればそれは「組織改編費用」として投資と判断さ

れるべきなのである。

13　 「娯楽・文芸・芸術的創造物」の一部は娯楽作品原本として 2020 年改訂から、「その他知的所有権」は今後実装

される予定である。「娯楽・文芸・芸術的創造物」とは例えばイギリスの例を挙げれば、シャーロック・ホーム

ズやハリー・ポッターなどの文芸作品はイギリスでの観光収入源となっており、これは無形資産が実際に付加

価値を生み出していると言える。
14　 KLEMS とは、Capital (K)、Labour（L）、Energy (E)、Materials (M)、Services (S) の投入（input）または

産出物（output）について産業別に議論することを目的としたものであり、それぞれの頭文字をとってこのよ

うに呼ばれる。
15　 独立行政法人経済産業研究所（RIETI）の Japan Industrial Productivity（JIP）Database であり、KLEMS

と比較できるような産業分類で資本や労働などについて推計がなされている（https://www.rieti.go.jp/jp/
database/jip.html）。

16　日本を含む主要国の無形資産推計に関しては EU KLMES 2019（https://euklems.eu/）を参照。
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　この「投資として判断されるべき」というのは企業会計上非常に重要な意味を持つ。企業

の財務会計では、投資は純利益から税を除いた部分で行わなければならない。このことはい

くら投資を行っても企業が生み出す付加価値には影響しないことを意味している。しかし、

仮に上記のような「付随する無形資産投資」が費用としてみなされているとすれば、付加価

値はその分だけ減少してしまうのである 17。

　有形資産への投資に付随する無形資産投資が生産性にどのような影響を及ぼすかについて

の調査を、Brynjolfsson et al.(2018) や日本では外木・宮川（2019）などが行っている。

彼らによれば、生産性の一種である全要素生産性（TFP）は、IT 投資のブームが生じたと

きには、調整費用が考慮されないために過小推計されることがデータ上で明らかにされた。

また投資ブームが落ち着き、資本蓄積の伸びが緩やかになると、生産性が過剰推計されるよ

うになるという、J-curve18 と呼ばれる現象が生じることが示された。

　以上の議論から、新たな技術への投資には付随して調整費用という名の一種の無形資産投

資が生じることが分かるだろう。さらにこの無形資産によって生産性の評価に推計誤差が生

じることが分かる。本調査の調査票にある、労使間での協議やそれに費やした時間は、導入

の際の企業組織や労働者などに対する付随的な支出であるので、これらは調整費用であるこ

とは明らかである。この調整費用は投資への障壁となりえるだろう。また調整費用を負担す

るのは企業であるが、銀行はこれらに対する資金を融資してくれるだろうか。おそらく IT
機器やソフトウェアなどの費用は貸し付けるだろうが、それ以外の具体的にかかる費用が分

からないこれらのような付随的な支出まで貸し出すことはしないであろう。従って企業はこ

れら調整費用が高ければ、その分の資金を調達できず、投資を過小にするか、最悪の場合実

行に移さないのである。

　本調査では、「具体的にどのような労使間コミュニケーションを行っているか」、「導入に

際して事前にどの程度期間協議しているか」といった調整費用を把握するための質問項目を

有している点で興味深いデータが得られていると言えるだろう。本来であれば、金額ベース

のデータが望ましいが、今回は調査できなかった。しかし、企業の直面する調整費用という

障壁の程度を理解し、企業の負担をどのように支援できるかを考えるための基礎資料となる

であろう。

3　新型コロナウイルス感染症と IT 導入

　前節の設備投資の視点を少し掘り下げてみることにする。現在新型コロナウイルス感染症

の拡大により、我が国における IT・DX の導入は、急速に議論なく導入せざるを得なくなっ

17　 IT などの新技術への投資は従来の枠組みに無い付随的な投資を必要としており、その投資が考慮されないため

計測上 Solow 残差が現実との間にバイアスを持ってしまうことを Basu et al. (2003) や Brynjolfsson et 
al.(2018) が指摘している。

18　 アルファベットの J のような挙動をすることからこのように呼ばれる。本来は金融の分野で使われる表現のよ

うである。

- 10 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



た。このような状況下で、企業に対して IT はどのような効果を持ったのかをサーベイして

おこう。

　新型コロナウイルス感染症流行による働き方の変更という観点から、在宅勤務の生産性に

着目した研究として森川（2020）がある。彼は 2020 年 4 月に行った調査で、在宅勤務によ

る生産性は、在宅勤務以外と比較して相対的に低くなっていることを報告している。この結

果は、Brynjolfsson et al.(2018) や外木・宮川（2019）と整合的である。すなわち、新技

術への投資によって、調整費用が存在するために、機器への投資額以外の付帯費用が掛かっ

てしまい、一時的な付加価値額が減少し、生産性が大きく低下したと考えることが可能であ

る。このような議論をする上で最大の問題点は、前節でも述べているが、これらの付随的な

費用が、導入のために準備している期間から発生するが、その分の費用がどれほど掛かって

いるのかが分からないことである。繰り返しになるが、本調査ではこれら費用の額ではなく、

「どのような種類の協議を有しているのか」や事前協議の期間を調査するにとどまっている。

しかし、どのような種類の費用が生じているのかを考察または類推することが可能という意

味で非常に重要である。

第 3 節　調査の概要

　本調査がどのように行われたのかをここで一度提示しておくことにする。

　⃝　調査期間：2020 年 3 月 9 日～ 4 月 17 日

　⃝　調査対象：全国 30 人以上規模の事業所

　⃝　配布票数：20,000 票

　⃝　不達票数：165 票

　⃝　回収票数：3,670 票

　⃝　回収票率：18.5％

第 4 節　各章の概要

　ここで各章の構成と、その概要を簡単に紹介することにする。

　第 2 章では、調査結果の全体像を捉えるために、単純集計結果を中心に俯瞰している。

DX の導入という観点からすると、過去 5 年間に DX 導入を行った回答群は全体の約 33％程

度であり、6 割強の回答群はそもそも導入を行っていないことが明らかとなった。これは

DX 導入が急速には進んでいない現実を浮き彫りにしていると言えるだろう。

　この DX 導入の目的とその効果達成の可否を見てみると、「定型業務の効率化や生産性向

上」が最も高く、8 割強の回答群がこれを目的としている。しかし効果があったと回答して

いる群は 64％にとどまっている。「人件費の削減」を目的としているのは導入した群の 3 割

程度であるが、効果が出たのは 2 割程度である。急激な生産性上昇は見込めないとする第 2
節での議論と整合的である。導入の協議により生じた問題として調整に時間を要し導入など
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が遅れたことや従業員の意見を反映させるためにコストが増えたといったものがあった。し

かし問題が生じたのは 3 割弱であり、6 割は問題が生じていないと回答している。

　なお、協議が行われなかった理由としては「経営判断」が半数であり、実際に運用する労

働者と経営者の間に認識の齟齬が生じている可能性が指摘される。このような回答群では導

入後にどのような問題が生じたのかを調査することで、労使間コミュニケーションが実際に

必要なのかを明らかにすることに役立つだろう。

　第 3 章では、企業や事業所が保有している協議手段の種類と、その手段によって DX 導入

にどのような効果があるのかを調査している。その結果、社内 SNS などの相互コミュニケ

ーションツールを有しているような企業では、その保有群は少ないものの、導入の事前事後

で協議する傾向が高いことが示された。実際に社内 SNS などのツールを保有している回答

群では、「業務内容の見直し」や「勤務時間や働き方の見直し」が特段高い水準にあり、当

初の計画を見直す契機となっていることが示唆された。

　また、事後協議を行っている回答群では、アンケートや専門組織による活動によって従業

員の納得感を高めるために教育訓練を行っている傾向が高いことが明らかとなった。どの程

度の期間事前協議を行っているかを確認したところ、半年前から行っている回答群が最も多

かったが、それ以上に長く 1 年以上かけて協議している回答群も多くあった。このことは、

半年以上という時間を、DX 導入に際して付帯的な支出、即ち調整費用として支払っている

ことに他ならない。

　さらには、事後の教育訓練などで人的資本という無形資産への投資も同時に行っているこ

とが明らかとなった。このようなコストとして捉えられてしまう、調整費用などの無形資産

への投資をどのように支援するのかが DX 導入を進めるうえでカギとなるだろう。

　第 4 章では、導入する技術の種類によって導入プロセスや導入効果にどのような差異が生

じるかについて考察している。導入を最も行っているのは製造業であり、3D プリンターで

は 75％が、ロボットでは 70％程度が、IOT・ビッグデータでは 50％超の事業所が導入して

いる。一方で AI の比率が高いのは卸売・小売業であり、3 分の 1 を占めている。

　これらの導入に対して協議が行われた比率が最も高いのは AI であった。特に事前協議が

非常に多く行われている。一方で他の技術に関して協議の実施は約 5 割である。特にクラウ

ドや RPA（Robotic Process Automation19）では協議を行っていない比率は 50％を超えていた。

　この結果と比較して、各技術の導入で課題が生じたかの有無を確認すると、協議が最も多

かった AI では課題の発生が最も低かった。また、RPA は最も課題が生じたと回答している。

事後協議が多かったその他 ICT や IOT・ビッグデータ、クラウドは課題が生じたと回答し

ている比率が高い。これは課題が生じたために協議を行ったと考えられる。

　課題の内容としてはほとんどが「調整に時間がかかり計画に遅れが生じたこと」「従業員

19　 事務作業などのホワイトワーカーの作業を PC が記録し、それによって自動処理するようなシステムのこと。

狭義の RPA には AI を含まない。
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の意見で予定よりコストが高いものを導入した」である。特に前者の運用計画の遅延は、

IOT・ビッグデータが最も高いものの、ほかの技術はほとんど 65％前後であり、特に協議

が影響しているとは言えない。以上のことから、協議を実施することは、導入後の課題を減

らす可能性があることが示唆された。ただし、生じる課題としては導入・運用スケジュール

の変更に留まり、協議の有無によって生じる課題に差異はないことが明らかになった。

　第 5 章では、第 2 章から第 4 章までの総括を行いむすびに代えることにする。
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第 2 章　調査結果概要−単純集計結果を中心に−

　まず、調査結果の全体像を、単純集計結果を中心に概観する。文字どおり、あくまでもデ

ータ全体から考えると、どういった様相となっているのかを検討する。それじたいが本調査

の重要な結果であると同時に、後ほど個別テーマごとに検討する事前の準備作業である。

第 1 節　事業所概要

1　所属企業全体の規模

　本調査は事業所を対象とした調査であるが、それぞれの事業所が所属する企業の規模をみ

ると、図表 2 − 1 にみるように、100 ～ 299 人規模がもっとも多く、ほぼ 4 割を占める。

300 ～ 999 人がほぼ 3 割で、両者で全体の 2/3 ほどとなっている。1,000 人以上規模は 2 割

弱である。

2　所属企業の業種

　製造業がもっとも多く、全体の約 1/3 を占める。それに、「卸売業・小売業」（13.3％）、「運

輸業、郵便業」（11.0％）、「建設業」（9.6％）、「医療、福祉業」（8.8％）が 1 割前後で続い

ている（図表 2 − 2 参照）。

　

図表 2-1　企業全体の規模（％、N=3670）

4.9

13.9

28.7

37.9

10.8

3.3

0.5

- 10.05.0 15.0 25.020.0 30.0 35.0 40.0

5,000人以上

1,000～4,999人

300～999人

100～299人

50～99人

無回答

30～49人
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3　創業年

　創業年は、図表 2 − 3 にみるように、10 年ごとに区切ると、もっとも多いのは 1950 年代（16.9％）

で、1960 年代が 15.7％で続いている。さらに、1940 年代（12.2％）、1970 年代（11.4％）

が 1 割を超える水準となっている。1899 年以前という 100 年以上続いた企業が約 5％ある

一方で、2000 年以降創業の企業が約 7％となっている。平均は 1956 年である。

4　事業所の従業員数

　合計人数では、「100 ～ 299 人」がもっとも多く 3 割を超えている。それに「50 ～ 99 人」

図表 2-2　所属企業の業種（％、N-3670）

-0.3 0.1

9.6

33.4

0.6
2.9

11.0
13.3

1.9 0.7
2.1 1.7 1.6 1.8
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1.2

6.8

0.1 1.0 1.2

-

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

図表 2-3　創業年（％、N=3670）

4.7
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7.2
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2.7
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1899年以前

1900～1909年
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1950～1959年
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2000～2009年
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無回答
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が 1/4 強で続いている。男性人数では、「50 ～ 99 人」（25.1％）規模がもっとも多い。それ

に対して女性では、「1 ～ 9 人」規模が 1/4 弱でもっとも多くなっている（図表 2 − 4 参照）。

　全体の総平均人数は 251 人である。男性、女性の平均はそれぞれ 118 人、78 人となって

いる。

5　正社員数

　正社員数の全体では、「100 ～ 299人」（24.5％）がもっとも多く、それに「50 ～ 99人」（23.8％）

が続いている。男性人数では、「50 ～ 99 人」（24.3％）規模がもっとも多い。それに対して

女性では、「1 ～ 9 人」規模が 4 割弱で最も多くなっている（図表 2 − 5 参照）。

　全体の平均人数は 134 人で、男性、女性の平均はそれぞれ 93 人、32 人となっている。

図表 2-4　事業所の従業員数（％、N=3670）
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1.0

24.5

17.0

9.3

12.6

6.4

13.1

9.6

3.4 3.0

-

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

０人 無回答

全 体 男性 女性

１～９人 10～19人 20～29人 30～39人 40～49人 50～99人 100～299人 300人以上

図表 2-5　事業所の正社員数（％、N=3670）

0.2

5.2 5.3
7.2

10.5
7.9

23.8 24.5

7.1
8.3

0.7

9.3 9.7
11.1

10.6
8.3

24.3

18.6

4.4
3.03.9

38.9

19.6

11.4

6.0
3.5

7.7

4.8

1.2
3.0

-

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

０人 １～９人 10～19人 20～29人 無回答50～99人 100～299人 300人以上30～39人 40～49人

全 体 男性 女性

- 16 - - 17 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



6　派遣労働者数

　派遣労働者は、図表 2 − 6 にみるように、「0 人」（37.0％）が最も多く、それに「1 ～ 9 人」

（27.7％）が続いている。男性では「1 ～ 9 人」（45.8％）規模が最も多く、「0 人」（29.1％）

が続いている。女性では、「1 ～ 9 人」規模がほぼ 6 割弱で最も多くなっている。

　平均人数は全体では 13 人で、男性、女性の平均はそれぞれ 12 人、9 人となっている。

7　労働組合の有無、ユニオンショップ協定の締結

　労働組合の有無を尋ねたところ、「あり」が 40.2％、「なし」が 59.3％であった。

　労働組合がある場合、ユニオンショップ協定を締結しているのは 66.3％、締結していな

いが 30.7％であった。さらに、正社員以外の加入者があるかに関しては、「加入している」

（26.2％）、「加入資格はあるが、加入していない」（5.2％）で、資格があるという回答がほ

ぼ 3 割である一方で、「加入資格がない」が過半数となった（図表 2 − 7 参照）。

図表 2-6　事業所の正社員数（％、N=3670）

37.0

6.7

27.7

1.93.5 2.51.2 1.4 0.4

17.9

29.1

45.8

9.2
1.9

3.9
1.2 3.0 1.3 0.4 4.2

15.1

59.5

10.2

4.5
2.1 1.2 0.82.3

0.1
4.2

-

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

０人

70.0

無回答１～９人 10～19人 20～29人 30～39人 40～49人 50～99人 100～299人 300人以上

全 体 男性 女性

図表 2-7　正社員以外の加入（％、N=1475）

加入している, 
26.2

5.2

加入資格はあるが
加入していない, 

加入資格がない, 
53.2

把握していない, 
11.9

無回答, 3.6
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第 2 節　通常の労使コミュニケーション

1　従業員との協議のための手段、意見集約を行う範囲

　通常の労使コミュニケーションのための手段としては、「社内報や社内掲示板などで情報

提供する」（67.1％）がもっとも多く、「懇談会・説明会などの常設ではない会合」（44.2％）、

「相談窓口やその他の苦情処理機関」（41.3％）が 4 割を超える水準で続いている。さらには、

「従業員へのアンケート調査」（34.7％）、「労使協議機関での協議」（32.2％）、「労働組合と

の団体交渉」（30.9％）が 3 割台となっている（図表 2 − 8 参照）。

　中でも、企業規模別にみた場合、5,000 人以上規模においては、協議のための手段・チャ

ンネルを備えている比率が平均よりも相当程度高い。

　また、創業年別にみると、社歴の長い企業に比べて短い企業のほうが、全般的に、より多

くの協議手段・チャンネルを備えていることがわかる。ただ、その中にあっても、社歴の長

い企業では、「労働組合との団体交渉」、「取組を行うための専門組織の編成」に関して、よ

り新しい企業よりも整備率が高くなっていることが興味深い（図表 2 − 9 参照）。

　さらに、協議をする際、意見集約を行う範囲については、「全従業員」（50.3％）が過半数

となり、「労働組合員」（21.0％）、「正社員」（20.7％）が 2 割ほどとなっている。

　

図表 2-8　労使協議のための手段①（％、N=3670、M.A.）

67.1

44.2

41.3

34.7

32.2

30.9

13.3

12.2

80.1

63.5

71.3

63.5

61.9

60.8

39.8

合計(3670)

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

社内報や社内掲示板などでの情報提供
懇談会・説明会などの常設ではない会合

相談窓口やその他の苦情処理機関
従業員へのアンケート調査

労使協議機関での協議
労働組合との団体交渉

社内ＳＮＳなどのコミュニケーションツール
取組を行うための専門組織の編成

15.5

企業規模・5,000人以上(181)
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2　協議事項、協議結果の反映

　従業員と協議する事項については、図表 2 − 10 にみるように、労働条件や福利厚生に関

する事項が挙げられる場合が多い。「労働時間・休日・休暇」が 71.7％でもっとも高く、「安

全衛生」（66.0％）、「福利厚生」（50.8％）、「賃金・退職給付」（47.1％）と続いている。

　その一方で、生産性や経営、人事管理に関する事項の指摘は相対的に低い。「生産性向上」

（41.6％）、「教育訓練」（39.7％）がほぼ 4 割、「人事」（24.6％）、「経営」（19.5％）がほぼ

2 割程度となっている。

図表 2-9　労使協議のための手段②（％、M.A.）

47.9

39.1

36.2

3.0

13.0

39.0
4

14.6

1.3

55.9

67.7
7

55.9

48.0

.2
37.5

40

26.8

8.7

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

取組を行うための専門組織の編成

創業年・1919年まで(384) 2000年以降(254)

社内報や社内掲示板などでの情報提供

懇談会・説明会などの常設ではない会合

相談窓口やその他の苦情処理機関

従業員へのアンケート調査

労使協議機関での協議

労働組合との団体交渉

社内ＳＮＳなどのコミュニケーションツール

図表 2-10　従業員と協議を行う事項（％、N=3670,M.A.）

71.7

66.0

50.8

47.1

41.6

39.7

19.5

24.6

14.8

2.2

1.9

- 10.0 30.0 40.020.0 50.0 70.060.0 80.0

労働時間・休日・休暇

安全衛生

福利厚生

賃金・退職給付

生産性向上

教育訓練

人事

経営

正社員以外の従業員

その他

無回答
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　そうした協議の結果の反映に関しては、「労働条件・職場環境の改善」（89.2％）がもっと

も多い。それに比べると、経営や人事制度につながるものは、相対的に少ない。「雇用の維

持や配置・職種転換」（42.1％）、「ハラスメント防止への影響」（37.2％）がほぼ 4 割程度、「教

育訓練制度の見直し」（33.4％）は 3 割超となっているが、「人事評価」、「経営方針」の見直

しに関しては、2 割強、1 割強の水準に留まっている（図表 2 − 11 参照）。

　

図表 2-11　従業員との協議結果の反映（％、N=3670、M.A.）

89.2

42.1

37.2

33.4

24.3

13.2

2.8

2.9

- 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

労働条件・職場環境の改善

雇用の維持や配置・職種転換

ハラスメント防止への影響

教育訓練制度の見直し

人事評価の見直し

経営方針の見直し

その他

無回答

10.0 30.0 50.0 70.0 90.0
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第 3 節　新しいデジタル技術の導入

1　過去 5 年間における新しいデジタル技術の導入、その内容

　過去 5 年間に新しいデジタル技術を導入した事業所は 33.4％、導入していない事業所が

64.4％であった。

　導入をした 1264 事業所にその内容を尋ねたところ、図表 2 − 12 にみるように、もっとも

多いのは「クラウド」で 61.7％であった。そして、「RPA」（22.2％）、「ロボット」（17.3％）

が、ほぼ 2 割前後で続いている。AI、IOT、3D プリンターなども、全体の中では低い水準

にあるものの、1 割ほどの事業所では導入されている。

　企業規模別にみると、「クラウド」は、「30 ～ 49 人」規模を除くと、相対的に小さな規模

企業において、導入比率が高くなっている。「50 ～ 99 人」規模では、約 8 割で導入されて

いる。逆に、「5,000 人以上」規模では、4 割を超える水準に留まっている。

　「AI」に関しては、「5,000 人以上」規模が突出して高く、6 割に近い水準にある。

　また、「RPA」に関しては、「1,000 ～ 4,999 人」規模で、ほぼ 4 割と、規模別では、もっ

とも高い水準にある（図表 2 − 13 参照）。

　

図表 2-12　活用している新しいデジタル技術（％、N=1264、M.A.）

61.7

22.2

17.3

13.1

10.9

10.6

29.0

7.1

0.4

- 10.0 20.0 40.030.0 50.0 60.0 70.0

クラウド

ＲＰＡ

ロボット

ＡＩ（機械学習を含む）

ＩｏＴ、ビッグデータ

３Ｄプリンター

上記以外のＩＣＴ技術

その他

無回答
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　さらに、業種別の状況をみると、概要は以下のとおりである。

　「クラウド」については、図表 2 − 14 にみるとおり、様々な業種において高い比率で導入

されているが、その中にあっては、「製造業」、「卸売業・小売業」、「金融業、保険業」などで、

ほぼ 5 割の水準と、相対的に低い水準にある。

図表 2-13　企業規模別のデジタル技術（％、N=1264、M.A.）

61.7

42.3

55.6

63.8 63.4

78.3

50.0

22.2 20.6

39.4

26.5
14.4

13.2

25.0

17.3

9.3

17.8 20.6
18.2

9.4 7.1

59.8

10.9

18.6 16.1

9.8 9.9
5.7

-
-

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

計(1264) 50～99人(106) 30～49人(28)

クラウド ロボット

5,000人以上(97) 1,000～4,999人(180) 300～999人(378) 100～299人(473)

３Ｄプリンター

ＡＩ（機械学習を含む） ＩｏＴ、ビッグデータＲＰＡ

上記以外のＩＣＴ技術 その他 無回答

図表 2-14　業種別のクラウド導入状況（％、N=1264）

61.7 100.0

86.4
84.2

81.5
78.8

75.0
71.4
71.1
70.0
69.0

63.6
57.8

55.0
52.3

48.0
30.0

25.0

0

50.0

0 10 20 30 40 50 60 70 8 90 100

計(1264)
鉱業、採石業、砂利採取業(2)

教育、学習支援業(22)
宿泊業、飲食サービス業(18)

情報通信業(65)
学術研究、専門・技術サービス業(33)

その他サービス業(76)
電気・ガス・熱供給・水道業(7)

運輸業、郵便業(76)
不動産業、物品賃貸業(10)

建設業(158)
生活関連サービス業、娯楽業(11)

医療、福祉(102)
製造業(438)

卸売業、小売業(176)
金融業、保険業(25)

複合サービス事業(10)
農業、林業(4)
その他(12)
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　「RPA」に関しては、サンプル数が相対的に多い業種をみると、「不動産業、物品賃貸業」、

「情報通信業」において 5 割ほどの導入となっている。

　「ロボット」に関しては、「製造業」、「医療・福祉」で、3 割程度の導入となっている。

　「AI」では、「卸売業・小売業」、「宿泊業、飲食サービス業」で、3 割程、導入されている

（図表 2 − 15 参照）。

　さらに、「IoT, ビッグデータ」、「3D プリンター」に関しては、図表 2 − 16 にみるとおり

である。「IoT, ビッグデータ」では、際だった特徴は見られないが、「3D プリンター」に関

しては、「製造業」、「生活関連サービス業、娯楽業」で、2 割ほどの導入となっている。

　

図表 2-15　業種別の RPA、ロボット、AI 導入状況（％、N=1264）
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25.0

13.1

--

25.0
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ＲＰＡ ロボット ＡＩ（機械学習を含む）

計(1264)

農業、林業(4)

鉱業、採石業、砂利採取業(2)

建設業(158)

製造業(438)

電気・ガス・熱供給・水道業(7)

情報通信業(65)

運輸業、郵便業(76)

卸売業、小売業(176)

金融業、保険業(25)

不動産業、物品賃貸業(10)

学術研究、専門・技術サービス業(33)

宿泊業、飲食サービス業(18)

生活関連サービス業、娯楽業(11)

教育、学習支援業(22)

医療、福祉(102)

複合サービス事業(10)

その他サービス業(76)

その他(12)
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2　新しいデジタル技術導入のねらいと効果

　こうした新しい技術を何のために導入し、そのねらいどおりの効果が上がっているのかを

見たのが、図表 2 − 17 である。そこにみるように、導入のねらいと上がった効果の双方で

最も多かったのは「定型的業務の効率・生産性の向上」（ねらい：81.6％、上がった効果：

64.0％。以下、同じ）であった。第 2 位、3 位は「人件費の削減」（33.2％、21.6％）、「オ

フィスコストの削減」（26.9％、18.3％）と続いている。いかに定常的なコストを削減でき

るのかが、その主たる理由となり、定型的な業務に関しては、その効率や生産性が向上して

いると回答している。

　第 4 位から 7 位は、効率化のみではなく、若干の発展的な戦略や従業員の負担軽減などの

項目が並んでいる。それらは、「非定型的、創造的業務の効率・生産性の向上」（22.7％、

14.5％）、「自社の製品・サービスの競争力の強化」（21.5％、14.3％）、「従業員のゆとりと

健康的な生活の確保」（21.3％、11.4％）、「顧客満足度の向上」（19.2％、13.5％）である。

　ただ、こうした技術が、事業戦略の全体に関わるような大きな変革をねらったものではな

いことが、第 8位以下の回答に表われている。それらは、「現在のビジネスモデルの変革」（12.5
％、6.4％）、「現在の企業マインドの変革」（9.3％、5.2％）、「優秀な人材の育成と確保」（7.1
％、3.7％）、「これまでとは異なる新規事業分野への進出」（5.1％、2.7％）という結果であ

った。

図表 2-16　業種別の IoT, ビッグデータ、3D プリンター導入状況（％、N=1264）
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計(1264)

農業、林業(4)

鉱業、採石業、砂利採取業(2)

建設業(158)

製造業(438)

電気・ガス・熱供給・水道業(7)

情報通信業(65)

運輸業、郵便業(76)

卸売業、小売業(176)

金融業、保険業(25)

不動産業、物品賃貸業(10)

学術研究、専門・技術サービス業(33)

宿泊業、飲食サービス業(18)

生活関連サービス業、娯楽業(11)

教育、学習支援業(22)

医療、福祉(102)

複合サービス事業(10)

その他サービス業(76)
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　それらを、5,000 人以上規模、2000 年以降創業企業でみると、特に、「自社の製品・サービ

スの競争力の強化」、「顧客満足度の向上」で効果があったとの指摘が多い（図表 2 − 18 参照）。

図表 2-17　新しいデジタル技術導入のねらいと上がった効果（％、N=1264、M.A.）

81.6

26.9

33.2

22.7

21.5

19.2

21.3

12.5

9.3

7.1

9.3

5.1

4.1

21.6

64.0

18.3

14.5

14.3

11.4

13.5

6.4

5.2

3.7

2.7

7.6

19.9

- 10.0 20.0 30.0 50.040.0 70.060.0 90.080.0

ねらい 効果

定型的業務の効率・生産性の向上

人件費の削減

オフィスコストの削減

非定型的、創造的業務の効率・生産性の向上

自社の製品・サービスの競争力の強化

従業員のゆとりと健康的な生活の確保

顧客満足度の向上

現在のビジネスモデルの変革

現在の企業マインドの変革

優秀な人材の育成と確保

これまでとは異なる新規事業分野への進出

その他

無回答

図表 2-18　5,000 人以上規模、2000 年以降創業企業のねらいと効果（％、N=1264、M.A.）

64.0

21.6

18.4

4.5

14.3

13.5

8.311.4

4

2

3.7

7.4
.
2.
2.
9
1
7

6.2

10.
11.

13

53.6

.5

5.
5.2
6.
2

2.6
3.1

3.
4.
5.
5
1

44.3

2
78

80
.4

.

5.2
50.5

5

12.1

2

43.1

45.
48

7

12.9

0

37.9

- 10.0 30.020.0 40.0 60.050.0 70.0 80.0 90.0

合計(1264) 従業員規模・5,000人以上(97) 2000年以降(116)

定型的業務の効率・生産性の向上

人件費の削減

オフィスコストの削減

非定型的、創造的業務の効率・生産性の向上

自社の製品・サービスの競争力の強化

顧客満足度の向上

従業員のゆとりと健康的な生活の確保

現在のビジネスモデルの変革

現在の企業マインドの変革

優秀な人材の育成と確保

これまでとは異なる新規事業分野への進出

その他
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第 4 節　新しいデジタル技術導入をめぐる労使コミュニケーション

1　技術導入前後における協議の有無

　新しい技術を導入する際、従業員との協議を行ったかについては、「行った」と「行わな

かった」が各々半数だが、僅かながら、後者のほうが多くなっている。行った場合には、「導

入前」が 39.1％、「導入後」が 12.4％であった。導入前後で両方とも行った場合には、双方

とも選択可能である。その一方で「行わなかった」のは 51.3％である（図表 2 − 19 参照）。

　それらを、業種や規模によってみたのが、図表 2 − 20、21 である。そこにみるように、

業種別には、「生活関連サービス業、娯楽業」、「医療、福祉」で、導入前協議が多く、規模

別には「5,000 人以上」を除くと、規模が小さいほど、導入前協議比率が高い。

図表 2-19　協議の有無とタイミング①（％、N=1264）

39.1

12.4

51.3

1.6

- 10.0 30.020.0 40.0 50.0 60.0

導入前に行った

導入後に行った

行っていない

無回答

図表 2-20　協議の有無とタイミング②（％、N=1264）

39.1

50.0
50.0

46.8
35.2

42.9
26.2
29.0

44.3
28.0

10.0
36.4

31.6
63.6

22.7
59.8

30.0
34.2

50.0

35.2
41.0

12.4 51.3

-
50.0

41.8
54.1

57.1
63.1

57.9
46.6

64.0
80.0

57.6
63.2

36.4
68.2

36.3
50.0

56.6
50.0

54.1
50.0

- 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 120.0

計（1264)

製造業(438)
非製造業(808)

導入前に行った 導入後に行った 行っていない 無回答

農業、林業(4)
鉱業、採石業、砂利採取業(2)

建設業(158)
製造業(438)

電気・ガス・熱供給・水道業(7)
情報通信業(65)

運輸業、郵便業(76)
卸売業、小売業(176)
金融業、保険業(25)

不動産業、物品賃貸業(10)
学術研究、専門・技術サービス業(33)

宿泊業、飲食サービス業(19)
生活関連サービス業、娯楽業(11)

教育、学習支援業(22)
医療、福祉(102)

複合サービス事業(10)
その他サービス業(76)

その他(12)
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2　導入前に協議を行った時期

　導入前に協議を行った時期としては、1 ヶ月単位でみると、「6 ヶ月前」が 31.0％と最も

多くなっている。そして、「3 ヶ月前」（17.6％）、「12 ヶ月前」（11.9％）、「1 ヶ月前」（7.5％）

と続いている。3 ヶ月前までを合計すると、ほぼ 3 割となる。その一方で、半年以上前の合

計は約半数となっている。半年以上の準備期間を考える事業所が約半数となっているが、直

前の協議をする事業所も一定数存在する（図表 2 − 22 参照）。

図表 2-21　協議の有無とタイミング③（％、N=1264）

39.1

61.9
27.8

33.9
40.4

45.3
53.6

42.5
36.1

33.5
35.3

40.0
63.8

36.9
40.7

38.4
38.0

12.4

9.3
11.1

11.9
14.4

9.4
14.3

13.8
11.3
14.8
13.8

7.9
7.8

13.3
11.9

11.5
12.3

51.3

27.8
65.0

57.4
47.6
50.9

32.1

50.6
55.6
54.6
53.1
53.9

28.5

51.9
50.7

50.1

-

49.8

20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 120.0

計（1264)

企業規模・5,000人以上(97)
1,000～4,999人(180)

300～999人(378)
100～299人(473)

50～99人(106)
30～49人(28)

労働組合・ある(520)
ない(739)

労使協議機関・ある(461)
ない(830)

無回答

創業年・1919年まで(160)
1920～1939年(133)
1940～1959年(337)
1960～1979年(326)
1980～1999年(165)

2000年以降(116)

導入前に行った 導入後に行った 行っていない

図表 2 − 22　導入前協議を行った時期（％、N=494）

7.5

3.9

0.6

-

17.6

31.0

0.8

1.0

1.0

1.0

0.2

11.9

2.2

-

21.3

10.05.0 20.015.0 25.0 30.0 35.0

１か月前
２か月前
３か月前
４か月前
５か月前
６か月前
７か月前
８か月前
９か月前
10か月前
11か月前
12か月前
13か月超
無回答
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3　協議の際の従業員側の姿勢

　導入の前後どちらでも協議を行った際の組合や従業員側の姿勢は、図表 2 − 23 にみるよ

うに、おおむね積極的との回答がほぼ半数となった。「積極的に対応を求めてきた」（28.7％）、

「やや積極的」（21.5％）で過半数となっている。その一方で、「対応には消極的だった」（2.5
％）、「やや消極的」（2.0％）の両者で 5％に満たない。「どちらでもない」が 4 割超となっ

ている。

4　技術導入の決定と協議の時期

　新技術導入に際して協議を行った場合、それが事前協議であったのか事後であったのかに

関しては、導入決定の「前に協議した」が半数弱の 44.4％、「後で協議した」が 26.2％であ

る（図表 2 − 24 参照）。

5　導入前に行った協議方法

　もっとも多かったのは、「説明会の実施」（50.2％）であった。それに、「幹部による説明

や意見交換の場の設定」（34.6％）、「日常的な業務上の中の会話の中での説明」（32.8％）、「社

内報や社内掲示板での情報提供」（29.8％）がほぼ 3 割で続いている。説明会、幹部による

説明、日常的な会話の中での説明が基本となっている。また、そうした方法よりわずかに比

図表 2-23　協議の際の従業員側の姿勢（％、N=535）

積極的に対応を求
めてきた, 28.7

やや積極的, 21.5

どちらでもない, 
42.7

やや消極的, 2.0

対応には消極的
だった, 2.5

無回答, 2.5

図表 2 − 24　技術導入の決定と協議の時期（％、N=535）

44.4

26.2

10.8

18.7

導入することを決める前に協議した

わからない

無回答

-

導入することを決めた後で協議した

50.045.040.035.030.025.020.015.010.05.0
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率は下がるものの、「取り組みを行うための専門組織の編成」（24.1％）と、全体の 1/4 の水

準にある。その一方で、既存の組合や労使協議機関での協議は 1 割ほどと、少数派となって

いる（図表 2 − 25 参照）。

　それらをさらに属性別にみると、図表 2 − 26、27 にみるように、従業員「5000 人以上規模」

と「2000 年以降創業」企業において、「従業員への説明会の実施」、「労使協議機関での協議」、

「労働組合での団体交渉」比率がきわめて高いことがわかる。

図表 2-25　導入前に従業員と協議した方法①（％、N=494、M.A.）

50.2

34.6

32.8

29.8

24.1

13.0

9.5

8.5

7.3

6.1

2.8

3.6

6.5

- 10.0 20.0 40.030.0 50.0 60.0

従業員への説明会の実施

幹部による方針説明や意見交換の場の設定

日常的な業務上の会話の中での説明

社内報や社内掲示板、電子メールなどでの情報提供

その取組を行うための専門組織の編成

労使協議機関での協議

労働組合との団体交渉

デジタル技術活用ツールでの情報提供や意見集約

従業員へのアンケート調査

社内提案制度の実施・活用

相談窓口やその他の苦情処理機関での相談の受付

その他

無回答

図表 2-26　導入前に従業員と協議した方法②（％、N=494、M.A.）

50.2

34.6

32.8

29.8

24.1

13.0

9.5

8.5

7.3

2.8

6.1

3.6

6.5

90.0

6.7

16.7

15.0

15.0
73.3

68.3

74.3

13.5

13.5

16.2

13.5

59.5

-

56.8

- 10.0 30.020.0 40.0 50.0 60.0 80.070.0 90.0 100.0

合計(494) 5,000人以上(60) 2000年以降(74)

従業員への説明会の実施

幹部による方針説明や意見交換の場の設定

日常的な業務上の会話の中での説明

社内報や社内掲示板、電子メールなどでの情報提供

その取組を行うための専門組織の編成

労使協議機関での協議

労働組合との団体交渉

デジタル技術活用ツールでの情報提供や意見集約

従業員へのアンケート調査

社内提案制度の実施・活用

相談窓口やその他の苦情処理機関での相談の受付

その他

無回答
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　また、製造業と非製造業との比較では、製造業で「日常的な業務上の会話の中」が過半数

である一方で、非製造業においては、「従業員への説明会」が過半数となっている。

6　導入前に協議した事項と方針の見直しとの関係

　導入前に協議した内容としては、「取組の導入方針・範囲・スケジュール」がもっとも多

く 83.4％であった。それに「運用方法・作業環境の変更」（82.4％）、「業務内容の見直し」（74.9
％）、「勤務時間や働き方の見直し」（65.8％）が続いている。

　その他の「組織編成の見直し」や「生産性が向上した分の従業員への還元」、「配置転換・

職種転換」や教育、人事関連制度の見直しも、みな過半数となっている（図表 2 − 28 参照）。

図表 2-27　導入前に従業員と協議した方法③（％、N=494、M.A.）

39.0

32.5

52.0

1.8

28.6

7.8

2.0

5.8

5.4
5.8

4.6

1

55.3

36.3

24.8

29.
3
3

22.4

14.5

10.0

9

12.4

6.5
7.

1.8

9
3.3
3.

- 10.0

6.
7.
3

20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

製造業(154) 非製造業(331)

従業員への説明会の実施

幹部による方針説明や意見交換の場の設定

日常的な業務上の会話の中での説明

社内報や社内掲示板、電子メールなどでの情報提供

その取組を行うための専門組織の編成

労使協議機関での協議

労働組合との団体交渉

デジタル技術活用ツールでの情報提供や意見集約

従業員へのアンケート調査

社内提案制度の実施・活用

相談窓口やその他の苦情処理機関での相談の受付

その他

無回答

図表 2-28　導入前に協議した事項（％、N=494、M.A.）

83.4

82.4

74.9

65.8

56.5

56.3

56.1

55.7

55.5

56.1

22.1

7.1

- 20.0 30.010.0 40.0 50.0 80.070.060.0 90.0

取組の導入方針・範囲・スケジュール

運用方法・作業環境の変更

業務内容の見直し

勤務時間や働き方の見直し

組織編成の見直し

生産性が向上した分の従業員への還元

配置転換・職種転換

教育訓練制度の見直し

人事制度（職種等）の見直し

人事評価制度の見直し

その他

無回答
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　では、そのように協議した事柄が、当初方針からの見直しにつながったのか否かを見たの

が、図表 2 − 29 である。そこにみるように、「運用方法・作業環境の変更」、「業務内容の見

直し」、「勤務時間や働き方の見直し」の 3 項目に関しては、「見直しにつながった」が「特段、

見直しは生じなかった」よりも多くなっている。それ以外の項目は、逆のパターンとなって

いる。

　この結果だけで判断することは難しいが、運用方法や業務内容、労働条件に関わる事柄は

相対的にではあれ、見直すことが容易、もしくは、見直すべき事柄である一方で、組織編成

や人事制度といった組織の根幹に関わる事柄では、見直しには至らなかったという結果とな

っているように思われる。

7　導入後に協議した事項と方針の見直しとの関係

　導入後に協議した内容は、第 1 位と第 2 位が入れ替わっている他は、ほぼ導入前に協議し

た内容と同じである。「運用方法・作業環境の変更」がもっとも多く 85.4％であった。それ

に「取り組みの導入範囲・スケジュール」（71.3％）、「業務内容の見直し」（70.7％）、「勤務

時間や働き方の見直し」（59.2％）が続いている（図表 2 − 30 参照）。

　その他の「組織編成の見直し」や「生産性が向上した分の従業員への還元」、「配置転換・

職種転換」や教育、人事関連制度の見直しも、ほぼ半数の水準となっている。

　

図表 2-29　導入前協議と見直しとの関係性（％、項目のカッコ内は N）

64.9 61.6

49.5

38.6

16.2 15.5 11.5 9.8
6.2 5.5 4.6

29.2 33.0
40.6

54.6

66.2

79.6
73.3

79.679.1 81.1

49.5

5.7 5.4
9.9 6.6

17.3 11.2
9.0 11.2 14.2 13.5

44.0

-

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

見直しにつながった 特段見直しは生じなかった わからない 無回答

(412)
(278)

- 32 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



　そのように協議した事柄が、当初方針からの見直しにつながったのか否かを見ると、これ

も導入前に協議した場合とほぼ同じである。「運用方法・作業環境の変更」、「勤務時間や働

き方の見直し」、「業務内容の見直し」の 3 項目に関しては、「見直しにつながった」が「特段、

見直しは生じなかった」よりも多くなっている。それ以外の項目は、逆のパターンとなって

いる（図表 2 − 31 参照）。

　運用方法や勤務時間、働き方といった事柄は見直しにつながったという回答のほうが多い

が、導入前協議の場合と比べれば見直しにはつながらなかったという回答との差は、小さく

なっている。そして、組織編成や生産性が向上した分の従業員への還元、人事制度など、組

織の根幹に関わる事柄では、見直しには至らなかったという回答がはるかに多くなっている。

図表 2-30　導入後に協議した事項（％、N=157、M.A.）

71.3

85.4

70.7

59.2

52.2

52.2

51.6

51.6

49.7

26.8

4.5

49.7

- 20.0 30.010.0 40.0 50.0 80.070.060.0 90.0

運用方法・作業環境の変更

取組の導入範囲・導入スケジュール

業務内容の見直し

勤務時間や働き方の見直し

組織編成の見直し

教育訓練制度の見直し

配置転換・職種転換

生産性が向上した分の従業員への還元

人事制度（職種等）の見直し

人事評価制度の見直し

その他

無回答

図表 2-31　導入後協議と見直しとの関係性（％、項目のカッコ内は N）

56.0
48.749.5

15.9

37.5

14.6 13.6 8.69.0 7.7
-

35.8
40.6

41.4
50.9

68.3
72.873.2 76.575.6 76.9

64.3

7.5 9.9 9.9 11.6 12.215.9
13.6 15.4 14.8 15.4

33.3

-
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0

見直しにつながった 特段見直しは生じなかった わからない 無回答

(112)
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8　従業員との協議による効果

　導入の以前以後を問わず、協議を行ったことによって、何らかの効果があったのかを尋ね

ると、図表 2 − 32 にみるように、「効果があった」が 9 割を超え、「効果はなかった」は約 6
％に留まっている。そして、導入の前後、導入決定の前後と、異なるタイミングによっても、

その傾向は同じである。

　それらがどのような効果であったのかは、協議を行ったことで、「現場の意見が反映された、

従業員の理解・納得感を得られた」ことにより、「効果的な実施、計画どおりの導入・運用、

円滑な実施」につながったという回答がほぼ半数の水準となっている。その際、「労組なし」

のほうが、「あり」に比べて、「従業員の納得感が高まった」の回答比率が高いことが興味深

い（図表 2 − 33 参照）。

図表 2-32　協議による効果の有無（％）

90.6

92.5

86.0

93.2

89.7

5.7

9.6

4.3

3.8

7.1

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

効果があった 効果はなかった

合計(595)

導入前に協議した(494)

導入後に協議した(157)

導入決定前に協議した(264)

導入決定後で協議した(158)

図表 2-33　従業員との協議による効果（％、N=539、M.A.）

50.1

48.6

46.9

30.2

25.8

1

0.4

42.5

60.7

41.6

26.0

23.7

13
13.

.2
2

-

55.2

40.1

50.5

33.2

27.0

13.2

.7
3.

4.
2
4

0.6

-

2.
2.
2.

3
4
5

10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

合計(539) 労組・ある(219) 労組・ない(319)

現場の意見が反映され、効果的な実施につながった

従業員の理解を得て、導入・運用が計画通り進んだ

従業員の納得感が高まり、円滑な実施につながった

現場の意見を反映して、無駄のない導入・運用につながった

現場の意見を反映して、導入の効果が大きくなった

従業員の能力開発の推進につながった

従業員に求める人材像の明確化につながった

その他の効果があった

無回答
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9　従業員との協議によって生じた課題

　導入の以前以後を問わず、協議を行ったことによって、何らかの課題が生じたのかを尋ね

ると、「課題が生じた」が 26.6％である一方で、「課題は生じなかった」は 68.2％となって

いる。課題が生じた場合の内容は、「調整に時間がかかり、導入・運用の計画が遅れた」が

6 割超でもっとも多く、「従業員の意見により、当初予定したものよりコスト高のものを導

入することになった」が約 3 割で続いている（図表 2 − 34 参照）。

　さらに、第 1、2 位の項目を、企業規模（「5000 人以上」と「30 ～ 49 人」規模はサンプ

ル数が少ないためそれ以外でみる）、業種別にみると、「調整に時間がかかる」との回答は、

企業規模が大きいほど、製造・非製造業では、後者のほうが多くなっている（図表 2 − 35
参照）。

図表 2-34　従業員との協議により生じた課題①（％、N=158、M.A.）

61.4

29.1

7.0

7.0

12.0

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

調整に時間がかかり、導入・運用の計画が遅れた

従業員の意見で、予定よりコスト高のものを導入した

現場の意見が反映されない不満から、
円滑な実施とならなかった

その他の課題が生じた

現場の意見を反映したことにより、
当初計画していた効果が現れなかった

図表 2-35　従業員との協議により生じた課題②（％、N=158、M.A.）

61.4

75.0

70.0

60.0

58.4

50.0

100.0

56.0

64.8

29.1

25.0

15.0

27.5

36.4

-

25.0

38.0

-

23.8

20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

合計(158)

製造業(50)

非製造業(105)

調整に時間がかかり、導入・運用の計画が遅れた
従業員の意見で、予定よりコスト高のものを導入した

5,000人以上(4)

1,000～4,999人(20)

300～999人(40)

100～299人(77)

50～99人(12)

30～49人(5)
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10　従業員との協議を行わなかった理由と課題

　従業員との協議を行わなかったという事業所に対して、その理由を尋ねると、「経営判断

であるため、必要がなかった」（50.9％）が過半数となり、もっとも多かった。そして、「特

に大きな決断ではなかった」（25.0％）、「本社や親会社の方針であったから」（24.0％）、「現

場の裁量で導入したから」（21.3％）で続いている（図表 2 − 36 参照）。

　製造、非製造業で比較すると、図表 2 − 37 にみるように、「特に大きな決断ではない」は

非製造業で高く、「現場の裁量」では製造業が高い。

　協議を行わなかったことで課題が生じたかについては、「特に課題を感じていない」が

78.6％であった。「従業員から不満の声があった」が最も多いが、4.6％に留まっている。　　　

図表 2-36　従業員との協議を行わなかった理由①（％、N=649、M.A.）

50.9

25.0

24.0

21.3

7.2

7.1

8.0

0.2

2.3

- .0 01 .0 02 .0 03 .0 04 .0 05 60.0

経営判断であるため必要がなかったから

特に大きな決断ではなかったから

本社や親会社、グループ会社の方針であったから

現場の裁量で導入したから

短期間での決断が必要であったから

そのような慣行がなかったから

誰と協議などを行えばよいかわからなかったから

その他

わからない

図表 2-37　従業員との協議を行わなかった理由②（％、N=649、M.A.）

50.9 51.5 50.5

25.1
21.1

27.5
24.0 26.6

22.521.3

28.7

-

17.1

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

非製造業(404)合計(649) 製造業(237)

経営判断であるため必要がなかったから 特に大きな決断ではなかったから
本社や親会社などの方針であったから 現場の裁量で導入したから
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11　新技術導入したことの成果把握、「見える化」

　取り組みの成果に関して、その把握や「見える化」を行っているかに関しては、「行って

いる」（37.4％）、「行っていない」（59.3％）で、後者のほうが多いという結果であった。

　行っている場合、その具体的な内容としては、図表 2 − 38 にみるように、「労働生産性に

関する定性的な成果の把握（従業員への取組効果の聴き取りなど）」（37.4％）が 4 割弱でも

っとも多い。そして、「労働生産性に関する成果の目標や目安となる数値を定める（単位時

間あたりの生産性向上目標の設定など）」（29.2％）、「労働生産性に関する定量的な指標を設

定」（22.1％）が続いている。製造、非製造で比較すると、前者では「目標となる数値」が

高く、後者では「定性的な成果の把握」が高い（図表 2 − 38 参照）。

　成果の把握や「見える化」による効果としては、「業務の効率化・省力化」（79.7％）、「労

働時間の削減」（53.5％）の 2 項目が、第 1、2 位となっている。一方で、「従業員の負担の

軽減」（26.6％）、「顧客満足度の向上」（26.4％）などは、相対的に低くなっている（図表 2
− 39 参照）。

図表 2-38　成果の把握や「見える化」の内容（％、N=473、M.A.）

21.7

37.4

46.7

29.2

44.4

19.721.1
26.7

17.915.0 12.8
16.8

-

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

製造業(180)合計(473)

労働生産性に関する定性的な成果の把握
労働生産性に関する定量的な指標を設定

非製造業(285)

労働生産性に関する成果の目標となる数値を定める
労働生産性以外の指標を設定して、成果を把握

図表 2-39　成果の把握や「見える化」による効果①（％、N=473、M.A.）

79.7

53.5

26.6

26.4

20.1

15.6

9.1

5.1

2.8

1.9

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

業務の効率化・省力化

労働時間の削減

従業員の身体的・精神的負担の軽減

より質の高い商品などで顧客満足度の向上

労働力不足の改善

従業員満足度の向上

新たな商品など新たな付加価値の創出

従業員の定着率の向上（離職率の減少）

その他

無回答
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　ただ、こうした成果は、「労働時間の削減」などのように、比較的早くに成果を確認でき

る場合と、「従業員満足度の向上」などのように、その確認に時間がかかるものがあること

を考えておく必要があろう。

　労働組合の有無で比較すると、図表 2 − 40 にみるように、きわめて大きな差異は見られ

ないものの、第 3 位の「従業員の身体的・精神的負担の軽減」では、「労組なし」の事業所

のほうが、「あり」の場合より指摘される率が、6 ポイントほどとはいうものの、高くなっ

ていることは、興味深い。

　また、創業年別にみると、2000 年以降創業企業において、「業務の効率化」、「労働時間の

削減」に続いて、「顧客満足度の向上」を挙げていることが注目される（図表 2 − 41 参照）。

図表 2-40　成果の把握や「見える化」による効果②（％、N=473、M.A.）

79.7
74.6

85.3

53.5

63.1

44.8

26.6
23.6

29.4
26.4

32.4

20.1 20.9
15.6

21.0 19.4

12.4
18.6

9.1 8.4 9.7
5.1 3.6

6.5
2.8 2.2 3.2

-

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

合計(473) 労働組合・ある(225) ない(248)

業務の効率化・省力化 労働時間の削減 従業員の身体的・精神的負担の軽減
より質の高い商品などで顧客満足度の向上 労働力不足の改善 従業員満足度の向上
新たな商品など新たな付加価値の創出 従業員の定着率の向上（離職率の減少） その他

図表 2-41　成果の把握や「見える化」による効果③（％、N=473、M.A.）

80.0

.6

45.5

20.0

23.6

18.2

1

5

5.5

90.7

76.0

21.
23

3

62.7

8.0

10.7

8.
9.
0

4.
5.
0

1.3

- 10.0 .002 .003 .004 50.0 .006 .007 80.0 90.0 100.0

その他

業務の効率化・省力化

労働時間の削減

従業員の身体的・精神的負担の軽減

より質の高い商品などで顧客満足度の向上

労働力不足の改善

従業員満足度の向上

新たな商品など新たな付加価値の創出

従業員の定着率の向上（離職率の減少）

創業年・1919年まで(55) 2000年以降(75)
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　取り組みの成果に関する情報を労使で共有しているか否かについては、「概ね全ての従業

員と共有している」（37.4％）がもっとも多く、「限定された従業員のみと共有している」（34.3
％）の 2 つが 3 割を超える水準となっている（図表 2 − 42 参照）。

　「概ね全ての従業員と共有」という回答は、規模が大きい、非製造、創業年が新しい企業

ほど多くなっている（図表 2 − 43 参照）。

　「概ね全ての従業員、限定された従業員」と情報共有している場合、それらを活用してい

るか否かについては、「組合との協議などで活用している」（44.3％）が最も多いが、「共有

するのみにとどめている」（37.8％）との差はそれほど大きくはない（図表 2 − 44 参照）。

図表 2-42　取り組み成果情報の労使での共有①（％、N=473）

37.4

34.3

5.5

9.3

5.5

2.3

4.0

1.7

- 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 40.035.0

概ね全ての従業員と共有している

限定された従業員のみと共有している

経営層や管理職のみで共有している

現場の従業員のみで共有されている

その他

現在はしていないが、将来的にはするつもり

わからない

無回答

図表 2-43　取り組み成果情報の労使での共有②（％、N=473）

37.4

82.4
37.2

30.8

27.3

21.7

22.2

30.6

41.1

23.6

69.3

34.3

8.8

34.6

39.1

39.1

39.1

44.4

40.6

30.9

52.7

-

17.3

10.0 30.020.0 50.040.0 60.0 70.0 80.0 90.0

合計(473)

製造業(180)

非製造業(285)

創業年・1919年まで(55)

2000年以降(75)

概ね全ての従業員と共有している

企業規模・5,000人以上(68)

1,000～4,999人(78)

300～999人(133)

100～299人(161)

50～99人(23)

30～49人(9)

限定された従業員のみと共有している
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　属性別にみると、図表 2 − 45 にみるように、従業員規模と事業所規模で、ほぼ反対のよ

うにみられる傾向がある。

図表 2-44　取り組み情報に関する情報の活用①（％、N=339）

労働組合との協議
などで活用してい

る, 44.3

その他, 3.0

共有するのみにと
どめている, 37.8

わからない, 12.4

無回答, 2.7

図表 2-45　取り組み情報に関する情報の活用②（％、N=339）

44.3

85.5

41.1

33.3

36.5

21.4

-

3.2
39.4

4

54.0

77.8

39.
41.

8

46.3

37.8

6.5

35.7

47.3

43.9

64.3

66.7

32.
32.

7
7

36.8
40.
40.

4
4

22.2

4

36.6

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

合計(339)

従業員規模・5,000人以上(62)

1,000～4,999人(56)

300～999人(93)

100～299人(107)

50～99人(14)

30～49人(6)

製造業(128)

非製造業(205)

労働組合との協議などで活用している 共有するのみにとどめている

事業所規模・300人以上(49)

100～299人(132)

50～99人(87)

30～49人(47)

29人以下(9)
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　取り組みを効果的に行うための対応策としては、回答は全般的に低調である。もっとも高

かったのは「業務プロセスの見直し」であるが、それでも 17.6％に留まっている。「導入の

ためのプロジェクトチームを作る」、「教育訓練、研修を充実」までが 1 割超の水準となって

いる。「無回答」が約 6 割にのぼる（図表 2 − 46 参照）。

　

図表 2-46　取組みを効果的に行うための対応（％、N=1264）

17.6

12.2

10.6

9.3

5.0

4.3

2.4

2.1

1.4

1.3

0.8

5.0

0.7

5.0

59.7

- 10.0 30.020.0 40.0 50.0 60.0 70.0

業務プロセスの見直し
導入のためのプロジェクトチーム

教育訓練、研修を充実
作業環境の見直し
配置転換や職種転換

組織の再編
生産性向上分を従業員に還元

専門的な能力のある人材の採用
専門能力に関わらず、人員確保のため採用

人事評価制度を抜本的に改革
人員過剰のため、採用を抑制

その他
対応を検討中である

特に何も対応していない
無回答
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第 5 節　今後のデジタル技術を活用した取り組みを行う予定

　今後、デジタル技術を活用した取り組みを行う予定があるか否かについては、図表 2 − 47
にみるように、「予定がある」が 3 割、「予定はない」が 1 割超であった。「わからない」が

過半数となっている。企業規模、事業所規模が大きいほど、「予定あり」比率が高い。

　行う予定がある場合には、従業員との協議を実施するか否かを続けて尋ねると、肯定的な

回答が 6 割を超えた（「実施する予定」35.6％ +「どちらかといえば実施する予定」30.8％）。

否定的な回答は、2 割ほどとなっている。従業員規模「5000 人以上」を除くと、より規模

が小さい企業ほど、「実施する」方向での回答が多くなっている（図表 2 − 48 参照）。

図表 2-47　今後、デジタル技術活用の取り組みを行う予定（％、N=3670）

30.0

43.7

32.8

29.9

30.6

23.4

15.0

40.9

35.0

25.7

21.3

25.4

12.6

3.9

8.6

9.9

14.2

19.4

25.0

6.8

11.7

15.1

14.2

11.9

56.6

51.4

58.4

59.6

54.2

56.5

59.2

52.1

52.2

58.8

63.9

62.7

- 20.010.0 30.0 40.0 50.0 60.0 80.070.0 90.0 100.0

合計(3670)

従業員規模・5,000人以上(181)

1,000～4,999人(510)

300～999人(1052)

100～299人(1390)

50～99人(398)

30～49人(120)

無回答行う予定がある 行う予定はない わからない

事業所規模・300人以上(443)

100～299人(1186)

50～99人(981)

30～49人(670)

29人以下(177)

図表 2-48　従業員との協議を行う予定（％、N=1100）

35.6

29.3

67.1

30.6

34.1

44.4

39.8

11.4

30.8

29.9

29.3

36.0

28.0

44.4

13.5

5.1

16.8

17.8

11.5

5.6

10.8

7.6

5.1

6.6

7.0

8.9

9.7

-

12.1

8.9

17.4

8.9

15.0

11.8

5.6

- 20.010.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

合計(1100)

実施する予定 どちらかといえば実施予定
どちらかといえば実施予定なし 実施する予定はない
わからない 無回答

従業員規模・5,000人以上(79)

1,000～4,999人(167)

300～999人(314)

100～299人(425)

50～99人(93)

30～49人(18)
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第 6 節　記入者の属性

①役職

　中間管理職層が多い。「課長クラス」（29.0％）、「部長・次長クラス」（28.4％）が 3 割ほ

どとなっている。

②所属部署

　総務・庶務部門がもっとも多く、4 割を超えている。人事 ･労務部門が 2 割弱となっている。

　

図表 2-49　役職（％、N=3670）

1.9

11.3

28.4 29.0

14.2
12.0

1.02.2

-

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

図表 2-50　所属部署（％、N=3670）

3.5

17.7
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3.5
0.2
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21.1

-

6.2
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10.0
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第 7 節　小括

　本章において明らかになったのは、以下のような諸点である。

①  全体としてみれば、新しいデジタル技術を導入する目的は、「定型的な業務の効率化、生

産性の向上」にあった。

②そのため、導入の「効果」も、そうした点に着目している。

③新技術導入に際して、従業員側との協議が必須だとは考えていない。

　過半数は事前協議を「行っていない」。

④それは、基本的には、新技術導入が「経営判断であり、必要がなかった」から。

⑤  協議した場合でも、その後のプロセスをみれば、協議のタイミングはあまり大きな問題で

はない。

⑥それでも、さまざまな面で、企業規模、事業所規模、業種、創業年による差異が見られる。

　それらをさらに検討していく必要がある。

　これらは、あくまでも結果を全体としてみた限りであるが、結果は、ある意味、一貫して

いるように思われる。現段階で導入されている新技術は概ね、企業内を一変させるためのも

のではなく、効率化を目指すことが目的となっていた。そのため、効果も、そうした範囲内

で検討されていた。あくまでも、経営判断の範疇であるため、従業員との協議は、必ずしも

必要・重要ではないと考えている企業が多いことが示された。

　ただし、様々な状況により、導入の様相は相当異なっていることが予想される。後続の章

では、いくつかの点から、さらに検討していく。
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第 3 章　協議等の手段の種類が DX 導入に与えた効果と導入に際してのコスト

第 1 節　目的

　本章では、アンケート調査の結果から、労使間協議の多様性が技術導入に対してどのよう

な効果がもたらされているのかを分析する。すなわち AI などのデジタル技術（以下まとめ

て「DX 技術」と称する）は技術進歩による成果であるが、その技術を実際に企業に導入す

る上で、企業と労働者の間でどのような協議が行われているのか、そして協議によってどの

ような効果があるのかを俯瞰する。

　第 1 章でも述べた通り、日本では DX の導入、特に IT の導入について、その必要性は

1990 年代には既に提唱されていた。それにもかかわらず、2021 年になっても技術の差異は

あるものの唱えられているというのはどうしてなのだろうか。本章では、この技術を導入す

る上で企業は何を障壁としているのかについて理解することを目的とする。企業が技術導入

を行うときに直面する障壁は主にその費用だろう。実際に政府が長年にわたり推進している

以上、規制的な障壁は低くなっていると考えられる。そのような状況でも企業が促進しない

のは、企業内部で技術導入に際して様々な費用が生じているのではないだろうか。企業が支

払うこの費用はどのような種類があるのだろうか。またその費用はどの程度なのだろうか。

そこで、本章ではこの費用はどのようなものかを特定化することで、企業が技術導入を躊躇

い、投資が促進されない状況を改善するためにはどのような支援が必要かを調査する。

第 2 節　協議手段の概観と分析

　分析を始める前に、まずはアンケート調査全体から協議手段を俯瞰しよう。

図表 3-1　協議手段の多様性（総数：3670 事業所）

労働組合
との団体
交渉

労使協議
機関での
協議

取組を行
うための
専門組織
の編成

懇談会・
説明会な
どの常設
ではない
会合

相談窓口
（電子メ
ール等を
含む）や
その他の
苦情処理
機関

社内報や
社内掲示
板、電子
メールな
どでの情
報提供

社内ＳＮ
Ｓなどの
デジタル
技術を活
用したコ
ミュニケ
ーション
ツール

従業員へ
のアンケ
ート調査 その他 無回答

31% 32% 12% 44% 41% 67% 13% 35% 5% 2%

　図表 3 − 1 は事業所が保有している労使間の協議を行う手段をどれだけ保有しているかを

表す。ここで、最も多いものは「社内報や社内掲示板、電子メールなどでの情報提供」であ

るが、これは 67％となっている。このことは、すなわち回答があった事業者の中で 67％が

この協議手段を保有していることを意味している。次いで「懇談会・説明会などの常設では

ない会合」、「相談窓口（電子メール等を含む）やその他の苦情処理機関」となっている。こ
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のようにしてみると、実際に労使間で協議するというよりも掲示板での情報提供や常設では

ない会合、相談窓口などで相互のやり取りではない手段を好む傾向にあることが分かる。ま

た実際には協議ではなく一方的な伝達手段を協議だと誤解している可能性もある。

　図表 3 − 2 は、どのような事項についてどのような協議手段を用いているのかを示してい

る。これを見てみれば、基本的にどの手段に於いても均等に同様の議題が挙げられているこ

とが分かる。このことは、事業所は普段から様々な手段を用いて労使間のコミュニケーショ

ンをとろうとしている実態を示している。

　それでは DX を導入するうえでどのような協議を用いているのだろうか。実際に DX 導入

時の協議に関して分析を行っていくことにしよう。次の図表 3 − 3 は各協議手段でどのくら

い協議されているかを割合で表したものである。

　

図表 3-2　協議手段と協議する内容

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

労働組合との団体交渉

労使協議機関での協議

取組を行うための専門組織の編成

懇談会・説明会などの常設ではない会合

相談窓口（電子メール等を含む）やその他の苦情処理機関

社内報や社内掲示板、電子メールなどでの情報提供

社内ＳＮＳなどのデジタル技術を活用したコミュニケーションツール

従業員へのアンケート調査

その他

生産性向上に関する事項 経営に関する事項 賃金・退職給付に関する事項 労働時間・休日・休暇に関する事項
人事に関する事項 教育訓練に関する事項 安全衛生に関する事項 福利厚生に関する事項
正社員以外の従業員に関する事項 その他 無回答
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図表 3-3　用いられる協議手段の割合

労働組合
との団体
交渉

労使協議
機関での
協議

取組を行
うための
専門組織
の編成

懇談会・
説明会な
どの常設
ではない
会合

相談窓口
（電子メ
ール等を
含む）や
その他の
苦情処理
機関

社内報や
社内掲示
板、電子
メールな
どでの情
報提供

社内ＳＮ
Ｓなどの
デジタル
技術を活
用したコ
ミュニケ
ーション
ツール

従業員へ
のアンケ
ート調査 その他 無回答

11% 11% 4% 16% 15% 24% 5% 12% 2% 1%

　図表 3 − 2 では各項目は均等に各手段で行われていたことが分かっていたが、手段の頻度

を図表 3 − 3 で見てみれば、最も用いられているのは「社内報や社内掲示板、電子メールな

どでの情報提供」である。同じ DX を用いた「社内 SNS などのデジタル技術を活用したコ

ミュニケーションツール」は頻度が低い。

　図表 3 − 4 は実際にデジタル技術を導入するにあたって、どの協議手段が用いられたのか

を示したものである。ここで注目するべき点は、「社内 SNS などのデジタル技術を活用した

コミュニケーションツール」が比率として最も多いことである。図表 3 − 1 と図表 3 − 3 で

は用いられるシェアとしては「社内 SNS」は少なかったにもかかわらず、保有している事

業所では前後問わずいずれかのタイミングで社内 SNS などによるアナウンスを行っている

ことが確認できた。　　　　　

図表 3-4　DX 導入前後による協議の有無

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

労働組合との団体交渉

労使協議機関での協議

取組を行うための専門組織の編成

懇談会・説明会などの常設ではない会合

相談窓口（電子メール等を含む）やその他の苦情処理機関

社内報や社内掲示板、電子メールなどでの情報提供

社内ＳＮＳなどのデジタル技術を活用したコミュニケーションツール

従業員へのアンケート調査

その他

行った（事前・事後） 行っていない 無回答
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　図表 3 − 5 は事業所が DX 導入以前にどのような協議手段を保有している場合、どのよう

な内容を議論しているのかの割合を表したものである。これを見てみると、どの項目に関し

ても満遍なく議論がなされていることが分かる。興味深いことに、社内報などを保有してい

る事業所が最も多く、社内 SNS や専門組織の編成が低かったにもかかわらず、両者に差異

は見られないことである。このことは、どのような協議手段であっても等しく同じ程度に協

議内容を取り扱っていることに他ならなく、労使間に於いてコミュニケーションのための手

段としてどれも一定割合の役割を有していることを示していると言えるだろう。

　

図 3-5　事前協議手段とその協議内容の割合

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

労働組合との団体交渉

労使協議機関での協議

取組を行うための専門組織の編成

懇談会・説明会などの常設ではない会合

相談窓口（電子メール等を含む）
やその他の苦情処理機関

社内報や社内掲示板、
電子メールなどでの情報提供

社内ＳＮＳなどのデジタル技術を
活用したコミュニケーションツール

従業員へのアンケート調査

その他

無回答

取組の導入方針・導入範囲・導入スケジュール 運用方法・作業環境の変更 業務内容の見直し
組織編成の見直し 人事制度（職種等）の見直し 配置転換・職種転換
人事評価制度の見直し 教育訓練制度の見直し 勤務時間や働き方の見直し
生産性が向上した分の従業員への還元（労働時間や賃金の改革） その他 無回答
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図表 3-6　事前協議の手段と協議内容で見直しにつながった割合

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

労働組合との団体交渉

労使協議機関での協議

取組を行うための専門組織の編成

懇談会・説明会などの常設ではない会合

相談窓口（電子メール等を含む）
やその他の苦情処理機関

社内報や社内掲示板、
電子メールなどでの情報提供

社内ＳＮＳなどのデジタル技術を
活用したコミュニケーションツール

従業員へのアンケート調査

その他

取組の導入方針・導入範囲・導入スケジュール 運用方法・作業環境の変更
業務内容の見直し 組織編成の見直し
人事制度（職種等）の見直し 配置転換・職種転換
人事評価制度の見直し 教育訓練制度の見直し
勤務時間や働き方の見直し 生産性が向上した分の従業員への還元（労働時間や賃金の改革）
その他
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　図表 3 − 6 は、協議手段を有しているときに、事前協議によって、どのような協議内容で

見直しにつながったのかを表したものである。ここで注目するべきは「社内 SNS など」を

保有している事業所である。この事業所は先述の通り割合としては少ないが、そのような事

業所では、「業務内容の見直し」や「勤務時間や働き方の見直し」が特段高い水準であり、

見直しにつながっていることが報告されている。また全体的にも「運用方法・作業環境の変

更」が高い水準にあることが見て取れる。一方で「取組の導入方針・導入範囲・導入スケジ

ュール」や「配置転換・職種転換」は相対的に低い水準にあることが示されている。このこ

とは、「社内 SNS など」を通して実際の労働者の環境や状況から見直しにつながったことを

示しており、労働者からの情報収集が重要であると言えるだろう。また配置転換や導入スケ

ジュールなど、労働者が自ら関わる部分ではない部分に関しては協議や情報交換がしにくい

ことが示唆された。しかしアンケートの場合は「取組の導入方針・導入範囲・導入スケジュ

ール」が低いわけではないことから、労働者は興味関心があるものの、匿名性の有無によっ

てコミュニケーションの難易度があると思われる。

　また「取組を行うための専門組織の編成」では、「教育訓練制度の見直し」につながった

割合が高い。専門組織が設置されていることで、教育訓練などの企業側の組織体制に踏み込

んで議論できている可能性が高い。より大きな枠組みである「労使協議」や「団体交渉」で

は「運用方法・作業環境の変更」や「業務内容の見直し」が主であり、雇用環境に注力して

いると思われる。
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図表 3-7　事後協議の手段と協議内容で見直しにつながった割合

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

労働組合との団体交渉

労使協議機関での協議

取組を行うための専門組織の編成

懇談会・説明会などの常設ではない会合

相談窓口（電子メール等を含む）
やその他の苦情処理機関

社内報や社内掲示板、
電子メールなどでの情報提供

社内ＳＮＳなどのデジタル技術を
活用したコミュニケーションツール

従業員へのアンケート調査

その他

取組の導入方針・導入範囲・導入スケジュール 運用方法・作業環境の変更
業務内容の見直し 組織編成の見直し
人事制度（職種等）の見直し 配置転換・職種転換
人事評価制度の見直し 教育訓練制度の見直し
勤務時間や働き方の見直し 生産性が向上した分の従業員への還元（労働時間や賃金の改革）
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　図表 3 − 7 は協議手段を有しているときに、導入後にどのような点で見直しが起こったの

かをまとめたものである。これは図 3 − 6 の事前協議の場合と比べて大きく異なっている。

特にアンケート調査による「業務内容の見直し」や「運用方法・作業環境の変更」が発生し

ている割合が相対的に高いことが挙げられる。また懇談会や説明会では「業務内容の見直し」

が多いことが明らかとなった。

　一方で、労使協議や団体交渉を協議手段として有している事業所では、導入前と比べて導

入後に「運用方法・作業環境の変更」や「取組の導入方針・導入範囲・導入スケジュール」

が高くなっていることが分かる。これは導入した後に実際の取り組みを確認した結果、見直

しの動きにつながったと考えられる。

　また、見直しだけではなく、具体的にどのような効果が協議によって生じたのかを確認し

ておくことにする。図表 3 − 8 は導入の前後に協議をしたと回答した企業に対して、具体的

にどのような項目に効果があったのかを調査した結果である。なお、各企業は複数回答して

いるため、全体数と項目の合計数は一致しない。

図表 3-8　協議による効果の内容

効果あり
/全体

従業員の
納得感が
高 ま り、
円滑な実
施につな
がった

現場の意
見が反映
され、効
果的な実
施につな
がった

現場の意
見を反映
すること
に よ り、
無駄のな
い導入・
運用につ
ながった

現場の意
見を反映
すること
に よ り、
導入の効
果が大き
くなった

従業員の
理解を得
たことに
より、導
入・運用
が計画通
り進んだ

従業員に
求める人
材像の明
確化につ
ながった

従業員の
能力開発
の推進に
つながっ
た

その他の
効果があ
った

平均的に
効果があ
った項目
数

労働組合との団体交渉 177/197 70 74 46 43 115 5 23 2 2.14
89.8% 39.55 41.81 25.99 24.29 64.97 2.82 12.99 1.13 個

労使協議機関での協議 196/213 87 87 58 49 116 9 23 3 2.20
92.0% 44.39 44.39 29.59 25 59.18 4.59 11.73 1.53 個

取組を行うための専門組織の編成 96/110 60 57 44 35 55 4 16 1 2.83
87.3% 62.5 59.38 45.83 36.46 57.29 4.17 16.67 1.04 個

懇談会・説明会などの
常設ではない会合

327/358 146 149 87 77 174 12 40 8 2.13
91.3% 44.65 45.57 26.61 23.55 53.21 3.67 12.23 2.45 個

相談窓口（電子メール等を含む）
やその他の苦情処理機関

293/321 124 145 88 77 163 14 37 5 2.24
91.3% 42.32 49.49 30.03 26.28 55.63 4.78 12.63 1.71 個

社内報や社内掲示板、
電子メールなどでの情報提供

442/487 201 219 135 115 220 18 60 9 2.22
90.8% 45.48 49.55 30.54 26.02 49.77 4.07 13.57 2.04 個

社内ＳＮＳなどのデジタル技術を
活用したコミュニケーションツール

170/188 69 69 47 47 106 6 22 2 2.16
90.4% 40.59 40.59 27.65 27.65 62.35 3.53 12.94 1.18 個

従業員へのアンケート調査 276/302 131 133 78 81 160 9 42 5 2.32
91.4% 47.46 48.19 28.26 29.35 57.97 3.26 15.22 1.81 個

（注）複数回答可の為、全体の数字と合計値は一致しない。また、その他と無回答は除いている。

　図表 3 − 8の第 1列目を確認すると、どの協議手段に於いても効果があったと回答している。

「労働組合との団体交渉」と「取り組みを行うための専門組織の編成」では下回るものの、

全体的に 9 割を超える企業で効果があったと回答していることが分かる。

　次に内容を確認してみると、ほとんどの協議手段に於いて、「従業員の理解を得たことに
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より、導入・運用が計画通り進んだ」と回答する比率が高かった。しかし、「専門組織の編成」

に於いてのみ、「従業員の納得感が高まり、円滑な実施につながった」が最も高い水準にあり、

次いで「従業員の納得感が高まり、円滑な実施につながった」であり、先述の「従業員の理

解を得たことにより、導入・運用が計画通り進んだ」は 3 番目である。この 1 番目と 3 番目

が逆転するのはどうして生じるのだろうか。「納得」と「理解」、「円滑」と「計画通り」と

いう言葉の違いであるが、専門組織がある企業の方が、従業員への対応に注力している可能

性がある。

　最後に第 10 列目の「平均的に効果があった項目数」を見てみると、どれも 2 つ以上の効

果があったことを報告しているが、最も高いのは「取組を行うための専門組織の編成」（2.83
個）を有している企業であり、最も少ないのは「懇談会・説明会などの常設ではない会合」（2.13
個）であった。専門組織を有している企業では従業員への納得感を与えることに注力してい

る傾向にあるとすれば、それが結果として他の項目へ波及している可能性がある。

　この協議手段とその見直しや、協議による効果との関連は何だろうか。ここで協議手段と

従業員の積極性を確認することで傾向をとらえられるか確認してみる。
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　図表 3 − 9 は、協議手段を保有することで従業員の協議に対する積極性をまとめたもので

ある。「労働組合との団体交渉」を協議手段として保有している事業所では、従業員の協議

への積極性は全体と比較して低い傾向にあることが見て取れる。しかし、社内 SNS やアン

ケート調査が特段に積極的であるとは言えず、従業員の協議への積極性が内容の見直しにつ

ながると必ずしもいえる訳ではない。

　一方で、「取り組みを行うための専門組織の編成」では、専門組織を保有している事業所

では協議に対する従業員の積極性が高いことが示されている。専門組織の編成はこれまで確

認してきたように、従業員への納得感の源泉となっている傾向があることが確認されており、

この納得感が従業員への姿勢へと繋がっている可能性が指摘できる。

　

図表 3-9　協議に対する従業員の姿勢

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

労働組合との団体交渉

労使協議機関での協議

取組を行うための専門組織の編成

懇談会・説明会などの常設ではない会合

相談窓口（電子メール等を含む）
やその他の苦情処理機関

社内報や社内掲示板、
電子メールなどでの情報提供

社内ＳＮＳなどのデジタル技術を
活用したコミュニケーションツール

従業員へのアンケート調査

その他

積極的・やや積極的 どちらでもない 消極的・やや消極的 無回答
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　図表 3 − 10 は、各保有する協議手段によって事前協議がどのぐらい前から実施されてい

るのかを表したものである。なお、時期を無回答としたものは除いている。

　これを見てみると、「労働組合との団体交渉」を協議手段として保有している事業所では、

1 か月前に協議を行っている企業が比較的多いことが分かる。「専門組織」や「社内 SNS など」

を保有する事業所では 12 か月以上前と早い段階から協議を行っていることが分かる。また

「懇談会・説明会」も同様である。このことは団体交渉など大掛かりなものよりも、専門組

織や懇談会等による小規模な方が事前協議の柔軟性が高いことを意味しており、団体交渉な

どは早い段階からの協議には向いていないことが示唆されている。特に図表 3 − 6 で示した

ように専門組織によるスケジュールなどの見直しは事前協議で行われていることが確認でき

ることからこの長い期間で対応しているものと思われる。このような結果は企業側としても

大規模なものよりも小規模で機動的に行動できる協議機関を好んでいる傾向を示唆している

可能性がある。また図 3 − 8 で示したように、実際に従業員に導入に納得をしてもらうため

に注力していることが示されたと言える。

　

図表 3-10　事前協議の時期

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

労働組合との団体交渉

労使協議機関での協議

取組を行うための専門組織の編成

懇談会・説明会などの常設ではない会合

相談窓口（電子メール等を含む）
やその他の苦情処理機関
社内報や社内掲示板、

電子メールなどでの情報提供
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を
活用したコミュニケーションツール

従業員へのアンケート調査

その他

１か月前 ２か月前 ３か月前 ４か月前 ５か月前 ６か月前 ７か月前 ８か月前 ９か月前 10か月前 11か月前 12か月前 13か月超
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　図表 3 − 11 は、事業所が保有する協議手段と直近 5 年以内に導入した DX 技術をまとめ

たものである。

　ここで興味深いことに、「AI の導入」はおそらく非常に高い専門性が必要になるにもかか

わらず、専門組織の編成を有している事業所群では AI の比率は小さいことである。AI は社

内 SNS をコミュニケーションツールとして用いているところでは高く、また労働者の雇用

維持の観点からだろうか、労働組合や労使協議機関では比率が高いことが分かる。専門組織

ではクラウド技術の割合は比較的高いが、その割合も他の協議手段と同様である。このこと

は、技術水準と企業側の認識に齟齬が生じている可能性を指摘しているのではないだろうか。

ただし、この専門組織に関して図表 3 − 6 及び図表 3 − 7 から、専門組織では教育訓練の見

直しが起こっている割合が高いことが示された。その観点から考察すると、専門組織では従

業員が日常業務で用いるだろう比較的専門性が低いクラウドや ICT 技術を対象にしている

可能性が高い。

　

図表 3-11　保有する協議手段と直近 5 年以内に導入した DX 技術

1

0

1

2

1

2

1

2

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

労働組合との団体交渉

労使協議機関での協議

取組を行うための専門組織の編成

懇談会・説明会などの常設ではない会合

相談窓口（電子メール等を含む）
やその他の苦情処理機関

社内報や社内掲示板、
電子メールなどでの情報提供

社内ＳＮＳなどのデジタル技術を
活用したコミュニケーションツール

従業員へのアンケート調査

その他

ＲＰＡ（Robotic Process Automation） ＡＩ（機械学習を含む） ＩｏＴ、ビッグデータ

ロボット ３Ｄプリンター クラウド

上記以外のＩＣＴ技術
（クラウド以外のグループウェアを含む）

その他 無回答
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　図表 3 − 12 は事業所が導入する技術と、従業員が協議へ積極的に参加していたかどうか

をまとめたものである。これを見てみると実際に操作して製品を作成するのに必要な 3D プ

リンターやロボットなどへの関心が高いことが分かるが、一方で AI を導入した事業所では

協議への積極性が低いことが分かる。このことは AI による雇用の喪失の危険性のために、

議論に積極的ではなかったり、専門性が高い為にそもそも何ができるのか分からず協議に消

極的であったりする可能性がある。

第 3 節　まとめ

　以上をまとめると、企業側としてはそもそもコミュニケーションをとるということに消極

的であり、どちらかと言えば情報を開示する程度にとどまりたい性質があることが確認され

た。しかし、DX 導入に関しては新技術という観点からか、SNS などによるコミュニケーシ

ョンを模索していた可能性がある。

　DX 導入に関する協議では、事前協議と事後協議で異なる性質が確認できた。特に事前協

議では SNS を保有している事業所では、運用方法や業務内容、働き方の見直しなどが行わ

れる傾向が強かった。一方で、事後ではアンケートを行っている事業所では運用や業務の見

直しが、専門組織を有する事業所では、従業員への納得感という観点に注力している可能性

が高く、教育訓練の見直しが行われる傾向にあることが確認された。このことは各協議手段

の特性が運用だけではなく、働き方の改革や人的資本への投資を促していると言える。

図表 3-12　導入する DX 技術と従業員の協議への態度

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ＲＰＡ（Robotic Process Automation）

ＡＩ（機械学習を含む）

ＩｏＴ、ビッグデータ

ロボット

３Ｄプリンター

クラウド

上記以外のＩＣＴ技術
（クラウド以外のグループウェアを含む）

その他

積極的・やや積極的 どちらでもない 消極的・やや消極的 無回答
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　また、導入する事前協議の開始時期は平均的に半年前が多いことが確認できた。このよう

にある程度の期間と複数の手段を用いて協議を行い、また事後に見直しをすることは企業に

とって大きな負担となっていることは間違いがない。しかし、これは設備投資でいうところ

の調整費用の問題であり、この調整費用として企業が支払わなければならないコストの負担

をどのように軽減させるかが問題となるだろう。

　また、導入する技術と企業側が想定している協議内容とでは十分なマッチングが生じてい

ない可能性が指摘された。このことは技術の導入に関して間違った選択が行われその結果と

して企業の生産性を一時的に低下させる可能性が指摘できる。このミスマッチを少なくし、

企業が DX 導入を行いやすいような環境を整えていくことが望まれる。

　今回の調査ではあくまでも保有している手段の種類との関連であったので、明確に「どの

協議が必要なのか」や「どの手段を用いるとコストが高いか」などを特定化することはでき

なかった。しかし、傾向として、技術導入に協議をしていること、その協議の期間は比較的

長いこと、そして導入する技術で差異はあることから確かにコストが存在していることが明

らかになっている。今後より詳細な調査を継続的に行うことでより技術導入を促すための指

針が得られるだろう。
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第 4 章　技術の種類による導入状況の差異

　ここでは、技術の種類によって、導入のプロセスや効果などには、どのような差異がある

のかを見ていく。2 章の考察では、あくまでも、様々な技術を全体として見た場合の状況を

検討してきた。しかしながら、たとえば、ロボットを生産現場に導入する場合と、事務部門

でクラウドの使用を検討する場合では、その意図から協議内容、結果など、さまざまな側面

で違いがあると考えることがごく当然のことであろう。では、実際に、そうした各々の技術

導入を分けてみた場合、どのような様相が浮かび上がるのだろうか。本章では、そうした点

を検討していく。

　以下では、AI やロボットなど、それぞれの技術を導入したと回答した事業所のデータを、

それぞれの技術ごとに限定した上で、属性や導入プロセスなどを検討した。

第 1 節　企業規模

　図表 4 − 1 にみるように、他ともっとも異なる傾向をみせるのは、AI である。圧倒的に大

規模企業が多い。5,000 人以上で約 35％、1,000 人以上規模で過半数となっている。

　その一方で、ロボット、3D プリンター、クラウドなどでは、AI などに比べれば、相対的

に小さな規模企業で導入されている。100 ～ 2999 人規模が 4 割ほどとなっている。

　99 人以下の企業では、おしなべて、こうした技術は導入される率が低くなっている。

図表 4-1　企業規模（％）

7.1

35.2

13.1

4.1

6.7

5.3

4.4

25.4

20.0

21.2

14.7

11.2

12.8

19.1

35.7

19.4

27.0

35.9

36.6

30.9

31.3

24.3

22.4

34.3

39.6

38.8

38.5

35.7

5.0

2.4

4.4

4.6

4.5

10.7

7.6

2.5

0.6

0.0

0.9

2.2

1.8

1.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

RPA(280)

AI(165)

IoT,BigData(137)

ﾛﾎﾞｯﾄ(217)

３Dﾌﾟﾘﾝﾀｰ(134)

ｸﾗｳﾄﾞ(779)

その他ICT(367)

5,000人以上 1,000～4,999人 300～999人 100～299人 50～99人 30～49人
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第 2 節　業種

　業種別にみると、製造業において、特に導入が進んでいる技術があることに気づく。3D
プリンターを導入している企業の中で、その中の約 3/4 は製造業が占めている。同様に、ロ

ボットでは約 7 割、IoT、ビッグデータでは過半数となっている。製造過程の効率化や省力

化ということを考えれば、ある意味当然の結果といえよう。また、RPA、AI、クラウドな

どでも、3 割前後は製造業が占めている。

　その一方で、AI をみると、もっとも比率が高いのは、卸売業・小売業で約 1/3 を占めて

いる。やや比率が下がるが、製造業で 3 割弱の水準にある。その他には、RPA では卸売業・

小売業比率が相対的に高いこと、ロボットでは、医療・福祉の分野で相対的に導入比率が高

くなっていることが特徴的である（図表 4 − 2 参照）。

第 3 節　協議のタイミング

　導入に当たって、協議をしたタイミングをみると、図表 4 − 3 にみるように、技術ごとに

傾向性が異なっている。「導入前に協議した」比率が高い技術から並べているが、それがも

っとも高いのが、AI で 6 割を超えている。「導入後」も合わせれば、ほぼ 8 割となる。その

一方で、協議を「行っていない」も 3 割ほどとなっている。

　その他の技術では、協議を「行っていない」がほぼ半数となっている。

図表 4-2　業種（％）

8.3
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54.0

70.2

75.8

31.3

29.2

10.8

7.5

4.4

6.9

5.2

6.5

3.1

5.1

2.3

7.0

4.1

14.0

32.9

2.9

2.3

2.3

12.0

8.3

3.2

1.9

5.1

11.6

0.8

7.7

8.8

7.2

6.2

2.2

2.8

4.5

7.4

6.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

RPA(278)

AI(161)

IoT,BigData(137)

ﾛﾎﾞｯﾄ(215)

３Dﾌﾟﾘﾝﾀｰ(132)

ｸﾗｳﾄﾞ(769)

その他ICT(363)

農業、林業 鉱業、採石業、砂利採取業 建設業 製造業 電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業 運輸業、郵便業 卸売業、小売業 金融業、保険業 不動産業、物品賃貸業
学術研究、専門・技術サービス業 宿泊業、飲食サービス業 生活関連サービス業、娯楽業 教育、学習支援業 医療、福祉
複合サービス事業 その他サービス業 その他
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第 4 節　協議の時期

　全体の傾向をみると、図表 4 − 4 に見るように、3 ヶ月前、そして、6 ヶ月前に、それぞ

れ回答が集中していることがわかる。3 ヶ月前の段階で、ほぼ 2 割前後、そして、6 ヶ月前

の段階で、4 ～ 5 割の水準にある。6 ヶ月前までを合わせると、7 ～ 8 割ほどとなっている。

その一方で、1 年以上前も、1 割強から 2 割強ほどの回答が見られる。1 年以上前比率をみ

ると、2 割前後の水準となっているが、その中で AI が 1 割に満たず、もっとも低くなって

いるという点が興味深い。

図表 4-3　協議のタイミング（％）

61.7

48.6

44.9

44.7

42.3

38.7

37.4

15.4

9.8

17.6

11.4

16.1

14.0

13.3

33.3

48.1

45.7

49.2

47.4

53.0

52.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 120.0

AI(162)

ロボット(214)

その他ICT技術(363)

3Dﾌﾟﾘﾝﾀｰ(132)

IoT,BigData(137)

RPA(279)

クラウド(769)

導入前 導入後 行っていない

図表 4-4　協議の時期（％）

5.6

9.3

4.3

8.8

14.6

10.4

6.4

5.6

7.4

2.1

4.4

2.1

5.4

4.3

22.2

14.8

12.8

18.7

16.7

22.1

23.4

43.3

53.7

48.9

41.8

43.8

37.9

38.3

11.1

7.4

19.1

18.7

16.7

13.8

15.6

3.3

1.9

4.3

2.2

2.1

3.3

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

RPA(90)

AI(54)

IoT,BigData(47)

ﾛﾎﾞｯﾄ(91)

3Dﾌﾟﾘﾝﾀｰ(48)

ｸﾗｳﾄﾞ(240)

その他ICT(141)

１か月前 ２か月前 ３か月前 ４ヶ月前 ６か月前 ７か月前 ８か月前 ９か月前 10か月前 11か月前 12か月前 13か月超
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第 5 節　組合・従業員側の対応姿勢

　もっとも積極的であった順に、上から、3D プリンター（63.0％、「積極的に対応を求めて

きた」+「やや積極的」の合計比率。以下同様）、「ロボット」（60.2％）、「RPA」（56.1％）

となっている。その一方で、「AI」は 35.9％と、他とはまったく異なる水準で、もっとも低

くなっている。次点は「クラウド」であるが、それでも、過半数の水準にある（図表 4 − 5
参照）。

第 6 節　導入決定と協議の時期

　若干の差異はあるものの、ほぼ皆同じ傾向にある。「導入決定前に協議した」が 6 割前後、

「導入決定後に協議した」が、およそ 3 割となっている（図表 4 − 6 参照）。

　ここでも、AI だけが、他と異なる傾向を見せる。「決定前」、「決定後」を合わせて 6 割程

度であり、「わからない」が 4 割を超えていることは、まことに興味深い。

　

図表 4-5　従業員側の対応姿勢（％）

28.7

31.5

23.6

31.4

35.2

41.5

29.3

31.9

21.5

24.6

12.3

22.9

25.0

21.5

23.9

25.7

42.7

36.2

58.5

40.0

34.3

33.8

42.2

38.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計(595)

RPA(130)

AI(106)

IoT,BigData(70)

ﾛﾎﾞｯﾄ(108)

3Dﾌﾟﾘﾝﾀｰ(65)

ｸﾗｳﾄﾞ(348)

その他ICT(191)

積極的に対応を求めてきた やや積極的 どちらでもない やや消極的 対応には消極的だった
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第 7 節　協議の方法

　全体でもっとも多かったのは「従業員への説明会の実施」であるが、技術の種類別にみる

と、図表 4 − 7 にみるように、飛び抜けて多かったのが「AI」で 7 割超（全体では、50.2％）

となっている。さらに、AI では、「労使協議機関での協議」と「労働組合との団体交渉」が

4 割超（全体では、それぞれ、13.0％、9.5％）で、飛び抜けて高い比率となっている。他

とは、相当程度異なる傾向が見られる。

　それぞれの協議の種類別にみると、「専門組織の編成」がもっとも多かったのは、「IoT, ビ
ッグデータ」で、半数に近い（全体では、24.1％）。「幹部による方針説明や意見交換の場の

設定」がもっとも多かったのが「ロボット」で 4 割強（全体では 34.6％）。さらに、「日常

的な業務上の会話の中での説明」がもっとも多かったのが、「3D プリンター」で過半数とな

っている（全体では、32.8％）。「社内報や社内掲示板」では、「クラウド」が 4 割強でもっ

とも高い（全体では、24.1％）。

　それぞれの技術により、もっとも必要、あるいは、適切と思われた協議の方法により、情

報が伝達された結果と考えられよう。その中にあって、「AI」は、やはり、相当程度、他と

異なる傾向性を見せる。

　

図表 4-6　導入決定と協議の時期（％）

58.5

32.3

65.5

64.4

73.7

57.5

56.3

36.8

26.0

32.8

33.7

24.6

35.2

38.1

4.7

41.7

1.7

2.0

1.8

7.3

5.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

RPA(106)

AI(96)

IoT,BigData(58)

ﾛﾎﾞｯﾄ(101)

3Dﾌﾟﾘﾝﾀｰ(57)

ｸﾗｳﾄﾞ(287)

その他ICT(160)

導入決定前に協議 導入決定後に協議 わからない
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第 8 節　効果の有無

　効果の有無に関しては、技術別の結果と全体の傾向は、変わるところはない。図表 4 − 8
にみるように、「効果あり」という回答が、ほぼ 95％の水準にある。

図表 4-7　協議の方法（導入前の場合）（％）

50.2

73.2

34.6

44.0

32.8

53.6

29.8

40.1

24.1

49.1

13.0

43.3

9.5

41.2

-

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

合計(494) RPA(101) AI(97) IoT,BigData(53) ロボット(100) 3Dﾌﾟﾘﾝﾀｰ(56) クラウド(269) その他ICT(153)

従業員への説明会の実施 幹部による方針説明や意見交換の場の設定 日常的な業務上の会話の中での説明
社内報や社内掲示板、電子メールなどでの情報提供 その取組を行うための専門組織の編成 労使協議機関での協議
労働組合との団体交渉

図表 4-8　効果の有無（％）

96.1

94.4

93.0

95.2

93.9

93.9

95.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

RPA(128)

AI(107)

IoT,BigData(71)

ﾛﾎﾞｯﾄ(104)

3Dﾌﾟﾘﾝﾀｰ(66)

ｸﾗｳﾄﾞ(347)

その他ICT(189)

効果があった 効果はなかった
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第 9 節　効果の内容

　その効果の内容をみると、全体では、「現場の意見が反映され、効果的な実施につながった」、

「従業員の理解を得て、導入・運用が計画通り進んだ」、「従業員の納得感が高まり、円滑な

実施につながった」が、ほぼ半数で第 1 位から 3 位を占めている。

　技術別にみると、図表 4 − 9 にみるように、第 1 位の「効果的な実施につながった」は、

技術の種類にかかわらず高いが、もっとも高かったのは「3D プリンター」で 7 割近い。反

対に、もっとも低かったのは、「AI」の 37.8％となっている。

　「AI」では、全体で 2 位の「導入・運用が計画どおり進んだ」がもっとも高く、約 66％と

なっている。次点は、「ロボット」であるが、AI よりも、10 ポイントほど低くなっている。

そして、第 3 位の「納得感が高まった」でもっとも高かったのは「ロボット」で、約 64％
となっていた。「IoT, ビッグデータ」が、6 割を超える水準で、それに続いている。

　このようにみると全体的な傾向としては、技術の種類が異なっていても、「従業員の意見

が反映され、効果的な実施につながった」、「従業員の納得感が高まり、円滑な実施につなが

った」という 2 つの効果を挙げる場合が多い。

　しかしながら、AI の場合のみは、その傾向性が異なる。上でも述べたとおり、「計画どお

り進んだ」ことが最大の効果として捉えられており、「意見の反映と効果的な実施」、「納得

感が高まったことで、円滑な実施」という効果に関する指摘は、相当程度低くなっている。

AI に関しては、相対的にではあれ、「計画どおりに導入・運用」することが、きわめて重要

と捉えられていたと解釈していいのだろうか。

図表 4-9　効果の内容（％）

50.1

60.7

37.8

63.6

67.7

52.5

57.2

48.6

66.3

46.9

64.3

30.2

25.8

13.2

4.1
2.4

-

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

合計(539) RPA(122) AI(101) IoT,BigData(66) ロボット(98) 3Dﾌﾟﾘﾝﾀｰ(62) クラウド(324) その他ICT(180)

現場の意見が反映され、効果的な実施につながった 従業員の理解を得て、導入・運用が計画通り進んだ
従業員の納得感が高まり、円滑な実施につながった 現場の意見を反映して、無駄のない導入・運用につながった
現場の意見を反映して、導入の効果が大きくなった 従業員の能力開発の推進につながった
従業員に求める人材像の明確化につながった その他の効果があった
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第 10 節　課題の有無

　課題が生じたか否かについては、「生じなかった」のほうが全般的に多く、課題が生じた

場合のほうが少なくなっている（図表 4 − 10 参照）。

　その中でも、「生じた」比率がもっとも高かったのは「RPA」の 40.2％、もっとも低かっ

たのが「AI」の 24.8％であった。

第 11 節　課題の内容

　生じた課題の内容としては、全体で、「調整に時間がかかり、導入・運用の計画が遅れた」、

「従業員の意見で、予定よりコスト高のものを導入した」がそれぞれ、約 6 割、3 割の水準で、

第 1 位、2 位となっている。

　技術の種類別には、「IoT, ビッグデータ」で「導入・運用の計画が遅れた」との指摘が 7
割超と高くなっている。「予定よりコスト高のものを導入した」でもっとも多かったのは、

「AI」で 34.6％となっている（図表 4 − 11 参照）。

　

図表 4-10　課題の有無（％）

40.2

39.1

35.3

30.7

30.1

25.0

24.8

59.8

60.9

64.7

69.3

69.9

75.0

75.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

RPA(127)

IoT,BigData(69)

その他ICT(187)

クラウド(342)

ロボット(103)

3Dﾌﾟﾘﾝﾀｰ(64)

AI(105)

課題が生じた 課題は生じなかった
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第 12 節　協議をしなかった理由

　協議を行わなかった理由としては、全体でもっとも多かったのは、「経営判断であるため、

必要がなかった」が過半数となっている。技術別に、それがもっとも高かったのは、「ロボ

ット」で 6 割弱となっている（図表 4 − 12 参照）。

　全体で第 2 位となったのは「特に大きな決断ではなかったから」である。汎用性の高い「ク

ラウド」などで、そうした回答が一定の比率となるのは理解しやすいが、「AI」においても、

ほぼ同じ水準の回答となっていることが興味深い。

　また、「現場の裁量で導入」は、全体では 2 割強の水準にあるが、「3D プリンター」では、

半数近い水準にある。そして、「ロボット」、「IoT、ビッグデータ」が、約 3 割で続いている。

　

図表 4-11　課題の内容（％）

61.4

74.1

68.8

68.6

65.4

64.8

64.5

63.6

29.1

22.2

31.3

21.6

34.6

27.6

22.6

28.8

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

合計(158)

IoT,BigData(27)

3Dﾌﾟﾘﾝﾀｰ(16)

RPA(51)

AI(26)

ｸﾗｳﾄﾞ(105)

ロボット(31)

その他ICT(66)

調整に時間がかかり、導入・運用の計画が遅れた
従業員の意見で、予定よりコスト高のものを導入した
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第 13 節　小括

　ここまで見てきたように、技術の種類によって、それぞれが導入されている企業規模、業

種、協議のタイミングや内容など、たしかに様々な差異があることが確認された。ただ、そ

れらを全体としてみた時、技術の種類によって、その差異が非常に大きいともいえない状況

も明らかとなった。それでもなお、「AI」に関する状況は、その他の技術と相当程度異なっ

ていることも、また明らかである。

　それらを、取り出してみると、以下のようになろう。

　導入されている規模と業種に関しては、大規模企業、卸売、小売業、製造業で導入されて

いる比率が高かった。導入前の協議比率が、相対的に高い。その一方で、協議の時期は、存

外、1 年ほどという「導入のかなり前」であった比率が低い。

　組合や従業員側の対応姿勢としては、「積極性」が低くなっている。

　導入決定と協議の時期では、これも他と相当傾向が異なり、「わからない」が 4 割を占め

ている。

　協議方法では、「従業員への説明会」がきわめて高い比率に登るのと同時に、「労使協議機

関での協議」、「労働組合との団体交渉」のフォーマルな協議ルートによる協議比率が、きわ

めて高かった。

　協議の効果は、他と同様「あり」が大多数を占めるが、その効果の内容は「導入・運用が

計画どおり進んだ」ことが高い比率となっていた。

図表 4-12　協議を行わなかった理由（％）
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21.3
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-

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

合計(649) RPA(148) AI(111) IoT,BigData(65) ロボット(103) 3Dﾌﾟﾘﾝﾀｰ(65) ｸﾗｳﾄﾞ(413) その他ICT(166)

経営判断であるため必要がなかったから 特に大きな決断ではなかったから
本社や親会社、グループ会社の方針であったから 現場の裁量で導入したから
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　導入に関する「課題なし」比率が、もっとも高く、課題の内容では、特記すべき事項はな

い。また、協議なしの理由でも、特別な傾向は見られなかった。

　AI は、今後、さらに普及していくことが予想される技術である。その現在の導入状況の

一端を明らかにしてきたが、むしろ、今後の検討課題が多数見いだされたというほうが実情

に近いと思われる。このような結果が、はたして、どのような理由によるものであるのか、

さらに詳細な検討が必要である。
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第 5 章　むすびにかえて

　最後に、簡単なまとめをした上で、今後の課題を整理し、むすびにかえたい。

第 1 節　明らかになった事柄

　今回の調査では、AI など、新しいデジタル技術が、職場にどの程度導入されているのか

を見た上で、その導入にあたって、企業は従業員とどのような協議やコミュニケーションを

しているのか、また、そうしたコミュニケーションの有無や方法が導入効果に影響があった

のかを把握することを目的とした。

　まず、第 2 章では、調査結果全体を、単純集計結果を中心に検討した。その要旨をごく簡

単にまとめると、以下のような点が明らかとなった。

① 全体としてみれば、新しいデジタル技術を導入する目的は、「定型的な業務の効率化、生

産性の向上」にあった。

②そのため、導入の「効果」も、そうした点に着目している。

③新技術導入に際して、従業員側との協議が必須だとは考えていない。

　過半数は事前協議を「行っていない」。

④それは、基本的には、新技術導入が「経営判断であり、必要がなかった」から。

⑤ 協議した場合でも、その後のプロセスを全体としてみる限り、協議のタイミングはあまり

大きな問題ではない。

⑥ それでも、さまざまな面で、企業規模、事業所規模、業種、創業年など、企業属性による

差異が見られた。それらをさらに検討していく必要がある。

　その上で、次に、協議手段の種類が、新しいデジタル技術を導入するにあたって、どのよ

うな効果を及ぼしたのか、さらに、どのようなコストを要したのかをまとめたのが、第 3 章

である。そこで明らかになったのは、

①企業は SNS などのツールを用いてコミュニケーションを図ろうとしていた可能性がある。

② 事前協議と事後協議ではその性質が異なっていることが確認された。特に事前協議では

SNS などを活用している事業所で多い傾向にある一方で、事後協議ではアンケートや専

門組織を活用するアフターケアのような活動が多い傾向にある。

③導入に際して協議を行うのは半年前が最も多いが、それ以上に長い事業所もある。

④ 導入には協議による時間もコストとして負担することが確認され、このコスト負担軽減が

DX 導入を促進するのに重要である。

⑤ 協議の種類と導入する技術にミスマッチが生じ、それによって導入するためのコストが高

くなっている可能性がある。円滑な導入を促すための支援が必要だろう。
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という諸点である。

　一口に、デジタル技術の導入とはいうものの、技術そのものも多岐にわたっている。当然

のことながら、導入意図や協議内容は異なると予想される中で、各々の技術ごとに、導入状

況を検討したのが、第 4 章である。

　そこでは、技術の種類によって、それぞれが導入されている企業属性やプロセスにおいて、

たしかに様々な差異があることが確認されたものの、その差異が非常に大きいともいえない

状況も明らかとなった。そうした中にあって、他の技術と相当程度異なる状況が明らかにな

ったのが「AI」であった。

　それらは、以下のとおりである。

① 導入されている規模と業種に関しては、大規模企業、卸売、小売業、製造業で導入されて

いる比率が高い。

② 導入前の協議比率が、相対的に高い。その一方で、協議の時期は、存外、1 年ほどという「導

入のかなり前」であった比率は低い。

③組合や従業員側の対応姿勢としては、「積極性」が低くなっている。

④ 導入決定と協議の時期では、これも他と相当傾向が異なり、「わからない」が 4 割を占め

ている。

⑤ 協議方法では、「従業員への説明会」がきわめて高い比率に上るのと同時に、「労使協議機

関での協議」、「労働組合との団体交渉」のフォーマルな協議ルートによる協議比率が、き

わめて高い。

⑥ 協議の効果は、他と同様「あり」が大多数を占めるが、その効果の内容は「導入・運用が

計画どおり進んだ」ことが高い比率となっていた。

⑦ 導入に関する「課題なし」比率が、もっとも高く、課題の内容では、特記すべき事項はな

い。また、協議なしの理由でも、特別な傾向は見られなかった。

第 2 節　今後の課題の展望

　このような知見を踏まえた上で、今後の課題と研究の方向性に関して、簡単にまとめてお

きたい。

1）継続的調査の必要性

　今回の調査は、新しいデジタル技術普及の状況も正確には把握できていない中で、その技

術導入の際の労使協議の様相を明らかにしようとした、きわめて探索的な調査である。その

意味で、今回の調査によって、基本的な様相のみであるものの、それがようやく明らかにな

ってきたことに加えて、今後、新しいデジタル技術導入がさらに進むと予想されることを考

え合わせれば、継続的な調査の実施が望ましいと思われる。
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　特に、新型コロナウイルス感染症が拡大している状況を鑑みれば、さらに調査を続けてい

く意味は大きいと思われる。本調査は、新型コロナウイルス感染症の拡大の直前に行われた

こともあり、感染症の流行以前の、いわば平時の導入状況を調査したものである。むろん、

平時を知ることも重要ではあるが、新型コロナウイルス感染症は等しくどの産業に対しても

生じたマクロショックであり、まさにその対応策として、こうしたデジタル技術を用いた新

しい働き方が可能となってきた側面がある。そうであればなおさら、再調査をし、本調査と

コロナ拡大期とを比較することで、より豊富な知見が得られることが予想される。

　さらには、このような緊急時にどのようなプロセスとコストを以て企業が導入を図ったか

を調査することで、より企業にとっての新技術導入に係るコストが明らかとなるだろう。ま

た、逆に考えれば、IT 投資をした結果、それが在宅勤務体制の定着にどの程度効果があっ

たのか否か、そうしたプロセスと原因の探求にも、その調査が重要なデータとなる可能性が

ある。

2）本格的なデジタル化を推し進めるデータ収集の必要性

　継続的な調査は、これまで幾度か訪れた、その時代のデジタル化の様相と、比較を可能に

する。第 1 章でも述べたように、過去行われた調査結果をみれば、新しい技術導入の際、労

使で十分には協議がなされてこなかった。その点も含め、すでに提唱されていた問題や今後

の課題などが、今日に於いてもなお、なかなか達成できていない現実が明らかになっている。

そうした状況をもう一度、真摯に検討すべきであろう。特に、1984 年及び 1985 年の労働

省の調査で言われていた内容を考えれば、そこで指摘されてきた現状の問題がなかなか解決

されてこなかったことと、生じるだろうと予想されてきた問題群も指摘されながら、具体的

な対応がなされてこなかったことも、また明らかである。このことをもう一度熟慮すべきで

あろう。

3）さらなる導入を進める際の支援策の検討

　これからの社会にとって、新しいデジタル技術がきわめて重要であることは疑いない。そ

のためには、企業が導入を促進させられるような支援の仕組みを検討することが必要となろ

う。

　新しいデジタル技術導入には、当然のことながら、大なり小なり、様々なコストがかかっ

てくる。その際、現段階でも、たとえば、設備投資減税などの促進政策が念頭に浮かぶが、

コストとは、そうした直接的な費用のみではない。協議に費やす時間や人的なコストといっ

た付随的な支出も、実は、相当重要なコストと考えられよう。そうした点まで射程に含めた

支援策を考える必要があるように思われる。

　今回の調査結果を含み、協議による成功例を提示することや、それに基づいて支援するこ

とも必要であろう。むろん、さまざまな企業に共通して適応しうるような対応策が即座に検
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討できる訳ではない。とくに調整費用と無形資産という面で考えるとほとんどの場合におい

て、そのコスト負担は、企業それぞれの投資になることが予想される。このような状況下で

は、あくまでも企業は独自に導入を進めることが基本となる。そうであるのなら、その際そ

れを支援するのは企業が直面するコストを軽減するためのサポートを、サポート全体像を踏

まえた上で検討していくことが、よりスムースな技術導入に結びつくように思われる。どの

ような支援策が本当に有効かを議論するためにも、企業が実際に負担している費用を精査す

ることがまずは必要となろう。

　こうした点を踏まえた上で、調査を継続していくことで、その結果として支援政策を打ち

出すことが、結局は、1980 年代から続く、企業の新技術導入を促進し、労働環境の改善や

経済発展を達成するという、検討され続けてなかなか本格的な解決にたどり着いていない問

題への対処となるのではないだろうか。

4）労使コミュニケーションのあり方再考

　過去に実施された調査結果を再度吟味し、今回の調査結果をみていくと、新しい技術導入

に伴い、労使間で積極的に協議することが相対的に少なかったということが明らかとなって

きた。むろん、「それぞれの時代における最先端の技術」の内容は、ほぼまったく異なるも

のであったと言っても過言ではなかろう。技術そのものも異なれば、それを協議・検討する

コミュニケーション方法も、異なってきている。SNS を利用した情報提供などが現実的に

機能し始めたのは、ごく最近のことである。ただ、そうした一連の結果は、労使コミュニケ

ーションとは何であるのかということを、あらためて問い直す契機も提供しているように思

われる。

　通常、協議するという言葉から即座に連想するのは、いわば伝統的なルートや手段である

労働組合や労使協議機関における協議や交渉であろう。ただ、今回の調査からみる限り、こ

うしたルートによる協議を行う比率は低かった。やや誇張して言うのなら、組合が果たして

従業員に真に寄り添った存在であるのか、そうした点まで再考すべき事態である可能性も見

受けられる 20。その一方で、「従業員説明会における説明」や「日常的な業務上の会話の中で

行う説明」が、「協議ではない」とまでは言い切れない。それもたしかにコミュニケーショ

ンの方法である。

　しかしながら、さらに、「協議を行わなかった」という比率がほぼ過半数となるような調

査結果をみると、たとえば、「単なる情報伝達と労使双方の協議」は、どの部分がどの程度

同じであるのか、異なっているのか、その境界が相当程度曖昧になっていることを想起させ

る。大げさに言うならば、労使コミュニケーションとは何であるのかを、それを支える技術

20　 中村良二　「『デジタル技術導入の際にも、労使コミュニケーションは薄い』

　　 −「AI など新しいデジタル技術導入と労使コミュニケーション」調査結果−」、労働政策研究 ･ 研修機構・第 52
回「リサーチアイ」（2021 年 2 月 3 日）。

　　https://www.jil.go.jp/researcheye/bn/052_210203.html
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と、労使双方の考え方の変容や、働き方や職場、組織のあり方に及ぼす影響まで含めて、そ

の全体像を捉え直すことが必要になっているように思われる。現在の DX 技術が影響及ぼす

領域の外延は、きわめて広大である。それらを丹念に一つずつ検討していくことが求められ

ている。今回の報告は、さらなる検討に向けての探索的検討の第一歩である。
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１　調査票
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1 

 

AI などデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査 
 

調査票の発送、回収など調査実査について 調査の趣旨・内容について 
株式会社  
担当部署：AI などデジタル技術の導入と労使コ

ミュニケーションに関する調査窓口 
担当者名： 
電話： 
受付時間：平日 午前 9:00〜午後 6:00 

（12:30〜午後 1:30 休み） 
FAX： 
メールアドレス： 

 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構 
担当部署： 
担当者名： 
電話： 
受付時間：平日 午前 9:30〜午後 5:00 

（12:00〜午後 1:00 休み） 
※問合せが集中し、電話がつながりにくい場合があり
ます。その場合は、少し時間をおいてお掛け直しくだ
さい。 
メールアドレス： 

 

 

ご記入にあたって 

１．調査票にご記入頂いた回答は、すべて統計的に処理し、貴社名や個別の記入内容が特定されるこ
とは一切ございませんので、ありのままをご記入ください。 

２．ご回答は、あてはまる番号１つ、もしくはすべてに○印をつけて頂くものと、具体的な数字をご
記入頂くものがあります。 

３．ご回答の内容によって、設問を飛ばして先に進んでいただく場合があります。調査票の指示に沿
ってお進みください。 

４．特にことわりのない場合、令和 2 年３月１日現在の状況をお答えください。 
５．本調査は、事業所を対象としています。同一の場所にある工場や店舗などが１つの事業所です。 
  Q１〜３以外の設問は、原則として貴事業所についてお答えください。 
６．ご記入が終わりましたら、同封の返信用封筒（切手不要）にて令和２年 3 月 27 日（金曜日）ま

でにご投函ください。 
７．ご不明の点がございましたら、下記の問い合わせ先へご連絡ください。 

厚生労働省 政策統括官付 政策統括室からの要請に基づく調査 

アンケート調査へのご協力のお願い 
本調査は、AI などデジタル技術を職場に導入する際、社内でどのような協議・話し合い等をし

たのかを明らかにすることを主な目的としています。厚生労働省の要請に基づき、同省所管の

独立行政法人である労働政策研究・研修機構が実施するものです。本調査の結果は、厚生労働

省の検討会における議論の基礎資料となる予定です。ご多忙のところ誠に恐縮に存じますが、

貴社の状況をご教示いただきますよう、ご協力のほどよろしくお願い致します。 
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2 

Ⅰ 貴事業所の概要についてお伺いします。 
 
Ｑ１ 貴事業所が属する貴社全体（本社・支社・営業所・工場などを含む）の総従業員数は何人ですか。

該当する人数の番号をお選びください。（○は１つ） 
１．5,000 人以上 
２．1,000〜4,999 人 
３．300〜999 人 

４．100〜299 人 
５．50〜99 人 
６．30〜49 人 

 
Ｑ２ 貴社の主たる業種をお選びください。（○は１つ） 

１．農業、林業 
２．漁業 
３．鉱業、採石業、砂利採取業 
４．建設業 
５．製造業 
６．電気・ガス・熱供給・水道業 
７．情報通信業 
８．運輸業、郵便業 
９．卸売業、小売業 
10．金融業、保険業 

11．不動産業、物品賃貸業 
12．学術研究、専門・技術サービス業 
13．宿泊業、飲食サービス業 
14．生活関連サービス業、娯楽業 
15．教育、学習支援業 
16．医療、福祉 
17．複合サービス事業 
18．その他サービス業 
19．分類不能の産業 
20．その他（具体的に：          ） 

 
Ｑ３ 貴社の創業年          ⻄暦（         ）年 
 
Ｑ４ 貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。 

なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。 
 計 うち 男性 うち 女性 
従業員数（派遣労働者を除く） 人 人 人 
 うち正社員数 人 人 人 
派遣労働者 人 人 人 
 

Ｑ５ 貴事業所または貴社には労働組合がありますか。（○は１つ） 
労働組合が １．ある ２．ない 

 
付問 1 ユニオン・ショップ協定（従業員は原則として労働組合に加入しなければならないとする協定）

を締結していますか。（○は１つ） 
１．締結している ２．締結していない 

 
付問２ 正社員以外の従業員は労働組合に加入していますか。複数の労働組合がある場合は、正社員以

外の従業員がひとつでも労働組合に加入していれば、「加入している」としてください（○は１つ） 
１．加入している 
２．加入資格はあるが加入していない 

3．加入資格がない 
4．把握していない 
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3 

 
Ⅱ 貴事業所における労使コミュニケーションについてお伺いします。 

 
Q６ 貴事業所には従業員との協議等のためにどのような手段がありますか。（○はいくつでも） 
１．労働組合との団体交渉 
２．労使協議機関での協議 
３．取組を行うための専門組織の編成 
４．懇談会・説明会などの常設ではない会合 
５．相談窓口（電子メール等を含む）やその他

の苦情処理機関 

６．社内報や社内掲示板、電子メールなどでの
情報提供 

７．社内 SNS などのデジタル技術を活用した
コミュニケーションツール 

８．従業員へのアンケート調査 
９．その他（              ） 

 
Q７ Q６について、事業所内の従業員のどのような範囲で意見集約がなされていますか。 

なお、「意見集約」とは参加者となる資格がある場合、または従業員の代表者が参加する場合
はその代表者が意見を集約している対象者を指します。（○は１つ） 

１．全従業員 
２．正社員 
３．労働組合員 

4. 組合以外の従業員組織員 
5. その他（              ） 
 

 
Q８ 貴事業所ではどのような事項について、従業員との協議を行われていますか。 

（○はいくつでも） 
１．生産性向上に関する事項 
２．経営に関する事項 
３．賃金・退職給付に関する事項 
４．労働時間・休日・休暇に関する事項 
５．人事に関する事項 

６．教育訓練に関する事項 
７．安全衛生に関する事項 
８．福利厚生に関する事項 
９．正社員以外の従業員に関する事項 
10．その他（           ） 

 
Q９ 従業員との協議等の結果はどのような形で反映されていますか。（○はいくつでも） 
１．労働条件・職場環境の改善 
２．経営方針の見直し 
３．ハラスメント防止への影響 
４．雇用の維持や配置・職種転換 

５．教育訓練制度の見直し 
６．人事評価の見直し 
７．その他（             ） 
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Ⅲ 貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。 
 
●ＡＩなど新しいデジタル技術の導入について 

 
Q10 貴事業所では次のようなデジタル技術を活用した取組を直近 5 年以内に行いましたか。 

また、行った場合は、その具体的な内容についてお教えください。各技術の内容と活用例に
関しては、設問の後にまとめてありますので、ご参照ください。 

 
１．行った（行っている） 
２．行っていない（→Q23 へお進みください） 

 
〈活用している技術〉（○はいくつでも）： 

１．RPA(Robotic Process Automation) 
  （取組内容：                              ） 
２．AI（機械学習を含む） 
  （取組内容：                              ） 
３．IoT、ビッグデータ 
  （取組内容：                              ） 
４．ロボット 
  （取組内容：                              ） 
５．3D プリンター 
  （取組内容：                              ） 
６．クラウド 
  （取組内容：                              ） 
７．上記以外の ICT 技術（クラウド以外のグループウェアを含む） 
  （取組内容：                              ） 
８．その他 
  （具体的に：                              ） 

 
【用語の意味と活用例】 

1．RPA（Robotic Process Automation） 
：定型的な事務作業などの業務を、ソフトウェア型のロボットが自動で処理する仕組み。 

例：・人がパソコン上で行っていた定型的な事務作業を RPA により自動で処理することに
よる効率化・自動化 

 
２．AI（Artificial Intelligence。機械学習を含む） 

：人間の脳が行っている知的な作業をコンピュータで模倣したソフトウェアやシステムであり、
人間が使用する自然言語の理解や、理論的な推論、経験からの学習などを行うコンピュータ
プログラムを指す。 

例：・生産ラインでの AI による画像認識技術を活用した検査 
・研究・開発のための AI の活用 
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・AI を活用した過去の実績に基づく需要予測、商品の発注 
・AI を活用した分析業務・査定業務 
・流通・交通における AI によるルート検索 
・セキュリティ対策、警備業務等における、カメラ・センサー・マイク等による画像

データや音声データを AI で分析することによる予測システムや見守りシステム 
・介護業務で、カメラ・センサー・マイク等による画像データや音声データを AI で分

析することによる予測システムや見守りシステム 
・AI を活用した人事労務管理（勤怠管理・シフト作成・採用・人事等） 
 

３．IoT、ビッグデータ 
※IoT（モノのインターネット化（Internet of Things）） 
：工場の機械の稼働状況から、交通、気象、個人の健康実態まで様々なデータ化された情報（ビ

ッグデータ）をネットワークでつなげてまとめ、これを解析・利用すること。 
※ビッグデータ 
：デジタル化の更なる進展やネットワークの高度化、またスマートフォンやセンサー等 IoT 関

連機器の小型化・低コスト化による IoT の進展により、スマートフォン等を通じた位置情報
や行動履歴、インターネットやテレビでの視聴・消費行動等に関する情報、また小型化した
センサー等から得られる膨大なデータ。 

例：・生産ラインでの生産性の把握のため、IoT の活用 
・スマートメーターの活用 
・ビッグデータを活用したマーケティング分析 
・研究・開発のためのビッグデータによる解析 
 

４．ロボット 
：センサー、知能・制御系、駆動系の 3 つの要素技術を有する知能化した機械システム。セン

ター等での自動制御による操作機能または移動機能を持ち、各種の作業をプログラムにより
実行し、各産業に使用される。※ここでは、ＲＰＡを含みません。 

例：・生産ラインでのロボット導入による自動化・無人化（産業用ロボット・マシニング
センターなど） 

・運搬・介護・介助等の業務でのパワーアシストスーツの活用 
 

５．３Ｄプリンター 
：データを基に立体を造形する機器。 

例：・試作品作成における３Ｄプリンターの活用 
  

６．クラウド 
：従来は手元のコンピュータで管理・利用していたようなソフトウェアやデータなどが、イン

ターネットなどのネットワークを通じて必要に応じて利用可能となる情報サービス。 
例：・クラウド上のソフトウェアの活用 

・クラウドを活用した社内の情報共有やコミュニケーションツールとしてのグループ
ウェア、社内 SNS（チャットシステムを含む） 

・クラウドを活用したスマートフォン、タブレット等の携帯端末による情報共有 
 

７．上記以外の ICT 技術 
例：・社内の情報共有やコミュニケーションツールとしてのクラウド以外のグループウェ

ア、社内 SNS（チャットシステムを含む） 
・クラウドを活用しないスマートフォン、タブレット等の携帯端末による情報共有 
・土木・建設の現場での三次元データ等の ICT 技術 
・テレワークやフリーアドレスのためのリモートアクセスや web 会議システム 
・QR コード・バーコード等による工程管理 

  

- 82 - - 83 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 
6 

Q11 (1)新しいデジタル技術を導入したねらいは何ですか。（○はいくつでも） 
また、(2)新技術を導入した効果に関して、ねらいどおりの効果が上がっているものは何です
か。（○はいくつでも） 

 (1)導入の 
ねらい (2)効果 

１．定型的業務の効率・生産性の向上 1 1 
２．非定型的、創造的業務の効率・生産性の向上 2 2 
３．自社の製品・サービスの競争力の強化 ３ ３ 
４．これまでとは異なる新規事業分野への進出 ４ ４ 
５．現在のビジネスモデルの変革 ５ ５ 
６．現在の企業マインドの変革 ６ ６ 
７．顧客満足度の向上 ７ ７ 
８．人件費の削減 ８ ８ 
９．オフィスコストの削減 ９ ９ 
10．優秀な人材の育成と確保 10 10 
11．従業員のゆとりと健康的な生活の確保 11 11 
12．その他（具体的に                 ） 12 12 
 
●労使コミュニケーションの方法について 

 
Q12 Q10 の取組のために従業員との協議等を行ったかどうかについて、お伺いします。 

導入前後で従業員との協議等を行いましたか。また、導入前に行った場合には、その具体的
な時期をお答えください。（１と２は複数選択が可能です：導入前にも導入後にも行った場合
は、１・２の両方に○をつけてください） 

 
 
 
 

付問１ その時の組合や従業員側の姿勢は、下記のどれに一番近いと思われますか（○は１つ） 
積極的に対応を求めてきた ← どちらでもない → 対応には消極的だった 

１ ２ ３ ４ ５ 
 

付問２ （Q12 で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。） 
従業員との協議等を行ったのは、導入することを決める前でしたか後でしたか。（○は１つ） 

 
 

 

※この調査における「労使コミュニケーション」には、従業員との協議や話し合い、従業員への
情報の伝達、従業員の意見の収集など（以下、「従業員との協議等」とします。）を含んでいます。 

１．導入前に行った：導入の（       ）か月前頃 
２．導入後に行った 
３．行っていない（→Q19 へお進みください） 

１．導入することを決める前に協議した 
２．導入することを決めた後で協議した 
３．わからない 
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Q13 （Q12 で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。） 
Q10 の取組の導入前に、どのようにして従業員との協議等を行いましたか。（○はいくつでも） 

１．労働組合との団体交渉 
２．労使協議機関での協議 
３．その取組を行うための専門組織の編成 
４．従業員への説明会の実施 
５．幹部による方針説明や意見交換の場の設定 
６．日常的な業務上の会話の中での説明 
７．相談窓口（電子メール等を含む）やその他の

苦情処理機関での相談の受付 

８．社内報や社内掲示板、電子メールなどでの 
情報提供 

９．社内 SNS などのデジタル技術を活用した 
コミュニケーションツールでの情報提供や
意見集約 

10．従業員へのアンケート調査 
11．社内提案制度の実施・活用 
12．その他（具体的に           ） 

 
Q14 （Q12 で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。） 

Q10 の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。また、
それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながり
ましたか。 

行った事項 
（１〜11 のうち該当する番号をお選びください。○はいくつでも） 

行った結果（○は１つ） 
見
直
し
に
つ
な
が
�
た 

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
�
た 

わ
か
ら
な
い 

１．取組の導入方針・導入範囲・導入スケジュール １ ２ ３ 
２．運用方法・作業環境の変更 １ ２ ３ 
３．業務内容の見直し １ ２ ３ 
４．組織編成の見直し １ ２ ３ 
５．人事制度（職種等）の見直し １ ２ ３ 
６．配置転換・職種転換 １ ２ ３ 
７．人事評価制度の見直し １ ２ ３ 
８．教育訓練制度の見直し １ ２ ３ 
９．勤務時間や働き方の見直し  １ ２ ３ 
10．生産性が向上した分の従業員への還元（労働時間や賃金の改革） １ ２ ３ 
11．その他（具体的に                    ） １ ２ ３ 
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Q15 （Q12 で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。） 
Q10 の取組の導入後、運用中にどのようにして従業員との協議等を行いましたか。 
（○はいくつでも） 

１．労働組合との団体交渉 
２．労使協議機関での協議 
３．その取組を行うための専門組織の編成 
４．従業員への説明会の実施 
５．幹部による方針説明や意見交換の場の設定 
６．日常的な業務上の会話の中での説明 
７．相談窓口（電子メール等を含む）やその他の

苦情処理機関での相談の受付 

８．社内報や社内掲示板、電子メールなどでの 
情報提供 

９．社内 SNS などのデジタル技術を活用した 
コミュニケーションツールでの情報提供や
意見集約 

10．従業員へのアンケート調査 
11．社内提案制度の実施・活用 
12．その他（具体的に          ） 

 
Q16 （Q12 で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。） 

Q10 の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。また、
それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながり
ましたか。 

行った事項 
（１〜11 のうち該当する番号をお選びください。○はいくつでも） 

行った結果（○は１つ） 
見
直
し
に
つ
な
が
�
た 

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
�
た 

わ
か
ら
な
い 

１．取組の導入範囲・導入スケジュール １ ２ ３ 
２．運用方法・作業環境の変更 １ ２ ３ 
３．業務内容の見直し １ ２ ３ 
４．組織編成の見直し １ ２ ３ 
５．人事制度（職種等）の見直し １ ２ ３ 
６．配置転換・職種転換 １ ２ ３ 
７．人事評価制度の見直し １ ２ ３ 
８．教育訓練制度の見直し １ ２ ３ 
９．勤務時間や働き方の見直し  １ ２ ３ 
10．生産性が向上した分の従業員への還元（労働時間や賃金の改革） １ ２ ３ 
11．その他（具体的に              ） １ ２ ３ 
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●労使コミュニケーションの効果・課題について 
Q17 （Q12 で「１．導入前に行った」または「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺

いします。） 
従業員との協議等には効果がありましたか。（○は１つ） 

１．効果があった 
２．効果はなかった 
 
付問１ どのような効果がありましたか。（○はいくつでも） 
１．従業員の納得感が高まり、円滑な実施につながった 
２．現場の意見が反映され、効果的な実施につながった 
３．現場の意見を反映することにより、無駄のない導入・運用につながった 
４．現場の意見を反映することにより、導入の効果が大きくなった 
５．従業員の理解を得たことにより、導入・運用が計画通り進んだ 
６．従業員に求める人材像の明確化につながった 
７．従業員の能力開発の推進につながった 
８．その他の効果があった（具体的に                         ） 
 
Q18 (Q12 で「１．導入前に行った」または「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺い

します。) 
従業員との協議等により課題が生じましたか。（○は１つ） 

１．課題が生じた 
２．課題は生じなかった（→Q21 へお進みください） 
 
付問１ どのような課題が生じましたか。（○はいくつでも） 
１．現場の意見が反映されず、かえって従業員の不満が生じ、円滑な実施の妨げになった 
２．調整に時間がかかり、導入・運用の計画が遅れた 
３．現場の意見を反映したことにより、当初計画していた効果が現れなかった 
４．従業員の意見により、当初予定していたよりもコストのかかるものを導入することとなった 
５．その他の課題が生じた（具体的に                     ） 
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Q19 （Q12 で「３．行っていない」と回答された事業所にお伺いします。） 
従業員との協議等を行わない理由にはどのようなものがありましたか。（○はいくつでも） 

１．誰と協議や話し合い等を行えばよいか 
わからなかったから 

２．経営判断であるため必要がなかったから 
３．そのような慣行がなかったから 
４．本社や親会社、グループ会社の方針で 

あったから 

５．短期間での決断が必要であったから 
６．現場の裁量で導入したから 
７．特に大きな決断ではなかったから 
８．その他（具体的に          ） 
９．わからない 

 
Q20 （Q12 で「３．行っていない」と回答された事業所にお伺いします。） 

従業員との協議等を行わないことでどのような課題が生じましたか。（○はいくつでも） 
１．導入した取組について従業員から不満の

声があった 
２．現場の業務に適合しない導入の仕方と 

なった 
３．導入した取組により想定どおりの生産性

向上の成果が得られなかった 

４．導入・運用の計画が遅れた 
５．必要な配置転換や職種転換ができなかった 
６．その他（具体的に          ） 
７．特に課題を感じていない 
８．わからない 

 
Q21 Q10 の取組の成果について、成果の把握や「見える化」を行っていますか。（○は１つ） 
１．行っている 
２．行っていない（→Q23 へお進みください） 
 
付問１ その内容を下記からお選びください。また、その具体的内容についてお教えください。 

（○はいくつでも） 

１．取組の成果を確認するために、労働生産性に関する定量的な指標を設定し、成果の目標や目安
となる数値を定めている（例：１人１時間あたりの生産量を○％以上向上） 

 （具体的に                                ） 
２．取組の成果の目標や目安となる数値は定めていないものの、労働生産性に関する定量的な指標

を設定している（例：１人１時間あたりの生産量の変化） 
 （具体的に                                ） 
３．労働生産性に関する定量的な指標を設定していないが、定性的な成果の把握を行っている 

（例：従業員への取組の効果に関する聴き取り、従業員へのアンケート調査） 
 （具体的に                                ） 
４．労働生産性に関する指標は設定していないが、それ以外の指標を設定して取組の成果の把握を

行っている 
 （具体的に                                ） 
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付問２ 成果の把握や「見える化」によって、どのような効果が現れていますか。（○はいくつでも） 
１．業務の効率化・省力化 
２．新たな商品・サービスの開発など新たな 

付加価値の創出 
３．より質の高い商品・サービスの提供による 

顧客満足度の向上 
４．従業員の身体的・精神的負担の軽減 

５．労働時間の削減 
６．従業員満足度の向上 
７．労働力不足の改善 
８．従業員の定着率の向上（離職率の減少）  
９．その他（具体的に           ） 

 
付問３ 把握した取組の成果に関する情報は、労使で共有していますか。（○は１つ） 
１．労働組合や労使協議の場等で共有する、誰 

でも見られるようにするなど、概ね全ての 
従業員と共有している 

２．導入する部署等、関係する従業員等の限定 
された従業員のみと共有している 

３．経営層や管理職のみで共有しており、一般 
の従業員とは共有していない 

４．現場の従業員のみで共有されている 
５．現在は共有していないが、将来的には共有 

するつもりである 
６．その他（具体的に           ） 
７．わからない 

 
付問４ 把握した取組の成果に関する情報は、労使で活用していますか。（○は１つ） 
１．労働組合や従業員との協議・話し合い等で 

活用している 
２．共有するのみにとどめている 

３．その他（具体的に           ） 
４．わからない 

 
Q22 Q10 の取組を効果的に行うために従業員の業務の遂行や人材活用の仕組みに影響する対応と

して、次のうちのどのような対応を行いましたか。（○はいくつでも） 
１．業務プロセスの見直しを行った 
２．組織の再編を行った 
３．配置転換や職種転換を行った 
４．導入のためのプロジェクトチームを作った 
５．教育訓練、研修を充実させた 
６．専門的な能力のある人材の採用を行った 
７．専門能力の有無にかかわらず、人員確保の 

ため採用等を行った 

８．人員過剰となったため、採用を抑制した 
９. 作業環境の見直しを行った 
10. 生産性向上分を従業員に還元した 
11. 人事評価制度を抜本的に改革した 
12．その他（具体的に          ） 
13．対応を検討中である 
14．特に何も対応していない 
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Ⅳ 貴事業所における今後の取組についてお伺いします。 
（この問いは、すべての事業所の方がお答えください） 
 
Q23 今後、貴事業所ではデジタル技術を活用した取組を行う予定はありますか。（○は１つ） 
１．行う予定がある 
２．行う予定はない 
３．わからない 
 
付問１ デジタル技術を活用した取組を行う過程で、従業員との協議等を実施する予定はあります

か。（○は１つ） 
１．実施する予定 
２．どちらかといえば実施する予定 
３．どちらかといえば実施する予定はない 
４．実施する予定はない 
５．わからない 
 

Ⅴ 本アンケートを回答された方にお伺いします。 
 
F１ ご回答頂いた方の役職をお教えください。（○は１つ） 
１．社⻑ 
２．取締役・役員クラス 
３．部⻑・次⻑クラス 
４．課⻑クラス 

５．係⻑・主任クラス 
６．一般社員 
７．その他（            ） 

 
F２ ご回答頂いた方が所属する部署はどちらですか。（○は１つ） 
１．情報システム部門／電算部門 
２．人事・労務部門 
３．総務・庶務部門 
４．経理部門 

５．広報部門 
６．経営企画・経営戦略立案部門 
７．その他部門（            ） 

 
 
以上で質問は終了です。ご協力ありがとうございました。 
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自由記述 

Ｑ10の取組により省力化された業務に従事していた従業員に引き続き活躍してもらうため、

貴事業所では業務内容や配置等でどのような工夫をされていますか。 

例：事務部門の職員の業務がＲＰＡにより省力化したため、営業部門の充実を行い、顧客

対応を充実させた。など 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自由記述 

ＡＩ、ＩｏＴ、ビッグデータ、ＲＰＡ等の新技術の導入が進んでいく中にあって、今後、労

使間の交渉や、トラブル解消、円滑化のためには、企業として何をしていく必要があると考

えていますか。従業員とのコミュニケーション、情報の開示、コミュニケーションチャネル

の多様化などで工夫があれば、その点についても教えてください。 
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サマリーの送付について 
調査結果の送付をご希望の方は、「１ 希望する」を選択のうえ、下記「ご連絡先」の記入をお願
いいたします。  

１ 希望する  ２ 希望しない 
 
ヒアリング調査へのご協力のお願い 

本アンケート調査終了後、AI などデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関して、御社
に伺い、お話を伺うことは可能でしょうか。ご協力いただける場合は、下記にご記入をお願いい
たします。  

１ 協力できる  ２ 協力できない 
 
 

ご連絡先 
貴社名  

お名前  

部署名  

ご連絡先 

Mail： 

TEL：（      ）      − 

〒    − 

 
 
 

調査は以上です。 

お忙しいなかご協力いただき、誠にありがとうございました。 

同封の返信用封筒（切手不要）にてご返送ください。 
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ１　貴事業所が属する貴社全体（本社・支社・営業所・工場などを含む）の総従業員数は何人ですか。該当する人数の番号をお選びください。（○は１つ）

全

体

5
,
0
0
0
人
以
上

1
,
0
0
0
～

4
,
9
9
9
人

3
0
0
～

9
9
9
人

1
0
0
～

2
9
9
人

5
0
～

9
9
人

3
0
～

4
9
人

無
回
答

　全　体 3,670 181 510 1,052 1,390 398 120 19
100.0 4.9 13.9 28.7 37.9 10.8 3.3 0.5

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 181 - - - - - -

100.0 100.0 - - - - - -
1,000～4,999人 510 - 510 - - - - -

100.0 - 100.0 - - - - -
300～999人 1,052 - - 1,052 - - - -

100.0 - - 100.0 - - - -
100～299人 1,390 - - - 1,390 - - -

100.0 - - - 100.0 - - -
50～99人 398 - - - - 398 - -

100.0 - - - - 100.0 - -
30～49人 120 - - - - - 120 -

100.0 - - - - - 100.0 -
　無回答 19 - - - - - - 19

100.0 - - - - - - 100.0
Ｑ２　業種
農業、林業 10 - 3 2 4 1 - -

100.0 - 30.0 20.0 40.0 10.0 - -
漁業 - - - - - - - -

- - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 - 1 - 1 1 1 -

100.0 - 25.0 - 25.0 25.0 25.0 -
建設業 351 5 51 76 148 63 8 -

100.0 1.4 14.5 21.7 42.2 18.0 2.3 -
製造業 1,228 39 121 345 531 147 41 4

100.0 3.2 9.9 28.1 43.2 12.0 3.3 0.3
電気・ガス・熱供給・水道業 22 3 2 6 11 - - -

100.0 13.6 9.1 27.3 50.0 - - -
情報通信業 107 2 5 41 41 15 3 -

100.0 1.9 4.7 38.3 38.3 14.0 2.8 -
運輸業、郵便業 406 15 64 111 158 40 17 1

100.0 3.7 15.8 27.3 38.9 9.9 4.2 0.3
卸売業、小売業 488 73 66 138 154 37 19 1

100.0 15.0 13.5 28.3 31.6 7.6 3.9 0.2
金融業、保険業 69 - 17 22 21 8 1 -

100.0 - 24.6 31.9 30.4 11.6 1.5 -
不動産業、物品賃貸業 26 2 4 8 7 3 2 -

100.0 7.7 15.4 30.8 26.9 11.5 7.7 -
学術研究、専門・技術サービス業 77 1 15 24 23 10 4 -

100.0 1.3 19.5 31.2 29.9 13.0 5.2 -
宿泊業、飲食サービス業 64 5 18 15 20 5 1 -

100.0 7.8 28.1 23.4 31.3 7.8 1.6 -
生活関連サービス業、娯楽業 58 - 13 14 15 13 2 1

100.0 - 22.4 24.1 25.9 22.4 3.5 1.7
教育、学習支援業 67 9 12 20 21 3 2 -

100.0 13.4 17.9 29.9 31.3 4.5 3.0 -
医療、福祉 323 12 45 109 125 18 11 3

100.0 3.7 13.9 33.8 38.7 5.6 3.4 0.9
複合サービス事業 45 - 13 11 17 4 - -

100.0 - 28.9 24.4 37.8 8.9 - -
その他サービス業 253 11 49 90 73 23 6 1

100.0 4.4 19.4 35.6 28.9 9.1 2.4 0.4
分類不能の産業 2 - 1 - 1 - - -

100.0 - 50.0 - 50.0 - - -
その他 25 1 6 10 5 3 - -

100.0 4.0 24.0 40.0 20.0 12.0 - -
　無回答 45 3 4 10 14 4 2 8

100.0 6.7 8.9 22.2 31.1 8.9 4.4 17.8
Ｑ２　業種
製造業 1,228 39 121 345 531 147 41 4

100.0 3.2 9.9 28.1 43.2 12.0 3.3 0.3
非製造業 2,397 139 385 697 845 247 77 7

100.0 5.8 16.1 29.1 35.3 10.3 3.2 0.3
　無回答 45 3 4 10 14 4 2 8

100.0 6.7 8.9 22.2 31.1 8.9 4.4 17.8
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 19 82 114 118 37 14 -

100.0 5.0 21.4 29.7 30.7 9.6 3.7 -
1920～1939年 382 10 63 117 138 41 12 1

100.0 2.6 16.5 30.6 36.1 10.7 3.1 0.3
1940～1959年 1,068 47 146 305 429 106 32 3

100.0 4.4 13.7 28.6 40.2 9.9 3.0 0.3
1960～1979年 994 32 103 288 409 129 27 6

100.0 3.2 10.4 29.0 41.2 13.0 2.7 0.6
1980～1999年 452 19 58 136 178 47 13 1

100.0 4.2 12.8 30.1 39.4 10.4 2.9 0.2
2000年以降 254 51 36 67 67 19 14 -

100.0 20.1 14.2 26.4 26.4 7.5 5.5 -
　無回答 136 3 22 25 51 19 8 8

100.0 2.2 16.2 18.4 37.5 14.0 5.9 5.9

1 
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ１　貴事業所が属する貴社全体（本社・支社・営業所・工場などを含む）の総従業員数は何人ですか。該当する人数の番号をお選びください。（○は１つ）

全

体

5
,
0
0
0
人
以
上

1
,
0
0
0
～

4
,
9
9
9
人

3
0
0
～

9
9
9
人

1
0
0
～

2
9
9
人

5
0
～

9
9
人

3
0
～

4
9
人

無
回
答

　全　体 3,670 181 510 1,052 1,390 398 120 19
100.0 4.9 13.9 28.7 37.9 10.8 3.3 0.5

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 5 35 62 52 11 10 2

100.0 2.8 19.8 35.0 29.4 6.2 5.7 1.1
30～49人 670 20 88 205 201 49 106 1

100.0 3.0 13.1 30.6 30.0 7.3 15.8 0.2
50～99人 981 53 125 240 241 315 3 4

100.0 5.4 12.7 24.5 24.6 32.1 0.3 0.4
100～299人 1,186 48 118 208 805 4 - 3

100.0 4.1 10.0 17.5 67.9 0.3 - 0.3
300人以上 443 47 119 272 3 - - 2

100.0 10.6 26.9 61.4 0.7 - - 0.5
　無回答 213 8 25 65 88 19 1 7

100.0 3.8 11.7 30.5 41.3 8.9 0.5 3.3
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 142 327 437 421 107 36 5

100.0 9.6 22.2 29.6 28.5 7.3 2.4 0.3
ない 2,175 39 182 609 963 290 84 8

100.0 1.8 8.4 28.0 44.3 13.3 3.9 0.4
　無回答 20 - 1 6 6 1 - 6

100.0 - 5.0 30.0 30.0 5.0 - 30.0
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 1 - 3 32 25 7 1

100.0 1.5 - 4.4 46.4 36.2 10.1 1.5
取締役・役員クラス 414 1 6 77 226 83 20 1

100.0 0.2 1.5 18.6 54.6 20.1 4.8 0.2
部長・次長クラス 1,042 12 113 311 450 122 31 3

100.0 1.2 10.8 29.9 43.2 11.7 3.0 0.3
課長クラス 1,065 95 190 345 318 80 34 3

100.0 8.9 17.8 32.4 29.9 7.5 3.2 0.3
係長・主任クラス 522 31 96 165 178 38 11 3

100.0 5.9 18.4 31.6 34.1 7.3 2.1 0.6
一般社員 440 28 85 126 146 40 9 6

100.0 6.4 19.3 28.6 33.2 9.1 2.1 1.4
その他 80 11 16 17 20 8 7 1

100.0 13.8 20.0 21.3 25.0 10.0 8.8 1.3
　無回答 38 2 4 8 20 2 1 1

100.0 5.3 10.5 21.1 52.6 5.3 2.6 2.6
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 1 20 40 49 12 3 2

100.0 0.8 15.8 31.5 38.6 9.5 2.4 1.6
人事・労務部門 651 71 116 182 225 46 9 2

100.0 10.9 17.8 28.0 34.6 7.1 1.4 0.3
総務・庶務部門 1,592 57 178 448 638 215 50 6

100.0 3.6 11.2 28.1 40.1 13.5 3.1 0.4
経理部門 128 2 8 30 62 20 6 -

100.0 1.6 6.3 23.4 48.4 15.6 4.7 -
広報部門 6 1 2 1 2 - - -

100.0 16.7 33.3 16.7 33.3 - - -
経営企画・経営戦略立案部門 166 - 14 40 78 24 8 2

100.0 - 8.4 24.1 47.0 14.5 4.8 1.2
その他部門 774 43 149 257 242 48 32 3

100.0 5.6 19.3 33.2 31.3 6.2 4.1 0.4
　無回答 226 6 23 54 94 33 12 4

100.0 2.7 10.2 23.9 41.6 14.6 5.3 1.8
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 110 239 330 342 82 27 3

100.0 9.7 21.1 29.1 30.2 7.2 2.4 0.3
労使協議機関での協議 1,182 112 232 351 359 91 32 5

100.0 9.5 19.6 29.7 30.4 7.7 2.7 0.4
取組を行うための専門組織の編成 448 28 76 136 166 28 14 -

100.0 6.3 17.0 30.4 37.1 6.3 3.1 -
懇談会・説明会などの 1,623 115 228 442 617 175 43 3

常設ではない会合 100.0 7.1 14.1 27.2 38.0 10.8 2.7 0.2
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 129 289 476 474 110 35 3

その他の苦情処理機関 100.0 8.5 19.1 31.4 31.3 7.3 2.3 0.2
社内報や社内掲示板、 2,462 145 370 714 907 257 62 7

電子メールなどでの情報提供 100.0 5.9 15.0 29.0 36.8 10.4 2.5 0.3
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 72 75 137 146 46 11 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 14.8 15.4 28.1 30.0 9.5 2.3 -
従業員へのアンケート調査 1,274 115 209 393 421 106 27 3

100.0 9.0 16.4 30.9 33.1 8.3 2.1 0.2
その他 187 6 22 43 83 21 11 1

100.0 3.2 11.8 23.0 44.4 11.2 5.9 0.5
　無回答 58 4 4 18 18 6 2 6

100.0 6.9 6.9 31.0 31.0 10.3 3.5 10.3
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 97 180 378 473 106 28 2

100.0 7.7 14.2 29.9 37.4 8.4 2.2 0.2
行っていない 2,363 79 325 662 903 287 90 17

100.0 3.3 13.8 28.0 38.2 12.2 3.8 0.7
　無回答 43 5 5 12 14 5 2 -

100.0 11.6 11.6 27.9 32.6 11.6 4.7 -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ１　貴事業所が属する貴社全体（本社・支社・営業所・工場などを含む）の総従業員数は何人ですか。該当する人数の番号をお選びください。（○は１つ）

全

体

5
,
0
0
0
人
以
上

1
,
0
0
0
～

4
,
9
9
9
人

3
0
0
～

9
9
9
人

1
0
0
～

2
9
9
人

5
0
～

9
9
人

3
0
～

4
9
人

無
回
答

　全　体 3,670 181 510 1,052 1,390 398 120 19
100.0 4.9 13.9 28.7 37.9 10.8 3.3 0.5

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 60 50 128 191 48 15 2

100.0 12.2 10.1 25.9 38.7 9.7 3.0 0.4
導入後に行った 157 9 20 45 68 10 4 1

100.0 5.7 12.7 28.7 43.3 6.4 2.6 0.6
行っていない 649 27 117 217 225 54 9 -

100.0 4.2 18.0 33.4 34.7 8.3 1.4 -
　無回答 20 3 3 4 9 - 1 -

100.0 15.0 15.0 20.0 45.0 - 5.0 -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 12 12 45 78 15 7 2

100.0 7.0 7.0 26.3 45.6 8.8 4.1 1.2
やや積極的 128 3 13 45 54 11 2 -

100.0 2.3 10.2 35.2 42.2 8.6 1.6 -
どちらでもない 254 48 34 58 89 20 5 -

100.0 18.9 13.4 22.8 35.0 7.9 2.0 -
やや消極的 12 1 - 4 4 2 1 -

100.0 8.3 - 33.3 33.3 16.7 8.3 -
対応には消極的だった 15 1 1 1 9 2 1 -

100.0 6.7 6.7 6.7 60.0 13.3 6.7 -
　無回答 15 2 - 4 5 2 2 -

100.0 13.3 - 26.7 33.3 13.3 13.3 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 10 27 74 112 28 12 1

100.0 3.8 10.2 28.0 42.4 10.6 4.6 0.4
導入することを決めた後で協議した 156 4 20 47 64 16 4 1

100.0 2.6 12.8 30.1 41.0 10.3 2.6 0.6
わからない 64 45 3 5 8 3 - -

100.0 70.3 4.7 7.8 12.5 4.7 - -
　無回答 111 8 10 31 55 5 2 -

100.0 7.2 9.0 27.9 49.6 4.5 1.8 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 66 56 135 213 50 17 2

100.0 12.2 10.4 25.1 39.5 9.3 3.2 0.4
効果はなかった 34 1 1 15 15 1 1 -

100.0 2.9 2.9 44.1 44.1 2.9 2.9 -
　無回答 22 - 3 7 11 1 - -

100.0 - 13.6 31.8 50.0 4.6 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 4 20 40 77 12 5 -

100.0 2.5 12.7 25.3 48.7 7.6 3.2 -
課題は生じなかった 406 60 35 107 151 38 13 2

100.0 14.8 8.6 26.4 37.2 9.4 3.2 0.5
　無回答 31 3 5 10 11 2 - -

100.0 9.7 16.1 32.3 35.5 6.5 - -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 68 78 133 161 23 9 1

100.0 14.4 16.5 28.1 34.0 4.9 1.9 0.2
行っていない 750 23 96 234 298 81 17 1

100.0 3.1 12.8 31.2 39.7 10.8 2.3 0.1
　無回答 41 6 6 11 14 2 2 -

100.0 14.6 14.6 26.8 34.2 4.9 4.9 -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 79 167 314 425 93 18 4

100.0 7.2 15.2 28.6 38.6 8.5 1.6 0.4
行う予定はない 464 7 44 104 197 77 30 5

100.0 1.5 9.5 22.4 42.5 16.6 6.5 1.1
わからない 2,078 93 298 627 754 225 71 10

100.0 4.5 14.3 30.2 36.3 10.8 3.4 0.5
　無回答 28 2 1 7 14 3 1 -

100.0 7.1 3.6 25.0 50.0 10.7 3.6 -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ１　貴事業所が属する貴社全体（本社・支社・営業所・工場などを含む）の総従業員数は何人ですか。該当する人数の番号をお選びください。（○は１つ）
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回
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　全　体 3,670 181 510 1,052 1,390 398 120 19
100.0 4.9 13.9 28.7 37.9 10.8 3.3 0.5

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 5 35 62 52 11 10 2

100.0 2.8 19.8 35.0 29.4 6.2 5.7 1.1
30～49人 670 20 88 205 201 49 106 1

100.0 3.0 13.1 30.6 30.0 7.3 15.8 0.2
50～99人 981 53 125 240 241 315 3 4

100.0 5.4 12.7 24.5 24.6 32.1 0.3 0.4
100～299人 1,186 48 118 208 805 4 - 3

100.0 4.1 10.0 17.5 67.9 0.3 - 0.3
300人以上 443 47 119 272 3 - - 2

100.0 10.6 26.9 61.4 0.7 - - 0.5
　無回答 213 8 25 65 88 19 1 7

100.0 3.8 11.7 30.5 41.3 8.9 0.5 3.3
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 142 327 437 421 107 36 5

100.0 9.6 22.2 29.6 28.5 7.3 2.4 0.3
ない 2,175 39 182 609 963 290 84 8

100.0 1.8 8.4 28.0 44.3 13.3 3.9 0.4
　無回答 20 - 1 6 6 1 - 6

100.0 - 5.0 30.0 30.0 5.0 - 30.0
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 1 - 3 32 25 7 1

100.0 1.5 - 4.4 46.4 36.2 10.1 1.5
取締役・役員クラス 414 1 6 77 226 83 20 1

100.0 0.2 1.5 18.6 54.6 20.1 4.8 0.2
部長・次長クラス 1,042 12 113 311 450 122 31 3

100.0 1.2 10.8 29.9 43.2 11.7 3.0 0.3
課長クラス 1,065 95 190 345 318 80 34 3

100.0 8.9 17.8 32.4 29.9 7.5 3.2 0.3
係長・主任クラス 522 31 96 165 178 38 11 3

100.0 5.9 18.4 31.6 34.1 7.3 2.1 0.6
一般社員 440 28 85 126 146 40 9 6

100.0 6.4 19.3 28.6 33.2 9.1 2.1 1.4
その他 80 11 16 17 20 8 7 1

100.0 13.8 20.0 21.3 25.0 10.0 8.8 1.3
　無回答 38 2 4 8 20 2 1 1

100.0 5.3 10.5 21.1 52.6 5.3 2.6 2.6
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 1 20 40 49 12 3 2

100.0 0.8 15.8 31.5 38.6 9.5 2.4 1.6
人事・労務部門 651 71 116 182 225 46 9 2

100.0 10.9 17.8 28.0 34.6 7.1 1.4 0.3
総務・庶務部門 1,592 57 178 448 638 215 50 6

100.0 3.6 11.2 28.1 40.1 13.5 3.1 0.4
経理部門 128 2 8 30 62 20 6 -

100.0 1.6 6.3 23.4 48.4 15.6 4.7 -
広報部門 6 1 2 1 2 - - -

100.0 16.7 33.3 16.7 33.3 - - -
経営企画・経営戦略立案部門 166 - 14 40 78 24 8 2

100.0 - 8.4 24.1 47.0 14.5 4.8 1.2
その他部門 774 43 149 257 242 48 32 3

100.0 5.6 19.3 33.2 31.3 6.2 4.1 0.4
　無回答 226 6 23 54 94 33 12 4

100.0 2.7 10.2 23.9 41.6 14.6 5.3 1.8
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 110 239 330 342 82 27 3

100.0 9.7 21.1 29.1 30.2 7.2 2.4 0.3
労使協議機関での協議 1,182 112 232 351 359 91 32 5

100.0 9.5 19.6 29.7 30.4 7.7 2.7 0.4
取組を行うための専門組織の編成 448 28 76 136 166 28 14 -

100.0 6.3 17.0 30.4 37.1 6.3 3.1 -
懇談会・説明会などの 1,623 115 228 442 617 175 43 3

常設ではない会合 100.0 7.1 14.1 27.2 38.0 10.8 2.7 0.2
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 129 289 476 474 110 35 3

その他の苦情処理機関 100.0 8.5 19.1 31.4 31.3 7.3 2.3 0.2
社内報や社内掲示板、 2,462 145 370 714 907 257 62 7

電子メールなどでの情報提供 100.0 5.9 15.0 29.0 36.8 10.4 2.5 0.3
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 72 75 137 146 46 11 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 14.8 15.4 28.1 30.0 9.5 2.3 -
従業員へのアンケート調査 1,274 115 209 393 421 106 27 3

100.0 9.0 16.4 30.9 33.1 8.3 2.1 0.2
その他 187 6 22 43 83 21 11 1

100.0 3.2 11.8 23.0 44.4 11.2 5.9 0.5
　無回答 58 4 4 18 18 6 2 6

100.0 6.9 6.9 31.0 31.0 10.3 3.5 10.3
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 97 180 378 473 106 28 2

100.0 7.7 14.2 29.9 37.4 8.4 2.2 0.2
行っていない 2,363 79 325 662 903 287 90 17

100.0 3.3 13.8 28.0 38.2 12.2 3.8 0.7
　無回答 43 5 5 12 14 5 2 -

100.0 11.6 11.6 27.9 32.6 11.6 4.7 -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ２　貴社の主たる業種をお選びください。（○は１つ）
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　全　体 3,670 10 - 4 351 1,228 22 107 406 488 69 26 77 64 58 67 323 45 253 2 25 45
100.0 0.3 - 0.1 9.6 33.5 0.6 2.9 11.1 13.3 1.9 0.7 2.1 1.7 1.6 1.8 8.8 1.2 6.9 0.1 0.7 1.2

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 - - - 5 39 3 2 15 73 - 2 1 5 - 9 12 - 11 - 1 3

100.0 - - - 2.8 21.6 1.7 1.1 8.3 40.3 - 1.1 0.6 2.8 - 5.0 6.6 - 6.1 - 0.6 1.7
1,000～4,999人 510 3 - 1 51 121 2 5 64 66 17 4 15 18 13 12 45 13 49 1 6 4

100.0 0.6 - 0.2 10.0 23.7 0.4 1.0 12.6 12.9 3.3 0.8 2.9 3.5 2.6 2.4 8.8 2.6 9.6 0.2 1.2 0.8
300～999人 1,052 2 - - 76 345 6 41 111 138 22 8 24 15 14 20 109 11 90 - 10 10

100.0 0.2 - - 7.2 32.8 0.6 3.9 10.6 13.1 2.1 0.8 2.3 1.4 1.3 1.9 10.4 1.1 8.6 - 1.0 1.0
100～299人 1,390 4 - 1 148 531 11 41 158 154 21 7 23 20 15 21 125 17 73 1 5 14

100.0 0.3 - 0.1 10.7 38.2 0.8 3.0 11.4 11.1 1.5 0.5 1.7 1.4 1.1 1.5 9.0 1.2 5.3 0.1 0.4 1.0
50～99人 398 1 - 1 63 147 - 15 40 37 8 3 10 5 13 3 18 4 23 - 3 4

100.0 0.3 - 0.3 15.8 36.9 - 3.8 10.1 9.3 2.0 0.8 2.5 1.3 3.3 0.8 4.5 1.0 5.8 - 0.8 1.0
30～49人 120 - - 1 8 41 - 3 17 19 1 2 4 1 2 2 11 - 6 - - 2

100.0 - - 0.8 6.7 34.2 - 2.5 14.2 15.8 0.8 1.7 3.3 0.8 1.7 1.7 9.2 - 5.0 - - 1.7
　無回答 19 - - - - 4 - - 1 1 - - - - 1 - 3 - 1 - - 8

100.0 - - - - 21.1 - - 5.3 5.3 - - - - 5.3 - 15.8 - 5.3 - - 42.1
Ｑ２　業種
農業、林業 10 10 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
漁業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 - - 4 - - - - - - - - - - - - - - - - - -

100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
建設業 351 - - - 351 - - - - - - - - - - - - - - - - -

100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - -
製造業 1,228 - - - - 1,228 - - - - - - - - - - - - - - - -

100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - -
電気・ガス・熱供給・水道業 22 - - - - - 22 - - - - - - - - - - - - - - -

100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - -
情報通信業 107 - - - - - - 107 - - - - - - - - - - - - - -

100.0 - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - -
運輸業、郵便業 406 - - - - - - - 406 - - - - - - - - - - - - -

100.0 - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - -
卸売業、小売業 488 - - - - - - - - 488 - - - - - - - - - - - -

100.0 - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - -
金融業、保険業 69 - - - - - - - - - 69 - - - - - - - - - - -

100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - -
不動産業、物品賃貸業 26 - - - - - - - - - - 26 - - - - - - - - - -

100.0 - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - -
学術研究、専門・技術サービス業 77 - - - - - - - - - - - 77 - - - - - - - - -

100.0 - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - -
宿泊業、飲食サービス業 64 - - - - - - - - - - - - 64 - - - - - - - -

100.0 - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - -
生活関連サービス業、娯楽業 58 - - - - - - - - - - - - - 58 - - - - - - -

100.0 - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - -
教育、学習支援業 67 - - - - - - - - - - - - - - 67 - - - - - -

100.0 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - -
医療、福祉 323 - - - - - - - - - - - - - - - 323 - - - - -

100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - -
複合サービス事業 45 - - - - - - - - - - - - - - - - 45 - - - -

100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - -
その他サービス業 253 - - - - - - - - - - - - - - - - - 253 - - -

100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - -
分類不能の産業 2 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 2 - -

100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - -
その他 25 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 25 -

100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 -
　無回答 45 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 45

100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0
Ｑ２　業種
製造業 1,228 - - - - 1,228 - - - - - - - - - - - - - - - -

100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - -
非製造業 2,397 10 - 4 351 - 22 107 406 488 69 26 77 64 58 67 323 45 253 2 25 -

100.0 0.4 - 0.2 14.6 - 0.9 4.5 16.9 20.4 2.9 1.1 3.2 2.7 2.4 2.8 13.5 1.9 10.6 0.1 1.0 -
　無回答 45 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 45

100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 4 - 1 63 161 3 2 32 57 8 3 2 5 6 20 6 2 6 - 1 2

100.0 1.0 - 0.3 16.4 41.9 0.8 0.5 8.3 14.8 2.1 0.8 0.5 1.3 1.6 5.2 1.6 0.5 1.6 - 0.3 0.5
1920～1939年 382 - - 1 37 191 2 1 47 36 24 - 4 4 3 9 5 2 6 2 5 3

100.0 - - 0.3 9.7 50.0 0.5 0.3 12.3 9.4 6.3 - 1.1 1.1 0.8 2.4 1.3 0.5 1.6 0.5 1.3 0.8
1940～1959年 1,068 3 - - 128 426 5 12 155 148 25 6 14 14 10 17 37 5 49 - 6 8

100.0 0.3 - - 12.0 39.9 0.5 1.1 14.5 13.9 2.3 0.6 1.3 1.3 0.9 1.6 3.5 0.5 4.6 - 0.6 0.8
1960～1979年 994 1 - 2 83 298 7 45 100 129 - 12 37 19 24 14 87 10 111 - 4 11

100.0 0.1 - 0.2 8.4 30.0 0.7 4.5 10.1 13.0 - 1.2 3.7 1.9 2.4 1.4 8.8 1.0 11.2 - 0.4 1.1
1980～1999年 452 1 - - 19 76 1 38 36 36 7 4 11 14 8 2 119 11 58 - 7 4

100.0 0.2 - - 4.2 16.8 0.2 8.4 8.0 8.0 1.6 0.9 2.4 3.1 1.8 0.4 26.3 2.4 12.8 - 1.6 0.9
2000年以降 254 1 - - 6 36 1 9 19 62 4 1 8 4 5 3 59 10 18 - 2 6

100.0 0.4 - - 2.4 14.2 0.4 3.5 7.5 24.4 1.6 0.4 3.2 1.6 2.0 1.2 23.2 3.9 7.1 - 0.8 2.4
　無回答 136 - - - 15 40 3 - 17 20 1 - 1 4 2 2 10 5 5 - - 11

100.0 - - - 11.0 29.4 2.2 - 12.5 14.7 0.7 - 0.7 2.9 1.5 1.5 7.4 3.7 3.7 - - 8.1
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ２　貴社の主たる業種をお選びください。（○は１つ）
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　全　体 3,670 10 - 4 351 1,228 22 107 406 488 69 26 77 64 58 67 323 45 253 2 25 45
100.0 0.3 - 0.1 9.6 33.5 0.6 2.9 11.1 13.3 1.9 0.7 2.1 1.7 1.6 1.8 8.8 1.2 6.9 0.1 0.7 1.2

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 - - - 15 28 3 2 18 30 4 4 2 11 10 3 18 2 21 1 - 5

100.0 - - - 8.5 15.8 1.7 1.1 10.2 17.0 2.3 2.3 1.1 6.2 5.7 1.7 10.2 1.1 11.9 0.6 - 2.8
30～49人 670 2 - 1 69 196 3 14 104 97 13 7 19 15 12 4 60 7 36 - 3 8

100.0 0.3 - 0.2 10.3 29.3 0.5 2.1 15.5 14.5 1.9 1.0 2.8 2.2 1.8 0.6 9.0 1.0 5.4 - 0.5 1.2
50～99人 981 2 - 2 99 353 4 36 109 122 12 7 23 10 14 14 82 13 59 - 9 11

100.0 0.2 - 0.2 10.1 36.0 0.4 3.7 11.1 12.4 1.2 0.7 2.3 1.0 1.4 1.4 8.4 1.3 6.0 - 0.9 1.1
100～299人 1,186 4 - 1 122 450 11 37 123 138 20 4 21 15 13 22 90 14 82 1 9 9

100.0 0.3 - 0.1 10.3 37.9 0.9 3.1 10.4 11.6 1.7 0.3 1.8 1.3 1.1 1.9 7.6 1.2 6.9 0.1 0.8 0.8
300人以上 443 1 - - 20 140 - 13 30 70 18 4 10 9 6 21 46 7 39 - 3 6

100.0 0.2 - - 4.5 31.6 - 2.9 6.8 15.8 4.1 0.9 2.3 2.0 1.4 4.7 10.4 1.6 8.8 - 0.7 1.4
　無回答 213 1 - - 26 61 1 5 22 31 2 - 2 4 3 3 27 2 16 - 1 6

100.0 0.5 - - 12.2 28.6 0.5 2.4 10.3 14.6 0.9 - 0.9 1.9 1.4 1.4 12.7 0.9 7.5 - 0.5 2.8
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 4 - 4 108 554 14 29 240 212 39 9 25 24 8 40 47 26 62 1 11 18

100.0 0.3 - 0.3 7.3 37.6 1.0 2.0 16.3 14.4 2.6 0.6 1.7 1.6 0.5 2.7 3.2 1.8 4.2 0.1 0.8 1.2
ない 2,175 6 - - 241 671 8 78 165 275 30 17 52 40 50 26 272 19 188 1 14 22

100.0 0.3 - - 11.1 30.9 0.4 3.6 7.6 12.6 1.4 0.8 2.4 1.8 2.3 1.2 12.5 0.9 8.6 0.1 0.6 1.0
　無回答 20 - - - 2 3 - - 1 1 - - - - - 1 4 - 3 - - 5

100.0 - - - 10.0 15.0 - - 5.0 5.0 - - - - - 5.0 20.0 - 15.0 - - 25.0
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 - - - 5 30 - 2 10 6 - - - 3 1 - 6 - 5 - - 1

100.0 - - - 7.3 43.5 - 2.9 14.5 8.7 - - - 4.4 1.5 - 8.7 - 7.3 - - 1.5
取締役・役員クラス 414 - - - 36 148 1 19 43 61 1 2 12 8 5 4 41 1 24 - 5 3

100.0 - - - 8.7 35.8 0.2 4.6 10.4 14.7 0.2 0.5 2.9 1.9 1.2 1.0 9.9 0.2 5.8 - 1.2 0.7
部長・次長クラス 1,042 3 - 1 116 365 5 42 103 107 17 8 20 19 12 14 102 14 75 - 5 14

100.0 0.3 - 0.1 11.1 35.0 0.5 4.0 9.9 10.3 1.6 0.8 1.9 1.8 1.2 1.3 9.8 1.3 7.2 - 0.5 1.3
課長クラス 1,065 2 - 1 79 366 7 21 129 189 26 9 25 15 11 11 69 13 69 2 9 12

100.0 0.2 - 0.1 7.4 34.4 0.7 2.0 12.1 17.8 2.4 0.9 2.4 1.4 1.0 1.0 6.5 1.2 6.5 0.2 0.9 1.1
係長・主任クラス 522 3 - - 52 145 7 7 58 63 17 4 11 10 14 18 46 10 45 - 3 9

100.0 0.6 - - 10.0 27.8 1.3 1.3 11.1 12.1 3.3 0.8 2.1 1.9 2.7 3.5 8.8 1.9 8.6 - 0.6 1.7
一般社員 440 1 - 1 57 159 2 14 40 40 7 3 9 6 11 14 35 6 29 - 2 4

100.0 0.2 - 0.2 13.0 36.1 0.5 3.2 9.1 9.1 1.6 0.7 2.1 1.4 2.5 3.2 8.0 1.4 6.6 - 0.5 0.9
その他 80 - - 1 3 6 - 1 19 14 - - - 2 2 5 20 1 3 - 1 2

100.0 - - 1.3 3.8 7.5 - 1.3 23.8 17.5 - - - 2.5 2.5 6.3 25.0 1.3 3.8 - 1.3 2.5
　無回答 38 1 - - 3 9 - 1 4 8 1 - - 1 2 1 4 - 3 - - -

100.0 2.6 - - 7.9 23.7 - 2.6 10.5 21.1 2.6 - - 2.6 5.3 2.6 10.5 - 7.9 - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 - - 1 16 41 1 12 6 24 3 2 1 1 1 3 8 1 5 - - 1

100.0 - - 0.8 12.6 32.3 0.8 9.5 4.7 18.9 2.4 1.6 0.8 0.8 0.8 2.4 6.3 0.8 3.9 - - 0.8
人事・労務部門 651 - - 1 43 187 1 30 53 120 41 8 11 11 14 19 50 12 37 - 5 8

100.0 - - 0.2 6.6 28.7 0.2 4.6 8.1 18.4 6.3 1.2 1.7 1.7 2.2 2.9 7.7 1.8 5.7 - 0.8 1.2
総務・庶務部門 1,592 5 - 1 206 585 13 38 143 165 15 11 41 24 24 33 123 14 124 1 9 17

100.0 0.3 - 0.1 12.9 36.8 0.8 2.4 9.0 10.4 0.9 0.7 2.6 1.5 1.5 2.1 7.7 0.9 7.8 0.1 0.6 1.1
経理部門 128 - - - 18 52 2 - 16 12 - - 1 4 - 2 11 - 8 - - 2

100.0 - - - 14.1 40.6 1.6 - 12.5 9.4 - - 0.8 3.1 - 1.6 8.6 - 6.3 - - 1.6
広報部門 6 - - - - 1 - 1 - - 1 - - 1 - - 1 1 - - - -

100.0 - - - - 16.7 - 16.7 - - 16.7 - - 16.7 - - 16.7 16.7 - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 166 1 - - 15 45 1 9 20 21 5 1 4 3 2 - 19 2 13 - 2 3

100.0 0.6 - - 9.0 27.1 0.6 5.4 12.1 12.7 3.0 0.6 2.4 1.8 1.2 - 11.5 1.2 7.8 - 1.2 1.8
その他部門 774 4 - 1 32 239 4 11 138 114 4 3 17 11 12 8 88 14 51 1 9 13

100.0 0.5 - 0.1 4.1 30.9 0.5 1.4 17.8 14.7 0.5 0.4 2.2 1.4 1.6 1.0 11.4 1.8 6.6 0.1 1.2 1.7
　無回答 226 - - - 21 78 - 6 30 32 - 1 2 9 5 2 23 1 15 - - 1

100.0 - - - 9.3 34.5 - 2.7 13.3 14.2 - 0.4 0.9 4.0 2.2 0.9 10.2 0.4 6.6 - - 0.4
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 2 - 3 68 418 10 23 188 173 33 8 21 20 3 34 37 25 46 - 7 14

100.0 0.2 - 0.3 6.0 36.9 0.9 2.0 16.6 15.3 2.9 0.7 1.9 1.8 0.3 3.0 3.3 2.2 4.1 - 0.6 1.2
労使協議機関での協議 1,182 3 - 2 100 494 10 38 132 165 22 5 32 19 7 17 45 14 56 1 7 13

100.0 0.3 - 0.2 8.5 41.8 0.9 3.2 11.2 14.0 1.9 0.4 2.7 1.6 0.6 1.4 3.8 1.2 4.7 0.1 0.6 1.1
取組を行うための専門組織の編成 448 - - 1 46 181 4 18 35 50 14 1 12 3 7 6 45 4 15 - 3 3

100.0 - - 0.2 10.3 40.4 0.9 4.0 7.8 11.2 3.1 0.2 2.7 0.7 1.6 1.3 10.0 0.9 3.4 - 0.7 0.7
懇談会・説明会などの 1,623 4 - 1 166 550 11 59 184 215 28 12 43 34 16 21 125 22 104 - 12 16

常設ではない会合 100.0 0.3 - 0.1 10.2 33.9 0.7 3.6 11.3 13.3 1.7 0.7 2.7 2.1 1.0 1.3 7.7 1.4 6.4 - 0.7 1.0
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 3 - 1 130 498 8 51 110 246 40 11 44 25 27 23 140 22 106 - 11 20

その他の苦情処理機関 100.0 0.2 - 0.1 8.6 32.9 0.5 3.4 7.3 16.2 2.6 0.7 2.9 1.7 1.8 1.5 9.2 1.5 7.0 - 0.7 1.3
社内報や社内掲示板、 2,462 6 - 4 263 821 14 83 225 354 48 21 64 33 45 30 195 31 175 1 21 28

電子メールなどでの情報提供 100.0 0.2 - 0.2 10.7 33.4 0.6 3.4 9.1 14.4 2.0 0.9 2.6 1.3 1.8 1.2 7.9 1.3 7.1 0.0 0.9 1.1
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 2 - 1 53 133 2 30 21 112 4 6 18 16 12 7 24 3 34 - 3 6

活用したコミュニケーションツール 100.0 0.4 - 0.2 10.9 27.3 0.4 6.2 4.3 23.0 0.8 1.2 3.7 3.3 2.5 1.4 4.9 0.6 7.0 - 0.6 1.2
従業員へのアンケート調査 1,274 5 - 1 117 413 7 49 81 221 32 9 32 19 15 16 130 20 84 - 10 13

100.0 0.4 - 0.1 9.2 32.4 0.6 3.9 6.4 17.4 2.5 0.7 2.5 1.5 1.2 1.3 10.2 1.6 6.6 - 0.8 1.0
その他 187 1 - - 20 59 1 3 19 20 3 1 2 1 2 5 26 2 18 - 2 2

100.0 0.5 - - 10.7 31.6 0.5 1.6 10.2 10.7 1.6 0.5 1.1 0.5 1.1 2.7 13.9 1.1 9.6 - 1.1 1.1
　無回答 58 1 - - 4 15 - 1 7 8 - 1 1 2 1 - 5 - 5 - - 7

100.0 1.7 - - 6.9 25.9 - 1.7 12.1 13.8 - 1.7 1.7 3.5 1.7 - 8.6 - 8.6 - - 12.1
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 4 - 2 158 438 7 65 76 176 25 10 33 19 11 22 102 10 76 - 12 18

100.0 0.3 - 0.2 12.5 34.7 0.6 5.1 6.0 13.9 2.0 0.8 2.6 1.5 0.9 1.7 8.1 0.8 6.0 - 1.0 1.4
行っていない 2,363 5 - 2 191 776 15 42 325 307 44 16 44 45 46 45 218 33 169 2 12 26

100.0 0.2 - 0.1 8.1 32.8 0.6 1.8 13.8 13.0 1.9 0.7 1.9 1.9 2.0 1.9 9.2 1.4 7.2 0.1 0.5 1.1
　無回答 43 1 - - 2 14 - - 5 5 - - - - 1 - 3 2 8 - 1 1

100.0 2.3 - - 4.7 32.6 - - 11.6 11.6 - - - - 2.3 - 7.0 4.7 18.6 - 2.3 2.3
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Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ２　貴社の主たる業種をお選びください。（○は１つ）
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　全　体 3,670 10 - 4 351 1,228 22 107 406 488 69 26 77 64 58 67 323 45 253 2 25 45
100.0 0.3 - 0.1 9.6 33.5 0.6 2.9 11.1 13.3 1.9 0.7 2.1 1.7 1.6 1.8 8.8 1.2 6.9 0.1 0.7 1.2

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 - - - 5 39 3 2 15 73 - 2 1 5 - 9 12 - 11 - 1 3

100.0 - - - 2.8 21.6 1.7 1.1 8.3 40.3 - 1.1 0.6 2.8 - 5.0 6.6 - 6.1 - 0.6 1.7
1,000～4,999人 510 3 - 1 51 121 2 5 64 66 17 4 15 18 13 12 45 13 49 1 6 4

100.0 0.6 - 0.2 10.0 23.7 0.4 1.0 12.6 12.9 3.3 0.8 2.9 3.5 2.6 2.4 8.8 2.6 9.6 0.2 1.2 0.8
300～999人 1,052 2 - - 76 345 6 41 111 138 22 8 24 15 14 20 109 11 90 - 10 10

100.0 0.2 - - 7.2 32.8 0.6 3.9 10.6 13.1 2.1 0.8 2.3 1.4 1.3 1.9 10.4 1.1 8.6 - 1.0 1.0
100～299人 1,390 4 - 1 148 531 11 41 158 154 21 7 23 20 15 21 125 17 73 1 5 14

100.0 0.3 - 0.1 10.7 38.2 0.8 3.0 11.4 11.1 1.5 0.5 1.7 1.4 1.1 1.5 9.0 1.2 5.3 0.1 0.4 1.0
50～99人 398 1 - 1 63 147 - 15 40 37 8 3 10 5 13 3 18 4 23 - 3 4

100.0 0.3 - 0.3 15.8 36.9 - 3.8 10.1 9.3 2.0 0.8 2.5 1.3 3.3 0.8 4.5 1.0 5.8 - 0.8 1.0
30～49人 120 - - 1 8 41 - 3 17 19 1 2 4 1 2 2 11 - 6 - - 2

100.0 - - 0.8 6.7 34.2 - 2.5 14.2 15.8 0.8 1.7 3.3 0.8 1.7 1.7 9.2 - 5.0 - - 1.7
　無回答 19 - - - - 4 - - 1 1 - - - - 1 - 3 - 1 - - 8

100.0 - - - - 21.1 - - 5.3 5.3 - - - - 5.3 - 15.8 - 5.3 - - 42.1
Ｑ２　業種
農業、林業 10 10 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
漁業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 - - 4 - - - - - - - - - - - - - - - - - -

100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
建設業 351 - - - 351 - - - - - - - - - - - - - - - - -

100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - -
製造業 1,228 - - - - 1,228 - - - - - - - - - - - - - - - -

100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - -
電気・ガス・熱供給・水道業 22 - - - - - 22 - - - - - - - - - - - - - - -

100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - -
情報通信業 107 - - - - - - 107 - - - - - - - - - - - - - -

100.0 - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - -
運輸業、郵便業 406 - - - - - - - 406 - - - - - - - - - - - - -

100.0 - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - -
卸売業、小売業 488 - - - - - - - - 488 - - - - - - - - - - - -

100.0 - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - -
金融業、保険業 69 - - - - - - - - - 69 - - - - - - - - - - -

100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - -
不動産業、物品賃貸業 26 - - - - - - - - - - 26 - - - - - - - - - -

100.0 - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - -
学術研究、専門・技術サービス業 77 - - - - - - - - - - - 77 - - - - - - - - -

100.0 - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - -
宿泊業、飲食サービス業 64 - - - - - - - - - - - - 64 - - - - - - - -

100.0 - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - -
生活関連サービス業、娯楽業 58 - - - - - - - - - - - - - 58 - - - - - - -

100.0 - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - -
教育、学習支援業 67 - - - - - - - - - - - - - - 67 - - - - - -

100.0 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - -
医療、福祉 323 - - - - - - - - - - - - - - - 323 - - - - -

100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - -
複合サービス事業 45 - - - - - - - - - - - - - - - - 45 - - - -

100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - -
その他サービス業 253 - - - - - - - - - - - - - - - - - 253 - - -

100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - -
分類不能の産業 2 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 2 - -

100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - -
その他 25 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 25 -

100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 -
　無回答 45 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 45

100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0
Ｑ２　業種
製造業 1,228 - - - - 1,228 - - - - - - - - - - - - - - - -

100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - -
非製造業 2,397 10 - 4 351 - 22 107 406 488 69 26 77 64 58 67 323 45 253 2 25 -

100.0 0.4 - 0.2 14.6 - 0.9 4.5 16.9 20.4 2.9 1.1 3.2 2.7 2.4 2.8 13.5 1.9 10.6 0.1 1.0 -
　無回答 45 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 45

100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 4 - 1 63 161 3 2 32 57 8 3 2 5 6 20 6 2 6 - 1 2

100.0 1.0 - 0.3 16.4 41.9 0.8 0.5 8.3 14.8 2.1 0.8 0.5 1.3 1.6 5.2 1.6 0.5 1.6 - 0.3 0.5
1920～1939年 382 - - 1 37 191 2 1 47 36 24 - 4 4 3 9 5 2 6 2 5 3

100.0 - - 0.3 9.7 50.0 0.5 0.3 12.3 9.4 6.3 - 1.1 1.1 0.8 2.4 1.3 0.5 1.6 0.5 1.3 0.8
1940～1959年 1,068 3 - - 128 426 5 12 155 148 25 6 14 14 10 17 37 5 49 - 6 8

100.0 0.3 - - 12.0 39.9 0.5 1.1 14.5 13.9 2.3 0.6 1.3 1.3 0.9 1.6 3.5 0.5 4.6 - 0.6 0.8
1960～1979年 994 1 - 2 83 298 7 45 100 129 - 12 37 19 24 14 87 10 111 - 4 11

100.0 0.1 - 0.2 8.4 30.0 0.7 4.5 10.1 13.0 - 1.2 3.7 1.9 2.4 1.4 8.8 1.0 11.2 - 0.4 1.1
1980～1999年 452 1 - - 19 76 1 38 36 36 7 4 11 14 8 2 119 11 58 - 7 4

100.0 0.2 - - 4.2 16.8 0.2 8.4 8.0 8.0 1.6 0.9 2.4 3.1 1.8 0.4 26.3 2.4 12.8 - 1.6 0.9
2000年以降 254 1 - - 6 36 1 9 19 62 4 1 8 4 5 3 59 10 18 - 2 6

100.0 0.4 - - 2.4 14.2 0.4 3.5 7.5 24.4 1.6 0.4 3.2 1.6 2.0 1.2 23.2 3.9 7.1 - 0.8 2.4
　無回答 136 - - - 15 40 3 - 17 20 1 - 1 4 2 2 10 5 5 - - 11

100.0 - - - 11.0 29.4 2.2 - 12.5 14.7 0.7 - 0.7 2.9 1.5 1.5 7.4 3.7 3.7 - - 8.1
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Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ２　貴社の主たる業種をお選びください。（○は１つ）
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　全　体 3,670 10 - 4 351 1,228 22 107 406 488 69 26 77 64 58 67 323 45 253 2 25 45
100.0 0.3 - 0.1 9.6 33.5 0.6 2.9 11.1 13.3 1.9 0.7 2.1 1.7 1.6 1.8 8.8 1.2 6.9 0.1 0.7 1.2

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 2 - 1 74 154 3 17 22 78 7 1 12 6 7 5 61 3 26 - 6 9

100.0 0.4 - 0.2 15.0 31.2 0.6 3.4 4.5 15.8 1.4 0.2 2.4 1.2 1.4 1.0 12.4 0.6 5.3 - 1.2 1.8
導入後に行った 157 - - 1 34 54 1 6 14 13 3 1 3 1 1 3 8 3 9 - - 2

100.0 - - 0.6 21.7 34.4 0.6 3.8 8.9 8.3 1.9 0.6 1.9 0.6 0.6 1.9 5.1 1.9 5.7 - - 1.3
行っていない 649 2 - - 66 237 4 41 44 82 16 8 19 12 4 15 37 5 43 - 6 8

100.0 0.3 - - 10.2 36.5 0.6 6.3 6.8 12.6 2.5 1.2 2.9 1.9 0.6 2.3 5.7 0.8 6.6 - 0.9 1.2
　無回答 20 - - - 1 6 - 2 3 6 - - - - - - 2 - - - - -

100.0 - - - 5.0 30.0 - 10.0 15.0 30.0 - - - - - - 10.0 - - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 1 - 1 30 60 - 9 6 13 2 1 6 1 2 1 23 - 10 - 1 4

100.0 0.6 - 0.6 17.5 35.1 - 5.3 3.5 7.6 1.2 0.6 3.5 0.6 1.2 0.6 13.5 - 5.9 - 0.6 2.3
やや積極的 128 1 - - 19 43 2 4 8 11 5 - 3 1 4 1 13 2 9 - 2 -

100.0 0.8 - - 14.8 33.6 1.6 3.1 6.3 8.6 3.9 - 2.3 0.8 3.1 0.8 10.2 1.6 7.0 - 1.6 -
どちらでもない 254 - - 1 36 80 1 9 9 58 2 1 5 4 1 4 19 3 13 - 2 6

100.0 - - 0.4 14.2 31.5 0.4 3.5 3.5 22.8 0.8 0.4 2.0 1.6 0.4 1.6 7.5 1.2 5.1 - 0.8 2.4
やや消極的 12 - - - 2 2 - - 2 2 - - - - - - 4 - - - - -

100.0 - - - 16.7 16.7 - - 16.7 16.7 - - - - - - 33.3 - - - - -
対応には消極的だった 15 - - - 3 6 - - 1 1 - - - 1 - - 2 - - - 1 -

100.0 - - - 20.0 40.0 - - 6.7 6.7 - - - 6.7 - - 13.3 - - - 6.7 -
　無回答 15 - - - 1 4 - - 3 3 - - - - - 1 2 - 1 - - -

100.0 - - - 6.7 26.7 - - 20.0 20.0 - - - - - 6.7 13.3 - 6.7 - - -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 2 - 1 46 93 1 10 11 18 4 1 7 2 4 3 37 - 15 - 3 6

100.0 0.8 - 0.4 17.4 35.2 0.4 3.8 4.2 6.8 1.5 0.4 2.7 0.8 1.5 1.1 14.0 - 5.7 - 1.1 2.3
導入することを決めた後で協議した 156 - - - 20 61 1 7 7 17 3 - 4 2 2 2 20 1 6 - 3 -

100.0 - - - 12.8 39.1 0.6 4.5 4.5 10.9 1.9 - 2.6 1.3 1.3 1.3 12.8 0.6 3.9 - 1.9 -
わからない 64 - - - 4 3 1 - 2 42 - - 1 2 - - 1 2 3 - - 3

100.0 - - - 6.3 4.7 1.6 - 3.1 65.6 - - 1.6 3.1 - - 1.6 3.1 4.7 - - 4.7
　無回答 111 - - 1 21 38 - 5 9 11 2 1 2 1 1 2 5 2 9 - - 1

100.0 - - 0.9 18.9 34.2 - 4.5 8.1 9.9 1.8 0.9 1.8 0.9 0.9 1.8 4.5 1.8 8.1 - - 0.9
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 1 - 2 83 173 3 18 25 81 8 2 13 6 6 7 60 4 33 - 5 9

100.0 0.2 - 0.4 15.4 32.1 0.6 3.3 4.6 15.0 1.5 0.4 2.4 1.1 1.1 1.3 11.1 0.7 6.1 - 0.9 1.7
効果はなかった 34 - - - 7 16 - 2 1 3 1 - 1 1 1 - 1 - - - - -

100.0 - - - 20.6 47.1 - 5.9 2.9 8.8 2.9 - 2.9 2.9 2.9 - 2.9 - - - - -
　無回答 22 1 - - 1 6 - 2 3 4 - - - - - - 2 1 - - 1 1

100.0 4.6 - - 4.6 27.3 - 9.1 13.6 18.2 - - - - - - 9.1 4.6 - - 4.6 4.6
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 - - - 40 50 1 2 6 13 4 - 3 2 1 - 17 2 12 - 2 3

100.0 - - - 25.3 31.7 0.6 1.3 3.8 8.2 2.5 - 1.9 1.3 0.6 - 10.8 1.3 7.6 - 1.3 1.9
課題は生じなかった 406 1 - 2 47 140 2 17 18 71 5 1 11 4 6 7 40 3 21 - 4 6

100.0 0.3 - 0.5 11.6 34.5 0.5 4.2 4.4 17.5 1.2 0.3 2.7 1.0 1.5 1.7 9.9 0.7 5.2 - 1.0 1.5
　無回答 31 1 - - 4 5 - 3 5 4 - 1 - 1 - - 6 - - - - 1

100.0 3.2 - - 12.9 16.1 - 9.7 16.1 12.9 - 3.2 - 3.2 - - 19.4 - - - - 3.2
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 2 - 1 59 180 4 12 24 74 10 4 12 5 4 1 36 6 26 - 5 8

100.0 0.4 - 0.2 12.5 38.1 0.9 2.5 5.1 15.6 2.1 0.9 2.5 1.1 0.9 0.2 7.6 1.3 5.5 - 1.1 1.7
行っていない 750 2 - 1 93 248 3 52 49 93 14 5 21 13 7 21 61 4 49 - 6 8

100.0 0.3 - 0.1 12.4 33.1 0.4 6.9 6.5 12.4 1.9 0.7 2.8 1.7 0.9 2.8 8.1 0.5 6.5 - 0.8 1.1
　無回答 41 - - - 6 10 - 1 3 9 1 1 - 1 - - 5 - 1 - 1 2

100.0 - - - 14.6 24.4 - 2.4 7.3 22.0 2.4 2.4 - 2.4 - - 12.2 - 2.4 - 2.4 4.9
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 3 - 1 143 409 8 55 58 156 25 10 28 14 13 13 71 6 67 - 8 12

100.0 0.3 - 0.1 13.0 37.2 0.7 5.0 5.3 14.2 2.3 0.9 2.6 1.3 1.2 1.2 6.5 0.6 6.1 - 0.7 1.1
行う予定はない 464 2 - 1 34 156 1 8 69 50 4 1 8 7 9 6 53 5 34 - 3 13

100.0 0.4 - 0.2 7.3 33.6 0.2 1.7 14.9 10.8 0.9 0.2 1.7 1.5 1.9 1.3 11.4 1.1 7.3 - 0.7 2.8
わからない 2,078 5 - 2 172 652 13 43 275 280 40 15 40 42 35 47 196 34 151 2 14 20

100.0 0.2 - 0.1 8.3 31.4 0.6 2.1 13.2 13.5 1.9 0.7 1.9 2.0 1.7 2.3 9.4 1.6 7.3 0.1 0.7 1.0
　無回答 28 - - - 2 11 - 1 4 2 - - 1 1 1 1 3 - 1 - - -

100.0 - - - 7.1 39.3 - 3.6 14.3 7.1 - - 3.6 3.6 3.6 3.6 10.7 - 3.6 - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ３　貴社の創業年
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～
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0
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～

2
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無
回
答

全

体

平

均

最
小
値

最
大
値

　全　体 3,670 172 75 137 182 200 449 619 575 419 263 189 154 100 136 3,534 1956 1584 2020
100.0 4.7 2.0 3.7 5.0 5.5 12.2 16.9 15.7 11.4 7.2 5.2 4.2 2.7 3.7 100.0

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 13 1 5 3 7 19 28 24 8 12 7 5 46 3 178 1964 1610 2018

100.0 7.2 0.6 2.8 1.7 3.9 10.5 15.5 13.3 4.4 6.6 3.9 2.8 25.4 1.7 5.0
1,000～4,999人 510 31 20 31 31 32 61 85 40 63 33 25 25 11 22 488 1952 1862 2019

100.0 6.1 3.9 6.1 6.1 6.3 12.0 16.7 7.8 12.4 6.5 4.9 4.9 2.2 4.3 13.8
300～999人 1,052 53 19 42 55 62 137 168 176 112 76 60 54 13 25 1,027 1956 1829 2017

100.0 5.0 1.8 4.0 5.2 5.9 13.0 16.0 16.7 10.7 7.2 5.7 5.1 1.2 2.4 29.1
100～299人 1,390 50 26 42 69 69 169 260 235 174 107 71 47 20 51 1,339 1957 1610 2020

100.0 3.6 1.9 3.0 5.0 5.0 12.2 18.7 16.9 12.5 7.7 5.1 3.4 1.4 3.7 37.9
50～99人 398 20 5 12 18 23 45 61 79 50 26 21 13 6 19 379 1954 1584 2019

100.0 5.0 1.3 3.0 4.5 5.8 11.3 15.3 19.9 12.6 6.5 5.3 3.3 1.5 4.8 10.7
30～49人 120 5 4 5 6 6 17 15 18 9 8 5 10 4 8 112 1954 1658 2019

100.0 4.2 3.3 4.2 5.0 5.0 14.2 12.5 15.0 7.5 6.7 4.2 8.3 3.3 6.7 3.2
　無回答 19 - - - - 1 1 2 3 3 1 - - - 8 11 1962 1930 1985

100.0 - - - - 5.3 5.3 10.5 15.8 15.8 5.3 - - - 42.1 0.3
Ｑ２　業種
農業、林業 10 1 - 3 - - 1 2 - 1 1 - 1 - - 10 1947 1890 2006

100.0 10.0 - 30.0 - - 10.0 20.0 - 10.0 10.0 - 10.0 - - 0.3
漁業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 1 - - 1 - - - 1 1 - - - - - 4 1932 1873 1970

100.0 25.0 - - 25.0 - - - 25.0 25.0 - - - - - 0.1
建設業 351 26 14 23 17 20 64 64 46 37 13 6 5 1 15 336 1944 1610 2012

100.0 7.4 4.0 6.6 4.8 5.7 18.2 18.2 13.1 10.5 3.7 1.7 1.4 0.3 4.3 9.5
製造業 1,228 73 24 64 77 114 203 223 182 116 60 16 21 15 40 1,188 1948 1649 2020

100.0 5.9 2.0 5.2 6.3 9.3 16.5 18.2 14.8 9.5 4.9 1.3 1.7 1.2 3.3 33.6
電気・ガス・熱供給・水道業 22 1 - 2 1 1 1 4 6 1 1 - - 1 3 19 1952 1868 2015

100.0 4.6 - 9.1 4.6 4.6 4.6 18.2 27.3 4.6 4.6 - - 4.6 13.6 0.5
情報通信業 107 2 - - 1 - 4 8 24 21 27 11 7 2 - 107 1975 1876 2019

100.0 1.9 - - 0.9 - 3.7 7.5 22.4 19.6 25.2 10.3 6.5 1.9 - 3.0
運輸業、郵便業 406 9 11 12 23 24 62 93 66 34 19 17 17 2 17 389 1954 1872 2011

100.0 2.2 2.7 3.0 5.7 5.9 15.3 22.9 16.3 8.4 4.7 4.2 4.2 0.5 4.2 11.0
卸売業、小売業 488 36 6 15 16 20 61 87 75 54 28 8 11 51 20 468 1955 1584 2018

100.0 7.4 1.2 3.1 3.3 4.1 12.5 17.8 15.4 11.1 5.7 1.6 2.3 10.5 4.1 13.2
金融業、保険業 69 6 - 2 20 4 9 16 - - 3 4 4 - 1 68 1942 1878 2001

100.0 8.7 - 2.9 29.0 5.8 13.0 23.2 - - 4.4 5.8 5.8 - 1.5 1.9
不動産業、物品賃貸業 26 - - 3 - - - 6 6 6 2 2 - 1 - 26 1965 1914 2014

100.0 - - 11.5 - - - 23.1 23.1 23.1 7.7 7.7 - 3.9 - 0.7
学術研究、専門・技術サービス業 77 1 - 1 4 - 3 11 24 13 5 6 7 1 1 76 1968 1897 2016

100.0 1.3 - 1.3 5.2 - 3.9 14.3 31.2 16.9 6.5 7.8 9.1 1.3 1.3 2.2
宿泊業、飲食サービス業 64 2 - 3 2 2 1 13 7 12 9 5 1 3 4 60 1964 1874 2017

100.0 3.1 - 4.7 3.1 3.1 1.6 20.3 10.9 18.8 14.1 7.8 1.6 4.7 6.3 1.7
生活関連サービス業、娯楽業 58 1 4 1 3 - 2 8 12 12 5 3 4 1 2 56 1962 1875 2019

100.0 1.7 6.9 1.7 5.2 - 3.5 13.8 20.7 20.7 8.6 5.2 6.9 1.7 3.5 1.6
教育、学習支援業 67 10 10 - 4 5 10 7 12 2 2 - 3 - 2 65 1938 1872 2007

100.0 14.9 14.9 - 6.0 7.5 14.9 10.5 17.9 3.0 3.0 - 4.5 - 3.0 1.8
医療、福祉 323 2 2 2 2 3 5 32 43 44 46 73 47 12 10 313 1981 1889 2018

100.0 0.6 0.6 0.6 0.6 0.9 1.6 9.9 13.3 13.6 14.2 22.6 14.6 3.7 3.1 8.9
複合サービス事業 45 1 - 1 2 - 3 2 5 5 8 3 6 4 5 40 1976 1897 2013

100.0 2.2 - 2.2 4.4 - 6.7 4.4 11.1 11.1 17.8 6.7 13.3 8.9 11.1 1.1
その他サービス業 253 - 3 3 3 3 13 36 58 53 30 28 17 1 5 248 1971 1900 2019

100.0 - 1.2 1.2 1.2 1.2 5.1 14.2 22.9 21.0 11.9 11.1 6.7 0.4 2.0 7.0
分類不能の産業 2 - - - 2 - - - - - - - - - - 2 1922 1920 1923

100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - - - 0.1
その他 25 - 1 - 2 3 3 3 3 1 2 5 1 1 - 25 1963 1903 2014

100.0 - 4.0 - 8.0 12.0 12.0 12.0 12.0 4.0 8.0 20.0 4.0 4.0 - 0.7
　無回答 45 - - 2 2 1 4 4 5 6 2 2 2 4 11 34 1968 1913 2013

100.0 - - 4.4 4.4 2.2 8.9 8.9 11.1 13.3 4.4 4.4 4.4 8.9 24.4 1.0
Ｑ２　業種
製造業 1,228 73 24 64 77 114 203 223 182 116 60 16 21 15 40 1,188 1948 1649 2020

100.0 5.9 2.0 5.2 6.3 9.3 16.5 18.2 14.8 9.5 4.9 1.3 1.7 1.2 3.3 33.6
非製造業 2,397 99 51 71 103 85 242 392 388 297 201 171 131 81 85 2,312 1960 1584 2019

100.0 4.1 2.1 3.0 4.3 3.6 10.1 16.4 16.2 12.4 8.4 7.1 5.5 3.4 3.6 65.4
　無回答 45 - - 2 2 1 4 4 5 6 2 2 2 4 11 34 1968 1913 2013

100.0 - - 4.4 4.4 2.2 8.9 8.9 11.1 13.3 4.4 4.4 4.4 8.9 24.4 1.0
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 172 75 137 - - - - - - - - - - - 384 1892 1584 1919

100.0 44.8 19.5 35.7 - - - - - - - - - - - 10.9
1920～1939年 382 - - - 182 200 - - - - - - - - - 382 1930 1920 1939

100.0 - - - 47.6 52.4 - - - - - - - - - 10.8
1940～1959年 1,068 - - - - - 449 619 - - - - - - - 1,068 1951 1940 1959

100.0 - - - - - 42.0 58.0 - - - - - - - 30.2
1960～1979年 994 - - - - - - - 575 419 - - - - - 994 1968 1960 1979

100.0 - - - - - - - 57.9 42.2 - - - - - 28.1
1980～1999年 452 - - - - - - - - - 263 189 - - - 452 1989 1980 1999

100.0 - - - - - - - - - 58.2 41.8 - - - 12.8
2000年以降 254 - - - - - - - - - - - 154 100 - 254 2008 2000 2020

100.0 - - - - - - - - - - - 60.6 39.4 - 7.2
　無回答 136 - - - - - - - - - - - - - 136 - - - -

100.0 - - - - - - - - - - - - - 100.0 -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ２　貴社の主たる業種をお選びください。（○は１つ）
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、
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合
サ
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ビ
ス
事
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そ
の
他
サ
ー

ビ
ス
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分
類
不
能
の
産
業

そ
の
他

無
回
答

　全　体 3,670 10 - 4 351 1,228 22 107 406 488 69 26 77 64 58 67 323 45 253 2 25 45
100.0 0.3 - 0.1 9.6 33.5 0.6 2.9 11.1 13.3 1.9 0.7 2.1 1.7 1.6 1.8 8.8 1.2 6.9 0.1 0.7 1.2

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 2 - 1 74 154 3 17 22 78 7 1 12 6 7 5 61 3 26 - 6 9

100.0 0.4 - 0.2 15.0 31.2 0.6 3.4 4.5 15.8 1.4 0.2 2.4 1.2 1.4 1.0 12.4 0.6 5.3 - 1.2 1.8
導入後に行った 157 - - 1 34 54 1 6 14 13 3 1 3 1 1 3 8 3 9 - - 2

100.0 - - 0.6 21.7 34.4 0.6 3.8 8.9 8.3 1.9 0.6 1.9 0.6 0.6 1.9 5.1 1.9 5.7 - - 1.3
行っていない 649 2 - - 66 237 4 41 44 82 16 8 19 12 4 15 37 5 43 - 6 8

100.0 0.3 - - 10.2 36.5 0.6 6.3 6.8 12.6 2.5 1.2 2.9 1.9 0.6 2.3 5.7 0.8 6.6 - 0.9 1.2
　無回答 20 - - - 1 6 - 2 3 6 - - - - - - 2 - - - - -

100.0 - - - 5.0 30.0 - 10.0 15.0 30.0 - - - - - - 10.0 - - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 1 - 1 30 60 - 9 6 13 2 1 6 1 2 1 23 - 10 - 1 4

100.0 0.6 - 0.6 17.5 35.1 - 5.3 3.5 7.6 1.2 0.6 3.5 0.6 1.2 0.6 13.5 - 5.9 - 0.6 2.3
やや積極的 128 1 - - 19 43 2 4 8 11 5 - 3 1 4 1 13 2 9 - 2 -

100.0 0.8 - - 14.8 33.6 1.6 3.1 6.3 8.6 3.9 - 2.3 0.8 3.1 0.8 10.2 1.6 7.0 - 1.6 -
どちらでもない 254 - - 1 36 80 1 9 9 58 2 1 5 4 1 4 19 3 13 - 2 6

100.0 - - 0.4 14.2 31.5 0.4 3.5 3.5 22.8 0.8 0.4 2.0 1.6 0.4 1.6 7.5 1.2 5.1 - 0.8 2.4
やや消極的 12 - - - 2 2 - - 2 2 - - - - - - 4 - - - - -

100.0 - - - 16.7 16.7 - - 16.7 16.7 - - - - - - 33.3 - - - - -
対応には消極的だった 15 - - - 3 6 - - 1 1 - - - 1 - - 2 - - - 1 -

100.0 - - - 20.0 40.0 - - 6.7 6.7 - - - 6.7 - - 13.3 - - - 6.7 -
　無回答 15 - - - 1 4 - - 3 3 - - - - - 1 2 - 1 - - -

100.0 - - - 6.7 26.7 - - 20.0 20.0 - - - - - 6.7 13.3 - 6.7 - - -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 2 - 1 46 93 1 10 11 18 4 1 7 2 4 3 37 - 15 - 3 6

100.0 0.8 - 0.4 17.4 35.2 0.4 3.8 4.2 6.8 1.5 0.4 2.7 0.8 1.5 1.1 14.0 - 5.7 - 1.1 2.3
導入することを決めた後で協議した 156 - - - 20 61 1 7 7 17 3 - 4 2 2 2 20 1 6 - 3 -

100.0 - - - 12.8 39.1 0.6 4.5 4.5 10.9 1.9 - 2.6 1.3 1.3 1.3 12.8 0.6 3.9 - 1.9 -
わからない 64 - - - 4 3 1 - 2 42 - - 1 2 - - 1 2 3 - - 3

100.0 - - - 6.3 4.7 1.6 - 3.1 65.6 - - 1.6 3.1 - - 1.6 3.1 4.7 - - 4.7
　無回答 111 - - 1 21 38 - 5 9 11 2 1 2 1 1 2 5 2 9 - - 1

100.0 - - 0.9 18.9 34.2 - 4.5 8.1 9.9 1.8 0.9 1.8 0.9 0.9 1.8 4.5 1.8 8.1 - - 0.9
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 1 - 2 83 173 3 18 25 81 8 2 13 6 6 7 60 4 33 - 5 9

100.0 0.2 - 0.4 15.4 32.1 0.6 3.3 4.6 15.0 1.5 0.4 2.4 1.1 1.1 1.3 11.1 0.7 6.1 - 0.9 1.7
効果はなかった 34 - - - 7 16 - 2 1 3 1 - 1 1 1 - 1 - - - - -

100.0 - - - 20.6 47.1 - 5.9 2.9 8.8 2.9 - 2.9 2.9 2.9 - 2.9 - - - - -
　無回答 22 1 - - 1 6 - 2 3 4 - - - - - - 2 1 - - 1 1

100.0 4.6 - - 4.6 27.3 - 9.1 13.6 18.2 - - - - - - 9.1 4.6 - - 4.6 4.6
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 - - - 40 50 1 2 6 13 4 - 3 2 1 - 17 2 12 - 2 3

100.0 - - - 25.3 31.7 0.6 1.3 3.8 8.2 2.5 - 1.9 1.3 0.6 - 10.8 1.3 7.6 - 1.3 1.9
課題は生じなかった 406 1 - 2 47 140 2 17 18 71 5 1 11 4 6 7 40 3 21 - 4 6

100.0 0.3 - 0.5 11.6 34.5 0.5 4.2 4.4 17.5 1.2 0.3 2.7 1.0 1.5 1.7 9.9 0.7 5.2 - 1.0 1.5
　無回答 31 1 - - 4 5 - 3 5 4 - 1 - 1 - - 6 - - - - 1

100.0 3.2 - - 12.9 16.1 - 9.7 16.1 12.9 - 3.2 - 3.2 - - 19.4 - - - - 3.2
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 2 - 1 59 180 4 12 24 74 10 4 12 5 4 1 36 6 26 - 5 8

100.0 0.4 - 0.2 12.5 38.1 0.9 2.5 5.1 15.6 2.1 0.9 2.5 1.1 0.9 0.2 7.6 1.3 5.5 - 1.1 1.7
行っていない 750 2 - 1 93 248 3 52 49 93 14 5 21 13 7 21 61 4 49 - 6 8

100.0 0.3 - 0.1 12.4 33.1 0.4 6.9 6.5 12.4 1.9 0.7 2.8 1.7 0.9 2.8 8.1 0.5 6.5 - 0.8 1.1
　無回答 41 - - - 6 10 - 1 3 9 1 1 - 1 - - 5 - 1 - 1 2

100.0 - - - 14.6 24.4 - 2.4 7.3 22.0 2.4 2.4 - 2.4 - - 12.2 - 2.4 - 2.4 4.9
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 3 - 1 143 409 8 55 58 156 25 10 28 14 13 13 71 6 67 - 8 12

100.0 0.3 - 0.1 13.0 37.2 0.7 5.0 5.3 14.2 2.3 0.9 2.6 1.3 1.2 1.2 6.5 0.6 6.1 - 0.7 1.1
行う予定はない 464 2 - 1 34 156 1 8 69 50 4 1 8 7 9 6 53 5 34 - 3 13

100.0 0.4 - 0.2 7.3 33.6 0.2 1.7 14.9 10.8 0.9 0.2 1.7 1.5 1.9 1.3 11.4 1.1 7.3 - 0.7 2.8
わからない 2,078 5 - 2 172 652 13 43 275 280 40 15 40 42 35 47 196 34 151 2 14 20

100.0 0.2 - 0.1 8.3 31.4 0.6 2.1 13.2 13.5 1.9 0.7 1.9 2.0 1.7 2.3 9.4 1.6 7.3 0.1 0.7 1.0
　無回答 28 - - - 2 11 - 1 4 2 - - 1 1 1 1 3 - 1 - - -

100.0 - - - 7.1 39.3 - 3.6 14.3 7.1 - - 3.6 3.6 3.6 3.6 10.7 - 3.6 - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ３　貴社の創業年
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全

体

平

均

最
小
値

最
大
値

　全　体 3,670 172 75 137 182 200 449 619 575 419 263 189 154 100 136 3,534 1956 1584 2020
100.0 4.7 2.0 3.7 5.0 5.5 12.2 16.9 15.7 11.4 7.2 5.2 4.2 2.7 3.7 100.0

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 1 3 5 9 6 16 36 18 32 18 10 10 5 8 169 1964 1884 2017

100.0 0.6 1.7 2.8 5.1 3.4 9.0 20.3 10.2 18.1 10.2 5.7 5.7 2.8 4.5 4.8
30～49人 670 33 11 27 44 38 84 122 103 63 46 30 27 17 25 645 1954 1584 2019

100.0 4.9 1.6 4.0 6.6 5.7 12.5 18.2 15.4 9.4 6.9 4.5 4.0 2.5 3.7 18.3
50～99人 981 43 23 30 51 44 136 144 163 103 66 57 49 40 32 949 1958 1666 2019

100.0 4.4 2.3 3.1 5.2 4.5 13.9 14.7 16.6 10.5 6.7 5.8 5.0 4.1 3.3 26.9
100～299人 1,186 57 23 49 48 74 145 219 185 147 90 53 35 32 29 1,157 1955 1610 2019

100.0 4.8 1.9 4.1 4.1 6.2 12.2 18.5 15.6 12.4 7.6 4.5 3.0 2.7 2.5 32.7
300人以上 443 30 11 17 22 26 51 66 74 52 32 29 23 5 5 438 1955 1805 2019

100.0 6.8 2.5 3.8 5.0 5.9 11.5 14.9 16.7 11.7 7.2 6.6 5.2 1.1 1.1 12.4
　無回答 213 8 4 9 8 12 17 32 32 22 11 10 10 1 37 176 1953 1610 2020

100.0 3.8 1.9 4.2 3.8 5.6 8.0 15.0 15.0 10.3 5.2 4.7 4.7 0.5 17.4 5.0
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 103 47 68 102 107 244 268 179 91 58 35 47 71 55 1,420 1949 1610 2020

100.0 7.0 3.2 4.6 6.9 7.3 16.5 18.2 12.1 6.2 3.9 2.4 3.2 4.8 3.7 40.2
ない 2,175 69 28 69 79 93 204 349 394 324 204 152 107 29 74 2,101 1961 1584 2019

100.0 3.2 1.3 3.2 3.6 4.3 9.4 16.1 18.1 14.9 9.4 7.0 4.9 1.3 3.4 59.5
　無回答 20 - - - 1 - 1 2 2 4 1 2 - - 7 13 1968 1929 1997

100.0 - - - 5.0 - 5.0 10.0 10.0 20.0 5.0 10.0 - - 35.0 0.4
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 1 - 3 2 5 7 15 12 10 2 4 5 - 3 66 1959 1849 2005

100.0 1.5 - 4.4 2.9 7.3 10.1 21.7 17.4 14.5 2.9 5.8 7.3 - 4.4 1.9
取締役・役員クラス 414 23 11 11 23 19 60 70 68 45 30 33 10 4 7 407 1953 1584 2017

100.0 5.6 2.7 2.7 5.6 4.6 14.5 16.9 16.4 10.9 7.3 8.0 2.4 1.0 1.7 11.5
部長・次長クラス 1,042 38 17 44 52 70 133 172 155 131 69 56 44 18 43 999 1957 1836 2019

100.0 3.7 1.6 4.2 5.0 6.7 12.8 16.5 14.9 12.6 6.6 5.4 4.2 1.7 4.1 28.3
課長クラス 1,065 53 22 44 63 62 114 182 174 107 80 36 37 58 33 1,032 1956 1610 2020

100.0 5.0 2.1 4.1 5.9 5.8 10.7 17.1 16.3 10.1 7.5 3.4 3.5 5.5 3.1 29.2
係長・主任クラス 522 21 12 23 14 25 61 100 76 60 41 23 30 11 25 497 1958 1649 2019

100.0 4.0 2.3 4.4 2.7 4.8 11.7 19.2 14.6 11.5 7.9 4.4 5.8 2.1 4.8 14.1
一般社員 440 31 11 12 22 18 64 68 70 51 30 25 19 3 16 424 1953 1610 2016

100.0 7.1 2.5 2.7 5.0 4.1 14.6 15.5 15.9 11.6 6.8 5.7 4.3 0.7 3.6 12.0
その他 80 2 1 - 3 1 6 9 13 10 9 10 8 4 4 76 1972 1892 2018

100.0 2.5 1.3 - 3.8 1.3 7.5 11.3 16.3 12.5 11.3 12.5 10.0 5.0 5.0 2.2
　無回答 38 3 1 - 3 - 4 3 7 5 2 2 1 2 5 33 1951 1666 2016

100.0 7.9 2.6 - 7.9 - 10.5 7.9 18.4 13.2 5.3 5.3 2.6 5.3 13.2 0.9
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 6 5 1 2 6 13 21 32 20 5 4 7 - 5 122 1956 1753 2008

100.0 4.7 3.9 0.8 1.6 4.7 10.2 16.5 25.2 15.8 3.9 3.2 5.5 - 3.9 3.5
人事・労務部門 651 30 11 30 42 31 75 90 79 77 56 36 29 53 12 639 1959 1584 2020

100.0 4.6 1.7 4.6 6.5 4.8 11.5 13.8 12.1 11.8 8.6 5.5 4.5 8.1 1.8 18.1
総務・庶務部門 1,592 79 44 59 82 90 207 296 262 164 110 71 49 23 56 1,536 1953 1610 2019

100.0 5.0 2.8 3.7 5.2 5.7 13.0 18.6 16.5 10.3 6.9 4.5 3.1 1.4 3.5 43.5
経理部門 128 6 - 4 4 9 16 21 23 23 9 4 5 1 3 125 1958 1868 2017

100.0 4.7 - 3.1 3.1 7.0 12.5 16.4 18.0 18.0 7.0 3.1 3.9 0.8 2.3 3.5
広報部門 6 1 - - - - - 1 2 - - - 1 - 1 5 1955 1881 2009

100.0 16.7 - - - - - 16.7 33.3 - - - 16.7 - 16.7 0.1
経営企画・経営戦略立案部門 166 6 - 3 9 9 23 27 23 21 12 11 17 3 2 164 1962 1830 2015

100.0 3.6 - 1.8 5.4 5.4 13.9 16.3 13.9 12.7 7.2 6.6 10.2 1.8 1.2 4.6
その他部門 774 32 13 32 32 41 93 131 121 83 53 54 32 16 41 733 1957 1658 2019

100.0 4.1 1.7 4.1 4.1 5.3 12.0 16.9 15.6 10.7 6.9 7.0 4.1 2.1 5.3 20.7
　無回答 226 12 2 8 11 14 22 32 33 31 18 9 14 4 16 210 1956 1666 2019

100.0 5.3 0.9 3.5 4.9 6.2 9.7 14.2 14.6 13.7 8.0 4.0 6.2 1.8 7.1 5.9
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 78 35 52 79 83 187 216 131 65 46 26 39 60 36 1,097 1949 1610 2020

100.0 6.9 3.1 4.6 7.0 7.3 16.5 19.1 11.6 5.7 4.1 2.3 3.4 5.3 3.2 31.0
労使協議機関での協議 1,182 75 26 43 73 100 163 200 167 106 65 34 40 62 28 1,154 1952 1610 2020

100.0 6.4 2.2 3.6 6.2 8.5 13.8 16.9 14.1 9.0 5.5 2.9 3.4 5.3 2.4 32.7
取組を行うための専門組織の編成 448 27 10 19 22 33 61 72 66 54 31 16 16 6 15 433 1951 1610 2018

100.0 6.0 2.2 4.2 4.9 7.4 13.6 16.1 14.7 12.1 6.9 3.6 3.6 1.3 3.4 12.3
懇談会・説明会などの 1,623 83 32 69 75 85 192 275 256 169 111 95 73 69 39 1,584 1957 1584 2020

常設ではない会合 100.0 5.1 2.0 4.3 4.6 5.2 11.8 16.9 15.8 10.4 6.8 5.9 4.5 4.3 2.4 44.8
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 71 29 50 69 73 179 252 212 191 111 95 74 68 42 1,474 1959 1610 2019

その他の苦情処理機関 100.0 4.7 1.9 3.3 4.6 4.8 11.8 16.6 14.0 12.6 7.3 6.3 4.9 4.5 2.8 41.7
社内報や社内掲示板、 2,462 110 51 99 117 129 287 427 387 286 176 131 98 83 81 2,381 1956 1584 2020

電子メールなどでの情報提供 100.0 4.5 2.1 4.0 4.8 5.2 11.7 17.3 15.7 11.6 7.2 5.3 4.0 3.4 3.3 67.4
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 25 10 15 19 24 40 80 67 65 37 23 14 54 14 473 1960 1584 2018

活用したコミュニケーションツール 100.0 5.1 2.1 3.1 3.9 4.9 8.2 16.4 13.8 13.4 7.6 4.7 2.9 11.1 2.9 13.4
従業員へのアンケート調査 1,274 66 25 48 63 61 140 220 173 148 84 87 59 63 37 1,237 1957 1584 2018

100.0 5.2 2.0 3.8 5.0 4.8 11.0 17.3 13.6 11.6 6.6 6.8 4.6 5.0 2.9 35.0
その他 187 10 4 8 6 7 18 18 34 29 19 15 9 2 8 179 1958 1720 2016

100.0 5.4 2.1 4.3 3.2 3.7 9.6 9.6 18.2 15.5 10.2 8.0 4.8 1.1 4.3 5.1
　無回答 58 2 1 1 3 1 4 9 10 7 5 2 4 - 9 49 1960 1878 2005

100.0 3.5 1.7 1.7 5.2 1.7 6.9 15.5 17.2 12.1 8.6 3.5 6.9 - 15.5 1.4
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 67 38 55 70 63 150 187 187 139 99 66 48 68 27 1,237 1956 1584 2020

100.0 5.3 3.0 4.4 5.5 5.0 11.9 14.8 14.8 11.0 7.8 5.2 3.8 5.4 2.1 35.0
行っていない 2,363 104 37 81 111 136 295 425 381 273 161 121 100 31 107 2,256 1956 1649 2019

100.0 4.4 1.6 3.4 4.7 5.8 12.5 18.0 16.1 11.6 6.8 5.1 4.2 1.3 4.5 63.8
　無回答 43 1 - 1 1 1 4 7 7 7 3 2 6 1 2 41 1968 1884 2019

100.0 2.3 - 2.3 2.3 2.3 9.3 16.3 16.3 16.3 7.0 4.7 14.0 2.3 4.7 1.2
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ３　貴社の創業年
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～
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～
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～
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無
回
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全

体

平

均

最
小
値

最
大
値

　全　体 3,670 172 75 137 182 200 449 619 575 419 263 189 154 100 136 3,534 1956 1584 2020
100.0 4.7 2.0 3.7 5.0 5.5 12.2 16.9 15.7 11.4 7.2 5.2 4.2 2.7 3.7 100.0

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 28 20 20 24 24 46 67 65 50 39 27 22 52 10 484 1958 1584 2020

100.0 5.7 4.1 4.1 4.9 4.9 9.3 13.6 13.2 10.1 7.9 5.5 4.5 10.5 2.0 39.1
導入後に行った 157 7 6 9 7 8 21 29 31 14 10 3 5 4 3 154 1951 1610 2019

100.0 4.5 3.8 5.7 4.5 5.1 13.4 18.5 19.8 8.9 6.4 1.9 3.2 2.6 1.9 12.5
行っていない 649 34 16 31 42 32 88 96 96 77 55 34 21 12 15 634 1955 1837 2019

100.0 5.2 2.5 4.8 6.5 4.9 13.6 14.8 14.8 11.9 8.5 5.2 3.2 1.9 2.3 51.3
　無回答 20 2 - - - 2 2 2 2 3 2 2 1 2 - 20 1962 1858 2013

100.0 10.0 - - - 10.0 10.0 10.0 10.0 15.0 10.0 10.0 5.0 10.0 - 1.6
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 12 2 9 16 5 17 28 27 19 7 12 10 2 5 166 1952 1610 2019

100.0 7.0 1.2 5.3 9.4 2.9 9.9 16.4 15.8 11.1 4.1 7.0 5.9 1.2 2.9 28.5
やや積極的 128 6 5 3 4 8 16 18 19 18 11 6 7 5 2 126 1956 1610 2018

100.0 4.7 3.9 2.3 3.1 6.3 12.5 14.1 14.8 14.1 8.6 4.7 5.5 3.9 1.6 21.6
どちらでもない 254 13 12 12 6 12 24 35 33 20 19 11 7 45 5 249 1962 1584 2020

100.0 5.1 4.7 4.7 2.4 4.7 9.5 13.8 13.0 7.9 7.5 4.3 2.8 17.7 2.0 42.7
やや消極的 12 - 1 - 1 1 - 2 2 1 2 - 2 - - 12 1964 1903 2005

100.0 - 8.3 - 8.3 8.3 - 16.7 16.7 8.3 16.7 - 16.7 - - 2.1
対応には消極的だった 15 - 2 - 1 1 2 2 4 - 3 - - - - 15 1952 1904 1987

100.0 - 13.3 - 6.7 6.7 13.3 13.3 26.7 - 20.0 - - - - 2.6
　無回答 15 - - - - 2 1 4 4 1 - 1 - 2 - 15 1967 1935 2017

100.0 - - - - 13.3 6.7 26.7 26.7 6.7 - 6.7 - 13.3 - 2.6
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 12 9 13 19 13 25 43 37 31 18 18 13 6 7 257 1954 1610 2019

100.0 4.6 3.4 4.9 7.2 4.9 9.5 16.3 14.0 11.7 6.8 6.8 4.9 2.3 2.7 44.1
導入することを決めた後で協議した 156 14 10 7 5 8 16 20 20 16 19 7 8 4 2 154 1951 1584 2020

100.0 9.0 6.4 4.5 3.2 5.1 10.3 12.8 12.8 10.3 12.2 4.5 5.1 2.6 1.3 26.4
わからない 64 1 1 1 - 2 3 2 7 2 1 - 1 42 1 63 1993 1894 2014

100.0 1.6 1.6 1.6 - 3.1 4.7 3.1 10.9 3.1 1.6 - 1.6 65.6 1.6 10.8
　無回答 111 4 2 3 4 6 16 24 25 10 4 5 4 2 2 109 1956 1844 2017

100.0 3.6 1.8 2.7 3.6 5.4 14.4 21.6 22.5 9.0 3.6 4.5 3.6 1.8 1.8 18.7
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 28 20 23 25 25 50 81 77 55 38 28 26 53 10 529 1958 1584 2020

100.0 5.2 3.7 4.3 4.6 4.6 9.3 15.0 14.3 10.2 7.1 5.2 4.8 9.8 1.9 90.7
効果はなかった 34 3 2 1 - 1 6 4 9 3 2 2 - - 1 33 1949 1844 1999

100.0 8.8 5.9 2.9 - 2.9 17.7 11.8 26.5 8.8 5.9 5.9 - - 2.9 5.7
　無回答 22 - - - 3 3 4 4 3 1 2 - - 1 1 21 1954 1927 2017

100.0 - - - 13.6 13.6 18.2 18.2 13.6 4.6 9.1 - - 4.6 4.6 3.6
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 5 7 8 7 6 22 25 23 18 12 10 9 3 3 155 1956 1610 2018

100.0 3.2 4.4 5.1 4.4 3.8 13.9 15.8 14.6 11.4 7.6 6.3 5.7 1.9 1.9 26.6
課題は生じなかった 406 26 15 15 18 20 35 58 64 36 26 18 15 51 9 397 1958 1584 2020

100.0 6.4 3.7 3.7 4.4 4.9 8.6 14.3 15.8 8.9 6.4 4.4 3.7 12.6 2.2 68.1
　無回答 31 - - 1 3 3 3 6 2 5 4 2 2 - - 31 1961 1910 2007

100.0 - - 3.2 9.7 9.7 9.7 19.4 6.5 16.1 12.9 6.5 6.5 - - 5.3
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 18 13 24 26 14 45 73 62 50 41 24 19 56 8 465 1961 1610 2020

100.0 3.8 2.8 5.1 5.5 3.0 9.5 15.4 13.1 10.6 8.7 5.1 4.0 11.8 1.7 37.6
行っていない 750 47 23 31 42 44 99 109 121 86 55 39 28 8 18 732 1953 1584 2018

100.0 6.3 3.1 4.1 5.6 5.9 13.2 14.5 16.1 11.5 7.3 5.2 3.7 1.1 2.4 59.2
　無回答 41 2 2 - 2 5 6 5 4 3 3 3 1 4 1 40 1957 1858 2019

100.0 4.9 4.9 - 4.9 12.2 14.6 12.2 9.8 7.3 7.3 7.3 2.4 9.8 2.4 3.2
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 49 35 43 53 67 128 187 161 131 78 46 35 61 26 1,074 1956 1610 2020

100.0 4.5 3.2 3.9 4.8 6.1 11.6 17.0 14.6 11.9 7.1 4.2 3.2 5.6 2.4 30.4
行う予定はない 464 12 9 12 22 28 42 84 83 65 45 19 18 5 20 444 1959 1805 2018

100.0 2.6 1.9 2.6 4.7 6.0 9.1 18.1 17.9 14.0 9.7 4.1 3.9 1.1 4.3 12.6
わからない 2,078 109 31 80 107 102 276 343 326 221 138 123 101 33 88 1,990 1955 1584 2019

100.0 5.3 1.5 3.9 5.2 4.9 13.3 16.5 15.7 10.6 6.6 5.9 4.9 1.6 4.2 56.3
　無回答 28 2 - 2 - 3 3 5 5 2 2 1 - 1 2 26 1953 1884 2013

100.0 7.1 - 7.1 - 10.7 10.7 17.9 17.9 7.1 7.1 3.6 - 3.6 7.1 0.7
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ３　貴社の創業年
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平
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最
小
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最
大
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　全　体 3,670 172 75 137 182 200 449 619 575 419 263 189 154 100 136 3,534 1956 1584 2020
100.0 4.7 2.0 3.7 5.0 5.5 12.2 16.9 15.7 11.4 7.2 5.2 4.2 2.7 3.7 100.0

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 1 3 5 9 6 16 36 18 32 18 10 10 5 8 169 1964 1884 2017

100.0 0.6 1.7 2.8 5.1 3.4 9.0 20.3 10.2 18.1 10.2 5.7 5.7 2.8 4.5 4.8
30～49人 670 33 11 27 44 38 84 122 103 63 46 30 27 17 25 645 1954 1584 2019

100.0 4.9 1.6 4.0 6.6 5.7 12.5 18.2 15.4 9.4 6.9 4.5 4.0 2.5 3.7 18.3
50～99人 981 43 23 30 51 44 136 144 163 103 66 57 49 40 32 949 1958 1666 2019

100.0 4.4 2.3 3.1 5.2 4.5 13.9 14.7 16.6 10.5 6.7 5.8 5.0 4.1 3.3 26.9
100～299人 1,186 57 23 49 48 74 145 219 185 147 90 53 35 32 29 1,157 1955 1610 2019

100.0 4.8 1.9 4.1 4.1 6.2 12.2 18.5 15.6 12.4 7.6 4.5 3.0 2.7 2.5 32.7
300人以上 443 30 11 17 22 26 51 66 74 52 32 29 23 5 5 438 1955 1805 2019

100.0 6.8 2.5 3.8 5.0 5.9 11.5 14.9 16.7 11.7 7.2 6.6 5.2 1.1 1.1 12.4
　無回答 213 8 4 9 8 12 17 32 32 22 11 10 10 1 37 176 1953 1610 2020

100.0 3.8 1.9 4.2 3.8 5.6 8.0 15.0 15.0 10.3 5.2 4.7 4.7 0.5 17.4 5.0
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 103 47 68 102 107 244 268 179 91 58 35 47 71 55 1,420 1949 1610 2020

100.0 7.0 3.2 4.6 6.9 7.3 16.5 18.2 12.1 6.2 3.9 2.4 3.2 4.8 3.7 40.2
ない 2,175 69 28 69 79 93 204 349 394 324 204 152 107 29 74 2,101 1961 1584 2019

100.0 3.2 1.3 3.2 3.6 4.3 9.4 16.1 18.1 14.9 9.4 7.0 4.9 1.3 3.4 59.5
　無回答 20 - - - 1 - 1 2 2 4 1 2 - - 7 13 1968 1929 1997

100.0 - - - 5.0 - 5.0 10.0 10.0 20.0 5.0 10.0 - - 35.0 0.4
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 1 - 3 2 5 7 15 12 10 2 4 5 - 3 66 1959 1849 2005

100.0 1.5 - 4.4 2.9 7.3 10.1 21.7 17.4 14.5 2.9 5.8 7.3 - 4.4 1.9
取締役・役員クラス 414 23 11 11 23 19 60 70 68 45 30 33 10 4 7 407 1953 1584 2017

100.0 5.6 2.7 2.7 5.6 4.6 14.5 16.9 16.4 10.9 7.3 8.0 2.4 1.0 1.7 11.5
部長・次長クラス 1,042 38 17 44 52 70 133 172 155 131 69 56 44 18 43 999 1957 1836 2019

100.0 3.7 1.6 4.2 5.0 6.7 12.8 16.5 14.9 12.6 6.6 5.4 4.2 1.7 4.1 28.3
課長クラス 1,065 53 22 44 63 62 114 182 174 107 80 36 37 58 33 1,032 1956 1610 2020

100.0 5.0 2.1 4.1 5.9 5.8 10.7 17.1 16.3 10.1 7.5 3.4 3.5 5.5 3.1 29.2
係長・主任クラス 522 21 12 23 14 25 61 100 76 60 41 23 30 11 25 497 1958 1649 2019

100.0 4.0 2.3 4.4 2.7 4.8 11.7 19.2 14.6 11.5 7.9 4.4 5.8 2.1 4.8 14.1
一般社員 440 31 11 12 22 18 64 68 70 51 30 25 19 3 16 424 1953 1610 2016

100.0 7.1 2.5 2.7 5.0 4.1 14.6 15.5 15.9 11.6 6.8 5.7 4.3 0.7 3.6 12.0
その他 80 2 1 - 3 1 6 9 13 10 9 10 8 4 4 76 1972 1892 2018

100.0 2.5 1.3 - 3.8 1.3 7.5 11.3 16.3 12.5 11.3 12.5 10.0 5.0 5.0 2.2
　無回答 38 3 1 - 3 - 4 3 7 5 2 2 1 2 5 33 1951 1666 2016

100.0 7.9 2.6 - 7.9 - 10.5 7.9 18.4 13.2 5.3 5.3 2.6 5.3 13.2 0.9
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 6 5 1 2 6 13 21 32 20 5 4 7 - 5 122 1956 1753 2008

100.0 4.7 3.9 0.8 1.6 4.7 10.2 16.5 25.2 15.8 3.9 3.2 5.5 - 3.9 3.5
人事・労務部門 651 30 11 30 42 31 75 90 79 77 56 36 29 53 12 639 1959 1584 2020

100.0 4.6 1.7 4.6 6.5 4.8 11.5 13.8 12.1 11.8 8.6 5.5 4.5 8.1 1.8 18.1
総務・庶務部門 1,592 79 44 59 82 90 207 296 262 164 110 71 49 23 56 1,536 1953 1610 2019

100.0 5.0 2.8 3.7 5.2 5.7 13.0 18.6 16.5 10.3 6.9 4.5 3.1 1.4 3.5 43.5
経理部門 128 6 - 4 4 9 16 21 23 23 9 4 5 1 3 125 1958 1868 2017

100.0 4.7 - 3.1 3.1 7.0 12.5 16.4 18.0 18.0 7.0 3.1 3.9 0.8 2.3 3.5
広報部門 6 1 - - - - - 1 2 - - - 1 - 1 5 1955 1881 2009

100.0 16.7 - - - - - 16.7 33.3 - - - 16.7 - 16.7 0.1
経営企画・経営戦略立案部門 166 6 - 3 9 9 23 27 23 21 12 11 17 3 2 164 1962 1830 2015

100.0 3.6 - 1.8 5.4 5.4 13.9 16.3 13.9 12.7 7.2 6.6 10.2 1.8 1.2 4.6
その他部門 774 32 13 32 32 41 93 131 121 83 53 54 32 16 41 733 1957 1658 2019

100.0 4.1 1.7 4.1 4.1 5.3 12.0 16.9 15.6 10.7 6.9 7.0 4.1 2.1 5.3 20.7
　無回答 226 12 2 8 11 14 22 32 33 31 18 9 14 4 16 210 1956 1666 2019

100.0 5.3 0.9 3.5 4.9 6.2 9.7 14.2 14.6 13.7 8.0 4.0 6.2 1.8 7.1 5.9
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 78 35 52 79 83 187 216 131 65 46 26 39 60 36 1,097 1949 1610 2020

100.0 6.9 3.1 4.6 7.0 7.3 16.5 19.1 11.6 5.7 4.1 2.3 3.4 5.3 3.2 31.0
労使協議機関での協議 1,182 75 26 43 73 100 163 200 167 106 65 34 40 62 28 1,154 1952 1610 2020

100.0 6.4 2.2 3.6 6.2 8.5 13.8 16.9 14.1 9.0 5.5 2.9 3.4 5.3 2.4 32.7
取組を行うための専門組織の編成 448 27 10 19 22 33 61 72 66 54 31 16 16 6 15 433 1951 1610 2018

100.0 6.0 2.2 4.2 4.9 7.4 13.6 16.1 14.7 12.1 6.9 3.6 3.6 1.3 3.4 12.3
懇談会・説明会などの 1,623 83 32 69 75 85 192 275 256 169 111 95 73 69 39 1,584 1957 1584 2020

常設ではない会合 100.0 5.1 2.0 4.3 4.6 5.2 11.8 16.9 15.8 10.4 6.8 5.9 4.5 4.3 2.4 44.8
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 71 29 50 69 73 179 252 212 191 111 95 74 68 42 1,474 1959 1610 2019

その他の苦情処理機関 100.0 4.7 1.9 3.3 4.6 4.8 11.8 16.6 14.0 12.6 7.3 6.3 4.9 4.5 2.8 41.7
社内報や社内掲示板、 2,462 110 51 99 117 129 287 427 387 286 176 131 98 83 81 2,381 1956 1584 2020

電子メールなどでの情報提供 100.0 4.5 2.1 4.0 4.8 5.2 11.7 17.3 15.7 11.6 7.2 5.3 4.0 3.4 3.3 67.4
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 25 10 15 19 24 40 80 67 65 37 23 14 54 14 473 1960 1584 2018

活用したコミュニケーションツール 100.0 5.1 2.1 3.1 3.9 4.9 8.2 16.4 13.8 13.4 7.6 4.7 2.9 11.1 2.9 13.4
従業員へのアンケート調査 1,274 66 25 48 63 61 140 220 173 148 84 87 59 63 37 1,237 1957 1584 2018

100.0 5.2 2.0 3.8 5.0 4.8 11.0 17.3 13.6 11.6 6.6 6.8 4.6 5.0 2.9 35.0
その他 187 10 4 8 6 7 18 18 34 29 19 15 9 2 8 179 1958 1720 2016

100.0 5.4 2.1 4.3 3.2 3.7 9.6 9.6 18.2 15.5 10.2 8.0 4.8 1.1 4.3 5.1
　無回答 58 2 1 1 3 1 4 9 10 7 5 2 4 - 9 49 1960 1878 2005

100.0 3.5 1.7 1.7 5.2 1.7 6.9 15.5 17.2 12.1 8.6 3.5 6.9 - 15.5 1.4
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 67 38 55 70 63 150 187 187 139 99 66 48 68 27 1,237 1956 1584 2020

100.0 5.3 3.0 4.4 5.5 5.0 11.9 14.8 14.8 11.0 7.8 5.2 3.8 5.4 2.1 35.0
行っていない 2,363 104 37 81 111 136 295 425 381 273 161 121 100 31 107 2,256 1956 1649 2019

100.0 4.4 1.6 3.4 4.7 5.8 12.5 18.0 16.1 11.6 6.8 5.1 4.2 1.3 4.5 63.8
　無回答 43 1 - 1 1 1 4 7 7 7 3 2 6 1 2 41 1968 1884 2019

100.0 2.3 - 2.3 2.3 2.3 9.3 16.3 16.3 16.3 7.0 4.7 14.0 2.3 4.7 1.2
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【従業員数（派遣労働者を除く）】計

全

体

０
人

１
～

９
人

1
0
～

1
9
人

2
0
～

2
9
人

3
0
～

3
9
人

4
0
～

4
9
人

5
0
～

9
9
人

1
0
0
～

2
9
9
人

3
0
0
人
以
上

無
回
答

全

体

平

均

最
小
値

最
大
値

　全　体 3,670 - 18 37 122 354 316 981 1,186 443 213 3,457 253 2 113,574
100.0 - 0.5 1.0 3.3 9.7 8.6 26.7 32.3 12.1 5.8 100.0

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 - - - 5 13 7 53 48 47 8 173 1,728 22 113,574

100.0 - - - 2.8 7.2 3.9 29.3 26.5 26.0 4.4 5.0
1,000～4,999人 510 - 4 7 24 53 35 125 118 119 25 485 389 4 3,847

100.0 - 0.8 1.4 4.7 10.4 6.9 24.5 23.1 23.3 4.9 14.0
300～999人 1,052 - 3 18 41 97 108 240 208 272 65 987 197 2 1,247

100.0 - 0.3 1.7 3.9 9.2 10.3 22.8 19.8 25.9 6.2 28.6
100～299人 1,390 - 7 7 38 115 86 241 805 3 88 1,302 122 2 409

100.0 - 0.5 0.5 2.7 8.3 6.2 17.3 57.9 0.2 6.3 37.7
50～99人 398 - 3 4 4 28 21 315 4 - 19 379 68 3 134

100.0 - 0.8 1.0 1.0 7.0 5.3 79.2 1.0 - 4.8 11.0
30～49人 120 - 1 - 9 47 59 3 - - 1 119 39 4 60

100.0 - 0.8 - 7.5 39.2 49.2 2.5 - - 0.8 3.4
　無回答 19 - - 1 1 1 - 4 3 2 7 12 142 11 347

100.0 - - 5.3 5.3 5.3 - 21.1 15.8 10.5 36.8 0.4
Ｑ２　業種
農業、林業 10 - - - - - 2 2 4 1 1 9 145 43 439

100.0 - - - - - 20.0 20.0 40.0 10.0 10.0 0.3
漁業 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 - - - - 1 - 2 1 - - 4 121 34 261

100.0 - - - - 25.0 - 50.0 25.0 - - 0.1
建設業 351 - 5 3 7 37 32 99 122 20 26 325 139 2 2,868

100.0 - 1.4 0.9 2.0 10.5 9.1 28.2 34.8 5.7 7.4 9.4
製造業 1,228 - 1 6 21 100 96 353 450 140 61 1,167 167 6 4,550

100.0 - 0.1 0.5 1.7 8.1 7.8 28.8 36.6 11.4 5.0 33.8
電気・ガス・熱供給・水道業 22 - - 1 2 2 1 4 11 - 1 21 120 17 262

100.0 - - 4.6 9.1 9.1 4.6 18.2 50.0 - 4.6 0.6
情報通信業 107 - - 1 1 10 4 36 37 13 5 102 153 14 935

100.0 - - 0.9 0.9 9.4 3.7 33.6 34.6 12.2 4.7 3.0
運輸業、郵便業 406 - 2 2 14 52 52 109 123 30 22 384 193 6 23,391

100.0 - 0.5 0.5 3.5 12.8 12.8 26.9 30.3 7.4 5.4 11.1
卸売業、小売業 488 - 2 3 25 50 47 122 138 70 31 457 415 6 14,615

100.0 - 0.4 0.6 5.1 10.3 9.6 25.0 28.3 14.3 6.4 13.2
金融業、保険業 69 - - 1 3 7 6 12 20 18 2 67 318 15 2,642

100.0 - - 1.5 4.4 10.1 8.7 17.4 29.0 26.1 2.9 1.9
不動産業、物品賃貸業 26 - 1 2 1 3 4 7 4 4 - 26 204 6 1,940

100.0 - 3.9 7.7 3.9 11.5 15.4 26.9 15.4 15.4 - 0.8
学術研究、専門・技術サービス業 77 - - - 2 9 10 23 21 10 2 75 164 29 1,909

100.0 - - - 2.6 11.7 13.0 29.9 27.3 13.0 2.6 2.2
宿泊業、飲食サービス業 64 - - - 11 6 9 10 15 9 4 60 2,123 20 113,574

100.0 - - - 17.2 9.4 14.1 15.6 23.4 14.1 6.3 1.7
生活関連サービス業、娯楽業 58 - 1 6 3 6 6 14 13 6 3 55 134 9 1,450

100.0 - 1.7 10.3 5.2 10.3 10.3 24.1 22.4 10.3 5.2 1.6
教育、学習支援業 67 - - 1 2 2 2 14 22 21 3 64 433 11 3,153

100.0 - - 1.5 3.0 3.0 3.0 20.9 32.8 31.3 4.5 1.9
医療、福祉 323 - 2 5 11 37 23 82 90 46 27 296 194 2 3,845

100.0 - 0.6 1.6 3.4 11.5 7.1 25.4 27.9 14.2 8.4 8.6
複合サービス事業 45 - - - 2 6 1 13 14 7 2 43 180 23 1,332

100.0 - - - 4.4 13.3 2.2 28.9 31.1 15.6 4.4 1.2
その他サービス業 253 - 3 6 12 22 14 59 82 39 16 237 297 4 13,000

100.0 - 1.2 2.4 4.7 8.7 5.5 23.3 32.4 15.4 6.3 6.9
分類不能の産業 2 - 1 - - - - - 1 - - 2 74 7 141

100.0 - 50.0 - - - - - 50.0 - - 0.1
その他 25 - - - - 1 2 9 9 3 1 24 219 39 1,849

100.0 - - - - 4.0 8.0 36.0 36.0 12.0 4.0 0.7
　無回答 45 - - - 5 3 5 11 9 6 6 39 179 23 1,426

100.0 - - - 11.1 6.7 11.1 24.4 20.0 13.3 13.3 1.1
Ｑ２　業種
製造業 1,228 - 1 6 21 100 96 353 450 140 61 1,167 167 6 4,550

100.0 - 0.1 0.5 1.7 8.1 7.8 28.8 36.6 11.4 5.0 33.8
非製造業 2,397 - 17 31 96 251 215 617 727 297 146 2,251 298 2 113,574

100.0 - 0.7 1.3 4.0 10.5 9.0 25.7 30.3 12.4 6.1 65.1
　無回答 45 - - - 5 3 5 11 9 6 6 39 179 23 1,426

100.0 - - - 11.1 6.7 11.1 24.4 20.0 13.3 13.3 1.1
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 - 1 3 5 31 40 96 129 58 21 363 201 4 3,032

100.0 - 0.3 0.8 1.3 8.1 10.4 25.0 33.6 15.1 5.5 10.5
1920～1939年 382 - 2 1 12 48 34 95 122 48 20 362 182 6 3,500

100.0 - 0.5 0.3 3.1 12.6 8.9 24.9 31.9 12.6 5.2 10.5
1940～1959年 1,068 - 2 9 41 105 101 280 364 117 49 1,019 216 2 23,391

100.0 - 0.2 0.8 3.8 9.8 9.5 26.2 34.1 11.0 4.6 29.5
1960～1979年 994 - 6 11 33 92 74 266 332 126 54 940 386 3 113,574

100.0 - 0.6 1.1 3.3 9.3 7.4 26.8 33.4 12.7 5.4 27.2
1980～1999年 452 - 4 6 18 39 37 123 143 61 21 431 231 2 13,000

100.0 - 0.9 1.3 4.0 8.6 8.2 27.2 31.6 13.5 4.7 12.5
2000年以降 254 - 3 3 9 23 21 89 67 28 11 243 169 3 4,550

100.0 - 1.2 1.2 3.5 9.1 8.3 35.0 26.4 11.0 4.3 7.0
　無回答 136 - - 4 4 16 9 32 29 5 37 99 108 14 1,000

100.0 - - 2.9 2.9 11.8 6.6 23.5 21.3 3.7 27.2 2.9
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【従業員数（派遣労働者を除く）】計

全

体

０
人
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９
人
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～
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～
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回
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体

平

均

最
小
値

最
大
値

　全　体 3,670 - 18 37 122 354 316 981 1,186 443 213 3,457 253 2 113,574
100.0 - 0.5 1.0 3.3 9.7 8.6 26.7 32.3 12.1 5.8 100.0

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 - 18 37 122 - - - - - - 177 21 2 29

100.0 - 10.2 20.9 68.9 - - - - - - 5.1
30～49人 670 - - - - 354 316 - - - - 670 39 30 49

100.0 - - - - 52.8 47.2 - - - - 19.4
50～99人 981 - - - - - - 981 - - - 981 72 50 99

100.0 - - - - - - 100.0 - - - 28.4
100～299人 1,186 - - - - - - - 1,186 - - 1,186 165 100 299

100.0 - - - - - - - 100.0 - - 34.3
300人以上 443 - - - - - - - - 443 - 443 1,304 300 113,574

100.0 - - - - - - - - 100.0 - 12.8
　無回答 213 - - - - - - - - - 213 - - - -

100.0 - - - - - - - - - 100.0 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 - 2 8 50 146 116 391 457 223 82 1,393 382 4 113,574

100.0 - 0.1 0.5 3.4 9.9 7.9 26.5 31.0 15.1 5.6 40.3
ない 2,175 - 16 28 71 207 199 590 726 220 118 2,057 166 2 13,000

100.0 - 0.7 1.3 3.3 9.5 9.2 27.1 33.4 10.1 5.4 59.5
　無回答 20 - - 1 1 1 1 - 3 - 13 7 106 10 252

100.0 - - 5.0 5.0 5.0 5.0 - 15.0 - 65.0 0.2
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 - 1 - 3 6 5 30 18 3 3 66 109 3 550

100.0 - 1.5 - 4.4 8.7 7.3 43.5 26.1 4.4 4.4 1.9
取締役・役員クラス 414 - 2 2 7 37 40 118 154 28 26 388 134 4 1,602

100.0 - 0.5 0.5 1.7 8.9 9.7 28.5 37.2 6.8 6.3 11.2
部長・次長クラス 1,042 - 4 8 36 94 90 289 352 111 58 984 180 3 6,118

100.0 - 0.4 0.8 3.5 9.0 8.6 27.7 33.8 10.7 5.6 28.5
課長クラス 1,065 - 5 11 34 101 85 280 332 153 64 1,001 288 5 14,615

100.0 - 0.5 1.0 3.2 9.5 8.0 26.3 31.2 14.4 6.0 29.0
係長・主任クラス 522 - 3 3 30 53 45 110 174 70 34 488 231 2 8,000

100.0 - 0.6 0.6 5.8 10.2 8.6 21.1 33.3 13.4 6.5 14.1
一般社員 440 - 3 12 6 42 36 120 133 73 15 425 474 2 113,574

100.0 - 0.7 2.7 1.4 9.6 8.2 27.3 30.2 16.6 3.4 12.3
その他 80 - - 1 6 19 12 26 8 3 5 75 392 18 23,391

100.0 - - 1.3 7.5 23.8 15.0 32.5 10.0 3.8 6.3 2.2
　無回答 38 - - - - 2 3 8 15 2 8 30 148 34 1,050

100.0 - - - - 5.3 7.9 21.1 39.5 5.3 21.1 0.9
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 - - 1 2 5 5 22 49 35 8 119 365 10 4,550

100.0 - - 0.8 1.6 3.9 3.9 17.3 38.6 27.6 6.3 3.4
人事・労務部門 651 - 1 3 15 35 33 154 245 139 26 625 273 6 5,137

100.0 - 0.2 0.5 2.3 5.4 5.1 23.7 37.6 21.4 4.0 18.1
総務・庶務部門 1,592 - 7 13 51 133 126 444 569 153 96 1,496 213 2 14,615

100.0 - 0.4 0.8 3.2 8.4 7.9 27.9 35.7 9.6 6.0 43.3
経理部門 128 - 3 1 5 14 10 31 48 9 7 121 123 3 856

100.0 - 2.3 0.8 3.9 10.9 7.8 24.2 37.5 7.0 5.5 3.5
広報部門 6 - - - - - - 1 2 2 1 5 310 55 563

100.0 - - - - - - 16.7 33.3 33.3 16.7 0.1
経営企画・経営戦略立案部門 166 - 1 3 5 13 13 36 58 25 12 154 190 9 1,882

100.0 - 0.6 1.8 3.0 7.8 7.8 21.7 34.9 15.1 7.2 4.5
その他部門 774 - 5 14 38 127 109 239 149 55 38 736 354 3 113,574

100.0 - 0.7 1.8 4.9 16.4 14.1 30.9 19.3 7.1 4.9 21.3
　無回答 226 - 1 2 6 27 20 54 66 25 25 201 171 3 3,847

100.0 - 0.4 0.9 2.7 12.0 8.9 23.9 29.2 11.1 11.1 5.8
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 - 2 5 38 100 81 292 366 179 70 1,063 338 4 23,391

100.0 - 0.2 0.4 3.4 8.8 7.2 25.8 32.3 15.8 6.2 30.8
労使協議機関での協議 1,182 - 2 1 32 103 84 304 413 190 53 1,129 388 4 113,574

100.0 - 0.2 0.1 2.7 8.7 7.1 25.7 34.9 16.1 4.5 32.7
取組を行うための専門組織の編成 448 - - 2 12 35 39 112 154 65 29 419 240 16 13,000

100.0 - - 0.5 2.7 7.8 8.7 25.0 34.4 14.5 6.5 12.1
懇談会・説明会などの 1,623 - 8 13 59 153 137 452 546 183 72 1,551 300 3 113,574

常設ではない会合 100.0 - 0.5 0.8 3.6 9.4 8.4 27.9 33.6 11.3 4.4 44.9
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 - 6 11 54 135 106 389 499 234 82 1,434 362 2 113,574

その他の苦情処理機関 100.0 - 0.4 0.7 3.6 8.9 7.0 25.7 32.9 15.4 5.4 41.5
社内報や社内掲示板、 2,462 - 14 24 83 220 210 672 798 309 132 2,330 284 2 113,574

電子メールなどでの情報提供 100.0 - 0.6 1.0 3.4 8.9 8.5 27.3 32.4 12.6 5.4 67.4
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 - 2 4 16 49 39 135 156 59 27 460 224 6 8,000

活用したコミュニケーションツール 100.0 - 0.4 0.8 3.3 10.1 8.0 27.7 32.0 12.1 5.5 13.3
従業員へのアンケート調査 1,274 - 5 12 46 110 97 319 422 192 71 1,203 382 2 113,574

100.0 - 0.4 0.9 3.6 8.6 7.6 25.0 33.1 15.1 5.6 34.8
その他 187 - 4 3 3 17 15 47 69 18 11 176 153 3 1,597

100.0 - 2.1 1.6 1.6 9.1 8.0 25.1 36.9 9.6 5.9 5.1
　無回答 58 - - 2 - 7 5 11 15 4 14 44 132 10 859

100.0 - - 3.5 - 12.1 8.6 19.0 25.9 6.9 24.1 1.3
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 - 6 7 30 104 72 313 454 209 69 1,195 345 2 113,574

100.0 - 0.5 0.6 2.4 8.2 5.7 24.8 35.9 16.5 5.5 34.6
行っていない 2,363 - 12 30 91 247 240 653 723 231 136 2,227 205 2 23,391

100.0 - 0.5 1.3 3.9 10.5 10.2 27.6 30.6 9.8 5.8 64.4
　無回答 43 - - - 1 3 4 15 9 3 8 35 139 28 961

100.0 - - - 2.3 7.0 9.3 34.9 20.9 7.0 18.6 1.0
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Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【従業員数（派遣労働者を除く）】計
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　全　体 3,670 - 18 37 122 354 316 981 1,186 443 213 3,457 253 2 113,574
100.0 - 0.5 1.0 3.3 9.7 8.6 26.7 32.3 12.1 5.8 100.0

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 - - - 5 13 7 53 48 47 8 173 1,728 22 113,574

100.0 - - - 2.8 7.2 3.9 29.3 26.5 26.0 4.4 5.0
1,000～4,999人 510 - 4 7 24 53 35 125 118 119 25 485 389 4 3,847

100.0 - 0.8 1.4 4.7 10.4 6.9 24.5 23.1 23.3 4.9 14.0
300～999人 1,052 - 3 18 41 97 108 240 208 272 65 987 197 2 1,247

100.0 - 0.3 1.7 3.9 9.2 10.3 22.8 19.8 25.9 6.2 28.6
100～299人 1,390 - 7 7 38 115 86 241 805 3 88 1,302 122 2 409

100.0 - 0.5 0.5 2.7 8.3 6.2 17.3 57.9 0.2 6.3 37.7
50～99人 398 - 3 4 4 28 21 315 4 - 19 379 68 3 134

100.0 - 0.8 1.0 1.0 7.0 5.3 79.2 1.0 - 4.8 11.0
30～49人 120 - 1 - 9 47 59 3 - - 1 119 39 4 60

100.0 - 0.8 - 7.5 39.2 49.2 2.5 - - 0.8 3.4
　無回答 19 - - 1 1 1 - 4 3 2 7 12 142 11 347

100.0 - - 5.3 5.3 5.3 - 21.1 15.8 10.5 36.8 0.4
Ｑ２　業種
農業、林業 10 - - - - - 2 2 4 1 1 9 145 43 439

100.0 - - - - - 20.0 20.0 40.0 10.0 10.0 0.3
漁業 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 - - - - 1 - 2 1 - - 4 121 34 261

100.0 - - - - 25.0 - 50.0 25.0 - - 0.1
建設業 351 - 5 3 7 37 32 99 122 20 26 325 139 2 2,868

100.0 - 1.4 0.9 2.0 10.5 9.1 28.2 34.8 5.7 7.4 9.4
製造業 1,228 - 1 6 21 100 96 353 450 140 61 1,167 167 6 4,550

100.0 - 0.1 0.5 1.7 8.1 7.8 28.8 36.6 11.4 5.0 33.8
電気・ガス・熱供給・水道業 22 - - 1 2 2 1 4 11 - 1 21 120 17 262

100.0 - - 4.6 9.1 9.1 4.6 18.2 50.0 - 4.6 0.6
情報通信業 107 - - 1 1 10 4 36 37 13 5 102 153 14 935

100.0 - - 0.9 0.9 9.4 3.7 33.6 34.6 12.2 4.7 3.0
運輸業、郵便業 406 - 2 2 14 52 52 109 123 30 22 384 193 6 23,391

100.0 - 0.5 0.5 3.5 12.8 12.8 26.9 30.3 7.4 5.4 11.1
卸売業、小売業 488 - 2 3 25 50 47 122 138 70 31 457 415 6 14,615

100.0 - 0.4 0.6 5.1 10.3 9.6 25.0 28.3 14.3 6.4 13.2
金融業、保険業 69 - - 1 3 7 6 12 20 18 2 67 318 15 2,642

100.0 - - 1.5 4.4 10.1 8.7 17.4 29.0 26.1 2.9 1.9
不動産業、物品賃貸業 26 - 1 2 1 3 4 7 4 4 - 26 204 6 1,940

100.0 - 3.9 7.7 3.9 11.5 15.4 26.9 15.4 15.4 - 0.8
学術研究、専門・技術サービス業 77 - - - 2 9 10 23 21 10 2 75 164 29 1,909

100.0 - - - 2.6 11.7 13.0 29.9 27.3 13.0 2.6 2.2
宿泊業、飲食サービス業 64 - - - 11 6 9 10 15 9 4 60 2,123 20 113,574

100.0 - - - 17.2 9.4 14.1 15.6 23.4 14.1 6.3 1.7
生活関連サービス業、娯楽業 58 - 1 6 3 6 6 14 13 6 3 55 134 9 1,450

100.0 - 1.7 10.3 5.2 10.3 10.3 24.1 22.4 10.3 5.2 1.6
教育、学習支援業 67 - - 1 2 2 2 14 22 21 3 64 433 11 3,153

100.0 - - 1.5 3.0 3.0 3.0 20.9 32.8 31.3 4.5 1.9
医療、福祉 323 - 2 5 11 37 23 82 90 46 27 296 194 2 3,845

100.0 - 0.6 1.6 3.4 11.5 7.1 25.4 27.9 14.2 8.4 8.6
複合サービス事業 45 - - - 2 6 1 13 14 7 2 43 180 23 1,332

100.0 - - - 4.4 13.3 2.2 28.9 31.1 15.6 4.4 1.2
その他サービス業 253 - 3 6 12 22 14 59 82 39 16 237 297 4 13,000

100.0 - 1.2 2.4 4.7 8.7 5.5 23.3 32.4 15.4 6.3 6.9
分類不能の産業 2 - 1 - - - - - 1 - - 2 74 7 141

100.0 - 50.0 - - - - - 50.0 - - 0.1
その他 25 - - - - 1 2 9 9 3 1 24 219 39 1,849

100.0 - - - - 4.0 8.0 36.0 36.0 12.0 4.0 0.7
　無回答 45 - - - 5 3 5 11 9 6 6 39 179 23 1,426

100.0 - - - 11.1 6.7 11.1 24.4 20.0 13.3 13.3 1.1
Ｑ２　業種
製造業 1,228 - 1 6 21 100 96 353 450 140 61 1,167 167 6 4,550

100.0 - 0.1 0.5 1.7 8.1 7.8 28.8 36.6 11.4 5.0 33.8
非製造業 2,397 - 17 31 96 251 215 617 727 297 146 2,251 298 2 113,574

100.0 - 0.7 1.3 4.0 10.5 9.0 25.7 30.3 12.4 6.1 65.1
　無回答 45 - - - 5 3 5 11 9 6 6 39 179 23 1,426

100.0 - - - 11.1 6.7 11.1 24.4 20.0 13.3 13.3 1.1
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 - 1 3 5 31 40 96 129 58 21 363 201 4 3,032

100.0 - 0.3 0.8 1.3 8.1 10.4 25.0 33.6 15.1 5.5 10.5
1920～1939年 382 - 2 1 12 48 34 95 122 48 20 362 182 6 3,500

100.0 - 0.5 0.3 3.1 12.6 8.9 24.9 31.9 12.6 5.2 10.5
1940～1959年 1,068 - 2 9 41 105 101 280 364 117 49 1,019 216 2 23,391

100.0 - 0.2 0.8 3.8 9.8 9.5 26.2 34.1 11.0 4.6 29.5
1960～1979年 994 - 6 11 33 92 74 266 332 126 54 940 386 3 113,574

100.0 - 0.6 1.1 3.3 9.3 7.4 26.8 33.4 12.7 5.4 27.2
1980～1999年 452 - 4 6 18 39 37 123 143 61 21 431 231 2 13,000

100.0 - 0.9 1.3 4.0 8.6 8.2 27.2 31.6 13.5 4.7 12.5
2000年以降 254 - 3 3 9 23 21 89 67 28 11 243 169 3 4,550

100.0 - 1.2 1.2 3.5 9.1 8.3 35.0 26.4 11.0 4.3 7.0
　無回答 136 - - 4 4 16 9 32 29 5 37 99 108 14 1,000

100.0 - - 2.9 2.9 11.8 6.6 23.5 21.3 3.7 27.2 2.9
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【従業員数（派遣労働者を除く）】計
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　全　体 3,670 - 18 37 122 354 316 981 1,186 443 213 3,457 253 2 113,574
100.0 - 0.5 1.0 3.3 9.7 8.6 26.7 32.3 12.1 5.8 100.0

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 - - - 11 53 23 139 181 63 24 470 461 22 113,574

100.0 - - - 2.2 10.7 4.7 28.1 36.6 12.8 4.9 39.3
導入後に行った 157 - - 2 2 16 13 27 65 20 12 145 248 15 8,000

100.0 - - 1.3 1.3 10.2 8.3 17.2 41.4 12.7 7.6 12.1
行っていない 649 - 6 5 14 40 38 157 219 135 35 614 275 2 6,624

100.0 - 0.9 0.8 2.2 6.2 5.9 24.2 33.7 20.8 5.4 51.4
　無回答 20 - - - 3 1 1 5 5 1 4 16 101 22 360

100.0 - - - 15.0 5.0 5.0 25.0 25.0 5.0 20.0 1.3
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 - - - 3 19 9 44 63 25 8 163 244 22 4,550

100.0 - - - 1.8 11.1 5.3 25.7 36.8 14.6 4.7 28.9
やや積極的 128 - - - 3 15 5 26 51 22 6 122 1,137 23 113,574

100.0 - - - 2.3 11.7 3.9 20.3 39.8 17.2 4.7 21.6
どちらでもない 254 - - 2 6 24 18 74 97 21 12 242 200 15 6,140

100.0 - - 0.8 2.4 9.5 7.1 29.1 38.2 8.3 4.7 42.8
やや消極的 12 - - - - 1 - 3 7 - 1 11 115 34 193

100.0 - - - - 8.3 - 25.0 58.3 - 8.3 2.0
対応には消極的だった 15 - - - - 2 - 2 8 1 2 13 238 34 1,357

100.0 - - - - 13.3 - 13.3 53.3 6.7 13.3 2.3
　無回答 15 - - - 1 2 1 2 4 4 1 14 736 29 8,000

100.0 - - - 6.7 13.3 6.7 13.3 26.7 26.7 6.7 2.5
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 - - - 4 28 12 68 96 39 17 247 225 22 5,617

100.0 - - - 1.5 10.6 4.6 25.8 36.4 14.8 6.4 43.7
導入することを決めた後で協議した 156 - - - 3 16 8 42 65 17 5 151 198 23 4,550

100.0 - - - 1.9 10.3 5.1 26.9 41.7 10.9 3.2 26.7
わからない 64 - - - 3 7 4 25 19 5 1 63 2,062 26 113,574

100.0 - - - 4.7 10.9 6.3 39.1 29.7 7.8 1.6 11.2
　無回答 111 - - 2 3 12 9 16 50 12 7 104 252 15 8,000

100.0 - - 1.8 2.7 10.8 8.1 14.4 45.1 10.8 6.3 18.4
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 - - 2 12 55 29 145 200 70 26 513 233 15 8,000

100.0 - - 0.4 2.2 10.2 5.4 26.9 37.1 13.0 4.8 90.8
効果はなかった 34 - - - - 5 2 5 19 2 1 33 3,568 30 113,574

100.0 - - - - 14.7 5.9 14.7 55.9 5.9 2.9 5.8
　無回答 22 - - - 1 3 2 1 11 1 3 19 234 28 1,882

100.0 - - - 4.6 13.6 9.1 4.6 50.0 4.6 13.6 3.4
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 - - - 3 13 8 30 68 30 6 152 1,042 23 113,574

100.0 - - - 1.9 8.2 5.1 19.0 43.0 19.0 3.8 26.9
課題は生じなかった 406 - - 1 9 46 23 116 150 39 22 384 200 17 8,000

100.0 - - 0.3 2.2 11.3 5.7 28.6 37.0 9.6 5.4 68.0
　無回答 31 - - 1 1 4 2 5 12 4 2 29 213 15 1,882

100.0 - - 3.2 3.2 12.9 6.5 16.1 38.7 12.9 6.5 5.1
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 - 2 - 10 37 27 113 179 84 21 452 531 4 113,574

100.0 - 0.4 - 2.1 7.8 5.7 23.9 37.8 17.8 4.4 37.8
行っていない 750 - 4 6 17 63 42 197 259 120 42 708 233 2 6,624

100.0 - 0.5 0.8 2.3 8.4 5.6 26.3 34.5 16.0 5.6 59.3
　無回答 41 - - 1 3 4 3 3 16 5 6 35 185 15 738

100.0 - - 2.4 7.3 9.8 7.3 7.3 39.0 12.2 14.6 2.9
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 - 3 8 34 80 63 252 415 181 64 1,036 234 4 6,118

100.0 - 0.3 0.7 3.1 7.3 5.7 22.9 37.7 16.5 5.8 30.0
行う予定はない 464 - 3 5 13 49 46 148 139 30 31 433 138 6 2,273

100.0 - 0.7 1.1 2.8 10.6 9.9 31.9 30.0 6.5 6.7 12.5
わからない 2,078 - 12 24 75 223 205 577 619 231 112 1,966 289 2 113,574

100.0 - 0.6 1.2 3.6 10.7 9.9 27.8 29.8 11.1 5.4 56.9
　無回答 28 - - - - 2 2 4 13 1 6 22 134 37 302

100.0 - - - - 7.1 7.1 14.3 46.4 3.6 21.4 0.6
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。
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　全　体 3,457 13 141 295 337 368 312 880 793 213 105 3,352 119 0 5,530
100.0 0.4 4.1 8.5 9.8 10.7 9.0 25.5 22.9 6.2 3.0 100.0

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 173 1 12 23 25 12 13 22 31 26 8 165 383 0 5,530

100.0 0.6 6.9 13.3 14.5 6.9 7.5 12.7 17.9 15.0 4.6 4.9
1,000～4,999人 485 4 29 58 40 42 35 85 88 82 22 463 202 0 2,500

100.0 0.8 6.0 12.0 8.3 8.7 7.2 17.5 18.1 16.9 4.5 13.8
300～999人 987 3 44 95 87 104 92 183 234 105 40 947 119 0 802

100.0 0.3 4.5 9.6 8.8 10.5 9.3 18.5 23.7 10.6 4.1 28.3
100～299人 1,302 3 31 78 106 126 99 393 437 - 29 1,273 83 0 260

100.0 0.2 2.4 6.0 8.1 9.7 7.6 30.2 33.6 - 2.2 38.0
50～99人 379 2 11 18 48 40 62 195 - - 3 376 49 0 94

100.0 0.5 2.9 4.8 12.7 10.6 16.4 51.5 - - 0.8 11.2
30～49人 119 - 14 19 30 43 11 - - - 2 117 26 1 47

100.0 - 11.8 16.0 25.2 36.1 9.2 - - - 1.7 3.5
　無回答 12 - - 4 1 1 - 2 3 - 1 11 75 10 274

100.0 - - 33.3 8.3 8.3 - 16.7 25.0 - 8.3 0.3
Ｑ２　業種
農業、林業 9 - 1 - 1 - 2 - 4 1 - 9 110 8 364

100.0 - 11.1 - 11.1 - 22.2 - 44.4 11.1 - 0.3
漁業 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 - - - - 1 - 2 1 - - 4 110 30 240

100.0 - - - - 25.0 - 50.0 25.0 - - 0.1
建設業 325 1 4 10 19 35 30 100 107 13 6 319 114 0 2,500

100.0 0.3 1.2 3.1 5.9 10.8 9.2 30.8 32.9 4.0 1.9 9.5
製造業 1,167 - 17 53 92 135 119 345 298 70 38 1,129 117 2 3,957

100.0 - 1.5 4.5 7.9 11.6 10.2 29.6 25.5 6.0 3.3 33.7
電気・ガス・熱供給・水道業 21 - - 2 1 3 1 6 8 - - 21 100 12 253

100.0 - - 9.5 4.8 14.3 4.8 28.6 38.1 - - 0.6
情報通信業 102 1 - 3 8 7 11 35 30 4 3 99 104 0 623

100.0 1.0 - 2.9 7.8 6.9 10.8 34.3 29.4 3.9 2.9 3.0
運輸業、郵便業 384 1 3 8 38 55 50 105 97 21 6 378 109 0 1,790

100.0 0.3 0.8 2.1 9.9 14.3 13.0 27.3 25.3 5.5 1.6 11.3
卸売業、小売業 457 1 29 72 62 44 34 91 65 37 22 435 157 0 4,718

100.0 0.2 6.4 15.8 13.6 9.6 7.4 19.9 14.2 8.1 4.8 13.0
金融業、保険業 67 - - 13 8 3 - 17 14 10 2 65 160 13 1,349

100.0 - - 19.4 11.9 4.5 - 25.4 20.9 14.9 3.0 1.9
不動産業、物品賃貸業 26 - 3 4 2 2 3 6 4 2 - 26 126 3 1,249

100.0 - 11.5 15.4 7.7 7.7 11.5 23.1 15.4 7.7 - 0.8
学術研究、専門・技術サービス業 75 - - 3 10 9 8 18 19 7 1 74 131 14 1,682

100.0 - - 4.0 13.3 12.0 10.7 24.0 25.3 9.3 1.3 2.2
宿泊業、飲食サービス業 60 - 11 7 10 4 6 10 5 3 4 56 74 4 991

100.0 - 18.3 11.7 16.7 6.7 10.0 16.7 8.3 5.0 6.7 1.7
生活関連サービス業、娯楽業 55 - 7 14 6 5 4 10 6 2 1 54 64 1 556

100.0 - 12.7 25.5 10.9 9.1 7.3 18.2 10.9 3.6 1.8 1.6
教育、学習支援業 64 - 4 1 4 4 5 16 13 17 - 64 235 3 1,459

100.0 - 6.3 1.6 6.3 6.3 7.8 25.0 20.3 26.6 - 1.9
医療、福祉 296 7 46 69 43 26 22 38 29 7 9 287 55 0 1,212

100.0 2.4 15.5 23.3 14.5 8.8 7.4 12.8 9.8 2.4 3.0 8.6
複合サービス事業 43 - 1 8 1 7 - 11 12 2 1 42 98 6 565

100.0 - 2.3 18.6 2.3 16.3 - 25.6 27.9 4.7 2.3 1.3
その他サービス業 237 2 8 24 25 21 12 55 67 13 10 227 147 0 5,530

100.0 0.8 3.4 10.1 10.6 8.9 5.1 23.2 28.3 5.5 4.2 6.8
分類不能の産業 2 - 1 - - - - - 1 - - 2 62 6 118

100.0 - 50.0 - - - - - 50.0 - - 0.1
その他 24 - 2 1 - 2 3 8 6 1 1 23 104 3 693

100.0 - 8.3 4.2 - 8.3 12.5 33.3 25.0 4.2 4.2 0.7
　無回答 39 - 4 3 7 5 2 7 7 3 1 38 109 3 1,238

100.0 - 10.3 7.7 18.0 12.8 5.1 18.0 18.0 7.7 2.6 1.1
Ｑ２　業種
製造業 1,167 - 17 53 92 135 119 345 298 70 38 1,129 117 2 3,957

100.0 - 1.5 4.5 7.9 11.6 10.2 29.6 25.5 6.0 3.3 33.7
非製造業 2,251 13 120 239 238 228 191 528 488 140 66 2,185 120 0 5,530

100.0 0.6 5.3 10.6 10.6 10.1 8.5 23.5 21.7 6.2 2.9 65.2
　無回答 39 - 4 3 7 5 2 7 7 3 1 38 109 3 1,238

100.0 - 10.3 7.7 18.0 12.8 5.1 18.0 18.0 7.7 2.6 1.1
Ｑ３　創業年
1919年まで 363 - 2 20 36 37 43 98 82 27 18 345 118 3 1,349

100.0 - 0.6 5.5 9.9 10.2 11.9 27.0 22.6 7.4 5.0 10.3
1920～1939年 362 - 13 18 30 54 38 88 87 26 8 354 122 1 2,133

100.0 - 3.6 5.0 8.3 14.9 10.5 24.3 24.0 7.2 2.2 10.6
1940～1959年 1,019 3 20 74 96 108 97 274 259 62 26 993 118 0 3,000

100.0 0.3 2.0 7.3 9.4 10.6 9.5 26.9 25.4 6.1 2.6 29.6
1960～1979年 940 3 41 70 88 94 65 266 224 62 27 913 133 0 5,235

100.0 0.3 4.4 7.5 9.4 10.0 6.9 28.3 23.8 6.6 2.9 27.2
1980～1999年 431 4 32 60 45 36 36 89 93 19 17 414 109 0 5,530

100.0 0.9 7.4 13.9 10.4 8.4 8.4 20.7 21.6 4.4 3.9 12.4
2000年以降 243 3 26 37 31 31 23 39 34 14 5 238 95 0 3,957

100.0 1.2 10.7 15.2 12.8 12.8 9.5 16.1 14.0 5.8 2.1 7.1
　無回答 99 - 7 16 11 8 10 26 14 3 4 95 75 1 825

100.0 - 7.1 16.2 11.1 8.1 10.1 26.3 14.1 3.0 4.0 2.8
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Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。
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　全　体 3,670 - 18 37 122 354 316 981 1,186 443 213 3,457 253 2 113,574
100.0 - 0.5 1.0 3.3 9.7 8.6 26.7 32.3 12.1 5.8 100.0

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 - - - 11 53 23 139 181 63 24 470 461 22 113,574

100.0 - - - 2.2 10.7 4.7 28.1 36.6 12.8 4.9 39.3
導入後に行った 157 - - 2 2 16 13 27 65 20 12 145 248 15 8,000

100.0 - - 1.3 1.3 10.2 8.3 17.2 41.4 12.7 7.6 12.1
行っていない 649 - 6 5 14 40 38 157 219 135 35 614 275 2 6,624

100.0 - 0.9 0.8 2.2 6.2 5.9 24.2 33.7 20.8 5.4 51.4
　無回答 20 - - - 3 1 1 5 5 1 4 16 101 22 360

100.0 - - - 15.0 5.0 5.0 25.0 25.0 5.0 20.0 1.3
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 - - - 3 19 9 44 63 25 8 163 244 22 4,550

100.0 - - - 1.8 11.1 5.3 25.7 36.8 14.6 4.7 28.9
やや積極的 128 - - - 3 15 5 26 51 22 6 122 1,137 23 113,574

100.0 - - - 2.3 11.7 3.9 20.3 39.8 17.2 4.7 21.6
どちらでもない 254 - - 2 6 24 18 74 97 21 12 242 200 15 6,140

100.0 - - 0.8 2.4 9.5 7.1 29.1 38.2 8.3 4.7 42.8
やや消極的 12 - - - - 1 - 3 7 - 1 11 115 34 193

100.0 - - - - 8.3 - 25.0 58.3 - 8.3 2.0
対応には消極的だった 15 - - - - 2 - 2 8 1 2 13 238 34 1,357

100.0 - - - - 13.3 - 13.3 53.3 6.7 13.3 2.3
　無回答 15 - - - 1 2 1 2 4 4 1 14 736 29 8,000

100.0 - - - 6.7 13.3 6.7 13.3 26.7 26.7 6.7 2.5
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 - - - 4 28 12 68 96 39 17 247 225 22 5,617

100.0 - - - 1.5 10.6 4.6 25.8 36.4 14.8 6.4 43.7
導入することを決めた後で協議した 156 - - - 3 16 8 42 65 17 5 151 198 23 4,550

100.0 - - - 1.9 10.3 5.1 26.9 41.7 10.9 3.2 26.7
わからない 64 - - - 3 7 4 25 19 5 1 63 2,062 26 113,574

100.0 - - - 4.7 10.9 6.3 39.1 29.7 7.8 1.6 11.2
　無回答 111 - - 2 3 12 9 16 50 12 7 104 252 15 8,000

100.0 - - 1.8 2.7 10.8 8.1 14.4 45.1 10.8 6.3 18.4
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 - - 2 12 55 29 145 200 70 26 513 233 15 8,000

100.0 - - 0.4 2.2 10.2 5.4 26.9 37.1 13.0 4.8 90.8
効果はなかった 34 - - - - 5 2 5 19 2 1 33 3,568 30 113,574

100.0 - - - - 14.7 5.9 14.7 55.9 5.9 2.9 5.8
　無回答 22 - - - 1 3 2 1 11 1 3 19 234 28 1,882

100.0 - - - 4.6 13.6 9.1 4.6 50.0 4.6 13.6 3.4
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 - - - 3 13 8 30 68 30 6 152 1,042 23 113,574

100.0 - - - 1.9 8.2 5.1 19.0 43.0 19.0 3.8 26.9
課題は生じなかった 406 - - 1 9 46 23 116 150 39 22 384 200 17 8,000

100.0 - - 0.3 2.2 11.3 5.7 28.6 37.0 9.6 5.4 68.0
　無回答 31 - - 1 1 4 2 5 12 4 2 29 213 15 1,882

100.0 - - 3.2 3.2 12.9 6.5 16.1 38.7 12.9 6.5 5.1
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 - 2 - 10 37 27 113 179 84 21 452 531 4 113,574

100.0 - 0.4 - 2.1 7.8 5.7 23.9 37.8 17.8 4.4 37.8
行っていない 750 - 4 6 17 63 42 197 259 120 42 708 233 2 6,624

100.0 - 0.5 0.8 2.3 8.4 5.6 26.3 34.5 16.0 5.6 59.3
　無回答 41 - - 1 3 4 3 3 16 5 6 35 185 15 738

100.0 - - 2.4 7.3 9.8 7.3 7.3 39.0 12.2 14.6 2.9
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 - 3 8 34 80 63 252 415 181 64 1,036 234 4 6,118

100.0 - 0.3 0.7 3.1 7.3 5.7 22.9 37.7 16.5 5.8 30.0
行う予定はない 464 - 3 5 13 49 46 148 139 30 31 433 138 6 2,273

100.0 - 0.7 1.1 2.8 10.6 9.9 31.9 30.0 6.5 6.7 12.5
わからない 2,078 - 12 24 75 223 205 577 619 231 112 1,966 289 2 113,574

100.0 - 0.6 1.2 3.6 10.7 9.9 27.8 29.8 11.1 5.4 56.9
　無回答 28 - - - - 2 2 4 13 1 6 22 134 37 302

100.0 - - - - 7.1 7.1 14.3 46.4 3.6 21.4 0.6
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【従業員数（派遣労働者を除く）】うち　男性

全

体

０
人

１
～

９
人

1
0
～

1
9
人

2
0
～

2
9
人

3
0
～

3
9
人

4
0
～

4
9
人

5
0
～

9
9
人

1
0
0
～

2
9
9
人

3
0
0
人
以
上

無
回
答

全

体

平

均

最
小
値

最
大
値

　全　体 3,457 13 141 295 337 368 312 880 793 213 105 3,352 119 0 5,530
100.0 0.4 4.1 8.5 9.8 10.7 9.0 25.5 22.9 6.2 3.0 100.0

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 4 61 70 40 - - - - - 2 175 13 0 27

100.0 2.3 34.5 39.6 22.6 - - - - - 1.1 5.2
30～49人 670 7 56 120 176 223 78 - - - 10 660 27 0 47

100.0 1.0 8.4 17.9 26.3 33.3 11.6 - - - 1.5 19.7
50～99人 981 2 19 83 97 109 175 484 - - 12 969 48 0 94

100.0 0.2 1.9 8.5 9.9 11.1 17.8 49.3 - - 1.2 28.9
100～299人 1,186 - 5 21 24 36 57 371 641 - 31 1,155 112 2 289

100.0 - 0.4 1.8 2.0 3.0 4.8 31.3 54.1 - 2.6 34.5
300人以上 443 - - 1 - - 2 25 152 213 50 393 515 10 5,530

100.0 - - 0.2 - - 0.5 5.6 34.3 48.1 11.3 11.7
　無回答 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,393 3 36 109 120 145 134 334 345 131 36 1,357 163 0 5,530

100.0 0.2 2.6 7.8 8.6 10.4 9.6 24.0 24.8 9.4 2.6 40.5
ない 2,057 9 103 186 217 223 177 544 448 82 68 1,989 89 0 2,500

100.0 0.4 5.0 9.0 10.6 10.8 8.6 26.5 21.8 4.0 3.3 59.3
　無回答 7 1 2 - - - 1 2 - - 1 6 33 0 81

100.0 14.3 28.6 - - - 14.3 28.6 - - 14.3 0.2
Ｆ１　回答者の役職
社長 66 3 2 7 5 8 6 20 11 1 3 63 68 0 450

100.0 4.6 3.0 10.6 7.6 12.1 9.1 30.3 16.7 1.5 4.6 1.9
取締役・役員クラス 388 - 14 24 35 38 46 124 90 6 11 377 81 1 544

100.0 - 3.6 6.2 9.0 9.8 11.9 32.0 23.2 1.6 2.8 11.3
部長・次長クラス 984 1 29 81 108 109 102 241 236 45 32 952 109 0 5,530

100.0 0.1 3.0 8.2 11.0 11.1 10.4 24.5 24.0 4.6 3.3 28.4
課長クラス 1,001 5 36 93 89 106 83 263 210 83 33 968 138 0 4,718

100.0 0.5 3.6 9.3 8.9 10.6 8.3 26.3 21.0 8.3 3.3 28.9
係長・主任クラス 488 - 30 39 46 54 32 106 129 41 11 477 141 1 5,235

100.0 - 6.2 8.0 9.4 11.1 6.6 21.7 26.4 8.4 2.3 14.2
一般社員 425 2 19 36 33 40 34 105 107 37 12 413 130 0 1,997

100.0 0.5 4.5 8.5 7.8 9.4 8.0 24.7 25.2 8.7 2.8 12.3
その他 75 2 10 13 19 10 5 11 3 - 2 73 35 0 245

100.0 2.7 13.3 17.3 25.3 13.3 6.7 14.7 4.0 - 2.7 2.2
　無回答 30 - 1 2 2 3 4 10 7 - 1 29 76 5 255

100.0 - 3.3 6.7 6.7 10.0 13.3 33.3 23.3 - 3.3 0.9
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 119 1 2 4 5 4 8 32 38 23 2 117 229 0 3,957

100.0 0.8 1.7 3.4 4.2 3.4 6.7 26.9 31.9 19.3 1.7 3.5
人事・労務部門 625 2 21 47 54 45 42 139 186 75 14 611 163 0 2,133

100.0 0.3 3.4 7.5 8.6 7.2 6.7 22.2 29.8 12.0 2.2 18.2
総務・庶務部門 1,496 3 46 102 133 157 143 437 372 67 36 1,460 119 0 5,530

100.0 0.2 3.1 6.8 8.9 10.5 9.6 29.2 24.9 4.5 2.4 43.6
経理部門 121 - 8 6 13 15 8 37 30 3 1 120 80 1 638

100.0 - 6.6 5.0 10.7 12.4 6.6 30.6 24.8 2.5 0.8 3.6
広報部門 5 - - - - 1 - - 3 - 1 4 131 35 177

100.0 - - - - 20.0 - - 60.0 - 20.0 0.1
経営企画・経営戦略立案部門 154 - 4 15 8 13 17 35 46 9 7 147 115 5 1,790

100.0 - 2.6 9.7 5.2 8.4 11.0 22.7 29.9 5.8 4.6 4.4
その他部門 736 5 52 109 98 109 79 145 79 25 35 701 74 0 5,235

100.0 0.7 7.1 14.8 13.3 14.8 10.7 19.7 10.7 3.4 4.8 20.9
　無回答 201 2 8 12 26 24 15 55 39 11 9 192 101 0 1,327

100.0 1.0 4.0 6.0 12.9 11.9 7.5 27.4 19.4 5.5 4.5 5.7
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,063 2 32 83 84 98 96 261 273 110 24 1,039 178 0 5,530

100.0 0.2 3.0 7.8 7.9 9.2 9.0 24.6 25.7 10.4 2.3 31.0
労使協議機関での協議 1,129 1 31 73 95 108 94 270 320 103 34 1,095 163 0 5,235

100.0 0.1 2.8 6.5 8.4 9.6 8.3 23.9 28.3 9.1 3.0 32.7
取組を行うための専門組織の編成 419 1 11 29 32 47 29 103 123 35 9 410 145 0 3,957

100.0 0.2 2.6 6.9 7.6 11.2 6.9 24.6 29.4 8.4 2.2 12.2
懇談会・説明会などの 1,551 5 55 129 150 168 156 390 367 93 38 1,513 128 0 5,235

常設ではない会合 100.0 0.3 3.6 8.3 9.7 10.8 10.1 25.2 23.7 6.0 2.5 45.1
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,434 6 59 141 135 130 122 326 343 126 46 1,388 152 0 5,530

その他の苦情処理機関 100.0 0.4 4.1 9.8 9.4 9.1 8.5 22.7 23.9 8.8 3.2 41.4
社内報や社内掲示板、 2,330 7 80 194 244 231 221 595 538 151 69 2,261 128 0 5,530

電子メールなどでの情報提供 100.0 0.3 3.4 8.3 10.5 9.9 9.5 25.5 23.1 6.5 3.0 67.5
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 460 1 19 46 53 53 41 104 101 27 15 445 112 0 3,000

活用したコミュニケーションツール 100.0 0.2 4.1 10.0 11.5 11.5 8.9 22.6 22.0 5.9 3.3 13.3
従業員へのアンケート調査 1,203 3 55 111 120 119 101 279 277 98 40 1,163 149 0 5,235

100.0 0.3 4.6 9.2 10.0 9.9 8.4 23.2 23.0 8.2 3.3 34.7
その他 176 3 10 17 14 19 13 50 37 7 6 170 89 0 1,342

100.0 1.7 5.7 9.7 8.0 10.8 7.4 28.4 21.0 4.0 3.4 5.1
　無回答 44 1 3 7 2 6 1 10 10 2 2 42 93 0 802

100.0 2.3 6.8 15.9 4.6 13.6 2.3 22.7 22.7 4.6 4.6 1.3
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,195 5 45 69 102 97 105 287 331 110 44 1,151 151 0 5,530

100.0 0.4 3.8 5.8 8.5 8.1 8.8 24.0 27.7 9.2 3.7 34.3
行っていない 2,227 8 94 221 233 267 202 583 457 101 61 2,166 102 0 4,718

100.0 0.4 4.2 9.9 10.5 12.0 9.1 26.2 20.5 4.5 2.7 64.6
　無回答 35 - 2 5 2 4 5 10 5 2 - 35 78 3 450

100.0 - 5.7 14.3 5.7 11.4 14.3 28.6 14.3 5.7 - 1.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【従業員数（派遣労働者を除く）】うち　男性

全

体

０
人

１
～

９
人

1
0
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1
9
人

2
0
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人
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人
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～
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～
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人
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無
回
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全

体

平

均

最
小
値

最
大
値

　全　体 3,457 13 141 295 337 368 312 880 793 213 105 3,352 119 0 5,530
100.0 0.4 4.1 8.5 9.8 10.7 9.0 25.5 22.9 6.2 3.0 100.0

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 470 2 25 34 47 47 42 114 110 32 17 453 133 0 5,235

100.0 0.4 5.3 7.2 10.0 10.0 8.9 24.3 23.4 6.8 3.6 39.4
導入後に行った 145 - 3 6 14 13 11 34 47 15 2 143 161 1 3,000

100.0 - 2.1 4.1 9.7 9.0 7.6 23.5 32.4 10.3 1.4 12.4
行っていない 614 2 19 31 42 41 52 147 184 71 25 589 165 0 5,530

100.0 0.3 3.1 5.1 6.8 6.7 8.5 23.9 30.0 11.6 4.1 51.2
　無回答 16 1 - 1 2 2 2 4 3 - 1 15 67 0 212

100.0 6.3 - 6.3 12.5 12.5 12.5 25.0 18.8 - 6.3 1.3
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 163 1 6 9 12 17 14 34 54 13 3 160 160 0 3,957

100.0 0.6 3.7 5.5 7.4 10.4 8.6 20.9 33.1 8.0 1.8 29.3
やや積極的 122 - 6 6 13 6 6 33 35 12 5 117 141 1 1,790

100.0 - 4.9 4.9 10.7 4.9 4.9 27.1 28.7 9.8 4.1 21.4
どちらでもない 242 1 11 20 30 29 27 60 46 11 7 235 118 0 5,235

100.0 0.4 4.6 8.3 12.4 12.0 11.2 24.8 19.0 4.6 2.9 43.0
やや消極的 11 - 1 1 1 1 1 2 4 - - 11 69 9 156

100.0 - 9.1 9.1 9.1 9.1 9.1 18.2 36.4 - - 2.0
対応には消極的だった 13 - 1 - 1 - 1 5 4 - 1 12 96 7 233

100.0 - 7.7 - 7.7 - 7.7 38.5 30.8 - 7.7 2.2
　無回答 14 - 1 1 1 1 2 2 1 3 2 12 352 3 3,000

100.0 - 7.1 7.1 7.1 7.1 14.3 14.3 7.1 21.4 14.3 2.2
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 247 - 9 12 21 24 24 57 71 18 11 236 126 1 2,500

100.0 - 3.6 4.9 8.5 9.7 9.7 23.1 28.7 7.3 4.5 43.1
導入することを決めた後で協議した 151 1 7 8 14 13 15 46 35 11 1 150 134 0 3,957

100.0 0.7 4.6 5.3 9.3 8.6 9.9 30.5 23.2 7.3 0.7 27.4
わからない 63 1 8 14 11 9 3 7 3 3 4 59 171 0 5,235

100.0 1.6 12.7 22.2 17.5 14.3 4.8 11.1 4.8 4.8 6.4 10.8
　無回答 104 - 2 3 12 8 9 26 35 7 2 102 157 5 3,000

100.0 - 1.9 2.9 11.5 7.7 8.7 25.0 33.7 6.7 1.9 18.7
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 513 2 25 37 52 45 48 126 125 38 15 498 140 0 5,235

100.0 0.4 4.9 7.2 10.1 8.8 9.4 24.6 24.4 7.4 2.9 91.0
効果はなかった 33 - - - 4 5 3 8 11 - 2 31 90 21 277

100.0 - - - 12.1 15.2 9.1 24.2 33.3 - 6.1 5.7
　無回答 19 - 1 - 2 4 - 2 8 1 1 18 188 8 1,790

100.0 - 5.3 - 10.5 21.1 - 10.5 42.1 5.3 5.3 3.3
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 152 - 5 7 9 15 9 34 48 18 7 145 220 1 5,235

100.0 - 3.3 4.6 5.9 9.9 5.9 22.4 31.6 11.8 4.6 26.5
課題は生じなかった 384 2 19 26 47 35 42 95 88 20 10 374 108 0 3,000

100.0 0.5 5.0 6.8 12.2 9.1 10.9 24.7 22.9 5.2 2.6 68.4
　無回答 29 - 2 4 2 4 - 7 8 1 1 28 133 7 1,790

100.0 - 6.9 13.8 6.9 13.8 - 24.1 27.6 3.5 3.5 5.1
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 452 2 22 38 35 32 36 97 125 47 18 434 174 0 5,530

100.0 0.4 4.9 8.4 7.7 7.1 8.0 21.5 27.7 10.4 4.0 37.7
行っていない 708 3 20 29 64 60 65 184 198 61 24 684 139 0 5,235

100.0 0.4 2.8 4.1 9.0 8.5 9.2 26.0 28.0 8.6 3.4 59.4
　無回答 35 - 3 2 3 5 4 6 8 2 2 33 104 5 622

100.0 - 8.6 5.7 8.6 14.3 11.4 17.1 22.9 5.7 5.7 2.9
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,036 4 30 75 80 73 82 250 308 101 33 1,003 149 0 5,530

100.0 0.4 2.9 7.2 7.7 7.1 7.9 24.1 29.7 9.8 3.2 29.9
行う予定はない 433 1 24 40 44 60 35 132 71 16 10 423 81 0 1,212

100.0 0.2 5.5 9.2 10.2 13.9 8.1 30.5 16.4 3.7 2.3 12.6
わからない 1,966 8 86 179 212 232 193 490 409 96 61 1,905 111 0 5,235

100.0 0.4 4.4 9.1 10.8 11.8 9.8 24.9 20.8 4.9 3.1 56.8
　無回答 22 - 1 1 1 3 2 8 5 - 1 21 89 5 254

100.0 - 4.6 4.6 4.6 13.6 9.1 36.4 22.7 - 4.6 0.6
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Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【従業員数（派遣労働者を除く）】うち　男性
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全

体

平

均

最
小
値

最
大
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　全　体 3,457 13 141 295 337 368 312 880 793 213 105 3,352 119 0 5,530
100.0 0.4 4.1 8.5 9.8 10.7 9.0 25.5 22.9 6.2 3.0 100.0

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 4 61 70 40 - - - - - 2 175 13 0 27

100.0 2.3 34.5 39.6 22.6 - - - - - 1.1 5.2
30～49人 670 7 56 120 176 223 78 - - - 10 660 27 0 47

100.0 1.0 8.4 17.9 26.3 33.3 11.6 - - - 1.5 19.7
50～99人 981 2 19 83 97 109 175 484 - - 12 969 48 0 94

100.0 0.2 1.9 8.5 9.9 11.1 17.8 49.3 - - 1.2 28.9
100～299人 1,186 - 5 21 24 36 57 371 641 - 31 1,155 112 2 289

100.0 - 0.4 1.8 2.0 3.0 4.8 31.3 54.1 - 2.6 34.5
300人以上 443 - - 1 - - 2 25 152 213 50 393 515 10 5,530

100.0 - - 0.2 - - 0.5 5.6 34.3 48.1 11.3 11.7
　無回答 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,393 3 36 109 120 145 134 334 345 131 36 1,357 163 0 5,530

100.0 0.2 2.6 7.8 8.6 10.4 9.6 24.0 24.8 9.4 2.6 40.5
ない 2,057 9 103 186 217 223 177 544 448 82 68 1,989 89 0 2,500

100.0 0.4 5.0 9.0 10.6 10.8 8.6 26.5 21.8 4.0 3.3 59.3
　無回答 7 1 2 - - - 1 2 - - 1 6 33 0 81

100.0 14.3 28.6 - - - 14.3 28.6 - - 14.3 0.2
Ｆ１　回答者の役職
社長 66 3 2 7 5 8 6 20 11 1 3 63 68 0 450

100.0 4.6 3.0 10.6 7.6 12.1 9.1 30.3 16.7 1.5 4.6 1.9
取締役・役員クラス 388 - 14 24 35 38 46 124 90 6 11 377 81 1 544

100.0 - 3.6 6.2 9.0 9.8 11.9 32.0 23.2 1.6 2.8 11.3
部長・次長クラス 984 1 29 81 108 109 102 241 236 45 32 952 109 0 5,530

100.0 0.1 3.0 8.2 11.0 11.1 10.4 24.5 24.0 4.6 3.3 28.4
課長クラス 1,001 5 36 93 89 106 83 263 210 83 33 968 138 0 4,718

100.0 0.5 3.6 9.3 8.9 10.6 8.3 26.3 21.0 8.3 3.3 28.9
係長・主任クラス 488 - 30 39 46 54 32 106 129 41 11 477 141 1 5,235

100.0 - 6.2 8.0 9.4 11.1 6.6 21.7 26.4 8.4 2.3 14.2
一般社員 425 2 19 36 33 40 34 105 107 37 12 413 130 0 1,997

100.0 0.5 4.5 8.5 7.8 9.4 8.0 24.7 25.2 8.7 2.8 12.3
その他 75 2 10 13 19 10 5 11 3 - 2 73 35 0 245

100.0 2.7 13.3 17.3 25.3 13.3 6.7 14.7 4.0 - 2.7 2.2
　無回答 30 - 1 2 2 3 4 10 7 - 1 29 76 5 255

100.0 - 3.3 6.7 6.7 10.0 13.3 33.3 23.3 - 3.3 0.9
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 119 1 2 4 5 4 8 32 38 23 2 117 229 0 3,957

100.0 0.8 1.7 3.4 4.2 3.4 6.7 26.9 31.9 19.3 1.7 3.5
人事・労務部門 625 2 21 47 54 45 42 139 186 75 14 611 163 0 2,133

100.0 0.3 3.4 7.5 8.6 7.2 6.7 22.2 29.8 12.0 2.2 18.2
総務・庶務部門 1,496 3 46 102 133 157 143 437 372 67 36 1,460 119 0 5,530

100.0 0.2 3.1 6.8 8.9 10.5 9.6 29.2 24.9 4.5 2.4 43.6
経理部門 121 - 8 6 13 15 8 37 30 3 1 120 80 1 638

100.0 - 6.6 5.0 10.7 12.4 6.6 30.6 24.8 2.5 0.8 3.6
広報部門 5 - - - - 1 - - 3 - 1 4 131 35 177

100.0 - - - - 20.0 - - 60.0 - 20.0 0.1
経営企画・経営戦略立案部門 154 - 4 15 8 13 17 35 46 9 7 147 115 5 1,790

100.0 - 2.6 9.7 5.2 8.4 11.0 22.7 29.9 5.8 4.6 4.4
その他部門 736 5 52 109 98 109 79 145 79 25 35 701 74 0 5,235

100.0 0.7 7.1 14.8 13.3 14.8 10.7 19.7 10.7 3.4 4.8 20.9
　無回答 201 2 8 12 26 24 15 55 39 11 9 192 101 0 1,327

100.0 1.0 4.0 6.0 12.9 11.9 7.5 27.4 19.4 5.5 4.5 5.7
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,063 2 32 83 84 98 96 261 273 110 24 1,039 178 0 5,530

100.0 0.2 3.0 7.8 7.9 9.2 9.0 24.6 25.7 10.4 2.3 31.0
労使協議機関での協議 1,129 1 31 73 95 108 94 270 320 103 34 1,095 163 0 5,235

100.0 0.1 2.8 6.5 8.4 9.6 8.3 23.9 28.3 9.1 3.0 32.7
取組を行うための専門組織の編成 419 1 11 29 32 47 29 103 123 35 9 410 145 0 3,957

100.0 0.2 2.6 6.9 7.6 11.2 6.9 24.6 29.4 8.4 2.2 12.2
懇談会・説明会などの 1,551 5 55 129 150 168 156 390 367 93 38 1,513 128 0 5,235

常設ではない会合 100.0 0.3 3.6 8.3 9.7 10.8 10.1 25.2 23.7 6.0 2.5 45.1
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,434 6 59 141 135 130 122 326 343 126 46 1,388 152 0 5,530

その他の苦情処理機関 100.0 0.4 4.1 9.8 9.4 9.1 8.5 22.7 23.9 8.8 3.2 41.4
社内報や社内掲示板、 2,330 7 80 194 244 231 221 595 538 151 69 2,261 128 0 5,530

電子メールなどでの情報提供 100.0 0.3 3.4 8.3 10.5 9.9 9.5 25.5 23.1 6.5 3.0 67.5
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 460 1 19 46 53 53 41 104 101 27 15 445 112 0 3,000

活用したコミュニケーションツール 100.0 0.2 4.1 10.0 11.5 11.5 8.9 22.6 22.0 5.9 3.3 13.3
従業員へのアンケート調査 1,203 3 55 111 120 119 101 279 277 98 40 1,163 149 0 5,235

100.0 0.3 4.6 9.2 10.0 9.9 8.4 23.2 23.0 8.2 3.3 34.7
その他 176 3 10 17 14 19 13 50 37 7 6 170 89 0 1,342

100.0 1.7 5.7 9.7 8.0 10.8 7.4 28.4 21.0 4.0 3.4 5.1
　無回答 44 1 3 7 2 6 1 10 10 2 2 42 93 0 802

100.0 2.3 6.8 15.9 4.6 13.6 2.3 22.7 22.7 4.6 4.6 1.3
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,195 5 45 69 102 97 105 287 331 110 44 1,151 151 0 5,530

100.0 0.4 3.8 5.8 8.5 8.1 8.8 24.0 27.7 9.2 3.7 34.3
行っていない 2,227 8 94 221 233 267 202 583 457 101 61 2,166 102 0 4,718

100.0 0.4 4.2 9.9 10.5 12.0 9.1 26.2 20.5 4.5 2.7 64.6
　無回答 35 - 2 5 2 4 5 10 5 2 - 35 78 3 450

100.0 - 5.7 14.3 5.7 11.4 14.3 28.6 14.3 5.7 - 1.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【従業員数（派遣労働者を除く）】うち　女性

全

体

０
人

１
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９
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9
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0
～
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9
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0
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上

無
回
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全

体

平

均

最
小
値

最
大
値

　全　体 3,457 33 834 591 435 323 223 455 339 119 105 3,352 78 0 9,897
100.0 1.0 24.1 17.1 12.6 9.3 6.5 13.2 9.8 3.4 3.0 100.0

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 173 1 15 17 23 13 15 38 25 18 8 165 442 0 9,897

100.0 0.6 8.7 9.8 13.3 7.5 8.7 22.0 14.5 10.4 4.6 4.9
1,000～4,999人 485 5 107 81 54 34 27 53 51 51 22 463 141 0 2,928

100.0 1.0 22.1 16.7 11.1 7.0 5.6 10.9 10.5 10.5 4.5 13.8
300～999人 987 12 245 126 109 82 46 127 151 49 40 947 70 0 669

100.0 1.2 24.8 12.8 11.0 8.3 4.7 12.9 15.3 5.0 4.1 28.3
100～299人 1,302 14 268 230 179 152 104 215 110 1 29 1,273 38 0 301

100.0 1.1 20.6 17.7 13.8 11.7 8.0 16.5 8.5 0.1 2.2 38.0
50～99人 379 - 137 106 55 30 28 20 - - 3 376 19 1 94

100.0 - 36.2 28.0 14.5 7.9 7.4 5.3 - - 0.8 11.2
30～49人 119 1 59 30 15 11 1 - - - 2 117 13 0 43

100.0 0.8 49.6 25.2 12.6 9.2 0.8 - - - 1.7 3.5
　無回答 12 - 3 1 - 1 2 2 2 - 1 11 66 1 256

100.0 - 25.0 8.3 - 8.3 16.7 16.7 16.7 - 8.3 0.3
Ｑ２　業種
農業、林業 9 - - 4 2 - 1 2 - - - 9 35 10 96

100.0 - - 44.4 22.2 - 11.1 22.2 - - - 0.3
漁業 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 - 2 1 1 - - - - - - 4 11 4 21

100.0 - 50.0 25.0 25.0 - - - - - - 0.1
建設業 325 2 162 75 31 18 10 15 5 1 6 319 18 0 368

100.0 0.6 49.9 23.1 9.5 5.5 3.1 4.6 1.5 0.3 1.9 9.5
製造業 1,167 6 271 218 163 119 69 164 108 11 38 1,129 43 0 610

100.0 0.5 23.2 18.7 14.0 10.2 5.9 14.1 9.3 0.9 3.3 33.7
電気・ガス・熱供給・水道業 21 - 11 4 2 - 2 2 - - - 21 20 1 89

100.0 - 52.4 19.1 9.5 - 9.5 9.5 - - - 0.6
情報通信業 102 1 26 18 12 13 9 14 3 3 3 99 39 0 368

100.0 1.0 25.5 17.7 11.8 12.8 8.8 13.7 2.9 2.9 2.9 3.0
運輸業、郵便業 384 18 192 66 32 22 12 22 13 1 6 378 19 0 301

100.0 4.7 50.0 17.2 8.3 5.7 3.1 5.7 3.4 0.3 1.6 11.3
卸売業、小売業 457 - 55 62 66 58 43 74 45 32 22 435 225 1 9,897

100.0 - 12.0 13.6 14.4 12.7 9.4 16.2 9.9 7.0 4.8 13.0
金融業、保険業 67 - 3 11 9 3 4 13 13 9 2 65 135 2 1,293

100.0 - 4.5 16.4 13.4 4.5 6.0 19.4 19.4 13.4 3.0 1.9
不動産業、物品賃貸業 26 - 6 2 7 3 2 3 1 2 - 26 78 2 691

100.0 - 23.1 7.7 26.9 11.5 7.7 11.5 3.9 7.7 - 0.8
学術研究、専門・技術サービス業 75 - 18 23 7 10 4 7 4 1 1 74 34 2 300

100.0 - 24.0 30.7 9.3 13.3 5.3 9.3 5.3 1.3 1.3 2.2
宿泊業、飲食サービス業 60 - - 13 12 3 7 13 3 5 4 56 135 10 1,401

100.0 - - 21.7 20.0 5.0 11.7 21.7 5.0 8.3 6.7 1.7
生活関連サービス業、娯楽業 55 - 4 13 9 5 4 9 9 1 1 54 72 1 894

100.0 - 7.3 23.6 16.4 9.1 7.3 16.4 16.4 1.8 1.8 1.6
教育、学習支援業 64 - 1 7 8 6 4 14 14 10 - 64 198 3 1,694

100.0 - 1.6 10.9 12.5 9.4 6.3 21.9 21.9 15.6 - 1.9
医療、福祉 296 2 2 15 35 38 28 59 80 28 9 287 137 0 2,928

100.0 0.7 0.7 5.1 11.8 12.8 9.5 19.9 27.0 9.5 3.0 8.6
複合サービス事業 43 1 3 7 7 2 3 9 9 1 1 42 79 0 767

100.0 2.3 7.0 16.3 16.3 4.7 7.0 20.9 20.9 2.3 2.3 1.3
その他サービス業 237 2 61 42 25 17 16 26 25 13 10 227 69 0 905

100.0 0.8 25.7 17.7 10.6 7.2 6.8 11.0 10.6 5.5 4.2 6.8
分類不能の産業 2 - 1 - 1 - - - - - - 2 12 1 23

100.0 - 50.0 - 50.0 - - - - - - 0.1
その他 24 - 7 4 1 3 1 5 2 - 1 23 44 2 245

100.0 - 29.2 16.7 4.2 12.5 4.2 20.8 8.3 - 4.2 0.7
　無回答 39 1 9 6 5 3 4 4 5 1 1 38 51 0 350

100.0 2.6 23.1 15.4 12.8 7.7 10.3 10.3 12.8 2.6 2.6 1.1
Ｑ２　業種
製造業 1,167 6 271 218 163 119 69 164 108 11 38 1,129 43 0 610

100.0 0.5 23.2 18.7 14.0 10.2 5.9 14.1 9.3 0.9 3.3 33.7
非製造業 2,251 26 554 367 267 201 150 287 226 107 66 2,185 97 0 9,897

100.0 1.2 24.6 16.3 11.9 8.9 6.7 12.8 10.0 4.8 2.9 65.2
　無回答 39 1 9 6 5 3 4 4 5 1 1 38 51 0 350

100.0 2.6 23.1 15.4 12.8 7.7 10.3 10.3 12.8 2.6 2.6 1.1
Ｑ３　創業年
1919年まで 363 7 67 67 43 40 27 42 40 12 18 345 68 0 1,401

100.0 1.9 18.5 18.5 11.9 11.0 7.4 11.6 11.0 3.3 5.0 10.3
1920～1939年 362 4 111 60 54 22 16 51 28 8 8 354 45 0 1,013

100.0 1.1 30.7 16.6 14.9 6.1 4.4 14.1 7.7 2.2 2.2 10.6
1940～1959年 1,019 7 294 192 137 92 46 123 73 29 26 993 59 0 5,000

100.0 0.7 28.9 18.8 13.4 9.0 4.5 12.1 7.2 2.9 2.6 29.6
1960～1979年 940 5 224 166 106 87 70 118 93 44 27 913 125 0 9,897

100.0 0.5 23.8 17.7 11.3 9.3 7.5 12.6 9.9 4.7 2.9 27.2
1980～1999年 431 8 70 60 57 40 29 66 65 19 17 414 78 0 1,447

100.0 1.9 16.2 13.9 13.2 9.3 6.7 15.3 15.1 4.4 3.9 12.4
2000年以降 243 1 39 29 24 28 29 46 36 6 5 238 63 0 593

100.0 0.4 16.1 11.9 9.9 11.5 11.9 18.9 14.8 2.5 2.1 7.1
　無回答 99 1 29 17 14 14 6 9 4 1 4 95 32 0 370

100.0 1.0 29.3 17.2 14.1 14.1 6.1 9.1 4.0 1.0 4.0 2.8
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【従業員数（派遣労働者を除く）】うち　女性
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～
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均

最
小
値

最
大
値

　全　体 3,457 33 834 591 435 323 223 455 339 119 105 3,352 78 0 9,897
100.0 1.0 24.1 17.1 12.6 9.3 6.5 13.2 9.8 3.4 3.0 100.0

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 9 98 52 16 - - - - - 2 175 8 0 27

100.0 5.1 55.4 29.4 9.0 - - - - - 1.1 5.2
30～49人 670 12 332 147 112 52 5 - - - 10 660 12 0 43

100.0 1.8 49.6 21.9 16.7 7.8 0.8 - - - 1.5 19.7
50～99人 981 5 295 209 135 111 104 110 - - 12 969 24 0 95

100.0 0.5 30.1 21.3 13.8 11.3 10.6 11.2 - - 1.2 28.9
100～299人 1,186 6 108 176 162 137 102 287 177 - 31 1,155 53 0 245

100.0 0.5 9.1 14.8 13.7 11.6 8.6 24.2 14.9 - 2.6 34.5
300人以上 443 1 1 7 10 23 12 58 162 119 50 393 430 0 9,897

100.0 0.2 0.2 1.6 2.3 5.2 2.7 13.1 36.6 26.9 11.3 11.7
　無回答 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,393 22 355 247 189 115 85 165 121 58 36 1,357 108 0 9,897

100.0 1.6 25.5 17.7 13.6 8.3 6.1 11.8 8.7 4.2 2.6 40.5
ない 2,057 11 477 344 245 207 137 290 217 61 68 1,989 58 0 2,928

100.0 0.5 23.2 16.7 11.9 10.1 6.7 14.1 10.6 3.0 3.3 59.3
　無回答 7 - 2 - 1 1 1 - 1 - 1 6 48 3 170

100.0 - 28.6 - 14.3 14.3 14.3 - 14.3 - 14.3 0.2
Ｆ１　回答者の役職
社長 66 - 21 14 2 11 6 6 2 1 3 63 36 3 540

100.0 - 31.8 21.2 3.0 16.7 9.1 9.1 3.0 1.5 4.6 1.9
取締役・役員クラス 388 1 94 82 45 45 19 51 34 6 11 377 47 0 1,086

100.0 0.3 24.2 21.1 11.6 11.6 4.9 13.1 8.8 1.6 2.8 11.3
部長・次長クラス 984 9 245 161 123 85 66 141 94 28 32 952 58 0 2,928

100.0 0.9 24.9 16.4 12.5 8.6 6.7 14.3 9.6 2.9 3.3 28.4
課長クラス 1,001 9 256 141 124 91 64 129 107 47 33 968 123 0 9,897

100.0 0.9 25.6 14.1 12.4 9.1 6.4 12.9 10.7 4.7 3.3 28.9
係長・主任クラス 488 4 101 103 68 36 27 63 60 15 11 477 74 0 5,000

100.0 0.8 20.7 21.1 13.9 7.4 5.5 12.9 12.3 3.1 2.3 14.2
一般社員 425 5 93 79 53 35 39 50 39 20 12 413 73 0 1,694

100.0 1.2 21.9 18.6 12.5 8.2 9.2 11.8 9.2 4.7 2.8 12.3
その他 75 5 20 6 14 14 1 12 1 - 2 73 27 0 107

100.0 6.7 26.7 8.0 18.7 18.7 1.3 16.0 1.3 - 2.7 2.2
　無回答 30 - 4 5 6 6 1 3 2 2 1 29 72 1 795

100.0 - 13.3 16.7 20.0 20.0 3.3 10.0 6.7 6.7 3.3 0.9
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 119 - 19 24 13 11 5 19 11 15 2 117 132 2 1,293

100.0 - 16.0 20.2 10.9 9.2 4.2 16.0 9.2 12.6 1.7 3.5
人事・労務部門 625 4 86 89 79 54 41 108 108 42 14 611 108 0 3,899

100.0 0.6 13.8 14.2 12.6 8.6 6.6 17.3 17.3 6.7 2.2 18.2
総務・庶務部門 1,496 12 363 285 203 132 109 188 131 37 36 1,460 87 0 9,897

100.0 0.8 24.3 19.1 13.6 8.8 7.3 12.6 8.8 2.5 2.4 43.6
経理部門 121 3 31 23 21 10 8 14 9 1 1 120 38 0 310

100.0 2.5 25.6 19.0 17.4 8.3 6.6 11.6 7.4 0.8 0.8 3.6
広報部門 5 - - - 2 - - 1 - 1 1 4 126 20 398

100.0 - - - 40.0 - - 20.0 - 20.0 20.0 0.1
経営企画・経営戦略立案部門 154 - 36 32 13 12 9 20 17 8 7 147 65 1 1,086

100.0 - 23.4 20.8 8.4 7.8 5.8 13.0 11.0 5.2 4.6 4.4
その他部門 736 12 245 106 87 76 40 84 42 9 35 701 39 0 1,058

100.0 1.6 33.3 14.4 11.8 10.3 5.4 11.4 5.7 1.2 4.8 20.9
　無回答 201 2 54 32 17 28 11 21 21 6 9 192 66 0 2,520

100.0 1.0 26.9 15.9 8.5 13.9 5.5 10.5 10.5 3.0 4.5 5.7
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,063 17 252 189 150 80 62 144 95 50 24 1,039 124 0 9,897

100.0 1.6 23.7 17.8 14.1 7.5 5.8 13.6 8.9 4.7 2.3 31.0
労使協議機関での協議 1,129 13 270 192 139 100 74 159 103 45 34 1,095 107 0 9,897

100.0 1.2 23.9 17.0 12.3 8.9 6.6 14.1 9.1 4.0 3.0 32.7
取組を行うための専門組織の編成 419 4 106 70 48 38 28 58 46 12 9 410 61 0 1,083

100.0 1.0 25.3 16.7 11.5 9.1 6.7 13.8 11.0 2.9 2.2 12.2
懇談会・説明会などの 1,551 13 401 271 189 140 99 204 153 43 38 1,513 87 0 9,897

常設ではない会合 100.0 0.8 25.9 17.5 12.2 9.0 6.4 13.2 9.9 2.8 2.5 45.1
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,434 11 272 220 190 129 106 217 171 72 46 1,388 117 0 9,897

その他の苦情処理機関 100.0 0.8 19.0 15.3 13.3 9.0 7.4 15.1 11.9 5.0 3.2 41.4
社内報や社内掲示板、 2,330 21 564 393 298 217 136 304 238 90 69 2,261 90 0 9,897

電子メールなどでの情報提供 100.0 0.9 24.2 16.9 12.8 9.3 5.8 13.1 10.2 3.9 3.0 67.5
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 460 2 95 76 59 46 36 65 46 20 15 445 80 0 5,000

活用したコミュニケーションツール 100.0 0.4 20.7 16.5 12.8 10.0 7.8 14.1 10.0 4.4 3.3 13.3
従業員へのアンケート調査 1,203 9 252 190 146 105 92 170 142 57 40 1,163 119 0 9,897

100.0 0.8 21.0 15.8 12.1 8.7 7.7 14.1 11.8 4.7 3.3 34.7
その他 176 3 45 21 21 20 10 30 16 4 6 170 54 0 782

100.0 1.7 25.6 11.9 11.9 11.4 5.7 17.1 9.1 2.3 3.4 5.1
　無回答 44 1 9 9 7 3 4 7 2 - 2 42 36 0 223

100.0 2.3 20.5 20.5 15.9 6.8 9.1 15.9 4.6 - 4.6 1.3
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,195 10 225 179 154 126 87 174 141 55 44 1,151 80 0 5,000

100.0 0.8 18.8 15.0 12.9 10.5 7.3 14.6 11.8 4.6 3.7 34.3
行っていない 2,227 23 599 408 277 193 134 276 194 62 61 2,166 78 0 9,897

100.0 1.0 26.9 18.3 12.4 8.7 6.0 12.4 8.7 2.8 2.7 64.6
　無回答 35 - 10 4 4 4 2 5 4 2 - 35 61 2 580

100.0 - 28.6 11.4 11.4 11.4 5.7 14.3 11.4 5.7 - 1.0
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Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【従業員数（派遣労働者を除く）】うち　女性
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上

無
回
答

全

体

平

均

最
小
値

最
大
値

　全　体 3,457 33 834 591 435 323 223 455 339 119 105 3,352 78 0 9,897
100.0 1.0 24.1 17.1 12.6 9.3 6.5 13.2 9.8 3.4 3.0 100.0

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 173 1 15 17 23 13 15 38 25 18 8 165 442 0 9,897

100.0 0.6 8.7 9.8 13.3 7.5 8.7 22.0 14.5 10.4 4.6 4.9
1,000～4,999人 485 5 107 81 54 34 27 53 51 51 22 463 141 0 2,928

100.0 1.0 22.1 16.7 11.1 7.0 5.6 10.9 10.5 10.5 4.5 13.8
300～999人 987 12 245 126 109 82 46 127 151 49 40 947 70 0 669

100.0 1.2 24.8 12.8 11.0 8.3 4.7 12.9 15.3 5.0 4.1 28.3
100～299人 1,302 14 268 230 179 152 104 215 110 1 29 1,273 38 0 301

100.0 1.1 20.6 17.7 13.8 11.7 8.0 16.5 8.5 0.1 2.2 38.0
50～99人 379 - 137 106 55 30 28 20 - - 3 376 19 1 94

100.0 - 36.2 28.0 14.5 7.9 7.4 5.3 - - 0.8 11.2
30～49人 119 1 59 30 15 11 1 - - - 2 117 13 0 43

100.0 0.8 49.6 25.2 12.6 9.2 0.8 - - - 1.7 3.5
　無回答 12 - 3 1 - 1 2 2 2 - 1 11 66 1 256

100.0 - 25.0 8.3 - 8.3 16.7 16.7 16.7 - 8.3 0.3
Ｑ２　業種
農業、林業 9 - - 4 2 - 1 2 - - - 9 35 10 96

100.0 - - 44.4 22.2 - 11.1 22.2 - - - 0.3
漁業 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 - 2 1 1 - - - - - - 4 11 4 21

100.0 - 50.0 25.0 25.0 - - - - - - 0.1
建設業 325 2 162 75 31 18 10 15 5 1 6 319 18 0 368

100.0 0.6 49.9 23.1 9.5 5.5 3.1 4.6 1.5 0.3 1.9 9.5
製造業 1,167 6 271 218 163 119 69 164 108 11 38 1,129 43 0 610

100.0 0.5 23.2 18.7 14.0 10.2 5.9 14.1 9.3 0.9 3.3 33.7
電気・ガス・熱供給・水道業 21 - 11 4 2 - 2 2 - - - 21 20 1 89

100.0 - 52.4 19.1 9.5 - 9.5 9.5 - - - 0.6
情報通信業 102 1 26 18 12 13 9 14 3 3 3 99 39 0 368

100.0 1.0 25.5 17.7 11.8 12.8 8.8 13.7 2.9 2.9 2.9 3.0
運輸業、郵便業 384 18 192 66 32 22 12 22 13 1 6 378 19 0 301

100.0 4.7 50.0 17.2 8.3 5.7 3.1 5.7 3.4 0.3 1.6 11.3
卸売業、小売業 457 - 55 62 66 58 43 74 45 32 22 435 225 1 9,897

100.0 - 12.0 13.6 14.4 12.7 9.4 16.2 9.9 7.0 4.8 13.0
金融業、保険業 67 - 3 11 9 3 4 13 13 9 2 65 135 2 1,293

100.0 - 4.5 16.4 13.4 4.5 6.0 19.4 19.4 13.4 3.0 1.9
不動産業、物品賃貸業 26 - 6 2 7 3 2 3 1 2 - 26 78 2 691

100.0 - 23.1 7.7 26.9 11.5 7.7 11.5 3.9 7.7 - 0.8
学術研究、専門・技術サービス業 75 - 18 23 7 10 4 7 4 1 1 74 34 2 300

100.0 - 24.0 30.7 9.3 13.3 5.3 9.3 5.3 1.3 1.3 2.2
宿泊業、飲食サービス業 60 - - 13 12 3 7 13 3 5 4 56 135 10 1,401

100.0 - - 21.7 20.0 5.0 11.7 21.7 5.0 8.3 6.7 1.7
生活関連サービス業、娯楽業 55 - 4 13 9 5 4 9 9 1 1 54 72 1 894

100.0 - 7.3 23.6 16.4 9.1 7.3 16.4 16.4 1.8 1.8 1.6
教育、学習支援業 64 - 1 7 8 6 4 14 14 10 - 64 198 3 1,694

100.0 - 1.6 10.9 12.5 9.4 6.3 21.9 21.9 15.6 - 1.9
医療、福祉 296 2 2 15 35 38 28 59 80 28 9 287 137 0 2,928

100.0 0.7 0.7 5.1 11.8 12.8 9.5 19.9 27.0 9.5 3.0 8.6
複合サービス事業 43 1 3 7 7 2 3 9 9 1 1 42 79 0 767

100.0 2.3 7.0 16.3 16.3 4.7 7.0 20.9 20.9 2.3 2.3 1.3
その他サービス業 237 2 61 42 25 17 16 26 25 13 10 227 69 0 905

100.0 0.8 25.7 17.7 10.6 7.2 6.8 11.0 10.6 5.5 4.2 6.8
分類不能の産業 2 - 1 - 1 - - - - - - 2 12 1 23

100.0 - 50.0 - 50.0 - - - - - - 0.1
その他 24 - 7 4 1 3 1 5 2 - 1 23 44 2 245

100.0 - 29.2 16.7 4.2 12.5 4.2 20.8 8.3 - 4.2 0.7
　無回答 39 1 9 6 5 3 4 4 5 1 1 38 51 0 350

100.0 2.6 23.1 15.4 12.8 7.7 10.3 10.3 12.8 2.6 2.6 1.1
Ｑ２　業種
製造業 1,167 6 271 218 163 119 69 164 108 11 38 1,129 43 0 610

100.0 0.5 23.2 18.7 14.0 10.2 5.9 14.1 9.3 0.9 3.3 33.7
非製造業 2,251 26 554 367 267 201 150 287 226 107 66 2,185 97 0 9,897

100.0 1.2 24.6 16.3 11.9 8.9 6.7 12.8 10.0 4.8 2.9 65.2
　無回答 39 1 9 6 5 3 4 4 5 1 1 38 51 0 350

100.0 2.6 23.1 15.4 12.8 7.7 10.3 10.3 12.8 2.6 2.6 1.1
Ｑ３　創業年
1919年まで 363 7 67 67 43 40 27 42 40 12 18 345 68 0 1,401

100.0 1.9 18.5 18.5 11.9 11.0 7.4 11.6 11.0 3.3 5.0 10.3
1920～1939年 362 4 111 60 54 22 16 51 28 8 8 354 45 0 1,013

100.0 1.1 30.7 16.6 14.9 6.1 4.4 14.1 7.7 2.2 2.2 10.6
1940～1959年 1,019 7 294 192 137 92 46 123 73 29 26 993 59 0 5,000

100.0 0.7 28.9 18.8 13.4 9.0 4.5 12.1 7.2 2.9 2.6 29.6
1960～1979年 940 5 224 166 106 87 70 118 93 44 27 913 125 0 9,897

100.0 0.5 23.8 17.7 11.3 9.3 7.5 12.6 9.9 4.7 2.9 27.2
1980～1999年 431 8 70 60 57 40 29 66 65 19 17 414 78 0 1,447

100.0 1.9 16.2 13.9 13.2 9.3 6.7 15.3 15.1 4.4 3.9 12.4
2000年以降 243 1 39 29 24 28 29 46 36 6 5 238 63 0 593

100.0 0.4 16.1 11.9 9.9 11.5 11.9 18.9 14.8 2.5 2.1 7.1
　無回答 99 1 29 17 14 14 6 9 4 1 4 95 32 0 370

100.0 1.0 29.3 17.2 14.1 14.1 6.1 9.1 4.0 1.0 4.0 2.8
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【従業員数（派遣労働者を除く）】うち　女性
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最
小
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最
大
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　全　体 3,457 33 834 591 435 323 223 455 339 119 105 3,352 78 0 9,897
100.0 1.0 24.1 17.1 12.6 9.3 6.5 13.2 9.8 3.4 3.0 100.0

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 470 5 83 62 66 48 38 75 60 16 17 453 68 0 2,928

100.0 1.1 17.7 13.2 14.0 10.2 8.1 16.0 12.8 3.4 3.6 39.4
導入後に行った 145 1 31 31 19 11 5 25 17 3 2 143 88 0 5,000

100.0 0.7 21.4 21.4 13.1 7.6 3.5 17.2 11.7 2.1 1.4 12.4
行っていない 614 3 122 92 74 67 43 81 69 38 25 589 87 0 1,694

100.0 0.5 19.9 15.0 12.1 10.9 7.0 13.2 11.2 6.2 4.1 51.2
　無回答 16 2 1 3 2 2 3 1 1 - 1 15 33 0 148

100.0 12.5 6.3 18.8 12.5 12.5 18.8 6.3 6.3 - 6.3 1.3
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 163 1 31 31 23 12 11 24 20 7 3 160 80 0 2,928

100.0 0.6 19.0 19.0 14.1 7.4 6.8 14.7 12.3 4.3 1.8 29.3
やや積極的 122 3 20 17 15 11 9 16 21 5 5 117 70 0 723

100.0 2.5 16.4 13.9 12.3 9.0 7.4 13.1 17.2 4.1 4.1 21.4
どちらでもない 242 1 43 32 33 32 20 45 25 4 7 235 53 0 905

100.0 0.4 17.8 13.2 13.6 13.2 8.3 18.6 10.3 1.7 2.9 43.0
やや消極的 11 - - 2 3 2 - 3 1 - - 11 46 10 125

100.0 - - 18.2 27.3 18.2 - 27.3 9.1 - - 2.0
対応には消極的だった 13 - 4 2 2 - - 1 3 - 1 12 49 2 186

100.0 - 30.8 15.4 15.4 - - 7.7 23.1 - 7.7 2.2
　無回答 14 - 4 - 2 - 1 3 1 1 2 12 461 3 5,000

100.0 - 28.6 - 14.3 - 7.1 21.4 7.1 7.1 14.3 2.2
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 247 5 50 36 34 24 20 26 31 10 11 236 69 0 2,928

100.0 2.0 20.2 14.6 13.8 9.7 8.1 10.5 12.6 4.1 4.5 43.1
導入することを決めた後で協議した 151 - 25 20 24 20 9 25 23 4 1 150 65 1 593

100.0 - 16.6 13.3 15.9 13.3 6.0 16.6 15.2 2.7 0.7 27.4
わからない 63 - 7 3 8 4 8 23 4 2 4 59 78 1 905

100.0 - 11.1 4.8 12.7 6.4 12.7 36.5 6.4 3.2 6.4 10.8
　無回答 104 - 20 25 12 9 4 18 13 1 2 102 95 1 5,000

100.0 - 19.2 24.0 11.5 8.7 3.9 17.3 12.5 1.0 1.9 18.7
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 513 4 90 79 70 52 38 84 64 17 15 498 76 0 5,000

100.0 0.8 17.5 15.4 13.7 10.1 7.4 16.4 12.5 3.3 2.9 91.0
効果はなかった 33 1 7 4 5 5 2 3 4 - 2 31 42 0 261

100.0 3.0 21.2 12.1 15.2 15.2 6.1 9.1 12.1 - 6.1 5.7
　無回答 19 - 5 1 3 - 1 5 3 - 1 18 51 2 168

100.0 - 26.3 5.3 15.8 - 5.3 26.3 15.8 - 5.3 3.3
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 152 1 21 29 18 14 10 24 21 7 7 145 71 0 905

100.0 0.7 13.8 19.1 11.8 9.2 6.6 15.8 13.8 4.6 4.6 26.5
課題は生じなかった 384 4 72 54 55 43 29 64 45 8 10 374 74 0 5,000

100.0 1.0 18.8 14.1 14.3 11.2 7.6 16.7 11.7 2.1 2.6 68.4
　無回答 29 - 9 1 5 - 2 4 5 2 1 28 73 2 540

100.0 - 31.0 3.5 17.2 - 6.9 13.8 17.2 6.9 3.5 5.1
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 452 5 72 54 60 43 40 78 57 25 18 434 90 0 5,000

100.0 1.1 15.9 12.0 13.3 9.5 8.9 17.3 12.6 5.5 4.0 37.7
行っていない 708 3 148 123 89 81 45 91 75 29 24 684 74 0 2,928

100.0 0.4 20.9 17.4 12.6 11.4 6.4 12.9 10.6 4.1 3.4 59.4
　無回答 35 2 5 2 5 2 2 5 9 1 2 33 68 0 395

100.0 5.7 14.3 5.7 14.3 5.7 5.7 14.3 25.7 2.9 5.7 2.9
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,036 6 206 169 127 97 80 160 119 39 33 1,003 74 0 3,899

100.0 0.6 19.9 16.3 12.3 9.4 7.7 15.4 11.5 3.8 3.2 29.9
行う予定はない 433 7 130 69 53 44 20 55 35 10 10 423 49 0 1,058

100.0 1.6 30.0 15.9 12.2 10.2 4.6 12.7 8.1 2.3 2.3 12.6
わからない 1,966 19 496 351 252 178 120 237 182 70 61 1,905 88 0 9,897

100.0 1.0 25.2 17.9 12.8 9.1 6.1 12.1 9.3 3.6 3.1 56.8
　無回答 22 1 2 2 3 4 3 3 3 - 1 21 45 0 163

100.0 4.6 9.1 9.1 13.6 18.2 13.6 13.6 13.6 - 4.6 0.6
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【従業員数（うち正社員数）】計
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０
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９
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　全　体 3,670 7 189 196 263 387 291 872 897 260 308 3,362 134 0 6,291
100.0 0.2 5.2 5.3 7.2 10.5 7.9 23.8 24.4 7.1 8.4 100.0

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 - 34 24 6 10 11 28 28 31 9 172 388 1 6,291

100.0 - 18.8 13.3 3.3 5.5 6.1 15.5 15.5 17.1 5.0 5.1
1,000～4,999人 510 3 39 45 38 47 31 98 87 84 38 472 236 0 3,500

100.0 0.6 7.7 8.8 7.5 9.2 6.1 19.2 17.1 16.5 7.5 14.0
300～999人 1,052 1 60 57 86 105 77 202 222 145 97 955 133 0 949

100.0 0.1 5.7 5.4 8.2 10.0 7.3 19.2 21.1 13.8 9.2 28.4
100～299人 1,390 2 38 41 76 128 108 322 556 - 119 1,271 94 0 296

100.0 0.1 2.7 3.0 5.5 9.2 7.8 23.2 40.0 - 8.6 37.8
50～99人 398 1 8 15 30 44 42 221 - - 37 361 55 0 98

100.0 0.3 2.0 3.8 7.5 11.1 10.6 55.5 - - 9.3 10.7
30～49人 120 - 10 11 25 52 21 - - - 1 119 30 1 48

100.0 - 8.3 9.2 20.8 43.3 17.5 - - - 0.8 3.5
　無回答 19 - - 3 2 1 1 1 4 - 7 12 88 11 277

100.0 - - 15.8 10.5 5.3 5.3 5.3 21.1 - 36.8 0.4
Ｑ２　業種
農業、林業 10 - 1 - - 1 - 2 4 1 1 9 116 3 403

100.0 - 10.0 - - 10.0 - 20.0 40.0 10.0 10.0 0.3
漁業 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 - - - - 1 - 2 1 - - 4 116 34 261

100.0 - - - - 25.0 - 50.0 25.0 - - 0.1
建設業 351 2 8 6 15 44 25 89 109 18 35 316 121 0 2,544

100.0 0.6 2.3 1.7 4.3 12.5 7.1 25.4 31.1 5.1 10.0 9.4
製造業 1,228 - 15 26 66 137 112 352 344 84 92 1,136 133 2 3,787

100.0 - 1.2 2.1 5.4 11.2 9.1 28.7 28.0 6.8 7.5 33.8
電気・ガス・熱供給・水道業 22 1 1 1 3 1 1 4 9 - 1 21 100 0 256

100.0 4.6 4.6 4.6 13.6 4.6 4.6 18.2 40.9 - 4.6 0.6
情報通信業 107 - - 1 5 11 4 37 35 8 6 101 131 14 718

100.0 - - 0.9 4.7 10.3 3.7 34.6 32.7 7.5 5.6 3.0
運輸業、郵便業 406 - 10 19 30 57 55 97 78 21 39 367 100 2 1,882

100.0 - 2.5 4.7 7.4 14.0 13.6 23.9 19.2 5.2 9.6 10.9
卸売業、小売業 488 - 68 53 48 42 27 71 97 36 46 442 161 1 3,934

100.0 - 13.9 10.9 9.8 8.6 5.5 14.6 19.9 7.4 9.4 13.2
金融業、保険業 69 1 - 1 7 11 2 13 16 15 3 66 243 0 2,181

100.0 1.5 - 1.5 10.1 15.9 2.9 18.8 23.2 21.7 4.4 2.0
不動産業、物品賃貸業 26 - 3 1 5 2 - 9 4 2 - 26 112 6 964

100.0 - 11.5 3.9 19.2 7.7 - 34.6 15.4 7.7 - 0.8
学術研究、専門・技術サービス業 77 - - 2 5 11 11 22 17 6 3 74 139 14 1,864

100.0 - - 2.6 6.5 14.3 14.3 28.6 22.1 7.8 3.9 2.2
宿泊業、飲食サービス業 64 1 13 10 9 3 3 9 7 3 6 58 167 0 6,291

100.0 1.6 20.3 15.6 14.1 4.7 4.7 14.1 10.9 4.7 9.4 1.7
生活関連サービス業、娯楽業 58 1 14 13 3 3 1 10 8 - 5 53 48 0 261

100.0 1.7 24.1 22.4 5.2 5.2 1.7 17.2 13.8 - 8.6 1.6
教育、学習支援業 67 - 1 2 3 3 6 18 13 17 4 63 248 8 2,029

100.0 - 1.5 3.0 4.5 4.5 9.0 26.9 19.4 25.4 6.0 1.9
医療、福祉 323 - 17 30 36 28 22 62 67 27 34 289 128 2 2,968

100.0 - 5.3 9.3 11.2 8.7 6.8 19.2 20.7 8.4 10.5 8.6
複合サービス事業 45 - 6 4 3 4 2 10 9 4 3 42 110 1 696

100.0 - 13.3 8.9 6.7 8.9 4.4 22.2 20.0 8.9 6.7 1.3
その他サービス業 253 1 26 22 19 23 10 52 63 15 22 231 129 0 5,555

100.0 0.4 10.3 8.7 7.5 9.1 4.0 20.6 24.9 5.9 8.7 6.9
分類不能の産業 2 - 1 - - - - - 1 - - 2 74 7 141

100.0 - 50.0 - - - - - 50.0 - - 0.1
その他 25 - 1 - 1 2 4 6 8 2 1 24 186 6 1,849

100.0 - 4.0 - 4.0 8.0 16.0 24.0 32.0 8.0 4.0 0.7
　無回答 45 - 4 5 5 3 6 7 7 1 7 38 70 1 445

100.0 - 8.9 11.1 11.1 6.7 13.3 15.6 15.6 2.2 15.6 1.1
Ｑ２　業種
製造業 1,228 - 15 26 66 137 112 352 344 84 92 1,136 133 2 3,787

100.0 - 1.2 2.1 5.4 11.2 9.1 28.7 28.0 6.8 7.5 33.8
非製造業 2,397 7 170 165 192 247 173 513 546 175 209 2,188 135 0 6,291

100.0 0.3 7.1 6.9 8.0 10.3 7.2 21.4 22.8 7.3 8.7 65.1
　無回答 45 - 4 5 5 3 6 7 7 1 7 38 70 1 445

100.0 - 8.9 11.1 11.1 6.7 13.3 15.6 15.6 2.2 15.6 1.1
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 - 7 8 22 42 35 106 103 32 29 355 141 1 3,032

100.0 - 1.8 2.1 5.7 10.9 9.1 27.6 26.8 8.3 7.6 10.6
1920～1939年 382 - 11 15 29 49 32 91 92 36 27 355 149 1 3,500

100.0 - 2.9 3.9 7.6 12.8 8.4 23.8 24.1 9.4 7.1 10.6
1940～1959年 1,068 1 32 49 70 122 99 260 284 68 83 985 135 0 3,280

100.0 0.1 3.0 4.6 6.6 11.4 9.3 24.3 26.6 6.4 7.8 29.3
1960～1979年 994 3 57 49 69 105 61 237 256 79 78 916 148 0 6,291

100.0 0.3 5.7 4.9 6.9 10.6 6.1 23.8 25.8 8.0 7.9 27.3
1980～1999年 452 - 38 28 39 41 39 102 103 26 36 416 108 1 2,064

100.0 - 8.4 6.2 8.6 9.1 8.6 22.6 22.8 5.8 8.0 12.4
2000年以降 254 1 38 31 25 18 20 49 41 15 16 238 105 0 3,787

100.0 0.4 15.0 12.2 9.8 7.1 7.9 19.3 16.1 5.9 6.3 7.1
　無回答 136 2 6 16 9 10 5 27 18 4 39 97 80 0 1,000

100.0 1.5 4.4 11.8 6.6 7.4 3.7 19.9 13.2 2.9 28.7 2.9
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Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【従業員数（派遣労働者を除く）】うち　女性
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　全　体 3,457 33 834 591 435 323 223 455 339 119 105 3,352 78 0 9,897
100.0 1.0 24.1 17.1 12.6 9.3 6.5 13.2 9.8 3.4 3.0 100.0

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 470 5 83 62 66 48 38 75 60 16 17 453 68 0 2,928

100.0 1.1 17.7 13.2 14.0 10.2 8.1 16.0 12.8 3.4 3.6 39.4
導入後に行った 145 1 31 31 19 11 5 25 17 3 2 143 88 0 5,000

100.0 0.7 21.4 21.4 13.1 7.6 3.5 17.2 11.7 2.1 1.4 12.4
行っていない 614 3 122 92 74 67 43 81 69 38 25 589 87 0 1,694

100.0 0.5 19.9 15.0 12.1 10.9 7.0 13.2 11.2 6.2 4.1 51.2
　無回答 16 2 1 3 2 2 3 1 1 - 1 15 33 0 148

100.0 12.5 6.3 18.8 12.5 12.5 18.8 6.3 6.3 - 6.3 1.3
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 163 1 31 31 23 12 11 24 20 7 3 160 80 0 2,928

100.0 0.6 19.0 19.0 14.1 7.4 6.8 14.7 12.3 4.3 1.8 29.3
やや積極的 122 3 20 17 15 11 9 16 21 5 5 117 70 0 723

100.0 2.5 16.4 13.9 12.3 9.0 7.4 13.1 17.2 4.1 4.1 21.4
どちらでもない 242 1 43 32 33 32 20 45 25 4 7 235 53 0 905

100.0 0.4 17.8 13.2 13.6 13.2 8.3 18.6 10.3 1.7 2.9 43.0
やや消極的 11 - - 2 3 2 - 3 1 - - 11 46 10 125

100.0 - - 18.2 27.3 18.2 - 27.3 9.1 - - 2.0
対応には消極的だった 13 - 4 2 2 - - 1 3 - 1 12 49 2 186

100.0 - 30.8 15.4 15.4 - - 7.7 23.1 - 7.7 2.2
　無回答 14 - 4 - 2 - 1 3 1 1 2 12 461 3 5,000

100.0 - 28.6 - 14.3 - 7.1 21.4 7.1 7.1 14.3 2.2
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 247 5 50 36 34 24 20 26 31 10 11 236 69 0 2,928

100.0 2.0 20.2 14.6 13.8 9.7 8.1 10.5 12.6 4.1 4.5 43.1
導入することを決めた後で協議した 151 - 25 20 24 20 9 25 23 4 1 150 65 1 593

100.0 - 16.6 13.3 15.9 13.3 6.0 16.6 15.2 2.7 0.7 27.4
わからない 63 - 7 3 8 4 8 23 4 2 4 59 78 1 905

100.0 - 11.1 4.8 12.7 6.4 12.7 36.5 6.4 3.2 6.4 10.8
　無回答 104 - 20 25 12 9 4 18 13 1 2 102 95 1 5,000

100.0 - 19.2 24.0 11.5 8.7 3.9 17.3 12.5 1.0 1.9 18.7
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 513 4 90 79 70 52 38 84 64 17 15 498 76 0 5,000

100.0 0.8 17.5 15.4 13.7 10.1 7.4 16.4 12.5 3.3 2.9 91.0
効果はなかった 33 1 7 4 5 5 2 3 4 - 2 31 42 0 261

100.0 3.0 21.2 12.1 15.2 15.2 6.1 9.1 12.1 - 6.1 5.7
　無回答 19 - 5 1 3 - 1 5 3 - 1 18 51 2 168

100.0 - 26.3 5.3 15.8 - 5.3 26.3 15.8 - 5.3 3.3
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 152 1 21 29 18 14 10 24 21 7 7 145 71 0 905

100.0 0.7 13.8 19.1 11.8 9.2 6.6 15.8 13.8 4.6 4.6 26.5
課題は生じなかった 384 4 72 54 55 43 29 64 45 8 10 374 74 0 5,000

100.0 1.0 18.8 14.1 14.3 11.2 7.6 16.7 11.7 2.1 2.6 68.4
　無回答 29 - 9 1 5 - 2 4 5 2 1 28 73 2 540

100.0 - 31.0 3.5 17.2 - 6.9 13.8 17.2 6.9 3.5 5.1
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 452 5 72 54 60 43 40 78 57 25 18 434 90 0 5,000

100.0 1.1 15.9 12.0 13.3 9.5 8.9 17.3 12.6 5.5 4.0 37.7
行っていない 708 3 148 123 89 81 45 91 75 29 24 684 74 0 2,928

100.0 0.4 20.9 17.4 12.6 11.4 6.4 12.9 10.6 4.1 3.4 59.4
　無回答 35 2 5 2 5 2 2 5 9 1 2 33 68 0 395

100.0 5.7 14.3 5.7 14.3 5.7 5.7 14.3 25.7 2.9 5.7 2.9
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,036 6 206 169 127 97 80 160 119 39 33 1,003 74 0 3,899

100.0 0.6 19.9 16.3 12.3 9.4 7.7 15.4 11.5 3.8 3.2 29.9
行う予定はない 433 7 130 69 53 44 20 55 35 10 10 423 49 0 1,058

100.0 1.6 30.0 15.9 12.2 10.2 4.6 12.7 8.1 2.3 2.3 12.6
わからない 1,966 19 496 351 252 178 120 237 182 70 61 1,905 88 0 9,897

100.0 1.0 25.2 17.9 12.8 9.1 6.1 12.1 9.3 3.6 3.1 56.8
　無回答 22 1 2 2 3 4 3 3 3 - 1 21 45 0 163

100.0 4.6 9.1 9.1 13.6 18.2 13.6 13.6 13.6 - 4.6 0.6
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。
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　全　体 3,670 7 189 196 263 387 291 872 897 260 308 3,362 134 0 6,291
100.0 0.2 5.2 5.3 7.2 10.5 7.9 23.8 24.4 7.1 8.4 100.0

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 3 55 54 61 - - - - - 4 173 14 0 29

100.0 1.7 31.1 30.5 34.5 - - - - - 2.3 5.2
30～49人 670 1 67 72 128 271 123 - - - 8 662 29 0 49

100.0 0.2 10.0 10.8 19.1 40.5 18.4 - - - 1.2 19.7
50～99人 981 1 49 47 54 85 142 576 - - 27 954 53 0 99

100.0 0.1 5.0 4.8 5.5 8.7 14.5 58.7 - - 2.8 28.4
100～299人 1,186 2 16 22 18 25 22 279 775 - 27 1,159 123 0 296

100.0 0.2 1.4 1.9 1.5 2.1 1.9 23.5 65.4 - 2.3 34.5
300人以上 443 - 2 1 2 6 4 17 122 260 29 414 567 5 6,291

100.0 - 0.5 0.2 0.5 1.4 0.9 3.8 27.5 58.7 6.6 12.3
　無回答 213 - - - - - - - - - 213 - - - -

100.0 - - - - - - - - - 100.0 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 2 87 85 93 136 118 339 362 143 110 1,365 171 0 6,291

100.0 0.1 5.9 5.8 6.3 9.2 8.0 23.0 24.5 9.7 7.5 40.6
ない 2,175 5 101 110 170 249 173 532 534 117 184 1,991 108 0 3,500

100.0 0.2 4.6 5.1 7.8 11.5 8.0 24.5 24.6 5.4 8.5 59.2
　無回答 20 - 1 1 - 2 - 1 1 - 14 6 57 5 172

100.0 - 5.0 5.0 - 10.0 - 5.0 5.0 - 70.0 0.2
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 1 2 3 7 9 9 18 13 3 4 65 83 0 495

100.0 1.5 2.9 4.4 10.1 13.0 13.0 26.1 18.8 4.4 5.8 1.9
取締役・役員クラス 414 - 10 11 21 43 39 127 116 12 35 379 94 2 730

100.0 - 2.4 2.7 5.1 10.4 9.4 30.7 28.0 2.9 8.5 11.3
部長・次長クラス 1,042 2 32 49 77 119 87 248 277 71 80 962 128 0 3,787

100.0 0.2 3.1 4.7 7.4 11.4 8.4 23.8 26.6 6.8 7.7 28.6
課長クラス 1,065 3 74 69 79 103 74 242 236 86 99 966 142 0 3,934

100.0 0.3 7.0 6.5 7.4 9.7 7.0 22.7 22.2 8.1 9.3 28.7
係長・主任クラス 522 1 39 28 37 50 34 114 130 44 45 477 156 0 5,555

100.0 0.2 7.5 5.4 7.1 9.6 6.5 21.8 24.9 8.4 8.6 14.2
一般社員 440 - 16 22 28 49 39 100 116 41 29 411 165 1 6,291

100.0 - 3.6 5.0 6.4 11.1 8.9 22.7 26.4 9.3 6.6 12.2
その他 80 - 12 13 13 11 7 14 1 1 8 72 37 1 312

100.0 - 15.0 16.3 16.3 13.8 8.8 17.5 1.3 1.3 10.0 2.1
　無回答 38 - 4 1 1 3 2 9 8 2 8 30 109 2 823

100.0 - 10.5 2.6 2.6 7.9 5.3 23.7 21.1 5.3 21.1 0.9
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 - 3 1 6 5 8 24 45 21 14 113 244 1 3,787

100.0 - 2.4 0.8 4.7 3.9 6.3 18.9 35.4 16.5 11.0 3.4
人事・労務部門 651 2 37 38 38 39 36 130 216 83 32 619 185 0 2,968

100.0 0.3 5.7 5.8 5.8 6.0 5.5 20.0 33.2 12.8 4.9 18.4
総務・庶務部門 1,592 3 43 57 105 159 131 453 413 88 140 1,452 124 0 3,934

100.0 0.2 2.7 3.6 6.6 10.0 8.2 28.5 25.9 5.5 8.8 43.2
経理部門 128 - 5 6 14 11 10 32 32 6 12 116 94 3 544

100.0 - 3.9 4.7 10.9 8.6 7.8 25.0 25.0 4.7 9.4 3.5
広報部門 6 - - - - - 1 - 2 2 1 5 244 43 406

100.0 - - - - - 16.7 - 33.3 33.3 16.7 0.2
経営企画・経営戦略立案部門 166 - 4 9 10 11 16 39 49 14 14 152 137 4 1,882

100.0 - 2.4 5.4 6.0 6.6 9.6 23.5 29.5 8.4 8.4 4.5
その他部門 774 1 86 69 82 135 69 147 86 32 67 707 105 0 6,291

100.0 0.1 11.1 8.9 10.6 17.4 8.9 19.0 11.1 4.1 8.7 21.0
　無回答 226 1 11 16 8 27 20 47 54 14 28 198 106 0 1,000

100.0 0.4 4.9 7.1 3.5 12.0 8.9 20.8 23.9 6.2 12.4 5.9
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 2 65 68 67 95 79 263 284 120 90 1,043 181 0 5,555

100.0 0.2 5.7 6.0 5.9 8.4 7.0 23.2 25.1 10.6 7.9 31.0
労使協議機関での協議 1,182 1 61 50 69 100 82 286 329 128 76 1,106 183 0 6,291

100.0 0.1 5.2 4.2 5.8 8.5 6.9 24.2 27.8 10.8 6.4 32.9
取組を行うための専門組織の編成 448 3 12 15 24 48 36 95 130 42 43 405 162 0 3,787

100.0 0.7 2.7 3.4 5.4 10.7 8.0 21.2 29.0 9.4 9.6 12.1
懇談会・説明会などの 1,623 2 86 87 115 175 145 396 402 107 108 1,515 140 0 6,291

常設ではない会合 100.0 0.1 5.3 5.4 7.1 10.8 8.9 24.4 24.8 6.6 6.7 45.1
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 3 99 94 98 131 103 344 381 148 115 1,401 166 0 6,291

その他の苦情処理機関 100.0 0.2 6.5 6.2 6.5 8.6 6.8 22.7 25.1 9.8 7.6 41.7
社内報や社内掲示板、 2,462 6 128 126 182 248 199 587 615 181 190 2,272 141 0 6,291

電子メールなどでの情報提供 100.0 0.2 5.2 5.1 7.4 10.1 8.1 23.8 25.0 7.4 7.7 67.6
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 - 43 39 27 55 33 103 118 30 39 448 131 1 3,280

活用したコミュニケーションツール 100.0 - 8.8 8.0 5.5 11.3 6.8 21.2 24.2 6.2 8.0 13.3
従業員へのアンケート調査 1,274 1 82 82 84 123 84 277 317 120 104 1,170 170 0 6,291

100.0 0.1 6.4 6.4 6.6 9.7 6.6 21.7 24.9 9.4 8.2 34.8
その他 187 - 14 10 16 12 8 57 46 10 14 173 112 1 1,270

100.0 - 7.5 5.4 8.6 6.4 4.3 30.5 24.6 5.4 7.5 5.2
　無回答 58 - 8 2 2 5 5 5 14 - 17 41 73 1 299

100.0 - 13.8 3.5 3.5 8.6 8.6 8.6 24.1 - 29.3 1.2
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 - 61 54 59 115 92 278 366 136 103 1,161 176 1 6,291

100.0 - 4.8 4.3 4.7 9.1 7.3 22.0 29.0 10.8 8.2 34.5
行っていない 2,363 7 124 140 202 268 195 585 524 123 195 2,168 112 0 3,934

100.0 0.3 5.3 5.9 8.6 11.3 8.3 24.8 22.2 5.2 8.3 64.5
　無回答 43 - 4 2 2 4 4 9 7 1 10 33 83 1 495

100.0 - 9.3 4.7 4.7 9.3 9.3 20.9 16.3 2.3 23.3 1.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。
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　全　体 3,670 7 189 196 263 387 291 872 897 260 308 3,362 134 0 6,291
100.0 0.2 5.2 5.3 7.2 10.5 7.9 23.8 24.4 7.1 8.4 100.0

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 - 36 28 30 51 35 106 131 43 34 460 180 1 6,291

100.0 - 7.3 5.7 6.1 10.3 7.1 21.5 26.5 8.7 6.9 39.6
導入後に行った 157 - 2 6 4 17 14 37 46 16 15 142 181 1 3,000

100.0 - 1.3 3.8 2.6 10.8 8.9 23.6 29.3 10.2 9.6 12.2
行っていない 649 - 24 22 23 52 43 149 195 84 57 592 176 2 2,181

100.0 - 3.7 3.4 3.5 8.0 6.6 23.0 30.1 12.9 8.8 51.0
　無回答 20 - - - 3 1 4 2 4 1 5 15 83 20 320

100.0 - - - 15.0 5.0 20.0 10.0 20.0 5.0 25.0 1.3
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 - 3 6 6 22 15 34 56 17 12 159 198 4 3,787

100.0 - 1.8 3.5 3.5 12.9 8.8 19.9 32.8 9.9 7.0 28.7
やや積極的 128 - 7 3 10 13 7 28 38 14 8 120 210 3 6,291

100.0 - 5.5 2.3 7.8 10.2 5.5 21.9 29.7 10.9 6.3 21.7
どちらでもない 254 - 25 20 15 24 23 57 58 16 16 238 149 1 5,555

100.0 - 9.8 7.9 5.9 9.5 9.1 22.4 22.8 6.3 6.3 43.0
やや消極的 12 - - 2 1 - - 3 5 - 1 11 83 12 175

100.0 - - 16.7 8.3 - - 25.0 41.7 - 8.3 2.0
対応には消極的だった 15 - 1 - - 1 - 2 8 1 2 13 144 2 483

100.0 - 6.7 - - 6.7 - 13.3 53.3 6.7 13.3 2.4
　無回答 15 - 1 1 1 2 - 3 2 3 2 13 348 8 3,000

100.0 - 6.7 6.7 6.7 13.3 - 20.0 13.3 20.0 13.3 2.4
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 - 9 5 17 31 17 57 78 25 25 239 171 3 3,280

100.0 - 3.4 1.9 6.4 11.7 6.4 21.6 29.6 9.5 9.5 43.1
導入することを決めた後で協議した 156 - 4 8 8 14 16 39 49 13 5 151 158 2 3,787

100.0 - 2.6 5.1 5.1 9.0 10.3 25.0 31.4 8.3 3.2 27.3
わからない 64 - 22 15 4 6 1 6 3 5 2 62 282 1 6,291

100.0 - 34.4 23.4 6.3 9.4 1.6 9.4 4.7 7.8 3.1 11.2
　無回答 111 - 2 4 4 11 11 25 37 8 9 102 168 1 3,000

100.0 - 1.8 3.6 3.6 9.9 9.9 22.5 33.3 7.2 8.1 18.4
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 - 36 32 31 53 40 114 148 48 37 502 171 1 5,555

100.0 - 6.7 5.9 5.8 9.8 7.4 21.2 27.5 8.9 6.9 90.6
効果はなかった 34 - - - - 7 3 9 12 2 1 33 292 30 6,291

100.0 - - - - 20.6 8.8 26.5 35.3 5.9 2.9 6.0
　無回答 22 - 1 - 2 2 2 4 7 1 3 19 203 3 1,882

100.0 - 4.6 - 9.1 9.1 9.1 18.2 31.8 4.6 13.6 3.4
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 - 4 5 11 10 13 29 53 23 10 148 286 3 6,291

100.0 - 2.5 3.2 7.0 6.3 8.2 18.4 33.5 14.6 6.3 26.7
課題は生じなかった 406 - 30 26 21 49 29 92 106 25 28 378 139 1 3,280

100.0 - 7.4 6.4 5.2 12.1 7.1 22.7 26.1 6.2 6.9 68.2
　無回答 31 - 3 1 1 3 3 6 8 3 3 28 165 2 1,882

100.0 - 9.7 3.2 3.2 9.7 9.7 19.4 25.8 9.7 9.7 5.1
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 - 37 22 22 46 36 79 140 58 33 440 202 1 6,291

100.0 - 7.8 4.7 4.7 9.7 7.6 16.7 29.6 12.3 7.0 37.9
行っていない 750 - 23 30 33 67 53 193 214 76 61 689 162 2 5,555

100.0 - 3.1 4.0 4.4 8.9 7.1 25.7 28.5 10.1 8.1 59.4
　無回答 41 - 1 2 4 2 3 6 12 2 9 32 126 2 689

100.0 - 2.4 4.9 9.8 4.9 7.3 14.6 29.3 4.9 22.0 2.8
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 1 52 56 58 81 72 232 346 113 89 1,011 162 0 3,787

100.0 0.1 4.7 5.1 5.3 7.4 6.6 21.1 31.5 10.3 8.1 30.1
行う予定はない 464 1 20 27 34 64 41 126 88 21 42 422 94 0 1,849

100.0 0.2 4.3 5.8 7.3 13.8 8.8 27.2 19.0 4.5 9.1 12.6
わからない 2,078 5 116 112 171 241 175 508 453 126 171 1,907 128 0 6,291

100.0 0.2 5.6 5.4 8.2 11.6 8.4 24.5 21.8 6.1 8.2 56.7
　無回答 28 - 1 1 - 1 3 6 10 - 6 22 97 2 285

100.0 - 3.6 3.6 - 3.6 10.7 21.4 35.7 - 21.4 0.7
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Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。
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　全　体 3,670 7 189 196 263 387 291 872 897 260 308 3,362 134 0 6,291
100.0 0.2 5.2 5.3 7.2 10.5 7.9 23.8 24.4 7.1 8.4 100.0

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 3 55 54 61 - - - - - 4 173 14 0 29

100.0 1.7 31.1 30.5 34.5 - - - - - 2.3 5.2
30～49人 670 1 67 72 128 271 123 - - - 8 662 29 0 49

100.0 0.2 10.0 10.8 19.1 40.5 18.4 - - - 1.2 19.7
50～99人 981 1 49 47 54 85 142 576 - - 27 954 53 0 99

100.0 0.1 5.0 4.8 5.5 8.7 14.5 58.7 - - 2.8 28.4
100～299人 1,186 2 16 22 18 25 22 279 775 - 27 1,159 123 0 296

100.0 0.2 1.4 1.9 1.5 2.1 1.9 23.5 65.4 - 2.3 34.5
300人以上 443 - 2 1 2 6 4 17 122 260 29 414 567 5 6,291

100.0 - 0.5 0.2 0.5 1.4 0.9 3.8 27.5 58.7 6.6 12.3
　無回答 213 - - - - - - - - - 213 - - - -

100.0 - - - - - - - - - 100.0 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 2 87 85 93 136 118 339 362 143 110 1,365 171 0 6,291

100.0 0.1 5.9 5.8 6.3 9.2 8.0 23.0 24.5 9.7 7.5 40.6
ない 2,175 5 101 110 170 249 173 532 534 117 184 1,991 108 0 3,500

100.0 0.2 4.6 5.1 7.8 11.5 8.0 24.5 24.6 5.4 8.5 59.2
　無回答 20 - 1 1 - 2 - 1 1 - 14 6 57 5 172

100.0 - 5.0 5.0 - 10.0 - 5.0 5.0 - 70.0 0.2
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 1 2 3 7 9 9 18 13 3 4 65 83 0 495

100.0 1.5 2.9 4.4 10.1 13.0 13.0 26.1 18.8 4.4 5.8 1.9
取締役・役員クラス 414 - 10 11 21 43 39 127 116 12 35 379 94 2 730

100.0 - 2.4 2.7 5.1 10.4 9.4 30.7 28.0 2.9 8.5 11.3
部長・次長クラス 1,042 2 32 49 77 119 87 248 277 71 80 962 128 0 3,787

100.0 0.2 3.1 4.7 7.4 11.4 8.4 23.8 26.6 6.8 7.7 28.6
課長クラス 1,065 3 74 69 79 103 74 242 236 86 99 966 142 0 3,934

100.0 0.3 7.0 6.5 7.4 9.7 7.0 22.7 22.2 8.1 9.3 28.7
係長・主任クラス 522 1 39 28 37 50 34 114 130 44 45 477 156 0 5,555

100.0 0.2 7.5 5.4 7.1 9.6 6.5 21.8 24.9 8.4 8.6 14.2
一般社員 440 - 16 22 28 49 39 100 116 41 29 411 165 1 6,291

100.0 - 3.6 5.0 6.4 11.1 8.9 22.7 26.4 9.3 6.6 12.2
その他 80 - 12 13 13 11 7 14 1 1 8 72 37 1 312

100.0 - 15.0 16.3 16.3 13.8 8.8 17.5 1.3 1.3 10.0 2.1
　無回答 38 - 4 1 1 3 2 9 8 2 8 30 109 2 823

100.0 - 10.5 2.6 2.6 7.9 5.3 23.7 21.1 5.3 21.1 0.9
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 - 3 1 6 5 8 24 45 21 14 113 244 1 3,787

100.0 - 2.4 0.8 4.7 3.9 6.3 18.9 35.4 16.5 11.0 3.4
人事・労務部門 651 2 37 38 38 39 36 130 216 83 32 619 185 0 2,968

100.0 0.3 5.7 5.8 5.8 6.0 5.5 20.0 33.2 12.8 4.9 18.4
総務・庶務部門 1,592 3 43 57 105 159 131 453 413 88 140 1,452 124 0 3,934

100.0 0.2 2.7 3.6 6.6 10.0 8.2 28.5 25.9 5.5 8.8 43.2
経理部門 128 - 5 6 14 11 10 32 32 6 12 116 94 3 544

100.0 - 3.9 4.7 10.9 8.6 7.8 25.0 25.0 4.7 9.4 3.5
広報部門 6 - - - - - 1 - 2 2 1 5 244 43 406

100.0 - - - - - 16.7 - 33.3 33.3 16.7 0.2
経営企画・経営戦略立案部門 166 - 4 9 10 11 16 39 49 14 14 152 137 4 1,882

100.0 - 2.4 5.4 6.0 6.6 9.6 23.5 29.5 8.4 8.4 4.5
その他部門 774 1 86 69 82 135 69 147 86 32 67 707 105 0 6,291

100.0 0.1 11.1 8.9 10.6 17.4 8.9 19.0 11.1 4.1 8.7 21.0
　無回答 226 1 11 16 8 27 20 47 54 14 28 198 106 0 1,000

100.0 0.4 4.9 7.1 3.5 12.0 8.9 20.8 23.9 6.2 12.4 5.9
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 2 65 68 67 95 79 263 284 120 90 1,043 181 0 5,555

100.0 0.2 5.7 6.0 5.9 8.4 7.0 23.2 25.1 10.6 7.9 31.0
労使協議機関での協議 1,182 1 61 50 69 100 82 286 329 128 76 1,106 183 0 6,291

100.0 0.1 5.2 4.2 5.8 8.5 6.9 24.2 27.8 10.8 6.4 32.9
取組を行うための専門組織の編成 448 3 12 15 24 48 36 95 130 42 43 405 162 0 3,787

100.0 0.7 2.7 3.4 5.4 10.7 8.0 21.2 29.0 9.4 9.6 12.1
懇談会・説明会などの 1,623 2 86 87 115 175 145 396 402 107 108 1,515 140 0 6,291

常設ではない会合 100.0 0.1 5.3 5.4 7.1 10.8 8.9 24.4 24.8 6.6 6.7 45.1
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 3 99 94 98 131 103 344 381 148 115 1,401 166 0 6,291

その他の苦情処理機関 100.0 0.2 6.5 6.2 6.5 8.6 6.8 22.7 25.1 9.8 7.6 41.7
社内報や社内掲示板、 2,462 6 128 126 182 248 199 587 615 181 190 2,272 141 0 6,291

電子メールなどでの情報提供 100.0 0.2 5.2 5.1 7.4 10.1 8.1 23.8 25.0 7.4 7.7 67.6
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 - 43 39 27 55 33 103 118 30 39 448 131 1 3,280

活用したコミュニケーションツール 100.0 - 8.8 8.0 5.5 11.3 6.8 21.2 24.2 6.2 8.0 13.3
従業員へのアンケート調査 1,274 1 82 82 84 123 84 277 317 120 104 1,170 170 0 6,291

100.0 0.1 6.4 6.4 6.6 9.7 6.6 21.7 24.9 9.4 8.2 34.8
その他 187 - 14 10 16 12 8 57 46 10 14 173 112 1 1,270

100.0 - 7.5 5.4 8.6 6.4 4.3 30.5 24.6 5.4 7.5 5.2
　無回答 58 - 8 2 2 5 5 5 14 - 17 41 73 1 299

100.0 - 13.8 3.5 3.5 8.6 8.6 8.6 24.1 - 29.3 1.2
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 - 61 54 59 115 92 278 366 136 103 1,161 176 1 6,291

100.0 - 4.8 4.3 4.7 9.1 7.3 22.0 29.0 10.8 8.2 34.5
行っていない 2,363 7 124 140 202 268 195 585 524 123 195 2,168 112 0 3,934

100.0 0.3 5.3 5.9 8.6 11.3 8.3 24.8 22.2 5.2 8.3 64.5
　無回答 43 - 4 2 2 4 4 9 7 1 10 33 83 1 495

100.0 - 9.3 4.7 4.7 9.3 9.3 20.9 16.3 2.3 23.3 1.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【従業員数（うち正社員数）】うち　男性

全

体

０
人
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～
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9
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0
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上
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回
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全

体

平

均

最
小
値

最
大
値

　全　体 3,355 23 311 327 370 357 280 816 623 148 100 3,255 93 0 5,051
100.0 0.7 9.3 9.8 11.0 10.6 8.4 24.3 18.6 4.4 3.0 100.0

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 172 5 39 26 8 15 8 19 23 21 8 164 257 0 5,051

100.0 2.9 22.7 15.1 4.7 8.7 4.7 11.1 13.4 12.2 4.7 5.0
1,000～4,999人 469 5 57 59 36 46 30 76 78 61 21 448 155 0 2,283

100.0 1.1 12.2 12.6 7.7 9.8 6.4 16.2 16.6 13.0 4.5 13.8
300～999人 954 5 97 92 106 94 79 179 200 66 36 918 94 0 731

100.0 0.5 10.2 9.6 11.1 9.9 8.3 18.8 21.0 6.9 3.8 28.2
100～299人 1,269 6 77 93 126 126 103 393 320 - 25 1,244 70 0 253

100.0 0.5 6.1 7.3 9.9 9.9 8.1 31.0 25.2 - 2.0 38.2
50～99人 360 2 19 32 58 44 52 148 - - 5 355 43 0 90

100.0 0.6 5.3 8.9 16.1 12.2 14.4 41.1 - - 1.4 10.9
30～49人 119 - 19 23 34 32 7 - - - 4 115 23 1 46

100.0 - 16.0 19.3 28.6 26.9 5.9 - - - 3.4 3.5
　無回答 12 - 3 2 2 - 1 1 2 - 1 11 42 7 136

100.0 - 25.0 16.7 16.7 - 8.3 8.3 16.7 - 8.3 0.3
Ｑ２　業種
農業、林業 9 - 1 - 1 1 1 1 3 1 - 9 93 2 328

100.0 - 11.1 - 11.1 11.1 11.1 11.1 33.3 11.1 - 0.3
漁業 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 - - - - 1 - 2 1 - - 4 107 30 240

100.0 - - - - 25.0 - 50.0 25.0 - - 0.1
建設業 314 - 9 13 28 34 26 94 95 11 4 310 105 1 2,283

100.0 - 2.9 4.1 8.9 10.8 8.3 29.9 30.3 3.5 1.3 9.5
製造業 1,136 4 29 68 119 142 121 317 247 50 39 1,097 100 0 3,324

100.0 0.4 2.6 6.0 10.5 12.5 10.7 27.9 21.7 4.4 3.4 33.7
電気・ガス・熱供給・水道業 20 - 1 2 2 1 2 6 6 - - 20 91 5 253

100.0 - 5.0 10.0 10.0 5.0 10.0 30.0 30.0 - - 0.6
情報通信業 101 1 - 4 8 9 10 35 28 3 3 98 96 0 573

100.0 1.0 - 4.0 7.9 8.9 9.9 34.7 27.7 3.0 3.0 3.0
運輸業、郵便業 367 1 14 26 40 57 42 97 64 18 8 359 90 0 1,790

100.0 0.3 3.8 7.1 10.9 15.5 11.4 26.4 17.4 4.9 2.2 11.0
卸売業、小売業 442 5 86 64 55 38 20 75 58 23 18 424 107 0 2,973

100.0 1.1 19.5 14.5 12.4 8.6 4.5 17.0 13.1 5.2 4.1 13.0
金融業、保険業 65 - - 16 8 - 2 15 14 9 1 64 145 10 1,308

100.0 - - 24.6 12.3 - 3.1 23.1 21.5 13.9 1.5 2.0
不動産業、物品賃貸業 26 - 5 2 4 2 2 7 3 1 - 26 70 1 483

100.0 - 19.2 7.7 15.4 7.7 7.7 26.9 11.5 3.9 - 0.8
学術研究、専門・技術サービス業 74 - - 4 11 11 7 21 12 6 2 72 118 13 1,644

100.0 - - 5.4 14.9 14.9 9.5 28.4 16.2 8.1 2.7 2.2
宿泊業、飲食サービス業 57 1 18 12 6 4 3 7 3 1 2 55 39 0 539

100.0 1.8 31.6 21.1 10.5 7.0 5.3 12.3 5.3 1.8 3.5 1.7
生活関連サービス業、娯楽業 52 1 23 6 5 3 6 3 4 - 1 51 31 0 231

100.0 1.9 44.2 11.5 9.6 5.8 11.5 5.8 7.7 - 1.9 1.6
教育、学習支援業 63 - 3 3 6 6 7 12 15 10 1 62 149 3 1,050

100.0 - 4.8 4.8 9.5 9.5 11.1 19.1 23.8 15.9 1.6 1.9
医療、福祉 289 7 71 71 40 23 11 35 15 6 10 279 42 0 1,102

100.0 2.4 24.6 24.6 13.8 8.0 3.8 12.1 5.2 2.1 3.5 8.6
複合サービス事業 42 - 8 2 6 3 1 12 7 1 2 40 74 1 497

100.0 - 19.1 4.8 14.3 7.1 2.4 28.6 16.7 2.4 4.8 1.2
その他サービス業 230 2 32 29 24 14 18 61 37 6 7 223 92 0 5,051

100.0 0.9 13.9 12.6 10.4 6.1 7.8 26.5 16.1 2.6 3.0 6.9
分類不能の産業 2 - 1 - - - - - 1 - - 2 62 6 118

100.0 - 50.0 - - - - - 50.0 - - 0.1
その他 24 - 3 - 3 2 - 8 6 1 1 23 94 2 693

100.0 - 12.5 - 12.5 8.3 - 33.3 25.0 4.2 4.2 0.7
　無回答 38 1 7 5 4 6 1 8 4 1 1 37 51 0 368

100.0 2.6 18.4 13.2 10.5 15.8 2.6 21.1 10.5 2.6 2.6 1.1
Ｑ２　業種
製造業 1,136 4 29 68 119 142 121 317 247 50 39 1,097 100 0 3,324

100.0 0.4 2.6 6.0 10.5 12.5 10.7 27.9 21.7 4.4 3.4 33.7
非製造業 2,181 18 275 254 247 209 158 491 372 97 60 2,121 91 0 5,051

100.0 0.8 12.6 11.7 11.3 9.6 7.2 22.5 17.1 4.5 2.8 65.2
　無回答 38 1 7 5 4 6 1 8 4 1 1 37 51 0 368

100.0 2.6 18.4 13.2 10.5 15.8 2.6 21.1 10.5 2.6 2.6 1.1
Ｑ３　創業年
1919年まで 355 - 8 24 39 49 41 83 74 22 15 340 99 3 1,308

100.0 - 2.3 6.8 11.0 13.8 11.6 23.4 20.9 6.2 4.2 10.5
1920～1939年 355 1 19 32 38 42 31 87 76 19 10 345 106 0 1,992

100.0 0.3 5.4 9.0 10.7 11.8 8.7 24.5 21.4 5.4 2.8 10.6
1940～1959年 984 4 58 74 117 117 80 265 198 45 26 958 97 0 2,283

100.0 0.4 5.9 7.5 11.9 11.9 8.1 26.9 20.1 4.6 2.6 29.4
1960～1979年 913 4 89 86 99 81 70 241 178 38 27 886 101 0 5,051

100.0 0.4 9.8 9.4 10.8 8.9 7.7 26.4 19.5 4.2 3.0 27.2
1980～1999年 416 6 68 59 41 39 30 85 63 12 13 403 72 0 1,839

100.0 1.4 16.4 14.2 9.9 9.4 7.2 20.4 15.1 2.9 3.1 12.4
2000年以降 237 7 53 40 25 23 18 32 24 10 5 232 75 0 3,324

100.0 3.0 22.4 16.9 10.6 9.7 7.6 13.5 10.1 4.2 2.1 7.1
　無回答 95 1 16 12 11 6 10 23 10 2 4 91 60 0 647

100.0 1.1 16.8 12.6 11.6 6.3 10.5 24.2 10.5 2.1 4.2 2.8
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【従業員数（うち正社員数）】うち　男性
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０
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～
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最
小
値

最
大
値

　全　体 3,355 23 311 327 370 357 280 816 623 148 100 3,255 93 0 5,051
100.0 0.7 9.3 9.8 11.0 10.6 8.4 24.3 18.6 4.4 3.0 100.0

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 170 7 75 57 27 - - - - - 4 166 11 0 27

100.0 4.1 44.1 33.5 15.9 - - - - - 2.4 5.1
30～49人 661 10 109 116 188 170 54 - - - 14 647 23 0 47

100.0 1.5 16.5 17.6 28.4 25.7 8.2 - - - 2.1 19.9
50～99人 953 4 94 101 101 121 159 356 - - 17 936 41 0 90

100.0 0.4 9.9 10.6 10.6 12.7 16.7 37.4 - - 1.8 28.8
100～299人 1,157 2 30 49 46 60 55 415 472 - 28 1,129 94 0 277

100.0 0.2 2.6 4.2 4.0 5.2 4.8 35.9 40.8 - 2.4 34.7
300人以上 414 - 3 4 8 6 12 45 151 148 37 377 380 2 5,051

100.0 - 0.7 1.0 1.9 1.5 2.9 10.9 36.5 35.8 8.9 11.6
　無回答 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,363 9 101 119 132 140 114 324 285 98 41 1,322 127 0 5,051

100.0 0.7 7.4 8.7 9.7 10.3 8.4 23.8 20.9 7.2 3.0 40.6
ない 1,986 13 208 208 238 216 164 492 338 50 59 1,927 71 0 2,283

100.0 0.7 10.5 10.5 12.0 10.9 8.3 24.8 17.0 2.5 3.0 59.2
　無回答 6 1 2 - - 1 2 - - - - 6 22 0 49

100.0 16.7 33.3 - - 16.7 33.3 - - - - 0.2
Ｆ１　回答者の役職
社長 64 3 5 7 8 5 8 15 9 1 3 61 58 0 450

100.0 4.7 7.8 10.9 12.5 7.8 12.5 23.4 14.1 1.6 4.7 1.9
取締役・役員クラス 379 - 26 27 44 40 42 112 76 1 11 368 67 1 312

100.0 - 6.9 7.1 11.6 10.6 11.1 29.6 20.1 0.3 2.9 11.3
部長・次長クラス 960 3 67 102 127 100 82 231 185 35 28 932 85 0 3,324

100.0 0.3 7.0 10.6 13.2 10.4 8.5 24.1 19.3 3.7 2.9 28.6
課長クラス 963 10 100 92 90 115 70 240 160 55 31 932 103 0 2,973

100.0 1.0 10.4 9.6 9.4 11.9 7.3 24.9 16.6 5.7 3.2 28.6
係長・主任クラス 476 3 52 49 47 47 31 111 97 29 10 466 113 0 5,051

100.0 0.6 10.9 10.3 9.9 9.9 6.5 23.3 20.4 6.1 2.1 14.3
一般社員 411 3 35 34 38 39 41 92 88 27 14 397 110 0 1,839

100.0 0.7 8.5 8.3 9.3 9.5 10.0 22.4 21.4 6.6 3.4 12.2
その他 72 1 20 16 13 7 4 7 2 - 2 70 27 0 231

100.0 1.4 27.8 22.2 18.1 9.7 5.6 9.7 2.8 - 2.8 2.2
　無回答 30 - 6 - 3 4 2 8 6 - 1 29 60 1 224

100.0 - 20.0 - 10.0 13.3 6.7 26.7 20.0 - 3.3 0.9
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 113 1 3 5 6 7 7 37 31 13 3 110 183 0 3,324

100.0 0.9 2.7 4.4 5.3 6.2 6.2 32.7 27.4 11.5 2.7 3.4
人事・労務部門 617 6 58 59 49 36 42 132 168 55 12 605 132 0 1,992

100.0 1.0 9.4 9.6 7.9 5.8 6.8 21.4 27.2 8.9 1.9 18.6
総務・庶務部門 1,449 7 89 121 152 177 134 414 277 47 31 1,418 89 0 2,973

100.0 0.5 6.1 8.4 10.5 12.2 9.3 28.6 19.1 3.2 2.1 43.6
経理部門 116 1 9 10 15 13 13 28 23 3 1 115 67 0 471

100.0 0.9 7.8 8.6 12.9 11.2 11.2 24.1 19.8 2.6 0.9 3.5
広報部門 5 - - - - 1 - - 3 - 1 4 113 31 170

100.0 - - - - 20.0 - - 60.0 - 20.0 0.1
経営企画・経営戦略立案部門 152 1 8 15 16 11 14 40 33 7 7 145 99 0 1,790

100.0 0.7 5.3 9.9 10.5 7.2 9.2 26.3 21.7 4.6 4.6 4.5
その他部門 706 6 126 96 107 92 53 121 57 15 33 673 60 0 5,051

100.0 0.9 17.9 13.6 15.2 13.0 7.5 17.1 8.1 2.1 4.7 20.7
　無回答 197 1 18 21 25 20 17 44 31 8 12 185 78 0 650

100.0 0.5 9.1 10.7 12.7 10.2 8.6 22.3 15.7 4.1 6.1 5.7
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,041 8 75 98 86 97 83 258 224 84 28 1,013 138 0 5,051

100.0 0.8 7.2 9.4 8.3 9.3 8.0 24.8 21.5 8.1 2.7 31.1
労使協議機関での協議 1,105 7 72 90 106 94 88 275 256 79 38 1,067 133 0 5,051

100.0 0.6 6.5 8.1 9.6 8.5 8.0 24.9 23.2 7.2 3.4 32.8
取組を行うための専門組織の編成 402 1 21 32 43 38 38 89 106 28 6 396 125 0 3,324

100.0 0.3 5.2 8.0 10.7 9.5 9.5 22.1 26.4 7.0 1.5 12.2
懇談会・説明会などの 1,513 11 129 147 166 160 145 353 300 65 37 1,476 102 0 5,051

常設ではない会合 100.0 0.7 8.5 9.7 11.0 10.6 9.6 23.3 19.8 4.3 2.5 45.4
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,398 11 146 143 131 134 102 322 276 90 43 1,355 117 0 5,051

その他の苦情処理機関 100.0 0.8 10.4 10.2 9.4 9.6 7.3 23.0 19.7 6.4 3.1 41.6
社内報や社内掲示板、 2,266 16 190 225 254 235 193 560 420 107 66 2,200 100 0 5,051

電子メールなどでの情報提供 100.0 0.7 8.4 9.9 11.2 10.4 8.5 24.7 18.5 4.7 2.9 67.6
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 448 5 55 56 39 48 31 105 76 18 15 433 88 0 2,000

活用したコミュニケーションツール 100.0 1.1 12.3 12.5 8.7 10.7 6.9 23.4 17.0 4.0 3.4 13.3
従業員へのアンケート調査 1,169 11 119 122 117 110 96 256 228 73 37 1,132 120 0 5,051

100.0 0.9 10.2 10.4 10.0 9.4 8.2 21.9 19.5 6.2 3.2 34.8
その他 173 3 23 15 15 18 17 43 29 4 6 167 67 0 693

100.0 1.7 13.3 8.7 8.7 10.4 9.8 24.9 16.8 2.3 3.5 5.1
　無回答 41 2 8 5 1 7 - 8 9 - 1 40 56 0 276

100.0 4.9 19.5 12.2 2.4 17.1 - 19.5 22.0 - 2.4 1.2
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,161 10 89 89 107 100 95 274 281 76 40 1,121 122 0 5,051

100.0 0.9 7.7 7.7 9.2 8.6 8.2 23.6 24.2 6.6 3.5 34.4
行っていない 2,161 13 217 235 262 251 180 535 338 71 59 2,102 78 0 2,973

100.0 0.6 10.0 10.9 12.1 11.6 8.3 24.8 15.6 3.3 2.7 64.6
　無回答 33 - 5 3 1 6 5 7 4 1 1 32 64 1 450

100.0 - 15.2 9.1 3.0 18.2 15.2 21.2 12.1 3.0 3.0 1.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【従業員数（うち正社員数）】うち　男性

全

体
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全

体

平

均

最
小
値

最
大
値

　全　体 3,355 23 311 327 370 357 280 816 623 148 100 3,255 93 0 5,051
100.0 0.7 9.3 9.8 11.0 10.6 8.4 24.3 18.6 4.4 3.0 100.0

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 172 5 39 26 8 15 8 19 23 21 8 164 257 0 5,051

100.0 2.9 22.7 15.1 4.7 8.7 4.7 11.1 13.4 12.2 4.7 5.0
1,000～4,999人 469 5 57 59 36 46 30 76 78 61 21 448 155 0 2,283

100.0 1.1 12.2 12.6 7.7 9.8 6.4 16.2 16.6 13.0 4.5 13.8
300～999人 954 5 97 92 106 94 79 179 200 66 36 918 94 0 731

100.0 0.5 10.2 9.6 11.1 9.9 8.3 18.8 21.0 6.9 3.8 28.2
100～299人 1,269 6 77 93 126 126 103 393 320 - 25 1,244 70 0 253

100.0 0.5 6.1 7.3 9.9 9.9 8.1 31.0 25.2 - 2.0 38.2
50～99人 360 2 19 32 58 44 52 148 - - 5 355 43 0 90

100.0 0.6 5.3 8.9 16.1 12.2 14.4 41.1 - - 1.4 10.9
30～49人 119 - 19 23 34 32 7 - - - 4 115 23 1 46

100.0 - 16.0 19.3 28.6 26.9 5.9 - - - 3.4 3.5
　無回答 12 - 3 2 2 - 1 1 2 - 1 11 42 7 136

100.0 - 25.0 16.7 16.7 - 8.3 8.3 16.7 - 8.3 0.3
Ｑ２　業種
農業、林業 9 - 1 - 1 1 1 1 3 1 - 9 93 2 328

100.0 - 11.1 - 11.1 11.1 11.1 11.1 33.3 11.1 - 0.3
漁業 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 - - - - 1 - 2 1 - - 4 107 30 240

100.0 - - - - 25.0 - 50.0 25.0 - - 0.1
建設業 314 - 9 13 28 34 26 94 95 11 4 310 105 1 2,283

100.0 - 2.9 4.1 8.9 10.8 8.3 29.9 30.3 3.5 1.3 9.5
製造業 1,136 4 29 68 119 142 121 317 247 50 39 1,097 100 0 3,324

100.0 0.4 2.6 6.0 10.5 12.5 10.7 27.9 21.7 4.4 3.4 33.7
電気・ガス・熱供給・水道業 20 - 1 2 2 1 2 6 6 - - 20 91 5 253

100.0 - 5.0 10.0 10.0 5.0 10.0 30.0 30.0 - - 0.6
情報通信業 101 1 - 4 8 9 10 35 28 3 3 98 96 0 573

100.0 1.0 - 4.0 7.9 8.9 9.9 34.7 27.7 3.0 3.0 3.0
運輸業、郵便業 367 1 14 26 40 57 42 97 64 18 8 359 90 0 1,790

100.0 0.3 3.8 7.1 10.9 15.5 11.4 26.4 17.4 4.9 2.2 11.0
卸売業、小売業 442 5 86 64 55 38 20 75 58 23 18 424 107 0 2,973

100.0 1.1 19.5 14.5 12.4 8.6 4.5 17.0 13.1 5.2 4.1 13.0
金融業、保険業 65 - - 16 8 - 2 15 14 9 1 64 145 10 1,308

100.0 - - 24.6 12.3 - 3.1 23.1 21.5 13.9 1.5 2.0
不動産業、物品賃貸業 26 - 5 2 4 2 2 7 3 1 - 26 70 1 483

100.0 - 19.2 7.7 15.4 7.7 7.7 26.9 11.5 3.9 - 0.8
学術研究、専門・技術サービス業 74 - - 4 11 11 7 21 12 6 2 72 118 13 1,644

100.0 - - 5.4 14.9 14.9 9.5 28.4 16.2 8.1 2.7 2.2
宿泊業、飲食サービス業 57 1 18 12 6 4 3 7 3 1 2 55 39 0 539

100.0 1.8 31.6 21.1 10.5 7.0 5.3 12.3 5.3 1.8 3.5 1.7
生活関連サービス業、娯楽業 52 1 23 6 5 3 6 3 4 - 1 51 31 0 231

100.0 1.9 44.2 11.5 9.6 5.8 11.5 5.8 7.7 - 1.9 1.6
教育、学習支援業 63 - 3 3 6 6 7 12 15 10 1 62 149 3 1,050

100.0 - 4.8 4.8 9.5 9.5 11.1 19.1 23.8 15.9 1.6 1.9
医療、福祉 289 7 71 71 40 23 11 35 15 6 10 279 42 0 1,102

100.0 2.4 24.6 24.6 13.8 8.0 3.8 12.1 5.2 2.1 3.5 8.6
複合サービス事業 42 - 8 2 6 3 1 12 7 1 2 40 74 1 497

100.0 - 19.1 4.8 14.3 7.1 2.4 28.6 16.7 2.4 4.8 1.2
その他サービス業 230 2 32 29 24 14 18 61 37 6 7 223 92 0 5,051

100.0 0.9 13.9 12.6 10.4 6.1 7.8 26.5 16.1 2.6 3.0 6.9
分類不能の産業 2 - 1 - - - - - 1 - - 2 62 6 118

100.0 - 50.0 - - - - - 50.0 - - 0.1
その他 24 - 3 - 3 2 - 8 6 1 1 23 94 2 693

100.0 - 12.5 - 12.5 8.3 - 33.3 25.0 4.2 4.2 0.7
　無回答 38 1 7 5 4 6 1 8 4 1 1 37 51 0 368

100.0 2.6 18.4 13.2 10.5 15.8 2.6 21.1 10.5 2.6 2.6 1.1
Ｑ２　業種
製造業 1,136 4 29 68 119 142 121 317 247 50 39 1,097 100 0 3,324

100.0 0.4 2.6 6.0 10.5 12.5 10.7 27.9 21.7 4.4 3.4 33.7
非製造業 2,181 18 275 254 247 209 158 491 372 97 60 2,121 91 0 5,051

100.0 0.8 12.6 11.7 11.3 9.6 7.2 22.5 17.1 4.5 2.8 65.2
　無回答 38 1 7 5 4 6 1 8 4 1 1 37 51 0 368

100.0 2.6 18.4 13.2 10.5 15.8 2.6 21.1 10.5 2.6 2.6 1.1
Ｑ３　創業年
1919年まで 355 - 8 24 39 49 41 83 74 22 15 340 99 3 1,308

100.0 - 2.3 6.8 11.0 13.8 11.6 23.4 20.9 6.2 4.2 10.5
1920～1939年 355 1 19 32 38 42 31 87 76 19 10 345 106 0 1,992

100.0 0.3 5.4 9.0 10.7 11.8 8.7 24.5 21.4 5.4 2.8 10.6
1940～1959年 984 4 58 74 117 117 80 265 198 45 26 958 97 0 2,283

100.0 0.4 5.9 7.5 11.9 11.9 8.1 26.9 20.1 4.6 2.6 29.4
1960～1979年 913 4 89 86 99 81 70 241 178 38 27 886 101 0 5,051

100.0 0.4 9.8 9.4 10.8 8.9 7.7 26.4 19.5 4.2 3.0 27.2
1980～1999年 416 6 68 59 41 39 30 85 63 12 13 403 72 0 1,839

100.0 1.4 16.4 14.2 9.9 9.4 7.2 20.4 15.1 2.9 3.1 12.4
2000年以降 237 7 53 40 25 23 18 32 24 10 5 232 75 0 3,324

100.0 3.0 22.4 16.9 10.6 9.7 7.6 13.5 10.1 4.2 2.1 7.1
　無回答 95 1 16 12 11 6 10 23 10 2 4 91 60 0 647

100.0 1.1 16.8 12.6 11.6 6.3 10.5 24.2 10.5 2.1 4.2 2.8
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【従業員数（うち正社員数）】うち　男性
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　全　体 3,355 23 311 327 370 357 280 816 623 148 100 3,255 93 0 5,051
100.0 0.7 9.3 9.8 11.0 10.6 8.4 24.3 18.6 4.4 3.0 100.0

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 460 6 50 43 45 44 37 107 87 25 16 444 114 0 5,051

100.0 1.3 10.9 9.4 9.8 9.6 8.0 23.3 18.9 5.4 3.5 39.6
導入後に行った 142 - 7 7 16 13 15 31 40 10 3 139 138 1 2,000

100.0 - 4.9 4.9 11.3 9.2 10.6 21.8 28.2 7.0 2.1 12.4
行っていない 592 3 36 40 48 46 46 143 163 47 20 572 127 0 1,644

100.0 0.5 6.1 6.8 8.1 7.8 7.8 24.2 27.5 7.9 3.4 51.0
　無回答 15 1 - 1 3 3 1 3 2 - 1 14 57 0 200

100.0 6.7 - 6.7 20.0 20.0 6.7 20.0 13.3 - 6.7 1.3
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 159 1 8 10 15 22 14 31 44 11 3 156 143 0 3,324

100.0 0.6 5.0 6.3 9.4 13.8 8.8 19.5 27.7 6.9 1.9 29.2
やや積極的 120 - 11 11 13 5 8 30 30 6 6 114 117 1 1,790

100.0 - 9.2 9.2 10.8 4.2 6.7 25.0 25.0 5.0 5.0 21.3
どちらでもない 238 5 30 25 24 22 23 60 33 9 7 231 100 0 5,051

100.0 2.1 12.6 10.5 10.1 9.2 9.7 25.2 13.9 3.8 2.9 43.2
やや消極的 11 - 2 1 2 - 1 1 4 - - 11 57 4 138

100.0 - 18.2 9.1 18.2 - 9.1 9.1 36.4 - - 2.1
対応には消極的だった 13 - 1 - 1 1 1 4 4 - 1 12 87 1 216

100.0 - 7.7 - 7.7 7.7 7.7 30.8 30.8 - 7.7 2.2
　無回答 13 - 1 1 1 1 1 2 1 3 2 11 283 5 2,000

100.0 - 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 15.4 7.7 23.1 15.4 2.1
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 239 - 15 16 28 24 20 58 53 13 12 227 109 2 2,283

100.0 - 6.3 6.7 11.7 10.0 8.4 24.3 22.2 5.4 5.0 42.4
導入することを決めた後で協議した 151 1 11 13 14 13 16 41 31 9 2 149 112 0 3,324

100.0 0.7 7.3 8.6 9.3 8.6 10.6 27.2 20.5 6.0 1.3 27.9
わからない 62 5 23 14 2 5 - 4 3 3 3 59 154 0 5,051

100.0 8.1 37.1 22.6 3.2 8.1 - 6.5 4.8 4.8 4.8 11.0
　無回答 102 - 4 5 12 9 12 25 29 4 2 100 131 1 2,000

100.0 - 3.9 4.9 11.8 8.8 11.8 24.5 28.4 3.9 2.0 18.7
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 502 6 52 45 46 48 43 116 101 28 17 485 120 0 5,051

100.0 1.2 10.4 9.0 9.2 9.6 8.6 23.1 20.1 5.6 3.4 90.7
効果はなかった 33 - - 2 6 1 4 10 8 - 2 31 77 17 260

100.0 - - 6.1 18.2 3.0 12.1 30.3 24.2 - 6.1 5.8
　無回答 19 - 1 1 4 2 1 2 7 1 - 19 167 2 1,790

100.0 - 5.3 5.3 21.1 10.5 5.3 10.5 36.8 5.3 - 3.6
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 148 - 10 7 16 15 8 34 37 15 6 142 192 1 5,051

100.0 - 6.8 4.7 10.8 10.1 5.4 23.0 25.0 10.1 4.1 26.5
課題は生じなかった 378 6 39 39 35 34 39 88 72 13 13 365 90 0 2,000

100.0 1.6 10.3 10.3 9.3 9.0 10.3 23.3 19.1 3.4 3.4 68.2
　無回答 28 - 4 2 5 2 1 6 7 1 - 28 123 1 1,790

100.0 - 14.3 7.1 17.9 7.1 3.6 21.4 25.0 3.6 - 5.2
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 440 6 45 40 32 38 28 90 108 35 18 422 135 0 3,324

100.0 1.4 10.2 9.1 7.3 8.6 6.4 20.5 24.6 8.0 4.1 37.6
行っていない 689 4 41 47 69 58 65 178 166 40 21 668 116 0 5,051

100.0 0.6 6.0 6.8 10.0 8.4 9.4 25.8 24.1 5.8 3.1 59.6
　無回答 32 - 3 2 6 4 2 6 7 1 1 31 87 1 578

100.0 - 9.4 6.3 18.8 12.5 6.3 18.8 21.9 3.1 3.1 2.8
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,010 11 74 85 80 72 70 240 276 67 35 975 120 0 3,324

100.0 1.1 7.3 8.4 7.9 7.1 6.9 23.8 27.3 6.6 3.5 30.0
行う予定はない 421 3 40 48 43 68 37 113 47 12 10 411 65 0 1,102

100.0 0.7 9.5 11.4 10.2 16.2 8.8 26.8 11.2 2.9 2.4 12.6
わからない 1,902 9 195 194 245 214 172 453 297 69 54 1,848 86 0 5,051

100.0 0.5 10.3 10.2 12.9 11.3 9.0 23.8 15.6 3.6 2.8 56.8
　無回答 22 - 2 - 2 3 1 10 3 - 1 21 69 1 243

100.0 - 9.1 - 9.1 13.6 4.6 45.5 13.6 - 4.6 0.7
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【従業員数（うち正社員数）】うち　女性
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０
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９
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　全　体 3,355 132 1,305 658 382 202 118 257 161 40 100 3,255 32 0 2,179
100.0 3.9 38.9 19.6 11.4 6.0 3.5 7.7 4.8 1.2 3.0 100.0

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 172 9 81 21 14 5 3 10 11 10 8 164 69 0 1,000

100.0 5.2 47.1 12.2 8.1 2.9 1.7 5.8 6.4 5.8 4.7 5.0
1,000～4,999人 469 36 185 75 35 14 14 34 33 22 21 448 60 0 2,179

100.0 7.7 39.5 16.0 7.5 3.0 3.0 7.3 7.0 4.7 4.5 13.8
300～999人 954 44 372 142 93 47 34 99 79 8 36 918 34 0 550

100.0 4.6 39.0 14.9 9.8 4.9 3.6 10.4 8.3 0.8 3.8 28.2
100～299人 1,269 32 389 300 197 124 59 106 37 - 25 1,244 24 0 194

100.0 2.5 30.7 23.6 15.5 9.8 4.7 8.4 2.9 - 2.0 38.2
50～99人 360 3 196 96 34 12 8 6 - - 5 355 12 0 55

100.0 0.8 54.4 26.7 9.4 3.3 2.2 1.7 - - 1.4 10.9
30～49人 119 8 78 23 6 - - - - - 4 115 7 0 27

100.0 6.7 65.6 19.3 5.0 - - - - - 3.4 3.5
　無回答 12 - 4 1 3 - - 2 1 - 1 11 41 1 221

100.0 - 33.3 8.3 25.0 - - 16.7 8.3 - 8.3 0.3
Ｑ２　業種
農業、林業 9 - 2 3 2 - 1 1 - - - 9 23 1 75

100.0 - 22.2 33.3 22.2 - 11.1 11.1 - - - 0.3
漁業 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 - 2 1 1 - - - - - - 4 10 3 21

100.0 - 50.0 25.0 25.0 - - - - - - 0.1
建設業 314 10 167 71 26 12 8 11 5 - 4 310 15 0 261

100.0 3.2 53.2 22.6 8.3 3.8 2.6 3.5 1.6 - 1.3 9.5
製造業 1,136 21 414 276 140 79 42 81 41 3 39 1,097 24 0 463

100.0 1.9 36.4 24.3 12.3 7.0 3.7 7.1 3.6 0.3 3.4 33.7
電気・ガス・熱供給・水道業 20 3 9 4 - 1 2 1 - - - 20 14 0 70

100.0 15.0 45.0 20.0 - 5.0 10.0 5.0 - - - 0.6
情報通信業 101 1 30 19 17 9 4 14 4 - 3 98 29 0 214

100.0 1.0 29.7 18.8 16.8 8.9 4.0 13.9 4.0 - 3.0 3.0
運輸業、郵便業 367 38 222 54 24 7 4 8 2 - 8 359 10 0 242

100.0 10.4 60.5 14.7 6.5 1.9 1.1 2.2 0.5 - 2.2 11.0
卸売業、小売業 442 21 199 60 49 28 14 28 14 11 18 424 39 0 1,000

100.0 4.8 45.0 13.6 11.1 6.3 3.2 6.3 3.2 2.5 4.1 13.0
金融業、保険業 65 - 5 15 8 3 3 14 10 6 1 64 100 2 873

100.0 - 7.7 23.1 12.3 4.6 4.6 21.5 15.4 9.2 1.5 2.0
不動産業、物品賃貸業 26 - 8 6 6 1 1 2 1 1 - 26 42 1 481

100.0 - 30.8 23.1 23.1 3.9 3.9 7.7 3.9 3.9 - 0.8
学術研究、専門・技術サービス業 74 1 27 23 7 4 - 9 1 - 2 72 22 0 220

100.0 1.4 36.5 31.1 9.5 5.4 - 12.2 1.4 - 2.7 2.2
宿泊業、飲食サービス業 57 7 27 5 5 4 1 2 4 - 2 55 20 0 154

100.0 12.3 47.4 8.8 8.8 7.0 1.8 3.5 7.0 - 3.5 1.7
生活関連サービス業、娯楽業 52 5 22 7 6 5 1 4 1 - 1 51 18 0 111

100.0 9.6 42.3 13.5 11.5 9.6 1.9 7.7 1.9 - 1.9 1.6
教育、学習支援業 63 - 3 16 13 3 5 5 13 4 1 62 103 2 1,019

100.0 - 4.8 25.4 20.6 4.8 7.9 7.9 20.6 6.4 1.6 1.9
医療、福祉 289 2 25 50 39 26 22 51 51 13 10 279 86 0 2,179

100.0 0.7 8.7 17.3 13.5 9.0 7.6 17.7 17.7 4.5 3.5 8.6
複合サービス事業 42 5 13 6 4 2 2 4 4 - 2 40 35 0 203

100.0 11.9 31.0 14.3 9.5 4.8 4.8 9.5 9.5 - 4.8 1.2
その他サービス業 230 15 101 30 29 14 7 16 9 2 7 223 29 0 734

100.0 6.5 43.9 13.0 12.6 6.1 3.0 7.0 3.9 0.9 3.0 6.9
分類不能の産業 2 - 1 - 1 - - - - - - 2 12 1 23

100.0 - 50.0 - 50.0 - - - - - - 0.1
その他 24 - 10 4 4 2 - 3 - - 1 23 20 1 65

100.0 - 41.7 16.7 16.7 8.3 - 12.5 - - 4.2 0.7
　無回答 38 3 18 8 1 2 1 3 1 - 1 37 17 0 100

100.0 7.9 47.4 21.1 2.6 5.3 2.6 7.9 2.6 - 2.6 1.1
Ｑ２　業種
製造業 1,136 21 414 276 140 79 42 81 41 3 39 1,097 24 0 463

100.0 1.9 36.4 24.3 12.3 7.0 3.7 7.1 3.6 0.3 3.4 33.7
非製造業 2,181 108 873 374 241 121 75 173 119 37 60 2,121 37 0 2,179

100.0 5.0 40.0 17.2 11.1 5.6 3.4 7.9 5.5 1.7 2.8 65.2
　無回答 38 3 18 8 1 2 1 3 1 - 1 37 17 0 100

100.0 7.9 47.4 21.1 2.6 5.3 2.6 7.9 2.6 - 2.6 1.1
Ｑ３　創業年
1919年まで 355 8 110 75 58 17 18 28 23 3 15 340 34 0 873

100.0 2.3 31.0 21.1 16.3 4.8 5.1 7.9 6.5 0.9 4.2 10.5
1920～1939年 355 18 148 67 31 13 11 34 17 6 10 345 30 0 504

100.0 5.1 41.7 18.9 8.7 3.7 3.1 9.6 4.8 1.7 2.8 10.6
1940～1959年 984 36 422 197 118 63 27 53 30 12 26 958 29 0 2,179

100.0 3.7 42.9 20.0 12.0 6.4 2.7 5.4 3.1 1.2 2.6 29.4
1960～1979年 913 38 333 185 101 63 35 73 44 14 27 886 36 0 961

100.0 4.2 36.5 20.3 11.1 6.9 3.8 8.0 4.8 1.5 3.0 27.2
1980～1999年 416 19 132 87 46 26 13 46 32 2 13 403 34 0 734

100.0 4.6 31.7 20.9 11.1 6.3 3.1 11.1 7.7 0.5 3.1 12.4
2000年以降 237 7 115 31 18 14 12 19 14 2 5 232 28 0 481

100.0 3.0 48.5 13.1 7.6 5.9 5.1 8.0 5.9 0.8 2.1 7.1
　無回答 95 6 45 16 10 6 2 4 1 1 4 91 21 0 370

100.0 6.3 47.4 16.8 10.5 6.3 2.1 4.2 1.1 1.1 4.2 2.8
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【従業員数（うち正社員数）】うち　男性

全

体

０
人
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全

体

平

均

最
小
値

最
大
値

　全　体 3,355 23 311 327 370 357 280 816 623 148 100 3,255 93 0 5,051
100.0 0.7 9.3 9.8 11.0 10.6 8.4 24.3 18.6 4.4 3.0 100.0

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 460 6 50 43 45 44 37 107 87 25 16 444 114 0 5,051

100.0 1.3 10.9 9.4 9.8 9.6 8.0 23.3 18.9 5.4 3.5 39.6
導入後に行った 142 - 7 7 16 13 15 31 40 10 3 139 138 1 2,000

100.0 - 4.9 4.9 11.3 9.2 10.6 21.8 28.2 7.0 2.1 12.4
行っていない 592 3 36 40 48 46 46 143 163 47 20 572 127 0 1,644

100.0 0.5 6.1 6.8 8.1 7.8 7.8 24.2 27.5 7.9 3.4 51.0
　無回答 15 1 - 1 3 3 1 3 2 - 1 14 57 0 200

100.0 6.7 - 6.7 20.0 20.0 6.7 20.0 13.3 - 6.7 1.3
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 159 1 8 10 15 22 14 31 44 11 3 156 143 0 3,324

100.0 0.6 5.0 6.3 9.4 13.8 8.8 19.5 27.7 6.9 1.9 29.2
やや積極的 120 - 11 11 13 5 8 30 30 6 6 114 117 1 1,790

100.0 - 9.2 9.2 10.8 4.2 6.7 25.0 25.0 5.0 5.0 21.3
どちらでもない 238 5 30 25 24 22 23 60 33 9 7 231 100 0 5,051

100.0 2.1 12.6 10.5 10.1 9.2 9.7 25.2 13.9 3.8 2.9 43.2
やや消極的 11 - 2 1 2 - 1 1 4 - - 11 57 4 138

100.0 - 18.2 9.1 18.2 - 9.1 9.1 36.4 - - 2.1
対応には消極的だった 13 - 1 - 1 1 1 4 4 - 1 12 87 1 216

100.0 - 7.7 - 7.7 7.7 7.7 30.8 30.8 - 7.7 2.2
　無回答 13 - 1 1 1 1 1 2 1 3 2 11 283 5 2,000

100.0 - 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 15.4 7.7 23.1 15.4 2.1
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 239 - 15 16 28 24 20 58 53 13 12 227 109 2 2,283

100.0 - 6.3 6.7 11.7 10.0 8.4 24.3 22.2 5.4 5.0 42.4
導入することを決めた後で協議した 151 1 11 13 14 13 16 41 31 9 2 149 112 0 3,324

100.0 0.7 7.3 8.6 9.3 8.6 10.6 27.2 20.5 6.0 1.3 27.9
わからない 62 5 23 14 2 5 - 4 3 3 3 59 154 0 5,051

100.0 8.1 37.1 22.6 3.2 8.1 - 6.5 4.8 4.8 4.8 11.0
　無回答 102 - 4 5 12 9 12 25 29 4 2 100 131 1 2,000

100.0 - 3.9 4.9 11.8 8.8 11.8 24.5 28.4 3.9 2.0 18.7
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 502 6 52 45 46 48 43 116 101 28 17 485 120 0 5,051

100.0 1.2 10.4 9.0 9.2 9.6 8.6 23.1 20.1 5.6 3.4 90.7
効果はなかった 33 - - 2 6 1 4 10 8 - 2 31 77 17 260

100.0 - - 6.1 18.2 3.0 12.1 30.3 24.2 - 6.1 5.8
　無回答 19 - 1 1 4 2 1 2 7 1 - 19 167 2 1,790

100.0 - 5.3 5.3 21.1 10.5 5.3 10.5 36.8 5.3 - 3.6
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 148 - 10 7 16 15 8 34 37 15 6 142 192 1 5,051

100.0 - 6.8 4.7 10.8 10.1 5.4 23.0 25.0 10.1 4.1 26.5
課題は生じなかった 378 6 39 39 35 34 39 88 72 13 13 365 90 0 2,000

100.0 1.6 10.3 10.3 9.3 9.0 10.3 23.3 19.1 3.4 3.4 68.2
　無回答 28 - 4 2 5 2 1 6 7 1 - 28 123 1 1,790

100.0 - 14.3 7.1 17.9 7.1 3.6 21.4 25.0 3.6 - 5.2
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 440 6 45 40 32 38 28 90 108 35 18 422 135 0 3,324

100.0 1.4 10.2 9.1 7.3 8.6 6.4 20.5 24.6 8.0 4.1 37.6
行っていない 689 4 41 47 69 58 65 178 166 40 21 668 116 0 5,051

100.0 0.6 6.0 6.8 10.0 8.4 9.4 25.8 24.1 5.8 3.1 59.6
　無回答 32 - 3 2 6 4 2 6 7 1 1 31 87 1 578

100.0 - 9.4 6.3 18.8 12.5 6.3 18.8 21.9 3.1 3.1 2.8
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,010 11 74 85 80 72 70 240 276 67 35 975 120 0 3,324

100.0 1.1 7.3 8.4 7.9 7.1 6.9 23.8 27.3 6.6 3.5 30.0
行う予定はない 421 3 40 48 43 68 37 113 47 12 10 411 65 0 1,102

100.0 0.7 9.5 11.4 10.2 16.2 8.8 26.8 11.2 2.9 2.4 12.6
わからない 1,902 9 195 194 245 214 172 453 297 69 54 1,848 86 0 5,051

100.0 0.5 10.3 10.2 12.9 11.3 9.0 23.8 15.6 3.6 2.8 56.8
　無回答 22 - 2 - 2 3 1 10 3 - 1 21 69 1 243

100.0 - 9.1 - 9.1 13.6 4.6 45.5 13.6 - 4.6 0.7
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【従業員数（うち正社員数）】うち　女性
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０
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体

平

均

最
小
値

最
大
値

　全　体 3,355 132 1,305 658 382 202 118 257 161 40 100 3,255 32 0 2,179
100.0 3.9 38.9 19.6 11.4 6.0 3.5 7.7 4.8 1.2 3.0 100.0

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 170 29 115 22 - - - - - - 4 166 4 0 19

100.0 17.1 67.7 12.9 - - - - - - 2.4 5.1
30～49人 661 58 450 109 26 4 - - - - 14 647 6 0 38

100.0 8.8 68.1 16.5 3.9 0.6 - - - - 2.1 19.9
50～99人 953 32 487 218 117 46 22 14 - - 17 936 12 0 69

100.0 3.4 51.1 22.9 12.3 4.8 2.3 1.5 - - 1.8 28.8
100～299人 1,157 13 235 281 210 125 73 144 48 - 28 1,129 30 0 214

100.0 1.1 20.3 24.3 18.2 10.8 6.3 12.5 4.2 - 2.4 34.7
300人以上 414 - 18 28 29 27 23 99 113 40 37 377 145 1 2,179

100.0 - 4.4 6.8 7.0 6.5 5.6 23.9 27.3 9.7 8.9 11.6
　無回答 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,363 75 578 245 145 61 36 92 67 23 41 1,322 34 0 1,019

100.0 5.5 42.4 18.0 10.6 4.5 2.6 6.8 4.9 1.7 3.0 40.6
ない 1,986 57 725 412 237 139 82 165 93 17 59 1,927 31 0 2,179

100.0 2.9 36.5 20.8 11.9 7.0 4.1 8.3 4.7 0.9 3.0 59.2
　無回答 6 - 2 1 - 2 - - 1 - - 6 35 2 123

100.0 - 33.3 16.7 - 33.3 - - 16.7 - - 0.2
Ｆ１　回答者の役職
社長 64 1 28 14 4 7 3 3 1 - 3 61 21 0 280

100.0 1.6 43.8 21.9 6.3 10.9 4.7 4.7 1.6 - 4.7 1.9
取締役・役員クラス 379 7 142 83 53 23 15 35 10 - 11 368 24 0 234

100.0 1.9 37.5 21.9 14.0 6.1 4.0 9.2 2.6 - 2.9 11.3
部長・次長クラス 960 33 366 174 112 70 36 81 50 10 28 932 33 0 2,179

100.0 3.4 38.1 18.1 11.7 7.3 3.8 8.4 5.2 1.0 2.9 28.6
課長クラス 963 39 420 160 105 48 27 72 48 13 31 932 32 0 961

100.0 4.1 43.6 16.6 10.9 5.0 2.8 7.5 5.0 1.4 3.2 28.6
係長・主任クラス 476 27 165 115 51 22 16 33 28 9 10 466 36 0 1,000

100.0 5.7 34.7 24.2 10.7 4.6 3.4 6.9 5.9 1.9 2.1 14.3
一般社員 411 12 138 96 46 28 19 29 22 7 14 397 37 0 1,019

100.0 2.9 33.6 23.4 11.2 6.8 4.6 7.1 5.4 1.7 3.4 12.2
その他 72 12 33 13 6 3 1 2 - - 2 70 10 0 81

100.0 16.7 45.8 18.1 8.3 4.2 1.4 2.8 - - 2.8 2.2
　無回答 30 1 13 3 5 1 1 2 2 1 1 29 48 0 599

100.0 3.3 43.3 10.0 16.7 3.3 3.3 6.7 6.7 3.3 3.3 0.9
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 113 - 29 24 22 4 4 16 7 4 3 110 55 1 873

100.0 - 25.7 21.2 19.5 3.5 3.5 14.2 6.2 3.5 2.7 3.4
人事・労務部門 617 19 189 104 78 38 23 75 63 16 12 605 53 0 2,179

100.0 3.1 30.6 16.9 12.6 6.2 3.7 12.2 10.2 2.6 1.9 18.6
総務・庶務部門 1,449 37 532 342 183 96 57 105 51 15 31 1,418 30 0 1,019

100.0 2.6 36.7 23.6 12.6 6.6 3.9 7.3 3.5 1.0 2.1 43.6
経理部門 116 2 50 29 10 8 7 4 5 - 1 115 22 0 245

100.0 1.7 43.1 25.0 8.6 6.9 6.0 3.5 4.3 - 0.9 3.5
広報部門 5 - - 1 1 - - 1 1 - 1 4 96 12 289

100.0 - - 20.0 20.0 - - 20.0 20.0 - 20.0 0.1
経営企画・経営戦略立案部門 152 5 51 30 13 16 5 13 11 1 7 145 33 0 301

100.0 3.3 33.6 19.7 8.6 10.5 3.3 8.6 7.2 0.7 4.6 4.5
その他部門 706 57 384 91 54 25 15 29 16 2 33 673 16 0 703

100.0 8.1 54.4 12.9 7.7 3.5 2.1 4.1 2.3 0.3 4.7 20.7
　無回答 197 12 70 37 21 15 7 14 7 2 12 185 28 0 599

100.0 6.1 35.5 18.8 10.7 7.6 3.6 7.1 3.6 1.0 6.1 5.7
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,041 56 425 186 111 49 30 79 57 20 28 1,013 38 0 1,019

100.0 5.4 40.8 17.9 10.7 4.7 2.9 7.6 5.5 1.9 2.7 31.1
労使協議機関での協議 1,105 55 427 193 128 66 39 88 55 16 38 1,067 34 0 961

100.0 5.0 38.6 17.5 11.6 6.0 3.5 8.0 5.0 1.5 3.4 32.8
取組を行うための専門組織の編成 402 16 142 76 43 35 17 38 24 5 6 396 34 0 504

100.0 4.0 35.3 18.9 10.7 8.7 4.2 9.5 6.0 1.2 1.5 12.2
懇談会・説明会などの 1,513 55 615 309 164 82 43 126 70 12 37 1,476 30 0 1,019

常設ではない会合 100.0 3.6 40.7 20.4 10.8 5.4 2.8 8.3 4.6 0.8 2.5 45.4
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,398 60 507 244 158 88 61 131 80 26 43 1,355 39 0 1,019

その他の苦情処理機関 100.0 4.3 36.3 17.5 11.3 6.3 4.4 9.4 5.7 1.9 3.1 41.6
社内報や社内掲示板、 2,266 81 884 452 245 135 77 187 110 29 66 2,200 33 0 2,179

電子メールなどでの情報提供 100.0 3.6 39.0 20.0 10.8 6.0 3.4 8.3 4.9 1.3 2.9 67.6
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 448 18 184 89 45 23 17 30 21 6 15 433 30 0 1,000

活用したコミュニケーションツール 100.0 4.0 41.1 19.9 10.0 5.1 3.8 6.7 4.7 1.3 3.4 13.3
従業員へのアンケート調査 1,169 47 434 215 122 71 47 104 73 19 37 1,132 39 0 1,000

100.0 4.0 37.1 18.4 10.4 6.1 4.0 8.9 6.2 1.6 3.2 34.8
その他 173 10 67 27 21 6 8 21 4 3 6 167 32 0 703

100.0 5.8 38.7 15.6 12.1 3.5 4.6 12.1 2.3 1.7 3.5 5.1
　無回答 41 4 17 7 4 3 2 2 1 - 1 40 18 0 137

100.0 9.8 41.5 17.1 9.8 7.3 4.9 4.9 2.4 - 2.4 1.2
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,161 34 365 229 161 76 41 123 74 18 40 1,121 40 0 2,179

100.0 2.9 31.4 19.7 13.9 6.6 3.5 10.6 6.4 1.6 3.5 34.4
行っていない 2,161 95 926 423 220 123 76 131 86 22 59 2,102 28 0 1,019

100.0 4.4 42.9 19.6 10.2 5.7 3.5 6.1 4.0 1.0 2.7 64.6
　無回答 33 3 14 6 1 3 1 3 1 - 1 32 20 0 123

100.0 9.1 42.4 18.2 3.0 9.1 3.0 9.1 3.0 - 3.0 1.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【従業員数（うち正社員数）】うち　女性
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　全　体 3,355 132 1,305 658 382 202 118 257 161 40 100 3,255 32 0 2,179
100.0 3.9 38.9 19.6 11.4 6.0 3.5 7.7 4.8 1.2 3.0 100.0

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 460 13 164 82 63 26 13 49 27 7 16 444 40 0 2,179

100.0 2.8 35.7 17.8 13.7 5.7 2.8 10.7 5.9 1.5 3.5 39.6
導入後に行った 142 5 38 40 16 6 6 16 9 3 3 139 45 0 1,000

100.0 3.5 26.8 28.2 11.3 4.2 4.2 11.3 6.3 2.1 2.1 12.4
行っていない 592 16 174 117 84 45 21 64 41 10 20 572 42 0 979

100.0 2.7 29.4 19.8 14.2 7.6 3.6 10.8 6.9 1.7 3.4 51.0
　無回答 15 2 5 1 3 - 2 - 1 - 1 14 22 0 120

100.0 13.3 33.3 6.7 20.0 - 13.3 - 6.7 - 6.7 1.3
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 159 2 46 42 20 6 4 21 12 3 3 156 53 0 2,179

100.0 1.3 28.9 26.4 12.6 3.8 2.5 13.2 7.6 1.9 1.9 29.2
やや積極的 120 6 34 18 15 7 6 14 12 2 6 114 45 0 644

100.0 5.0 28.3 15.0 12.5 5.8 5.0 11.7 10.0 1.7 5.0 21.3
どちらでもない 238 8 94 43 38 16 5 18 7 2 7 231 25 0 504

100.0 3.4 39.5 18.1 16.0 6.7 2.1 7.6 2.9 0.8 2.9 43.2
やや消極的 11 - 3 4 1 1 - 2 - - - 11 26 3 96

100.0 - 27.3 36.4 9.1 9.1 - 18.2 - - - 2.1
対応には消極的だった 13 - 5 3 - - 1 3 - - 1 12 28 1 85

100.0 - 38.5 23.1 - - 7.7 23.1 - - 7.7 2.2
　無回答 13 - 4 1 - 1 2 1 1 1 2 11 124 3 1,000

100.0 - 30.8 7.7 - 7.7 15.4 7.7 7.7 7.7 15.4 2.1
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 239 5 71 51 35 13 7 28 15 2 12 227 43 0 2,179

100.0 2.1 29.7 21.3 14.6 5.4 2.9 11.7 6.3 0.8 5.0 42.4
導入することを決めた後で協議した 151 4 40 29 27 12 6 17 11 3 2 149 40 0 463

100.0 2.7 26.5 19.2 17.9 8.0 4.0 11.3 7.3 2.0 1.3 27.9
わからない 62 4 47 1 1 1 1 2 - 2 3 59 27 0 644

100.0 6.5 75.8 1.6 1.6 1.6 1.6 3.2 - 3.2 4.8 11.0
　無回答 102 3 28 30 11 5 4 12 6 1 2 100 38 0 1,000

100.0 2.9 27.5 29.4 10.8 4.9 3.9 11.8 5.9 1.0 2.0 18.7
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 502 16 169 103 66 27 14 52 30 8 17 485 41 0 2,179

100.0 3.2 33.7 20.5 13.2 5.4 2.8 10.4 6.0 1.6 3.4 90.7
効果はなかった 33 - 10 7 6 2 2 3 1 - 2 31 28 1 234

100.0 - 30.3 21.2 18.2 6.1 6.1 9.1 3.0 - 6.1 5.8
　無回答 19 - 7 1 2 2 2 4 1 - - 19 36 1 167

100.0 - 36.8 5.3 10.5 10.5 10.5 21.1 5.3 - - 3.6
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 148 4 36 34 22 9 8 17 8 4 6 142 45 0 504

100.0 2.7 24.3 23.0 14.9 6.1 5.4 11.5 5.4 2.7 4.1 26.5
課題は生じなかった 378 12 138 74 51 19 9 36 22 4 13 365 37 0 2,179

100.0 3.2 36.5 19.6 13.5 5.0 2.4 9.5 5.8 1.1 3.4 68.2
　無回答 28 - 12 3 1 3 1 6 2 - - 28 42 1 280

100.0 - 42.9 10.7 3.6 10.7 3.6 21.4 7.1 - - 5.2
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 440 18 147 75 51 30 20 43 30 8 18 422 41 0 1,000

100.0 4.1 33.4 17.1 11.6 6.8 4.6 9.8 6.8 1.8 4.1 37.6
行っていない 689 14 210 152 102 44 20 75 41 10 21 668 40 0 2,179

100.0 2.0 30.5 22.1 14.8 6.4 2.9 10.9 6.0 1.5 3.1 59.6
　無回答 32 2 8 2 8 2 1 5 3 - 1 31 38 0 194

100.0 6.3 25.0 6.3 25.0 6.3 3.1 15.6 9.4 - 3.1 2.8
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,010 26 344 198 124 65 42 106 59 11 35 975 36 0 2,179

100.0 2.6 34.1 19.6 12.3 6.4 4.2 10.5 5.8 1.1 3.5 30.0
行う予定はない 421 22 186 77 39 29 12 28 13 5 10 411 25 0 714

100.0 5.2 44.2 18.3 9.3 6.9 2.9 6.7 3.1 1.2 2.4 12.6
わからない 1,902 83 769 380 215 107 62 120 88 24 54 1,848 32 0 1,019

100.0 4.4 40.4 20.0 11.3 5.6 3.3 6.3 4.6 1.3 2.8 56.8
　無回答 22 1 6 3 4 1 2 3 1 - 1 21 27 0 102

100.0 4.6 27.3 13.6 18.2 4.6 9.1 13.6 4.6 - 4.6 0.7
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。
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　全　体 3,355 132 1,305 658 382 202 118 257 161 40 100 3,255 32 0 2,179
100.0 3.9 38.9 19.6 11.4 6.0 3.5 7.7 4.8 1.2 3.0 100.0

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 170 29 115 22 - - - - - - 4 166 4 0 19

100.0 17.1 67.7 12.9 - - - - - - 2.4 5.1
30～49人 661 58 450 109 26 4 - - - - 14 647 6 0 38

100.0 8.8 68.1 16.5 3.9 0.6 - - - - 2.1 19.9
50～99人 953 32 487 218 117 46 22 14 - - 17 936 12 0 69

100.0 3.4 51.1 22.9 12.3 4.8 2.3 1.5 - - 1.8 28.8
100～299人 1,157 13 235 281 210 125 73 144 48 - 28 1,129 30 0 214

100.0 1.1 20.3 24.3 18.2 10.8 6.3 12.5 4.2 - 2.4 34.7
300人以上 414 - 18 28 29 27 23 99 113 40 37 377 145 1 2,179

100.0 - 4.4 6.8 7.0 6.5 5.6 23.9 27.3 9.7 8.9 11.6
　無回答 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,363 75 578 245 145 61 36 92 67 23 41 1,322 34 0 1,019

100.0 5.5 42.4 18.0 10.6 4.5 2.6 6.8 4.9 1.7 3.0 40.6
ない 1,986 57 725 412 237 139 82 165 93 17 59 1,927 31 0 2,179

100.0 2.9 36.5 20.8 11.9 7.0 4.1 8.3 4.7 0.9 3.0 59.2
　無回答 6 - 2 1 - 2 - - 1 - - 6 35 2 123

100.0 - 33.3 16.7 - 33.3 - - 16.7 - - 0.2
Ｆ１　回答者の役職
社長 64 1 28 14 4 7 3 3 1 - 3 61 21 0 280

100.0 1.6 43.8 21.9 6.3 10.9 4.7 4.7 1.6 - 4.7 1.9
取締役・役員クラス 379 7 142 83 53 23 15 35 10 - 11 368 24 0 234

100.0 1.9 37.5 21.9 14.0 6.1 4.0 9.2 2.6 - 2.9 11.3
部長・次長クラス 960 33 366 174 112 70 36 81 50 10 28 932 33 0 2,179

100.0 3.4 38.1 18.1 11.7 7.3 3.8 8.4 5.2 1.0 2.9 28.6
課長クラス 963 39 420 160 105 48 27 72 48 13 31 932 32 0 961

100.0 4.1 43.6 16.6 10.9 5.0 2.8 7.5 5.0 1.4 3.2 28.6
係長・主任クラス 476 27 165 115 51 22 16 33 28 9 10 466 36 0 1,000

100.0 5.7 34.7 24.2 10.7 4.6 3.4 6.9 5.9 1.9 2.1 14.3
一般社員 411 12 138 96 46 28 19 29 22 7 14 397 37 0 1,019

100.0 2.9 33.6 23.4 11.2 6.8 4.6 7.1 5.4 1.7 3.4 12.2
その他 72 12 33 13 6 3 1 2 - - 2 70 10 0 81

100.0 16.7 45.8 18.1 8.3 4.2 1.4 2.8 - - 2.8 2.2
　無回答 30 1 13 3 5 1 1 2 2 1 1 29 48 0 599

100.0 3.3 43.3 10.0 16.7 3.3 3.3 6.7 6.7 3.3 3.3 0.9
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 113 - 29 24 22 4 4 16 7 4 3 110 55 1 873

100.0 - 25.7 21.2 19.5 3.5 3.5 14.2 6.2 3.5 2.7 3.4
人事・労務部門 617 19 189 104 78 38 23 75 63 16 12 605 53 0 2,179

100.0 3.1 30.6 16.9 12.6 6.2 3.7 12.2 10.2 2.6 1.9 18.6
総務・庶務部門 1,449 37 532 342 183 96 57 105 51 15 31 1,418 30 0 1,019

100.0 2.6 36.7 23.6 12.6 6.6 3.9 7.3 3.5 1.0 2.1 43.6
経理部門 116 2 50 29 10 8 7 4 5 - 1 115 22 0 245

100.0 1.7 43.1 25.0 8.6 6.9 6.0 3.5 4.3 - 0.9 3.5
広報部門 5 - - 1 1 - - 1 1 - 1 4 96 12 289

100.0 - - 20.0 20.0 - - 20.0 20.0 - 20.0 0.1
経営企画・経営戦略立案部門 152 5 51 30 13 16 5 13 11 1 7 145 33 0 301

100.0 3.3 33.6 19.7 8.6 10.5 3.3 8.6 7.2 0.7 4.6 4.5
その他部門 706 57 384 91 54 25 15 29 16 2 33 673 16 0 703

100.0 8.1 54.4 12.9 7.7 3.5 2.1 4.1 2.3 0.3 4.7 20.7
　無回答 197 12 70 37 21 15 7 14 7 2 12 185 28 0 599

100.0 6.1 35.5 18.8 10.7 7.6 3.6 7.1 3.6 1.0 6.1 5.7
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,041 56 425 186 111 49 30 79 57 20 28 1,013 38 0 1,019

100.0 5.4 40.8 17.9 10.7 4.7 2.9 7.6 5.5 1.9 2.7 31.1
労使協議機関での協議 1,105 55 427 193 128 66 39 88 55 16 38 1,067 34 0 961

100.0 5.0 38.6 17.5 11.6 6.0 3.5 8.0 5.0 1.5 3.4 32.8
取組を行うための専門組織の編成 402 16 142 76 43 35 17 38 24 5 6 396 34 0 504

100.0 4.0 35.3 18.9 10.7 8.7 4.2 9.5 6.0 1.2 1.5 12.2
懇談会・説明会などの 1,513 55 615 309 164 82 43 126 70 12 37 1,476 30 0 1,019

常設ではない会合 100.0 3.6 40.7 20.4 10.8 5.4 2.8 8.3 4.6 0.8 2.5 45.4
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,398 60 507 244 158 88 61 131 80 26 43 1,355 39 0 1,019

その他の苦情処理機関 100.0 4.3 36.3 17.5 11.3 6.3 4.4 9.4 5.7 1.9 3.1 41.6
社内報や社内掲示板、 2,266 81 884 452 245 135 77 187 110 29 66 2,200 33 0 2,179

電子メールなどでの情報提供 100.0 3.6 39.0 20.0 10.8 6.0 3.4 8.3 4.9 1.3 2.9 67.6
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 448 18 184 89 45 23 17 30 21 6 15 433 30 0 1,000

活用したコミュニケーションツール 100.0 4.0 41.1 19.9 10.0 5.1 3.8 6.7 4.7 1.3 3.4 13.3
従業員へのアンケート調査 1,169 47 434 215 122 71 47 104 73 19 37 1,132 39 0 1,000

100.0 4.0 37.1 18.4 10.4 6.1 4.0 8.9 6.2 1.6 3.2 34.8
その他 173 10 67 27 21 6 8 21 4 3 6 167 32 0 703

100.0 5.8 38.7 15.6 12.1 3.5 4.6 12.1 2.3 1.7 3.5 5.1
　無回答 41 4 17 7 4 3 2 2 1 - 1 40 18 0 137

100.0 9.8 41.5 17.1 9.8 7.3 4.9 4.9 2.4 - 2.4 1.2
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,161 34 365 229 161 76 41 123 74 18 40 1,121 40 0 2,179

100.0 2.9 31.4 19.7 13.9 6.6 3.5 10.6 6.4 1.6 3.5 34.4
行っていない 2,161 95 926 423 220 123 76 131 86 22 59 2,102 28 0 1,019

100.0 4.4 42.9 19.6 10.2 5.7 3.5 6.1 4.0 1.0 2.7 64.6
　無回答 33 3 14 6 1 3 1 3 1 - 1 32 20 0 123

100.0 9.1 42.4 18.2 3.0 9.1 3.0 9.1 3.0 - 3.0 1.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。
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　全　体 3,670 1,357 1,015 245 127 68 44 90 51 16 657 3,013 13 0 2,724
100.0 37.0 27.7 6.7 3.5 1.9 1.2 2.5 1.4 0.4 17.9 100.0

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 68 53 12 3 1 3 7 3 6 25 156 46 0 2,724

100.0 37.6 29.3 6.6 1.7 0.6 1.7 3.9 1.7 3.3 13.8 5.2
1,000～4,999人 510 157 138 36 20 21 10 19 21 6 82 428 25 0 1,022

100.0 30.8 27.1 7.1 3.9 4.1 2.0 3.7 4.1 1.2 16.1 14.2
300～999人 1,052 350 276 68 60 30 14 37 18 4 195 857 14 0 543

100.0 33.3 26.2 6.5 5.7 2.9 1.3 3.5 1.7 0.4 18.5 28.4
100～299人 1,390 524 419 108 37 16 13 26 9 - 238 1,152 7 0 254

100.0 37.7 30.1 7.8 2.7 1.2 0.9 1.9 0.7 - 17.1 38.2
50～99人 398 191 98 18 4 - 2 1 - - 84 314 3 0 61

100.0 48.0 24.6 4.5 1.0 - 0.5 0.3 - - 21.1 10.4
30～49人 120 63 29 2 1 - 2 - - - 23 97 2 0 47

100.0 52.5 24.2 1.7 0.8 - 1.7 - - - 19.2 3.2
　無回答 19 4 2 1 2 - - - - - 10 9 7 0 25

100.0 21.1 10.5 5.3 10.5 - - - - - 52.6 0.3
Ｑ２　業種
農業、林業 10 7 1 - - - - - - - 2 8 0 0 1

100.0 70.0 10.0 - - - - - - - 20.0 0.3
漁業 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 1 2 - - - - - - - 1 3 5 0 8

100.0 25.0 50.0 - - - - - - - 25.0 0.1
建設業 351 155 85 16 9 2 3 5 4 2 70 281 10 0 543

100.0 44.2 24.2 4.6 2.6 0.6 0.9 1.4 1.1 0.6 19.9 9.3
製造業 1,228 334 408 124 72 33 20 50 22 7 158 1,070 16 0 645

100.0 27.2 33.2 10.1 5.9 2.7 1.6 4.1 1.8 0.6 12.9 35.5
電気・ガス・熱供給・水道業 22 7 11 1 - - - - - - 3 19 3 0 14

100.0 31.8 50.0 4.6 - - - - - - 13.6 0.6
情報通信業 107 35 29 5 4 2 2 7 7 - 16 91 23 0 252

100.0 32.7 27.1 4.7 3.7 1.9 1.9 6.5 6.5 - 15.0 3.0
運輸業、郵便業 406 176 89 22 6 5 3 4 3 1 97 309 7 0 545

100.0 43.4 21.9 5.4 1.5 1.2 0.7 1.0 0.7 0.3 23.9 10.3
卸売業、小売業 488 200 139 25 8 6 1 5 2 2 100 388 8 0 798

100.0 41.0 28.5 5.1 1.6 1.2 0.2 1.0 0.4 0.4 20.5 12.9
金融業、保険業 69 33 16 6 3 3 1 1 3 - 3 66 15 0 278

100.0 47.8 23.2 8.7 4.4 4.4 1.5 1.5 4.4 - 4.4 2.2
不動産業、物品賃貸業 26 11 10 1 - - - - 1 - 3 23 12 0 239

100.0 42.3 38.5 3.9 - - - - 3.9 - 11.5 0.8
学術研究、専門・技術サービス業 77 23 25 8 2 5 1 1 2 1 9 68 17 0 390

100.0 29.9 32.5 10.4 2.6 6.5 1.3 1.3 2.6 1.3 11.7 2.3
宿泊業、飲食サービス業 64 23 19 2 2 - - - - - 18 46 3 0 21

100.0 35.9 29.7 3.1 3.1 - - - - - 28.1 1.5
生活関連サービス業、娯楽業 58 31 10 - 1 1 - 2 - - 13 45 6 0 98

100.0 53.5 17.2 - 1.7 1.7 - 3.5 - - 22.4 1.5
教育、学習支援業 67 19 22 7 4 2 1 3 - - 9 58 9 0 64

100.0 28.4 32.8 10.5 6.0 3.0 1.5 4.5 - - 13.4 1.9
医療、福祉 323 157 76 8 4 3 4 4 2 - 65 258 5 0 150

100.0 48.6 23.5 2.5 1.2 0.9 1.2 1.2 0.6 - 20.1 8.6
複合サービス事業 45 14 17 1 - - 1 - - - 12 33 4 0 42

100.0 31.1 37.8 2.2 - - 2.2 - - - 26.7 1.1
その他サービス業 253 109 39 8 9 4 7 8 5 2 62 191 28 0 2,724

100.0 43.1 15.4 3.2 3.6 1.6 2.8 3.2 2.0 0.8 24.5 6.3
分類不能の産業 2 2 - - - - - - - - - 2 0 0 0

100.0 100.0 - - - - - - - - - 0.1
その他 25 10 6 5 1 1 - - - 1 1 24 49 0 1,022

100.0 40.0 24.0 20.0 4.0 4.0 - - - 4.0 4.0 0.8
　無回答 45 10 11 6 2 1 - - - - 15 30 6 0 30

100.0 22.2 24.4 13.3 4.4 2.2 - - - - 33.3 1.0
Ｑ２　業種
製造業 1,228 334 408 124 72 33 20 50 22 7 158 1,070 16 0 645

100.0 27.2 33.2 10.1 5.9 2.7 1.6 4.1 1.8 0.6 12.9 35.5
非製造業 2,397 1,013 596 115 53 34 24 40 29 9 484 1,913 11 0 2,724

100.0 42.3 24.9 4.8 2.2 1.4 1.0 1.7 1.2 0.4 20.2 63.5
　無回答 45 10 11 6 2 1 - - - - 15 30 6 0 30

100.0 22.2 24.4 13.3 4.4 2.2 - - - - 33.3 1.0
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 130 115 29 17 7 2 12 6 2 64 320 15 0 798

100.0 33.9 30.0 7.6 4.4 1.8 0.5 3.1 1.6 0.5 16.7 10.6
1920～1939年 382 141 116 19 16 6 8 12 8 1 55 327 12 0 360

100.0 36.9 30.4 5.0 4.2 1.6 2.1 3.1 2.1 0.3 14.4 10.9
1940～1959年 1,068 381 315 83 38 22 9 23 6 4 187 881 10 0 1,022

100.0 35.7 29.5 7.8 3.6 2.1 0.8 2.2 0.6 0.4 17.5 29.2
1960～1979年 994 377 247 66 35 17 13 24 15 5 195 799 16 0 2,724

100.0 37.9 24.9 6.6 3.5 1.7 1.3 2.4 1.5 0.5 19.6 26.5
1980～1999年 452 187 120 28 10 5 10 9 10 3 70 382 13 0 401

100.0 41.4 26.6 6.2 2.2 1.1 2.2 2.0 2.2 0.7 15.5 12.7
2000年以降 254 94 76 15 7 8 1 8 4 1 40 214 13 0 645

100.0 37.0 29.9 5.9 2.8 3.2 0.4 3.2 1.6 0.4 15.8 7.1
　無回答 136 47 26 5 4 3 1 2 2 - 46 90 10 0 191

100.0 34.6 19.1 3.7 2.9 2.2 0.7 1.5 1.5 - 33.8 3.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。
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　全　体 3,670 1,357 1,015 245 127 68 44 90 51 16 657 3,013 13 0 2,724
100.0 37.0 27.7 6.7 3.5 1.9 1.2 2.5 1.4 0.4 17.9 100.0

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 95 35 5 - 1 1 - - - 40 137 2 0 41

100.0 53.7 19.8 2.8 - 0.6 0.6 - - - 22.6 4.6
30～49人 670 325 205 24 6 4 2 2 - - 102 568 3 0 92

100.0 48.5 30.6 3.6 0.9 0.6 0.3 0.3 - - 15.2 18.9
50～99人 981 401 332 67 32 12 4 8 2 - 123 858 5 0 151

100.0 40.9 33.8 6.8 3.3 1.2 0.4 0.8 0.2 - 12.5 28.5
100～299人 1,186 409 353 118 59 28 21 44 17 2 135 1,051 12 0 798

100.0 34.5 29.8 10.0 5.0 2.4 1.8 3.7 1.4 0.2 11.4 34.9
300人以上 443 110 84 31 30 23 16 36 31 13 69 374 52 0 2,724

100.0 24.8 19.0 7.0 6.8 5.2 3.6 8.1 7.0 2.9 15.6 12.4
　無回答 213 17 6 - - - - - 1 1 188 25 23 0 401

100.0 8.0 2.8 - - - - - 0.5 0.5 88.3 0.8
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 464 457 111 55 35 22 53 28 12 238 1,237 19 0 2,724

100.0 31.5 31.0 7.5 3.7 2.4 1.5 3.6 1.9 0.8 16.1 41.1
ない 2,175 889 557 134 72 33 22 37 23 4 404 1,771 9 0 545

100.0 40.9 25.6 6.2 3.3 1.5 1.0 1.7 1.1 0.2 18.6 58.8
　無回答 20 4 1 - - - - - - - 15 5 0 0 2

100.0 20.0 5.0 - - - - - - - 75.0 0.2
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 27 13 4 4 - - 2 - 1 18 51 17 0 545

100.0 39.1 18.8 5.8 5.8 - - 2.9 - 1.5 26.1 1.7
取締役・役員クラス 414 170 125 25 14 5 3 6 3 - 63 351 6 0 119

100.0 41.1 30.2 6.0 3.4 1.2 0.7 1.5 0.7 - 15.2 11.7
部長・次長クラス 1,042 413 290 64 34 18 9 25 12 6 171 871 12 0 645

100.0 39.6 27.8 6.1 3.3 1.7 0.9 2.4 1.2 0.6 16.4 28.9
課長クラス 1,065 347 331 76 36 22 12 28 16 3 194 871 12 0 798

100.0 32.6 31.1 7.1 3.4 2.1 1.1 2.6 1.5 0.3 18.2 28.9
係長・主任クラス 522 188 129 33 17 13 9 14 10 3 106 416 20 0 2,724

100.0 36.0 24.7 6.3 3.3 2.5 1.7 2.7 1.9 0.6 20.3 13.8
一般社員 440 162 109 38 21 10 11 11 10 3 65 375 17 0 1,022

100.0 36.8 24.8 8.6 4.8 2.3 2.5 2.5 2.3 0.7 14.8 12.5
その他 80 31 15 3 1 - - 2 - - 28 52 4 0 71

100.0 38.8 18.8 3.8 1.3 - - 2.5 - - 35.0 1.7
　無回答 38 19 3 2 - - - 2 - - 12 26 6 0 75

100.0 50.0 7.9 5.3 - - - 5.3 - - 31.6 0.9
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 39 34 14 1 2 2 3 6 2 24 103 31 0 645

100.0 30.7 26.8 11.0 0.8 1.6 1.6 2.4 4.7 1.6 18.9 3.4
人事・労務部門 651 235 197 37 40 17 16 29 17 4 59 592 16 0 401

100.0 36.1 30.3 5.7 6.1 2.6 2.5 4.5 2.6 0.6 9.1 19.7
総務・庶務部門 1,592 591 446 103 52 30 16 29 16 4 305 1,287 10 0 798

100.0 37.1 28.0 6.5 3.3 1.9 1.0 1.8 1.0 0.3 19.2 42.7
経理部門 128 56 35 7 4 1 1 2 2 - 20 108 7 0 157

100.0 43.8 27.3 5.5 3.1 0.8 0.8 1.6 1.6 - 15.6 3.6
広報部門 6 2 1 1 - - - 1 - - 1 5 15 0 59

100.0 33.3 16.7 16.7 - - - 16.7 - - 16.7 0.2
経営企画・経営戦略立案部門 166 67 38 11 5 5 3 6 2 1 28 138 13 0 381

100.0 40.4 22.9 6.6 3.0 3.0 1.8 3.6 1.2 0.6 16.9 4.6
その他部門 774 284 208 59 18 12 3 14 7 3 166 608 14 0 2,724

100.0 36.7 26.9 7.6 2.3 1.6 0.4 1.8 0.9 0.4 21.5 20.2
　無回答 226 83 56 13 7 1 3 6 1 2 54 172 14 0 545

100.0 36.7 24.8 5.8 3.1 0.4 1.3 2.7 0.4 0.9 23.9 5.7
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 351 347 78 45 31 15 42 22 8 194 939 19 0 2,724

100.0 31.0 30.6 6.9 4.0 2.7 1.3 3.7 1.9 0.7 17.1 31.2
労使協議機関での協議 1,182 379 358 103 58 20 24 36 26 9 169 1,013 19 0 2,724

100.0 32.1 30.3 8.7 4.9 1.7 2.0 3.1 2.2 0.8 14.3 33.6
取組を行うための専門組織の編成 448 142 135 35 19 18 9 15 7 4 64 384 17 0 645

100.0 31.7 30.1 7.8 4.2 4.0 2.0 3.4 1.6 0.9 14.3 12.7
懇談会・説明会などの 1,623 575 484 126 58 34 20 44 13 7 262 1,361 13 0 2,724

常設ではない会合 100.0 35.4 29.8 7.8 3.6 2.1 1.2 2.7 0.8 0.4 16.1 45.2
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 523 441 117 59 38 26 43 30 9 230 1,286 16 0 2,724

その他の苦情処理機関 100.0 34.5 29.1 7.7 3.9 2.5 1.7 2.8 2.0 0.6 15.2 42.7
社内報や社内掲示板、 2,462 902 703 161 94 50 29 61 39 10 413 2,049 13 0 2,724

電子メールなどでの情報提供 100.0 36.6 28.6 6.5 3.8 2.0 1.2 2.5 1.6 0.4 16.8 68.0
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 175 156 30 23 10 3 12 11 1 66 421 11 0 360

活用したコミュニケーションツール 100.0 35.9 32.0 6.2 4.7 2.1 0.6 2.5 2.3 0.2 13.6 14.0
従業員へのアンケート調査 1,274 440 373 90 48 30 17 31 24 6 215 1,059 15 0 2,724

100.0 34.5 29.3 7.1 3.8 2.4 1.3 2.4 1.9 0.5 16.9 35.2
その他 187 82 38 9 9 4 1 3 2 2 37 150 13 0 545

100.0 43.9 20.3 4.8 4.8 2.1 0.5 1.6 1.1 1.1 19.8 5.0
　無回答 58 16 10 2 - 1 - 4 - - 25 33 11 0 98

100.0 27.6 17.2 3.5 - 1.7 - 6.9 - - 43.1 1.1
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 410 375 89 56 32 16 51 30 11 194 1,070 21 0 2,724

100.0 32.4 29.7 7.0 4.4 2.5 1.3 4.0 2.4 0.9 15.4 35.5
行っていない 2,363 932 629 155 71 35 28 39 21 4 449 1,914 8 0 607

100.0 39.4 26.6 6.6 3.0 1.5 1.2 1.7 0.9 0.2 19.0 63.5
　無回答 43 15 11 1 - 1 - - - 1 14 29 22 0 545

100.0 34.9 25.6 2.3 - 2.3 - - - 2.3 32.6 1.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。
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　全　体 3,670 1,357 1,015 245 127 68 44 90 51 16 657 3,013 13 0 2,724
100.0 37.0 27.7 6.7 3.5 1.9 1.2 2.5 1.4 0.4 17.9 100.0

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 68 53 12 3 1 3 7 3 6 25 156 46 0 2,724

100.0 37.6 29.3 6.6 1.7 0.6 1.7 3.9 1.7 3.3 13.8 5.2
1,000～4,999人 510 157 138 36 20 21 10 19 21 6 82 428 25 0 1,022

100.0 30.8 27.1 7.1 3.9 4.1 2.0 3.7 4.1 1.2 16.1 14.2
300～999人 1,052 350 276 68 60 30 14 37 18 4 195 857 14 0 543

100.0 33.3 26.2 6.5 5.7 2.9 1.3 3.5 1.7 0.4 18.5 28.4
100～299人 1,390 524 419 108 37 16 13 26 9 - 238 1,152 7 0 254

100.0 37.7 30.1 7.8 2.7 1.2 0.9 1.9 0.7 - 17.1 38.2
50～99人 398 191 98 18 4 - 2 1 - - 84 314 3 0 61

100.0 48.0 24.6 4.5 1.0 - 0.5 0.3 - - 21.1 10.4
30～49人 120 63 29 2 1 - 2 - - - 23 97 2 0 47

100.0 52.5 24.2 1.7 0.8 - 1.7 - - - 19.2 3.2
　無回答 19 4 2 1 2 - - - - - 10 9 7 0 25

100.0 21.1 10.5 5.3 10.5 - - - - - 52.6 0.3
Ｑ２　業種
農業、林業 10 7 1 - - - - - - - 2 8 0 0 1

100.0 70.0 10.0 - - - - - - - 20.0 0.3
漁業 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 1 2 - - - - - - - 1 3 5 0 8

100.0 25.0 50.0 - - - - - - - 25.0 0.1
建設業 351 155 85 16 9 2 3 5 4 2 70 281 10 0 543

100.0 44.2 24.2 4.6 2.6 0.6 0.9 1.4 1.1 0.6 19.9 9.3
製造業 1,228 334 408 124 72 33 20 50 22 7 158 1,070 16 0 645

100.0 27.2 33.2 10.1 5.9 2.7 1.6 4.1 1.8 0.6 12.9 35.5
電気・ガス・熱供給・水道業 22 7 11 1 - - - - - - 3 19 3 0 14

100.0 31.8 50.0 4.6 - - - - - - 13.6 0.6
情報通信業 107 35 29 5 4 2 2 7 7 - 16 91 23 0 252

100.0 32.7 27.1 4.7 3.7 1.9 1.9 6.5 6.5 - 15.0 3.0
運輸業、郵便業 406 176 89 22 6 5 3 4 3 1 97 309 7 0 545

100.0 43.4 21.9 5.4 1.5 1.2 0.7 1.0 0.7 0.3 23.9 10.3
卸売業、小売業 488 200 139 25 8 6 1 5 2 2 100 388 8 0 798

100.0 41.0 28.5 5.1 1.6 1.2 0.2 1.0 0.4 0.4 20.5 12.9
金融業、保険業 69 33 16 6 3 3 1 1 3 - 3 66 15 0 278

100.0 47.8 23.2 8.7 4.4 4.4 1.5 1.5 4.4 - 4.4 2.2
不動産業、物品賃貸業 26 11 10 1 - - - - 1 - 3 23 12 0 239

100.0 42.3 38.5 3.9 - - - - 3.9 - 11.5 0.8
学術研究、専門・技術サービス業 77 23 25 8 2 5 1 1 2 1 9 68 17 0 390

100.0 29.9 32.5 10.4 2.6 6.5 1.3 1.3 2.6 1.3 11.7 2.3
宿泊業、飲食サービス業 64 23 19 2 2 - - - - - 18 46 3 0 21

100.0 35.9 29.7 3.1 3.1 - - - - - 28.1 1.5
生活関連サービス業、娯楽業 58 31 10 - 1 1 - 2 - - 13 45 6 0 98

100.0 53.5 17.2 - 1.7 1.7 - 3.5 - - 22.4 1.5
教育、学習支援業 67 19 22 7 4 2 1 3 - - 9 58 9 0 64

100.0 28.4 32.8 10.5 6.0 3.0 1.5 4.5 - - 13.4 1.9
医療、福祉 323 157 76 8 4 3 4 4 2 - 65 258 5 0 150

100.0 48.6 23.5 2.5 1.2 0.9 1.2 1.2 0.6 - 20.1 8.6
複合サービス事業 45 14 17 1 - - 1 - - - 12 33 4 0 42

100.0 31.1 37.8 2.2 - - 2.2 - - - 26.7 1.1
その他サービス業 253 109 39 8 9 4 7 8 5 2 62 191 28 0 2,724

100.0 43.1 15.4 3.2 3.6 1.6 2.8 3.2 2.0 0.8 24.5 6.3
分類不能の産業 2 2 - - - - - - - - - 2 0 0 0

100.0 100.0 - - - - - - - - - 0.1
その他 25 10 6 5 1 1 - - - 1 1 24 49 0 1,022

100.0 40.0 24.0 20.0 4.0 4.0 - - - 4.0 4.0 0.8
　無回答 45 10 11 6 2 1 - - - - 15 30 6 0 30

100.0 22.2 24.4 13.3 4.4 2.2 - - - - 33.3 1.0
Ｑ２　業種
製造業 1,228 334 408 124 72 33 20 50 22 7 158 1,070 16 0 645

100.0 27.2 33.2 10.1 5.9 2.7 1.6 4.1 1.8 0.6 12.9 35.5
非製造業 2,397 1,013 596 115 53 34 24 40 29 9 484 1,913 11 0 2,724

100.0 42.3 24.9 4.8 2.2 1.4 1.0 1.7 1.2 0.4 20.2 63.5
　無回答 45 10 11 6 2 1 - - - - 15 30 6 0 30

100.0 22.2 24.4 13.3 4.4 2.2 - - - - 33.3 1.0
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 130 115 29 17 7 2 12 6 2 64 320 15 0 798

100.0 33.9 30.0 7.6 4.4 1.8 0.5 3.1 1.6 0.5 16.7 10.6
1920～1939年 382 141 116 19 16 6 8 12 8 1 55 327 12 0 360

100.0 36.9 30.4 5.0 4.2 1.6 2.1 3.1 2.1 0.3 14.4 10.9
1940～1959年 1,068 381 315 83 38 22 9 23 6 4 187 881 10 0 1,022

100.0 35.7 29.5 7.8 3.6 2.1 0.8 2.2 0.6 0.4 17.5 29.2
1960～1979年 994 377 247 66 35 17 13 24 15 5 195 799 16 0 2,724

100.0 37.9 24.9 6.6 3.5 1.7 1.3 2.4 1.5 0.5 19.6 26.5
1980～1999年 452 187 120 28 10 5 10 9 10 3 70 382 13 0 401

100.0 41.4 26.6 6.2 2.2 1.1 2.2 2.0 2.2 0.7 15.5 12.7
2000年以降 254 94 76 15 7 8 1 8 4 1 40 214 13 0 645

100.0 37.0 29.9 5.9 2.8 3.2 0.4 3.2 1.6 0.4 15.8 7.1
　無回答 136 47 26 5 4 3 1 2 2 - 46 90 10 0 191

100.0 34.6 19.1 3.7 2.9 2.2 0.7 1.5 1.5 - 33.8 3.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。
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　全　体 3,670 1,357 1,015 245 127 68 44 90 51 16 657 3,013 13 0 2,724
100.0 37.0 27.7 6.7 3.5 1.9 1.2 2.5 1.4 0.4 17.9 100.0

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 178 145 34 16 5 5 20 9 5 77 417 22 0 2,724

100.0 36.0 29.4 6.9 3.2 1.0 1.0 4.1 1.8 1.0 15.6 39.0
導入後に行った 157 46 47 12 6 1 1 6 3 2 33 124 18 0 381

100.0 29.3 29.9 7.6 3.8 0.6 0.6 3.8 1.9 1.3 21.0 11.6
行っていない 649 191 197 47 34 25 10 26 20 5 94 555 21 0 1,022

100.0 29.4 30.4 7.2 5.2 3.9 1.5 4.0 3.1 0.8 14.5 51.9
　無回答 20 9 - - 2 2 - 1 - - 6 14 12 0 58

100.0 45.0 - - 10.0 10.0 - 5.0 - - 30.0 1.3
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 66 44 14 5 1 1 10 1 3 26 145 19 0 645

100.0 38.6 25.7 8.2 2.9 0.6 0.6 5.9 0.6 1.8 15.2 28.9
やや積極的 128 48 27 10 7 3 3 7 2 - 21 107 14 0 190

100.0 37.5 21.1 7.8 5.5 2.3 2.3 5.5 1.6 - 16.4 21.4
どちらでもない 254 82 96 16 6 1 2 7 7 2 35 219 27 0 2,724

100.0 32.3 37.8 6.3 2.4 0.4 0.8 2.8 2.8 0.8 13.8 43.7
やや消極的 12 5 4 1 - - - - - - 2 10 4 0 16

100.0 41.7 33.3 8.3 - - - - - - 16.7 2.0
対応には消極的だった 15 6 4 - 1 - - - - - 4 11 3 0 25

100.0 40.0 26.7 - 6.7 - - - - - 26.7 2.2
　無回答 15 3 3 1 1 - - - - 1 6 9 46 0 381

100.0 20.0 20.0 6.7 6.7 - - - - 6.7 40.0 1.8
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 92 66 23 10 4 3 14 4 2 46 218 16 0 401

100.0 34.9 25.0 8.7 3.8 1.5 1.1 5.3 1.5 0.8 17.4 43.5
導入することを決めた後で協議した 156 52 49 11 5 1 3 4 5 2 24 132 22 0 645

100.0 33.3 31.4 7.1 3.2 0.6 1.9 2.6 3.2 1.3 15.4 26.4
わからない 64 28 28 1 - - - 2 - 1 4 60 49 0 2,724

100.0 43.8 43.8 1.6 - - - 3.1 - 1.6 6.3 12.0
　無回答 111 38 35 7 5 - - 4 1 1 20 91 14 0 338

100.0 34.2 31.5 6.3 4.5 - - 3.6 0.9 0.9 18.0 18.2
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 194 162 37 16 5 6 22 9 6 82 457 22 0 2,724

100.0 36.0 30.1 6.9 3.0 0.9 1.1 4.1 1.7 1.1 15.2 91.2
効果はなかった 34 11 9 4 2 - - 2 1 - 5 29 16 0 151

100.0 32.4 26.5 11.8 5.9 - - 5.9 2.9 - 14.7 5.8
　無回答 22 5 7 1 2 - - - - - 7 15 5 0 26

100.0 22.7 31.8 4.6 9.1 - - - - - 31.8 3.0
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 54 43 14 8 - 1 6 6 5 21 137 48 0 2,724

100.0 34.2 27.2 8.9 5.1 - 0.6 3.8 3.8 3.2 13.3 27.4
課題は生じなかった 406 143 126 28 10 5 5 18 4 1 66 340 12 0 360

100.0 35.2 31.0 6.9 2.5 1.2 1.2 4.4 1.0 0.3 16.3 67.9
　無回答 31 13 9 - 2 - - - - - 7 24 3 0 26

100.0 41.9 29.0 - 6.5 - - - - - 22.6 4.8
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 150 143 38 27 10 7 24 11 7 56 417 22 0 645

100.0 31.7 30.2 8.0 5.7 2.1 1.5 5.1 2.3 1.5 11.8 39.0
行っていない 750 248 224 50 26 20 9 26 18 3 126 624 20 0 2,724

100.0 33.1 29.9 6.7 3.5 2.7 1.2 3.5 2.4 0.4 16.8 58.3
　無回答 41 12 8 1 3 2 - 1 1 1 12 29 40 0 798

100.0 29.3 19.5 2.4 7.3 4.9 - 2.4 2.4 2.4 29.3 2.7
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 318 337 99 50 28 13 40 26 9 180 920 18 0 645

100.0 28.9 30.6 9.0 4.6 2.6 1.2 3.6 2.4 0.8 16.4 30.5
行う予定はない 464 199 115 22 9 6 2 9 2 1 99 365 8 0 1,022

100.0 42.9 24.8 4.7 1.9 1.3 0.4 1.9 0.4 0.2 21.3 12.1
わからない 2,078 830 560 122 66 33 29 40 23 6 369 1,709 11 0 2,724

100.0 39.9 27.0 5.9 3.2 1.6 1.4 1.9 1.1 0.3 17.8 56.7
　無回答 28 10 3 2 2 1 - 1 - - 9 19 10 0 75

100.0 35.7 10.7 7.1 7.1 3.6 - 3.6 - - 32.1 0.6
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【派遣労働者】うち　男性

全

体

０
人

１
～

９
人

1
0
～

1
9
人

2
0
～

2
9
人

3
0
～

3
9
人

4
0
～

4
9
人

5
0
～

9
9
人

1
0
0
～

2
9
9
人

3
0
0
人
以
上

無
回
答

全

体

平

均

最
小
値

最
大
値

　全　体 1,656 483 759 153 64 31 20 49 20 7 70 1,586 12 0 2,129
100.0 29.2 45.8 9.2 3.9 1.9 1.2 3.0 1.2 0.4 4.2 100.0

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 88 21 37 9 2 3 1 6 2 5 2 86 59 0 2,129

100.0 23.9 42.1 10.2 2.3 3.4 1.1 6.8 2.3 5.7 2.3 5.4
1,000～4,999人 271 64 117 25 14 5 5 11 6 1 23 248 14 0 317

100.0 23.6 43.2 9.2 5.2 1.9 1.9 4.1 2.2 0.4 8.5 15.6
300～999人 507 140 210 57 30 10 5 20 9 1 25 482 13 0 478

100.0 27.6 41.4 11.2 5.9 2.0 1.0 3.9 1.8 0.2 4.9 30.4
100～299人 628 203 308 53 16 12 8 12 3 - 13 615 7 0 155

100.0 32.3 49.0 8.4 2.6 1.9 1.3 1.9 0.5 - 2.1 38.8
50～99人 123 38 69 8 2 - - - - - 6 117 3 0 26

100.0 30.9 56.1 6.5 1.6 - - - - - 4.9 7.4
30～49人 34 15 16 1 - 1 1 - - - - 34 4 0 45

100.0 44.1 47.1 2.9 - 2.9 2.9 - - - - 2.1
　無回答 5 2 2 - - - - - - - 1 4 1 0 1

100.0 40.0 40.0 - - - - - - - 20.0 0.3
Ｑ２　業種
農業、林業 1 1 - - - - - - - - - 1 0 0 0

100.0 100.0 - - - - - - - - - 0.1
漁業 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 2 1 1 - - - - - - - - 2 3 0 6

100.0 50.0 50.0 - - - - - - - - 0.1
建設業 126 38 60 9 8 1 1 3 2 1 3 123 13 0 478

100.0 30.2 47.6 7.1 6.4 0.8 0.8 2.4 1.6 0.8 2.4 7.8
製造業 736 129 372 91 34 17 12 28 11 2 40 696 13 0 422

100.0 17.5 50.5 12.4 4.6 2.3 1.6 3.8 1.5 0.3 5.4 43.9
電気・ガス・熱供給・水道業 12 8 3 - - - - - - - 1 11 1 0 2

100.0 66.7 25.0 - - - - - - - 8.3 0.7
情報通信業 56 12 22 4 5 - 1 8 3 - 1 55 25 0 176

100.0 21.4 39.3 7.1 8.9 - 1.8 14.3 5.4 - 1.8 3.5
運輸業、郵便業 133 39 63 15 6 3 2 1 1 1 2 131 10 0 450

100.0 29.3 47.4 11.3 4.5 2.3 1.5 0.8 0.8 0.8 1.5 8.3
卸売業、小売業 188 82 83 10 - 2 - - - 1 10 178 5 0 448

100.0 43.6 44.2 5.3 - 1.1 - - - 0.5 5.3 11.2
金融業、保険業 33 16 10 3 1 - - 2 - - 1 32 8 0 79

100.0 48.5 30.3 9.1 3.0 - - 6.1 - - 3.0 2.0
不動産業、物品賃貸業 12 7 4 - 1 - - - - - - 12 3 0 28

100.0 58.3 33.3 - 8.3 - - - - - - 0.8
学術研究、専門・技術サービス業 45 10 21 6 5 - - 1 - 1 1 44 15 0 317

100.0 22.2 46.7 13.3 11.1 - - 2.2 - 2.2 2.2 2.8
宿泊業、飲食サービス業 23 12 9 2 - - - - - - - 23 2 0 15

100.0 52.2 39.1 8.7 - - - - - - - 1.5
生活関連サービス業、娯楽業 14 6 5 1 - - 1 - - - 1 13 5 0 48

100.0 42.9 35.7 7.1 - - 7.1 - - - 7.1 0.8
教育、学習支援業 39 23 14 - - 1 - - - - 1 38 2 0 39

100.0 59.0 35.9 - - 2.6 - - - - 2.6 2.4
医療、福祉 101 48 42 2 1 - 2 - - - 6 95 2 0 45

100.0 47.5 41.6 2.0 1.0 - 2.0 - - - 5.9 6.0
複合サービス事業 19 11 7 - - 1 - - - - - 19 2 0 32

100.0 57.9 36.8 - - 5.3 - - - - - 1.2
その他サービス業 82 23 32 5 3 6 1 6 3 1 2 80 44 0 2,129

100.0 28.1 39.0 6.1 3.7 7.3 1.2 7.3 3.7 1.2 2.4 5.0
分類不能の産業 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
その他 14 7 3 3 - - - - - - 1 13 4 0 18

100.0 50.0 21.4 21.4 - - - - - - 7.1 0.8
　無回答 20 10 8 2 - - - - - - - 20 3 0 17

100.0 50.0 40.0 10.0 - - - - - - - 1.3
Ｑ２　業種
製造業 736 129 372 91 34 17 12 28 11 2 40 696 13 0 422

100.0 17.5 50.5 12.4 4.6 2.3 1.6 3.8 1.5 0.3 5.4 43.9
非製造業 900 344 379 60 30 14 8 21 9 5 30 870 12 0 2,129

100.0 38.2 42.1 6.7 3.3 1.6 0.9 2.3 1.0 0.6 3.3 54.9
　無回答 20 10 8 2 - - - - - - - 20 3 0 17

100.0 50.0 40.0 10.0 - - - - - - - 1.3
Ｑ３　創業年
1919年まで 190 56 88 14 5 5 1 7 2 2 10 180 14 0 478

100.0 29.5 46.3 7.4 2.6 2.6 0.5 3.7 1.1 1.1 5.3 11.4
1920～1939年 186 52 85 20 4 4 3 7 4 - 7 179 11 0 283

100.0 28.0 45.7 10.8 2.2 2.2 1.6 3.8 2.2 - 3.8 11.3
1940～1959年 500 140 236 56 23 9 4 10 1 - 21 479 7 0 221

100.0 28.0 47.2 11.2 4.6 1.8 0.8 2.0 0.2 - 4.2 30.2
1960～1979年 422 116 199 35 15 10 3 14 7 3 20 402 17 0 2,129

100.0 27.5 47.2 8.3 3.6 2.4 0.7 3.3 1.7 0.7 4.7 25.4
1980～1999年 195 71 76 14 9 1 5 8 4 1 6 189 14 0 317

100.0 36.4 39.0 7.2 4.6 0.5 2.6 4.1 2.1 0.5 3.1 11.9
2000年以降 120 32 60 10 7 1 4 2 1 1 2 118 11 0 422

100.0 26.7 50.0 8.3 5.8 0.8 3.3 1.7 0.8 0.8 1.7 7.4
　無回答 43 16 15 4 1 1 - 1 1 - 4 39 9 0 146

100.0 37.2 34.9 9.3 2.3 2.3 - 2.3 2.3 - 9.3 2.5
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令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。
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　全　体 3,670 1,357 1,015 245 127 68 44 90 51 16 657 3,013 13 0 2,724
100.0 37.0 27.7 6.7 3.5 1.9 1.2 2.5 1.4 0.4 17.9 100.0

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 178 145 34 16 5 5 20 9 5 77 417 22 0 2,724

100.0 36.0 29.4 6.9 3.2 1.0 1.0 4.1 1.8 1.0 15.6 39.0
導入後に行った 157 46 47 12 6 1 1 6 3 2 33 124 18 0 381

100.0 29.3 29.9 7.6 3.8 0.6 0.6 3.8 1.9 1.3 21.0 11.6
行っていない 649 191 197 47 34 25 10 26 20 5 94 555 21 0 1,022

100.0 29.4 30.4 7.2 5.2 3.9 1.5 4.0 3.1 0.8 14.5 51.9
　無回答 20 9 - - 2 2 - 1 - - 6 14 12 0 58

100.0 45.0 - - 10.0 10.0 - 5.0 - - 30.0 1.3
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 66 44 14 5 1 1 10 1 3 26 145 19 0 645

100.0 38.6 25.7 8.2 2.9 0.6 0.6 5.9 0.6 1.8 15.2 28.9
やや積極的 128 48 27 10 7 3 3 7 2 - 21 107 14 0 190

100.0 37.5 21.1 7.8 5.5 2.3 2.3 5.5 1.6 - 16.4 21.4
どちらでもない 254 82 96 16 6 1 2 7 7 2 35 219 27 0 2,724

100.0 32.3 37.8 6.3 2.4 0.4 0.8 2.8 2.8 0.8 13.8 43.7
やや消極的 12 5 4 1 - - - - - - 2 10 4 0 16

100.0 41.7 33.3 8.3 - - - - - - 16.7 2.0
対応には消極的だった 15 6 4 - 1 - - - - - 4 11 3 0 25

100.0 40.0 26.7 - 6.7 - - - - - 26.7 2.2
　無回答 15 3 3 1 1 - - - - 1 6 9 46 0 381

100.0 20.0 20.0 6.7 6.7 - - - - 6.7 40.0 1.8
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 92 66 23 10 4 3 14 4 2 46 218 16 0 401

100.0 34.9 25.0 8.7 3.8 1.5 1.1 5.3 1.5 0.8 17.4 43.5
導入することを決めた後で協議した 156 52 49 11 5 1 3 4 5 2 24 132 22 0 645

100.0 33.3 31.4 7.1 3.2 0.6 1.9 2.6 3.2 1.3 15.4 26.4
わからない 64 28 28 1 - - - 2 - 1 4 60 49 0 2,724

100.0 43.8 43.8 1.6 - - - 3.1 - 1.6 6.3 12.0
　無回答 111 38 35 7 5 - - 4 1 1 20 91 14 0 338

100.0 34.2 31.5 6.3 4.5 - - 3.6 0.9 0.9 18.0 18.2
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 194 162 37 16 5 6 22 9 6 82 457 22 0 2,724

100.0 36.0 30.1 6.9 3.0 0.9 1.1 4.1 1.7 1.1 15.2 91.2
効果はなかった 34 11 9 4 2 - - 2 1 - 5 29 16 0 151

100.0 32.4 26.5 11.8 5.9 - - 5.9 2.9 - 14.7 5.8
　無回答 22 5 7 1 2 - - - - - 7 15 5 0 26

100.0 22.7 31.8 4.6 9.1 - - - - - 31.8 3.0
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 54 43 14 8 - 1 6 6 5 21 137 48 0 2,724

100.0 34.2 27.2 8.9 5.1 - 0.6 3.8 3.8 3.2 13.3 27.4
課題は生じなかった 406 143 126 28 10 5 5 18 4 1 66 340 12 0 360

100.0 35.2 31.0 6.9 2.5 1.2 1.2 4.4 1.0 0.3 16.3 67.9
　無回答 31 13 9 - 2 - - - - - 7 24 3 0 26

100.0 41.9 29.0 - 6.5 - - - - - 22.6 4.8
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 150 143 38 27 10 7 24 11 7 56 417 22 0 645

100.0 31.7 30.2 8.0 5.7 2.1 1.5 5.1 2.3 1.5 11.8 39.0
行っていない 750 248 224 50 26 20 9 26 18 3 126 624 20 0 2,724

100.0 33.1 29.9 6.7 3.5 2.7 1.2 3.5 2.4 0.4 16.8 58.3
　無回答 41 12 8 1 3 2 - 1 1 1 12 29 40 0 798

100.0 29.3 19.5 2.4 7.3 4.9 - 2.4 2.4 2.4 29.3 2.7
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 318 337 99 50 28 13 40 26 9 180 920 18 0 645

100.0 28.9 30.6 9.0 4.6 2.6 1.2 3.6 2.4 0.8 16.4 30.5
行う予定はない 464 199 115 22 9 6 2 9 2 1 99 365 8 0 1,022

100.0 42.9 24.8 4.7 1.9 1.3 0.4 1.9 0.4 0.2 21.3 12.1
わからない 2,078 830 560 122 66 33 29 40 23 6 369 1,709 11 0 2,724

100.0 39.9 27.0 5.9 3.2 1.6 1.4 1.9 1.1 0.3 17.8 56.7
　無回答 28 10 3 2 2 1 - 1 - - 9 19 10 0 75

100.0 35.7 10.7 7.1 7.1 3.6 - 3.6 - - 32.1 0.6
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。
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　全　体 1,656 483 759 153 64 31 20 49 20 7 70 1,586 12 0 2,129
100.0 29.2 45.8 9.2 3.9 1.9 1.2 3.0 1.2 0.4 4.2 100.0

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 42 24 15 2 - 1 - - - - - 42 2 0 38

100.0 57.1 35.7 4.8 - 2.4 - - - - - 2.7
30～49人 243 88 127 12 5 1 1 - - - 9 234 3 0 45

100.0 36.2 52.3 4.9 2.1 0.4 0.4 - - - 3.7 14.8
50～99人 457 124 245 45 17 3 - 4 - - 19 438 5 0 78

100.0 27.1 53.6 9.9 3.7 0.7 - 0.9 - - 4.2 27.6
100～299人 642 183 292 62 28 17 14 24 5 1 16 626 10 0 448

100.0 28.5 45.5 9.7 4.4 2.7 2.2 3.7 0.8 0.2 2.5 39.5
300人以上 264 61 77 32 14 9 5 21 14 6 25 239 40 0 2,129

100.0 23.1 29.2 12.1 5.3 3.4 1.9 8.0 5.3 2.3 9.5 15.1
　無回答 8 3 3 - - - - - 1 - 1 7 30 0 201

100.0 37.5 37.5 - - - - - 12.5 - 12.5 0.4
Ｑ５　労働組合の有無
ある 773 229 318 81 36 14 9 34 12 6 34 739 17 0 2,129

100.0 29.6 41.1 10.5 4.7 1.8 1.2 4.4 1.6 0.8 4.4 46.6
ない 882 253 441 72 28 17 11 15 8 1 36 846 8 0 450

100.0 28.7 50.0 8.2 3.2 1.9 1.3 1.7 0.9 0.1 4.1 53.3
　無回答 1 1 - - - - - - - - - 1 0 0 0

100.0 100.0 - - - - - - - - - 0.1
Ｆ１　回答者の役職
社長 24 10 7 2 1 - - 1 - 1 2 22 26 0 450

100.0 41.7 29.2 8.3 4.2 - - 4.2 - 4.2 8.3 1.4
取締役・役員クラス 181 46 96 16 3 4 2 4 - - 10 171 6 0 87

100.0 25.4 53.0 8.8 1.7 2.2 1.1 2.2 - - 5.5 10.8
部長・次長クラス 458 135 215 41 17 10 3 10 6 2 19 439 11 0 478

100.0 29.5 46.9 9.0 3.7 2.2 0.7 2.2 1.3 0.4 4.2 27.7
課長クラス 524 155 244 51 21 6 7 15 5 1 19 505 9 0 448

100.0 29.6 46.6 9.7 4.0 1.2 1.3 2.9 1.0 0.2 3.6 31.8
係長・主任クラス 228 74 92 17 11 7 4 10 2 3 8 220 23 0 2,129

100.0 32.5 40.4 7.5 4.8 3.1 1.8 4.4 0.9 1.3 3.5 13.9
一般社員 213 53 93 23 11 3 2 9 7 - 12 201 14 0 268

100.0 24.9 43.7 10.8 5.2 1.4 0.9 4.2 3.3 - 5.6 12.7
その他 21 7 10 2 - 1 1 - - - - 21 7 0 48

100.0 33.3 47.6 9.5 - 4.8 4.8 - - - - 1.3
　無回答 7 3 2 1 - - 1 - - - - 7 8 0 40

100.0 42.9 28.6 14.3 - - 14.3 - - - - 0.4
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 64 19 26 4 1 2 1 5 2 1 3 61 22 0 422

100.0 29.7 40.6 6.3 1.6 3.1 1.6 7.8 3.1 1.6 4.7 3.9
人事・労務部門 357 105 153 29 19 6 5 20 7 1 12 345 14 0 317

100.0 29.4 42.9 8.1 5.3 1.7 1.4 5.6 2.0 0.3 3.4 21.8
総務・庶務部門 696 209 321 64 29 16 5 16 7 2 27 669 9 0 448

100.0 30.0 46.1 9.2 4.2 2.3 0.7 2.3 1.0 0.3 3.9 42.2
経理部門 52 20 24 3 1 1 1 1 - - 1 51 6 0 63

100.0 38.5 46.2 5.8 1.9 1.9 1.9 1.9 - - 1.9 3.2
広報部門 3 - 1 - - - 1 - - - 1 2 27 6 47

100.0 - 33.3 - - - 33.3 - - - 33.3 0.1
経営企画・経営戦略立案部門 71 16 33 11 1 2 2 1 2 - 3 68 13 0 241

100.0 22.5 46.5 15.5 1.4 2.8 2.8 1.4 2.8 - 4.2 4.3
その他部門 324 86 162 36 10 3 2 4 2 1 18 306 13 0 2,129

100.0 26.5 50.0 11.1 3.1 0.9 0.6 1.2 0.6 0.3 5.6 19.3
　無回答 89 28 39 6 3 1 3 2 - 2 5 84 18 0 478

100.0 31.5 43.8 6.7 3.4 1.1 3.4 2.3 - 2.3 5.6 5.3
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 588 179 240 59 22 11 6 29 12 4 26 562 18 0 2,129

100.0 30.4 40.8 10.0 3.7 1.9 1.0 4.9 2.0 0.7 4.4 35.4
労使協議機関での協議 634 155 295 72 25 11 7 23 14 4 28 606 17 0 2,129

100.0 24.5 46.5 11.4 3.9 1.7 1.1 3.6 2.2 0.6 4.4 38.2
取組を行うための専門組織の編成 242 57 113 27 10 7 4 10 3 2 9 233 15 0 422

100.0 23.6 46.7 11.2 4.1 2.9 1.7 4.1 1.2 0.8 3.7 14.7
懇談会・説明会などの 786 220 373 81 29 14 7 24 7 2 29 757 12 0 2,129

常設ではない会合 100.0 28.0 47.5 10.3 3.7 1.8 0.9 3.1 0.9 0.3 3.7 47.7
相談窓口（電子メール等を含む）や 763 194 359 75 29 19 7 29 10 4 37 726 15 0 2,129

その他の苦情処理機関 100.0 25.4 47.1 9.8 3.8 2.5 0.9 3.8 1.3 0.5 4.9 45.8
社内報や社内掲示板、 1,147 331 523 108 49 21 10 34 15 4 52 1,095 12 0 2,129

電子メールなどでの情報提供 100.0 28.9 45.6 9.4 4.3 1.8 0.9 3.0 1.3 0.4 4.5 69.0
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 246 71 110 19 12 4 4 7 4 - 15 231 10 0 283

活用したコミュニケーションツール 100.0 28.9 44.7 7.7 4.9 1.6 1.6 2.9 1.6 - 6.1 14.6
従業員へのアンケート調査 619 182 279 50 32 7 6 26 6 3 28 591 14 0 2,129

100.0 29.4 45.1 8.1 5.2 1.1 1.0 4.2 1.0 0.5 4.5 37.3
その他 68 21 32 2 4 3 2 2 - 1 1 67 15 0 450

100.0 30.9 47.1 2.9 5.9 4.4 2.9 2.9 - 1.5 1.5 4.2
　無回答 17 7 5 2 1 - - 2 - - - 17 12 0 85

100.0 41.2 29.4 11.8 5.9 - - 11.8 - - - 1.1
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 660 176 293 65 25 16 8 31 14 6 26 634 19 0 2,129

100.0 26.7 44.4 9.9 3.8 2.4 1.2 4.7 2.1 0.9 3.9 40.0
行っていない 982 302 459 88 39 14 12 18 6 - 44 938 7 0 221

100.0 30.8 46.7 9.0 4.0 1.4 1.2 1.8 0.6 - 4.5 59.1
　無回答 14 5 7 - - 1 - - - 1 - 14 36 0 450

100.0 35.7 50.0 - - 7.1 - - - 7.1 - 0.9
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。
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　全　体 1,656 483 759 153 64 31 20 49 20 7 70 1,586 12 0 2,129
100.0 29.2 45.8 9.2 3.9 1.9 1.2 3.0 1.2 0.4 4.2 100.0

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 239 68 113 17 9 4 3 11 5 2 7 232 23 0 2,129

100.0 28.5 47.3 7.1 3.8 1.7 1.3 4.6 2.1 0.8 2.9 36.6
導入後に行った 78 24 34 7 3 1 1 3 4 - 1 77 18 0 268

100.0 30.8 43.6 9.0 3.9 1.3 1.3 3.9 5.1 - 1.3 12.2
行っていない 364 93 156 41 13 11 5 17 7 4 17 347 17 0 478

100.0 25.6 42.9 11.3 3.6 3.0 1.4 4.7 1.9 1.1 4.7 54.7
　無回答 5 - 1 3 - - - - - - 1 4 10 1 18

100.0 - 20.0 60.0 - - - - - - 20.0 0.6
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 79 23 36 6 4 - 1 6 2 1 - 79 21 0 422

100.0 29.1 45.6 7.6 5.1 - 1.3 7.6 2.5 1.3 - 27.9
やや積極的 59 15 24 6 2 3 1 6 - - 2 57 13 0 87

100.0 25.4 40.7 10.2 3.4 5.1 1.7 10.2 - - 3.4 20.1
どちらでもない 137 42 66 7 6 2 1 2 4 1 6 131 26 0 2,129

100.0 30.7 48.2 5.1 4.4 1.5 0.7 1.5 2.9 0.7 4.4 46.3
やや消極的 5 - 5 - - - - - - - - 5 2 1 2

100.0 - 100.0 - - - - - - - - 1.8
対応には消極的だった 5 2 2 1 - - - - - - - 5 4 0 18

100.0 40.0 40.0 20.0 - - - - - - - 1.8
　無回答 6 1 3 1 - - - - 1 - - 6 43 0 241

100.0 16.7 50.0 16.7 - - - - 16.7 - - 2.1
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 126 32 57 11 7 3 2 8 2 - 4 122 13 0 283

100.0 25.4 45.2 8.7 5.6 2.4 1.6 6.4 1.6 - 3.2 43.1
導入することを決めた後で協議した 80 25 36 5 2 2 1 3 3 1 2 78 19 0 422

100.0 31.3 45.0 6.3 2.5 2.5 1.3 3.8 3.8 1.3 2.5 27.6
わからない 32 11 18 1 - - - - - 1 1 31 70 0 2,129

100.0 34.4 56.3 3.1 - - - - - 3.1 3.1 11.0
　無回答 53 15 25 4 3 - - 3 2 - 1 52 16 0 268

100.0 28.3 47.2 7.6 5.7 - - 5.7 3.8 - 1.9 18.4
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 263 77 122 19 9 5 2 13 7 2 7 256 23 0 2,129

100.0 29.3 46.4 7.2 3.4 1.9 0.8 4.9 2.7 0.8 2.7 90.5
効果はなかった 18 3 8 2 2 - 1 1 - - 1 17 12 0 57

100.0 16.7 44.4 11.1 11.1 - 5.6 5.6 - - 5.6 6.0
　無回答 10 3 6 - 1 - - - - - - 10 5 0 25

100.0 30.0 60.0 - 10.0 - - - - - - 3.5
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 83 19 37 9 2 1 - 5 4 2 4 79 50 0 2,129

100.0 22.9 44.6 10.8 2.4 1.2 - 6.0 4.8 2.4 4.8 27.9
課題は生じなかった 197 59 94 12 9 4 3 9 3 - 4 193 11 0 283

100.0 30.0 47.7 6.1 4.6 2.0 1.5 4.6 1.5 - 2.0 68.2
　無回答 11 5 5 - 1 - - - - - - 11 5 0 25

100.0 45.5 45.5 - 9.1 - - - - - - 3.9
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 267 70 108 30 12 5 4 15 6 3 14 253 18 0 478

100.0 26.2 40.5 11.2 4.5 1.9 1.5 5.6 2.3 1.1 5.2 39.9
行っていない 376 99 180 33 13 11 4 15 8 2 11 365 18 0 2,129

100.0 26.3 47.9 8.8 3.5 2.9 1.1 4.0 2.1 0.5 2.9 57.6
　無回答 17 7 5 2 - - - 1 - 1 1 16 36 0 448

100.0 41.2 29.4 11.8 - - - 5.9 - 5.9 5.9 2.5
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 602 156 274 62 27 9 6 26 12 4 26 576 14 0 478

100.0 25.9 45.5 10.3 4.5 1.5 1.0 4.3 2.0 0.7 4.3 36.3
行う予定はない 166 53 86 10 6 1 1 4 - - 5 161 5 0 66

100.0 31.9 51.8 6.0 3.6 0.6 0.6 2.4 - - 3.0 10.2
わからない 879 271 396 80 30 21 12 19 8 3 39 840 12 0 2,129

100.0 30.8 45.1 9.1 3.4 2.4 1.4 2.2 0.9 0.3 4.4 53.0
　無回答 9 3 3 1 1 - 1 - - - - 9 10 0 40

100.0 33.3 33.3 11.1 11.1 - 11.1 - - - - 0.6
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Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。
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　全　体 1,656 483 759 153 64 31 20 49 20 7 70 1,586 12 0 2,129
100.0 29.2 45.8 9.2 3.9 1.9 1.2 3.0 1.2 0.4 4.2 100.0

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 42 24 15 2 - 1 - - - - - 42 2 0 38

100.0 57.1 35.7 4.8 - 2.4 - - - - - 2.7
30～49人 243 88 127 12 5 1 1 - - - 9 234 3 0 45

100.0 36.2 52.3 4.9 2.1 0.4 0.4 - - - 3.7 14.8
50～99人 457 124 245 45 17 3 - 4 - - 19 438 5 0 78

100.0 27.1 53.6 9.9 3.7 0.7 - 0.9 - - 4.2 27.6
100～299人 642 183 292 62 28 17 14 24 5 1 16 626 10 0 448

100.0 28.5 45.5 9.7 4.4 2.7 2.2 3.7 0.8 0.2 2.5 39.5
300人以上 264 61 77 32 14 9 5 21 14 6 25 239 40 0 2,129

100.0 23.1 29.2 12.1 5.3 3.4 1.9 8.0 5.3 2.3 9.5 15.1
　無回答 8 3 3 - - - - - 1 - 1 7 30 0 201

100.0 37.5 37.5 - - - - - 12.5 - 12.5 0.4
Ｑ５　労働組合の有無
ある 773 229 318 81 36 14 9 34 12 6 34 739 17 0 2,129

100.0 29.6 41.1 10.5 4.7 1.8 1.2 4.4 1.6 0.8 4.4 46.6
ない 882 253 441 72 28 17 11 15 8 1 36 846 8 0 450

100.0 28.7 50.0 8.2 3.2 1.9 1.3 1.7 0.9 0.1 4.1 53.3
　無回答 1 1 - - - - - - - - - 1 0 0 0

100.0 100.0 - - - - - - - - - 0.1
Ｆ１　回答者の役職
社長 24 10 7 2 1 - - 1 - 1 2 22 26 0 450

100.0 41.7 29.2 8.3 4.2 - - 4.2 - 4.2 8.3 1.4
取締役・役員クラス 181 46 96 16 3 4 2 4 - - 10 171 6 0 87

100.0 25.4 53.0 8.8 1.7 2.2 1.1 2.2 - - 5.5 10.8
部長・次長クラス 458 135 215 41 17 10 3 10 6 2 19 439 11 0 478

100.0 29.5 46.9 9.0 3.7 2.2 0.7 2.2 1.3 0.4 4.2 27.7
課長クラス 524 155 244 51 21 6 7 15 5 1 19 505 9 0 448

100.0 29.6 46.6 9.7 4.0 1.2 1.3 2.9 1.0 0.2 3.6 31.8
係長・主任クラス 228 74 92 17 11 7 4 10 2 3 8 220 23 0 2,129

100.0 32.5 40.4 7.5 4.8 3.1 1.8 4.4 0.9 1.3 3.5 13.9
一般社員 213 53 93 23 11 3 2 9 7 - 12 201 14 0 268

100.0 24.9 43.7 10.8 5.2 1.4 0.9 4.2 3.3 - 5.6 12.7
その他 21 7 10 2 - 1 1 - - - - 21 7 0 48

100.0 33.3 47.6 9.5 - 4.8 4.8 - - - - 1.3
　無回答 7 3 2 1 - - 1 - - - - 7 8 0 40

100.0 42.9 28.6 14.3 - - 14.3 - - - - 0.4
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 64 19 26 4 1 2 1 5 2 1 3 61 22 0 422

100.0 29.7 40.6 6.3 1.6 3.1 1.6 7.8 3.1 1.6 4.7 3.9
人事・労務部門 357 105 153 29 19 6 5 20 7 1 12 345 14 0 317

100.0 29.4 42.9 8.1 5.3 1.7 1.4 5.6 2.0 0.3 3.4 21.8
総務・庶務部門 696 209 321 64 29 16 5 16 7 2 27 669 9 0 448

100.0 30.0 46.1 9.2 4.2 2.3 0.7 2.3 1.0 0.3 3.9 42.2
経理部門 52 20 24 3 1 1 1 1 - - 1 51 6 0 63

100.0 38.5 46.2 5.8 1.9 1.9 1.9 1.9 - - 1.9 3.2
広報部門 3 - 1 - - - 1 - - - 1 2 27 6 47

100.0 - 33.3 - - - 33.3 - - - 33.3 0.1
経営企画・経営戦略立案部門 71 16 33 11 1 2 2 1 2 - 3 68 13 0 241

100.0 22.5 46.5 15.5 1.4 2.8 2.8 1.4 2.8 - 4.2 4.3
その他部門 324 86 162 36 10 3 2 4 2 1 18 306 13 0 2,129

100.0 26.5 50.0 11.1 3.1 0.9 0.6 1.2 0.6 0.3 5.6 19.3
　無回答 89 28 39 6 3 1 3 2 - 2 5 84 18 0 478

100.0 31.5 43.8 6.7 3.4 1.1 3.4 2.3 - 2.3 5.6 5.3
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 588 179 240 59 22 11 6 29 12 4 26 562 18 0 2,129

100.0 30.4 40.8 10.0 3.7 1.9 1.0 4.9 2.0 0.7 4.4 35.4
労使協議機関での協議 634 155 295 72 25 11 7 23 14 4 28 606 17 0 2,129

100.0 24.5 46.5 11.4 3.9 1.7 1.1 3.6 2.2 0.6 4.4 38.2
取組を行うための専門組織の編成 242 57 113 27 10 7 4 10 3 2 9 233 15 0 422

100.0 23.6 46.7 11.2 4.1 2.9 1.7 4.1 1.2 0.8 3.7 14.7
懇談会・説明会などの 786 220 373 81 29 14 7 24 7 2 29 757 12 0 2,129

常設ではない会合 100.0 28.0 47.5 10.3 3.7 1.8 0.9 3.1 0.9 0.3 3.7 47.7
相談窓口（電子メール等を含む）や 763 194 359 75 29 19 7 29 10 4 37 726 15 0 2,129

その他の苦情処理機関 100.0 25.4 47.1 9.8 3.8 2.5 0.9 3.8 1.3 0.5 4.9 45.8
社内報や社内掲示板、 1,147 331 523 108 49 21 10 34 15 4 52 1,095 12 0 2,129

電子メールなどでの情報提供 100.0 28.9 45.6 9.4 4.3 1.8 0.9 3.0 1.3 0.4 4.5 69.0
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 246 71 110 19 12 4 4 7 4 - 15 231 10 0 283

活用したコミュニケーションツール 100.0 28.9 44.7 7.7 4.9 1.6 1.6 2.9 1.6 - 6.1 14.6
従業員へのアンケート調査 619 182 279 50 32 7 6 26 6 3 28 591 14 0 2,129

100.0 29.4 45.1 8.1 5.2 1.1 1.0 4.2 1.0 0.5 4.5 37.3
その他 68 21 32 2 4 3 2 2 - 1 1 67 15 0 450

100.0 30.9 47.1 2.9 5.9 4.4 2.9 2.9 - 1.5 1.5 4.2
　無回答 17 7 5 2 1 - - 2 - - - 17 12 0 85

100.0 41.2 29.4 11.8 5.9 - - 11.8 - - - 1.1
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 660 176 293 65 25 16 8 31 14 6 26 634 19 0 2,129

100.0 26.7 44.4 9.9 3.8 2.4 1.2 4.7 2.1 0.9 3.9 40.0
行っていない 982 302 459 88 39 14 12 18 6 - 44 938 7 0 221

100.0 30.8 46.7 9.0 4.0 1.4 1.2 1.8 0.6 - 4.5 59.1
　無回答 14 5 7 - - 1 - - - 1 - 14 36 0 450

100.0 35.7 50.0 - - 7.1 - - - 7.1 - 0.9
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。
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　全　体 1,656 251 986 169 74 33 20 37 14 2 70 1,586 9 0 595
100.0 15.2 59.5 10.2 4.5 2.0 1.2 2.2 0.9 0.1 4.2 100.0

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 88 16 48 7 5 - 1 5 2 2 2 86 25 0 595

100.0 18.2 54.6 8.0 5.7 - 1.1 5.7 2.3 2.3 2.3 5.4
1,000～4,999人 271 38 129 30 18 9 5 15 4 - 23 248 14 0 211

100.0 14.0 47.6 11.1 6.6 3.3 1.9 5.5 1.5 - 8.5 15.6
300～999人 507 69 277 65 33 14 9 9 6 - 25 482 10 0 200

100.0 13.6 54.6 12.8 6.5 2.8 1.8 1.8 1.2 - 4.9 30.4
100～299人 628 104 412 59 16 9 5 8 2 - 13 615 6 0 239

100.0 16.6 65.6 9.4 2.6 1.4 0.8 1.3 0.3 - 2.1 38.8
50～99人 123 20 89 5 2 1 - - - - 6 117 3 0 35

100.0 16.3 72.4 4.1 1.6 0.8 - - - - 4.9 7.4
30～49人 34 4 29 1 - - - - - - - 34 3 0 13

100.0 11.8 85.3 2.9 - - - - - - - 2.1
　無回答 5 - 2 2 - - - - - - 1 4 10 1 19

100.0 - 40.0 40.0 - - - - - - 20.0 0.3
Ｑ２　業種
農業、林業 1 - 1 - - - - - - - - 1 1 1 1

100.0 - 100.0 - - - - - - - - 0.1
漁業 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 2 1 1 - - - - - - - - 2 4 0 8

100.0 50.0 50.0 - - - - - - - - 0.1
建設業 126 23 81 9 4 1 1 4 - - 3 123 6 0 86

100.0 18.3 64.3 7.1 3.2 0.8 0.8 3.2 - - 2.4 7.8
製造業 736 110 425 83 31 19 6 16 6 - 40 696 9 0 223

100.0 15.0 57.7 11.3 4.2 2.6 0.8 2.2 0.8 - 5.4 43.9
電気・ガス・熱供給・水道業 12 1 9 1 - - - - - - 1 11 4 0 12

100.0 8.3 75.0 8.3 - - - - - - 8.3 0.7
情報通信業 56 8 29 7 6 1 1 2 1 - 1 55 13 0 150

100.0 14.3 51.8 12.5 10.7 1.8 1.8 3.6 1.8 - 1.8 3.5
運輸業、郵便業 133 40 74 10 3 1 1 2 - - 2 131 5 0 95

100.0 30.1 55.6 7.5 2.3 0.8 0.8 1.5 - - 1.5 8.3
卸売業、小売業 188 30 118 14 6 2 1 5 1 1 10 178 9 0 350

100.0 16.0 62.8 7.5 3.2 1.1 0.5 2.7 0.5 0.5 5.3 11.2
金融業、保険業 33 1 17 5 3 2 1 1 2 - 1 32 23 0 207

100.0 3.0 51.5 15.2 9.1 6.1 3.0 3.0 6.1 - 3.0 2.0
不動産業、物品賃貸業 12 2 8 1 - - - - 1 - - 12 20 0 211

100.0 16.7 66.7 8.3 - - - - 8.3 - - 0.8
学術研究、専門・技術サービス業 45 7 24 8 1 2 - 1 1 - 1 44 10 0 100

100.0 15.6 53.3 17.8 2.2 4.4 - 2.2 2.2 - 2.2 2.8
宿泊業、飲食サービス業 23 3 18 2 - - - - - - - 23 3 0 14

100.0 13.0 78.3 8.7 - - - - - - - 1.5
生活関連サービス業、娯楽業 14 - 10 1 1 - - 1 - - 1 13 9 1 50

100.0 - 71.4 7.1 7.1 - - 7.1 - - 7.1 0.8
教育、学習支援業 39 3 20 7 4 1 2 1 - - 1 38 12 0 53

100.0 7.7 51.3 18.0 10.3 2.6 5.1 2.6 - - 2.6 2.4
医療、福祉 101 7 70 6 4 1 3 4 - - 6 95 9 0 70

100.0 6.9 69.3 5.9 4.0 1.0 3.0 4.0 - - 5.9 6.0
複合サービス事業 19 2 15 2 - - - - - - - 19 4 0 11

100.0 10.5 79.0 10.5 - - - - - - - 1.2
その他サービス業 82 12 43 5 10 3 4 - 2 1 2 80 21 0 595

100.0 14.6 52.4 6.1 12.2 3.7 4.9 - 2.4 1.2 2.4 5.0
分類不能の産業 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
その他 14 - 9 3 1 - - - - - 1 13 7 1 21

100.0 - 64.3 21.4 7.1 - - - - - 7.1 0.8
　無回答 20 1 14 5 - - - - - - - 20 7 0 19

100.0 5.0 70.0 25.0 - - - - - - - 1.3
Ｑ２　業種
製造業 736 110 425 83 31 19 6 16 6 - 40 696 9 0 223

100.0 15.0 57.7 11.3 4.2 2.6 0.8 2.2 0.8 - 5.4 43.9
非製造業 900 140 547 81 43 14 14 21 8 2 30 870 10 0 595

100.0 15.6 60.8 9.0 4.8 1.6 1.6 2.3 0.9 0.2 3.3 54.9
　無回答 20 1 14 5 - - - - - - - 20 7 0 19

100.0 5.0 70.0 25.0 - - - - - - - 1.3
Ｑ３　創業年
1919年まで 190 23 114 21 10 1 1 7 2 1 10 180 11 0 350

100.0 12.1 60.0 11.1 5.3 0.5 0.5 3.7 1.1 0.5 5.3 11.4
1920～1939年 186 31 108 15 11 4 2 7 1 - 7 179 9 0 115

100.0 16.7 58.1 8.1 5.9 2.2 1.1 3.8 0.5 - 3.8 11.3
1940～1959年 500 82 312 45 20 10 2 5 3 - 21 479 7 0 239

100.0 16.4 62.4 9.0 4.0 2.0 0.4 1.0 0.6 - 4.2 30.2
1960～1979年 422 67 237 47 20 8 8 11 3 1 20 402 11 0 595

100.0 15.9 56.2 11.1 4.7 1.9 1.9 2.6 0.7 0.2 4.7 25.4
1980～1999年 195 17 123 24 8 6 2 6 3 - 6 189 11 0 200

100.0 8.7 63.1 12.3 4.1 3.1 1.0 3.1 1.5 - 3.1 11.9
2000年以降 120 24 69 11 4 3 4 1 2 - 2 118 10 0 223

100.0 20.0 57.5 9.2 3.3 2.5 3.3 0.8 1.7 - 1.7 7.4
　無回答 43 7 23 6 1 1 1 - - - 4 39 7 0 45

100.0 16.3 53.5 14.0 2.3 2.3 2.3 - - - 9.3 2.5
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。
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　全　体 1,656 251 986 169 74 33 20 37 14 2 70 1,586 9 0 595
100.0 15.2 59.5 10.2 4.5 2.0 1.2 2.2 0.9 0.1 4.2 100.0

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 42 5 35 2 - - - - - - - 42 4 0 19

100.0 11.9 83.3 4.8 - - - - - - - 2.7
30～49人 243 55 167 9 1 1 - 1 - - 9 234 3 0 92

100.0 22.6 68.7 3.7 0.4 0.4 - 0.4 - - 3.7 14.8
50～99人 457 92 299 31 11 1 3 - 1 - 19 438 4 0 134

100.0 20.1 65.4 6.8 2.4 0.2 0.7 - 0.2 - 4.2 27.6
100～299人 642 82 386 84 33 15 8 13 4 1 16 626 9 0 350

100.0 12.8 60.1 13.1 5.1 2.3 1.3 2.0 0.6 0.2 2.5 39.5
300人以上 264 16 94 43 29 16 9 23 8 1 25 239 26 0 595

100.0 6.1 35.6 16.3 11.0 6.1 3.4 8.7 3.0 0.4 9.5 15.1
　無回答 8 1 5 - - - - - 1 - 1 7 30 0 200

100.0 12.5 62.5 - - - - - 12.5 - 12.5 0.4
Ｑ５　労働組合の有無
ある 773 121 442 69 44 22 12 17 10 2 34 739 11 0 595

100.0 15.7 57.2 8.9 5.7 2.9 1.6 2.2 1.3 0.3 4.4 46.6
ない 882 130 543 100 30 11 8 20 4 - 36 846 8 0 211

100.0 14.7 61.6 11.3 3.4 1.3 0.9 2.3 0.5 - 4.1 53.3
　無回答 1 - 1 - - - - - - - - 1 2 2 2

100.0 - 100.0 - - - - - - - - 0.1
Ｆ１　回答者の役職
社長 24 3 14 1 1 - 2 1 - - 2 22 12 0 95

100.0 12.5 58.3 4.2 4.2 - 8.3 4.2 - - 8.3 1.4
取締役・役員クラス 181 34 113 13 5 2 - 4 - - 10 171 6 0 70

100.0 18.8 62.4 7.2 2.8 1.1 - 2.2 - - 5.5 10.8
部長・次長クラス 458 79 268 45 20 9 5 6 7 - 19 439 9 0 223

100.0 17.3 58.5 9.8 4.4 2.0 1.1 1.3 1.5 - 4.2 27.7
課長クラス 524 79 320 53 23 7 8 11 3 1 19 505 9 0 350

100.0 15.1 61.1 10.1 4.4 1.3 1.5 2.1 0.6 0.2 3.6 31.8
係長・主任クラス 228 24 132 30 13 8 3 7 2 1 8 220 14 0 595

100.0 10.5 57.9 13.2 5.7 3.5 1.3 3.1 0.9 0.4 3.5 13.9
一般社員 213 27 121 26 10 6 1 8 2 - 12 201 10 0 200

100.0 12.7 56.8 12.2 4.7 2.8 0.5 3.8 0.9 - 5.6 12.7
その他 21 5 14 - 2 - - - - - - 21 4 0 25

100.0 23.8 66.7 - 9.5 - - - - - - 1.3
　無回答 7 - 4 1 - 1 1 - - - - 7 16 2 42

100.0 - 57.1 14.3 - 14.3 14.3 - - - - 0.4
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 64 5 44 2 2 2 1 1 4 - 3 61 18 0 223

100.0 7.8 68.8 3.1 3.1 3.1 1.6 1.6 6.3 - 4.7 3.9
人事・労務部門 357 45 191 48 27 10 6 13 5 - 12 345 12 0 211

100.0 12.6 53.5 13.5 7.6 2.8 1.7 3.6 1.4 - 3.4 21.8
総務・庶務部門 696 102 437 72 27 11 4 12 3 1 27 669 8 0 350

100.0 14.7 62.8 10.3 3.9 1.6 0.6 1.7 0.4 0.1 3.9 42.2
経理部門 52 7 36 4 1 1 1 1 - - 1 51 7 0 94

100.0 13.5 69.2 7.7 1.9 1.9 1.9 1.9 - - 1.9 3.2
広報部門 3 1 - 1 - - - - - - 1 2 6 0 12

100.0 33.3 - 33.3 - - - - - - 33.3 0.1
経営企画・経営戦略立案部門 71 8 40 7 4 4 2 2 1 - 3 68 12 0 140

100.0 11.3 56.3 9.9 5.6 5.6 2.8 2.8 1.4 - 4.2 4.3
その他部門 324 63 189 31 11 3 3 4 1 1 18 306 8 0 595

100.0 19.4 58.3 9.6 3.4 0.9 0.9 1.2 0.3 0.3 5.6 19.3
　無回答 89 20 49 4 2 2 3 4 - - 5 84 9 0 95

100.0 22.5 55.1 4.5 2.3 2.3 3.4 4.5 - - 5.6 5.3
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 588 85 337 58 33 16 11 14 7 1 26 562 11 0 595

100.0 14.5 57.3 9.9 5.6 2.7 1.9 2.4 1.2 0.2 4.4 35.4
労使協議機関での協議 634 104 349 67 33 14 11 18 8 2 28 606 12 0 595

100.0 16.4 55.1 10.6 5.2 2.2 1.7 2.8 1.3 0.3 4.4 38.2
取組を行うための専門組織の編成 242 37 136 24 15 6 8 4 3 - 9 233 11 0 223

100.0 15.3 56.2 9.9 6.2 2.5 3.3 1.7 1.2 - 3.7 14.7
懇談会・説明会などの 786 116 478 83 32 18 12 12 5 1 29 757 9 0 595

常設ではない会合 100.0 14.8 60.8 10.6 4.1 2.3 1.5 1.5 0.6 0.1 3.7 47.7
相談窓口（電子メール等を含む）や 763 109 425 90 39 18 12 21 10 2 37 726 12 0 595

その他の苦情処理機関 100.0 14.3 55.7 11.8 5.1 2.4 1.6 2.8 1.3 0.3 4.9 45.8
社内報や社内掲示板、 1,147 164 687 119 49 24 12 29 9 2 52 1,095 10 0 595

電子メールなどでの情報提供 100.0 14.3 59.9 10.4 4.3 2.1 1.1 2.5 0.8 0.2 4.5 69.0
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 246 38 146 29 8 3 2 4 1 - 15 231 8 0 211

活用したコミュニケーションツール 100.0 15.5 59.4 11.8 3.3 1.2 0.8 1.6 0.4 - 6.1 14.6
従業員へのアンケート調査 619 88 351 74 34 11 7 16 9 1 28 591 11 0 595

100.0 14.2 56.7 12.0 5.5 1.8 1.1 2.6 1.5 0.2 4.5 37.3
その他 68 8 44 8 3 - - 4 - - 1 67 9 0 95

100.0 11.8 64.7 11.8 4.4 - - 5.9 - - 1.5 4.2
　無回答 17 2 10 3 - - 1 1 - - - 17 10 0 66

100.0 11.8 58.8 17.7 - - 5.9 5.9 - - - 1.1
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 660 86 374 68 40 19 12 23 10 2 26 634 13 0 595

100.0 13.0 56.7 10.3 6.1 2.9 1.8 3.5 1.5 0.3 3.9 40.0
行っていない 982 163 601 101 34 14 8 13 4 - 44 938 7 0 239

100.0 16.6 61.2 10.3 3.5 1.4 0.8 1.3 0.4 - 4.5 59.1
　無回答 14 2 11 - - - - 1 - - - 14 9 0 95

100.0 14.3 78.6 - - - - 7.1 - - - 0.9
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Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。
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　全　体 1,656 251 986 169 74 33 20 37 14 2 70 1,586 9 0 595
100.0 15.2 59.5 10.2 4.5 2.0 1.2 2.2 0.9 0.1 4.2 100.0

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 88 16 48 7 5 - 1 5 2 2 2 86 25 0 595

100.0 18.2 54.6 8.0 5.7 - 1.1 5.7 2.3 2.3 2.3 5.4
1,000～4,999人 271 38 129 30 18 9 5 15 4 - 23 248 14 0 211

100.0 14.0 47.6 11.1 6.6 3.3 1.9 5.5 1.5 - 8.5 15.6
300～999人 507 69 277 65 33 14 9 9 6 - 25 482 10 0 200

100.0 13.6 54.6 12.8 6.5 2.8 1.8 1.8 1.2 - 4.9 30.4
100～299人 628 104 412 59 16 9 5 8 2 - 13 615 6 0 239

100.0 16.6 65.6 9.4 2.6 1.4 0.8 1.3 0.3 - 2.1 38.8
50～99人 123 20 89 5 2 1 - - - - 6 117 3 0 35

100.0 16.3 72.4 4.1 1.6 0.8 - - - - 4.9 7.4
30～49人 34 4 29 1 - - - - - - - 34 3 0 13

100.0 11.8 85.3 2.9 - - - - - - - 2.1
　無回答 5 - 2 2 - - - - - - 1 4 10 1 19

100.0 - 40.0 40.0 - - - - - - 20.0 0.3
Ｑ２　業種
農業、林業 1 - 1 - - - - - - - - 1 1 1 1

100.0 - 100.0 - - - - - - - - 0.1
漁業 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 2 1 1 - - - - - - - - 2 4 0 8

100.0 50.0 50.0 - - - - - - - - 0.1
建設業 126 23 81 9 4 1 1 4 - - 3 123 6 0 86

100.0 18.3 64.3 7.1 3.2 0.8 0.8 3.2 - - 2.4 7.8
製造業 736 110 425 83 31 19 6 16 6 - 40 696 9 0 223

100.0 15.0 57.7 11.3 4.2 2.6 0.8 2.2 0.8 - 5.4 43.9
電気・ガス・熱供給・水道業 12 1 9 1 - - - - - - 1 11 4 0 12

100.0 8.3 75.0 8.3 - - - - - - 8.3 0.7
情報通信業 56 8 29 7 6 1 1 2 1 - 1 55 13 0 150

100.0 14.3 51.8 12.5 10.7 1.8 1.8 3.6 1.8 - 1.8 3.5
運輸業、郵便業 133 40 74 10 3 1 1 2 - - 2 131 5 0 95

100.0 30.1 55.6 7.5 2.3 0.8 0.8 1.5 - - 1.5 8.3
卸売業、小売業 188 30 118 14 6 2 1 5 1 1 10 178 9 0 350

100.0 16.0 62.8 7.5 3.2 1.1 0.5 2.7 0.5 0.5 5.3 11.2
金融業、保険業 33 1 17 5 3 2 1 1 2 - 1 32 23 0 207

100.0 3.0 51.5 15.2 9.1 6.1 3.0 3.0 6.1 - 3.0 2.0
不動産業、物品賃貸業 12 2 8 1 - - - - 1 - - 12 20 0 211

100.0 16.7 66.7 8.3 - - - - 8.3 - - 0.8
学術研究、専門・技術サービス業 45 7 24 8 1 2 - 1 1 - 1 44 10 0 100

100.0 15.6 53.3 17.8 2.2 4.4 - 2.2 2.2 - 2.2 2.8
宿泊業、飲食サービス業 23 3 18 2 - - - - - - - 23 3 0 14

100.0 13.0 78.3 8.7 - - - - - - - 1.5
生活関連サービス業、娯楽業 14 - 10 1 1 - - 1 - - 1 13 9 1 50

100.0 - 71.4 7.1 7.1 - - 7.1 - - 7.1 0.8
教育、学習支援業 39 3 20 7 4 1 2 1 - - 1 38 12 0 53

100.0 7.7 51.3 18.0 10.3 2.6 5.1 2.6 - - 2.6 2.4
医療、福祉 101 7 70 6 4 1 3 4 - - 6 95 9 0 70

100.0 6.9 69.3 5.9 4.0 1.0 3.0 4.0 - - 5.9 6.0
複合サービス事業 19 2 15 2 - - - - - - - 19 4 0 11

100.0 10.5 79.0 10.5 - - - - - - - 1.2
その他サービス業 82 12 43 5 10 3 4 - 2 1 2 80 21 0 595

100.0 14.6 52.4 6.1 12.2 3.7 4.9 - 2.4 1.2 2.4 5.0
分類不能の産業 - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
その他 14 - 9 3 1 - - - - - 1 13 7 1 21

100.0 - 64.3 21.4 7.1 - - - - - 7.1 0.8
　無回答 20 1 14 5 - - - - - - - 20 7 0 19

100.0 5.0 70.0 25.0 - - - - - - - 1.3
Ｑ２　業種
製造業 736 110 425 83 31 19 6 16 6 - 40 696 9 0 223

100.0 15.0 57.7 11.3 4.2 2.6 0.8 2.2 0.8 - 5.4 43.9
非製造業 900 140 547 81 43 14 14 21 8 2 30 870 10 0 595

100.0 15.6 60.8 9.0 4.8 1.6 1.6 2.3 0.9 0.2 3.3 54.9
　無回答 20 1 14 5 - - - - - - - 20 7 0 19

100.0 5.0 70.0 25.0 - - - - - - - 1.3
Ｑ３　創業年
1919年まで 190 23 114 21 10 1 1 7 2 1 10 180 11 0 350

100.0 12.1 60.0 11.1 5.3 0.5 0.5 3.7 1.1 0.5 5.3 11.4
1920～1939年 186 31 108 15 11 4 2 7 1 - 7 179 9 0 115

100.0 16.7 58.1 8.1 5.9 2.2 1.1 3.8 0.5 - 3.8 11.3
1940～1959年 500 82 312 45 20 10 2 5 3 - 21 479 7 0 239

100.0 16.4 62.4 9.0 4.0 2.0 0.4 1.0 0.6 - 4.2 30.2
1960～1979年 422 67 237 47 20 8 8 11 3 1 20 402 11 0 595

100.0 15.9 56.2 11.1 4.7 1.9 1.9 2.6 0.7 0.2 4.7 25.4
1980～1999年 195 17 123 24 8 6 2 6 3 - 6 189 11 0 200

100.0 8.7 63.1 12.3 4.1 3.1 1.0 3.1 1.5 - 3.1 11.9
2000年以降 120 24 69 11 4 3 4 1 2 - 2 118 10 0 223

100.0 20.0 57.5 9.2 3.3 2.5 3.3 0.8 1.7 - 1.7 7.4
　無回答 43 7 23 6 1 1 1 - - - 4 39 7 0 45

100.0 16.3 53.5 14.0 2.3 2.3 2.3 - - - 9.3 2.5
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【派遣労働者】うち　女性

全

体

０
人

１
～

９
人

1
0
～

1
9
人

2
0
～

2
9
人

3
0
～

3
9
人

4
0
～

4
9
人

5
0
～

9
9
人

1
0
0
～

2
9
9
人

3
0
0
人
以
上

無
回
答

全

体

平

均

最
小
値

最
大
値

　全　体 1,656 251 986 169 74 33 20 37 14 2 70 1,586 9 0 595
100.0 15.2 59.5 10.2 4.5 2.0 1.2 2.2 0.9 0.1 4.2 100.0

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 239 34 140 24 11 5 5 7 5 1 7 232 14 0 595

100.0 14.2 58.6 10.0 4.6 2.1 2.1 2.9 2.1 0.4 2.9 36.6
導入後に行った 78 8 50 6 4 2 1 5 1 - 1 77 12 0 140

100.0 10.3 64.1 7.7 5.1 2.6 1.3 6.4 1.3 - 1.3 12.2
行っていない 364 45 199 41 24 13 5 14 5 1 17 347 13 0 350

100.0 12.4 54.7 11.3 6.6 3.6 1.4 3.9 1.4 0.3 4.7 54.7
　無回答 5 - - 1 2 - 1 - - - 1 4 27 12 48

100.0 - - 20.0 40.0 - 20.0 - - - 20.0 0.6
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 79 14 42 9 7 1 1 4 1 - - 79 13 0 223

100.0 17.7 53.2 11.4 8.9 1.3 1.3 5.1 1.3 - - 27.9
やや積極的 59 3 34 7 5 2 2 3 1 - 2 57 13 0 105

100.0 5.1 57.6 11.9 8.5 3.4 3.4 5.1 1.7 - 3.4 20.1
どちらでもない 137 21 88 9 2 3 3 2 2 1 6 131 12 0 595

100.0 15.3 64.2 6.6 1.5 2.2 2.2 1.5 1.5 0.7 4.4 46.3
やや消極的 5 1 3 1 - - - - - - - 5 6 0 14

100.0 20.0 60.0 20.0 - - - - - - - 1.8
対応には消極的だった 5 1 4 - - - - - - - - 5 3 0 7

100.0 20.0 80.0 - - - - - - - - 1.8
　無回答 6 1 4 - - - - - 1 - - 6 27 0 140

100.0 16.7 66.7 - - - - - 16.7 - - 2.1
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 126 17 71 13 8 4 3 5 1 - 4 122 11 0 150

100.0 13.5 56.4 10.3 6.4 3.2 2.4 4.0 0.8 - 3.2 43.1
導入することを決めた後で協議した 80 7 49 11 3 1 2 1 4 - 2 78 15 0 223

100.0 8.8 61.3 13.8 3.8 1.3 2.5 1.3 5.0 - 2.5 27.6
わからない 32 10 19 - - - - 1 - 1 1 31 22 0 595

100.0 31.3 59.4 - - - - 3.1 - 3.1 3.1 11.0
　無回答 53 7 36 2 3 1 1 2 - - 1 52 8 0 70

100.0 13.2 67.9 3.8 5.7 1.9 1.9 3.8 - - 1.9 18.4
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 263 37 156 25 14 4 6 9 4 1 7 256 13 0 595

100.0 14.1 59.3 9.5 5.3 1.5 2.3 3.4 1.5 0.4 2.7 90.5
効果はなかった 18 1 13 - - 2 - - 1 - 1 17 15 0 134

100.0 5.6 72.2 - - 11.1 - - 5.6 - 5.6 6.0
　無回答 10 3 6 1 - - - - - - - 10 2 0 16

100.0 30.0 60.0 10.0 - - - - - - - 3.5
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 83 12 43 7 6 1 2 4 3 1 4 79 23 0 595

100.0 14.5 51.8 8.4 7.2 1.2 2.4 4.8 3.6 1.2 4.8 27.9
課題は生じなかった 197 26 125 18 8 5 4 5 2 - 4 193 9 0 150

100.0 13.2 63.5 9.1 4.1 2.5 2.0 2.5 1.0 - 2.0 68.2
　無回答 11 3 7 1 - - - - - - - 11 2 0 16

100.0 27.3 63.6 9.1 - - - - - - - 3.9
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 267 40 140 29 15 6 7 10 6 - 14 253 14 0 223

100.0 15.0 52.4 10.9 5.6 2.3 2.6 3.8 2.3 - 5.2 39.9
行っていない 376 46 225 38 22 13 5 11 4 1 11 365 12 0 595

100.0 12.2 59.8 10.1 5.9 3.5 1.3 2.9 1.1 0.3 2.9 57.6
　無回答 17 - 9 1 3 - - 2 - 1 1 16 35 1 350

100.0 - 52.9 5.9 17.7 - - 11.8 - 5.9 5.9 2.5
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 602 83 343 66 34 12 12 18 8 - 26 576 11 0 223

100.0 13.8 57.0 11.0 5.7 2.0 2.0 3.0 1.3 - 4.3 36.3
行う予定はない 166 29 110 10 4 3 1 4 - - 5 161 6 0 63

100.0 17.5 66.3 6.0 2.4 1.8 0.6 2.4 - - 3.0 10.2
わからない 879 138 530 89 36 17 7 15 6 2 39 840 9 0 595

100.0 15.7 60.3 10.1 4.1 1.9 0.8 1.7 0.7 0.2 4.4 53.0
　無回答 9 1 3 4 - 1 - - - - - 9 12 0 35

100.0 11.1 33.3 44.4 - 11.1 - - - - - 0.6
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ５　貴事業所または貴社には労働組合がありますか。（○は１つ）

全

体

あ
る

な
い 無

回
答

　全　体 3,670 1,475 2,175 20
100.0 40.2 59.3 0.5

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 142 39 -

100.0 78.5 21.6 -
1,000～4,999人 510 327 182 1

100.0 64.1 35.7 0.2
300～999人 1,052 437 609 6

100.0 41.5 57.9 0.6
100～299人 1,390 421 963 6

100.0 30.3 69.3 0.4
50～99人 398 107 290 1

100.0 26.9 72.9 0.3
30～49人 120 36 84 -

100.0 30.0 70.0 -
　無回答 19 5 8 6

100.0 26.3 42.1 31.6
Ｑ２　業種
農業、林業 10 4 6 -

100.0 40.0 60.0 -
漁業 - - - -

- - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 4 - -

100.0 100.0 - -
建設業 351 108 241 2

100.0 30.8 68.7 0.6
製造業 1,228 554 671 3

100.0 45.1 54.6 0.2
電気・ガス・熱供給・水道業 22 14 8 -

100.0 63.6 36.4 -
情報通信業 107 29 78 -

100.0 27.1 72.9 -
運輸業、郵便業 406 240 165 1

100.0 59.1 40.6 0.3
卸売業、小売業 488 212 275 1

100.0 43.4 56.4 0.2
金融業、保険業 69 39 30 -

100.0 56.5 43.5 -
不動産業、物品賃貸業 26 9 17 -

100.0 34.6 65.4 -
学術研究、専門・技術サービス業 77 25 52 -

100.0 32.5 67.5 -
宿泊業、飲食サービス業 64 24 40 -

100.0 37.5 62.5 -
生活関連サービス業、娯楽業 58 8 50 -

100.0 13.8 86.2 -
教育、学習支援業 67 40 26 1

100.0 59.7 38.8 1.5
医療、福祉 323 47 272 4

100.0 14.6 84.2 1.2
複合サービス事業 45 26 19 -

100.0 57.8 42.2 -
その他サービス業 253 62 188 3

100.0 24.5 74.3 1.2
分類不能の産業 2 1 1 -

100.0 50.0 50.0 -
その他 25 11 14 -

100.0 44.0 56.0 -
　無回答 45 18 22 5

100.0 40.0 48.9 11.1
Ｑ２　業種
製造業 1,228 554 671 3

100.0 45.1 54.6 0.2
非製造業 2,397 903 1,482 12

100.0 37.7 61.8 0.5
　無回答 45 18 22 5

100.0 40.0 48.9 11.1
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 218 166 -

100.0 56.8 43.2 -
1920～1939年 382 209 172 1

100.0 54.7 45.0 0.3
1940～1959年 1,068 512 553 3

100.0 47.9 51.8 0.3
1960～1979年 994 270 718 6

100.0 27.2 72.2 0.6
1980～1999年 452 93 356 3

100.0 20.6 78.8 0.7
2000年以降 254 118 136 -

100.0 46.5 53.5 -
　無回答 136 55 74 7

100.0 40.4 54.4 5.2
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ４　貴事業所の従業員数とその構成をお答えください。なお、該当者がいない場合は、「０」とお書きください。

【派遣労働者】うち　女性

全

体

０
人

１
～

９
人

1
0
～

1
9
人

2
0
～

2
9
人

3
0
～

3
9
人

4
0
～

4
9
人

5
0
～

9
9
人

1
0
0
～

2
9
9
人

3
0
0
人
以
上

無
回
答

全

体

平

均

最
小
値

最
大
値

　全　体 1,656 251 986 169 74 33 20 37 14 2 70 1,586 9 0 595
100.0 15.2 59.5 10.2 4.5 2.0 1.2 2.2 0.9 0.1 4.2 100.0

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 239 34 140 24 11 5 5 7 5 1 7 232 14 0 595

100.0 14.2 58.6 10.0 4.6 2.1 2.1 2.9 2.1 0.4 2.9 36.6
導入後に行った 78 8 50 6 4 2 1 5 1 - 1 77 12 0 140

100.0 10.3 64.1 7.7 5.1 2.6 1.3 6.4 1.3 - 1.3 12.2
行っていない 364 45 199 41 24 13 5 14 5 1 17 347 13 0 350

100.0 12.4 54.7 11.3 6.6 3.6 1.4 3.9 1.4 0.3 4.7 54.7
　無回答 5 - - 1 2 - 1 - - - 1 4 27 12 48

100.0 - - 20.0 40.0 - 20.0 - - - 20.0 0.6
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 79 14 42 9 7 1 1 4 1 - - 79 13 0 223

100.0 17.7 53.2 11.4 8.9 1.3 1.3 5.1 1.3 - - 27.9
やや積極的 59 3 34 7 5 2 2 3 1 - 2 57 13 0 105

100.0 5.1 57.6 11.9 8.5 3.4 3.4 5.1 1.7 - 3.4 20.1
どちらでもない 137 21 88 9 2 3 3 2 2 1 6 131 12 0 595

100.0 15.3 64.2 6.6 1.5 2.2 2.2 1.5 1.5 0.7 4.4 46.3
やや消極的 5 1 3 1 - - - - - - - 5 6 0 14

100.0 20.0 60.0 20.0 - - - - - - - 1.8
対応には消極的だった 5 1 4 - - - - - - - - 5 3 0 7

100.0 20.0 80.0 - - - - - - - - 1.8
　無回答 6 1 4 - - - - - 1 - - 6 27 0 140

100.0 16.7 66.7 - - - - - 16.7 - - 2.1
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 126 17 71 13 8 4 3 5 1 - 4 122 11 0 150

100.0 13.5 56.4 10.3 6.4 3.2 2.4 4.0 0.8 - 3.2 43.1
導入することを決めた後で協議した 80 7 49 11 3 1 2 1 4 - 2 78 15 0 223

100.0 8.8 61.3 13.8 3.8 1.3 2.5 1.3 5.0 - 2.5 27.6
わからない 32 10 19 - - - - 1 - 1 1 31 22 0 595

100.0 31.3 59.4 - - - - 3.1 - 3.1 3.1 11.0
　無回答 53 7 36 2 3 1 1 2 - - 1 52 8 0 70

100.0 13.2 67.9 3.8 5.7 1.9 1.9 3.8 - - 1.9 18.4
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 263 37 156 25 14 4 6 9 4 1 7 256 13 0 595

100.0 14.1 59.3 9.5 5.3 1.5 2.3 3.4 1.5 0.4 2.7 90.5
効果はなかった 18 1 13 - - 2 - - 1 - 1 17 15 0 134

100.0 5.6 72.2 - - 11.1 - - 5.6 - 5.6 6.0
　無回答 10 3 6 1 - - - - - - - 10 2 0 16

100.0 30.0 60.0 10.0 - - - - - - - 3.5
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 83 12 43 7 6 1 2 4 3 1 4 79 23 0 595

100.0 14.5 51.8 8.4 7.2 1.2 2.4 4.8 3.6 1.2 4.8 27.9
課題は生じなかった 197 26 125 18 8 5 4 5 2 - 4 193 9 0 150

100.0 13.2 63.5 9.1 4.1 2.5 2.0 2.5 1.0 - 2.0 68.2
　無回答 11 3 7 1 - - - - - - - 11 2 0 16

100.0 27.3 63.6 9.1 - - - - - - - 3.9
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 267 40 140 29 15 6 7 10 6 - 14 253 14 0 223

100.0 15.0 52.4 10.9 5.6 2.3 2.6 3.8 2.3 - 5.2 39.9
行っていない 376 46 225 38 22 13 5 11 4 1 11 365 12 0 595

100.0 12.2 59.8 10.1 5.9 3.5 1.3 2.9 1.1 0.3 2.9 57.6
　無回答 17 - 9 1 3 - - 2 - 1 1 16 35 1 350

100.0 - 52.9 5.9 17.7 - - 11.8 - 5.9 5.9 2.5
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 602 83 343 66 34 12 12 18 8 - 26 576 11 0 223

100.0 13.8 57.0 11.0 5.7 2.0 2.0 3.0 1.3 - 4.3 36.3
行う予定はない 166 29 110 10 4 3 1 4 - - 5 161 6 0 63

100.0 17.5 66.3 6.0 2.4 1.8 0.6 2.4 - - 3.0 10.2
わからない 879 138 530 89 36 17 7 15 6 2 39 840 9 0 595

100.0 15.7 60.3 10.1 4.1 1.9 0.8 1.7 0.7 0.2 4.4 53.0
　無回答 9 1 3 4 - 1 - - - - - 9 12 0 35

100.0 11.1 33.3 44.4 - 11.1 - - - - - 0.6
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ５　貴事業所または貴社には労働組合がありますか。（○は１つ）

全

体

あ
る

な
い 無

回
答

　全　体 3,670 1,475 2,175 20
100.0 40.2 59.3 0.5

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 60 115 2

100.0 33.9 65.0 1.1
30～49人 670 262 406 2

100.0 39.1 60.6 0.3
50～99人 981 391 590 -

100.0 39.9 60.1 -
100～299人 1,186 457 726 3

100.0 38.5 61.2 0.3
300人以上 443 223 220 -

100.0 50.3 49.7 -
　無回答 213 82 118 13

100.0 38.5 55.4 6.1
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 1,475 - -

100.0 100.0 - -
ない 2,175 - 2,175 -

100.0 - 100.0 -
　無回答 20 - - 20

100.0 - - 100.0
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 12 57 -

100.0 17.4 82.6 -
取締役・役員クラス 414 108 305 1

100.0 26.1 73.7 0.2
部長・次長クラス 1,042 378 662 2

100.0 36.3 63.5 0.2
課長クラス 1,065 527 534 4

100.0 49.5 50.1 0.4
係長・主任クラス 522 216 300 6

100.0 41.4 57.5 1.2
一般社員 440 183 253 4

100.0 41.6 57.5 0.9
その他 80 32 47 1

100.0 40.0 58.8 1.3
　無回答 38 19 17 2

100.0 50.0 44.7 5.3
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 43 82 2

100.0 33.9 64.6 1.6
人事・労務部門 651 329 319 3

100.0 50.5 49.0 0.5
総務・庶務部門 1,592 609 978 5

100.0 38.3 61.4 0.3
経理部門 128 46 82 -

100.0 35.9 64.1 -
広報部門 6 3 3 -

100.0 50.0 50.0 -
経営企画・経営戦略立案部門 166 52 113 1

100.0 31.3 68.1 0.6
その他部門 774 311 457 6

100.0 40.2 59.0 0.8
　無回答 226 82 141 3

100.0 36.3 62.4 1.3
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 1,125 8 -

100.0 99.3 0.7 -
労使協議機関での協議 1,182 855 326 1

100.0 72.3 27.6 0.1
取組を行うための専門組織の編成 448 202 245 1

100.0 45.1 54.7 0.2
懇談会・説明会などの 1,623 657 963 3

常設ではない会合 100.0 40.5 59.3 0.2
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 663 851 2

その他の苦情処理機関 100.0 43.7 56.1 0.1
社内報や社内掲示板、 2,462 939 1,517 6

電子メールなどでの情報提供 100.0 38.1 61.6 0.2
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 191 295 1

活用したコミュニケーションツール 100.0 39.2 60.6 0.2
従業員へのアンケート調査 1,274 548 723 3

100.0 43.0 56.8 0.2
その他 187 35 152 -

100.0 18.7 81.3 -
　無回答 58 12 33 13

100.0 20.7 56.9 22.4
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 520 739 5

100.0 41.1 58.5 0.4
行っていない 2,363 942 1,409 12

100.0 39.9 59.6 0.5
　無回答 43 13 27 3

100.0 30.2 62.8 7.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ５　貴事業所または貴社には労働組合がありますか。（○は１つ）

全

体

あ
る

な
い 無

回
答

　全　体 3,670 1,475 2,175 20
100.0 40.2 59.3 0.5

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 192 301 1

100.0 38.9 60.9 0.2
導入後に行った 157 69 88 -

100.0 44.0 56.1 -
行っていない 649 270 375 4

100.0 41.6 57.8 0.6
　無回答 20 8 12 -

100.0 40.0 60.0 -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 56 114 1

100.0 32.8 66.7 0.6
やや積極的 128 48 80 -

100.0 37.5 62.5 -
どちらでもない 254 125 129 -

100.0 49.2 50.8 -
やや消極的 12 2 10 -

100.0 16.7 83.3 -
対応には消極的だった 15 5 10 -

100.0 33.3 66.7 -
　無回答 15 6 9 -

100.0 40.0 60.0 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 84 179 1

100.0 31.8 67.8 0.4
導入することを決めた後で協議した 156 57 99 -

100.0 36.5 63.5 -
わからない 64 50 14 -

100.0 78.1 21.9 -
　無回答 111 51 60 -

100.0 46.0 54.1 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 219 319 1

100.0 40.6 59.2 0.2
効果はなかった 34 14 20 -

100.0 41.2 58.8 -
　無回答 22 9 13 -

100.0 40.9 59.1 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 49 109 -

100.0 31.0 69.0 -
課題は生じなかった 406 185 220 1

100.0 45.6 54.2 0.3
　無回答 31 8 23 -

100.0 25.8 74.2 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 225 248 -

100.0 47.6 52.4 -
行っていない 750 280 465 5

100.0 37.3 62.0 0.7
　無回答 41 15 26 -

100.0 36.6 63.4 -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 491 608 1

100.0 44.6 55.3 0.1
行う予定はない 464 159 301 4

100.0 34.3 64.9 0.9
わからない 2,078 813 1,251 14

100.0 39.1 60.2 0.7
　無回答 28 12 15 1

100.0 42.9 53.6 3.6
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

Ｑ５　貴事業所または貴社には労働組合がありますか。（○は１つ）

全

体

あ
る

な
い 無

回
答

　全　体 3,670 1,475 2,175 20
100.0 40.2 59.3 0.5

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 60 115 2

100.0 33.9 65.0 1.1
30～49人 670 262 406 2

100.0 39.1 60.6 0.3
50～99人 981 391 590 -

100.0 39.9 60.1 -
100～299人 1,186 457 726 3

100.0 38.5 61.2 0.3
300人以上 443 223 220 -

100.0 50.3 49.7 -
　無回答 213 82 118 13

100.0 38.5 55.4 6.1
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 1,475 - -

100.0 100.0 - -
ない 2,175 - 2,175 -

100.0 - 100.0 -
　無回答 20 - - 20

100.0 - - 100.0
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 12 57 -

100.0 17.4 82.6 -
取締役・役員クラス 414 108 305 1

100.0 26.1 73.7 0.2
部長・次長クラス 1,042 378 662 2

100.0 36.3 63.5 0.2
課長クラス 1,065 527 534 4

100.0 49.5 50.1 0.4
係長・主任クラス 522 216 300 6

100.0 41.4 57.5 1.2
一般社員 440 183 253 4

100.0 41.6 57.5 0.9
その他 80 32 47 1

100.0 40.0 58.8 1.3
　無回答 38 19 17 2

100.0 50.0 44.7 5.3
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 43 82 2

100.0 33.9 64.6 1.6
人事・労務部門 651 329 319 3

100.0 50.5 49.0 0.5
総務・庶務部門 1,592 609 978 5

100.0 38.3 61.4 0.3
経理部門 128 46 82 -

100.0 35.9 64.1 -
広報部門 6 3 3 -

100.0 50.0 50.0 -
経営企画・経営戦略立案部門 166 52 113 1

100.0 31.3 68.1 0.6
その他部門 774 311 457 6

100.0 40.2 59.0 0.8
　無回答 226 82 141 3

100.0 36.3 62.4 1.3
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 1,125 8 -

100.0 99.3 0.7 -
労使協議機関での協議 1,182 855 326 1

100.0 72.3 27.6 0.1
取組を行うための専門組織の編成 448 202 245 1

100.0 45.1 54.7 0.2
懇談会・説明会などの 1,623 657 963 3

常設ではない会合 100.0 40.5 59.3 0.2
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 663 851 2

その他の苦情処理機関 100.0 43.7 56.1 0.1
社内報や社内掲示板、 2,462 939 1,517 6

電子メールなどでの情報提供 100.0 38.1 61.6 0.2
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 191 295 1

活用したコミュニケーションツール 100.0 39.2 60.6 0.2
従業員へのアンケート調査 1,274 548 723 3

100.0 43.0 56.8 0.2
その他 187 35 152 -

100.0 18.7 81.3 -
　無回答 58 12 33 13

100.0 20.7 56.9 22.4
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 520 739 5

100.0 41.1 58.5 0.4
行っていない 2,363 942 1,409 12

100.0 39.9 59.6 0.5
　無回答 43 13 27 3

100.0 30.2 62.8 7.0

38 
- 132 - - 133 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

付問１　ユニオン・ショップ協定（従業員は原則として労働組合に加入しなければならないとする協定）を締結していますか。（○は１つ）

全

体

締
結
し
て
い
る

締
結
し
て
い
な
い

無
回
答

　全　体 1,475 978 453 44
100.0 66.3 30.7 3.0

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 142 121 17 4

100.0 85.2 12.0 2.8
1,000～4,999人 327 229 85 13

100.0 70.0 26.0 4.0
300～999人 437 303 124 10

100.0 69.3 28.4 2.3
100～299人 421 235 172 14

100.0 55.8 40.9 3.3
50～99人 107 66 40 1

100.0 61.7 37.4 0.9
30～49人 36 22 13 1

100.0 61.1 36.1 2.8
　無回答 5 2 2 1

100.0 40.0 40.0 20.0
Ｑ２　業種
農業、林業 4 1 3 -

100.0 25.0 75.0 -
漁業 - - - -

- - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 4 - -

100.0 100.0 - -
建設業 108 76 27 5

100.0 70.4 25.0 4.6
製造業 554 404 131 19

100.0 72.9 23.7 3.4
電気・ガス・熱供給・水道業 14 9 5 -

100.0 64.3 35.7 -
情報通信業 29 16 12 1

100.0 55.2 41.4 3.5
運輸業、郵便業 240 155 78 7

100.0 64.6 32.5 2.9
卸売業、小売業 212 165 41 6

100.0 77.8 19.3 2.8
金融業、保険業 39 21 17 1

100.0 53.9 43.6 2.6
不動産業、物品賃貸業 9 7 2 -

100.0 77.8 22.2 -
学術研究、専門・技術サービス業 25 13 12 -

100.0 52.0 48.0 -
宿泊業、飲食サービス業 24 20 3 1

100.0 83.3 12.5 4.2
生活関連サービス業、娯楽業 8 2 6 -

100.0 25.0 75.0 -
教育、学習支援業 40 2 37 1

100.0 5.0 92.5 2.5
医療、福祉 47 15 32 -

100.0 31.9 68.1 -
複合サービス事業 26 11 14 1

100.0 42.3 53.9 3.9
その他サービス業 62 39 22 1

100.0 62.9 35.5 1.6
分類不能の産業 1 1 - -

100.0 100.0 - -
その他 11 5 5 1

100.0 45.5 45.5 9.1
　無回答 18 12 6 -

100.0 66.7 33.3 -
Ｑ２　業種
製造業 554 404 131 19

100.0 72.9 23.7 3.4
非製造業 903 562 316 25

100.0 62.2 35.0 2.8
　無回答 18 12 6 -

100.0 66.7 33.3 -
Ｑ３　創業年
1919年まで 218 132 77 9

100.0 60.6 35.3 4.1
1920～1939年 209 141 61 7

100.0 67.5 29.2 3.4
1940～1959年 512 347 152 13

100.0 67.8 29.7 2.5
1960～1979年 270 175 89 6

100.0 64.8 33.0 2.2
1980～1999年 93 62 28 3

100.0 66.7 30.1 3.2
2000年以降 118 90 25 3

100.0 76.3 21.2 2.5
　無回答 55 31 21 3

100.0 56.4 38.2 5.5
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

付問１　ユニオン・ショップ協定（従業員は原則として労働組合に加入しなければならないとする協定）を締結していますか。（○は１つ）

全

体

締
結
し
て
い
る

締
結
し
て
い
な
い

無
回
答

　全　体 1,475 978 453 44
100.0 66.3 30.7 3.0

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 60 43 11 6

100.0 71.7 18.3 10.0
30～49人 262 180 72 10

100.0 68.7 27.5 3.8
50～99人 391 261 119 11

100.0 66.8 30.4 2.8
100～299人 457 294 151 12

100.0 64.3 33.0 2.6
300人以上 223 151 69 3

100.0 67.7 30.9 1.4
　無回答 82 49 31 2

100.0 59.8 37.8 2.4
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 978 453 44

100.0 66.3 30.7 3.0
ない - - - -

- - - -
　無回答 - - - -

- - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 12 7 5 -

100.0 58.3 41.7 -
取締役・役員クラス 108 65 41 2

100.0 60.2 38.0 1.9
部長・次長クラス 378 255 115 8

100.0 67.5 30.4 2.1
課長クラス 527 367 149 11

100.0 69.6 28.3 2.1
係長・主任クラス 216 139 68 9

100.0 64.4 31.5 4.2
一般社員 183 114 59 10

100.0 62.3 32.2 5.5
その他 32 19 10 3

100.0 59.4 31.3 9.4
　無回答 19 12 6 1

100.0 63.2 31.6 5.3
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 43 33 8 2

100.0 76.7 18.6 4.7
人事・労務部門 329 217 104 8

100.0 66.0 31.6 2.4
総務・庶務部門 609 392 201 16

100.0 64.4 33.0 2.6
経理部門 46 31 14 1

100.0 67.4 30.4 2.2
広報部門 3 2 1 -

100.0 66.7 33.3 -
経営企画・経営戦略立案部門 52 35 15 2

100.0 67.3 28.9 3.9
その他部門 311 216 82 13

100.0 69.5 26.4 4.2
　無回答 82 52 28 2

100.0 63.4 34.2 2.4
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,125 758 337 30

100.0 67.4 30.0 2.7
労使協議機関での協議 855 655 181 19

100.0 76.6 21.2 2.2
取組を行うための専門組織の編成 202 152 43 7

100.0 75.3 21.3 3.5
懇談会・説明会などの 657 465 178 14

常設ではない会合 100.0 70.8 27.1 2.1
相談窓口（電子メール等を含む）や 663 479 167 17

その他の苦情処理機関 100.0 72.3 25.2 2.6
社内報や社内掲示板、 939 653 260 26

電子メールなどでの情報提供 100.0 69.5 27.7 2.8
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 191 147 40 4

活用したコミュニケーションツール 100.0 77.0 20.9 2.1
従業員へのアンケート調査 548 415 117 16

100.0 75.7 21.4 2.9
その他 35 20 15 -

100.0 57.1 42.9 -
　無回答 12 5 6 1

100.0 41.7 50.0 8.3
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 520 374 133 13

100.0 71.9 25.6 2.5
行っていない 942 598 316 28

100.0 63.5 33.6 3.0
　無回答 13 6 4 3

100.0 46.2 30.8 23.1
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

付問１　ユニオン・ショップ協定（従業員は原則として労働組合に加入しなければならないとする協定）を締結していますか。（○は１つ）

全

体

締
結
し
て
い
る

締
結
し
て
い
な
い

無
回
答

　全　体 1,475 978 453 44
100.0 66.3 30.7 3.0

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 142 121 17 4

100.0 85.2 12.0 2.8
1,000～4,999人 327 229 85 13

100.0 70.0 26.0 4.0
300～999人 437 303 124 10

100.0 69.3 28.4 2.3
100～299人 421 235 172 14

100.0 55.8 40.9 3.3
50～99人 107 66 40 1

100.0 61.7 37.4 0.9
30～49人 36 22 13 1

100.0 61.1 36.1 2.8
　無回答 5 2 2 1

100.0 40.0 40.0 20.0
Ｑ２　業種
農業、林業 4 1 3 -

100.0 25.0 75.0 -
漁業 - - - -

- - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 4 - -

100.0 100.0 - -
建設業 108 76 27 5

100.0 70.4 25.0 4.6
製造業 554 404 131 19

100.0 72.9 23.7 3.4
電気・ガス・熱供給・水道業 14 9 5 -

100.0 64.3 35.7 -
情報通信業 29 16 12 1

100.0 55.2 41.4 3.5
運輸業、郵便業 240 155 78 7

100.0 64.6 32.5 2.9
卸売業、小売業 212 165 41 6

100.0 77.8 19.3 2.8
金融業、保険業 39 21 17 1

100.0 53.9 43.6 2.6
不動産業、物品賃貸業 9 7 2 -

100.0 77.8 22.2 -
学術研究、専門・技術サービス業 25 13 12 -

100.0 52.0 48.0 -
宿泊業、飲食サービス業 24 20 3 1

100.0 83.3 12.5 4.2
生活関連サービス業、娯楽業 8 2 6 -

100.0 25.0 75.0 -
教育、学習支援業 40 2 37 1

100.0 5.0 92.5 2.5
医療、福祉 47 15 32 -

100.0 31.9 68.1 -
複合サービス事業 26 11 14 1

100.0 42.3 53.9 3.9
その他サービス業 62 39 22 1

100.0 62.9 35.5 1.6
分類不能の産業 1 1 - -

100.0 100.0 - -
その他 11 5 5 1

100.0 45.5 45.5 9.1
　無回答 18 12 6 -

100.0 66.7 33.3 -
Ｑ２　業種
製造業 554 404 131 19

100.0 72.9 23.7 3.4
非製造業 903 562 316 25

100.0 62.2 35.0 2.8
　無回答 18 12 6 -

100.0 66.7 33.3 -
Ｑ３　創業年
1919年まで 218 132 77 9

100.0 60.6 35.3 4.1
1920～1939年 209 141 61 7

100.0 67.5 29.2 3.4
1940～1959年 512 347 152 13

100.0 67.8 29.7 2.5
1960～1979年 270 175 89 6

100.0 64.8 33.0 2.2
1980～1999年 93 62 28 3

100.0 66.7 30.1 3.2
2000年以降 118 90 25 3

100.0 76.3 21.2 2.5
　無回答 55 31 21 3

100.0 56.4 38.2 5.5
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

付問１　ユニオン・ショップ協定（従業員は原則として労働組合に加入しなければならないとする協定）を締結していますか。（○は１つ）

全

体

締
結
し
て
い
る

締
結
し
て
い
な
い

無
回
答

　全　体 1,475 978 453 44
100.0 66.3 30.7 3.0

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 192 149 41 2

100.0 77.6 21.4 1.0
導入後に行った 69 51 16 2

100.0 73.9 23.2 2.9
行っていない 270 182 80 8

100.0 67.4 29.6 3.0
　無回答 8 7 - 1

100.0 87.5 - 12.5
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 56 42 13 1

100.0 75.0 23.2 1.8
やや積極的 48 38 10 -

100.0 79.2 20.8 -
どちらでもない 125 97 25 3

100.0 77.6 20.0 2.4
やや消極的 2 2 - -

100.0 100.0 - -
対応には消極的だった 5 2 3 -

100.0 40.0 60.0 -
　無回答 6 4 2 -

100.0 66.7 33.3 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 84 64 19 1

100.0 76.2 22.6 1.2
導入することを決めた後で協議した 57 38 18 1

100.0 66.7 31.6 1.8
わからない 50 47 3 -

100.0 94.0 6.0 -
　無回答 51 36 13 2

100.0 70.6 25.5 3.9
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 219 169 47 3

100.0 77.2 21.5 1.4
効果はなかった 14 10 4 -

100.0 71.4 28.6 -
　無回答 9 6 2 1

100.0 66.7 22.2 11.1
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 49 39 10 -

100.0 79.6 20.4 -
課題は生じなかった 185 139 43 3

100.0 75.1 23.2 1.6
　無回答 8 7 - 1

100.0 87.5 - 12.5
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 225 175 46 4

100.0 77.8 20.4 1.8
行っていない 280 188 84 8

100.0 67.1 30.0 2.9
　無回答 15 11 3 1

100.0 73.3 20.0 6.7
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 491 364 114 13

100.0 74.1 23.2 2.7
行う予定はない 159 95 59 5

100.0 59.8 37.1 3.1
わからない 813 512 276 25

100.0 63.0 34.0 3.1
　無回答 12 7 4 1

100.0 58.3 33.3 8.3
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

付問２　正社員以外の従業員は労働組合に加入していますか。
　　　　複数の労働組合がある場合は、正社員以外の従業員がひとつでも労働組合に加入していれば、「加入している」としてください。（○は１つ）

全

体

加
入
し
て
い
る

加
入
資
格
は
あ
る
が
加
入
し
て

い
な
い

加
入
資
格
が
な
い

把
握
し
て
い
な
い

無
回
答

　全　体 1,475 387 76 784 175 53
100.0 26.2 5.2 53.2 11.9 3.6

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 142 78 2 45 14 3

100.0 54.9 1.4 31.7 9.9 2.1
1,000～4,999人 327 89 17 171 41 9

100.0 27.2 5.2 52.3 12.5 2.8
300～999人 437 114 15 255 42 11

100.0 26.1 3.4 58.4 9.6 2.5
100～299人 421 73 33 234 61 20

100.0 17.3 7.8 55.6 14.5 4.8
50～99人 107 25 7 56 10 9

100.0 23.4 6.5 52.3 9.4 8.4
30～49人 36 7 2 20 6 1

100.0 19.4 5.6 55.6 16.7 2.8
　無回答 5 1 - 3 1 -

100.0 20.0 - 60.0 20.0 -
Ｑ２　業種
農業、林業 4 - 1 1 2 -

100.0 - 25.0 25.0 50.0 -
漁業 - - - - - -

- - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 - - 4 - -

100.0 - - 100.0 - -
建設業 108 15 5 72 11 5

100.0 13.9 4.6 66.7 10.2 4.6
製造業 554 63 21 383 60 27

100.0 11.4 3.8 69.1 10.8 4.9
電気・ガス・熱供給・水道業 14 6 - 7 - 1

100.0 42.9 - 50.0 - 7.1
情報通信業 29 4 2 15 7 1

100.0 13.8 6.9 51.7 24.1 3.5
運輸業、郵便業 240 67 18 115 32 8

100.0 27.9 7.5 47.9 13.3 3.3
卸売業、小売業 212 123 4 65 16 4

100.0 58.0 1.9 30.7 7.6 1.9
金融業、保険業 39 12 - 21 6 -

100.0 30.8 - 53.9 15.4 -
不動産業、物品賃貸業 9 2 - 7 - -

100.0 22.2 - 77.8 - -
学術研究、専門・技術サービス業 25 3 3 14 5 -

100.0 12.0 12.0 56.0 20.0 -
宿泊業、飲食サービス業 24 15 3 6 - -

100.0 62.5 12.5 25.0 - -
生活関連サービス業、娯楽業 8 3 2 - 2 1

100.0 37.5 25.0 - 25.0 12.5
教育、学習支援業 40 10 4 13 13 -

100.0 25.0 10.0 32.5 32.5 -
医療、福祉 47 22 7 5 11 2

100.0 46.8 14.9 10.6 23.4 4.3
複合サービス事業 26 7 4 12 2 1

100.0 26.9 15.4 46.2 7.7 3.9
その他サービス業 62 27 2 27 5 1

100.0 43.6 3.2 43.6 8.1 1.6
分類不能の産業 1 - - 1 - -

100.0 - - 100.0 - -
その他 11 1 - 6 3 1

100.0 9.1 - 54.6 27.3 9.1
　無回答 18 7 - 10 - 1

100.0 38.9 - 55.6 - 5.6
Ｑ２　業種
製造業 554 63 21 383 60 27

100.0 11.4 3.8 69.1 10.8 4.9
非製造業 903 317 55 391 115 25

100.0 35.1 6.1 43.3 12.7 2.8
　無回答 18 7 - 10 - 1

100.0 38.9 - 55.6 - 5.6
Ｑ３　創業年
1919年まで 218 35 11 133 30 9

100.0 16.1 5.1 61.0 13.8 4.1
1920～1939年 209 43 7 134 18 7

100.0 20.6 3.4 64.1 8.6 3.4
1940～1959年 512 111 25 288 66 22

100.0 21.7 4.9 56.3 12.9 4.3
1960～1979年 270 80 18 136 29 7

100.0 29.6 6.7 50.4 10.7 2.6
1980～1999年 93 39 3 38 9 4

100.0 41.9 3.2 40.9 9.7 4.3
2000年以降 118 62 6 36 13 1

100.0 52.5 5.1 30.5 11.0 0.9
　無回答 55 17 6 19 10 3

100.0 30.9 10.9 34.6 18.2 5.5

43 

 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

付問１　ユニオン・ショップ協定（従業員は原則として労働組合に加入しなければならないとする協定）を締結していますか。（○は１つ）

全

体

締
結
し
て
い
る

締
結
し
て
い
な
い

無
回
答

　全　体 1,475 978 453 44
100.0 66.3 30.7 3.0

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 192 149 41 2

100.0 77.6 21.4 1.0
導入後に行った 69 51 16 2

100.0 73.9 23.2 2.9
行っていない 270 182 80 8

100.0 67.4 29.6 3.0
　無回答 8 7 - 1

100.0 87.5 - 12.5
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 56 42 13 1

100.0 75.0 23.2 1.8
やや積極的 48 38 10 -

100.0 79.2 20.8 -
どちらでもない 125 97 25 3

100.0 77.6 20.0 2.4
やや消極的 2 2 - -

100.0 100.0 - -
対応には消極的だった 5 2 3 -

100.0 40.0 60.0 -
　無回答 6 4 2 -

100.0 66.7 33.3 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 84 64 19 1

100.0 76.2 22.6 1.2
導入することを決めた後で協議した 57 38 18 1

100.0 66.7 31.6 1.8
わからない 50 47 3 -

100.0 94.0 6.0 -
　無回答 51 36 13 2

100.0 70.6 25.5 3.9
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 219 169 47 3

100.0 77.2 21.5 1.4
効果はなかった 14 10 4 -

100.0 71.4 28.6 -
　無回答 9 6 2 1

100.0 66.7 22.2 11.1
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 49 39 10 -

100.0 79.6 20.4 -
課題は生じなかった 185 139 43 3

100.0 75.1 23.2 1.6
　無回答 8 7 - 1

100.0 87.5 - 12.5
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 225 175 46 4

100.0 77.8 20.4 1.8
行っていない 280 188 84 8

100.0 67.1 30.0 2.9
　無回答 15 11 3 1

100.0 73.3 20.0 6.7
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 491 364 114 13

100.0 74.1 23.2 2.7
行う予定はない 159 95 59 5

100.0 59.8 37.1 3.1
わからない 813 512 276 25

100.0 63.0 34.0 3.1
　無回答 12 7 4 1

100.0 58.3 33.3 8.3
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

付問２　正社員以外の従業員は労働組合に加入していますか。
　　　　複数の労働組合がある場合は、正社員以外の従業員がひとつでも労働組合に加入していれば、「加入している」としてください。（○は１つ）

全

体

加
入
し
て
い
る

加
入
資
格
は
あ
る
が
加
入
し
て

い
な
い

加
入
資
格
が
な
い

把
握
し
て
い
な
い

無
回
答

　全　体 1,475 387 76 784 175 53
100.0 26.2 5.2 53.2 11.9 3.6

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 60 23 1 25 7 4

100.0 38.3 1.7 41.7 11.7 6.7
30～49人 262 74 19 126 36 7

100.0 28.2 7.3 48.1 13.7 2.7
50～99人 391 106 21 204 45 15

100.0 27.1 5.4 52.2 11.5 3.8
100～299人 457 98 27 266 50 16

100.0 21.4 5.9 58.2 10.9 3.5
300人以上 223 65 3 125 23 7

100.0 29.2 1.4 56.1 10.3 3.1
　無回答 82 21 5 38 14 4

100.0 25.6 6.1 46.3 17.1 4.9
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 387 76 784 175 53

100.0 26.2 5.2 53.2 11.9 3.6
ない - - - - - -

- - - - - -
　無回答 - - - - - -

- - - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 12 5 - 5 2 -

100.0 41.7 - 41.7 16.7 -
取締役・役員クラス 108 24 8 56 11 9

100.0 22.2 7.4 51.9 10.2 8.3
部長・次長クラス 378 80 24 219 39 16

100.0 21.2 6.4 57.9 10.3 4.2
課長クラス 527 169 25 262 58 13

100.0 32.1 4.7 49.7 11.0 2.5
係長・主任クラス 216 66 13 109 24 4

100.0 30.6 6.0 50.5 11.1 1.9
一般社員 183 23 5 116 32 7

100.0 12.6 2.7 63.4 17.5 3.8
その他 32 12 1 10 6 3

100.0 37.5 3.1 31.3 18.8 9.4
　無回答 19 8 - 7 3 1

100.0 42.1 - 36.8 15.8 5.3
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 43 7 3 27 5 1

100.0 16.3 7.0 62.8 11.6 2.3
人事・労務部門 329 118 8 163 33 7

100.0 35.9 2.4 49.5 10.0 2.1
総務・庶務部門 609 122 36 361 68 22

100.0 20.0 5.9 59.3 11.2 3.6
経理部門 46 12 4 24 4 2

100.0 26.1 8.7 52.2 8.7 4.4
広報部門 3 1 - 2 - -

100.0 33.3 - 66.7 - -
経営企画・経営戦略立案部門 52 10 1 30 8 3

100.0 19.2 1.9 57.7 15.4 5.8
その他部門 311 94 21 133 48 15

100.0 30.2 6.8 42.8 15.4 4.8
　無回答 82 23 3 44 9 3

100.0 28.1 3.7 53.7 11.0 3.7
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,125 318 59 602 112 34

100.0 28.3 5.2 53.5 10.0 3.0
労使協議機関での協議 855 245 31 475 78 26

100.0 28.7 3.6 55.6 9.1 3.0
取組を行うための専門組織の編成 202 50 10 110 23 9

100.0 24.8 5.0 54.5 11.4 4.5
懇談会・説明会などの 657 188 37 333 70 29

常設ではない会合 100.0 28.6 5.6 50.7 10.7 4.4
相談窓口（電子メール等を含む）や 663 209 23 342 67 22

その他の苦情処理機関 100.0 31.5 3.5 51.6 10.1 3.3
社内報や社内掲示板、 939 256 47 486 111 39

電子メールなどでの情報提供 100.0 27.3 5.0 51.8 11.8 4.2
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 191 75 7 92 14 3

活用したコミュニケーションツール 100.0 39.3 3.7 48.2 7.3 1.6
従業員へのアンケート調査 548 184 17 278 52 17

100.0 33.6 3.1 50.7 9.5 3.1
その他 35 9 2 18 6 -

100.0 25.7 5.7 51.4 17.1 -
　無回答 12 2 2 6 - 2

100.0 16.7 16.7 50.0 - 16.7
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 520 143 18 286 55 18

100.0 27.5 3.5 55.0 10.6 3.5
行っていない 942 240 58 493 118 33

100.0 25.5 6.2 52.3 12.5 3.5
　無回答 13 4 - 5 2 2

100.0 30.8 - 38.5 15.4 15.4
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

付問２　正社員以外の従業員は労働組合に加入していますか。
　　　　複数の労働組合がある場合は、正社員以外の従業員がひとつでも労働組合に加入していれば、「加入している」としてください。（○は１つ）

全

体

加
入
し
て
い
る

加
入
資
格
は
あ
る
が
加
入
し
て

い
な
い

加
入
資
格
が
な
い

把
握
し
て
い
な
い

無
回
答

　全　体 1,475 387 76 784 175 53
100.0 26.2 5.2 53.2 11.9 3.6

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 192 65 8 92 21 6

100.0 33.9 4.2 47.9 10.9 3.1
導入後に行った 69 12 3 45 6 3

100.0 17.4 4.4 65.2 8.7 4.4
行っていない 270 66 7 157 31 9

100.0 24.4 2.6 58.2 11.5 3.3
　無回答 8 3 - 4 - 1

100.0 37.5 - 50.0 - 12.5
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 56 8 3 38 5 2

100.0 14.3 5.4 67.9 8.9 3.6
やや積極的 48 11 2 32 2 1

100.0 22.9 4.2 66.7 4.2 2.1
どちらでもない 125 50 5 51 14 5

100.0 40.0 4.0 40.8 11.2 4.0
やや消極的 2 1 - - 1 -

100.0 50.0 - - 50.0 -
対応には消極的だった 5 3 - 1 1 -

100.0 60.0 - 20.0 20.0 -
　無回答 6 1 1 3 1 -

100.0 16.7 16.7 50.0 16.7 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 84 10 6 55 11 2

100.0 11.9 7.1 65.5 13.1 2.4
導入することを決めた後で協議した 57 12 3 30 8 4

100.0 21.1 5.3 52.6 14.0 7.0
わからない 50 43 - 5 2 -

100.0 86.0 - 10.0 4.0 -
　無回答 51 9 2 35 3 2

100.0 17.7 3.9 68.6 5.9 3.9
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 219 70 10 108 23 8

100.0 32.0 4.6 49.3 10.5 3.7
効果はなかった 14 3 1 10 - -

100.0 21.4 7.1 71.4 - -
　無回答 9 1 - 7 1 -

100.0 11.1 - 77.8 11.1 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 49 7 3 28 7 4

100.0 14.3 6.1 57.1 14.3 8.2
課題は生じなかった 185 65 8 91 17 4

100.0 35.1 4.3 49.2 9.2 2.2
　無回答 8 2 - 6 - -

100.0 25.0 - 75.0 - -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 225 80 8 115 14 8

100.0 35.6 3.6 51.1 6.2 3.6
行っていない 280 58 10 164 41 7

100.0 20.7 3.6 58.6 14.6 2.5
　無回答 15 5 - 7 - 3

100.0 33.3 - 46.7 - 20.0
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 491 137 19 273 44 18

100.0 27.9 3.9 55.6 9.0 3.7
行う予定はない 159 39 12 87 13 8

100.0 24.5 7.6 54.7 8.2 5.0
わからない 813 203 45 422 117 26

100.0 25.0 5.5 51.9 14.4 3.2
　無回答 12 8 - 2 1 1

100.0 66.7 - 16.7 8.3 8.3
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅰ　貴事業所の概要についてお伺いします。

付問２　正社員以外の従業員は労働組合に加入していますか。
　　　　複数の労働組合がある場合は、正社員以外の従業員がひとつでも労働組合に加入していれば、「加入している」としてください。（○は１つ）

全

体

加
入
し
て
い
る

加
入
資
格
は
あ
る
が
加
入
し
て

い
な
い

加
入
資
格
が
な
い

把
握
し
て
い
な
い

無
回
答

　全　体 1,475 387 76 784 175 53
100.0 26.2 5.2 53.2 11.9 3.6

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 60 23 1 25 7 4

100.0 38.3 1.7 41.7 11.7 6.7
30～49人 262 74 19 126 36 7

100.0 28.2 7.3 48.1 13.7 2.7
50～99人 391 106 21 204 45 15

100.0 27.1 5.4 52.2 11.5 3.8
100～299人 457 98 27 266 50 16

100.0 21.4 5.9 58.2 10.9 3.5
300人以上 223 65 3 125 23 7

100.0 29.2 1.4 56.1 10.3 3.1
　無回答 82 21 5 38 14 4

100.0 25.6 6.1 46.3 17.1 4.9
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 387 76 784 175 53

100.0 26.2 5.2 53.2 11.9 3.6
ない - - - - - -

- - - - - -
　無回答 - - - - - -

- - - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 12 5 - 5 2 -

100.0 41.7 - 41.7 16.7 -
取締役・役員クラス 108 24 8 56 11 9

100.0 22.2 7.4 51.9 10.2 8.3
部長・次長クラス 378 80 24 219 39 16

100.0 21.2 6.4 57.9 10.3 4.2
課長クラス 527 169 25 262 58 13

100.0 32.1 4.7 49.7 11.0 2.5
係長・主任クラス 216 66 13 109 24 4

100.0 30.6 6.0 50.5 11.1 1.9
一般社員 183 23 5 116 32 7

100.0 12.6 2.7 63.4 17.5 3.8
その他 32 12 1 10 6 3

100.0 37.5 3.1 31.3 18.8 9.4
　無回答 19 8 - 7 3 1

100.0 42.1 - 36.8 15.8 5.3
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 43 7 3 27 5 1

100.0 16.3 7.0 62.8 11.6 2.3
人事・労務部門 329 118 8 163 33 7

100.0 35.9 2.4 49.5 10.0 2.1
総務・庶務部門 609 122 36 361 68 22

100.0 20.0 5.9 59.3 11.2 3.6
経理部門 46 12 4 24 4 2

100.0 26.1 8.7 52.2 8.7 4.4
広報部門 3 1 - 2 - -

100.0 33.3 - 66.7 - -
経営企画・経営戦略立案部門 52 10 1 30 8 3

100.0 19.2 1.9 57.7 15.4 5.8
その他部門 311 94 21 133 48 15

100.0 30.2 6.8 42.8 15.4 4.8
　無回答 82 23 3 44 9 3

100.0 28.1 3.7 53.7 11.0 3.7
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,125 318 59 602 112 34

100.0 28.3 5.2 53.5 10.0 3.0
労使協議機関での協議 855 245 31 475 78 26

100.0 28.7 3.6 55.6 9.1 3.0
取組を行うための専門組織の編成 202 50 10 110 23 9

100.0 24.8 5.0 54.5 11.4 4.5
懇談会・説明会などの 657 188 37 333 70 29

常設ではない会合 100.0 28.6 5.6 50.7 10.7 4.4
相談窓口（電子メール等を含む）や 663 209 23 342 67 22

その他の苦情処理機関 100.0 31.5 3.5 51.6 10.1 3.3
社内報や社内掲示板、 939 256 47 486 111 39

電子メールなどでの情報提供 100.0 27.3 5.0 51.8 11.8 4.2
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 191 75 7 92 14 3

活用したコミュニケーションツール 100.0 39.3 3.7 48.2 7.3 1.6
従業員へのアンケート調査 548 184 17 278 52 17

100.0 33.6 3.1 50.7 9.5 3.1
その他 35 9 2 18 6 -

100.0 25.7 5.7 51.4 17.1 -
　無回答 12 2 2 6 - 2

100.0 16.7 16.7 50.0 - 16.7
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 520 143 18 286 55 18

100.0 27.5 3.5 55.0 10.6 3.5
行っていない 942 240 58 493 118 33

100.0 25.5 6.2 52.3 12.5 3.5
　無回答 13 4 - 5 2 2

100.0 30.8 - 38.5 15.4 15.4

44 
- 138 - - 139 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅱ　貴事業所における労使コミュニケーションについてお伺いします。

Ｑ６　貴事業所には従業員との協議等のためにどのような手段がありますか。（○はいくつでも）
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　全　体 3,670 1,133 1,182 448 1,623 1,516 2,462 487 1,274 187 58
100.0 30.9 32.2 12.2 44.2 41.3 67.1 13.3 34.7 5.1 1.6

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 110 112 28 115 129 145 72 115 6 4

100.0 60.8 61.9 15.5 63.5 71.3 80.1 39.8 63.5 3.3 2.2
1,000～4,999人 510 239 232 76 228 289 370 75 209 22 4

100.0 46.9 45.5 14.9 44.7 56.7 72.6 14.7 41.0 4.3 0.8
300～999人 1,052 330 351 136 442 476 714 137 393 43 18

100.0 31.4 33.4 12.9 42.0 45.3 67.9 13.0 37.4 4.1 1.7
100～299人 1,390 342 359 166 617 474 907 146 421 83 18

100.0 24.6 25.8 11.9 44.4 34.1 65.3 10.5 30.3 6.0 1.3
50～99人 398 82 91 28 175 110 257 46 106 21 6

100.0 20.6 22.9 7.0 44.0 27.6 64.6 11.6 26.6 5.3 1.5
30～49人 120 27 32 14 43 35 62 11 27 11 2

100.0 22.5 26.7 11.7 35.8 29.2 51.7 9.2 22.5 9.2 1.7
　無回答 19 3 5 - 3 3 7 - 3 1 6

100.0 15.8 26.3 - 15.8 15.8 36.8 - 15.8 5.3 31.6
Ｑ２　業種
農業、林業 10 2 3 - 4 3 6 2 5 1 1

100.0 20.0 30.0 - 40.0 30.0 60.0 20.0 50.0 10.0 10.0
漁業 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 3 2 1 1 1 4 1 1 - -

100.0 75.0 50.0 25.0 25.0 25.0 100.0 25.0 25.0 - -
建設業 351 68 100 46 166 130 263 53 117 20 4

100.0 19.4 28.5 13.1 47.3 37.0 74.9 15.1 33.3 5.7 1.1
製造業 1,228 418 494 181 550 498 821 133 413 59 15

100.0 34.0 40.2 14.7 44.8 40.6 66.9 10.8 33.6 4.8 1.2
電気・ガス・熱供給・水道業 22 10 10 4 11 8 14 2 7 1 -

100.0 45.5 45.5 18.2 50.0 36.4 63.6 9.1 31.8 4.6 -
情報通信業 107 23 38 18 59 51 83 30 49 3 1

100.0 21.5 35.5 16.8 55.1 47.7 77.6 28.0 45.8 2.8 0.9
運輸業、郵便業 406 188 132 35 184 110 225 21 81 19 7

100.0 46.3 32.5 8.6 45.3 27.1 55.4 5.2 20.0 4.7 1.7
卸売業、小売業 488 173 165 50 215 246 354 112 221 20 8

100.0 35.5 33.8 10.3 44.1 50.4 72.5 23.0 45.3 4.1 1.6
金融業、保険業 69 33 22 14 28 40 48 4 32 3 -

100.0 47.8 31.9 20.3 40.6 58.0 69.6 5.8 46.4 4.4 -
不動産業、物品賃貸業 26 8 5 1 12 11 21 6 9 1 1

100.0 30.8 19.2 3.9 46.2 42.3 80.8 23.1 34.6 3.9 3.9
学術研究、専門・技術サービス業 77 21 32 12 43 44 64 18 32 2 1

100.0 27.3 41.6 15.6 55.8 57.1 83.1 23.4 41.6 2.6 1.3
宿泊業、飲食サービス業 64 20 19 3 34 25 33 16 19 1 2

100.0 31.3 29.7 4.7 53.1 39.1 51.6 25.0 29.7 1.6 3.1
生活関連サービス業、娯楽業 58 3 7 7 16 27 45 12 15 2 1

100.0 5.2 12.1 12.1 27.6 46.6 77.6 20.7 25.9 3.5 1.7
教育、学習支援業 67 34 17 6 21 23 30 7 16 5 -

100.0 50.8 25.4 9.0 31.3 34.3 44.8 10.5 23.9 7.5 -
医療、福祉 323 37 45 45 125 140 195 24 130 26 5

100.0 11.5 13.9 13.9 38.7 43.3 60.4 7.4 40.3 8.1 1.6
複合サービス事業 45 25 14 4 22 22 31 3 20 2 -

100.0 55.6 31.1 8.9 48.9 48.9 68.9 6.7 44.4 4.4 -
その他サービス業 253 46 56 15 104 106 175 34 84 18 5

100.0 18.2 22.1 5.9 41.1 41.9 69.2 13.4 33.2 7.1 2.0
分類不能の産業 2 - 1 - - - 1 - - - -

100.0 - 50.0 - - - 50.0 - - - -
その他 25 7 7 3 12 11 21 3 10 2 -

100.0 28.0 28.0 12.0 48.0 44.0 84.0 12.0 40.0 8.0 -
　無回答 45 14 13 3 16 20 28 6 13 2 7

100.0 31.1 28.9 6.7 35.6 44.4 62.2 13.3 28.9 4.4 15.6
Ｑ２　業種
製造業 1,228 418 494 181 550 498 821 133 413 59 15

100.0 34.0 40.2 14.7 44.8 40.6 66.9 10.8 33.6 4.8 1.2
非製造業 2,397 701 675 264 1,057 998 1,613 348 848 126 36

100.0 29.2 28.2 11.0 44.1 41.6 67.3 14.5 35.4 5.3 1.5
　無回答 45 14 13 3 16 20 28 6 13 2 7

100.0 31.1 28.9 6.7 35.6 44.4 62.2 13.3 28.9 4.4 15.6
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 165 144 56 184 150 260 50 139 22 4

100.0 43.0 37.5 14.6 47.9 39.1 67.7 13.0 36.2 5.7 1.0
1920～1939年 382 162 173 55 160 142 246 43 124 13 4

100.0 42.4 45.3 14.4 41.9 37.2 64.4 11.3 32.5 3.4 1.1
1940～1959年 1,068 403 363 133 467 431 714 120 360 36 13

100.0 37.7 34.0 12.5 43.7 40.4 66.9 11.2 33.7 3.4 1.2
1960～1979年 994 196 273 120 425 403 673 132 321 63 17

100.0 19.7 27.5 12.1 42.8 40.5 67.7 13.3 32.3 6.3 1.7
1980～1999年 452 72 99 47 206 206 307 60 171 34 7

100.0 15.9 21.9 10.4 45.6 45.6 67.9 13.3 37.8 7.5 1.6
2000年以降 254 99 102 22 142 142 181 68 122 11 4

100.0 39.0 40.2 8.7 55.9 55.9 71.3 26.8 48.0 4.3 1.6
　無回答 136 36 28 15 39 42 81 14 37 8 9

100.0 26.5 20.6 11.0 28.7 30.9 59.6 10.3 27.2 5.9 6.6
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅱ　貴事業所における労使コミュニケーションについてお伺いします。

Ｑ６　貴事業所には従業員との協議等のためにどのような手段がありますか。（○はいくつでも）
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　全　体 3,670 1,133 1,182 448 1,623 1,516 2,462 487 1,274 187 58
100.0 30.9 32.2 12.2 44.2 41.3 67.1 13.3 34.7 5.1 1.6

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 45 35 14 80 71 121 22 63 10 2

100.0 25.4 19.8 7.9 45.2 40.1 68.4 12.4 35.6 5.7 1.1
30～49人 670 181 187 74 290 241 430 88 207 32 12

100.0 27.0 27.9 11.0 43.3 36.0 64.2 13.1 30.9 4.8 1.8
50～99人 981 292 304 112 452 389 672 135 319 47 11

100.0 29.8 31.0 11.4 46.1 39.7 68.5 13.8 32.5 4.8 1.1
100～299人 1,186 366 413 154 546 499 798 156 422 69 15

100.0 30.9 34.8 13.0 46.0 42.1 67.3 13.2 35.6 5.8 1.3
300人以上 443 179 190 65 183 234 309 59 192 18 4

100.0 40.4 42.9 14.7 41.3 52.8 69.8 13.3 43.3 4.1 0.9
　無回答 213 70 53 29 72 82 132 27 71 11 14

100.0 32.9 24.9 13.6 33.8 38.5 62.0 12.7 33.3 5.2 6.6
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 1,125 855 202 657 663 939 191 548 35 12

100.0 76.3 58.0 13.7 44.5 45.0 63.7 13.0 37.2 2.4 0.8
ない 2,175 8 326 245 963 851 1,517 295 723 152 33

100.0 0.4 15.0 11.3 44.3 39.1 69.8 13.6 33.2 7.0 1.5
　無回答 20 - 1 1 3 2 6 1 3 - 13

100.0 - 5.0 5.0 15.0 10.0 30.0 5.0 15.0 - 65.0
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 11 7 11 32 11 44 11 18 6 2

100.0 15.9 10.1 15.9 46.4 15.9 63.8 15.9 26.1 8.7 2.9
取締役・役員クラス 414 85 123 45 216 159 265 58 128 36 5

100.0 20.5 29.7 10.9 52.2 38.4 64.0 14.0 30.9 8.7 1.2
部長・次長クラス 1,042 292 341 121 493 383 717 116 331 48 10

100.0 28.0 32.7 11.6 47.3 36.8 68.8 11.1 31.8 4.6 1.0
課長クラス 1,065 410 393 136 463 489 735 185 403 48 13

100.0 38.5 36.9 12.8 43.5 45.9 69.0 17.4 37.8 4.5 1.2
係長・主任クラス 522 168 156 70 216 232 353 60 203 20 13

100.0 32.2 29.9 13.4 41.4 44.4 67.6 11.5 38.9 3.8 2.5
一般社員 440 126 133 52 169 191 278 46 156 23 9

100.0 28.6 30.2 11.8 38.4 43.4 63.2 10.5 35.5 5.2 2.1
その他 80 26 15 10 26 36 53 8 26 2 1

100.0 32.5 18.8 12.5 32.5 45.0 66.3 10.0 32.5 2.5 1.3
　無回答 38 15 14 3 8 15 17 3 9 4 5

100.0 39.5 36.8 7.9 21.1 39.5 44.7 7.9 23.7 10.5 13.2
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 34 41 18 53 54 90 17 44 7 1

100.0 26.8 32.3 14.2 41.7 42.5 70.9 13.4 34.7 5.5 0.8
人事・労務部門 651 275 271 90 301 333 446 122 269 27 9

100.0 42.2 41.6 13.8 46.2 51.2 68.5 18.7 41.3 4.2 1.4
総務・庶務部門 1,592 465 494 175 707 617 1,079 183 514 73 22

100.0 29.2 31.0 11.0 44.4 38.8 67.8 11.5 32.3 4.6 1.4
経理部門 128 35 38 9 42 37 72 12 32 18 1

100.0 27.3 29.7 7.0 32.8 28.9 56.3 9.4 25.0 14.1 0.8
広報部門 6 2 1 2 2 4 4 2 4 - -

100.0 33.3 16.7 33.3 33.3 66.7 66.7 33.3 66.7 - -
経営企画・経営戦略立案部門 166 40 49 22 87 70 113 26 63 8 3

100.0 24.1 29.5 13.3 52.4 42.2 68.1 15.7 38.0 4.8 1.8
その他部門 774 216 232 99 335 317 515 92 292 39 15

100.0 27.9 30.0 12.8 43.3 41.0 66.5 11.9 37.7 5.0 1.9
　無回答 226 66 56 33 96 84 143 33 56 15 7

100.0 29.2 24.8 14.6 42.5 37.2 63.3 14.6 24.8 6.6 3.1
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 1,133 684 177 509 550 719 163 452 15 -

100.0 100.0 60.4 15.6 44.9 48.5 63.5 14.4 39.9 1.3 -
労使協議機関での協議 1,182 684 1,182 214 537 591 787 176 473 16 -

100.0 57.9 100.0 18.1 45.4 50.0 66.6 14.9 40.0 1.4 -
取組を行うための専門組織の編成 448 177 214 448 268 287 358 108 239 7 -

100.0 39.5 47.8 100.0 59.8 64.1 79.9 24.1 53.4 1.6 -
懇談会・説明会などの 1,623 509 537 268 1,623 798 1,222 282 730 38 -

常設ではない会合 100.0 31.4 33.1 16.5 100.0 49.2 75.3 17.4 45.0 2.3 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 550 591 287 798 1,516 1,214 288 748 39 -

その他の苦情処理機関 100.0 36.3 39.0 18.9 52.6 100.0 80.1 19.0 49.3 2.6 -
社内報や社内掲示板、 2,462 719 787 358 1,222 1,214 2,462 446 1,037 62 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 29.2 32.0 14.5 49.6 49.3 100.0 18.1 42.1 2.5 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 163 176 108 282 288 446 487 269 9 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 33.5 36.1 22.2 57.9 59.1 91.6 100.0 55.2 1.9 -
従業員へのアンケート調査 1,274 452 473 239 730 748 1,037 269 1,274 27 -

100.0 35.5 37.1 18.8 57.3 58.7 81.4 21.1 100.0 2.1 -
その他 187 15 16 7 38 39 62 9 27 187 -

100.0 8.0 8.6 3.7 20.3 20.9 33.2 4.8 14.4 100.0 -
　無回答 58 - - - - - - - - - 58

100.0 - - - - - - - - - 100.0
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 417 449 201 664 633 964 295 547 64 11

100.0 33.0 35.5 15.9 52.5 50.1 76.3 23.3 43.3 5.1 0.9
行っていない 2,363 706 720 241 940 871 1,474 189 714 118 43

100.0 29.9 30.5 10.2 39.8 36.9 62.4 8.0 30.2 5.0 1.8
　無回答 43 10 13 6 19 12 24 3 13 5 4

100.0 23.3 30.2 14.0 44.2 27.9 55.8 7.0 30.2 11.6 9.3
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Ｑ６　貴事業所には従業員との協議等のためにどのような手段がありますか。（○はいくつでも）
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　全　体 3,670 1,133 1,182 448 1,623 1,516 2,462 487 1,274 187 58
100.0 30.9 32.2 12.2 44.2 41.3 67.1 13.3 34.7 5.1 1.6

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 110 112 28 115 129 145 72 115 6 4

100.0 60.8 61.9 15.5 63.5 71.3 80.1 39.8 63.5 3.3 2.2
1,000～4,999人 510 239 232 76 228 289 370 75 209 22 4

100.0 46.9 45.5 14.9 44.7 56.7 72.6 14.7 41.0 4.3 0.8
300～999人 1,052 330 351 136 442 476 714 137 393 43 18

100.0 31.4 33.4 12.9 42.0 45.3 67.9 13.0 37.4 4.1 1.7
100～299人 1,390 342 359 166 617 474 907 146 421 83 18

100.0 24.6 25.8 11.9 44.4 34.1 65.3 10.5 30.3 6.0 1.3
50～99人 398 82 91 28 175 110 257 46 106 21 6

100.0 20.6 22.9 7.0 44.0 27.6 64.6 11.6 26.6 5.3 1.5
30～49人 120 27 32 14 43 35 62 11 27 11 2

100.0 22.5 26.7 11.7 35.8 29.2 51.7 9.2 22.5 9.2 1.7
　無回答 19 3 5 - 3 3 7 - 3 1 6

100.0 15.8 26.3 - 15.8 15.8 36.8 - 15.8 5.3 31.6
Ｑ２　業種
農業、林業 10 2 3 - 4 3 6 2 5 1 1

100.0 20.0 30.0 - 40.0 30.0 60.0 20.0 50.0 10.0 10.0
漁業 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 3 2 1 1 1 4 1 1 - -

100.0 75.0 50.0 25.0 25.0 25.0 100.0 25.0 25.0 - -
建設業 351 68 100 46 166 130 263 53 117 20 4

100.0 19.4 28.5 13.1 47.3 37.0 74.9 15.1 33.3 5.7 1.1
製造業 1,228 418 494 181 550 498 821 133 413 59 15

100.0 34.0 40.2 14.7 44.8 40.6 66.9 10.8 33.6 4.8 1.2
電気・ガス・熱供給・水道業 22 10 10 4 11 8 14 2 7 1 -

100.0 45.5 45.5 18.2 50.0 36.4 63.6 9.1 31.8 4.6 -
情報通信業 107 23 38 18 59 51 83 30 49 3 1

100.0 21.5 35.5 16.8 55.1 47.7 77.6 28.0 45.8 2.8 0.9
運輸業、郵便業 406 188 132 35 184 110 225 21 81 19 7

100.0 46.3 32.5 8.6 45.3 27.1 55.4 5.2 20.0 4.7 1.7
卸売業、小売業 488 173 165 50 215 246 354 112 221 20 8

100.0 35.5 33.8 10.3 44.1 50.4 72.5 23.0 45.3 4.1 1.6
金融業、保険業 69 33 22 14 28 40 48 4 32 3 -

100.0 47.8 31.9 20.3 40.6 58.0 69.6 5.8 46.4 4.4 -
不動産業、物品賃貸業 26 8 5 1 12 11 21 6 9 1 1

100.0 30.8 19.2 3.9 46.2 42.3 80.8 23.1 34.6 3.9 3.9
学術研究、専門・技術サービス業 77 21 32 12 43 44 64 18 32 2 1

100.0 27.3 41.6 15.6 55.8 57.1 83.1 23.4 41.6 2.6 1.3
宿泊業、飲食サービス業 64 20 19 3 34 25 33 16 19 1 2

100.0 31.3 29.7 4.7 53.1 39.1 51.6 25.0 29.7 1.6 3.1
生活関連サービス業、娯楽業 58 3 7 7 16 27 45 12 15 2 1

100.0 5.2 12.1 12.1 27.6 46.6 77.6 20.7 25.9 3.5 1.7
教育、学習支援業 67 34 17 6 21 23 30 7 16 5 -

100.0 50.8 25.4 9.0 31.3 34.3 44.8 10.5 23.9 7.5 -
医療、福祉 323 37 45 45 125 140 195 24 130 26 5

100.0 11.5 13.9 13.9 38.7 43.3 60.4 7.4 40.3 8.1 1.6
複合サービス事業 45 25 14 4 22 22 31 3 20 2 -

100.0 55.6 31.1 8.9 48.9 48.9 68.9 6.7 44.4 4.4 -
その他サービス業 253 46 56 15 104 106 175 34 84 18 5

100.0 18.2 22.1 5.9 41.1 41.9 69.2 13.4 33.2 7.1 2.0
分類不能の産業 2 - 1 - - - 1 - - - -

100.0 - 50.0 - - - 50.0 - - - -
その他 25 7 7 3 12 11 21 3 10 2 -

100.0 28.0 28.0 12.0 48.0 44.0 84.0 12.0 40.0 8.0 -
　無回答 45 14 13 3 16 20 28 6 13 2 7

100.0 31.1 28.9 6.7 35.6 44.4 62.2 13.3 28.9 4.4 15.6
Ｑ２　業種
製造業 1,228 418 494 181 550 498 821 133 413 59 15

100.0 34.0 40.2 14.7 44.8 40.6 66.9 10.8 33.6 4.8 1.2
非製造業 2,397 701 675 264 1,057 998 1,613 348 848 126 36

100.0 29.2 28.2 11.0 44.1 41.6 67.3 14.5 35.4 5.3 1.5
　無回答 45 14 13 3 16 20 28 6 13 2 7

100.0 31.1 28.9 6.7 35.6 44.4 62.2 13.3 28.9 4.4 15.6
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 165 144 56 184 150 260 50 139 22 4

100.0 43.0 37.5 14.6 47.9 39.1 67.7 13.0 36.2 5.7 1.0
1920～1939年 382 162 173 55 160 142 246 43 124 13 4

100.0 42.4 45.3 14.4 41.9 37.2 64.4 11.3 32.5 3.4 1.1
1940～1959年 1,068 403 363 133 467 431 714 120 360 36 13

100.0 37.7 34.0 12.5 43.7 40.4 66.9 11.2 33.7 3.4 1.2
1960～1979年 994 196 273 120 425 403 673 132 321 63 17

100.0 19.7 27.5 12.1 42.8 40.5 67.7 13.3 32.3 6.3 1.7
1980～1999年 452 72 99 47 206 206 307 60 171 34 7

100.0 15.9 21.9 10.4 45.6 45.6 67.9 13.3 37.8 7.5 1.6
2000年以降 254 99 102 22 142 142 181 68 122 11 4

100.0 39.0 40.2 8.7 55.9 55.9 71.3 26.8 48.0 4.3 1.6
　無回答 136 36 28 15 39 42 81 14 37 8 9

100.0 26.5 20.6 11.0 28.7 30.9 59.6 10.3 27.2 5.9 6.6
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅱ　貴事業所における労使コミュニケーションについてお伺いします。

Ｑ６　貴事業所には従業員との協議等のためにどのような手段がありますか。（○はいくつでも）
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　全　体 3,670 1,133 1,182 448 1,623 1,516 2,462 487 1,274 187 58
100.0 30.9 32.2 12.2 44.2 41.3 67.1 13.3 34.7 5.1 1.6

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 161 177 94 304 272 407 157 262 25 2

100.0 32.6 35.8 19.0 61.5 55.1 82.4 31.8 53.0 5.1 0.4
導入後に行った 157 53 53 27 91 73 123 46 63 10 2

100.0 33.8 33.8 17.2 58.0 46.5 78.3 29.3 40.1 6.4 1.3
行っていない 649 214 231 88 296 307 465 103 237 33 5

100.0 33.0 35.6 13.6 45.6 47.3 71.7 15.9 36.5 5.1 0.8
　無回答 20 6 5 3 10 5 12 4 8 1 2

100.0 30.0 25.0 15.0 50.0 25.0 60.0 20.0 40.0 5.0 10.0
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 48 55 45 95 87 142 55 80 7 2

100.0 28.1 32.2 26.3 55.6 50.9 83.0 32.2 46.8 4.1 1.2
やや積極的 128 35 42 25 78 65 99 32 62 11 -

100.0 27.3 32.8 19.5 60.9 50.8 77.3 25.0 48.4 8.6 -
どちらでもない 254 102 109 36 162 145 214 95 139 10 1

100.0 40.2 42.9 14.2 63.8 57.1 84.3 37.4 54.7 3.9 0.4
やや消極的 12 2 - 1 7 7 8 - 6 1 -

100.0 16.7 - 8.3 58.3 58.3 66.7 - 50.0 8.3 -
対応には消極的だった 15 5 4 1 7 10 13 1 7 - -

100.0 33.3 26.7 6.7 46.7 66.7 86.7 6.7 46.7 - -
　無回答 15 5 3 2 9 7 11 5 8 1 1

100.0 33.3 20.0 13.3 60.0 46.7 73.3 33.3 53.3 6.7 6.7
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 67 81 55 150 137 211 68 127 12 3

100.0 25.4 30.7 20.8 56.8 51.9 79.9 25.8 48.1 4.6 1.1
導入することを決めた後で協議した 156 45 47 32 88 83 124 40 75 11 -

100.0 28.9 30.1 20.5 56.4 53.2 79.5 25.6 48.1 7.1 -
わからない 64 47 50 5 57 51 61 47 54 1 -

100.0 73.4 78.1 7.8 89.1 79.7 95.3 73.4 84.4 1.6 -
　無回答 111 38 35 18 63 50 91 33 46 6 1

100.0 34.2 31.5 16.2 56.8 45.1 82.0 29.7 41.4 5.4 0.9
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 177 196 96 327 293 442 170 276 26 4

100.0 32.8 36.4 17.8 60.7 54.4 82.0 31.5 51.2 4.8 0.7
効果はなかった 34 13 12 9 19 20 27 12 16 3 -

100.0 38.2 35.3 26.5 55.9 58.8 79.4 35.3 47.1 8.8 -
　無回答 22 7 5 5 12 8 18 6 10 1 -

100.0 31.8 22.7 22.7 54.6 36.4 81.8 27.3 45.5 4.6 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 34 49 32 93 84 123 39 93 13 1

100.0 21.5 31.0 20.3 58.9 53.2 77.9 24.7 58.9 8.2 0.6
課題は生じなかった 406 156 158 74 248 225 339 138 191 16 3

100.0 38.4 38.9 18.2 61.1 55.4 83.5 34.0 47.0 3.9 0.7
　無回答 31 7 6 4 17 12 25 11 18 1 -

100.0 22.6 19.4 12.9 54.8 38.7 80.7 35.5 58.1 3.2 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 183 214 83 280 283 381 147 269 17 2

100.0 38.7 45.2 17.6 59.2 59.8 80.6 31.1 56.9 3.6 0.4
行っていない 750 224 221 111 363 331 553 137 262 47 9

100.0 29.9 29.5 14.8 48.4 44.1 73.7 18.3 34.9 6.3 1.2
　無回答 41 10 14 7 21 19 30 11 16 - -

100.0 24.4 34.2 17.1 51.2 46.3 73.2 26.8 39.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 397 434 184 622 568 829 244 499 45 6

100.0 36.1 39.5 16.7 56.6 51.6 75.4 22.2 45.4 4.1 0.6
行う予定はない 464 124 121 44 172 141 260 31 105 39 14

100.0 26.7 26.1 9.5 37.1 30.4 56.0 6.7 22.6 8.4 3.0
わからない 2,078 604 619 217 821 795 1,354 208 660 101 36

100.0 29.1 29.8 10.4 39.5 38.3 65.2 10.0 31.8 4.9 1.7
　無回答 28 8 8 3 8 12 19 4 10 2 2

100.0 28.6 28.6 10.7 28.6 42.9 67.9 14.3 35.7 7.1 7.1
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅱ　貴事業所における労使コミュニケーションについてお伺いします。

Ｑ７　Ｑ６について、事業所内の従業員のどのような範囲で意見集約がなされていますか。（○は１つ）

全

体

全
従
業
員

正
社
員

労
働
組
合
員

組
合
以
外
の
従
業
員
組
織
員

そ
の
他

無
回
答

　全　体 3,670 1,844 762 769 101 93 101
100.0 50.3 20.8 21.0 2.8 2.5 2.8

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 59 23 82 2 8 7

100.0 32.6 12.7 45.3 1.1 4.4 3.9
1,000～4,999人 510 229 85 171 7 10 8

100.0 44.9 16.7 33.5 1.4 2.0 1.6
300～999人 1,052 525 228 223 24 20 32

100.0 49.9 21.7 21.2 2.3 1.9 3.0
100～299人 1,390 724 311 226 51 41 37

100.0 52.1 22.4 16.3 3.7 3.0 2.7
50～99人 398 228 88 53 12 11 6

100.0 57.3 22.1 13.3 3.0 2.8 1.5
30～49人 120 71 26 10 5 3 5

100.0 59.2 21.7 8.3 4.2 2.5 4.2
　無回答 19 8 1 4 - - 6

100.0 42.1 5.3 21.1 - - 31.6
Ｑ２　業種
農業、林業 10 4 3 2 - - 1

100.0 40.0 30.0 20.0 - - 10.0
漁業 - - - - - - -

- - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 1 - 3 - - -

100.0 25.0 - 75.0 - - -
建設業 351 171 90 61 9 12 8

100.0 48.7 25.6 17.4 2.6 3.4 2.3
製造業 1,228 602 219 310 44 26 27

100.0 49.0 17.8 25.2 3.6 2.1 2.2
電気・ガス・熱供給・水道業 22 5 7 8 1 1 -

100.0 22.7 31.8 36.4 4.6 4.6 -
情報通信業 107 60 29 12 3 2 1

100.0 56.1 27.1 11.2 2.8 1.9 0.9
運輸業、郵便業 406 187 81 114 8 5 11

100.0 46.1 20.0 28.1 2.0 1.2 2.7
卸売業、小売業 488 213 107 125 9 17 17

100.0 43.7 21.9 25.6 1.8 3.5 3.5
金融業、保険業 69 32 9 24 4 - -

100.0 46.4 13.0 34.8 5.8 - -
不動産業、物品賃貸業 26 13 6 6 - - 1

100.0 50.0 23.1 23.1 - - 3.9
学術研究、専門・技術サービス業 77 40 20 14 1 2 -

100.0 52.0 26.0 18.2 1.3 2.6 -
宿泊業、飲食サービス業 64 29 18 9 3 1 4

100.0 45.3 28.1 14.1 4.7 1.6 6.3
生活関連サービス業、娯楽業 58 37 9 3 1 3 5

100.0 63.8 15.5 5.2 1.7 5.2 8.6
教育、学習支援業 67 35 15 14 - 3 -

100.0 52.2 22.4 20.9 - 4.5 -
医療、福祉 323 222 62 12 6 10 11

100.0 68.7 19.2 3.7 1.9 3.1 3.4
複合サービス事業 45 23 6 12 2 1 1

100.0 51.1 13.3 26.7 4.4 2.2 2.2
その他サービス業 253 140 65 24 8 10 6

100.0 55.3 25.7 9.5 3.2 4.0 2.4
分類不能の産業 2 1 - 1 - - -

100.0 50.0 - 50.0 - - -
その他 25 12 6 6 1 - -

100.0 48.0 24.0 24.0 4.0 - -
　無回答 45 17 10 9 1 - 8

100.0 37.8 22.2 20.0 2.2 - 17.8
Ｑ２　業種
製造業 1,228 602 219 310 44 26 27

100.0 49.0 17.8 25.2 3.6 2.1 2.2
非製造業 2,397 1,225 533 450 56 67 66

100.0 51.1 22.2 18.8 2.3 2.8 2.8
　無回答 45 17 10 9 1 - 8

100.0 37.8 22.2 20.0 2.2 - 17.8
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 158 81 115 16 5 9

100.0 41.2 21.1 30.0 4.2 1.3 2.3
1920～1939年 382 175 64 121 8 5 9

100.0 45.8 16.8 31.7 2.1 1.3 2.4
1940～1959年 1,068 504 233 259 29 19 24

100.0 47.2 21.8 24.3 2.7 1.8 2.3
1960～1979年 994 563 211 136 22 40 22

100.0 56.6 21.2 13.7 2.2 4.0 2.2
1980～1999年 452 262 111 31 18 14 16

100.0 58.0 24.6 6.9 4.0 3.1 3.5
2000年以降 254 122 40 78 5 4 5

100.0 48.0 15.8 30.7 2.0 1.6 2.0
　無回答 136 60 22 29 3 6 16

100.0 44.1 16.2 21.3 2.2 4.4 11.8
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅱ　貴事業所における労使コミュニケーションについてお伺いします。

Ｑ６　貴事業所には従業員との協議等のためにどのような手段がありますか。（○はいくつでも）
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　全　体 3,670 1,133 1,182 448 1,623 1,516 2,462 487 1,274 187 58
100.0 30.9 32.2 12.2 44.2 41.3 67.1 13.3 34.7 5.1 1.6

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 161 177 94 304 272 407 157 262 25 2

100.0 32.6 35.8 19.0 61.5 55.1 82.4 31.8 53.0 5.1 0.4
導入後に行った 157 53 53 27 91 73 123 46 63 10 2

100.0 33.8 33.8 17.2 58.0 46.5 78.3 29.3 40.1 6.4 1.3
行っていない 649 214 231 88 296 307 465 103 237 33 5

100.0 33.0 35.6 13.6 45.6 47.3 71.7 15.9 36.5 5.1 0.8
　無回答 20 6 5 3 10 5 12 4 8 1 2

100.0 30.0 25.0 15.0 50.0 25.0 60.0 20.0 40.0 5.0 10.0
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 48 55 45 95 87 142 55 80 7 2

100.0 28.1 32.2 26.3 55.6 50.9 83.0 32.2 46.8 4.1 1.2
やや積極的 128 35 42 25 78 65 99 32 62 11 -

100.0 27.3 32.8 19.5 60.9 50.8 77.3 25.0 48.4 8.6 -
どちらでもない 254 102 109 36 162 145 214 95 139 10 1

100.0 40.2 42.9 14.2 63.8 57.1 84.3 37.4 54.7 3.9 0.4
やや消極的 12 2 - 1 7 7 8 - 6 1 -

100.0 16.7 - 8.3 58.3 58.3 66.7 - 50.0 8.3 -
対応には消極的だった 15 5 4 1 7 10 13 1 7 - -

100.0 33.3 26.7 6.7 46.7 66.7 86.7 6.7 46.7 - -
　無回答 15 5 3 2 9 7 11 5 8 1 1

100.0 33.3 20.0 13.3 60.0 46.7 73.3 33.3 53.3 6.7 6.7
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 67 81 55 150 137 211 68 127 12 3

100.0 25.4 30.7 20.8 56.8 51.9 79.9 25.8 48.1 4.6 1.1
導入することを決めた後で協議した 156 45 47 32 88 83 124 40 75 11 -

100.0 28.9 30.1 20.5 56.4 53.2 79.5 25.6 48.1 7.1 -
わからない 64 47 50 5 57 51 61 47 54 1 -

100.0 73.4 78.1 7.8 89.1 79.7 95.3 73.4 84.4 1.6 -
　無回答 111 38 35 18 63 50 91 33 46 6 1

100.0 34.2 31.5 16.2 56.8 45.1 82.0 29.7 41.4 5.4 0.9
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 177 196 96 327 293 442 170 276 26 4

100.0 32.8 36.4 17.8 60.7 54.4 82.0 31.5 51.2 4.8 0.7
効果はなかった 34 13 12 9 19 20 27 12 16 3 -

100.0 38.2 35.3 26.5 55.9 58.8 79.4 35.3 47.1 8.8 -
　無回答 22 7 5 5 12 8 18 6 10 1 -

100.0 31.8 22.7 22.7 54.6 36.4 81.8 27.3 45.5 4.6 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 34 49 32 93 84 123 39 93 13 1

100.0 21.5 31.0 20.3 58.9 53.2 77.9 24.7 58.9 8.2 0.6
課題は生じなかった 406 156 158 74 248 225 339 138 191 16 3

100.0 38.4 38.9 18.2 61.1 55.4 83.5 34.0 47.0 3.9 0.7
　無回答 31 7 6 4 17 12 25 11 18 1 -

100.0 22.6 19.4 12.9 54.8 38.7 80.7 35.5 58.1 3.2 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 183 214 83 280 283 381 147 269 17 2

100.0 38.7 45.2 17.6 59.2 59.8 80.6 31.1 56.9 3.6 0.4
行っていない 750 224 221 111 363 331 553 137 262 47 9

100.0 29.9 29.5 14.8 48.4 44.1 73.7 18.3 34.9 6.3 1.2
　無回答 41 10 14 7 21 19 30 11 16 - -

100.0 24.4 34.2 17.1 51.2 46.3 73.2 26.8 39.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 397 434 184 622 568 829 244 499 45 6

100.0 36.1 39.5 16.7 56.6 51.6 75.4 22.2 45.4 4.1 0.6
行う予定はない 464 124 121 44 172 141 260 31 105 39 14

100.0 26.7 26.1 9.5 37.1 30.4 56.0 6.7 22.6 8.4 3.0
わからない 2,078 604 619 217 821 795 1,354 208 660 101 36

100.0 29.1 29.8 10.4 39.5 38.3 65.2 10.0 31.8 4.9 1.7
　無回答 28 8 8 3 8 12 19 4 10 2 2

100.0 28.6 28.6 10.7 28.6 42.9 67.9 14.3 35.7 7.1 7.1

48 
- 142 - - 143 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅱ　貴事業所における労使コミュニケーションについてお伺いします。

Ｑ７　Ｑ６について、事業所内の従業員のどのような範囲で意見集約がなされていますか。（○は１つ）

全

体
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従
業
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社
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労
働
組
合
員
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合
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外
の
従
業
員
組
織
員

そ
の
他

無
回
答

　全　体 3,670 1,844 762 769 101 93 101
100.0 50.3 20.8 21.0 2.8 2.5 2.8

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 100 38 28 4 4 3

100.0 56.5 21.5 15.8 2.3 2.3 1.7
30～49人 670 348 145 126 10 17 24

100.0 51.9 21.6 18.8 1.5 2.5 3.6
50～99人 981 506 192 217 24 23 19

100.0 51.6 19.6 22.1 2.5 2.3 1.9
100～299人 1,186 591 240 252 43 34 26

100.0 49.8 20.2 21.3 3.6 2.9 2.2
300人以上 443 203 98 106 14 11 11

100.0 45.8 22.1 23.9 3.2 2.5 2.5
　無回答 213 96 49 40 6 4 18

100.0 45.1 23.0 18.8 2.8 1.9 8.5
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 490 172 765 4 18 26

100.0 33.2 11.7 51.9 0.3 1.2 1.8
ない 2,175 1,347 590 4 97 74 63

100.0 61.9 27.1 0.2 4.5 3.4 2.9
　無回答 20 7 - - - 1 12

100.0 35.0 - - - 5.0 60.0
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 35 17 7 1 3 6

100.0 50.7 24.6 10.1 1.5 4.4 8.7
取締役・役員クラス 414 219 111 56 12 10 6

100.0 52.9 26.8 13.5 2.9 2.4 1.5
部長・次長クラス 1,042 533 245 195 29 23 17

100.0 51.2 23.5 18.7 2.8 2.2 1.6
課長クラス 1,065 522 181 277 32 25 28

100.0 49.0 17.0 26.0 3.0 2.4 2.6
係長・主任クラス 522 263 106 107 16 12 18

100.0 50.4 20.3 20.5 3.1 2.3 3.5
一般社員 440 216 85 105 7 14 13

100.0 49.1 19.3 23.9 1.6 3.2 3.0
その他 80 47 11 12 4 1 5

100.0 58.8 13.8 15.0 5.0 1.3 6.3
　無回答 38 9 6 10 - 5 8

100.0 23.7 15.8 26.3 - 13.2 21.1
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 64 30 22 5 1 5

100.0 50.4 23.6 17.3 3.9 0.8 3.9
人事・労務部門 651 303 101 196 24 14 13

100.0 46.5 15.5 30.1 3.7 2.2 2.0
総務・庶務部門 1,592 833 331 307 42 43 36

100.0 52.3 20.8 19.3 2.6 2.7 2.3
経理部門 128 59 28 28 4 5 4

100.0 46.1 21.9 21.9 3.1 3.9 3.1
広報部門 6 2 2 1 1 - -

100.0 33.3 33.3 16.7 16.7 - -
経営企画・経営戦略立案部門 166 83 49 25 4 1 4

100.0 50.0 29.5 15.1 2.4 0.6 2.4
その他部門 774 393 174 148 16 21 22

100.0 50.8 22.5 19.1 2.1 2.7 2.8
　無回答 226 107 47 42 5 8 17

100.0 47.4 20.8 18.6 2.2 3.5 7.5
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 371 116 616 5 10 15

100.0 32.7 10.2 54.4 0.4 0.9 1.3
労使協議機関での協議 1,182 460 181 468 36 22 15

100.0 38.9 15.3 39.6 3.1 1.9 1.3
取組を行うための専門組織の編成 448 228 85 98 21 10 6

100.0 50.9 19.0 21.9 4.7 2.2 1.3
懇談会・説明会などの 1,623 859 343 333 43 30 15

常設ではない会合 100.0 52.9 21.1 20.5 2.7 1.9 0.9
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 847 273 310 35 23 28

その他の苦情処理機関 100.0 55.9 18.0 20.5 2.3 1.5 1.9
社内報や社内掲示板、 2,462 1,349 523 447 63 49 31

電子メールなどでの情報提供 100.0 54.8 21.2 18.2 2.6 2.0 1.3
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 256 111 103 6 8 3

活用したコミュニケーションツール 100.0 52.6 22.8 21.2 1.2 1.6 0.6
従業員へのアンケート調査 1,274 717 239 260 21 22 15

100.0 56.3 18.8 20.4 1.7 1.7 1.2
その他 187 96 37 13 2 31 8

100.0 51.3 19.8 7.0 1.1 16.6 4.3
　無回答 58 5 3 1 1 1 47

100.0 8.6 5.2 1.7 1.7 1.7 81.0
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 636 258 287 28 25 30

100.0 50.3 20.4 22.7 2.2 2.0 2.4
行っていない 2,363 1,190 496 476 70 65 66

100.0 50.4 21.0 20.1 3.0 2.8 2.8
　無回答 43 18 8 6 3 3 5

100.0 41.9 18.6 14.0 7.0 7.0 11.6
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅱ　貴事業所における労使コミュニケーションについてお伺いします。

Ｑ７　Ｑ６について、事業所内の従業員のどのような範囲で意見集約がなされていますか。（○は１つ）

全

体

全
従
業
員

正
社
員

労
働
組
合
員

組
合
以
外
の
従
業
員
組
織
員

そ
の
他

無
回
答

　全　体 3,670 1,844 762 769 101 93 101
100.0 50.3 20.8 21.0 2.8 2.5 2.8

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 260 91 121 7 5 10

100.0 52.6 18.4 24.5 1.4 1.0 2.0
導入後に行った 157 85 37 26 3 3 3

100.0 54.1 23.6 16.6 1.9 1.9 1.9
行っていない 649 311 139 147 19 17 16

100.0 47.9 21.4 22.7 2.9 2.6 2.5
　無回答 20 9 5 3 - 1 2

100.0 45.0 25.0 15.0 - 5.0 10.0
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 101 29 31 5 2 3

100.0 59.1 17.0 18.1 2.9 1.2 1.8
やや積極的 128 82 19 21 1 2 3

100.0 64.1 14.8 16.4 0.8 1.6 2.3
どちらでもない 254 109 60 76 3 2 4

100.0 42.9 23.6 29.9 1.2 0.8 1.6
やや消極的 12 6 2 3 - 1 -

100.0 50.0 16.7 25.0 - 8.3 -
対応には消極的だった 15 8 3 3 - - 1

100.0 53.3 20.0 20.0 - - 6.7
　無回答 15 10 1 3 - - 1

100.0 66.7 6.7 20.0 - - 6.7
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 164 51 34 6 2 7

100.0 62.1 19.3 12.9 2.3 0.8 2.7
導入することを決めた後で協議した 156 81 28 39 2 2 4

100.0 51.9 18.0 25.0 1.3 1.3 2.6
わからない 64 11 6 47 - - -

100.0 17.2 9.4 73.4 - - -
　無回答 111 60 29 17 1 3 1

100.0 54.1 26.1 15.3 0.9 2.7 0.9
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 283 102 127 9 6 12

100.0 52.5 18.9 23.6 1.7 1.1 2.2
効果はなかった 34 18 9 6 - 1 -

100.0 52.9 26.5 17.7 - 2.9 -
　無回答 22 15 3 4 - - -

100.0 68.2 13.6 18.2 - - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 87 42 24 2 1 2

100.0 55.1 26.6 15.2 1.3 0.6 1.3
課題は生じなかった 406 207 68 111 7 5 8

100.0 51.0 16.8 27.3 1.7 1.2 2.0
　無回答 31 22 4 2 - 1 2

100.0 71.0 12.9 6.5 - 3.2 6.5
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 221 95 131 9 10 7

100.0 46.7 20.1 27.7 1.9 2.1 1.5
行っていない 750 394 155 148 19 13 21

100.0 52.5 20.7 19.7 2.5 1.7 2.8
　無回答 41 21 8 8 - 2 2

100.0 51.2 19.5 19.5 - 4.9 4.9
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 565 218 261 24 17 15

100.0 51.4 19.8 23.7 2.2 1.6 1.4
行う予定はない 464 240 91 88 12 15 18

100.0 51.7 19.6 19.0 2.6 3.2 3.9
わからない 2,078 1,028 446 414 65 60 65

100.0 49.5 21.5 19.9 3.1 2.9 3.1
　無回答 28 11 7 6 - 1 3

100.0 39.3 25.0 21.4 - 3.6 10.7

51 

 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅱ　貴事業所における労使コミュニケーションについてお伺いします。

Ｑ７　Ｑ６について、事業所内の従業員のどのような範囲で意見集約がなされていますか。（○は１つ）

全

体

全
従
業
員

正
社
員

労
働
組
合
員

組
合
以
外
の
従
業
員
組
織
員

そ
の
他

無
回
答

　全　体 3,670 1,844 762 769 101 93 101
100.0 50.3 20.8 21.0 2.8 2.5 2.8

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 100 38 28 4 4 3

100.0 56.5 21.5 15.8 2.3 2.3 1.7
30～49人 670 348 145 126 10 17 24

100.0 51.9 21.6 18.8 1.5 2.5 3.6
50～99人 981 506 192 217 24 23 19

100.0 51.6 19.6 22.1 2.5 2.3 1.9
100～299人 1,186 591 240 252 43 34 26

100.0 49.8 20.2 21.3 3.6 2.9 2.2
300人以上 443 203 98 106 14 11 11

100.0 45.8 22.1 23.9 3.2 2.5 2.5
　無回答 213 96 49 40 6 4 18

100.0 45.1 23.0 18.8 2.8 1.9 8.5
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 490 172 765 4 18 26

100.0 33.2 11.7 51.9 0.3 1.2 1.8
ない 2,175 1,347 590 4 97 74 63

100.0 61.9 27.1 0.2 4.5 3.4 2.9
　無回答 20 7 - - - 1 12

100.0 35.0 - - - 5.0 60.0
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 35 17 7 1 3 6

100.0 50.7 24.6 10.1 1.5 4.4 8.7
取締役・役員クラス 414 219 111 56 12 10 6

100.0 52.9 26.8 13.5 2.9 2.4 1.5
部長・次長クラス 1,042 533 245 195 29 23 17

100.0 51.2 23.5 18.7 2.8 2.2 1.6
課長クラス 1,065 522 181 277 32 25 28

100.0 49.0 17.0 26.0 3.0 2.4 2.6
係長・主任クラス 522 263 106 107 16 12 18

100.0 50.4 20.3 20.5 3.1 2.3 3.5
一般社員 440 216 85 105 7 14 13

100.0 49.1 19.3 23.9 1.6 3.2 3.0
その他 80 47 11 12 4 1 5

100.0 58.8 13.8 15.0 5.0 1.3 6.3
　無回答 38 9 6 10 - 5 8

100.0 23.7 15.8 26.3 - 13.2 21.1
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 64 30 22 5 1 5

100.0 50.4 23.6 17.3 3.9 0.8 3.9
人事・労務部門 651 303 101 196 24 14 13

100.0 46.5 15.5 30.1 3.7 2.2 2.0
総務・庶務部門 1,592 833 331 307 42 43 36

100.0 52.3 20.8 19.3 2.6 2.7 2.3
経理部門 128 59 28 28 4 5 4

100.0 46.1 21.9 21.9 3.1 3.9 3.1
広報部門 6 2 2 1 1 - -

100.0 33.3 33.3 16.7 16.7 - -
経営企画・経営戦略立案部門 166 83 49 25 4 1 4

100.0 50.0 29.5 15.1 2.4 0.6 2.4
その他部門 774 393 174 148 16 21 22

100.0 50.8 22.5 19.1 2.1 2.7 2.8
　無回答 226 107 47 42 5 8 17

100.0 47.4 20.8 18.6 2.2 3.5 7.5
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 371 116 616 5 10 15

100.0 32.7 10.2 54.4 0.4 0.9 1.3
労使協議機関での協議 1,182 460 181 468 36 22 15

100.0 38.9 15.3 39.6 3.1 1.9 1.3
取組を行うための専門組織の編成 448 228 85 98 21 10 6

100.0 50.9 19.0 21.9 4.7 2.2 1.3
懇談会・説明会などの 1,623 859 343 333 43 30 15

常設ではない会合 100.0 52.9 21.1 20.5 2.7 1.9 0.9
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 847 273 310 35 23 28

その他の苦情処理機関 100.0 55.9 18.0 20.5 2.3 1.5 1.9
社内報や社内掲示板、 2,462 1,349 523 447 63 49 31

電子メールなどでの情報提供 100.0 54.8 21.2 18.2 2.6 2.0 1.3
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 256 111 103 6 8 3

活用したコミュニケーションツール 100.0 52.6 22.8 21.2 1.2 1.6 0.6
従業員へのアンケート調査 1,274 717 239 260 21 22 15

100.0 56.3 18.8 20.4 1.7 1.7 1.2
その他 187 96 37 13 2 31 8

100.0 51.3 19.8 7.0 1.1 16.6 4.3
　無回答 58 5 3 1 1 1 47

100.0 8.6 5.2 1.7 1.7 1.7 81.0
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 636 258 287 28 25 30

100.0 50.3 20.4 22.7 2.2 2.0 2.4
行っていない 2,363 1,190 496 476 70 65 66

100.0 50.4 21.0 20.1 3.0 2.8 2.8
　無回答 43 18 8 6 3 3 5

100.0 41.9 18.6 14.0 7.0 7.0 11.6
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅱ　貴事業所における労使コミュニケーションについてお伺いします。

Ｑ８　貴事業所ではどのような事項について、従業員との協議を行われていますか。（○はいくつでも）

全

体

生
産
性
向
上
に
関
す
る
事
項

経
営
に
関
す
る
事
項

賃
金
・
退
職
給
付
に
関
す
る
事

項 労
働
時
間
・
休
日
・
休
暇
に
関

す
る
事
項

人
事
に
関
す
る
事
項

教
育
訓
練
に
関
す
る
事
項

安
全
衛
生
に
関
す
る
事
項

福
利
厚
生
に
関
す
る
事
項

正
社
員
以
外
の
従
業
員
に
関
す

る
事
項

そ
の
他

無
回
答

　全　体 3,670 1,527 717 1,728 2,634 902 1,457 2,424 1,866 544 76 71
100.0 41.6 19.5 47.1 71.8 24.6 39.7 66.1 50.8 14.8 2.1 1.9

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 79 49 113 143 44 104 143 121 36 3 4

100.0 43.7 27.1 62.4 79.0 24.3 57.5 79.0 66.9 19.9 1.7 2.2
1,000～4,999人 510 228 136 264 381 164 212 368 275 110 13 7

100.0 44.7 26.7 51.8 74.7 32.2 41.6 72.2 53.9 21.6 2.6 1.4
300～999人 1,052 423 210 477 781 255 432 716 538 170 18 21

100.0 40.2 20.0 45.3 74.2 24.2 41.1 68.1 51.1 16.2 1.7 2.0
100～299人 1,390 581 237 647 979 325 523 877 678 175 26 23

100.0 41.8 17.1 46.6 70.4 23.4 37.6 63.1 48.8 12.6 1.9 1.7
50～99人 398 160 63 167 259 80 141 243 194 43 9 7

100.0 40.2 15.8 42.0 65.1 20.1 35.4 61.1 48.7 10.8 2.3 1.8
30～49人 120 52 22 57 84 29 40 72 55 8 6 1

100.0 43.3 18.3 47.5 70.0 24.2 33.3 60.0 45.8 6.7 5.0 0.8
　無回答 19 4 - 3 7 5 5 5 5 2 1 8

100.0 21.1 - 15.8 36.8 26.3 26.3 26.3 26.3 10.5 5.3 42.1
Ｑ２　業種
農業、林業 10 4 2 3 6 2 2 7 4 - 1 -

100.0 40.0 20.0 30.0 60.0 20.0 20.0 70.0 40.0 - 10.0 -
漁業 - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 3 1 4 4 3 2 2 4 2 - -

100.0 75.0 25.0 100.0 100.0 75.0 50.0 50.0 100.0 50.0 - -
建設業 351 127 61 154 252 81 139 229 181 22 12 6

100.0 36.2 17.4 43.9 71.8 23.1 39.6 65.2 51.6 6.3 3.4 1.7
製造業 1,228 616 243 583 905 310 466 865 677 177 21 14

100.0 50.2 19.8 47.5 73.7 25.2 38.0 70.4 55.1 14.4 1.7 1.1
電気・ガス・熱供給・水道業 22 6 3 10 14 2 10 15 14 4 2 -

100.0 27.3 13.6 45.5 63.6 9.1 45.5 68.2 63.6 18.2 9.1 -
情報通信業 107 39 30 52 78 33 47 66 59 16 2 1

100.0 36.5 28.0 48.6 72.9 30.8 43.9 61.7 55.1 15.0 1.9 0.9
運輸業、郵便業 406 181 63 229 289 63 188 282 180 54 4 8

100.0 44.6 15.5 56.4 71.2 15.5 46.3 69.5 44.3 13.3 1.0 2.0
卸売業、小売業 488 178 73 231 350 108 181 299 253 68 10 11

100.0 36.5 15.0 47.3 71.7 22.1 37.1 61.3 51.8 13.9 2.1 2.3
金融業、保険業 69 25 11 49 58 25 20 35 52 17 1 -

100.0 36.2 15.9 71.0 84.1 36.2 29.0 50.7 75.4 24.6 1.5 -
不動産業、物品賃貸業 26 6 5 10 18 6 7 13 10 - - 1

100.0 23.1 19.2 38.5 69.2 23.1 26.9 50.0 38.5 - - 3.9
学術研究、専門・技術サービス業 77 31 23 41 63 21 36 57 48 19 2 1

100.0 40.3 29.9 53.3 81.8 27.3 46.8 74.0 62.3 24.7 2.6 1.3
宿泊業、飲食サービス業 64 29 15 27 46 19 27 37 29 18 1 3

100.0 45.3 23.4 42.2 71.9 29.7 42.2 57.8 45.3 28.1 1.6 4.7
生活関連サービス業、娯楽業 58 23 11 19 41 18 15 39 21 13 1 3

100.0 39.7 19.0 32.8 70.7 31.0 25.9 67.2 36.2 22.4 1.7 5.2
教育、学習支援業 67 8 15 37 52 19 12 30 28 15 2 2

100.0 11.9 22.4 55.2 77.6 28.4 17.9 44.8 41.8 22.4 3.0 3.0
医療、福祉 323 95 89 136 213 113 140 199 155 62 6 7

100.0 29.4 27.6 42.1 65.9 35.0 43.3 61.6 48.0 19.2 1.9 2.2
複合サービス事業 45 14 15 27 34 14 16 29 21 7 - 1

100.0 31.1 33.3 60.0 75.6 31.1 35.6 64.4 46.7 15.6 - 2.2
その他サービス業 253 117 44 91 164 48 121 173 100 41 8 5

100.0 46.3 17.4 36.0 64.8 19.0 47.8 68.4 39.5 16.2 3.2 2.0
分類不能の産業 2 - - 1 1 - - 2 1 - - -

100.0 - - 50.0 50.0 - - 100.0 50.0 - - -
その他 25 12 7 8 18 8 14 20 13 4 2 -

100.0 48.0 28.0 32.0 72.0 32.0 56.0 80.0 52.0 16.0 8.0 -
　無回答 45 13 6 16 28 9 14 25 16 5 1 8

100.0 28.9 13.3 35.6 62.2 20.0 31.1 55.6 35.6 11.1 2.2 17.8
Ｑ２　業種
製造業 1,228 616 243 583 905 310 466 865 677 177 21 14

100.0 50.2 19.8 47.5 73.7 25.2 38.0 70.4 55.1 14.4 1.7 1.1
非製造業 2,397 898 468 1,129 1,701 583 977 1,534 1,173 362 54 49

100.0 37.5 19.5 47.1 71.0 24.3 40.8 64.0 48.9 15.1 2.3 2.0
　無回答 45 13 6 16 28 9 14 25 16 5 1 8

100.0 28.9 13.3 35.6 62.2 20.0 31.1 55.6 35.6 11.1 2.2 17.8
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 169 69 195 283 109 147 257 233 62 4 3

100.0 44.0 18.0 50.8 73.7 28.4 38.3 66.9 60.7 16.2 1.0 0.8
1920～1939年 382 177 81 206 287 90 153 263 216 70 9 8

100.0 46.3 21.2 53.9 75.1 23.6 40.1 68.9 56.5 18.3 2.4 2.1
1940～1959年 1,068 445 204 529 804 247 397 688 540 158 20 15

100.0 41.7 19.1 49.5 75.3 23.1 37.2 64.4 50.6 14.8 1.9 1.4
1960～1979年 994 401 166 395 683 241 397 652 473 135 24 21

100.0 40.3 16.7 39.7 68.7 24.3 39.9 65.6 47.6 13.6 2.4 2.1
1980～1999年 452 192 113 200 314 123 187 291 203 70 10 8

100.0 42.5 25.0 44.3 69.5 27.2 41.4 64.4 44.9 15.5 2.2 1.8
2000年以降 254 86 66 148 191 63 134 192 146 31 4 2

100.0 33.9 26.0 58.3 75.2 24.8 52.8 75.6 57.5 12.2 1.6 0.8
　無回答 136 57 18 55 72 29 42 81 55 18 5 14

100.0 41.9 13.2 40.4 52.9 21.3 30.9 59.6 40.4 13.2 3.7 10.3

52 
- 146 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅱ　貴事業所における労使コミュニケーションについてお伺いします。

Ｑ８　貴事業所ではどのような事項について、従業員との協議を行われていますか。（○はいくつでも）

全

体

生
産
性
向
上
に
関
す
る
事
項

経
営
に
関
す
る
事
項

賃
金
・
退
職
給
付
に
関
す
る
事

項 労
働
時
間
・
休
日
・
休
暇
に
関

す
る
事
項

人
事
に
関
す
る
事
項

教
育
訓
練
に
関
す
る
事
項

安
全
衛
生
に
関
す
る
事
項

福
利
厚
生
に
関
す
る
事
項

正
社
員
以
外
の
従
業
員
に
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　全　体 3,670 1,527 717 1,728 2,634 902 1,457 2,424 1,866 544 76 71
100.0 41.6 19.5 47.1 71.8 24.6 39.7 66.1 50.8 14.8 2.1 1.9

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 70 40 78 131 45 73 100 74 37 4 5

100.0 39.6 22.6 44.1 74.0 25.4 41.2 56.5 41.8 20.9 2.3 2.8
30～49人 670 296 108 282 466 163 284 430 294 94 18 11

100.0 44.2 16.1 42.1 69.6 24.3 42.4 64.2 43.9 14.0 2.7 1.6
50～99人 981 411 187 442 689 225 405 673 520 134 21 12

100.0 41.9 19.1 45.1 70.2 22.9 41.3 68.6 53.0 13.7 2.1 1.2
100～299人 1,186 490 236 573 877 297 466 791 648 161 25 16

100.0 41.3 19.9 48.3 74.0 25.0 39.3 66.7 54.6 13.6 2.1 1.4
300人以上 443 182 112 249 338 128 165 310 236 91 4 7

100.0 41.1 25.3 56.2 76.3 28.9 37.3 70.0 53.3 20.5 0.9 1.6
　無回答 213 78 34 104 133 44 64 120 94 27 4 20

100.0 36.6 16.0 48.8 62.4 20.7 30.1 56.3 44.1 12.7 1.9 9.4
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 668 422 1,049 1,226 400 567 1,000 927 302 15 13

100.0 45.3 28.6 71.1 83.1 27.1 38.4 67.8 62.9 20.5 1.0 0.9
ない 2,175 855 293 678 1,406 501 886 1,420 938 241 61 43

100.0 39.3 13.5 31.2 64.6 23.0 40.7 65.3 43.1 11.1 2.8 2.0
　無回答 20 4 2 1 2 1 4 4 1 1 - 15

100.0 20.0 10.0 5.0 10.0 5.0 20.0 20.0 5.0 5.0 - 75.0
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 42 22 30 43 21 35 47 34 7 1 1

100.0 60.9 31.9 43.5 62.3 30.4 50.7 68.1 49.3 10.1 1.5 1.5
取締役・役員クラス 414 193 85 190 297 83 173 294 208 49 5 6

100.0 46.6 20.5 45.9 71.7 20.1 41.8 71.0 50.2 11.8 1.2 1.5
部長・次長クラス 1,042 435 192 479 752 257 435 715 539 130 15 10

100.0 41.8 18.4 46.0 72.2 24.7 41.8 68.6 51.7 12.5 1.4 1.0
課長クラス 1,065 452 201 532 788 258 445 748 558 172 24 17

100.0 42.4 18.9 50.0 74.0 24.2 41.8 70.2 52.4 16.2 2.3 1.6
係長・主任クラス 522 196 111 232 379 131 183 308 247 101 12 16

100.0 37.6 21.3 44.4 72.6 25.1 35.1 59.0 47.3 19.4 2.3 3.1
一般社員 440 168 82 209 296 125 148 244 224 67 13 12

100.0 38.2 18.6 47.5 67.3 28.4 33.6 55.5 50.9 15.2 3.0 2.7
その他 80 33 18 34 54 19 34 56 39 13 2 3

100.0 41.3 22.5 42.5 67.5 23.8 42.5 70.0 48.8 16.3 2.5 3.8
　無回答 38 8 6 22 25 8 4 12 17 5 4 6

100.0 21.1 15.8 57.9 65.8 21.1 10.5 31.6 44.7 13.2 10.5 15.8
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 39 16 62 88 33 36 73 68 13 2 4

100.0 30.7 12.6 48.8 69.3 26.0 28.4 57.5 53.5 10.2 1.6 3.2
人事・労務部門 651 242 145 373 500 183 254 448 375 102 12 9

100.0 37.2 22.3 57.3 76.8 28.1 39.0 68.8 57.6 15.7 1.8 1.4
総務・庶務部門 1,592 631 289 716 1,151 357 589 1,024 788 220 30 26

100.0 39.6 18.2 45.0 72.3 22.4 37.0 64.3 49.5 13.8 1.9 1.6
経理部門 128 47 23 63 89 24 38 71 61 9 6 4

100.0 36.7 18.0 49.2 69.5 18.8 29.7 55.5 47.7 7.0 4.7 3.1
広報部門 6 2 2 5 6 2 3 5 6 1 - -

100.0 33.3 33.3 83.3 100.0 33.3 50.0 83.3 100.0 16.7 - -
経営企画・経営戦略立案部門 166 81 42 87 116 49 76 118 92 27 - 2

100.0 48.8 25.3 52.4 69.9 29.5 45.8 71.1 55.4 16.3 - 1.2
その他部門 774 378 148 313 523 186 362 543 361 136 17 16

100.0 48.8 19.1 40.4 67.6 24.0 46.8 70.2 46.6 17.6 2.2 2.1
　無回答 226 107 52 109 161 68 99 142 115 36 9 10

100.0 47.4 23.0 48.2 71.2 30.1 43.8 62.8 50.9 15.9 4.0 4.4
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 527 362 904 990 337 462 786 743 259 4 3

100.0 46.5 32.0 79.8 87.4 29.7 40.8 69.4 65.6 22.9 0.4 0.3
労使協議機関での協議 1,182 528 345 793 1,034 334 503 869 782 263 8 2

100.0 44.7 29.2 67.1 87.5 28.3 42.6 73.5 66.2 22.3 0.7 0.2
取組を行うための専門組織の編成 448 267 151 260 356 177 263 374 291 129 4 -

100.0 59.6 33.7 58.0 79.5 39.5 58.7 83.5 65.0 28.8 0.9 -
懇談会・説明会などの 1,623 807 389 799 1,228 467 835 1,210 943 320 17 5

常設ではない会合 100.0 49.7 24.0 49.2 75.7 28.8 51.5 74.6 58.1 19.7 1.1 0.3
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 692 369 776 1,185 469 719 1,133 895 336 18 6

その他の苦情処理機関 100.0 45.7 24.3 51.2 78.2 30.9 47.4 74.7 59.0 22.2 1.2 0.4
社内報や社内掲示板、 2,462 1,152 518 1,129 1,811 660 1,118 1,784 1,328 417 38 23

電子メールなどでの情報提供 100.0 46.8 21.0 45.9 73.6 26.8 45.4 72.5 53.9 16.9 1.5 0.9
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 255 121 242 368 154 289 384 305 99 8 5

活用したコミュニケーションツール 100.0 52.4 24.9 49.7 75.6 31.6 59.3 78.9 62.6 20.3 1.6 1.0
従業員へのアンケート調査 1,274 596 322 642 961 401 655 966 777 257 19 7

100.0 46.8 25.3 50.4 75.4 31.5 51.4 75.8 61.0 20.2 1.5 0.6
その他 187 67 28 64 116 47 61 109 71 23 30 5

100.0 35.8 15.0 34.2 62.0 25.1 32.6 58.3 38.0 12.3 16.0 2.7
　無回答 58 5 3 3 8 2 5 10 1 - 1 38

100.0 8.6 5.2 5.2 13.8 3.5 8.6 17.2 1.7 - 1.7 65.5
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 574 284 662 950 377 571 895 758 206 16 13

100.0 45.4 22.5 52.4 75.2 29.8 45.2 70.8 60.0 16.3 1.3 1.0
行っていない 2,363 932 424 1,054 1,659 516 864 1,498 1,091 334 60 53

100.0 39.4 17.9 44.6 70.2 21.8 36.6 63.4 46.2 14.1 2.5 2.2
　無回答 43 21 9 12 25 9 22 31 17 4 - 5

100.0 48.8 20.9 27.9 58.1 20.9 51.2 72.1 39.5 9.3 - 11.6
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅱ　貴事業所における労使コミュニケーションについてお伺いします。

Ｑ８　貴事業所ではどのような事項について、従業員との協議を行われていますか。（○はいくつでも）
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　全　体 3,670 1,527 717 1,728 2,634 902 1,457 2,424 1,866 544 76 71
100.0 41.6 19.5 47.1 71.8 24.6 39.7 66.1 50.8 14.8 2.1 1.9

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 79 49 113 143 44 104 143 121 36 3 4

100.0 43.7 27.1 62.4 79.0 24.3 57.5 79.0 66.9 19.9 1.7 2.2
1,000～4,999人 510 228 136 264 381 164 212 368 275 110 13 7

100.0 44.7 26.7 51.8 74.7 32.2 41.6 72.2 53.9 21.6 2.6 1.4
300～999人 1,052 423 210 477 781 255 432 716 538 170 18 21

100.0 40.2 20.0 45.3 74.2 24.2 41.1 68.1 51.1 16.2 1.7 2.0
100～299人 1,390 581 237 647 979 325 523 877 678 175 26 23

100.0 41.8 17.1 46.6 70.4 23.4 37.6 63.1 48.8 12.6 1.9 1.7
50～99人 398 160 63 167 259 80 141 243 194 43 9 7

100.0 40.2 15.8 42.0 65.1 20.1 35.4 61.1 48.7 10.8 2.3 1.8
30～49人 120 52 22 57 84 29 40 72 55 8 6 1

100.0 43.3 18.3 47.5 70.0 24.2 33.3 60.0 45.8 6.7 5.0 0.8
　無回答 19 4 - 3 7 5 5 5 5 2 1 8

100.0 21.1 - 15.8 36.8 26.3 26.3 26.3 26.3 10.5 5.3 42.1
Ｑ２　業種
農業、林業 10 4 2 3 6 2 2 7 4 - 1 -

100.0 40.0 20.0 30.0 60.0 20.0 20.0 70.0 40.0 - 10.0 -
漁業 - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 3 1 4 4 3 2 2 4 2 - -

100.0 75.0 25.0 100.0 100.0 75.0 50.0 50.0 100.0 50.0 - -
建設業 351 127 61 154 252 81 139 229 181 22 12 6

100.0 36.2 17.4 43.9 71.8 23.1 39.6 65.2 51.6 6.3 3.4 1.7
製造業 1,228 616 243 583 905 310 466 865 677 177 21 14

100.0 50.2 19.8 47.5 73.7 25.2 38.0 70.4 55.1 14.4 1.7 1.1
電気・ガス・熱供給・水道業 22 6 3 10 14 2 10 15 14 4 2 -

100.0 27.3 13.6 45.5 63.6 9.1 45.5 68.2 63.6 18.2 9.1 -
情報通信業 107 39 30 52 78 33 47 66 59 16 2 1

100.0 36.5 28.0 48.6 72.9 30.8 43.9 61.7 55.1 15.0 1.9 0.9
運輸業、郵便業 406 181 63 229 289 63 188 282 180 54 4 8

100.0 44.6 15.5 56.4 71.2 15.5 46.3 69.5 44.3 13.3 1.0 2.0
卸売業、小売業 488 178 73 231 350 108 181 299 253 68 10 11

100.0 36.5 15.0 47.3 71.7 22.1 37.1 61.3 51.8 13.9 2.1 2.3
金融業、保険業 69 25 11 49 58 25 20 35 52 17 1 -

100.0 36.2 15.9 71.0 84.1 36.2 29.0 50.7 75.4 24.6 1.5 -
不動産業、物品賃貸業 26 6 5 10 18 6 7 13 10 - - 1

100.0 23.1 19.2 38.5 69.2 23.1 26.9 50.0 38.5 - - 3.9
学術研究、専門・技術サービス業 77 31 23 41 63 21 36 57 48 19 2 1

100.0 40.3 29.9 53.3 81.8 27.3 46.8 74.0 62.3 24.7 2.6 1.3
宿泊業、飲食サービス業 64 29 15 27 46 19 27 37 29 18 1 3

100.0 45.3 23.4 42.2 71.9 29.7 42.2 57.8 45.3 28.1 1.6 4.7
生活関連サービス業、娯楽業 58 23 11 19 41 18 15 39 21 13 1 3

100.0 39.7 19.0 32.8 70.7 31.0 25.9 67.2 36.2 22.4 1.7 5.2
教育、学習支援業 67 8 15 37 52 19 12 30 28 15 2 2

100.0 11.9 22.4 55.2 77.6 28.4 17.9 44.8 41.8 22.4 3.0 3.0
医療、福祉 323 95 89 136 213 113 140 199 155 62 6 7

100.0 29.4 27.6 42.1 65.9 35.0 43.3 61.6 48.0 19.2 1.9 2.2
複合サービス事業 45 14 15 27 34 14 16 29 21 7 - 1

100.0 31.1 33.3 60.0 75.6 31.1 35.6 64.4 46.7 15.6 - 2.2
その他サービス業 253 117 44 91 164 48 121 173 100 41 8 5

100.0 46.3 17.4 36.0 64.8 19.0 47.8 68.4 39.5 16.2 3.2 2.0
分類不能の産業 2 - - 1 1 - - 2 1 - - -

100.0 - - 50.0 50.0 - - 100.0 50.0 - - -
その他 25 12 7 8 18 8 14 20 13 4 2 -

100.0 48.0 28.0 32.0 72.0 32.0 56.0 80.0 52.0 16.0 8.0 -
　無回答 45 13 6 16 28 9 14 25 16 5 1 8

100.0 28.9 13.3 35.6 62.2 20.0 31.1 55.6 35.6 11.1 2.2 17.8
Ｑ２　業種
製造業 1,228 616 243 583 905 310 466 865 677 177 21 14

100.0 50.2 19.8 47.5 73.7 25.2 38.0 70.4 55.1 14.4 1.7 1.1
非製造業 2,397 898 468 1,129 1,701 583 977 1,534 1,173 362 54 49

100.0 37.5 19.5 47.1 71.0 24.3 40.8 64.0 48.9 15.1 2.3 2.0
　無回答 45 13 6 16 28 9 14 25 16 5 1 8

100.0 28.9 13.3 35.6 62.2 20.0 31.1 55.6 35.6 11.1 2.2 17.8
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 169 69 195 283 109 147 257 233 62 4 3

100.0 44.0 18.0 50.8 73.7 28.4 38.3 66.9 60.7 16.2 1.0 0.8
1920～1939年 382 177 81 206 287 90 153 263 216 70 9 8

100.0 46.3 21.2 53.9 75.1 23.6 40.1 68.9 56.5 18.3 2.4 2.1
1940～1959年 1,068 445 204 529 804 247 397 688 540 158 20 15

100.0 41.7 19.1 49.5 75.3 23.1 37.2 64.4 50.6 14.8 1.9 1.4
1960～1979年 994 401 166 395 683 241 397 652 473 135 24 21

100.0 40.3 16.7 39.7 68.7 24.3 39.9 65.6 47.6 13.6 2.4 2.1
1980～1999年 452 192 113 200 314 123 187 291 203 70 10 8

100.0 42.5 25.0 44.3 69.5 27.2 41.4 64.4 44.9 15.5 2.2 1.8
2000年以降 254 86 66 148 191 63 134 192 146 31 4 2

100.0 33.9 26.0 58.3 75.2 24.8 52.8 75.6 57.5 12.2 1.6 0.8
　無回答 136 57 18 55 72 29 42 81 55 18 5 14

100.0 41.9 13.2 40.4 52.9 21.3 30.9 59.6 40.4 13.2 3.7 10.3
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅱ　貴事業所における労使コミュニケーションについてお伺いします。

Ｑ８　貴事業所ではどのような事項について、従業員との協議を行われていますか。（○はいくつでも）
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　全　体 3,670 1,527 717 1,728 2,634 902 1,457 2,424 1,866 544 76 71
100.0 41.6 19.5 47.1 71.8 24.6 39.7 66.1 50.8 14.8 2.1 1.9

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 268 123 272 377 159 280 386 340 92 5 4

100.0 54.3 24.9 55.1 76.3 32.2 56.7 78.1 68.8 18.6 1.0 0.8
導入後に行った 157 86 43 88 119 56 80 118 94 24 2 2

100.0 54.8 27.4 56.1 75.8 35.7 51.0 75.2 59.9 15.3 1.3 1.3
行っていない 649 243 126 327 487 175 233 422 356 93 9 6

100.0 37.4 19.4 50.4 75.0 27.0 35.9 65.0 54.9 14.3 1.4 0.9
　無回答 20 11 7 8 12 8 10 14 8 6 - 1

100.0 55.0 35.0 40.0 60.0 40.0 50.0 70.0 40.0 30.0 - 5.0
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 107 51 86 125 67 99 137 116 35 3 2

100.0 62.6 29.8 50.3 73.1 39.2 57.9 80.1 67.8 20.5 1.8 1.2
やや積極的 128 80 32 63 90 33 63 99 76 22 3 1

100.0 62.5 25.0 49.2 70.3 25.8 49.2 77.3 59.4 17.2 2.3 0.8
どちらでもない 254 113 57 159 209 78 146 195 181 41 1 2

100.0 44.5 22.4 62.6 82.3 30.7 57.5 76.8 71.3 16.1 0.4 0.8
やや消極的 12 3 2 7 7 6 6 9 7 1 - -

100.0 25.0 16.7 58.3 58.3 50.0 50.0 75.0 58.3 8.3 - -
対応には消極的だった 15 10 7 7 11 8 6 10 6 3 - -

100.0 66.7 46.7 46.7 73.3 53.3 40.0 66.7 40.0 20.0 - -
　無回答 15 7 2 5 9 2 8 9 8 5 - 1

100.0 46.7 13.3 33.3 60.0 13.3 53.3 60.0 53.3 33.3 - 6.7
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 166 80 125 191 89 156 209 181 58 3 4

100.0 62.9 30.3 47.4 72.4 33.7 59.1 79.2 68.6 22.0 1.1 1.5
導入することを決めた後で協議した 156 86 35 89 124 63 70 113 98 30 - 1

100.0 55.1 22.4 57.1 79.5 40.4 44.9 72.4 62.8 19.2 - 0.6
わからない 64 10 5 52 56 6 47 57 56 2 2 -

100.0 15.6 7.8 81.3 87.5 9.4 73.4 89.1 87.5 3.1 3.1 -
　無回答 111 58 31 61 80 36 55 80 59 17 2 1

100.0 52.3 27.9 55.0 72.1 32.4 49.6 72.1 53.2 15.3 1.8 0.9
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 292 139 294 414 179 306 418 360 98 6 6

100.0 54.2 25.8 54.6 76.8 33.2 56.8 77.6 66.8 18.2 1.1 1.1
効果はなかった 34 17 7 21 26 10 13 27 23 8 - -

100.0 50.0 20.6 61.8 76.5 29.4 38.2 79.4 67.7 23.5 - -
　無回答 22 11 5 12 11 5 9 14 11 1 1 -

100.0 50.0 22.7 54.6 50.0 22.7 40.9 63.6 50.0 4.6 4.6 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 90 48 90 117 57 84 115 102 31 2 -

100.0 57.0 30.4 57.0 74.1 36.1 53.2 72.8 64.6 19.6 1.3 -
課題は生じなかった 406 215 97 226 315 125 228 320 275 72 3 6

100.0 53.0 23.9 55.7 77.6 30.8 56.2 78.8 67.7 17.7 0.7 1.5
　無回答 31 15 6 11 19 12 16 24 17 4 2 -

100.0 48.4 19.4 35.5 61.3 38.7 51.6 77.4 54.8 12.9 6.5 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 236 120 273 375 155 254 367 310 92 5 2

100.0 49.9 25.4 57.7 79.3 32.8 53.7 77.6 65.5 19.5 1.1 0.4
行っていない 750 322 152 371 547 204 297 496 427 106 10 10

100.0 42.9 20.3 49.5 72.9 27.2 39.6 66.1 56.9 14.1 1.3 1.3
　無回答 41 16 12 18 28 18 20 32 21 8 1 1

100.0 39.0 29.3 43.9 68.3 43.9 48.8 78.1 51.2 19.5 2.4 2.4
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 534 281 594 860 314 523 805 702 209 11 10

100.0 48.6 25.6 54.0 78.2 28.6 47.6 73.2 63.8 19.0 1.0 0.9
行う予定はない 464 166 57 201 311 87 161 276 197 47 13 16

100.0 35.8 12.3 43.3 67.0 18.8 34.7 59.5 42.5 10.1 2.8 3.5
わからない 2,078 817 375 921 1,443 493 765 1,328 954 283 52 42

100.0 39.3 18.1 44.3 69.4 23.7 36.8 63.9 45.9 13.6 2.5 2.0
　無回答 28 10 4 12 20 8 8 15 13 5 - 3

100.0 35.7 14.3 42.9 71.4 28.6 28.6 53.6 46.4 17.9 - 10.7
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅱ　貴事業所における労使コミュニケーションについてお伺いします。

Ｑ９　従業員との協議等の結果はどのような形で反映されていますか。（○はいくつでも）
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価
の
見
直
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そ
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他

無
回
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　全　体 3,670 3,280 487 1,366 1,547 1,228 895 88 102
100.0 89.4 13.3 37.2 42.2 33.5 24.4 2.4 2.8

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 165 26 115 103 93 75 8 5

100.0 91.2 14.4 63.5 56.9 51.4 41.4 4.4 2.8
1,000～4,999人 510 472 84 229 223 196 152 10 6

100.0 92.6 16.5 44.9 43.7 38.4 29.8 2.0 1.2
300～999人 1,052 953 129 410 419 342 234 19 30

100.0 90.6 12.3 39.0 39.8 32.5 22.2 1.8 2.9
100～299人 1,390 1,230 176 460 597 441 331 36 38

100.0 88.5 12.7 33.1 43.0 31.7 23.8 2.6 2.7
50～99人 398 343 51 119 148 116 74 10 13

100.0 86.2 12.8 29.9 37.2 29.2 18.6 2.5 3.3
30～49人 120 107 21 31 52 37 28 4 2

100.0 89.2 17.5 25.8 43.3 30.8 23.3 3.3 1.7
　無回答 19 10 - 2 5 3 1 1 8

100.0 52.6 - 10.5 26.3 15.8 5.3 5.3 42.1
Ｑ２　業種
農業、林業 10 10 2 3 2 3 2 - -

100.0 100.0 20.0 30.0 20.0 30.0 20.0 - -
漁業 - - - - - - - - -

- - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 4 - 1 3 1 1 1 -

100.0 100.0 - 25.0 75.0 25.0 25.0 25.0 -
建設業 351 304 54 109 123 126 85 12 13

100.0 86.6 15.4 31.1 35.0 35.9 24.2 3.4 3.7
製造業 1,228 1,121 157 460 540 403 282 23 21

100.0 91.3 12.8 37.5 44.0 32.8 23.0 1.9 1.7
電気・ガス・熱供給・水道業 22 22 4 10 10 10 3 1 -

100.0 100.0 18.2 45.5 45.5 45.5 13.6 4.6 -
情報通信業 107 95 18 49 33 50 35 1 3

100.0 88.8 16.8 45.8 30.8 46.7 32.7 0.9 2.8
運輸業、郵便業 406 366 41 114 173 131 87 7 13

100.0 90.2 10.1 28.1 42.6 32.3 21.4 1.7 3.2
卸売業、小売業 488 432 67 209 215 143 152 17 16

100.0 88.5 13.7 42.8 44.1 29.3 31.2 3.5 3.3
金融業、保険業 69 66 8 40 24 17 22 2 -

100.0 95.7 11.6 58.0 34.8 24.6 31.9 2.9 -
不動産業、物品賃貸業 26 22 1 9 10 5 6 - 2

100.0 84.6 3.9 34.6 38.5 19.2 23.1 - 7.7
学術研究、専門・技術サービス業 77 70 20 45 35 32 26 4 -

100.0 90.9 26.0 58.4 45.5 41.6 33.8 5.2 -
宿泊業、飲食サービス業 64 54 9 28 32 27 19 - 3

100.0 84.4 14.1 43.8 50.0 42.2 29.7 - 4.7
生活関連サービス業、娯楽業 58 49 11 26 26 21 16 - 4

100.0 84.5 19.0 44.8 44.8 36.2 27.6 - 6.9
教育、学習支援業 67 59 8 17 13 9 9 2 1

100.0 88.1 11.9 25.4 19.4 13.4 13.4 3.0 1.5
医療、福祉 323 285 51 115 165 123 81 6 8

100.0 88.2 15.8 35.6 51.1 38.1 25.1 1.9 2.5
複合サービス事業 45 42 3 20 16 10 7 - 1

100.0 93.3 6.7 44.4 35.6 22.2 15.6 - 2.2
その他サービス業 253 219 24 82 100 93 45 9 10

100.0 86.6 9.5 32.4 39.5 36.8 17.8 3.6 4.0
分類不能の産業 2 2 - - - - - - -

100.0 100.0 - - - - - - -
その他 25 22 5 11 9 12 6 2 -

100.0 88.0 20.0 44.0 36.0 48.0 24.0 8.0 -
　無回答 45 36 4 18 18 12 11 1 7

100.0 80.0 8.9 40.0 40.0 26.7 24.4 2.2 15.6
Ｑ２　業種
製造業 1,228 1,121 157 460 540 403 282 23 21

100.0 91.3 12.8 37.5 44.0 32.8 23.0 1.9 1.7
非製造業 2,397 2,123 326 888 989 813 602 64 74

100.0 88.6 13.6 37.1 41.3 33.9 25.1 2.7 3.1
　無回答 45 36 4 18 18 12 11 1 7

100.0 80.0 8.9 40.0 40.0 26.7 24.4 2.2 15.6
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 352 37 154 164 128 114 10 7

100.0 91.7 9.6 40.1 42.7 33.3 29.7 2.6 1.8
1920～1939年 382 347 50 153 151 123 93 11 11

100.0 90.8 13.1 40.1 39.5 32.2 24.4 2.9 2.9
1940～1959年 1,068 975 145 379 454 334 234 18 23

100.0 91.3 13.6 35.5 42.5 31.3 21.9 1.7 2.2
1960～1979年 994 866 133 349 381 333 232 29 30

100.0 87.1 13.4 35.1 38.3 33.5 23.3 2.9 3.0
1980～1999年 452 404 67 165 210 163 106 14 13

100.0 89.4 14.8 36.5 46.5 36.1 23.5 3.1 2.9
2000年以降 254 230 36 126 126 120 97 3 3

100.0 90.6 14.2 49.6 49.6 47.2 38.2 1.2 1.2
　無回答 136 106 19 40 61 27 19 3 15

100.0 77.9 14.0 29.4 44.9 19.9 14.0 2.2 11.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅱ　貴事業所における労使コミュニケーションについてお伺いします。

Ｑ８　貴事業所ではどのような事項について、従業員との協議を行われていますか。（○はいくつでも）
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　全　体 3,670 1,527 717 1,728 2,634 902 1,457 2,424 1,866 544 76 71
100.0 41.6 19.5 47.1 71.8 24.6 39.7 66.1 50.8 14.8 2.1 1.9

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 268 123 272 377 159 280 386 340 92 5 4

100.0 54.3 24.9 55.1 76.3 32.2 56.7 78.1 68.8 18.6 1.0 0.8
導入後に行った 157 86 43 88 119 56 80 118 94 24 2 2

100.0 54.8 27.4 56.1 75.8 35.7 51.0 75.2 59.9 15.3 1.3 1.3
行っていない 649 243 126 327 487 175 233 422 356 93 9 6

100.0 37.4 19.4 50.4 75.0 27.0 35.9 65.0 54.9 14.3 1.4 0.9
　無回答 20 11 7 8 12 8 10 14 8 6 - 1

100.0 55.0 35.0 40.0 60.0 40.0 50.0 70.0 40.0 30.0 - 5.0
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 107 51 86 125 67 99 137 116 35 3 2

100.0 62.6 29.8 50.3 73.1 39.2 57.9 80.1 67.8 20.5 1.8 1.2
やや積極的 128 80 32 63 90 33 63 99 76 22 3 1

100.0 62.5 25.0 49.2 70.3 25.8 49.2 77.3 59.4 17.2 2.3 0.8
どちらでもない 254 113 57 159 209 78 146 195 181 41 1 2

100.0 44.5 22.4 62.6 82.3 30.7 57.5 76.8 71.3 16.1 0.4 0.8
やや消極的 12 3 2 7 7 6 6 9 7 1 - -

100.0 25.0 16.7 58.3 58.3 50.0 50.0 75.0 58.3 8.3 - -
対応には消極的だった 15 10 7 7 11 8 6 10 6 3 - -

100.0 66.7 46.7 46.7 73.3 53.3 40.0 66.7 40.0 20.0 - -
　無回答 15 7 2 5 9 2 8 9 8 5 - 1

100.0 46.7 13.3 33.3 60.0 13.3 53.3 60.0 53.3 33.3 - 6.7
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 166 80 125 191 89 156 209 181 58 3 4

100.0 62.9 30.3 47.4 72.4 33.7 59.1 79.2 68.6 22.0 1.1 1.5
導入することを決めた後で協議した 156 86 35 89 124 63 70 113 98 30 - 1

100.0 55.1 22.4 57.1 79.5 40.4 44.9 72.4 62.8 19.2 - 0.6
わからない 64 10 5 52 56 6 47 57 56 2 2 -

100.0 15.6 7.8 81.3 87.5 9.4 73.4 89.1 87.5 3.1 3.1 -
　無回答 111 58 31 61 80 36 55 80 59 17 2 1

100.0 52.3 27.9 55.0 72.1 32.4 49.6 72.1 53.2 15.3 1.8 0.9
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 292 139 294 414 179 306 418 360 98 6 6

100.0 54.2 25.8 54.6 76.8 33.2 56.8 77.6 66.8 18.2 1.1 1.1
効果はなかった 34 17 7 21 26 10 13 27 23 8 - -

100.0 50.0 20.6 61.8 76.5 29.4 38.2 79.4 67.7 23.5 - -
　無回答 22 11 5 12 11 5 9 14 11 1 1 -

100.0 50.0 22.7 54.6 50.0 22.7 40.9 63.6 50.0 4.6 4.6 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 90 48 90 117 57 84 115 102 31 2 -

100.0 57.0 30.4 57.0 74.1 36.1 53.2 72.8 64.6 19.6 1.3 -
課題は生じなかった 406 215 97 226 315 125 228 320 275 72 3 6

100.0 53.0 23.9 55.7 77.6 30.8 56.2 78.8 67.7 17.7 0.7 1.5
　無回答 31 15 6 11 19 12 16 24 17 4 2 -

100.0 48.4 19.4 35.5 61.3 38.7 51.6 77.4 54.8 12.9 6.5 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 236 120 273 375 155 254 367 310 92 5 2

100.0 49.9 25.4 57.7 79.3 32.8 53.7 77.6 65.5 19.5 1.1 0.4
行っていない 750 322 152 371 547 204 297 496 427 106 10 10

100.0 42.9 20.3 49.5 72.9 27.2 39.6 66.1 56.9 14.1 1.3 1.3
　無回答 41 16 12 18 28 18 20 32 21 8 1 1

100.0 39.0 29.3 43.9 68.3 43.9 48.8 78.1 51.2 19.5 2.4 2.4
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 534 281 594 860 314 523 805 702 209 11 10

100.0 48.6 25.6 54.0 78.2 28.6 47.6 73.2 63.8 19.0 1.0 0.9
行う予定はない 464 166 57 201 311 87 161 276 197 47 13 16

100.0 35.8 12.3 43.3 67.0 18.8 34.7 59.5 42.5 10.1 2.8 3.5
わからない 2,078 817 375 921 1,443 493 765 1,328 954 283 52 42

100.0 39.3 18.1 44.3 69.4 23.7 36.8 63.9 45.9 13.6 2.5 2.0
　無回答 28 10 4 12 20 8 8 15 13 5 - 3

100.0 35.7 14.3 42.9 71.4 28.6 28.6 53.6 46.4 17.9 - 10.7
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅱ　貴事業所における労使コミュニケーションについてお伺いします。

Ｑ９　従業員との協議等の結果はどのような形で反映されていますか。（○はいくつでも）
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　全　体 3,670 3,280 487 1,366 1,547 1,228 895 88 102
100.0 89.4 13.3 37.2 42.2 33.5 24.4 2.4 2.8

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 159 14 65 80 64 45 5 5

100.0 89.8 7.9 36.7 45.2 36.2 25.4 2.8 2.8
30～49人 670 586 94 234 295 216 151 19 19

100.0 87.5 14.0 34.9 44.0 32.2 22.5 2.8 2.8
50～99人 981 886 125 355 407 341 238 23 21

100.0 90.3 12.7 36.2 41.5 34.8 24.3 2.3 2.1
100～299人 1,186 1,070 151 457 528 413 300 24 25

100.0 90.2 12.7 38.5 44.5 34.8 25.3 2.0 2.1
300人以上 443 406 74 187 159 145 113 13 11

100.0 91.7 16.7 42.2 35.9 32.7 25.5 2.9 2.5
　無回答 213 173 29 68 78 49 48 4 21

100.0 81.2 13.6 31.9 36.6 23.0 22.5 1.9 9.9
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 1,417 220 651 668 472 423 26 15

100.0 96.1 14.9 44.1 45.3 32.0 28.7 1.8 1.0
ない 2,175 1,857 265 714 875 752 471 62 73

100.0 85.4 12.2 32.8 40.2 34.6 21.7 2.9 3.4
　無回答 20 6 2 1 4 4 1 - 14

100.0 30.0 10.0 5.0 20.0 20.0 5.0 - 70.0
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 61 21 17 34 29 23 - 2

100.0 88.4 30.4 24.6 49.3 42.0 33.3 - 2.9
取締役・役員クラス 414 379 70 143 179 147 108 5 6

100.0 91.6 16.9 34.5 43.2 35.5 26.1 1.2 1.5
部長・次長クラス 1,042 963 142 400 427 375 249 17 18

100.0 92.4 13.6 38.4 41.0 36.0 23.9 1.6 1.7
課長クラス 1,065 963 114 448 466 372 291 34 27

100.0 90.4 10.7 42.1 43.8 34.9 27.3 3.2 2.5
係長・主任クラス 522 443 68 186 219 161 98 10 24

100.0 84.9 13.0 35.6 42.0 30.8 18.8 1.9 4.6
一般社員 440 370 58 127 169 115 98 17 18

100.0 84.1 13.2 28.9 38.4 26.1 22.3 3.9 4.1
その他 80 74 10 36 39 23 19 1 1

100.0 92.5 12.5 45.0 48.8 28.8 23.8 1.3 1.3
　無回答 38 27 4 9 14 6 9 4 6

100.0 71.1 10.5 23.7 36.8 15.8 23.7 10.5 15.8
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 109 10 50 51 34 34 2 5

100.0 85.8 7.9 39.4 40.2 26.8 26.8 1.6 3.9
人事・労務部門 651 592 84 291 284 220 191 12 13

100.0 90.9 12.9 44.7 43.6 33.8 29.3 1.8 2.0
総務・庶務部門 1,592 1,421 190 525 637 494 322 44 45

100.0 89.3 11.9 33.0 40.0 31.0 20.2 2.8 2.8
経理部門 128 111 20 30 50 31 20 4 6

100.0 86.7 15.6 23.4 39.1 24.2 15.6 3.1 4.7
広報部門 6 6 1 5 3 2 1 - -

100.0 100.0 16.7 83.3 50.0 33.3 16.7 - -
経営企画・経営戦略立案部門 166 156 34 67 79 72 57 2 2

100.0 94.0 20.5 40.4 47.6 43.4 34.3 1.2 1.2
その他部門 774 688 98 309 339 292 209 17 20

100.0 88.9 12.7 39.9 43.8 37.7 27.0 2.2 2.6
　無回答 226 197 50 89 104 83 61 7 11

100.0 87.2 22.1 39.4 46.0 36.7 27.0 3.1 4.9
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 1,108 194 545 556 389 366 16 5

100.0 97.8 17.1 48.1 49.1 34.3 32.3 1.4 0.4
労使協議機関での協議 1,182 1,155 196 580 575 432 370 16 4

100.0 97.7 16.6 49.1 48.7 36.6 31.3 1.4 0.3
取組を行うための専門組織の編成 448 432 117 248 228 227 164 6 2

100.0 96.4 26.1 55.4 50.9 50.7 36.6 1.3 0.5
懇談会・説明会などの 1,623 1,512 267 741 827 703 506 30 14

常設ではない会合 100.0 93.2 16.5 45.7 51.0 43.3 31.2 1.9 0.9
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 1,417 257 849 772 628 493 27 13

その他の苦情処理機関 100.0 93.5 17.0 56.0 50.9 41.4 32.5 1.8 0.9
社内報や社内掲示板、 2,462 2,258 366 1,045 1,131 945 684 47 36

電子メールなどでの情報提供 100.0 91.7 14.9 42.5 45.9 38.4 27.8 1.9 1.5
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 455 107 260 273 252 191 4 9

活用したコミュニケーションツール 100.0 93.4 22.0 53.4 56.1 51.8 39.2 0.8 1.9
従業員へのアンケート調査 1,274 1,180 233 660 657 568 444 25 9

100.0 92.6 18.3 51.8 51.6 44.6 34.9 2.0 0.7
その他 187 144 22 42 65 49 34 27 10

100.0 77.0 11.8 22.5 34.8 26.2 18.2 14.4 5.4
　無回答 58 10 3 1 1 2 1 2 44

100.0 17.2 5.2 1.7 1.7 3.5 1.7 3.5 75.9
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 1,174 193 564 580 505 373 17 20

100.0 92.9 15.3 44.6 45.9 40.0 29.5 1.3 1.6
行っていない 2,363 2,077 289 791 949 704 508 71 75

100.0 87.9 12.2 33.5 40.2 29.8 21.5 3.0 3.2
　無回答 43 29 5 11 18 19 14 - 7

100.0 67.4 11.6 25.6 41.9 44.2 32.6 - 16.3
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅱ　貴事業所における労使コミュニケーションについてお伺いします。

Ｑ９　従業員との協議等の結果はどのような形で反映されていますか。（○はいくつでも）
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　全　体 3,670 3,280 487 1,366 1,547 1,228 895 88 102
100.0 89.4 13.3 37.2 42.2 33.5 24.4 2.4 2.8

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 461 106 255 283 256 196 5 5

100.0 93.3 21.5 51.6 57.3 51.8 39.7 1.0 1.0
導入後に行った 157 144 22 68 77 68 46 1 2

100.0 91.7 14.0 43.3 49.0 43.3 29.3 0.6 1.3
行っていない 649 604 78 257 238 203 142 11 11

100.0 93.1 12.0 39.6 36.7 31.3 21.9 1.7 1.7
　無回答 20 16 2 7 9 9 7 - 2

100.0 80.0 10.0 35.0 45.0 45.0 35.0 - 10.0
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 155 40 86 100 90 63 3 3

100.0 90.6 23.4 50.3 58.5 52.6 36.8 1.8 1.8
やや積極的 128 123 27 62 64 57 35 1 1

100.0 96.1 21.1 48.4 50.0 44.5 27.3 0.8 0.8
どちらでもない 254 237 38 132 145 131 115 2 2

100.0 93.3 15.0 52.0 57.1 51.6 45.3 0.8 0.8
やや消極的 12 11 1 5 6 4 2 - -

100.0 91.7 8.3 41.7 50.0 33.3 16.7 - -
対応には消極的だった 15 14 5 10 12 6 5 - -

100.0 93.3 33.3 66.7 80.0 40.0 33.3 - -
　無回答 15 14 2 5 6 5 4 - 1

100.0 93.3 13.3 33.3 40.0 33.3 26.7 - 6.7
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 245 64 128 140 136 91 3 4

100.0 92.8 24.2 48.5 53.0 51.5 34.5 1.1 1.5
導入することを決めた後で協議した 156 145 34 75 88 65 54 - 2

100.0 93.0 21.8 48.1 56.4 41.7 34.6 - 1.3
わからない 64 62 6 51 51 47 45 1 -

100.0 96.9 9.4 79.7 79.7 73.4 70.3 1.6 -
　無回答 111 102 9 46 54 45 34 2 1

100.0 91.9 8.1 41.4 48.7 40.5 30.6 1.8 0.9
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 503 108 275 312 278 212 5 7

100.0 93.3 20.0 51.0 57.9 51.6 39.3 0.9 1.3
効果はなかった 34 33 3 17 15 8 10 - -

100.0 97.1 8.8 50.0 44.1 23.5 29.4 - -
　無回答 22 18 2 8 6 7 2 1 -

100.0 81.8 9.1 36.4 27.3 31.8 9.1 4.6 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 143 40 72 86 76 62 2 1

100.0 90.5 25.3 45.6 54.4 48.1 39.2 1.3 0.6
課題は生じなかった 406 385 68 214 230 201 152 3 6

100.0 94.8 16.8 52.7 56.7 49.5 37.4 0.7 1.5
　無回答 31 26 5 14 17 16 10 1 -

100.0 83.9 16.1 45.2 54.8 51.6 32.3 3.2 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 454 88 261 266 240 187 2 4

100.0 96.0 18.6 55.2 56.2 50.7 39.5 0.4 0.9
行っていない 750 686 101 283 298 247 171 14 16

100.0 91.5 13.5 37.7 39.7 32.9 22.8 1.9 2.1
　無回答 41 34 4 20 16 18 15 1 -

100.0 82.9 9.8 48.8 39.0 43.9 36.6 2.4 -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 1,036 195 540 529 475 360 12 14

100.0 94.2 17.7 49.1 48.1 43.2 32.7 1.1 1.3
行う予定はない 464 395 35 128 166 123 71 16 22

100.0 85.1 7.5 27.6 35.8 26.5 15.3 3.5 4.7
わからない 2,078 1,826 253 688 839 619 455 60 63

100.0 87.9 12.2 33.1 40.4 29.8 21.9 2.9 3.0
　無回答 28 23 4 10 13 11 9 - 3

100.0 82.1 14.3 35.7 46.4 39.3 32.1 - 10.7
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅱ　貴事業所における労使コミュニケーションについてお伺いします。

Ｑ９　従業員との協議等の結果はどのような形で反映されていますか。（○はいくつでも）

全

体

労
働
条
件
・
職
場
環
境
の
改
善

経
営
方
針
の
見
直
し

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
へ
の
影
響

雇
用
の
維
持
や
配
置
・
職
種
転

換 教
育
訓
練
制
度
の
見
直
し

人
事
評
価
の
見
直
し

そ
の
他

無
回
答

　全　体 3,670 3,280 487 1,366 1,547 1,228 895 88 102
100.0 89.4 13.3 37.2 42.2 33.5 24.4 2.4 2.8

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 159 14 65 80 64 45 5 5

100.0 89.8 7.9 36.7 45.2 36.2 25.4 2.8 2.8
30～49人 670 586 94 234 295 216 151 19 19

100.0 87.5 14.0 34.9 44.0 32.2 22.5 2.8 2.8
50～99人 981 886 125 355 407 341 238 23 21

100.0 90.3 12.7 36.2 41.5 34.8 24.3 2.3 2.1
100～299人 1,186 1,070 151 457 528 413 300 24 25

100.0 90.2 12.7 38.5 44.5 34.8 25.3 2.0 2.1
300人以上 443 406 74 187 159 145 113 13 11

100.0 91.7 16.7 42.2 35.9 32.7 25.5 2.9 2.5
　無回答 213 173 29 68 78 49 48 4 21

100.0 81.2 13.6 31.9 36.6 23.0 22.5 1.9 9.9
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 1,417 220 651 668 472 423 26 15

100.0 96.1 14.9 44.1 45.3 32.0 28.7 1.8 1.0
ない 2,175 1,857 265 714 875 752 471 62 73

100.0 85.4 12.2 32.8 40.2 34.6 21.7 2.9 3.4
　無回答 20 6 2 1 4 4 1 - 14

100.0 30.0 10.0 5.0 20.0 20.0 5.0 - 70.0
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 61 21 17 34 29 23 - 2

100.0 88.4 30.4 24.6 49.3 42.0 33.3 - 2.9
取締役・役員クラス 414 379 70 143 179 147 108 5 6

100.0 91.6 16.9 34.5 43.2 35.5 26.1 1.2 1.5
部長・次長クラス 1,042 963 142 400 427 375 249 17 18

100.0 92.4 13.6 38.4 41.0 36.0 23.9 1.6 1.7
課長クラス 1,065 963 114 448 466 372 291 34 27

100.0 90.4 10.7 42.1 43.8 34.9 27.3 3.2 2.5
係長・主任クラス 522 443 68 186 219 161 98 10 24

100.0 84.9 13.0 35.6 42.0 30.8 18.8 1.9 4.6
一般社員 440 370 58 127 169 115 98 17 18

100.0 84.1 13.2 28.9 38.4 26.1 22.3 3.9 4.1
その他 80 74 10 36 39 23 19 1 1

100.0 92.5 12.5 45.0 48.8 28.8 23.8 1.3 1.3
　無回答 38 27 4 9 14 6 9 4 6

100.0 71.1 10.5 23.7 36.8 15.8 23.7 10.5 15.8
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 109 10 50 51 34 34 2 5

100.0 85.8 7.9 39.4 40.2 26.8 26.8 1.6 3.9
人事・労務部門 651 592 84 291 284 220 191 12 13

100.0 90.9 12.9 44.7 43.6 33.8 29.3 1.8 2.0
総務・庶務部門 1,592 1,421 190 525 637 494 322 44 45

100.0 89.3 11.9 33.0 40.0 31.0 20.2 2.8 2.8
経理部門 128 111 20 30 50 31 20 4 6

100.0 86.7 15.6 23.4 39.1 24.2 15.6 3.1 4.7
広報部門 6 6 1 5 3 2 1 - -

100.0 100.0 16.7 83.3 50.0 33.3 16.7 - -
経営企画・経営戦略立案部門 166 156 34 67 79 72 57 2 2

100.0 94.0 20.5 40.4 47.6 43.4 34.3 1.2 1.2
その他部門 774 688 98 309 339 292 209 17 20

100.0 88.9 12.7 39.9 43.8 37.7 27.0 2.2 2.6
　無回答 226 197 50 89 104 83 61 7 11

100.0 87.2 22.1 39.4 46.0 36.7 27.0 3.1 4.9
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 1,108 194 545 556 389 366 16 5

100.0 97.8 17.1 48.1 49.1 34.3 32.3 1.4 0.4
労使協議機関での協議 1,182 1,155 196 580 575 432 370 16 4

100.0 97.7 16.6 49.1 48.7 36.6 31.3 1.4 0.3
取組を行うための専門組織の編成 448 432 117 248 228 227 164 6 2

100.0 96.4 26.1 55.4 50.9 50.7 36.6 1.3 0.5
懇談会・説明会などの 1,623 1,512 267 741 827 703 506 30 14

常設ではない会合 100.0 93.2 16.5 45.7 51.0 43.3 31.2 1.9 0.9
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 1,417 257 849 772 628 493 27 13

その他の苦情処理機関 100.0 93.5 17.0 56.0 50.9 41.4 32.5 1.8 0.9
社内報や社内掲示板、 2,462 2,258 366 1,045 1,131 945 684 47 36

電子メールなどでの情報提供 100.0 91.7 14.9 42.5 45.9 38.4 27.8 1.9 1.5
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 455 107 260 273 252 191 4 9

活用したコミュニケーションツール 100.0 93.4 22.0 53.4 56.1 51.8 39.2 0.8 1.9
従業員へのアンケート調査 1,274 1,180 233 660 657 568 444 25 9

100.0 92.6 18.3 51.8 51.6 44.6 34.9 2.0 0.7
その他 187 144 22 42 65 49 34 27 10

100.0 77.0 11.8 22.5 34.8 26.2 18.2 14.4 5.4
　無回答 58 10 3 1 1 2 1 2 44

100.0 17.2 5.2 1.7 1.7 3.5 1.7 3.5 75.9
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 1,174 193 564 580 505 373 17 20

100.0 92.9 15.3 44.6 45.9 40.0 29.5 1.3 1.6
行っていない 2,363 2,077 289 791 949 704 508 71 75

100.0 87.9 12.2 33.5 40.2 29.8 21.5 3.0 3.2
　無回答 43 29 5 11 18 19 14 - 7

100.0 67.4 11.6 25.6 41.9 44.2 32.6 - 16.3
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●ＡＩなど新しいデジタル技術の導入について
Ｑ10　貴事業所では次のようなデジタル技術を活用した取組を直近５年以内に行いましたか。
　　　また、行った場合は、その具体的な内容についてお教えください。

全

体

行
っ

た
（

行
っ

て
い
る
）

行
っ

て
い
な
い

無
回
答

　全　体 3,670 1,264 2,363 43
100.0 34.4 64.4 1.2

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 97 79 5

100.0 53.6 43.7 2.8
1,000～4,999人 510 180 325 5

100.0 35.3 63.7 1.0
300～999人 1,052 378 662 12

100.0 35.9 62.9 1.1
100～299人 1,390 473 903 14

100.0 34.0 65.0 1.0
50～99人 398 106 287 5

100.0 26.6 72.1 1.3
30～49人 120 28 90 2

100.0 23.3 75.0 1.7
　無回答 19 2 17 -

100.0 10.5 89.5 -
Ｑ２　業種
農業、林業 10 4 5 1

100.0 40.0 50.0 10.0
漁業 - - - -

- - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 2 2 -

100.0 50.0 50.0 -
建設業 351 158 191 2

100.0 45.0 54.4 0.6
製造業 1,228 438 776 14

100.0 35.7 63.2 1.1
電気・ガス・熱供給・水道業 22 7 15 -

100.0 31.8 68.2 -
情報通信業 107 65 42 -

100.0 60.8 39.3 -
運輸業、郵便業 406 76 325 5

100.0 18.7 80.1 1.2
卸売業、小売業 488 176 307 5

100.0 36.1 62.9 1.0
金融業、保険業 69 25 44 -

100.0 36.2 63.8 -
不動産業、物品賃貸業 26 10 16 -

100.0 38.5 61.5 -
学術研究、専門・技術サービス業 77 33 44 -

100.0 42.9 57.1 -
宿泊業、飲食サービス業 64 19 45 -

100.0 29.7 70.3 -
生活関連サービス業、娯楽業 58 11 46 1

100.0 19.0 79.3 1.7
教育、学習支援業 67 22 45 -

100.0 32.8 67.2 -
医療、福祉 323 102 218 3

100.0 31.6 67.5 0.9
複合サービス事業 45 10 33 2

100.0 22.2 73.3 4.4
その他サービス業 253 76 169 8

100.0 30.0 66.8 3.2
分類不能の産業 2 - 2 -

100.0 - 100.0 -
その他 25 12 12 1

100.0 48.0 48.0 4.0
　無回答 45 18 26 1

100.0 40.0 57.8 2.2
Ｑ２　業種
製造業 1,228 438 776 14

100.0 35.7 63.2 1.1
非製造業 2,397 808 1,561 28

100.0 33.7 65.1 1.2
　無回答 45 18 26 1

100.0 40.0 57.8 2.2
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 160 222 2

100.0 41.7 57.8 0.5
1920～1939年 382 133 247 2

100.0 34.8 64.7 0.5
1940～1959年 1,068 337 720 11

100.0 31.6 67.4 1.0
1960～1979年 994 326 654 14

100.0 32.8 65.8 1.4
1980～1999年 452 165 282 5

100.0 36.5 62.4 1.1
2000年以降 254 116 131 7

100.0 45.7 51.6 2.8
　無回答 136 27 107 2

100.0 19.9 78.7 1.5

58 
- 152 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●ＡＩなど新しいデジタル技術の導入について
Ｑ10　貴事業所では次のようなデジタル技術を活用した取組を直近５年以内に行いましたか。
　　　また、行った場合は、その具体的な内容についてお教えください。

全

体

行
っ

た
（

行
っ

て
い
る
）

行
っ

て
い
な
い

無
回
答

　全　体 3,670 1,264 2,363 43
100.0 34.4 64.4 1.2

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 43 133 1

100.0 24.3 75.1 0.6
30～49人 670 176 487 7

100.0 26.3 72.7 1.0
50～99人 981 313 653 15

100.0 31.9 66.6 1.5
100～299人 1,186 454 723 9

100.0 38.3 61.0 0.8
300人以上 443 209 231 3

100.0 47.2 52.1 0.7
　無回答 213 69 136 8

100.0 32.4 63.9 3.8
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 520 942 13

100.0 35.3 63.9 0.9
ない 2,175 739 1,409 27

100.0 34.0 64.8 1.2
　無回答 20 5 12 3

100.0 25.0 60.0 15.0
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 28 39 2

100.0 40.6 56.5 2.9
取締役・役員クラス 414 158 251 5

100.0 38.2 60.6 1.2
部長・次長クラス 1,042 381 653 8

100.0 36.6 62.7 0.8
課長クラス 1,065 366 687 12

100.0 34.4 64.5 1.1
係長・主任クラス 522 159 361 2

100.0 30.5 69.2 0.4
一般社員 440 139 294 7

100.0 31.6 66.8 1.6
その他 80 21 58 1

100.0 26.3 72.5 1.3
　無回答 38 12 20 6

100.0 31.6 52.6 15.8
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 79 48 -

100.0 62.2 37.8 -
人事・労務部門 651 248 399 4

100.0 38.1 61.3 0.6
総務・庶務部門 1,592 485 1,094 13

100.0 30.5 68.7 0.8
経理部門 128 34 92 2

100.0 26.6 71.9 1.6
広報部門 6 1 5 -

100.0 16.7 83.3 -
経営企画・経営戦略立案部門 166 86 79 1

100.0 51.8 47.6 0.6
その他部門 774 245 515 14

100.0 31.7 66.5 1.8
　無回答 226 86 131 9

100.0 38.1 58.0 4.0
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 417 706 10

100.0 36.8 62.3 0.9
労使協議機関での協議 1,182 449 720 13

100.0 38.0 60.9 1.1
取組を行うための専門組織の編成 448 201 241 6

100.0 44.9 53.8 1.3
懇談会・説明会などの 1,623 664 940 19

常設ではない会合 100.0 40.9 57.9 1.2
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 633 871 12

その他の苦情処理機関 100.0 41.8 57.5 0.8
社内報や社内掲示板、 2,462 964 1,474 24

電子メールなどでの情報提供 100.0 39.2 59.9 1.0
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 295 189 3

活用したコミュニケーションツール 100.0 60.6 38.8 0.6
従業員へのアンケート調査 1,274 547 714 13

100.0 42.9 56.0 1.0
その他 187 64 118 5

100.0 34.2 63.1 2.7
　無回答 58 11 43 4

100.0 19.0 74.1 6.9
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 1,264 - -

100.0 100.0 - -
行っていない 2,363 - 2,363 -

100.0 - 100.0 -
　無回答 43 - - 43

100.0 - - 100.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●ＡＩなど新しいデジタル技術の導入について
Ｑ10　貴事業所では次のようなデジタル技術を活用した取組を直近５年以内に行いましたか。
　　　また、行った場合は、その具体的な内容についてお教えください。

全

体

行
っ

た
（

行
っ

て
い
る
）

行
っ

て
い
な
い

無
回
答

　全　体 3,670 1,264 2,363 43
100.0 34.4 64.4 1.2

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 97 79 5

100.0 53.6 43.7 2.8
1,000～4,999人 510 180 325 5

100.0 35.3 63.7 1.0
300～999人 1,052 378 662 12

100.0 35.9 62.9 1.1
100～299人 1,390 473 903 14

100.0 34.0 65.0 1.0
50～99人 398 106 287 5

100.0 26.6 72.1 1.3
30～49人 120 28 90 2

100.0 23.3 75.0 1.7
　無回答 19 2 17 -

100.0 10.5 89.5 -
Ｑ２　業種
農業、林業 10 4 5 1

100.0 40.0 50.0 10.0
漁業 - - - -

- - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 2 2 -

100.0 50.0 50.0 -
建設業 351 158 191 2

100.0 45.0 54.4 0.6
製造業 1,228 438 776 14

100.0 35.7 63.2 1.1
電気・ガス・熱供給・水道業 22 7 15 -

100.0 31.8 68.2 -
情報通信業 107 65 42 -

100.0 60.8 39.3 -
運輸業、郵便業 406 76 325 5

100.0 18.7 80.1 1.2
卸売業、小売業 488 176 307 5

100.0 36.1 62.9 1.0
金融業、保険業 69 25 44 -

100.0 36.2 63.8 -
不動産業、物品賃貸業 26 10 16 -

100.0 38.5 61.5 -
学術研究、専門・技術サービス業 77 33 44 -

100.0 42.9 57.1 -
宿泊業、飲食サービス業 64 19 45 -

100.0 29.7 70.3 -
生活関連サービス業、娯楽業 58 11 46 1

100.0 19.0 79.3 1.7
教育、学習支援業 67 22 45 -

100.0 32.8 67.2 -
医療、福祉 323 102 218 3

100.0 31.6 67.5 0.9
複合サービス事業 45 10 33 2

100.0 22.2 73.3 4.4
その他サービス業 253 76 169 8

100.0 30.0 66.8 3.2
分類不能の産業 2 - 2 -

100.0 - 100.0 -
その他 25 12 12 1

100.0 48.0 48.0 4.0
　無回答 45 18 26 1

100.0 40.0 57.8 2.2
Ｑ２　業種
製造業 1,228 438 776 14

100.0 35.7 63.2 1.1
非製造業 2,397 808 1,561 28

100.0 33.7 65.1 1.2
　無回答 45 18 26 1

100.0 40.0 57.8 2.2
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 160 222 2

100.0 41.7 57.8 0.5
1920～1939年 382 133 247 2

100.0 34.8 64.7 0.5
1940～1959年 1,068 337 720 11

100.0 31.6 67.4 1.0
1960～1979年 994 326 654 14

100.0 32.8 65.8 1.4
1980～1999年 452 165 282 5

100.0 36.5 62.4 1.1
2000年以降 254 116 131 7

100.0 45.7 51.6 2.8
　無回答 136 27 107 2

100.0 19.9 78.7 1.5
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●ＡＩなど新しいデジタル技術の導入について
Ｑ10　貴事業所では次のようなデジタル技術を活用した取組を直近５年以内に行いましたか。
　　　また、行った場合は、その具体的な内容についてお教えください。

全

体

行
っ

た
（

行
っ

て
い
る
）

行
っ

て
い
な
い

無
回
答

　全　体 3,670 1,264 2,363 43
100.0 34.4 64.4 1.2

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 494 - -

100.0 100.0 - -
導入後に行った 157 157 - -

100.0 100.0 - -
行っていない 649 649 - -

100.0 100.0 - -
　無回答 20 20 - -

100.0 100.0 - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 171 - -

100.0 100.0 - -
やや積極的 128 128 - -

100.0 100.0 - -
どちらでもない 254 254 - -

100.0 100.0 - -
やや消極的 12 12 - -

100.0 100.0 - -
対応には消極的だった 15 15 - -

100.0 100.0 - -
　無回答 15 15 - -

100.0 100.0 - -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 264 - -

100.0 100.0 - -
導入することを決めた後で協議した 156 156 - -

100.0 100.0 - -
わからない 64 64 - -

100.0 100.0 - -
　無回答 111 111 - -

100.0 100.0 - -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 539 - -

100.0 100.0 - -
効果はなかった 34 34 - -

100.0 100.0 - -
　無回答 22 22 - -

100.0 100.0 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 158 - -

100.0 100.0 - -
課題は生じなかった 406 406 - -

100.0 100.0 - -
　無回答 31 31 - -

100.0 100.0 - -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 473 - -

100.0 100.0 - -
行っていない 750 750 - -

100.0 100.0 - -
　無回答 41 41 - -

100.0 100.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 704 392 4

100.0 64.0 35.6 0.4
行う予定はない 464 57 403 4

100.0 12.3 86.9 0.9
わからない 2,078 492 1,558 28

100.0 23.7 75.0 1.4
　無回答 28 11 10 7

100.0 39.3 35.7 25.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●ＡＩなど新しいデジタル技術の導入について
〈活用している技術〉（○はいくつでも）：
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Ｐ
Ａ
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そ
の
他

無
回
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　全　体 1,264 281 165 138 218 134 780 367 90 5
100.0 22.2 13.1 10.9 17.3 10.6 61.7 29.0 7.1 0.4

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 97 20 58 18 9 9 41 16 2 1

100.0 20.6 59.8 18.6 9.3 9.3 42.3 16.5 2.1 1.0
1,000～4,999人 180 71 33 29 32 15 100 70 15 1

100.0 39.4 18.3 16.1 17.8 8.3 55.6 38.9 8.3 0.6
300～999人 378 100 32 37 78 49 241 115 28 1

100.0 26.5 8.5 9.8 20.6 13.0 63.8 30.4 7.4 0.3
100～299人 473 68 37 47 86 52 300 131 33 2

100.0 14.4 7.8 9.9 18.2 11.0 63.4 27.7 7.0 0.4
50～99人 106 14 4 6 10 6 83 28 11 -

100.0 13.2 3.8 5.7 9.4 5.7 78.3 26.4 10.4 -
30～49人 28 7 1 - 2 3 14 7 1 -

100.0 25.0 3.6 - 7.1 10.7 50.0 25.0 3.6 -
　無回答 2 1 - 1 1 - 1 - - -

100.0 50.0 - 50.0 50.0 - 50.0 - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 4 - 1 1 1 - 1 2 - -

100.0 - 25.0 25.0 25.0 - 25.0 50.0 - -
漁業 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 2 1 - 1 - - 2 2 - -

100.0 50.0 - 50.0 - - 100.0 100.0 - -
建設業 158 23 13 17 11 8 109 81 16 -

100.0 14.6 8.2 10.8 7.0 5.1 69.0 51.3 10.1 -
製造業 438 96 45 74 151 100 241 106 35 1

100.0 21.9 10.3 16.9 34.5 22.8 55.0 24.2 8.0 0.2
電気・ガス・熱供給・水道業 7 3 1 1 - - 5 3 1 -

100.0 42.9 14.3 14.3 - - 71.4 42.9 14.3 -
情報通信業 65 30 12 6 3 - 53 19 3 -

100.0 46.2 18.5 9.2 4.6 - 81.5 29.2 4.6 -
運輸業、郵便業 76 18 5 7 5 1 54 15 4 -

100.0 23.7 6.6 9.2 6.6 1.3 71.1 19.7 5.3 -
卸売業、小売業 176 39 53 4 5 3 92 30 13 2

100.0 22.2 30.1 2.3 2.8 1.7 52.3 17.1 7.4 1.1
金融業、保険業 25 9 5 3 2 1 12 13 4 -

100.0 36.0 20.0 12.0 8.0 4.0 48.0 52.0 16.0 -
不動産業、物品賃貸業 10 5 2 2 - - 7 4 2 -

100.0 50.0 20.0 20.0 - - 70.0 40.0 20.0 -
学術研究、専門・技術サービス業 33 9 3 1 1 5 26 13 3 -

100.0 27.3 9.1 3.0 3.0 15.2 78.8 39.4 9.1 -
宿泊業、飲食サービス業 19 5 5 3 1 - 16 3 1 -

100.0 26.3 26.3 15.8 5.3 - 84.2 15.8 5.3 -
生活関連サービス業、娯楽業 11 2 1 2 1 2 7 3 - -

100.0 18.2 9.1 18.2 9.1 18.2 63.6 27.3 - -
教育、学習支援業 22 1 1 3 - 2 19 9 - -

100.0 4.6 4.6 13.6 - 9.1 86.4 40.9 - -
医療、福祉 102 9 3 7 25 1 59 32 4 1

100.0 8.8 2.9 6.9 24.5 1.0 57.8 31.4 3.9 1.0
複合サービス事業 10 2 1 - - - 3 3 2 -

100.0 20.0 10.0 - - - 30.0 30.0 20.0 -
その他サービス業 76 20 10 3 6 6 57 22 2 1

100.0 26.3 13.2 4.0 7.9 7.9 75.0 29.0 2.6 1.3
分類不能の産業 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
その他 12 6 - 2 3 3 6 3 - -

100.0 50.0 - 16.7 25.0 25.0 50.0 25.0 - -
　無回答 18 3 4 1 3 2 11 4 - -

100.0 16.7 22.2 5.6 16.7 11.1 61.1 22.2 - -
Ｑ２　業種
製造業 438 96 45 74 151 100 241 106 35 1

100.0 21.9 10.3 16.9 34.5 22.8 55.0 24.2 8.0 0.2
非製造業 808 182 116 63 64 32 528 257 55 4

100.0 22.5 14.4 7.8 7.9 4.0 65.4 31.8 6.8 0.5
　無回答 18 3 4 1 3 2 11 4 - -

100.0 16.7 22.2 5.6 16.7 11.1 61.1 22.2 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 160 44 12 22 32 20 111 61 13 -

100.0 27.5 7.5 13.8 20.0 12.5 69.4 38.1 8.1 -
1920～1939年 133 28 12 15 34 19 73 40 14 1

100.0 21.1 9.0 11.3 25.6 14.3 54.9 30.1 10.5 0.8
1940～1959年 337 68 33 41 64 43 210 104 25 1

100.0 20.2 9.8 12.2 19.0 12.8 62.3 30.9 7.4 0.3
1960～1979年 326 79 35 32 45 35 208 87 19 1

100.0 24.2 10.7 9.8 13.8 10.7 63.8 26.7 5.8 0.3
1980～1999年 165 29 24 11 28 8 111 47 13 2

100.0 17.6 14.6 6.7 17.0 4.9 67.3 28.5 7.9 1.2
2000年以降 116 26 48 13 12 4 47 22 4 -

100.0 22.4 41.4 11.2 10.3 3.5 40.5 19.0 3.5 -
　無回答 27 7 1 4 3 5 20 6 2 -

100.0 25.9 3.7 14.8 11.1 18.5 74.1 22.2 7.4 -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●ＡＩなど新しいデジタル技術の導入について
Ｑ10　貴事業所では次のようなデジタル技術を活用した取組を直近５年以内に行いましたか。
　　　また、行った場合は、その具体的な内容についてお教えください。

全

体

行
っ

た
（

行
っ

て
い
る
）

行
っ

て
い
な
い

無
回
答

　全　体 3,670 1,264 2,363 43
100.0 34.4 64.4 1.2

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 494 - -

100.0 100.0 - -
導入後に行った 157 157 - -

100.0 100.0 - -
行っていない 649 649 - -

100.0 100.0 - -
　無回答 20 20 - -

100.0 100.0 - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 171 - -

100.0 100.0 - -
やや積極的 128 128 - -

100.0 100.0 - -
どちらでもない 254 254 - -

100.0 100.0 - -
やや消極的 12 12 - -

100.0 100.0 - -
対応には消極的だった 15 15 - -

100.0 100.0 - -
　無回答 15 15 - -

100.0 100.0 - -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 264 - -

100.0 100.0 - -
導入することを決めた後で協議した 156 156 - -

100.0 100.0 - -
わからない 64 64 - -

100.0 100.0 - -
　無回答 111 111 - -

100.0 100.0 - -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 539 - -

100.0 100.0 - -
効果はなかった 34 34 - -

100.0 100.0 - -
　無回答 22 22 - -

100.0 100.0 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 158 - -

100.0 100.0 - -
課題は生じなかった 406 406 - -

100.0 100.0 - -
　無回答 31 31 - -

100.0 100.0 - -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 473 - -

100.0 100.0 - -
行っていない 750 750 - -

100.0 100.0 - -
　無回答 41 41 - -

100.0 100.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 704 392 4

100.0 64.0 35.6 0.4
行う予定はない 464 57 403 4

100.0 12.3 86.9 0.9
わからない 2,078 492 1,558 28

100.0 23.7 75.0 1.4
　無回答 28 11 10 7

100.0 39.3 35.7 25.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●ＡＩなど新しいデジタル技術の導入について
〈活用している技術〉（○はいくつでも）：
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そ
の
他

無
回
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　全　体 1,264 281 165 138 218 134 780 367 90 5
100.0 22.2 13.1 10.9 17.3 10.6 61.7 29.0 7.1 0.4

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 43 7 4 3 2 2 27 14 3 1

100.0 16.3 9.3 7.0 4.7 4.7 62.8 32.6 7.0 2.3
30～49人 176 32 23 11 18 15 115 60 12 1

100.0 18.2 13.1 6.3 10.2 8.5 65.3 34.1 6.8 0.6
50～99人 313 55 42 28 49 29 190 82 24 -

100.0 17.6 13.4 9.0 15.7 9.3 60.7 26.2 7.7 -
100～299人 454 81 46 48 97 53 282 131 28 3

100.0 17.8 10.1 10.6 21.4 11.7 62.1 28.9 6.2 0.7
300人以上 209 87 44 41 39 28 128 62 17 -

100.0 41.6 21.1 19.6 18.7 13.4 61.2 29.7 8.1 -
　無回答 69 19 6 7 13 7 38 18 6 -

100.0 27.5 8.7 10.1 18.8 10.1 55.1 26.1 8.7 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 520 136 93 77 84 61 306 151 45 1

100.0 26.2 17.9 14.8 16.2 11.7 58.9 29.0 8.7 0.2
ない 739 145 72 60 134 73 470 215 45 4

100.0 19.6 9.7 8.1 18.1 9.9 63.6 29.1 6.1 0.5
　無回答 5 - - 1 - - 4 1 - -

100.0 - - 20.0 - - 80.0 20.0 - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 28 4 3 4 10 6 16 8 1 1

100.0 14.3 10.7 14.3 35.7 21.4 57.1 28.6 3.6 3.6
取締役・役員クラス 158 34 17 17 36 20 89 45 13 1

100.0 21.5 10.8 10.8 22.8 12.7 56.3 28.5 8.2 0.6
部長・次長クラス 381 77 34 39 71 44 243 124 31 -

100.0 20.2 8.9 10.2 18.6 11.6 63.8 32.6 8.1 -
課長クラス 366 79 78 31 48 30 209 94 27 1

100.0 21.6 21.3 8.5 13.1 8.2 57.1 25.7 7.4 0.3
係長・主任クラス 159 45 22 19 23 21 103 44 12 2

100.0 28.3 13.8 12.0 14.5 13.2 64.8 27.7 7.6 1.3
一般社員 139 37 9 23 28 12 96 42 5 -

100.0 26.6 6.5 16.6 20.1 8.6 69.1 30.2 3.6 -
その他 21 2 1 2 1 1 16 9 - -

100.0 9.5 4.8 9.5 4.8 4.8 76.2 42.9 - -
　無回答 12 3 1 3 1 - 8 1 1 -

100.0 25.0 8.3 25.0 8.3 - 66.7 8.3 8.3 -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 79 27 11 17 6 6 70 22 7 -

100.0 34.2 13.9 21.5 7.6 7.6 88.6 27.9 8.9 -
人事・労務部門 248 52 59 21 35 20 134 57 15 1

100.0 21.0 23.8 8.5 14.1 8.1 54.0 23.0 6.1 0.4
総務・庶務部門 485 104 37 44 81 56 301 155 33 1

100.0 21.4 7.6 9.1 16.7 11.6 62.1 32.0 6.8 0.2
経理部門 34 2 2 1 8 4 26 10 2 -

100.0 5.9 5.9 2.9 23.5 11.8 76.5 29.4 5.9 -
広報部門 1 1 1 - - - 1 1 - -

100.0 100.0 100.0 - - - 100.0 100.0 - -
経営企画・経営戦略立案部門 86 30 11 10 13 7 53 23 5 -

100.0 34.9 12.8 11.6 15.1 8.1 61.6 26.7 5.8 -
その他部門 245 46 35 34 57 32 140 76 24 1

100.0 18.8 14.3 13.9 23.3 13.1 57.1 31.0 9.8 0.4
　無回答 86 19 9 11 18 9 55 23 4 2

100.0 22.1 10.5 12.8 20.9 10.5 64.0 26.7 4.7 2.3
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 417 106 83 61 67 47 247 113 36 1

100.0 25.4 19.9 14.6 16.1 11.3 59.2 27.1 8.6 0.2
労使協議機関での協議 449 130 96 71 88 60 263 125 34 -

100.0 29.0 21.4 15.8 19.6 13.4 58.6 27.8 7.6 -
取組を行うための専門組織の編成 201 55 28 37 46 29 128 73 14 1

100.0 27.4 13.9 18.4 22.9 14.4 63.7 36.3 7.0 0.5
懇談会・説明会などの 664 153 117 74 113 60 415 214 51 2

常設ではない会合 100.0 23.0 17.6 11.1 17.0 9.0 62.5 32.2 7.7 0.3
相談窓口（電子メール等を含む）や 633 167 113 73 109 77 389 192 46 1

その他の苦情処理機関 100.0 26.4 17.9 11.5 17.2 12.2 61.5 30.3 7.3 0.2
社内報や社内掲示板、 964 214 137 102 163 100 604 298 74 2

電子メールなどでの情報提供 100.0 22.2 14.2 10.6 16.9 10.4 62.7 30.9 7.7 0.2
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 295 73 73 30 40 30 184 114 26 1

活用したコミュニケーションツール 100.0 24.8 24.8 10.2 13.6 10.2 62.4 38.6 8.8 0.3
従業員へのアンケート調査 547 153 115 69 92 50 341 174 45 2

100.0 28.0 21.0 12.6 16.8 9.1 62.3 31.8 8.2 0.4
その他 64 11 5 3 10 5 34 21 7 -

100.0 17.2 7.8 4.7 15.6 7.8 53.1 32.8 10.9 -
　無回答 11 2 3 1 2 1 8 3 - -

100.0 18.2 27.3 9.1 18.2 9.1 72.7 27.3 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 281 165 138 218 134 780 367 90 5

100.0 22.2 13.1 10.9 17.3 10.6 61.7 29.0 7.1 0.4
行っていない - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●ＡＩなど新しいデジタル技術の導入について
〈活用している技術〉（○はいくつでも）：
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　全　体 1,264 281 165 138 218 134 780 367 90 5
100.0 22.2 13.1 10.9 17.3 10.6 61.7 29.0 7.1 0.4

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 108 100 58 104 59 292 163 44 1

100.0 21.9 20.2 11.7 21.1 11.9 59.1 33.0 8.9 0.2
導入後に行った 157 39 25 22 21 15 104 64 20 1

100.0 24.8 15.9 14.0 13.4 9.6 66.2 40.8 12.7 0.6
行っていない 649 148 54 65 103 65 413 166 37 1

100.0 22.8 8.3 10.0 15.9 10.0 63.6 25.6 5.7 0.2
　無回答 20 2 3 1 4 2 11 4 1 2

100.0 10.0 15.0 5.0 20.0 10.0 55.0 20.0 5.0 10.0
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 41 25 22 38 27 102 61 13 -

100.0 24.0 14.6 12.9 22.2 15.8 59.7 35.7 7.6 -
やや積極的 128 32 13 16 27 14 83 49 13 1

100.0 25.0 10.2 12.5 21.1 10.9 64.8 38.3 10.2 0.8
どちらでもない 254 47 62 28 37 22 147 74 25 1

100.0 18.5 24.4 11.0 14.6 8.7 57.9 29.1 9.8 0.4
やや消極的 12 5 4 2 4 2 6 4 1 -

100.0 41.7 33.3 16.7 33.3 16.7 50.0 33.3 8.3 -
対応には消極的だった 15 5 2 2 2 - 10 3 - -

100.0 33.3 13.3 13.3 13.3 - 66.7 20.0 - -
　無回答 15 1 2 2 3 2 8 6 - -

100.0 6.7 13.3 13.3 20.0 13.3 53.3 40.0 - -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 62 31 38 65 42 165 90 20 1

100.0 23.5 11.7 14.4 24.6 15.9 62.5 34.1 7.6 0.4
導入することを決めた後で協議した 156 39 25 19 34 14 101 61 19 -

100.0 25.0 16.0 12.2 21.8 9.0 64.7 39.1 12.2 -
わからない 64 5 40 1 2 1 21 9 4 -

100.0 7.8 62.5 1.6 3.1 1.6 32.8 14.1 6.3 -
　無回答 111 25 12 14 10 10 69 37 9 1

100.0 22.5 10.8 12.6 9.0 9.0 62.2 33.3 8.1 0.9
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 123 101 66 99 62 326 181 48 1

100.0 22.8 18.7 12.2 18.4 11.5 60.5 33.6 8.9 0.2
効果はなかった 34 5 6 5 5 4 21 8 3 -

100.0 14.7 17.7 14.7 14.7 11.8 61.8 23.5 8.8 -
　無回答 22 3 1 1 7 1 9 8 1 1

100.0 13.6 4.6 4.6 31.8 4.6 40.9 36.4 4.6 4.6
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 51 26 27 31 16 105 66 19 1

100.0 32.3 16.5 17.1 19.6 10.1 66.5 41.8 12.0 0.6
課題は生じなかった 406 76 79 42 72 48 237 121 31 -

100.0 18.7 19.5 10.3 17.7 11.8 58.4 29.8 7.6 -
　無回答 31 4 3 3 8 3 14 10 2 1

100.0 12.9 9.7 9.7 25.8 9.7 45.2 32.3 6.5 3.2
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 135 113 80 129 68 261 150 47 1

100.0 28.5 23.9 16.9 27.3 14.4 55.2 31.7 9.9 0.2
行っていない 750 135 47 54 85 64 496 207 41 1

100.0 18.0 6.3 7.2 11.3 8.5 66.1 27.6 5.5 0.1
　無回答 41 11 5 4 4 2 23 10 2 3

100.0 26.8 12.2 9.8 9.8 4.9 56.1 24.4 4.9 7.3
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 704 203 130 108 137 80 437 218 62 1

100.0 28.8 18.5 15.3 19.5 11.4 62.1 31.0 8.8 0.1
行う予定はない 57 5 2 4 6 7 39 10 1 1

100.0 8.8 3.5 7.0 10.5 12.3 68.4 17.5 1.8 1.8
わからない 492 71 31 24 75 47 298 138 26 2

100.0 14.4 6.3 4.9 15.2 9.6 60.6 28.1 5.3 0.4
　無回答 11 2 2 2 - - 6 1 1 1

100.0 18.2 18.2 18.2 - - 54.6 9.1 9.1 9.1
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●ＡＩなど新しいデジタル技術の導入について
〈活用している技術〉（○はいくつでも）：
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　全　体 1,264 281 165 138 218 134 780 367 90 5
100.0 22.2 13.1 10.9 17.3 10.6 61.7 29.0 7.1 0.4

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 43 7 4 3 2 2 27 14 3 1

100.0 16.3 9.3 7.0 4.7 4.7 62.8 32.6 7.0 2.3
30～49人 176 32 23 11 18 15 115 60 12 1

100.0 18.2 13.1 6.3 10.2 8.5 65.3 34.1 6.8 0.6
50～99人 313 55 42 28 49 29 190 82 24 -

100.0 17.6 13.4 9.0 15.7 9.3 60.7 26.2 7.7 -
100～299人 454 81 46 48 97 53 282 131 28 3

100.0 17.8 10.1 10.6 21.4 11.7 62.1 28.9 6.2 0.7
300人以上 209 87 44 41 39 28 128 62 17 -

100.0 41.6 21.1 19.6 18.7 13.4 61.2 29.7 8.1 -
　無回答 69 19 6 7 13 7 38 18 6 -

100.0 27.5 8.7 10.1 18.8 10.1 55.1 26.1 8.7 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 520 136 93 77 84 61 306 151 45 1

100.0 26.2 17.9 14.8 16.2 11.7 58.9 29.0 8.7 0.2
ない 739 145 72 60 134 73 470 215 45 4

100.0 19.6 9.7 8.1 18.1 9.9 63.6 29.1 6.1 0.5
　無回答 5 - - 1 - - 4 1 - -

100.0 - - 20.0 - - 80.0 20.0 - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 28 4 3 4 10 6 16 8 1 1

100.0 14.3 10.7 14.3 35.7 21.4 57.1 28.6 3.6 3.6
取締役・役員クラス 158 34 17 17 36 20 89 45 13 1

100.0 21.5 10.8 10.8 22.8 12.7 56.3 28.5 8.2 0.6
部長・次長クラス 381 77 34 39 71 44 243 124 31 -

100.0 20.2 8.9 10.2 18.6 11.6 63.8 32.6 8.1 -
課長クラス 366 79 78 31 48 30 209 94 27 1

100.0 21.6 21.3 8.5 13.1 8.2 57.1 25.7 7.4 0.3
係長・主任クラス 159 45 22 19 23 21 103 44 12 2

100.0 28.3 13.8 12.0 14.5 13.2 64.8 27.7 7.6 1.3
一般社員 139 37 9 23 28 12 96 42 5 -

100.0 26.6 6.5 16.6 20.1 8.6 69.1 30.2 3.6 -
その他 21 2 1 2 1 1 16 9 - -

100.0 9.5 4.8 9.5 4.8 4.8 76.2 42.9 - -
　無回答 12 3 1 3 1 - 8 1 1 -

100.0 25.0 8.3 25.0 8.3 - 66.7 8.3 8.3 -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 79 27 11 17 6 6 70 22 7 -

100.0 34.2 13.9 21.5 7.6 7.6 88.6 27.9 8.9 -
人事・労務部門 248 52 59 21 35 20 134 57 15 1

100.0 21.0 23.8 8.5 14.1 8.1 54.0 23.0 6.1 0.4
総務・庶務部門 485 104 37 44 81 56 301 155 33 1

100.0 21.4 7.6 9.1 16.7 11.6 62.1 32.0 6.8 0.2
経理部門 34 2 2 1 8 4 26 10 2 -

100.0 5.9 5.9 2.9 23.5 11.8 76.5 29.4 5.9 -
広報部門 1 1 1 - - - 1 1 - -

100.0 100.0 100.0 - - - 100.0 100.0 - -
経営企画・経営戦略立案部門 86 30 11 10 13 7 53 23 5 -

100.0 34.9 12.8 11.6 15.1 8.1 61.6 26.7 5.8 -
その他部門 245 46 35 34 57 32 140 76 24 1

100.0 18.8 14.3 13.9 23.3 13.1 57.1 31.0 9.8 0.4
　無回答 86 19 9 11 18 9 55 23 4 2

100.0 22.1 10.5 12.8 20.9 10.5 64.0 26.7 4.7 2.3
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 417 106 83 61 67 47 247 113 36 1

100.0 25.4 19.9 14.6 16.1 11.3 59.2 27.1 8.6 0.2
労使協議機関での協議 449 130 96 71 88 60 263 125 34 -

100.0 29.0 21.4 15.8 19.6 13.4 58.6 27.8 7.6 -
取組を行うための専門組織の編成 201 55 28 37 46 29 128 73 14 1

100.0 27.4 13.9 18.4 22.9 14.4 63.7 36.3 7.0 0.5
懇談会・説明会などの 664 153 117 74 113 60 415 214 51 2

常設ではない会合 100.0 23.0 17.6 11.1 17.0 9.0 62.5 32.2 7.7 0.3
相談窓口（電子メール等を含む）や 633 167 113 73 109 77 389 192 46 1

その他の苦情処理機関 100.0 26.4 17.9 11.5 17.2 12.2 61.5 30.3 7.3 0.2
社内報や社内掲示板、 964 214 137 102 163 100 604 298 74 2

電子メールなどでの情報提供 100.0 22.2 14.2 10.6 16.9 10.4 62.7 30.9 7.7 0.2
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 295 73 73 30 40 30 184 114 26 1

活用したコミュニケーションツール 100.0 24.8 24.8 10.2 13.6 10.2 62.4 38.6 8.8 0.3
従業員へのアンケート調査 547 153 115 69 92 50 341 174 45 2

100.0 28.0 21.0 12.6 16.8 9.1 62.3 31.8 8.2 0.4
その他 64 11 5 3 10 5 34 21 7 -

100.0 17.2 7.8 4.7 15.6 7.8 53.1 32.8 10.9 -
　無回答 11 2 3 1 2 1 8 3 - -

100.0 18.2 27.3 9.1 18.2 9.1 72.7 27.3 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 281 165 138 218 134 780 367 90 5

100.0 22.2 13.1 10.9 17.3 10.6 61.7 29.0 7.1 0.4
行っていない - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●ＡＩなど新しいデジタル技術の導入について
Ｑ11　（１）新しいデジタル技術を導入したねらいは何ですか。（○はいくつでも）
　　　また、（２）新技術を導入した効果に関して、ねらいどおりの効果が上がっているものは何ですか。（○はいくつでも）
（１）導入のねらい
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　全　体 1,264 1,031 287 272 64 158 118 242 420 342 90 269 113 52
100.0 81.6 22.7 21.5 5.1 12.5 9.3 19.2 33.2 27.1 7.1 21.3 8.9 4.1

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 97 87 24 60 8 10 7 56 59 14 8 15 46 4

100.0 89.7 24.7 61.9 8.3 10.3 7.2 57.7 60.8 14.4 8.3 15.5 47.4 4.1
1,000～4,999人 180 147 51 38 9 30 17 35 54 55 10 41 10 13

100.0 81.7 28.3 21.1 5.0 16.7 9.4 19.4 30.0 30.6 5.6 22.8 5.6 7.2
300～999人 378 313 81 61 19 49 38 53 139 115 27 84 24 10

100.0 82.8 21.4 16.1 5.0 13.0 10.1 14.0 36.8 30.4 7.1 22.2 6.4 2.7
100～299人 473 375 104 95 24 55 43 82 136 128 34 106 23 20

100.0 79.3 22.0 20.1 5.1 11.6 9.1 17.3 28.8 27.1 7.2 22.4 4.9 4.2
50～99人 106 82 20 12 3 10 10 13 23 25 8 16 9 4

100.0 77.4 18.9 11.3 2.8 9.4 9.4 12.3 21.7 23.6 7.6 15.1 8.5 3.8
30～49人 28 25 6 6 1 4 3 3 8 5 3 7 1 1

100.0 89.3 21.4 21.4 3.6 14.3 10.7 10.7 28.6 17.9 10.7 25.0 3.6 3.6
　無回答 2 2 1 - - - - - 1 - - - - -

100.0 100.0 50.0 - - - - - 50.0 - - - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 4 3 1 2 - 1 - - 1 1 2 1 1 -

100.0 75.0 25.0 50.0 - 25.0 - - 25.0 25.0 50.0 25.0 25.0 -
漁業 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 2 1 1 1 - - - - 2 1 - - 1 -

100.0 50.0 50.0 50.0 - - - - 100.0 50.0 - - 50.0 -
建設業 158 136 47 31 9 20 27 29 35 38 13 50 7 6

100.0 86.1 29.8 19.6 5.7 12.7 17.1 18.4 22.2 24.1 8.2 31.7 4.4 3.8
製造業 438 367 107 99 27 56 34 60 172 130 20 74 25 13

100.0 83.8 24.4 22.6 6.2 12.8 7.8 13.7 39.3 29.7 4.6 16.9 5.7 3.0
電気・ガス・熱供給・水道業 7 6 2 2 - 2 - 2 4 - - 1 1 1

100.0 85.7 28.6 28.6 - 28.6 - 28.6 57.1 - - 14.3 14.3 14.3
情報通信業 65 53 14 17 9 14 13 10 17 19 5 10 3 -

100.0 81.5 21.5 26.2 13.9 21.5 20.0 15.4 26.2 29.2 7.7 15.4 4.6 -
運輸業、郵便業 76 58 14 10 2 11 7 19 23 20 6 18 3 6

100.0 76.3 18.4 13.2 2.6 14.5 9.2 25.0 30.3 26.3 7.9 23.7 4.0 7.9
卸売業、小売業 176 148 28 61 4 19 9 61 69 41 13 30 46 10

100.0 84.1 15.9 34.7 2.3 10.8 5.1 34.7 39.2 23.3 7.4 17.1 26.1 5.7
金融業、保険業 25 18 8 5 1 1 2 7 9 11 1 4 2 -

100.0 72.0 32.0 20.0 4.0 4.0 8.0 28.0 36.0 44.0 4.0 16.0 8.0 -
不動産業、物品賃貸業 10 8 3 2 - 2 1 4 4 4 2 4 1 -

100.0 80.0 30.0 20.0 - 20.0 10.0 40.0 40.0 40.0 20.0 40.0 10.0 -
学術研究、専門・技術サービス業 33 27 13 4 - 4 5 5 8 13 5 10 3 2

100.0 81.8 39.4 12.1 - 12.1 15.2 15.2 24.2 39.4 15.2 30.3 9.1 6.1
宿泊業、飲食サービス業 19 12 3 5 - 1 - 5 4 5 2 4 1 1

100.0 63.2 15.8 26.3 - 5.3 - 26.3 21.1 26.3 10.5 21.1 5.3 5.3
生活関連サービス業、娯楽業 11 11 2 3 - - 1 3 7 2 1 3 - -

100.0 100.0 18.2 27.3 - - 9.1 27.3 63.6 18.2 9.1 27.3 - -
教育、学習支援業 22 17 5 4 3 3 1 3 6 7 - 2 - -

100.0 77.3 22.7 18.2 13.6 13.6 4.6 13.6 27.3 31.8 - 9.1 - -
医療、福祉 102 74 18 6 5 7 6 17 27 23 8 35 6 6

100.0 72.6 17.7 5.9 4.9 6.9 5.9 16.7 26.5 22.6 7.8 34.3 5.9 5.9
複合サービス事業 10 7 1 - - - 1 1 3 4 1 1 - 1

100.0 70.0 10.0 - - - 10.0 10.0 30.0 40.0 10.0 10.0 - 10.0
その他サービス業 76 58 12 12 3 14 10 11 20 18 9 18 7 5

100.0 76.3 15.8 15.8 4.0 18.4 13.2 14.5 26.3 23.7 11.8 23.7 9.2 6.6
分類不能の産業 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
その他 12 11 4 2 1 - - 2 2 2 - 3 - 1

100.0 91.7 33.3 16.7 8.3 - - 16.7 16.7 16.7 - 25.0 - 8.3
　無回答 18 16 4 6 - 3 1 3 7 3 2 1 6 -

100.0 88.9 22.2 33.3 - 16.7 5.6 16.7 38.9 16.7 11.1 5.6 33.3 -
Ｑ２　業種
製造業 438 367 107 99 27 56 34 60 172 130 20 74 25 13

100.0 83.8 24.4 22.6 6.2 12.8 7.8 13.7 39.3 29.7 4.6 16.9 5.7 3.0
非製造業 808 648 176 167 37 99 83 179 241 209 68 194 82 39

100.0 80.2 21.8 20.7 4.6 12.3 10.3 22.2 29.8 25.9 8.4 24.0 10.2 4.8
　無回答 18 16 4 6 - 3 1 3 7 3 2 1 6 -

100.0 88.9 22.2 33.3 - 16.7 5.6 16.7 38.9 16.7 11.1 5.6 33.3 -
Ｑ３　創業年
1919年まで 160 142 44 36 8 23 15 31 48 44 9 36 8 2

100.0 88.8 27.5 22.5 5.0 14.4 9.4 19.4 30.0 27.5 5.6 22.5 5.0 1.3
1920～1939年 133 105 36 26 9 11 7 21 49 42 11 23 7 9

100.0 79.0 27.1 19.6 6.8 8.3 5.3 15.8 36.8 31.6 8.3 17.3 5.3 6.8
1940～1959年 337 265 70 56 13 45 33 58 103 93 22 73 18 18

100.0 78.6 20.8 16.6 3.9 13.4 9.8 17.2 30.6 27.6 6.5 21.7 5.3 5.3
1960～1979年 326 266 82 70 21 43 38 45 94 86 29 73 12 10

100.0 81.6 25.2 21.5 6.4 13.2 11.7 13.8 28.8 26.4 8.9 22.4 3.7 3.1
1980～1999年 165 127 27 27 9 26 16 32 45 47 10 37 19 8

100.0 77.0 16.4 16.4 5.5 15.8 9.7 19.4 27.3 28.5 6.1 22.4 11.5 4.9
2000年以降 116 103 18 53 3 9 7 54 74 24 8 20 45 4

100.0 88.8 15.5 45.7 2.6 7.8 6.0 46.6 63.8 20.7 6.9 17.2 38.8 3.5
　無回答 27 23 10 4 1 1 2 1 7 6 1 7 4 1

100.0 85.2 37.0 14.8 3.7 3.7 7.4 3.7 25.9 22.2 3.7 25.9 14.8 3.7
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●ＡＩなど新しいデジタル技術の導入について
Ｑ11　（１）新しいデジタル技術を導入したねらいは何ですか。（○はいくつでも）
　　　また、（２）新技術を導入した効果に関して、ねらいどおりの効果が上がっているものは何ですか。（○はいくつでも）
（１）導入のねらい
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　全　体 1,264 1,031 287 272 64 158 118 242 420 342 90 269 113 52
100.0 81.6 22.7 21.5 5.1 12.5 9.3 19.2 33.2 27.1 7.1 21.3 8.9 4.1

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 43 36 7 10 - 6 3 9 16 13 2 7 3 4

100.0 83.7 16.3 23.3 - 14.0 7.0 20.9 37.2 30.2 4.7 16.3 7.0 9.3
30～49人 176 146 44 36 3 18 20 35 62 37 13 42 19 6

100.0 83.0 25.0 20.5 1.7 10.2 11.4 19.9 35.2 21.0 7.4 23.9 10.8 3.4
50～99人 313 246 67 64 16 36 25 58 95 80 16 57 38 11

100.0 78.6 21.4 20.5 5.1 11.5 8.0 18.5 30.4 25.6 5.1 18.2 12.1 3.5
100～299人 454 372 96 107 27 58 40 94 146 124 32 107 34 19

100.0 81.9 21.2 23.6 6.0 12.8 8.8 20.7 32.2 27.3 7.1 23.6 7.5 4.2
300人以上 209 179 57 43 13 34 26 32 80 65 20 42 14 8

100.0 85.7 27.3 20.6 6.2 16.3 12.4 15.3 38.3 31.1 9.6 20.1 6.7 3.8
　無回答 69 52 16 12 5 6 4 14 21 23 7 14 5 4

100.0 75.4 23.2 17.4 7.3 8.7 5.8 20.3 30.4 33.3 10.1 20.3 7.3 5.8
Ｑ５　労働組合の有無
ある 520 438 137 147 30 66 46 130 196 154 31 96 72 17

100.0 84.2 26.4 28.3 5.8 12.7 8.9 25.0 37.7 29.6 6.0 18.5 13.9 3.3
ない 739 590 149 124 34 91 72 111 222 186 59 173 41 35

100.0 79.8 20.2 16.8 4.6 12.3 9.7 15.0 30.0 25.2 8.0 23.4 5.6 4.7
　無回答 5 3 1 1 - 1 - 1 2 2 - - - -

100.0 60.0 20.0 20.0 - 20.0 - 20.0 40.0 40.0 - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 28 23 6 8 5 6 4 6 11 7 6 10 - 1

100.0 82.1 21.4 28.6 17.9 21.4 14.3 21.4 39.3 25.0 21.4 35.7 - 3.6
取締役・役員クラス 158 129 32 31 9 22 20 25 48 47 15 41 5 9

100.0 81.7 20.3 19.6 5.7 13.9 12.7 15.8 30.4 29.8 9.5 26.0 3.2 5.7
部長・次長クラス 381 303 91 79 27 56 46 71 122 114 30 96 22 15

100.0 79.5 23.9 20.7 7.1 14.7 12.1 18.6 32.0 29.9 7.9 25.2 5.8 3.9
課長クラス 366 308 71 91 8 43 26 92 136 84 18 59 63 16

100.0 84.2 19.4 24.9 2.2 11.8 7.1 25.1 37.2 23.0 4.9 16.1 17.2 4.4
係長・主任クラス 159 130 45 33 6 16 12 26 48 42 12 36 11 4

100.0 81.8 28.3 20.8 3.8 10.1 7.6 16.4 30.2 26.4 7.6 22.6 6.9 2.5
一般社員 139 116 35 22 8 15 9 13 47 42 6 21 10 5

100.0 83.5 25.2 15.8 5.8 10.8 6.5 9.4 33.8 30.2 4.3 15.1 7.2 3.6
その他 21 15 5 7 - - 1 7 6 4 1 4 1 1

100.0 71.4 23.8 33.3 - - 4.8 33.3 28.6 19.1 4.8 19.1 4.8 4.8
　無回答 12 7 2 1 1 - - 2 2 2 2 2 1 1

100.0 58.3 16.7 8.3 8.3 - - 16.7 16.7 16.7 16.7 16.7 8.3 8.3
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 79 62 20 13 3 10 4 10 21 25 7 9 5 4

100.0 78.5 25.3 16.5 3.8 12.7 5.1 12.7 26.6 31.7 8.9 11.4 6.3 5.1
人事・労務部門 248 215 53 86 12 25 22 68 109 62 17 44 59 4

100.0 86.7 21.4 34.7 4.8 10.1 8.9 27.4 44.0 25.0 6.9 17.7 23.8 1.6
総務・庶務部門 485 400 110 83 18 56 42 77 139 133 24 107 24 20

100.0 82.5 22.7 17.1 3.7 11.6 8.7 15.9 28.7 27.4 5.0 22.1 5.0 4.1
経理部門 34 27 4 4 - 5 2 5 9 9 1 7 2 -

100.0 79.4 11.8 11.8 - 14.7 5.9 14.7 26.5 26.5 2.9 20.6 5.9 -
広報部門 1 1 - 1 1 - - 1 1 - 1 1 - -

100.0 100.0 - 100.0 100.0 - - 100.0 100.0 - 100.0 100.0 - -
経営企画・経営戦略立案部門 86 74 25 19 10 15 17 16 26 26 8 27 3 4

100.0 86.1 29.1 22.1 11.6 17.4 19.8 18.6 30.2 30.2 9.3 31.4 3.5 4.7
その他部門 245 188 58 48 16 33 27 51 84 70 23 59 14 14

100.0 76.7 23.7 19.6 6.5 13.5 11.0 20.8 34.3 28.6 9.4 24.1 5.7 5.7
　無回答 86 64 17 18 4 14 4 14 31 17 9 15 6 6

100.0 74.4 19.8 20.9 4.7 16.3 4.7 16.3 36.1 19.8 10.5 17.4 7.0 7.0
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 417 348 101 126 27 57 30 113 163 127 25 79 68 14

100.0 83.5 24.2 30.2 6.5 13.7 7.2 27.1 39.1 30.5 6.0 18.9 16.3 3.4
労使協議機関での協議 449 385 117 136 28 61 39 113 182 141 32 85 63 16

100.0 85.8 26.1 30.3 6.2 13.6 8.7 25.2 40.5 31.4 7.1 18.9 14.0 3.6
取組を行うための専門組織の編成 201 171 66 55 13 33 22 35 67 76 19 55 13 4

100.0 85.1 32.8 27.4 6.5 16.4 11.0 17.4 33.3 37.8 9.5 27.4 6.5 2.0
懇談会・説明会などの 664 550 162 174 41 94 75 158 241 184 53 158 81 29

常設ではない会合 100.0 82.8 24.4 26.2 6.2 14.2 11.3 23.8 36.3 27.7 8.0 23.8 12.2 4.4
相談窓口（電子メール等を含む）や 633 525 175 177 31 90 64 149 241 184 55 152 82 21

その他の苦情処理機関 100.0 82.9 27.7 28.0 4.9 14.2 10.1 23.5 38.1 29.1 8.7 24.0 13.0 3.3
社内報や社内掲示板、 964 798 237 225 51 124 105 200 336 277 74 213 92 41

電子メールなどでの情報提供 100.0 82.8 24.6 23.3 5.3 12.9 10.9 20.8 34.9 28.7 7.7 22.1 9.5 4.3
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 295 259 85 104 17 49 42 93 134 83 40 78 54 9

活用したコミュニケーションツール 100.0 87.8 28.8 35.3 5.8 16.6 14.2 31.5 45.4 28.1 13.6 26.4 18.3 3.1
従業員へのアンケート調査 547 457 143 152 34 69 65 138 219 160 49 133 74 22

100.0 83.6 26.1 27.8 6.2 12.6 11.9 25.2 40.0 29.3 9.0 24.3 13.5 4.0
その他 64 51 8 10 2 9 5 11 26 11 3 17 8 1

100.0 79.7 12.5 15.6 3.1 14.1 7.8 17.2 40.6 17.2 4.7 26.6 12.5 1.6
　無回答 11 7 1 2 1 1 1 2 5 2 1 2 1 -

100.0 63.6 9.1 18.2 9.1 9.1 9.1 18.2 45.5 18.2 9.1 18.2 9.1 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 1,031 287 272 64 158 118 242 420 342 90 269 113 52

100.0 81.6 22.7 21.5 5.1 12.5 9.3 19.2 33.2 27.1 7.1 21.3 8.9 4.1
行っていない - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●ＡＩなど新しいデジタル技術の導入について
Ｑ11　（１）新しいデジタル技術を導入したねらいは何ですか。（○はいくつでも）
　　　また、（２）新技術を導入した効果に関して、ねらいどおりの効果が上がっているものは何ですか。（○はいくつでも）
（１）導入のねらい
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　全　体 1,264 1,031 287 272 64 158 118 242 420 342 90 269 113 52
100.0 81.6 22.7 21.5 5.1 12.5 9.3 19.2 33.2 27.1 7.1 21.3 8.9 4.1

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 97 87 24 60 8 10 7 56 59 14 8 15 46 4

100.0 89.7 24.7 61.9 8.3 10.3 7.2 57.7 60.8 14.4 8.3 15.5 47.4 4.1
1,000～4,999人 180 147 51 38 9 30 17 35 54 55 10 41 10 13

100.0 81.7 28.3 21.1 5.0 16.7 9.4 19.4 30.0 30.6 5.6 22.8 5.6 7.2
300～999人 378 313 81 61 19 49 38 53 139 115 27 84 24 10

100.0 82.8 21.4 16.1 5.0 13.0 10.1 14.0 36.8 30.4 7.1 22.2 6.4 2.7
100～299人 473 375 104 95 24 55 43 82 136 128 34 106 23 20

100.0 79.3 22.0 20.1 5.1 11.6 9.1 17.3 28.8 27.1 7.2 22.4 4.9 4.2
50～99人 106 82 20 12 3 10 10 13 23 25 8 16 9 4

100.0 77.4 18.9 11.3 2.8 9.4 9.4 12.3 21.7 23.6 7.6 15.1 8.5 3.8
30～49人 28 25 6 6 1 4 3 3 8 5 3 7 1 1

100.0 89.3 21.4 21.4 3.6 14.3 10.7 10.7 28.6 17.9 10.7 25.0 3.6 3.6
　無回答 2 2 1 - - - - - 1 - - - - -

100.0 100.0 50.0 - - - - - 50.0 - - - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 4 3 1 2 - 1 - - 1 1 2 1 1 -

100.0 75.0 25.0 50.0 - 25.0 - - 25.0 25.0 50.0 25.0 25.0 -
漁業 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 2 1 1 1 - - - - 2 1 - - 1 -

100.0 50.0 50.0 50.0 - - - - 100.0 50.0 - - 50.0 -
建設業 158 136 47 31 9 20 27 29 35 38 13 50 7 6

100.0 86.1 29.8 19.6 5.7 12.7 17.1 18.4 22.2 24.1 8.2 31.7 4.4 3.8
製造業 438 367 107 99 27 56 34 60 172 130 20 74 25 13

100.0 83.8 24.4 22.6 6.2 12.8 7.8 13.7 39.3 29.7 4.6 16.9 5.7 3.0
電気・ガス・熱供給・水道業 7 6 2 2 - 2 - 2 4 - - 1 1 1

100.0 85.7 28.6 28.6 - 28.6 - 28.6 57.1 - - 14.3 14.3 14.3
情報通信業 65 53 14 17 9 14 13 10 17 19 5 10 3 -

100.0 81.5 21.5 26.2 13.9 21.5 20.0 15.4 26.2 29.2 7.7 15.4 4.6 -
運輸業、郵便業 76 58 14 10 2 11 7 19 23 20 6 18 3 6

100.0 76.3 18.4 13.2 2.6 14.5 9.2 25.0 30.3 26.3 7.9 23.7 4.0 7.9
卸売業、小売業 176 148 28 61 4 19 9 61 69 41 13 30 46 10

100.0 84.1 15.9 34.7 2.3 10.8 5.1 34.7 39.2 23.3 7.4 17.1 26.1 5.7
金融業、保険業 25 18 8 5 1 1 2 7 9 11 1 4 2 -

100.0 72.0 32.0 20.0 4.0 4.0 8.0 28.0 36.0 44.0 4.0 16.0 8.0 -
不動産業、物品賃貸業 10 8 3 2 - 2 1 4 4 4 2 4 1 -

100.0 80.0 30.0 20.0 - 20.0 10.0 40.0 40.0 40.0 20.0 40.0 10.0 -
学術研究、専門・技術サービス業 33 27 13 4 - 4 5 5 8 13 5 10 3 2

100.0 81.8 39.4 12.1 - 12.1 15.2 15.2 24.2 39.4 15.2 30.3 9.1 6.1
宿泊業、飲食サービス業 19 12 3 5 - 1 - 5 4 5 2 4 1 1

100.0 63.2 15.8 26.3 - 5.3 - 26.3 21.1 26.3 10.5 21.1 5.3 5.3
生活関連サービス業、娯楽業 11 11 2 3 - - 1 3 7 2 1 3 - -

100.0 100.0 18.2 27.3 - - 9.1 27.3 63.6 18.2 9.1 27.3 - -
教育、学習支援業 22 17 5 4 3 3 1 3 6 7 - 2 - -

100.0 77.3 22.7 18.2 13.6 13.6 4.6 13.6 27.3 31.8 - 9.1 - -
医療、福祉 102 74 18 6 5 7 6 17 27 23 8 35 6 6

100.0 72.6 17.7 5.9 4.9 6.9 5.9 16.7 26.5 22.6 7.8 34.3 5.9 5.9
複合サービス事業 10 7 1 - - - 1 1 3 4 1 1 - 1

100.0 70.0 10.0 - - - 10.0 10.0 30.0 40.0 10.0 10.0 - 10.0
その他サービス業 76 58 12 12 3 14 10 11 20 18 9 18 7 5

100.0 76.3 15.8 15.8 4.0 18.4 13.2 14.5 26.3 23.7 11.8 23.7 9.2 6.6
分類不能の産業 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
その他 12 11 4 2 1 - - 2 2 2 - 3 - 1

100.0 91.7 33.3 16.7 8.3 - - 16.7 16.7 16.7 - 25.0 - 8.3
　無回答 18 16 4 6 - 3 1 3 7 3 2 1 6 -

100.0 88.9 22.2 33.3 - 16.7 5.6 16.7 38.9 16.7 11.1 5.6 33.3 -
Ｑ２　業種
製造業 438 367 107 99 27 56 34 60 172 130 20 74 25 13

100.0 83.8 24.4 22.6 6.2 12.8 7.8 13.7 39.3 29.7 4.6 16.9 5.7 3.0
非製造業 808 648 176 167 37 99 83 179 241 209 68 194 82 39

100.0 80.2 21.8 20.7 4.6 12.3 10.3 22.2 29.8 25.9 8.4 24.0 10.2 4.8
　無回答 18 16 4 6 - 3 1 3 7 3 2 1 6 -

100.0 88.9 22.2 33.3 - 16.7 5.6 16.7 38.9 16.7 11.1 5.6 33.3 -
Ｑ３　創業年
1919年まで 160 142 44 36 8 23 15 31 48 44 9 36 8 2

100.0 88.8 27.5 22.5 5.0 14.4 9.4 19.4 30.0 27.5 5.6 22.5 5.0 1.3
1920～1939年 133 105 36 26 9 11 7 21 49 42 11 23 7 9

100.0 79.0 27.1 19.6 6.8 8.3 5.3 15.8 36.8 31.6 8.3 17.3 5.3 6.8
1940～1959年 337 265 70 56 13 45 33 58 103 93 22 73 18 18

100.0 78.6 20.8 16.6 3.9 13.4 9.8 17.2 30.6 27.6 6.5 21.7 5.3 5.3
1960～1979年 326 266 82 70 21 43 38 45 94 86 29 73 12 10

100.0 81.6 25.2 21.5 6.4 13.2 11.7 13.8 28.8 26.4 8.9 22.4 3.7 3.1
1980～1999年 165 127 27 27 9 26 16 32 45 47 10 37 19 8

100.0 77.0 16.4 16.4 5.5 15.8 9.7 19.4 27.3 28.5 6.1 22.4 11.5 4.9
2000年以降 116 103 18 53 3 9 7 54 74 24 8 20 45 4

100.0 88.8 15.5 45.7 2.6 7.8 6.0 46.6 63.8 20.7 6.9 17.2 38.8 3.5
　無回答 27 23 10 4 1 1 2 1 7 6 1 7 4 1

100.0 85.2 37.0 14.8 3.7 3.7 7.4 3.7 25.9 22.2 3.7 25.9 14.8 3.7
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●ＡＩなど新しいデジタル技術の導入について
Ｑ11　（１）新しいデジタル技術を導入したねらいは何ですか。（○はいくつでも）
　　　また、（２）新技術を導入した効果に関して、ねらいどおりの効果が上がっているものは何ですか。（○はいくつでも）
（１）導入のねらい
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　全　体 1,264 1,031 287 272 64 158 118 242 420 342 90 269 113 52
100.0 81.6 22.7 21.5 5.1 12.5 9.3 19.2 33.2 27.1 7.1 21.3 8.9 4.1

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 427 127 138 27 60 51 138 199 138 47 133 67 16

100.0 86.4 25.7 27.9 5.5 12.2 10.3 27.9 40.3 27.9 9.5 26.9 13.6 3.2
導入後に行った 157 137 54 33 9 26 24 33 63 52 18 46 8 5

100.0 87.3 34.4 21.0 5.7 16.6 15.3 21.0 40.1 33.1 11.5 29.3 5.1 3.2
行っていない 649 508 122 112 31 79 48 82 179 166 31 104 44 26

100.0 78.3 18.8 17.3 4.8 12.2 7.4 12.6 27.6 25.6 4.8 16.0 6.8 4.0
　無回答 20 12 6 2 2 2 3 5 5 4 1 3 - 6

100.0 60.0 30.0 10.0 10.0 10.0 15.0 25.0 25.0 20.0 5.0 15.0 - 30.0
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 147 59 53 14 26 19 44 63 57 25 60 6 3

100.0 86.0 34.5 31.0 8.2 15.2 11.1 25.7 36.8 33.3 14.6 35.1 3.5 1.8
やや積極的 128 115 34 19 7 18 24 29 53 41 12 37 3 2

100.0 89.8 26.6 14.8 5.5 14.1 18.8 22.7 41.4 32.0 9.4 28.9 2.3 1.6
どちらでもない 254 214 59 79 8 27 19 76 108 61 17 51 57 12

100.0 84.3 23.2 31.1 3.2 10.6 7.5 29.9 42.5 24.0 6.7 20.1 22.4 4.7
やや消極的 12 10 2 2 - 1 2 - 4 5 1 6 - -

100.0 83.3 16.7 16.7 - 8.3 16.7 - 33.3 41.7 8.3 50.0 - -
対応には消極的だった 15 13 2 1 1 3 2 2 4 5 - 4 1 1

100.0 86.7 13.3 6.7 6.7 20.0 13.3 13.3 26.7 33.3 - 26.7 6.7 6.7
　無回答 15 12 3 4 1 2 1 4 4 3 3 4 2 2

100.0 80.0 20.0 26.7 6.7 13.3 6.7 26.7 26.7 20.0 20.0 26.7 13.3 13.3
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 225 78 57 14 39 29 58 101 79 36 87 9 10

100.0 85.2 29.6 21.6 5.3 14.8 11.0 22.0 38.3 29.9 13.6 33.0 3.4 3.8
導入することを決めた後で協議した 156 133 41 36 10 14 18 35 48 52 7 38 17 2

100.0 85.3 26.3 23.1 6.4 9.0 11.5 22.4 30.8 33.3 4.5 24.4 10.9 1.3
わからない 64 61 6 42 2 4 3 45 47 6 1 5 42 2

100.0 95.3 9.4 65.6 3.1 6.3 4.7 70.3 73.4 9.4 1.6 7.8 65.6 3.1
　無回答 111 92 34 23 5 20 17 17 40 35 14 32 1 6

100.0 82.9 30.6 20.7 4.5 18.0 15.3 15.3 36.0 31.5 12.6 28.8 0.9 5.4
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 469 146 147 27 72 63 143 219 154 54 149 64 17

100.0 87.0 27.1 27.3 5.0 13.4 11.7 26.5 40.6 28.6 10.0 27.6 11.9 3.2
効果はなかった 34 26 10 8 2 5 2 8 13 13 3 9 4 1

100.0 76.5 29.4 23.5 5.9 14.7 5.9 23.5 38.2 38.2 8.8 26.5 11.8 2.9
　無回答 22 16 3 3 2 - 2 4 4 5 1 4 1 2

100.0 72.7 13.6 13.6 9.1 - 9.1 18.2 18.2 22.7 4.6 18.2 4.6 9.1
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 139 48 37 7 23 27 29 58 53 15 56 10 4

100.0 88.0 30.4 23.4 4.4 14.6 17.1 18.4 36.7 33.5 9.5 35.4 6.3 2.5
課題は生じなかった 406 350 106 112 21 51 39 117 165 112 38 97 58 14

100.0 86.2 26.1 27.6 5.2 12.6 9.6 28.8 40.6 27.6 9.4 23.9 14.3 3.5
　無回答 31 22 5 9 3 3 1 9 13 7 5 9 1 2

100.0 71.0 16.1 29.0 9.7 9.7 3.2 29.0 41.9 22.6 16.1 29.0 3.2 6.5
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 420 138 162 35 82 64 151 236 126 58 136 63 9

100.0 88.8 29.2 34.3 7.4 17.3 13.5 31.9 49.9 26.6 12.3 28.8 13.3 1.9
行っていない 750 588 140 102 25 72 51 83 172 207 29 124 49 34

100.0 78.4 18.7 13.6 3.3 9.6 6.8 11.1 22.9 27.6 3.9 16.5 6.5 4.5
　無回答 41 23 9 8 4 4 3 8 12 9 3 9 1 9

100.0 56.1 22.0 19.5 9.8 9.8 7.3 19.5 29.3 22.0 7.3 22.0 2.4 22.0
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 704 603 182 197 45 116 88 166 281 212 67 183 76 21

100.0 85.7 25.9 28.0 6.4 16.5 12.5 23.6 39.9 30.1 9.5 26.0 10.8 3.0
行う予定はない 57 45 10 7 2 4 8 6 9 14 3 10 3 2

100.0 79.0 17.5 12.3 3.5 7.0 14.0 10.5 15.8 24.6 5.3 17.5 5.3 3.5
わからない 492 377 93 65 16 38 22 67 128 116 18 75 33 27

100.0 76.6 18.9 13.2 3.3 7.7 4.5 13.6 26.0 23.6 3.7 15.2 6.7 5.5
　無回答 11 6 2 3 1 - - 3 2 - 2 1 1 2

100.0 54.6 18.2 27.3 9.1 - - 27.3 18.2 - 18.2 9.1 9.1 18.2

66 
- 160 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●ＡＩなど新しいデジタル技術の導入について
Ｑ11　（１）新しいデジタル技術を導入したねらいは何ですか。（○はいくつでも）
　　　また、（２）新技術を導入した効果に関して、ねらいどおりの効果が上がっているものは何ですか。（○はいくつでも）
（２）効果
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　全　体 1,264 809 183 181 34 81 66 171 273 233 47 144 94 252
100.0 64.0 14.5 14.3 2.7 6.4 5.2 13.5 21.6 18.4 3.7 11.4 7.4 19.9

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 97 76 10 52 2 5 4 47 49 6 3 8 43 15

100.0 78.4 10.3 53.6 2.1 5.2 4.1 48.5 50.5 6.2 3.1 8.3 44.3 15.5
1,000～4,999人 180 114 33 25 7 16 8 22 32 34 4 20 9 39

100.0 63.3 18.3 13.9 3.9 8.9 4.4 12.2 17.8 18.9 2.2 11.1 5.0 21.7
300～999人 378 231 47 30 9 21 20 33 77 81 17 39 16 86

100.0 61.1 12.4 7.9 2.4 5.6 5.3 8.7 20.4 21.4 4.5 10.3 4.2 22.8
100～299人 473 298 75 62 13 34 26 58 91 89 19 69 18 88

100.0 63.0 15.9 13.1 2.8 7.2 5.5 12.3 19.2 18.8 4.0 14.6 3.8 18.6
50～99人 106 69 14 9 2 3 7 9 17 19 2 5 7 19

100.0 65.1 13.2 8.5 1.9 2.8 6.6 8.5 16.0 17.9 1.9 4.7 6.6 17.9
30～49人 28 19 4 3 1 2 1 2 6 4 2 3 1 5

100.0 67.9 14.3 10.7 3.6 7.1 3.6 7.1 21.4 14.3 7.1 10.7 3.6 17.9
　無回答 2 2 - - - - - - 1 - - - - -

100.0 100.0 - - - - - - 50.0 - - - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 4 3 1 - - 1 - - 1 - 1 - 1 -

100.0 75.0 25.0 - - 25.0 - - 25.0 - 25.0 - 25.0 -
漁業 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 2 - 1 1 - - - - 1 1 - - 1 1

100.0 - 50.0 50.0 - - - - 50.0 50.0 - - 50.0 50.0
建設業 158 109 30 17 5 11 14 18 20 24 5 22 7 26

100.0 69.0 19.0 10.8 3.2 7.0 8.9 11.4 12.7 15.2 3.2 13.9 4.4 16.5
製造業 438 292 70 59 14 27 16 39 110 87 14 43 16 78

100.0 66.7 16.0 13.5 3.2 6.2 3.7 8.9 25.1 19.9 3.2 9.8 3.7 17.8
電気・ガス・熱供給・水道業 7 5 2 1 - 1 - 1 2 - - 1 1 2

100.0 71.4 28.6 14.3 - 14.3 - 14.3 28.6 - - 14.3 14.3 28.6
情報通信業 65 42 12 11 4 8 8 7 11 17 3 6 3 11

100.0 64.6 18.5 16.9 6.2 12.3 12.3 10.8 16.9 26.2 4.6 9.2 4.6 16.9
運輸業、郵便業 76 42 8 9 2 6 4 11 14 16 2 8 2 26

100.0 55.3 10.5 11.8 2.6 7.9 5.3 14.5 18.4 21.1 2.6 10.5 2.6 34.2
卸売業、小売業 176 118 16 52 1 9 6 50 56 28 8 12 45 34

100.0 67.1 9.1 29.6 0.6 5.1 3.4 28.4 31.8 15.9 4.6 6.8 25.6 19.3
金融業、保険業 25 16 6 5 - - 1 6 6 6 1 4 2 1

100.0 64.0 24.0 20.0 - - 4.0 24.0 24.0 24.0 4.0 16.0 8.0 4.0
不動産業、物品賃貸業 10 8 2 1 - 2 - 1 2 3 - 2 - 1

100.0 80.0 20.0 10.0 - 20.0 - 10.0 20.0 30.0 - 20.0 - 10.0
学術研究、専門・技術サービス業 33 16 7 4 - 3 4 4 4 8 4 7 3 11

100.0 48.5 21.2 12.1 - 9.1 12.1 12.1 12.1 24.2 12.1 21.2 9.1 33.3
宿泊業、飲食サービス業 19 9 2 3 - 1 - 4 1 2 - 3 - 8

100.0 47.4 10.5 15.8 - 5.3 - 21.1 5.3 10.5 - 15.8 - 42.1
生活関連サービス業、娯楽業 11 10 - 2 - - 1 3 6 1 - 2 - -

100.0 90.9 - 18.2 - - 9.1 27.3 54.6 9.1 - 18.2 - -
教育、学習支援業 22 14 3 3 2 - - 1 3 6 - 1 - 3

100.0 63.6 13.6 13.6 9.1 - - 4.6 13.6 27.3 - 4.6 - 13.6
医療、福祉 102 53 12 2 3 4 4 13 19 16 6 20 6 23

100.0 52.0 11.8 2.0 2.9 3.9 3.9 12.8 18.6 15.7 5.9 19.6 5.9 22.6
複合サービス事業 10 6 - - - - 1 - 2 3 - - - 4

100.0 60.0 - - - - 10.0 - 20.0 30.0 - - - 40.0
その他サービス業 76 45 7 5 2 7 7 8 8 11 3 10 2 16

100.0 59.2 9.2 6.6 2.6 9.2 9.2 10.5 10.5 14.5 4.0 13.2 2.6 21.1
分類不能の産業 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
その他 12 10 3 2 1 - - 2 2 2 - 2 - 2

100.0 83.3 25.0 16.7 8.3 - - 16.7 16.7 16.7 - 16.7 - 16.7
　無回答 18 11 1 4 - 1 - 3 5 2 - 1 5 5

100.0 61.1 5.6 22.2 - 5.6 - 16.7 27.8 11.1 - 5.6 27.8 27.8
Ｑ２　業種
製造業 438 292 70 59 14 27 16 39 110 87 14 43 16 78

100.0 66.7 16.0 13.5 3.2 6.2 3.7 8.9 25.1 19.9 3.2 9.8 3.7 17.8
非製造業 808 506 112 118 20 53 50 129 158 144 33 100 73 169

100.0 62.6 13.9 14.6 2.5 6.6 6.2 16.0 19.6 17.8 4.1 12.4 9.0 20.9
　無回答 18 11 1 4 - 1 - 3 5 2 - 1 5 5

100.0 61.1 5.6 22.2 - 5.6 - 16.7 27.8 11.1 - 5.6 27.8 27.8
Ｑ３　創業年
1919年まで 160 115 28 21 3 13 10 22 27 28 5 18 7 24

100.0 71.9 17.5 13.1 1.9 8.1 6.3 13.8 16.9 17.5 3.1 11.3 4.4 15.0
1920～1939年 133 77 27 15 6 4 4 12 29 27 5 14 6 34

100.0 57.9 20.3 11.3 4.5 3.0 3.0 9.0 21.8 20.3 3.8 10.5 4.5 25.6
1940～1959年 337 195 47 36 8 24 19 29 63 70 14 39 14 71

100.0 57.9 14.0 10.7 2.4 7.1 5.6 8.6 18.7 20.8 4.2 11.6 4.2 21.1
1960～1979年 326 207 47 42 13 25 17 30 51 57 14 36 5 67

100.0 63.5 14.4 12.9 4.0 7.7 5.2 9.2 15.6 17.5 4.3 11.0 1.5 20.6
1980～1999年 165 102 15 14 3 8 10 24 33 34 6 19 16 37

100.0 61.8 9.1 8.5 1.8 4.9 6.1 14.6 20.0 20.6 3.6 11.5 9.7 22.4
2000年以降 116 93 13 50 1 6 4 53 64 14 3 15 44 13

100.0 80.2 11.2 43.1 0.9 5.2 3.5 45.7 55.2 12.1 2.6 12.9 37.9 11.2
　無回答 27 20 6 3 - 1 2 1 6 3 - 3 2 6

100.0 74.1 22.2 11.1 - 3.7 7.4 3.7 22.2 11.1 - 11.1 7.4 22.2
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
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Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●ＡＩなど新しいデジタル技術の導入について
Ｑ11　（１）新しいデジタル技術を導入したねらいは何ですか。（○はいくつでも）
　　　また、（２）新技術を導入した効果に関して、ねらいどおりの効果が上がっているものは何ですか。（○はいくつでも）
（１）導入のねらい
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　全　体 1,264 1,031 287 272 64 158 118 242 420 342 90 269 113 52
100.0 81.6 22.7 21.5 5.1 12.5 9.3 19.2 33.2 27.1 7.1 21.3 8.9 4.1

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 427 127 138 27 60 51 138 199 138 47 133 67 16

100.0 86.4 25.7 27.9 5.5 12.2 10.3 27.9 40.3 27.9 9.5 26.9 13.6 3.2
導入後に行った 157 137 54 33 9 26 24 33 63 52 18 46 8 5

100.0 87.3 34.4 21.0 5.7 16.6 15.3 21.0 40.1 33.1 11.5 29.3 5.1 3.2
行っていない 649 508 122 112 31 79 48 82 179 166 31 104 44 26

100.0 78.3 18.8 17.3 4.8 12.2 7.4 12.6 27.6 25.6 4.8 16.0 6.8 4.0
　無回答 20 12 6 2 2 2 3 5 5 4 1 3 - 6

100.0 60.0 30.0 10.0 10.0 10.0 15.0 25.0 25.0 20.0 5.0 15.0 - 30.0
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 147 59 53 14 26 19 44 63 57 25 60 6 3

100.0 86.0 34.5 31.0 8.2 15.2 11.1 25.7 36.8 33.3 14.6 35.1 3.5 1.8
やや積極的 128 115 34 19 7 18 24 29 53 41 12 37 3 2

100.0 89.8 26.6 14.8 5.5 14.1 18.8 22.7 41.4 32.0 9.4 28.9 2.3 1.6
どちらでもない 254 214 59 79 8 27 19 76 108 61 17 51 57 12

100.0 84.3 23.2 31.1 3.2 10.6 7.5 29.9 42.5 24.0 6.7 20.1 22.4 4.7
やや消極的 12 10 2 2 - 1 2 - 4 5 1 6 - -

100.0 83.3 16.7 16.7 - 8.3 16.7 - 33.3 41.7 8.3 50.0 - -
対応には消極的だった 15 13 2 1 1 3 2 2 4 5 - 4 1 1

100.0 86.7 13.3 6.7 6.7 20.0 13.3 13.3 26.7 33.3 - 26.7 6.7 6.7
　無回答 15 12 3 4 1 2 1 4 4 3 3 4 2 2

100.0 80.0 20.0 26.7 6.7 13.3 6.7 26.7 26.7 20.0 20.0 26.7 13.3 13.3
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 225 78 57 14 39 29 58 101 79 36 87 9 10

100.0 85.2 29.6 21.6 5.3 14.8 11.0 22.0 38.3 29.9 13.6 33.0 3.4 3.8
導入することを決めた後で協議した 156 133 41 36 10 14 18 35 48 52 7 38 17 2

100.0 85.3 26.3 23.1 6.4 9.0 11.5 22.4 30.8 33.3 4.5 24.4 10.9 1.3
わからない 64 61 6 42 2 4 3 45 47 6 1 5 42 2

100.0 95.3 9.4 65.6 3.1 6.3 4.7 70.3 73.4 9.4 1.6 7.8 65.6 3.1
　無回答 111 92 34 23 5 20 17 17 40 35 14 32 1 6

100.0 82.9 30.6 20.7 4.5 18.0 15.3 15.3 36.0 31.5 12.6 28.8 0.9 5.4
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 469 146 147 27 72 63 143 219 154 54 149 64 17

100.0 87.0 27.1 27.3 5.0 13.4 11.7 26.5 40.6 28.6 10.0 27.6 11.9 3.2
効果はなかった 34 26 10 8 2 5 2 8 13 13 3 9 4 1

100.0 76.5 29.4 23.5 5.9 14.7 5.9 23.5 38.2 38.2 8.8 26.5 11.8 2.9
　無回答 22 16 3 3 2 - 2 4 4 5 1 4 1 2

100.0 72.7 13.6 13.6 9.1 - 9.1 18.2 18.2 22.7 4.6 18.2 4.6 9.1
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 139 48 37 7 23 27 29 58 53 15 56 10 4

100.0 88.0 30.4 23.4 4.4 14.6 17.1 18.4 36.7 33.5 9.5 35.4 6.3 2.5
課題は生じなかった 406 350 106 112 21 51 39 117 165 112 38 97 58 14

100.0 86.2 26.1 27.6 5.2 12.6 9.6 28.8 40.6 27.6 9.4 23.9 14.3 3.5
　無回答 31 22 5 9 3 3 1 9 13 7 5 9 1 2

100.0 71.0 16.1 29.0 9.7 9.7 3.2 29.0 41.9 22.6 16.1 29.0 3.2 6.5
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 420 138 162 35 82 64 151 236 126 58 136 63 9

100.0 88.8 29.2 34.3 7.4 17.3 13.5 31.9 49.9 26.6 12.3 28.8 13.3 1.9
行っていない 750 588 140 102 25 72 51 83 172 207 29 124 49 34

100.0 78.4 18.7 13.6 3.3 9.6 6.8 11.1 22.9 27.6 3.9 16.5 6.5 4.5
　無回答 41 23 9 8 4 4 3 8 12 9 3 9 1 9

100.0 56.1 22.0 19.5 9.8 9.8 7.3 19.5 29.3 22.0 7.3 22.0 2.4 22.0
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 704 603 182 197 45 116 88 166 281 212 67 183 76 21

100.0 85.7 25.9 28.0 6.4 16.5 12.5 23.6 39.9 30.1 9.5 26.0 10.8 3.0
行う予定はない 57 45 10 7 2 4 8 6 9 14 3 10 3 2

100.0 79.0 17.5 12.3 3.5 7.0 14.0 10.5 15.8 24.6 5.3 17.5 5.3 3.5
わからない 492 377 93 65 16 38 22 67 128 116 18 75 33 27

100.0 76.6 18.9 13.2 3.3 7.7 4.5 13.6 26.0 23.6 3.7 15.2 6.7 5.5
　無回答 11 6 2 3 1 - - 3 2 - 2 1 1 2

100.0 54.6 18.2 27.3 9.1 - - 27.3 18.2 - 18.2 9.1 9.1 18.2
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●ＡＩなど新しいデジタル技術の導入について
Ｑ11　（１）新しいデジタル技術を導入したねらいは何ですか。（○はいくつでも）
　　　また、（２）新技術を導入した効果に関して、ねらいどおりの効果が上がっているものは何ですか。（○はいくつでも）
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　全　体 1,264 809 183 181 34 81 66 171 273 233 47 144 94 252
100.0 64.0 14.5 14.3 2.7 6.4 5.2 13.5 21.6 18.4 3.7 11.4 7.4 19.9

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 43 30 4 8 - 2 2 8 11 6 - 4 3 9

100.0 69.8 9.3 18.6 - 4.7 4.7 18.6 25.6 14.0 - 9.3 7.0 20.9
30～49人 176 116 29 23 2 11 9 20 43 29 7 21 14 36

100.0 65.9 16.5 13.1 1.1 6.3 5.1 11.4 24.4 16.5 4.0 11.9 8.0 20.5
50～99人 313 191 43 48 9 16 16 47 69 58 8 28 34 62

100.0 61.0 13.7 15.3 2.9 5.1 5.1 15.0 22.0 18.5 2.6 9.0 10.9 19.8
100～299人 454 302 66 73 13 32 22 71 92 81 15 64 29 80

100.0 66.5 14.5 16.1 2.9 7.1 4.9 15.6 20.3 17.8 3.3 14.1 6.4 17.6
300人以上 209 129 34 25 8 17 14 21 44 47 12 18 11 46

100.0 61.7 16.3 12.0 3.8 8.1 6.7 10.1 21.1 22.5 5.7 8.6 5.3 22.0
　無回答 69 41 7 4 2 3 3 4 14 12 5 9 3 19

100.0 59.4 10.1 5.8 2.9 4.4 4.4 5.8 20.3 17.4 7.3 13.0 4.4 27.5
Ｑ５　労働組合の有無
ある 520 338 80 104 16 32 25 92 131 104 15 49 63 104

100.0 65.0 15.4 20.0 3.1 6.2 4.8 17.7 25.2 20.0 2.9 9.4 12.1 20.0
ない 739 468 102 76 18 49 41 79 141 129 32 95 31 147

100.0 63.3 13.8 10.3 2.4 6.6 5.6 10.7 19.1 17.5 4.3 12.9 4.2 19.9
　無回答 5 3 1 1 - - - - 1 - - - - 1

100.0 60.0 20.0 20.0 - - - - 20.0 - - - - 20.0
Ｆ１　回答者の役職
社長 28 19 6 6 4 4 3 5 8 5 5 6 - 4

100.0 67.9 21.4 21.4 14.3 14.3 10.7 17.9 28.6 17.9 17.9 21.4 - 14.3
取締役・役員クラス 158 97 22 24 3 12 13 16 34 37 9 19 5 37

100.0 61.4 13.9 15.2 1.9 7.6 8.2 10.1 21.5 23.4 5.7 12.0 3.2 23.4
部長・次長クラス 381 234 58 42 13 28 28 50 70 79 15 51 13 76

100.0 61.4 15.2 11.0 3.4 7.4 7.4 13.1 18.4 20.7 3.9 13.4 3.4 20.0
課長クラス 366 245 44 71 7 20 10 74 96 52 7 29 60 68

100.0 66.9 12.0 19.4 1.9 5.5 2.7 20.2 26.2 14.2 1.9 7.9 16.4 18.6
係長・主任クラス 159 105 31 19 4 7 6 13 27 27 6 25 7 32

100.0 66.0 19.5 12.0 2.5 4.4 3.8 8.2 17.0 17.0 3.8 15.7 4.4 20.1
一般社員 139 90 18 14 3 10 5 6 32 28 4 10 7 28

100.0 64.8 13.0 10.1 2.2 7.2 3.6 4.3 23.0 20.1 2.9 7.2 5.0 20.1
その他 21 14 3 5 - - 1 6 5 3 - 2 1 3

100.0 66.7 14.3 23.8 - - 4.8 28.6 23.8 14.3 - 9.5 4.8 14.3
　無回答 12 5 1 - - - - 1 1 2 1 2 1 4

100.0 41.7 8.3 - - - - 8.3 8.3 16.7 8.3 16.7 8.3 33.3
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 79 46 11 9 2 6 1 4 7 17 3 3 3 18

100.0 58.2 13.9 11.4 2.5 7.6 1.3 5.1 8.9 21.5 3.8 3.8 3.8 22.8
人事・労務部門 248 181 37 69 7 12 10 60 80 41 10 23 53 37

100.0 73.0 14.9 27.8 2.8 4.8 4.0 24.2 32.3 16.5 4.0 9.3 21.4 14.9
総務・庶務部門 485 311 74 51 10 28 21 52 90 88 12 57 22 102

100.0 64.1 15.3 10.5 2.1 5.8 4.3 10.7 18.6 18.1 2.5 11.8 4.5 21.0
経理部門 34 25 2 2 - 2 2 4 5 7 - 6 1 3

100.0 73.5 5.9 5.9 - 5.9 5.9 11.8 14.7 20.6 - 17.7 2.9 8.8
広報部門 1 1 - - 1 - - - 1 - 1 1 - -

100.0 100.0 - - 100.0 - - - 100.0 - 100.0 100.0 - -
経営企画・経営戦略立案部門 86 57 18 14 5 8 11 14 20 17 6 11 3 12

100.0 66.3 20.9 16.3 5.8 9.3 12.8 16.3 23.3 19.8 7.0 12.8 3.5 14.0
その他部門 245 141 33 27 7 16 19 28 53 52 10 36 7 58

100.0 57.6 13.5 11.0 2.9 6.5 7.8 11.4 21.6 21.2 4.1 14.7 2.9 23.7
　無回答 86 47 8 9 2 9 2 9 17 11 5 7 5 22

100.0 54.7 9.3 10.5 2.3 10.5 2.3 10.5 19.8 12.8 5.8 8.1 5.8 25.6
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 417 271 61 89 14 26 18 84 114 88 13 41 61 80

100.0 65.0 14.6 21.3 3.4 6.2 4.3 20.1 27.3 21.1 3.1 9.8 14.6 19.2
労使協議機関での協議 449 301 69 94 15 30 19 84 121 92 15 46 56 87

100.0 67.0 15.4 20.9 3.3 6.7 4.2 18.7 27.0 20.5 3.3 10.2 12.5 19.4
取組を行うための専門組織の編成 201 131 39 32 8 17 9 20 47 45 12 38 10 35

100.0 65.2 19.4 15.9 4.0 8.5 4.5 10.0 23.4 22.4 6.0 18.9 5.0 17.4
懇談会・説明会などの 664 433 101 119 21 52 41 121 166 125 33 93 76 126

常設ではない会合 100.0 65.2 15.2 17.9 3.2 7.8 6.2 18.2 25.0 18.8 5.0 14.0 11.5 19.0
相談窓口（電子メール等を含む）や 633 413 105 124 14 47 24 103 163 120 32 79 70 120

その他の苦情処理機関 100.0 65.2 16.6 19.6 2.2 7.4 3.8 16.3 25.8 19.0 5.1 12.5 11.1 19.0
社内報や社内掲示板、 964 642 152 154 26 64 58 149 229 187 39 114 81 175

電子メールなどでの情報提供 100.0 66.6 15.8 16.0 2.7 6.6 6.0 15.5 23.8 19.4 4.1 11.8 8.4 18.2
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 295 220 53 79 9 25 25 72 104 60 24 48 51 40

活用したコミュニケーションツール 100.0 74.6 18.0 26.8 3.1 8.5 8.5 24.4 35.3 20.3 8.1 16.3 17.3 13.6
従業員へのアンケート調査 547 359 87 107 19 44 31 101 149 108 27 72 65 106

100.0 65.6 15.9 19.6 3.5 8.0 5.7 18.5 27.2 19.7 4.9 13.2 11.9 19.4
その他 64 40 4 9 1 5 2 7 17 8 2 12 7 11

100.0 62.5 6.3 14.1 1.6 7.8 3.1 10.9 26.6 12.5 3.1 18.8 10.9 17.2
　無回答 11 5 1 2 1 1 1 1 1 - - 1 - 5

100.0 45.5 9.1 18.2 9.1 9.1 9.1 9.1 9.1 - - 9.1 - 45.5
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 809 183 181 34 81 66 171 273 233 47 144 94 252

100.0 64.0 14.5 14.3 2.7 6.4 5.2 13.5 21.6 18.4 3.7 11.4 7.4 19.9
行っていない - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●ＡＩなど新しいデジタル技術の導入について
Ｑ11　（１）新しいデジタル技術を導入したねらいは何ですか。（○はいくつでも）
　　　また、（２）新技術を導入した効果に関して、ねらいどおりの効果が上がっているものは何ですか。（○はいくつでも）
（２）効果
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　全　体 1,264 809 183 181 34 81 66 171 273 233 47 144 94 252
100.0 64.0 14.5 14.3 2.7 6.4 5.2 13.5 21.6 18.4 3.7 11.4 7.4 19.9

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 343 81 96 15 28 28 110 137 88 24 75 63 79

100.0 69.4 16.4 19.4 3.0 5.7 5.7 22.3 27.7 17.8 4.9 15.2 12.8 16.0
導入後に行った 157 113 33 18 4 15 9 19 44 39 8 25 6 28

100.0 72.0 21.0 11.5 2.6 9.6 5.7 12.1 28.0 24.8 5.1 15.9 3.8 17.8
行っていない 649 385 77 70 15 38 29 47 106 115 17 52 30 145

100.0 59.3 11.9 10.8 2.3 5.9 4.5 7.2 16.3 17.7 2.6 8.0 4.6 22.3
　無回答 20 9 3 1 2 2 3 5 2 4 1 1 - 10

100.0 45.0 15.0 5.0 10.0 10.0 15.0 25.0 10.0 20.0 5.0 5.0 - 50.0
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 118 38 30 6 14 9 34 44 39 15 36 5 22

100.0 69.0 22.2 17.5 3.5 8.2 5.3 19.9 25.7 22.8 8.8 21.1 2.9 12.9
やや積極的 128 91 24 13 6 8 11 17 33 24 5 21 2 20

100.0 71.1 18.8 10.2 4.7 6.3 8.6 13.3 25.8 18.8 3.9 16.4 1.6 15.6
どちらでもない 254 176 36 63 3 17 10 64 79 43 8 31 55 43

100.0 69.3 14.2 24.8 1.2 6.7 3.9 25.2 31.1 16.9 3.2 12.2 21.7 16.9
やや消極的 12 8 2 1 1 - 2 - 3 3 - 1 - 4

100.0 66.7 16.7 8.3 8.3 - 16.7 - 25.0 25.0 - 8.3 - 33.3
対応には消極的だった 15 12 2 - 1 2 1 2 3 4 - 2 1 3

100.0 80.0 13.3 - 6.7 13.3 6.7 13.3 20.0 26.7 - 13.3 6.7 20.0
　無回答 15 10 1 3 - - 1 2 3 1 1 - 1 5

100.0 66.7 6.7 20.0 - - 6.7 13.3 20.0 6.7 6.7 - 6.7 33.3
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 173 51 33 8 17 15 40 60 47 20 48 6 52

100.0 65.5 19.3 12.5 3.0 6.4 5.7 15.2 22.7 17.8 7.6 18.2 2.3 19.7
導入することを決めた後で協議した 156 105 24 20 5 7 11 28 30 36 3 22 15 18

100.0 67.3 15.4 12.8 3.2 4.5 7.1 18.0 19.2 23.1 1.9 14.1 9.6 11.5
わからない 64 58 4 42 2 4 2 43 46 4 - 4 42 6

100.0 90.6 6.3 65.6 3.1 6.3 3.1 67.2 71.9 6.3 - 6.3 65.6 9.4
　無回答 111 79 24 15 2 13 6 8 29 27 6 17 1 21

100.0 71.2 21.6 13.5 1.8 11.7 5.4 7.2 26.1 24.3 5.4 15.3 0.9 18.9
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 387 97 105 15 39 32 112 157 104 28 86 61 79

100.0 71.8 18.0 19.5 2.8 7.2 5.9 20.8 29.1 19.3 5.2 16.0 11.3 14.7
効果はなかった 34 16 5 3 - 2 1 5 5 7 1 4 2 9

100.0 47.1 14.7 8.8 - 5.9 2.9 14.7 14.7 20.6 2.9 11.8 5.9 26.5
　無回答 22 12 1 2 2 - 1 2 3 3 - 1 1 9

100.0 54.6 4.6 9.1 9.1 - 4.6 9.1 13.6 13.6 - 4.6 4.6 40.9
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 103 24 20 3 13 11 17 28 24 4 25 8 33

100.0 65.2 15.2 12.7 1.9 8.2 7.0 10.8 17.7 15.2 2.5 15.8 5.1 20.9
課題は生じなかった 406 296 76 86 12 26 22 96 129 84 24 60 55 54

100.0 72.9 18.7 21.2 3.0 6.4 5.4 23.7 31.8 20.7 5.9 14.8 13.6 13.3
　無回答 31 16 3 4 2 2 1 6 8 6 1 6 1 10

100.0 51.6 9.7 12.9 6.5 6.5 3.2 19.4 25.8 19.4 3.2 19.4 3.2 32.3
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 356 85 112 19 42 38 118 174 83 35 81 56 65

100.0 75.3 18.0 23.7 4.0 8.9 8.0 25.0 36.8 17.6 7.4 17.1 11.8 13.7
行っていない 750 438 95 66 14 36 27 50 94 142 12 59 37 168

100.0 58.4 12.7 8.8 1.9 4.8 3.6 6.7 12.5 18.9 1.6 7.9 4.9 22.4
　無回答 41 15 3 3 1 3 1 3 5 8 - 4 1 19

100.0 36.6 7.3 7.3 2.4 7.3 2.4 7.3 12.2 19.5 - 9.8 2.4 46.3
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 704 478 111 131 24 59 47 121 181 144 36 99 67 120

100.0 67.9 15.8 18.6 3.4 8.4 6.7 17.2 25.7 20.5 5.1 14.1 9.5 17.1
行う予定はない 57 39 8 6 1 2 5 5 8 11 1 2 2 7

100.0 68.4 14.0 10.5 1.8 3.5 8.8 8.8 14.0 19.3 1.8 3.5 3.5 12.3
わからない 492 288 64 44 9 20 14 45 84 78 10 43 24 119

100.0 58.5 13.0 8.9 1.8 4.1 2.9 9.2 17.1 15.9 2.0 8.7 4.9 24.2
　無回答 11 4 - - - - - - - - - - 1 6

100.0 36.4 - - - - - - - - - - 9.1 54.6
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●ＡＩなど新しいデジタル技術の導入について
Ｑ11　（１）新しいデジタル技術を導入したねらいは何ですか。（○はいくつでも）
　　　また、（２）新技術を導入した効果に関して、ねらいどおりの効果が上がっているものは何ですか。（○はいくつでも）
（２）効果
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　全　体 1,264 809 183 181 34 81 66 171 273 233 47 144 94 252
100.0 64.0 14.5 14.3 2.7 6.4 5.2 13.5 21.6 18.4 3.7 11.4 7.4 19.9

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 43 30 4 8 - 2 2 8 11 6 - 4 3 9

100.0 69.8 9.3 18.6 - 4.7 4.7 18.6 25.6 14.0 - 9.3 7.0 20.9
30～49人 176 116 29 23 2 11 9 20 43 29 7 21 14 36

100.0 65.9 16.5 13.1 1.1 6.3 5.1 11.4 24.4 16.5 4.0 11.9 8.0 20.5
50～99人 313 191 43 48 9 16 16 47 69 58 8 28 34 62

100.0 61.0 13.7 15.3 2.9 5.1 5.1 15.0 22.0 18.5 2.6 9.0 10.9 19.8
100～299人 454 302 66 73 13 32 22 71 92 81 15 64 29 80

100.0 66.5 14.5 16.1 2.9 7.1 4.9 15.6 20.3 17.8 3.3 14.1 6.4 17.6
300人以上 209 129 34 25 8 17 14 21 44 47 12 18 11 46

100.0 61.7 16.3 12.0 3.8 8.1 6.7 10.1 21.1 22.5 5.7 8.6 5.3 22.0
　無回答 69 41 7 4 2 3 3 4 14 12 5 9 3 19

100.0 59.4 10.1 5.8 2.9 4.4 4.4 5.8 20.3 17.4 7.3 13.0 4.4 27.5
Ｑ５　労働組合の有無
ある 520 338 80 104 16 32 25 92 131 104 15 49 63 104

100.0 65.0 15.4 20.0 3.1 6.2 4.8 17.7 25.2 20.0 2.9 9.4 12.1 20.0
ない 739 468 102 76 18 49 41 79 141 129 32 95 31 147

100.0 63.3 13.8 10.3 2.4 6.6 5.6 10.7 19.1 17.5 4.3 12.9 4.2 19.9
　無回答 5 3 1 1 - - - - 1 - - - - 1

100.0 60.0 20.0 20.0 - - - - 20.0 - - - - 20.0
Ｆ１　回答者の役職
社長 28 19 6 6 4 4 3 5 8 5 5 6 - 4

100.0 67.9 21.4 21.4 14.3 14.3 10.7 17.9 28.6 17.9 17.9 21.4 - 14.3
取締役・役員クラス 158 97 22 24 3 12 13 16 34 37 9 19 5 37

100.0 61.4 13.9 15.2 1.9 7.6 8.2 10.1 21.5 23.4 5.7 12.0 3.2 23.4
部長・次長クラス 381 234 58 42 13 28 28 50 70 79 15 51 13 76

100.0 61.4 15.2 11.0 3.4 7.4 7.4 13.1 18.4 20.7 3.9 13.4 3.4 20.0
課長クラス 366 245 44 71 7 20 10 74 96 52 7 29 60 68

100.0 66.9 12.0 19.4 1.9 5.5 2.7 20.2 26.2 14.2 1.9 7.9 16.4 18.6
係長・主任クラス 159 105 31 19 4 7 6 13 27 27 6 25 7 32

100.0 66.0 19.5 12.0 2.5 4.4 3.8 8.2 17.0 17.0 3.8 15.7 4.4 20.1
一般社員 139 90 18 14 3 10 5 6 32 28 4 10 7 28

100.0 64.8 13.0 10.1 2.2 7.2 3.6 4.3 23.0 20.1 2.9 7.2 5.0 20.1
その他 21 14 3 5 - - 1 6 5 3 - 2 1 3

100.0 66.7 14.3 23.8 - - 4.8 28.6 23.8 14.3 - 9.5 4.8 14.3
　無回答 12 5 1 - - - - 1 1 2 1 2 1 4

100.0 41.7 8.3 - - - - 8.3 8.3 16.7 8.3 16.7 8.3 33.3
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 79 46 11 9 2 6 1 4 7 17 3 3 3 18

100.0 58.2 13.9 11.4 2.5 7.6 1.3 5.1 8.9 21.5 3.8 3.8 3.8 22.8
人事・労務部門 248 181 37 69 7 12 10 60 80 41 10 23 53 37

100.0 73.0 14.9 27.8 2.8 4.8 4.0 24.2 32.3 16.5 4.0 9.3 21.4 14.9
総務・庶務部門 485 311 74 51 10 28 21 52 90 88 12 57 22 102

100.0 64.1 15.3 10.5 2.1 5.8 4.3 10.7 18.6 18.1 2.5 11.8 4.5 21.0
経理部門 34 25 2 2 - 2 2 4 5 7 - 6 1 3

100.0 73.5 5.9 5.9 - 5.9 5.9 11.8 14.7 20.6 - 17.7 2.9 8.8
広報部門 1 1 - - 1 - - - 1 - 1 1 - -

100.0 100.0 - - 100.0 - - - 100.0 - 100.0 100.0 - -
経営企画・経営戦略立案部門 86 57 18 14 5 8 11 14 20 17 6 11 3 12

100.0 66.3 20.9 16.3 5.8 9.3 12.8 16.3 23.3 19.8 7.0 12.8 3.5 14.0
その他部門 245 141 33 27 7 16 19 28 53 52 10 36 7 58

100.0 57.6 13.5 11.0 2.9 6.5 7.8 11.4 21.6 21.2 4.1 14.7 2.9 23.7
　無回答 86 47 8 9 2 9 2 9 17 11 5 7 5 22

100.0 54.7 9.3 10.5 2.3 10.5 2.3 10.5 19.8 12.8 5.8 8.1 5.8 25.6
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 417 271 61 89 14 26 18 84 114 88 13 41 61 80

100.0 65.0 14.6 21.3 3.4 6.2 4.3 20.1 27.3 21.1 3.1 9.8 14.6 19.2
労使協議機関での協議 449 301 69 94 15 30 19 84 121 92 15 46 56 87

100.0 67.0 15.4 20.9 3.3 6.7 4.2 18.7 27.0 20.5 3.3 10.2 12.5 19.4
取組を行うための専門組織の編成 201 131 39 32 8 17 9 20 47 45 12 38 10 35

100.0 65.2 19.4 15.9 4.0 8.5 4.5 10.0 23.4 22.4 6.0 18.9 5.0 17.4
懇談会・説明会などの 664 433 101 119 21 52 41 121 166 125 33 93 76 126

常設ではない会合 100.0 65.2 15.2 17.9 3.2 7.8 6.2 18.2 25.0 18.8 5.0 14.0 11.5 19.0
相談窓口（電子メール等を含む）や 633 413 105 124 14 47 24 103 163 120 32 79 70 120

その他の苦情処理機関 100.0 65.2 16.6 19.6 2.2 7.4 3.8 16.3 25.8 19.0 5.1 12.5 11.1 19.0
社内報や社内掲示板、 964 642 152 154 26 64 58 149 229 187 39 114 81 175

電子メールなどでの情報提供 100.0 66.6 15.8 16.0 2.7 6.6 6.0 15.5 23.8 19.4 4.1 11.8 8.4 18.2
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 295 220 53 79 9 25 25 72 104 60 24 48 51 40

活用したコミュニケーションツール 100.0 74.6 18.0 26.8 3.1 8.5 8.5 24.4 35.3 20.3 8.1 16.3 17.3 13.6
従業員へのアンケート調査 547 359 87 107 19 44 31 101 149 108 27 72 65 106

100.0 65.6 15.9 19.6 3.5 8.0 5.7 18.5 27.2 19.7 4.9 13.2 11.9 19.4
その他 64 40 4 9 1 5 2 7 17 8 2 12 7 11

100.0 62.5 6.3 14.1 1.6 7.8 3.1 10.9 26.6 12.5 3.1 18.8 10.9 17.2
　無回答 11 5 1 2 1 1 1 1 1 - - 1 - 5

100.0 45.5 9.1 18.2 9.1 9.1 9.1 9.1 9.1 - - 9.1 - 45.5
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 809 183 181 34 81 66 171 273 233 47 144 94 252

100.0 64.0 14.5 14.3 2.7 6.4 5.2 13.5 21.6 18.4 3.7 11.4 7.4 19.9
行っていない - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -

68 
- 162 - - 163 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ12　Ｑ10の取組のために従業員との協議等を行ったかどうかについて、お伺いします。導入前後で従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、導入前に行った場合には、その具体的な時期をお答えください。
　　　（１と２は複数選択が可能です：導入前にも導入後にも行った場合は、１・２の両方に○をつけてください）

全

体
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に
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に
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た

行
っ

て
い
な
い

無
回
答

　全　体 1,264 494 157 649 20
100.0 39.1 12.4 51.3 1.6

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 97 60 9 27 3

100.0 61.9 9.3 27.8 3.1
1,000～4,999人 180 50 20 117 3

100.0 27.8 11.1 65.0 1.7
300～999人 378 128 45 217 4

100.0 33.9 11.9 57.4 1.1
100～299人 473 191 68 225 9

100.0 40.4 14.4 47.6 1.9
50～99人 106 48 10 54 -

100.0 45.3 9.4 50.9 -
30～49人 28 15 4 9 1

100.0 53.6 14.3 32.1 3.6
　無回答 2 2 1 - -

100.0 100.0 50.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 4 2 - 2 -

100.0 50.0 - 50.0 -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
建設業 158 74 34 66 1

100.0 46.8 21.5 41.8 0.6
製造業 438 154 54 237 6

100.0 35.2 12.3 54.1 1.4
電気・ガス・熱供給・水道業 7 3 1 4 -

100.0 42.9 14.3 57.1 -
情報通信業 65 17 6 41 2

100.0 26.2 9.2 63.1 3.1
運輸業、郵便業 76 22 14 44 3

100.0 29.0 18.4 57.9 4.0
卸売業、小売業 176 78 13 82 6

100.0 44.3 7.4 46.6 3.4
金融業、保険業 25 7 3 16 -

100.0 28.0 12.0 64.0 -
不動産業、物品賃貸業 10 1 1 8 -

100.0 10.0 10.0 80.0 -
学術研究、専門・技術サービス業 33 12 3 19 -

100.0 36.4 9.1 57.6 -
宿泊業、飲食サービス業 19 6 1 12 -

100.0 31.6 5.3 63.2 -
生活関連サービス業、娯楽業 11 7 1 4 -

100.0 63.6 9.1 36.4 -
教育、学習支援業 22 5 3 15 -

100.0 22.7 13.6 68.2 -
医療、福祉 102 61 8 37 2

100.0 59.8 7.8 36.3 2.0
複合サービス事業 10 3 3 5 -

100.0 30.0 30.0 50.0 -
その他サービス業 76 26 9 43 -

100.0 34.2 11.8 56.6 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 12 6 - 6 -

100.0 50.0 - 50.0 -
　無回答 18 9 2 8 -

100.0 50.0 11.1 44.4 -
Ｑ２　業種
製造業 438 154 54 237 6

100.0 35.2 12.3 54.1 1.4
非製造業 808 331 101 404 14

100.0 41.0 12.5 50.0 1.7
　無回答 18 9 2 8 -

100.0 50.0 11.1 44.4 -
Ｑ３　創業年
1919年まで 160 68 22 81 2

100.0 42.5 13.8 50.6 1.3
1920～1939年 133 48 15 74 2

100.0 36.1 11.3 55.6 1.5
1940～1959年 337 113 50 184 4

100.0 33.5 14.8 54.6 1.2
1960～1979年 326 115 45 173 5

100.0 35.3 13.8 53.1 1.5
1980～1999年 165 66 13 89 4

100.0 40.0 7.9 53.9 2.4
2000年以降 116 74 9 33 3

100.0 63.8 7.8 28.5 2.6
　無回答 27 10 3 15 -

100.0 37.0 11.1 55.6 -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ12　Ｑ10の取組のために従業員との協議等を行ったかどうかについて、お伺いします。導入前後で従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、導入前に行った場合には、その具体的な時期をお答えください。
　　　（１と２は複数選択が可能です：導入前にも導入後にも行った場合は、１・２の両方に○をつけてください）

全

体

導
入
前
に
行
っ

た

導
入
後
に
行
っ

た

行
っ

て
い
な
い

無
回
答

　全　体 1,264 494 157 649 20
100.0 39.1 12.4 51.3 1.6

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 43 11 4 25 3

100.0 25.6 9.3 58.1 7.0
30～49人 176 76 29 78 2

100.0 43.2 16.5 44.3 1.1
50～99人 313 139 27 157 5

100.0 44.4 8.6 50.2 1.6
100～299人 454 181 65 219 5

100.0 39.9 14.3 48.2 1.1
300人以上 209 63 20 135 1

100.0 30.1 9.6 64.6 0.5
　無回答 69 24 12 35 4

100.0 34.8 17.4 50.7 5.8
Ｑ５　労働組合の有無
ある 520 192 69 270 8

100.0 36.9 13.3 51.9 1.5
ない 739 301 88 375 12

100.0 40.7 11.9 50.7 1.6
　無回答 5 1 - 4 -

100.0 20.0 - 80.0 -
Ｆ１　回答者の役職
社長 28 13 1 12 2

100.0 46.4 3.6 42.9 7.1
取締役・役員クラス 158 69 19 76 1

100.0 43.7 12.0 48.1 0.6
部長・次長クラス 381 156 50 191 6

100.0 40.9 13.1 50.1 1.6
課長クラス 366 151 38 185 3

100.0 41.3 10.4 50.6 0.8
係長・主任クラス 159 47 30 91 2

100.0 29.6 18.9 57.2 1.3
一般社員 139 44 14 81 3

100.0 31.7 10.1 58.3 2.2
その他 21 12 5 5 1

100.0 57.1 23.8 23.8 4.8
　無回答 12 2 - 8 2

100.0 16.7 - 66.7 16.7
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 79 27 8 48 -

100.0 34.2 10.1 60.8 -
人事・労務部門 248 105 28 123 -

100.0 42.3 11.3 49.6 -
総務・庶務部門 485 182 54 257 8

100.0 37.5 11.1 53.0 1.7
経理部門 34 14 4 19 -

100.0 41.2 11.8 55.9 -
広報部門 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
経営企画・経営戦略立案部門 86 32 19 38 2

100.0 37.2 22.1 44.2 2.3
その他部門 245 102 33 121 6

100.0 41.6 13.5 49.4 2.5
　無回答 86 32 11 42 4

100.0 37.2 12.8 48.8 4.7
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 417 161 53 214 6

100.0 38.6 12.7 51.3 1.4
労使協議機関での協議 449 177 53 231 5

100.0 39.4 11.8 51.5 1.1
取組を行うための専門組織の編成 201 94 27 88 3

100.0 46.8 13.4 43.8 1.5
懇談会・説明会などの 664 304 91 296 10

常設ではない会合 100.0 45.8 13.7 44.6 1.5
相談窓口（電子メール等を含む）や 633 272 73 307 5

その他の苦情処理機関 100.0 43.0 11.5 48.5 0.8
社内報や社内掲示板、 964 407 123 465 12

電子メールなどでの情報提供 100.0 42.2 12.8 48.2 1.2
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 295 157 46 103 4

活用したコミュニケーションツール 100.0 53.2 15.6 34.9 1.4
従業員へのアンケート調査 547 262 63 237 8

100.0 47.9 11.5 43.3 1.5
その他 64 25 10 33 1

100.0 39.1 15.6 51.6 1.6
　無回答 11 2 2 5 2

100.0 18.2 18.2 45.5 18.2
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 494 157 649 20

100.0 39.1 12.4 51.3 1.6
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ12　Ｑ10の取組のために従業員との協議等を行ったかどうかについて、お伺いします。導入前後で従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、導入前に行った場合には、その具体的な時期をお答えください。
　　　（１と２は複数選択が可能です：導入前にも導入後にも行った場合は、１・２の両方に○をつけてください）

全

体

導
入
前
に
行
っ

た

導
入
後
に
行
っ

た

行
っ

て
い
な
い

無
回
答

　全　体 1,264 494 157 649 20
100.0 39.1 12.4 51.3 1.6

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 97 60 9 27 3

100.0 61.9 9.3 27.8 3.1
1,000～4,999人 180 50 20 117 3

100.0 27.8 11.1 65.0 1.7
300～999人 378 128 45 217 4

100.0 33.9 11.9 57.4 1.1
100～299人 473 191 68 225 9

100.0 40.4 14.4 47.6 1.9
50～99人 106 48 10 54 -

100.0 45.3 9.4 50.9 -
30～49人 28 15 4 9 1

100.0 53.6 14.3 32.1 3.6
　無回答 2 2 1 - -

100.0 100.0 50.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 4 2 - 2 -

100.0 50.0 - 50.0 -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
建設業 158 74 34 66 1

100.0 46.8 21.5 41.8 0.6
製造業 438 154 54 237 6

100.0 35.2 12.3 54.1 1.4
電気・ガス・熱供給・水道業 7 3 1 4 -

100.0 42.9 14.3 57.1 -
情報通信業 65 17 6 41 2

100.0 26.2 9.2 63.1 3.1
運輸業、郵便業 76 22 14 44 3

100.0 29.0 18.4 57.9 4.0
卸売業、小売業 176 78 13 82 6

100.0 44.3 7.4 46.6 3.4
金融業、保険業 25 7 3 16 -

100.0 28.0 12.0 64.0 -
不動産業、物品賃貸業 10 1 1 8 -

100.0 10.0 10.0 80.0 -
学術研究、専門・技術サービス業 33 12 3 19 -

100.0 36.4 9.1 57.6 -
宿泊業、飲食サービス業 19 6 1 12 -

100.0 31.6 5.3 63.2 -
生活関連サービス業、娯楽業 11 7 1 4 -

100.0 63.6 9.1 36.4 -
教育、学習支援業 22 5 3 15 -

100.0 22.7 13.6 68.2 -
医療、福祉 102 61 8 37 2

100.0 59.8 7.8 36.3 2.0
複合サービス事業 10 3 3 5 -

100.0 30.0 30.0 50.0 -
その他サービス業 76 26 9 43 -

100.0 34.2 11.8 56.6 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 12 6 - 6 -

100.0 50.0 - 50.0 -
　無回答 18 9 2 8 -

100.0 50.0 11.1 44.4 -
Ｑ２　業種
製造業 438 154 54 237 6

100.0 35.2 12.3 54.1 1.4
非製造業 808 331 101 404 14

100.0 41.0 12.5 50.0 1.7
　無回答 18 9 2 8 -

100.0 50.0 11.1 44.4 -
Ｑ３　創業年
1919年まで 160 68 22 81 2

100.0 42.5 13.8 50.6 1.3
1920～1939年 133 48 15 74 2

100.0 36.1 11.3 55.6 1.5
1940～1959年 337 113 50 184 4

100.0 33.5 14.8 54.6 1.2
1960～1979年 326 115 45 173 5

100.0 35.3 13.8 53.1 1.5
1980～1999年 165 66 13 89 4

100.0 40.0 7.9 53.9 2.4
2000年以降 116 74 9 33 3

100.0 63.8 7.8 28.5 2.6
　無回答 27 10 3 15 -

100.0 37.0 11.1 55.6 -

70 
- 164 - - 165 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ12　Ｑ10の取組のために従業員との協議等を行ったかどうかについて、お伺いします。導入前後で従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、導入前に行った場合には、その具体的な時期をお答えください。
　　　（１と２は複数選択が可能です：導入前にも導入後にも行った場合は、１・２の両方に○をつけてください）

全

体

導
入
前
に
行
っ

た

導
入
後
に
行
っ

た

行
っ

て
い
な
い

無
回
答

　全　体 1,264 494 157 649 20
100.0 39.1 12.4 51.3 1.6

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 494 56 - -

100.0 100.0 11.3 - -
導入後に行った 157 56 157 - -

100.0 35.7 100.0 - -
行っていない 649 - - 649 -

100.0 - - 100.0 -
　無回答 20 - - - 20

100.0 - - - 100.0
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 150 38 - -

100.0 87.7 22.2 - -
やや積極的 128 106 37 - -

100.0 82.8 28.9 - -
どちらでもない 254 208 65 - -

100.0 81.9 25.6 - -
やや消極的 12 10 5 - -

100.0 83.3 41.7 - -
対応には消極的だった 15 11 4 - -

100.0 73.3 26.7 - -
　無回答 15 9 8 - -

100.0 60.0 53.3 - -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 263 31 - -

100.0 99.6 11.7 - -
導入することを決めた後で協議した 156 153 22 - -

100.0 98.1 14.1 - -
わからない 64 64 4 - -

100.0 100.0 6.3 - -
　無回答 111 14 100 - -

100.0 12.6 90.1 - -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 457 135 - -

100.0 84.8 25.1 - -
効果はなかった 34 21 15 - -

100.0 61.8 44.1 - -
　無回答 22 16 7 - -

100.0 72.7 31.8 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 132 48 - -

100.0 83.5 30.4 - -
課題は生じなかった 406 337 101 - -

100.0 83.0 24.9 - -
　無回答 31 25 8 - -

100.0 80.7 25.8 - -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 254 75 169 7

100.0 53.7 15.9 35.7 1.5
行っていない 750 226 78 467 1

100.0 30.1 10.4 62.3 0.1
　無回答 41 14 4 13 12

100.0 34.2 9.8 31.7 29.3
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 704 301 97 333 6

100.0 42.8 13.8 47.3 0.9
行う予定はない 57 27 5 27 -

100.0 47.4 8.8 47.4 -
わからない 492 162 54 285 11

100.0 32.9 11.0 57.9 2.2
　無回答 11 4 1 4 3

100.0 36.4 9.1 36.4 27.3
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ12　「１．導入前に行った」：導入の（　）か月前頃

全

体

１
か
月
前

２
か
月
前

３
か
月
前

４
か
月
前

５
か
月
前

６
か
月
前

７
か
月
前

８
か
月
前

９
か
月
前

1
0
か
月
前

1
1
か
月
前

1
2
か
月
前

1
3
か
月
超

無
回
答

全

体

平

均

最
小
値

最
大
値

　全　体 494 37 19 87 3 - 153 5 4 5 5 1 59 11 105 389 6 1 36
100.0 7.5 3.9 17.6 0.6 - 31.0 1.0 0.8 1.0 1.0 0.2 11.9 2.2 21.3 100.0

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 60 2 1 2 - - 5 - - - - - 1 2 47 13 9 1 36

100.0 3.3 1.7 3.3 - - 8.3 - - - - - 1.7 3.3 78.3 3.3
1,000～4,999人 50 4 - 8 1 - 13 1 - 2 1 - 8 2 10 40 7 1 18

100.0 8.0 - 16.0 2.0 - 26.0 2.0 - 4.0 2.0 - 16.0 4.0 20.0 10.3
300～999人 128 11 5 24 - - 48 1 2 1 3 1 14 2 16 112 6 1 24

100.0 8.6 3.9 18.8 - - 37.5 0.8 1.6 0.8 2.3 0.8 10.9 1.6 12.5 28.8
100～299人 191 11 11 36 2 - 65 3 2 1 - - 33 4 23 168 6 1 24

100.0 5.8 5.8 18.9 1.1 - 34.0 1.6 1.1 0.5 - - 17.3 2.1 12.0 43.2
50～99人 48 7 2 14 - - 14 - - - - - 2 1 8 40 5 1 24

100.0 14.6 4.2 29.2 - - 29.2 - - - - - 4.2 2.1 16.7 10.3
30～49人 15 2 - 2 - - 7 - - 1 1 - 1 - 1 14 6 1 12

100.0 13.3 - 13.3 - - 46.7 - - 6.7 6.7 - 6.7 - 6.7 3.6
　無回答 2 - - 1 - - 1 - - - - - - - - 2 5 3 6

100.0 - - 50.0 - - 50.0 - - - - - - - - 0.5
Ｑ２　業種
農業、林業 2 - - - - - 1 - - - - - 1 - - 2 9 6 12

100.0 - - - - - 50.0 - - - - - 50.0 - - 0.5
漁業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - - - - - - - 1 - - 1 12 12 12

100.0 - - - - - - - - - - - 100.0 - - 0.3
建設業 74 6 2 16 1 - 25 3 - 4 - - 6 3 8 66 6 1 24

100.0 8.1 2.7 21.6 1.4 - 33.8 4.1 - 5.4 - - 8.1 4.1 10.8 17.0
製造業 154 16 4 24 - - 56 - 1 - 3 1 22 4 23 131 6 1 24

100.0 10.4 2.6 15.6 - - 36.4 - 0.7 - 2.0 0.7 14.3 2.6 14.9 33.7
電気・ガス・熱供給・水道業 3 - - 1 - - 1 - - - - - - 1 - 3 15 3 36

100.0 - - 33.3 - - 33.3 - - - - - - 33.3 - 0.8
情報通信業 17 - 1 7 - - 5 1 - - - - - - 3 14 4 2 7

100.0 - 5.9 41.2 - - 29.4 5.9 - - - - - - 17.7 3.6
運輸業、郵便業 22 4 - 2 - - 8 - 1 1 - - 2 - 4 18 6 1 12

100.0 18.2 - 9.1 - - 36.4 - 4.6 4.6 - - 9.1 - 18.2 4.6
卸売業、小売業 78 - 2 11 - - 13 - - - - - 6 1 45 33 6 2 24

100.0 - 2.6 14.1 - - 16.7 - - - - - 7.7 1.3 57.7 8.5
金融業、保険業 7 - - 1 - - 2 - - - - - 2 1 1 6 10 3 18

100.0 - - 14.3 - - 28.6 - - - - - 28.6 14.3 14.3 1.5
不動産業、物品賃貸業 1 - - - - - 1 - - - - - - - - 1 6 6 6

100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - - - 0.3
学術研究、専門・技術サービス業 12 - 1 1 1 - 5 - - - - - 1 - 3 9 6 2 12

100.0 - 8.3 8.3 8.3 - 41.7 - - - - - 8.3 - 25.0 2.3
宿泊業、飲食サービス業 6 1 2 - - - 1 - - - - - 2 - - 6 6 1 12

100.0 16.7 33.3 - - - 16.7 - - - - - 33.3 - - 1.5
生活関連サービス業、娯楽業 7 1 - - - - 4 - - - 1 - - - 1 6 6 1 10

100.0 14.3 - - - - 57.1 - - - 14.3 - - - 14.3 1.5
教育、学習支援業 5 2 - 1 - - - - 1 - - - - - 1 4 3 1 8

100.0 40.0 - 20.0 - - - - 20.0 - - - - - 20.0 1.0
医療、福祉 61 3 5 12 - - 22 - - - 1 - 9 1 8 53 6 1 20

100.0 4.9 8.2 19.7 - - 36.1 - - - 1.6 - 14.8 1.6 13.1 13.6
複合サービス事業 3 - - - - - 2 - - - - - - - 1 2 6 6 6

100.0 - - - - - 66.7 - - - - - - - 33.3 0.5
その他サービス業 26 3 2 6 1 - 4 1 1 - - - 4 - 4 22 5 1 12

100.0 11.5 7.7 23.1 3.9 - 15.4 3.9 3.9 - - - 15.4 - 15.4 5.7
分類不能の産業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -
その他 6 - - 3 - - 2 - - - - - 1 - - 6 6 3 12

100.0 - - 50.0 - - 33.3 - - - - - 16.7 - - 1.5
　無回答 9 1 - 2 - - 1 - - - - - 2 - 3 6 6 1 12

100.0 11.1 - 22.2 - - 11.1 - - - - - 22.2 - 33.3 1.5
Ｑ２　業種
製造業 154 16 4 24 - - 56 - 1 - 3 1 22 4 23 131 6 1 24

100.0 10.4 2.6 15.6 - - 36.4 - 0.7 - 2.0 0.7 14.3 2.6 14.9 33.7
非製造業 331 20 15 61 3 - 96 5 3 5 2 - 35 7 79 252 6 1 36

100.0 6.0 4.5 18.4 0.9 - 29.0 1.5 0.9 1.5 0.6 - 10.6 2.1 23.9 64.8
　無回答 9 1 - 2 - - 1 - - - - - 2 - 3 6 6 1 12

100.0 11.1 - 22.2 - - 11.1 - - - - - 22.2 - 33.3 1.5
Ｑ３　創業年
1919年まで 68 3 3 14 - - 24 - 2 4 - - 7 - 11 57 6 1 12

100.0 4.4 4.4 20.6 - - 35.3 - 2.9 5.9 - - 10.3 - 16.2 14.7
1920～1939年 48 3 - 7 - - 20 - - - - - 7 1 10 38 6 1 18

100.0 6.3 - 14.6 - - 41.7 - - - - - 14.6 2.1 20.8 9.8
1940～1959年 113 9 4 22 1 - 37 - - - 3 1 18 6 12 101 7 1 24

100.0 8.0 3.5 19.5 0.9 - 32.7 - - - 2.7 0.9 15.9 5.3 10.6 26.0
1960～1979年 115 9 8 24 1 - 36 2 2 1 1 - 14 1 16 99 6 1 18

100.0 7.8 7.0 20.9 0.9 - 31.3 1.7 1.7 0.9 0.9 - 12.2 0.9 13.9 25.5
1980～1999年 66 7 3 12 1 - 21 2 - - 1 - 9 1 9 57 6 1 20

100.0 10.6 4.6 18.2 1.5 - 31.8 3.0 - - 1.5 - 13.6 1.5 13.6 14.7
2000年以降 74 3 1 6 - - 13 1 - - - - 4 - 46 28 6 1 12

100.0 4.1 1.4 8.1 - - 17.6 1.4 - - - - 5.4 - 62.2 7.2
　無回答 10 3 - 2 - - 2 - - - - - - 2 1 9 9 1 36

100.0 30.0 - 20.0 - - 20.0 - - - - - - 20.0 10.0 2.3
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ12　Ｑ10の取組のために従業員との協議等を行ったかどうかについて、お伺いします。導入前後で従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、導入前に行った場合には、その具体的な時期をお答えください。
　　　（１と２は複数選択が可能です：導入前にも導入後にも行った場合は、１・２の両方に○をつけてください）

全

体

導
入
前
に
行
っ

た

導
入
後
に
行
っ

た

行
っ

て
い
な
い

無
回
答

　全　体 1,264 494 157 649 20
100.0 39.1 12.4 51.3 1.6

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 494 56 - -

100.0 100.0 11.3 - -
導入後に行った 157 56 157 - -

100.0 35.7 100.0 - -
行っていない 649 - - 649 -

100.0 - - 100.0 -
　無回答 20 - - - 20

100.0 - - - 100.0
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 150 38 - -

100.0 87.7 22.2 - -
やや積極的 128 106 37 - -

100.0 82.8 28.9 - -
どちらでもない 254 208 65 - -

100.0 81.9 25.6 - -
やや消極的 12 10 5 - -

100.0 83.3 41.7 - -
対応には消極的だった 15 11 4 - -

100.0 73.3 26.7 - -
　無回答 15 9 8 - -

100.0 60.0 53.3 - -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 263 31 - -

100.0 99.6 11.7 - -
導入することを決めた後で協議した 156 153 22 - -

100.0 98.1 14.1 - -
わからない 64 64 4 - -

100.0 100.0 6.3 - -
　無回答 111 14 100 - -

100.0 12.6 90.1 - -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 457 135 - -

100.0 84.8 25.1 - -
効果はなかった 34 21 15 - -

100.0 61.8 44.1 - -
　無回答 22 16 7 - -

100.0 72.7 31.8 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 132 48 - -

100.0 83.5 30.4 - -
課題は生じなかった 406 337 101 - -

100.0 83.0 24.9 - -
　無回答 31 25 8 - -

100.0 80.7 25.8 - -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 254 75 169 7

100.0 53.7 15.9 35.7 1.5
行っていない 750 226 78 467 1

100.0 30.1 10.4 62.3 0.1
　無回答 41 14 4 13 12

100.0 34.2 9.8 31.7 29.3
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 704 301 97 333 6

100.0 42.8 13.8 47.3 0.9
行う予定はない 57 27 5 27 -

100.0 47.4 8.8 47.4 -
わからない 492 162 54 285 11

100.0 32.9 11.0 57.9 2.2
　無回答 11 4 1 4 3

100.0 36.4 9.1 36.4 27.3
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Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ12　「１．導入前に行った」：導入の（　）か月前頃

全

体

１
か
月
前

２
か
月
前

３
か
月
前

４
か
月
前

５
か
月
前

６
か
月
前

７
か
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８
か
月
前

９
か
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前
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か
月
前

1
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か
月
前

1
2
か
月
前

1
3
か
月
超

無
回
答

全

体

平

均

最
小
値

最
大
値

　全　体 494 37 19 87 3 - 153 5 4 5 5 1 59 11 105 389 6 1 36
100.0 7.5 3.9 17.6 0.6 - 31.0 1.0 0.8 1.0 1.0 0.2 11.9 2.2 21.3 100.0

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 11 - - 3 - - 2 - - - - - 3 - 3 8 7 3 12

100.0 - - 27.3 - - 18.2 - - - - - 27.3 - 27.3 2.1
30～49人 76 7 5 13 - - 30 - - 2 1 - 5 1 12 64 5 1 24

100.0 9.2 6.6 17.1 - - 39.5 - - 2.6 1.3 - 6.6 1.3 15.8 16.5
50～99人 139 13 4 27 - - 39 1 - - 1 - 15 4 35 104 6 1 36

100.0 9.4 2.9 19.4 - - 28.1 0.7 - - 0.7 - 10.8 2.9 25.2 26.7
100～299人 181 11 8 31 3 - 54 2 - 2 1 - 28 4 37 144 6 1 24

100.0 6.1 4.4 17.1 1.7 - 29.8 1.1 - 1.1 0.6 - 15.5 2.2 20.4 37.0
300人以上 63 4 1 8 - - 19 - 3 1 2 - 8 2 15 48 7 1 18

100.0 6.4 1.6 12.7 - - 30.2 - 4.8 1.6 3.2 - 12.7 3.2 23.8 12.3
　無回答 24 2 1 5 - - 9 2 1 - - 1 - - 3 21 5 1 11

100.0 8.3 4.2 20.8 - - 37.5 8.3 4.2 - - 4.2 - - 12.5 5.4
Ｑ５　労働組合の有無
ある 192 14 3 30 - - 44 - 2 2 2 - 20 4 71 121 6 1 36

100.0 7.3 1.6 15.6 - - 22.9 - 1.0 1.0 1.0 - 10.4 2.1 37.0 31.1
ない 301 23 16 56 3 - 109 5 2 3 3 1 39 7 34 267 6 1 24

100.0 7.6 5.3 18.6 1.0 - 36.2 1.7 0.7 1.0 1.0 0.3 13.0 2.3 11.3 68.6
　無回答 1 - - 1 - - - - - - - - - - - 1 3 3 3

100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - - 0.3
Ｆ１　回答者の役職
社長 13 - 1 2 - - 4 - - - 1 - 4 - 1 12 8 2 12

100.0 - 7.7 15.4 - - 30.8 - - - 7.7 - 30.8 - 7.7 3.1
取締役・役員クラス 69 5 2 14 - - 27 1 2 - 1 1 9 1 6 63 6 1 18

100.0 7.3 2.9 20.3 - - 39.1 1.5 2.9 - 1.5 1.5 13.0 1.5 8.7 16.2
部長・次長クラス 156 13 5 27 2 - 59 1 - 1 1 - 25 3 19 137 6 1 24

100.0 8.3 3.2 17.3 1.3 - 37.8 0.6 - 0.6 0.6 - 16.0 1.9 12.2 35.2
課長クラス 151 9 5 26 1 - 30 - - 1 - - 11 5 63 88 6 1 36

100.0 6.0 3.3 17.2 0.7 - 19.9 - - 0.7 - - 7.3 3.3 41.7 22.6
係長・主任クラス 47 7 3 6 - - 12 2 - 3 1 - 7 1 5 42 6 1 24

100.0 14.9 6.4 12.8 - - 25.5 4.3 - 6.4 2.1 - 14.9 2.1 10.6 10.8
一般社員 44 1 2 10 - - 15 1 1 - 1 - 2 1 10 34 6 1 24

100.0 2.3 4.6 22.7 - - 34.1 2.3 2.3 - 2.3 - 4.6 2.3 22.7 8.7
その他 12 2 1 2 - - 5 - - - - - 1 - 1 11 5 1 12

100.0 16.7 8.3 16.7 - - 41.7 - - - - - 8.3 - 8.3 2.8
　無回答 2 - - - - - 1 - 1 - - - - - - 2 7 6 8

100.0 - - - - - 50.0 - 50.0 - - - - - - 0.5
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 27 1 1 7 - - 6 - - 1 - - 6 1 4 23 7 1 24

100.0 3.7 3.7 25.9 - - 22.2 - - 3.7 - - 22.2 3.7 14.8 5.9
人事・労務部門 105 7 2 16 - - 21 - 1 1 - - 4 2 51 54 5 1 24

100.0 6.7 1.9 15.2 - - 20.0 - 1.0 1.0 - - 3.8 1.9 48.6 13.9
総務・庶務部門 182 14 8 34 1 - 62 1 2 2 2 - 23 3 30 152 6 1 24

100.0 7.7 4.4 18.7 0.6 - 34.1 0.6 1.1 1.1 1.1 - 12.6 1.7 16.5 39.1
経理部門 14 5 - 3 1 - 3 1 - 1 - - - - - 14 4 1 9

100.0 35.7 - 21.4 7.1 - 21.4 7.1 - 7.1 - - - - - 3.6
広報部門 - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 32 2 - 7 - - 12 - - - - - 6 1 4 28 7 1 18

100.0 6.3 - 21.9 - - 37.5 - - - - - 18.8 3.1 12.5 7.2
その他部門 102 7 4 13 1 - 39 2 1 - 2 1 17 4 11 91 7 1 36

100.0 6.9 3.9 12.8 1.0 - 38.2 2.0 1.0 - 2.0 1.0 16.7 3.9 10.8 23.4
　無回答 32 1 4 7 - - 10 1 - - 1 - 3 - 5 27 5 1 12

100.0 3.1 12.5 21.9 - - 31.3 3.1 - - 3.1 - 9.4 - 15.6 6.9
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 161 12 2 24 - - 32 - 1 2 2 - 17 2 67 94 6 1 24

100.0 7.5 1.2 14.9 - - 19.9 - 0.6 1.2 1.2 - 10.6 1.2 41.6 24.2
労使協議機関での協議 177 14 2 21 1 - 41 - 2 2 1 - 23 2 68 109 6 1 24

100.0 7.9 1.1 11.9 0.6 - 23.2 - 1.1 1.1 0.6 - 13.0 1.1 38.4 28.0
取組を行うための専門組織の編成 94 7 3 14 - - 32 - 1 1 2 1 14 5 14 80 7 1 36

100.0 7.5 3.2 14.9 - - 34.0 - 1.1 1.1 2.1 1.1 14.9 5.3 14.9 20.6
懇談会・説明会などの 304 20 12 50 1 - 88 5 2 5 3 - 30 9 79 225 6 1 36

常設ではない会合 100.0 6.6 4.0 16.5 0.3 - 29.0 1.6 0.7 1.6 1.0 - 9.9 3.0 26.0 57.8
相談窓口（電子メール等を含む）や 272 11 14 41 1 - 71 5 1 5 3 1 28 10 81 191 7 1 36

その他の苦情処理機関 100.0 4.0 5.2 15.1 0.4 - 26.1 1.8 0.4 1.8 1.1 0.4 10.3 3.7 29.8 49.1
社内報や社内掲示板、 407 29 14 67 3 - 127 4 2 5 5 1 46 10 94 313 6 1 36

電子メールなどでの情報提供 100.0 7.1 3.4 16.5 0.7 - 31.2 1.0 0.5 1.2 1.2 0.3 11.3 2.5 23.1 80.5
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 157 10 4 18 - - 37 2 1 - 1 - 17 5 62 95 7 1 36

活用したコミュニケーションツール 100.0 6.4 2.6 11.5 - - 23.6 1.3 0.6 - 0.6 - 10.8 3.2 39.5 24.4
従業員へのアンケート調査 262 15 9 43 1 - 82 4 1 3 3 1 21 7 72 190 6 1 36

100.0 5.7 3.4 16.4 0.4 - 31.3 1.5 0.4 1.2 1.2 0.4 8.0 2.7 27.5 48.8
その他 25 2 2 6 1 - 5 1 1 - - - 3 2 2 23 7 1 24

100.0 8.0 8.0 24.0 4.0 - 20.0 4.0 4.0 - - - 12.0 8.0 8.0 5.9
　無回答 2 - - 1 - - 1 - - - - - - - - 2 5 3 6

100.0 - - 50.0 - - 50.0 - - - - - - - - 0.5
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 494 37 19 87 3 - 153 5 4 5 5 1 59 11 105 389 6 1 36

100.0 7.5 3.9 17.6 0.6 - 31.0 1.0 0.8 1.0 1.0 0.2 11.9 2.2 21.3 100.0
行っていない - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ12　「１．導入前に行った」：導入の（　）か月前頃

全

体
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か
月
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２
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５
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６
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９
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全

体

平

均

最
小
値

最
大
値

　全　体 494 37 19 87 3 - 153 5 4 5 5 1 59 11 105 389 6 1 36
100.0 7.5 3.9 17.6 0.6 - 31.0 1.0 0.8 1.0 1.0 0.2 11.9 2.2 21.3 100.0

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 37 19 87 3 - 153 5 4 5 5 1 59 11 105 389 6 1 36

100.0 7.5 3.9 17.6 0.6 - 31.0 1.0 0.8 1.0 1.0 0.2 11.9 2.2 21.3 100.0
導入後に行った 56 6 3 5 - - 15 2 - 3 - - 8 2 12 44 7 1 24

100.0 10.7 5.4 8.9 - - 26.8 3.6 - 5.4 - - 14.3 3.6 21.4 11.3
行っていない - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 150 10 3 27 - - 61 - - 2 1 - 25 3 18 132 6 1 24

100.0 6.7 2.0 18.0 - - 40.7 - - 1.3 0.7 - 16.7 2.0 12.0 33.9
やや積極的 106 8 5 19 1 - 33 2 2 - 3 1 14 4 14 92 7 1 36

100.0 7.6 4.7 17.9 0.9 - 31.1 1.9 1.9 - 2.8 0.9 13.2 3.8 13.2 23.7
どちらでもない 208 15 10 37 2 - 44 3 2 3 - - 19 4 69 139 6 1 24

100.0 7.2 4.8 17.8 1.0 - 21.2 1.4 1.0 1.4 - - 9.1 1.9 33.2 35.7
やや消極的 10 - - 1 - - 9 - - - - - - - - 10 6 3 6

100.0 - - 10.0 - - 90.0 - - - - - - - - 2.6
対応には消極的だった 11 2 - 2 - - 5 - - - - - 1 - 1 10 5 1 12

100.0 18.2 - 18.2 - - 45.5 - - - - - 9.1 - 9.1 2.6
　無回答 9 2 1 1 - - 1 - - - 1 - - - 3 6 4 1 10

100.0 22.2 11.1 11.1 - - 11.1 - - - 11.1 - - - 33.3 1.5
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 263 19 8 47 1 - 89 3 3 3 3 - 41 8 38 225 7 1 24

100.0 7.2 3.0 17.9 0.4 - 33.8 1.1 1.1 1.1 1.1 - 15.6 3.0 14.5 57.8
導入することを決めた後で協議した 153 15 11 33 2 - 54 2 - 2 2 1 14 2 15 138 5 1 20

100.0 9.8 7.2 21.6 1.3 - 35.3 1.3 - 1.3 1.3 0.7 9.2 1.3 9.8 35.5
わからない 64 - - 4 - - 6 - 1 - - - 2 1 50 14 8 3 36

100.0 - - 6.3 - - 9.4 - 1.6 - - - 3.1 1.6 78.1 3.6
　無回答 14 3 - 3 - - 4 - - - - - 2 - 2 12 5 1 12

100.0 21.4 - 21.4 - - 28.6 - - - - - 14.3 - 14.3 3.1
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 457 32 17 78 3 - 144 5 4 5 5 1 56 9 98 359 6 1 36

100.0 7.0 3.7 17.1 0.7 - 31.5 1.1 0.9 1.1 1.1 0.2 12.3 2.0 21.4 92.3
効果はなかった 21 3 1 3 - - 6 - - - - - 2 2 4 17 7 1 24

100.0 14.3 4.8 14.3 - - 28.6 - - - - - 9.5 9.5 19.1 4.4
　無回答 16 2 1 6 - - 3 - - - - - 1 - 3 13 4 1 12

100.0 12.5 6.3 37.5 - - 18.8 - - - - - 6.3 - 18.8 3.3
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 132 6 5 17 1 - 49 3 3 4 1 - 21 6 16 116 7 1 24

100.0 4.6 3.8 12.9 0.8 - 37.1 2.3 2.3 3.0 0.8 - 15.9 4.6 12.1 29.8
課題は生じなかった 337 30 14 61 2 - 98 2 1 1 3 1 37 5 82 255 6 1 36

100.0 8.9 4.2 18.1 0.6 - 29.1 0.6 0.3 0.3 0.9 0.3 11.0 1.5 24.3 65.6
　無回答 25 1 - 9 - - 6 - - - 1 - 1 - 7 18 5 1 12

100.0 4.0 - 36.0 - - 24.0 - - - 4.0 - 4.0 - 28.0 4.6
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 254 10 9 38 - - 87 1 1 3 4 1 30 7 63 191 7 1 36

100.0 3.9 3.5 15.0 - - 34.3 0.4 0.4 1.2 1.6 0.4 11.8 2.8 24.8 49.1
行っていない 226 25 9 45 3 - 65 4 3 2 1 - 27 4 38 188 6 1 24

100.0 11.1 4.0 19.9 1.3 - 28.8 1.8 1.3 0.9 0.4 - 12.0 1.8 16.8 48.3
　無回答 14 2 1 4 - - 1 - - - - - 2 - 4 10 5 1 12

100.0 14.3 7.1 28.6 - - 7.1 - - - - - 14.3 - 28.6 2.6
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 301 14 9 48 - - 94 2 2 5 1 1 37 8 80 221 7 1 36

100.0 4.7 3.0 16.0 - - 31.2 0.7 0.7 1.7 0.3 0.3 12.3 2.7 26.6 56.8
行う予定はない 27 8 2 5 - - 7 - - - - - 4 - 1 26 5 1 12

100.0 29.6 7.4 18.5 - - 25.9 - - - - - 14.8 - 3.7 6.7
わからない 162 15 8 33 3 - 50 3 2 - 4 - 18 3 23 139 6 1 24

100.0 9.3 4.9 20.4 1.9 - 30.9 1.9 1.2 - 2.5 - 11.1 1.9 14.2 35.7
　無回答 4 - - 1 - - 2 - - - - - - - 1 3 5 3 6

100.0 - - 25.0 - - 50.0 - - - - - - - 25.0 0.8

75 

 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
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Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ12　「１．導入前に行った」：導入の（　）か月前頃
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全
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平
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　全　体 494 37 19 87 3 - 153 5 4 5 5 1 59 11 105 389 6 1 36
100.0 7.5 3.9 17.6 0.6 - 31.0 1.0 0.8 1.0 1.0 0.2 11.9 2.2 21.3 100.0

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 11 - - 3 - - 2 - - - - - 3 - 3 8 7 3 12

100.0 - - 27.3 - - 18.2 - - - - - 27.3 - 27.3 2.1
30～49人 76 7 5 13 - - 30 - - 2 1 - 5 1 12 64 5 1 24

100.0 9.2 6.6 17.1 - - 39.5 - - 2.6 1.3 - 6.6 1.3 15.8 16.5
50～99人 139 13 4 27 - - 39 1 - - 1 - 15 4 35 104 6 1 36

100.0 9.4 2.9 19.4 - - 28.1 0.7 - - 0.7 - 10.8 2.9 25.2 26.7
100～299人 181 11 8 31 3 - 54 2 - 2 1 - 28 4 37 144 6 1 24

100.0 6.1 4.4 17.1 1.7 - 29.8 1.1 - 1.1 0.6 - 15.5 2.2 20.4 37.0
300人以上 63 4 1 8 - - 19 - 3 1 2 - 8 2 15 48 7 1 18

100.0 6.4 1.6 12.7 - - 30.2 - 4.8 1.6 3.2 - 12.7 3.2 23.8 12.3
　無回答 24 2 1 5 - - 9 2 1 - - 1 - - 3 21 5 1 11

100.0 8.3 4.2 20.8 - - 37.5 8.3 4.2 - - 4.2 - - 12.5 5.4
Ｑ５　労働組合の有無
ある 192 14 3 30 - - 44 - 2 2 2 - 20 4 71 121 6 1 36

100.0 7.3 1.6 15.6 - - 22.9 - 1.0 1.0 1.0 - 10.4 2.1 37.0 31.1
ない 301 23 16 56 3 - 109 5 2 3 3 1 39 7 34 267 6 1 24

100.0 7.6 5.3 18.6 1.0 - 36.2 1.7 0.7 1.0 1.0 0.3 13.0 2.3 11.3 68.6
　無回答 1 - - 1 - - - - - - - - - - - 1 3 3 3

100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - - 0.3
Ｆ１　回答者の役職
社長 13 - 1 2 - - 4 - - - 1 - 4 - 1 12 8 2 12

100.0 - 7.7 15.4 - - 30.8 - - - 7.7 - 30.8 - 7.7 3.1
取締役・役員クラス 69 5 2 14 - - 27 1 2 - 1 1 9 1 6 63 6 1 18

100.0 7.3 2.9 20.3 - - 39.1 1.5 2.9 - 1.5 1.5 13.0 1.5 8.7 16.2
部長・次長クラス 156 13 5 27 2 - 59 1 - 1 1 - 25 3 19 137 6 1 24

100.0 8.3 3.2 17.3 1.3 - 37.8 0.6 - 0.6 0.6 - 16.0 1.9 12.2 35.2
課長クラス 151 9 5 26 1 - 30 - - 1 - - 11 5 63 88 6 1 36

100.0 6.0 3.3 17.2 0.7 - 19.9 - - 0.7 - - 7.3 3.3 41.7 22.6
係長・主任クラス 47 7 3 6 - - 12 2 - 3 1 - 7 1 5 42 6 1 24

100.0 14.9 6.4 12.8 - - 25.5 4.3 - 6.4 2.1 - 14.9 2.1 10.6 10.8
一般社員 44 1 2 10 - - 15 1 1 - 1 - 2 1 10 34 6 1 24

100.0 2.3 4.6 22.7 - - 34.1 2.3 2.3 - 2.3 - 4.6 2.3 22.7 8.7
その他 12 2 1 2 - - 5 - - - - - 1 - 1 11 5 1 12

100.0 16.7 8.3 16.7 - - 41.7 - - - - - 8.3 - 8.3 2.8
　無回答 2 - - - - - 1 - 1 - - - - - - 2 7 6 8

100.0 - - - - - 50.0 - 50.0 - - - - - - 0.5
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 27 1 1 7 - - 6 - - 1 - - 6 1 4 23 7 1 24

100.0 3.7 3.7 25.9 - - 22.2 - - 3.7 - - 22.2 3.7 14.8 5.9
人事・労務部門 105 7 2 16 - - 21 - 1 1 - - 4 2 51 54 5 1 24

100.0 6.7 1.9 15.2 - - 20.0 - 1.0 1.0 - - 3.8 1.9 48.6 13.9
総務・庶務部門 182 14 8 34 1 - 62 1 2 2 2 - 23 3 30 152 6 1 24

100.0 7.7 4.4 18.7 0.6 - 34.1 0.6 1.1 1.1 1.1 - 12.6 1.7 16.5 39.1
経理部門 14 5 - 3 1 - 3 1 - 1 - - - - - 14 4 1 9

100.0 35.7 - 21.4 7.1 - 21.4 7.1 - 7.1 - - - - - 3.6
広報部門 - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 32 2 - 7 - - 12 - - - - - 6 1 4 28 7 1 18

100.0 6.3 - 21.9 - - 37.5 - - - - - 18.8 3.1 12.5 7.2
その他部門 102 7 4 13 1 - 39 2 1 - 2 1 17 4 11 91 7 1 36

100.0 6.9 3.9 12.8 1.0 - 38.2 2.0 1.0 - 2.0 1.0 16.7 3.9 10.8 23.4
　無回答 32 1 4 7 - - 10 1 - - 1 - 3 - 5 27 5 1 12

100.0 3.1 12.5 21.9 - - 31.3 3.1 - - 3.1 - 9.4 - 15.6 6.9
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 161 12 2 24 - - 32 - 1 2 2 - 17 2 67 94 6 1 24

100.0 7.5 1.2 14.9 - - 19.9 - 0.6 1.2 1.2 - 10.6 1.2 41.6 24.2
労使協議機関での協議 177 14 2 21 1 - 41 - 2 2 1 - 23 2 68 109 6 1 24

100.0 7.9 1.1 11.9 0.6 - 23.2 - 1.1 1.1 0.6 - 13.0 1.1 38.4 28.0
取組を行うための専門組織の編成 94 7 3 14 - - 32 - 1 1 2 1 14 5 14 80 7 1 36

100.0 7.5 3.2 14.9 - - 34.0 - 1.1 1.1 2.1 1.1 14.9 5.3 14.9 20.6
懇談会・説明会などの 304 20 12 50 1 - 88 5 2 5 3 - 30 9 79 225 6 1 36

常設ではない会合 100.0 6.6 4.0 16.5 0.3 - 29.0 1.6 0.7 1.6 1.0 - 9.9 3.0 26.0 57.8
相談窓口（電子メール等を含む）や 272 11 14 41 1 - 71 5 1 5 3 1 28 10 81 191 7 1 36

その他の苦情処理機関 100.0 4.0 5.2 15.1 0.4 - 26.1 1.8 0.4 1.8 1.1 0.4 10.3 3.7 29.8 49.1
社内報や社内掲示板、 407 29 14 67 3 - 127 4 2 5 5 1 46 10 94 313 6 1 36

電子メールなどでの情報提供 100.0 7.1 3.4 16.5 0.7 - 31.2 1.0 0.5 1.2 1.2 0.3 11.3 2.5 23.1 80.5
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 157 10 4 18 - - 37 2 1 - 1 - 17 5 62 95 7 1 36

活用したコミュニケーションツール 100.0 6.4 2.6 11.5 - - 23.6 1.3 0.6 - 0.6 - 10.8 3.2 39.5 24.4
従業員へのアンケート調査 262 15 9 43 1 - 82 4 1 3 3 1 21 7 72 190 6 1 36

100.0 5.7 3.4 16.4 0.4 - 31.3 1.5 0.4 1.2 1.2 0.4 8.0 2.7 27.5 48.8
その他 25 2 2 6 1 - 5 1 1 - - - 3 2 2 23 7 1 24

100.0 8.0 8.0 24.0 4.0 - 20.0 4.0 4.0 - - - 12.0 8.0 8.0 5.9
　無回答 2 - - 1 - - 1 - - - - - - - - 2 5 3 6

100.0 - - 50.0 - - 50.0 - - - - - - - - 0.5
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 494 37 19 87 3 - 153 5 4 5 5 1 59 11 105 389 6 1 36

100.0 7.5 3.9 17.6 0.6 - 31.0 1.0 0.8 1.0 1.0 0.2 11.9 2.2 21.3 100.0
行っていない - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
付問１　その時の組合や従業員側の姿勢は、下記のどれに一番近いと思われますか（○は１つ）

全

体

積
極
的
に
対
応
を
求
め
て
き
た

や
や
積
極
的

ど
ち
ら
で
も
な
い

や
や
消
極
的

対
応
に
は
消
極
的
だ
っ

た

無
回
答

　全　体 595 171 128 254 12 15 15
100.0 28.7 21.5 42.7 2.0 2.5 2.5

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 67 12 3 48 1 1 2

100.0 17.9 4.5 71.6 1.5 1.5 3.0
1,000～4,999人 60 12 13 34 - 1 -

100.0 20.0 21.7 56.7 - 1.7 -
300～999人 157 45 45 58 4 1 4

100.0 28.7 28.7 36.9 2.6 0.6 2.6
100～299人 239 78 54 89 4 9 5

100.0 32.6 22.6 37.2 1.7 3.8 2.1
50～99人 52 15 11 20 2 2 2

100.0 28.9 21.2 38.5 3.9 3.9 3.9
30～49人 18 7 2 5 1 1 2

100.0 38.9 11.1 27.8 5.6 5.6 11.1
　無回答 2 2 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 2 1 1 - - - -

100.0 50.0 50.0 - - - -
漁業 - - - - - - -

- - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 2 1 - 1 - - -

100.0 50.0 - 50.0 - - -
建設業 91 30 19 36 2 3 1

100.0 33.0 20.9 39.6 2.2 3.3 1.1
製造業 195 60 43 80 2 6 4

100.0 30.8 22.1 41.0 1.0 3.1 2.1
電気・ガス・熱供給・水道業 3 - 2 1 - - -

100.0 - 66.7 33.3 - - -
情報通信業 22 9 4 9 - - -

100.0 40.9 18.2 40.9 - - -
運輸業、郵便業 29 6 8 9 2 1 3

100.0 20.7 27.6 31.0 6.9 3.5 10.3
卸売業、小売業 88 13 11 58 2 1 3

100.0 14.8 12.5 65.9 2.3 1.1 3.4
金融業、保険業 9 2 5 2 - - -

100.0 22.2 55.6 22.2 - - -
不動産業、物品賃貸業 2 1 - 1 - - -

100.0 50.0 - 50.0 - - -
学術研究、専門・技術サービス業 14 6 3 5 - - -

100.0 42.9 21.4 35.7 - - -
宿泊業、飲食サービス業 7 1 1 4 - 1 -

100.0 14.3 14.3 57.1 - 14.3 -
生活関連サービス業、娯楽業 7 2 4 1 - - -

100.0 28.6 57.1 14.3 - - -
教育、学習支援業 7 1 1 4 - - 1

100.0 14.3 14.3 57.1 - - 14.3
医療、福祉 63 23 13 19 4 2 2

100.0 36.5 20.6 30.2 6.4 3.2 3.2
複合サービス事業 5 - 2 3 - - -

100.0 - 40.0 60.0 - - -
その他サービス業 33 10 9 13 - - 1

100.0 30.3 27.3 39.4 - - 3.0
分類不能の産業 - - - - - - -

- - - - - - -
その他 6 1 2 2 - 1 -

100.0 16.7 33.3 33.3 - 16.7 -
　無回答 10 4 - 6 - - -

100.0 40.0 - 60.0 - - -
Ｑ２　業種
製造業 195 60 43 80 2 6 4

100.0 30.8 22.1 41.0 1.0 3.1 2.1
非製造業 390 107 85 168 10 9 11

100.0 27.4 21.8 43.1 2.6 2.3 2.8
　無回答 10 4 - 6 - - -

100.0 40.0 - 60.0 - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 77 23 14 37 1 2 -

100.0 29.9 18.2 48.1 1.3 2.6 -
1920～1939年 57 21 12 18 2 2 2

100.0 36.8 21.1 31.6 3.5 3.5 3.5
1940～1959年 149 45 34 59 2 4 5

100.0 30.2 22.8 39.6 1.3 2.7 3.4
1960～1979年 148 46 37 53 3 4 5

100.0 31.1 25.0 35.8 2.0 2.7 3.4
1980～1999年 72 19 17 30 2 3 1

100.0 26.4 23.6 41.7 2.8 4.2 1.4
2000年以降 80 12 12 52 2 - 2

100.0 15.0 15.0 65.0 2.5 - 2.5
　無回答 12 5 2 5 - - -

100.0 41.7 16.7 41.7 - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
付問１　その時の組合や従業員側の姿勢は、下記のどれに一番近いと思われますか（○は１つ）

全

体

積
極
的
に
対
応
を
求
め
て
き
た

や
や
積
極
的

ど
ち
ら
で
も
な
い

や
や
消
極
的

対
応
に
は
消
極
的
だ
っ

た

無
回
答

　全　体 595 171 128 254 12 15 15
100.0 28.7 21.5 42.7 2.0 2.5 2.5

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 15 3 3 8 - - 1

100.0 20.0 20.0 53.3 - - 6.7
30～49人 96 28 20 42 1 2 3

100.0 29.2 20.8 43.8 1.0 2.1 3.1
50～99人 151 44 26 74 3 2 2

100.0 29.1 17.2 49.0 2.0 1.3 1.3
100～299人 230 63 51 97 7 8 4

100.0 27.4 22.2 42.2 3.0 3.5 1.7
300人以上 73 25 22 21 - 1 4

100.0 34.3 30.1 28.8 - 1.4 5.5
　無回答 30 8 6 12 1 2 1

100.0 26.7 20.0 40.0 3.3 6.7 3.3
Ｑ５　労働組合の有無
ある 242 56 48 125 2 5 6

100.0 23.1 19.8 51.7 0.8 2.1 2.5
ない 352 114 80 129 10 10 9

100.0 32.4 22.7 36.7 2.8 2.8 2.6
　無回答 1 1 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 14 6 2 6 - - -

100.0 42.9 14.3 42.9 - - -
取締役・役員クラス 81 30 18 25 3 3 2

100.0 37.0 22.2 30.9 3.7 3.7 2.5
部長・次長クラス 184 57 40 74 5 5 3

100.0 31.0 21.7 40.2 2.7 2.7 1.6
課長クラス 178 38 33 96 2 4 5

100.0 21.4 18.5 53.9 1.1 2.3 2.8
係長・主任クラス 66 17 17 26 2 2 2

100.0 25.8 25.8 39.4 3.0 3.0 3.0
一般社員 55 18 12 23 - - 2

100.0 32.7 21.8 41.8 - - 3.6
その他 15 5 5 3 - 1 1

100.0 33.3 33.3 20.0 - 6.7 6.7
　無回答 2 - 1 1 - - -

100.0 - 50.0 50.0 - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 31 7 9 14 - 1 -

100.0 22.6 29.0 45.2 - 3.2 -
人事・労務部門 125 29 21 62 5 4 4

100.0 23.2 16.8 49.6 4.0 3.2 3.2
総務・庶務部門 220 65 48 87 5 6 9

100.0 29.6 21.8 39.6 2.3 2.7 4.1
経理部門 15 8 2 5 - - -

100.0 53.3 13.3 33.3 - - -
広報部門 - - - - - - -

- - - - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 46 13 10 20 - 2 1

100.0 28.3 21.7 43.5 - 4.4 2.2
その他部門 118 34 29 50 2 2 1

100.0 28.8 24.6 42.4 1.7 1.7 0.9
　無回答 40 15 9 16 - - -

100.0 37.5 22.5 40.0 - - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 197 48 35 102 2 5 5

100.0 24.4 17.8 51.8 1.0 2.5 2.5
労使協議機関での協議 213 55 42 109 - 4 3

100.0 25.8 19.7 51.2 - 1.9 1.4
取組を行うための専門組織の編成 110 45 25 36 1 1 2

100.0 40.9 22.7 32.7 0.9 0.9 1.8
懇談会・説明会などの 358 95 78 162 7 7 9

常設ではない会合 100.0 26.5 21.8 45.3 2.0 2.0 2.5
相談窓口（電子メール等を含む）や 321 87 65 145 7 10 7

その他の苦情処理機関 100.0 27.1 20.3 45.2 2.2 3.1 2.2
社内報や社内掲示板、 487 142 99 214 8 13 11

電子メールなどでの情報提供 100.0 29.2 20.3 43.9 1.6 2.7 2.3
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 188 55 32 95 - 1 5

活用したコミュニケーションツール 100.0 29.3 17.0 50.5 - 0.5 2.7
従業員へのアンケート調査 302 80 62 139 6 7 8

100.0 26.5 20.5 46.0 2.0 2.3 2.7
その他 30 7 11 10 1 - 1

100.0 23.3 36.7 33.3 3.3 - 3.3
　無回答 4 2 - 1 - - 1

100.0 50.0 - 25.0 - - 25.0
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 595 171 128 254 12 15 15

100.0 28.7 21.5 42.7 2.0 2.5 2.5
行っていない - - - - - - -

- - - - - - -
　無回答 - - - - - - -

- - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
付問１　その時の組合や従業員側の姿勢は、下記のどれに一番近いと思われますか（○は１つ）

全

体

積
極
的
に
対
応
を
求
め
て
き
た

や
や
積
極
的

ど
ち
ら
で
も
な
い

や
や
消
極
的

対
応
に
は
消
極
的
だ
っ

た

無
回
答

　全　体 595 171 128 254 12 15 15
100.0 28.7 21.5 42.7 2.0 2.5 2.5

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 67 12 3 48 1 1 2

100.0 17.9 4.5 71.6 1.5 1.5 3.0
1,000～4,999人 60 12 13 34 - 1 -

100.0 20.0 21.7 56.7 - 1.7 -
300～999人 157 45 45 58 4 1 4

100.0 28.7 28.7 36.9 2.6 0.6 2.6
100～299人 239 78 54 89 4 9 5

100.0 32.6 22.6 37.2 1.7 3.8 2.1
50～99人 52 15 11 20 2 2 2

100.0 28.9 21.2 38.5 3.9 3.9 3.9
30～49人 18 7 2 5 1 1 2

100.0 38.9 11.1 27.8 5.6 5.6 11.1
　無回答 2 2 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 2 1 1 - - - -

100.0 50.0 50.0 - - - -
漁業 - - - - - - -

- - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 2 1 - 1 - - -

100.0 50.0 - 50.0 - - -
建設業 91 30 19 36 2 3 1

100.0 33.0 20.9 39.6 2.2 3.3 1.1
製造業 195 60 43 80 2 6 4

100.0 30.8 22.1 41.0 1.0 3.1 2.1
電気・ガス・熱供給・水道業 3 - 2 1 - - -

100.0 - 66.7 33.3 - - -
情報通信業 22 9 4 9 - - -

100.0 40.9 18.2 40.9 - - -
運輸業、郵便業 29 6 8 9 2 1 3

100.0 20.7 27.6 31.0 6.9 3.5 10.3
卸売業、小売業 88 13 11 58 2 1 3

100.0 14.8 12.5 65.9 2.3 1.1 3.4
金融業、保険業 9 2 5 2 - - -

100.0 22.2 55.6 22.2 - - -
不動産業、物品賃貸業 2 1 - 1 - - -

100.0 50.0 - 50.0 - - -
学術研究、専門・技術サービス業 14 6 3 5 - - -

100.0 42.9 21.4 35.7 - - -
宿泊業、飲食サービス業 7 1 1 4 - 1 -

100.0 14.3 14.3 57.1 - 14.3 -
生活関連サービス業、娯楽業 7 2 4 1 - - -

100.0 28.6 57.1 14.3 - - -
教育、学習支援業 7 1 1 4 - - 1

100.0 14.3 14.3 57.1 - - 14.3
医療、福祉 63 23 13 19 4 2 2

100.0 36.5 20.6 30.2 6.4 3.2 3.2
複合サービス事業 5 - 2 3 - - -

100.0 - 40.0 60.0 - - -
その他サービス業 33 10 9 13 - - 1

100.0 30.3 27.3 39.4 - - 3.0
分類不能の産業 - - - - - - -

- - - - - - -
その他 6 1 2 2 - 1 -

100.0 16.7 33.3 33.3 - 16.7 -
　無回答 10 4 - 6 - - -

100.0 40.0 - 60.0 - - -
Ｑ２　業種
製造業 195 60 43 80 2 6 4

100.0 30.8 22.1 41.0 1.0 3.1 2.1
非製造業 390 107 85 168 10 9 11

100.0 27.4 21.8 43.1 2.6 2.3 2.8
　無回答 10 4 - 6 - - -

100.0 40.0 - 60.0 - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 77 23 14 37 1 2 -

100.0 29.9 18.2 48.1 1.3 2.6 -
1920～1939年 57 21 12 18 2 2 2

100.0 36.8 21.1 31.6 3.5 3.5 3.5
1940～1959年 149 45 34 59 2 4 5

100.0 30.2 22.8 39.6 1.3 2.7 3.4
1960～1979年 148 46 37 53 3 4 5

100.0 31.1 25.0 35.8 2.0 2.7 3.4
1980～1999年 72 19 17 30 2 3 1

100.0 26.4 23.6 41.7 2.8 4.2 1.4
2000年以降 80 12 12 52 2 - 2

100.0 15.0 15.0 65.0 2.5 - 2.5
　無回答 12 5 2 5 - - -

100.0 41.7 16.7 41.7 - - -

76 
- 170 - - 171 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
付問１　その時の組合や従業員側の姿勢は、下記のどれに一番近いと思われますか（○は１つ）

全

体

積
極
的
に
対
応
を
求
め
て
き
た

や
や
積
極
的

ど
ち
ら
で
も
な
い

や
や
消
極
的

対
応
に
は
消
極
的
だ
っ

た

無
回
答

　全　体 595 171 128 254 12 15 15
100.0 28.7 21.5 42.7 2.0 2.5 2.5

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 150 106 208 10 11 9

100.0 30.4 21.5 42.1 2.0 2.2 1.8
導入後に行った 157 38 37 65 5 4 8

100.0 24.2 23.6 41.4 3.2 2.6 5.1
行っていない - - - - - - -

- - - - - - -
　無回答 - - - - - - -

- - - - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 171 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -
やや積極的 128 - 128 - - - -

100.0 - 100.0 - - - -
どちらでもない 254 - - 254 - - -

100.0 - - 100.0 - - -
やや消極的 12 - - - 12 - -

100.0 - - - 100.0 - -
対応には消極的だった 15 - - - - 15 -

100.0 - - - - 100.0 -
　無回答 15 - - - - - 15

100.0 - - - - - 100.0
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 108 62 80 4 6 4

100.0 40.9 23.5 30.3 1.5 2.3 1.5
導入することを決めた後で協議した 156 34 37 73 6 4 2

100.0 21.8 23.7 46.8 3.9 2.6 1.3
わからない 64 3 8 50 - 1 2

100.0 4.7 12.5 78.1 - 1.6 3.1
　無回答 111 26 21 51 2 4 7

100.0 23.4 18.9 46.0 1.8 3.6 6.3
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 160 116 226 12 14 11

100.0 29.7 21.5 41.9 2.2 2.6 2.0
効果はなかった 34 6 5 22 - - 1

100.0 17.7 14.7 64.7 - - 2.9
　無回答 22 5 7 6 - 1 3

100.0 22.7 31.8 27.3 - 4.6 13.6
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 40 41 61 7 3 6

100.0 25.3 26.0 38.6 4.4 1.9 3.8
課題は生じなかった 406 119 80 185 5 11 6

100.0 29.3 19.7 45.6 1.2 2.7 1.5
　無回答 31 12 7 8 - 1 3

100.0 38.7 22.6 25.8 - 3.2 9.7
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 297 84 67 126 5 8 7

100.0 28.3 22.6 42.4 1.7 2.7 2.4
行っていない 282 82 58 122 7 6 7

100.0 29.1 20.6 43.3 2.5 2.1 2.5
　無回答 16 5 3 6 - 1 1

100.0 31.3 18.8 37.5 - 6.3 6.3
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 365 112 79 153 5 9 7

100.0 30.7 21.6 41.9 1.4 2.5 1.9
行う予定はない 30 8 7 12 - 2 1

100.0 26.7 23.3 40.0 - 6.7 3.3
わからない 196 51 42 86 7 4 6

100.0 26.0 21.4 43.9 3.6 2.0 3.1
　無回答 4 - - 3 - - 1

100.0 - - 75.0 - - 25.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
付問２　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）
　　　　従業員との協議等を行ったのは、導入することを決める前でしたか後でしたか。（○は１つ）

全

体

導
入
す
る
こ
と
を
決
め
る
前
に

協
議
し
た

導
入
す
る
こ
と
を
決
め
た
後
で

協
議
し
た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 595 264 156 64 111
100.0 44.4 26.2 10.8 18.7

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 67 10 4 45 8

100.0 14.9 6.0 67.2 11.9
1,000～4,999人 60 27 20 3 10

100.0 45.0 33.3 5.0 16.7
300～999人 157 74 47 5 31

100.0 47.1 29.9 3.2 19.8
100～299人 239 112 64 8 55

100.0 46.9 26.8 3.4 23.0
50～99人 52 28 16 3 5

100.0 53.9 30.8 5.8 9.6
30～49人 18 12 4 - 2

100.0 66.7 22.2 - 11.1
　無回答 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 2 2 - - -

100.0 100.0 - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 2 1 - - 1

100.0 50.0 - - 50.0
建設業 91 46 20 4 21

100.0 50.6 22.0 4.4 23.1
製造業 195 93 61 3 38

100.0 47.7 31.3 1.5 19.5
電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 1 1 -

100.0 33.3 33.3 33.3 -
情報通信業 22 10 7 - 5

100.0 45.5 31.8 - 22.7
運輸業、郵便業 29 11 7 2 9

100.0 37.9 24.1 6.9 31.0
卸売業、小売業 88 18 17 42 11

100.0 20.5 19.3 47.7 12.5
金融業、保険業 9 4 3 - 2

100.0 44.4 33.3 - 22.2
不動産業、物品賃貸業 2 1 - - 1

100.0 50.0 - - 50.0
学術研究、専門・技術サービス業 14 7 4 1 2

100.0 50.0 28.6 7.1 14.3
宿泊業、飲食サービス業 7 2 2 2 1

100.0 28.6 28.6 28.6 14.3
生活関連サービス業、娯楽業 7 4 2 - 1

100.0 57.1 28.6 - 14.3
教育、学習支援業 7 3 2 - 2

100.0 42.9 28.6 - 28.6
医療、福祉 63 37 20 1 5

100.0 58.7 31.8 1.6 7.9
複合サービス事業 5 - 1 2 2

100.0 - 20.0 40.0 40.0
その他サービス業 33 15 6 3 9

100.0 45.5 18.2 9.1 27.3
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 6 3 3 - -

100.0 50.0 50.0 - -
　無回答 10 6 - 3 1

100.0 60.0 - 30.0 10.0
Ｑ２　業種
製造業 195 93 61 3 38

100.0 47.7 31.3 1.5 19.5
非製造業 390 165 95 58 72

100.0 42.3 24.4 14.9 18.5
　無回答 10 6 - 3 1

100.0 60.0 - 30.0 10.0
Ｑ３　創業年
1919年まで 77 34 31 3 9

100.0 44.2 40.3 3.9 11.7
1920～1939年 57 32 13 2 10

100.0 56.1 22.8 3.5 17.5
1940～1959年 149 68 36 5 40

100.0 45.6 24.2 3.4 26.9
1960～1979年 148 68 36 9 35

100.0 46.0 24.3 6.1 23.7
1980～1999年 72 36 26 1 9

100.0 50.0 36.1 1.4 12.5
2000年以降 80 19 12 43 6

100.0 23.8 15.0 53.8 7.5
　無回答 12 7 2 1 2

100.0 58.3 16.7 8.3 16.7
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
付問１　その時の組合や従業員側の姿勢は、下記のどれに一番近いと思われますか（○は１つ）

全

体

積
極
的
に
対
応
を
求
め
て
き
た

や
や
積
極
的

ど
ち
ら
で
も
な
い

や
や
消
極
的

対
応
に
は
消
極
的
だ
っ

た

無
回
答

　全　体 595 171 128 254 12 15 15
100.0 28.7 21.5 42.7 2.0 2.5 2.5

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 150 106 208 10 11 9

100.0 30.4 21.5 42.1 2.0 2.2 1.8
導入後に行った 157 38 37 65 5 4 8

100.0 24.2 23.6 41.4 3.2 2.6 5.1
行っていない - - - - - - -

- - - - - - -
　無回答 - - - - - - -

- - - - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 171 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -
やや積極的 128 - 128 - - - -

100.0 - 100.0 - - - -
どちらでもない 254 - - 254 - - -

100.0 - - 100.0 - - -
やや消極的 12 - - - 12 - -

100.0 - - - 100.0 - -
対応には消極的だった 15 - - - - 15 -

100.0 - - - - 100.0 -
　無回答 15 - - - - - 15

100.0 - - - - - 100.0
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 108 62 80 4 6 4

100.0 40.9 23.5 30.3 1.5 2.3 1.5
導入することを決めた後で協議した 156 34 37 73 6 4 2

100.0 21.8 23.7 46.8 3.9 2.6 1.3
わからない 64 3 8 50 - 1 2

100.0 4.7 12.5 78.1 - 1.6 3.1
　無回答 111 26 21 51 2 4 7

100.0 23.4 18.9 46.0 1.8 3.6 6.3
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 160 116 226 12 14 11

100.0 29.7 21.5 41.9 2.2 2.6 2.0
効果はなかった 34 6 5 22 - - 1

100.0 17.7 14.7 64.7 - - 2.9
　無回答 22 5 7 6 - 1 3

100.0 22.7 31.8 27.3 - 4.6 13.6
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 40 41 61 7 3 6

100.0 25.3 26.0 38.6 4.4 1.9 3.8
課題は生じなかった 406 119 80 185 5 11 6

100.0 29.3 19.7 45.6 1.2 2.7 1.5
　無回答 31 12 7 8 - 1 3

100.0 38.7 22.6 25.8 - 3.2 9.7
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 297 84 67 126 5 8 7

100.0 28.3 22.6 42.4 1.7 2.7 2.4
行っていない 282 82 58 122 7 6 7

100.0 29.1 20.6 43.3 2.5 2.1 2.5
　無回答 16 5 3 6 - 1 1

100.0 31.3 18.8 37.5 - 6.3 6.3
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 365 112 79 153 5 9 7

100.0 30.7 21.6 41.9 1.4 2.5 1.9
行う予定はない 30 8 7 12 - 2 1

100.0 26.7 23.3 40.0 - 6.7 3.3
わからない 196 51 42 86 7 4 6

100.0 26.0 21.4 43.9 3.6 2.0 3.1
　無回答 4 - - 3 - - 1

100.0 - - 75.0 - - 25.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
付問２　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）
　　　　従業員との協議等を行ったのは、導入することを決める前でしたか後でしたか。（○は１つ）

全

体

導
入
す
る
こ
と
を
決
め
る
前
に

協
議
し
た

導
入
す
る
こ
と
を
決
め
た
後
で

協
議
し
た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 595 264 156 64 111
100.0 44.4 26.2 10.8 18.7

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 15 4 3 3 5

100.0 26.7 20.0 20.0 33.3
30～49人 96 40 24 11 21

100.0 41.7 25.0 11.5 21.9
50～99人 151 68 42 25 16

100.0 45.0 27.8 16.6 10.6
100～299人 230 96 65 19 50

100.0 41.7 28.3 8.3 21.7
300人以上 73 39 17 5 12

100.0 53.4 23.3 6.9 16.4
　無回答 30 17 5 1 7

100.0 56.7 16.7 3.3 23.3
Ｑ５　労働組合の有無
ある 242 84 57 50 51

100.0 34.7 23.6 20.7 21.1
ない 352 179 99 14 60

100.0 50.9 28.1 4.0 17.1
　無回答 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 14 10 3 - 1

100.0 71.4 21.4 - 7.1
取締役・役員クラス 81 45 20 2 14

100.0 55.6 24.7 2.5 17.3
部長・次長クラス 184 94 51 7 32

100.0 51.1 27.7 3.8 17.4
課長クラス 178 65 38 47 28

100.0 36.5 21.4 26.4 15.7
係長・主任クラス 66 23 20 2 21

100.0 34.9 30.3 3.0 31.8
一般社員 55 21 17 5 12

100.0 38.2 30.9 9.1 21.8
その他 15 5 6 1 3

100.0 33.3 40.0 6.7 20.0
　無回答 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 31 18 9 - 4

100.0 58.1 29.0 - 12.9
人事・労務部門 125 37 25 42 21

100.0 29.6 20.0 33.6 16.8
総務・庶務部門 220 104 57 13 46

100.0 47.3 25.9 5.9 20.9
経理部門 15 6 7 1 1

100.0 40.0 46.7 6.7 6.7
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 46 21 9 2 14

100.0 45.7 19.6 4.4 30.4
その他部門 118 59 36 6 17

100.0 50.0 30.5 5.1 14.4
　無回答 40 19 13 - 8

100.0 47.5 32.5 - 20.0
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 197 67 45 47 38

100.0 34.0 22.8 23.9 19.3
労使協議機関での協議 213 81 47 50 35

100.0 38.0 22.1 23.5 16.4
取組を行うための専門組織の編成 110 55 32 5 18

100.0 50.0 29.1 4.6 16.4
懇談会・説明会などの 358 150 88 57 63

常設ではない会合 100.0 41.9 24.6 15.9 17.6
相談窓口（電子メール等を含む）や 321 137 83 51 50

その他の苦情処理機関 100.0 42.7 25.9 15.9 15.6
社内報や社内掲示板、 487 211 124 61 91

電子メールなどでの情報提供 100.0 43.3 25.5 12.5 18.7
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 188 68 40 47 33

活用したコミュニケーションツール 100.0 36.2 21.3 25.0 17.6
従業員へのアンケート調査 302 127 75 54 46

100.0 42.1 24.8 17.9 15.2
その他 30 12 11 1 6

100.0 40.0 36.7 3.3 20.0
　無回答 4 3 - - 1

100.0 75.0 - - 25.0
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 595 264 156 64 111

100.0 44.4 26.2 10.8 18.7
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
付問２　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）
　　　　従業員との協議等を行ったのは、導入することを決める前でしたか後でしたか。（○は１つ）

全

体

導
入
す
る
こ
と
を
決
め
る
前
に

協
議
し
た

導
入
す
る
こ
と
を
決
め
た
後
で

協
議
し
た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 595 264 156 64 111
100.0 44.4 26.2 10.8 18.7

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 263 153 64 14

100.0 53.2 31.0 13.0 2.8
導入後に行った 157 31 22 4 100

100.0 19.8 14.0 2.6 63.7
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 108 34 3 26

100.0 63.2 19.9 1.8 15.2
やや積極的 128 62 37 8 21

100.0 48.4 28.9 6.3 16.4
どちらでもない 254 80 73 50 51

100.0 31.5 28.7 19.7 20.1
やや消極的 12 4 6 - 2

100.0 33.3 50.0 - 16.7
対応には消極的だった 15 6 4 1 4

100.0 40.0 26.7 6.7 26.7
　無回答 15 4 2 2 7

100.0 26.7 13.3 13.3 46.7
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 264 - - -

100.0 100.0 - - -
導入することを決めた後で協議した 156 - 156 - -

100.0 - 100.0 - -
わからない 64 - - 64 -

100.0 - - 100.0 -
　無回答 111 - - - 111

100.0 - - - 100.0
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 246 140 61 92

100.0 45.6 26.0 11.3 17.1
効果はなかった 34 10 11 1 12

100.0 29.4 32.4 2.9 35.3
　無回答 22 8 5 2 7

100.0 36.4 22.7 9.1 31.8
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 78 43 8 29

100.0 49.4 27.2 5.1 18.4
課題は生じなかった 406 174 106 53 73

100.0 42.9 26.1 13.1 18.0
　無回答 31 12 7 3 9

100.0 38.7 22.6 9.7 29.0
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 297 129 73 48 47

100.0 43.4 24.6 16.2 15.8
行っていない 282 128 79 15 60

100.0 45.4 28.0 5.3 21.3
　無回答 16 7 4 1 4

100.0 43.8 25.0 6.3 25.0
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 365 166 79 51 69

100.0 45.5 21.6 14.0 18.9
行う予定はない 30 12 12 1 5

100.0 40.0 40.0 3.3 16.7
わからない 196 85 63 12 36

100.0 43.4 32.1 6.1 18.4
　無回答 4 1 2 - 1

100.0 25.0 50.0 - 25.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
付問２　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）
　　　　従業員との協議等を行ったのは、導入することを決める前でしたか後でしたか。（○は１つ）

全

体

導
入
す
る
こ
と
を
決
め
る
前
に

協
議
し
た

導
入
す
る
こ
と
を
決
め
た
後
で

協
議
し
た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 595 264 156 64 111
100.0 44.4 26.2 10.8 18.7

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 15 4 3 3 5

100.0 26.7 20.0 20.0 33.3
30～49人 96 40 24 11 21

100.0 41.7 25.0 11.5 21.9
50～99人 151 68 42 25 16

100.0 45.0 27.8 16.6 10.6
100～299人 230 96 65 19 50

100.0 41.7 28.3 8.3 21.7
300人以上 73 39 17 5 12

100.0 53.4 23.3 6.9 16.4
　無回答 30 17 5 1 7

100.0 56.7 16.7 3.3 23.3
Ｑ５　労働組合の有無
ある 242 84 57 50 51

100.0 34.7 23.6 20.7 21.1
ない 352 179 99 14 60

100.0 50.9 28.1 4.0 17.1
　無回答 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 14 10 3 - 1

100.0 71.4 21.4 - 7.1
取締役・役員クラス 81 45 20 2 14

100.0 55.6 24.7 2.5 17.3
部長・次長クラス 184 94 51 7 32

100.0 51.1 27.7 3.8 17.4
課長クラス 178 65 38 47 28

100.0 36.5 21.4 26.4 15.7
係長・主任クラス 66 23 20 2 21

100.0 34.9 30.3 3.0 31.8
一般社員 55 21 17 5 12

100.0 38.2 30.9 9.1 21.8
その他 15 5 6 1 3

100.0 33.3 40.0 6.7 20.0
　無回答 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 31 18 9 - 4

100.0 58.1 29.0 - 12.9
人事・労務部門 125 37 25 42 21

100.0 29.6 20.0 33.6 16.8
総務・庶務部門 220 104 57 13 46

100.0 47.3 25.9 5.9 20.9
経理部門 15 6 7 1 1

100.0 40.0 46.7 6.7 6.7
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 46 21 9 2 14

100.0 45.7 19.6 4.4 30.4
その他部門 118 59 36 6 17

100.0 50.0 30.5 5.1 14.4
　無回答 40 19 13 - 8

100.0 47.5 32.5 - 20.0
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 197 67 45 47 38

100.0 34.0 22.8 23.9 19.3
労使協議機関での協議 213 81 47 50 35

100.0 38.0 22.1 23.5 16.4
取組を行うための専門組織の編成 110 55 32 5 18

100.0 50.0 29.1 4.6 16.4
懇談会・説明会などの 358 150 88 57 63

常設ではない会合 100.0 41.9 24.6 15.9 17.6
相談窓口（電子メール等を含む）や 321 137 83 51 50

その他の苦情処理機関 100.0 42.7 25.9 15.9 15.6
社内報や社内掲示板、 487 211 124 61 91

電子メールなどでの情報提供 100.0 43.3 25.5 12.5 18.7
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 188 68 40 47 33

活用したコミュニケーションツール 100.0 36.2 21.3 25.0 17.6
従業員へのアンケート調査 302 127 75 54 46

100.0 42.1 24.8 17.9 15.2
その他 30 12 11 1 6

100.0 40.0 36.7 3.3 20.0
　無回答 4 3 - - 1

100.0 75.0 - - 25.0
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 595 264 156 64 111

100.0 44.4 26.2 10.8 18.7
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ13　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）
　　　Ｑ10の取組の導入前に、どのようにして従業員との協議等を行いましたか。（○はいくつでも）
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　全　体 494 47 64 119 248 171 162 14 147 42 36 30 18 32
100.0 9.5 13.0 24.1 50.2 34.6 32.8 2.8 29.8 8.5 7.3 6.1 3.6 6.5

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 60 41 44 9 54 10 4 2 9 2 2 1 1 1

100.0 68.3 73.3 15.0 90.0 16.7 6.7 3.3 15.0 3.3 3.3 1.7 1.7 1.7
1,000～4,999人 50 1 6 14 25 14 14 2 17 6 7 4 2 5

100.0 2.0 12.0 28.0 50.0 28.0 28.0 4.0 34.0 12.0 14.0 8.0 4.0 10.0
300～999人 128 1 4 36 63 48 45 4 46 16 13 8 6 7

100.0 0.8 3.1 28.1 49.2 37.5 35.2 3.1 35.9 12.5 10.2 6.3 4.7 5.5
100～299人 191 4 8 49 73 75 69 5 53 13 10 11 5 18

100.0 2.1 4.2 25.7 38.2 39.3 36.1 2.6 27.8 6.8 5.2 5.8 2.6 9.4
50～99人 48 - 2 7 26 17 21 1 17 3 2 5 3 1

100.0 - 4.2 14.6 54.2 35.4 43.8 2.1 35.4 6.3 4.2 10.4 6.3 2.1
30～49人 15 - - 4 6 7 8 - 4 2 2 1 1 -

100.0 - - 26.7 40.0 46.7 53.3 - 26.7 13.3 13.3 6.7 6.7 -
　無回答 2 - - - 1 - 1 - 1 - - - - -

100.0 - - - 50.0 - 50.0 - 50.0 - - - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 2 - - 2 1 1 1 - - - - - - -

100.0 - - 100.0 50.0 50.0 50.0 - - - - - - -
漁業 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - 1 - 1 - 1 - - -

100.0 - - - - - 100.0 - 100.0 - 100.0 - - -
建設業 74 1 2 23 39 33 20 2 34 10 7 3 4 2

100.0 1.4 2.7 31.1 52.7 44.6 27.0 2.7 46.0 13.5 9.5 4.1 5.4 2.7
製造業 154 3 12 44 60 50 80 7 49 9 10 9 5 11

100.0 2.0 7.8 28.6 39.0 32.5 52.0 4.6 31.8 5.8 6.5 5.8 3.3 7.1
電気・ガス・熱供給・水道業 3 - - - 2 1 1 - 1 - 1 - 1 -

100.0 - - - 66.7 33.3 33.3 - 33.3 - 33.3 - 33.3 -
情報通信業 17 - - 3 5 2 5 - 8 4 2 1 2 1

100.0 - - 17.7 29.4 11.8 29.4 - 47.1 23.5 11.8 5.9 11.8 5.9
運輸業、郵便業 22 1 2 3 9 6 6 1 3 2 1 1 - 4

100.0 4.6 9.1 13.6 40.9 27.3 27.3 4.6 13.6 9.1 4.6 4.6 - 18.2
卸売業、小売業 78 39 39 10 59 17 5 1 15 1 2 6 1 3

100.0 50.0 50.0 12.8 75.6 21.8 6.4 1.3 19.2 1.3 2.6 7.7 1.3 3.9
金融業、保険業 7 - 1 4 4 2 1 - 1 - 1 - - -

100.0 - 14.3 57.1 57.1 28.6 14.3 - 14.3 - 14.3 - - -
不動産業、物品賃貸業 1 - - 1 - 1 - - - - - - 1 -

100.0 - - 100.0 - 100.0 - - - - - - 100.0 -
学術研究、専門・技術サービス業 12 - 1 5 6 4 4 - 8 5 - - - -

100.0 - 8.3 41.7 50.0 33.3 33.3 - 66.7 41.7 - - - -
宿泊業、飲食サービス業 6 - - 1 3 3 4 - 2 - 1 1 - 1

100.0 - - 16.7 50.0 50.0 66.7 - 33.3 - 16.7 16.7 - 16.7
生活関連サービス業、娯楽業 7 - - 1 2 3 3 - 1 - 1 1 2 -

100.0 - - 14.3 28.6 42.9 42.9 - 14.3 - 14.3 14.3 28.6 -
教育、学習支援業 5 - - - 2 2 - - 2 - - - - -

100.0 - - - 40.0 40.0 - - 40.0 - - - - -
医療、福祉 61 - - 14 36 28 21 - 9 5 4 3 2 7

100.0 - - 23.0 59.0 45.9 34.4 - 14.8 8.2 6.6 4.9 3.3 11.5
複合サービス事業 3 - - 1 1 1 1 - - - - - - 1

100.0 - - 33.3 33.3 33.3 33.3 - - - - - - 33.3
その他サービス業 26 - 3 5 10 14 8 2 10 4 4 - - 1

100.0 - 11.5 19.2 38.5 53.9 30.8 7.7 38.5 15.4 15.4 - - 3.9
分類不能の産業 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
その他 6 - - 1 4 2 1 - 2 2 1 2 - 1

100.0 - - 16.7 66.7 33.3 16.7 - 33.3 33.3 16.7 33.3 - 16.7
　無回答 9 3 4 1 5 1 - 1 1 - - 3 - -

100.0 33.3 44.4 11.1 55.6 11.1 - 11.1 11.1 - - 33.3 - -
Ｑ２　業種
製造業 154 3 12 44 60 50 80 7 49 9 10 9 5 11

100.0 2.0 7.8 28.6 39.0 32.5 52.0 4.6 31.8 5.8 6.5 5.8 3.3 7.1
非製造業 331 41 48 74 183 120 82 6 97 33 26 18 13 21

100.0 12.4 14.5 22.4 55.3 36.3 24.8 1.8 29.3 10.0 7.9 5.4 3.9 6.3
　無回答 9 3 4 1 5 1 - 1 1 - - 3 - -

100.0 33.3 44.4 11.1 55.6 11.1 - 11.1 11.1 - - 33.3 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 68 3 6 17 34 27 18 3 25 7 7 3 1 5

100.0 4.4 8.8 25.0 50.0 39.7 26.5 4.4 36.8 10.3 10.3 4.4 1.5 7.4
1920～1939年 48 - 2 14 20 16 23 1 13 6 5 2 2 3

100.0 - 4.2 29.2 41.7 33.3 47.9 2.1 27.1 12.5 10.4 4.2 4.2 6.3
1940～1959年 113 1 4 31 50 43 39 6 34 11 12 12 4 8

100.0 0.9 3.5 27.4 44.3 38.1 34.5 5.3 30.1 9.7 10.6 10.6 3.5 7.1
1960～1979年 115 1 6 31 52 50 49 2 41 11 3 4 6 6

100.0 0.9 5.2 27.0 45.2 43.5 42.6 1.7 35.7 9.6 2.6 3.5 5.2 5.2
1980～1999年 66 - - 14 30 23 18 - 16 4 5 6 4 7

100.0 - - 21.2 45.5 34.9 27.3 - 24.2 6.1 7.6 9.1 6.1 10.6
2000年以降 74 42 44 10 55 10 10 2 12 3 4 3 - 2

100.0 56.8 59.5 13.5 74.3 13.5 13.5 2.7 16.2 4.1 5.4 4.1 - 2.7
　無回答 10 - 2 2 7 2 5 - 6 - - - 1 1

100.0 - 20.0 20.0 70.0 20.0 50.0 - 60.0 - - - 10.0 10.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ13　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）
　　　Ｑ10の取組の導入前に、どのようにして従業員との協議等を行いましたか。（○はいくつでも）
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　全　体 494 47 64 119 248 171 162 14 147 42 36 30 18 32
100.0 9.5 13.0 24.1 50.2 34.6 32.8 2.8 29.8 8.5 7.3 6.1 3.6 6.5

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 11 3 3 3 8 4 2 - 3 1 2 1 - -

100.0 27.3 27.3 27.3 72.7 36.4 18.2 - 27.3 9.1 18.2 9.1 - -
30～49人 76 9 8 17 37 27 25 2 23 7 7 3 4 5

100.0 11.8 10.5 22.4 48.7 35.5 32.9 2.6 30.3 9.2 9.2 4.0 5.3 6.6
50～99人 139 19 24 23 80 44 42 2 38 6 5 10 4 9

100.0 13.7 17.3 16.6 57.6 31.7 30.2 1.4 27.3 4.3 3.6 7.2 2.9 6.5
100～299人 181 15 22 47 81 65 62 3 56 18 14 10 5 11

100.0 8.3 12.2 26.0 44.8 35.9 34.3 1.7 30.9 9.9 7.7 5.5 2.8 6.1
300人以上 63 1 5 23 30 22 24 6 21 10 7 5 4 7

100.0 1.6 7.9 36.5 47.6 34.9 38.1 9.5 33.3 15.9 11.1 7.9 6.4 11.1
　無回答 24 - 2 6 12 9 7 1 6 - 1 1 1 -

100.0 - 8.3 25.0 50.0 37.5 29.2 4.2 25.0 - 4.2 4.2 4.2 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 192 47 62 39 114 45 56 7 49 14 13 10 4 13

100.0 24.5 32.3 20.3 59.4 23.4 29.2 3.7 25.5 7.3 6.8 5.2 2.1 6.8
ない 301 - 2 80 134 125 106 7 97 28 23 20 14 19

100.0 - 0.7 26.6 44.5 41.5 35.2 2.3 32.2 9.3 7.6 6.6 4.7 6.3
　無回答 1 - - - - 1 - - 1 - - - - -

100.0 - - - - 100.0 - - 100.0 - - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 13 - - 5 7 7 6 - 3 2 - 4 - 1

100.0 - - 38.5 53.9 53.9 46.2 - 23.1 15.4 - 30.8 - 7.7
取締役・役員クラス 69 1 3 20 36 30 24 1 18 6 3 3 4 5

100.0 1.5 4.4 29.0 52.2 43.5 34.8 1.5 26.1 8.7 4.4 4.4 5.8 7.3
部長・次長クラス 156 2 10 41 65 68 56 5 54 15 13 10 5 11

100.0 1.3 6.4 26.3 41.7 43.6 35.9 3.2 34.6 9.6 8.3 6.4 3.2 7.1
課長クラス 151 42 48 21 94 33 40 3 39 12 11 8 2 7

100.0 27.8 31.8 13.9 62.3 21.9 26.5 2.0 25.8 8.0 7.3 5.3 1.3 4.6
係長・主任クラス 47 1 3 21 20 18 20 3 14 3 5 4 - 1

100.0 2.1 6.4 44.7 42.6 38.3 42.6 6.4 29.8 6.4 10.6 8.5 - 2.1
一般社員 44 1 - 7 19 13 11 2 14 3 3 1 4 5

100.0 2.3 - 15.9 43.2 29.6 25.0 4.6 31.8 6.8 6.8 2.3 9.1 11.4
その他 12 - - 3 6 2 4 - 4 1 1 - 3 2

100.0 - - 25.0 50.0 16.7 33.3 - 33.3 8.3 8.3 - 25.0 16.7
　無回答 2 - - 1 1 - 1 - 1 - - - - -

100.0 - - 50.0 50.0 - 50.0 - 50.0 - - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 27 - 1 9 15 7 8 - 10 2 3 - 1 1

100.0 - 3.7 33.3 55.6 25.9 29.6 - 37.0 7.4 11.1 - 3.7 3.7
人事・労務部門 105 43 47 16 68 21 18 3 19 7 4 4 3 5

100.0 41.0 44.8 15.2 64.8 20.0 17.1 2.9 18.1 6.7 3.8 3.8 2.9 4.8
総務・庶務部門 182 1 11 41 80 68 65 5 60 17 16 12 7 11

100.0 0.6 6.0 22.5 44.0 37.4 35.7 2.8 33.0 9.3 8.8 6.6 3.9 6.0
経理部門 14 - - 1 8 6 3 1 4 - 1 - - 1

100.0 - - 7.1 57.1 42.9 21.4 7.1 28.6 - 7.1 - - 7.1
広報部門 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 32 - - 10 12 17 13 2 8 1 2 3 1 5

100.0 - - 31.3 37.5 53.1 40.6 6.3 25.0 3.1 6.3 9.4 3.1 15.6
その他部門 102 1 3 34 50 41 39 2 34 9 7 7 5 8

100.0 1.0 2.9 33.3 49.0 40.2 38.2 2.0 33.3 8.8 6.9 6.9 4.9 7.8
　無回答 32 2 2 8 15 11 16 1 12 6 3 4 1 1

100.0 6.3 6.3 25.0 46.9 34.4 50.0 3.1 37.5 18.8 9.4 12.5 3.1 3.1
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 161 47 58 34 95 31 44 6 40 10 11 9 2 11

100.0 29.2 36.0 21.1 59.0 19.3 27.3 3.7 24.8 6.2 6.8 5.6 1.2 6.8
労使協議機関での協議 177 47 60 43 106 42 56 6 44 14 12 8 3 9

100.0 26.6 33.9 24.3 59.9 23.7 31.6 3.4 24.9 7.9 6.8 4.5 1.7 5.1
取組を行うための専門組織の編成 94 4 10 36 47 31 36 6 40 17 13 11 2 8

100.0 4.3 10.6 38.3 50.0 33.0 38.3 6.4 42.6 18.1 13.8 11.7 2.1 8.5
懇談会・説明会などの 304 46 58 75 183 106 93 10 90 26 27 16 10 14

常設ではない会合 100.0 15.1 19.1 24.7 60.2 34.9 30.6 3.3 29.6 8.6 8.9 5.3 3.3 4.6
相談窓口（電子メール等を含む）や 272 46 52 74 143 90 87 11 85 28 24 17 9 21

その他の苦情処理機関 100.0 16.9 19.1 27.2 52.6 33.1 32.0 4.0 31.3 10.3 8.8 6.3 3.3 7.7
社内報や社内掲示板、 407 45 56 101 211 140 130 12 135 38 31 26 17 24

電子メールなどでの情報提供 100.0 11.1 13.8 24.8 51.8 34.4 31.9 3.0 33.2 9.3 7.6 6.4 4.2 5.9
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 157 46 46 36 94 51 47 6 53 33 14 16 4 6

活用したコミュニケーションツール 100.0 29.3 29.3 22.9 59.9 32.5 29.9 3.8 33.8 21.0 8.9 10.2 2.6 3.8
従業員へのアンケート調査 262 45 53 69 157 80 78 10 83 28 29 19 9 18

100.0 17.2 20.2 26.3 59.9 30.5 29.8 3.8 31.7 10.7 11.1 7.3 3.4 6.9
その他 25 - 1 4 10 7 5 3 11 1 3 1 3 2

100.0 - 4.0 16.0 40.0 28.0 20.0 12.0 44.0 4.0 12.0 4.0 12.0 8.0
　無回答 2 - - 1 2 1 1 - 1 1 - - - -

100.0 - - 50.0 100.0 50.0 50.0 - 50.0 50.0 - - - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 494 47 64 119 248 171 162 14 147 42 36 30 18 32

100.0 9.5 13.0 24.1 50.2 34.6 32.8 2.8 29.8 8.5 7.3 6.1 3.6 6.5
行っていない - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -

83 

 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ13　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）
　　　Ｑ10の取組の導入前に、どのようにして従業員との協議等を行いましたか。（○はいくつでも）
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　全　体 494 47 64 119 248 171 162 14 147 42 36 30 18 32
100.0 9.5 13.0 24.1 50.2 34.6 32.8 2.8 29.8 8.5 7.3 6.1 3.6 6.5

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 60 41 44 9 54 10 4 2 9 2 2 1 1 1

100.0 68.3 73.3 15.0 90.0 16.7 6.7 3.3 15.0 3.3 3.3 1.7 1.7 1.7
1,000～4,999人 50 1 6 14 25 14 14 2 17 6 7 4 2 5

100.0 2.0 12.0 28.0 50.0 28.0 28.0 4.0 34.0 12.0 14.0 8.0 4.0 10.0
300～999人 128 1 4 36 63 48 45 4 46 16 13 8 6 7

100.0 0.8 3.1 28.1 49.2 37.5 35.2 3.1 35.9 12.5 10.2 6.3 4.7 5.5
100～299人 191 4 8 49 73 75 69 5 53 13 10 11 5 18

100.0 2.1 4.2 25.7 38.2 39.3 36.1 2.6 27.8 6.8 5.2 5.8 2.6 9.4
50～99人 48 - 2 7 26 17 21 1 17 3 2 5 3 1

100.0 - 4.2 14.6 54.2 35.4 43.8 2.1 35.4 6.3 4.2 10.4 6.3 2.1
30～49人 15 - - 4 6 7 8 - 4 2 2 1 1 -

100.0 - - 26.7 40.0 46.7 53.3 - 26.7 13.3 13.3 6.7 6.7 -
　無回答 2 - - - 1 - 1 - 1 - - - - -

100.0 - - - 50.0 - 50.0 - 50.0 - - - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 2 - - 2 1 1 1 - - - - - - -

100.0 - - 100.0 50.0 50.0 50.0 - - - - - - -
漁業 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - - - 1 - 1 - 1 - - -

100.0 - - - - - 100.0 - 100.0 - 100.0 - - -
建設業 74 1 2 23 39 33 20 2 34 10 7 3 4 2

100.0 1.4 2.7 31.1 52.7 44.6 27.0 2.7 46.0 13.5 9.5 4.1 5.4 2.7
製造業 154 3 12 44 60 50 80 7 49 9 10 9 5 11

100.0 2.0 7.8 28.6 39.0 32.5 52.0 4.6 31.8 5.8 6.5 5.8 3.3 7.1
電気・ガス・熱供給・水道業 3 - - - 2 1 1 - 1 - 1 - 1 -

100.0 - - - 66.7 33.3 33.3 - 33.3 - 33.3 - 33.3 -
情報通信業 17 - - 3 5 2 5 - 8 4 2 1 2 1

100.0 - - 17.7 29.4 11.8 29.4 - 47.1 23.5 11.8 5.9 11.8 5.9
運輸業、郵便業 22 1 2 3 9 6 6 1 3 2 1 1 - 4

100.0 4.6 9.1 13.6 40.9 27.3 27.3 4.6 13.6 9.1 4.6 4.6 - 18.2
卸売業、小売業 78 39 39 10 59 17 5 1 15 1 2 6 1 3

100.0 50.0 50.0 12.8 75.6 21.8 6.4 1.3 19.2 1.3 2.6 7.7 1.3 3.9
金融業、保険業 7 - 1 4 4 2 1 - 1 - 1 - - -

100.0 - 14.3 57.1 57.1 28.6 14.3 - 14.3 - 14.3 - - -
不動産業、物品賃貸業 1 - - 1 - 1 - - - - - - 1 -

100.0 - - 100.0 - 100.0 - - - - - - 100.0 -
学術研究、専門・技術サービス業 12 - 1 5 6 4 4 - 8 5 - - - -

100.0 - 8.3 41.7 50.0 33.3 33.3 - 66.7 41.7 - - - -
宿泊業、飲食サービス業 6 - - 1 3 3 4 - 2 - 1 1 - 1

100.0 - - 16.7 50.0 50.0 66.7 - 33.3 - 16.7 16.7 - 16.7
生活関連サービス業、娯楽業 7 - - 1 2 3 3 - 1 - 1 1 2 -

100.0 - - 14.3 28.6 42.9 42.9 - 14.3 - 14.3 14.3 28.6 -
教育、学習支援業 5 - - - 2 2 - - 2 - - - - -

100.0 - - - 40.0 40.0 - - 40.0 - - - - -
医療、福祉 61 - - 14 36 28 21 - 9 5 4 3 2 7

100.0 - - 23.0 59.0 45.9 34.4 - 14.8 8.2 6.6 4.9 3.3 11.5
複合サービス事業 3 - - 1 1 1 1 - - - - - - 1

100.0 - - 33.3 33.3 33.3 33.3 - - - - - - 33.3
その他サービス業 26 - 3 5 10 14 8 2 10 4 4 - - 1

100.0 - 11.5 19.2 38.5 53.9 30.8 7.7 38.5 15.4 15.4 - - 3.9
分類不能の産業 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
その他 6 - - 1 4 2 1 - 2 2 1 2 - 1

100.0 - - 16.7 66.7 33.3 16.7 - 33.3 33.3 16.7 33.3 - 16.7
　無回答 9 3 4 1 5 1 - 1 1 - - 3 - -

100.0 33.3 44.4 11.1 55.6 11.1 - 11.1 11.1 - - 33.3 - -
Ｑ２　業種
製造業 154 3 12 44 60 50 80 7 49 9 10 9 5 11

100.0 2.0 7.8 28.6 39.0 32.5 52.0 4.6 31.8 5.8 6.5 5.8 3.3 7.1
非製造業 331 41 48 74 183 120 82 6 97 33 26 18 13 21

100.0 12.4 14.5 22.4 55.3 36.3 24.8 1.8 29.3 10.0 7.9 5.4 3.9 6.3
　無回答 9 3 4 1 5 1 - 1 1 - - 3 - -

100.0 33.3 44.4 11.1 55.6 11.1 - 11.1 11.1 - - 33.3 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 68 3 6 17 34 27 18 3 25 7 7 3 1 5

100.0 4.4 8.8 25.0 50.0 39.7 26.5 4.4 36.8 10.3 10.3 4.4 1.5 7.4
1920～1939年 48 - 2 14 20 16 23 1 13 6 5 2 2 3

100.0 - 4.2 29.2 41.7 33.3 47.9 2.1 27.1 12.5 10.4 4.2 4.2 6.3
1940～1959年 113 1 4 31 50 43 39 6 34 11 12 12 4 8

100.0 0.9 3.5 27.4 44.3 38.1 34.5 5.3 30.1 9.7 10.6 10.6 3.5 7.1
1960～1979年 115 1 6 31 52 50 49 2 41 11 3 4 6 6

100.0 0.9 5.2 27.0 45.2 43.5 42.6 1.7 35.7 9.6 2.6 3.5 5.2 5.2
1980～1999年 66 - - 14 30 23 18 - 16 4 5 6 4 7

100.0 - - 21.2 45.5 34.9 27.3 - 24.2 6.1 7.6 9.1 6.1 10.6
2000年以降 74 42 44 10 55 10 10 2 12 3 4 3 - 2

100.0 56.8 59.5 13.5 74.3 13.5 13.5 2.7 16.2 4.1 5.4 4.1 - 2.7
　無回答 10 - 2 2 7 2 5 - 6 - - - 1 1

100.0 - 20.0 20.0 70.0 20.0 50.0 - 60.0 - - - 10.0 10.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ13　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）
　　　Ｑ10の取組の導入前に、どのようにして従業員との協議等を行いましたか。（○はいくつでも）

全

体

労
働
組
合
と
の
団
体
交
渉

労
使
協
議
機
関
で
の
協
議

そ
の
取
組
を
行
う
た
め
の
専
門

組
織
の
編
成

従
業
員
へ
の
説
明
会
の
実
施

幹
部
に
よ
る
方
針
説
明
や
意
見

交
換
の
場
の
設
定

日
常
的
な
業
務
上
の
会
話
の
中

で
の
説
明

相
談
窓
口
（

電
子
メ
ー

ル
等
を

含
む
）

や
そ
の
他
の
苦
情
処
理

機
関
で
の
相
談
の
受
付

社
内
報
や
社
内
掲
示
板
、

電
子

メ
ー

ル
な
ど
で
の
情
報
提
供

社
内
Ｓ
Ｎ
Ｓ
な
ど
の
デ
ジ
タ
ル

技
術
を
活
用
し
た
コ
ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ツ
ー

ル
で
の
情
報

提
供
や
意
見
集
約

従
業
員
へ
の
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査

社
内
提
案
制
度
の
実
施
・
活
用

そ
の
他

無
回
答

　全　体 494 47 64 119 248 171 162 14 147 42 36 30 18 32
100.0 9.5 13.0 24.1 50.2 34.6 32.8 2.8 29.8 8.5 7.3 6.1 3.6 6.5

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 47 64 119 248 171 162 14 147 42 36 30 18 32

100.0 9.5 13.0 24.1 50.2 34.6 32.8 2.8 29.8 8.5 7.3 6.1 3.6 6.5
導入後に行った 56 - 2 18 28 19 23 2 20 4 3 2 2 1

100.0 - 3.6 32.1 50.0 33.9 41.1 3.6 35.7 7.1 5.4 3.6 3.6 1.8
行っていない - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 150 - 6 47 53 69 64 4 46 22 11 10 4 6

100.0 - 4.0 31.3 35.3 46.0 42.7 2.7 30.7 14.7 7.3 6.7 2.7 4.0
やや積極的 106 3 8 31 48 45 46 4 41 9 12 8 4 7

100.0 2.8 7.6 29.3 45.3 42.5 43.4 3.8 38.7 8.5 11.3 7.6 3.8 6.6
どちらでもない 208 43 49 35 131 49 41 4 54 10 10 10 9 16

100.0 20.7 23.6 16.8 63.0 23.6 19.7 1.9 26.0 4.8 4.8 4.8 4.3 7.7
やや消極的 10 - - 4 5 4 2 - 2 - 1 2 1 -

100.0 - - 40.0 50.0 40.0 20.0 - 20.0 - 10.0 20.0 10.0 -
対応には消極的だった 11 - - 2 5 3 4 1 2 1 1 - - 3

100.0 - - 18.2 45.5 27.3 36.4 9.1 18.2 9.1 9.1 - - 27.3
　無回答 9 1 1 - 6 1 5 1 2 - 1 - - -

100.0 11.1 11.1 - 66.7 11.1 55.6 11.1 22.2 - 11.1 - - -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 263 5 10 78 114 118 116 12 81 30 24 22 14 2

100.0 1.9 3.8 29.7 43.4 44.9 44.1 4.6 30.8 11.4 9.1 8.4 5.3 0.8
導入することを決めた後で協議した 153 1 12 33 71 41 36 1 50 8 8 8 2 28

100.0 0.7 7.8 21.6 46.4 26.8 23.5 0.7 32.7 5.2 5.2 5.2 1.3 18.3
わからない 64 41 42 5 53 8 7 1 10 1 1 - 1 2

100.0 64.1 65.6 7.8 82.8 12.5 10.9 1.6 15.6 1.6 1.6 - 1.6 3.1
　無回答 14 - - 3 10 4 3 - 6 3 3 - 1 -

100.0 - - 21.4 71.4 28.6 21.4 - 42.9 21.4 21.4 - 7.1 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 457 44 62 112 234 160 151 14 136 40 35 29 18 28

100.0 9.6 13.6 24.5 51.2 35.0 33.0 3.1 29.8 8.8 7.7 6.4 3.9 6.1
効果はなかった 21 3 1 5 10 6 6 - 7 2 1 - - 1

100.0 14.3 4.8 23.8 47.6 28.6 28.6 - 33.3 9.5 4.8 - - 4.8
　無回答 16 - 1 2 4 5 5 - 4 - - 1 - 3

100.0 - 6.3 12.5 25.0 31.3 31.3 - 25.0 - - 6.3 - 18.8
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 132 3 5 53 72 59 42 9 48 17 13 11 4 6

100.0 2.3 3.8 40.2 54.6 44.7 31.8 6.8 36.4 12.9 9.9 8.3 3.0 4.6
課題は生じなかった 337 43 59 61 168 105 112 5 92 23 21 17 14 20

100.0 12.8 17.5 18.1 49.9 31.2 33.2 1.5 27.3 6.8 6.2 5.0 4.2 5.9
　無回答 25 1 - 5 8 7 8 - 7 2 2 2 - 6

100.0 4.0 - 20.0 32.0 28.0 32.0 - 28.0 8.0 8.0 8.0 - 24.0
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 254 45 52 70 143 94 87 9 71 25 21 18 8 15

100.0 17.7 20.5 27.6 56.3 37.0 34.3 3.5 28.0 9.8 8.3 7.1 3.2 5.9
行っていない 226 2 12 46 100 70 71 5 72 16 14 12 10 16

100.0 0.9 5.3 20.4 44.3 31.0 31.4 2.2 31.9 7.1 6.2 5.3 4.4 7.1
　無回答 14 - - 3 5 7 4 - 4 1 1 - - 1

100.0 - - 21.4 35.7 50.0 28.6 - 28.6 7.1 7.1 - - 7.1
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 301 44 56 82 164 110 100 9 95 30 29 20 9 14

100.0 14.6 18.6 27.2 54.5 36.5 33.2 3.0 31.6 10.0 9.6 6.6 3.0 4.7
行う予定はない 27 - - 7 13 6 8 - 6 - 1 1 1 4

100.0 - - 25.9 48.2 22.2 29.6 - 22.2 - 3.7 3.7 3.7 14.8
わからない 162 3 8 30 71 54 50 5 45 12 6 9 8 14

100.0 1.9 4.9 18.5 43.8 33.3 30.9 3.1 27.8 7.4 3.7 5.6 4.9 8.6
　無回答 4 - - - - 1 4 - 1 - - - - -

100.0 - - - - 25.0 100.0 - 25.0 - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った事項（１～11のうち該当する番号をお選びください。○はいくつでも）
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革
）

そ
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他

無
回
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　全　体 494 412 407 370 279 275 277 274 277 325 278 109 35
100.0 83.4 82.4 74.9 56.5 55.7 56.1 55.5 56.1 65.8 56.3 22.1 7.1

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 60 57 56 56 51 51 51 51 52 54 50 2 2

100.0 95.0 93.3 93.3 85.0 85.0 85.0 85.0 86.7 90.0 83.3 3.3 3.3
1,000～4,999人 50 41 38 37 32 33 31 33 32 35 32 18 5

100.0 82.0 76.0 74.0 64.0 66.0 62.0 66.0 64.0 70.0 64.0 36.0 10.0
300～999人 128 108 108 96 70 69 70 69 68 84 69 31 10

100.0 84.4 84.4 75.0 54.7 53.9 54.7 53.9 53.1 65.6 53.9 24.2 7.8
100～299人 191 154 152 135 95 93 94 93 94 113 95 41 17

100.0 80.6 79.6 70.7 49.7 48.7 49.2 48.7 49.2 59.2 49.7 21.5 8.9
50～99人 48 39 40 33 22 21 22 20 21 28 23 15 1

100.0 81.3 83.3 68.8 45.8 43.8 45.8 41.7 43.8 58.3 47.9 31.3 2.1
30～49人 15 11 11 11 8 7 8 7 9 10 8 1 -

100.0 73.3 73.3 73.3 53.3 46.7 53.3 46.7 60.0 66.7 53.3 6.7 -
　無回答 2 2 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 -

100.0 100.0 100.0 100.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 -
Ｑ２　業種
農業、林業 2 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 -

100.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 100.0 50.0 50.0 -
漁業 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - 1 - - - - - 1 - - -

100.0 100.0 - 100.0 - - - - - 100.0 - - -
建設業 74 62 58 53 39 40 37 38 38 47 37 18 5

100.0 83.8 78.4 71.6 52.7 54.1 50.0 51.4 51.4 63.5 50.0 24.3 6.8
製造業 154 130 129 117 84 77 81 77 78 93 82 34 9

100.0 84.4 83.8 76.0 54.6 50.0 52.6 50.0 50.7 60.4 53.3 22.1 5.8
電気・ガス・熱供給・水道業 3 3 2 1 2 2 2 2 2 2 1 1 -

100.0 100.0 66.7 33.3 66.7 66.7 66.7 66.7 66.7 66.7 33.3 33.3 -
情報通信業 17 12 14 11 7 7 7 7 7 9 7 4 1

100.0 70.6 82.4 64.7 41.2 41.2 41.2 41.2 41.2 52.9 41.2 23.5 5.9
運輸業、郵便業 22 16 17 13 10 11 10 11 10 14 11 5 3

100.0 72.7 77.3 59.1 45.5 50.0 45.5 50.0 45.5 63.6 50.0 22.7 13.6
卸売業、小売業 78 72 70 64 58 59 59 59 59 63 58 11 4

100.0 92.3 89.7 82.1 74.4 75.6 75.6 75.6 75.6 80.8 74.4 14.1 5.1
金融業、保険業 7 7 7 6 6 6 6 6 6 6 6 4 -

100.0 100.0 100.0 85.7 85.7 85.7 85.7 85.7 85.7 85.7 85.7 57.1 -
不動産業、物品賃貸業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 - -

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 12 12 10 9 7 7 7 7 7 9 7 3 -

100.0 100.0 83.3 75.0 58.3 58.3 58.3 58.3 58.3 75.0 58.3 25.0 -
宿泊業、飲食サービス業 6 5 4 4 3 3 3 3 3 4 4 - 1

100.0 83.3 66.7 66.7 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 66.7 66.7 - 16.7
生活関連サービス業、娯楽業 7 7 6 6 5 5 5 5 6 6 5 2 -

100.0 100.0 85.7 85.7 71.4 71.4 71.4 71.4 85.7 85.7 71.4 28.6 -
教育、学習支援業 5 5 5 2 2 2 2 2 2 2 2 - -

100.0 100.0 100.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 - -
医療、福祉 61 46 48 45 36 36 36 37 38 42 38 16 9

100.0 75.4 78.7 73.8 59.0 59.0 59.0 60.7 62.3 68.9 62.3 26.2 14.8
複合サービス事業 3 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

100.0 66.7 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3
その他サービス業 26 19 21 22 11 11 12 11 12 16 11 7 1

100.0 73.1 80.8 84.6 42.3 42.3 46.2 42.3 46.2 61.5 42.3 26.9 3.9
分類不能の産業 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
その他 6 4 4 4 1 1 1 1 1 2 1 1 1

100.0 66.7 66.7 66.7 16.7 16.7 16.7 16.7 16.7 33.3 16.7 16.7 16.7
　無回答 9 7 9 9 5 5 6 5 5 5 5 1 -

100.0 77.8 100.0 100.0 55.6 55.6 66.7 55.6 55.6 55.6 55.6 11.1 -
Ｑ２　業種
製造業 154 130 129 117 84 77 81 77 78 93 82 34 9

100.0 84.4 83.8 76.0 54.6 50.0 52.6 50.0 50.7 60.4 53.3 22.1 5.8
非製造業 331 275 269 244 190 193 190 192 194 227 191 74 26

100.0 83.1 81.3 73.7 57.4 58.3 57.4 58.0 58.6 68.6 57.7 22.4 7.9
　無回答 9 7 9 9 5 5 6 5 5 5 5 1 -

100.0 77.8 100.0 100.0 55.6 55.6 66.7 55.6 55.6 55.6 55.6 11.1 -
Ｑ３　創業年
1919年まで 68 60 53 44 33 32 33 31 31 41 30 15 5

100.0 88.2 77.9 64.7 48.5 47.1 48.5 45.6 45.6 60.3 44.1 22.1 7.4
1920～1939年 48 37 38 39 27 27 27 27 27 29 27 13 4

100.0 77.1 79.2 81.3 56.3 56.3 56.3 56.3 56.3 60.4 56.3 27.1 8.3
1940～1959年 113 93 95 77 56 55 56 55 56 67 55 25 8

100.0 82.3 84.1 68.1 49.6 48.7 49.6 48.7 49.6 59.3 48.7 22.1 7.1
1960～1979年 115 94 93 88 60 61 59 62 62 73 65 26 6

100.0 81.7 80.9 76.5 52.2 53.0 51.3 53.9 53.9 63.5 56.5 22.6 5.2
1980～1999年 66 53 51 48 37 37 38 37 38 48 38 21 8

100.0 80.3 77.3 72.7 56.1 56.1 57.6 56.1 57.6 72.7 57.6 31.8 12.1
2000年以降 74 67 68 66 60 60 60 60 60 63 60 7 3

100.0 90.5 91.9 89.2 81.1 81.1 81.1 81.1 81.1 85.1 81.1 9.5 4.1
　無回答 10 8 9 8 6 3 4 2 3 4 3 2 1

100.0 80.0 90.0 80.0 60.0 30.0 40.0 20.0 30.0 40.0 30.0 20.0 10.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ13　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）
　　　Ｑ10の取組の導入前に、どのようにして従業員との協議等を行いましたか。（○はいくつでも）
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電
子
メ
ー

ル
等
を

含
む
）

や
そ
の
他
の
苦
情
処
理

機
関
で
の
相
談
の
受
付

社
内
報
や
社
内
掲
示
板
、

電
子

メ
ー

ル
な
ど
で
の
情
報
提
供

社
内
Ｓ
Ｎ
Ｓ
な
ど
の
デ
ジ
タ
ル

技
術
を
活
用
し
た
コ
ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ツ
ー

ル
で
の
情
報

提
供
や
意
見
集
約

従
業
員
へ
の
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査

社
内
提
案
制
度
の
実
施
・
活
用

そ
の
他

無
回
答

　全　体 494 47 64 119 248 171 162 14 147 42 36 30 18 32
100.0 9.5 13.0 24.1 50.2 34.6 32.8 2.8 29.8 8.5 7.3 6.1 3.6 6.5

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 47 64 119 248 171 162 14 147 42 36 30 18 32

100.0 9.5 13.0 24.1 50.2 34.6 32.8 2.8 29.8 8.5 7.3 6.1 3.6 6.5
導入後に行った 56 - 2 18 28 19 23 2 20 4 3 2 2 1

100.0 - 3.6 32.1 50.0 33.9 41.1 3.6 35.7 7.1 5.4 3.6 3.6 1.8
行っていない - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 150 - 6 47 53 69 64 4 46 22 11 10 4 6

100.0 - 4.0 31.3 35.3 46.0 42.7 2.7 30.7 14.7 7.3 6.7 2.7 4.0
やや積極的 106 3 8 31 48 45 46 4 41 9 12 8 4 7

100.0 2.8 7.6 29.3 45.3 42.5 43.4 3.8 38.7 8.5 11.3 7.6 3.8 6.6
どちらでもない 208 43 49 35 131 49 41 4 54 10 10 10 9 16

100.0 20.7 23.6 16.8 63.0 23.6 19.7 1.9 26.0 4.8 4.8 4.8 4.3 7.7
やや消極的 10 - - 4 5 4 2 - 2 - 1 2 1 -

100.0 - - 40.0 50.0 40.0 20.0 - 20.0 - 10.0 20.0 10.0 -
対応には消極的だった 11 - - 2 5 3 4 1 2 1 1 - - 3

100.0 - - 18.2 45.5 27.3 36.4 9.1 18.2 9.1 9.1 - - 27.3
　無回答 9 1 1 - 6 1 5 1 2 - 1 - - -

100.0 11.1 11.1 - 66.7 11.1 55.6 11.1 22.2 - 11.1 - - -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 263 5 10 78 114 118 116 12 81 30 24 22 14 2

100.0 1.9 3.8 29.7 43.4 44.9 44.1 4.6 30.8 11.4 9.1 8.4 5.3 0.8
導入することを決めた後で協議した 153 1 12 33 71 41 36 1 50 8 8 8 2 28

100.0 0.7 7.8 21.6 46.4 26.8 23.5 0.7 32.7 5.2 5.2 5.2 1.3 18.3
わからない 64 41 42 5 53 8 7 1 10 1 1 - 1 2

100.0 64.1 65.6 7.8 82.8 12.5 10.9 1.6 15.6 1.6 1.6 - 1.6 3.1
　無回答 14 - - 3 10 4 3 - 6 3 3 - 1 -

100.0 - - 21.4 71.4 28.6 21.4 - 42.9 21.4 21.4 - 7.1 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 457 44 62 112 234 160 151 14 136 40 35 29 18 28

100.0 9.6 13.6 24.5 51.2 35.0 33.0 3.1 29.8 8.8 7.7 6.4 3.9 6.1
効果はなかった 21 3 1 5 10 6 6 - 7 2 1 - - 1

100.0 14.3 4.8 23.8 47.6 28.6 28.6 - 33.3 9.5 4.8 - - 4.8
　無回答 16 - 1 2 4 5 5 - 4 - - 1 - 3

100.0 - 6.3 12.5 25.0 31.3 31.3 - 25.0 - - 6.3 - 18.8
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 132 3 5 53 72 59 42 9 48 17 13 11 4 6

100.0 2.3 3.8 40.2 54.6 44.7 31.8 6.8 36.4 12.9 9.9 8.3 3.0 4.6
課題は生じなかった 337 43 59 61 168 105 112 5 92 23 21 17 14 20

100.0 12.8 17.5 18.1 49.9 31.2 33.2 1.5 27.3 6.8 6.2 5.0 4.2 5.9
　無回答 25 1 - 5 8 7 8 - 7 2 2 2 - 6

100.0 4.0 - 20.0 32.0 28.0 32.0 - 28.0 8.0 8.0 8.0 - 24.0
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 254 45 52 70 143 94 87 9 71 25 21 18 8 15

100.0 17.7 20.5 27.6 56.3 37.0 34.3 3.5 28.0 9.8 8.3 7.1 3.2 5.9
行っていない 226 2 12 46 100 70 71 5 72 16 14 12 10 16

100.0 0.9 5.3 20.4 44.3 31.0 31.4 2.2 31.9 7.1 6.2 5.3 4.4 7.1
　無回答 14 - - 3 5 7 4 - 4 1 1 - - 1

100.0 - - 21.4 35.7 50.0 28.6 - 28.6 7.1 7.1 - - 7.1
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 301 44 56 82 164 110 100 9 95 30 29 20 9 14

100.0 14.6 18.6 27.2 54.5 36.5 33.2 3.0 31.6 10.0 9.6 6.6 3.0 4.7
行う予定はない 27 - - 7 13 6 8 - 6 - 1 1 1 4

100.0 - - 25.9 48.2 22.2 29.6 - 22.2 - 3.7 3.7 3.7 14.8
わからない 162 3 8 30 71 54 50 5 45 12 6 9 8 14

100.0 1.9 4.9 18.5 43.8 33.3 30.9 3.1 27.8 7.4 3.7 5.6 4.9 8.6
　無回答 4 - - - - 1 4 - 1 - - - - -

100.0 - - - - 25.0 100.0 - 25.0 - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った事項（１～11のうち該当する番号をお選びください。○はいくつでも）

全

体

取
組
の
導
入
方
針
・
導
入
範

囲
・
導
入
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

運
用
方
法
・
作
業
環
境
の
変
更

業
務
内
容
の
見
直
し

組
織
編
成
の
見
直
し

人
事
制
度
（

職
種
等
）

の
見
直

し 配
置
転
換
・
職
種
転
換

人
事
評
価
制
度
の
見
直
し

教
育
訓
練
制
度
の
見
直
し

勤
務
時
間
や
働
き
方
の
見
直
し

生
産
性
が
向
上
し
た
分
の
従
業

員
へ
の
還
元
（

労
働
時
間
や
賃

金
の
改
革
）

そ
の
他

無
回
答

　全　体 494 412 407 370 279 275 277 274 277 325 278 109 35
100.0 83.4 82.4 74.9 56.5 55.7 56.1 55.5 56.1 65.8 56.3 22.1 7.1

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 11 10 9 9 8 8 8 8 8 9 8 1 1

100.0 90.9 81.8 81.8 72.7 72.7 72.7 72.7 72.7 81.8 72.7 9.1 9.1
30～49人 76 63 63 57 44 42 46 42 44 51 43 14 4

100.0 82.9 82.9 75.0 57.9 55.3 60.5 55.3 57.9 67.1 56.6 18.4 5.3
50～99人 139 123 119 104 84 84 83 84 84 95 86 37 7

100.0 88.5 85.6 74.8 60.4 60.4 59.7 60.4 60.4 68.4 61.9 26.6 5.0
100～299人 181 148 146 134 98 96 95 95 96 113 96 37 15

100.0 81.8 80.7 74.0 54.1 53.0 52.5 52.5 53.0 62.4 53.0 20.4 8.3
300人以上 63 48 50 47 33 32 32 32 33 40 32 15 7

100.0 76.2 79.4 74.6 52.4 50.8 50.8 50.8 52.4 63.5 50.8 23.8 11.1
　無回答 24 20 20 19 12 13 13 13 12 17 13 5 1

100.0 83.3 83.3 79.2 50.0 54.2 54.2 54.2 50.0 70.8 54.2 20.8 4.2
Ｑ５　労働組合の有無
ある 192 163 161 149 126 124 123 122 122 137 122 37 15

100.0 84.9 83.9 77.6 65.6 64.6 64.1 63.5 63.5 71.4 63.5 19.3 7.8
ない 301 248 245 220 152 150 153 151 154 187 155 71 20

100.0 82.4 81.4 73.1 50.5 49.8 50.8 50.2 51.2 62.1 51.5 23.6 6.6
　無回答 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 -

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 -
Ｆ１　回答者の役職
社長 13 9 12 11 8 8 8 8 8 10 9 2 1

100.0 69.2 92.3 84.6 61.5 61.5 61.5 61.5 61.5 76.9 69.2 15.4 7.7
取締役・役員クラス 69 60 60 51 39 39 39 39 39 46 40 13 4

100.0 87.0 87.0 73.9 56.5 56.5 56.5 56.5 56.5 66.7 58.0 18.8 5.8
部長・次長クラス 156 127 126 118 88 86 87 86 85 103 86 41 11

100.0 81.4 80.8 75.6 56.4 55.1 55.8 55.1 54.5 66.0 55.1 26.3 7.1
課長クラス 151 131 125 117 93 92 92 90 91 106 91 32 8

100.0 86.8 82.8 77.5 61.6 60.9 60.9 59.6 60.3 70.2 60.3 21.2 5.3
係長・主任クラス 47 41 43 37 27 26 27 27 28 31 27 10 2

100.0 87.2 91.5 78.7 57.5 55.3 57.5 57.5 59.6 66.0 57.5 21.3 4.3
一般社員 44 33 32 25 18 18 18 18 19 21 19 9 7

100.0 75.0 72.7 56.8 40.9 40.9 40.9 40.9 43.2 47.7 43.2 20.5 15.9
その他 12 9 8 10 5 5 5 5 6 7 5 2 2

100.0 75.0 66.7 83.3 41.7 41.7 41.7 41.7 50.0 58.3 41.7 16.7 16.7
　無回答 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 - -

100.0 100.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 27 23 23 20 14 13 13 13 14 15 13 5 1

100.0 85.2 85.2 74.1 51.9 48.2 48.2 48.2 51.9 55.6 48.2 18.5 3.7
人事・労務部門 105 93 94 83 72 74 73 73 72 80 72 18 6

100.0 88.6 89.5 79.1 68.6 70.5 69.5 69.5 68.6 76.2 68.6 17.1 5.7
総務・庶務部門 182 153 142 125 92 91 89 90 89 112 91 46 13

100.0 84.1 78.0 68.7 50.6 50.0 48.9 49.5 48.9 61.5 50.0 25.3 7.1
経理部門 14 12 10 12 5 5 5 5 5 8 6 2 -

100.0 85.7 71.4 85.7 35.7 35.7 35.7 35.7 35.7 57.1 42.9 14.3 -
広報部門 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 32 19 24 23 14 14 15 14 14 19 14 5 5

100.0 59.4 75.0 71.9 43.8 43.8 46.9 43.8 43.8 59.4 43.8 15.6 15.6
その他部門 102 85 88 83 63 60 64 61 64 69 62 25 7

100.0 83.3 86.3 81.4 61.8 58.8 62.8 59.8 62.8 67.7 60.8 24.5 6.9
　無回答 32 27 26 24 19 18 18 18 19 22 20 8 3

100.0 84.4 81.3 75.0 59.4 56.3 56.3 56.3 59.4 68.8 62.5 25.0 9.4
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 161 140 141 128 110 108 107 107 107 119 106 29 11

100.0 87.0 87.6 79.5 68.3 67.1 66.5 66.5 66.5 73.9 65.8 18.0 6.8
労使協議機関での協議 177 155 153 146 121 122 120 121 121 131 119 38 11

100.0 87.6 86.4 82.5 68.4 68.9 67.8 68.4 68.4 74.0 67.2 21.5 6.2
取組を行うための専門組織の編成 94 77 80 72 54 55 55 53 53 61 54 20 8

100.0 81.9 85.1 76.6 57.5 58.5 58.5 56.4 56.4 64.9 57.5 21.3 8.5
懇談会・説明会などの 304 259 258 234 187 184 185 183 183 216 184 62 17

常設ではない会合 100.0 85.2 84.9 77.0 61.5 60.5 60.9 60.2 60.2 71.1 60.5 20.4 5.6
相談窓口（電子メール等を含む）や 272 231 227 212 167 164 165 163 162 197 166 57 22

その他の苦情処理機関 100.0 84.9 83.5 77.9 61.4 60.3 60.7 59.9 59.6 72.4 61.0 21.0 8.1
社内報や社内掲示板、 407 341 336 306 228 222 225 220 223 268 224 88 26

電子メールなどでの情報提供 100.0 83.8 82.6 75.2 56.0 54.6 55.3 54.1 54.8 65.9 55.0 21.6 6.4
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 157 136 140 125 96 99 98 98 100 115 96 25 8

活用したコミュニケーションツール 100.0 86.6 89.2 79.6 61.2 63.1 62.4 62.4 63.7 73.3 61.2 15.9 5.1
従業員へのアンケート調査 262 214 222 200 161 158 162 157 158 186 159 52 22

100.0 81.7 84.7 76.3 61.5 60.3 61.8 59.9 60.3 71.0 60.7 19.9 8.4
その他 25 22 23 20 16 16 16 16 15 20 16 10 1

100.0 88.0 92.0 80.0 64.0 64.0 64.0 64.0 60.0 80.0 64.0 40.0 4.0
　無回答 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 - -

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 494 412 407 370 279 275 277 274 277 325 278 109 35

100.0 83.4 82.4 74.9 56.5 55.7 56.1 55.5 56.1 65.8 56.3 22.1 7.1
行っていない - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -

86 
- 180 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った事項（１～11のうち該当する番号をお選びください。○はいくつでも）

全

体

取
組
の
導
入
方
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・
導
入
範

囲
・
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入
ス
ケ
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務
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成
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人
事
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度
（
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等
）

の
見
直

し 配
置
転
換
・
職
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換

人
事
評
価
制
度
の
見
直
し

教
育
訓
練
制
度
の
見
直
し

勤
務
時
間
や
働
き
方
の
見
直
し

生
産
性
が
向
上
し
た
分
の
従
業

員
へ
の
還
元
（

労
働
時
間
や
賃

金
の
改
革
）

そ
の
他

無
回
答

　全　体 494 412 407 370 279 275 277 274 277 325 278 109 35
100.0 83.4 82.4 74.9 56.5 55.7 56.1 55.5 56.1 65.8 56.3 22.1 7.1

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 412 407 370 279 275 277 274 277 325 278 109 35

100.0 83.4 82.4 74.9 56.5 55.7 56.1 55.5 56.1 65.8 56.3 22.1 7.1
導入後に行った 56 46 49 41 29 31 32 32 33 36 33 16 2

100.0 82.1 87.5 73.2 51.8 55.4 57.1 57.1 58.9 64.3 58.9 28.6 3.6
行っていない - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 150 123 127 116 82 82 82 83 85 98 87 35 8

100.0 82.0 84.7 77.3 54.7 54.7 54.7 55.3 56.7 65.3 58.0 23.3 5.3
やや積極的 106 91 88 80 55 55 54 54 54 68 52 27 7

100.0 85.9 83.0 75.5 51.9 51.9 50.9 50.9 50.9 64.2 49.1 25.5 6.6
どちらでもない 208 175 168 150 125 122 125 121 122 138 123 40 16

100.0 84.1 80.8 72.1 60.1 58.7 60.1 58.2 58.7 66.4 59.1 19.2 7.7
やや消極的 10 9 10 9 8 7 7 7 7 9 7 4 -

100.0 90.0 100.0 90.0 80.0 70.0 70.0 70.0 70.0 90.0 70.0 40.0 -
対応には消極的だった 11 6 6 7 3 3 3 3 3 5 3 - 3

100.0 54.6 54.6 63.6 27.3 27.3 27.3 27.3 27.3 45.5 27.3 - 27.3
　無回答 9 8 8 8 6 6 6 6 6 7 6 3 1

100.0 88.9 88.9 88.9 66.7 66.7 66.7 66.7 66.7 77.8 66.7 33.3 11.1
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 263 228 228 210 153 150 151 150 153 186 156 63 2

100.0 86.7 86.7 79.9 58.2 57.0 57.4 57.0 58.2 70.7 59.3 24.0 0.8
導入することを決めた後で協議した 153 115 113 96 66 63 65 62 63 73 62 36 27

100.0 75.2 73.9 62.8 43.1 41.2 42.5 40.5 41.2 47.7 40.5 23.5 17.7
わからない 64 58 55 56 52 53 52 53 53 55 51 4 3

100.0 90.6 85.9 87.5 81.3 82.8 81.3 82.8 82.8 85.9 79.7 6.3 4.7
　無回答 14 11 11 8 8 9 9 9 8 11 9 6 3

100.0 78.6 78.6 57.1 57.1 64.3 64.3 64.3 57.1 78.6 64.3 42.9 21.4
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 457 386 382 347 261 258 260 257 260 306 261 98 29

100.0 84.5 83.6 75.9 57.1 56.5 56.9 56.2 56.9 67.0 57.1 21.4 6.4
効果はなかった 21 18 19 16 14 13 13 13 13 13 13 5 1

100.0 85.7 90.5 76.2 66.7 61.9 61.9 61.9 61.9 61.9 61.9 23.8 4.8
　無回答 16 8 6 7 4 4 4 4 4 6 4 6 5

100.0 50.0 37.5 43.8 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 37.5 25.0 37.5 31.3
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 132 116 114 112 77 79 78 78 79 95 77 32 5

100.0 87.9 86.4 84.9 58.3 59.9 59.1 59.1 59.9 72.0 58.3 24.2 3.8
課題は生じなかった 337 284 282 248 196 190 193 190 192 219 195 70 21

100.0 84.3 83.7 73.6 58.2 56.4 57.3 56.4 57.0 65.0 57.9 20.8 6.2
　無回答 25 12 11 10 6 6 6 6 6 11 6 7 9

100.0 48.0 44.0 40.0 24.0 24.0 24.0 24.0 24.0 44.0 24.0 28.0 36.0
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 254 219 221 202 162 160 161 160 160 186 162 50 14

100.0 86.2 87.0 79.5 63.8 63.0 63.4 63.0 63.0 73.2 63.8 19.7 5.5
行っていない 226 187 182 162 114 112 113 111 114 135 112 55 16

100.0 82.7 80.5 71.7 50.4 49.6 50.0 49.1 50.4 59.7 49.6 24.3 7.1
　無回答 14 6 4 6 3 3 3 3 3 4 4 4 5

100.0 42.9 28.6 42.9 21.4 21.4 21.4 21.4 21.4 28.6 28.6 28.6 35.7
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 301 266 263 236 180 178 178 178 178 212 181 59 13

100.0 88.4 87.4 78.4 59.8 59.1 59.1 59.1 59.1 70.4 60.1 19.6 4.3
行う予定はない 27 22 19 18 11 11 11 11 11 12 11 6 4

100.0 81.5 70.4 66.7 40.7 40.7 40.7 40.7 40.7 44.4 40.7 22.2 14.8
わからない 162 122 124 116 88 86 88 85 88 101 86 44 16

100.0 75.3 76.5 71.6 54.3 53.1 54.3 52.5 54.3 62.4 53.1 27.2 9.9
　無回答 4 2 1 - - - - - - - - - 2

100.0 50.0 25.0 - - - - - - - - - 50.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った事項（１～11のうち該当する番号をお選びください。○はいくつでも）

全

体

取
組
の
導
入
方
針
・
導
入
範

囲
・
導
入
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

運
用
方
法
・
作
業
環
境
の
変
更

業
務
内
容
の
見
直
し

組
織
編
成
の
見
直
し

人
事
制
度
（

職
種
等
）

の
見
直

し 配
置
転
換
・
職
種
転
換

人
事
評
価
制
度
の
見
直
し

教
育
訓
練
制
度
の
見
直
し

勤
務
時
間
や
働
き
方
の
見
直
し

生
産
性
が
向
上
し
た
分
の
従
業

員
へ
の
還
元
（

労
働
時
間
や
賃

金
の
改
革
）

そ
の
他

無
回
答

　全　体 494 412 407 370 279 275 277 274 277 325 278 109 35
100.0 83.4 82.4 74.9 56.5 55.7 56.1 55.5 56.1 65.8 56.3 22.1 7.1

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 11 10 9 9 8 8 8 8 8 9 8 1 1

100.0 90.9 81.8 81.8 72.7 72.7 72.7 72.7 72.7 81.8 72.7 9.1 9.1
30～49人 76 63 63 57 44 42 46 42 44 51 43 14 4

100.0 82.9 82.9 75.0 57.9 55.3 60.5 55.3 57.9 67.1 56.6 18.4 5.3
50～99人 139 123 119 104 84 84 83 84 84 95 86 37 7

100.0 88.5 85.6 74.8 60.4 60.4 59.7 60.4 60.4 68.4 61.9 26.6 5.0
100～299人 181 148 146 134 98 96 95 95 96 113 96 37 15

100.0 81.8 80.7 74.0 54.1 53.0 52.5 52.5 53.0 62.4 53.0 20.4 8.3
300人以上 63 48 50 47 33 32 32 32 33 40 32 15 7

100.0 76.2 79.4 74.6 52.4 50.8 50.8 50.8 52.4 63.5 50.8 23.8 11.1
　無回答 24 20 20 19 12 13 13 13 12 17 13 5 1

100.0 83.3 83.3 79.2 50.0 54.2 54.2 54.2 50.0 70.8 54.2 20.8 4.2
Ｑ５　労働組合の有無
ある 192 163 161 149 126 124 123 122 122 137 122 37 15

100.0 84.9 83.9 77.6 65.6 64.6 64.1 63.5 63.5 71.4 63.5 19.3 7.8
ない 301 248 245 220 152 150 153 151 154 187 155 71 20

100.0 82.4 81.4 73.1 50.5 49.8 50.8 50.2 51.2 62.1 51.5 23.6 6.6
　無回答 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 -

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 -
Ｆ１　回答者の役職
社長 13 9 12 11 8 8 8 8 8 10 9 2 1

100.0 69.2 92.3 84.6 61.5 61.5 61.5 61.5 61.5 76.9 69.2 15.4 7.7
取締役・役員クラス 69 60 60 51 39 39 39 39 39 46 40 13 4

100.0 87.0 87.0 73.9 56.5 56.5 56.5 56.5 56.5 66.7 58.0 18.8 5.8
部長・次長クラス 156 127 126 118 88 86 87 86 85 103 86 41 11

100.0 81.4 80.8 75.6 56.4 55.1 55.8 55.1 54.5 66.0 55.1 26.3 7.1
課長クラス 151 131 125 117 93 92 92 90 91 106 91 32 8

100.0 86.8 82.8 77.5 61.6 60.9 60.9 59.6 60.3 70.2 60.3 21.2 5.3
係長・主任クラス 47 41 43 37 27 26 27 27 28 31 27 10 2

100.0 87.2 91.5 78.7 57.5 55.3 57.5 57.5 59.6 66.0 57.5 21.3 4.3
一般社員 44 33 32 25 18 18 18 18 19 21 19 9 7

100.0 75.0 72.7 56.8 40.9 40.9 40.9 40.9 43.2 47.7 43.2 20.5 15.9
その他 12 9 8 10 5 5 5 5 6 7 5 2 2

100.0 75.0 66.7 83.3 41.7 41.7 41.7 41.7 50.0 58.3 41.7 16.7 16.7
　無回答 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 - -

100.0 100.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 27 23 23 20 14 13 13 13 14 15 13 5 1

100.0 85.2 85.2 74.1 51.9 48.2 48.2 48.2 51.9 55.6 48.2 18.5 3.7
人事・労務部門 105 93 94 83 72 74 73 73 72 80 72 18 6

100.0 88.6 89.5 79.1 68.6 70.5 69.5 69.5 68.6 76.2 68.6 17.1 5.7
総務・庶務部門 182 153 142 125 92 91 89 90 89 112 91 46 13

100.0 84.1 78.0 68.7 50.6 50.0 48.9 49.5 48.9 61.5 50.0 25.3 7.1
経理部門 14 12 10 12 5 5 5 5 5 8 6 2 -

100.0 85.7 71.4 85.7 35.7 35.7 35.7 35.7 35.7 57.1 42.9 14.3 -
広報部門 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 32 19 24 23 14 14 15 14 14 19 14 5 5

100.0 59.4 75.0 71.9 43.8 43.8 46.9 43.8 43.8 59.4 43.8 15.6 15.6
その他部門 102 85 88 83 63 60 64 61 64 69 62 25 7

100.0 83.3 86.3 81.4 61.8 58.8 62.8 59.8 62.8 67.7 60.8 24.5 6.9
　無回答 32 27 26 24 19 18 18 18 19 22 20 8 3

100.0 84.4 81.3 75.0 59.4 56.3 56.3 56.3 59.4 68.8 62.5 25.0 9.4
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 161 140 141 128 110 108 107 107 107 119 106 29 11

100.0 87.0 87.6 79.5 68.3 67.1 66.5 66.5 66.5 73.9 65.8 18.0 6.8
労使協議機関での協議 177 155 153 146 121 122 120 121 121 131 119 38 11

100.0 87.6 86.4 82.5 68.4 68.9 67.8 68.4 68.4 74.0 67.2 21.5 6.2
取組を行うための専門組織の編成 94 77 80 72 54 55 55 53 53 61 54 20 8

100.0 81.9 85.1 76.6 57.5 58.5 58.5 56.4 56.4 64.9 57.5 21.3 8.5
懇談会・説明会などの 304 259 258 234 187 184 185 183 183 216 184 62 17

常設ではない会合 100.0 85.2 84.9 77.0 61.5 60.5 60.9 60.2 60.2 71.1 60.5 20.4 5.6
相談窓口（電子メール等を含む）や 272 231 227 212 167 164 165 163 162 197 166 57 22

その他の苦情処理機関 100.0 84.9 83.5 77.9 61.4 60.3 60.7 59.9 59.6 72.4 61.0 21.0 8.1
社内報や社内掲示板、 407 341 336 306 228 222 225 220 223 268 224 88 26

電子メールなどでの情報提供 100.0 83.8 82.6 75.2 56.0 54.6 55.3 54.1 54.8 65.9 55.0 21.6 6.4
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 157 136 140 125 96 99 98 98 100 115 96 25 8

活用したコミュニケーションツール 100.0 86.6 89.2 79.6 61.2 63.1 62.4 62.4 63.7 73.3 61.2 15.9 5.1
従業員へのアンケート調査 262 214 222 200 161 158 162 157 158 186 159 52 22

100.0 81.7 84.7 76.3 61.5 60.3 61.8 59.9 60.3 71.0 60.7 19.9 8.4
その他 25 22 23 20 16 16 16 16 15 20 16 10 1

100.0 88.0 92.0 80.0 64.0 64.0 64.0 64.0 60.0 80.0 64.0 40.0 4.0
　無回答 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 - -

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 494 412 407 370 279 275 277 274 277 325 278 109 35

100.0 83.4 82.4 74.9 56.5 55.7 56.1 55.5 56.1 65.8 56.3 22.1 7.1
行っていない - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「１．取組の導入方針・導入範囲・導入スケジュール」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 412 159 225 27 1
100.0 38.6 54.6 6.6 0.2

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 57 8 46 3 -

100.0 14.0 80.7 5.3 -
1,000～4,999人 41 14 21 6 -

100.0 34.2 51.2 14.6 -
300～999人 108 44 54 10 -

100.0 40.7 50.0 9.3 -
100～299人 154 78 69 6 1

100.0 50.7 44.8 3.9 0.7
50～99人 39 11 26 2 -

100.0 28.2 66.7 5.1 -
30～49人 11 4 7 - -

100.0 36.4 63.6 - -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
建設業 62 32 25 5 -

100.0 51.6 40.3 8.1 -
製造業 130 54 68 7 1

100.0 41.5 52.3 5.4 0.8
電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 1 1 -

100.0 33.3 33.3 33.3 -
情報通信業 12 4 6 2 -

100.0 33.3 50.0 16.7 -
運輸業、郵便業 16 8 5 3 -

100.0 50.0 31.3 18.8 -
卸売業、小売業 72 12 57 3 -

100.0 16.7 79.2 4.2 -
金融業、保険業 7 4 3 - -

100.0 57.1 42.9 - -
不動産業、物品賃貸業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
学術研究、専門・技術サービス業 12 1 10 1 -

100.0 8.3 83.3 8.3 -
宿泊業、飲食サービス業 5 2 3 - -

100.0 40.0 60.0 - -
生活関連サービス業、娯楽業 7 5 2 - -

100.0 71.4 28.6 - -
教育、学習支援業 5 - 5 - -

100.0 - 100.0 - -
医療、福祉 46 20 24 2 -

100.0 43.5 52.2 4.4 -
複合サービス事業 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 19 11 6 2 -

100.0 57.9 31.6 10.5 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 4 3 - 1 -

100.0 75.0 - 25.0 -
　無回答 7 - 7 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
製造業 130 54 68 7 1

100.0 41.5 52.3 5.4 0.8
非製造業 275 105 150 20 -

100.0 38.2 54.6 7.3 -
　無回答 7 - 7 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 60 25 30 5 -

100.0 41.7 50.0 8.3 -
1920～1939年 37 11 22 4 -

100.0 29.7 59.5 10.8 -
1940～1959年 93 45 43 5 -

100.0 48.4 46.2 5.4 -
1960～1979年 94 43 44 6 1

100.0 45.7 46.8 6.4 1.1
1980～1999年 53 21 27 5 -

100.0 39.6 50.9 9.4 -
2000年以降 67 11 54 2 -

100.0 16.4 80.6 3.0 -
　無回答 8 3 5 - -

100.0 37.5 62.5 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「１．取組の導入方針・導入範囲・導入スケジュール」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 412 159 225 27 1
100.0 38.6 54.6 6.6 0.2

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 10 1 9 - -

100.0 10.0 90.0 - -
30～49人 63 18 37 7 1

100.0 28.6 58.7 11.1 1.6
50～99人 123 40 72 11 -

100.0 32.5 58.5 8.9 -
100～299人 148 65 79 4 -

100.0 43.9 53.4 2.7 -
300人以上 48 25 21 2 -

100.0 52.1 43.8 4.2 -
　無回答 20 10 7 3 -

100.0 50.0 35.0 15.0 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 163 44 110 9 -

100.0 27.0 67.5 5.5 -
ない 248 115 114 18 1

100.0 46.4 46.0 7.3 0.4
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 9 5 4 - -

100.0 55.6 44.4 - -
取締役・役員クラス 60 24 35 1 -

100.0 40.0 58.3 1.7 -
部長・次長クラス 127 44 72 11 -

100.0 34.7 56.7 8.7 -
課長クラス 131 33 86 11 1

100.0 25.2 65.7 8.4 0.8
係長・主任クラス 41 28 12 1 -

100.0 68.3 29.3 2.4 -
一般社員 33 19 11 3 -

100.0 57.6 33.3 9.1 -
その他 9 5 4 - -

100.0 55.6 44.4 - -
　無回答 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 23 11 12 - -

100.0 47.8 52.2 - -
人事・労務部門 93 22 67 4 -

100.0 23.7 72.0 4.3 -
総務・庶務部門 153 58 80 14 1

100.0 37.9 52.3 9.2 0.7
経理部門 12 5 6 1 -

100.0 41.7 50.0 8.3 -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 19 10 7 2 -

100.0 52.6 36.8 10.5 -
その他部門 85 39 40 6 -

100.0 45.9 47.1 7.1 -
　無回答 27 14 13 - -

100.0 51.9 48.2 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 140 38 94 8 -

100.0 27.1 67.1 5.7 -
労使協議機関での協議 155 44 99 12 -

100.0 28.4 63.9 7.7 -
取組を行うための専門組織の編成 77 32 39 6 -

100.0 41.6 50.7 7.8 -
懇談会・説明会などの 259 91 150 18 -

常設ではない会合 100.0 35.1 57.9 7.0 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 231 89 129 13 -

その他の苦情処理機関 100.0 38.5 55.8 5.6 -
社内報や社内掲示板、 341 129 187 24 1

電子メールなどでの情報提供 100.0 37.8 54.8 7.0 0.3
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 136 38 89 9 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 27.9 65.4 6.6 -
従業員へのアンケート調査 214 76 125 13 -

100.0 35.5 58.4 6.1 -
その他 22 8 11 3 -

100.0 36.4 50.0 13.6 -
　無回答 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 412 159 225 27 1

100.0 38.6 54.6 6.6 0.2
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「１．取組の導入方針・導入範囲・導入スケジュール」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 412 159 225 27 1
100.0 38.6 54.6 6.6 0.2

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 57 8 46 3 -

100.0 14.0 80.7 5.3 -
1,000～4,999人 41 14 21 6 -

100.0 34.2 51.2 14.6 -
300～999人 108 44 54 10 -

100.0 40.7 50.0 9.3 -
100～299人 154 78 69 6 1

100.0 50.7 44.8 3.9 0.7
50～99人 39 11 26 2 -

100.0 28.2 66.7 5.1 -
30～49人 11 4 7 - -

100.0 36.4 63.6 - -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
建設業 62 32 25 5 -

100.0 51.6 40.3 8.1 -
製造業 130 54 68 7 1

100.0 41.5 52.3 5.4 0.8
電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 1 1 -

100.0 33.3 33.3 33.3 -
情報通信業 12 4 6 2 -

100.0 33.3 50.0 16.7 -
運輸業、郵便業 16 8 5 3 -

100.0 50.0 31.3 18.8 -
卸売業、小売業 72 12 57 3 -

100.0 16.7 79.2 4.2 -
金融業、保険業 7 4 3 - -

100.0 57.1 42.9 - -
不動産業、物品賃貸業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
学術研究、専門・技術サービス業 12 1 10 1 -

100.0 8.3 83.3 8.3 -
宿泊業、飲食サービス業 5 2 3 - -

100.0 40.0 60.0 - -
生活関連サービス業、娯楽業 7 5 2 - -

100.0 71.4 28.6 - -
教育、学習支援業 5 - 5 - -

100.0 - 100.0 - -
医療、福祉 46 20 24 2 -

100.0 43.5 52.2 4.4 -
複合サービス事業 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 19 11 6 2 -

100.0 57.9 31.6 10.5 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 4 3 - 1 -

100.0 75.0 - 25.0 -
　無回答 7 - 7 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
製造業 130 54 68 7 1

100.0 41.5 52.3 5.4 0.8
非製造業 275 105 150 20 -

100.0 38.2 54.6 7.3 -
　無回答 7 - 7 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 60 25 30 5 -

100.0 41.7 50.0 8.3 -
1920～1939年 37 11 22 4 -

100.0 29.7 59.5 10.8 -
1940～1959年 93 45 43 5 -

100.0 48.4 46.2 5.4 -
1960～1979年 94 43 44 6 1

100.0 45.7 46.8 6.4 1.1
1980～1999年 53 21 27 5 -

100.0 39.6 50.9 9.4 -
2000年以降 67 11 54 2 -

100.0 16.4 80.6 3.0 -
　無回答 8 3 5 - -

100.0 37.5 62.5 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「１．取組の導入方針・導入範囲・導入スケジュール」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 412 159 225 27 1
100.0 38.6 54.6 6.6 0.2

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 412 159 225 27 1

100.0 38.6 54.6 6.6 0.2
導入後に行った 46 17 23 6 -

100.0 37.0 50.0 13.0 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 123 60 55 8 -

100.0 48.8 44.7 6.5 -
やや積極的 91 44 42 4 1

100.0 48.4 46.2 4.4 1.1
どちらでもない 175 46 115 14 -

100.0 26.3 65.7 8.0 -
やや消極的 9 5 3 1 -

100.0 55.6 33.3 11.1 -
対応には消極的だった 6 4 2 - -

100.0 66.7 33.3 - -
　無回答 8 - 8 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 228 107 104 16 1

100.0 46.9 45.6 7.0 0.4
導入することを決めた後で協議した 115 41 68 6 -

100.0 35.7 59.1 5.2 -
わからない 58 7 48 3 -

100.0 12.1 82.8 5.2 -
　無回答 11 4 5 2 -

100.0 36.4 45.5 18.2 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 386 152 208 25 1

100.0 39.4 53.9 6.5 0.3
効果はなかった 18 5 12 1 -

100.0 27.8 66.7 5.6 -
　無回答 8 2 5 1 -

100.0 25.0 62.5 12.5 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 116 74 36 6 -

100.0 63.8 31.0 5.2 -
課題は生じなかった 284 82 182 19 1

100.0 28.9 64.1 6.7 0.4
　無回答 12 3 7 2 -

100.0 25.0 58.3 16.7 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 219 89 119 10 1

100.0 40.6 54.3 4.6 0.5
行っていない 187 66 105 16 -

100.0 35.3 56.2 8.6 -
　無回答 6 4 1 1 -

100.0 66.7 16.7 16.7 -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 266 101 149 15 1

100.0 38.0 56.0 5.6 0.4
行う予定はない 22 9 12 1 -

100.0 40.9 54.6 4.6 -
わからない 122 49 62 11 -

100.0 40.2 50.8 9.0 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「２．運用方法・作業環境の変更」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 407 264 119 23 1
100.0 64.9 29.2 5.7 0.3

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 56 53 3 - -

100.0 94.6 5.4 - -
1,000～4,999人 38 25 8 5 -

100.0 65.8 21.1 13.2 -
300～999人 108 63 39 5 1

100.0 58.3 36.1 4.6 0.9
100～299人 152 94 47 11 -

100.0 61.8 30.9 7.2 -
50～99人 40 23 15 2 -

100.0 57.5 37.5 5.0 -
30～49人 11 4 7 - -

100.0 36.4 63.6 - -
　無回答 2 2 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - -

- - - - -
建設業 58 39 13 5 1

100.0 67.2 22.4 8.6 1.7
製造業 129 79 45 5 -

100.0 61.2 34.9 3.9 -
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
情報通信業 14 9 3 2 -

100.0 64.3 21.4 14.3 -
運輸業、郵便業 17 8 5 4 -

100.0 47.1 29.4 23.5 -
卸売業、小売業 70 54 13 3 -

100.0 77.1 18.6 4.3 -
金融業、保険業 7 5 2 - -

100.0 71.4 28.6 - -
不動産業、物品賃貸業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
学術研究、専門・技術サービス業 10 4 6 - -

100.0 40.0 60.0 - -
宿泊業、飲食サービス業 4 2 2 - -

100.0 50.0 50.0 - -
生活関連サービス業、娯楽業 6 4 2 - -

100.0 66.7 33.3 - -
教育、学習支援業 5 2 3 - -

100.0 40.0 60.0 - -
医療、福祉 48 31 15 2 -

100.0 64.6 31.3 4.2 -
複合サービス事業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 21 14 6 1 -

100.0 66.7 28.6 4.8 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 4 4 - - -

100.0 100.0 - - -
　無回答 9 7 2 - -

100.0 77.8 22.2 - -
Ｑ２　業種
製造業 129 79 45 5 -

100.0 61.2 34.9 3.9 -
非製造業 269 178 72 18 1

100.0 66.2 26.8 6.7 0.4
　無回答 9 7 2 - -

100.0 77.8 22.2 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 53 29 20 4 -

100.0 54.7 37.7 7.6 -
1920～1939年 38 23 11 4 -

100.0 60.5 29.0 10.5 -
1940～1959年 95 62 28 4 1

100.0 65.3 29.5 4.2 1.1
1960～1979年 93 61 28 4 -

100.0 65.6 30.1 4.3 -
1980～1999年 51 27 20 4 -

100.0 52.9 39.2 7.8 -
2000年以降 68 57 8 3 -

100.0 83.8 11.8 4.4 -
　無回答 9 5 4 - -

100.0 55.6 44.4 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「１．取組の導入方針・導入範囲・導入スケジュール」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 412 159 225 27 1
100.0 38.6 54.6 6.6 0.2

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 412 159 225 27 1

100.0 38.6 54.6 6.6 0.2
導入後に行った 46 17 23 6 -

100.0 37.0 50.0 13.0 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 123 60 55 8 -

100.0 48.8 44.7 6.5 -
やや積極的 91 44 42 4 1

100.0 48.4 46.2 4.4 1.1
どちらでもない 175 46 115 14 -

100.0 26.3 65.7 8.0 -
やや消極的 9 5 3 1 -

100.0 55.6 33.3 11.1 -
対応には消極的だった 6 4 2 - -

100.0 66.7 33.3 - -
　無回答 8 - 8 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 228 107 104 16 1

100.0 46.9 45.6 7.0 0.4
導入することを決めた後で協議した 115 41 68 6 -

100.0 35.7 59.1 5.2 -
わからない 58 7 48 3 -

100.0 12.1 82.8 5.2 -
　無回答 11 4 5 2 -

100.0 36.4 45.5 18.2 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 386 152 208 25 1

100.0 39.4 53.9 6.5 0.3
効果はなかった 18 5 12 1 -

100.0 27.8 66.7 5.6 -
　無回答 8 2 5 1 -

100.0 25.0 62.5 12.5 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 116 74 36 6 -

100.0 63.8 31.0 5.2 -
課題は生じなかった 284 82 182 19 1

100.0 28.9 64.1 6.7 0.4
　無回答 12 3 7 2 -

100.0 25.0 58.3 16.7 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 219 89 119 10 1

100.0 40.6 54.3 4.6 0.5
行っていない 187 66 105 16 -

100.0 35.3 56.2 8.6 -
　無回答 6 4 1 1 -

100.0 66.7 16.7 16.7 -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 266 101 149 15 1

100.0 38.0 56.0 5.6 0.4
行う予定はない 22 9 12 1 -

100.0 40.9 54.6 4.6 -
わからない 122 49 62 11 -

100.0 40.2 50.8 9.0 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「２．運用方法・作業環境の変更」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 407 264 119 23 1
100.0 64.9 29.2 5.7 0.3

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 9 7 2 - -

100.0 77.8 22.2 - -
30～49人 63 33 24 6 -

100.0 52.4 38.1 9.5 -
50～99人 119 74 38 7 -

100.0 62.2 31.9 5.9 -
100～299人 146 99 39 7 1

100.0 67.8 26.7 4.8 0.7
300人以上 50 39 9 2 -

100.0 78.0 18.0 4.0 -
　無回答 20 12 7 1 -

100.0 60.0 35.0 5.0 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 161 107 48 6 -

100.0 66.5 29.8 3.7 -
ない 245 157 70 17 1

100.0 64.1 28.6 6.9 0.4
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 12 7 5 - -

100.0 58.3 41.7 - -
取締役・役員クラス 60 39 19 2 -

100.0 65.0 31.7 3.3 -
部長・次長クラス 126 67 49 9 1

100.0 53.2 38.9 7.1 0.8
課長クラス 125 91 25 9 -

100.0 72.8 20.0 7.2 -
係長・主任クラス 43 31 10 2 -

100.0 72.1 23.3 4.7 -
一般社員 32 23 8 1 -

100.0 71.9 25.0 3.1 -
その他 8 5 3 - -

100.0 62.5 37.5 - -
　無回答 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 23 17 5 1 -

100.0 73.9 21.7 4.4 -
人事・労務部門 94 75 16 2 1

100.0 79.8 17.0 2.1 1.1
総務・庶務部門 142 79 50 13 -

100.0 55.6 35.2 9.2 -
経理部門 10 5 5 - -

100.0 50.0 50.0 - -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 24 17 5 2 -

100.0 70.8 20.8 8.3 -
その他部門 88 54 29 5 -

100.0 61.4 33.0 5.7 -
　無回答 26 17 9 - -

100.0 65.4 34.6 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 141 100 36 5 -

100.0 70.9 25.5 3.6 -
労使協議機関での協議 153 107 38 8 -

100.0 69.9 24.8 5.2 -
取組を行うための専門組織の編成 80 48 29 2 1

100.0 60.0 36.3 2.5 1.3
懇談会・説明会などの 258 173 70 15 -

常設ではない会合 100.0 67.1 27.1 5.8 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 227 158 59 9 1

その他の苦情処理機関 100.0 69.6 26.0 4.0 0.4
社内報や社内掲示板、 336 221 95 19 1

電子メールなどでの情報提供 100.0 65.8 28.3 5.7 0.3
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 140 98 35 6 1

活用したコミュニケーションツール 100.0 70.0 25.0 4.3 0.7
従業員へのアンケート調査 222 156 57 8 1

100.0 70.3 25.7 3.6 0.5
その他 23 12 8 3 -

100.0 52.2 34.8 13.0 -
　無回答 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 407 264 119 23 1

100.0 64.9 29.2 5.7 0.3
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「２．運用方法・作業環境の変更」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 407 264 119 23 1
100.0 64.9 29.2 5.7 0.3

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 407 264 119 23 1

100.0 64.9 29.2 5.7 0.3
導入後に行った 49 32 12 4 1

100.0 65.3 24.5 8.2 2.0
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 127 83 36 7 1

100.0 65.4 28.4 5.5 0.8
やや積極的 88 58 26 4 -

100.0 65.9 29.6 4.6 -
どちらでもない 168 109 49 10 -

100.0 64.9 29.2 6.0 -
やや消極的 10 7 3 - -

100.0 70.0 30.0 - -
対応には消極的だった 6 4 2 - -

100.0 66.7 33.3 - -
　無回答 8 3 3 2 -

100.0 37.5 37.5 25.0 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 228 153 62 13 -

100.0 67.1 27.2 5.7 -
導入することを決めた後で協議した 113 57 49 7 -

100.0 50.4 43.4 6.2 -
わからない 55 50 5 - -

100.0 90.9 9.1 - -
　無回答 11 4 3 3 1

100.0 36.4 27.3 27.3 9.1
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 382 255 105 21 1

100.0 66.8 27.5 5.5 0.3
効果はなかった 19 7 11 1 -

100.0 36.8 57.9 5.3 -
　無回答 6 2 3 1 -

100.0 33.3 50.0 16.7 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 114 86 21 6 1

100.0 75.4 18.4 5.3 0.9
課題は生じなかった 282 173 94 15 -

100.0 61.4 33.3 5.3 -
　無回答 11 5 4 2 -

100.0 45.5 36.4 18.2 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 221 161 51 8 1

100.0 72.9 23.1 3.6 0.5
行っていない 182 100 67 15 -

100.0 55.0 36.8 8.2 -
　無回答 4 3 1 - -

100.0 75.0 25.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 263 186 65 11 1

100.0 70.7 24.7 4.2 0.4
行う予定はない 19 11 8 - -

100.0 57.9 42.1 - -
わからない 124 66 46 12 -

100.0 53.2 37.1 9.7 -
　無回答 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「２．運用方法・作業環境の変更」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 407 264 119 23 1
100.0 64.9 29.2 5.7 0.3

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 9 7 2 - -

100.0 77.8 22.2 - -
30～49人 63 33 24 6 -

100.0 52.4 38.1 9.5 -
50～99人 119 74 38 7 -

100.0 62.2 31.9 5.9 -
100～299人 146 99 39 7 1

100.0 67.8 26.7 4.8 0.7
300人以上 50 39 9 2 -

100.0 78.0 18.0 4.0 -
　無回答 20 12 7 1 -

100.0 60.0 35.0 5.0 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 161 107 48 6 -

100.0 66.5 29.8 3.7 -
ない 245 157 70 17 1

100.0 64.1 28.6 6.9 0.4
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 12 7 5 - -

100.0 58.3 41.7 - -
取締役・役員クラス 60 39 19 2 -

100.0 65.0 31.7 3.3 -
部長・次長クラス 126 67 49 9 1

100.0 53.2 38.9 7.1 0.8
課長クラス 125 91 25 9 -

100.0 72.8 20.0 7.2 -
係長・主任クラス 43 31 10 2 -

100.0 72.1 23.3 4.7 -
一般社員 32 23 8 1 -

100.0 71.9 25.0 3.1 -
その他 8 5 3 - -

100.0 62.5 37.5 - -
　無回答 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 23 17 5 1 -

100.0 73.9 21.7 4.4 -
人事・労務部門 94 75 16 2 1

100.0 79.8 17.0 2.1 1.1
総務・庶務部門 142 79 50 13 -

100.0 55.6 35.2 9.2 -
経理部門 10 5 5 - -

100.0 50.0 50.0 - -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 24 17 5 2 -

100.0 70.8 20.8 8.3 -
その他部門 88 54 29 5 -

100.0 61.4 33.0 5.7 -
　無回答 26 17 9 - -

100.0 65.4 34.6 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 141 100 36 5 -

100.0 70.9 25.5 3.6 -
労使協議機関での協議 153 107 38 8 -

100.0 69.9 24.8 5.2 -
取組を行うための専門組織の編成 80 48 29 2 1

100.0 60.0 36.3 2.5 1.3
懇談会・説明会などの 258 173 70 15 -

常設ではない会合 100.0 67.1 27.1 5.8 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 227 158 59 9 1

その他の苦情処理機関 100.0 69.6 26.0 4.0 0.4
社内報や社内掲示板、 336 221 95 19 1

電子メールなどでの情報提供 100.0 65.8 28.3 5.7 0.3
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 140 98 35 6 1

活用したコミュニケーションツール 100.0 70.0 25.0 4.3 0.7
従業員へのアンケート調査 222 156 57 8 1

100.0 70.3 25.7 3.6 0.5
その他 23 12 8 3 -

100.0 52.2 34.8 13.0 -
　無回答 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 407 264 119 23 1

100.0 64.9 29.2 5.7 0.3
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「３．業務内容の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 370 228 122 20 -
100.0 61.6 33.0 5.4 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 56 50 5 1 -

100.0 89.3 8.9 1.8 -
1,000～4,999人 37 19 13 5 -

100.0 51.4 35.1 13.5 -
300～999人 96 56 35 5 -

100.0 58.3 36.5 5.2 -
100～299人 135 78 51 6 -

100.0 57.8 37.8 4.4 -
50～99人 33 17 13 3 -

100.0 51.5 39.4 9.1 -
30～49人 11 7 4 - -

100.0 63.6 36.4 - -
　無回答 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
建設業 53 26 20 7 -

100.0 49.1 37.7 13.2 -
製造業 117 65 46 6 -

100.0 55.6 39.3 5.1 -
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
情報通信業 11 5 5 1 -

100.0 45.5 45.5 9.1 -
運輸業、郵便業 13 7 4 2 -

100.0 53.9 30.8 15.4 -
卸売業、小売業 64 54 8 2 -

100.0 84.4 12.5 3.1 -
金融業、保険業 6 4 2 - -

100.0 66.7 33.3 - -
不動産業、物品賃貸業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
学術研究、専門・技術サービス業 9 5 4 - -

100.0 55.6 44.4 - -
宿泊業、飲食サービス業 4 3 1 - -

100.0 75.0 25.0 - -
生活関連サービス業、娯楽業 6 3 3 - -

100.0 50.0 50.0 - -
教育、学習支援業 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
医療、福祉 45 28 16 1 -

100.0 62.2 35.6 2.2 -
複合サービス事業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 22 13 8 1 -

100.0 59.1 36.4 4.6 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 4 4 - - -

100.0 100.0 - - -
　無回答 9 7 2 - -

100.0 77.8 22.2 - -
Ｑ２　業種
製造業 117 65 46 6 -

100.0 55.6 39.3 5.1 -
非製造業 244 156 74 14 -

100.0 63.9 30.3 5.7 -
　無回答 9 7 2 - -

100.0 77.8 22.2 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 44 21 19 4 -

100.0 47.7 43.2 9.1 -
1920～1939年 39 25 10 4 -

100.0 64.1 25.6 10.3 -
1940～1959年 77 46 30 1 -

100.0 59.7 39.0 1.3 -
1960～1979年 88 52 30 6 -

100.0 59.1 34.1 6.8 -
1980～1999年 48 27 18 3 -

100.0 56.3 37.5 6.3 -
2000年以降 66 54 10 2 -

100.0 81.8 15.2 3.0 -
　無回答 8 3 5 - -

100.0 37.5 62.5 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「３．業務内容の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 370 228 122 20 -
100.0 61.6 33.0 5.4 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 9 7 2 - -

100.0 77.8 22.2 - -
30～49人 57 38 15 4 -

100.0 66.7 26.3 7.0 -
50～99人 104 53 42 9 -

100.0 51.0 40.4 8.7 -
100～299人 134 86 42 6 -

100.0 64.2 31.3 4.5 -
300人以上 47 31 15 1 -

100.0 66.0 31.9 2.1 -
　無回答 19 13 6 - -

100.0 68.4 31.6 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 149 91 47 11 -

100.0 61.1 31.5 7.4 -
ない 220 136 75 9 -

100.0 61.8 34.1 4.1 -
　無回答 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 11 8 3 - -

100.0 72.7 27.3 - -
取締役・役員クラス 51 32 18 1 -

100.0 62.8 35.3 2.0 -
部長・次長クラス 118 56 55 7 -

100.0 47.5 46.6 5.9 -
課長クラス 117 86 24 7 -

100.0 73.5 20.5 6.0 -
係長・主任クラス 37 25 12 - -

100.0 67.6 32.4 - -
一般社員 25 14 7 4 -

100.0 56.0 28.0 16.0 -
その他 10 6 3 1 -

100.0 60.0 30.0 10.0 -
　無回答 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 20 14 6 - -

100.0 70.0 30.0 - -
人事・労務部門 83 65 18 - -

100.0 78.3 21.7 - -
総務・庶務部門 125 74 43 8 -

100.0 59.2 34.4 6.4 -
経理部門 12 6 5 1 -

100.0 50.0 41.7 8.3 -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 23 17 5 1 -

100.0 73.9 21.7 4.4 -
その他部門 83 39 35 9 -

100.0 47.0 42.2 10.8 -
　無回答 24 13 10 1 -

100.0 54.2 41.7 4.2 -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 128 84 36 8 -

100.0 65.6 28.1 6.3 -
労使協議機関での協議 146 95 41 10 -

100.0 65.1 28.1 6.9 -
取組を行うための専門組織の編成 72 41 29 2 -

100.0 56.9 40.3 2.8 -
懇談会・説明会などの 234 149 72 13 -

常設ではない会合 100.0 63.7 30.8 5.6 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 212 147 55 10 -

その他の苦情処理機関 100.0 69.3 25.9 4.7 -
社内報や社内掲示板、 306 192 99 15 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 62.8 32.4 4.9 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 125 92 30 3 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 73.6 24.0 2.4 -
従業員へのアンケート調査 200 140 52 8 -

100.0 70.0 26.0 4.0 -
その他 20 9 10 1 -

100.0 45.0 50.0 5.0 -
　無回答 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 370 228 122 20 -

100.0 61.6 33.0 5.4 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「３．業務内容の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 370 228 122 20 -
100.0 61.6 33.0 5.4 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 56 50 5 1 -

100.0 89.3 8.9 1.8 -
1,000～4,999人 37 19 13 5 -

100.0 51.4 35.1 13.5 -
300～999人 96 56 35 5 -

100.0 58.3 36.5 5.2 -
100～299人 135 78 51 6 -

100.0 57.8 37.8 4.4 -
50～99人 33 17 13 3 -

100.0 51.5 39.4 9.1 -
30～49人 11 7 4 - -

100.0 63.6 36.4 - -
　無回答 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
建設業 53 26 20 7 -

100.0 49.1 37.7 13.2 -
製造業 117 65 46 6 -

100.0 55.6 39.3 5.1 -
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
情報通信業 11 5 5 1 -

100.0 45.5 45.5 9.1 -
運輸業、郵便業 13 7 4 2 -

100.0 53.9 30.8 15.4 -
卸売業、小売業 64 54 8 2 -

100.0 84.4 12.5 3.1 -
金融業、保険業 6 4 2 - -

100.0 66.7 33.3 - -
不動産業、物品賃貸業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
学術研究、専門・技術サービス業 9 5 4 - -

100.0 55.6 44.4 - -
宿泊業、飲食サービス業 4 3 1 - -

100.0 75.0 25.0 - -
生活関連サービス業、娯楽業 6 3 3 - -

100.0 50.0 50.0 - -
教育、学習支援業 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
医療、福祉 45 28 16 1 -

100.0 62.2 35.6 2.2 -
複合サービス事業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 22 13 8 1 -

100.0 59.1 36.4 4.6 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 4 4 - - -

100.0 100.0 - - -
　無回答 9 7 2 - -

100.0 77.8 22.2 - -
Ｑ２　業種
製造業 117 65 46 6 -

100.0 55.6 39.3 5.1 -
非製造業 244 156 74 14 -

100.0 63.9 30.3 5.7 -
　無回答 9 7 2 - -

100.0 77.8 22.2 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 44 21 19 4 -

100.0 47.7 43.2 9.1 -
1920～1939年 39 25 10 4 -

100.0 64.1 25.6 10.3 -
1940～1959年 77 46 30 1 -

100.0 59.7 39.0 1.3 -
1960～1979年 88 52 30 6 -

100.0 59.1 34.1 6.8 -
1980～1999年 48 27 18 3 -

100.0 56.3 37.5 6.3 -
2000年以降 66 54 10 2 -

100.0 81.8 15.2 3.0 -
　無回答 8 3 5 - -

100.0 37.5 62.5 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「３．業務内容の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 370 228 122 20 -
100.0 61.6 33.0 5.4 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 370 228 122 20 -

100.0 61.6 33.0 5.4 -
導入後に行った 41 26 12 3 -

100.0 63.4 29.3 7.3 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 116 75 36 5 -

100.0 64.7 31.0 4.3 -
やや積極的 80 43 32 5 -

100.0 53.8 40.0 6.3 -
どちらでもない 150 92 48 10 -

100.0 61.3 32.0 6.7 -
やや消極的 9 7 2 - -

100.0 77.8 22.2 - -
対応には消極的だった 7 5 2 - -

100.0 71.4 28.6 - -
　無回答 8 6 2 - -

100.0 75.0 25.0 - -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 210 129 69 12 -

100.0 61.4 32.9 5.7 -
導入することを決めた後で協議した 96 46 45 5 -

100.0 47.9 46.9 5.2 -
わからない 56 48 5 3 -

100.0 85.7 8.9 5.4 -
　無回答 8 5 3 - -

100.0 62.5 37.5 - -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 347 221 108 18 -

100.0 63.7 31.1 5.2 -
効果はなかった 16 4 10 2 -

100.0 25.0 62.5 12.5 -
　無回答 7 3 4 - -

100.0 42.9 57.1 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 112 81 28 3 -

100.0 72.3 25.0 2.7 -
課題は生じなかった 248 143 90 15 -

100.0 57.7 36.3 6.1 -
　無回答 10 4 4 2 -

100.0 40.0 40.0 20.0 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 202 138 58 6 -

100.0 68.3 28.7 3.0 -
行っていない 162 85 63 14 -

100.0 52.5 38.9 8.6 -
　無回答 6 5 1 - -

100.0 83.3 16.7 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 236 155 70 11 -

100.0 65.7 29.7 4.7 -
行う予定はない 18 11 7 - -

100.0 61.1 38.9 - -
わからない 116 62 45 9 -

100.0 53.5 38.8 7.8 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「４．組織編成の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 279 32 222 25 -
100.0 11.5 79.6 9.0 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 51 2 48 1 -

100.0 3.9 94.1 2.0 -
1,000～4,999人 32 5 23 4 -

100.0 15.6 71.9 12.5 -
300～999人 70 11 53 6 -

100.0 15.7 75.7 8.6 -
100～299人 95 11 72 12 -

100.0 11.6 75.8 12.6 -
50～99人 22 2 18 2 -

100.0 9.1 81.8 9.1 -
30～49人 8 1 7 - -

100.0 12.5 87.5 - -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - -

- - - - -
建設業 39 5 31 3 -

100.0 12.8 79.5 7.7 -
製造業 84 14 64 6 -

100.0 16.7 76.2 7.1 -
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
情報通信業 7 1 5 1 -

100.0 14.3 71.4 14.3 -
運輸業、郵便業 10 1 7 2 -

100.0 10.0 70.0 20.0 -
卸売業、小売業 58 4 49 5 -

100.0 6.9 84.5 8.6 -
金融業、保険業 6 - 6 - -

100.0 - 100.0 - -
不動産業、物品賃貸業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
学術研究、専門・技術サービス業 7 1 6 - -

100.0 14.3 85.7 - -
宿泊業、飲食サービス業 3 - 1 2 -

100.0 - 33.3 66.7 -
生活関連サービス業、娯楽業 5 - 5 - -

100.0 - 100.0 - -
教育、学習支援業 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
医療、福祉 36 2 30 4 -

100.0 5.6 83.3 11.1 -
複合サービス事業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 11 2 8 1 -

100.0 18.2 72.7 9.1 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
　無回答 5 - 5 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
製造業 84 14 64 6 -

100.0 16.7 76.2 7.1 -
非製造業 190 18 153 19 -

100.0 9.5 80.5 10.0 -
　無回答 5 - 5 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 33 4 25 4 -

100.0 12.1 75.8 12.1 -
1920～1939年 27 3 21 3 -

100.0 11.1 77.8 11.1 -
1940～1959年 56 6 45 5 -

100.0 10.7 80.4 8.9 -
1960～1979年 60 10 43 7 -

100.0 16.7 71.7 11.7 -
1980～1999年 37 3 29 5 -

100.0 8.1 78.4 13.5 -
2000年以降 60 5 54 1 -

100.0 8.3 90.0 1.7 -
　無回答 6 1 5 - -

100.0 16.7 83.3 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「３．業務内容の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 370 228 122 20 -
100.0 61.6 33.0 5.4 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 370 228 122 20 -

100.0 61.6 33.0 5.4 -
導入後に行った 41 26 12 3 -

100.0 63.4 29.3 7.3 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 116 75 36 5 -

100.0 64.7 31.0 4.3 -
やや積極的 80 43 32 5 -

100.0 53.8 40.0 6.3 -
どちらでもない 150 92 48 10 -

100.0 61.3 32.0 6.7 -
やや消極的 9 7 2 - -

100.0 77.8 22.2 - -
対応には消極的だった 7 5 2 - -

100.0 71.4 28.6 - -
　無回答 8 6 2 - -

100.0 75.0 25.0 - -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 210 129 69 12 -

100.0 61.4 32.9 5.7 -
導入することを決めた後で協議した 96 46 45 5 -

100.0 47.9 46.9 5.2 -
わからない 56 48 5 3 -

100.0 85.7 8.9 5.4 -
　無回答 8 5 3 - -

100.0 62.5 37.5 - -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 347 221 108 18 -

100.0 63.7 31.1 5.2 -
効果はなかった 16 4 10 2 -

100.0 25.0 62.5 12.5 -
　無回答 7 3 4 - -

100.0 42.9 57.1 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 112 81 28 3 -

100.0 72.3 25.0 2.7 -
課題は生じなかった 248 143 90 15 -

100.0 57.7 36.3 6.1 -
　無回答 10 4 4 2 -

100.0 40.0 40.0 20.0 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 202 138 58 6 -

100.0 68.3 28.7 3.0 -
行っていない 162 85 63 14 -

100.0 52.5 38.9 8.6 -
　無回答 6 5 1 - -

100.0 83.3 16.7 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 236 155 70 11 -

100.0 65.7 29.7 4.7 -
行う予定はない 18 11 7 - -

100.0 61.1 38.9 - -
わからない 116 62 45 9 -

100.0 53.5 38.8 7.8 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「４．組織編成の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 279 32 222 25 -
100.0 11.5 79.6 9.0 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 8 - 8 - -

100.0 - 100.0 - -
30～49人 44 6 32 6 -

100.0 13.6 72.7 13.6 -
50～99人 84 5 70 9 -

100.0 6.0 83.3 10.7 -
100～299人 98 12 78 8 -

100.0 12.2 79.6 8.2 -
300人以上 33 6 25 2 -

100.0 18.2 75.8 6.1 -
　無回答 12 3 9 - -

100.0 25.0 75.0 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 126 12 104 10 -

100.0 9.5 82.5 7.9 -
ない 152 20 117 15 -

100.0 13.2 77.0 9.9 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 8 - 7 1 -

100.0 - 87.5 12.5 -
取締役・役員クラス 39 4 33 2 -

100.0 10.3 84.6 5.1 -
部長・次長クラス 88 14 67 7 -

100.0 15.9 76.1 8.0 -
課長クラス 93 6 78 9 -

100.0 6.5 83.9 9.7 -
係長・主任クラス 27 6 21 - -

100.0 22.2 77.8 - -
一般社員 18 2 11 5 -

100.0 11.1 61.1 27.8 -
その他 5 - 4 1 -

100.0 - 80.0 20.0 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 14 3 11 - -

100.0 21.4 78.6 - -
人事・労務部門 72 4 68 - -

100.0 5.6 94.4 - -
総務・庶務部門 92 8 74 10 -

100.0 8.7 80.4 10.9 -
経理部門 5 1 3 1 -

100.0 20.0 60.0 20.0 -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 14 4 9 1 -

100.0 28.6 64.3 7.1 -
その他部門 63 11 43 9 -

100.0 17.5 68.3 14.3 -
　無回答 19 1 14 4 -

100.0 5.3 73.7 21.1 -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 110 11 92 7 -

100.0 10.0 83.6 6.4 -
労使協議機関での協議 121 12 99 10 -

100.0 9.9 81.8 8.3 -
取組を行うための専門組織の編成 54 11 39 4 -

100.0 20.4 72.2 7.4 -
懇談会・説明会などの 187 23 149 15 -

常設ではない会合 100.0 12.3 79.7 8.0 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 167 20 134 13 -

その他の苦情処理機関 100.0 12.0 80.2 7.8 -
社内報や社内掲示板、 228 28 184 16 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 12.3 80.7 7.0 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 96 5 85 6 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 5.2 88.5 6.3 -
従業員へのアンケート調査 161 17 132 12 -

100.0 10.6 82.0 7.5 -
その他 16 3 11 2 -

100.0 18.8 68.8 12.5 -
　無回答 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 279 32 222 25 -

100.0 11.5 79.6 9.0 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「４．組織編成の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 279 32 222 25 -
100.0 11.5 79.6 9.0 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 279 32 222 25 -

100.0 11.5 79.6 9.0 -
導入後に行った 29 6 21 2 -

100.0 20.7 72.4 6.9 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 82 15 59 8 -

100.0 18.3 72.0 9.8 -
やや積極的 55 8 43 4 -

100.0 14.6 78.2 7.3 -
どちらでもない 125 7 107 11 -

100.0 5.6 85.6 8.8 -
やや消極的 8 1 7 - -

100.0 12.5 87.5 - -
対応には消極的だった 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
　無回答 6 - 4 2 -

100.0 - 66.7 33.3 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 153 25 118 10 -

100.0 16.3 77.1 6.5 -
導入することを決めた後で協議した 66 4 52 10 -

100.0 6.1 78.8 15.2 -
わからない 52 2 46 4 -

100.0 3.9 88.5 7.7 -
　無回答 8 1 6 1 -

100.0 12.5 75.0 12.5 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 261 32 207 22 -

100.0 12.3 79.3 8.4 -
効果はなかった 14 - 11 3 -

100.0 - 78.6 21.4 -
　無回答 4 - 4 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 77 15 54 8 -

100.0 19.5 70.1 10.4 -
課題は生じなかった 196 17 164 15 -

100.0 8.7 83.7 7.7 -
　無回答 6 - 4 2 -

100.0 - 66.7 33.3 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 162 23 129 10 -

100.0 14.2 79.6 6.2 -
行っていない 114 9 90 15 -

100.0 7.9 79.0 13.2 -
　無回答 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 180 21 148 11 -

100.0 11.7 82.2 6.1 -
行う予定はない 11 - 11 - -

100.0 - 100.0 - -
わからない 88 11 63 14 -

100.0 12.5 71.6 15.9 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「４．組織編成の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 279 32 222 25 -
100.0 11.5 79.6 9.0 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 8 - 8 - -

100.0 - 100.0 - -
30～49人 44 6 32 6 -

100.0 13.6 72.7 13.6 -
50～99人 84 5 70 9 -

100.0 6.0 83.3 10.7 -
100～299人 98 12 78 8 -

100.0 12.2 79.6 8.2 -
300人以上 33 6 25 2 -

100.0 18.2 75.8 6.1 -
　無回答 12 3 9 - -

100.0 25.0 75.0 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 126 12 104 10 -

100.0 9.5 82.5 7.9 -
ない 152 20 117 15 -

100.0 13.2 77.0 9.9 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 8 - 7 1 -

100.0 - 87.5 12.5 -
取締役・役員クラス 39 4 33 2 -

100.0 10.3 84.6 5.1 -
部長・次長クラス 88 14 67 7 -

100.0 15.9 76.1 8.0 -
課長クラス 93 6 78 9 -

100.0 6.5 83.9 9.7 -
係長・主任クラス 27 6 21 - -

100.0 22.2 77.8 - -
一般社員 18 2 11 5 -

100.0 11.1 61.1 27.8 -
その他 5 - 4 1 -

100.0 - 80.0 20.0 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 14 3 11 - -

100.0 21.4 78.6 - -
人事・労務部門 72 4 68 - -

100.0 5.6 94.4 - -
総務・庶務部門 92 8 74 10 -

100.0 8.7 80.4 10.9 -
経理部門 5 1 3 1 -

100.0 20.0 60.0 20.0 -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 14 4 9 1 -

100.0 28.6 64.3 7.1 -
その他部門 63 11 43 9 -

100.0 17.5 68.3 14.3 -
　無回答 19 1 14 4 -

100.0 5.3 73.7 21.1 -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 110 11 92 7 -

100.0 10.0 83.6 6.4 -
労使協議機関での協議 121 12 99 10 -

100.0 9.9 81.8 8.3 -
取組を行うための専門組織の編成 54 11 39 4 -

100.0 20.4 72.2 7.4 -
懇談会・説明会などの 187 23 149 15 -

常設ではない会合 100.0 12.3 79.7 8.0 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 167 20 134 13 -

その他の苦情処理機関 100.0 12.0 80.2 7.8 -
社内報や社内掲示板、 228 28 184 16 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 12.3 80.7 7.0 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 96 5 85 6 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 5.2 88.5 6.3 -
従業員へのアンケート調査 161 17 132 12 -

100.0 10.6 82.0 7.5 -
その他 16 3 11 2 -

100.0 18.8 68.8 12.5 -
　無回答 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 279 32 222 25 -

100.0 11.5 79.6 9.0 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「５．人事制度（職種等）の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 275 15 223 37 -
100.0 5.5 81.1 13.5 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 51 2 48 1 -

100.0 3.9 94.1 2.0 -
1,000～4,999人 33 4 21 8 -

100.0 12.1 63.6 24.2 -
300～999人 69 5 53 11 -

100.0 7.3 76.8 15.9 -
100～299人 93 3 75 15 -

100.0 3.2 80.7 16.1 -
50～99人 21 - 19 2 -

100.0 - 90.5 9.5 -
30～49人 7 1 6 - -

100.0 14.3 85.7 - -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - -

- - - - -
建設業 40 6 31 3 -

100.0 15.0 77.5 7.5 -
製造業 77 3 60 14 -

100.0 3.9 77.9 18.2 -
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
情報通信業 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
運輸業、郵便業 11 1 7 3 -

100.0 9.1 63.6 27.3 -
卸売業、小売業 59 1 53 5 -

100.0 1.7 89.8 8.5 -
金融業、保険業 6 - 6 - -

100.0 - 100.0 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 7 1 5 1 -

100.0 14.3 71.4 14.3 -
宿泊業、飲食サービス業 3 - 1 2 -

100.0 - 33.3 66.7 -
生活関連サービス業、娯楽業 5 - 5 - -

100.0 - 100.0 - -
教育、学習支援業 2 1 - 1 -

100.0 50.0 - 50.0 -
医療、福祉 36 1 30 5 -

100.0 2.8 83.3 13.9 -
複合サービス事業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 11 1 9 1 -

100.0 9.1 81.8 9.1 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
　無回答 5 - 5 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
製造業 77 3 60 14 -

100.0 3.9 77.9 18.2 -
非製造業 193 12 158 23 -

100.0 6.2 81.9 11.9 -
　無回答 5 - 5 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 32 4 20 8 -

100.0 12.5 62.5 25.0 -
1920～1939年 27 - 21 6 -

100.0 - 77.8 22.2 -
1940～1959年 55 3 46 6 -

100.0 5.5 83.6 10.9 -
1960～1979年 61 5 47 9 -

100.0 8.2 77.1 14.8 -
1980～1999年 37 - 31 6 -

100.0 - 83.8 16.2 -
2000年以降 60 3 55 2 -

100.0 5.0 91.7 3.3 -
　無回答 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「５．人事制度（職種等）の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 275 15 223 37 -
100.0 5.5 81.1 13.5 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 8 - 8 - -

100.0 - 100.0 - -
30～49人 42 3 32 7 -

100.0 7.1 76.2 16.7 -
50～99人 84 3 70 11 -

100.0 3.6 83.3 13.1 -
100～299人 96 3 80 13 -

100.0 3.1 83.3 13.5 -
300人以上 32 5 22 5 -

100.0 15.6 68.8 15.6 -
　無回答 13 1 11 1 -

100.0 7.7 84.6 7.7 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 124 7 99 18 -

100.0 5.7 79.8 14.5 -
ない 150 8 123 19 -

100.0 5.3 82.0 12.7 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 8 - 7 1 -

100.0 - 87.5 12.5 -
取締役・役員クラス 39 - 33 6 -

100.0 - 84.6 15.4 -
部長・次長クラス 86 6 70 10 -

100.0 7.0 81.4 11.6 -
課長クラス 92 5 75 12 -

100.0 5.4 81.5 13.0 -
係長・主任クラス 26 2 22 2 -

100.0 7.7 84.6 7.7 -
一般社員 18 1 11 6 -

100.0 5.6 61.1 33.3 -
その他 5 1 4 - -

100.0 20.0 80.0 - -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 13 - 13 - -

100.0 - 100.0 - -
人事・労務部門 74 1 72 1 -

100.0 1.4 97.3 1.4 -
総務・庶務部門 91 7 69 15 -

100.0 7.7 75.8 16.5 -
経理部門 5 1 3 1 -

100.0 20.0 60.0 20.0 -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 14 2 11 1 -

100.0 14.3 78.6 7.1 -
その他部門 60 4 41 15 -

100.0 6.7 68.3 25.0 -
　無回答 18 - 14 4 -

100.0 - 77.8 22.2 -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 108 6 88 14 -

100.0 5.6 81.5 13.0 -
労使協議機関での協議 122 7 99 16 -

100.0 5.7 81.2 13.1 -
取組を行うための専門組織の編成 55 6 41 8 -

100.0 10.9 74.6 14.6 -
懇談会・説明会などの 184 10 151 23 -

常設ではない会合 100.0 5.4 82.1 12.5 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 164 9 131 24 -

その他の苦情処理機関 100.0 5.5 79.9 14.6 -
社内報や社内掲示板、 222 10 186 26 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 4.5 83.8 11.7 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 99 4 82 13 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 4.0 82.8 13.1 -
従業員へのアンケート調査 158 10 127 21 -

100.0 6.3 80.4 13.3 -
その他 16 1 12 3 -

100.0 6.3 75.0 18.8 -
　無回答 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 275 15 223 37 -

100.0 5.5 81.1 13.5 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「５．人事制度（職種等）の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 275 15 223 37 -
100.0 5.5 81.1 13.5 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 51 2 48 1 -

100.0 3.9 94.1 2.0 -
1,000～4,999人 33 4 21 8 -

100.0 12.1 63.6 24.2 -
300～999人 69 5 53 11 -

100.0 7.3 76.8 15.9 -
100～299人 93 3 75 15 -

100.0 3.2 80.7 16.1 -
50～99人 21 - 19 2 -

100.0 - 90.5 9.5 -
30～49人 7 1 6 - -

100.0 14.3 85.7 - -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - -

- - - - -
建設業 40 6 31 3 -

100.0 15.0 77.5 7.5 -
製造業 77 3 60 14 -

100.0 3.9 77.9 18.2 -
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
情報通信業 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
運輸業、郵便業 11 1 7 3 -

100.0 9.1 63.6 27.3 -
卸売業、小売業 59 1 53 5 -

100.0 1.7 89.8 8.5 -
金融業、保険業 6 - 6 - -

100.0 - 100.0 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 7 1 5 1 -

100.0 14.3 71.4 14.3 -
宿泊業、飲食サービス業 3 - 1 2 -

100.0 - 33.3 66.7 -
生活関連サービス業、娯楽業 5 - 5 - -

100.0 - 100.0 - -
教育、学習支援業 2 1 - 1 -

100.0 50.0 - 50.0 -
医療、福祉 36 1 30 5 -

100.0 2.8 83.3 13.9 -
複合サービス事業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 11 1 9 1 -

100.0 9.1 81.8 9.1 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
　無回答 5 - 5 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
製造業 77 3 60 14 -

100.0 3.9 77.9 18.2 -
非製造業 193 12 158 23 -

100.0 6.2 81.9 11.9 -
　無回答 5 - 5 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 32 4 20 8 -

100.0 12.5 62.5 25.0 -
1920～1939年 27 - 21 6 -

100.0 - 77.8 22.2 -
1940～1959年 55 3 46 6 -

100.0 5.5 83.6 10.9 -
1960～1979年 61 5 47 9 -

100.0 8.2 77.1 14.8 -
1980～1999年 37 - 31 6 -

100.0 - 83.8 16.2 -
2000年以降 60 3 55 2 -

100.0 5.0 91.7 3.3 -
　無回答 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「５．人事制度（職種等）の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 275 15 223 37 -
100.0 5.5 81.1 13.5 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 275 15 223 37 -

100.0 5.5 81.1 13.5 -
導入後に行った 31 1 26 4 -

100.0 3.2 83.9 12.9 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 82 7 65 10 -

100.0 8.5 79.3 12.2 -
やや積極的 55 6 42 7 -

100.0 10.9 76.4 12.7 -
どちらでもない 122 - 106 16 -

100.0 - 86.9 13.1 -
やや消極的 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
対応には消極的だった 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
　無回答 6 1 2 3 -

100.0 16.7 33.3 50.0 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 150 13 118 19 -

100.0 8.7 78.7 12.7 -
導入することを決めた後で協議した 63 1 50 12 -

100.0 1.6 79.4 19.1 -
わからない 53 1 47 5 -

100.0 1.9 88.7 9.4 -
　無回答 9 - 8 1 -

100.0 - 88.9 11.1 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 258 15 212 31 -

100.0 5.8 82.2 12.0 -
効果はなかった 13 - 8 5 -

100.0 - 61.5 38.5 -
　無回答 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 79 9 57 13 -

100.0 11.4 72.2 16.5 -
課題は生じなかった 190 6 162 22 -

100.0 3.2 85.3 11.6 -
　無回答 6 - 4 2 -

100.0 - 66.7 33.3 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 160 10 135 15 -

100.0 6.3 84.4 9.4 -
行っていない 112 4 86 22 -

100.0 3.6 76.8 19.6 -
　無回答 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 178 12 148 18 -

100.0 6.7 83.2 10.1 -
行う予定はない 11 - 11 - -

100.0 - 100.0 - -
わからない 86 3 64 19 -

100.0 3.5 74.4 22.1 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「６．配置転換・職種転換」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 277 27 219 31 -
100.0 9.8 79.1 11.2 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 51 4 47 - -

100.0 7.8 92.2 - -
1,000～4,999人 31 3 22 6 -

100.0 9.7 71.0 19.4 -
300～999人 70 8 53 9 -

100.0 11.4 75.7 12.9 -
100～299人 94 9 72 13 -

100.0 9.6 76.6 13.8 -
50～99人 22 1 19 2 -

100.0 4.6 86.4 9.1 -
30～49人 8 2 5 1 -

100.0 25.0 62.5 12.5 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - -

- - - - -
建設業 37 1 32 4 -

100.0 2.7 86.5 10.8 -
製造業 81 13 60 8 -

100.0 16.1 74.1 9.9 -
電気・ガス・熱供給・水道業 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
情報通信業 7 1 5 1 -

100.0 14.3 71.4 14.3 -
運輸業、郵便業 10 - 8 2 -

100.0 - 80.0 20.0 -
卸売業、小売業 59 1 52 6 -

100.0 1.7 88.1 10.2 -
金融業、保険業 6 2 4 - -

100.0 33.3 66.7 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 7 1 5 1 -

100.0 14.3 71.4 14.3 -
宿泊業、飲食サービス業 3 1 1 1 -

100.0 33.3 33.3 33.3 -
生活関連サービス業、娯楽業 5 - 5 - -

100.0 - 100.0 - -
教育、学習支援業 2 - - 2 -

100.0 - - 100.0 -
医療、福祉 36 1 31 4 -

100.0 2.8 86.1 11.1 -
複合サービス事業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 12 3 8 1 -

100.0 25.0 66.7 8.3 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
　無回答 6 1 5 - -

100.0 16.7 83.3 - -
Ｑ２　業種
製造業 81 13 60 8 -

100.0 16.1 74.1 9.9 -
非製造業 190 13 154 23 -

100.0 6.8 81.1 12.1 -
　無回答 6 1 5 - -

100.0 16.7 83.3 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 33 3 25 5 -

100.0 9.1 75.8 15.2 -
1920～1939年 27 3 19 5 -

100.0 11.1 70.4 18.5 -
1940～1959年 56 7 44 5 -

100.0 12.5 78.6 8.9 -
1960～1979年 59 5 46 8 -

100.0 8.5 78.0 13.6 -
1980～1999年 38 3 29 6 -

100.0 7.9 76.3 15.8 -
2000年以降 60 5 53 2 -

100.0 8.3 88.3 3.3 -
　無回答 4 1 3 - -

100.0 25.0 75.0 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「５．人事制度（職種等）の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 275 15 223 37 -
100.0 5.5 81.1 13.5 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 275 15 223 37 -

100.0 5.5 81.1 13.5 -
導入後に行った 31 1 26 4 -

100.0 3.2 83.9 12.9 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 82 7 65 10 -

100.0 8.5 79.3 12.2 -
やや積極的 55 6 42 7 -

100.0 10.9 76.4 12.7 -
どちらでもない 122 - 106 16 -

100.0 - 86.9 13.1 -
やや消極的 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
対応には消極的だった 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
　無回答 6 1 2 3 -

100.0 16.7 33.3 50.0 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 150 13 118 19 -

100.0 8.7 78.7 12.7 -
導入することを決めた後で協議した 63 1 50 12 -

100.0 1.6 79.4 19.1 -
わからない 53 1 47 5 -

100.0 1.9 88.7 9.4 -
　無回答 9 - 8 1 -

100.0 - 88.9 11.1 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 258 15 212 31 -

100.0 5.8 82.2 12.0 -
効果はなかった 13 - 8 5 -

100.0 - 61.5 38.5 -
　無回答 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 79 9 57 13 -

100.0 11.4 72.2 16.5 -
課題は生じなかった 190 6 162 22 -

100.0 3.2 85.3 11.6 -
　無回答 6 - 4 2 -

100.0 - 66.7 33.3 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 160 10 135 15 -

100.0 6.3 84.4 9.4 -
行っていない 112 4 86 22 -

100.0 3.6 76.8 19.6 -
　無回答 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 178 12 148 18 -

100.0 6.7 83.2 10.1 -
行う予定はない 11 - 11 - -

100.0 - 100.0 - -
わからない 86 3 64 19 -

100.0 3.5 74.4 22.1 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「６．配置転換・職種転換」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 277 27 219 31 -
100.0 9.8 79.1 11.2 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 8 - 8 - -

100.0 - 100.0 - -
30～49人 46 6 32 8 -

100.0 13.0 69.6 17.4 -
50～99人 83 8 67 8 -

100.0 9.6 80.7 9.6 -
100～299人 95 5 77 13 -

100.0 5.3 81.1 13.7 -
300人以上 32 6 24 2 -

100.0 18.8 75.0 6.3 -
　無回答 13 2 11 - -

100.0 15.4 84.6 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 123 12 98 13 -

100.0 9.8 79.7 10.6 -
ない 153 15 120 18 -

100.0 9.8 78.4 11.8 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 8 1 6 1 -

100.0 12.5 75.0 12.5 -
取締役・役員クラス 39 2 32 5 -

100.0 5.1 82.1 12.8 -
部長・次長クラス 87 13 67 7 -

100.0 14.9 77.0 8.1 -
課長クラス 92 5 75 12 -

100.0 5.4 81.5 13.0 -
係長・主任クラス 27 4 22 1 -

100.0 14.8 81.5 3.7 -
一般社員 18 2 12 4 -

100.0 11.1 66.7 22.2 -
その他 5 - 4 1 -

100.0 - 80.0 20.0 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 13 1 12 - -

100.0 7.7 92.3 - -
人事・労務部門 73 3 69 1 -

100.0 4.1 94.5 1.4 -
総務・庶務部門 89 6 70 13 -

100.0 6.7 78.7 14.6 -
経理部門 5 1 3 1 -

100.0 20.0 60.0 20.0 -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 15 3 10 2 -

100.0 20.0 66.7 13.3 -
その他部門 64 10 43 11 -

100.0 15.6 67.2 17.2 -
　無回答 18 3 12 3 -

100.0 16.7 66.7 16.7 -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 107 8 88 11 -

100.0 7.5 82.2 10.3 -
労使協議機関での協議 120 15 96 9 -

100.0 12.5 80.0 7.5 -
取組を行うための専門組織の編成 55 10 41 4 -

100.0 18.2 74.6 7.3 -
懇談会・説明会などの 185 20 147 18 -

常設ではない会合 100.0 10.8 79.5 9.7 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 165 16 129 20 -

その他の苦情処理機関 100.0 9.7 78.2 12.1 -
社内報や社内掲示板、 225 21 182 22 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 9.3 80.9 9.8 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 98 9 80 9 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 9.2 81.6 9.2 -
従業員へのアンケート調査 162 17 128 17 -

100.0 10.5 79.0 10.5 -
その他 16 2 12 2 -

100.0 12.5 75.0 12.5 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 277 27 219 31 -

100.0 9.8 79.1 11.2 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「６．配置転換・職種転換」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 277 27 219 31 -
100.0 9.8 79.1 11.2 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 277 27 219 31 -

100.0 9.8 79.1 11.2 -
導入後に行った 32 2 28 2 -

100.0 6.3 87.5 6.3 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 82 12 60 10 -

100.0 14.6 73.2 12.2 -
やや積極的 54 6 44 4 -

100.0 11.1 81.5 7.4 -
どちらでもない 125 8 105 12 -

100.0 6.4 84.0 9.6 -
やや消極的 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
対応には消極的だった 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
　無回答 6 - 2 4 -

100.0 - 33.3 66.7 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 151 20 113 18 -

100.0 13.3 74.8 11.9 -
導入することを決めた後で協議した 65 5 51 9 -

100.0 7.7 78.5 13.9 -
わからない 52 2 47 3 -

100.0 3.9 90.4 5.8 -
　無回答 9 - 8 1 -

100.0 - 88.9 11.1 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 260 25 208 27 -

100.0 9.6 80.0 10.4 -
効果はなかった 13 2 8 3 -

100.0 15.4 61.5 23.1 -
　無回答 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 78 11 56 11 -

100.0 14.1 71.8 14.1 -
課題は生じなかった 193 16 159 18 -

100.0 8.3 82.4 9.3 -
　無回答 6 - 4 2 -

100.0 - 66.7 33.3 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 161 21 128 12 -

100.0 13.0 79.5 7.5 -
行っていない 113 6 88 19 -

100.0 5.3 77.9 16.8 -
　無回答 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 178 19 145 14 -

100.0 10.7 81.5 7.9 -
行う予定はない 11 - 11 - -

100.0 - 100.0 - -
わからない 88 8 63 17 -

100.0 9.1 71.6 19.3 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「６．配置転換・職種転換」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 277 27 219 31 -
100.0 9.8 79.1 11.2 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 8 - 8 - -

100.0 - 100.0 - -
30～49人 46 6 32 8 -

100.0 13.0 69.6 17.4 -
50～99人 83 8 67 8 -

100.0 9.6 80.7 9.6 -
100～299人 95 5 77 13 -

100.0 5.3 81.1 13.7 -
300人以上 32 6 24 2 -

100.0 18.8 75.0 6.3 -
　無回答 13 2 11 - -

100.0 15.4 84.6 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 123 12 98 13 -

100.0 9.8 79.7 10.6 -
ない 153 15 120 18 -

100.0 9.8 78.4 11.8 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 8 1 6 1 -

100.0 12.5 75.0 12.5 -
取締役・役員クラス 39 2 32 5 -

100.0 5.1 82.1 12.8 -
部長・次長クラス 87 13 67 7 -

100.0 14.9 77.0 8.1 -
課長クラス 92 5 75 12 -

100.0 5.4 81.5 13.0 -
係長・主任クラス 27 4 22 1 -

100.0 14.8 81.5 3.7 -
一般社員 18 2 12 4 -

100.0 11.1 66.7 22.2 -
その他 5 - 4 1 -

100.0 - 80.0 20.0 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 13 1 12 - -

100.0 7.7 92.3 - -
人事・労務部門 73 3 69 1 -

100.0 4.1 94.5 1.4 -
総務・庶務部門 89 6 70 13 -

100.0 6.7 78.7 14.6 -
経理部門 5 1 3 1 -

100.0 20.0 60.0 20.0 -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 15 3 10 2 -

100.0 20.0 66.7 13.3 -
その他部門 64 10 43 11 -

100.0 15.6 67.2 17.2 -
　無回答 18 3 12 3 -

100.0 16.7 66.7 16.7 -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 107 8 88 11 -

100.0 7.5 82.2 10.3 -
労使協議機関での協議 120 15 96 9 -

100.0 12.5 80.0 7.5 -
取組を行うための専門組織の編成 55 10 41 4 -

100.0 18.2 74.6 7.3 -
懇談会・説明会などの 185 20 147 18 -

常設ではない会合 100.0 10.8 79.5 9.7 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 165 16 129 20 -

その他の苦情処理機関 100.0 9.7 78.2 12.1 -
社内報や社内掲示板、 225 21 182 22 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 9.3 80.9 9.8 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 98 9 80 9 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 9.2 81.6 9.2 -
従業員へのアンケート調査 162 17 128 17 -

100.0 10.5 79.0 10.5 -
その他 16 2 12 2 -

100.0 12.5 75.0 12.5 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 277 27 219 31 -

100.0 9.8 79.1 11.2 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「７．人事評価制度の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 274 17 218 39 -
100.0 6.2 79.6 14.2 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 51 2 48 1 -

100.0 3.9 94.1 2.0 -
1,000～4,999人 33 4 20 9 -

100.0 12.1 60.6 27.3 -
300～999人 69 5 54 10 -

100.0 7.3 78.3 14.5 -
100～299人 93 6 71 16 -

100.0 6.5 76.3 17.2 -
50～99人 20 - 18 2 -

100.0 - 90.0 10.0 -
30～49人 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - -

- - - - -
建設業 38 5 30 3 -

100.0 13.2 79.0 7.9 -
製造業 77 1 62 14 -

100.0 1.3 80.5 18.2 -
電気・ガス・熱供給・水道業 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
情報通信業 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
運輸業、郵便業 11 1 7 3 -

100.0 9.1 63.6 27.3 -
卸売業、小売業 59 1 52 6 -

100.0 1.7 88.1 10.2 -
金融業、保険業 6 - 6 - -

100.0 - 100.0 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 7 1 5 1 -

100.0 14.3 71.4 14.3 -
宿泊業、飲食サービス業 3 - 2 1 -

100.0 - 66.7 33.3 -
生活関連サービス業、娯楽業 5 - 5 - -

100.0 - 100.0 - -
教育、学習支援業 2 - - 2 -

100.0 - - 100.0 -
医療、福祉 37 3 28 6 -

100.0 8.1 75.7 16.2 -
複合サービス事業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 11 3 7 1 -

100.0 27.3 63.6 9.1 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
　無回答 5 1 4 - -

100.0 20.0 80.0 - -
Ｑ２　業種
製造業 77 1 62 14 -

100.0 1.3 80.5 18.2 -
非製造業 192 15 152 25 -

100.0 7.8 79.2 13.0 -
　無回答 5 1 4 - -

100.0 20.0 80.0 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 31 3 21 7 -

100.0 9.7 67.7 22.6 -
1920～1939年 27 - 20 7 -

100.0 - 74.1 25.9 -
1940～1959年 55 6 42 7 -

100.0 10.9 76.4 12.7 -
1960～1979年 62 5 47 10 -

100.0 8.1 75.8 16.1 -
1980～1999年 37 1 30 6 -

100.0 2.7 81.1 16.2 -
2000年以降 60 2 56 2 -

100.0 3.3 93.3 3.3 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「７．人事評価制度の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 274 17 218 39 -
100.0 6.2 79.6 14.2 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 8 - 7 1 -

100.0 - 87.5 12.5 -
30～49人 42 3 32 7 -

100.0 7.1 76.2 16.7 -
50～99人 84 4 68 12 -

100.0 4.8 81.0 14.3 -
100～299人 95 6 75 14 -

100.0 6.3 79.0 14.7 -
300人以上 32 3 25 4 -

100.0 9.4 78.1 12.5 -
　無回答 13 1 11 1 -

100.0 7.7 84.6 7.7 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 122 5 97 20 -

100.0 4.1 79.5 16.4 -
ない 151 12 120 19 -

100.0 8.0 79.5 12.6 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 8 - 7 1 -

100.0 - 87.5 12.5 -
取締役・役員クラス 39 2 31 6 -

100.0 5.1 79.5 15.4 -
部長・次長クラス 86 5 70 11 -

100.0 5.8 81.4 12.8 -
課長クラス 90 6 73 11 -

100.0 6.7 81.1 12.2 -
係長・主任クラス 27 3 21 3 -

100.0 11.1 77.8 11.1 -
一般社員 18 1 11 6 -

100.0 5.6 61.1 33.3 -
その他 5 - 4 1 -

100.0 - 80.0 20.0 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 13 - 13 - -

100.0 - 100.0 - -
人事・労務部門 73 1 71 1 -

100.0 1.4 97.3 1.4 -
総務・庶務部門 90 8 67 15 -

100.0 8.9 74.4 16.7 -
経理部門 5 1 3 1 -

100.0 20.0 60.0 20.0 -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 14 1 11 2 -

100.0 7.1 78.6 14.3 -
その他部門 61 6 38 17 -

100.0 9.8 62.3 27.9 -
　無回答 18 - 15 3 -

100.0 - 83.3 16.7 -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 107 5 86 16 -

100.0 4.7 80.4 15.0 -
労使協議機関での協議 121 5 100 16 -

100.0 4.1 82.6 13.2 -
取組を行うための専門組織の編成 53 6 39 8 -

100.0 11.3 73.6 15.1 -
懇談会・説明会などの 183 10 148 25 -

常設ではない会合 100.0 5.5 80.9 13.7 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 163 9 130 24 -

その他の苦情処理機関 100.0 5.5 79.8 14.7 -
社内報や社内掲示板、 220 13 180 27 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 5.9 81.8 12.3 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 98 5 83 10 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 5.1 84.7 10.2 -
従業員へのアンケート調査 157 11 124 22 -

100.0 7.0 79.0 14.0 -
その他 16 1 12 3 -

100.0 6.3 75.0 18.8 -
　無回答 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 274 17 218 39 -

100.0 6.2 79.6 14.2 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「７．人事評価制度の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 274 17 218 39 -
100.0 6.2 79.6 14.2 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 51 2 48 1 -

100.0 3.9 94.1 2.0 -
1,000～4,999人 33 4 20 9 -

100.0 12.1 60.6 27.3 -
300～999人 69 5 54 10 -

100.0 7.3 78.3 14.5 -
100～299人 93 6 71 16 -

100.0 6.5 76.3 17.2 -
50～99人 20 - 18 2 -

100.0 - 90.0 10.0 -
30～49人 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - -

- - - - -
建設業 38 5 30 3 -

100.0 13.2 79.0 7.9 -
製造業 77 1 62 14 -

100.0 1.3 80.5 18.2 -
電気・ガス・熱供給・水道業 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
情報通信業 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
運輸業、郵便業 11 1 7 3 -

100.0 9.1 63.6 27.3 -
卸売業、小売業 59 1 52 6 -

100.0 1.7 88.1 10.2 -
金融業、保険業 6 - 6 - -

100.0 - 100.0 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 7 1 5 1 -

100.0 14.3 71.4 14.3 -
宿泊業、飲食サービス業 3 - 2 1 -

100.0 - 66.7 33.3 -
生活関連サービス業、娯楽業 5 - 5 - -

100.0 - 100.0 - -
教育、学習支援業 2 - - 2 -

100.0 - - 100.0 -
医療、福祉 37 3 28 6 -

100.0 8.1 75.7 16.2 -
複合サービス事業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 11 3 7 1 -

100.0 27.3 63.6 9.1 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
　無回答 5 1 4 - -

100.0 20.0 80.0 - -
Ｑ２　業種
製造業 77 1 62 14 -

100.0 1.3 80.5 18.2 -
非製造業 192 15 152 25 -

100.0 7.8 79.2 13.0 -
　無回答 5 1 4 - -

100.0 20.0 80.0 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 31 3 21 7 -

100.0 9.7 67.7 22.6 -
1920～1939年 27 - 20 7 -

100.0 - 74.1 25.9 -
1940～1959年 55 6 42 7 -

100.0 10.9 76.4 12.7 -
1960～1979年 62 5 47 10 -

100.0 8.1 75.8 16.1 -
1980～1999年 37 1 30 6 -

100.0 2.7 81.1 16.2 -
2000年以降 60 2 56 2 -

100.0 3.3 93.3 3.3 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -

106 
- 200 - - 201 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「７．人事評価制度の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 274 17 218 39 -
100.0 6.2 79.6 14.2 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 274 17 218 39 -

100.0 6.2 79.6 14.2 -
導入後に行った 32 3 25 4 -

100.0 9.4 78.1 12.5 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 83 11 58 14 -

100.0 13.3 69.9 16.9 -
やや積極的 54 5 42 7 -

100.0 9.3 77.8 13.0 -
どちらでもない 121 1 107 13 -

100.0 0.8 88.4 10.7 -
やや消極的 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
対応には消極的だった 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 6 - 2 4 -

100.0 - 33.3 66.7 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 150 14 114 22 -

100.0 9.3 76.0 14.7 -
導入することを決めた後で協議した 62 1 51 10 -

100.0 1.6 82.3 16.1 -
わからない 53 - 48 5 -

100.0 - 90.6 9.4 -
　無回答 9 2 5 2 -

100.0 22.2 55.6 22.2 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 257 17 206 34 -

100.0 6.6 80.2 13.2 -
効果はなかった 13 - 9 4 -

100.0 - 69.2 30.8 -
　無回答 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 78 11 52 15 -

100.0 14.1 66.7 19.2 -
課題は生じなかった 190 6 162 22 -

100.0 3.2 85.3 11.6 -
　無回答 6 - 4 2 -

100.0 - 66.7 33.3 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 160 12 130 18 -

100.0 7.5 81.3 11.3 -
行っていない 111 4 86 21 -

100.0 3.6 77.5 18.9 -
　無回答 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 178 14 145 19 -

100.0 7.9 81.5 10.7 -
行う予定はない 11 - 11 - -

100.0 - 100.0 - -
わからない 85 3 62 20 -

100.0 3.5 72.9 23.5 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「８．教育訓練制度の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 277 43 203 31 -
100.0 15.5 73.3 11.2 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 52 4 47 1 -

100.0 7.7 90.4 1.9 -
1,000～4,999人 32 4 23 5 -

100.0 12.5 71.9 15.6 -
300～999人 68 14 47 7 -

100.0 20.6 69.1 10.3 -
100～299人 94 14 64 16 -

100.0 14.9 68.1 17.0 -
50～99人 21 3 16 2 -

100.0 14.3 76.2 9.5 -
30～49人 9 4 5 - -

100.0 44.4 55.6 - -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - -

- - - - -
建設業 38 9 26 3 -

100.0 23.7 68.4 7.9 -
製造業 78 16 50 12 -

100.0 20.5 64.1 15.4 -
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
情報通信業 7 1 5 1 -

100.0 14.3 71.4 14.3 -
運輸業、郵便業 10 1 7 2 -

100.0 10.0 70.0 20.0 -
卸売業、小売業 59 3 50 6 -

100.0 5.1 84.8 10.2 -
金融業、保険業 6 1 5 - -

100.0 16.7 83.3 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 7 1 6 - -

100.0 14.3 85.7 - -
宿泊業、飲食サービス業 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
生活関連サービス業、娯楽業 6 3 3 - -

100.0 50.0 50.0 - -
教育、学習支援業 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
医療、福祉 38 4 30 4 -

100.0 10.5 79.0 10.5 -
複合サービス事業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 12 2 9 1 -

100.0 16.7 75.0 8.3 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
　無回答 5 1 4 - -

100.0 20.0 80.0 - -
Ｑ２　業種
製造業 78 16 50 12 -

100.0 20.5 64.1 15.4 -
非製造業 194 26 149 19 -

100.0 13.4 76.8 9.8 -
　無回答 5 1 4 - -

100.0 20.0 80.0 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 31 4 22 5 -

100.0 12.9 71.0 16.1 -
1920～1939年 27 3 18 6 -

100.0 11.1 66.7 22.2 -
1940～1959年 56 12 37 7 -

100.0 21.4 66.1 12.5 -
1960～1979年 62 12 44 6 -

100.0 19.4 71.0 9.7 -
1980～1999年 38 6 28 4 -

100.0 15.8 73.7 10.5 -
2000年以降 60 5 52 3 -

100.0 8.3 86.7 5.0 -
　無回答 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「７．人事評価制度の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 274 17 218 39 -
100.0 6.2 79.6 14.2 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 274 17 218 39 -

100.0 6.2 79.6 14.2 -
導入後に行った 32 3 25 4 -

100.0 9.4 78.1 12.5 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 83 11 58 14 -

100.0 13.3 69.9 16.9 -
やや積極的 54 5 42 7 -

100.0 9.3 77.8 13.0 -
どちらでもない 121 1 107 13 -

100.0 0.8 88.4 10.7 -
やや消極的 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
対応には消極的だった 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 6 - 2 4 -

100.0 - 33.3 66.7 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 150 14 114 22 -

100.0 9.3 76.0 14.7 -
導入することを決めた後で協議した 62 1 51 10 -

100.0 1.6 82.3 16.1 -
わからない 53 - 48 5 -

100.0 - 90.6 9.4 -
　無回答 9 2 5 2 -

100.0 22.2 55.6 22.2 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 257 17 206 34 -

100.0 6.6 80.2 13.2 -
効果はなかった 13 - 9 4 -

100.0 - 69.2 30.8 -
　無回答 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 78 11 52 15 -

100.0 14.1 66.7 19.2 -
課題は生じなかった 190 6 162 22 -

100.0 3.2 85.3 11.6 -
　無回答 6 - 4 2 -

100.0 - 66.7 33.3 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 160 12 130 18 -

100.0 7.5 81.3 11.3 -
行っていない 111 4 86 21 -

100.0 3.6 77.5 18.9 -
　無回答 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 178 14 145 19 -

100.0 7.9 81.5 10.7 -
行う予定はない 11 - 11 - -

100.0 - 100.0 - -
わからない 85 3 62 20 -

100.0 3.5 72.9 23.5 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「８．教育訓練制度の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 277 43 203 31 -
100.0 15.5 73.3 11.2 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 8 1 6 1 -

100.0 12.5 75.0 12.5 -
30～49人 44 7 32 5 -

100.0 15.9 72.7 11.4 -
50～99人 84 16 59 9 -

100.0 19.1 70.2 10.7 -
100～299人 96 10 72 14 -

100.0 10.4 75.0 14.6 -
300人以上 33 7 24 2 -

100.0 21.2 72.7 6.1 -
　無回答 12 2 10 - -

100.0 16.7 83.3 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 122 15 92 15 -

100.0 12.3 75.4 12.3 -
ない 154 28 110 16 -

100.0 18.2 71.4 10.4 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 8 1 6 1 -

100.0 12.5 75.0 12.5 -
取締役・役員クラス 39 10 24 5 -

100.0 25.6 61.5 12.8 -
部長・次長クラス 85 14 61 10 -

100.0 16.5 71.8 11.8 -
課長クラス 91 10 73 8 -

100.0 11.0 80.2 8.8 -
係長・主任クラス 28 4 22 2 -

100.0 14.3 78.6 7.1 -
一般社員 19 3 11 5 -

100.0 15.8 57.9 26.3 -
その他 6 1 5 - -

100.0 16.7 83.3 - -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 14 3 10 1 -

100.0 21.4 71.4 7.1 -
人事・労務部門 72 5 66 1 -

100.0 6.9 91.7 1.4 -
総務・庶務部門 89 13 64 12 -

100.0 14.6 71.9 13.5 -
経理部門 5 1 3 1 -

100.0 20.0 60.0 20.0 -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 14 1 11 2 -

100.0 7.1 78.6 14.3 -
その他部門 64 17 35 12 -

100.0 26.6 54.7 18.8 -
　無回答 19 3 14 2 -

100.0 15.8 73.7 10.5 -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 107 12 82 13 -

100.0 11.2 76.6 12.2 -
労使協議機関での協議 121 17 91 13 -

100.0 14.1 75.2 10.7 -
取組を行うための専門組織の編成 53 14 33 6 -

100.0 26.4 62.3 11.3 -
懇談会・説明会などの 183 25 138 20 -

常設ではない会合 100.0 13.7 75.4 10.9 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 162 21 122 19 -

その他の苦情処理機関 100.0 13.0 75.3 11.7 -
社内報や社内掲示板、 223 36 166 21 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 16.1 74.4 9.4 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 100 14 79 7 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 14.0 79.0 7.0 -
従業員へのアンケート調査 158 26 118 14 -

100.0 16.5 74.7 8.9 -
その他 15 1 12 2 -

100.0 6.7 80.0 13.3 -
　無回答 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 277 43 203 31 -

100.0 15.5 73.3 11.2 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「８．教育訓練制度の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 277 43 203 31 -
100.0 15.5 73.3 11.2 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 277 43 203 31 -

100.0 15.5 73.3 11.2 -
導入後に行った 33 7 23 3 -

100.0 21.2 69.7 9.1 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 85 22 51 12 -

100.0 25.9 60.0 14.1 -
やや積極的 54 13 37 4 -

100.0 24.1 68.5 7.4 -
どちらでもない 122 5 105 12 -

100.0 4.1 86.1 9.8 -
やや消極的 7 2 4 1 -

100.0 28.6 57.1 14.3 -
対応には消極的だった 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
　無回答 6 - 4 2 -

100.0 - 66.7 33.3 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 153 33 104 16 -

100.0 21.6 68.0 10.5 -
導入することを決めた後で協議した 63 7 45 11 -

100.0 11.1 71.4 17.5 -
わからない 53 2 48 3 -

100.0 3.8 90.6 5.7 -
　無回答 8 1 6 1 -

100.0 12.5 75.0 12.5 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 260 41 193 26 -

100.0 15.8 74.2 10.0 -
効果はなかった 13 1 9 3 -

100.0 7.7 69.2 23.1 -
　無回答 4 1 1 2 -

100.0 25.0 25.0 50.0 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 79 19 48 12 -

100.0 24.1 60.8 15.2 -
課題は生じなかった 192 23 151 18 -

100.0 12.0 78.7 9.4 -
　無回答 6 1 4 1 -

100.0 16.7 66.7 16.7 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 160 31 116 13 -

100.0 19.4 72.5 8.1 -
行っていない 114 12 84 18 -

100.0 10.5 73.7 15.8 -
　無回答 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 178 30 134 14 -

100.0 16.9 75.3 7.9 -
行う予定はない 11 - 11 - -

100.0 - 100.0 - -
わからない 88 13 58 17 -

100.0 14.8 65.9 19.3 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「８．教育訓練制度の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 277 43 203 31 -
100.0 15.5 73.3 11.2 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 8 1 6 1 -

100.0 12.5 75.0 12.5 -
30～49人 44 7 32 5 -

100.0 15.9 72.7 11.4 -
50～99人 84 16 59 9 -

100.0 19.1 70.2 10.7 -
100～299人 96 10 72 14 -

100.0 10.4 75.0 14.6 -
300人以上 33 7 24 2 -

100.0 21.2 72.7 6.1 -
　無回答 12 2 10 - -

100.0 16.7 83.3 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 122 15 92 15 -

100.0 12.3 75.4 12.3 -
ない 154 28 110 16 -

100.0 18.2 71.4 10.4 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 8 1 6 1 -

100.0 12.5 75.0 12.5 -
取締役・役員クラス 39 10 24 5 -

100.0 25.6 61.5 12.8 -
部長・次長クラス 85 14 61 10 -

100.0 16.5 71.8 11.8 -
課長クラス 91 10 73 8 -

100.0 11.0 80.2 8.8 -
係長・主任クラス 28 4 22 2 -

100.0 14.3 78.6 7.1 -
一般社員 19 3 11 5 -

100.0 15.8 57.9 26.3 -
その他 6 1 5 - -

100.0 16.7 83.3 - -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 14 3 10 1 -

100.0 21.4 71.4 7.1 -
人事・労務部門 72 5 66 1 -

100.0 6.9 91.7 1.4 -
総務・庶務部門 89 13 64 12 -

100.0 14.6 71.9 13.5 -
経理部門 5 1 3 1 -

100.0 20.0 60.0 20.0 -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 14 1 11 2 -

100.0 7.1 78.6 14.3 -
その他部門 64 17 35 12 -

100.0 26.6 54.7 18.8 -
　無回答 19 3 14 2 -

100.0 15.8 73.7 10.5 -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 107 12 82 13 -

100.0 11.2 76.6 12.2 -
労使協議機関での協議 121 17 91 13 -

100.0 14.1 75.2 10.7 -
取組を行うための専門組織の編成 53 14 33 6 -

100.0 26.4 62.3 11.3 -
懇談会・説明会などの 183 25 138 20 -

常設ではない会合 100.0 13.7 75.4 10.9 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 162 21 122 19 -

その他の苦情処理機関 100.0 13.0 75.3 11.7 -
社内報や社内掲示板、 223 36 166 21 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 16.1 74.4 9.4 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 100 14 79 7 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 14.0 79.0 7.0 -
従業員へのアンケート調査 158 26 118 14 -

100.0 16.5 74.7 8.9 -
その他 15 1 12 2 -

100.0 6.7 80.0 13.3 -
　無回答 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 277 43 203 31 -

100.0 15.5 73.3 11.2 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -

110 
- 204 - - 205 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「９．勤務時間や働き方の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 325 161 132 32 -
100.0 49.5 40.6 9.9 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 54 51 3 - -

100.0 94.4 5.6 - -
1,000～4,999人 35 11 18 6 -

100.0 31.4 51.4 17.1 -
300～999人 84 39 37 8 -

100.0 46.4 44.1 9.5 -
100～299人 113 42 55 16 -

100.0 37.2 48.7 14.2 -
50～99人 28 11 15 2 -

100.0 39.3 53.6 7.1 -
30～49人 10 6 4 - -

100.0 60.0 40.0 - -
　無回答 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
建設業 47 22 23 2 -

100.0 46.8 48.9 4.3 -
製造業 93 33 48 12 -

100.0 35.5 51.6 12.9 -
電気・ガス・熱供給・水道業 2 2 - - -

100.0 100.0 - - -
情報通信業 9 4 5 - -

100.0 44.4 55.6 - -
運輸業、郵便業 14 3 7 4 -

100.0 21.4 50.0 28.6 -
卸売業、小売業 63 51 7 5 -

100.0 81.0 11.1 7.9 -
金融業、保険業 6 1 5 - -

100.0 16.7 83.3 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
学術研究、専門・技術サービス業 9 4 4 1 -

100.0 44.4 44.4 11.1 -
宿泊業、飲食サービス業 4 2 2 - -

100.0 50.0 50.0 - -
生活関連サービス業、娯楽業 6 3 3 - -

100.0 50.0 50.0 - -
教育、学習支援業 2 1 - 1 -

100.0 50.0 - 50.0 -
医療、福祉 42 22 16 4 -

100.0 52.4 38.1 9.5 -
複合サービス事業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 16 8 8 - -

100.0 50.0 50.0 - -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 2 1 - 1 -

100.0 50.0 - 50.0 -
　無回答 5 4 1 - -

100.0 80.0 20.0 - -
Ｑ２　業種
製造業 93 33 48 12 -

100.0 35.5 51.6 12.9 -
非製造業 227 124 83 20 -

100.0 54.6 36.6 8.8 -
　無回答 5 4 1 - -

100.0 80.0 20.0 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 41 20 17 4 -

100.0 48.8 41.5 9.8 -
1920～1939年 29 11 14 4 -

100.0 37.9 48.3 13.8 -
1940～1959年 67 27 32 8 -

100.0 40.3 47.8 11.9 -
1960～1979年 73 30 37 6 -

100.0 41.1 50.7 8.2 -
1980～1999年 48 20 23 5 -

100.0 41.7 47.9 10.4 -
2000年以降 63 51 7 5 -

100.0 81.0 11.1 7.9 -
　無回答 4 2 2 - -

100.0 50.0 50.0 - -

112 
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調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「９．勤務時間や働き方の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 325 161 132 32 -
100.0 49.5 40.6 9.9 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 9 5 3 1 -

100.0 55.6 33.3 11.1 -
30～49人 51 27 20 4 -

100.0 52.9 39.2 7.8 -
50～99人 95 50 34 11 -

100.0 52.6 35.8 11.6 -
100～299人 113 49 51 13 -

100.0 43.4 45.1 11.5 -
300人以上 40 21 17 2 -

100.0 52.5 42.5 5.0 -
　無回答 17 9 7 1 -

100.0 52.9 41.2 5.9 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 137 77 47 13 -

100.0 56.2 34.3 9.5 -
ない 187 84 84 19 -

100.0 44.9 44.9 10.2 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 10 7 3 - -

100.0 70.0 30.0 - -
取締役・役員クラス 46 19 20 7 -

100.0 41.3 43.5 15.2 -
部長・次長クラス 103 38 57 8 -

100.0 36.9 55.3 7.8 -
課長クラス 106 68 26 12 -

100.0 64.2 24.5 11.3 -
係長・主任クラス 31 14 15 2 -

100.0 45.2 48.4 6.5 -
一般社員 21 11 8 2 -

100.0 52.4 38.1 9.5 -
その他 7 4 2 1 -

100.0 57.1 28.6 14.3 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 15 3 12 - -

100.0 20.0 80.0 - -
人事・労務部門 80 62 14 4 -

100.0 77.5 17.5 5.0 -
総務・庶務部門 112 42 56 14 -

100.0 37.5 50.0 12.5 -
経理部門 8 5 3 - -

100.0 62.5 37.5 - -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 19 8 9 2 -

100.0 42.1 47.4 10.5 -
その他部門 69 32 29 8 -

100.0 46.4 42.0 11.6 -
　無回答 22 9 9 4 -

100.0 40.9 40.9 18.2 -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 119 70 38 11 -

100.0 58.8 31.9 9.2 -
労使協議機関での協議 131 76 44 11 -

100.0 58.0 33.6 8.4 -
取組を行うための専門組織の編成 61 32 25 4 -

100.0 52.5 41.0 6.6 -
懇談会・説明会などの 216 124 70 22 -

常設ではない会合 100.0 57.4 32.4 10.2 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 197 111 66 20 -

その他の苦情処理機関 100.0 56.4 33.5 10.2 -
社内報や社内掲示板、 268 142 103 23 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 53.0 38.4 8.6 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 115 83 25 7 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 72.2 21.7 6.1 -
従業員へのアンケート調査 186 117 56 13 -

100.0 62.9 30.1 7.0 -
その他 20 5 12 3 -

100.0 25.0 60.0 15.0 -
　無回答 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 325 161 132 32 -

100.0 49.5 40.6 9.9 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「９．勤務時間や働き方の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 325 161 132 32 -
100.0 49.5 40.6 9.9 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 54 51 3 - -

100.0 94.4 5.6 - -
1,000～4,999人 35 11 18 6 -

100.0 31.4 51.4 17.1 -
300～999人 84 39 37 8 -

100.0 46.4 44.1 9.5 -
100～299人 113 42 55 16 -

100.0 37.2 48.7 14.2 -
50～99人 28 11 15 2 -

100.0 39.3 53.6 7.1 -
30～49人 10 6 4 - -

100.0 60.0 40.0 - -
　無回答 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
建設業 47 22 23 2 -

100.0 46.8 48.9 4.3 -
製造業 93 33 48 12 -

100.0 35.5 51.6 12.9 -
電気・ガス・熱供給・水道業 2 2 - - -

100.0 100.0 - - -
情報通信業 9 4 5 - -

100.0 44.4 55.6 - -
運輸業、郵便業 14 3 7 4 -

100.0 21.4 50.0 28.6 -
卸売業、小売業 63 51 7 5 -

100.0 81.0 11.1 7.9 -
金融業、保険業 6 1 5 - -

100.0 16.7 83.3 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
学術研究、専門・技術サービス業 9 4 4 1 -

100.0 44.4 44.4 11.1 -
宿泊業、飲食サービス業 4 2 2 - -

100.0 50.0 50.0 - -
生活関連サービス業、娯楽業 6 3 3 - -

100.0 50.0 50.0 - -
教育、学習支援業 2 1 - 1 -

100.0 50.0 - 50.0 -
医療、福祉 42 22 16 4 -

100.0 52.4 38.1 9.5 -
複合サービス事業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 16 8 8 - -

100.0 50.0 50.0 - -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 2 1 - 1 -

100.0 50.0 - 50.0 -
　無回答 5 4 1 - -

100.0 80.0 20.0 - -
Ｑ２　業種
製造業 93 33 48 12 -

100.0 35.5 51.6 12.9 -
非製造業 227 124 83 20 -

100.0 54.6 36.6 8.8 -
　無回答 5 4 1 - -

100.0 80.0 20.0 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 41 20 17 4 -

100.0 48.8 41.5 9.8 -
1920～1939年 29 11 14 4 -

100.0 37.9 48.3 13.8 -
1940～1959年 67 27 32 8 -

100.0 40.3 47.8 11.9 -
1960～1979年 73 30 37 6 -

100.0 41.1 50.7 8.2 -
1980～1999年 48 20 23 5 -

100.0 41.7 47.9 10.4 -
2000年以降 63 51 7 5 -

100.0 81.0 11.1 7.9 -
　無回答 4 2 2 - -

100.0 50.0 50.0 - -
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調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「９．勤務時間や働き方の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 325 161 132 32 -
100.0 49.5 40.6 9.9 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 325 161 132 32 -

100.0 49.5 40.6 9.9 -
導入後に行った 36 16 17 3 -

100.0 44.4 47.2 8.3 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 98 49 39 10 -

100.0 50.0 39.8 10.2 -
やや積極的 68 31 30 7 -

100.0 45.6 44.1 10.3 -
どちらでもない 138 70 56 12 -

100.0 50.7 40.6 8.7 -
やや消極的 9 4 3 2 -

100.0 44.4 33.3 22.2 -
対応には消極的だった 5 2 3 - -

100.0 40.0 60.0 - -
　無回答 7 5 1 1 -

100.0 71.4 14.3 14.3 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 186 86 82 18 -

100.0 46.2 44.1 9.7 -
導入することを決めた後で協議した 73 21 40 12 -

100.0 28.8 54.8 16.4 -
わからない 55 50 5 - -

100.0 90.9 9.1 - -
　無回答 11 4 5 2 -

100.0 36.4 45.5 18.2 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 306 158 122 26 -

100.0 51.6 39.9 8.5 -
効果はなかった 13 2 9 2 -

100.0 15.4 69.2 15.4 -
　無回答 6 1 1 4 -

100.0 16.7 16.7 66.7 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 95 47 36 12 -

100.0 49.5 37.9 12.6 -
課題は生じなかった 219 109 93 17 -

100.0 49.8 42.5 7.8 -
　無回答 11 5 3 3 -

100.0 45.5 27.3 27.3 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 186 117 56 13 -

100.0 62.9 30.1 7.0 -
行っていない 135 42 74 19 -

100.0 31.1 54.8 14.1 -
　無回答 4 2 2 - -

100.0 50.0 50.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 212 121 78 13 -

100.0 57.1 36.8 6.1 -
行う予定はない 12 4 8 - -

100.0 33.3 66.7 - -
わからない 101 36 46 19 -

100.0 35.6 45.5 18.8 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「10．生産性が向上した分の従業員への還元（労働時間や賃金の改革）」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 278 45 184 48 1
100.0 16.2 66.2 17.3 0.4

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 50 4 45 1 -

100.0 8.0 90.0 2.0 -
1,000～4,999人 32 5 20 7 -

100.0 15.6 62.5 21.9 -
300～999人 69 14 45 10 -

100.0 20.3 65.2 14.5 -
100～299人 95 13 55 26 1

100.0 13.7 57.9 27.4 1.1
50～99人 23 6 14 3 -

100.0 26.1 60.9 13.0 -
30～49人 8 3 4 1 -

100.0 37.5 50.0 12.5 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - -

- - - - -
建設業 37 9 20 8 -

100.0 24.3 54.1 21.6 -
製造業 82 11 50 20 1

100.0 13.4 61.0 24.4 1.2
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
情報通信業 7 2 4 1 -

100.0 28.6 57.1 14.3 -
運輸業、郵便業 11 2 6 3 -

100.0 18.2 54.6 27.3 -
卸売業、小売業 58 4 49 5 -

100.0 6.9 84.5 8.6 -
金融業、保険業 6 - 6 - -

100.0 - 100.0 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
学術研究、専門・技術サービス業 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
宿泊業、飲食サービス業 4 1 3 - -

100.0 25.0 75.0 - -
生活関連サービス業、娯楽業 5 1 4 - -

100.0 20.0 80.0 - -
教育、学習支援業 2 1 - 1 -

100.0 50.0 - 50.0 -
医療、福祉 38 8 25 5 -

100.0 21.1 65.8 13.2 -
複合サービス事業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 11 5 5 1 -

100.0 45.5 45.5 9.1 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
　無回答 5 1 3 1 -

100.0 20.0 60.0 20.0 -
Ｑ２　業種
製造業 82 11 50 20 1

100.0 13.4 61.0 24.4 1.2
非製造業 191 33 131 27 -

100.0 17.3 68.6 14.1 -
　無回答 5 1 3 1 -

100.0 20.0 60.0 20.0 -
Ｑ３　創業年
1919年まで 30 6 15 9 -

100.0 20.0 50.0 30.0 -
1920～1939年 27 2 20 5 -

100.0 7.4 74.1 18.5 -
1940～1959年 55 10 33 12 -

100.0 18.2 60.0 21.8 -
1960～1979年 65 15 38 11 1

100.0 23.1 58.5 16.9 1.5
1980～1999年 38 8 24 6 -

100.0 21.1 63.2 15.8 -
2000年以降 60 3 52 5 -

100.0 5.0 86.7 8.3 -
　無回答 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「９．勤務時間や働き方の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 325 161 132 32 -
100.0 49.5 40.6 9.9 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 325 161 132 32 -

100.0 49.5 40.6 9.9 -
導入後に行った 36 16 17 3 -

100.0 44.4 47.2 8.3 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 98 49 39 10 -

100.0 50.0 39.8 10.2 -
やや積極的 68 31 30 7 -

100.0 45.6 44.1 10.3 -
どちらでもない 138 70 56 12 -

100.0 50.7 40.6 8.7 -
やや消極的 9 4 3 2 -

100.0 44.4 33.3 22.2 -
対応には消極的だった 5 2 3 - -

100.0 40.0 60.0 - -
　無回答 7 5 1 1 -

100.0 71.4 14.3 14.3 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 186 86 82 18 -

100.0 46.2 44.1 9.7 -
導入することを決めた後で協議した 73 21 40 12 -

100.0 28.8 54.8 16.4 -
わからない 55 50 5 - -

100.0 90.9 9.1 - -
　無回答 11 4 5 2 -

100.0 36.4 45.5 18.2 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 306 158 122 26 -

100.0 51.6 39.9 8.5 -
効果はなかった 13 2 9 2 -

100.0 15.4 69.2 15.4 -
　無回答 6 1 1 4 -

100.0 16.7 16.7 66.7 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 95 47 36 12 -

100.0 49.5 37.9 12.6 -
課題は生じなかった 219 109 93 17 -

100.0 49.8 42.5 7.8 -
　無回答 11 5 3 3 -

100.0 45.5 27.3 27.3 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 186 117 56 13 -

100.0 62.9 30.1 7.0 -
行っていない 135 42 74 19 -

100.0 31.1 54.8 14.1 -
　無回答 4 2 2 - -

100.0 50.0 50.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 212 121 78 13 -

100.0 57.1 36.8 6.1 -
行う予定はない 12 4 8 - -

100.0 33.3 66.7 - -
わからない 101 36 46 19 -

100.0 35.6 45.5 18.8 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「10．生産性が向上した分の従業員への還元（労働時間や賃金の改革）」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 278 45 184 48 1
100.0 16.2 66.2 17.3 0.4

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 8 - 8 - -

100.0 - 100.0 - -
30～49人 43 7 28 7 1

100.0 16.3 65.1 16.3 2.3
50～99人 86 14 60 12 -

100.0 16.3 69.8 14.0 -
100～299人 96 16 58 22 -

100.0 16.7 60.4 22.9 -
300人以上 32 4 23 5 -

100.0 12.5 71.9 15.6 -
　無回答 13 4 7 2 -

100.0 30.8 53.9 15.4 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 122 13 86 23 -

100.0 10.7 70.5 18.9 -
ない 155 32 97 25 1

100.0 20.7 62.6 16.1 0.7
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 9 4 4 1 -

100.0 44.4 44.4 11.1 -
取締役・役員クラス 40 5 25 10 -

100.0 12.5 62.5 25.0 -
部長・次長クラス 86 18 59 9 -

100.0 20.9 68.6 10.5 -
課長クラス 91 7 67 16 1

100.0 7.7 73.6 17.6 1.1
係長・主任クラス 27 5 16 6 -

100.0 18.5 59.3 22.2 -
一般社員 19 4 11 4 -

100.0 21.1 57.9 21.1 -
その他 5 2 2 1 -

100.0 40.0 40.0 20.0 -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 13 2 11 - -

100.0 15.4 84.6 - -
人事・労務部門 72 5 64 3 -

100.0 6.9 88.9 4.2 -
総務・庶務部門 91 15 53 22 1

100.0 16.5 58.2 24.2 1.1
経理部門 6 3 3 - -

100.0 50.0 50.0 - -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 14 2 9 3 -

100.0 14.3 64.3 21.4 -
その他部門 62 13 35 14 -

100.0 21.0 56.5 22.6 -
　無回答 20 5 9 6 -

100.0 25.0 45.0 30.0 -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 106 12 75 19 -

100.0 11.3 70.8 17.9 -
労使協議機関での協議 119 11 89 19 -

100.0 9.2 74.8 16.0 -
取組を行うための専門組織の編成 54 10 35 9 -

100.0 18.5 64.8 16.7 -
懇談会・説明会などの 184 30 126 28 -

常設ではない会合 100.0 16.3 68.5 15.2 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 166 26 112 28 -

その他の苦情処理機関 100.0 15.7 67.5 16.9 -
社内報や社内掲示板、 224 39 150 34 1

電子メールなどでの情報提供 100.0 17.4 67.0 15.2 0.5
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 96 13 73 10 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 13.5 76.0 10.4 -
従業員へのアンケート調査 159 29 112 18 -

100.0 18.2 70.4 11.3 -
その他 16 4 10 2 -

100.0 25.0 62.5 12.5 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 278 45 184 48 1

100.0 16.2 66.2 17.3 0.4
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「10．生産性が向上した分の従業員への還元（労働時間や賃金の改革）」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 278 45 184 48 1
100.0 16.2 66.2 17.3 0.4

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 278 45 184 48 1

100.0 16.2 66.2 17.3 0.4
導入後に行った 33 10 17 6 -

100.0 30.3 51.5 18.2 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 87 20 51 16 -

100.0 23.0 58.6 18.4 -
やや積極的 52 9 34 8 1

100.0 17.3 65.4 15.4 1.9
どちらでもない 123 11 92 20 -

100.0 8.9 74.8 16.3 -
やや消極的 7 2 4 1 -

100.0 28.6 57.1 14.3 -
対応には消極的だった 3 1 1 1 -

100.0 33.3 33.3 33.3 -
　無回答 6 2 2 2 -

100.0 33.3 33.3 33.3 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 156 36 89 30 1

100.0 23.1 57.1 19.2 0.6
導入することを決めた後で協議した 62 4 42 16 -

100.0 6.5 67.7 25.8 -
わからない 51 3 46 2 -

100.0 5.9 90.2 3.9 -
　無回答 9 2 7 - -

100.0 22.2 77.8 - -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 261 45 173 42 1

100.0 17.2 66.3 16.1 0.4
効果はなかった 13 - 10 3 -

100.0 - 76.9 23.1 -
　無回答 4 - 1 3 -

100.0 - 25.0 75.0 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 77 17 43 17 -

100.0 22.1 55.8 22.1 -
課題は生じなかった 195 27 140 27 1

100.0 13.9 71.8 13.9 0.5
　無回答 6 1 1 4 -

100.0 16.7 16.7 66.7 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 162 28 112 21 1

100.0 17.3 69.1 13.0 0.6
行っていない 112 16 70 26 -

100.0 14.3 62.5 23.2 -
　無回答 4 1 2 1 -

100.0 25.0 50.0 25.0 -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 181 29 132 19 1

100.0 16.0 72.9 10.5 0.6
行う予定はない 11 1 9 1 -

100.0 9.1 81.8 9.1 -
わからない 86 15 43 28 -

100.0 17.4 50.0 32.6 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「10．生産性が向上した分の従業員への還元（労働時間や賃金の改革）」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 278 45 184 48 1
100.0 16.2 66.2 17.3 0.4

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 8 - 8 - -

100.0 - 100.0 - -
30～49人 43 7 28 7 1

100.0 16.3 65.1 16.3 2.3
50～99人 86 14 60 12 -

100.0 16.3 69.8 14.0 -
100～299人 96 16 58 22 -

100.0 16.7 60.4 22.9 -
300人以上 32 4 23 5 -

100.0 12.5 71.9 15.6 -
　無回答 13 4 7 2 -

100.0 30.8 53.9 15.4 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 122 13 86 23 -

100.0 10.7 70.5 18.9 -
ない 155 32 97 25 1

100.0 20.7 62.6 16.1 0.7
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 9 4 4 1 -

100.0 44.4 44.4 11.1 -
取締役・役員クラス 40 5 25 10 -

100.0 12.5 62.5 25.0 -
部長・次長クラス 86 18 59 9 -

100.0 20.9 68.6 10.5 -
課長クラス 91 7 67 16 1

100.0 7.7 73.6 17.6 1.1
係長・主任クラス 27 5 16 6 -

100.0 18.5 59.3 22.2 -
一般社員 19 4 11 4 -

100.0 21.1 57.9 21.1 -
その他 5 2 2 1 -

100.0 40.0 40.0 20.0 -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 13 2 11 - -

100.0 15.4 84.6 - -
人事・労務部門 72 5 64 3 -

100.0 6.9 88.9 4.2 -
総務・庶務部門 91 15 53 22 1

100.0 16.5 58.2 24.2 1.1
経理部門 6 3 3 - -

100.0 50.0 50.0 - -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 14 2 9 3 -

100.0 14.3 64.3 21.4 -
その他部門 62 13 35 14 -

100.0 21.0 56.5 22.6 -
　無回答 20 5 9 6 -

100.0 25.0 45.0 30.0 -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 106 12 75 19 -

100.0 11.3 70.8 17.9 -
労使協議機関での協議 119 11 89 19 -

100.0 9.2 74.8 16.0 -
取組を行うための専門組織の編成 54 10 35 9 -

100.0 18.5 64.8 16.7 -
懇談会・説明会などの 184 30 126 28 -

常設ではない会合 100.0 16.3 68.5 15.2 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 166 26 112 28 -

その他の苦情処理機関 100.0 15.7 67.5 16.9 -
社内報や社内掲示板、 224 39 150 34 1

電子メールなどでの情報提供 100.0 17.4 67.0 15.2 0.5
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 96 13 73 10 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 13.5 76.0 10.4 -
従業員へのアンケート調査 159 29 112 18 -

100.0 18.2 70.4 11.3 -
その他 16 4 10 2 -

100.0 25.0 62.5 12.5 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 278 45 184 48 1

100.0 16.2 66.2 17.3 0.4
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「11．その他」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 109 5 54 48 2
100.0 4.6 49.5 44.0 1.8

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
1,000～4,999人 18 1 9 7 1

100.0 5.6 50.0 38.9 5.6
300～999人 31 2 12 17 -

100.0 6.5 38.7 54.8 -
100～299人 41 2 20 18 1

100.0 4.9 48.8 43.9 2.4
50～99人 15 - 10 5 -

100.0 - 66.7 33.3 -
30～49人 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - -

- - - - -
建設業 18 - 13 5 -

100.0 - 72.2 27.8 -
製造業 34 1 15 18 -

100.0 2.9 44.1 52.9 -
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
情報通信業 4 1 - 3 -

100.0 25.0 - 75.0 -
運輸業、郵便業 5 - 3 2 -

100.0 - 60.0 40.0 -
卸売業、小売業 11 - 4 5 2

100.0 - 36.4 45.5 18.2
金融業、保険業 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
不動産業、物品賃貸業 - - - - -

- - - - -
学術研究、専門・技術サービス業 3 - 1 2 -

100.0 - 33.3 66.7 -
宿泊業、飲食サービス業 - - - - -

- - - - -
生活関連サービス業、娯楽業 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
教育、学習支援業 - - - - -

- - - - -
医療、福祉 16 1 8 7 -

100.0 6.3 50.0 43.8 -
複合サービス事業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 7 1 4 2 -

100.0 14.3 57.1 28.6 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ２　業種
製造業 34 1 15 18 -

100.0 2.9 44.1 52.9 -
非製造業 74 4 39 29 2

100.0 5.4 52.7 39.2 2.7
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ３　創業年
1919年まで 15 - 9 6 -

100.0 - 60.0 40.0 -
1920～1939年 13 - 5 8 -

100.0 - 38.5 61.5 -
1940～1959年 25 3 13 8 1

100.0 12.0 52.0 32.0 4.0
1960～1979年 26 1 11 14 -

100.0 3.9 42.3 53.9 -
1980～1999年 21 1 12 8 -

100.0 4.8 57.1 38.1 -
2000年以降 7 - 2 4 1

100.0 - 28.6 57.1 14.3
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「11．その他」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 109 5 54 48 2
100.0 4.6 49.5 44.0 1.8

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
30～49人 14 1 5 8 -

100.0 7.1 35.7 57.1 -
50～99人 37 1 21 14 1

100.0 2.7 56.8 37.8 2.7
100～299人 37 2 19 15 1

100.0 5.4 51.4 40.5 2.7
300人以上 15 1 6 8 -

100.0 6.7 40.0 53.3 -
　無回答 5 - 2 3 -

100.0 - 40.0 60.0 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 37 - 21 15 1

100.0 - 56.8 40.5 2.7
ない 71 5 32 33 1

100.0 7.0 45.1 46.5 1.4
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
取締役・役員クラス 13 - 6 7 -

100.0 - 46.2 53.9 -
部長・次長クラス 41 3 24 12 2

100.0 7.3 58.5 29.3 4.9
課長クラス 32 1 12 19 -

100.0 3.1 37.5 59.4 -
係長・主任クラス 10 1 5 4 -

100.0 10.0 50.0 40.0 -
一般社員 9 - 4 5 -

100.0 - 44.4 55.6 -
その他 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 5 - 2 3 -

100.0 - 40.0 60.0 -
人事・労務部門 18 - 11 7 -

100.0 - 61.1 38.9 -
総務・庶務部門 46 2 23 20 1

100.0 4.4 50.0 43.5 2.2
経理部門 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 5 - 3 1 1

100.0 - 60.0 20.0 20.0
その他部門 25 3 9 13 -

100.0 12.0 36.0 52.0 -
　無回答 8 - 4 4 -

100.0 - 50.0 50.0 -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 29 - 15 13 1

100.0 - 51.7 44.8 3.5
労使協議機関での協議 38 1 17 19 1

100.0 2.6 44.7 50.0 2.6
取組を行うための専門組織の編成 20 - 10 10 -

100.0 - 50.0 50.0 -
懇談会・説明会などの 62 3 32 26 1

常設ではない会合 100.0 4.8 51.6 41.9 1.6
相談窓口（電子メール等を含む）や 57 3 25 28 1

その他の苦情処理機関 100.0 5.3 43.9 49.1 1.8
社内報や社内掲示板、 88 4 44 39 1

電子メールなどでの情報提供 100.0 4.6 50.0 44.3 1.1
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 25 2 11 11 1

活用したコミュニケーションツール 100.0 8.0 44.0 44.0 4.0
従業員へのアンケート調査 52 4 26 21 1

100.0 7.7 50.0 40.4 1.9
その他 10 - 5 5 -

100.0 - 50.0 50.0 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 109 5 54 48 2

100.0 4.6 49.5 44.0 1.8
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「11．その他」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 109 5 54 48 2
100.0 4.6 49.5 44.0 1.8

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
1,000～4,999人 18 1 9 7 1

100.0 5.6 50.0 38.9 5.6
300～999人 31 2 12 17 -

100.0 6.5 38.7 54.8 -
100～299人 41 2 20 18 1

100.0 4.9 48.8 43.9 2.4
50～99人 15 - 10 5 -

100.0 - 66.7 33.3 -
30～49人 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - -

- - - - -
建設業 18 - 13 5 -

100.0 - 72.2 27.8 -
製造業 34 1 15 18 -

100.0 2.9 44.1 52.9 -
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
情報通信業 4 1 - 3 -

100.0 25.0 - 75.0 -
運輸業、郵便業 5 - 3 2 -

100.0 - 60.0 40.0 -
卸売業、小売業 11 - 4 5 2

100.0 - 36.4 45.5 18.2
金融業、保険業 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
不動産業、物品賃貸業 - - - - -

- - - - -
学術研究、専門・技術サービス業 3 - 1 2 -

100.0 - 33.3 66.7 -
宿泊業、飲食サービス業 - - - - -

- - - - -
生活関連サービス業、娯楽業 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
教育、学習支援業 - - - - -

- - - - -
医療、福祉 16 1 8 7 -

100.0 6.3 50.0 43.8 -
複合サービス事業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 7 1 4 2 -

100.0 14.3 57.1 28.6 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ２　業種
製造業 34 1 15 18 -

100.0 2.9 44.1 52.9 -
非製造業 74 4 39 29 2

100.0 5.4 52.7 39.2 2.7
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ３　創業年
1919年まで 15 - 9 6 -

100.0 - 60.0 40.0 -
1920～1939年 13 - 5 8 -

100.0 - 38.5 61.5 -
1940～1959年 25 3 13 8 1

100.0 12.0 52.0 32.0 4.0
1960～1979年 26 1 11 14 -

100.0 3.9 42.3 53.9 -
1980～1999年 21 1 12 8 -

100.0 4.8 57.1 38.1 -
2000年以降 7 - 2 4 1

100.0 - 28.6 57.1 14.3
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「11．その他」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 109 5 54 48 2
100.0 4.6 49.5 44.0 1.8

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 109 5 54 48 2

100.0 4.6 49.5 44.0 1.8
導入後に行った 16 - 11 5 -

100.0 - 68.8 31.3 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 35 - 14 20 1

100.0 - 40.0 57.1 2.9
やや積極的 27 2 16 8 1

100.0 7.4 59.3 29.6 3.7
どちらでもない 40 3 21 16 -

100.0 7.5 52.5 40.0 -
やや消極的 4 - 2 2 -

100.0 - 50.0 50.0 -
対応には消極的だった - - - - -

- - - - -
　無回答 3 - 1 2 -

100.0 - 33.3 66.7 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 63 5 29 27 2

100.0 7.9 46.0 42.9 3.2
導入することを決めた後で協議した 36 - 18 18 -

100.0 - 50.0 50.0 -
わからない 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
　無回答 6 - 4 2 -

100.0 - 66.7 33.3 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 98 4 50 43 1

100.0 4.1 51.0 43.9 1.0
効果はなかった 5 - 3 2 -

100.0 - 60.0 40.0 -
　無回答 6 1 1 3 1

100.0 16.7 16.7 50.0 16.7
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 32 2 14 15 1

100.0 6.3 43.8 46.9 3.1
課題は生じなかった 70 2 38 30 -

100.0 2.9 54.3 42.9 -
　無回答 7 1 2 3 1

100.0 14.3 28.6 42.9 14.3
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 50 2 25 23 -

100.0 4.0 50.0 46.0 -
行っていない 55 3 28 23 1

100.0 5.5 50.9 41.8 1.8
　無回答 4 - 1 2 1

100.0 - 25.0 50.0 25.0
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 59 4 33 21 1

100.0 6.8 55.9 35.6 1.7
行う予定はない 6 - 5 1 -

100.0 - 83.3 16.7 -
わからない 44 1 16 26 1

100.0 2.3 36.4 59.1 2.3
　無回答 - - - - -

- - - - -

120 
- 214 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ15　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）
　　　Ｑ10の取組の導入後、運用中にどのようにして従業員との協議等を行いましたか。（○はいくつでも）

全

体

労
働
組
合
と
の
団
体
交
渉

労
使
協
議
機
関
で
の
協
議

そ
の
取
組
を
行
う
た
め
の
専
門

組
織
の
編
成

従
業
員
へ
の
説
明
会
の
実
施

幹
部
に
よ
る
方
針
説
明
や
意
見

交
換
の
場
の
設
定

日
常
的
な
業
務
上
の
会
話
の
中

で
の
説
明

相
談
窓
口
（

電
子
メ
ー

ル
等
を

含
む
）

や
そ
の
他
の
苦
情
処
理

機
関
で
の
相
談
の
受
付

社
内
報
や
社
内
掲
示
板
、

電
子

メ
ー

ル
な
ど
で
の
情
報
提
供

社
内
Ｓ
Ｎ
Ｓ
な
ど
の
デ
ジ
タ
ル

技
術
を
活
用
し
た
コ
ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ツ
ー

ル
で
の
情
報

提
供
や
意
見
集
約

従
業
員
へ
の
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査

社
内
提
案
制
度
の
実
施
・
活
用

そ
の
他

無
回
答

　全　体 157 4 7 27 84 40 51 6 71 33 14 8 2 5
100.0 2.6 4.5 17.2 53.5 25.5 32.5 3.8 45.2 21.0 8.9 5.1 1.3 3.2

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 9 - 1 1 3 3 - 2 3 3 2 2 - -

100.0 - 11.1 11.1 33.3 33.3 - 22.2 33.3 33.3 22.2 22.2 - -
1,000～4,999人 20 - - 4 11 3 7 1 10 4 6 2 - 1

100.0 - - 20.0 55.0 15.0 35.0 5.0 50.0 20.0 30.0 10.0 - 5.0
300～999人 45 3 5 8 23 9 11 3 23 8 3 2 2 1

100.0 6.7 11.1 17.8 51.1 20.0 24.4 6.7 51.1 17.8 6.7 4.4 4.4 2.2
100～299人 68 1 1 13 41 22 24 - 29 15 3 2 - 3

100.0 1.5 1.5 19.1 60.3 32.4 35.3 - 42.7 22.1 4.4 2.9 - 4.4
50～99人 10 - - 1 4 3 5 - 4 3 - - - -

100.0 - - 10.0 40.0 30.0 50.0 - 40.0 30.0 - - - -
30～49人 4 - - - 2 - 3 - 2 - - - - -

100.0 - - - 50.0 - 75.0 - 50.0 - - - - -
　無回答 1 - - - - - 1 - - - - - - -

100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
漁業 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - 1 - 1 - 1 - - 1 - -

100.0 - - - 100.0 - 100.0 - 100.0 - - 100.0 - -
建設業 34 - - 11 23 13 9 2 16 9 4 - - -

100.0 - - 32.4 67.7 38.2 26.5 5.9 47.1 26.5 11.8 - - -
製造業 54 3 4 9 22 11 26 - 22 9 3 2 1 1

100.0 5.6 7.4 16.7 40.7 20.4 48.2 - 40.7 16.7 5.6 3.7 1.9 1.9
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - - - - - - 1 - 1 - - -

100.0 - - - - - - - 100.0 - 100.0 - - -
情報通信業 6 - - - 3 1 1 1 3 2 1 - 1 -

100.0 - - - 50.0 16.7 16.7 16.7 50.0 33.3 16.7 - 16.7 -
運輸業、郵便業 14 1 1 3 7 3 3 - 5 2 - 1 - 1

100.0 7.1 7.1 21.4 50.0 21.4 21.4 - 35.7 14.3 - 7.1 - 7.1
卸売業、小売業 13 - 2 1 8 4 2 1 8 4 - 2 - 1

100.0 - 15.4 7.7 61.5 30.8 15.4 7.7 61.5 30.8 - 15.4 - 7.7
金融業、保険業 3 - - - 2 1 - - 2 - - - - -

100.0 - - - 66.7 33.3 - - 66.7 - - - - -
不動産業、物品賃貸業 1 - - - - - - - 1 1 1 - - -

100.0 - - - - - - - 100.0 100.0 100.0 - - -
学術研究、専門・技術サービス業 3 - - - 2 1 1 - 3 - - - - -

100.0 - - - 66.7 33.3 33.3 - 100.0 - - - - -
宿泊業、飲食サービス業 1 - - - - - - 1 1 - - 1 - -

100.0 - - - - - - 100.0 100.0 - - 100.0 - -
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - - - 1 - - - - - - -

100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - -
教育、学習支援業 3 - - 1 2 - 1 1 1 2 1 - - -

100.0 - - 33.3 66.7 - 33.3 33.3 33.3 66.7 33.3 - - -
医療、福祉 8 - - 2 5 2 3 - 2 1 1 - - 1

100.0 - - 25.0 62.5 25.0 37.5 - 25.0 12.5 12.5 - - 12.5
複合サービス事業 3 - - - 1 2 1 - 2 1 - - - -

100.0 - - - 33.3 66.7 33.3 - 66.7 33.3 - - - -
その他サービス業 9 - - - 6 2 2 - 3 1 1 1 - 1

100.0 - - - 66.7 22.2 22.2 - 33.3 11.1 11.1 11.1 - 11.1
分類不能の産業 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
その他 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
　無回答 2 - - - 2 - - - - 1 1 - - -

100.0 - - - 100.0 - - - - 50.0 50.0 - - -
Ｑ２　業種
製造業 54 3 4 9 22 11 26 - 22 9 3 2 1 1

100.0 5.6 7.4 16.7 40.7 20.4 48.2 - 40.7 16.7 5.6 3.7 1.9 1.9
非製造業 101 1 3 18 60 29 25 6 49 23 10 6 1 4

100.0 1.0 3.0 17.8 59.4 28.7 24.8 5.9 48.5 22.8 9.9 5.9 1.0 4.0
　無回答 2 - - - 2 - - - - 1 1 - - -

100.0 - - - 100.0 - - - - 50.0 50.0 - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 22 1 1 4 13 7 11 2 6 3 2 1 - -

100.0 4.6 4.6 18.2 59.1 31.8 50.0 9.1 27.3 13.6 9.1 4.6 - -
1920～1939年 15 2 2 1 7 2 5 - 11 2 3 1 - -

100.0 13.3 13.3 6.7 46.7 13.3 33.3 - 73.3 13.3 20.0 6.7 - -
1940～1959年 50 - 1 8 27 13 10 - 25 16 3 2 - 3

100.0 - 2.0 16.0 54.0 26.0 20.0 - 50.0 32.0 6.0 4.0 - 6.0
1960～1979年 45 - 1 7 25 11 18 3 19 7 3 3 1 2

100.0 - 2.2 15.6 55.6 24.4 40.0 6.7 42.2 15.6 6.7 6.7 2.2 4.4
1980～1999年 13 1 1 3 8 3 3 - 5 3 2 - 1 -

100.0 7.7 7.7 23.1 61.5 23.1 23.1 - 38.5 23.1 15.4 - 7.7 -
2000年以降 9 - 1 3 2 3 1 1 4 2 1 1 - -

100.0 - 11.1 33.3 22.2 33.3 11.1 11.1 44.4 22.2 11.1 11.1 - -
　無回答 3 - - 1 2 1 3 - 1 - - - - -

100.0 - - 33.3 66.7 33.3 100.0 - 33.3 - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ14　（Ｑ12で「１．導入前に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入前に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「11．その他」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 109 5 54 48 2
100.0 4.6 49.5 44.0 1.8

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 109 5 54 48 2

100.0 4.6 49.5 44.0 1.8
導入後に行った 16 - 11 5 -

100.0 - 68.8 31.3 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 35 - 14 20 1

100.0 - 40.0 57.1 2.9
やや積極的 27 2 16 8 1

100.0 7.4 59.3 29.6 3.7
どちらでもない 40 3 21 16 -

100.0 7.5 52.5 40.0 -
やや消極的 4 - 2 2 -

100.0 - 50.0 50.0 -
対応には消極的だった - - - - -

- - - - -
　無回答 3 - 1 2 -

100.0 - 33.3 66.7 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 63 5 29 27 2

100.0 7.9 46.0 42.9 3.2
導入することを決めた後で協議した 36 - 18 18 -

100.0 - 50.0 50.0 -
わからない 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
　無回答 6 - 4 2 -

100.0 - 66.7 33.3 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 98 4 50 43 1

100.0 4.1 51.0 43.9 1.0
効果はなかった 5 - 3 2 -

100.0 - 60.0 40.0 -
　無回答 6 1 1 3 1

100.0 16.7 16.7 50.0 16.7
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 32 2 14 15 1

100.0 6.3 43.8 46.9 3.1
課題は生じなかった 70 2 38 30 -

100.0 2.9 54.3 42.9 -
　無回答 7 1 2 3 1

100.0 14.3 28.6 42.9 14.3
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 50 2 25 23 -

100.0 4.0 50.0 46.0 -
行っていない 55 3 28 23 1

100.0 5.5 50.9 41.8 1.8
　無回答 4 - 1 2 1

100.0 - 25.0 50.0 25.0
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 59 4 33 21 1

100.0 6.8 55.9 35.6 1.7
行う予定はない 6 - 5 1 -

100.0 - 83.3 16.7 -
わからない 44 1 16 26 1

100.0 2.3 36.4 59.1 2.3
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ15　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）
　　　Ｑ10の取組の導入後、運用中にどのようにして従業員との協議等を行いましたか。（○はいくつでも）
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無
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　全　体 157 4 7 27 84 40 51 6 71 33 14 8 2 5
100.0 2.6 4.5 17.2 53.5 25.5 32.5 3.8 45.2 21.0 8.9 5.1 1.3 3.2

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 4 - - 1 2 - 2 2 4 2 2 1 - -

100.0 - - 25.0 50.0 - 50.0 50.0 100.0 50.0 50.0 25.0 - -
30～49人 29 - 1 2 18 4 8 - 12 7 2 1 - 1

100.0 - 3.5 6.9 62.1 13.8 27.6 - 41.4 24.1 6.9 3.5 - 3.5
50～99人 27 1 2 5 14 7 11 1 13 6 3 2 - 1

100.0 3.7 7.4 18.5 51.9 25.9 40.7 3.7 48.2 22.2 11.1 7.4 - 3.7
100～299人 65 2 1 12 38 23 20 1 32 14 3 4 1 2

100.0 3.1 1.5 18.5 58.5 35.4 30.8 1.5 49.2 21.5 4.6 6.2 1.5 3.1
300人以上 20 1 3 5 6 4 6 1 6 3 3 - - 1

100.0 5.0 15.0 25.0 30.0 20.0 30.0 5.0 30.0 15.0 15.0 - - 5.0
　無回答 12 - - 2 6 2 4 1 4 1 1 - 1 -

100.0 - - 16.7 50.0 16.7 33.3 8.3 33.3 8.3 8.3 - 8.3 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 69 4 7 12 36 16 22 2 32 14 6 7 - 2

100.0 5.8 10.1 17.4 52.2 23.2 31.9 2.9 46.4 20.3 8.7 10.1 - 2.9
ない 88 - - 15 48 24 29 4 39 19 8 1 2 3

100.0 - - 17.1 54.6 27.3 33.0 4.6 44.3 21.6 9.1 1.1 2.3 3.4
　無回答 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 1 - - 1 - 1 - - - - - - - -

100.0 - - 100.0 - 100.0 - - - - - - - -
取締役・役員クラス 19 2 1 1 10 9 8 - 6 - 1 2 - -

100.0 10.5 5.3 5.3 52.6 47.4 42.1 - 31.6 - 5.3 10.5 - -
部長・次長クラス 50 - 4 10 28 18 20 - 17 11 4 1 1 2

100.0 - 8.0 20.0 56.0 36.0 40.0 - 34.0 22.0 8.0 2.0 2.0 4.0
課長クラス 38 1 - 8 19 8 12 2 21 10 1 1 - 2

100.0 2.6 - 21.1 50.0 21.1 31.6 5.3 55.3 26.3 2.6 2.6 - 5.3
係長・主任クラス 30 1 - 4 18 2 4 2 15 9 4 1 1 1

100.0 3.3 - 13.3 60.0 6.7 13.3 6.7 50.0 30.0 13.3 3.3 3.3 3.3
一般社員 14 - 2 1 6 2 5 1 9 3 4 2 - -

100.0 - 14.3 7.1 42.9 14.3 35.7 7.1 64.3 21.4 28.6 14.3 - -
その他 5 - - 2 3 - 2 1 3 - - 1 - -

100.0 - - 40.0 60.0 - 40.0 20.0 60.0 - - 20.0 - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 8 - - 3 4 - 2 - 3 3 - - - 1

100.0 - - 37.5 50.0 - 25.0 - 37.5 37.5 - - - 12.5
人事・労務部門 28 1 2 5 12 8 9 1 13 7 4 2 1 2

100.0 3.6 7.1 17.9 42.9 28.6 32.1 3.6 46.4 25.0 14.3 7.1 3.6 7.1
総務・庶務部門 54 1 1 8 33 15 18 3 28 11 6 - 1 1

100.0 1.9 1.9 14.8 61.1 27.8 33.3 5.6 51.9 20.4 11.1 - 1.9 1.9
経理部門 4 - - - 2 1 1 - - 1 - - - -

100.0 - - - 50.0 25.0 25.0 - - 25.0 - - - -
広報部門 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 19 1 3 5 9 7 7 - 7 2 1 3 - -

100.0 5.3 15.8 26.3 47.4 36.8 36.8 - 36.8 10.5 5.3 15.8 - -
その他部門 33 1 1 5 17 6 12 2 16 6 3 2 - 1

100.0 3.0 3.0 15.2 51.5 18.2 36.4 6.1 48.5 18.2 9.1 6.1 - 3.0
　無回答 11 - - 1 7 3 2 - 4 3 - 1 - -

100.0 - - 9.1 63.6 27.3 18.2 - 36.4 27.3 - 9.1 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 53 4 7 9 30 13 15 1 25 9 6 6 - 2

100.0 7.6 13.2 17.0 56.6 24.5 28.3 1.9 47.2 17.0 11.3 11.3 - 3.8
労使協議機関での協議 53 2 6 13 28 12 21 2 21 7 8 4 1 -

100.0 3.8 11.3 24.5 52.8 22.6 39.6 3.8 39.6 13.2 15.1 7.6 1.9 -
取組を行うための専門組織の編成 27 - 3 10 19 10 8 2 10 8 5 1 - -

100.0 - 11.1 37.0 70.4 37.0 29.6 7.4 37.0 29.6 18.5 3.7 - -
懇談会・説明会などの 91 2 4 17 58 26 33 5 39 12 8 5 - 3

常設ではない会合 100.0 2.2 4.4 18.7 63.7 28.6 36.3 5.5 42.9 13.2 8.8 5.5 - 3.3
相談窓口（電子メール等を含む）や 73 2 3 19 44 25 24 4 34 17 8 6 - 2

その他の苦情処理機関 100.0 2.7 4.1 26.0 60.3 34.3 32.9 5.5 46.6 23.3 11.0 8.2 - 2.7
社内報や社内掲示板、 123 3 5 21 68 35 40 5 61 26 11 5 2 3

電子メールなどでの情報提供 100.0 2.4 4.1 17.1 55.3 28.5 32.5 4.1 49.6 21.1 8.9 4.1 1.6 2.4
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 46 - 1 6 24 7 14 3 28 22 4 3 1 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 - 2.2 13.0 52.2 15.2 30.4 6.5 60.9 47.8 8.7 6.5 2.2 -
従業員へのアンケート調査 63 1 3 16 35 16 24 4 28 17 9 3 - 2

100.0 1.6 4.8 25.4 55.6 25.4 38.1 6.4 44.4 27.0 14.3 4.8 - 3.2
その他 10 1 - - 3 2 2 - 5 2 - 1 2 2

100.0 10.0 - - 30.0 20.0 20.0 - 50.0 20.0 - 10.0 20.0 20.0
　無回答 2 - - - - - 1 - 2 - - - - -

100.0 - - - - - 50.0 - 100.0 - - - - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 157 4 7 27 84 40 51 6 71 33 14 8 2 5

100.0 2.6 4.5 17.2 53.5 25.5 32.5 3.8 45.2 21.0 8.9 5.1 1.3 3.2
行っていない - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ15　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）
　　　Ｑ10の取組の導入後、運用中にどのようにして従業員との協議等を行いましたか。（○はいくつでも）
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　全　体 157 4 7 27 84 40 51 6 71 33 14 8 2 5
100.0 2.6 4.5 17.2 53.5 25.5 32.5 3.8 45.2 21.0 8.9 5.1 1.3 3.2

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 56 - 1 13 28 15 21 2 16 7 4 - 1 4

100.0 - 1.8 23.2 50.0 26.8 37.5 3.6 28.6 12.5 7.1 - 1.8 7.1
導入後に行った 157 4 7 27 84 40 51 6 71 33 14 8 2 5

100.0 2.6 4.5 17.2 53.5 25.5 32.5 3.8 45.2 21.0 8.9 5.1 1.3 3.2
行っていない - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 38 3 3 6 17 12 14 2 15 6 5 3 - 1

100.0 7.9 7.9 15.8 44.7 31.6 36.8 5.3 39.5 15.8 13.2 7.9 - 2.6
やや積極的 37 - 1 10 24 10 15 1 19 8 2 1 - 1

100.0 - 2.7 27.0 64.9 27.0 40.5 2.7 51.4 21.6 5.4 2.7 - 2.7
どちらでもない 65 - 3 10 34 12 15 3 30 16 6 4 2 2

100.0 - 4.6 15.4 52.3 18.5 23.1 4.6 46.2 24.6 9.2 6.2 3.1 3.1
やや消極的 5 - - - 1 3 1 - 1 1 1 - - -

100.0 - - - 20.0 60.0 20.0 - 20.0 20.0 20.0 - - -
対応には消極的だった 4 1 - 1 4 2 2 - 2 1 - - - -

100.0 25.0 - 25.0 100.0 50.0 50.0 - 50.0 25.0 - - - -
　無回答 8 - - - 4 1 4 - 4 1 - - - 1

100.0 - - - 50.0 12.5 50.0 - 50.0 12.5 - - - 12.5
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 31 - - 5 12 8 12 1 9 3 3 - 1 2

100.0 - - 16.1 38.7 25.8 38.7 3.2 29.0 9.7 9.7 - 3.2 6.5
導入することを決めた後で協議した 22 - 1 8 13 3 7 - 4 5 1 - - 1

100.0 - 4.6 36.4 59.1 13.6 31.8 - 18.2 22.7 4.6 - - 4.6
わからない 4 - - 1 3 3 2 1 2 - - - - 1

100.0 - - 25.0 75.0 75.0 50.0 25.0 50.0 - - - - 25.0
　無回答 100 4 6 13 56 26 30 4 56 25 10 8 1 1

100.0 4.0 6.0 13.0 56.0 26.0 30.0 4.0 56.0 25.0 10.0 8.0 1.0 1.0
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 135 3 6 25 77 34 45 6 61 29 14 7 1 4

100.0 2.2 4.4 18.5 57.0 25.2 33.3 4.4 45.2 21.5 10.4 5.2 0.7 3.0
効果はなかった 15 1 1 2 4 4 4 - 8 3 - 1 1 -

100.0 6.7 6.7 13.3 26.7 26.7 26.7 - 53.3 20.0 - 6.7 6.7 -
　無回答 7 - - - 3 2 2 - 2 1 - - - 1

100.0 - - - 42.9 28.6 28.6 - 28.6 14.3 - - - 14.3
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 48 1 1 15 29 18 15 1 16 11 5 1 - 2

100.0 2.1 2.1 31.3 60.4 37.5 31.3 2.1 33.3 22.9 10.4 2.1 - 4.2
課題は生じなかった 101 3 6 12 52 22 34 5 52 20 8 7 2 2

100.0 3.0 5.9 11.9 51.5 21.8 33.7 5.0 51.5 19.8 7.9 6.9 2.0 2.0
　無回答 8 - - - 3 - 2 - 3 2 1 - - 1

100.0 - - - 37.5 - 25.0 - 37.5 25.0 12.5 - - 12.5
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 75 4 4 14 40 22 26 3 30 16 10 8 - 3

100.0 5.3 5.3 18.7 53.3 29.3 34.7 4.0 40.0 21.3 13.3 10.7 - 4.0
行っていない 78 - 3 13 43 17 24 3 38 16 3 - 2 2

100.0 - 3.9 16.7 55.1 21.8 30.8 3.9 48.7 20.5 3.9 - 2.6 2.6
　無回答 4 - - - 1 1 1 - 3 1 1 - - -

100.0 - - - 25.0 25.0 25.0 - 75.0 25.0 25.0 - - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 97 4 7 17 55 30 33 3 46 18 10 5 1 2

100.0 4.1 7.2 17.5 56.7 30.9 34.0 3.1 47.4 18.6 10.3 5.2 1.0 2.1
行う予定はない 5 - - - 1 1 1 - 1 4 1 - - -

100.0 - - - 20.0 20.0 20.0 - 20.0 80.0 20.0 - - -
わからない 54 - - 10 28 9 16 3 23 11 3 3 1 3

100.0 - - 18.5 51.9 16.7 29.6 5.6 42.6 20.4 5.6 5.6 1.9 5.6
　無回答 1 - - - - - 1 - 1 - - - - -

100.0 - - - - - 100.0 - 100.0 - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ15　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）
　　　Ｑ10の取組の導入後、運用中にどのようにして従業員との協議等を行いましたか。（○はいくつでも）
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　全　体 157 4 7 27 84 40 51 6 71 33 14 8 2 5
100.0 2.6 4.5 17.2 53.5 25.5 32.5 3.8 45.2 21.0 8.9 5.1 1.3 3.2

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 4 - - 1 2 - 2 2 4 2 2 1 - -

100.0 - - 25.0 50.0 - 50.0 50.0 100.0 50.0 50.0 25.0 - -
30～49人 29 - 1 2 18 4 8 - 12 7 2 1 - 1

100.0 - 3.5 6.9 62.1 13.8 27.6 - 41.4 24.1 6.9 3.5 - 3.5
50～99人 27 1 2 5 14 7 11 1 13 6 3 2 - 1

100.0 3.7 7.4 18.5 51.9 25.9 40.7 3.7 48.2 22.2 11.1 7.4 - 3.7
100～299人 65 2 1 12 38 23 20 1 32 14 3 4 1 2

100.0 3.1 1.5 18.5 58.5 35.4 30.8 1.5 49.2 21.5 4.6 6.2 1.5 3.1
300人以上 20 1 3 5 6 4 6 1 6 3 3 - - 1

100.0 5.0 15.0 25.0 30.0 20.0 30.0 5.0 30.0 15.0 15.0 - - 5.0
　無回答 12 - - 2 6 2 4 1 4 1 1 - 1 -

100.0 - - 16.7 50.0 16.7 33.3 8.3 33.3 8.3 8.3 - 8.3 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 69 4 7 12 36 16 22 2 32 14 6 7 - 2

100.0 5.8 10.1 17.4 52.2 23.2 31.9 2.9 46.4 20.3 8.7 10.1 - 2.9
ない 88 - - 15 48 24 29 4 39 19 8 1 2 3

100.0 - - 17.1 54.6 27.3 33.0 4.6 44.3 21.6 9.1 1.1 2.3 3.4
　無回答 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 1 - - 1 - 1 - - - - - - - -

100.0 - - 100.0 - 100.0 - - - - - - - -
取締役・役員クラス 19 2 1 1 10 9 8 - 6 - 1 2 - -

100.0 10.5 5.3 5.3 52.6 47.4 42.1 - 31.6 - 5.3 10.5 - -
部長・次長クラス 50 - 4 10 28 18 20 - 17 11 4 1 1 2

100.0 - 8.0 20.0 56.0 36.0 40.0 - 34.0 22.0 8.0 2.0 2.0 4.0
課長クラス 38 1 - 8 19 8 12 2 21 10 1 1 - 2

100.0 2.6 - 21.1 50.0 21.1 31.6 5.3 55.3 26.3 2.6 2.6 - 5.3
係長・主任クラス 30 1 - 4 18 2 4 2 15 9 4 1 1 1

100.0 3.3 - 13.3 60.0 6.7 13.3 6.7 50.0 30.0 13.3 3.3 3.3 3.3
一般社員 14 - 2 1 6 2 5 1 9 3 4 2 - -

100.0 - 14.3 7.1 42.9 14.3 35.7 7.1 64.3 21.4 28.6 14.3 - -
その他 5 - - 2 3 - 2 1 3 - - 1 - -

100.0 - - 40.0 60.0 - 40.0 20.0 60.0 - - 20.0 - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 8 - - 3 4 - 2 - 3 3 - - - 1

100.0 - - 37.5 50.0 - 25.0 - 37.5 37.5 - - - 12.5
人事・労務部門 28 1 2 5 12 8 9 1 13 7 4 2 1 2

100.0 3.6 7.1 17.9 42.9 28.6 32.1 3.6 46.4 25.0 14.3 7.1 3.6 7.1
総務・庶務部門 54 1 1 8 33 15 18 3 28 11 6 - 1 1

100.0 1.9 1.9 14.8 61.1 27.8 33.3 5.6 51.9 20.4 11.1 - 1.9 1.9
経理部門 4 - - - 2 1 1 - - 1 - - - -

100.0 - - - 50.0 25.0 25.0 - - 25.0 - - - -
広報部門 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 19 1 3 5 9 7 7 - 7 2 1 3 - -

100.0 5.3 15.8 26.3 47.4 36.8 36.8 - 36.8 10.5 5.3 15.8 - -
その他部門 33 1 1 5 17 6 12 2 16 6 3 2 - 1

100.0 3.0 3.0 15.2 51.5 18.2 36.4 6.1 48.5 18.2 9.1 6.1 - 3.0
　無回答 11 - - 1 7 3 2 - 4 3 - 1 - -

100.0 - - 9.1 63.6 27.3 18.2 - 36.4 27.3 - 9.1 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 53 4 7 9 30 13 15 1 25 9 6 6 - 2

100.0 7.6 13.2 17.0 56.6 24.5 28.3 1.9 47.2 17.0 11.3 11.3 - 3.8
労使協議機関での協議 53 2 6 13 28 12 21 2 21 7 8 4 1 -

100.0 3.8 11.3 24.5 52.8 22.6 39.6 3.8 39.6 13.2 15.1 7.6 1.9 -
取組を行うための専門組織の編成 27 - 3 10 19 10 8 2 10 8 5 1 - -

100.0 - 11.1 37.0 70.4 37.0 29.6 7.4 37.0 29.6 18.5 3.7 - -
懇談会・説明会などの 91 2 4 17 58 26 33 5 39 12 8 5 - 3

常設ではない会合 100.0 2.2 4.4 18.7 63.7 28.6 36.3 5.5 42.9 13.2 8.8 5.5 - 3.3
相談窓口（電子メール等を含む）や 73 2 3 19 44 25 24 4 34 17 8 6 - 2

その他の苦情処理機関 100.0 2.7 4.1 26.0 60.3 34.3 32.9 5.5 46.6 23.3 11.0 8.2 - 2.7
社内報や社内掲示板、 123 3 5 21 68 35 40 5 61 26 11 5 2 3

電子メールなどでの情報提供 100.0 2.4 4.1 17.1 55.3 28.5 32.5 4.1 49.6 21.1 8.9 4.1 1.6 2.4
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 46 - 1 6 24 7 14 3 28 22 4 3 1 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 - 2.2 13.0 52.2 15.2 30.4 6.5 60.9 47.8 8.7 6.5 2.2 -
従業員へのアンケート調査 63 1 3 16 35 16 24 4 28 17 9 3 - 2

100.0 1.6 4.8 25.4 55.6 25.4 38.1 6.4 44.4 27.0 14.3 4.8 - 3.2
その他 10 1 - - 3 2 2 - 5 2 - 1 2 2

100.0 10.0 - - 30.0 20.0 20.0 - 50.0 20.0 - 10.0 20.0 20.0
　無回答 2 - - - - - 1 - 2 - - - - -

100.0 - - - - - 50.0 - 100.0 - - - - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 157 4 7 27 84 40 51 6 71 33 14 8 2 5

100.0 2.6 4.5 17.2 53.5 25.5 32.5 3.8 45.2 21.0 8.9 5.1 1.3 3.2
行っていない - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った事項（１～11のうち該当する番号をお選びください。○はいくつでも）
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　全　体 157 112 134 111 82 78 81 78 82 93 81 42 7
100.0 71.3 85.4 70.7 52.2 49.7 51.6 49.7 52.2 59.2 51.6 26.8 4.5

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 9 8 9 6 5 5 5 5 5 5 5 3 -

100.0 88.9 100.0 66.7 55.6 55.6 55.6 55.6 55.6 55.6 55.6 33.3 -
1,000～4,999人 20 14 17 15 13 14 13 14 14 15 14 7 1

100.0 70.0 85.0 75.0 65.0 70.0 65.0 70.0 70.0 75.0 70.0 35.0 5.0
300～999人 45 30 38 32 22 17 20 17 20 25 20 11 2

100.0 66.7 84.4 71.1 48.9 37.8 44.4 37.8 44.4 55.6 44.4 24.4 4.4
100～299人 68 46 56 47 33 33 34 33 33 39 33 16 4

100.0 67.7 82.4 69.1 48.5 48.5 50.0 48.5 48.5 57.4 48.5 23.5 5.9
50～99人 10 10 9 8 7 7 7 7 7 7 7 4 -

100.0 100.0 90.0 80.0 70.0 70.0 70.0 70.0 70.0 70.0 70.0 40.0 -
30～49人 4 3 4 2 1 1 1 1 2 1 1 - -

100.0 75.0 100.0 50.0 25.0 25.0 25.0 25.0 50.0 25.0 25.0 - -
　無回答 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 -

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 -
Ｑ２　業種
農業、林業 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
漁業 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 - -

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -
建設業 34 23 27 24 18 19 18 18 20 21 17 12 1

100.0 67.7 79.4 70.6 52.9 55.9 52.9 52.9 58.8 61.8 50.0 35.3 2.9
製造業 54 38 45 41 29 25 28 25 27 31 25 12 2

100.0 70.4 83.3 75.9 53.7 46.3 51.9 46.3 50.0 57.4 46.3 22.2 3.7
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - 1 - - - - - - - - - -

100.0 - 100.0 - - - - - - - - - -
情報通信業 6 6 6 4 3 3 3 3 3 4 4 3 -

100.0 100.0 100.0 66.7 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 66.7 66.7 50.0 -
運輸業、郵便業 14 10 12 9 7 6 6 6 6 7 7 3 1

100.0 71.4 85.7 64.3 50.0 42.9 42.9 42.9 42.9 50.0 50.0 21.4 7.1
卸売業、小売業 13 9 11 11 9 9 9 9 9 10 9 5 1

100.0 69.2 84.6 84.6 69.2 69.2 69.2 69.2 69.2 76.9 69.2 38.5 7.7
金融業、保険業 3 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 - -

100.0 66.7 66.7 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 - -
不動産業、物品賃貸業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 -

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 -
学術研究、専門・技術サービス業 3 3 3 1 - - - 1 - 2 2 - -

100.0 100.0 100.0 33.3 - - - 33.3 - 66.7 66.7 - -
宿泊業、飲食サービス業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 - -

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -
生活関連サービス業、娯楽業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 -

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 -
教育、学習支援業 3 3 3 1 - - - - - 1 1 - -

100.0 100.0 100.0 33.3 - - - - - 33.3 33.3 - -
医療、福祉 8 5 7 6 4 4 4 4 5 4 4 1 1

100.0 62.5 87.5 75.0 50.0 50.0 50.0 50.0 62.5 50.0 50.0 12.5 12.5
複合サービス事業 3 2 3 2 2 2 2 2 2 2 2 1 -

100.0 66.7 100.0 66.7 66.7 66.7 66.7 66.7 66.7 66.7 66.7 33.3 -
その他サービス業 9 6 8 6 5 5 5 5 5 6 5 3 1

100.0 66.7 88.9 66.7 55.6 55.6 55.6 55.6 55.6 66.7 55.6 33.3 11.1
分類不能の産業 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
その他 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
　無回答 2 1 2 1 - - 1 - - - - - -

100.0 50.0 100.0 50.0 - - 50.0 - - - - - -
Ｑ２　業種
製造業 54 38 45 41 29 25 28 25 27 31 25 12 2

100.0 70.4 83.3 75.9 53.7 46.3 51.9 46.3 50.0 57.4 46.3 22.2 3.7
非製造業 101 73 87 69 53 53 52 53 55 62 56 30 5

100.0 72.3 86.1 68.3 52.5 52.5 51.5 52.5 54.5 61.4 55.5 29.7 5.0
　無回答 2 1 2 1 - - 1 - - - - - -

100.0 50.0 100.0 50.0 - - 50.0 - - - - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 22 15 20 17 10 9 9 9 9 11 9 5 -

100.0 68.2 90.9 77.3 45.5 40.9 40.9 40.9 40.9 50.0 40.9 22.7 -
1920～1939年 15 11 11 9 7 7 8 7 7 8 7 3 1

100.0 73.3 73.3 60.0 46.7 46.7 53.3 46.7 46.7 53.3 46.7 20.0 6.7
1940～1959年 50 30 42 33 27 25 27 24 28 28 23 14 3

100.0 60.0 84.0 66.0 54.0 50.0 54.0 48.0 56.0 56.0 46.0 28.0 6.0
1960～1979年 45 36 38 32 21 20 20 21 20 28 25 14 3

100.0 80.0 84.4 71.1 46.7 44.4 44.4 46.7 44.4 62.2 55.6 31.1 6.7
1980～1999年 13 12 13 12 11 11 11 11 11 11 10 6 -

100.0 92.3 100.0 92.3 84.6 84.6 84.6 84.6 84.6 84.6 76.9 46.2 -
2000年以降 9 6 7 6 4 4 4 4 4 5 5 - -

100.0 66.7 77.8 66.7 44.4 44.4 44.4 44.4 44.4 55.6 55.6 - -
　無回答 3 2 3 2 2 2 2 2 3 2 2 - -

100.0 66.7 100.0 66.7 66.7 66.7 66.7 66.7 100.0 66.7 66.7 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った事項（１～11のうち該当する番号をお選びください。○はいくつでも）
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　全　体 157 112 134 111 82 78 81 78 82 93 81 42 7
100.0 71.3 85.4 70.7 52.2 49.7 51.6 49.7 52.2 59.2 51.6 26.8 4.5

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 4 3 4 3 3 3 3 3 3 4 3 2 -

100.0 75.0 100.0 75.0 75.0 75.0 75.0 75.0 75.0 100.0 75.0 50.0 -
30～49人 29 17 26 18 11 11 13 12 12 13 12 4 1

100.0 58.6 89.7 62.1 37.9 37.9 44.8 41.4 41.4 44.8 41.4 13.8 3.5
50～99人 27 20 25 19 16 16 17 16 16 17 16 10 1

100.0 74.1 92.6 70.4 59.3 59.3 63.0 59.3 59.3 63.0 59.3 37.0 3.7
100～299人 65 51 53 48 37 34 34 33 36 39 33 17 3

100.0 78.5 81.5 73.9 56.9 52.3 52.3 50.8 55.4 60.0 50.8 26.2 4.6
300人以上 20 12 16 15 9 8 8 8 9 13 10 5 1

100.0 60.0 80.0 75.0 45.0 40.0 40.0 40.0 45.0 65.0 50.0 25.0 5.0
　無回答 12 9 10 8 6 6 6 6 6 7 7 4 1

100.0 75.0 83.3 66.7 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 58.3 58.3 33.3 8.3
Ｑ５　労働組合の有無
ある 69 50 59 48 38 34 36 35 36 42 36 22 2

100.0 72.5 85.5 69.6 55.1 49.3 52.2 50.7 52.2 60.9 52.2 31.9 2.9
ない 88 62 75 63 44 44 45 43 46 51 45 20 5

100.0 70.5 85.2 71.6 50.0 50.0 51.1 48.9 52.3 58.0 51.1 22.7 5.7
　無回答 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 1 1 1 1 - - 1 - - - - - -

100.0 100.0 100.0 100.0 - - 100.0 - - - - - -
取締役・役員クラス 19 16 19 13 9 9 10 9 9 11 10 4 -

100.0 84.2 100.0 68.4 47.4 47.4 52.6 47.4 47.4 57.9 52.6 21.1 -
部長・次長クラス 50 35 40 37 26 25 25 24 25 24 23 13 2

100.0 70.0 80.0 74.0 52.0 50.0 50.0 48.0 50.0 48.0 46.0 26.0 4.0
課長クラス 38 24 30 26 22 19 19 19 22 25 21 13 3

100.0 63.2 79.0 68.4 57.9 50.0 50.0 50.0 57.9 65.8 55.3 34.2 7.9
係長・主任クラス 30 22 26 17 14 14 14 14 14 19 16 7 2

100.0 73.3 86.7 56.7 46.7 46.7 46.7 46.7 46.7 63.3 53.3 23.3 6.7
一般社員 14 11 13 12 9 9 10 10 10 11 9 5 -

100.0 78.6 92.9 85.7 64.3 64.3 71.4 71.4 71.4 78.6 64.3 35.7 -
その他 5 3 5 5 2 2 2 2 2 3 2 - -

100.0 60.0 100.0 100.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 60.0 40.0 - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 8 5 6 5 4 3 3 3 3 5 3 3 1

100.0 62.5 75.0 62.5 50.0 37.5 37.5 37.5 37.5 62.5 37.5 37.5 12.5
人事・労務部門 28 20 22 19 17 15 16 15 16 16 15 6 2

100.0 71.4 78.6 67.9 60.7 53.6 57.1 53.6 57.1 57.1 53.6 21.4 7.1
総務・庶務部門 54 39 44 39 25 26 24 26 26 31 27 17 3

100.0 72.2 81.5 72.2 46.3 48.2 44.4 48.2 48.2 57.4 50.0 31.5 5.6
経理部門 4 2 2 1 - - - - - 2 1 - -

100.0 50.0 50.0 25.0 - - - - - 50.0 25.0 - -
広報部門 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 19 12 18 15 10 8 10 8 10 11 8 4 -

100.0 63.2 94.7 79.0 52.6 42.1 52.6 42.1 52.6 57.9 42.1 21.1 -
その他部門 33 24 32 23 18 18 20 18 19 20 19 9 1

100.0 72.7 97.0 69.7 54.6 54.6 60.6 54.6 57.6 60.6 57.6 27.3 3.0
　無回答 11 10 10 9 8 8 8 8 8 8 8 3 -

100.0 90.9 90.9 81.8 72.7 72.7 72.7 72.7 72.7 72.7 72.7 27.3 -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 53 38 46 37 30 28 30 29 28 33 29 18 2

100.0 71.7 86.8 69.8 56.6 52.8 56.6 54.7 52.8 62.3 54.7 34.0 3.8
労使協議機関での協議 53 38 48 40 30 27 27 27 29 31 27 15 1

100.0 71.7 90.6 75.5 56.6 50.9 50.9 50.9 54.7 58.5 50.9 28.3 1.9
取組を行うための専門組織の編成 27 17 25 22 14 14 15 14 15 15 15 6 -

100.0 63.0 92.6 81.5 51.9 51.9 55.6 51.9 55.6 55.6 55.6 22.2 -
懇談会・説明会などの 91 70 79 65 52 50 50 49 49 58 52 29 4

常設ではない会合 100.0 76.9 86.8 71.4 57.1 55.0 55.0 53.9 53.9 63.7 57.1 31.9 4.4
相談窓口（電子メール等を含む）や 73 58 64 54 45 41 44 41 44 48 42 20 2

その他の苦情処理機関 100.0 79.5 87.7 74.0 61.6 56.2 60.3 56.2 60.3 65.8 57.5 27.4 2.7
社内報や社内掲示板、 123 91 106 88 65 63 66 64 68 74 66 35 5

電子メールなどでの情報提供 100.0 74.0 86.2 71.5 52.9 51.2 53.7 52.0 55.3 60.2 53.7 28.5 4.1
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 46 34 39 34 29 28 28 27 29 29 28 12 2

活用したコミュニケーションツール 100.0 73.9 84.8 73.9 63.0 60.9 60.9 58.7 63.0 63.0 60.9 26.1 4.4
従業員へのアンケート調査 63 48 53 46 38 35 38 34 39 40 35 19 3

100.0 76.2 84.1 73.0 60.3 55.6 60.3 54.0 61.9 63.5 55.6 30.2 4.8
その他 10 6 8 7 6 6 6 6 6 6 6 4 2

100.0 60.0 80.0 70.0 60.0 60.0 60.0 60.0 60.0 60.0 60.0 40.0 20.0
　無回答 2 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 - -

100.0 100.0 100.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 157 112 134 111 82 78 81 78 82 93 81 42 7

100.0 71.3 85.4 70.7 52.2 49.7 51.6 49.7 52.2 59.2 51.6 26.8 4.5
行っていない - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
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Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った事項（１～11のうち該当する番号をお選びください。○はいくつでも）

全

体

取
組
の
導
入
範
囲
・
導
入
ス
ケ

ジ
ュ
ー
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運
用
方
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・
作
業
環
境
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変
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業
務
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の
見
直
し

組
織
編
成
の
見
直
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人
事
制
度
（

職
種
等
）

の
見
直

し 配
置
転
換
・
職
種
転
換

人
事
評
価
制
度
の
見
直
し

教
育
訓
練
制
度
の
見
直
し

勤
務
時
間
や
働
き
方
の
見
直
し

生
産
性
が
向
上
し
た
分
の
従
業

員
へ
の
還
元
（

労
働
時
間
や
賃

金
の
改
革
）

そ
の
他

無
回
答

　全　体 157 112 134 111 82 78 81 78 82 93 81 42 7
100.0 71.3 85.4 70.7 52.2 49.7 51.6 49.7 52.2 59.2 51.6 26.8 4.5

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 9 8 9 6 5 5 5 5 5 5 5 3 -

100.0 88.9 100.0 66.7 55.6 55.6 55.6 55.6 55.6 55.6 55.6 33.3 -
1,000～4,999人 20 14 17 15 13 14 13 14 14 15 14 7 1

100.0 70.0 85.0 75.0 65.0 70.0 65.0 70.0 70.0 75.0 70.0 35.0 5.0
300～999人 45 30 38 32 22 17 20 17 20 25 20 11 2

100.0 66.7 84.4 71.1 48.9 37.8 44.4 37.8 44.4 55.6 44.4 24.4 4.4
100～299人 68 46 56 47 33 33 34 33 33 39 33 16 4

100.0 67.7 82.4 69.1 48.5 48.5 50.0 48.5 48.5 57.4 48.5 23.5 5.9
50～99人 10 10 9 8 7 7 7 7 7 7 7 4 -

100.0 100.0 90.0 80.0 70.0 70.0 70.0 70.0 70.0 70.0 70.0 40.0 -
30～49人 4 3 4 2 1 1 1 1 2 1 1 - -

100.0 75.0 100.0 50.0 25.0 25.0 25.0 25.0 50.0 25.0 25.0 - -
　無回答 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 -

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 -
Ｑ２　業種
農業、林業 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
漁業 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 - -

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -
建設業 34 23 27 24 18 19 18 18 20 21 17 12 1

100.0 67.7 79.4 70.6 52.9 55.9 52.9 52.9 58.8 61.8 50.0 35.3 2.9
製造業 54 38 45 41 29 25 28 25 27 31 25 12 2

100.0 70.4 83.3 75.9 53.7 46.3 51.9 46.3 50.0 57.4 46.3 22.2 3.7
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - 1 - - - - - - - - - -

100.0 - 100.0 - - - - - - - - - -
情報通信業 6 6 6 4 3 3 3 3 3 4 4 3 -

100.0 100.0 100.0 66.7 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 66.7 66.7 50.0 -
運輸業、郵便業 14 10 12 9 7 6 6 6 6 7 7 3 1

100.0 71.4 85.7 64.3 50.0 42.9 42.9 42.9 42.9 50.0 50.0 21.4 7.1
卸売業、小売業 13 9 11 11 9 9 9 9 9 10 9 5 1

100.0 69.2 84.6 84.6 69.2 69.2 69.2 69.2 69.2 76.9 69.2 38.5 7.7
金融業、保険業 3 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 - -

100.0 66.7 66.7 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 - -
不動産業、物品賃貸業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 -

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 -
学術研究、専門・技術サービス業 3 3 3 1 - - - 1 - 2 2 - -

100.0 100.0 100.0 33.3 - - - 33.3 - 66.7 66.7 - -
宿泊業、飲食サービス業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 - -

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -
生活関連サービス業、娯楽業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 -

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 -
教育、学習支援業 3 3 3 1 - - - - - 1 1 - -

100.0 100.0 100.0 33.3 - - - - - 33.3 33.3 - -
医療、福祉 8 5 7 6 4 4 4 4 5 4 4 1 1

100.0 62.5 87.5 75.0 50.0 50.0 50.0 50.0 62.5 50.0 50.0 12.5 12.5
複合サービス事業 3 2 3 2 2 2 2 2 2 2 2 1 -

100.0 66.7 100.0 66.7 66.7 66.7 66.7 66.7 66.7 66.7 66.7 33.3 -
その他サービス業 9 6 8 6 5 5 5 5 5 6 5 3 1

100.0 66.7 88.9 66.7 55.6 55.6 55.6 55.6 55.6 66.7 55.6 33.3 11.1
分類不能の産業 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
その他 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
　無回答 2 1 2 1 - - 1 - - - - - -

100.0 50.0 100.0 50.0 - - 50.0 - - - - - -
Ｑ２　業種
製造業 54 38 45 41 29 25 28 25 27 31 25 12 2

100.0 70.4 83.3 75.9 53.7 46.3 51.9 46.3 50.0 57.4 46.3 22.2 3.7
非製造業 101 73 87 69 53 53 52 53 55 62 56 30 5

100.0 72.3 86.1 68.3 52.5 52.5 51.5 52.5 54.5 61.4 55.5 29.7 5.0
　無回答 2 1 2 1 - - 1 - - - - - -

100.0 50.0 100.0 50.0 - - 50.0 - - - - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 22 15 20 17 10 9 9 9 9 11 9 5 -

100.0 68.2 90.9 77.3 45.5 40.9 40.9 40.9 40.9 50.0 40.9 22.7 -
1920～1939年 15 11 11 9 7 7 8 7 7 8 7 3 1

100.0 73.3 73.3 60.0 46.7 46.7 53.3 46.7 46.7 53.3 46.7 20.0 6.7
1940～1959年 50 30 42 33 27 25 27 24 28 28 23 14 3

100.0 60.0 84.0 66.0 54.0 50.0 54.0 48.0 56.0 56.0 46.0 28.0 6.0
1960～1979年 45 36 38 32 21 20 20 21 20 28 25 14 3

100.0 80.0 84.4 71.1 46.7 44.4 44.4 46.7 44.4 62.2 55.6 31.1 6.7
1980～1999年 13 12 13 12 11 11 11 11 11 11 10 6 -

100.0 92.3 100.0 92.3 84.6 84.6 84.6 84.6 84.6 84.6 76.9 46.2 -
2000年以降 9 6 7 6 4 4 4 4 4 5 5 - -

100.0 66.7 77.8 66.7 44.4 44.4 44.4 44.4 44.4 55.6 55.6 - -
　無回答 3 2 3 2 2 2 2 2 3 2 2 - -

100.0 66.7 100.0 66.7 66.7 66.7 66.7 66.7 100.0 66.7 66.7 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った事項（１～11のうち該当する番号をお選びください。○はいくつでも）
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員
へ
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金
の
改
革
）

そ
の
他

無
回
答

　全　体 157 112 134 111 82 78 81 78 82 93 81 42 7
100.0 71.3 85.4 70.7 52.2 49.7 51.6 49.7 52.2 59.2 51.6 26.8 4.5

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 56 37 46 40 29 29 29 29 32 33 31 17 5

100.0 66.1 82.1 71.4 51.8 51.8 51.8 51.8 57.1 58.9 55.4 30.4 8.9
導入後に行った 157 112 134 111 82 78 81 78 82 93 81 42 7

100.0 71.3 85.4 70.7 52.2 49.7 51.6 49.7 52.2 59.2 51.6 26.8 4.5
行っていない - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 38 27 32 23 16 17 18 17 20 22 18 7 1

100.0 71.1 84.2 60.5 42.1 44.7 47.4 44.7 52.6 57.9 47.4 18.4 2.6
やや積極的 37 29 34 31 25 21 22 21 23 26 23 12 1

100.0 78.4 91.9 83.8 67.6 56.8 59.5 56.8 62.2 70.3 62.2 32.4 2.7
どちらでもない 65 42 55 47 34 33 34 33 32 36 33 18 3

100.0 64.6 84.6 72.3 52.3 50.8 52.3 50.8 49.2 55.4 50.8 27.7 4.6
やや消極的 5 5 5 4 4 4 4 4 4 4 4 2 -

100.0 100.0 100.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 40.0 -
対応には消極的だった 4 4 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 -

100.0 100.0 75.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 -
　無回答 8 5 5 4 1 1 1 1 1 3 1 1 2

100.0 62.5 62.5 50.0 12.5 12.5 12.5 12.5 12.5 37.5 12.5 12.5 25.0
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 31 21 25 22 15 15 15 15 17 19 17 8 2

100.0 67.7 80.7 71.0 48.4 48.4 48.4 48.4 54.8 61.3 54.8 25.8 6.5
導入することを決めた後で協議した 22 16 20 18 13 12 12 12 12 13 12 7 1

100.0 72.7 90.9 81.8 59.1 54.6 54.6 54.6 54.6 59.1 54.6 31.8 4.6
わからない 4 2 3 2 2 2 2 2 2 2 2 1 1

100.0 50.0 75.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 25.0 25.0
　無回答 100 73 86 69 52 49 52 49 51 59 50 26 3

100.0 73.0 86.0 69.0 52.0 49.0 52.0 49.0 51.0 59.0 50.0 26.0 3.0
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 135 99 119 96 74 70 71 70 74 82 73 36 4

100.0 73.3 88.2 71.1 54.8 51.9 52.6 51.9 54.8 60.7 54.1 26.7 3.0
効果はなかった 15 10 12 13 6 6 8 6 6 8 6 4 1

100.0 66.7 80.0 86.7 40.0 40.0 53.3 40.0 40.0 53.3 40.0 26.7 6.7
　無回答 7 3 3 2 2 2 2 2 2 3 2 2 2

100.0 42.9 42.9 28.6 28.6 28.6 28.6 28.6 28.6 42.9 28.6 28.6 28.6
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 48 35 39 37 28 27 27 27 31 31 25 14 2

100.0 72.9 81.3 77.1 58.3 56.3 56.3 56.3 64.6 64.6 52.1 29.2 4.2
課題は生じなかった 101 72 90 70 50 47 50 47 47 56 52 24 3

100.0 71.3 89.1 69.3 49.5 46.5 49.5 46.5 46.5 55.5 51.5 23.8 3.0
　無回答 8 5 5 4 4 4 4 4 4 6 4 4 2

100.0 62.5 62.5 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 75.0 50.0 50.0 25.0
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 75 56 66 55 40 38 40 39 42 47 40 22 3

100.0 74.7 88.0 73.3 53.3 50.7 53.3 52.0 56.0 62.7 53.3 29.3 4.0
行っていない 78 54 66 53 40 38 39 37 38 43 38 18 3

100.0 69.2 84.6 68.0 51.3 48.7 50.0 47.4 48.7 55.1 48.7 23.1 3.9
　無回答 4 2 2 3 2 2 2 2 2 3 3 2 1

100.0 50.0 50.0 75.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 75.0 75.0 50.0 25.0
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 97 69 84 71 54 50 52 49 52 59 50 30 2

100.0 71.1 86.6 73.2 55.7 51.6 53.6 50.5 53.6 60.8 51.6 30.9 2.1
行う予定はない 5 4 4 3 2 2 2 2 2 2 2 1 -

100.0 80.0 80.0 60.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 20.0 -
わからない 54 39 46 37 26 26 27 27 28 32 29 11 4

100.0 72.2 85.2 68.5 48.2 48.2 50.0 50.0 51.9 59.3 53.7 20.4 7.4
　無回答 1 - - - - - - - - - - - 1

100.0 - - - - - - - - - - - 100.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「１．取組の導入範囲・導入スケジュール」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 112 42 57 13 -
100.0 37.5 50.9 11.6 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 8 4 2 2 -

100.0 50.0 25.0 25.0 -
1,000～4,999人 14 7 6 1 -

100.0 50.0 42.9 7.1 -
300～999人 30 10 18 2 -

100.0 33.3 60.0 6.7 -
100～299人 46 15 24 7 -

100.0 32.6 52.2 15.2 -
50～99人 10 6 3 1 -

100.0 60.0 30.0 10.0 -
30～49人 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 - - - - -

- - - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
建設業 23 9 9 5 -

100.0 39.1 39.1 21.7 -
製造業 38 12 23 3 -

100.0 31.6 60.5 7.9 -
電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - -

- - - - -
情報通信業 6 1 4 1 -

100.0 16.7 66.7 16.7 -
運輸業、郵便業 10 5 4 1 -

100.0 50.0 40.0 10.0 -
卸売業、小売業 9 3 4 2 -

100.0 33.3 44.4 22.2 -
金融業、保険業 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
宿泊業、飲食サービス業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
教育、学習支援業 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
医療、福祉 5 4 1 - -

100.0 80.0 20.0 - -
複合サービス事業 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
その他サービス業 6 2 3 1 -

100.0 33.3 50.0 16.7 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 - - - - -

- - - - -
　無回答 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｑ２　業種
製造業 38 12 23 3 -

100.0 31.6 60.5 7.9 -
非製造業 73 29 34 10 -

100.0 39.7 46.6 13.7 -
　無回答 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 15 8 6 1 -

100.0 53.3 40.0 6.7 -
1920～1939年 11 5 5 1 -

100.0 45.5 45.5 9.1 -
1940～1959年 30 9 17 4 -

100.0 30.0 56.7 13.3 -
1960～1979年 36 10 22 4 -

100.0 27.8 61.1 11.1 -
1980～1999年 12 6 4 2 -

100.0 50.0 33.3 16.7 -
2000年以降 6 4 2 - -

100.0 66.7 33.3 - -
　無回答 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
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Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った事項（１～11のうち該当する番号をお選びください。○はいくつでも）
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そ
の
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無
回
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　全　体 157 112 134 111 82 78 81 78 82 93 81 42 7
100.0 71.3 85.4 70.7 52.2 49.7 51.6 49.7 52.2 59.2 51.6 26.8 4.5

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 56 37 46 40 29 29 29 29 32 33 31 17 5

100.0 66.1 82.1 71.4 51.8 51.8 51.8 51.8 57.1 58.9 55.4 30.4 8.9
導入後に行った 157 112 134 111 82 78 81 78 82 93 81 42 7

100.0 71.3 85.4 70.7 52.2 49.7 51.6 49.7 52.2 59.2 51.6 26.8 4.5
行っていない - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 38 27 32 23 16 17 18 17 20 22 18 7 1

100.0 71.1 84.2 60.5 42.1 44.7 47.4 44.7 52.6 57.9 47.4 18.4 2.6
やや積極的 37 29 34 31 25 21 22 21 23 26 23 12 1

100.0 78.4 91.9 83.8 67.6 56.8 59.5 56.8 62.2 70.3 62.2 32.4 2.7
どちらでもない 65 42 55 47 34 33 34 33 32 36 33 18 3

100.0 64.6 84.6 72.3 52.3 50.8 52.3 50.8 49.2 55.4 50.8 27.7 4.6
やや消極的 5 5 5 4 4 4 4 4 4 4 4 2 -

100.0 100.0 100.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 40.0 -
対応には消極的だった 4 4 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 -

100.0 100.0 75.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 -
　無回答 8 5 5 4 1 1 1 1 1 3 1 1 2

100.0 62.5 62.5 50.0 12.5 12.5 12.5 12.5 12.5 37.5 12.5 12.5 25.0
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 31 21 25 22 15 15 15 15 17 19 17 8 2

100.0 67.7 80.7 71.0 48.4 48.4 48.4 48.4 54.8 61.3 54.8 25.8 6.5
導入することを決めた後で協議した 22 16 20 18 13 12 12 12 12 13 12 7 1

100.0 72.7 90.9 81.8 59.1 54.6 54.6 54.6 54.6 59.1 54.6 31.8 4.6
わからない 4 2 3 2 2 2 2 2 2 2 2 1 1

100.0 50.0 75.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 25.0 25.0
　無回答 100 73 86 69 52 49 52 49 51 59 50 26 3

100.0 73.0 86.0 69.0 52.0 49.0 52.0 49.0 51.0 59.0 50.0 26.0 3.0
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 135 99 119 96 74 70 71 70 74 82 73 36 4

100.0 73.3 88.2 71.1 54.8 51.9 52.6 51.9 54.8 60.7 54.1 26.7 3.0
効果はなかった 15 10 12 13 6 6 8 6 6 8 6 4 1

100.0 66.7 80.0 86.7 40.0 40.0 53.3 40.0 40.0 53.3 40.0 26.7 6.7
　無回答 7 3 3 2 2 2 2 2 2 3 2 2 2

100.0 42.9 42.9 28.6 28.6 28.6 28.6 28.6 28.6 42.9 28.6 28.6 28.6
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 48 35 39 37 28 27 27 27 31 31 25 14 2

100.0 72.9 81.3 77.1 58.3 56.3 56.3 56.3 64.6 64.6 52.1 29.2 4.2
課題は生じなかった 101 72 90 70 50 47 50 47 47 56 52 24 3

100.0 71.3 89.1 69.3 49.5 46.5 49.5 46.5 46.5 55.5 51.5 23.8 3.0
　無回答 8 5 5 4 4 4 4 4 4 6 4 4 2

100.0 62.5 62.5 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 75.0 50.0 50.0 25.0
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 75 56 66 55 40 38 40 39 42 47 40 22 3

100.0 74.7 88.0 73.3 53.3 50.7 53.3 52.0 56.0 62.7 53.3 29.3 4.0
行っていない 78 54 66 53 40 38 39 37 38 43 38 18 3

100.0 69.2 84.6 68.0 51.3 48.7 50.0 47.4 48.7 55.1 48.7 23.1 3.9
　無回答 4 2 2 3 2 2 2 2 2 3 3 2 1

100.0 50.0 50.0 75.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 75.0 75.0 50.0 25.0
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 97 69 84 71 54 50 52 49 52 59 50 30 2

100.0 71.1 86.6 73.2 55.7 51.6 53.6 50.5 53.6 60.8 51.6 30.9 2.1
行う予定はない 5 4 4 3 2 2 2 2 2 2 2 1 -

100.0 80.0 80.0 60.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 20.0 -
わからない 54 39 46 37 26 26 27 27 28 32 29 11 4

100.0 72.2 85.2 68.5 48.2 48.2 50.0 50.0 51.9 59.3 53.7 20.4 7.4
　無回答 1 - - - - - - - - - - - 1

100.0 - - - - - - - - - - - 100.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「１．取組の導入範囲・導入スケジュール」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 112 42 57 13 -
100.0 37.5 50.9 11.6 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 3 1 1 1 -

100.0 33.3 33.3 33.3 -
30～49人 17 2 13 2 -

100.0 11.8 76.5 11.8 -
50～99人 20 9 11 - -

100.0 45.0 55.0 - -
100～299人 51 22 22 7 -

100.0 43.1 43.1 13.7 -
300人以上 12 4 7 1 -

100.0 33.3 58.3 8.3 -
　無回答 9 4 3 2 -

100.0 44.4 33.3 22.2 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 50 18 26 6 -

100.0 36.0 52.0 12.0 -
ない 62 24 31 7 -

100.0 38.7 50.0 11.3 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
取締役・役員クラス 16 3 11 2 -

100.0 18.8 68.8 12.5 -
部長・次長クラス 35 13 17 5 -

100.0 37.1 48.6 14.3 -
課長クラス 24 7 15 2 -

100.0 29.2 62.5 8.3 -
係長・主任クラス 22 11 9 2 -

100.0 50.0 40.9 9.1 -
一般社員 11 5 4 2 -

100.0 45.5 36.4 18.2 -
その他 3 2 1 - -

100.0 66.7 33.3 - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 5 2 3 - -

100.0 40.0 60.0 - -
人事・労務部門 20 12 4 4 -

100.0 60.0 20.0 20.0 -
総務・庶務部門 39 14 21 4 -

100.0 35.9 53.9 10.3 -
経理部門 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 12 3 8 1 -

100.0 25.0 66.7 8.3 -
その他部門 24 7 13 4 -

100.0 29.2 54.2 16.7 -
　無回答 10 3 7 - -

100.0 30.0 70.0 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 38 15 18 5 -

100.0 39.5 47.4 13.2 -
労使協議機関での協議 38 16 15 7 -

100.0 42.1 39.5 18.4 -
取組を行うための専門組織の編成 17 7 7 3 -

100.0 41.2 41.2 17.7 -
懇談会・説明会などの 70 30 33 7 -

常設ではない会合 100.0 42.9 47.1 10.0 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 58 28 24 6 -

その他の苦情処理機関 100.0 48.3 41.4 10.3 -
社内報や社内掲示板、 91 35 46 10 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 38.5 50.6 11.0 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 34 9 19 6 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 26.5 55.9 17.7 -
従業員へのアンケート調査 48 23 18 7 -

100.0 47.9 37.5 14.6 -
その他 6 2 2 2 -

100.0 33.3 33.3 33.3 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 112 42 57 13 -

100.0 37.5 50.9 11.6 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「１．取組の導入範囲・導入スケジュール」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 112 42 57 13 -
100.0 37.5 50.9 11.6 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 37 17 16 4 -

100.0 46.0 43.2 10.8 -
導入後に行った 112 42 57 13 -

100.0 37.5 50.9 11.6 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 27 10 14 3 -

100.0 37.0 51.9 11.1 -
やや積極的 29 13 12 4 -

100.0 44.8 41.4 13.8 -
どちらでもない 42 13 25 4 -

100.0 31.0 59.5 9.5 -
やや消極的 5 2 3 - -

100.0 40.0 60.0 - -
対応には消極的だった 4 3 1 - -

100.0 75.0 25.0 - -
　無回答 5 1 2 2 -

100.0 20.0 40.0 40.0 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 21 9 9 3 -

100.0 42.9 42.9 14.3 -
導入することを決めた後で協議した 16 7 6 3 -

100.0 43.8 37.5 18.8 -
わからない 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
　無回答 73 25 41 7 -

100.0 34.3 56.2 9.6 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 99 40 48 11 -

100.0 40.4 48.5 11.1 -
効果はなかった 10 1 7 2 -

100.0 10.0 70.0 20.0 -
　無回答 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 35 18 11 6 -

100.0 51.4 31.4 17.1 -
課題は生じなかった 72 24 42 6 -

100.0 33.3 58.3 8.3 -
　無回答 5 - 4 1 -

100.0 - 80.0 20.0 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 56 27 23 6 -

100.0 48.2 41.1 10.7 -
行っていない 54 15 32 7 -

100.0 27.8 59.3 13.0 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 69 23 40 6 -

100.0 33.3 58.0 8.7 -
行う予定はない 4 1 2 1 -

100.0 25.0 50.0 25.0 -
わからない 39 18 15 6 -

100.0 46.2 38.5 15.4 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「１．取組の導入範囲・導入スケジュール」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 112 42 57 13 -
100.0 37.5 50.9 11.6 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 3 1 1 1 -

100.0 33.3 33.3 33.3 -
30～49人 17 2 13 2 -

100.0 11.8 76.5 11.8 -
50～99人 20 9 11 - -

100.0 45.0 55.0 - -
100～299人 51 22 22 7 -

100.0 43.1 43.1 13.7 -
300人以上 12 4 7 1 -

100.0 33.3 58.3 8.3 -
　無回答 9 4 3 2 -

100.0 44.4 33.3 22.2 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 50 18 26 6 -

100.0 36.0 52.0 12.0 -
ない 62 24 31 7 -

100.0 38.7 50.0 11.3 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
取締役・役員クラス 16 3 11 2 -

100.0 18.8 68.8 12.5 -
部長・次長クラス 35 13 17 5 -

100.0 37.1 48.6 14.3 -
課長クラス 24 7 15 2 -

100.0 29.2 62.5 8.3 -
係長・主任クラス 22 11 9 2 -

100.0 50.0 40.9 9.1 -
一般社員 11 5 4 2 -

100.0 45.5 36.4 18.2 -
その他 3 2 1 - -

100.0 66.7 33.3 - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 5 2 3 - -

100.0 40.0 60.0 - -
人事・労務部門 20 12 4 4 -

100.0 60.0 20.0 20.0 -
総務・庶務部門 39 14 21 4 -

100.0 35.9 53.9 10.3 -
経理部門 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 12 3 8 1 -

100.0 25.0 66.7 8.3 -
その他部門 24 7 13 4 -

100.0 29.2 54.2 16.7 -
　無回答 10 3 7 - -

100.0 30.0 70.0 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 38 15 18 5 -

100.0 39.5 47.4 13.2 -
労使協議機関での協議 38 16 15 7 -

100.0 42.1 39.5 18.4 -
取組を行うための専門組織の編成 17 7 7 3 -

100.0 41.2 41.2 17.7 -
懇談会・説明会などの 70 30 33 7 -

常設ではない会合 100.0 42.9 47.1 10.0 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 58 28 24 6 -

その他の苦情処理機関 100.0 48.3 41.4 10.3 -
社内報や社内掲示板、 91 35 46 10 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 38.5 50.6 11.0 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 34 9 19 6 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 26.5 55.9 17.7 -
従業員へのアンケート調査 48 23 18 7 -

100.0 47.9 37.5 14.6 -
その他 6 2 2 2 -

100.0 33.3 33.3 33.3 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 112 42 57 13 -

100.0 37.5 50.9 11.6 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「２．運用方法・作業環境の変更」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 134 75 48 10 1
100.0 56.0 35.8 7.5 0.8

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 9 5 1 3 -

100.0 55.6 11.1 33.3 -
1,000～4,999人 17 10 5 2 -

100.0 58.8 29.4 11.8 -
300～999人 38 16 20 1 1

100.0 42.1 52.6 2.6 2.6
100～299人 56 36 17 3 -

100.0 64.3 30.4 5.4 -
50～99人 9 5 3 1 -

100.0 55.6 33.3 11.1 -
30～49人 4 2 2 - -

100.0 50.0 50.0 - -
　無回答 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 - - - - -

- - - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
建設業 27 15 9 2 1

100.0 55.6 33.3 7.4 3.7
製造業 45 25 19 1 -

100.0 55.6 42.2 2.2 -
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
情報通信業 6 1 4 1 -

100.0 16.7 66.7 16.7 -
運輸業、郵便業 12 7 4 1 -

100.0 58.3 33.3 8.3 -
卸売業、小売業 11 4 4 3 -

100.0 36.4 36.4 27.3 -
金融業、保険業 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
宿泊業、飲食サービス業 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
生活関連サービス業、娯楽業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
教育、学習支援業 3 2 1 - -

100.0 66.7 33.3 - -
医療、福祉 7 7 - - -

100.0 100.0 - - -
複合サービス事業 3 2 1 - -

100.0 66.7 33.3 - -
その他サービス業 8 7 1 - -

100.0 87.5 12.5 - -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 - - - - -

- - - - -
　無回答 2 2 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｑ２　業種
製造業 45 25 19 1 -

100.0 55.6 42.2 2.2 -
非製造業 87 48 29 9 1

100.0 55.2 33.3 10.3 1.2
　無回答 2 2 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 20 9 10 1 -

100.0 45.0 50.0 5.0 -
1920～1939年 11 7 4 - -

100.0 63.6 36.4 - -
1940～1959年 42 25 12 4 1

100.0 59.5 28.6 9.5 2.4
1960～1979年 38 21 16 1 -

100.0 55.3 42.1 2.6 -
1980～1999年 13 8 3 2 -

100.0 61.5 23.1 15.4 -
2000年以降 7 4 1 2 -

100.0 57.1 14.3 28.6 -
　無回答 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「２．運用方法・作業環境の変更」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 134 75 48 10 1
100.0 56.0 35.8 7.5 0.8

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 4 2 1 1 -

100.0 50.0 25.0 25.0 -
30～49人 26 9 13 3 1

100.0 34.6 50.0 11.5 3.9
50～99人 25 16 9 - -

100.0 64.0 36.0 - -
100～299人 53 33 17 3 -

100.0 62.3 32.1 5.7 -
300人以上 16 8 6 2 -

100.0 50.0 37.5 12.5 -
　無回答 10 7 2 1 -

100.0 70.0 20.0 10.0 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 59 29 24 5 1

100.0 49.2 40.7 8.5 1.7
ない 75 46 24 5 -

100.0 61.3 32.0 6.7 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
取締役・役員クラス 19 8 10 1 -

100.0 42.1 52.6 5.3 -
部長・次長クラス 40 21 14 4 1

100.0 52.5 35.0 10.0 2.5
課長クラス 30 15 14 1 -

100.0 50.0 46.7 3.3 -
係長・主任クラス 26 20 4 2 -

100.0 76.9 15.4 7.7 -
一般社員 13 7 5 1 -

100.0 53.9 38.5 7.7 -
その他 5 3 1 1 -

100.0 60.0 20.0 20.0 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 6 4 2 - -

100.0 66.7 33.3 - -
人事・労務部門 22 16 5 1 -

100.0 72.7 22.7 4.6 -
総務・庶務部門 44 28 14 2 -

100.0 63.6 31.8 4.6 -
経理部門 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 18 8 8 2 -

100.0 44.4 44.4 11.1 -
その他部門 32 14 12 5 1

100.0 43.8 37.5 15.6 3.1
　無回答 10 4 6 - -

100.0 40.0 60.0 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 46 24 18 4 -

100.0 52.2 39.1 8.7 -
労使協議機関での協議 48 28 16 4 -

100.0 58.3 33.3 8.3 -
取組を行うための専門組織の編成 25 13 12 - -

100.0 52.0 48.0 - -
懇談会・説明会などの 79 45 31 2 1

常設ではない会合 100.0 57.0 39.2 2.5 1.3
相談窓口（電子メール等を含む）や 64 34 25 5 -

その他の苦情処理機関 100.0 53.1 39.1 7.8 -
社内報や社内掲示板、 106 58 39 8 1

電子メールなどでの情報提供 100.0 54.7 36.8 7.6 0.9
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 39 20 15 3 1

活用したコミュニケーションツール 100.0 51.3 38.5 7.7 2.6
従業員へのアンケート調査 53 35 15 3 -

100.0 66.0 28.3 5.7 -
その他 8 4 2 2 -

100.0 50.0 25.0 25.0 -
　無回答 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 134 75 48 10 1

100.0 56.0 35.8 7.5 0.8
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「２．運用方法・作業環境の変更」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 134 75 48 10 1
100.0 56.0 35.8 7.5 0.8

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 9 5 1 3 -

100.0 55.6 11.1 33.3 -
1,000～4,999人 17 10 5 2 -

100.0 58.8 29.4 11.8 -
300～999人 38 16 20 1 1

100.0 42.1 52.6 2.6 2.6
100～299人 56 36 17 3 -

100.0 64.3 30.4 5.4 -
50～99人 9 5 3 1 -

100.0 55.6 33.3 11.1 -
30～49人 4 2 2 - -

100.0 50.0 50.0 - -
　無回答 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 - - - - -

- - - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
建設業 27 15 9 2 1

100.0 55.6 33.3 7.4 3.7
製造業 45 25 19 1 -

100.0 55.6 42.2 2.2 -
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
情報通信業 6 1 4 1 -

100.0 16.7 66.7 16.7 -
運輸業、郵便業 12 7 4 1 -

100.0 58.3 33.3 8.3 -
卸売業、小売業 11 4 4 3 -

100.0 36.4 36.4 27.3 -
金融業、保険業 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
宿泊業、飲食サービス業 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
生活関連サービス業、娯楽業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
教育、学習支援業 3 2 1 - -

100.0 66.7 33.3 - -
医療、福祉 7 7 - - -

100.0 100.0 - - -
複合サービス事業 3 2 1 - -

100.0 66.7 33.3 - -
その他サービス業 8 7 1 - -

100.0 87.5 12.5 - -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 - - - - -

- - - - -
　無回答 2 2 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｑ２　業種
製造業 45 25 19 1 -

100.0 55.6 42.2 2.2 -
非製造業 87 48 29 9 1

100.0 55.2 33.3 10.3 1.2
　無回答 2 2 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 20 9 10 1 -

100.0 45.0 50.0 5.0 -
1920～1939年 11 7 4 - -

100.0 63.6 36.4 - -
1940～1959年 42 25 12 4 1

100.0 59.5 28.6 9.5 2.4
1960～1979年 38 21 16 1 -

100.0 55.3 42.1 2.6 -
1980～1999年 13 8 3 2 -

100.0 61.5 23.1 15.4 -
2000年以降 7 4 1 2 -

100.0 57.1 14.3 28.6 -
　無回答 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「２．運用方法・作業環境の変更」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 134 75 48 10 1
100.0 56.0 35.8 7.5 0.8

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 46 27 15 4 -

100.0 58.7 32.6 8.7 -
導入後に行った 134 75 48 10 1

100.0 56.0 35.8 7.5 0.8
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 32 21 11 - -

100.0 65.6 34.4 - -
やや積極的 34 22 10 2 -

100.0 64.7 29.4 5.9 -
どちらでもない 55 25 22 7 1

100.0 45.5 40.0 12.7 1.8
やや消極的 5 3 2 - -

100.0 60.0 40.0 - -
対応には消極的だった 3 2 1 - -

100.0 66.7 33.3 - -
　無回答 5 2 2 1 -

100.0 40.0 40.0 20.0 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 25 16 7 2 -

100.0 64.0 28.0 8.0 -
導入することを決めた後で協議した 20 11 6 3 -

100.0 55.0 30.0 15.0 -
わからない 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 86 48 32 5 1

100.0 55.8 37.2 5.8 1.2
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 119 72 38 8 1

100.0 60.5 31.9 6.7 0.8
効果はなかった 12 2 8 2 -

100.0 16.7 66.7 16.7 -
　無回答 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 39 30 7 2 -

100.0 76.9 18.0 5.1 -
課題は生じなかった 90 44 38 7 1

100.0 48.9 42.2 7.8 1.1
　無回答 5 1 3 1 -

100.0 20.0 60.0 20.0 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 66 45 16 5 -

100.0 68.2 24.2 7.6 -
行っていない 66 30 30 5 1

100.0 45.5 45.5 7.6 1.5
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 84 44 35 4 1

100.0 52.4 41.7 4.8 1.2
行う予定はない 4 3 1 - -

100.0 75.0 25.0 - -
わからない 46 28 12 6 -

100.0 60.9 26.1 13.0 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「３．業務内容の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 111 54 46 11 -
100.0 48.7 41.4 9.9 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 6 3 1 2 -

100.0 50.0 16.7 33.3 -
1,000～4,999人 15 7 6 2 -

100.0 46.7 40.0 13.3 -
300～999人 32 13 19 - -

100.0 40.6 59.4 - -
100～299人 47 26 15 6 -

100.0 55.3 31.9 12.8 -
50～99人 8 4 3 1 -

100.0 50.0 37.5 12.5 -
30～49人 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 - - - - -

- - - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
建設業 24 15 7 2 -

100.0 62.5 29.2 8.3 -
製造業 41 19 18 4 -

100.0 46.3 43.9 9.8 -
電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - -

- - - - -
情報通信業 4 - 4 - -

100.0 - 100.0 - -
運輸業、郵便業 9 4 4 1 -

100.0 44.4 44.4 11.1 -
卸売業、小売業 11 5 4 2 -

100.0 45.5 36.4 18.2 -
金融業、保険業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
宿泊業、飲食サービス業 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
教育、学習支援業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
医療、福祉 6 4 2 - -

100.0 66.7 33.3 - -
複合サービス事業 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
その他サービス業 6 3 2 1 -

100.0 50.0 33.3 16.7 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 - - - - -

- - - - -
　無回答 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｑ２　業種
製造業 41 19 18 4 -

100.0 46.3 43.9 9.8 -
非製造業 69 34 28 7 -

100.0 49.3 40.6 10.1 -
　無回答 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 17 7 10 - -

100.0 41.2 58.8 - -
1920～1939年 9 5 4 - -

100.0 55.6 44.4 - -
1940～1959年 33 16 11 6 -

100.0 48.5 33.3 18.2 -
1960～1979年 32 15 15 2 -

100.0 46.9 46.9 6.3 -
1980～1999年 12 7 4 1 -

100.0 58.3 33.3 8.3 -
2000年以降 6 3 1 2 -

100.0 50.0 16.7 33.3 -
　無回答 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「２．運用方法・作業環境の変更」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 134 75 48 10 1
100.0 56.0 35.8 7.5 0.8

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 46 27 15 4 -

100.0 58.7 32.6 8.7 -
導入後に行った 134 75 48 10 1

100.0 56.0 35.8 7.5 0.8
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 32 21 11 - -

100.0 65.6 34.4 - -
やや積極的 34 22 10 2 -

100.0 64.7 29.4 5.9 -
どちらでもない 55 25 22 7 1

100.0 45.5 40.0 12.7 1.8
やや消極的 5 3 2 - -

100.0 60.0 40.0 - -
対応には消極的だった 3 2 1 - -

100.0 66.7 33.3 - -
　無回答 5 2 2 1 -

100.0 40.0 40.0 20.0 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 25 16 7 2 -

100.0 64.0 28.0 8.0 -
導入することを決めた後で協議した 20 11 6 3 -

100.0 55.0 30.0 15.0 -
わからない 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 86 48 32 5 1

100.0 55.8 37.2 5.8 1.2
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 119 72 38 8 1

100.0 60.5 31.9 6.7 0.8
効果はなかった 12 2 8 2 -

100.0 16.7 66.7 16.7 -
　無回答 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 39 30 7 2 -

100.0 76.9 18.0 5.1 -
課題は生じなかった 90 44 38 7 1

100.0 48.9 42.2 7.8 1.1
　無回答 5 1 3 1 -

100.0 20.0 60.0 20.0 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 66 45 16 5 -

100.0 68.2 24.2 7.6 -
行っていない 66 30 30 5 1

100.0 45.5 45.5 7.6 1.5
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 84 44 35 4 1

100.0 52.4 41.7 4.8 1.2
行う予定はない 4 3 1 - -

100.0 75.0 25.0 - -
わからない 46 28 12 6 -

100.0 60.9 26.1 13.0 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「３．業務内容の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 111 54 46 11 -
100.0 48.7 41.4 9.9 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 3 1 1 1 -

100.0 33.3 33.3 33.3 -
30～49人 18 6 10 2 -

100.0 33.3 55.6 11.1 -
50～99人 19 11 8 - -

100.0 57.9 42.1 - -
100～299人 48 24 18 6 -

100.0 50.0 37.5 12.5 -
300人以上 15 7 6 2 -

100.0 46.7 40.0 13.3 -
　無回答 8 5 3 - -

100.0 62.5 37.5 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 48 21 22 5 -

100.0 43.8 45.8 10.4 -
ない 63 33 24 6 -

100.0 52.4 38.1 9.5 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
取締役・役員クラス 13 6 5 2 -

100.0 46.2 38.5 15.4 -
部長・次長クラス 37 18 16 3 -

100.0 48.7 43.2 8.1 -
課長クラス 26 11 13 2 -

100.0 42.3 50.0 7.7 -
係長・主任クラス 17 9 7 1 -

100.0 52.9 41.2 5.9 -
一般社員 12 7 4 1 -

100.0 58.3 33.3 8.3 -
その他 5 3 1 1 -

100.0 60.0 20.0 20.0 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 5 3 2 - -

100.0 60.0 40.0 - -
人事・労務部門 19 13 6 - -

100.0 68.4 31.6 - -
総務・庶務部門 39 17 18 4 -

100.0 43.6 46.2 10.3 -
経理部門 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 15 8 6 1 -

100.0 53.3 40.0 6.7 -
その他部門 23 9 8 6 -

100.0 39.1 34.8 26.1 -
　無回答 9 3 6 - -

100.0 33.3 66.7 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 37 16 19 2 -

100.0 43.2 51.4 5.4 -
労使協議機関での協議 40 21 15 4 -

100.0 52.5 37.5 10.0 -
取組を行うための専門組織の編成 22 12 9 1 -

100.0 54.6 40.9 4.6 -
懇談会・説明会などの 65 40 23 2 -

常設ではない会合 100.0 61.5 35.4 3.1 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 54 28 22 4 -

その他の苦情処理機関 100.0 51.9 40.7 7.4 -
社内報や社内掲示板、 88 44 37 7 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 50.0 42.1 8.0 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 34 12 19 3 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 35.3 55.9 8.8 -
従業員へのアンケート調査 46 29 14 3 -

100.0 63.0 30.4 6.5 -
その他 7 3 3 1 -

100.0 42.9 42.9 14.3 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 111 54 46 11 -

100.0 48.7 41.4 9.9 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「３．業務内容の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 111 54 46 11 -
100.0 48.7 41.4 9.9 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 40 22 15 3 -

100.0 55.0 37.5 7.5 -
導入後に行った 111 54 46 11 -

100.0 48.7 41.4 9.9 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 23 10 9 4 -

100.0 43.5 39.1 17.4 -
やや積極的 31 22 7 2 -

100.0 71.0 22.6 6.5 -
どちらでもない 47 19 25 3 -

100.0 40.4 53.2 6.4 -
やや消極的 4 2 2 - -

100.0 50.0 50.0 - -
対応には消極的だった 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 4 1 1 2 -

100.0 25.0 25.0 50.0 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 22 13 7 2 -

100.0 59.1 31.8 9.1 -
導入することを決めた後で協議した 18 9 6 3 -

100.0 50.0 33.3 16.7 -
わからない 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 69 32 31 6 -

100.0 46.4 44.9 8.7 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 96 53 36 7 -

100.0 55.2 37.5 7.3 -
効果はなかった 13 1 8 4 -

100.0 7.7 61.5 30.8 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 37 23 10 4 -

100.0 62.2 27.0 10.8 -
課題は生じなかった 70 31 33 6 -

100.0 44.3 47.1 8.6 -
　無回答 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 55 35 14 6 -

100.0 63.6 25.5 10.9 -
行っていない 53 18 30 5 -

100.0 34.0 56.6 9.4 -
　無回答 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 71 34 31 6 -

100.0 47.9 43.7 8.5 -
行う予定はない 3 2 1 - -

100.0 66.7 33.3 - -
わからない 37 18 14 5 -

100.0 48.7 37.8 13.5 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「３．業務内容の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 111 54 46 11 -
100.0 48.7 41.4 9.9 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 3 1 1 1 -

100.0 33.3 33.3 33.3 -
30～49人 18 6 10 2 -

100.0 33.3 55.6 11.1 -
50～99人 19 11 8 - -

100.0 57.9 42.1 - -
100～299人 48 24 18 6 -

100.0 50.0 37.5 12.5 -
300人以上 15 7 6 2 -

100.0 46.7 40.0 13.3 -
　無回答 8 5 3 - -

100.0 62.5 37.5 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 48 21 22 5 -

100.0 43.8 45.8 10.4 -
ない 63 33 24 6 -

100.0 52.4 38.1 9.5 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
取締役・役員クラス 13 6 5 2 -

100.0 46.2 38.5 15.4 -
部長・次長クラス 37 18 16 3 -

100.0 48.7 43.2 8.1 -
課長クラス 26 11 13 2 -

100.0 42.3 50.0 7.7 -
係長・主任クラス 17 9 7 1 -

100.0 52.9 41.2 5.9 -
一般社員 12 7 4 1 -

100.0 58.3 33.3 8.3 -
その他 5 3 1 1 -

100.0 60.0 20.0 20.0 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 5 3 2 - -

100.0 60.0 40.0 - -
人事・労務部門 19 13 6 - -

100.0 68.4 31.6 - -
総務・庶務部門 39 17 18 4 -

100.0 43.6 46.2 10.3 -
経理部門 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 15 8 6 1 -

100.0 53.3 40.0 6.7 -
その他部門 23 9 8 6 -

100.0 39.1 34.8 26.1 -
　無回答 9 3 6 - -

100.0 33.3 66.7 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 37 16 19 2 -

100.0 43.2 51.4 5.4 -
労使協議機関での協議 40 21 15 4 -

100.0 52.5 37.5 10.0 -
取組を行うための専門組織の編成 22 12 9 1 -

100.0 54.6 40.9 4.6 -
懇談会・説明会などの 65 40 23 2 -

常設ではない会合 100.0 61.5 35.4 3.1 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 54 28 22 4 -

その他の苦情処理機関 100.0 51.9 40.7 7.4 -
社内報や社内掲示板、 88 44 37 7 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 50.0 42.1 8.0 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 34 12 19 3 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 35.3 55.9 8.8 -
従業員へのアンケート調査 46 29 14 3 -

100.0 63.0 30.4 6.5 -
その他 7 3 3 1 -

100.0 42.9 42.9 14.3 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 111 54 46 11 -

100.0 48.7 41.4 9.9 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「４．組織編成の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 82 12 60 10 -
100.0 14.6 73.2 12.2 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 5 1 2 2 -

100.0 20.0 40.0 40.0 -
1,000～4,999人 13 2 10 1 -

100.0 15.4 76.9 7.7 -
300～999人 22 3 18 1 -

100.0 13.6 81.8 4.6 -
100～299人 33 5 23 5 -

100.0 15.2 69.7 15.2 -
50～99人 7 1 5 1 -

100.0 14.3 71.4 14.3 -
30～49人 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 - - - - -

- - - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
建設業 18 4 12 2 -

100.0 22.2 66.7 11.1 -
製造業 29 5 23 1 -

100.0 17.2 79.3 3.5 -
電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - -

- - - - -
情報通信業 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
運輸業、郵便業 7 2 4 1 -

100.0 28.6 57.1 14.3 -
卸売業、小売業 9 - 6 3 -

100.0 - 66.7 33.3 -
金融業、保険業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 - - - - -

- - - - -
宿泊業、飲食サービス業 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
教育、学習支援業 - - - - -

- - - - -
医療、福祉 4 - 4 - -

100.0 - 100.0 - -
複合サービス事業 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 5 - 3 2 -

100.0 - 60.0 40.0 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ２　業種
製造業 29 5 23 1 -

100.0 17.2 79.3 3.5 -
非製造業 53 7 37 9 -

100.0 13.2 69.8 17.0 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 10 2 8 - -

100.0 20.0 80.0 - -
1920～1939年 7 1 6 - -

100.0 14.3 85.7 - -
1940～1959年 27 4 20 3 -

100.0 14.8 74.1 11.1 -
1960～1979年 21 2 15 4 -

100.0 9.5 71.4 19.1 -
1980～1999年 11 - 9 2 -

100.0 - 81.8 18.2 -
2000年以降 4 1 2 1 -

100.0 25.0 50.0 25.0 -
　無回答 2 2 - - -

100.0 100.0 - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「４．組織編成の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 82 12 60 10 -
100.0 14.6 73.2 12.2 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 3 - 1 2 -

100.0 - 33.3 66.7 -
30～49人 11 - 9 2 -

100.0 - 81.8 18.2 -
50～99人 16 2 14 - -

100.0 12.5 87.5 - -
100～299人 37 8 24 5 -

100.0 21.6 64.9 13.5 -
300人以上 9 1 7 1 -

100.0 11.1 77.8 11.1 -
　無回答 6 1 5 - -

100.0 16.7 83.3 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 38 8 26 4 -

100.0 21.1 68.4 10.5 -
ない 44 4 34 6 -

100.0 9.1 77.3 13.6 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 - - - - -

- - - - -
取締役・役員クラス 9 3 5 1 -

100.0 33.3 55.6 11.1 -
部長・次長クラス 26 5 17 4 -

100.0 19.2 65.4 15.4 -
課長クラス 22 1 19 2 -

100.0 4.6 86.4 9.1 -
係長・主任クラス 14 1 11 2 -

100.0 7.1 78.6 14.3 -
一般社員 9 2 7 - -

100.0 22.2 77.8 - -
その他 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 4 1 3 - -

100.0 25.0 75.0 - -
人事・労務部門 17 4 12 1 -

100.0 23.5 70.6 5.9 -
総務・庶務部門 25 2 20 3 -

100.0 8.0 80.0 12.0 -
経理部門 - - - - -

- - - - -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 10 2 7 1 -

100.0 20.0 70.0 10.0 -
その他部門 18 2 11 5 -

100.0 11.1 61.1 27.8 -
　無回答 8 1 7 - -

100.0 12.5 87.5 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 30 6 21 3 -

100.0 20.0 70.0 10.0 -
労使協議機関での協議 30 7 20 3 -

100.0 23.3 66.7 10.0 -
取組を行うための専門組織の編成 14 4 10 - -

100.0 28.6 71.4 - -
懇談会・説明会などの 52 9 39 4 -

常設ではない会合 100.0 17.3 75.0 7.7 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 45 6 33 6 -

その他の苦情処理機関 100.0 13.3 73.3 13.3 -
社内報や社内掲示板、 65 8 50 7 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 12.3 76.9 10.8 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 29 4 20 5 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 13.8 69.0 17.2 -
従業員へのアンケート調査 38 7 26 5 -

100.0 18.4 68.4 13.2 -
その他 6 1 4 1 -

100.0 16.7 66.7 16.7 -
　無回答 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 82 12 60 10 -

100.0 14.6 73.2 12.2 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「４．組織編成の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 82 12 60 10 -
100.0 14.6 73.2 12.2 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 5 1 2 2 -

100.0 20.0 40.0 40.0 -
1,000～4,999人 13 2 10 1 -

100.0 15.4 76.9 7.7 -
300～999人 22 3 18 1 -

100.0 13.6 81.8 4.6 -
100～299人 33 5 23 5 -

100.0 15.2 69.7 15.2 -
50～99人 7 1 5 1 -

100.0 14.3 71.4 14.3 -
30～49人 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 - - - - -

- - - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
建設業 18 4 12 2 -

100.0 22.2 66.7 11.1 -
製造業 29 5 23 1 -

100.0 17.2 79.3 3.5 -
電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - -

- - - - -
情報通信業 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
運輸業、郵便業 7 2 4 1 -

100.0 28.6 57.1 14.3 -
卸売業、小売業 9 - 6 3 -

100.0 - 66.7 33.3 -
金融業、保険業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 - - - - -

- - - - -
宿泊業、飲食サービス業 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
教育、学習支援業 - - - - -

- - - - -
医療、福祉 4 - 4 - -

100.0 - 100.0 - -
複合サービス事業 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 5 - 3 2 -

100.0 - 60.0 40.0 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ２　業種
製造業 29 5 23 1 -

100.0 17.2 79.3 3.5 -
非製造業 53 7 37 9 -

100.0 13.2 69.8 17.0 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 10 2 8 - -

100.0 20.0 80.0 - -
1920～1939年 7 1 6 - -

100.0 14.3 85.7 - -
1940～1959年 27 4 20 3 -

100.0 14.8 74.1 11.1 -
1960～1979年 21 2 15 4 -

100.0 9.5 71.4 19.1 -
1980～1999年 11 - 9 2 -

100.0 - 81.8 18.2 -
2000年以降 4 1 2 1 -

100.0 25.0 50.0 25.0 -
　無回答 2 2 - - -

100.0 100.0 - - -

136 
- 230 - - 231 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「４．組織編成の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 82 12 60 10 -
100.0 14.6 73.2 12.2 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 29 2 25 2 -

100.0 6.9 86.2 6.9 -
導入後に行った 82 12 60 10 -

100.0 14.6 73.2 12.2 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 16 3 12 1 -

100.0 18.8 75.0 6.3 -
やや積極的 25 3 19 3 -

100.0 12.0 76.0 12.0 -
どちらでもない 34 6 23 5 -

100.0 17.7 67.7 14.7 -
やや消極的 4 - 4 - -

100.0 - 100.0 - -
対応には消極的だった 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 15 1 13 1 -

100.0 6.7 86.7 6.7 -
導入することを決めた後で協議した 13 2 9 2 -

100.0 15.4 69.2 15.4 -
わからない 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 52 9 36 7 -

100.0 17.3 69.2 13.5 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 74 11 54 9 -

100.0 14.9 73.0 12.2 -
効果はなかった 6 1 4 1 -

100.0 16.7 66.7 16.7 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 28 3 20 5 -

100.0 10.7 71.4 17.9 -
課題は生じなかった 50 9 37 4 -

100.0 18.0 74.0 8.0 -
　無回答 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 40 7 27 6 -

100.0 17.5 67.5 15.0 -
行っていない 40 5 31 4 -

100.0 12.5 77.5 10.0 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 54 8 41 5 -

100.0 14.8 75.9 9.3 -
行う予定はない 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
わからない 26 4 18 4 -

100.0 15.4 69.2 15.4 -
　無回答 - - - - -

- - - - -

138 
- 232 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「５．人事制度（職種等）の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 78 7 59 12 -
100.0 9.0 75.6 15.4 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 5 1 3 1 -

100.0 20.0 60.0 20.0 -
1,000～4,999人 14 1 12 1 -

100.0 7.1 85.7 7.1 -
300～999人 17 - 15 2 -

100.0 - 88.2 11.8 -
100～299人 33 5 21 7 -

100.0 15.2 63.6 21.2 -
50～99人 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
30～49人 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 - - - - -

- - - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
建設業 19 3 13 3 -

100.0 15.8 68.4 15.8 -
製造業 25 1 20 4 -

100.0 4.0 80.0 16.0 -
電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - -

- - - - -
情報通信業 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
運輸業、郵便業 6 - 5 1 -

100.0 - 83.3 16.7 -
卸売業、小売業 9 1 5 3 -

100.0 11.1 55.6 33.3 -
金融業、保険業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 - - - - -

- - - - -
宿泊業、飲食サービス業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
教育、学習支援業 - - - - -

- - - - -
医療、福祉 4 - 4 - -

100.0 - 100.0 - -
複合サービス事業 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
その他サービス業 5 - 4 1 -

100.0 - 80.0 20.0 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ２　業種
製造業 25 1 20 4 -

100.0 4.0 80.0 16.0 -
非製造業 53 6 39 8 -

100.0 11.3 73.6 15.1 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 9 1 7 1 -

100.0 11.1 77.8 11.1 -
1920～1939年 7 - 7 - -

100.0 - 100.0 - -
1940～1959年 25 4 16 5 -

100.0 16.0 64.0 20.0 -
1960～1979年 20 - 16 4 -

100.0 - 80.0 20.0 -
1980～1999年 11 - 9 2 -

100.0 - 81.8 18.2 -
2000年以降 4 2 2 - -

100.0 50.0 50.0 - -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「４．組織編成の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 82 12 60 10 -
100.0 14.6 73.2 12.2 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 29 2 25 2 -

100.0 6.9 86.2 6.9 -
導入後に行った 82 12 60 10 -

100.0 14.6 73.2 12.2 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 16 3 12 1 -

100.0 18.8 75.0 6.3 -
やや積極的 25 3 19 3 -

100.0 12.0 76.0 12.0 -
どちらでもない 34 6 23 5 -

100.0 17.7 67.7 14.7 -
やや消極的 4 - 4 - -

100.0 - 100.0 - -
対応には消極的だった 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 15 1 13 1 -

100.0 6.7 86.7 6.7 -
導入することを決めた後で協議した 13 2 9 2 -

100.0 15.4 69.2 15.4 -
わからない 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 52 9 36 7 -

100.0 17.3 69.2 13.5 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 74 11 54 9 -

100.0 14.9 73.0 12.2 -
効果はなかった 6 1 4 1 -

100.0 16.7 66.7 16.7 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 28 3 20 5 -

100.0 10.7 71.4 17.9 -
課題は生じなかった 50 9 37 4 -

100.0 18.0 74.0 8.0 -
　無回答 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 40 7 27 6 -

100.0 17.5 67.5 15.0 -
行っていない 40 5 31 4 -

100.0 12.5 77.5 10.0 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 54 8 41 5 -

100.0 14.8 75.9 9.3 -
行う予定はない 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
わからない 26 4 18 4 -

100.0 15.4 69.2 15.4 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「５．人事制度（職種等）の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 78 7 59 12 -
100.0 9.0 75.6 15.4 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 3 1 1 1 -

100.0 33.3 33.3 33.3 -
30～49人 11 - 8 3 -

100.0 - 72.7 27.3 -
50～99人 16 - 15 1 -

100.0 - 93.8 6.3 -
100～299人 34 5 23 6 -

100.0 14.7 67.7 17.7 -
300人以上 8 1 6 1 -

100.0 12.5 75.0 12.5 -
　無回答 6 - 6 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 34 3 25 6 -

100.0 8.8 73.5 17.7 -
ない 44 4 34 6 -

100.0 9.1 77.3 13.6 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 - - - - -

- - - - -
取締役・役員クラス 9 2 5 2 -

100.0 22.2 55.6 22.2 -
部長・次長クラス 25 2 18 5 -

100.0 8.0 72.0 20.0 -
課長クラス 19 1 15 3 -

100.0 5.3 79.0 15.8 -
係長・主任クラス 14 1 11 2 -

100.0 7.1 78.6 14.3 -
一般社員 9 - 9 - -

100.0 - 100.0 - -
その他 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
人事・労務部門 15 1 14 - -

100.0 6.7 93.3 - -
総務・庶務部門 26 2 18 6 -

100.0 7.7 69.2 23.1 -
経理部門 - - - - -

- - - - -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 8 1 5 2 -

100.0 12.5 62.5 25.0 -
その他部門 18 2 12 4 -

100.0 11.1 66.7 22.2 -
　無回答 8 1 7 - -

100.0 12.5 87.5 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 28 1 22 5 -

100.0 3.6 78.6 17.9 -
労使協議機関での協議 27 2 20 5 -

100.0 7.4 74.1 18.5 -
取組を行うための専門組織の編成 14 1 12 1 -

100.0 7.1 85.7 7.1 -
懇談会・説明会などの 50 3 42 5 -

常設ではない会合 100.0 6.0 84.0 10.0 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 41 4 30 7 -

その他の苦情処理機関 100.0 9.8 73.2 17.1 -
社内報や社内掲示板、 63 4 49 10 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 6.4 77.8 15.9 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 28 4 17 7 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 14.3 60.7 25.0 -
従業員へのアンケート調査 35 3 28 4 -

100.0 8.6 80.0 11.4 -
その他 6 2 3 1 -

100.0 33.3 50.0 16.7 -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 78 7 59 12 -

100.0 9.0 75.6 15.4 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「５．人事制度（職種等）の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 78 7 59 12 -
100.0 9.0 75.6 15.4 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 29 1 25 3 -

100.0 3.5 86.2 10.3 -
導入後に行った 78 7 59 12 -

100.0 9.0 75.6 15.4 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 17 3 13 1 -

100.0 17.7 76.5 5.9 -
やや積極的 21 2 16 3 -

100.0 9.5 76.2 14.3 -
どちらでもない 33 2 24 7 -

100.0 6.1 72.7 21.2 -
やや消極的 4 - 4 - -

100.0 - 100.0 - -
対応には消極的だった 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 15 1 12 2 -

100.0 6.7 80.0 13.3 -
導入することを決めた後で協議した 12 - 10 2 -

100.0 - 83.3 16.7 -
わからない 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 49 6 35 8 -

100.0 12.2 71.4 16.3 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 70 6 54 10 -

100.0 8.6 77.1 14.3 -
効果はなかった 6 1 3 2 -

100.0 16.7 50.0 33.3 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 27 2 21 4 -

100.0 7.4 77.8 14.8 -
課題は生じなかった 47 5 35 7 -

100.0 10.6 74.5 14.9 -
　無回答 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 38 6 27 5 -

100.0 15.8 71.1 13.2 -
行っていない 38 1 30 7 -

100.0 2.6 79.0 18.4 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 50 5 38 7 -

100.0 10.0 76.0 14.0 -
行う予定はない 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
わからない 26 2 19 5 -

100.0 7.7 73.1 19.2 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「５．人事制度（職種等）の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 78 7 59 12 -
100.0 9.0 75.6 15.4 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 3 1 1 1 -

100.0 33.3 33.3 33.3 -
30～49人 11 - 8 3 -

100.0 - 72.7 27.3 -
50～99人 16 - 15 1 -

100.0 - 93.8 6.3 -
100～299人 34 5 23 6 -

100.0 14.7 67.7 17.7 -
300人以上 8 1 6 1 -

100.0 12.5 75.0 12.5 -
　無回答 6 - 6 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 34 3 25 6 -

100.0 8.8 73.5 17.7 -
ない 44 4 34 6 -

100.0 9.1 77.3 13.6 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 - - - - -

- - - - -
取締役・役員クラス 9 2 5 2 -

100.0 22.2 55.6 22.2 -
部長・次長クラス 25 2 18 5 -

100.0 8.0 72.0 20.0 -
課長クラス 19 1 15 3 -

100.0 5.3 79.0 15.8 -
係長・主任クラス 14 1 11 2 -

100.0 7.1 78.6 14.3 -
一般社員 9 - 9 - -

100.0 - 100.0 - -
その他 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
人事・労務部門 15 1 14 - -

100.0 6.7 93.3 - -
総務・庶務部門 26 2 18 6 -

100.0 7.7 69.2 23.1 -
経理部門 - - - - -

- - - - -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 8 1 5 2 -

100.0 12.5 62.5 25.0 -
その他部門 18 2 12 4 -

100.0 11.1 66.7 22.2 -
　無回答 8 1 7 - -

100.0 12.5 87.5 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 28 1 22 5 -

100.0 3.6 78.6 17.9 -
労使協議機関での協議 27 2 20 5 -

100.0 7.4 74.1 18.5 -
取組を行うための専門組織の編成 14 1 12 1 -

100.0 7.1 85.7 7.1 -
懇談会・説明会などの 50 3 42 5 -

常設ではない会合 100.0 6.0 84.0 10.0 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 41 4 30 7 -

その他の苦情処理機関 100.0 9.8 73.2 17.1 -
社内報や社内掲示板、 63 4 49 10 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 6.4 77.8 15.9 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 28 4 17 7 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 14.3 60.7 25.0 -
従業員へのアンケート調査 35 3 28 4 -

100.0 8.6 80.0 11.4 -
その他 6 2 3 1 -

100.0 33.3 50.0 16.7 -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 78 7 59 12 -

100.0 9.0 75.6 15.4 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「６．配置転換・職種転換」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 81 7 62 12 -
100.0 8.6 76.5 14.8 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 5 - 3 2 -

100.0 - 60.0 40.0 -
1,000～4,999人 13 1 11 1 -

100.0 7.7 84.6 7.7 -
300～999人 20 3 16 1 -

100.0 15.0 80.0 5.0 -
100～299人 34 3 24 7 -

100.0 8.8 70.6 20.6 -
50～99人 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
30～49人 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 - - - - -

- - - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
建設業 18 2 14 2 -

100.0 11.1 77.8 11.1 -
製造業 28 3 21 4 -

100.0 10.7 75.0 14.3 -
電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - -

- - - - -
情報通信業 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
運輸業、郵便業 6 1 4 1 -

100.0 16.7 66.7 16.7 -
卸売業、小売業 9 - 6 3 -

100.0 - 66.7 33.3 -
金融業、保険業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 - - - - -

- - - - -
宿泊業、飲食サービス業 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
教育、学習支援業 - - - - -

- - - - -
医療、福祉 4 - 4 - -

100.0 - 100.0 - -
複合サービス事業 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 5 - 4 1 -

100.0 - 80.0 20.0 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 - - - - -

- - - - -
　無回答 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｑ２　業種
製造業 28 3 21 4 -

100.0 10.7 75.0 14.3 -
非製造業 52 3 41 8 -

100.0 5.8 78.9 15.4 -
　無回答 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 9 1 8 - -

100.0 11.1 88.9 - -
1920～1939年 8 2 6 - -

100.0 25.0 75.0 - -
1940～1959年 27 4 17 6 -

100.0 14.8 63.0 22.2 -
1960～1979年 20 - 17 3 -

100.0 - 85.0 15.0 -
1980～1999年 11 - 9 2 -

100.0 - 81.8 18.2 -
2000年以降 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「６．配置転換・職種転換」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 81 7 62 12 -
100.0 8.6 76.5 14.8 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 3 - 1 2 -

100.0 - 33.3 66.7 -
30～49人 13 2 9 2 -

100.0 15.4 69.2 15.4 -
50～99人 17 2 14 1 -

100.0 11.8 82.4 5.9 -
100～299人 34 3 25 6 -

100.0 8.8 73.5 17.7 -
300人以上 8 - 7 1 -

100.0 - 87.5 12.5 -
　無回答 6 - 6 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 36 5 26 5 -

100.0 13.9 72.2 13.9 -
ない 45 2 36 7 -

100.0 4.4 80.0 15.6 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
取締役・役員クラス 10 3 6 1 -

100.0 30.0 60.0 10.0 -
部長・次長クラス 25 3 18 4 -

100.0 12.0 72.0 16.0 -
課長クラス 19 - 16 3 -

100.0 - 84.2 15.8 -
係長・主任クラス 14 - 12 2 -

100.0 - 85.7 14.3 -
一般社員 10 1 9 - -

100.0 10.0 90.0 - -
その他 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
人事・労務部門 16 - 16 - -

100.0 - 100.0 - -
総務・庶務部門 24 - 19 5 -

100.0 - 79.2 20.8 -
経理部門 - - - - -

- - - - -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 10 3 5 2 -

100.0 30.0 50.0 20.0 -
その他部門 20 4 11 5 -

100.0 20.0 55.0 25.0 -
　無回答 8 - 8 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 30 3 23 4 -

100.0 10.0 76.7 13.3 -
労使協議機関での協議 27 3 20 4 -

100.0 11.1 74.1 14.8 -
取組を行うための専門組織の編成 15 1 13 1 -

100.0 6.7 86.7 6.7 -
懇談会・説明会などの 50 4 43 3 -

常設ではない会合 100.0 8.0 86.0 6.0 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 44 3 34 7 -

その他の苦情処理機関 100.0 6.8 77.3 15.9 -
社内報や社内掲示板、 66 6 51 9 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 9.1 77.3 13.6 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 28 1 21 6 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 3.6 75.0 21.4 -
従業員へのアンケート調査 38 5 28 5 -

100.0 13.2 73.7 13.2 -
その他 6 1 4 1 -

100.0 16.7 66.7 16.7 -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 81 7 62 12 -

100.0 8.6 76.5 14.8 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「６．配置転換・職種転換」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 81 7 62 12 -
100.0 8.6 76.5 14.8 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 5 - 3 2 -

100.0 - 60.0 40.0 -
1,000～4,999人 13 1 11 1 -

100.0 7.7 84.6 7.7 -
300～999人 20 3 16 1 -

100.0 15.0 80.0 5.0 -
100～299人 34 3 24 7 -

100.0 8.8 70.6 20.6 -
50～99人 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
30～49人 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 - - - - -

- - - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
建設業 18 2 14 2 -

100.0 11.1 77.8 11.1 -
製造業 28 3 21 4 -

100.0 10.7 75.0 14.3 -
電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - -

- - - - -
情報通信業 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
運輸業、郵便業 6 1 4 1 -

100.0 16.7 66.7 16.7 -
卸売業、小売業 9 - 6 3 -

100.0 - 66.7 33.3 -
金融業、保険業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 - - - - -

- - - - -
宿泊業、飲食サービス業 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
教育、学習支援業 - - - - -

- - - - -
医療、福祉 4 - 4 - -

100.0 - 100.0 - -
複合サービス事業 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 5 - 4 1 -

100.0 - 80.0 20.0 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 - - - - -

- - - - -
　無回答 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｑ２　業種
製造業 28 3 21 4 -

100.0 10.7 75.0 14.3 -
非製造業 52 3 41 8 -

100.0 5.8 78.9 15.4 -
　無回答 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 9 1 8 - -

100.0 11.1 88.9 - -
1920～1939年 8 2 6 - -

100.0 25.0 75.0 - -
1940～1959年 27 4 17 6 -

100.0 14.8 63.0 22.2 -
1960～1979年 20 - 17 3 -

100.0 - 85.0 15.0 -
1980～1999年 11 - 9 2 -

100.0 - 81.8 18.2 -
2000年以降 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「６．配置転換・職種転換」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 81 7 62 12 -
100.0 8.6 76.5 14.8 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 29 2 25 2 -

100.0 6.9 86.2 6.9 -
導入後に行った 81 7 62 12 -

100.0 8.6 76.5 14.8 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 18 3 13 2 -

100.0 16.7 72.2 11.1 -
やや積極的 22 1 19 2 -

100.0 4.6 86.4 9.1 -
どちらでもない 34 3 24 7 -

100.0 8.8 70.6 20.6 -
やや消極的 4 - 4 - -

100.0 - 100.0 - -
対応には消極的だった 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 15 1 13 1 -

100.0 6.7 86.7 6.7 -
導入することを決めた後で協議した 12 1 9 2 -

100.0 8.3 75.0 16.7 -
わからない 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 52 5 38 9 -

100.0 9.6 73.1 17.3 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 71 5 56 10 -

100.0 7.0 78.9 14.1 -
効果はなかった 8 2 4 2 -

100.0 25.0 50.0 25.0 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 27 3 20 4 -

100.0 11.1 74.1 14.8 -
課題は生じなかった 50 4 39 7 -

100.0 8.0 78.0 14.0 -
　無回答 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 40 6 28 6 -

100.0 15.0 70.0 15.0 -
行っていない 39 1 32 6 -

100.0 2.6 82.1 15.4 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 52 4 42 6 -

100.0 7.7 80.8 11.5 -
行う予定はない 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
わからない 27 3 18 6 -

100.0 11.1 66.7 22.2 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「７．人事評価制度の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 78 6 60 12 -
100.0 7.7 76.9 15.4 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 5 1 3 1 -

100.0 20.0 60.0 20.0 -
1,000～4,999人 14 1 12 1 -

100.0 7.1 85.7 7.1 -
300～999人 17 2 13 2 -

100.0 11.8 76.5 11.8 -
100～299人 33 2 24 7 -

100.0 6.1 72.7 21.2 -
50～99人 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
30～49人 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 - - - - -

- - - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
建設業 18 2 13 3 -

100.0 11.1 72.2 16.7 -
製造業 25 - 21 4 -

100.0 - 84.0 16.0 -
電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - -

- - - - -
情報通信業 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
運輸業、郵便業 6 - 5 1 -

100.0 - 83.3 16.7 -
卸売業、小売業 9 2 4 3 -

100.0 22.2 44.4 33.3 -
金融業、保険業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
宿泊業、飲食サービス業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
教育、学習支援業 - - - - -

- - - - -
医療、福祉 4 - 4 - -

100.0 - 100.0 - -
複合サービス事業 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
その他サービス業 5 - 4 1 -

100.0 - 80.0 20.0 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ２　業種
製造業 25 - 21 4 -

100.0 - 84.0 16.0 -
非製造業 53 6 39 8 -

100.0 11.3 73.6 15.1 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 9 1 7 1 -

100.0 11.1 77.8 11.1 -
1920～1939年 7 - 7 - -

100.0 - 100.0 - -
1940～1959年 24 2 17 5 -

100.0 8.3 70.8 20.8 -
1960～1979年 21 1 16 4 -

100.0 4.8 76.2 19.1 -
1980～1999年 11 - 9 2 -

100.0 - 81.8 18.2 -
2000年以降 4 2 2 - -

100.0 50.0 50.0 - -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -

145 

 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「６．配置転換・職種転換」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 81 7 62 12 -
100.0 8.6 76.5 14.8 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 29 2 25 2 -

100.0 6.9 86.2 6.9 -
導入後に行った 81 7 62 12 -

100.0 8.6 76.5 14.8 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 18 3 13 2 -

100.0 16.7 72.2 11.1 -
やや積極的 22 1 19 2 -

100.0 4.6 86.4 9.1 -
どちらでもない 34 3 24 7 -

100.0 8.8 70.6 20.6 -
やや消極的 4 - 4 - -

100.0 - 100.0 - -
対応には消極的だった 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 15 1 13 1 -

100.0 6.7 86.7 6.7 -
導入することを決めた後で協議した 12 1 9 2 -

100.0 8.3 75.0 16.7 -
わからない 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 52 5 38 9 -

100.0 9.6 73.1 17.3 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 71 5 56 10 -

100.0 7.0 78.9 14.1 -
効果はなかった 8 2 4 2 -

100.0 25.0 50.0 25.0 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 27 3 20 4 -

100.0 11.1 74.1 14.8 -
課題は生じなかった 50 4 39 7 -

100.0 8.0 78.0 14.0 -
　無回答 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 40 6 28 6 -

100.0 15.0 70.0 15.0 -
行っていない 39 1 32 6 -

100.0 2.6 82.1 15.4 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 52 4 42 6 -

100.0 7.7 80.8 11.5 -
行う予定はない 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
わからない 27 3 18 6 -

100.0 11.1 66.7 22.2 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「７．人事評価制度の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 78 6 60 12 -
100.0 7.7 76.9 15.4 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 3 1 1 1 -

100.0 33.3 33.3 33.3 -
30～49人 12 1 8 3 -

100.0 8.3 66.7 25.0 -
50～99人 16 - 15 1 -

100.0 - 93.8 6.3 -
100～299人 33 3 24 6 -

100.0 9.1 72.7 18.2 -
300人以上 8 1 6 1 -

100.0 12.5 75.0 12.5 -
　無回答 6 - 6 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 35 3 26 6 -

100.0 8.6 74.3 17.1 -
ない 43 3 34 6 -

100.0 7.0 79.1 14.0 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 - - - - -

- - - - -
取締役・役員クラス 9 1 6 2 -

100.0 11.1 66.7 22.2 -
部長・次長クラス 24 1 18 5 -

100.0 4.2 75.0 20.8 -
課長クラス 19 1 15 3 -

100.0 5.3 79.0 15.8 -
係長・主任クラス 14 1 11 2 -

100.0 7.1 78.6 14.3 -
一般社員 10 1 9 - -

100.0 10.0 90.0 - -
その他 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
人事・労務部門 15 1 14 - -

100.0 6.7 93.3 - -
総務・庶務部門 26 1 19 6 -

100.0 3.9 73.1 23.1 -
経理部門 - - - - -

- - - - -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 8 1 5 2 -

100.0 12.5 62.5 25.0 -
その他部門 18 3 11 4 -

100.0 16.7 61.1 22.2 -
　無回答 8 - 8 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 29 1 23 5 -

100.0 3.5 79.3 17.2 -
労使協議機関での協議 27 3 19 5 -

100.0 11.1 70.4 18.5 -
取組を行うための専門組織の編成 14 1 12 1 -

100.0 7.1 85.7 7.1 -
懇談会・説明会などの 49 3 41 5 -

常設ではない会合 100.0 6.1 83.7 10.2 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 41 3 31 7 -

その他の苦情処理機関 100.0 7.3 75.6 17.1 -
社内報や社内掲示板、 64 5 49 10 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 7.8 76.6 15.6 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 27 2 18 7 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 7.4 66.7 25.9 -
従業員へのアンケート調査 34 2 28 4 -

100.0 5.9 82.4 11.8 -
その他 6 1 4 1 -

100.0 16.7 66.7 16.7 -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 78 6 60 12 -

100.0 7.7 76.9 15.4 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「７．人事評価制度の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 78 6 60 12 -
100.0 7.7 76.9 15.4 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 29 2 24 3 -

100.0 6.9 82.8 10.3 -
導入後に行った 78 6 60 12 -

100.0 7.7 76.9 15.4 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 17 2 14 1 -

100.0 11.8 82.4 5.9 -
やや積極的 21 1 17 3 -

100.0 4.8 81.0 14.3 -
どちらでもない 33 3 23 7 -

100.0 9.1 69.7 21.2 -
やや消極的 4 - 4 - -

100.0 - 100.0 - -
対応には消極的だった 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 15 1 12 2 -

100.0 6.7 80.0 13.3 -
導入することを決めた後で協議した 12 - 10 2 -

100.0 - 83.3 16.7 -
わからない 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
　無回答 49 4 37 8 -

100.0 8.2 75.5 16.3 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 70 6 54 10 -

100.0 8.6 77.1 14.3 -
効果はなかった 6 - 4 2 -

100.0 - 66.7 33.3 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 27 3 20 4 -

100.0 11.1 74.1 14.8 -
課題は生じなかった 47 3 37 7 -

100.0 6.4 78.7 14.9 -
　無回答 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 39 5 29 5 -

100.0 12.8 74.4 12.8 -
行っていない 37 1 29 7 -

100.0 2.7 78.4 18.9 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 49 3 39 7 -

100.0 6.1 79.6 14.3 -
行う予定はない 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
わからない 27 3 19 5 -

100.0 11.1 70.4 18.5 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「７．人事評価制度の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 78 6 60 12 -
100.0 7.7 76.9 15.4 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 3 1 1 1 -

100.0 33.3 33.3 33.3 -
30～49人 12 1 8 3 -

100.0 8.3 66.7 25.0 -
50～99人 16 - 15 1 -

100.0 - 93.8 6.3 -
100～299人 33 3 24 6 -

100.0 9.1 72.7 18.2 -
300人以上 8 1 6 1 -

100.0 12.5 75.0 12.5 -
　無回答 6 - 6 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 35 3 26 6 -

100.0 8.6 74.3 17.1 -
ない 43 3 34 6 -

100.0 7.0 79.1 14.0 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 - - - - -

- - - - -
取締役・役員クラス 9 1 6 2 -

100.0 11.1 66.7 22.2 -
部長・次長クラス 24 1 18 5 -

100.0 4.2 75.0 20.8 -
課長クラス 19 1 15 3 -

100.0 5.3 79.0 15.8 -
係長・主任クラス 14 1 11 2 -

100.0 7.1 78.6 14.3 -
一般社員 10 1 9 - -

100.0 10.0 90.0 - -
その他 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
人事・労務部門 15 1 14 - -

100.0 6.7 93.3 - -
総務・庶務部門 26 1 19 6 -

100.0 3.9 73.1 23.1 -
経理部門 - - - - -

- - - - -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 8 1 5 2 -

100.0 12.5 62.5 25.0 -
その他部門 18 3 11 4 -

100.0 16.7 61.1 22.2 -
　無回答 8 - 8 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 29 1 23 5 -

100.0 3.5 79.3 17.2 -
労使協議機関での協議 27 3 19 5 -

100.0 11.1 70.4 18.5 -
取組を行うための専門組織の編成 14 1 12 1 -

100.0 7.1 85.7 7.1 -
懇談会・説明会などの 49 3 41 5 -

常設ではない会合 100.0 6.1 83.7 10.2 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 41 3 31 7 -

その他の苦情処理機関 100.0 7.3 75.6 17.1 -
社内報や社内掲示板、 64 5 49 10 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 7.8 76.6 15.6 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 27 2 18 7 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 7.4 66.7 25.9 -
従業員へのアンケート調査 34 2 28 4 -

100.0 5.9 82.4 11.8 -
その他 6 1 4 1 -

100.0 16.7 66.7 16.7 -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 78 6 60 12 -

100.0 7.7 76.9 15.4 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「８．教育訓練制度の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 82 13 56 13 -
100.0 15.9 68.3 15.9 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 5 1 3 1 -

100.0 20.0 60.0 20.0 -
1,000～4,999人 14 3 10 1 -

100.0 21.4 71.4 7.1 -
300～999人 20 4 14 2 -

100.0 20.0 70.0 10.0 -
100～299人 33 4 21 8 -

100.0 12.1 63.6 24.2 -
50～99人 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
30～49人 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 - - - - -

- - - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
建設業 20 4 13 3 -

100.0 20.0 65.0 15.0 -
製造業 27 4 19 4 -

100.0 14.8 70.4 14.8 -
電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - -

- - - - -
情報通信業 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
運輸業、郵便業 6 1 3 2 -

100.0 16.7 50.0 33.3 -
卸売業、小売業 9 - 6 3 -

100.0 - 66.7 33.3 -
金融業、保険業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 - - - - -

- - - - -
宿泊業、飲食サービス業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
教育、学習支援業 - - - - -

- - - - -
医療、福祉 5 1 4 - -

100.0 20.0 80.0 - -
複合サービス事業 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
その他サービス業 5 - 4 1 -

100.0 - 80.0 20.0 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ２　業種
製造業 27 4 19 4 -

100.0 14.8 70.4 14.8 -
非製造業 55 9 37 9 -

100.0 16.4 67.3 16.4 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 9 - 8 1 -

100.0 - 88.9 11.1 -
1920～1939年 7 - 7 - -

100.0 - 100.0 - -
1940～1959年 28 7 15 6 -

100.0 25.0 53.6 21.4 -
1960～1979年 20 3 13 4 -

100.0 15.0 65.0 20.0 -
1980～1999年 11 - 9 2 -

100.0 - 81.8 18.2 -
2000年以降 4 2 2 - -

100.0 50.0 50.0 - -
　無回答 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「８．教育訓練制度の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 82 13 56 13 -
100.0 15.9 68.3 15.9 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 3 1 1 1 -

100.0 33.3 33.3 33.3 -
30～49人 12 2 8 2 -

100.0 16.7 66.7 16.7 -
50～99人 16 2 13 1 -

100.0 12.5 81.3 6.3 -
100～299人 36 6 22 8 -

100.0 16.7 61.1 22.2 -
300人以上 9 2 6 1 -

100.0 22.2 66.7 11.1 -
　無回答 6 - 6 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 36 6 24 6 -

100.0 16.7 66.7 16.7 -
ない 46 7 32 7 -

100.0 15.2 69.6 15.2 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 - - - - -

- - - - -
取締役・役員クラス 9 1 6 2 -

100.0 11.1 66.7 22.2 -
部長・次長クラス 25 5 14 6 -

100.0 20.0 56.0 24.0 -
課長クラス 22 3 16 3 -

100.0 13.6 72.7 13.6 -
係長・主任クラス 14 1 11 2 -

100.0 7.1 78.6 14.3 -
一般社員 10 2 8 - -

100.0 20.0 80.0 - -
その他 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
人事・労務部門 16 3 13 - -

100.0 18.8 81.3 - -
総務・庶務部門 26 4 16 6 -

100.0 15.4 61.5 23.1 -
経理部門 - - - - -

- - - - -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 10 4 5 1 -

100.0 40.0 50.0 10.0 -
その他部門 19 2 11 6 -

100.0 10.5 57.9 31.6 -
　無回答 8 - 8 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 28 2 21 5 -

100.0 7.1 75.0 17.9 -
労使協議機関での協議 29 4 19 6 -

100.0 13.8 65.5 20.7 -
取組を行うための専門組織の編成 15 4 11 - -

100.0 26.7 73.3 - -
懇談会・説明会などの 49 4 39 6 -

常設ではない会合 100.0 8.2 79.6 12.2 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 44 9 28 7 -

その他の苦情処理機関 100.0 20.5 63.6 15.9 -
社内報や社内掲示板、 68 12 45 11 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 17.7 66.2 16.2 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 29 5 17 7 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 17.2 58.6 24.1 -
従業員へのアンケート調査 39 9 25 5 -

100.0 23.1 64.1 12.8 -
その他 6 1 4 1 -

100.0 16.7 66.7 16.7 -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 82 13 56 13 -

100.0 15.9 68.3 15.9 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「８．教育訓練制度の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 82 13 56 13 -
100.0 15.9 68.3 15.9 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 5 1 3 1 -

100.0 20.0 60.0 20.0 -
1,000～4,999人 14 3 10 1 -

100.0 21.4 71.4 7.1 -
300～999人 20 4 14 2 -

100.0 20.0 70.0 10.0 -
100～299人 33 4 21 8 -

100.0 12.1 63.6 24.2 -
50～99人 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
30～49人 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 - - - - -

- - - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
建設業 20 4 13 3 -

100.0 20.0 65.0 15.0 -
製造業 27 4 19 4 -

100.0 14.8 70.4 14.8 -
電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - -

- - - - -
情報通信業 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
運輸業、郵便業 6 1 3 2 -

100.0 16.7 50.0 33.3 -
卸売業、小売業 9 - 6 3 -

100.0 - 66.7 33.3 -
金融業、保険業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 - - - - -

- - - - -
宿泊業、飲食サービス業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
教育、学習支援業 - - - - -

- - - - -
医療、福祉 5 1 4 - -

100.0 20.0 80.0 - -
複合サービス事業 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
その他サービス業 5 - 4 1 -

100.0 - 80.0 20.0 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ２　業種
製造業 27 4 19 4 -

100.0 14.8 70.4 14.8 -
非製造業 55 9 37 9 -

100.0 16.4 67.3 16.4 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 9 - 8 1 -

100.0 - 88.9 11.1 -
1920～1939年 7 - 7 - -

100.0 - 100.0 - -
1940～1959年 28 7 15 6 -

100.0 25.0 53.6 21.4 -
1960～1979年 20 3 13 4 -

100.0 15.0 65.0 20.0 -
1980～1999年 11 - 9 2 -

100.0 - 81.8 18.2 -
2000年以降 4 2 2 - -

100.0 50.0 50.0 - -
　無回答 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「８．教育訓練制度の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 82 13 56 13 -
100.0 15.9 68.3 15.9 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 32 5 24 3 -

100.0 15.6 75.0 9.4 -
導入後に行った 82 13 56 13 -

100.0 15.9 68.3 15.9 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 20 4 14 2 -

100.0 20.0 70.0 10.0 -
やや積極的 23 6 14 3 -

100.0 26.1 60.9 13.0 -
どちらでもない 32 3 22 7 -

100.0 9.4 68.8 21.9 -
やや消極的 4 - 4 - -

100.0 - 100.0 - -
対応には消極的だった 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 17 3 12 2 -

100.0 17.7 70.6 11.8 -
導入することを決めた後で協議した 12 1 9 2 -

100.0 8.3 75.0 16.7 -
わからない 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 51 9 33 9 -

100.0 17.7 64.7 17.7 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 74 13 50 11 -

100.0 17.6 67.6 14.9 -
効果はなかった 6 - 4 2 -

100.0 - 66.7 33.3 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 31 6 20 5 -

100.0 19.4 64.5 16.1 -
課題は生じなかった 47 7 33 7 -

100.0 14.9 70.2 14.9 -
　無回答 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 42 12 24 6 -

100.0 28.6 57.1 14.3 -
行っていない 38 1 30 7 -

100.0 2.6 79.0 18.4 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 52 6 38 8 -

100.0 11.5 73.1 15.4 -
行う予定はない 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
わからない 28 7 16 5 -

100.0 25.0 57.1 17.9 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「９．勤務時間や働き方の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 93 31 51 11 -
100.0 33.3 54.8 11.8 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 5 3 1 1 -

100.0 60.0 20.0 20.0 -
1,000～4,999人 15 4 8 3 -

100.0 26.7 53.3 20.0 -
300～999人 25 12 13 - -

100.0 48.0 52.0 - -
100～299人 39 11 23 5 -

100.0 28.2 59.0 12.8 -
50～99人 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
30～49人 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
　無回答 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 - - - - -

- - - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
建設業 21 7 12 2 -

100.0 33.3 57.1 9.5 -
製造業 31 9 17 5 -

100.0 29.0 54.8 16.1 -
電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - -

- - - - -
情報通信業 4 2 2 - -

100.0 50.0 50.0 - -
運輸業、郵便業 7 3 3 1 -

100.0 42.9 42.9 14.3 -
卸売業、小売業 10 3 6 1 -

100.0 30.0 60.0 10.0 -
金融業、保険業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
宿泊業、飲食サービス業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
生活関連サービス業、娯楽業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
教育、学習支援業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
医療、福祉 4 2 2 - -

100.0 50.0 50.0 - -
複合サービス事業 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
その他サービス業 6 2 3 1 -

100.0 33.3 50.0 16.7 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ２　業種
製造業 31 9 17 5 -

100.0 29.0 54.8 16.1 -
非製造業 62 22 34 6 -

100.0 35.5 54.8 9.7 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 11 3 7 1 -

100.0 27.3 63.6 9.1 -
1920～1939年 8 3 5 - -

100.0 37.5 62.5 - -
1940～1959年 28 10 12 6 -

100.0 35.7 42.9 21.4 -
1960～1979年 28 8 18 2 -

100.0 28.6 64.3 7.1 -
1980～1999年 11 3 7 1 -

100.0 27.3 63.6 9.1 -
2000年以降 5 4 - 1 -

100.0 80.0 - 20.0 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「８．教育訓練制度の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 82 13 56 13 -
100.0 15.9 68.3 15.9 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 32 5 24 3 -

100.0 15.6 75.0 9.4 -
導入後に行った 82 13 56 13 -

100.0 15.9 68.3 15.9 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 20 4 14 2 -

100.0 20.0 70.0 10.0 -
やや積極的 23 6 14 3 -

100.0 26.1 60.9 13.0 -
どちらでもない 32 3 22 7 -

100.0 9.4 68.8 21.9 -
やや消極的 4 - 4 - -

100.0 - 100.0 - -
対応には消極的だった 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 17 3 12 2 -

100.0 17.7 70.6 11.8 -
導入することを決めた後で協議した 12 1 9 2 -

100.0 8.3 75.0 16.7 -
わからない 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 51 9 33 9 -

100.0 17.7 64.7 17.7 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 74 13 50 11 -

100.0 17.6 67.6 14.9 -
効果はなかった 6 - 4 2 -

100.0 - 66.7 33.3 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 31 6 20 5 -

100.0 19.4 64.5 16.1 -
課題は生じなかった 47 7 33 7 -

100.0 14.9 70.2 14.9 -
　無回答 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 42 12 24 6 -

100.0 28.6 57.1 14.3 -
行っていない 38 1 30 7 -

100.0 2.6 79.0 18.4 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 52 6 38 8 -

100.0 11.5 73.1 15.4 -
行う予定はない 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
わからない 28 7 16 5 -

100.0 25.0 57.1 17.9 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「９．勤務時間や働き方の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 93 31 51 11 -
100.0 33.3 54.8 11.8 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 4 2 2 - -

100.0 50.0 50.0 - -
30～49人 13 3 7 3 -

100.0 23.1 53.9 23.1 -
50～99人 17 6 9 2 -

100.0 35.3 52.9 11.8 -
100～299人 39 13 22 4 -

100.0 33.3 56.4 10.3 -
300人以上 13 4 7 2 -

100.0 30.8 53.9 15.4 -
　無回答 7 3 4 - -

100.0 42.9 57.1 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 42 16 21 5 -

100.0 38.1 50.0 11.9 -
ない 51 15 30 6 -

100.0 29.4 58.8 11.8 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 - - - - -

- - - - -
取締役・役員クラス 11 3 6 2 -

100.0 27.3 54.6 18.2 -
部長・次長クラス 24 9 13 2 -

100.0 37.5 54.2 8.3 -
課長クラス 25 8 14 3 -

100.0 32.0 56.0 12.0 -
係長・主任クラス 19 5 12 2 -

100.0 26.3 63.2 10.5 -
一般社員 11 4 5 2 -

100.0 36.4 45.5 18.2 -
その他 3 2 1 - -

100.0 66.7 33.3 - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 5 2 3 - -

100.0 40.0 60.0 - -
人事・労務部門 16 7 8 1 -

100.0 43.8 50.0 6.3 -
総務・庶務部門 31 9 17 5 -

100.0 29.0 54.8 16.1 -
経理部門 2 1 - 1 -

100.0 50.0 - 50.0 -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 11 6 4 1 -

100.0 54.6 36.4 9.1 -
その他部門 20 5 12 3 -

100.0 25.0 60.0 15.0 -
　無回答 8 1 7 - -

100.0 12.5 87.5 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 33 10 19 4 -

100.0 30.3 57.6 12.1 -
労使協議機関での協議 31 14 13 4 -

100.0 45.2 41.9 12.9 -
取組を行うための専門組織の編成 15 5 9 1 -

100.0 33.3 60.0 6.7 -
懇談会・説明会などの 58 20 34 4 -

常設ではない会合 100.0 34.5 58.6 6.9 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 48 18 26 4 -

その他の苦情処理機関 100.0 37.5 54.2 8.3 -
社内報や社内掲示板、 74 24 44 6 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 32.4 59.5 8.1 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 29 7 18 4 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 24.1 62.1 13.8 -
従業員へのアンケート調査 40 17 20 3 -

100.0 42.5 50.0 7.5 -
その他 6 2 3 1 -

100.0 33.3 50.0 16.7 -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 93 31 51 11 -

100.0 33.3 54.8 11.8 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「９．勤務時間や働き方の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 93 31 51 11 -
100.0 33.3 54.8 11.8 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 33 11 18 4 -

100.0 33.3 54.6 12.1 -
導入後に行った 93 31 51 11 -

100.0 33.3 54.8 11.8 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 22 9 11 2 -

100.0 40.9 50.0 9.1 -
やや積極的 26 10 14 2 -

100.0 38.5 53.9 7.7 -
どちらでもない 36 11 20 5 -

100.0 30.6 55.6 13.9 -
やや消極的 4 1 3 - -

100.0 25.0 75.0 - -
対応には消極的だった 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 3 - 1 2 -

100.0 - 33.3 66.7 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 19 7 9 3 -

100.0 36.8 47.4 15.8 -
導入することを決めた後で協議した 13 3 7 3 -

100.0 23.1 53.9 23.1 -
わからない 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
　無回答 59 20 34 5 -

100.0 33.9 57.6 8.5 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 82 29 44 9 -

100.0 35.4 53.7 11.0 -
効果はなかった 8 1 5 2 -

100.0 12.5 62.5 25.0 -
　無回答 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 31 14 13 4 -

100.0 45.2 41.9 12.9 -
課題は生じなかった 56 16 34 6 -

100.0 28.6 60.7 10.7 -
　無回答 6 1 4 1 -

100.0 16.7 66.7 16.7 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 47 19 22 6 -

100.0 40.4 46.8 12.8 -
行っていない 43 11 27 5 -

100.0 25.6 62.8 11.6 -
　無回答 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 59 18 37 4 -

100.0 30.5 62.7 6.8 -
行う予定はない 2 2 - - -

100.0 100.0 - - -
わからない 32 11 14 7 -

100.0 34.4 43.8 21.9 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「９．勤務時間や働き方の見直し」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 93 31 51 11 -
100.0 33.3 54.8 11.8 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 4 2 2 - -

100.0 50.0 50.0 - -
30～49人 13 3 7 3 -

100.0 23.1 53.9 23.1 -
50～99人 17 6 9 2 -

100.0 35.3 52.9 11.8 -
100～299人 39 13 22 4 -

100.0 33.3 56.4 10.3 -
300人以上 13 4 7 2 -

100.0 30.8 53.9 15.4 -
　無回答 7 3 4 - -

100.0 42.9 57.1 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 42 16 21 5 -

100.0 38.1 50.0 11.9 -
ない 51 15 30 6 -

100.0 29.4 58.8 11.8 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 - - - - -

- - - - -
取締役・役員クラス 11 3 6 2 -

100.0 27.3 54.6 18.2 -
部長・次長クラス 24 9 13 2 -

100.0 37.5 54.2 8.3 -
課長クラス 25 8 14 3 -

100.0 32.0 56.0 12.0 -
係長・主任クラス 19 5 12 2 -

100.0 26.3 63.2 10.5 -
一般社員 11 4 5 2 -

100.0 36.4 45.5 18.2 -
その他 3 2 1 - -

100.0 66.7 33.3 - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 5 2 3 - -

100.0 40.0 60.0 - -
人事・労務部門 16 7 8 1 -

100.0 43.8 50.0 6.3 -
総務・庶務部門 31 9 17 5 -

100.0 29.0 54.8 16.1 -
経理部門 2 1 - 1 -

100.0 50.0 - 50.0 -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 11 6 4 1 -

100.0 54.6 36.4 9.1 -
その他部門 20 5 12 3 -

100.0 25.0 60.0 15.0 -
　無回答 8 1 7 - -

100.0 12.5 87.5 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 33 10 19 4 -

100.0 30.3 57.6 12.1 -
労使協議機関での協議 31 14 13 4 -

100.0 45.2 41.9 12.9 -
取組を行うための専門組織の編成 15 5 9 1 -

100.0 33.3 60.0 6.7 -
懇談会・説明会などの 58 20 34 4 -

常設ではない会合 100.0 34.5 58.6 6.9 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 48 18 26 4 -

その他の苦情処理機関 100.0 37.5 54.2 8.3 -
社内報や社内掲示板、 74 24 44 6 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 32.4 59.5 8.1 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 29 7 18 4 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 24.1 62.1 13.8 -
従業員へのアンケート調査 40 17 20 3 -

100.0 42.5 50.0 7.5 -
その他 6 2 3 1 -

100.0 33.3 50.0 16.7 -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 93 31 51 11 -

100.0 33.3 54.8 11.8 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「10．生産性が向上した分の従業員への還元（労働時間や賃金の改革）」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 81 11 59 11 -
100.0 13.6 72.8 13.6 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 5 2 2 1 -

100.0 40.0 40.0 20.0 -
1,000～4,999人 14 1 10 3 -

100.0 7.1 71.4 21.4 -
300～999人 20 4 15 1 -

100.0 20.0 75.0 5.0 -
100～299人 33 4 24 5 -

100.0 12.1 72.7 15.2 -
50～99人 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
30～49人 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 - - - - -

- - - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
建設業 17 4 11 2 -

100.0 23.5 64.7 11.8 -
製造業 25 - 22 3 -

100.0 - 88.0 12.0 -
電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - -

- - - - -
情報通信業 4 2 2 - -

100.0 50.0 50.0 - -
運輸業、郵便業 7 1 5 1 -

100.0 14.3 71.4 14.3 -
卸売業、小売業 9 1 5 3 -

100.0 11.1 55.6 33.3 -
金融業、保険業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
宿泊業、飲食サービス業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
教育、学習支援業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
医療、福祉 4 - 4 - -

100.0 - 100.0 - -
複合サービス事業 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
その他サービス業 5 - 3 2 -

100.0 - 60.0 40.0 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ２　業種
製造業 25 - 22 3 -

100.0 - 88.0 12.0 -
非製造業 56 11 37 8 -

100.0 19.6 66.1 14.3 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 9 2 6 1 -

100.0 22.2 66.7 11.1 -
1920～1939年 7 - 7 - -

100.0 - 100.0 - -
1940～1959年 23 2 18 3 -

100.0 8.7 78.3 13.0 -
1960～1979年 25 5 16 4 -

100.0 20.0 64.0 16.0 -
1980～1999年 10 - 8 2 -

100.0 - 80.0 20.0 -
2000年以降 5 2 2 1 -

100.0 40.0 40.0 20.0 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「10．生産性が向上した分の従業員への還元（労働時間や賃金の改革）」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 81 11 59 11 -
100.0 13.6 72.8 13.6 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 3 1 1 1 -

100.0 33.3 33.3 33.3 -
30～49人 12 1 9 2 -

100.0 8.3 75.0 16.7 -
50～99人 16 1 15 - -

100.0 6.3 93.8 - -
100～299人 33 4 24 5 -

100.0 12.1 72.7 15.2 -
300人以上 10 1 6 3 -

100.0 10.0 60.0 30.0 -
　無回答 7 3 4 - -

100.0 42.9 57.1 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 36 4 26 6 -

100.0 11.1 72.2 16.7 -
ない 45 7 33 5 -

100.0 15.6 73.3 11.1 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 - - - - -

- - - - -
取締役・役員クラス 10 3 6 1 -

100.0 30.0 60.0 10.0 -
部長・次長クラス 23 1 19 3 -

100.0 4.4 82.6 13.0 -
課長クラス 21 3 14 4 -

100.0 14.3 66.7 19.1 -
係長・主任クラス 16 2 11 3 -

100.0 12.5 68.8 18.8 -
一般社員 9 1 8 - -

100.0 11.1 88.9 - -
その他 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 3 - 2 1 -

100.0 - 66.7 33.3 -
人事・労務部門 15 2 12 1 -

100.0 13.3 80.0 6.7 -
総務・庶務部門 27 3 20 4 -

100.0 11.1 74.1 14.8 -
経理部門 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 8 1 6 1 -

100.0 12.5 75.0 12.5 -
その他部門 19 4 11 4 -

100.0 21.1 57.9 21.1 -
　無回答 8 - 8 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 29 1 23 5 -

100.0 3.5 79.3 17.2 -
労使協議機関での協議 27 4 18 5 -

100.0 14.8 66.7 18.5 -
取組を行うための専門組織の編成 15 4 9 2 -

100.0 26.7 60.0 13.3 -
懇談会・説明会などの 52 8 40 4 -

常設ではない会合 100.0 15.4 76.9 7.7 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 42 7 29 6 -

その他の苦情処理機関 100.0 16.7 69.1 14.3 -
社内報や社内掲示板、 66 9 49 8 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 13.6 74.2 12.1 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 28 5 18 5 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 17.9 64.3 17.9 -
従業員へのアンケート調査 35 5 24 6 -

100.0 14.3 68.6 17.1 -
その他 6 2 3 1 -

100.0 33.3 50.0 16.7 -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 81 11 59 11 -

100.0 13.6 72.8 13.6 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「10．生産性が向上した分の従業員への還元（労働時間や賃金の改革）」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 81 11 59 11 -
100.0 13.6 72.8 13.6 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 5 2 2 1 -

100.0 40.0 40.0 20.0 -
1,000～4,999人 14 1 10 3 -

100.0 7.1 71.4 21.4 -
300～999人 20 4 15 1 -

100.0 20.0 75.0 5.0 -
100～299人 33 4 24 5 -

100.0 12.1 72.7 15.2 -
50～99人 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
30～49人 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 - - - - -

- - - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
建設業 17 4 11 2 -

100.0 23.5 64.7 11.8 -
製造業 25 - 22 3 -

100.0 - 88.0 12.0 -
電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - -

- - - - -
情報通信業 4 2 2 - -

100.0 50.0 50.0 - -
運輸業、郵便業 7 1 5 1 -

100.0 14.3 71.4 14.3 -
卸売業、小売業 9 1 5 3 -

100.0 11.1 55.6 33.3 -
金融業、保険業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
宿泊業、飲食サービス業 1 1 - - -

100.0 100.0 - - -
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
教育、学習支援業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
医療、福祉 4 - 4 - -

100.0 - 100.0 - -
複合サービス事業 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
その他サービス業 5 - 3 2 -

100.0 - 60.0 40.0 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ２　業種
製造業 25 - 22 3 -

100.0 - 88.0 12.0 -
非製造業 56 11 37 8 -

100.0 19.6 66.1 14.3 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 9 2 6 1 -

100.0 22.2 66.7 11.1 -
1920～1939年 7 - 7 - -

100.0 - 100.0 - -
1940～1959年 23 2 18 3 -

100.0 8.7 78.3 13.0 -
1960～1979年 25 5 16 4 -

100.0 20.0 64.0 16.0 -
1980～1999年 10 - 8 2 -

100.0 - 80.0 20.0 -
2000年以降 5 2 2 1 -

100.0 40.0 40.0 20.0 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「10．生産性が向上した分の従業員への還元（労働時間や賃金の改革）」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 81 11 59 11 -
100.0 13.6 72.8 13.6 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 31 6 21 4 -

100.0 19.4 67.7 12.9 -
導入後に行った 81 11 59 11 -

100.0 13.6 72.8 13.6 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 18 4 12 2 -

100.0 22.2 66.7 11.1 -
やや積極的 23 4 15 4 -

100.0 17.4 65.2 17.4 -
どちらでもない 33 3 27 3 -

100.0 9.1 81.8 9.1 -
やや消極的 4 - 4 - -

100.0 - 100.0 - -
対応には消極的だった 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 17 5 9 3 -

100.0 29.4 52.9 17.7 -
導入することを決めた後で協議した 12 - 10 2 -

100.0 - 83.3 16.7 -
わからない 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
　無回答 50 5 39 6 -

100.0 10.0 78.0 12.0 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 73 11 52 10 -

100.0 15.1 71.2 13.7 -
効果はなかった 6 - 5 1 -

100.0 - 83.3 16.7 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 25 3 18 4 -

100.0 12.0 72.0 16.0 -
課題は生じなかった 52 8 38 6 -

100.0 15.4 73.1 11.5 -
　無回答 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 40 7 26 7 -

100.0 17.5 65.0 17.5 -
行っていない 38 3 31 4 -

100.0 7.9 81.6 10.5 -
　無回答 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 50 6 37 7 -

100.0 12.0 74.0 14.0 -
行う予定はない 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
わからない 29 5 21 3 -

100.0 17.2 72.4 10.3 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「11．その他」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 42 - 27 14 1
100.0 - 64.3 33.3 2.4

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 3 - 2 1 -

100.0 - 66.7 33.3 -
1,000～4,999人 7 - 3 3 1

100.0 - 42.9 42.9 14.3
300～999人 11 - 8 3 -

100.0 - 72.7 27.3 -
100～299人 16 - 9 7 -

100.0 - 56.3 43.8 -
50～99人 4 - 4 - -

100.0 - 100.0 - -
30～49人 - - - - -

- - - - -
　無回答 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 - - - - -

- - - - -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - -

- - - - -
建設業 12 - 9 3 -

100.0 - 75.0 25.0 -
製造業 12 - 8 3 1

100.0 - 66.7 25.0 8.3
電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - -

- - - - -
情報通信業 3 - 2 1 -

100.0 - 66.7 33.3 -
運輸業、郵便業 3 - - 3 -

100.0 - - 100.0 -
卸売業、小売業 5 - 2 3 -

100.0 - 40.0 60.0 -
金融業、保険業 - - - - -

- - - - -
不動産業、物品賃貸業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 - - - - -

- - - - -
宿泊業、飲食サービス業 - - - - -

- - - - -
生活関連サービス業、娯楽業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
教育、学習支援業 - - - - -

- - - - -
医療、福祉 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
複合サービス事業 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
その他サービス業 3 - 2 1 -

100.0 - 66.7 33.3 -
分類不能の産業 - - - - -

- - - - -
その他 - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ２　業種
製造業 12 - 8 3 1

100.0 - 66.7 25.0 8.3
非製造業 30 - 19 11 -

100.0 - 63.3 36.7 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 5 - 4 1 -

100.0 - 80.0 20.0 -
1920～1939年 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
1940～1959年 14 - 8 5 1

100.0 - 57.1 35.7 7.1
1960～1979年 14 - 8 6 -

100.0 - 57.1 42.9 -
1980～1999年 6 - 4 2 -

100.0 - 66.7 33.3 -
2000年以降 - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「10．生産性が向上した分の従業員への還元（労働時間や賃金の改革）」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 81 11 59 11 -
100.0 13.6 72.8 13.6 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 31 6 21 4 -

100.0 19.4 67.7 12.9 -
導入後に行った 81 11 59 11 -

100.0 13.6 72.8 13.6 -
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 18 4 12 2 -

100.0 22.2 66.7 11.1 -
やや積極的 23 4 15 4 -

100.0 17.4 65.2 17.4 -
どちらでもない 33 3 27 3 -

100.0 9.1 81.8 9.1 -
やや消極的 4 - 4 - -

100.0 - 100.0 - -
対応には消極的だった 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 17 5 9 3 -

100.0 29.4 52.9 17.7 -
導入することを決めた後で協議した 12 - 10 2 -

100.0 - 83.3 16.7 -
わからない 2 1 1 - -

100.0 50.0 50.0 - -
　無回答 50 5 39 6 -

100.0 10.0 78.0 12.0 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 73 11 52 10 -

100.0 15.1 71.2 13.7 -
効果はなかった 6 - 5 1 -

100.0 - 83.3 16.7 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 25 3 18 4 -

100.0 12.0 72.0 16.0 -
課題は生じなかった 52 8 38 6 -

100.0 15.4 73.1 11.5 -
　無回答 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 40 7 26 7 -

100.0 17.5 65.0 17.5 -
行っていない 38 3 31 4 -

100.0 7.9 81.6 10.5 -
　無回答 3 1 2 - -

100.0 33.3 66.7 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 50 6 37 7 -

100.0 12.0 74.0 14.0 -
行う予定はない 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
わからない 29 5 21 3 -

100.0 17.2 72.4 10.3 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「11．その他」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 42 - 27 14 1
100.0 - 64.3 33.3 2.4

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
30～49人 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
50～99人 10 - 9 1 -

100.0 - 90.0 10.0 -
100～299人 17 - 9 8 -

100.0 - 52.9 47.1 -
300人以上 5 - 2 2 1

100.0 - 40.0 40.0 20.0
　無回答 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 22 - 14 7 1

100.0 - 63.6 31.8 4.6
ない 20 - 13 7 -

100.0 - 65.0 35.0 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 - - - - -

- - - - -
取締役・役員クラス 4 - 2 2 -

100.0 - 50.0 50.0 -
部長・次長クラス 13 - 6 6 1

100.0 - 46.2 46.2 7.7
課長クラス 13 - 10 3 -

100.0 - 76.9 23.1 -
係長・主任クラス 7 - 4 3 -

100.0 - 57.1 42.9 -
一般社員 5 - 5 - -

100.0 - 100.0 - -
その他 - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 3 - 2 1 -

100.0 - 66.7 33.3 -
人事・労務部門 6 - 3 2 1

100.0 - 50.0 33.3 16.7
総務・庶務部門 17 - 13 4 -

100.0 - 76.5 23.5 -
経理部門 - - - - -

- - - - -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 4 - 2 2 -

100.0 - 50.0 50.0 -
その他部門 9 - 4 5 -

100.0 - 44.4 55.6 -
　無回答 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 18 - 11 6 1

100.0 - 61.1 33.3 5.6
労使協議機関での協議 15 - 9 5 1

100.0 - 60.0 33.3 6.7
取組を行うための専門組織の編成 6 - 4 2 -

100.0 - 66.7 33.3 -
懇談会・説明会などの 29 - 19 9 1

常設ではない会合 100.0 - 65.5 31.0 3.5
相談窓口（電子メール等を含む）や 20 - 10 10 -

その他の苦情処理機関 100.0 - 50.0 50.0 -
社内報や社内掲示板、 35 - 24 11 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 - 68.6 31.4 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 12 - 8 4 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 - 66.7 33.3 -
従業員へのアンケート調査 19 - 9 10 -

100.0 - 47.4 52.6 -
その他 4 - 2 2 -

100.0 - 50.0 50.0 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 42 - 27 14 1

100.0 - 64.3 33.3 2.4
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「11．その他」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 42 - 27 14 1
100.0 - 64.3 33.3 2.4

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 17 - 12 5 -

100.0 - 70.6 29.4 -
導入後に行った 42 - 27 14 1

100.0 - 64.3 33.3 2.4
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 7 - 6 1 -

100.0 - 85.7 14.3 -
やや積極的 12 - 7 5 -

100.0 - 58.3 41.7 -
どちらでもない 18 - 11 6 1

100.0 - 61.1 33.3 5.6
やや消極的 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
対応には消極的だった 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
　無回答 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 8 - 5 3 -

100.0 - 62.5 37.5 -
導入することを決めた後で協議した 7 - 5 2 -

100.0 - 71.4 28.6 -
わからない 1 - 1 - -

100.0 - 100.0 - -
　無回答 26 - 16 9 1

100.0 - 61.5 34.6 3.9
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 36 - 23 12 1

100.0 - 63.9 33.3 2.8
効果はなかった 4 - 2 2 -

100.0 - 50.0 50.0 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 14 - 8 6 -

100.0 - 57.1 42.9 -
課題は生じなかった 24 - 16 7 1

100.0 - 66.7 29.2 4.2
　無回答 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 22 - 11 10 1

100.0 - 50.0 45.5 4.6
行っていない 18 - 14 4 -

100.0 - 77.8 22.2 -
　無回答 2 - 2 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 30 - 21 8 1

100.0 - 70.0 26.7 3.3
行う予定はない 1 - - 1 -

100.0 - - 100.0 -
わからない 11 - 6 5 -

100.0 - 54.6 45.5 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの方法について
Ｑ16　（Ｑ12で「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）Ｑ10の取組の導入後に、どのような事項について従業員との協議等を行いましたか。
　　　また、それらの事項について、従業員との協議等を行った結果、当初の方針から見直しにつながりましたか。

行った結果「11．その他」（○は１つ）

全

体

見
直
し
に
つ
な
が
っ

た

特
段
見
直
し
は
生
じ
な
か
っ

た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 42 - 27 14 1
100.0 - 64.3 33.3 2.4

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 2 - 1 1 -

100.0 - 50.0 50.0 -
30～49人 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
50～99人 10 - 9 1 -

100.0 - 90.0 10.0 -
100～299人 17 - 9 8 -

100.0 - 52.9 47.1 -
300人以上 5 - 2 2 1

100.0 - 40.0 40.0 20.0
　無回答 4 - 3 1 -

100.0 - 75.0 25.0 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 22 - 14 7 1

100.0 - 63.6 31.8 4.6
ない 20 - 13 7 -

100.0 - 65.0 35.0 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 - - - - -

- - - - -
取締役・役員クラス 4 - 2 2 -

100.0 - 50.0 50.0 -
部長・次長クラス 13 - 6 6 1

100.0 - 46.2 46.2 7.7
課長クラス 13 - 10 3 -

100.0 - 76.9 23.1 -
係長・主任クラス 7 - 4 3 -

100.0 - 57.1 42.9 -
一般社員 5 - 5 - -

100.0 - 100.0 - -
その他 - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 3 - 2 1 -

100.0 - 66.7 33.3 -
人事・労務部門 6 - 3 2 1

100.0 - 50.0 33.3 16.7
総務・庶務部門 17 - 13 4 -

100.0 - 76.5 23.5 -
経理部門 - - - - -

- - - - -
広報部門 - - - - -

- - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 4 - 2 2 -

100.0 - 50.0 50.0 -
その他部門 9 - 4 5 -

100.0 - 44.4 55.6 -
　無回答 3 - 3 - -

100.0 - 100.0 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 18 - 11 6 1

100.0 - 61.1 33.3 5.6
労使協議機関での協議 15 - 9 5 1

100.0 - 60.0 33.3 6.7
取組を行うための専門組織の編成 6 - 4 2 -

100.0 - 66.7 33.3 -
懇談会・説明会などの 29 - 19 9 1

常設ではない会合 100.0 - 65.5 31.0 3.5
相談窓口（電子メール等を含む）や 20 - 10 10 -

その他の苦情処理機関 100.0 - 50.0 50.0 -
社内報や社内掲示板、 35 - 24 11 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 - 68.6 31.4 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 12 - 8 4 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 - 66.7 33.3 -
従業員へのアンケート調査 19 - 9 10 -

100.0 - 47.4 52.6 -
その他 4 - 2 2 -

100.0 - 50.0 50.0 -
　無回答 - - - - -

- - - - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 42 - 27 14 1

100.0 - 64.3 33.3 2.4
行っていない - - - - -

- - - - -
　無回答 - - - - -

- - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ17　（Ｑ12で「１．導入前に行った」または「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）従業員との協議等には効果がありましたか。（○は１つ）

全

体

効
果
が
あ
っ

た

効
果
は
な
か
っ

た

無
回
答

　全　体 595 539 34 22
100.0 90.6 5.7 3.7

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 67 66 1 -

100.0 98.5 1.5 -
1,000～4,999人 60 56 1 3

100.0 93.3 1.7 5.0
300～999人 157 135 15 7

100.0 86.0 9.6 4.5
100～299人 239 213 15 11

100.0 89.1 6.3 4.6
50～99人 52 50 1 1

100.0 96.2 1.9 1.9
30～49人 18 17 1 -

100.0 94.4 5.6 -
　無回答 2 2 - -

100.0 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 2 1 - 1

100.0 50.0 - 50.0
漁業 - - - -

- - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 2 2 - -

100.0 100.0 - -
建設業 91 83 7 1

100.0 91.2 7.7 1.1
製造業 195 173 16 6

100.0 88.7 8.2 3.1
電気・ガス・熱供給・水道業 3 3 - -

100.0 100.0 - -
情報通信業 22 18 2 2

100.0 81.8 9.1 9.1
運輸業、郵便業 29 25 1 3

100.0 86.2 3.5 10.3
卸売業、小売業 88 81 3 4

100.0 92.1 3.4 4.6
金融業、保険業 9 8 1 -

100.0 88.9 11.1 -
不動産業、物品賃貸業 2 2 - -

100.0 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 14 13 1 -

100.0 92.9 7.1 -
宿泊業、飲食サービス業 7 6 1 -

100.0 85.7 14.3 -
生活関連サービス業、娯楽業 7 6 1 -

100.0 85.7 14.3 -
教育、学習支援業 7 7 - -

100.0 100.0 - -
医療、福祉 63 60 1 2

100.0 95.2 1.6 3.2
複合サービス事業 5 4 - 1

100.0 80.0 - 20.0
その他サービス業 33 33 - -

100.0 100.0 - -
分類不能の産業 - - - -

- - - -
その他 6 5 - 1

100.0 83.3 - 16.7
　無回答 10 9 - 1

100.0 90.0 - 10.0
Ｑ２　業種
製造業 195 173 16 6

100.0 88.7 8.2 3.1
非製造業 390 357 18 15

100.0 91.5 4.6 3.9
　無回答 10 9 - 1

100.0 90.0 - 10.0
Ｑ３　創業年
1919年まで 77 71 6 -

100.0 92.2 7.8 -
1920～1939年 57 50 1 6

100.0 87.7 1.8 10.5
1940～1959年 149 131 10 8

100.0 87.9 6.7 5.4
1960～1979年 148 132 12 4

100.0 89.2 8.1 2.7
1980～1999年 72 66 4 2

100.0 91.7 5.6 2.8
2000年以降 80 79 - 1

100.0 98.8 - 1.3
　無回答 12 10 1 1

100.0 83.3 8.3 8.3

160 
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ17　（Ｑ12で「１．導入前に行った」または「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）従業員との協議等には効果がありましたか。（○は１つ）

全

体

効
果
が
あ
っ

た

効
果
は
な
か
っ

た

無
回
答

　全　体 595 539 34 22
100.0 90.6 5.7 3.7

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 15 14 - 1

100.0 93.3 - 6.7
30～49人 96 84 7 5

100.0 87.5 7.3 5.2
50～99人 151 145 5 1

100.0 96.0 3.3 0.7
100～299人 230 200 19 11

100.0 87.0 8.3 4.8
300人以上 73 70 2 1

100.0 95.9 2.7 1.4
　無回答 30 26 1 3

100.0 86.7 3.3 10.0
Ｑ５　労働組合の有無
ある 242 219 14 9

100.0 90.5 5.8 3.7
ない 352 319 20 13

100.0 90.6 5.7 3.7
　無回答 1 1 - -

100.0 100.0 - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 14 13 1 -

100.0 92.9 7.1 -
取締役・役員クラス 81 71 7 3

100.0 87.7 8.6 3.7
部長・次長クラス 184 162 13 9

100.0 88.0 7.1 4.9
課長クラス 178 169 4 5

100.0 94.9 2.3 2.8
係長・主任クラス 66 60 3 3

100.0 90.9 4.6 4.6
一般社員 55 48 5 2

100.0 87.3 9.1 3.6
その他 15 15 - -

100.0 100.0 - -
　無回答 2 1 1 -

100.0 50.0 50.0 -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 31 28 1 2

100.0 90.3 3.2 6.5
人事・労務部門 125 118 1 6

100.0 94.4 0.8 4.8
総務・庶務部門 220 202 12 6

100.0 91.8 5.5 2.7
経理部門 15 15 - -

100.0 100.0 - -
広報部門 - - - -

- - - -
経営企画・経営戦略立案部門 46 38 6 2

100.0 82.6 13.0 4.4
その他部門 118 105 9 4

100.0 89.0 7.6 3.4
　無回答 40 33 5 2

100.0 82.5 12.5 5.0
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 197 177 13 7

100.0 89.9 6.6 3.6
労使協議機関での協議 213 196 12 5

100.0 92.0 5.6 2.4
取組を行うための専門組織の編成 110 96 9 5

100.0 87.3 8.2 4.6
懇談会・説明会などの 358 327 19 12

常設ではない会合 100.0 91.3 5.3 3.4
相談窓口（電子メール等を含む）や 321 293 20 8

その他の苦情処理機関 100.0 91.3 6.2 2.5
社内報や社内掲示板、 487 442 27 18

電子メールなどでの情報提供 100.0 90.8 5.5 3.7
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 188 170 12 6

活用したコミュニケーションツール 100.0 90.4 6.4 3.2
従業員へのアンケート調査 302 276 16 10

100.0 91.4 5.3 3.3
その他 30 26 3 1

100.0 86.7 10.0 3.3
　無回答 4 4 - -

100.0 100.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 595 539 34 22

100.0 90.6 5.7 3.7
行っていない - - - -

- - - -
　無回答 - - - -

- - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ17　（Ｑ12で「１．導入前に行った」または「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）従業員との協議等には効果がありましたか。（○は１つ）

全

体

効
果
が
あ
っ

た

効
果
は
な
か
っ

た

無
回
答

　全　体 595 539 34 22
100.0 90.6 5.7 3.7

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 67 66 1 -

100.0 98.5 1.5 -
1,000～4,999人 60 56 1 3

100.0 93.3 1.7 5.0
300～999人 157 135 15 7

100.0 86.0 9.6 4.5
100～299人 239 213 15 11

100.0 89.1 6.3 4.6
50～99人 52 50 1 1

100.0 96.2 1.9 1.9
30～49人 18 17 1 -

100.0 94.4 5.6 -
　無回答 2 2 - -

100.0 100.0 - -
Ｑ２　業種
農業、林業 2 1 - 1

100.0 50.0 - 50.0
漁業 - - - -

- - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 2 2 - -

100.0 100.0 - -
建設業 91 83 7 1

100.0 91.2 7.7 1.1
製造業 195 173 16 6

100.0 88.7 8.2 3.1
電気・ガス・熱供給・水道業 3 3 - -

100.0 100.0 - -
情報通信業 22 18 2 2

100.0 81.8 9.1 9.1
運輸業、郵便業 29 25 1 3

100.0 86.2 3.5 10.3
卸売業、小売業 88 81 3 4

100.0 92.1 3.4 4.6
金融業、保険業 9 8 1 -

100.0 88.9 11.1 -
不動産業、物品賃貸業 2 2 - -

100.0 100.0 - -
学術研究、専門・技術サービス業 14 13 1 -

100.0 92.9 7.1 -
宿泊業、飲食サービス業 7 6 1 -

100.0 85.7 14.3 -
生活関連サービス業、娯楽業 7 6 1 -

100.0 85.7 14.3 -
教育、学習支援業 7 7 - -

100.0 100.0 - -
医療、福祉 63 60 1 2

100.0 95.2 1.6 3.2
複合サービス事業 5 4 - 1

100.0 80.0 - 20.0
その他サービス業 33 33 - -

100.0 100.0 - -
分類不能の産業 - - - -

- - - -
その他 6 5 - 1

100.0 83.3 - 16.7
　無回答 10 9 - 1

100.0 90.0 - 10.0
Ｑ２　業種
製造業 195 173 16 6

100.0 88.7 8.2 3.1
非製造業 390 357 18 15

100.0 91.5 4.6 3.9
　無回答 10 9 - 1

100.0 90.0 - 10.0
Ｑ３　創業年
1919年まで 77 71 6 -

100.0 92.2 7.8 -
1920～1939年 57 50 1 6

100.0 87.7 1.8 10.5
1940～1959年 149 131 10 8

100.0 87.9 6.7 5.4
1960～1979年 148 132 12 4

100.0 89.2 8.1 2.7
1980～1999年 72 66 4 2

100.0 91.7 5.6 2.8
2000年以降 80 79 - 1

100.0 98.8 - 1.3
　無回答 12 10 1 1

100.0 83.3 8.3 8.3
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ17　（Ｑ12で「１．導入前に行った」または「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）従業員との協議等には効果がありましたか。（○は１つ）

全

体

効
果
が
あ
っ

た

効
果
は
な
か
っ

た

無
回
答

　全　体 595 539 34 22
100.0 90.6 5.7 3.7

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 457 21 16

100.0 92.5 4.3 3.2
導入後に行った 157 135 15 7

100.0 86.0 9.6 4.5
行っていない - - - -

- - - -
　無回答 - - - -

- - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 160 6 5

100.0 93.6 3.5 2.9
やや積極的 128 116 5 7

100.0 90.6 3.9 5.5
どちらでもない 254 226 22 6

100.0 89.0 8.7 2.4
やや消極的 12 12 - -

100.0 100.0 - -
対応には消極的だった 15 14 - 1

100.0 93.3 - 6.7
　無回答 15 11 1 3

100.0 73.3 6.7 20.0
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 246 10 8

100.0 93.2 3.8 3.0
導入することを決めた後で協議した 156 140 11 5

100.0 89.7 7.1 3.2
わからない 64 61 1 2

100.0 95.3 1.6 3.1
　無回答 111 92 12 7

100.0 82.9 10.8 6.3
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 539 - -

100.0 100.0 - -
効果はなかった 34 - 34 -

100.0 - 100.0 -
　無回答 22 - - 22

100.0 - - 100.0
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 147 8 3

100.0 93.0 5.1 1.9
課題は生じなかった 406 377 25 4

100.0 92.9 6.2 1.0
　無回答 31 15 1 15

100.0 48.4 3.2 48.4
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 297 284 9 4

100.0 95.6 3.0 1.4
行っていない 282 246 24 12

100.0 87.2 8.5 4.3
　無回答 16 9 1 6

100.0 56.3 6.3 37.5
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 365 335 23 7

100.0 91.8 6.3 1.9
行う予定はない 30 29 - 1

100.0 96.7 - 3.3
わからない 196 175 9 12

100.0 89.3 4.6 6.1
　無回答 4 - 2 2

100.0 - 50.0 50.0

162 
- 256 -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問１　どのような効果がありましたか。（○はいくつでも）

全

体

従
業
員
の
納
得
感
が
高
ま
り
、

円
滑
な
実
施
に
つ
な
が
っ

た

現
場
の
意
見
が
反
映
さ
れ
、

効

果
的
な
実
施
に
つ
な
が
っ

た

現
場
の
意
見
を
反
映
す
る
こ
と

に
よ
り
、

無
駄
の
な
い
導
入
・

運
用
に
つ
な
が
っ

た

現
場
の
意
見
を
反
映
す
る
こ
と

に
よ
り
、

導
入
の
効
果
が
大
き

く
な
っ

た

従
業
員
の
理
解
を
得
た
こ
と
に

よ
り
、

導
入
・
運
用
が
計
画
通

り
進
ん
だ

従
業
員
に
求
め
る
人
材
像
の
明

確
化
に
つ
な
が
っ

た

従
業
員
の
能
力
開
発
の
推
進
に

つ
な
が
っ

た

そ
の
他
の
効
果
が
あ
っ

た

無
回
答

　全　体 539 253 270 163 139 262 22 71 13 2
100.0 46.9 50.1 30.2 25.8 48.6 4.1 13.2 2.4 0.4

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 66 13 12 9 6 50 2 4 1 -

100.0 19.7 18.2 13.6 9.1 75.8 3.0 6.1 1.5 -
1,000～4,999人 56 27 31 20 16 28 2 10 1 -

100.0 48.2 55.4 35.7 28.6 50.0 3.6 17.9 1.8 -
300～999人 135 68 76 41 38 63 6 17 3 1

100.0 50.4 56.3 30.4 28.2 46.7 4.4 12.6 2.2 0.7
100～299人 213 112 112 64 61 91 7 33 5 -

100.0 52.6 52.6 30.1 28.6 42.7 3.3 15.5 2.4 -
50～99人 50 23 28 19 12 22 3 4 3 1

100.0 46.0 56.0 38.0 24.0 44.0 6.0 8.0 6.0 2.0
30～49人 17 8 10 8 6 7 2 3 - -

100.0 47.1 58.8 47.1 35.3 41.2 11.8 17.7 - -
　無回答 2 2 1 2 - 1 - - - -

100.0 100.0 50.0 100.0 - 50.0 - - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 1 - 1 1 1 1 1 - - -

100.0 - 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - - -
漁業 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 2 1 1 2 2 1 - 1 - -

100.0 50.0 50.0 100.0 100.0 50.0 - 50.0 - -
建設業 83 32 40 24 24 34 3 11 3 1

100.0 38.6 48.2 28.9 28.9 41.0 3.6 13.3 3.6 1.2
製造業 173 93 99 62 48 82 7 28 4 -

100.0 53.8 57.2 35.8 27.8 47.4 4.1 16.2 2.3 -
電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 2 1 - 2 - - - -

100.0 66.7 66.7 33.3 - 66.7 - - - -
情報通信業 18 11 10 4 4 8 1 2 - -

100.0 61.1 55.6 22.2 22.2 44.4 5.6 11.1 - -
運輸業、郵便業 25 12 14 6 4 15 - 4 1 -

100.0 48.0 56.0 24.0 16.0 60.0 - 16.0 4.0 -
卸売業、小売業 81 18 17 12 10 55 3 6 2 1

100.0 22.2 21.0 14.8 12.4 67.9 3.7 7.4 2.5 1.2
金融業、保険業 8 6 5 2 4 5 1 1 1 -

100.0 75.0 62.5 25.0 50.0 62.5 12.5 12.5 12.5 -
不動産業、物品賃貸業 2 1 1 1 1 1 1 - - -

100.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 - - -
学術研究、専門・技術サービス業 13 8 7 6 5 8 - - - -

100.0 61.5 53.9 46.2 38.5 61.5 - - - -
宿泊業、飲食サービス業 6 2 1 1 1 4 2 2 1 -

100.0 33.3 16.7 16.7 16.7 66.7 33.3 33.3 16.7 -
生活関連サービス業、娯楽業 6 3 3 3 2 3 - 1 - -

100.0 50.0 50.0 50.0 33.3 50.0 - 16.7 - -
教育、学習支援業 7 5 5 1 3 3 - 1 - -

100.0 71.4 71.4 14.3 42.9 42.9 - 14.3 - -
医療、福祉 60 34 36 22 17 17 2 7 1 -

100.0 56.7 60.0 36.7 28.3 28.3 3.3 11.7 1.7 -
複合サービス事業 4 2 2 2 2 2 - 1 - -

100.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 - 25.0 - -
その他サービス業 33 18 17 7 6 11 1 5 - -

100.0 54.6 51.5 21.2 18.2 33.3 3.0 15.2 - -
分類不能の産業 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
その他 5 - 4 3 3 4 - - - -

100.0 - 80.0 60.0 60.0 80.0 - - - -
　無回答 9 5 5 3 2 6 - 1 - -

100.0 55.6 55.6 33.3 22.2 66.7 - 11.1 - -
Ｑ２　業種
製造業 173 93 99 62 48 82 7 28 4 -

100.0 53.8 57.2 35.8 27.8 47.4 4.1 16.2 2.3 -
非製造業 357 155 166 98 89 174 15 42 9 2

100.0 43.4 46.5 27.5 24.9 48.7 4.2 11.8 2.5 0.6
　無回答 9 5 5 3 2 6 - 1 - -

100.0 55.6 55.6 33.3 22.2 66.7 - 11.1 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 71 34 38 26 16 29 3 7 1 1

100.0 47.9 53.5 36.6 22.5 40.9 4.2 9.9 1.4 1.4
1920～1939年 50 23 32 17 17 24 1 5 2 -

100.0 46.0 64.0 34.0 34.0 48.0 2.0 10.0 4.0 -
1940～1959年 131 67 60 36 34 62 6 22 3 1

100.0 51.2 45.8 27.5 26.0 47.3 4.6 16.8 2.3 0.8
1960～1979年 132 65 75 43 33 61 5 16 2 -

100.0 49.2 56.8 32.6 25.0 46.2 3.8 12.1 1.5 -
1980～1999年 66 38 39 18 23 30 3 10 3 -

100.0 57.6 59.1 27.3 34.9 45.5 4.6 15.2 4.6 -
2000年以降 79 20 22 19 13 52 3 7 2 -

100.0 25.3 27.9 24.1 16.5 65.8 3.8 8.9 2.5 -
　無回答 10 6 4 4 3 4 1 4 - -

100.0 60.0 40.0 40.0 30.0 40.0 10.0 40.0 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ17　（Ｑ12で「１．導入前に行った」または「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）従業員との協議等には効果がありましたか。（○は１つ）

全

体

効
果
が
あ
っ

た

効
果
は
な
か
っ

た

無
回
答

　全　体 595 539 34 22
100.0 90.6 5.7 3.7

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 457 21 16

100.0 92.5 4.3 3.2
導入後に行った 157 135 15 7

100.0 86.0 9.6 4.5
行っていない - - - -

- - - -
　無回答 - - - -

- - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 160 6 5

100.0 93.6 3.5 2.9
やや積極的 128 116 5 7

100.0 90.6 3.9 5.5
どちらでもない 254 226 22 6

100.0 89.0 8.7 2.4
やや消極的 12 12 - -

100.0 100.0 - -
対応には消極的だった 15 14 - 1

100.0 93.3 - 6.7
　無回答 15 11 1 3

100.0 73.3 6.7 20.0
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 246 10 8

100.0 93.2 3.8 3.0
導入することを決めた後で協議した 156 140 11 5

100.0 89.7 7.1 3.2
わからない 64 61 1 2

100.0 95.3 1.6 3.1
　無回答 111 92 12 7

100.0 82.9 10.8 6.3
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 539 - -

100.0 100.0 - -
効果はなかった 34 - 34 -

100.0 - 100.0 -
　無回答 22 - - 22

100.0 - - 100.0
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 147 8 3

100.0 93.0 5.1 1.9
課題は生じなかった 406 377 25 4

100.0 92.9 6.2 1.0
　無回答 31 15 1 15

100.0 48.4 3.2 48.4
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 297 284 9 4

100.0 95.6 3.0 1.4
行っていない 282 246 24 12

100.0 87.2 8.5 4.3
　無回答 16 9 1 6

100.0 56.3 6.3 37.5
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 365 335 23 7

100.0 91.8 6.3 1.9
行う予定はない 30 29 - 1

100.0 96.7 - 3.3
わからない 196 175 9 12

100.0 89.3 4.6 6.1
　無回答 4 - 2 2

100.0 - 50.0 50.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問１　どのような効果がありましたか。（○はいくつでも）

全

体

従
業
員
の
納
得
感
が
高
ま
り
、

円
滑
な
実
施
に
つ
な
が
っ

た

現
場
の
意
見
が
反
映
さ
れ
、

効

果
的
な
実
施
に
つ
な
が
っ

た

現
場
の
意
見
を
反
映
す
る
こ
と

に
よ
り
、

無
駄
の
な
い
導
入
・

運
用
に
つ
な
が
っ

た

現
場
の
意
見
を
反
映
す
る
こ
と

に
よ
り
、

導
入
の
効
果
が
大
き

く
な
っ

た

従
業
員
の
理
解
を
得
た
こ
と
に

よ
り
、

導
入
・
運
用
が
計
画
通

り
進
ん
だ

従
業
員
に
求
め
る
人
材
像
の
明

確
化
に
つ
な
が
っ

た

従
業
員
の
能
力
開
発
の
推
進
に

つ
な
が
っ

た

そ
の
他
の
効
果
が
あ
っ

た

無
回
答

　全　体 539 253 270 163 139 262 22 71 13 2
100.0 46.9 50.1 30.2 25.8 48.6 4.1 13.2 2.4 0.4

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 14 3 7 3 2 5 2 2 - -

100.0 21.4 50.0 21.4 14.3 35.7 14.3 14.3 - -
30～49人 84 43 36 29 20 45 6 9 3 -

100.0 51.2 42.9 34.5 23.8 53.6 7.1 10.7 3.6 -
50～99人 145 59 72 49 32 68 6 21 4 1

100.0 40.7 49.7 33.8 22.1 46.9 4.1 14.5 2.8 0.7
100～299人 200 95 97 54 53 108 7 29 4 1

100.0 47.5 48.5 27.0 26.5 54.0 3.5 14.5 2.0 0.5
300人以上 70 39 44 21 26 26 - 7 2 -

100.0 55.7 62.9 30.0 37.1 37.1 - 10.0 2.9 -
　無回答 26 14 14 7 6 10 1 3 - -

100.0 53.9 53.9 26.9 23.1 38.5 3.9 11.5 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 219 91 93 57 52 133 7 29 5 -

100.0 41.6 42.5 26.0 23.7 60.7 3.2 13.2 2.3 -
ない 319 161 176 106 86 128 15 42 8 2

100.0 50.5 55.2 33.2 27.0 40.1 4.7 13.2 2.5 0.6
　無回答 1 1 1 - 1 1 - - - -

100.0 100.0 100.0 - 100.0 100.0 - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 13 7 10 7 9 6 1 3 - -

100.0 53.9 76.9 53.9 69.2 46.2 7.7 23.1 - -
取締役・役員クラス 71 41 43 24 18 38 6 11 1 -

100.0 57.8 60.6 33.8 25.4 53.5 8.5 15.5 1.4 -
部長・次長クラス 162 78 83 52 42 71 6 26 6 -

100.0 48.2 51.2 32.1 25.9 43.8 3.7 16.1 3.7 -
課長クラス 169 66 65 42 30 104 4 15 2 1

100.0 39.1 38.5 24.9 17.8 61.5 2.4 8.9 1.2 0.6
係長・主任クラス 60 32 40 16 20 22 1 10 1 -

100.0 53.3 66.7 26.7 33.3 36.7 1.7 16.7 1.7 -
一般社員 48 20 20 15 15 14 2 3 2 1

100.0 41.7 41.7 31.3 31.3 29.2 4.2 6.3 4.2 2.1
その他 15 9 8 7 5 7 2 3 1 -

100.0 60.0 53.3 46.7 33.3 46.7 13.3 20.0 6.7 -
　無回答 1 - 1 - - - - - - -

100.0 - 100.0 - - - - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 28 15 19 13 7 14 2 3 - -

100.0 53.6 67.9 46.4 25.0 50.0 7.1 10.7 - -
人事・労務部門 118 40 42 23 22 76 2 6 1 -

100.0 33.9 35.6 19.5 18.6 64.4 1.7 5.1 0.9 -
総務・庶務部門 202 96 96 68 50 83 3 22 7 1

100.0 47.5 47.5 33.7 24.8 41.1 1.5 10.9 3.5 0.5
経理部門 15 9 7 1 3 7 - 1 - -

100.0 60.0 46.7 6.7 20.0 46.7 - 6.7 - -
広報部門 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 38 20 19 12 18 17 2 6 1 -

100.0 52.6 50.0 31.6 47.4 44.7 5.3 15.8 2.6 -
その他部門 105 57 67 37 28 49 10 25 4 1

100.0 54.3 63.8 35.2 26.7 46.7 9.5 23.8 3.8 1.0
　無回答 33 16 20 9 11 16 3 8 - -

100.0 48.5 60.6 27.3 33.3 48.5 9.1 24.2 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 177 70 74 46 43 115 5 23 2 -

100.0 39.6 41.8 26.0 24.3 65.0 2.8 13.0 1.1 -
労使協議機関での協議 196 87 87 58 49 116 9 23 3 -

100.0 44.4 44.4 29.6 25.0 59.2 4.6 11.7 1.5 -
取組を行うための専門組織の編成 96 60 57 44 35 55 4 16 1 -

100.0 62.5 59.4 45.8 36.5 57.3 4.2 16.7 1.0 -
懇談会・説明会などの 327 146 149 87 77 174 12 40 8 2

常設ではない会合 100.0 44.7 45.6 26.6 23.6 53.2 3.7 12.2 2.5 0.6
相談窓口（電子メール等を含む）や 293 124 145 88 77 163 14 37 5 1

その他の苦情処理機関 100.0 42.3 49.5 30.0 26.3 55.6 4.8 12.6 1.7 0.3
社内報や社内掲示板、 442 201 219 135 115 220 18 60 9 2

電子メールなどでの情報提供 100.0 45.5 49.6 30.5 26.0 49.8 4.1 13.6 2.0 0.5
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 170 69 69 47 47 106 6 22 2 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 40.6 40.6 27.7 27.7 62.4 3.5 12.9 1.2 -
従業員へのアンケート調査 276 131 133 78 81 160 9 42 5 1

100.0 47.5 48.2 28.3 29.4 58.0 3.3 15.2 1.8 0.4
その他 26 13 12 10 3 10 1 3 1 1

100.0 50.0 46.2 38.5 11.5 38.5 3.9 11.5 3.9 3.9
　無回答 4 1 1 - - 2 - 1 1 -

100.0 25.0 25.0 - - 50.0 - 25.0 25.0 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 539 253 270 163 139 262 22 71 13 2

100.0 46.9 50.1 30.2 25.8 48.6 4.1 13.2 2.4 0.4
行っていない - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問１　どのような効果がありましたか。（○はいくつでも）

全

体

従
業
員
の
納
得
感
が
高
ま
り
、

円
滑
な
実
施
に
つ
な
が
っ

た

現
場
の
意
見
が
反
映
さ
れ
、

効

果
的
な
実
施
に
つ
な
が
っ

た

現
場
の
意
見
を
反
映
す
る
こ
と

に
よ
り
、

無
駄
の
な
い
導
入
・

運
用
に
つ
な
が
っ

た

現
場
の
意
見
を
反
映
す
る
こ
と

に
よ
り
、

導
入
の
効
果
が
大
き

く
な
っ

た

従
業
員
の
理
解
を
得
た
こ
と
に

よ
り
、

導
入
・
運
用
が
計
画
通

り
進
ん
だ

従
業
員
に
求
め
る
人
材
像
の
明

確
化
に
つ
な
が
っ

た

従
業
員
の
能
力
開
発
の
推
進
に

つ
な
が
っ

た

そ
の
他
の
効
果
が
あ
っ

た

無
回
答

　全　体 539 253 270 163 139 262 22 71 13 2
100.0 46.9 50.1 30.2 25.8 48.6 4.1 13.2 2.4 0.4

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 457 219 237 150 117 227 17 59 9 2

100.0 47.9 51.9 32.8 25.6 49.7 3.7 12.9 2.0 0.4
導入後に行った 135 59 65 31 32 55 7 19 5 2

100.0 43.7 48.2 23.0 23.7 40.7 5.2 14.1 3.7 1.5
行っていない - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 160 90 107 62 68 75 6 27 3 -

100.0 56.3 66.9 38.8 42.5 46.9 3.8 16.9 1.9 -
やや積極的 116 58 69 38 32 58 4 16 - -

100.0 50.0 59.5 32.8 27.6 50.0 3.5 13.8 - -
どちらでもない 226 89 77 52 29 112 9 27 6 2

100.0 39.4 34.1 23.0 12.8 49.6 4.0 12.0 2.7 0.9
やや消極的 12 7 6 2 2 5 3 1 1 -

100.0 58.3 50.0 16.7 16.7 41.7 25.0 8.3 8.3 -
対応には消極的だった 14 5 5 6 4 6 - - 1 -

100.0 35.7 35.7 42.9 28.6 42.9 - - 7.1 -
　無回答 11 4 6 3 4 6 - - 2 -

100.0 36.4 54.6 27.3 36.4 54.6 - - 18.2 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 246 133 162 93 79 101 10 43 2 1

100.0 54.1 65.9 37.8 32.1 41.1 4.1 17.5 0.8 0.4
導入することを決めた後で協議した 140 73 65 52 32 74 6 14 5 -

100.0 52.1 46.4 37.1 22.9 52.9 4.3 10.0 3.6 -
わからない 61 8 6 4 3 47 1 1 1 1

100.0 13.1 9.8 6.6 4.9 77.1 1.6 1.6 1.6 1.6
　無回答 92 39 37 14 25 40 5 13 5 -

100.0 42.4 40.2 15.2 27.2 43.5 5.4 14.1 5.4 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 253 270 163 139 262 22 71 13 2

100.0 46.9 50.1 30.2 25.8 48.6 4.1 13.2 2.4 0.4
効果はなかった - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 147 64 85 49 43 61 6 26 4 1

100.0 43.5 57.8 33.3 29.3 41.5 4.1 17.7 2.7 0.7
課題は生じなかった 377 183 176 108 89 197 15 43 7 1

100.0 48.5 46.7 28.7 23.6 52.3 4.0 11.4 1.9 0.3
　無回答 15 6 9 6 7 4 1 2 2 -

100.0 40.0 60.0 40.0 46.7 26.7 6.7 13.3 13.3 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 284 129 155 88 91 161 16 51 4 -

100.0 45.4 54.6 31.0 32.0 56.7 5.6 18.0 1.4 -
行っていない 246 121 111 74 47 98 5 20 7 2

100.0 49.2 45.1 30.1 19.1 39.8 2.0 8.1 2.9 0.8
　無回答 9 3 4 1 1 3 1 - 2 -

100.0 33.3 44.4 11.1 11.1 33.3 11.1 - 22.2 -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 335 151 173 99 95 183 14 47 7 -

100.0 45.1 51.6 29.6 28.4 54.6 4.2 14.0 2.1 -
行う予定はない 29 13 14 16 6 13 1 3 - -

100.0 44.8 48.3 55.2 20.7 44.8 3.5 10.3 - -
わからない 175 89 83 48 38 66 7 21 6 2

100.0 50.9 47.4 27.4 21.7 37.7 4.0 12.0 3.4 1.1
　無回答 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問１　どのような効果がありましたか。（○はいくつでも）

全

体

従
業
員
の
納
得
感
が
高
ま
り
、

円
滑
な
実
施
に
つ
な
が
っ

た

現
場
の
意
見
が
反
映
さ
れ
、

効

果
的
な
実
施
に
つ
な
が
っ

た

現
場
の
意
見
を
反
映
す
る
こ
と

に
よ
り
、

無
駄
の
な
い
導
入
・

運
用
に
つ
な
が
っ

た

現
場
の
意
見
を
反
映
す
る
こ
と

に
よ
り
、

導
入
の
効
果
が
大
き

く
な
っ

た

従
業
員
の
理
解
を
得
た
こ
と
に

よ
り
、

導
入
・
運
用
が
計
画
通

り
進
ん
だ

従
業
員
に
求
め
る
人
材
像
の
明

確
化
に
つ
な
が
っ

た

従
業
員
の
能
力
開
発
の
推
進
に

つ
な
が
っ

た

そ
の
他
の
効
果
が
あ
っ

た

無
回
答

　全　体 539 253 270 163 139 262 22 71 13 2
100.0 46.9 50.1 30.2 25.8 48.6 4.1 13.2 2.4 0.4

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 14 3 7 3 2 5 2 2 - -

100.0 21.4 50.0 21.4 14.3 35.7 14.3 14.3 - -
30～49人 84 43 36 29 20 45 6 9 3 -

100.0 51.2 42.9 34.5 23.8 53.6 7.1 10.7 3.6 -
50～99人 145 59 72 49 32 68 6 21 4 1

100.0 40.7 49.7 33.8 22.1 46.9 4.1 14.5 2.8 0.7
100～299人 200 95 97 54 53 108 7 29 4 1

100.0 47.5 48.5 27.0 26.5 54.0 3.5 14.5 2.0 0.5
300人以上 70 39 44 21 26 26 - 7 2 -

100.0 55.7 62.9 30.0 37.1 37.1 - 10.0 2.9 -
　無回答 26 14 14 7 6 10 1 3 - -

100.0 53.9 53.9 26.9 23.1 38.5 3.9 11.5 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 219 91 93 57 52 133 7 29 5 -

100.0 41.6 42.5 26.0 23.7 60.7 3.2 13.2 2.3 -
ない 319 161 176 106 86 128 15 42 8 2

100.0 50.5 55.2 33.2 27.0 40.1 4.7 13.2 2.5 0.6
　無回答 1 1 1 - 1 1 - - - -

100.0 100.0 100.0 - 100.0 100.0 - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 13 7 10 7 9 6 1 3 - -

100.0 53.9 76.9 53.9 69.2 46.2 7.7 23.1 - -
取締役・役員クラス 71 41 43 24 18 38 6 11 1 -

100.0 57.8 60.6 33.8 25.4 53.5 8.5 15.5 1.4 -
部長・次長クラス 162 78 83 52 42 71 6 26 6 -

100.0 48.2 51.2 32.1 25.9 43.8 3.7 16.1 3.7 -
課長クラス 169 66 65 42 30 104 4 15 2 1

100.0 39.1 38.5 24.9 17.8 61.5 2.4 8.9 1.2 0.6
係長・主任クラス 60 32 40 16 20 22 1 10 1 -

100.0 53.3 66.7 26.7 33.3 36.7 1.7 16.7 1.7 -
一般社員 48 20 20 15 15 14 2 3 2 1

100.0 41.7 41.7 31.3 31.3 29.2 4.2 6.3 4.2 2.1
その他 15 9 8 7 5 7 2 3 1 -

100.0 60.0 53.3 46.7 33.3 46.7 13.3 20.0 6.7 -
　無回答 1 - 1 - - - - - - -

100.0 - 100.0 - - - - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 28 15 19 13 7 14 2 3 - -

100.0 53.6 67.9 46.4 25.0 50.0 7.1 10.7 - -
人事・労務部門 118 40 42 23 22 76 2 6 1 -

100.0 33.9 35.6 19.5 18.6 64.4 1.7 5.1 0.9 -
総務・庶務部門 202 96 96 68 50 83 3 22 7 1

100.0 47.5 47.5 33.7 24.8 41.1 1.5 10.9 3.5 0.5
経理部門 15 9 7 1 3 7 - 1 - -

100.0 60.0 46.7 6.7 20.0 46.7 - 6.7 - -
広報部門 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 38 20 19 12 18 17 2 6 1 -

100.0 52.6 50.0 31.6 47.4 44.7 5.3 15.8 2.6 -
その他部門 105 57 67 37 28 49 10 25 4 1

100.0 54.3 63.8 35.2 26.7 46.7 9.5 23.8 3.8 1.0
　無回答 33 16 20 9 11 16 3 8 - -

100.0 48.5 60.6 27.3 33.3 48.5 9.1 24.2 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 177 70 74 46 43 115 5 23 2 -

100.0 39.6 41.8 26.0 24.3 65.0 2.8 13.0 1.1 -
労使協議機関での協議 196 87 87 58 49 116 9 23 3 -

100.0 44.4 44.4 29.6 25.0 59.2 4.6 11.7 1.5 -
取組を行うための専門組織の編成 96 60 57 44 35 55 4 16 1 -

100.0 62.5 59.4 45.8 36.5 57.3 4.2 16.7 1.0 -
懇談会・説明会などの 327 146 149 87 77 174 12 40 8 2

常設ではない会合 100.0 44.7 45.6 26.6 23.6 53.2 3.7 12.2 2.5 0.6
相談窓口（電子メール等を含む）や 293 124 145 88 77 163 14 37 5 1

その他の苦情処理機関 100.0 42.3 49.5 30.0 26.3 55.6 4.8 12.6 1.7 0.3
社内報や社内掲示板、 442 201 219 135 115 220 18 60 9 2

電子メールなどでの情報提供 100.0 45.5 49.6 30.5 26.0 49.8 4.1 13.6 2.0 0.5
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 170 69 69 47 47 106 6 22 2 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 40.6 40.6 27.7 27.7 62.4 3.5 12.9 1.2 -
従業員へのアンケート調査 276 131 133 78 81 160 9 42 5 1

100.0 47.5 48.2 28.3 29.4 58.0 3.3 15.2 1.8 0.4
その他 26 13 12 10 3 10 1 3 1 1

100.0 50.0 46.2 38.5 11.5 38.5 3.9 11.5 3.9 3.9
　無回答 4 1 1 - - 2 - 1 1 -

100.0 25.0 25.0 - - 50.0 - 25.0 25.0 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 539 253 270 163 139 262 22 71 13 2

100.0 46.9 50.1 30.2 25.8 48.6 4.1 13.2 2.4 0.4
行っていない - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ18　（Ｑ12で「１．導入前に行った」または「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）従業員との協議等により課題が生じましたか。（○は１つ）

全

体

課
題
が
生
じ
た

課
題
は
生
じ
な
か
っ

た

無
回
答

　全　体 595 158 406 31
100.0 26.6 68.2 5.2

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 67 4 60 3

100.0 6.0 89.6 4.5
1,000～4,999人 60 20 35 5

100.0 33.3 58.3 8.3
300～999人 157 40 107 10

100.0 25.5 68.2 6.4
100～299人 239 77 151 11

100.0 32.2 63.2 4.6
50～99人 52 12 38 2

100.0 23.1 73.1 3.9
30～49人 18 5 13 -

100.0 27.8 72.2 -
　無回答 2 - 2 -

100.0 - 100.0 -
Ｑ２　業種
農業、林業 2 - 1 1

100.0 - 50.0 50.0
漁業 - - - -

- - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 2 - 2 -

100.0 - 100.0 -
建設業 91 40 47 4

100.0 44.0 51.7 4.4
製造業 195 50 140 5

100.0 25.6 71.8 2.6
電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 2 -

100.0 33.3 66.7 -
情報通信業 22 2 17 3

100.0 9.1 77.3 13.6
運輸業、郵便業 29 6 18 5

100.0 20.7 62.1 17.2
卸売業、小売業 88 13 71 4

100.0 14.8 80.7 4.6
金融業、保険業 9 4 5 -

100.0 44.4 55.6 -
不動産業、物品賃貸業 2 - 1 1

100.0 - 50.0 50.0
学術研究、専門・技術サービス業 14 3 11 -

100.0 21.4 78.6 -
宿泊業、飲食サービス業 7 2 4 1

100.0 28.6 57.1 14.3
生活関連サービス業、娯楽業 7 1 6 -

100.0 14.3 85.7 -
教育、学習支援業 7 - 7 -

100.0 - 100.0 -
医療、福祉 63 17 40 6

100.0 27.0 63.5 9.5
複合サービス事業 5 2 3 -

100.0 40.0 60.0 -
その他サービス業 33 12 21 -

100.0 36.4 63.6 -
分類不能の産業 - - - -

- - - -
その他 6 2 4 -

100.0 33.3 66.7 -
　無回答 10 3 6 1

100.0 30.0 60.0 10.0
Ｑ２　業種
製造業 195 50 140 5

100.0 25.6 71.8 2.6
非製造業 390 105 260 25

100.0 26.9 66.7 6.4
　無回答 10 3 6 1

100.0 30.0 60.0 10.0
Ｑ３　創業年
1919年まで 77 20 56 1

100.0 26.0 72.7 1.3
1920～1939年 57 13 38 6

100.0 22.8 66.7 10.5
1940～1959年 149 47 93 9

100.0 31.5 62.4 6.0
1960～1979年 148 41 100 7

100.0 27.7 67.6 4.7
1980～1999年 72 22 44 6

100.0 30.6 61.1 8.3
2000年以降 80 12 66 2

100.0 15.0 82.5 2.5
　無回答 12 3 9 -

100.0 25.0 75.0 -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ18　（Ｑ12で「１．導入前に行った」または「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）従業員との協議等により課題が生じましたか。（○は１つ）

全

体

課
題
が
生
じ
た

課
題
は
生
じ
な
か
っ

た

無
回
答

　全　体 595 158 406 31
100.0 26.6 68.2 5.2

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 15 3 10 2

100.0 20.0 66.7 13.3
30～49人 96 21 69 6

100.0 21.9 71.9 6.3
50～99人 151 30 116 5

100.0 19.9 76.8 3.3
100～299人 230 68 150 12

100.0 29.6 65.2 5.2
300人以上 73 30 39 4

100.0 41.1 53.4 5.5
　無回答 30 6 22 2

100.0 20.0 73.3 6.7
Ｑ５　労働組合の有無
ある 242 49 185 8

100.0 20.3 76.5 3.3
ない 352 109 220 23

100.0 31.0 62.5 6.5
　無回答 1 - 1 -

100.0 - 100.0 -
Ｆ１　回答者の役職
社長 14 4 8 2

100.0 28.6 57.1 14.3
取締役・役員クラス 81 28 52 1

100.0 34.6 64.2 1.2
部長・次長クラス 184 55 121 8

100.0 29.9 65.8 4.4
課長クラス 178 34 135 9

100.0 19.1 75.8 5.1
係長・主任クラス 66 24 38 4

100.0 36.4 57.6 6.1
一般社員 55 10 40 5

100.0 18.2 72.7 9.1
その他 15 2 11 2

100.0 13.3 73.3 13.3
　無回答 2 1 1 -

100.0 50.0 50.0 -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 31 13 16 2

100.0 41.9 51.6 6.5
人事・労務部門 125 23 99 3

100.0 18.4 79.2 2.4
総務・庶務部門 220 55 154 11

100.0 25.0 70.0 5.0
経理部門 15 3 12 -

100.0 20.0 80.0 -
広報部門 - - - -

- - - -
経営企画・経営戦略立案部門 46 21 23 2

100.0 45.7 50.0 4.4
その他部門 118 35 75 8

100.0 29.7 63.6 6.8
　無回答 40 8 27 5

100.0 20.0 67.5 12.5
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 197 34 156 7

100.0 17.3 79.2 3.6
労使協議機関での協議 213 49 158 6

100.0 23.0 74.2 2.8
取組を行うための専門組織の編成 110 32 74 4

100.0 29.1 67.3 3.6
懇談会・説明会などの 358 93 248 17

常設ではない会合 100.0 26.0 69.3 4.8
相談窓口（電子メール等を含む）や 321 84 225 12

その他の苦情処理機関 100.0 26.2 70.1 3.7
社内報や社内掲示板、 487 123 339 25

電子メールなどでの情報提供 100.0 25.3 69.6 5.1
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 188 39 138 11

活用したコミュニケーションツール 100.0 20.7 73.4 5.9
従業員へのアンケート調査 302 93 191 18

100.0 30.8 63.3 6.0
その他 30 13 16 1

100.0 43.3 53.3 3.3
　無回答 4 1 3 -

100.0 25.0 75.0 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 595 158 406 31

100.0 26.6 68.2 5.2
行っていない - - - -

- - - -
　無回答 - - - -

- - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ18　（Ｑ12で「１．導入前に行った」または「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）従業員との協議等により課題が生じましたか。（○は１つ）

全

体

課
題
が
生
じ
た

課
題
は
生
じ
な
か
っ

た

無
回
答

　全　体 595 158 406 31
100.0 26.6 68.2 5.2

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 67 4 60 3

100.0 6.0 89.6 4.5
1,000～4,999人 60 20 35 5

100.0 33.3 58.3 8.3
300～999人 157 40 107 10

100.0 25.5 68.2 6.4
100～299人 239 77 151 11

100.0 32.2 63.2 4.6
50～99人 52 12 38 2

100.0 23.1 73.1 3.9
30～49人 18 5 13 -

100.0 27.8 72.2 -
　無回答 2 - 2 -

100.0 - 100.0 -
Ｑ２　業種
農業、林業 2 - 1 1

100.0 - 50.0 50.0
漁業 - - - -

- - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 2 - 2 -

100.0 - 100.0 -
建設業 91 40 47 4

100.0 44.0 51.7 4.4
製造業 195 50 140 5

100.0 25.6 71.8 2.6
電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 2 -

100.0 33.3 66.7 -
情報通信業 22 2 17 3

100.0 9.1 77.3 13.6
運輸業、郵便業 29 6 18 5

100.0 20.7 62.1 17.2
卸売業、小売業 88 13 71 4

100.0 14.8 80.7 4.6
金融業、保険業 9 4 5 -

100.0 44.4 55.6 -
不動産業、物品賃貸業 2 - 1 1

100.0 - 50.0 50.0
学術研究、専門・技術サービス業 14 3 11 -

100.0 21.4 78.6 -
宿泊業、飲食サービス業 7 2 4 1

100.0 28.6 57.1 14.3
生活関連サービス業、娯楽業 7 1 6 -

100.0 14.3 85.7 -
教育、学習支援業 7 - 7 -

100.0 - 100.0 -
医療、福祉 63 17 40 6

100.0 27.0 63.5 9.5
複合サービス事業 5 2 3 -

100.0 40.0 60.0 -
その他サービス業 33 12 21 -

100.0 36.4 63.6 -
分類不能の産業 - - - -

- - - -
その他 6 2 4 -

100.0 33.3 66.7 -
　無回答 10 3 6 1

100.0 30.0 60.0 10.0
Ｑ２　業種
製造業 195 50 140 5

100.0 25.6 71.8 2.6
非製造業 390 105 260 25

100.0 26.9 66.7 6.4
　無回答 10 3 6 1

100.0 30.0 60.0 10.0
Ｑ３　創業年
1919年まで 77 20 56 1

100.0 26.0 72.7 1.3
1920～1939年 57 13 38 6

100.0 22.8 66.7 10.5
1940～1959年 149 47 93 9

100.0 31.5 62.4 6.0
1960～1979年 148 41 100 7

100.0 27.7 67.6 4.7
1980～1999年 72 22 44 6

100.0 30.6 61.1 8.3
2000年以降 80 12 66 2

100.0 15.0 82.5 2.5
　無回答 12 3 9 -

100.0 25.0 75.0 -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ18　（Ｑ12で「１．導入前に行った」または「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）従業員との協議等により課題が生じましたか。（○は１つ）

全

体

課
題
が
生
じ
た

課
題
は
生
じ
な
か
っ

た

無
回
答

　全　体 595 158 406 31
100.0 26.6 68.2 5.2

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 132 337 25

100.0 26.7 68.2 5.1
導入後に行った 157 48 101 8

100.0 30.6 64.3 5.1
行っていない - - - -

- - - -
　無回答 - - - -

- - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 40 119 12

100.0 23.4 69.6 7.0
やや積極的 128 41 80 7

100.0 32.0 62.5 5.5
どちらでもない 254 61 185 8

100.0 24.0 72.8 3.2
やや消極的 12 7 5 -

100.0 58.3 41.7 -
対応には消極的だった 15 3 11 1

100.0 20.0 73.3 6.7
　無回答 15 6 6 3

100.0 40.0 40.0 20.0
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 78 174 12

100.0 29.6 65.9 4.6
導入することを決めた後で協議した 156 43 106 7

100.0 27.6 68.0 4.5
わからない 64 8 53 3

100.0 12.5 82.8 4.7
　無回答 111 29 73 9

100.0 26.1 65.8 8.1
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 147 377 15

100.0 27.3 69.9 2.8
効果はなかった 34 8 25 1

100.0 23.5 73.5 2.9
　無回答 22 3 4 15

100.0 13.6 18.2 68.2
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 158 - -

100.0 100.0 - -
課題は生じなかった 406 - 406 -

100.0 - 100.0 -
　無回答 31 - - 31

100.0 - - 100.0
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 297 93 191 13

100.0 31.3 64.3 4.4
行っていない 282 62 210 10

100.0 22.0 74.5 3.6
　無回答 16 3 5 8

100.0 18.8 31.3 50.0
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 365 111 240 14

100.0 30.4 65.8 3.8
行う予定はない 30 6 23 1

100.0 20.0 76.7 3.3
わからない 196 41 141 14

100.0 20.9 71.9 7.1
　無回答 4 - 2 2

100.0 - 50.0 50.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問１　どのような課題が生じましたか。（○はいくつでも）

全

体

現
場
の
意
見
が
反
映
さ
れ
ず
、

か
え
っ

て
従
業
員
の
不
満
が
生

じ
、

円
滑
な
実
施
の
妨
げ
に

な
っ

た

調
整
に
時
間
が
か
か
り
、

導

入
・
運
用
の
計
画
が
遅
れ
た

現
場
の
意
見
を
反
映
し
た
こ
と

に
よ
り
、

当
初
計
画
し
て
い
た

効
果
が
現
れ
な
か
っ

た

従
業
員
の
意
見
に
よ
り
、

当
初

予
定
し
て
い
た
よ
り
も
コ
ス
ト

の
か
か
る
も
の
を
導
入
す
る
こ

と
と
な
っ

た

そ
の
他
の
課
題
が
生
じ
た

無
回
答

　全　体 158 11 97 11 46 19 -
100.0 7.0 61.4 7.0 29.1 12.0 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 4 1 3 - 1 - -

100.0 25.0 75.0 - 25.0 - -
1,000～4,999人 20 - 14 2 3 2 -

100.0 - 70.0 10.0 15.0 10.0 -
300～999人 40 2 24 5 11 3 -

100.0 5.0 60.0 12.5 27.5 7.5 -
100～299人 77 7 45 3 28 9 -

100.0 9.1 58.4 3.9 36.4 11.7 -
50～99人 12 1 6 1 3 5 -

100.0 8.3 50.0 8.3 25.0 41.7 -
30～49人 5 - 5 - - - -

100.0 - 100.0 - - - -
　無回答 - - - - - - -

- - - - - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 - - - - - - -

- - - - - - -
漁業 - - - - - - -

- - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - -

- - - - - - -
建設業 40 - 27 2 12 5 -

100.0 - 67.5 5.0 30.0 12.5 -
製造業 50 5 28 2 19 5 -

100.0 10.0 56.0 4.0 38.0 10.0 -
電気・ガス・熱供給・水道業 1 - 1 - - - -

100.0 - 100.0 - - - -
情報通信業 2 - - - - 2 -

100.0 - - - - 100.0 -
運輸業、郵便業 6 1 5 - 1 - -

100.0 16.7 83.3 - 16.7 - -
卸売業、小売業 13 3 10 - 3 1 -

100.0 23.1 76.9 - 23.1 7.7 -
金融業、保険業 4 - 2 2 1 - -

100.0 - 50.0 50.0 25.0 - -
不動産業、物品賃貸業 - - - - - - -

- - - - - - -
学術研究、専門・技術サービス業 3 - - 2 1 - -

100.0 - - 66.7 33.3 - -
宿泊業、飲食サービス業 2 1 2 - - - -

100.0 50.0 100.0 - - - -
生活関連サービス業、娯楽業 1 - - - 1 - -

100.0 - - - 100.0 - -
教育、学習支援業 - - - - - - -

- - - - - - -
医療、福祉 17 - 9 2 5 1 -

100.0 - 52.9 11.8 29.4 5.9 -
複合サービス事業 2 - 2 - - - -

100.0 - 100.0 - - - -
その他サービス業 12 - 9 1 1 3 -

100.0 - 75.0 8.3 8.3 25.0 -
分類不能の産業 - - - - - - -

- - - - - - -
その他 2 1 1 - - 1 -

100.0 50.0 50.0 - - 50.0 -
　無回答 3 - 1 - 2 1 -

100.0 - 33.3 - 66.7 33.3 -
Ｑ２　業種
製造業 50 5 28 2 19 5 -

100.0 10.0 56.0 4.0 38.0 10.0 -
非製造業 105 6 68 9 25 13 -

100.0 5.7 64.8 8.6 23.8 12.4 -
　無回答 3 - 1 - 2 1 -

100.0 - 33.3 - 66.7 33.3 -
Ｑ３　創業年
1919年まで 20 1 13 1 6 2 -

100.0 5.0 65.0 5.0 30.0 10.0 -
1920～1939年 13 1 8 1 3 2 -

100.0 7.7 61.5 7.7 23.1 15.4 -
1940～1959年 47 6 28 2 14 5 -

100.0 12.8 59.6 4.3 29.8 10.6 -
1960～1979年 41 2 28 3 10 3 -

100.0 4.9 68.3 7.3 24.4 7.3 -
1980～1999年 22 1 10 3 9 5 -

100.0 4.6 45.5 13.6 40.9 22.7 -
2000年以降 12 - 7 1 3 2 -

100.0 - 58.3 8.3 25.0 16.7 -
　無回答 3 - 3 - 1 - -

100.0 - 100.0 - 33.3 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ18　（Ｑ12で「１．導入前に行った」または「２．導入後に行った」と回答された事業所にお伺いします。）従業員との協議等により課題が生じましたか。（○は１つ）

全

体

課
題
が
生
じ
た

課
題
は
生
じ
な
か
っ

た

無
回
答

　全　体 595 158 406 31
100.0 26.6 68.2 5.2

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 132 337 25

100.0 26.7 68.2 5.1
導入後に行った 157 48 101 8

100.0 30.6 64.3 5.1
行っていない - - - -

- - - -
　無回答 - - - -

- - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 40 119 12

100.0 23.4 69.6 7.0
やや積極的 128 41 80 7

100.0 32.0 62.5 5.5
どちらでもない 254 61 185 8

100.0 24.0 72.8 3.2
やや消極的 12 7 5 -

100.0 58.3 41.7 -
対応には消極的だった 15 3 11 1

100.0 20.0 73.3 6.7
　無回答 15 6 6 3

100.0 40.0 40.0 20.0
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 78 174 12

100.0 29.6 65.9 4.6
導入することを決めた後で協議した 156 43 106 7

100.0 27.6 68.0 4.5
わからない 64 8 53 3

100.0 12.5 82.8 4.7
　無回答 111 29 73 9

100.0 26.1 65.8 8.1
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 147 377 15

100.0 27.3 69.9 2.8
効果はなかった 34 8 25 1

100.0 23.5 73.5 2.9
　無回答 22 3 4 15

100.0 13.6 18.2 68.2
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 158 - -

100.0 100.0 - -
課題は生じなかった 406 - 406 -

100.0 - 100.0 -
　無回答 31 - - 31

100.0 - - 100.0
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 297 93 191 13

100.0 31.3 64.3 4.4
行っていない 282 62 210 10

100.0 22.0 74.5 3.6
　無回答 16 3 5 8

100.0 18.8 31.3 50.0
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 365 111 240 14

100.0 30.4 65.8 3.8
行う予定はない 30 6 23 1

100.0 20.0 76.7 3.3
わからない 196 41 141 14

100.0 20.9 71.9 7.1
　無回答 4 - 2 2

100.0 - 50.0 50.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問１　どのような課題が生じましたか。（○はいくつでも）

全

体

現
場
の
意
見
が
反
映
さ
れ
ず
、

か
え
っ

て
従
業
員
の
不
満
が
生

じ
、

円
滑
な
実
施
の
妨
げ
に

な
っ

た

調
整
に
時
間
が
か
か
り
、

導

入
・
運
用
の
計
画
が
遅
れ
た

現
場
の
意
見
を
反
映
し
た
こ
と

に
よ
り
、

当
初
計
画
し
て
い
た

効
果
が
現
れ
な
か
っ

た

従
業
員
の
意
見
に
よ
り
、

当
初

予
定
し
て
い
た
よ
り
も
コ
ス
ト

の
か
か
る
も
の
を
導
入
す
る
こ

と
と
な
っ

た

そ
の
他
の
課
題
が
生
じ
た

無
回
答

　全　体 158 11 97 11 46 19 -
100.0 7.0 61.4 7.0 29.1 12.0 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 3 - 3 - - - -

100.0 - 100.0 - - - -
30～49人 21 2 10 1 6 4 -

100.0 9.5 47.6 4.8 28.6 19.1 -
50～99人 30 3 16 3 9 7 -

100.0 10.0 53.3 10.0 30.0 23.3 -
100～299人 68 4 45 3 22 5 -

100.0 5.9 66.2 4.4 32.4 7.4 -
300人以上 30 2 20 4 6 3 -

100.0 6.7 66.7 13.3 20.0 10.0 -
　無回答 6 - 3 - 3 - -

100.0 - 50.0 - 50.0 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 49 5 32 3 11 7 -

100.0 10.2 65.3 6.1 22.5 14.3 -
ない 109 6 65 8 35 12 -

100.0 5.5 59.6 7.3 32.1 11.0 -
　無回答 - - - - - - -

- - - - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 4 - 2 - 2 - -

100.0 - 50.0 - 50.0 - -
取締役・役員クラス 28 1 19 1 9 4 -

100.0 3.6 67.9 3.6 32.1 14.3 -
部長・次長クラス 55 3 31 6 17 9 -

100.0 5.5 56.4 10.9 30.9 16.4 -
課長クラス 34 3 16 3 11 4 -

100.0 8.8 47.1 8.8 32.4 11.8 -
係長・主任クラス 24 1 19 1 5 1 -

100.0 4.2 79.2 4.2 20.8 4.2 -
一般社員 10 3 7 - 2 1 -

100.0 30.0 70.0 - 20.0 10.0 -
その他 2 - 2 - - - -

100.0 - 100.0 - - - -
　無回答 1 - 1 - - - -

100.0 - 100.0 - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 13 - 10 - 1 2 -

100.0 - 76.9 - 7.7 15.4 -
人事・労務部門 23 - 17 2 6 2 -

100.0 - 73.9 8.7 26.1 8.7 -
総務・庶務部門 55 2 35 4 16 4 -

100.0 3.6 63.6 7.3 29.1 7.3 -
経理部門 3 - 2 - 1 - -

100.0 - 66.7 - 33.3 - -
広報部門 - - - - - - -

- - - - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 21 3 11 1 7 3 -

100.0 14.3 52.4 4.8 33.3 14.3 -
その他部門 35 5 20 2 13 5 -

100.0 14.3 57.1 5.7 37.1 14.3 -
　無回答 8 1 2 2 2 3 -

100.0 12.5 25.0 25.0 25.0 37.5 -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 34 2 23 1 7 5 -

100.0 5.9 67.7 2.9 20.6 14.7 -
労使協議機関での協議 49 4 36 2 10 4 -

100.0 8.2 73.5 4.1 20.4 8.2 -
取組を行うための専門組織の編成 32 1 18 2 10 6 -

100.0 3.1 56.3 6.3 31.3 18.8 -
懇談会・説明会などの 93 6 56 6 27 14 -

常設ではない会合 100.0 6.5 60.2 6.5 29.0 15.1 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 84 5 55 7 26 7 -

その他の苦情処理機関 100.0 6.0 65.5 8.3 31.0 8.3 -
社内報や社内掲示板、 123 8 74 10 37 15 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 6.5 60.2 8.1 30.1 12.2 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 39 1 29 4 7 5 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 2.6 74.4 10.3 18.0 12.8 -
従業員へのアンケート調査 93 7 55 5 30 8 -

100.0 7.5 59.1 5.4 32.3 8.6 -
その他 13 - 8 1 4 1 -

100.0 - 61.5 7.7 30.8 7.7 -
　無回答 1 - - - 1 - -

100.0 - - - 100.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 158 11 97 11 46 19 -

100.0 7.0 61.4 7.0 29.1 12.0 -
行っていない - - - - - - -

- - - - - - -
　無回答 - - - - - - -

- - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問１　どのような課題が生じましたか。（○はいくつでも）

全

体

現
場
の
意
見
が
反
映
さ
れ
ず
、

か
え
っ

て
従
業
員
の
不
満
が
生

じ
、

円
滑
な
実
施
の
妨
げ
に

な
っ

た

調
整
に
時
間
が
か
か
り
、

導

入
・
運
用
の
計
画
が
遅
れ
た

現
場
の
意
見
を
反
映
し
た
こ
と

に
よ
り
、

当
初
計
画
し
て
い
た

効
果
が
現
れ
な
か
っ

た

従
業
員
の
意
見
に
よ
り
、

当
初

予
定
し
て
い
た
よ
り
も
コ
ス
ト

の
か
か
る
も
の
を
導
入
す
る
こ

と
と
な
っ

た

そ
の
他
の
課
題
が
生
じ
た

無
回
答

　全　体 158 11 97 11 46 19 -
100.0 7.0 61.4 7.0 29.1 12.0 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 132 7 82 10 38 17 -

100.0 5.3 62.1 7.6 28.8 12.9 -
導入後に行った 48 6 30 2 16 6 -

100.0 12.5 62.5 4.2 33.3 12.5 -
行っていない - - - - - - -

- - - - - - -
　無回答 - - - - - - -

- - - - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 40 1 21 3 18 4 -

100.0 2.5 52.5 7.5 45.0 10.0 -
やや積極的 41 5 28 1 8 3 -

100.0 12.2 68.3 2.4 19.5 7.3 -
どちらでもない 61 4 38 4 16 10 -

100.0 6.6 62.3 6.6 26.2 16.4 -
やや消極的 7 - 4 1 3 1 -

100.0 - 57.1 14.3 42.9 14.3 -
対応には消極的だった 3 - 1 1 1 1 -

100.0 - 33.3 33.3 33.3 33.3 -
　無回答 6 1 5 1 - - -

100.0 16.7 83.3 16.7 - - -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 78 3 43 7 30 10 -

100.0 3.9 55.1 9.0 38.5 12.8 -
導入することを決めた後で協議した 43 3 29 2 8 6 -

100.0 7.0 67.4 4.7 18.6 14.0 -
わからない 8 2 7 1 - 1 -

100.0 25.0 87.5 12.5 - 12.5 -
　無回答 29 3 18 1 8 2 -

100.0 10.3 62.1 3.5 27.6 6.9 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 147 8 91 8 45 17 -

100.0 5.4 61.9 5.4 30.6 11.6 -
効果はなかった 8 2 5 2 1 1 -

100.0 25.0 62.5 25.0 12.5 12.5 -
　無回答 3 1 1 1 - 1 -

100.0 33.3 33.3 33.3 - 33.3 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 11 97 11 46 19 -

100.0 7.0 61.4 7.0 29.1 12.0 -
課題は生じなかった - - - - - - -

- - - - - - -
　無回答 - - - - - - -

- - - - - - -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 93 5 62 5 24 12 -

100.0 5.4 66.7 5.4 25.8 12.9 -
行っていない 62 5 34 6 22 5 -

100.0 8.1 54.8 9.7 35.5 8.1 -
　無回答 3 1 1 - - 2 -

100.0 33.3 33.3 - - 66.7 -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 111 5 68 7 33 15 -

100.0 4.5 61.3 6.3 29.7 13.5 -
行う予定はない 6 - 4 - 2 1 -

100.0 - 66.7 - 33.3 16.7 -
わからない 41 6 25 4 11 3 -

100.0 14.6 61.0 9.8 26.8 7.3 -
　無回答 - - - - - - -

- - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問１　どのような課題が生じましたか。（○はいくつでも）

全

体

現
場
の
意
見
が
反
映
さ
れ
ず
、

か
え
っ

て
従
業
員
の
不
満
が
生

じ
、

円
滑
な
実
施
の
妨
げ
に

な
っ

た

調
整
に
時
間
が
か
か
り
、

導

入
・
運
用
の
計
画
が
遅
れ
た

現
場
の
意
見
を
反
映
し
た
こ
と

に
よ
り
、

当
初
計
画
し
て
い
た

効
果
が
現
れ
な
か
っ

た

従
業
員
の
意
見
に
よ
り
、

当
初

予
定
し
て
い
た
よ
り
も
コ
ス
ト

の
か
か
る
も
の
を
導
入
す
る
こ

と
と
な
っ

た

そ
の
他
の
課
題
が
生
じ
た

無
回
答

　全　体 158 11 97 11 46 19 -
100.0 7.0 61.4 7.0 29.1 12.0 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 3 - 3 - - - -

100.0 - 100.0 - - - -
30～49人 21 2 10 1 6 4 -

100.0 9.5 47.6 4.8 28.6 19.1 -
50～99人 30 3 16 3 9 7 -

100.0 10.0 53.3 10.0 30.0 23.3 -
100～299人 68 4 45 3 22 5 -

100.0 5.9 66.2 4.4 32.4 7.4 -
300人以上 30 2 20 4 6 3 -

100.0 6.7 66.7 13.3 20.0 10.0 -
　無回答 6 - 3 - 3 - -

100.0 - 50.0 - 50.0 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 49 5 32 3 11 7 -

100.0 10.2 65.3 6.1 22.5 14.3 -
ない 109 6 65 8 35 12 -

100.0 5.5 59.6 7.3 32.1 11.0 -
　無回答 - - - - - - -

- - - - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 4 - 2 - 2 - -

100.0 - 50.0 - 50.0 - -
取締役・役員クラス 28 1 19 1 9 4 -

100.0 3.6 67.9 3.6 32.1 14.3 -
部長・次長クラス 55 3 31 6 17 9 -

100.0 5.5 56.4 10.9 30.9 16.4 -
課長クラス 34 3 16 3 11 4 -

100.0 8.8 47.1 8.8 32.4 11.8 -
係長・主任クラス 24 1 19 1 5 1 -

100.0 4.2 79.2 4.2 20.8 4.2 -
一般社員 10 3 7 - 2 1 -

100.0 30.0 70.0 - 20.0 10.0 -
その他 2 - 2 - - - -

100.0 - 100.0 - - - -
　無回答 1 - 1 - - - -

100.0 - 100.0 - - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 13 - 10 - 1 2 -

100.0 - 76.9 - 7.7 15.4 -
人事・労務部門 23 - 17 2 6 2 -

100.0 - 73.9 8.7 26.1 8.7 -
総務・庶務部門 55 2 35 4 16 4 -

100.0 3.6 63.6 7.3 29.1 7.3 -
経理部門 3 - 2 - 1 - -

100.0 - 66.7 - 33.3 - -
広報部門 - - - - - - -

- - - - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 21 3 11 1 7 3 -

100.0 14.3 52.4 4.8 33.3 14.3 -
その他部門 35 5 20 2 13 5 -

100.0 14.3 57.1 5.7 37.1 14.3 -
　無回答 8 1 2 2 2 3 -

100.0 12.5 25.0 25.0 25.0 37.5 -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 34 2 23 1 7 5 -

100.0 5.9 67.7 2.9 20.6 14.7 -
労使協議機関での協議 49 4 36 2 10 4 -

100.0 8.2 73.5 4.1 20.4 8.2 -
取組を行うための専門組織の編成 32 1 18 2 10 6 -

100.0 3.1 56.3 6.3 31.3 18.8 -
懇談会・説明会などの 93 6 56 6 27 14 -

常設ではない会合 100.0 6.5 60.2 6.5 29.0 15.1 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 84 5 55 7 26 7 -

その他の苦情処理機関 100.0 6.0 65.5 8.3 31.0 8.3 -
社内報や社内掲示板、 123 8 74 10 37 15 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 6.5 60.2 8.1 30.1 12.2 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 39 1 29 4 7 5 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 2.6 74.4 10.3 18.0 12.8 -
従業員へのアンケート調査 93 7 55 5 30 8 -

100.0 7.5 59.1 5.4 32.3 8.6 -
その他 13 - 8 1 4 1 -

100.0 - 61.5 7.7 30.8 7.7 -
　無回答 1 - - - 1 - -

100.0 - - - 100.0 - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 158 11 97 11 46 19 -

100.0 7.0 61.4 7.0 29.1 12.0 -
行っていない - - - - - - -

- - - - - - -
　無回答 - - - - - - -

- - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ19　（Ｑ12で「３．行っていない」と回答された事業所にお伺いします。）従業員との協議等を行わない理由にはどのようなものがありましたか。（○はいくつでも）

全

体

誰
と
協
議
や
話
し
合
い
等
を
行

え
ば
よ
い
か
わ
か
ら
な
か
っ

た

か
ら

経
営
判
断
で
あ
る
た
め
必
要
が

な
か
っ

た
か
ら

そ
の
よ
う
な
慣
行
が
な
か
っ

た

か
ら

本
社
や
親
会
社
、

グ
ル
ー

プ
会

社
の
方
針
で
あ
っ

た
か
ら

短
期
間
で
の
決
断
が
必
要
で

あ
っ

た
か
ら

現
場
の
裁
量
で
導
入
し
た
か
ら

特
に
大
き
な
決
断
で
は
な
か
っ

た
か
ら

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 649 1 330 46 156 47 138 163 51 15 -
100.0 0.2 50.9 7.1 24.0 7.2 21.3 25.1 7.9 2.3 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 27 - 14 2 13 1 4 3 2 - -

100.0 - 51.9 7.4 48.2 3.7 14.8 11.1 7.4 - -
1,000～4,999人 117 - 48 9 34 4 24 32 10 4 -

100.0 - 41.0 7.7 29.1 3.4 20.5 27.4 8.6 3.4 -
300～999人 217 - 103 13 65 13 42 60 19 8 -

100.0 - 47.5 6.0 30.0 6.0 19.4 27.7 8.8 3.7 -
100～299人 225 - 133 20 37 22 52 47 16 3 -

100.0 - 59.1 8.9 16.4 9.8 23.1 20.9 7.1 1.3 -
50～99人 54 1 30 2 4 5 15 17 2 - -

100.0 1.9 55.6 3.7 7.4 9.3 27.8 31.5 3.7 - -
30～49人 9 - 2 - 3 2 1 4 2 - -

100.0 - 22.2 - 33.3 22.2 11.1 44.4 22.2 - -
　無回答 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 2 - - - - - 1 - 1 - -

100.0 - - - - - 50.0 - 50.0 - -
漁業 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
建設業 66 - 30 6 21 2 11 15 4 1 -

100.0 - 45.5 9.1 31.8 3.0 16.7 22.7 6.1 1.5 -
製造業 237 - 122 20 63 18 68 50 17 6 -

100.0 - 51.5 8.4 26.6 7.6 28.7 21.1 7.2 2.5 -
電気・ガス・熱供給・水道業 4 - 3 1 1 - 2 1 - - -

100.0 - 75.0 25.0 25.0 - 50.0 25.0 - - -
情報通信業 41 - 22 1 10 5 12 13 5 2 -

100.0 - 53.7 2.4 24.4 12.2 29.3 31.7 12.2 4.9 -
運輸業、郵便業 44 1 23 4 10 3 7 13 1 1 -

100.0 2.3 52.3 9.1 22.7 6.8 15.9 29.6 2.3 2.3 -
卸売業、小売業 82 - 47 5 18 8 7 26 3 1 -

100.0 - 57.3 6.1 22.0 9.8 8.5 31.7 3.7 1.2 -
金融業、保険業 16 - 10 - - - 2 7 3 - -

100.0 - 62.5 - - - 12.5 43.8 18.8 - -
不動産業、物品賃貸業 8 - 6 - 2 - 2 4 - - -

100.0 - 75.0 - 25.0 - 25.0 50.0 - - -
学術研究、専門・技術サービス業 19 - 8 1 2 - 5 7 3 - -

100.0 - 42.1 5.3 10.5 - 26.3 36.8 15.8 - -
宿泊業、飲食サービス業 12 - 7 1 5 - 2 2 - - -

100.0 - 58.3 8.3 41.7 - 16.7 16.7 - - -
生活関連サービス業、娯楽業 4 - 3 1 2 - - - - - -

100.0 - 75.0 25.0 50.0 - - - - - -
教育、学習支援業 15 - 5 2 1 1 5 4 1 - -

100.0 - 33.3 13.3 6.7 6.7 33.3 26.7 6.7 - -
医療、福祉 37 - 22 1 9 5 3 5 3 2 -

100.0 - 59.5 2.7 24.3 13.5 8.1 13.5 8.1 5.4 -
複合サービス事業 5 - 3 - - - 2 1 1 - -

100.0 - 60.0 - - - 40.0 20.0 20.0 - -
その他サービス業 43 - 14 3 8 5 7 10 6 2 -

100.0 - 32.6 7.0 18.6 11.6 16.3 23.3 14.0 4.7 -
分類不能の産業 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
その他 6 - 1 - 2 - 1 3 2 - -

100.0 - 16.7 - 33.3 - 16.7 50.0 33.3 - -
　無回答 8 - 4 - 2 - 1 2 1 - -

100.0 - 50.0 - 25.0 - 12.5 25.0 12.5 - -
Ｑ２　業種
製造業 237 - 122 20 63 18 68 50 17 6 -

100.0 - 51.5 8.4 26.6 7.6 28.7 21.1 7.2 2.5 -
非製造業 404 1 204 26 91 29 69 111 33 9 -

100.0 0.3 50.5 6.4 22.5 7.2 17.1 27.5 8.2 2.2 -
　無回答 8 - 4 - 2 - 1 2 1 - -

100.0 - 50.0 - 25.0 - 12.5 25.0 12.5 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 81 - 42 5 20 6 20 24 6 - -

100.0 - 51.9 6.2 24.7 7.4 24.7 29.6 7.4 - -
1920～1939年 74 - 39 5 14 3 17 22 6 - -

100.0 - 52.7 6.8 18.9 4.1 23.0 29.7 8.1 - -
1940～1959年 184 - 97 12 44 12 45 39 12 8 -

100.0 - 52.7 6.5 23.9 6.5 24.5 21.2 6.5 4.4 -
1960～1979年 173 - 88 18 44 12 33 45 10 1 -

100.0 - 50.9 10.4 25.4 6.9 19.1 26.0 5.8 0.6 -
1980～1999年 89 1 47 5 25 11 15 17 11 3 -

100.0 1.1 52.8 5.6 28.1 12.4 16.9 19.1 12.4 3.4 -
2000年以降 33 - 9 1 6 2 8 12 5 1 -

100.0 - 27.3 3.0 18.2 6.1 24.2 36.4 15.2 3.0 -
　無回答 15 - 8 - 3 1 - 4 1 2 -

100.0 - 53.3 - 20.0 6.7 - 26.7 6.7 13.3 -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ19　（Ｑ12で「３．行っていない」と回答された事業所にお伺いします。）従業員との協議等を行わない理由にはどのようなものがありましたか。（○はいくつでも）
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　全　体 649 1 330 46 156 47 138 163 51 15 -
100.0 0.2 50.9 7.1 24.0 7.2 21.3 25.1 7.9 2.3 -

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 25 - 12 1 8 2 6 7 2 - -

100.0 - 48.0 4.0 32.0 8.0 24.0 28.0 8.0 - -
30～49人 78 - 34 3 26 5 12 23 6 2 -

100.0 - 43.6 3.9 33.3 6.4 15.4 29.5 7.7 2.6 -
50～99人 157 1 80 7 45 15 32 40 7 4 -

100.0 0.6 51.0 4.5 28.7 9.6 20.4 25.5 4.5 2.6 -
100～299人 219 - 118 20 47 18 50 49 19 3 -

100.0 - 53.9 9.1 21.5 8.2 22.8 22.4 8.7 1.4 -
300人以上 135 - 71 10 23 5 31 40 12 5 -

100.0 - 52.6 7.4 17.0 3.7 23.0 29.6 8.9 3.7 -
　無回答 35 - 15 5 7 2 7 4 5 1 -

100.0 - 42.9 14.3 20.0 5.7 20.0 11.4 14.3 2.9 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 270 - 132 18 76 15 67 71 20 7 -

100.0 - 48.9 6.7 28.2 5.6 24.8 26.3 7.4 2.6 -
ない 375 1 196 28 80 32 70 92 30 8 -

100.0 0.3 52.3 7.5 21.3 8.5 18.7 24.5 8.0 2.1 -
　無回答 4 - 2 - - - 1 - 1 - -

100.0 - 50.0 - - - 25.0 - 25.0 - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 12 1 7 1 - 3 2 3 - - -

100.0 8.3 58.3 8.3 - 25.0 16.7 25.0 - - -
取締役・役員クラス 76 - 52 8 8 6 15 27 3 1 -

100.0 - 68.4 10.5 10.5 7.9 19.7 35.5 4.0 1.3 -
部長・次長クラス 191 - 106 11 43 16 38 53 24 2 -

100.0 - 55.5 5.8 22.5 8.4 19.9 27.8 12.6 1.1 -
課長クラス 185 - 84 11 54 13 39 36 10 6 -

100.0 - 45.4 6.0 29.2 7.0 21.1 19.5 5.4 3.2 -
係長・主任クラス 91 - 44 8 17 5 26 26 8 2 -

100.0 - 48.4 8.8 18.7 5.5 28.6 28.6 8.8 2.2 -
一般社員 81 - 29 7 29 4 17 16 5 4 -

100.0 - 35.8 8.6 35.8 4.9 21.0 19.8 6.2 4.9 -
その他 5 - 3 - 4 - - - - - -

100.0 - 60.0 - 80.0 - - - - - -
　無回答 8 - 5 - 1 - 1 2 1 - -

100.0 - 62.5 - 12.5 - 12.5 25.0 12.5 - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 48 - 19 4 4 5 14 17 6 - -

100.0 - 39.6 8.3 8.3 10.4 29.2 35.4 12.5 - -
人事・労務部門 123 - 72 6 31 7 17 29 10 3 -

100.0 - 58.5 4.9 25.2 5.7 13.8 23.6 8.1 2.4 -
総務・庶務部門 257 - 139 17 62 19 62 58 17 5 -

100.0 - 54.1 6.6 24.1 7.4 24.1 22.6 6.6 2.0 -
経理部門 19 - 6 3 4 - 7 4 3 - -

100.0 - 31.6 15.8 21.1 - 36.8 21.1 15.8 - -
広報部門 1 - - - - - 1 1 - - -

100.0 - - - - - 100.0 100.0 - - -
経営企画・経営戦略立案部門 38 - 19 5 7 1 6 14 4 1 -

100.0 - 50.0 13.2 18.4 2.6 15.8 36.8 10.5 2.6 -
その他部門 121 - 52 7 45 9 22 26 7 6 -

100.0 - 43.0 5.8 37.2 7.4 18.2 21.5 5.8 5.0 -
　無回答 42 1 23 4 3 6 9 14 4 - -

100.0 2.4 54.8 9.5 7.1 14.3 21.4 33.3 9.5 - -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 214 - 111 11 50 12 60 61 15 6 -

100.0 - 51.9 5.1 23.4 5.6 28.0 28.5 7.0 2.8 -
労使協議機関での協議 231 - 119 14 69 15 59 58 22 3 -

100.0 - 51.5 6.1 29.9 6.5 25.5 25.1 9.5 1.3 -
取組を行うための専門組織の編成 88 - 50 5 29 7 19 23 8 1 -

100.0 - 56.8 5.7 33.0 8.0 21.6 26.1 9.1 1.1 -
懇談会・説明会などの 296 1 161 18 63 28 70 81 22 4 -

常設ではない会合 100.0 0.3 54.4 6.1 21.3 9.5 23.7 27.4 7.4 1.4 -
相談窓口（電子メール等を含む）や 307 - 161 17 76 24 65 71 27 7 -

その他の苦情処理機関 100.0 - 52.4 5.5 24.8 7.8 21.2 23.1 8.8 2.3 -
社内報や社内掲示板、 465 1 239 34 113 37 97 124 37 8 -

電子メールなどでの情報提供 100.0 0.2 51.4 7.3 24.3 8.0 20.9 26.7 8.0 1.7 -
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 103 1 46 13 28 8 20 34 6 3 -

活用したコミュニケーションツール 100.0 1.0 44.7 12.6 27.2 7.8 19.4 33.0 5.8 2.9 -
従業員へのアンケート調査 237 - 128 16 63 19 55 66 17 4 -

100.0 - 54.0 6.8 26.6 8.0 23.2 27.9 7.2 1.7 -
その他 33 - 16 7 8 2 3 4 5 1 -

100.0 - 48.5 21.2 24.2 6.1 9.1 12.1 15.2 3.0 -
　無回答 5 - 1 - 2 - - - 1 1 -

100.0 - 20.0 - 40.0 - - - 20.0 20.0 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 649 1 330 46 156 47 138 163 51 15 -

100.0 0.2 50.9 7.1 24.0 7.2 21.3 25.1 7.9 2.3 -
行っていない - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
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Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ19　（Ｑ12で「３．行っていない」と回答された事業所にお伺いします。）従業員との協議等を行わない理由にはどのようなものがありましたか。（○はいくつでも）
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　全　体 649 1 330 46 156 47 138 163 51 15 -
100.0 0.2 50.9 7.1 24.0 7.2 21.3 25.1 7.9 2.3 -

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 27 - 14 2 13 1 4 3 2 - -

100.0 - 51.9 7.4 48.2 3.7 14.8 11.1 7.4 - -
1,000～4,999人 117 - 48 9 34 4 24 32 10 4 -

100.0 - 41.0 7.7 29.1 3.4 20.5 27.4 8.6 3.4 -
300～999人 217 - 103 13 65 13 42 60 19 8 -

100.0 - 47.5 6.0 30.0 6.0 19.4 27.7 8.8 3.7 -
100～299人 225 - 133 20 37 22 52 47 16 3 -

100.0 - 59.1 8.9 16.4 9.8 23.1 20.9 7.1 1.3 -
50～99人 54 1 30 2 4 5 15 17 2 - -

100.0 1.9 55.6 3.7 7.4 9.3 27.8 31.5 3.7 - -
30～49人 9 - 2 - 3 2 1 4 2 - -

100.0 - 22.2 - 33.3 22.2 11.1 44.4 22.2 - -
　無回答 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 2 - - - - - 1 - 1 - -

100.0 - - - - - 50.0 - 50.0 - -
漁業 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
建設業 66 - 30 6 21 2 11 15 4 1 -

100.0 - 45.5 9.1 31.8 3.0 16.7 22.7 6.1 1.5 -
製造業 237 - 122 20 63 18 68 50 17 6 -

100.0 - 51.5 8.4 26.6 7.6 28.7 21.1 7.2 2.5 -
電気・ガス・熱供給・水道業 4 - 3 1 1 - 2 1 - - -

100.0 - 75.0 25.0 25.0 - 50.0 25.0 - - -
情報通信業 41 - 22 1 10 5 12 13 5 2 -

100.0 - 53.7 2.4 24.4 12.2 29.3 31.7 12.2 4.9 -
運輸業、郵便業 44 1 23 4 10 3 7 13 1 1 -

100.0 2.3 52.3 9.1 22.7 6.8 15.9 29.6 2.3 2.3 -
卸売業、小売業 82 - 47 5 18 8 7 26 3 1 -

100.0 - 57.3 6.1 22.0 9.8 8.5 31.7 3.7 1.2 -
金融業、保険業 16 - 10 - - - 2 7 3 - -

100.0 - 62.5 - - - 12.5 43.8 18.8 - -
不動産業、物品賃貸業 8 - 6 - 2 - 2 4 - - -

100.0 - 75.0 - 25.0 - 25.0 50.0 - - -
学術研究、専門・技術サービス業 19 - 8 1 2 - 5 7 3 - -

100.0 - 42.1 5.3 10.5 - 26.3 36.8 15.8 - -
宿泊業、飲食サービス業 12 - 7 1 5 - 2 2 - - -

100.0 - 58.3 8.3 41.7 - 16.7 16.7 - - -
生活関連サービス業、娯楽業 4 - 3 1 2 - - - - - -

100.0 - 75.0 25.0 50.0 - - - - - -
教育、学習支援業 15 - 5 2 1 1 5 4 1 - -

100.0 - 33.3 13.3 6.7 6.7 33.3 26.7 6.7 - -
医療、福祉 37 - 22 1 9 5 3 5 3 2 -

100.0 - 59.5 2.7 24.3 13.5 8.1 13.5 8.1 5.4 -
複合サービス事業 5 - 3 - - - 2 1 1 - -

100.0 - 60.0 - - - 40.0 20.0 20.0 - -
その他サービス業 43 - 14 3 8 5 7 10 6 2 -

100.0 - 32.6 7.0 18.6 11.6 16.3 23.3 14.0 4.7 -
分類不能の産業 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
その他 6 - 1 - 2 - 1 3 2 - -

100.0 - 16.7 - 33.3 - 16.7 50.0 33.3 - -
　無回答 8 - 4 - 2 - 1 2 1 - -

100.0 - 50.0 - 25.0 - 12.5 25.0 12.5 - -
Ｑ２　業種
製造業 237 - 122 20 63 18 68 50 17 6 -

100.0 - 51.5 8.4 26.6 7.6 28.7 21.1 7.2 2.5 -
非製造業 404 1 204 26 91 29 69 111 33 9 -

100.0 0.3 50.5 6.4 22.5 7.2 17.1 27.5 8.2 2.2 -
　無回答 8 - 4 - 2 - 1 2 1 - -

100.0 - 50.0 - 25.0 - 12.5 25.0 12.5 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 81 - 42 5 20 6 20 24 6 - -

100.0 - 51.9 6.2 24.7 7.4 24.7 29.6 7.4 - -
1920～1939年 74 - 39 5 14 3 17 22 6 - -

100.0 - 52.7 6.8 18.9 4.1 23.0 29.7 8.1 - -
1940～1959年 184 - 97 12 44 12 45 39 12 8 -

100.0 - 52.7 6.5 23.9 6.5 24.5 21.2 6.5 4.4 -
1960～1979年 173 - 88 18 44 12 33 45 10 1 -

100.0 - 50.9 10.4 25.4 6.9 19.1 26.0 5.8 0.6 -
1980～1999年 89 1 47 5 25 11 15 17 11 3 -

100.0 1.1 52.8 5.6 28.1 12.4 16.9 19.1 12.4 3.4 -
2000年以降 33 - 9 1 6 2 8 12 5 1 -

100.0 - 27.3 3.0 18.2 6.1 24.2 36.4 15.2 3.0 -
　無回答 15 - 8 - 3 1 - 4 1 2 -

100.0 - 53.3 - 20.0 6.7 - 26.7 6.7 13.3 -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ19　（Ｑ12で「３．行っていない」と回答された事業所にお伺いします。）従業員との協議等を行わない理由にはどのようなものがありましたか。（○はいくつでも）
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　全　体 649 1 330 46 156 47 138 163 51 15 -
100.0 0.2 50.9 7.1 24.0 7.2 21.3 25.1 7.9 2.3 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
導入後に行った - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
行っていない 649 1 330 46 156 47 138 163 51 15 -

100.0 0.2 50.9 7.1 24.0 7.2 21.3 25.1 7.9 2.3 -
　無回答 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
やや積極的 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
どちらでもない - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
やや消極的 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
対応には消極的だった - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
導入することを決めた後で協議した - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
わからない - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
効果はなかった - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
課題は生じなかった - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 169 - 94 14 40 14 42 35 19 6 -

100.0 - 55.6 8.3 23.7 8.3 24.9 20.7 11.2 3.6 -
行っていない 467 1 229 31 114 32 96 127 30 8 -

100.0 0.2 49.0 6.6 24.4 6.9 20.6 27.2 6.4 1.7 -
　無回答 13 - 7 1 2 1 - 1 2 1 -

100.0 - 53.9 7.7 15.4 7.7 - 7.7 15.4 7.7 -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 333 - 183 30 63 26 78 91 31 6 -

100.0 - 55.0 9.0 18.9 7.8 23.4 27.3 9.3 1.8 -
行う予定はない 27 - 12 3 10 4 6 9 1 - -

100.0 - 44.4 11.1 37.0 14.8 22.2 33.3 3.7 - -
わからない 285 1 132 13 82 17 54 63 19 9 -

100.0 0.4 46.3 4.6 28.8 6.0 19.0 22.1 6.7 3.2 -
　無回答 4 - 3 - 1 - - - - - -

100.0 - 75.0 - 25.0 - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ20　（Ｑ12で「３．行っていない」と回答された事業所にお伺いします。）従業員との協議等を行わないことでどのような課題が生じましたか。（○はいくつでも）

全

体

導
入
し
た
取
組
に
つ
い
て
従
業

員
か
ら
不
満
の
声
が
あ
っ

た

現
場
の
業
務
に
適
合
し
な
い
導

入
の
仕
方
と
な
っ

た

導
入
し
た
取
組
に
よ
り
想
定
ど

お
り
の
生
産
性
向
上
の
成
果
が

得
ら
れ
な
か
っ

た

導
入
・
運
用
の
計
画
が
遅
れ
た

必
要
な
配
置
転
換
や
職
種
転
換

が
で
き
な
か
っ

た

そ
の
他

特
に
課
題
を
感
じ
て
い
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 649 30 15 24 21 1 17 510 40 11
100.0 4.6 2.3 3.7 3.2 0.2 2.6 78.6 6.2 1.7

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 27 3 1 1 1 - 2 15 2 2

100.0 11.1 3.7 3.7 3.7 - 7.4 55.6 7.4 7.4
1,000～4,999人 117 6 4 6 4 1 3 90 8 2

100.0 5.1 3.4 5.1 3.4 0.9 2.6 76.9 6.8 1.7
300～999人 217 10 5 10 6 - 6 174 15 -

100.0 4.6 2.3 4.6 2.8 - 2.8 80.2 6.9 -
100～299人 225 8 5 7 7 - 5 179 13 5

100.0 3.6 2.2 3.1 3.1 - 2.2 79.6 5.8 2.2
50～99人 54 2 - - 2 - 1 46 2 1

100.0 3.7 - - 3.7 - 1.9 85.2 3.7 1.9
30～49人 9 1 - - 1 - - 6 - 1

100.0 11.1 - - 11.1 - - 66.7 - 11.1
　無回答 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 2 - - - - - - 1 1 -

100.0 - - - - - - 50.0 50.0 -
漁業 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
建設業 66 5 1 3 1 - 2 51 4 -

100.0 7.6 1.5 4.6 1.5 - 3.0 77.3 6.1 -
製造業 237 8 1 5 6 - 4 199 12 5

100.0 3.4 0.4 2.1 2.5 - 1.7 84.0 5.1 2.1
電気・ガス・熱供給・水道業 4 - - 1 1 - 1 2 - -

100.0 - - 25.0 25.0 - 25.0 50.0 - -
情報通信業 41 1 1 - - - - 38 2 -

100.0 2.4 2.4 - - - - 92.7 4.9 -
運輸業、郵便業 44 1 1 2 3 - - 33 4 -

100.0 2.3 2.3 4.6 6.8 - - 75.0 9.1 -
卸売業、小売業 82 7 5 4 1 1 3 62 5 -

100.0 8.5 6.1 4.9 1.2 1.2 3.7 75.6 6.1 -
金融業、保険業 16 - - - - - 1 13 1 1

100.0 - - - - - 6.3 81.3 6.3 6.3
不動産業、物品賃貸業 8 1 - - - - - 6 1 -

100.0 12.5 - - - - - 75.0 12.5 -
学術研究、専門・技術サービス業 19 1 1 1 - - - 16 - 1

100.0 5.3 5.3 5.3 - - - 84.2 - 5.3
宿泊業、飲食サービス業 12 - - - - - - 11 1 -

100.0 - - - - - - 91.7 8.3 -
生活関連サービス業、娯楽業 4 1 - - 1 - - 3 - -

100.0 25.0 - - 25.0 - - 75.0 - -
教育、学習支援業 15 - - 1 - - 1 12 - 1

100.0 - - 6.7 - - 6.7 80.0 - 6.7
医療、福祉 37 3 4 5 3 - 2 19 5 1

100.0 8.1 10.8 13.5 8.1 - 5.4 51.4 13.5 2.7
複合サービス事業 5 - - - 1 - - 4 - -

100.0 - - - 20.0 - - 80.0 - -
その他サービス業 43 2 1 1 4 - 2 29 4 1

100.0 4.7 2.3 2.3 9.3 - 4.7 67.4 9.3 2.3
分類不能の産業 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
その他 6 - - - - - 1 5 - -

100.0 - - - - - 16.7 83.3 - -
　無回答 8 - - 1 - - - 6 - 1

100.0 - - 12.5 - - - 75.0 - 12.5
Ｑ２　業種
製造業 237 8 1 5 6 - 4 199 12 5

100.0 3.4 0.4 2.1 2.5 - 1.7 84.0 5.1 2.1
非製造業 404 22 14 18 15 1 13 305 28 5

100.0 5.5 3.5 4.5 3.7 0.3 3.2 75.5 6.9 1.2
　無回答 8 - - 1 - - - 6 - 1

100.0 - - 12.5 - - - 75.0 - 12.5
Ｑ３　創業年
1919年まで 81 3 - 2 3 - - 70 5 1

100.0 3.7 - 2.5 3.7 - - 86.4 6.2 1.2
1920～1939年 74 2 1 3 1 - 6 56 4 1

100.0 2.7 1.4 4.1 1.4 - 8.1 75.7 5.4 1.4
1940～1959年 184 10 4 7 7 - 4 143 8 5

100.0 5.4 2.2 3.8 3.8 - 2.2 77.7 4.4 2.7
1960～1979年 173 10 4 5 4 - 2 141 13 1

100.0 5.8 2.3 2.9 2.3 - 1.2 81.5 7.5 0.6
1980～1999年 89 4 3 5 3 - 4 67 3 3

100.0 4.5 3.4 5.6 3.4 - 4.5 75.3 3.4 3.4
2000年以降 33 1 2 1 - - 1 25 4 -

100.0 3.0 6.1 3.0 - - 3.0 75.8 12.1 -
　無回答 15 - 1 1 3 1 - 8 3 -

100.0 - 6.7 6.7 20.0 6.7 - 53.3 20.0 -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ19　（Ｑ12で「３．行っていない」と回答された事業所にお伺いします。）従業員との協議等を行わない理由にはどのようなものがありましたか。（○はいくつでも）

全

体

誰
と
協
議
や
話
し
合
い
等
を
行

え
ば
よ
い
か
わ
か
ら
な
か
っ

た

か
ら

経
営
判
断
で
あ
る
た
め
必
要
が

な
か
っ

た
か
ら

そ
の
よ
う
な
慣
行
が
な
か
っ

た

か
ら

本
社
や
親
会
社
、

グ
ル
ー

プ
会

社
の
方
針
で
あ
っ

た
か
ら

短
期
間
で
の
決
断
が
必
要
で

あ
っ

た
か
ら

現
場
の
裁
量
で
導
入
し
た
か
ら

特
に
大
き
な
決
断
で
は
な
か
っ

た
か
ら

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 649 1 330 46 156 47 138 163 51 15 -
100.0 0.2 50.9 7.1 24.0 7.2 21.3 25.1 7.9 2.3 -

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
導入後に行った - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
行っていない 649 1 330 46 156 47 138 163 51 15 -

100.0 0.2 50.9 7.1 24.0 7.2 21.3 25.1 7.9 2.3 -
　無回答 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
やや積極的 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
どちらでもない - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
やや消極的 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
対応には消極的だった - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
導入することを決めた後で協議した - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
わからない - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
効果はなかった - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
課題は生じなかった - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 169 - 94 14 40 14 42 35 19 6 -

100.0 - 55.6 8.3 23.7 8.3 24.9 20.7 11.2 3.6 -
行っていない 467 1 229 31 114 32 96 127 30 8 -

100.0 0.2 49.0 6.6 24.4 6.9 20.6 27.2 6.4 1.7 -
　無回答 13 - 7 1 2 1 - 1 2 1 -

100.0 - 53.9 7.7 15.4 7.7 - 7.7 15.4 7.7 -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 333 - 183 30 63 26 78 91 31 6 -

100.0 - 55.0 9.0 18.9 7.8 23.4 27.3 9.3 1.8 -
行う予定はない 27 - 12 3 10 4 6 9 1 - -

100.0 - 44.4 11.1 37.0 14.8 22.2 33.3 3.7 - -
わからない 285 1 132 13 82 17 54 63 19 9 -

100.0 0.4 46.3 4.6 28.8 6.0 19.0 22.1 6.7 3.2 -
　無回答 4 - 3 - 1 - - - - - -

100.0 - 75.0 - 25.0 - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ20　（Ｑ12で「３．行っていない」と回答された事業所にお伺いします。）従業員との協議等を行わないことでどのような課題が生じましたか。（○はいくつでも）

全

体

導
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し
た
取
組
に
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て
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業

員
か
ら
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満
の
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が
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現
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適
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し
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の
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上
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れ
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・
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用
の
計
画
が
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れ
た

必
要
な
配
置
転
換
や
職
種
転
換

が
で
き
な
か
っ

た

そ
の
他

特
に
課
題
を
感
じ
て
い
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 649 30 15 24 21 1 17 510 40 11
100.0 4.6 2.3 3.7 3.2 0.2 2.6 78.6 6.2 1.7

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 25 3 - 3 2 - 2 14 2 -

100.0 12.0 - 12.0 8.0 - 8.0 56.0 8.0 -
30～49人 78 3 3 4 4 - 1 60 5 2

100.0 3.9 3.9 5.1 5.1 - 1.3 76.9 6.4 2.6
50～99人 157 7 5 7 3 - 2 124 8 5

100.0 4.5 3.2 4.5 1.9 - 1.3 79.0 5.1 3.2
100～299人 219 9 5 5 8 - 10 177 10 1

100.0 4.1 2.3 2.3 3.7 - 4.6 80.8 4.6 0.5
300人以上 135 6 2 5 4 1 - 109 10 2

100.0 4.4 1.5 3.7 3.0 0.7 - 80.7 7.4 1.5
　無回答 35 2 - - - - 2 26 5 1

100.0 5.7 - - - - 5.7 74.3 14.3 2.9
Ｑ５　労働組合の有無
ある 270 13 5 10 8 1 8 218 11 5

100.0 4.8 1.9 3.7 3.0 0.4 3.0 80.7 4.1 1.9
ない 375 16 10 14 12 - 7 291 29 6

100.0 4.3 2.7 3.7 3.2 - 1.9 77.6 7.7 1.6
　無回答 4 1 - - 1 - 2 1 - -

100.0 25.0 - - 25.0 - 50.0 25.0 - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 12 - - - 3 - - 9 - -

100.0 - - - 25.0 - - 75.0 - -
取締役・役員クラス 76 - - 3 3 - - 66 2 3

100.0 - - 4.0 4.0 - - 86.8 2.6 4.0
部長・次長クラス 191 6 2 3 5 - 6 161 9 1

100.0 3.1 1.1 1.6 2.6 - 3.1 84.3 4.7 0.5
課長クラス 185 12 8 10 5 - 7 128 18 4

100.0 6.5 4.3 5.4 2.7 - 3.8 69.2 9.7 2.2
係長・主任クラス 91 5 3 2 3 - 3 72 5 2

100.0 5.5 3.3 2.2 3.3 - 3.3 79.1 5.5 2.2
一般社員 81 7 2 6 2 1 1 63 4 1

100.0 8.6 2.5 7.4 2.5 1.2 1.2 77.8 4.9 1.2
その他 5 - - - - - - 4 1 -

100.0 - - - - - - 80.0 20.0 -
　無回答 8 - - - - - - 7 1 -

100.0 - - - - - - 87.5 12.5 -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 48 2 - 2 3 - 2 38 2 -

100.0 4.2 - 4.2 6.3 - 4.2 79.2 4.2 -
人事・労務部門 123 5 3 2 - - 4 101 7 3

100.0 4.1 2.4 1.6 - - 3.3 82.1 5.7 2.4
総務・庶務部門 257 17 7 13 9 - 5 199 14 5

100.0 6.6 2.7 5.1 3.5 - 2.0 77.4 5.5 2.0
経理部門 19 - - - - - - 14 5 -

100.0 - - - - - - 73.7 26.3 -
広報部門 1 1 1 - - - - - - -

100.0 100.0 100.0 - - - - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 38 - - 1 1 - - 33 1 2

100.0 - - 2.6 2.6 - - 86.8 2.6 5.3
その他部門 121 5 4 4 4 - 5 91 9 1

100.0 4.1 3.3 3.3 3.3 - 4.1 75.2 7.4 0.8
　無回答 42 - - 2 4 1 1 34 2 -

100.0 - - 4.8 9.5 2.4 2.4 81.0 4.8 -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 214 8 2 9 5 1 5 176 9 4

100.0 3.7 0.9 4.2 2.3 0.5 2.3 82.2 4.2 1.9
労使協議機関での協議 231 9 1 7 1 - 9 191 13 3

100.0 3.9 0.4 3.0 0.4 - 3.9 82.7 5.6 1.3
取組を行うための専門組織の編成 88 5 4 4 1 - 2 72 5 1

100.0 5.7 4.6 4.6 1.1 - 2.3 81.8 5.7 1.1
懇談会・説明会などの 296 11 8 8 8 - 6 241 14 4

常設ではない会合 100.0 3.7 2.7 2.7 2.7 - 2.0 81.4 4.7 1.4
相談窓口（電子メール等を含む）や 307 13 7 13 5 1 8 246 20 4

その他の苦情処理機関 100.0 4.2 2.3 4.2 1.6 0.3 2.6 80.1 6.5 1.3
社内報や社内掲示板、 465 23 11 16 16 - 12 359 28 10

電子メールなどでの情報提供 100.0 5.0 2.4 3.4 3.4 - 2.6 77.2 6.0 2.2
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 103 7 2 5 3 - 3 75 9 2

活用したコミュニケーションツール 100.0 6.8 1.9 4.9 2.9 - 2.9 72.8 8.7 1.9
従業員へのアンケート調査 237 13 10 11 4 - 8 182 16 2

100.0 5.5 4.2 4.6 1.7 - 3.4 76.8 6.8 0.8
その他 33 2 1 2 4 - 1 22 4 -

100.0 6.1 3.0 6.1 12.1 - 3.0 66.7 12.1 -
　無回答 5 - - - 1 - - 3 1 -

100.0 - - - 20.0 - - 60.0 20.0 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 649 30 15 24 21 1 17 510 40 11

100.0 4.6 2.3 3.7 3.2 0.2 2.6 78.6 6.2 1.7
行っていない - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ20　（Ｑ12で「３．行っていない」と回答された事業所にお伺いします。）従業員との協議等を行わないことでどのような課題が生じましたか。（○はいくつでも）
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適
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れ
た

必
要
な
配
置
転
換
や
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種
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換

が
で
き
な
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そ
の
他

特
に
課
題
を
感
じ
て
い
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 649 30 15 24 21 1 17 510 40 11
100.0 4.6 2.3 3.7 3.2 0.2 2.6 78.6 6.2 1.7

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
導入後に行った - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
行っていない 649 30 15 24 21 1 17 510 40 11

100.0 4.6 2.3 3.7 3.2 0.2 2.6 78.6 6.2 1.7
　無回答 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
やや積極的 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
どちらでもない - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
やや消極的 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
対応には消極的だった - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
導入することを決めた後で協議した - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
わからない - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
効果はなかった - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
課題は生じなかった - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 169 6 3 6 5 - 7 132 8 4

100.0 3.6 1.8 3.6 3.0 - 4.1 78.1 4.7 2.4
行っていない 467 24 12 18 16 1 8 374 29 3

100.0 5.1 2.6 3.9 3.4 0.2 1.7 80.1 6.2 0.6
　無回答 13 - - - - - 2 4 3 4

100.0 - - - - - 15.4 30.8 23.1 30.8
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 333 17 7 9 13 - 9 269 12 6

100.0 5.1 2.1 2.7 3.9 - 2.7 80.8 3.6 1.8
行う予定はない 27 1 - 2 2 - 1 20 - 1

100.0 3.7 - 7.4 7.4 - 3.7 74.1 - 3.7
わからない 285 12 8 13 6 1 7 218 27 4

100.0 4.2 2.8 4.6 2.1 0.4 2.5 76.5 9.5 1.4
　無回答 4 - - - - - - 3 1 -

100.0 - - - - - - 75.0 25.0 -
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令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ20　（Ｑ12で「３．行っていない」と回答された事業所にお伺いします。）従業員との協議等を行わないことでどのような課題が生じましたか。（○はいくつでも）

全

体

導
入
し
た
取
組
に
つ
い
て
従
業

員
か
ら
不
満
の
声
が
あ
っ

た

現
場
の
業
務
に
適
合
し
な
い
導

入
の
仕
方
と
な
っ

た

導
入
し
た
取
組
に
よ
り
想
定
ど

お
り
の
生
産
性
向
上
の
成
果
が

得
ら
れ
な
か
っ

た

導
入
・
運
用
の
計
画
が
遅
れ
た

必
要
な
配
置
転
換
や
職
種
転
換

が
で
き
な
か
っ

た

そ
の
他

特
に
課
題
を
感
じ
て
い
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 649 30 15 24 21 1 17 510 40 11
100.0 4.6 2.3 3.7 3.2 0.2 2.6 78.6 6.2 1.7

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 25 3 - 3 2 - 2 14 2 -

100.0 12.0 - 12.0 8.0 - 8.0 56.0 8.0 -
30～49人 78 3 3 4 4 - 1 60 5 2

100.0 3.9 3.9 5.1 5.1 - 1.3 76.9 6.4 2.6
50～99人 157 7 5 7 3 - 2 124 8 5

100.0 4.5 3.2 4.5 1.9 - 1.3 79.0 5.1 3.2
100～299人 219 9 5 5 8 - 10 177 10 1

100.0 4.1 2.3 2.3 3.7 - 4.6 80.8 4.6 0.5
300人以上 135 6 2 5 4 1 - 109 10 2

100.0 4.4 1.5 3.7 3.0 0.7 - 80.7 7.4 1.5
　無回答 35 2 - - - - 2 26 5 1

100.0 5.7 - - - - 5.7 74.3 14.3 2.9
Ｑ５　労働組合の有無
ある 270 13 5 10 8 1 8 218 11 5

100.0 4.8 1.9 3.7 3.0 0.4 3.0 80.7 4.1 1.9
ない 375 16 10 14 12 - 7 291 29 6

100.0 4.3 2.7 3.7 3.2 - 1.9 77.6 7.7 1.6
　無回答 4 1 - - 1 - 2 1 - -

100.0 25.0 - - 25.0 - 50.0 25.0 - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 12 - - - 3 - - 9 - -

100.0 - - - 25.0 - - 75.0 - -
取締役・役員クラス 76 - - 3 3 - - 66 2 3

100.0 - - 4.0 4.0 - - 86.8 2.6 4.0
部長・次長クラス 191 6 2 3 5 - 6 161 9 1

100.0 3.1 1.1 1.6 2.6 - 3.1 84.3 4.7 0.5
課長クラス 185 12 8 10 5 - 7 128 18 4

100.0 6.5 4.3 5.4 2.7 - 3.8 69.2 9.7 2.2
係長・主任クラス 91 5 3 2 3 - 3 72 5 2

100.0 5.5 3.3 2.2 3.3 - 3.3 79.1 5.5 2.2
一般社員 81 7 2 6 2 1 1 63 4 1

100.0 8.6 2.5 7.4 2.5 1.2 1.2 77.8 4.9 1.2
その他 5 - - - - - - 4 1 -

100.0 - - - - - - 80.0 20.0 -
　無回答 8 - - - - - - 7 1 -

100.0 - - - - - - 87.5 12.5 -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 48 2 - 2 3 - 2 38 2 -

100.0 4.2 - 4.2 6.3 - 4.2 79.2 4.2 -
人事・労務部門 123 5 3 2 - - 4 101 7 3

100.0 4.1 2.4 1.6 - - 3.3 82.1 5.7 2.4
総務・庶務部門 257 17 7 13 9 - 5 199 14 5

100.0 6.6 2.7 5.1 3.5 - 2.0 77.4 5.5 2.0
経理部門 19 - - - - - - 14 5 -

100.0 - - - - - - 73.7 26.3 -
広報部門 1 1 1 - - - - - - -

100.0 100.0 100.0 - - - - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 38 - - 1 1 - - 33 1 2

100.0 - - 2.6 2.6 - - 86.8 2.6 5.3
その他部門 121 5 4 4 4 - 5 91 9 1

100.0 4.1 3.3 3.3 3.3 - 4.1 75.2 7.4 0.8
　無回答 42 - - 2 4 1 1 34 2 -

100.0 - - 4.8 9.5 2.4 2.4 81.0 4.8 -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 214 8 2 9 5 1 5 176 9 4

100.0 3.7 0.9 4.2 2.3 0.5 2.3 82.2 4.2 1.9
労使協議機関での協議 231 9 1 7 1 - 9 191 13 3

100.0 3.9 0.4 3.0 0.4 - 3.9 82.7 5.6 1.3
取組を行うための専門組織の編成 88 5 4 4 1 - 2 72 5 1

100.0 5.7 4.6 4.6 1.1 - 2.3 81.8 5.7 1.1
懇談会・説明会などの 296 11 8 8 8 - 6 241 14 4

常設ではない会合 100.0 3.7 2.7 2.7 2.7 - 2.0 81.4 4.7 1.4
相談窓口（電子メール等を含む）や 307 13 7 13 5 1 8 246 20 4

その他の苦情処理機関 100.0 4.2 2.3 4.2 1.6 0.3 2.6 80.1 6.5 1.3
社内報や社内掲示板、 465 23 11 16 16 - 12 359 28 10

電子メールなどでの情報提供 100.0 5.0 2.4 3.4 3.4 - 2.6 77.2 6.0 2.2
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 103 7 2 5 3 - 3 75 9 2

活用したコミュニケーションツール 100.0 6.8 1.9 4.9 2.9 - 2.9 72.8 8.7 1.9
従業員へのアンケート調査 237 13 10 11 4 - 8 182 16 2

100.0 5.5 4.2 4.6 1.7 - 3.4 76.8 6.8 0.8
その他 33 2 1 2 4 - 1 22 4 -

100.0 6.1 3.0 6.1 12.1 - 3.0 66.7 12.1 -
　無回答 5 - - - 1 - - 3 1 -

100.0 - - - 20.0 - - 60.0 20.0 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 649 30 15 24 21 1 17 510 40 11

100.0 4.6 2.3 3.7 3.2 0.2 2.6 78.6 6.2 1.7
行っていない - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ21　Ｑ10の取組の成果について、成果の把握や「見える化」を行っていますか。（○は１つ）

全

体

行
っ

て
い
る

行
っ

て
い
な
い

無
回
答

　全　体 1,264 473 750 41
100.0 37.4 59.3 3.2

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 97 68 23 6

100.0 70.1 23.7 6.2
1,000～4,999人 180 78 96 6

100.0 43.3 53.3 3.3
300～999人 378 133 234 11

100.0 35.2 61.9 2.9
100～299人 473 161 298 14

100.0 34.0 63.0 3.0
50～99人 106 23 81 2

100.0 21.7 76.4 1.9
30～49人 28 9 17 2

100.0 32.1 60.7 7.1
　無回答 2 1 1 -

100.0 50.0 50.0 -
Ｑ２　業種
農業、林業 4 2 2 -

100.0 50.0 50.0 -
漁業 - - - -

- - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 2 1 1 -

100.0 50.0 50.0 -
建設業 158 59 93 6

100.0 37.3 58.9 3.8
製造業 438 180 248 10

100.0 41.1 56.6 2.3
電気・ガス・熱供給・水道業 7 4 3 -

100.0 57.1 42.9 -
情報通信業 65 12 52 1

100.0 18.5 80.0 1.5
運輸業、郵便業 76 24 49 3

100.0 31.6 64.5 4.0
卸売業、小売業 176 74 93 9

100.0 42.1 52.8 5.1
金融業、保険業 25 10 14 1

100.0 40.0 56.0 4.0
不動産業、物品賃貸業 10 4 5 1

100.0 40.0 50.0 10.0
学術研究、専門・技術サービス業 33 12 21 -

100.0 36.4 63.6 -
宿泊業、飲食サービス業 19 5 13 1

100.0 26.3 68.4 5.3
生活関連サービス業、娯楽業 11 4 7 -

100.0 36.4 63.6 -
教育、学習支援業 22 1 21 -

100.0 4.6 95.5 -
医療、福祉 102 36 61 5

100.0 35.3 59.8 4.9
複合サービス事業 10 6 4 -

100.0 60.0 40.0 -
その他サービス業 76 26 49 1

100.0 34.2 64.5 1.3
分類不能の産業 - - - -

- - - -
その他 12 5 6 1

100.0 41.7 50.0 8.3
　無回答 18 8 8 2

100.0 44.4 44.4 11.1
Ｑ２　業種
製造業 438 180 248 10

100.0 41.1 56.6 2.3
非製造業 808 285 494 29

100.0 35.3 61.1 3.6
　無回答 18 8 8 2

100.0 44.4 44.4 11.1
Ｑ３　創業年
1919年まで 160 55 101 4

100.0 34.4 63.1 2.5
1920～1939年 133 40 86 7

100.0 30.1 64.7 5.3
1940～1959年 337 118 208 11

100.0 35.0 61.7 3.3
1960～1979年 326 112 207 7

100.0 34.4 63.5 2.2
1980～1999年 165 65 94 6

100.0 39.4 57.0 3.6
2000年以降 116 75 36 5

100.0 64.7 31.0 4.3
　無回答 27 8 18 1

100.0 29.6 66.7 3.7
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ21　Ｑ10の取組の成果について、成果の把握や「見える化」を行っていますか。（○は１つ）

全

体

行
っ

て
い
る

行
っ

て
い
な
い

無
回
答

　全　体 1,264 473 750 41
100.0 37.4 59.3 3.2

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 43 12 27 4

100.0 27.9 62.8 9.3
30～49人 176 64 105 7

100.0 36.4 59.7 4.0
50～99人 313 113 197 3

100.0 36.1 62.9 1.0
100～299人 454 179 259 16

100.0 39.4 57.1 3.5
300人以上 209 84 120 5

100.0 40.2 57.4 2.4
　無回答 69 21 42 6

100.0 30.4 60.9 8.7
Ｑ５　労働組合の有無
ある 520 225 280 15

100.0 43.3 53.9 2.9
ない 739 248 465 26

100.0 33.6 62.9 3.5
　無回答 5 - 5 -

100.0 - 100.0 -
Ｆ１　回答者の役職
社長 28 12 15 1

100.0 42.9 53.6 3.6
取締役・役員クラス 158 56 98 4

100.0 35.4 62.0 2.5
部長・次長クラス 381 140 231 10

100.0 36.8 60.6 2.6
課長クラス 366 148 207 11

100.0 40.4 56.6 3.0
係長・主任クラス 159 54 101 4

100.0 34.0 63.5 2.5
一般社員 139 50 83 6

100.0 36.0 59.7 4.3
その他 21 7 12 2

100.0 33.3 57.1 9.5
　無回答 12 6 3 3

100.0 50.0 25.0 25.0
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 79 28 50 1

100.0 35.4 63.3 1.3
人事・労務部門 248 119 125 4

100.0 48.0 50.4 1.6
総務・庶務部門 485 151 317 17

100.0 31.1 65.4 3.5
経理部門 34 6 27 1

100.0 17.7 79.4 2.9
広報部門 1 - 1 -

100.0 - 100.0 -
経営企画・経営戦略立案部門 86 41 42 3

100.0 47.7 48.8 3.5
その他部門 245 100 139 6

100.0 40.8 56.7 2.5
　無回答 86 28 49 9

100.0 32.6 57.0 10.5
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 417 183 224 10

100.0 43.9 53.7 2.4
労使協議機関での協議 449 214 221 14

100.0 47.7 49.2 3.1
取組を行うための専門組織の編成 201 83 111 7

100.0 41.3 55.2 3.5
懇談会・説明会などの 664 280 363 21

常設ではない会合 100.0 42.2 54.7 3.2
相談窓口（電子メール等を含む）や 633 283 331 19

その他の苦情処理機関 100.0 44.7 52.3 3.0
社内報や社内掲示板、 964 381 553 30

電子メールなどでの情報提供 100.0 39.5 57.4 3.1
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 295 147 137 11

活用したコミュニケーションツール 100.0 49.8 46.4 3.7
従業員へのアンケート調査 547 269 262 16

100.0 49.2 47.9 2.9
その他 64 17 47 -

100.0 26.6 73.4 -
　無回答 11 2 9 -

100.0 18.2 81.8 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 473 750 41

100.0 37.4 59.3 3.2
行っていない - - - -

- - - -
　無回答 - - - -

- - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ21　Ｑ10の取組の成果について、成果の把握や「見える化」を行っていますか。（○は１つ）

全

体

行
っ

て
い
る

行
っ

て
い
な
い

無
回
答

　全　体 1,264 473 750 41
100.0 37.4 59.3 3.2

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 97 68 23 6

100.0 70.1 23.7 6.2
1,000～4,999人 180 78 96 6

100.0 43.3 53.3 3.3
300～999人 378 133 234 11

100.0 35.2 61.9 2.9
100～299人 473 161 298 14

100.0 34.0 63.0 3.0
50～99人 106 23 81 2

100.0 21.7 76.4 1.9
30～49人 28 9 17 2

100.0 32.1 60.7 7.1
　無回答 2 1 1 -

100.0 50.0 50.0 -
Ｑ２　業種
農業、林業 4 2 2 -

100.0 50.0 50.0 -
漁業 - - - -

- - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 2 1 1 -

100.0 50.0 50.0 -
建設業 158 59 93 6

100.0 37.3 58.9 3.8
製造業 438 180 248 10

100.0 41.1 56.6 2.3
電気・ガス・熱供給・水道業 7 4 3 -

100.0 57.1 42.9 -
情報通信業 65 12 52 1

100.0 18.5 80.0 1.5
運輸業、郵便業 76 24 49 3

100.0 31.6 64.5 4.0
卸売業、小売業 176 74 93 9

100.0 42.1 52.8 5.1
金融業、保険業 25 10 14 1

100.0 40.0 56.0 4.0
不動産業、物品賃貸業 10 4 5 1

100.0 40.0 50.0 10.0
学術研究、専門・技術サービス業 33 12 21 -

100.0 36.4 63.6 -
宿泊業、飲食サービス業 19 5 13 1

100.0 26.3 68.4 5.3
生活関連サービス業、娯楽業 11 4 7 -

100.0 36.4 63.6 -
教育、学習支援業 22 1 21 -

100.0 4.6 95.5 -
医療、福祉 102 36 61 5

100.0 35.3 59.8 4.9
複合サービス事業 10 6 4 -

100.0 60.0 40.0 -
その他サービス業 76 26 49 1

100.0 34.2 64.5 1.3
分類不能の産業 - - - -

- - - -
その他 12 5 6 1

100.0 41.7 50.0 8.3
　無回答 18 8 8 2

100.0 44.4 44.4 11.1
Ｑ２　業種
製造業 438 180 248 10

100.0 41.1 56.6 2.3
非製造業 808 285 494 29

100.0 35.3 61.1 3.6
　無回答 18 8 8 2

100.0 44.4 44.4 11.1
Ｑ３　創業年
1919年まで 160 55 101 4

100.0 34.4 63.1 2.5
1920～1939年 133 40 86 7

100.0 30.1 64.7 5.3
1940～1959年 337 118 208 11

100.0 35.0 61.7 3.3
1960～1979年 326 112 207 7

100.0 34.4 63.5 2.2
1980～1999年 165 65 94 6

100.0 39.4 57.0 3.6
2000年以降 116 75 36 5

100.0 64.7 31.0 4.3
　無回答 27 8 18 1

100.0 29.6 66.7 3.7
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ21　Ｑ10の取組の成果について、成果の把握や「見える化」を行っていますか。（○は１つ）

全

体

行
っ

て
い
る

行
っ

て
い
な
い

無
回
答

　全　体 1,264 473 750 41
100.0 37.4 59.3 3.2

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 254 226 14

100.0 51.4 45.8 2.8
導入後に行った 157 75 78 4

100.0 47.8 49.7 2.6
行っていない 649 169 467 13

100.0 26.0 72.0 2.0
　無回答 20 7 1 12

100.0 35.0 5.0 60.0
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 84 82 5

100.0 49.1 48.0 2.9
やや積極的 128 67 58 3

100.0 52.3 45.3 2.3
どちらでもない 254 126 122 6

100.0 49.6 48.0 2.4
やや消極的 12 5 7 -

100.0 41.7 58.3 -
対応には消極的だった 15 8 6 1

100.0 53.3 40.0 6.7
　無回答 15 7 7 1

100.0 46.7 46.7 6.7
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 129 128 7

100.0 48.9 48.5 2.7
導入することを決めた後で協議した 156 73 79 4

100.0 46.8 50.6 2.6
わからない 64 48 15 1

100.0 75.0 23.4 1.6
　無回答 111 47 60 4

100.0 42.3 54.1 3.6
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 284 246 9

100.0 52.7 45.6 1.7
効果はなかった 34 9 24 1

100.0 26.5 70.6 2.9
　無回答 22 4 12 6

100.0 18.2 54.6 27.3
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 93 62 3

100.0 58.9 39.2 1.9
課題は生じなかった 406 191 210 5

100.0 47.0 51.7 1.2
　無回答 31 13 10 8

100.0 41.9 32.3 25.8
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 473 - -

100.0 100.0 - -
行っていない 750 - 750 -

100.0 - 100.0 -
　無回答 41 - - 41

100.0 - - 100.0
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 704 339 353 12

100.0 48.2 50.1 1.7
行う予定はない 57 13 43 1

100.0 22.8 75.4 1.8
わからない 492 118 352 22

100.0 24.0 71.5 4.5
　無回答 11 3 2 6

100.0 27.3 18.2 54.6
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問１　その内容を下記からお選びください。また、その具体的内容についてお教えください。（○はいくつでも）

全

体

取
組
の
成
果
を
確
認
す
る
た
め

に
、

労
働
生
産
性
に
関
す
る
定

量
的
な
指
標
を
設
定
し
、

成
果

の
目
標
や
目
安
と
な
る
数
値
を

定
め
て
い
る
（

例
：
１
人
１
時

間
あ
た
り
の
生
産
量
を
○
％
以

上
向
上
）

取
組
の
成
果
の
目
標
や
目
安
と

な
る
数
値
は
定
め
て
い
な
い
も

の
の
、

労
働
生
産
性
に
関
す
る

定
量
的
な
指
標
を
設
定
し
て
い

る
（

例
：
１
人
１
時
間
あ
た
り

の
生
産
量
の
変
化
）

労
働
生
産
性
に
関
す
る
定
量
的

な
指
標
を
設
定
し
て
い
な
い

が
、

定
性
的
な
成
果
の
把
握
を

行
っ

て
い
る
（

例
：
従
業
員
へ

の
取
組
の
効
果
に
関
す
る
聴
き

取
り
、

従
業
員
へ
の
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査
）

労
働
生
産
性
に
関
す
る
指
標
は

設
定
し
て
い
な
い
が
、

そ
れ
以

外
の
指
標
を
設
定
し
て
取
組
の

成
果
の
把
握
を
行
っ

て
い
る

無
回
答

　全　体 473 138 100 177 71 19
100.0 29.2 21.1 37.4 15.0 4.0

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 68 8 7 51 4 2

100.0 11.8 10.3 75.0 5.9 2.9
1,000～4,999人 78 26 15 25 13 3

100.0 33.3 19.2 32.1 16.7 3.9
300～999人 133 45 34 37 18 6

100.0 33.8 25.6 27.8 13.5 4.5
100～299人 161 48 41 48 31 7

100.0 29.8 25.5 29.8 19.3 4.4
50～99人 23 5 - 12 5 1

100.0 21.7 - 52.2 21.7 4.4
30～49人 9 6 2 4 - -

100.0 66.7 22.2 44.4 - -
　無回答 1 - 1 - - -

100.0 - 100.0 - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 2 - 1 - - 1

100.0 - 50.0 - - 50.0
漁業 - - - - - -

- - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - 1 1 - -

100.0 - 100.0 100.0 - -
建設業 59 8 7 30 11 3

100.0 13.6 11.9 50.9 18.6 5.1
製造業 180 80 48 39 23 3

100.0 44.4 26.7 21.7 12.8 1.7
電気・ガス・熱供給・水道業 4 1 - 3 - -

100.0 25.0 - 75.0 - -
情報通信業 12 2 1 5 4 -

100.0 16.7 8.3 41.7 33.3 -
運輸業、郵便業 24 8 7 4 3 3

100.0 33.3 29.2 16.7 12.5 12.5
卸売業、小売業 74 10 13 53 7 3

100.0 13.5 17.6 71.6 9.5 4.1
金融業、保険業 10 2 1 4 2 1

100.0 20.0 10.0 40.0 20.0 10.0
不動産業、物品賃貸業 4 4 - - - -

100.0 100.0 - - - -
学術研究、専門・技術サービス業 12 3 5 3 1 -

100.0 25.0 41.7 25.0 8.3 -
宿泊業、飲食サービス業 5 - 2 - 3 -

100.0 - 40.0 - 60.0 -
生活関連サービス業、娯楽業 4 2 2 1 - -

100.0 50.0 50.0 25.0 - -
教育、学習支援業 1 - - - 1 -

100.0 - - - 100.0 -
医療、福祉 36 4 2 16 12 3

100.0 11.1 5.6 44.4 33.3 8.3
複合サービス事業 6 3 1 2 - -

100.0 50.0 16.7 33.3 - -
その他サービス業 26 8 7 9 4 1

100.0 30.8 26.9 34.6 15.4 3.9
分類不能の産業 - - - - - -

- - - - - -
その他 5 1 1 2 - 1

100.0 20.0 20.0 40.0 - 20.0
　無回答 8 2 1 5 - -

100.0 25.0 12.5 62.5 - -
Ｑ２　業種
製造業 180 80 48 39 23 3

100.0 44.4 26.7 21.7 12.8 1.7
非製造業 285 56 51 133 48 16

100.0 19.7 17.9 46.7 16.8 5.6
　無回答 8 2 1 5 - -

100.0 25.0 12.5 62.5 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 55 16 9 15 13 4

100.0 29.1 16.4 27.3 23.6 7.3
1920～1939年 40 6 13 17 6 1

100.0 15.0 32.5 42.5 15.0 2.5
1940～1959年 118 44 28 44 12 2

100.0 37.3 23.7 37.3 10.2 1.7
1960～1979年 112 32 30 28 20 5

100.0 28.6 26.8 25.0 17.9 4.5
1980～1999年 65 25 11 20 10 5

100.0 38.5 16.9 30.8 15.4 7.7
2000年以降 75 12 7 51 9 1

100.0 16.0 9.3 68.0 12.0 1.3
　無回答 8 3 2 2 1 1

100.0 37.5 25.0 25.0 12.5 12.5
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ21　Ｑ10の取組の成果について、成果の把握や「見える化」を行っていますか。（○は１つ）

全

体

行
っ

て
い
る

行
っ

て
い
な
い

無
回
答

　全　体 1,264 473 750 41
100.0 37.4 59.3 3.2

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 254 226 14

100.0 51.4 45.8 2.8
導入後に行った 157 75 78 4

100.0 47.8 49.7 2.6
行っていない 649 169 467 13

100.0 26.0 72.0 2.0
　無回答 20 7 1 12

100.0 35.0 5.0 60.0
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 84 82 5

100.0 49.1 48.0 2.9
やや積極的 128 67 58 3

100.0 52.3 45.3 2.3
どちらでもない 254 126 122 6

100.0 49.6 48.0 2.4
やや消極的 12 5 7 -

100.0 41.7 58.3 -
対応には消極的だった 15 8 6 1

100.0 53.3 40.0 6.7
　無回答 15 7 7 1

100.0 46.7 46.7 6.7
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 129 128 7

100.0 48.9 48.5 2.7
導入することを決めた後で協議した 156 73 79 4

100.0 46.8 50.6 2.6
わからない 64 48 15 1

100.0 75.0 23.4 1.6
　無回答 111 47 60 4

100.0 42.3 54.1 3.6
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 284 246 9

100.0 52.7 45.6 1.7
効果はなかった 34 9 24 1

100.0 26.5 70.6 2.9
　無回答 22 4 12 6

100.0 18.2 54.6 27.3
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 93 62 3

100.0 58.9 39.2 1.9
課題は生じなかった 406 191 210 5

100.0 47.0 51.7 1.2
　無回答 31 13 10 8

100.0 41.9 32.3 25.8
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 473 - -

100.0 100.0 - -
行っていない 750 - 750 -

100.0 - 100.0 -
　無回答 41 - - 41

100.0 - - 100.0
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 704 339 353 12

100.0 48.2 50.1 1.7
行う予定はない 57 13 43 1

100.0 22.8 75.4 1.8
わからない 492 118 352 22

100.0 24.0 71.5 4.5
　無回答 11 3 2 6

100.0 27.3 18.2 54.6
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問１　その内容を下記からお選びください。また、その具体的内容についてお教えください。（○はいくつでも）

全

体

取
組
の
成
果
を
確
認
す
る
た
め

に
、

労
働
生
産
性
に
関
す
る
定

量
的
な
指
標
を
設
定
し
、

成
果

の
目
標
や
目
安
と
な
る
数
値
を

定
め
て
い
る
（

例
：
１
人
１
時

間
あ
た
り
の
生
産
量
を
○
％
以

上
向
上
）

取
組
の
成
果
の
目
標
や
目
安
と

な
る
数
値
は
定
め
て
い
な
い
も

の
の
、

労
働
生
産
性
に
関
す
る

定
量
的
な
指
標
を
設
定
し
て
い

る
（

例
：
１
人
１
時
間
あ
た
り

の
生
産
量
の
変
化
）

労
働
生
産
性
に
関
す
る
定
量
的

な
指
標
を
設
定
し
て
い
な
い

が
、

定
性
的
な
成
果
の
把
握
を

行
っ

て
い
る
（

例
：
従
業
員
へ

の
取
組
の
効
果
に
関
す
る
聴
き

取
り
、

従
業
員
へ
の
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査
）

労
働
生
産
性
に
関
す
る
指
標
は

設
定
し
て
い
な
い
が
、

そ
れ
以

外
の
指
標
を
設
定
し
て
取
組
の

成
果
の
把
握
を
行
っ

て
い
る

無
回
答

　全　体 473 138 100 177 71 19
100.0 29.2 21.1 37.4 15.0 4.0

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 12 - 3 6 1 2

100.0 - 25.0 50.0 8.3 16.7
30～49人 64 21 13 25 8 2

100.0 32.8 20.3 39.1 12.5 3.1
50～99人 113 30 19 52 12 7

100.0 26.6 16.8 46.0 10.6 6.2
100～299人 179 53 41 59 33 5

100.0 29.6 22.9 33.0 18.4 2.8
300人以上 84 27 21 26 13 2

100.0 32.1 25.0 31.0 15.5 2.4
　無回答 21 7 3 9 4 1

100.0 33.3 14.3 42.9 19.1 4.8
Ｑ５　労働組合の有無
ある 225 63 53 95 26 4

100.0 28.0 23.6 42.2 11.6 1.8
ない 248 75 47 82 45 15

100.0 30.2 19.0 33.1 18.2 6.1
　無回答 - - - - - -

- - - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 12 1 5 4 3 -

100.0 8.3 41.7 33.3 25.0 -
取締役・役員クラス 56 24 13 14 8 2

100.0 42.9 23.2 25.0 14.3 3.6
部長・次長クラス 140 44 32 45 20 8

100.0 31.4 22.9 32.1 14.3 5.7
課長クラス 148 35 24 70 19 4

100.0 23.7 16.2 47.3 12.8 2.7
係長・主任クラス 54 14 9 24 10 4

100.0 25.9 16.7 44.4 18.5 7.4
一般社員 50 17 14 17 7 -

100.0 34.0 28.0 34.0 14.0 -
その他 7 3 1 1 2 1

100.0 42.9 14.3 14.3 28.6 14.3
　無回答 6 - 2 2 2 -

100.0 - 33.3 33.3 33.3 -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 28 8 1 13 5 1

100.0 28.6 3.6 46.4 17.9 3.6
人事・労務部門 119 24 20 63 14 4

100.0 20.2 16.8 52.9 11.8 3.4
総務・庶務部門 151 40 32 51 31 4

100.0 26.5 21.2 33.8 20.5 2.7
経理部門 6 - 3 2 - 1

100.0 - 50.0 33.3 - 16.7
広報部門 - - - - - -

- - - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 41 16 9 10 8 -

100.0 39.0 22.0 24.4 19.5 -
その他部門 100 42 24 29 6 9

100.0 42.0 24.0 29.0 6.0 9.0
　無回答 28 8 11 9 7 -

100.0 28.6 39.3 32.1 25.0 -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 183 47 42 87 20 3

100.0 25.7 23.0 47.5 10.9 1.6
労使協議機関での協議 214 67 43 93 24 6

100.0 31.3 20.1 43.5 11.2 2.8
取組を行うための専門組織の編成 83 23 22 34 15 1

100.0 27.7 26.5 41.0 18.1 1.2
懇談会・説明会などの 280 74 57 122 41 7

常設ではない会合 100.0 26.4 20.4 43.6 14.6 2.5
相談窓口（電子メール等を含む）や 283 87 59 122 35 6

その他の苦情処理機関 100.0 30.7 20.9 43.1 12.4 2.1
社内報や社内掲示板、 381 112 80 154 54 12

電子メールなどでの情報提供 100.0 29.4 21.0 40.4 14.2 3.2
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 147 32 25 80 17 4

活用したコミュニケーションツール 100.0 21.8 17.0 54.4 11.6 2.7
従業員へのアンケート調査 269 69 55 121 38 9

100.0 25.7 20.5 45.0 14.1 3.4
その他 17 5 5 3 3 2

100.0 29.4 29.4 17.7 17.7 11.8
　無回答 2 - - 1 1 -

100.0 - - 50.0 50.0 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 473 138 100 177 71 19

100.0 29.2 21.1 37.4 15.0 4.0
行っていない - - - - - -

- - - - - -
　無回答 - - - - - -

- - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問１　その内容を下記からお選びください。また、その具体的内容についてお教えください。（○はいくつでも）

全

体

取
組
の
成
果
を
確
認
す
る
た
め

に
、

労
働
生
産
性
に
関
す
る
定

量
的
な
指
標
を
設
定
し
、

成
果

の
目
標
や
目
安
と
な
る
数
値
を

定
め
て
い
る
（

例
：
１
人
１
時

間
あ
た
り
の
生
産
量
を
○
％
以

上
向
上
）

取
組
の
成
果
の
目
標
や
目
安
と

な
る
数
値
は
定
め
て
い
な
い
も

の
の
、

労
働
生
産
性
に
関
す
る

定
量
的
な
指
標
を
設
定
し
て
い

る
（

例
：
１
人
１
時
間
あ
た
り

の
生
産
量
の
変
化
）

労
働
生
産
性
に
関
す
る
定
量
的

な
指
標
を
設
定
し
て
い
な
い

が
、

定
性
的
な
成
果
の
把
握
を

行
っ

て
い
る
（

例
：
従
業
員
へ

の
取
組
の
効
果
に
関
す
る
聴
き

取
り
、

従
業
員
へ
の
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査
）

労
働
生
産
性
に
関
す
る
指
標
は

設
定
し
て
い
な
い
が
、

そ
れ
以

外
の
指
標
を
設
定
し
て
取
組
の

成
果
の
把
握
を
行
っ

て
い
る

無
回
答

　全　体 473 138 100 177 71 19
100.0 29.2 21.1 37.4 15.0 4.0

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 254 64 52 111 38 10

100.0 25.2 20.5 43.7 15.0 3.9
導入後に行った 75 26 17 22 9 3

100.0 34.7 22.7 29.3 12.0 4.0
行っていない 169 58 33 51 29 7

100.0 34.3 19.5 30.2 17.2 4.1
　無回答 7 - 3 3 1 1

100.0 - 42.9 42.9 14.3 14.3
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 84 25 17 24 18 4

100.0 29.8 20.2 28.6 21.4 4.8
やや積極的 67 25 19 21 8 3

100.0 37.3 28.4 31.3 11.9 4.5
どちらでもない 126 26 24 70 11 4

100.0 20.6 19.1 55.6 8.7 3.2
やや消極的 5 1 - 3 1 -

100.0 20.0 - 60.0 20.0 -
対応には消極的だった 8 1 3 2 2 -

100.0 12.5 37.5 25.0 25.0 -
　無回答 7 2 1 3 1 -

100.0 28.6 14.3 42.9 14.3 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 129 42 30 40 23 7

100.0 32.6 23.3 31.0 17.8 5.4
導入することを決めた後で協議した 73 20 19 26 14 2

100.0 27.4 26.0 35.6 19.2 2.7
わからない 48 2 3 42 - 1

100.0 4.2 6.3 87.5 - 2.1
　無回答 47 16 12 15 4 1

100.0 34.0 25.5 31.9 8.5 2.1
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 284 76 57 122 41 10

100.0 26.8 20.1 43.0 14.4 3.5
効果はなかった 9 3 5 1 - -

100.0 33.3 55.6 11.1 - -
　無回答 4 1 2 - - 1

100.0 25.0 50.0 - - 25.0
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 93 27 20 36 15 2

100.0 29.0 21.5 38.7 16.1 2.2
課題は生じなかった 191 48 40 86 23 8

100.0 25.1 20.9 45.0 12.0 4.2
　無回答 13 5 4 1 3 1

100.0 38.5 30.8 7.7 23.1 7.7
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 138 100 177 71 19

100.0 29.2 21.1 37.4 15.0 4.0
行っていない - - - - - -

- - - - - -
　無回答 - - - - - -

- - - - - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 339 103 67 135 44 11

100.0 30.4 19.8 39.8 13.0 3.2
行う予定はない 13 4 3 5 1 2

100.0 30.8 23.1 38.5 7.7 15.4
わからない 118 31 29 36 25 6

100.0 26.3 24.6 30.5 21.2 5.1
　無回答 3 - 1 1 1 -

100.0 - 33.3 33.3 33.3 -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問１　その内容を下記からお選びください。また、その具体的内容についてお教えください。（○はいくつでも）

全

体

取
組
の
成
果
を
確
認
す
る
た
め

に
、

労
働
生
産
性
に
関
す
る
定

量
的
な
指
標
を
設
定
し
、

成
果

の
目
標
や
目
安
と
な
る
数
値
を

定
め
て
い
る
（

例
：
１
人
１
時

間
あ
た
り
の
生
産
量
を
○
％
以

上
向
上
）

取
組
の
成
果
の
目
標
や
目
安
と

な
る
数
値
は
定
め
て
い
な
い
も

の
の
、

労
働
生
産
性
に
関
す
る

定
量
的
な
指
標
を
設
定
し
て
い

る
（

例
：
１
人
１
時
間
あ
た
り

の
生
産
量
の
変
化
）

労
働
生
産
性
に
関
す
る
定
量
的

な
指
標
を
設
定
し
て
い
な
い

が
、

定
性
的
な
成
果
の
把
握
を

行
っ

て
い
る
（

例
：
従
業
員
へ

の
取
組
の
効
果
に
関
す
る
聴
き

取
り
、

従
業
員
へ
の
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査
）

労
働
生
産
性
に
関
す
る
指
標
は

設
定
し
て
い
な
い
が
、

そ
れ
以

外
の
指
標
を
設
定
し
て
取
組
の

成
果
の
把
握
を
行
っ

て
い
る

無
回
答

　全　体 473 138 100 177 71 19
100.0 29.2 21.1 37.4 15.0 4.0

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 12 - 3 6 1 2

100.0 - 25.0 50.0 8.3 16.7
30～49人 64 21 13 25 8 2

100.0 32.8 20.3 39.1 12.5 3.1
50～99人 113 30 19 52 12 7

100.0 26.6 16.8 46.0 10.6 6.2
100～299人 179 53 41 59 33 5

100.0 29.6 22.9 33.0 18.4 2.8
300人以上 84 27 21 26 13 2

100.0 32.1 25.0 31.0 15.5 2.4
　無回答 21 7 3 9 4 1

100.0 33.3 14.3 42.9 19.1 4.8
Ｑ５　労働組合の有無
ある 225 63 53 95 26 4

100.0 28.0 23.6 42.2 11.6 1.8
ない 248 75 47 82 45 15

100.0 30.2 19.0 33.1 18.2 6.1
　無回答 - - - - - -

- - - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 12 1 5 4 3 -

100.0 8.3 41.7 33.3 25.0 -
取締役・役員クラス 56 24 13 14 8 2

100.0 42.9 23.2 25.0 14.3 3.6
部長・次長クラス 140 44 32 45 20 8

100.0 31.4 22.9 32.1 14.3 5.7
課長クラス 148 35 24 70 19 4

100.0 23.7 16.2 47.3 12.8 2.7
係長・主任クラス 54 14 9 24 10 4

100.0 25.9 16.7 44.4 18.5 7.4
一般社員 50 17 14 17 7 -

100.0 34.0 28.0 34.0 14.0 -
その他 7 3 1 1 2 1

100.0 42.9 14.3 14.3 28.6 14.3
　無回答 6 - 2 2 2 -

100.0 - 33.3 33.3 33.3 -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 28 8 1 13 5 1

100.0 28.6 3.6 46.4 17.9 3.6
人事・労務部門 119 24 20 63 14 4

100.0 20.2 16.8 52.9 11.8 3.4
総務・庶務部門 151 40 32 51 31 4

100.0 26.5 21.2 33.8 20.5 2.7
経理部門 6 - 3 2 - 1

100.0 - 50.0 33.3 - 16.7
広報部門 - - - - - -

- - - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 41 16 9 10 8 -

100.0 39.0 22.0 24.4 19.5 -
その他部門 100 42 24 29 6 9

100.0 42.0 24.0 29.0 6.0 9.0
　無回答 28 8 11 9 7 -

100.0 28.6 39.3 32.1 25.0 -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 183 47 42 87 20 3

100.0 25.7 23.0 47.5 10.9 1.6
労使協議機関での協議 214 67 43 93 24 6

100.0 31.3 20.1 43.5 11.2 2.8
取組を行うための専門組織の編成 83 23 22 34 15 1

100.0 27.7 26.5 41.0 18.1 1.2
懇談会・説明会などの 280 74 57 122 41 7

常設ではない会合 100.0 26.4 20.4 43.6 14.6 2.5
相談窓口（電子メール等を含む）や 283 87 59 122 35 6

その他の苦情処理機関 100.0 30.7 20.9 43.1 12.4 2.1
社内報や社内掲示板、 381 112 80 154 54 12

電子メールなどでの情報提供 100.0 29.4 21.0 40.4 14.2 3.2
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 147 32 25 80 17 4

活用したコミュニケーションツール 100.0 21.8 17.0 54.4 11.6 2.7
従業員へのアンケート調査 269 69 55 121 38 9

100.0 25.7 20.5 45.0 14.1 3.4
その他 17 5 5 3 3 2

100.0 29.4 29.4 17.7 17.7 11.8
　無回答 2 - - 1 1 -

100.0 - - 50.0 50.0 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 473 138 100 177 71 19

100.0 29.2 21.1 37.4 15.0 4.0
行っていない - - - - - -

- - - - - -
　無回答 - - - - - -

- - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問２　成果の把握や「見える化」によって、どのような効果が現れていますか。（○はいくつでも）

全

体

業
務
の
効
率
化
・
省
力
化

新
た
な
商
品
・
サ
ー

ビ
ス
の
開

発
な
ど
新
た
な
付
加
価
値
の
創

出 よ
り
質
の
高
い
商
品
・
サ
ー

ビ

ス
の
提
供
に
よ
る
顧
客
満
足
度

の
向
上

従
業
員
の
身
体
的
・
精
神
的
負

担
の
軽
減

労
働
時
間
の
削
減

従
業
員
満
足
度
の
向
上

労
働
力
不
足
の
改
善

従
業
員
の
定
着
率
の
向
上
（

離

職
率
の
減
少
）

そ
の
他

無
回
答

　全　体 473 377 43 125 126 253 74 95 24 13 9
100.0 79.7 9.1 26.4 26.6 53.5 15.6 20.1 5.1 2.8 1.9

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 68 63 5 46 11 57 6 7 - 1 -

100.0 92.7 7.4 67.7 16.2 83.8 8.8 10.3 - 1.5 -
1,000～4,999人 78 71 4 16 25 42 10 20 2 3 2

100.0 91.0 5.1 20.5 32.1 53.9 12.8 25.6 2.6 3.9 2.6
300～999人 133 99 12 26 35 65 23 31 10 4 2

100.0 74.4 9.0 19.6 26.3 48.9 17.3 23.3 7.5 3.0 1.5
100～299人 161 118 16 32 45 74 26 31 9 3 4

100.0 73.3 9.9 19.9 28.0 46.0 16.2 19.3 5.6 1.9 2.5
50～99人 23 19 3 2 4 10 5 3 - 2 1

100.0 82.6 13.0 8.7 17.4 43.5 21.7 13.0 - 8.7 4.4
30～49人 9 6 3 3 5 4 4 2 3 - -

100.0 66.7 33.3 33.3 55.6 44.4 44.4 22.2 33.3 - -
　無回答 1 1 - - 1 1 - 1 - - -

100.0 100.0 - - 100.0 100.0 - 100.0 - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 2 1 - 1 1 - - 1 1 - -

100.0 50.0 - 50.0 50.0 - - 50.0 50.0 - -
漁業 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - - - 1 - - - -

100.0 100.0 - - - - 100.0 - - - -
建設業 59 50 2 5 13 27 12 11 2 2 3

100.0 84.8 3.4 8.5 22.0 45.8 20.3 18.6 3.4 3.4 5.1
製造業 180 150 16 34 53 92 26 51 11 5 4

100.0 83.3 8.9 18.9 29.4 51.1 14.4 28.3 6.1 2.8 2.2
電気・ガス・熱供給・水道業 4 3 1 3 1 3 1 1 - - -

100.0 75.0 25.0 75.0 25.0 75.0 25.0 25.0 - - -
情報通信業 12 11 3 1 3 7 4 2 1 - -

100.0 91.7 25.0 8.3 25.0 58.3 33.3 16.7 8.3 - -
運輸業、郵便業 24 12 4 6 11 11 2 2 2 1 1

100.0 50.0 16.7 25.0 45.8 45.8 8.3 8.3 8.3 4.2 4.2
卸売業、小売業 74 66 5 48 16 57 13 4 1 - -

100.0 89.2 6.8 64.9 21.6 77.0 17.6 5.4 1.4 - -
金融業、保険業 10 7 1 2 1 4 - 1 - 1 -

100.0 70.0 10.0 20.0 10.0 40.0 - 10.0 - 10.0 -
不動産業、物品賃貸業 4 4 - - - 2 1 - - - -

100.0 100.0 - - - 50.0 25.0 - - - -
学術研究、専門・技術サービス業 12 9 1 5 1 8 1 3 - - -

100.0 75.0 8.3 41.7 8.3 66.7 8.3 25.0 - - -
宿泊業、飲食サービス業 5 3 1 2 1 4 - 3 - - -

100.0 60.0 20.0 40.0 20.0 80.0 - 60.0 - - -
生活関連サービス業、娯楽業 4 3 1 2 2 2 1 2 1 - -

100.0 75.0 25.0 50.0 50.0 50.0 25.0 50.0 25.0 - -
教育、学習支援業 1 - - 1 - - - - - - -

100.0 - - 100.0 - - - - - - -
医療、福祉 36 26 2 4 14 12 7 5 3 1 1

100.0 72.2 5.6 11.1 38.9 33.3 19.4 13.9 8.3 2.8 2.8
複合サービス事業 6 4 1 - - 5 1 2 - 1 -

100.0 66.7 16.7 - - 83.3 16.7 33.3 - 16.7 -
その他サービス業 26 15 3 3 8 11 3 5 2 2 -

100.0 57.7 11.5 11.5 30.8 42.3 11.5 19.2 7.7 7.7 -
分類不能の産業 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
その他 5 5 2 2 1 2 - 1 - - -

100.0 100.0 40.0 40.0 20.0 40.0 - 20.0 - - -
　無回答 8 7 - 6 - 6 1 1 - - -

100.0 87.5 - 75.0 - 75.0 12.5 12.5 - - -
Ｑ２　業種
製造業 180 150 16 34 53 92 26 51 11 5 4

100.0 83.3 8.9 18.9 29.4 51.1 14.4 28.3 6.1 2.8 2.2
非製造業 285 220 27 85 73 155 47 43 13 8 5

100.0 77.2 9.5 29.8 25.6 54.4 16.5 15.1 4.6 2.8 1.8
　無回答 8 7 - 6 - 6 1 1 - - -

100.0 87.5 - 75.0 - 75.0 12.5 12.5 - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 55 44 5 11 13 25 10 13 3 3 1

100.0 80.0 9.1 20.0 23.6 45.5 18.2 23.6 5.5 5.5 1.8
1920～1939年 40 32 5 10 9 24 4 12 2 3 1

100.0 80.0 12.5 25.0 22.5 60.0 10.0 30.0 5.0 7.5 2.5
1940～1959年 118 93 8 22 31 60 25 29 9 - 3

100.0 78.8 6.8 18.6 26.3 50.9 21.2 24.6 7.6 - 2.5
1960～1979年 112 87 7 17 31 56 15 17 4 4 3

100.0 77.7 6.3 15.2 27.7 50.0 13.4 15.2 3.6 3.6 2.7
1980～1999年 65 47 10 14 25 29 11 17 2 2 1

100.0 72.3 15.4 21.5 38.5 44.6 16.9 26.2 3.1 3.1 1.5
2000年以降 75 68 6 47 16 57 8 6 3 1 -

100.0 90.7 8.0 62.7 21.3 76.0 10.7 8.0 4.0 1.3 -
　無回答 8 6 2 4 1 2 1 1 1 - -

100.0 75.0 25.0 50.0 12.5 25.0 12.5 12.5 12.5 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問２　成果の把握や「見える化」によって、どのような効果が現れていますか。（○はいくつでも）

全

体

業
務
の
効
率
化
・
省
力
化

新
た
な
商
品
・
サ
ー

ビ
ス
の
開

発
な
ど
新
た
な
付
加
価
値
の
創

出 よ
り
質
の
高
い
商
品
・
サ
ー

ビ

ス
の
提
供
に
よ
る
顧
客
満
足
度

の
向
上

従
業
員
の
身
体
的
・
精
神
的
負

担
の
軽
減

労
働
時
間
の
削
減

従
業
員
満
足
度
の
向
上

労
働
力
不
足
の
改
善

従
業
員
の
定
着
率
の
向
上
（

離

職
率
の
減
少
）

そ
の
他

無
回
答

　全　体 473 377 43 125 126 253 74 95 24 13 9
100.0 79.7 9.1 26.4 26.6 53.5 15.6 20.1 5.1 2.8 1.9

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 12 9 2 3 2 9 2 1 - 1 -

100.0 75.0 16.7 25.0 16.7 75.0 16.7 8.3 - 8.3 -
30～49人 64 52 5 22 13 34 9 11 6 2 2

100.0 81.3 7.8 34.4 20.3 53.1 14.1 17.2 9.4 3.1 3.1
50～99人 113 93 8 35 32 73 17 22 5 2 3

100.0 82.3 7.1 31.0 28.3 64.6 15.0 19.5 4.4 1.8 2.7
100～299人 179 138 15 49 50 87 30 31 9 4 3

100.0 77.1 8.4 27.4 27.9 48.6 16.8 17.3 5.0 2.2 1.7
300人以上 84 66 11 11 21 42 10 22 3 4 1

100.0 78.6 13.1 13.1 25.0 50.0 11.9 26.2 3.6 4.8 1.2
　無回答 21 19 2 5 8 8 6 8 1 - -

100.0 90.5 9.5 23.8 38.1 38.1 28.6 38.1 4.8 - -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 225 192 19 73 53 142 28 47 8 5 5

100.0 85.3 8.4 32.4 23.6 63.1 12.4 20.9 3.6 2.2 2.2
ない 248 185 24 52 73 111 46 48 16 8 4

100.0 74.6 9.7 21.0 29.4 44.8 18.6 19.4 6.5 3.2 1.6
　無回答 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 12 10 2 1 5 6 6 3 4 - 1

100.0 83.3 16.7 8.3 41.7 50.0 50.0 25.0 33.3 - 8.3
取締役・役員クラス 56 38 6 14 14 31 4 13 4 1 1

100.0 67.9 10.7 25.0 25.0 55.4 7.1 23.2 7.1 1.8 1.8
部長・次長クラス 140 112 15 32 49 73 24 30 8 5 2

100.0 80.0 10.7 22.9 35.0 52.1 17.1 21.4 5.7 3.6 1.4
課長クラス 148 125 11 60 24 88 19 21 2 3 3

100.0 84.5 7.4 40.5 16.2 59.5 12.8 14.2 1.4 2.0 2.0
係長・主任クラス 54 43 5 12 24 23 12 12 4 1 -

100.0 79.6 9.3 22.2 44.4 42.6 22.2 22.2 7.4 1.9 -
一般社員 50 41 2 3 8 29 6 14 - - 2

100.0 82.0 4.0 6.0 16.0 58.0 12.0 28.0 - - 4.0
その他 7 5 2 2 1 3 3 2 2 1 -

100.0 71.4 28.6 28.6 14.3 42.9 42.9 28.6 28.6 14.3 -
　無回答 6 3 - 1 1 - - - - 2 -

100.0 50.0 - 16.7 16.7 - - - - 33.3 -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 28 22 1 3 5 13 8 7 - 2 -

100.0 78.6 3.6 10.7 17.9 46.4 28.6 25.0 - 7.1 -
人事・労務部門 119 100 5 47 21 79 13 14 2 2 1

100.0 84.0 4.2 39.5 17.7 66.4 10.9 11.8 1.7 1.7 0.8
総務・庶務部門 151 122 12 27 36 70 24 35 5 3 4

100.0 80.8 8.0 17.9 23.8 46.4 15.9 23.2 3.3 2.0 2.7
経理部門 6 5 1 2 2 2 - - - - -

100.0 83.3 16.7 33.3 33.3 33.3 - - - - -
広報部門 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 41 33 6 8 18 23 9 11 5 - -

100.0 80.5 14.6 19.5 43.9 56.1 22.0 26.8 12.2 - -
その他部門 100 72 14 31 35 54 14 22 8 5 3

100.0 72.0 14.0 31.0 35.0 54.0 14.0 22.0 8.0 5.0 3.0
　無回答 28 23 4 7 9 12 6 6 4 1 1

100.0 82.1 14.3 25.0 32.1 42.9 21.4 21.4 14.3 3.6 3.6
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 183 157 14 66 41 121 23 36 6 5 5

100.0 85.8 7.7 36.1 22.4 66.1 12.6 19.7 3.3 2.7 2.7
労使協議機関での協議 214 187 14 73 49 139 27 46 7 5 3

100.0 87.4 6.5 34.1 22.9 65.0 12.6 21.5 3.3 2.3 1.4
取組を行うための専門組織の編成 83 72 10 20 26 46 20 19 8 1 2

100.0 86.8 12.1 24.1 31.3 55.4 24.1 22.9 9.6 1.2 2.4
懇談会・説明会などの 280 228 28 95 68 161 48 52 17 3 8

常設ではない会合 100.0 81.4 10.0 33.9 24.3 57.5 17.1 18.6 6.1 1.1 2.9
相談窓口（電子メール等を含む）や 283 232 25 90 78 177 44 59 15 6 3

その他の苦情処理機関 100.0 82.0 8.8 31.8 27.6 62.5 15.6 20.9 5.3 2.1 1.1
社内報や社内掲示板、 381 308 35 114 105 211 68 75 19 7 7

電子メールなどでの情報提供 100.0 80.8 9.2 29.9 27.6 55.4 17.9 19.7 5.0 1.8 1.8
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 147 129 10 68 35 94 26 22 7 3 2

活用したコミュニケーションツール 100.0 87.8 6.8 46.3 23.8 64.0 17.7 15.0 4.8 2.0 1.4
従業員へのアンケート調査 269 222 25 84 68 167 43 58 12 5 5

100.0 82.5 9.3 31.2 25.3 62.1 16.0 21.6 4.5 1.9 1.9
その他 17 13 5 5 5 8 3 5 2 - 1

100.0 76.5 29.4 29.4 29.4 47.1 17.7 29.4 11.8 - 5.9
　無回答 2 1 - - - - 1 1 - - -

100.0 50.0 - - - - 50.0 50.0 - - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 473 377 43 125 126 253 74 95 24 13 9

100.0 79.7 9.1 26.4 26.6 53.5 15.6 20.1 5.1 2.8 1.9
行っていない - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
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Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問２　成果の把握や「見える化」によって、どのような効果が現れていますか。（○はいくつでも）

全

体

業
務
の
効
率
化
・
省
力
化

新
た
な
商
品
・
サ
ー

ビ
ス
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開

発
な
ど
新
た
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付
加
価
値
の
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出 よ
り
質
の
高
い
商
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ー
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ス
の
提
供
に
よ
る
顧
客
満
足
度

の
向
上

従
業
員
の
身
体
的
・
精
神
的
負

担
の
軽
減

労
働
時
間
の
削
減

従
業
員
満
足
度
の
向
上

労
働
力
不
足
の
改
善

従
業
員
の
定
着
率
の
向
上
（

離

職
率
の
減
少
）

そ
の
他

無
回
答

　全　体 473 377 43 125 126 253 74 95 24 13 9
100.0 79.7 9.1 26.4 26.6 53.5 15.6 20.1 5.1 2.8 1.9

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 68 63 5 46 11 57 6 7 - 1 -

100.0 92.7 7.4 67.7 16.2 83.8 8.8 10.3 - 1.5 -
1,000～4,999人 78 71 4 16 25 42 10 20 2 3 2

100.0 91.0 5.1 20.5 32.1 53.9 12.8 25.6 2.6 3.9 2.6
300～999人 133 99 12 26 35 65 23 31 10 4 2

100.0 74.4 9.0 19.6 26.3 48.9 17.3 23.3 7.5 3.0 1.5
100～299人 161 118 16 32 45 74 26 31 9 3 4

100.0 73.3 9.9 19.9 28.0 46.0 16.2 19.3 5.6 1.9 2.5
50～99人 23 19 3 2 4 10 5 3 - 2 1

100.0 82.6 13.0 8.7 17.4 43.5 21.7 13.0 - 8.7 4.4
30～49人 9 6 3 3 5 4 4 2 3 - -

100.0 66.7 33.3 33.3 55.6 44.4 44.4 22.2 33.3 - -
　無回答 1 1 - - 1 1 - 1 - - -

100.0 100.0 - - 100.0 100.0 - 100.0 - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 2 1 - 1 1 - - 1 1 - -

100.0 50.0 - 50.0 50.0 - - 50.0 50.0 - -
漁業 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - - - 1 - - - -

100.0 100.0 - - - - 100.0 - - - -
建設業 59 50 2 5 13 27 12 11 2 2 3

100.0 84.8 3.4 8.5 22.0 45.8 20.3 18.6 3.4 3.4 5.1
製造業 180 150 16 34 53 92 26 51 11 5 4

100.0 83.3 8.9 18.9 29.4 51.1 14.4 28.3 6.1 2.8 2.2
電気・ガス・熱供給・水道業 4 3 1 3 1 3 1 1 - - -

100.0 75.0 25.0 75.0 25.0 75.0 25.0 25.0 - - -
情報通信業 12 11 3 1 3 7 4 2 1 - -

100.0 91.7 25.0 8.3 25.0 58.3 33.3 16.7 8.3 - -
運輸業、郵便業 24 12 4 6 11 11 2 2 2 1 1

100.0 50.0 16.7 25.0 45.8 45.8 8.3 8.3 8.3 4.2 4.2
卸売業、小売業 74 66 5 48 16 57 13 4 1 - -

100.0 89.2 6.8 64.9 21.6 77.0 17.6 5.4 1.4 - -
金融業、保険業 10 7 1 2 1 4 - 1 - 1 -

100.0 70.0 10.0 20.0 10.0 40.0 - 10.0 - 10.0 -
不動産業、物品賃貸業 4 4 - - - 2 1 - - - -

100.0 100.0 - - - 50.0 25.0 - - - -
学術研究、専門・技術サービス業 12 9 1 5 1 8 1 3 - - -

100.0 75.0 8.3 41.7 8.3 66.7 8.3 25.0 - - -
宿泊業、飲食サービス業 5 3 1 2 1 4 - 3 - - -

100.0 60.0 20.0 40.0 20.0 80.0 - 60.0 - - -
生活関連サービス業、娯楽業 4 3 1 2 2 2 1 2 1 - -

100.0 75.0 25.0 50.0 50.0 50.0 25.0 50.0 25.0 - -
教育、学習支援業 1 - - 1 - - - - - - -

100.0 - - 100.0 - - - - - - -
医療、福祉 36 26 2 4 14 12 7 5 3 1 1

100.0 72.2 5.6 11.1 38.9 33.3 19.4 13.9 8.3 2.8 2.8
複合サービス事業 6 4 1 - - 5 1 2 - 1 -

100.0 66.7 16.7 - - 83.3 16.7 33.3 - 16.7 -
その他サービス業 26 15 3 3 8 11 3 5 2 2 -

100.0 57.7 11.5 11.5 30.8 42.3 11.5 19.2 7.7 7.7 -
分類不能の産業 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
その他 5 5 2 2 1 2 - 1 - - -

100.0 100.0 40.0 40.0 20.0 40.0 - 20.0 - - -
　無回答 8 7 - 6 - 6 1 1 - - -

100.0 87.5 - 75.0 - 75.0 12.5 12.5 - - -
Ｑ２　業種
製造業 180 150 16 34 53 92 26 51 11 5 4

100.0 83.3 8.9 18.9 29.4 51.1 14.4 28.3 6.1 2.8 2.2
非製造業 285 220 27 85 73 155 47 43 13 8 5

100.0 77.2 9.5 29.8 25.6 54.4 16.5 15.1 4.6 2.8 1.8
　無回答 8 7 - 6 - 6 1 1 - - -

100.0 87.5 - 75.0 - 75.0 12.5 12.5 - - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 55 44 5 11 13 25 10 13 3 3 1

100.0 80.0 9.1 20.0 23.6 45.5 18.2 23.6 5.5 5.5 1.8
1920～1939年 40 32 5 10 9 24 4 12 2 3 1

100.0 80.0 12.5 25.0 22.5 60.0 10.0 30.0 5.0 7.5 2.5
1940～1959年 118 93 8 22 31 60 25 29 9 - 3

100.0 78.8 6.8 18.6 26.3 50.9 21.2 24.6 7.6 - 2.5
1960～1979年 112 87 7 17 31 56 15 17 4 4 3

100.0 77.7 6.3 15.2 27.7 50.0 13.4 15.2 3.6 3.6 2.7
1980～1999年 65 47 10 14 25 29 11 17 2 2 1

100.0 72.3 15.4 21.5 38.5 44.6 16.9 26.2 3.1 3.1 1.5
2000年以降 75 68 6 47 16 57 8 6 3 1 -

100.0 90.7 8.0 62.7 21.3 76.0 10.7 8.0 4.0 1.3 -
　無回答 8 6 2 4 1 2 1 1 1 - -

100.0 75.0 25.0 50.0 12.5 25.0 12.5 12.5 12.5 - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問２　成果の把握や「見える化」によって、どのような効果が現れていますか。（○はいくつでも）

全

体
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務
の
効
率
化
・
省
力
化

新
た
な
商
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・
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ー
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の
開

発
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値
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の
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供
に
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の
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従
業
員
の
身
体
的
・
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神
的
負

担
の
軽
減

労
働
時
間
の
削
減

従
業
員
満
足
度
の
向
上

労
働
力
不
足
の
改
善

従
業
員
の
定
着
率
の
向
上
（

離

職
率
の
減
少
）

そ
の
他

無
回
答

　全　体 473 377 43 125 126 253 74 95 24 13 9
100.0 79.7 9.1 26.4 26.6 53.5 15.6 20.1 5.1 2.8 1.9

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 254 212 27 85 76 144 43 50 15 6 6

100.0 83.5 10.6 33.5 29.9 56.7 16.9 19.7 5.9 2.4 2.4
導入後に行った 75 56 9 13 24 39 14 17 4 2 3

100.0 74.7 12.0 17.3 32.0 52.0 18.7 22.7 5.3 2.7 4.0
行っていない 169 130 11 31 36 80 20 32 6 6 3

100.0 76.9 6.5 18.3 21.3 47.3 11.8 18.9 3.6 3.6 1.8
　無回答 7 5 - 1 3 3 2 2 - 1 -

100.0 71.4 - 14.3 42.9 42.9 28.6 28.6 - 14.3 -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 84 72 11 20 33 44 23 24 8 3 1

100.0 85.7 13.1 23.8 39.3 52.4 27.4 28.6 9.5 3.6 1.2
やや積極的 67 49 10 16 20 36 12 15 5 2 2

100.0 73.1 14.9 23.9 29.9 53.7 17.9 22.4 7.5 3.0 3.0
どちらでもない 126 109 10 54 26 81 14 21 3 1 2

100.0 86.5 7.9 42.9 20.6 64.3 11.1 16.7 2.4 0.8 1.6
やや消極的 5 2 1 - 2 3 - - 1 - -

100.0 40.0 20.0 - 40.0 60.0 - - 20.0 - -
対応には消極的だった 8 7 - 1 5 3 2 1 1 - -

100.0 87.5 - 12.5 62.5 37.5 25.0 12.5 12.5 - -
　無回答 7 3 - 2 1 3 1 - - - 1

100.0 42.9 - 28.6 14.3 42.9 14.3 - - - 14.3
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 129 105 15 29 43 61 23 30 10 4 4

100.0 81.4 11.6 22.5 33.3 47.3 17.8 23.3 7.8 3.1 3.1
導入することを決めた後で協議した 73 61 10 14 31 35 18 18 4 1 1

100.0 83.6 13.7 19.2 42.5 48.0 24.7 24.7 5.5 1.4 1.4
わからない 48 45 1 42 1 45 - 2 - 1 -

100.0 93.8 2.1 87.5 2.1 93.8 - 4.2 - 2.1 -
　無回答 47 31 6 8 12 29 11 11 4 - 1

100.0 66.0 12.8 17.0 25.5 61.7 23.4 23.4 8.5 - 2.1
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 284 235 31 89 80 161 50 56 17 6 6

100.0 82.8 10.9 31.3 28.2 56.7 17.6 19.7 6.0 2.1 2.1
効果はなかった 9 6 1 2 5 6 2 3 1 - -

100.0 66.7 11.1 22.2 55.6 66.7 22.2 33.3 11.1 - -
　無回答 4 1 - 2 2 3 - 2 - - -

100.0 25.0 - 50.0 50.0 75.0 - 50.0 - - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 93 68 10 16 32 45 18 25 3 1 3

100.0 73.1 10.8 17.2 34.4 48.4 19.4 26.9 3.2 1.1 3.2
課題は生じなかった 191 165 21 74 50 117 31 31 15 5 2

100.0 86.4 11.0 38.7 26.2 61.3 16.2 16.2 7.9 2.6 1.1
　無回答 13 9 1 3 5 8 3 5 - - 1

100.0 69.2 7.7 23.1 38.5 61.5 23.1 38.5 - - 7.7
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 377 43 125 126 253 74 95 24 13 9

100.0 79.7 9.1 26.4 26.6 53.5 15.6 20.1 5.1 2.8 1.9
行っていない - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 339 279 28 96 89 189 53 69 20 8 6

100.0 82.3 8.3 28.3 26.3 55.8 15.6 20.4 5.9 2.4 1.8
行う予定はない 13 11 - 1 4 7 1 2 - - -

100.0 84.6 - 7.7 30.8 53.9 7.7 15.4 - - -
わからない 118 85 15 27 32 57 20 24 4 5 3

100.0 72.0 12.7 22.9 27.1 48.3 17.0 20.3 3.4 4.2 2.5
　無回答 3 2 - 1 1 - - - - - -

100.0 66.7 - 33.3 33.3 - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問３　把握した取組の成果に関する情報は、労使で共有していますか。（○は１つ）

全

体

労
働
組
合
や
労
使
協
議
の
場
等

で
共
有
す
る
、

誰
で
も
見
ら
れ

る
よ
う
に
す
る
な
ど
、

概
ね
全

て
の
従
業
員
と
共
有
し
て
い
る

導
入
す
る
部
署
等
、

関
係
す
る

従
業
員
等
の
限
定
さ
れ
た
従
業

員
の
み
と
共
有
し
て
い
る

経
営
層
や
管
理
職
の
み
で
共
有

し
て
お
り
、

一
般

現
場
の
従
業
員
の
み
で
共
有
さ

れ
て
い
る

現
在
は
共
有
し
て
い
な
い
が
、

将
来
的
に
は
共
有
す
る
つ
も
り

で
あ
る

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 473 177 162 44 26 26 11 19 8
100.0 37.4 34.3 9.3 5.5 5.5 2.3 4.0 1.7

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 68 56 6 1 - - 1 3 1

100.0 82.4 8.8 1.5 - - 1.5 4.4 1.5
1,000～4,999人 78 29 27 5 3 7 1 3 3

100.0 37.2 34.6 6.4 3.9 9.0 1.3 3.9 3.9
300～999人 133 41 52 12 9 8 2 7 2

100.0 30.8 39.1 9.0 6.8 6.0 1.5 5.3 1.5
100～299人 161 44 63 24 11 7 7 4 1

100.0 27.3 39.1 14.9 6.8 4.4 4.4 2.5 0.6
50～99人 23 5 9 1 1 4 - 2 1

100.0 21.7 39.1 4.4 4.4 17.4 - 8.7 4.4
30～49人 9 2 4 1 2 - - - -

100.0 22.2 44.4 11.1 22.2 - - - -
　無回答 1 - 1 - - - - - -

100.0 - 100.0 - - - - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 2 - 1 - - - - - 1

100.0 - 50.0 - - - - - 50.0
漁業 - - - - - - - - -

- - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - - - - - -

100.0 100.0 - - - - - - -
建設業 59 19 27 1 2 5 - 4 1

100.0 32.2 45.8 1.7 3.4 8.5 - 6.8 1.7
製造業 180 55 73 22 14 5 4 4 3

100.0 30.6 40.6 12.2 7.8 2.8 2.2 2.2 1.7
電気・ガス・熱供給・水道業 4 1 1 - 1 - 1 - -

100.0 25.0 25.0 - 25.0 - 25.0 - -
情報通信業 12 5 4 - - 2 - 1 -

100.0 41.7 33.3 - - 16.7 - 8.3 -
運輸業、郵便業 24 7 8 3 2 2 - 2 -

100.0 29.2 33.3 12.5 8.3 8.3 - 8.3 -
卸売業、小売業 74 53 9 4 1 2 2 3 -

100.0 71.6 12.2 5.4 1.4 2.7 2.7 4.1 -
金融業、保険業 10 5 3 1 - - - - 1

100.0 50.0 30.0 10.0 - - - - 10.0
不動産業、物品賃貸業 4 1 1 1 1 - - - -

100.0 25.0 25.0 25.0 25.0 - - - -
学術研究、専門・技術サービス業 12 5 2 1 1 1 2 - -

100.0 41.7 16.7 8.3 8.3 8.3 16.7 - -
宿泊業、飲食サービス業 5 1 1 1 - - - 2 -

100.0 20.0 20.0 20.0 - - - 40.0 -
生活関連サービス業、娯楽業 4 - 1 - 2 1 - - -

100.0 - 25.0 - 50.0 25.0 - - -
教育、学習支援業 1 - 1 - - - - - -

100.0 - 100.0 - - - - - -
医療、福祉 36 8 16 5 1 4 - - 2

100.0 22.2 44.4 13.9 2.8 11.1 - - 5.6
複合サービス事業 6 - 4 - - 1 - 1 -

100.0 - 66.7 - - 16.7 - 16.7 -
その他サービス業 26 9 7 5 - 3 - 2 -

100.0 34.6 26.9 19.2 - 11.5 - 7.7 -
分類不能の産業 - - - - - - - - -

- - - - - - - - -
その他 5 2 2 - 1 - - - -

100.0 40.0 40.0 - 20.0 - - - -
　無回答 8 5 1 - - - 2 - -

100.0 62.5 12.5 - - - 25.0 - -
Ｑ２　業種
製造業 180 55 73 22 14 5 4 4 3

100.0 30.6 40.6 12.2 7.8 2.8 2.2 2.2 1.7
非製造業 285 117 88 22 12 21 5 15 5

100.0 41.1 30.9 7.7 4.2 7.4 1.8 5.3 1.8
　無回答 8 5 1 - - - 2 - -

100.0 62.5 12.5 - - - 25.0 - -
Ｑ３　創業年
1919年まで 55 13 29 4 2 1 2 2 2

100.0 23.6 52.7 7.3 3.6 1.8 3.6 3.6 3.6
1920～1939年 40 16 15 2 4 2 - 1 -

100.0 40.0 37.5 5.0 10.0 5.0 - 2.5 -
1940～1959年 118 43 39 13 4 7 4 8 -

100.0 36.4 33.1 11.0 3.4 5.9 3.4 6.8 -
1960～1979年 112 31 37 13 11 12 2 3 3

100.0 27.7 33.0 11.6 9.8 10.7 1.8 2.7 2.7
1980～1999年 65 21 26 4 3 4 2 2 3

100.0 32.3 40.0 6.2 4.6 6.2 3.1 3.1 4.6
2000年以降 75 52 13 6 2 - - 2 -

100.0 69.3 17.3 8.0 2.7 - - 2.7 -
　無回答 8 1 3 2 - - 1 1 -

100.0 12.5 37.5 25.0 - - 12.5 12.5 -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問２　成果の把握や「見える化」によって、どのような効果が現れていますか。（○はいくつでも）

全
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務
の
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化
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化
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の
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よ
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顧
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足
度

の
向
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従
業
員
の
身
体
的
・
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神
的
負

担
の
軽
減

労
働
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間
の
削
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従
業
員
満
足
度
の
向
上

労
働
力
不
足
の
改
善

従
業
員
の
定
着
率
の
向
上
（

離

職
率
の
減
少
）

そ
の
他

無
回
答

　全　体 473 377 43 125 126 253 74 95 24 13 9
100.0 79.7 9.1 26.4 26.6 53.5 15.6 20.1 5.1 2.8 1.9

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 254 212 27 85 76 144 43 50 15 6 6

100.0 83.5 10.6 33.5 29.9 56.7 16.9 19.7 5.9 2.4 2.4
導入後に行った 75 56 9 13 24 39 14 17 4 2 3

100.0 74.7 12.0 17.3 32.0 52.0 18.7 22.7 5.3 2.7 4.0
行っていない 169 130 11 31 36 80 20 32 6 6 3

100.0 76.9 6.5 18.3 21.3 47.3 11.8 18.9 3.6 3.6 1.8
　無回答 7 5 - 1 3 3 2 2 - 1 -

100.0 71.4 - 14.3 42.9 42.9 28.6 28.6 - 14.3 -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 84 72 11 20 33 44 23 24 8 3 1

100.0 85.7 13.1 23.8 39.3 52.4 27.4 28.6 9.5 3.6 1.2
やや積極的 67 49 10 16 20 36 12 15 5 2 2

100.0 73.1 14.9 23.9 29.9 53.7 17.9 22.4 7.5 3.0 3.0
どちらでもない 126 109 10 54 26 81 14 21 3 1 2

100.0 86.5 7.9 42.9 20.6 64.3 11.1 16.7 2.4 0.8 1.6
やや消極的 5 2 1 - 2 3 - - 1 - -

100.0 40.0 20.0 - 40.0 60.0 - - 20.0 - -
対応には消極的だった 8 7 - 1 5 3 2 1 1 - -

100.0 87.5 - 12.5 62.5 37.5 25.0 12.5 12.5 - -
　無回答 7 3 - 2 1 3 1 - - - 1

100.0 42.9 - 28.6 14.3 42.9 14.3 - - - 14.3
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 129 105 15 29 43 61 23 30 10 4 4

100.0 81.4 11.6 22.5 33.3 47.3 17.8 23.3 7.8 3.1 3.1
導入することを決めた後で協議した 73 61 10 14 31 35 18 18 4 1 1

100.0 83.6 13.7 19.2 42.5 48.0 24.7 24.7 5.5 1.4 1.4
わからない 48 45 1 42 1 45 - 2 - 1 -

100.0 93.8 2.1 87.5 2.1 93.8 - 4.2 - 2.1 -
　無回答 47 31 6 8 12 29 11 11 4 - 1

100.0 66.0 12.8 17.0 25.5 61.7 23.4 23.4 8.5 - 2.1
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 284 235 31 89 80 161 50 56 17 6 6

100.0 82.8 10.9 31.3 28.2 56.7 17.6 19.7 6.0 2.1 2.1
効果はなかった 9 6 1 2 5 6 2 3 1 - -

100.0 66.7 11.1 22.2 55.6 66.7 22.2 33.3 11.1 - -
　無回答 4 1 - 2 2 3 - 2 - - -

100.0 25.0 - 50.0 50.0 75.0 - 50.0 - - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 93 68 10 16 32 45 18 25 3 1 3

100.0 73.1 10.8 17.2 34.4 48.4 19.4 26.9 3.2 1.1 3.2
課題は生じなかった 191 165 21 74 50 117 31 31 15 5 2

100.0 86.4 11.0 38.7 26.2 61.3 16.2 16.2 7.9 2.6 1.1
　無回答 13 9 1 3 5 8 3 5 - - 1

100.0 69.2 7.7 23.1 38.5 61.5 23.1 38.5 - - 7.7
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 377 43 125 126 253 74 95 24 13 9

100.0 79.7 9.1 26.4 26.6 53.5 15.6 20.1 5.1 2.8 1.9
行っていない - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 339 279 28 96 89 189 53 69 20 8 6

100.0 82.3 8.3 28.3 26.3 55.8 15.6 20.4 5.9 2.4 1.8
行う予定はない 13 11 - 1 4 7 1 2 - - -

100.0 84.6 - 7.7 30.8 53.9 7.7 15.4 - - -
わからない 118 85 15 27 32 57 20 24 4 5 3

100.0 72.0 12.7 22.9 27.1 48.3 17.0 20.3 3.4 4.2 2.5
　無回答 3 2 - 1 1 - - - - - -

100.0 66.7 - 33.3 33.3 - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問３　把握した取組の成果に関する情報は、労使で共有していますか。（○は１つ）

全

体

労
働
組
合
や
労
使
協
議
の
場
等

で
共
有
す
る
、

誰
で
も
見
ら
れ

る
よ
う
に
す
る
な
ど
、

概
ね
全

て
の
従
業
員
と
共
有
し
て
い
る

導
入
す
る
部
署
等
、

関
係
す
る

従
業
員
等
の
限
定
さ
れ
た
従
業

員
の
み
と
共
有
し
て
い
る

経
営
層
や
管
理
職
の
み
で
共
有

し
て
お
り
、

一
般

現
場
の
従
業
員
の
み
で
共
有
さ

れ
て
い
る

現
在
は
共
有
し
て
い
な
い
が
、

将
来
的
に
は
共
有
す
る
つ
も
り

で
あ
る

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 473 177 162 44 26 26 11 19 8
100.0 37.4 34.3 9.3 5.5 5.5 2.3 4.0 1.7

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 12 6 3 - - 1 - 1 1

100.0 50.0 25.0 - - 8.3 - 8.3 8.3
30～49人 64 28 19 5 3 2 3 3 1

100.0 43.8 29.7 7.8 4.7 3.1 4.7 4.7 1.6
50～99人 113 55 32 7 2 4 4 7 2

100.0 48.7 28.3 6.2 1.8 3.5 3.5 6.2 1.8
100～299人 179 62 70 19 14 6 3 3 2

100.0 34.6 39.1 10.6 7.8 3.4 1.7 1.7 1.1
300人以上 84 22 27 10 6 13 1 3 2

100.0 26.2 32.1 11.9 7.1 15.5 1.2 3.6 2.4
　無回答 21 4 11 3 1 - - 2 -

100.0 19.1 52.4 14.3 4.8 - - 9.5 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 225 114 59 18 7 10 3 10 4

100.0 50.7 26.2 8.0 3.1 4.4 1.3 4.4 1.8
ない 248 63 103 26 19 16 8 9 4

100.0 25.4 41.5 10.5 7.7 6.5 3.2 3.6 1.6
　無回答 - - - - - - - - -

- - - - - - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 12 3 7 - - 1 - - 1

100.0 25.0 58.3 - - 8.3 - - 8.3
取締役・役員クラス 56 15 24 8 5 1 3 - -

100.0 26.8 42.9 14.3 8.9 1.8 5.4 - -
部長・次長クラス 140 41 58 11 7 13 2 5 3

100.0 29.3 41.4 7.9 5.0 9.3 1.4 3.6 2.1
課長クラス 148 85 34 10 4 6 2 6 1

100.0 57.4 23.0 6.8 2.7 4.1 1.4 4.1 0.7
係長・主任クラス 54 19 20 5 4 3 1 1 1

100.0 35.2 37.0 9.3 7.4 5.6 1.9 1.9 1.9
一般社員 50 12 17 8 4 1 3 4 1

100.0 24.0 34.0 16.0 8.0 2.0 6.0 8.0 2.0
その他 7 1 2 - 1 1 - 1 1

100.0 14.3 28.6 - 14.3 14.3 - 14.3 14.3
　無回答 6 1 - 2 1 - - 2 -

100.0 16.7 - 33.3 16.7 - - 33.3 -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 28 1 11 7 4 3 - 1 1

100.0 3.6 39.3 25.0 14.3 10.7 - 3.6 3.6
人事・労務部門 119 70 28 6 3 7 2 2 1

100.0 58.8 23.5 5.0 2.5 5.9 1.7 1.7 0.8
総務・庶務部門 151 54 53 16 9 8 3 6 2

100.0 35.8 35.1 10.6 6.0 5.3 2.0 4.0 1.3
経理部門 6 2 1 1 1 - - 1 -

100.0 33.3 16.7 16.7 16.7 - - 16.7 -
広報部門 - - - - - - - - -

- - - - - - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 41 12 18 5 3 1 - 2 -

100.0 29.3 43.9 12.2 7.3 2.4 - 4.9 -
その他部門 100 32 41 5 3 6 5 5 3

100.0 32.0 41.0 5.0 3.0 6.0 5.0 5.0 3.0
　無回答 28 6 10 4 3 1 1 2 1

100.0 21.4 35.7 14.3 10.7 3.6 3.6 7.1 3.6
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 183 99 41 15 7 8 2 7 4

100.0 54.1 22.4 8.2 3.8 4.4 1.1 3.8 2.2
労使協議機関での協議 214 100 63 11 13 11 4 9 3

100.0 46.7 29.4 5.1 6.1 5.1 1.9 4.2 1.4
取組を行うための専門組織の編成 83 38 24 4 5 5 3 2 2

100.0 45.8 28.9 4.8 6.0 6.0 3.6 2.4 2.4
懇談会・説明会などの 280 120 92 23 9 17 5 8 6

常設ではない会合 100.0 42.9 32.9 8.2 3.2 6.1 1.8 2.9 2.1
相談窓口（電子メール等を含む）や 283 119 96 25 14 13 7 4 5

その他の苦情処理機関 100.0 42.1 33.9 8.8 5.0 4.6 2.5 1.4 1.8
社内報や社内掲示板、 381 151 130 33 19 23 9 11 5

電子メールなどでの情報提供 100.0 39.6 34.1 8.7 5.0 6.0 2.4 2.9 1.3
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 147 87 35 9 3 7 3 2 1

活用したコミュニケーションツール 100.0 59.2 23.8 6.1 2.0 4.8 2.0 1.4 0.7
従業員へのアンケート調査 269 117 81 18 13 18 6 10 6

100.0 43.5 30.1 6.7 4.8 6.7 2.2 3.7 2.2
その他 17 8 6 1 1 1 - - -

100.0 47.1 35.3 5.9 5.9 5.9 - - -
　無回答 2 1 1 - - - - - -

100.0 50.0 50.0 - - - - - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 473 177 162 44 26 26 11 19 8

100.0 37.4 34.3 9.3 5.5 5.5 2.3 4.0 1.7
行っていない - - - - - - - - -

- - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - -

- - - - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問３　把握した取組の成果に関する情報は、労使で共有していますか。（○は１つ）

全

体

労
働
組
合
や
労
使
協
議
の
場
等

で
共
有
す
る
、

誰
で
も
見
ら
れ

る
よ
う
に
す
る
な
ど
、

概
ね
全

て
の
従
業
員
と
共
有
し
て
い
る

導
入
す
る
部
署
等
、

関
係
す
る

従
業
員
等
の
限
定
さ
れ
た
従
業

員
の
み
と
共
有
し
て
い
る

経
営
層
や
管
理
職
の
み
で
共
有

し
て
お
り
、

一
般

現
場
の
従
業
員
の
み
で
共
有
さ

れ
て
い
る

現
在
は
共
有
し
て
い
な
い
が
、

将
来
的
に
は
共
有
す
る
つ
も
り

で
あ
る

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 473 177 162 44 26 26 11 19 8
100.0 37.4 34.3 9.3 5.5 5.5 2.3 4.0 1.7

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 254 104 84 22 13 11 7 8 5

100.0 40.9 33.1 8.7 5.1 4.3 2.8 3.2 2.0
導入後に行った 75 25 35 6 - 3 2 3 1

100.0 33.3 46.7 8.0 - 4.0 2.7 4.0 1.3
行っていない 169 54 57 19 13 13 3 8 2

100.0 32.0 33.7 11.2 7.7 7.7 1.8 4.7 1.2
　無回答 7 1 3 - - 1 - 1 1

100.0 14.3 42.9 - - 14.3 - 14.3 14.3
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 84 29 35 8 5 4 - 2 1

100.0 34.5 41.7 9.5 6.0 4.8 - 2.4 1.2
やや積極的 67 21 26 6 4 3 2 3 2

100.0 31.3 38.8 9.0 6.0 4.5 3.0 4.5 3.0
どちらでもない 126 66 33 9 3 4 5 5 1

100.0 52.4 26.2 7.1 2.4 3.2 4.0 4.0 0.8
やや消極的 5 - 3 - - 1 1 - -

100.0 - 60.0 - - 20.0 20.0 - -
対応には消極的だった 8 2 4 1 1 - - - -

100.0 25.0 50.0 12.5 12.5 - - - -
　無回答 7 4 1 1 - - - - 1

100.0 57.1 14.3 14.3 - - - - 14.3
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 129 34 54 13 9 6 4 4 5

100.0 26.4 41.9 10.1 7.0 4.7 3.1 3.1 3.9
導入することを決めた後で協議した 73 27 24 9 4 4 2 3 -

100.0 37.0 32.9 12.3 5.5 5.5 2.7 4.1 -
わからない 48 42 3 - - 1 1 1 -

100.0 87.5 6.3 - - 2.1 2.1 2.1 -
　無回答 47 19 21 3 - 1 1 2 -

100.0 40.4 44.7 6.4 - 2.1 2.1 4.3 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 284 119 96 25 12 12 8 8 4

100.0 41.9 33.8 8.8 4.2 4.2 2.8 2.8 1.4
効果はなかった 9 2 5 - - - - 2 -

100.0 22.2 55.6 - - - - 22.2 -
　無回答 4 1 1 - 1 - - - 1

100.0 25.0 25.0 - 25.0 - - - 25.0
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 93 18 46 8 5 6 3 5 2

100.0 19.4 49.5 8.6 5.4 6.5 3.2 5.4 2.2
課題は生じなかった 191 101 53 15 7 5 4 5 1

100.0 52.9 27.8 7.9 3.7 2.6 2.1 2.6 0.5
　無回答 13 3 3 2 1 1 1 - 2

100.0 23.1 23.1 15.4 7.7 7.7 7.7 - 15.4
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 177 162 44 26 26 11 19 8

100.0 37.4 34.3 9.3 5.5 5.5 2.3 4.0 1.7
行っていない - - - - - - - - -

- - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - -

- - - - - - - - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 339 141 117 29 17 18 5 5 7

100.0 41.6 34.5 8.6 5.0 5.3 1.5 1.5 2.1
行う予定はない 13 4 3 3 - 1 1 1 -

100.0 30.8 23.1 23.1 - 7.7 7.7 7.7 -
わからない 118 31 41 12 9 7 5 12 1

100.0 26.3 34.8 10.2 7.6 5.9 4.2 10.2 0.9
　無回答 3 1 1 - - - - 1 -

100.0 33.3 33.3 - - - - 33.3 -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問３　把握した取組の成果に関する情報は、労使で共有していますか。（○は１つ）

全

体

労
働
組
合
や
労
使
協
議
の
場
等

で
共
有
す
る
、

誰
で
も
見
ら
れ

る
よ
う
に
す
る
な
ど
、

概
ね
全

て
の
従
業
員
と
共
有
し
て
い
る

導
入
す
る
部
署
等
、

関
係
す
る

従
業
員
等
の
限
定
さ
れ
た
従
業

員
の
み
と
共
有
し
て
い
る

経
営
層
や
管
理
職
の
み
で
共
有

し
て
お
り
、

一
般

現
場
の
従
業
員
の
み
で
共
有
さ

れ
て
い
る

現
在
は
共
有
し
て
い
な
い
が
、

将
来
的
に
は
共
有
す
る
つ
も
り

で
あ
る

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 473 177 162 44 26 26 11 19 8
100.0 37.4 34.3 9.3 5.5 5.5 2.3 4.0 1.7

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 12 6 3 - - 1 - 1 1

100.0 50.0 25.0 - - 8.3 - 8.3 8.3
30～49人 64 28 19 5 3 2 3 3 1

100.0 43.8 29.7 7.8 4.7 3.1 4.7 4.7 1.6
50～99人 113 55 32 7 2 4 4 7 2

100.0 48.7 28.3 6.2 1.8 3.5 3.5 6.2 1.8
100～299人 179 62 70 19 14 6 3 3 2

100.0 34.6 39.1 10.6 7.8 3.4 1.7 1.7 1.1
300人以上 84 22 27 10 6 13 1 3 2

100.0 26.2 32.1 11.9 7.1 15.5 1.2 3.6 2.4
　無回答 21 4 11 3 1 - - 2 -

100.0 19.1 52.4 14.3 4.8 - - 9.5 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 225 114 59 18 7 10 3 10 4

100.0 50.7 26.2 8.0 3.1 4.4 1.3 4.4 1.8
ない 248 63 103 26 19 16 8 9 4

100.0 25.4 41.5 10.5 7.7 6.5 3.2 3.6 1.6
　無回答 - - - - - - - - -

- - - - - - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 12 3 7 - - 1 - - 1

100.0 25.0 58.3 - - 8.3 - - 8.3
取締役・役員クラス 56 15 24 8 5 1 3 - -

100.0 26.8 42.9 14.3 8.9 1.8 5.4 - -
部長・次長クラス 140 41 58 11 7 13 2 5 3

100.0 29.3 41.4 7.9 5.0 9.3 1.4 3.6 2.1
課長クラス 148 85 34 10 4 6 2 6 1

100.0 57.4 23.0 6.8 2.7 4.1 1.4 4.1 0.7
係長・主任クラス 54 19 20 5 4 3 1 1 1

100.0 35.2 37.0 9.3 7.4 5.6 1.9 1.9 1.9
一般社員 50 12 17 8 4 1 3 4 1

100.0 24.0 34.0 16.0 8.0 2.0 6.0 8.0 2.0
その他 7 1 2 - 1 1 - 1 1

100.0 14.3 28.6 - 14.3 14.3 - 14.3 14.3
　無回答 6 1 - 2 1 - - 2 -

100.0 16.7 - 33.3 16.7 - - 33.3 -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 28 1 11 7 4 3 - 1 1

100.0 3.6 39.3 25.0 14.3 10.7 - 3.6 3.6
人事・労務部門 119 70 28 6 3 7 2 2 1

100.0 58.8 23.5 5.0 2.5 5.9 1.7 1.7 0.8
総務・庶務部門 151 54 53 16 9 8 3 6 2

100.0 35.8 35.1 10.6 6.0 5.3 2.0 4.0 1.3
経理部門 6 2 1 1 1 - - 1 -

100.0 33.3 16.7 16.7 16.7 - - 16.7 -
広報部門 - - - - - - - - -

- - - - - - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 41 12 18 5 3 1 - 2 -

100.0 29.3 43.9 12.2 7.3 2.4 - 4.9 -
その他部門 100 32 41 5 3 6 5 5 3

100.0 32.0 41.0 5.0 3.0 6.0 5.0 5.0 3.0
　無回答 28 6 10 4 3 1 1 2 1

100.0 21.4 35.7 14.3 10.7 3.6 3.6 7.1 3.6
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 183 99 41 15 7 8 2 7 4

100.0 54.1 22.4 8.2 3.8 4.4 1.1 3.8 2.2
労使協議機関での協議 214 100 63 11 13 11 4 9 3

100.0 46.7 29.4 5.1 6.1 5.1 1.9 4.2 1.4
取組を行うための専門組織の編成 83 38 24 4 5 5 3 2 2

100.0 45.8 28.9 4.8 6.0 6.0 3.6 2.4 2.4
懇談会・説明会などの 280 120 92 23 9 17 5 8 6

常設ではない会合 100.0 42.9 32.9 8.2 3.2 6.1 1.8 2.9 2.1
相談窓口（電子メール等を含む）や 283 119 96 25 14 13 7 4 5

その他の苦情処理機関 100.0 42.1 33.9 8.8 5.0 4.6 2.5 1.4 1.8
社内報や社内掲示板、 381 151 130 33 19 23 9 11 5

電子メールなどでの情報提供 100.0 39.6 34.1 8.7 5.0 6.0 2.4 2.9 1.3
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 147 87 35 9 3 7 3 2 1

活用したコミュニケーションツール 100.0 59.2 23.8 6.1 2.0 4.8 2.0 1.4 0.7
従業員へのアンケート調査 269 117 81 18 13 18 6 10 6

100.0 43.5 30.1 6.7 4.8 6.7 2.2 3.7 2.2
その他 17 8 6 1 1 1 - - -

100.0 47.1 35.3 5.9 5.9 5.9 - - -
　無回答 2 1 1 - - - - - -

100.0 50.0 50.0 - - - - - -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 473 177 162 44 26 26 11 19 8

100.0 37.4 34.3 9.3 5.5 5.5 2.3 4.0 1.7
行っていない - - - - - - - - -

- - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - -

- - - - - - - - -

188 
- 282 - - 283 -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問４　把握した取組の成果に関する情報は、労使で活用していますか。（○は１つ）

全

体

労
働
組
合
や
従
業
員
と
の
協

議
・
話
し
合
い
等
で
活
用
し
て

い
る

共
有
す
る
の
み
に
と
ど
め
て
い

る そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 339 150 128 10 42 9
100.0 44.3 37.8 3.0 12.4 2.7

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 62 53 4 - 3 2

100.0 85.5 6.5 - 4.8 3.2
1,000～4,999人 56 23 20 2 11 -

100.0 41.1 35.7 3.6 19.6 -
300～999人 93 31 44 3 12 3

100.0 33.3 47.3 3.2 12.9 3.2
100～299人 107 39 47 4 14 3

100.0 36.5 43.9 3.7 13.1 2.8
50～99人 14 3 9 1 - 1

100.0 21.4 64.3 7.1 - 7.1
30～49人 6 - 4 - 2 -

100.0 - 66.7 - 33.3 -
　無回答 1 1 - - - -

100.0 100.0 - - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 1 - 1 - - -

100.0 - 100.0 - - -
漁業 - - - - - -

- - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - 1 -

100.0 - - - 100.0 -
建設業 46 16 21 2 7 -

100.0 34.8 45.7 4.4 15.2 -
製造業 128 51 53 4 17 3

100.0 39.8 41.4 3.1 13.3 2.3
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 1 - 1 -

100.0 - 50.0 - 50.0 -
情報通信業 9 2 4 1 1 1

100.0 22.2 44.4 11.1 11.1 11.1
運輸業、郵便業 15 3 9 - 2 1

100.0 20.0 60.0 - 13.3 6.7
卸売業、小売業 62 49 9 - 3 1

100.0 79.0 14.5 - 4.8 1.6
金融業、保険業 8 4 4 - - -

100.0 50.0 50.0 - - -
不動産業、物品賃貸業 2 - 1 - 1 -

100.0 - 50.0 - 50.0 -
学術研究、専門・技術サービス業 7 4 1 - 2 -

100.0 57.1 14.3 - 28.6 -
宿泊業、飲食サービス業 2 - 1 1 - -

100.0 - 50.0 50.0 - -
生活関連サービス業、娯楽業 1 1 - - - -

100.0 100.0 - - - -
教育、学習支援業 1 1 - - - -

100.0 100.0 - - - -
医療、福祉 24 7 11 1 3 2

100.0 29.2 45.8 4.2 12.5 8.3
複合サービス事業 4 1 2 - 1 -

100.0 25.0 50.0 - 25.0 -
その他サービス業 16 6 7 1 1 1

100.0 37.5 43.8 6.3 6.3 6.3
分類不能の産業 - - - - - -

- - - - - -
その他 4 1 3 - - -

100.0 25.0 75.0 - - -
　無回答 6 4 - - 2 -

100.0 66.7 - - 33.3 -
Ｑ２　業種
製造業 128 51 53 4 17 3

100.0 39.8 41.4 3.1 13.3 2.3
非製造業 205 95 75 6 23 6

100.0 46.3 36.6 2.9 11.2 2.9
　無回答 6 4 - - 2 -

100.0 66.7 - - 33.3 -
Ｑ３　創業年
1919年まで 42 11 22 - 7 2

100.0 26.2 52.4 - 16.7 4.8
1920～1939年 31 15 11 - 5 -

100.0 48.4 35.5 - 16.1 -
1940～1959年 82 29 34 5 11 3

100.0 35.4 41.5 6.1 13.4 3.7
1960～1979年 68 23 33 1 11 -

100.0 33.8 48.5 1.5 16.2 -
1980～1999年 47 21 18 3 3 2

100.0 44.7 38.3 6.4 6.4 4.3
2000年以降 65 49 10 1 3 2

100.0 75.4 15.4 1.5 4.6 3.1
　無回答 4 2 - - 2 -

100.0 50.0 - - 50.0 -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問４　把握した取組の成果に関する情報は、労使で活用していますか。（○は１つ）

全

体

労
働
組
合
や
従
業
員
と
の
協

議
・
話
し
合
い
等
で
活
用
し
て

い
る

共
有
す
る
の
み
に
と
ど
め
て
い

る そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 339 150 128 10 42 9
100.0 44.3 37.8 3.0 12.4 2.7

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 9 7 2 - - -

100.0 77.8 22.2 - - -
30～49人 47 19 19 - 7 2

100.0 40.4 40.4 - 14.9 4.3
50～99人 87 47 32 1 6 1

100.0 54.0 36.8 1.2 6.9 1.2
100～299人 132 57 52 4 15 4

100.0 43.2 39.4 3.0 11.4 3.0
300人以上 49 16 16 4 11 2

100.0 32.7 32.7 8.2 22.5 4.1
　無回答 15 4 7 1 3 -

100.0 26.7 46.7 6.7 20.0 -
Ｑ５　労働組合の有無
ある 173 105 42 4 20 2

100.0 60.7 24.3 2.3 11.6 1.2
ない 166 45 86 6 22 7

100.0 27.1 51.8 3.6 13.3 4.2
　無回答 - - - - - -

- - - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 10 3 4 - 3 -

100.0 30.0 40.0 - 30.0 -
取締役・役員クラス 39 13 19 4 - 3

100.0 33.3 48.7 10.3 - 7.7
部長・次長クラス 99 37 43 3 13 3

100.0 37.4 43.4 3.0 13.1 3.0
課長クラス 119 76 29 - 12 2

100.0 63.9 24.4 - 10.1 1.7
係長・主任クラス 39 14 18 2 5 -

100.0 35.9 46.2 5.1 12.8 -
一般社員 29 6 14 1 8 -

100.0 20.7 48.3 3.5 27.6 -
その他 3 1 - - 1 1

100.0 33.3 - - 33.3 33.3
　無回答 1 - 1 - - -

100.0 - 100.0 - - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 12 2 8 - 2 -

100.0 16.7 66.7 - 16.7 -
人事・労務部門 98 61 25 3 6 3

100.0 62.2 25.5 3.1 6.1 3.1
総務・庶務部門 107 45 45 3 12 2

100.0 42.1 42.1 2.8 11.2 1.9
経理部門 3 1 1 - 1 -

100.0 33.3 33.3 - 33.3 -
広報部門 - - - - - -

- - - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 30 8 14 1 6 1

100.0 26.7 46.7 3.3 20.0 3.3
その他部門 73 28 28 2 12 3

100.0 38.4 38.4 2.7 16.4 4.1
　無回答 16 5 7 1 3 -

100.0 31.3 43.8 6.3 18.8 -
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 140 92 31 3 12 2

100.0 65.7 22.1 2.1 8.6 1.4
労使協議機関での協議 163 95 46 7 14 1

100.0 58.3 28.2 4.3 8.6 0.6
取組を行うための専門組織の編成 62 36 19 3 3 1

100.0 58.1 30.7 4.8 4.8 1.6
懇談会・説明会などの 212 110 72 6 18 6

常設ではない会合 100.0 51.9 34.0 2.8 8.5 2.8
相談窓口（電子メール等を含む）や 215 115 66 5 25 4

その他の苦情処理機関 100.0 53.5 30.7 2.3 11.6 1.9
社内報や社内掲示板、 281 134 100 6 33 8

電子メールなどでの情報提供 100.0 47.7 35.6 2.1 11.7 2.9
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 122 76 32 3 9 2

活用したコミュニケーションツール 100.0 62.3 26.2 2.5 7.4 1.6
従業員へのアンケート調査 198 111 58 3 23 3

100.0 56.1 29.3 1.5 11.6 1.5
その他 14 7 3 - 4 -

100.0 50.0 21.4 - 28.6 -
　無回答 2 - 1 - 1 -

100.0 - 50.0 - 50.0 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 339 150 128 10 42 9

100.0 44.3 37.8 3.0 12.4 2.7
行っていない - - - - - -

- - - - - -
　無回答 - - - - - -

- - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問４　把握した取組の成果に関する情報は、労使で活用していますか。（○は１つ）

全

体

労
働
組
合
や
従
業
員
と
の
協

議
・
話
し
合
い
等
で
活
用
し
て

い
る

共
有
す
る
の
み
に
と
ど
め
て
い

る そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 339 150 128 10 42 9
100.0 44.3 37.8 3.0 12.4 2.7

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 62 53 4 - 3 2

100.0 85.5 6.5 - 4.8 3.2
1,000～4,999人 56 23 20 2 11 -

100.0 41.1 35.7 3.6 19.6 -
300～999人 93 31 44 3 12 3

100.0 33.3 47.3 3.2 12.9 3.2
100～299人 107 39 47 4 14 3

100.0 36.5 43.9 3.7 13.1 2.8
50～99人 14 3 9 1 - 1

100.0 21.4 64.3 7.1 - 7.1
30～49人 6 - 4 - 2 -

100.0 - 66.7 - 33.3 -
　無回答 1 1 - - - -

100.0 100.0 - - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 1 - 1 - - -

100.0 - 100.0 - - -
漁業 - - - - - -

- - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 - - - 1 -

100.0 - - - 100.0 -
建設業 46 16 21 2 7 -

100.0 34.8 45.7 4.4 15.2 -
製造業 128 51 53 4 17 3

100.0 39.8 41.4 3.1 13.3 2.3
電気・ガス・熱供給・水道業 2 - 1 - 1 -

100.0 - 50.0 - 50.0 -
情報通信業 9 2 4 1 1 1

100.0 22.2 44.4 11.1 11.1 11.1
運輸業、郵便業 15 3 9 - 2 1

100.0 20.0 60.0 - 13.3 6.7
卸売業、小売業 62 49 9 - 3 1

100.0 79.0 14.5 - 4.8 1.6
金融業、保険業 8 4 4 - - -

100.0 50.0 50.0 - - -
不動産業、物品賃貸業 2 - 1 - 1 -

100.0 - 50.0 - 50.0 -
学術研究、専門・技術サービス業 7 4 1 - 2 -

100.0 57.1 14.3 - 28.6 -
宿泊業、飲食サービス業 2 - 1 1 - -

100.0 - 50.0 50.0 - -
生活関連サービス業、娯楽業 1 1 - - - -

100.0 100.0 - - - -
教育、学習支援業 1 1 - - - -

100.0 100.0 - - - -
医療、福祉 24 7 11 1 3 2

100.0 29.2 45.8 4.2 12.5 8.3
複合サービス事業 4 1 2 - 1 -

100.0 25.0 50.0 - 25.0 -
その他サービス業 16 6 7 1 1 1

100.0 37.5 43.8 6.3 6.3 6.3
分類不能の産業 - - - - - -

- - - - - -
その他 4 1 3 - - -

100.0 25.0 75.0 - - -
　無回答 6 4 - - 2 -

100.0 66.7 - - 33.3 -
Ｑ２　業種
製造業 128 51 53 4 17 3

100.0 39.8 41.4 3.1 13.3 2.3
非製造業 205 95 75 6 23 6

100.0 46.3 36.6 2.9 11.2 2.9
　無回答 6 4 - - 2 -

100.0 66.7 - - 33.3 -
Ｑ３　創業年
1919年まで 42 11 22 - 7 2

100.0 26.2 52.4 - 16.7 4.8
1920～1939年 31 15 11 - 5 -

100.0 48.4 35.5 - 16.1 -
1940～1959年 82 29 34 5 11 3

100.0 35.4 41.5 6.1 13.4 3.7
1960～1979年 68 23 33 1 11 -

100.0 33.8 48.5 1.5 16.2 -
1980～1999年 47 21 18 3 3 2

100.0 44.7 38.3 6.4 6.4 4.3
2000年以降 65 49 10 1 3 2

100.0 75.4 15.4 1.5 4.6 3.1
　無回答 4 2 - - 2 -

100.0 50.0 - - 50.0 -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問４　把握した取組の成果に関する情報は、労使で活用していますか。（○は１つ）

全

体

労
働
組
合
や
従
業
員
と
の
協

議
・
話
し
合
い
等
で
活
用
し
て

い
る

共
有
す
る
の
み
に
と
ど
め
て
い

る そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 339 150 128 10 42 9
100.0 44.3 37.8 3.0 12.4 2.7

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 188 99 65 4 15 5

100.0 52.7 34.6 2.1 8.0 2.7
導入後に行った 60 22 21 4 13 -

100.0 36.7 35.0 6.7 21.7 -
行っていない 111 37 49 5 16 4

100.0 33.3 44.1 4.5 14.4 3.6
　無回答 4 - 2 - 2 -

100.0 - 50.0 - 50.0 -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 64 34 20 2 6 2

100.0 53.1 31.3 3.1 9.4 3.1
やや積極的 47 18 23 - 4 2

100.0 38.3 48.9 - 8.5 4.3
どちらでもない 99 57 26 3 12 1

100.0 57.6 26.3 3.0 12.1 1.0
やや消極的 3 - 3 - - -

100.0 - 100.0 - - -
対応には消極的だった 6 1 4 - 1 -

100.0 16.7 66.7 - 16.7 -
　無回答 5 3 1 - 1 -

100.0 60.0 20.0 - 20.0 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 88 37 37 1 11 2

100.0 42.1 42.1 1.1 12.5 2.3
導入することを決めた後で協議した 51 19 25 3 3 1

100.0 37.3 49.0 5.9 5.9 2.0
わからない 45 41 2 - 1 1

100.0 91.1 4.4 - 2.2 2.2
　無回答 40 16 13 1 9 1

100.0 40.0 32.5 2.5 22.5 2.5
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 215 111 73 4 22 5

100.0 51.6 34.0 1.9 10.2 2.3
効果はなかった 7 2 3 1 1 -

100.0 28.6 42.9 14.3 14.3 -
　無回答 2 - 1 - 1 -

100.0 - 50.0 - 50.0 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 64 19 29 4 11 1

100.0 29.7 45.3 6.3 17.2 1.6
課題は生じなかった 154 92 46 1 12 3

100.0 59.7 29.9 0.7 7.8 2.0
　無回答 6 2 2 - 1 1

100.0 33.3 33.3 - 16.7 16.7
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 339 150 128 10 42 9

100.0 44.3 37.8 3.0 12.4 2.7
行っていない - - - - - -

- - - - - -
　無回答 - - - - - -

- - - - - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 258 127 95 7 23 6

100.0 49.2 36.8 2.7 8.9 2.3
行う予定はない 7 - 5 - 1 1

100.0 - 71.4 - 14.3 14.3
わからない 72 23 26 3 18 2

100.0 31.9 36.1 4.2 25.0 2.8
　無回答 2 - 2 - - -

100.0 - 100.0 - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ22　Ｑ10の取組を効果的に行うために従業員の業務の遂行や人材活用の仕組みに影響する対応として、次のうちのどのような対応を行いましたか。（○はいくつでも）

全

体

業
務
プ
ロ
セ
ス
の
見
直
し
を

行
っ

た

組
織
の
再
編
を
行
っ

た

配
置
転
換
や
職
種
転
換
を
行
っ

た 導
入
の
た
め
の
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム
を
作
っ

た

教
育
訓
練
、

研
修
を
充
実
さ
せ

た 専
門
的
な
能
力
の
あ
る
人
材
の

採
用
を
行
っ

た

専
門
能
力
の
有
無
に
か
か
わ
ら

ず
、

人
員
確
保
の
た
め
採
用
等

を
行
っ

た

人
員
過
剰
と
な
っ

た
た
め
、

採

用
を
抑
制
し
た

作
業
環
境
の
見
直
し
を
行
っ

た

生
産
性
向
上
分
を
従
業
員
に
還

元
し
た

人
事
評
価
制
度
を
抜
本
的
に
改

革
し
た

そ
の
他

対
応
を
検
討
中
で
あ
る

特
に
何
も
対
応
し
て
い
な
い

無
回
答

　全　体 1,264 223 54 63 154 134 26 18 10 118 30 16 9 63 63 755
100.0 17.6 4.3 5.0 12.2 10.6 2.1 1.4 0.8 9.3 2.4 1.3 0.7 5.0 5.0 59.7

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 97 18 5 4 15 9 4 1 1 8 2 1 1 41 1 28

100.0 18.6 5.2 4.1 15.5 9.3 4.1 1.0 1.0 8.3 2.1 1.0 1.0 42.3 1.0 28.9
1,000～4,999人 180 44 12 9 35 24 7 4 2 18 3 4 - 3 7 101

100.0 24.4 6.7 5.0 19.4 13.3 3.9 2.2 1.1 10.0 1.7 2.2 - 1.7 3.9 56.1
300～999人 378 63 13 21 42 36 5 5 4 31 8 2 5 8 23 237

100.0 16.7 3.4 5.6 11.1 9.5 1.3 1.3 1.1 8.2 2.1 0.5 1.3 2.1 6.1 62.7
100～299人 473 80 20 26 51 52 7 7 3 52 15 9 3 10 26 295

100.0 16.9 4.2 5.5 10.8 11.0 1.5 1.5 0.6 11.0 3.2 1.9 0.6 2.1 5.5 62.4
50～99人 106 11 2 - 8 6 3 1 - 4 1 - - 1 5 77

100.0 10.4 1.9 - 7.6 5.7 2.8 0.9 - 3.8 0.9 - - 0.9 4.7 72.6
30～49人 28 6 2 3 3 7 - - - 5 1 - - - 1 16

100.0 21.4 7.1 10.7 10.7 25.0 - - - 17.9 3.6 - - - 3.6 57.1
　無回答 2 1 - - - - - - - - - - - - - 1

100.0 50.0 - - - - - - - - - - - - - 50.0
Ｑ２　業種
農業、林業 4 - 1 1 1 1 - - - - - - - - - 2

100.0 - 25.0 25.0 25.0 25.0 - - - - - - - - - 50.0
漁業 - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 2 - - - - 1 1 - - - - - - - - 1

100.0 - - - - 50.0 50.0 - - - - - - - - 50.0
建設業 158 29 3 3 22 22 5 3 - 11 5 4 1 2 13 90

100.0 18.4 1.9 1.9 13.9 13.9 3.2 1.9 - 7.0 3.2 2.5 0.6 1.3 8.2 57.0
製造業 438 96 25 39 64 54 13 7 5 49 14 5 6 9 17 249

100.0 21.9 5.7 8.9 14.6 12.3 3.0 1.6 1.1 11.2 3.2 1.1 1.4 2.1 3.9 56.9
電気・ガス・熱供給・水道業 7 2 1 - 2 1 - - 2 1 - - 1 - 1 2

100.0 28.6 14.3 - 28.6 14.3 - - 28.6 14.3 - - 14.3 - 14.3 28.6
情報通信業 65 8 - - 6 4 - 1 - 3 1 - - 1 - 53

100.0 12.3 - - 9.2 6.2 - 1.5 - 4.6 1.5 - - 1.5 - 81.5
運輸業、郵便業 76 9 4 3 4 3 - 2 1 10 - 1 - 2 5 50

100.0 11.8 5.3 4.0 5.3 4.0 - 2.6 1.3 13.2 - 1.3 - 2.6 6.6 65.8
卸売業、小売業 176 19 7 5 15 14 2 - 1 11 4 2 - 40 8 99

100.0 10.8 4.0 2.8 8.5 8.0 1.1 - 0.6 6.3 2.3 1.1 - 22.7 4.6 56.3
金融業、保険業 25 5 1 2 2 4 - - - - - - - 4 2 13

100.0 20.0 4.0 8.0 8.0 16.0 - - - - - - - 16.0 8.0 52.0
不動産業、物品賃貸業 10 3 2 1 1 2 2 - - - - - - - - 5

100.0 30.0 20.0 10.0 10.0 20.0 20.0 - - - - - - - - 50.0
学術研究、専門・技術サービス業 33 3 1 1 2 3 1 - 1 2 3 1 - 1 6 19

100.0 9.1 3.0 3.0 6.1 9.1 3.0 - 3.0 6.1 9.1 3.0 - 3.0 18.2 57.6
宿泊業、飲食サービス業 19 2 - - 1 1 - - - 1 - 2 - - 1 14

100.0 10.5 - - 5.3 5.3 - - - 5.3 - 10.5 - - 5.3 73.7
生活関連サービス業、娯楽業 11 2 1 - 1 1 - - - 2 - - - - - 7

100.0 18.2 9.1 - 9.1 9.1 - - - 18.2 - - - - - 63.6
教育、学習支援業 22 - - - 1 2 - - - - - - - - 3 17

100.0 - - - 4.6 9.1 - - - - - - - - 13.6 77.3
医療、福祉 102 17 1 2 10 7 - 2 - 12 - - 1 1 5 66

100.0 16.7 1.0 2.0 9.8 6.9 - 2.0 - 11.8 - - 1.0 1.0 4.9 64.7
複合サービス事業 10 4 1 1 1 2 - 2 - 1 - - - - 1 4

100.0 40.0 10.0 10.0 10.0 20.0 - 20.0 - 10.0 - - - - 10.0 40.0
その他サービス業 76 16 3 3 13 7 1 - - 9 2 - - - 1 49

100.0 21.1 4.0 4.0 17.1 9.2 1.3 - - 11.8 2.6 - - - 1.3 64.5
分類不能の産業 - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -
その他 12 4 2 1 3 3 1 1 - 4 - - - - - 5

100.0 33.3 16.7 8.3 25.0 25.0 8.3 8.3 - 33.3 - - - - - 41.7
　無回答 18 4 1 1 5 2 - - - 2 1 1 - 3 - 10

100.0 22.2 5.6 5.6 27.8 11.1 - - - 11.1 5.6 5.6 - 16.7 - 55.6
Ｑ２　業種
製造業 438 96 25 39 64 54 13 7 5 49 14 5 6 9 17 249

100.0 21.9 5.7 8.9 14.6 12.3 3.0 1.6 1.1 11.2 3.2 1.1 1.4 2.1 3.9 56.9
非製造業 808 123 28 23 85 78 13 11 5 67 15 10 3 51 46 496

100.0 15.2 3.5 2.9 10.5 9.7 1.6 1.4 0.6 8.3 1.9 1.2 0.4 6.3 5.7 61.4
　無回答 18 4 1 1 5 2 - - - 2 1 1 - 3 - 10

100.0 22.2 5.6 5.6 27.8 11.1 - - - 11.1 5.6 5.6 - 16.7 - 55.6
Ｑ３　創業年
1919年まで 160 29 7 9 22 17 5 2 2 10 3 - - - 9 102

100.0 18.1 4.4 5.6 13.8 10.6 3.1 1.3 1.3 6.3 1.9 - - - 5.6 63.8
1920～1939年 133 15 5 8 12 11 3 4 1 10 1 - 2 6 14 86

100.0 11.3 3.8 6.0 9.0 8.3 2.3 3.0 0.8 7.5 0.8 - 1.5 4.5 10.5 64.7
1940～1959年 337 62 15 19 45 35 9 6 4 32 11 7 2 7 18 201

100.0 18.4 4.5 5.6 13.4 10.4 2.7 1.8 1.2 9.5 3.3 2.1 0.6 2.1 5.3 59.6
1960～1979年 326 63 14 13 39 37 5 4 2 34 8 6 2 3 8 210

100.0 19.3 4.3 4.0 12.0 11.4 1.5 1.2 0.6 10.4 2.5 1.8 0.6 0.9 2.5 64.4
1980～1999年 165 40 6 7 22 21 1 - - 22 2 2 1 2 6 98

100.0 24.2 3.6 4.2 13.3 12.7 0.6 - - 13.3 1.2 1.2 0.6 1.2 3.6 59.4
2000年以降 116 12 6 6 12 10 3 2 - 9 3 1 1 44 6 40

100.0 10.3 5.2 5.2 10.3 8.6 2.6 1.7 - 7.8 2.6 0.9 0.9 37.9 5.2 34.5
　無回答 27 2 1 1 2 3 - - 1 1 2 - 1 1 2 18

100.0 7.4 3.7 3.7 7.4 11.1 - - 3.7 3.7 7.4 - 3.7 3.7 7.4 66.7
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
付問４　把握した取組の成果に関する情報は、労使で活用していますか。（○は１つ）
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し
合
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の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
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　全　体 339 150 128 10 42 9
100.0 44.3 37.8 3.0 12.4 2.7

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 188 99 65 4 15 5

100.0 52.7 34.6 2.1 8.0 2.7
導入後に行った 60 22 21 4 13 -

100.0 36.7 35.0 6.7 21.7 -
行っていない 111 37 49 5 16 4

100.0 33.3 44.1 4.5 14.4 3.6
　無回答 4 - 2 - 2 -

100.0 - 50.0 - 50.0 -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 64 34 20 2 6 2

100.0 53.1 31.3 3.1 9.4 3.1
やや積極的 47 18 23 - 4 2

100.0 38.3 48.9 - 8.5 4.3
どちらでもない 99 57 26 3 12 1

100.0 57.6 26.3 3.0 12.1 1.0
やや消極的 3 - 3 - - -

100.0 - 100.0 - - -
対応には消極的だった 6 1 4 - 1 -

100.0 16.7 66.7 - 16.7 -
　無回答 5 3 1 - 1 -

100.0 60.0 20.0 - 20.0 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 88 37 37 1 11 2

100.0 42.1 42.1 1.1 12.5 2.3
導入することを決めた後で協議した 51 19 25 3 3 1

100.0 37.3 49.0 5.9 5.9 2.0
わからない 45 41 2 - 1 1

100.0 91.1 4.4 - 2.2 2.2
　無回答 40 16 13 1 9 1

100.0 40.0 32.5 2.5 22.5 2.5
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 215 111 73 4 22 5

100.0 51.6 34.0 1.9 10.2 2.3
効果はなかった 7 2 3 1 1 -

100.0 28.6 42.9 14.3 14.3 -
　無回答 2 - 1 - 1 -

100.0 - 50.0 - 50.0 -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 64 19 29 4 11 1

100.0 29.7 45.3 6.3 17.2 1.6
課題は生じなかった 154 92 46 1 12 3

100.0 59.7 29.9 0.7 7.8 2.0
　無回答 6 2 2 - 1 1

100.0 33.3 33.3 - 16.7 16.7
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 339 150 128 10 42 9

100.0 44.3 37.8 3.0 12.4 2.7
行っていない - - - - - -

- - - - - -
　無回答 - - - - - -

- - - - - -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 258 127 95 7 23 6

100.0 49.2 36.8 2.7 8.9 2.3
行う予定はない 7 - 5 - 1 1

100.0 - 71.4 - 14.3 14.3
わからない 72 23 26 3 18 2

100.0 31.9 36.1 4.2 25.0 2.8
　無回答 2 - 2 - - -

100.0 - 100.0 - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ22　Ｑ10の取組を効果的に行うために従業員の業務の遂行や人材活用の仕組みに影響する対応として、次のうちのどのような対応を行いましたか。（○はいくつでも）
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　全　体 1,264 223 54 63 154 134 26 18 10 118 30 16 9 63 63 755
100.0 17.6 4.3 5.0 12.2 10.6 2.1 1.4 0.8 9.3 2.4 1.3 0.7 5.0 5.0 59.7

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 43 4 - - 1 3 1 - - 3 - 1 - 4 - 32

100.0 9.3 - - 2.3 7.0 2.3 - - 7.0 - 2.3 - 9.3 - 74.4
30～49人 176 26 5 9 13 19 3 1 2 16 2 3 - 8 12 106

100.0 14.8 2.8 5.1 7.4 10.8 1.7 0.6 1.1 9.1 1.1 1.7 - 4.6 6.8 60.2
50～99人 313 47 15 15 33 32 5 4 2 26 9 6 3 22 14 186

100.0 15.0 4.8 4.8 10.5 10.2 1.6 1.3 0.6 8.3 2.9 1.9 1.0 7.0 4.5 59.4
100～299人 454 85 21 25 62 51 8 6 6 47 13 5 5 21 21 268

100.0 18.7 4.6 5.5 13.7 11.2 1.8 1.3 1.3 10.4 2.9 1.1 1.1 4.6 4.6 59.0
300人以上 209 49 10 12 37 23 8 6 - 19 5 1 1 8 10 119

100.0 23.4 4.8 5.7 17.7 11.0 3.8 2.9 - 9.1 2.4 0.5 0.5 3.8 4.8 56.9
　無回答 69 12 3 2 8 6 1 1 - 7 1 - - - 6 44

100.0 17.4 4.4 2.9 11.6 8.7 1.5 1.5 - 10.1 1.5 - - - 8.7 63.8
Ｑ５　労働組合の有無
ある 520 101 26 26 70 51 15 5 7 47 11 9 4 49 25 286

100.0 19.4 5.0 5.0 13.5 9.8 2.9 1.0 1.4 9.0 2.1 1.7 0.8 9.4 4.8 55.0
ない 739 122 28 37 84 83 11 13 3 71 19 7 5 14 38 464

100.0 16.5 3.8 5.0 11.4 11.2 1.5 1.8 0.4 9.6 2.6 1.0 0.7 1.9 5.1 62.8
　無回答 5 - - - - - - - - - - - - - - 5

100.0 - - - - - - - - - - - - - - 100.0
Ｆ１　回答者の役職
社長 28 7 3 4 4 3 2 3 - 4 3 1 - 1 - 16

100.0 25.0 10.7 14.3 14.3 10.7 7.1 10.7 - 14.3 10.7 3.6 - 3.6 - 57.1
取締役・役員クラス 158 30 7 16 16 18 5 1 2 18 8 3 4 2 6 97

100.0 19.0 4.4 10.1 10.1 11.4 3.2 0.6 1.3 11.4 5.1 1.9 2.5 1.3 3.8 61.4
部長・次長クラス 381 71 19 22 52 45 7 7 3 39 8 6 2 10 18 231

100.0 18.6 5.0 5.8 13.7 11.8 1.8 1.8 0.8 10.2 2.1 1.6 0.5 2.6 4.7 60.6
課長クラス 366 59 9 10 35 37 9 3 3 33 5 2 2 45 22 203

100.0 16.1 2.5 2.7 9.6 10.1 2.5 0.8 0.8 9.0 1.4 0.6 0.6 12.3 6.0 55.5
係長・主任クラス 159 33 7 6 28 18 1 2 1 14 3 - - 2 3 102

100.0 20.8 4.4 3.8 17.6 11.3 0.6 1.3 0.6 8.8 1.9 - - 1.3 1.9 64.2
一般社員 139 18 9 5 19 11 2 2 1 7 3 2 - 2 11 87

100.0 13.0 6.5 3.6 13.7 7.9 1.4 1.4 0.7 5.0 2.2 1.4 - 1.4 7.9 62.6
その他 21 4 - - - 2 - - - 3 - 1 - - 1 13

100.0 19.1 - - - 9.5 - - - 14.3 - 4.8 - - 4.8 61.9
　無回答 12 1 - - - - - - - - - 1 1 1 2 6

100.0 8.3 - - - - - - - - - 8.3 8.3 8.3 16.7 50.0
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 79 14 2 1 14 7 2 - - 4 - - - 2 4 48

100.0 17.7 2.5 1.3 17.7 8.9 2.5 - - 5.1 - - - 2.5 5.1 60.8
人事・労務部門 248 41 8 14 24 24 7 3 3 18 4 2 - 46 14 121

100.0 16.5 3.2 5.7 9.7 9.7 2.8 1.2 1.2 7.3 1.6 0.8 - 18.6 5.7 48.8
総務・庶務部門 485 75 13 14 58 49 5 7 3 37 10 5 3 10 29 316

100.0 15.5 2.7 2.9 12.0 10.1 1.0 1.4 0.6 7.6 2.1 1.0 0.6 2.1 6.0 65.2
経理部門 34 3 1 - - 2 - - - 2 - - - - 2 27

100.0 8.8 2.9 - - 5.9 - - - 5.9 - - - - 5.9 79.4
広報部門 1 - - - - - - - - - - - - - - 1

100.0 - - - - - - - - - - - - - - 100.0
経営企画・経営戦略立案部門 86 24 11 10 12 14 3 3 1 13 2 4 - 4 5 43

100.0 27.9 12.8 11.6 14.0 16.3 3.5 3.5 1.2 15.1 2.3 4.7 - 4.7 5.8 50.0
その他部門 245 50 13 18 38 31 7 2 2 34 9 4 3 1 7 143

100.0 20.4 5.3 7.4 15.5 12.7 2.9 0.8 0.8 13.9 3.7 1.6 1.2 0.4 2.9 58.4
　無回答 86 16 6 6 8 7 2 3 1 10 5 1 3 - 2 56

100.0 18.6 7.0 7.0 9.3 8.1 2.3 3.5 1.2 11.6 5.8 1.2 3.5 - 2.3 65.1
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 417 83 24 22 54 37 13 4 6 37 10 7 2 47 20 227

100.0 19.9 5.8 5.3 13.0 8.9 3.1 1.0 1.4 8.9 2.4 1.7 0.5 11.3 4.8 54.4
労使協議機関での協議 449 93 23 29 66 58 13 8 1 37 11 6 3 49 24 230

100.0 20.7 5.1 6.5 14.7 12.9 2.9 1.8 0.2 8.2 2.5 1.3 0.7 10.9 5.4 51.2
取組を行うための専門組織の編成 201 50 14 18 36 31 7 3 1 23 7 3 2 1 8 115

100.0 24.9 7.0 9.0 17.9 15.4 3.5 1.5 0.5 11.4 3.5 1.5 1.0 0.5 4.0 57.2
懇談会・説明会などの 664 130 30 31 94 73 16 10 4 67 20 10 3 48 35 368

常設ではない会合 100.0 19.6 4.5 4.7 14.2 11.0 2.4 1.5 0.6 10.1 3.0 1.5 0.5 7.2 5.3 55.4
相談窓口（電子メール等を含む）や 633 143 32 40 107 82 19 12 3 64 23 8 5 48 22 337

その他の苦情処理機関 100.0 22.6 5.1 6.3 16.9 13.0 3.0 1.9 0.5 10.1 3.6 1.3 0.8 7.6 3.5 53.2
社内報や社内掲示板、 964 185 46 55 129 109 22 17 7 95 28 14 6 58 41 557

電子メールなどでの情報提供 100.0 19.2 4.8 5.7 13.4 11.3 2.3 1.8 0.7 9.9 2.9 1.5 0.6 6.0 4.3 57.8
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 295 59 18 16 42 36 8 8 3 38 10 4 2 45 13 138

活用したコミュニケーションツール 100.0 20.0 6.1 5.4 14.2 12.2 2.7 2.7 1.0 12.9 3.4 1.4 0.7 15.3 4.4 46.8
従業員へのアンケート調査 547 115 27 31 94 73 17 13 5 58 19 8 5 51 30 267

100.0 21.0 4.9 5.7 17.2 13.4 3.1 2.4 0.9 10.6 3.5 1.5 0.9 9.3 5.5 48.8
その他 64 10 3 2 8 6 2 2 2 8 3 1 - 1 4 43

100.0 15.6 4.7 3.1 12.5 9.4 3.1 3.1 3.1 12.5 4.7 1.6 - 1.6 6.3 67.2
　無回答 11 1 - - 1 1 - - - - - - - 1 1 8

100.0 9.1 - - 9.1 9.1 - - - - - - - 9.1 9.1 72.7
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 223 54 63 154 134 26 18 10 118 30 16 9 63 63 755

100.0 17.6 4.3 5.0 12.2 10.6 2.1 1.4 0.8 9.3 2.4 1.3 0.7 5.0 5.0 59.7
行っていない - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ22　Ｑ10の取組を効果的に行うために従業員の業務の遂行や人材活用の仕組みに影響する対応として、次のうちのどのような対応を行いましたか。（○はいくつでも）
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　全　体 1,264 223 54 63 154 134 26 18 10 118 30 16 9 63 63 755
100.0 17.6 4.3 5.0 12.2 10.6 2.1 1.4 0.8 9.3 2.4 1.3 0.7 5.0 5.0 59.7

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 116 30 33 86 70 11 9 6 69 15 7 3 49 26 222

100.0 23.5 6.1 6.7 17.4 14.2 2.2 1.8 1.2 14.0 3.0 1.4 0.6 9.9 5.3 44.9
導入後に行った 157 41 10 9 24 21 5 5 3 22 4 7 2 1 10 79

100.0 26.1 6.4 5.7 15.3 13.4 3.2 3.2 1.9 14.0 2.6 4.5 1.3 0.6 6.4 50.3
行っていない 649 77 16 24 51 51 10 6 1 35 12 4 4 13 31 466

100.0 11.9 2.5 3.7 7.9 7.9 1.5 0.9 0.2 5.4 1.9 0.6 0.6 2.0 4.8 71.8
　無回答 20 3 1 - 3 2 1 - - 3 - 1 - 1 - 14

100.0 15.0 5.0 - 15.0 10.0 5.0 - - 15.0 - 5.0 - 5.0 - 70.0
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 51 15 14 33 30 7 7 1 23 6 2 1 2 12 80

100.0 29.8 8.8 8.2 19.3 17.5 4.1 4.1 0.6 13.5 3.5 1.2 0.6 1.2 7.0 46.8
やや積極的 128 38 8 11 24 22 3 4 5 26 8 3 2 3 4 57

100.0 29.7 6.3 8.6 18.8 17.2 2.3 3.1 3.9 20.3 6.3 2.3 1.6 2.3 3.1 44.5
どちらでもない 254 44 12 12 37 24 5 - 2 25 4 6 2 42 13 118

100.0 17.3 4.7 4.7 14.6 9.5 2.0 - 0.8 9.8 1.6 2.4 0.8 16.5 5.1 46.5
やや消極的 12 2 - - 3 - - - - 1 - - - - 1 7

100.0 16.7 - - 25.0 - - - - 8.3 - - - - 8.3 58.3
対応には消極的だった 15 6 1 2 3 4 - 1 - 4 - - - - - 6

100.0 40.0 6.7 13.3 20.0 26.7 - 6.7 - 26.7 - - - - - 40.0
　無回答 15 2 1 - - 1 - - 1 1 - - - 2 2 7

100.0 13.3 6.7 - - 6.7 - - 6.7 6.7 - - - 13.3 13.3 46.7
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 65 17 18 54 47 6 7 1 46 10 4 2 5 18 120

100.0 24.6 6.4 6.8 20.5 17.8 2.3 2.7 0.4 17.4 3.8 1.5 0.8 1.9 6.8 45.5
導入することを決めた後で協議した 156 46 10 13 29 22 5 1 4 21 5 3 - 2 9 79

100.0 29.5 6.4 8.3 18.6 14.1 3.2 0.6 2.6 13.5 3.2 1.9 - 1.3 5.8 50.6
わからない 64 3 1 1 2 1 - 1 1 1 - - 1 42 - 16

100.0 4.7 1.6 1.6 3.1 1.6 - 1.6 1.6 1.6 - - 1.6 65.6 - 25.0
　無回答 111 29 9 7 15 11 4 3 3 12 3 4 2 - 5 60

100.0 26.1 8.1 6.3 13.5 9.9 3.6 2.7 2.7 10.8 2.7 3.6 1.8 - 4.5 54.1
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 136 36 34 93 79 13 11 6 76 17 11 5 49 30 236

100.0 25.2 6.7 6.3 17.3 14.7 2.4 2.0 1.1 14.1 3.2 2.0 0.9 9.1 5.6 43.8
効果はなかった 34 6 1 5 4 1 1 1 1 2 1 - - - 2 23

100.0 17.7 2.9 14.7 11.8 2.9 2.9 2.9 2.9 5.9 2.9 - - - 5.9 67.7
　無回答 22 1 - - 3 1 1 - 2 2 - - - - - 16

100.0 4.6 - - 13.6 4.6 4.6 - 9.1 9.1 - - - - - 72.7
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 59 14 12 50 26 4 4 1 28 11 7 1 2 4 62

100.0 37.3 8.9 7.6 31.7 16.5 2.5 2.5 0.6 17.7 7.0 4.4 0.6 1.3 2.5 39.2
課題は生じなかった 406 81 23 25 44 52 10 6 6 48 7 4 4 47 26 196

100.0 20.0 5.7 6.2 10.8 12.8 2.5 1.5 1.5 11.8 1.7 1.0 1.0 11.6 6.4 48.3
　無回答 31 3 - 2 6 3 1 2 2 4 - - - - 2 17

100.0 9.7 - 6.5 19.4 9.7 3.2 6.5 6.5 12.9 - - - - 6.5 54.8
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 208 52 61 148 128 24 18 10 111 30 15 9 61 44 8

100.0 44.0 11.0 12.9 31.3 27.1 5.1 3.8 2.1 23.5 6.3 3.2 1.9 12.9 9.3 1.7
行っていない 750 13 2 2 4 5 1 - - 7 - 1 - 2 19 710

100.0 1.7 0.3 0.3 0.5 0.7 0.1 - - 0.9 - 0.1 - 0.3 2.5 94.7
　無回答 41 2 - - 2 1 1 - - - - - - - - 37

100.0 4.9 - - 4.9 2.4 2.4 - - - - - - - - 90.2
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 704 168 44 46 121 96 23 13 5 80 25 10 8 56 29 353

100.0 23.9 6.3 6.5 17.2 13.6 3.3 1.9 0.7 11.4 3.6 1.4 1.1 8.0 4.1 50.1
行う予定はない 57 9 2 - 4 2 - - - 2 1 1 - - 2 43

100.0 15.8 3.5 - 7.0 3.5 - - - 3.5 1.8 1.8 - - 3.5 75.4
わからない 492 46 8 17 29 36 3 5 5 35 4 4 1 7 31 351

100.0 9.4 1.6 3.5 5.9 7.3 0.6 1.0 1.0 7.1 0.8 0.8 0.2 1.4 6.3 71.3
　無回答 11 - - - - - - - - 1 - 1 - - 1 8

100.0 - - - - - - - - 9.1 - 9.1 - - 9.1 72.7
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Ⅲ　貴事業所における新しいデジタル技術の導入時の対応についてお伺いします。
●労使コミュニケーションの効果・課題について
Ｑ22　Ｑ10の取組を効果的に行うために従業員の業務の遂行や人材活用の仕組みに影響する対応として、次のうちのどのような対応を行いましたか。（○はいくつでも）
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を
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の
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あ
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特
に
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も
対
応
し
て
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な
い

無
回
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　全　体 1,264 223 54 63 154 134 26 18 10 118 30 16 9 63 63 755
100.0 17.6 4.3 5.0 12.2 10.6 2.1 1.4 0.8 9.3 2.4 1.3 0.7 5.0 5.0 59.7

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 43 4 - - 1 3 1 - - 3 - 1 - 4 - 32

100.0 9.3 - - 2.3 7.0 2.3 - - 7.0 - 2.3 - 9.3 - 74.4
30～49人 176 26 5 9 13 19 3 1 2 16 2 3 - 8 12 106

100.0 14.8 2.8 5.1 7.4 10.8 1.7 0.6 1.1 9.1 1.1 1.7 - 4.6 6.8 60.2
50～99人 313 47 15 15 33 32 5 4 2 26 9 6 3 22 14 186

100.0 15.0 4.8 4.8 10.5 10.2 1.6 1.3 0.6 8.3 2.9 1.9 1.0 7.0 4.5 59.4
100～299人 454 85 21 25 62 51 8 6 6 47 13 5 5 21 21 268

100.0 18.7 4.6 5.5 13.7 11.2 1.8 1.3 1.3 10.4 2.9 1.1 1.1 4.6 4.6 59.0
300人以上 209 49 10 12 37 23 8 6 - 19 5 1 1 8 10 119

100.0 23.4 4.8 5.7 17.7 11.0 3.8 2.9 - 9.1 2.4 0.5 0.5 3.8 4.8 56.9
　無回答 69 12 3 2 8 6 1 1 - 7 1 - - - 6 44

100.0 17.4 4.4 2.9 11.6 8.7 1.5 1.5 - 10.1 1.5 - - - 8.7 63.8
Ｑ５　労働組合の有無
ある 520 101 26 26 70 51 15 5 7 47 11 9 4 49 25 286

100.0 19.4 5.0 5.0 13.5 9.8 2.9 1.0 1.4 9.0 2.1 1.7 0.8 9.4 4.8 55.0
ない 739 122 28 37 84 83 11 13 3 71 19 7 5 14 38 464

100.0 16.5 3.8 5.0 11.4 11.2 1.5 1.8 0.4 9.6 2.6 1.0 0.7 1.9 5.1 62.8
　無回答 5 - - - - - - - - - - - - - - 5

100.0 - - - - - - - - - - - - - - 100.0
Ｆ１　回答者の役職
社長 28 7 3 4 4 3 2 3 - 4 3 1 - 1 - 16

100.0 25.0 10.7 14.3 14.3 10.7 7.1 10.7 - 14.3 10.7 3.6 - 3.6 - 57.1
取締役・役員クラス 158 30 7 16 16 18 5 1 2 18 8 3 4 2 6 97

100.0 19.0 4.4 10.1 10.1 11.4 3.2 0.6 1.3 11.4 5.1 1.9 2.5 1.3 3.8 61.4
部長・次長クラス 381 71 19 22 52 45 7 7 3 39 8 6 2 10 18 231

100.0 18.6 5.0 5.8 13.7 11.8 1.8 1.8 0.8 10.2 2.1 1.6 0.5 2.6 4.7 60.6
課長クラス 366 59 9 10 35 37 9 3 3 33 5 2 2 45 22 203

100.0 16.1 2.5 2.7 9.6 10.1 2.5 0.8 0.8 9.0 1.4 0.6 0.6 12.3 6.0 55.5
係長・主任クラス 159 33 7 6 28 18 1 2 1 14 3 - - 2 3 102

100.0 20.8 4.4 3.8 17.6 11.3 0.6 1.3 0.6 8.8 1.9 - - 1.3 1.9 64.2
一般社員 139 18 9 5 19 11 2 2 1 7 3 2 - 2 11 87

100.0 13.0 6.5 3.6 13.7 7.9 1.4 1.4 0.7 5.0 2.2 1.4 - 1.4 7.9 62.6
その他 21 4 - - - 2 - - - 3 - 1 - - 1 13

100.0 19.1 - - - 9.5 - - - 14.3 - 4.8 - - 4.8 61.9
　無回答 12 1 - - - - - - - - - 1 1 1 2 6

100.0 8.3 - - - - - - - - - 8.3 8.3 8.3 16.7 50.0
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 79 14 2 1 14 7 2 - - 4 - - - 2 4 48

100.0 17.7 2.5 1.3 17.7 8.9 2.5 - - 5.1 - - - 2.5 5.1 60.8
人事・労務部門 248 41 8 14 24 24 7 3 3 18 4 2 - 46 14 121

100.0 16.5 3.2 5.7 9.7 9.7 2.8 1.2 1.2 7.3 1.6 0.8 - 18.6 5.7 48.8
総務・庶務部門 485 75 13 14 58 49 5 7 3 37 10 5 3 10 29 316

100.0 15.5 2.7 2.9 12.0 10.1 1.0 1.4 0.6 7.6 2.1 1.0 0.6 2.1 6.0 65.2
経理部門 34 3 1 - - 2 - - - 2 - - - - 2 27

100.0 8.8 2.9 - - 5.9 - - - 5.9 - - - - 5.9 79.4
広報部門 1 - - - - - - - - - - - - - - 1

100.0 - - - - - - - - - - - - - - 100.0
経営企画・経営戦略立案部門 86 24 11 10 12 14 3 3 1 13 2 4 - 4 5 43

100.0 27.9 12.8 11.6 14.0 16.3 3.5 3.5 1.2 15.1 2.3 4.7 - 4.7 5.8 50.0
その他部門 245 50 13 18 38 31 7 2 2 34 9 4 3 1 7 143

100.0 20.4 5.3 7.4 15.5 12.7 2.9 0.8 0.8 13.9 3.7 1.6 1.2 0.4 2.9 58.4
　無回答 86 16 6 6 8 7 2 3 1 10 5 1 3 - 2 56

100.0 18.6 7.0 7.0 9.3 8.1 2.3 3.5 1.2 11.6 5.8 1.2 3.5 - 2.3 65.1
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 417 83 24 22 54 37 13 4 6 37 10 7 2 47 20 227

100.0 19.9 5.8 5.3 13.0 8.9 3.1 1.0 1.4 8.9 2.4 1.7 0.5 11.3 4.8 54.4
労使協議機関での協議 449 93 23 29 66 58 13 8 1 37 11 6 3 49 24 230

100.0 20.7 5.1 6.5 14.7 12.9 2.9 1.8 0.2 8.2 2.5 1.3 0.7 10.9 5.4 51.2
取組を行うための専門組織の編成 201 50 14 18 36 31 7 3 1 23 7 3 2 1 8 115

100.0 24.9 7.0 9.0 17.9 15.4 3.5 1.5 0.5 11.4 3.5 1.5 1.0 0.5 4.0 57.2
懇談会・説明会などの 664 130 30 31 94 73 16 10 4 67 20 10 3 48 35 368

常設ではない会合 100.0 19.6 4.5 4.7 14.2 11.0 2.4 1.5 0.6 10.1 3.0 1.5 0.5 7.2 5.3 55.4
相談窓口（電子メール等を含む）や 633 143 32 40 107 82 19 12 3 64 23 8 5 48 22 337

その他の苦情処理機関 100.0 22.6 5.1 6.3 16.9 13.0 3.0 1.9 0.5 10.1 3.6 1.3 0.8 7.6 3.5 53.2
社内報や社内掲示板、 964 185 46 55 129 109 22 17 7 95 28 14 6 58 41 557

電子メールなどでの情報提供 100.0 19.2 4.8 5.7 13.4 11.3 2.3 1.8 0.7 9.9 2.9 1.5 0.6 6.0 4.3 57.8
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 295 59 18 16 42 36 8 8 3 38 10 4 2 45 13 138

活用したコミュニケーションツール 100.0 20.0 6.1 5.4 14.2 12.2 2.7 2.7 1.0 12.9 3.4 1.4 0.7 15.3 4.4 46.8
従業員へのアンケート調査 547 115 27 31 94 73 17 13 5 58 19 8 5 51 30 267

100.0 21.0 4.9 5.7 17.2 13.4 3.1 2.4 0.9 10.6 3.5 1.5 0.9 9.3 5.5 48.8
その他 64 10 3 2 8 6 2 2 2 8 3 1 - 1 4 43

100.0 15.6 4.7 3.1 12.5 9.4 3.1 3.1 3.1 12.5 4.7 1.6 - 1.6 6.3 67.2
　無回答 11 1 - - 1 1 - - - - - - - 1 1 8

100.0 9.1 - - 9.1 9.1 - - - - - - - 9.1 9.1 72.7
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 223 54 63 154 134 26 18 10 118 30 16 9 63 63 755

100.0 17.6 4.3 5.0 12.2 10.6 2.1 1.4 0.8 9.3 2.4 1.3 0.7 5.0 5.0 59.7
行っていない - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -
　無回答 - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅳ　貴事業所における今後の取組についてお伺いします。

Ｑ23　今後、貴事業所ではデジタル技術を活用した取組を行う予定はありますか。（○は１つ）

全

体

行
う
予
定
が
あ
る

行
う
予
定
は
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 3,670 1,100 464 2,078 28
100.0 30.0 12.6 56.6 0.8

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 79 7 93 2

100.0 43.7 3.9 51.4 1.1
1,000～4,999人 510 167 44 298 1

100.0 32.8 8.6 58.4 0.2
300～999人 1,052 314 104 627 7

100.0 29.9 9.9 59.6 0.7
100～299人 1,390 425 197 754 14

100.0 30.6 14.2 54.2 1.0
50～99人 398 93 77 225 3

100.0 23.4 19.4 56.5 0.8
30～49人 120 18 30 71 1

100.0 15.0 25.0 59.2 0.8
　無回答 19 4 5 10 -

100.0 21.1 26.3 52.6 -
Ｑ２　業種
農業、林業 10 3 2 5 -

100.0 30.0 20.0 50.0 -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 1 1 2 -

100.0 25.0 25.0 50.0 -
建設業 351 143 34 172 2

100.0 40.7 9.7 49.0 0.6
製造業 1,228 409 156 652 11

100.0 33.3 12.7 53.1 0.9
電気・ガス・熱供給・水道業 22 8 1 13 -

100.0 36.4 4.6 59.1 -
情報通信業 107 55 8 43 1

100.0 51.4 7.5 40.2 0.9
運輸業、郵便業 406 58 69 275 4

100.0 14.3 17.0 67.7 1.0
卸売業、小売業 488 156 50 280 2

100.0 32.0 10.3 57.4 0.4
金融業、保険業 69 25 4 40 -

100.0 36.2 5.8 58.0 -
不動産業、物品賃貸業 26 10 1 15 -

100.0 38.5 3.9 57.7 -
学術研究、専門・技術サービス業 77 28 8 40 1

100.0 36.4 10.4 52.0 1.3
宿泊業、飲食サービス業 64 14 7 42 1

100.0 21.9 10.9 65.6 1.6
生活関連サービス業、娯楽業 58 13 9 35 1

100.0 22.4 15.5 60.3 1.7
教育、学習支援業 67 13 6 47 1

100.0 19.4 9.0 70.2 1.5
医療、福祉 323 71 53 196 3

100.0 22.0 16.4 60.7 0.9
複合サービス事業 45 6 5 34 -

100.0 13.3 11.1 75.6 -
その他サービス業 253 67 34 151 1

100.0 26.5 13.4 59.7 0.4
分類不能の産業 2 - - 2 -

100.0 - - 100.0 -
その他 25 8 3 14 -

100.0 32.0 12.0 56.0 -
　無回答 45 12 13 20 -

100.0 26.7 28.9 44.4 -
Ｑ２　業種
製造業 1,228 409 156 652 11

100.0 33.3 12.7 53.1 0.9
非製造業 2,397 679 295 1,406 17

100.0 28.3 12.3 58.7 0.7
　無回答 45 12 13 20 -

100.0 26.7 28.9 44.4 -
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 127 33 220 4

100.0 33.1 8.6 57.3 1.0
1920～1939年 382 120 50 209 3

100.0 31.4 13.1 54.7 0.8
1940～1959年 1,068 315 126 619 8

100.0 29.5 11.8 58.0 0.8
1960～1979年 994 292 148 547 7

100.0 29.4 14.9 55.0 0.7
1980～1999年 452 124 64 261 3

100.0 27.4 14.2 57.7 0.7
2000年以降 254 96 23 134 1

100.0 37.8 9.1 52.8 0.4
　無回答 136 26 20 88 2

100.0 19.1 14.7 64.7 1.5
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅳ　貴事業所における今後の取組についてお伺いします。

Ｑ23　今後、貴事業所ではデジタル技術を活用した取組を行う予定はありますか。（○は１つ）

全

体

行
う
予
定
が
あ
る

行
う
予
定
は
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 3,670 1,100 464 2,078 28
100.0 30.0 12.6 56.6 0.8

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 45 21 111 -

100.0 25.4 11.9 62.7 -
30～49人 670 143 95 428 4

100.0 21.3 14.2 63.9 0.6
50～99人 981 252 148 577 4

100.0 25.7 15.1 58.8 0.4
100～299人 1,186 415 139 619 13

100.0 35.0 11.7 52.2 1.1
300人以上 443 181 30 231 1

100.0 40.9 6.8 52.1 0.2
　無回答 213 64 31 112 6

100.0 30.1 14.6 52.6 2.8
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 491 159 813 12

100.0 33.3 10.8 55.1 0.8
ない 2,175 608 301 1,251 15

100.0 28.0 13.8 57.5 0.7
　無回答 20 1 4 14 1

100.0 5.0 20.0 70.0 5.0
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 27 9 32 1

100.0 39.1 13.0 46.4 1.5
取締役・役員クラス 414 162 64 187 1

100.0 39.1 15.5 45.2 0.2
部長・次長クラス 1,042 352 133 555 2

100.0 33.8 12.8 53.3 0.2
課長クラス 1,065 310 134 617 4

100.0 29.1 12.6 57.9 0.4
係長・主任クラス 522 140 59 319 4

100.0 26.8 11.3 61.1 0.8
一般社員 440 100 48 291 1

100.0 22.7 10.9 66.1 0.2
その他 80 6 12 62 -

100.0 7.5 15.0 77.5 -
　無回答 38 3 5 15 15

100.0 7.9 13.2 39.5 39.5
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 86 8 33 -

100.0 67.7 6.3 26.0 -
人事・労務部門 651 224 82 343 2

100.0 34.4 12.6 52.7 0.3
総務・庶務部門 1,592 411 214 962 5

100.0 25.8 13.4 60.4 0.3
経理部門 128 22 26 79 1

100.0 17.2 20.3 61.7 0.8
広報部門 6 1 - 5 -

100.0 16.7 - 83.3 -
経営企画・経営戦略立案部門 166 83 20 63 -

100.0 50.0 12.1 38.0 -
その他部門 774 205 89 478 2

100.0 26.5 11.5 61.8 0.3
　無回答 226 68 25 115 18

100.0 30.1 11.1 50.9 8.0
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 397 124 604 8

100.0 35.0 10.9 53.3 0.7
労使協議機関での協議 1,182 434 121 619 8

100.0 36.7 10.2 52.4 0.7
取組を行うための専門組織の編成 448 184 44 217 3

100.0 41.1 9.8 48.4 0.7
懇談会・説明会などの 1,623 622 172 821 8

常設ではない会合 100.0 38.3 10.6 50.6 0.5
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 568 141 795 12

その他の苦情処理機関 100.0 37.5 9.3 52.4 0.8
社内報や社内掲示板、 2,462 829 260 1,354 19

電子メールなどでの情報提供 100.0 33.7 10.6 55.0 0.8
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 244 31 208 4

活用したコミュニケーションツール 100.0 50.1 6.4 42.7 0.8
従業員へのアンケート調査 1,274 499 105 660 10

100.0 39.2 8.2 51.8 0.8
その他 187 45 39 101 2

100.0 24.1 20.9 54.0 1.1
　無回答 58 6 14 36 2

100.0 10.3 24.1 62.1 3.5
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 704 57 492 11

100.0 55.7 4.5 38.9 0.9
行っていない 2,363 392 403 1,558 10

100.0 16.6 17.1 65.9 0.4
　無回答 43 4 4 28 7

100.0 9.3 9.3 65.1 16.3
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Ⅳ　貴事業所における今後の取組についてお伺いします。

Ｑ23　今後、貴事業所ではデジタル技術を活用した取組を行う予定はありますか。（○は１つ）

全

体

行
う
予
定
が
あ
る

行
う
予
定
は
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 3,670 1,100 464 2,078 28
100.0 30.0 12.6 56.6 0.8

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 79 7 93 2

100.0 43.7 3.9 51.4 1.1
1,000～4,999人 510 167 44 298 1

100.0 32.8 8.6 58.4 0.2
300～999人 1,052 314 104 627 7

100.0 29.9 9.9 59.6 0.7
100～299人 1,390 425 197 754 14

100.0 30.6 14.2 54.2 1.0
50～99人 398 93 77 225 3

100.0 23.4 19.4 56.5 0.8
30～49人 120 18 30 71 1

100.0 15.0 25.0 59.2 0.8
　無回答 19 4 5 10 -

100.0 21.1 26.3 52.6 -
Ｑ２　業種
農業、林業 10 3 2 5 -

100.0 30.0 20.0 50.0 -
漁業 - - - - -

- - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 1 1 2 -

100.0 25.0 25.0 50.0 -
建設業 351 143 34 172 2

100.0 40.7 9.7 49.0 0.6
製造業 1,228 409 156 652 11

100.0 33.3 12.7 53.1 0.9
電気・ガス・熱供給・水道業 22 8 1 13 -

100.0 36.4 4.6 59.1 -
情報通信業 107 55 8 43 1

100.0 51.4 7.5 40.2 0.9
運輸業、郵便業 406 58 69 275 4

100.0 14.3 17.0 67.7 1.0
卸売業、小売業 488 156 50 280 2

100.0 32.0 10.3 57.4 0.4
金融業、保険業 69 25 4 40 -

100.0 36.2 5.8 58.0 -
不動産業、物品賃貸業 26 10 1 15 -

100.0 38.5 3.9 57.7 -
学術研究、専門・技術サービス業 77 28 8 40 1

100.0 36.4 10.4 52.0 1.3
宿泊業、飲食サービス業 64 14 7 42 1

100.0 21.9 10.9 65.6 1.6
生活関連サービス業、娯楽業 58 13 9 35 1

100.0 22.4 15.5 60.3 1.7
教育、学習支援業 67 13 6 47 1

100.0 19.4 9.0 70.2 1.5
医療、福祉 323 71 53 196 3

100.0 22.0 16.4 60.7 0.9
複合サービス事業 45 6 5 34 -

100.0 13.3 11.1 75.6 -
その他サービス業 253 67 34 151 1

100.0 26.5 13.4 59.7 0.4
分類不能の産業 2 - - 2 -

100.0 - - 100.0 -
その他 25 8 3 14 -

100.0 32.0 12.0 56.0 -
　無回答 45 12 13 20 -

100.0 26.7 28.9 44.4 -
Ｑ２　業種
製造業 1,228 409 156 652 11

100.0 33.3 12.7 53.1 0.9
非製造業 2,397 679 295 1,406 17

100.0 28.3 12.3 58.7 0.7
　無回答 45 12 13 20 -

100.0 26.7 28.9 44.4 -
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 127 33 220 4

100.0 33.1 8.6 57.3 1.0
1920～1939年 382 120 50 209 3

100.0 31.4 13.1 54.7 0.8
1940～1959年 1,068 315 126 619 8

100.0 29.5 11.8 58.0 0.8
1960～1979年 994 292 148 547 7

100.0 29.4 14.9 55.0 0.7
1980～1999年 452 124 64 261 3

100.0 27.4 14.2 57.7 0.7
2000年以降 254 96 23 134 1

100.0 37.8 9.1 52.8 0.4
　無回答 136 26 20 88 2

100.0 19.1 14.7 64.7 1.5
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅳ　貴事業所における今後の取組についてお伺いします。

Ｑ23　今後、貴事業所ではデジタル技術を活用した取組を行う予定はありますか。（○は１つ）

全

体

行
う
予
定
が
あ
る

行
う
予
定
は
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 3,670 1,100 464 2,078 28
100.0 30.0 12.6 56.6 0.8

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 301 27 162 4

100.0 60.9 5.5 32.8 0.8
導入後に行った 157 97 5 54 1

100.0 61.8 3.2 34.4 0.6
行っていない 649 333 27 285 4

100.0 51.3 4.2 43.9 0.6
　無回答 20 6 - 11 3

100.0 30.0 - 55.0 15.0
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 112 8 51 -

100.0 65.5 4.7 29.8 -
やや積極的 128 79 7 42 -

100.0 61.7 5.5 32.8 -
どちらでもない 254 153 12 86 3

100.0 60.2 4.7 33.9 1.2
やや消極的 12 5 - 7 -

100.0 41.7 - 58.3 -
対応には消極的だった 15 9 2 4 -

100.0 60.0 13.3 26.7 -
　無回答 15 7 1 6 1

100.0 46.7 6.7 40.0 6.7
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 166 12 85 1

100.0 62.9 4.6 32.2 0.4
導入することを決めた後で協議した 156 79 12 63 2

100.0 50.6 7.7 40.4 1.3
わからない 64 51 1 12 -

100.0 79.7 1.6 18.8 -
　無回答 111 69 5 36 1

100.0 62.2 4.5 32.4 0.9
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 335 29 175 -

100.0 62.2 5.4 32.5 -
効果はなかった 34 23 - 9 2

100.0 67.7 - 26.5 5.9
　無回答 22 7 1 12 2

100.0 31.8 4.6 54.6 9.1
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 111 6 41 -

100.0 70.3 3.8 26.0 -
課題は生じなかった 406 240 23 141 2

100.0 59.1 5.7 34.7 0.5
　無回答 31 14 1 14 2

100.0 45.2 3.2 45.2 6.5
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 339 13 118 3

100.0 71.7 2.8 25.0 0.6
行っていない 750 353 43 352 2

100.0 47.1 5.7 46.9 0.3
　無回答 41 12 1 22 6

100.0 29.3 2.4 53.7 14.6
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 1,100 - - -

100.0 100.0 - - -
行う予定はない 464 - 464 - -

100.0 - 100.0 - -
わからない 2,078 - - 2,078 -

100.0 - - 100.0 -
　無回答 28 - - - 28

100.0 - - - 100.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅳ　貴事業所における今後の取組についてお伺いします。

付問１　デジタル技術を活用した取組を行う過程で、従業員との協議等を実施する予定はありますか。（○は１つ）

全

体

実
施
す
る
予
定

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
実
施
す
る

予
定

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
実
施
す
る

予
定
は
な
い

実
施
す
る
予
定
は
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 1,100 391 339 148 84 133 5
100.0 35.6 30.8 13.5 7.6 12.1 0.5

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 79 53 9 4 4 7 2

100.0 67.1 11.4 5.1 5.1 8.9 2.5
1,000～4,999人 167 49 50 28 11 29 -

100.0 29.3 29.9 16.8 6.6 17.4 -
300～999人 314 96 92 56 22 47 1

100.0 30.6 29.3 17.8 7.0 15.0 0.3
100～299人 425 145 153 49 38 38 2

100.0 34.1 36.0 11.5 8.9 8.9 0.5
50～99人 93 37 26 10 9 11 -

100.0 39.8 28.0 10.8 9.7 11.8 -
30～49人 18 8 8 1 - 1 -

100.0 44.4 44.4 5.6 - 5.6 -
　無回答 4 3 1 - - - -

100.0 75.0 25.0 - - - -
Ｑ２　業種
農業、林業 3 1 1 - - 1 -

100.0 33.3 33.3 - - 33.3 -
漁業 - - - - - - -

- - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 - - - - -

100.0 100.0 - - - - -
建設業 143 55 52 14 9 13 -

100.0 38.5 36.4 9.8 6.3 9.1 -
製造業 409 131 130 60 38 50 -

100.0 32.0 31.8 14.7 9.3 12.2 -
電気・ガス・熱供給・水道業 8 4 1 2 - 1 -

100.0 50.0 12.5 25.0 - 12.5 -
情報通信業 55 14 16 8 7 9 1

100.0 25.5 29.1 14.6 12.7 16.4 1.8
運輸業、郵便業 58 19 20 10 3 4 2

100.0 32.8 34.5 17.2 5.2 6.9 3.5
卸売業、小売業 156 76 34 16 8 20 2

100.0 48.7 21.8 10.3 5.1 12.8 1.3
金融業、保険業 25 6 7 3 4 5 -

100.0 24.0 28.0 12.0 16.0 20.0 -
不動産業、物品賃貸業 10 1 2 3 1 3 -

100.0 10.0 20.0 30.0 10.0 30.0 -
学術研究、専門・技術サービス業 28 10 8 4 3 3 -

100.0 35.7 28.6 14.3 10.7 10.7 -
宿泊業、飲食サービス業 14 1 8 1 2 2 -

100.0 7.1 57.1 7.1 14.3 14.3 -
生活関連サービス業、娯楽業 13 4 4 1 - 4 -

100.0 30.8 30.8 7.7 - 30.8 -
教育、学習支援業 13 6 3 3 1 - -

100.0 46.2 23.1 23.1 7.7 - -
医療、福祉 71 31 26 8 2 4 -

100.0 43.7 36.6 11.3 2.8 5.6 -
複合サービス事業 6 2 2 - - 2 -

100.0 33.3 33.3 - - 33.3 -
その他サービス業 67 17 24 10 6 10 -

100.0 25.4 35.8 14.9 9.0 14.9 -
分類不能の産業 - - - - - - -

- - - - - - -
その他 8 5 - 2 - 1 -

100.0 62.5 - 25.0 - 12.5 -
　無回答 12 7 1 3 - 1 -

100.0 58.3 8.3 25.0 - 8.3 -
Ｑ２　業種
製造業 409 131 130 60 38 50 -

100.0 32.0 31.8 14.7 9.3 12.2 -
非製造業 679 253 208 85 46 82 5

100.0 37.3 30.6 12.5 6.8 12.1 0.7
　無回答 12 7 1 3 - 1 -

100.0 58.3 8.3 25.0 - 8.3 -
Ｑ３　創業年
1919年まで 127 43 41 18 11 14 -

100.0 33.9 32.3 14.2 8.7 11.0 -
1920～1939年 120 48 27 19 11 15 -

100.0 40.0 22.5 15.8 9.2 12.5 -
1940～1959年 315 105 113 46 18 32 1

100.0 33.3 35.9 14.6 5.7 10.2 0.3
1960～1979年 292 89 94 40 24 43 2

100.0 30.5 32.2 13.7 8.2 14.7 0.7
1980～1999年 124 39 34 16 17 18 -

100.0 31.5 27.4 12.9 13.7 14.5 -
2000年以降 96 57 22 6 3 6 2

100.0 59.4 22.9 6.3 3.1 6.3 2.1
　無回答 26 10 8 3 - 5 -

100.0 38.5 30.8 11.5 - 19.2 -
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅳ　貴事業所における今後の取組についてお伺いします。

Ｑ23　今後、貴事業所ではデジタル技術を活用した取組を行う予定はありますか。（○は１つ）

全

体

行
う
予
定
が
あ
る

行
う
予
定
は
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 3,670 1,100 464 2,078 28
100.0 30.0 12.6 56.6 0.8

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 301 27 162 4

100.0 60.9 5.5 32.8 0.8
導入後に行った 157 97 5 54 1

100.0 61.8 3.2 34.4 0.6
行っていない 649 333 27 285 4

100.0 51.3 4.2 43.9 0.6
　無回答 20 6 - 11 3

100.0 30.0 - 55.0 15.0
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 112 8 51 -

100.0 65.5 4.7 29.8 -
やや積極的 128 79 7 42 -

100.0 61.7 5.5 32.8 -
どちらでもない 254 153 12 86 3

100.0 60.2 4.7 33.9 1.2
やや消極的 12 5 - 7 -

100.0 41.7 - 58.3 -
対応には消極的だった 15 9 2 4 -

100.0 60.0 13.3 26.7 -
　無回答 15 7 1 6 1

100.0 46.7 6.7 40.0 6.7
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 166 12 85 1

100.0 62.9 4.6 32.2 0.4
導入することを決めた後で協議した 156 79 12 63 2

100.0 50.6 7.7 40.4 1.3
わからない 64 51 1 12 -

100.0 79.7 1.6 18.8 -
　無回答 111 69 5 36 1

100.0 62.2 4.5 32.4 0.9
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 335 29 175 -

100.0 62.2 5.4 32.5 -
効果はなかった 34 23 - 9 2

100.0 67.7 - 26.5 5.9
　無回答 22 7 1 12 2

100.0 31.8 4.6 54.6 9.1
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 111 6 41 -

100.0 70.3 3.8 26.0 -
課題は生じなかった 406 240 23 141 2

100.0 59.1 5.7 34.7 0.5
　無回答 31 14 1 14 2

100.0 45.2 3.2 45.2 6.5
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 339 13 118 3

100.0 71.7 2.8 25.0 0.6
行っていない 750 353 43 352 2

100.0 47.1 5.7 46.9 0.3
　無回答 41 12 1 22 6

100.0 29.3 2.4 53.7 14.6
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 1,100 - - -

100.0 100.0 - - -
行う予定はない 464 - 464 - -

100.0 - 100.0 - -
わからない 2,078 - - 2,078 -

100.0 - - 100.0 -
　無回答 28 - - - 28

100.0 - - - 100.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅳ　貴事業所における今後の取組についてお伺いします。

付問１　デジタル技術を活用した取組を行う過程で、従業員との協議等を実施する予定はありますか。（○は１つ）

全

体

実
施
す
る
予
定

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
実
施
す
る

予
定

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
実
施
す
る

予
定
は
な
い

実
施
す
る
予
定
は
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 1,100 391 339 148 84 133 5
100.0 35.6 30.8 13.5 7.6 12.1 0.5

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 45 16 15 3 3 8 -

100.0 35.6 33.3 6.7 6.7 17.8 -
30～49人 143 51 51 12 11 16 2

100.0 35.7 35.7 8.4 7.7 11.2 1.4
50～99人 252 110 66 30 18 28 -

100.0 43.7 26.2 11.9 7.1 11.1 -
100～299人 415 131 148 60 34 40 2

100.0 31.6 35.7 14.5 8.2 9.6 0.5
300人以上 181 62 37 35 13 34 -

100.0 34.3 20.4 19.3 7.2 18.8 -
　無回答 64 21 22 8 5 7 1

100.0 32.8 34.4 12.5 7.8 10.9 1.6
Ｑ５　労働組合の有無
ある 491 184 138 67 36 62 4

100.0 37.5 28.1 13.7 7.3 12.6 0.8
ない 608 207 200 81 48 71 1

100.0 34.1 32.9 13.3 7.9 11.7 0.2
　無回答 1 - 1 - - - -

100.0 - 100.0 - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 27 17 4 3 2 1 -

100.0 63.0 14.8 11.1 7.4 3.7 -
取締役・役員クラス 162 62 51 28 13 8 -

100.0 38.3 31.5 17.3 8.0 4.9 -
部長・次長クラス 352 128 113 41 31 38 1

100.0 36.4 32.1 11.7 8.8 10.8 0.3
課長クラス 310 114 79 42 23 48 4

100.0 36.8 25.5 13.6 7.4 15.5 1.3
係長・主任クラス 140 34 53 26 8 19 -

100.0 24.3 37.9 18.6 5.7 13.6 -
一般社員 100 34 33 8 6 19 -

100.0 34.0 33.0 8.0 6.0 19.0 -
その他 6 2 4 - - - -

100.0 33.3 66.7 - - - -
　無回答 3 - 2 - 1 - -

100.0 - 66.7 - 33.3 - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 86 26 29 13 5 13 -

100.0 30.2 33.7 15.1 5.8 15.1 -
人事・労務部門 224 82 58 27 23 32 2

100.0 36.6 25.9 12.1 10.3 14.3 0.9
総務・庶務部門 411 136 138 49 31 55 2

100.0 33.1 33.6 11.9 7.5 13.4 0.5
経理部門 22 8 7 4 2 1 -

100.0 36.4 31.8 18.2 9.1 4.6 -
広報部門 1 - 1 - - - -

100.0 - 100.0 - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 83 35 20 17 2 9 -

100.0 42.2 24.1 20.5 2.4 10.8 -
その他部門 205 75 69 25 18 18 -

100.0 36.6 33.7 12.2 8.8 8.8 -
　無回答 68 29 17 13 3 5 1

100.0 42.7 25.0 19.1 4.4 7.4 1.5
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 397 149 107 58 28 51 4

100.0 37.5 27.0 14.6 7.1 12.9 1.0
労使協議機関での協議 434 167 124 63 30 47 3

100.0 38.5 28.6 14.5 6.9 10.8 0.7
取組を行うための専門組織の編成 184 69 60 28 8 18 1

100.0 37.5 32.6 15.2 4.4 9.8 0.5
懇談会・説明会などの 622 239 190 79 42 67 5

常設ではない会合 100.0 38.4 30.6 12.7 6.8 10.8 0.8
相談窓口（電子メール等を含む）や 568 206 177 76 34 72 3

その他の苦情処理機関 100.0 36.3 31.2 13.4 6.0 12.7 0.5
社内報や社内掲示板、 829 308 265 111 44 97 4

電子メールなどでの情報提供 100.0 37.2 32.0 13.4 5.3 11.7 0.5
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 244 117 56 30 10 28 3

活用したコミュニケーションツール 100.0 48.0 23.0 12.3 4.1 11.5 1.2
従業員へのアンケート調査 499 206 160 46 26 58 3

100.0 41.3 32.1 9.2 5.2 11.6 0.6
その他 45 13 14 5 5 8 -

100.0 28.9 31.1 11.1 11.1 17.8 -
　無回答 6 - 4 - - 2 -

100.0 - 66.7 - - 33.3 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 704 278 198 94 60 71 3

100.0 39.5 28.1 13.4 8.5 10.1 0.4
行っていない 392 113 140 54 23 61 1

100.0 28.8 35.7 13.8 5.9 15.6 0.3
　無回答 4 - 1 - 1 1 1

100.0 - 25.0 - 25.0 25.0 25.0
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅳ　貴事業所における今後の取組についてお伺いします。

付問１　デジタル技術を活用した取組を行う過程で、従業員との協議等を実施する予定はありますか。（○は１つ）

全

体

実
施
す
る
予
定

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
実
施
す
る

予
定

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
実
施
す
る

予
定
は
な
い

実
施
す
る
予
定
は
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 1,100 391 339 148 84 133 5
100.0 35.6 30.8 13.5 7.6 12.1 0.5

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 301 202 77 9 - 11 2

100.0 67.1 25.6 3.0 - 3.7 0.7
導入後に行った 97 41 39 3 1 12 1

100.0 42.3 40.2 3.1 1.0 12.4 1.0
行っていない 333 52 90 82 58 51 -

100.0 15.6 27.0 24.6 17.4 15.3 -
　無回答 6 2 2 - 1 1 -

100.0 33.3 33.3 - 16.7 16.7 -
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 112 77 29 2 - 3 1

100.0 68.8 25.9 1.8 - 2.7 0.9
やや積極的 79 41 31 2 - 5 -

100.0 51.9 39.2 2.5 - 6.3 -
どちらでもない 153 94 39 7 1 10 2

100.0 61.4 25.5 4.6 0.7 6.5 1.3
やや消極的 5 4 1 - - - -

100.0 80.0 20.0 - - - -
対応には消極的だった 9 5 3 1 - - -

100.0 55.6 33.3 11.1 - - -
　無回答 7 3 3 - - 1 -

100.0 42.9 42.9 - - 14.3 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 166 109 48 5 - 4 -

100.0 65.7 28.9 3.0 - 2.4 -
導入することを決めた後で協議した 79 45 24 4 - 6 -

100.0 57.0 30.4 5.1 - 7.6 -
わからない 51 44 4 - - 1 2

100.0 86.3 7.8 - - 2.0 3.9
　無回答 69 26 30 3 1 8 1

100.0 37.7 43.5 4.4 1.5 11.6 1.5
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 335 218 91 9 1 14 2

100.0 65.1 27.2 2.7 0.3 4.2 0.6
効果はなかった 23 4 11 3 - 5 -

100.0 17.4 47.8 13.0 - 21.7 -
　無回答 7 2 4 - - - 1

100.0 28.6 57.1 - - - 14.3
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 111 67 35 3 - 6 -

100.0 60.4 31.5 2.7 - 5.4 -
課題は生じなかった 240 151 65 9 - 13 2

100.0 62.9 27.1 3.8 - 5.4 0.8
　無回答 14 6 6 - 1 - 1

100.0 42.9 42.9 - 7.1 - 7.1
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 339 163 88 36 24 26 2

100.0 48.1 26.0 10.6 7.1 7.7 0.6
行っていない 353 111 107 57 34 43 1

100.0 31.4 30.3 16.2 9.6 12.2 0.3
　無回答 12 4 3 1 2 2 -

100.0 33.3 25.0 8.3 16.7 16.7 -
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 391 339 148 84 133 5

100.0 35.6 30.8 13.5 7.6 12.1 0.5
行う予定はない - - - - - - -

- - - - - - -
わからない - - - - - - -

- - - - - - -
　無回答 - - - - - - -

- - - - - - -
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Ⅳ　貴事業所における今後の取組についてお伺いします。

付問１　デジタル技術を活用した取組を行う過程で、従業員との協議等を実施する予定はありますか。（○は１つ）

全

体

実
施
す
る
予
定

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
実
施
す
る

予
定

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
実
施
す
る

予
定
は
な
い

実
施
す
る
予
定
は
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

　全　体 1,100 391 339 148 84 133 5
100.0 35.6 30.8 13.5 7.6 12.1 0.5

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 45 16 15 3 3 8 -

100.0 35.6 33.3 6.7 6.7 17.8 -
30～49人 143 51 51 12 11 16 2

100.0 35.7 35.7 8.4 7.7 11.2 1.4
50～99人 252 110 66 30 18 28 -

100.0 43.7 26.2 11.9 7.1 11.1 -
100～299人 415 131 148 60 34 40 2

100.0 31.6 35.7 14.5 8.2 9.6 0.5
300人以上 181 62 37 35 13 34 -

100.0 34.3 20.4 19.3 7.2 18.8 -
　無回答 64 21 22 8 5 7 1

100.0 32.8 34.4 12.5 7.8 10.9 1.6
Ｑ５　労働組合の有無
ある 491 184 138 67 36 62 4

100.0 37.5 28.1 13.7 7.3 12.6 0.8
ない 608 207 200 81 48 71 1

100.0 34.1 32.9 13.3 7.9 11.7 0.2
　無回答 1 - 1 - - - -

100.0 - 100.0 - - - -
Ｆ１　回答者の役職
社長 27 17 4 3 2 1 -

100.0 63.0 14.8 11.1 7.4 3.7 -
取締役・役員クラス 162 62 51 28 13 8 -

100.0 38.3 31.5 17.3 8.0 4.9 -
部長・次長クラス 352 128 113 41 31 38 1

100.0 36.4 32.1 11.7 8.8 10.8 0.3
課長クラス 310 114 79 42 23 48 4

100.0 36.8 25.5 13.6 7.4 15.5 1.3
係長・主任クラス 140 34 53 26 8 19 -

100.0 24.3 37.9 18.6 5.7 13.6 -
一般社員 100 34 33 8 6 19 -

100.0 34.0 33.0 8.0 6.0 19.0 -
その他 6 2 4 - - - -

100.0 33.3 66.7 - - - -
　無回答 3 - 2 - 1 - -

100.0 - 66.7 - 33.3 - -
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 86 26 29 13 5 13 -

100.0 30.2 33.7 15.1 5.8 15.1 -
人事・労務部門 224 82 58 27 23 32 2

100.0 36.6 25.9 12.1 10.3 14.3 0.9
総務・庶務部門 411 136 138 49 31 55 2

100.0 33.1 33.6 11.9 7.5 13.4 0.5
経理部門 22 8 7 4 2 1 -

100.0 36.4 31.8 18.2 9.1 4.6 -
広報部門 1 - 1 - - - -

100.0 - 100.0 - - - -
経営企画・経営戦略立案部門 83 35 20 17 2 9 -

100.0 42.2 24.1 20.5 2.4 10.8 -
その他部門 205 75 69 25 18 18 -

100.0 36.6 33.7 12.2 8.8 8.8 -
　無回答 68 29 17 13 3 5 1

100.0 42.7 25.0 19.1 4.4 7.4 1.5
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 397 149 107 58 28 51 4

100.0 37.5 27.0 14.6 7.1 12.9 1.0
労使協議機関での協議 434 167 124 63 30 47 3

100.0 38.5 28.6 14.5 6.9 10.8 0.7
取組を行うための専門組織の編成 184 69 60 28 8 18 1

100.0 37.5 32.6 15.2 4.4 9.8 0.5
懇談会・説明会などの 622 239 190 79 42 67 5

常設ではない会合 100.0 38.4 30.6 12.7 6.8 10.8 0.8
相談窓口（電子メール等を含む）や 568 206 177 76 34 72 3

その他の苦情処理機関 100.0 36.3 31.2 13.4 6.0 12.7 0.5
社内報や社内掲示板、 829 308 265 111 44 97 4

電子メールなどでの情報提供 100.0 37.2 32.0 13.4 5.3 11.7 0.5
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 244 117 56 30 10 28 3

活用したコミュニケーションツール 100.0 48.0 23.0 12.3 4.1 11.5 1.2
従業員へのアンケート調査 499 206 160 46 26 58 3

100.0 41.3 32.1 9.2 5.2 11.6 0.6
その他 45 13 14 5 5 8 -

100.0 28.9 31.1 11.1 11.1 17.8 -
　無回答 6 - 4 - - 2 -

100.0 - 66.7 - - 33.3 -
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 704 278 198 94 60 71 3

100.0 39.5 28.1 13.4 8.5 10.1 0.4
行っていない 392 113 140 54 23 61 1

100.0 28.8 35.7 13.8 5.9 15.6 0.3
　無回答 4 - 1 - 1 1 1

100.0 - 25.0 - 25.0 25.0 25.0
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Ⅴ　本アンケートを回答された方にお伺いします。

Ｆ１　ご回答頂いた方の役職をお教えください。（○は１つ）

全

体

社
長

取
締
役
・
役
員
ク
ラ
ス

部
長
・
次
長
ク
ラ
ス

課
長
ク
ラ
ス

係
長
・
主
任
ク
ラ
ス

一
般
社
員

そ
の
他

無
回
答

　全　体 3,670 69 414 1,042 1,065 522 440 80 38
100.0 1.9 11.3 28.4 29.0 14.2 12.0 2.2 1.0

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 1 1 12 95 31 28 11 2

100.0 0.6 0.6 6.6 52.5 17.1 15.5 6.1 1.1
1,000～4,999人 510 - 6 113 190 96 85 16 4

100.0 - 1.2 22.2 37.3 18.8 16.7 3.1 0.8
300～999人 1,052 3 77 311 345 165 126 17 8

100.0 0.3 7.3 29.6 32.8 15.7 12.0 1.6 0.8
100～299人 1,390 32 226 450 318 178 146 20 20

100.0 2.3 16.3 32.4 22.9 12.8 10.5 1.4 1.4
50～99人 398 25 83 122 80 38 40 8 2

100.0 6.3 20.9 30.7 20.1 9.6 10.1 2.0 0.5
30～49人 120 7 20 31 34 11 9 7 1

100.0 5.8 16.7 25.8 28.3 9.2 7.5 5.8 0.8
　無回答 19 1 1 3 3 3 6 1 1

100.0 5.3 5.3 15.8 15.8 15.8 31.6 5.3 5.3
Ｑ２　業種
農業、林業 10 - - 3 2 3 1 - 1

100.0 - - 30.0 20.0 30.0 10.0 - 10.0
漁業 - - - - - - - - -

- - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 - - 1 1 - 1 1 -

100.0 - - 25.0 25.0 - 25.0 25.0 -
建設業 351 5 36 116 79 52 57 3 3

100.0 1.4 10.3 33.1 22.5 14.8 16.2 0.9 0.9
製造業 1,228 30 148 365 366 145 159 6 9

100.0 2.4 12.1 29.7 29.8 11.8 13.0 0.5 0.7
電気・ガス・熱供給・水道業 22 - 1 5 7 7 2 - -

100.0 - 4.6 22.7 31.8 31.8 9.1 - -
情報通信業 107 2 19 42 21 7 14 1 1

100.0 1.9 17.8 39.3 19.6 6.5 13.1 0.9 0.9
運輸業、郵便業 406 10 43 103 129 58 40 19 4

100.0 2.5 10.6 25.4 31.8 14.3 9.9 4.7 1.0
卸売業、小売業 488 6 61 107 189 63 40 14 8

100.0 1.2 12.5 21.9 38.7 12.9 8.2 2.9 1.6
金融業、保険業 69 - 1 17 26 17 7 - 1

100.0 - 1.5 24.6 37.7 24.6 10.1 - 1.5
不動産業、物品賃貸業 26 - 2 8 9 4 3 - -

100.0 - 7.7 30.8 34.6 15.4 11.5 - -
学術研究、専門・技術サービス業 77 - 12 20 25 11 9 - -

100.0 - 15.6 26.0 32.5 14.3 11.7 - -
宿泊業、飲食サービス業 64 3 8 19 15 10 6 2 1

100.0 4.7 12.5 29.7 23.4 15.6 9.4 3.1 1.6
生活関連サービス業、娯楽業 58 1 5 12 11 14 11 2 2

100.0 1.7 8.6 20.7 19.0 24.1 19.0 3.5 3.5
教育、学習支援業 67 - 4 14 11 18 14 5 1

100.0 - 6.0 20.9 16.4 26.9 20.9 7.5 1.5
医療、福祉 323 6 41 102 69 46 35 20 4

100.0 1.9 12.7 31.6 21.4 14.2 10.8 6.2 1.2
複合サービス事業 45 - 1 14 13 10 6 1 -

100.0 - 2.2 31.1 28.9 22.2 13.3 2.2 -
その他サービス業 253 5 24 75 69 45 29 3 3

100.0 2.0 9.5 29.6 27.3 17.8 11.5 1.2 1.2
分類不能の産業 2 - - - 2 - - - -

100.0 - - - 100.0 - - - -
その他 25 - 5 5 9 3 2 1 -

100.0 - 20.0 20.0 36.0 12.0 8.0 4.0 -
　無回答 45 1 3 14 12 9 4 2 -

100.0 2.2 6.7 31.1 26.7 20.0 8.9 4.4 -
Ｑ２　業種
製造業 1,228 30 148 365 366 145 159 6 9

100.0 2.4 12.1 29.7 29.8 11.8 13.0 0.5 0.7
非製造業 2,397 38 263 663 687 368 277 72 29

100.0 1.6 11.0 27.7 28.7 15.4 11.6 3.0 1.2
　無回答 45 1 3 14 12 9 4 2 -

100.0 2.2 6.7 31.1 26.7 20.0 8.9 4.4 -
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 4 45 99 119 56 54 3 4

100.0 1.0 11.7 25.8 31.0 14.6 14.1 0.8 1.0
1920～1939年 382 7 42 122 125 39 40 4 3

100.0 1.8 11.0 31.9 32.7 10.2 10.5 1.1 0.8
1940～1959年 1,068 22 130 305 296 161 132 15 7

100.0 2.1 12.2 28.6 27.7 15.1 12.4 1.4 0.7
1960～1979年 994 22 113 286 281 136 121 23 12

100.0 2.2 11.4 28.8 28.3 13.7 12.2 2.3 1.2
1980～1999年 452 6 63 125 116 64 55 19 4

100.0 1.3 13.9 27.7 25.7 14.2 12.2 4.2 0.9
2000年以降 254 5 14 62 95 41 22 12 3

100.0 2.0 5.5 24.4 37.4 16.1 8.7 4.7 1.2
　無回答 136 3 7 43 33 25 16 4 5

100.0 2.2 5.2 31.6 24.3 18.4 11.8 2.9 3.7
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Ⅴ　本アンケートを回答された方にお伺いします。

Ｆ１　ご回答頂いた方の役職をお教えください。（○は１つ）

全

体

社
長

取
締
役
・
役
員
ク
ラ
ス

部
長
・
次
長
ク
ラ
ス

課
長
ク
ラ
ス

係
長
・
主
任
ク
ラ
ス

一
般
社
員

そ
の
他

無
回
答

　全　体 3,670 69 414 1,042 1,065 522 440 80 38
100.0 1.9 11.3 28.4 29.0 14.2 12.0 2.2 1.0

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 4 11 48 50 36 21 7 -

100.0 2.3 6.2 27.1 28.3 20.3 11.9 4.0 -
30～49人 670 11 77 184 186 98 78 31 5

100.0 1.6 11.5 27.5 27.8 14.6 11.6 4.6 0.8
50～99人 981 30 118 289 280 110 120 26 8

100.0 3.1 12.0 29.5 28.5 11.2 12.2 2.7 0.8
100～299人 1,186 18 154 352 332 174 133 8 15

100.0 1.5 13.0 29.7 28.0 14.7 11.2 0.7 1.3
300人以上 443 3 28 111 153 70 73 3 2

100.0 0.7 6.3 25.1 34.5 15.8 16.5 0.7 0.5
　無回答 213 3 26 58 64 34 15 5 8

100.0 1.4 12.2 27.2 30.1 16.0 7.0 2.4 3.8
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 12 108 378 527 216 183 32 19

100.0 0.8 7.3 25.6 35.7 14.6 12.4 2.2 1.3
ない 2,175 57 305 662 534 300 253 47 17

100.0 2.6 14.0 30.4 24.6 13.8 11.6 2.2 0.8
　無回答 20 - 1 2 4 6 4 1 2

100.0 - 5.0 10.0 20.0 30.0 20.0 5.0 10.0
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 69 - - - - - - -

100.0 100.0 - - - - - - -
取締役・役員クラス 414 - 414 - - - - - -

100.0 - 100.0 - - - - - -
部長・次長クラス 1,042 - - 1,042 - - - - -

100.0 - - 100.0 - - - - -
課長クラス 1,065 - - - 1,065 - - - -

100.0 - - - 100.0 - - - -
係長・主任クラス 522 - - - - 522 - - -

100.0 - - - - 100.0 - - -
一般社員 440 - - - - - 440 - -

100.0 - - - - - 100.0 - -
その他 80 - - - - - - 80 -

100.0 - - - - - - 100.0 -
　無回答 38 - - - - - - - 38

100.0 - - - - - - - 100.0
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 - 7 38 46 19 17 - -

100.0 - 5.5 29.9 36.2 15.0 13.4 - -
人事・労務部門 651 1 64 166 240 91 84 3 2

100.0 0.2 9.8 25.5 36.9 14.0 12.9 0.5 0.3
総務・庶務部門 1,592 1 130 462 460 279 249 8 3

100.0 0.1 8.2 29.0 28.9 17.5 15.6 0.5 0.2
経理部門 128 1 15 28 34 25 25 - -

100.0 0.8 11.7 21.9 26.6 19.5 19.5 - -
広報部門 6 - - 1 2 2 1 - -

100.0 - - 16.7 33.3 33.3 16.7 - -
経営企画・経営戦略立案部門 166 14 65 54 21 6 6 - -

100.0 8.4 39.2 32.5 12.7 3.6 3.6 - -
その他部門 774 5 103 255 227 82 44 57 1

100.0 0.7 13.3 33.0 29.3 10.6 5.7 7.4 0.1
　無回答 226 47 30 38 35 18 14 12 32

100.0 20.8 13.3 16.8 15.5 8.0 6.2 5.3 14.2
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 11 85 292 410 168 126 26 15

100.0 1.0 7.5 25.8 36.2 14.8 11.1 2.3 1.3
労使協議機関での協議 1,182 7 123 341 393 156 133 15 14

100.0 0.6 10.4 28.9 33.3 13.2 11.3 1.3 1.2
取組を行うための専門組織の編成 448 11 45 121 136 70 52 10 3

100.0 2.5 10.0 27.0 30.4 15.6 11.6 2.2 0.7
懇談会・説明会などの 1,623 32 216 493 463 216 169 26 8

常設ではない会合 100.0 2.0 13.3 30.4 28.5 13.3 10.4 1.6 0.5
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 11 159 383 489 232 191 36 15

その他の苦情処理機関 100.0 0.7 10.5 25.3 32.3 15.3 12.6 2.4 1.0
社内報や社内掲示板、 2,462 44 265 717 735 353 278 53 17

電子メールなどでの情報提供 100.0 1.8 10.8 29.1 29.9 14.3 11.3 2.2 0.7
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 11 58 116 185 60 46 8 3

活用したコミュニケーションツール 100.0 2.3 11.9 23.8 38.0 12.3 9.5 1.6 0.6
従業員へのアンケート調査 1,274 18 128 331 403 203 156 26 9

100.0 1.4 10.1 26.0 31.6 15.9 12.2 2.0 0.7
その他 187 6 36 48 48 20 23 2 4

100.0 3.2 19.3 25.7 25.7 10.7 12.3 1.1 2.1
　無回答 58 2 5 10 13 13 9 1 5

100.0 3.5 8.6 17.2 22.4 22.4 15.5 1.7 8.6
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 28 158 381 366 159 139 21 12

100.0 2.2 12.5 30.1 29.0 12.6 11.0 1.7 1.0
行っていない 2,363 39 251 653 687 361 294 58 20

100.0 1.7 10.6 27.6 29.1 15.3 12.4 2.5 0.9
　無回答 43 2 5 8 12 2 7 1 6

100.0 4.7 11.6 18.6 27.9 4.7 16.3 2.3 14.0
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Ⅴ　本アンケートを回答された方にお伺いします。

Ｆ１　ご回答頂いた方の役職をお教えください。（○は１つ）

全

体

社
長

取
締
役
・
役
員
ク
ラ
ス

部
長
・
次
長
ク
ラ
ス

課
長
ク
ラ
ス

係
長
・
主
任
ク
ラ
ス

一
般
社
員

そ
の
他

無
回
答

　全　体 3,670 69 414 1,042 1,065 522 440 80 38
100.0 1.9 11.3 28.4 29.0 14.2 12.0 2.2 1.0

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 1 1 12 95 31 28 11 2

100.0 0.6 0.6 6.6 52.5 17.1 15.5 6.1 1.1
1,000～4,999人 510 - 6 113 190 96 85 16 4

100.0 - 1.2 22.2 37.3 18.8 16.7 3.1 0.8
300～999人 1,052 3 77 311 345 165 126 17 8

100.0 0.3 7.3 29.6 32.8 15.7 12.0 1.6 0.8
100～299人 1,390 32 226 450 318 178 146 20 20

100.0 2.3 16.3 32.4 22.9 12.8 10.5 1.4 1.4
50～99人 398 25 83 122 80 38 40 8 2

100.0 6.3 20.9 30.7 20.1 9.6 10.1 2.0 0.5
30～49人 120 7 20 31 34 11 9 7 1

100.0 5.8 16.7 25.8 28.3 9.2 7.5 5.8 0.8
　無回答 19 1 1 3 3 3 6 1 1

100.0 5.3 5.3 15.8 15.8 15.8 31.6 5.3 5.3
Ｑ２　業種
農業、林業 10 - - 3 2 3 1 - 1

100.0 - - 30.0 20.0 30.0 10.0 - 10.0
漁業 - - - - - - - - -

- - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 - - 1 1 - 1 1 -

100.0 - - 25.0 25.0 - 25.0 25.0 -
建設業 351 5 36 116 79 52 57 3 3

100.0 1.4 10.3 33.1 22.5 14.8 16.2 0.9 0.9
製造業 1,228 30 148 365 366 145 159 6 9

100.0 2.4 12.1 29.7 29.8 11.8 13.0 0.5 0.7
電気・ガス・熱供給・水道業 22 - 1 5 7 7 2 - -

100.0 - 4.6 22.7 31.8 31.8 9.1 - -
情報通信業 107 2 19 42 21 7 14 1 1

100.0 1.9 17.8 39.3 19.6 6.5 13.1 0.9 0.9
運輸業、郵便業 406 10 43 103 129 58 40 19 4

100.0 2.5 10.6 25.4 31.8 14.3 9.9 4.7 1.0
卸売業、小売業 488 6 61 107 189 63 40 14 8

100.0 1.2 12.5 21.9 38.7 12.9 8.2 2.9 1.6
金融業、保険業 69 - 1 17 26 17 7 - 1

100.0 - 1.5 24.6 37.7 24.6 10.1 - 1.5
不動産業、物品賃貸業 26 - 2 8 9 4 3 - -

100.0 - 7.7 30.8 34.6 15.4 11.5 - -
学術研究、専門・技術サービス業 77 - 12 20 25 11 9 - -

100.0 - 15.6 26.0 32.5 14.3 11.7 - -
宿泊業、飲食サービス業 64 3 8 19 15 10 6 2 1

100.0 4.7 12.5 29.7 23.4 15.6 9.4 3.1 1.6
生活関連サービス業、娯楽業 58 1 5 12 11 14 11 2 2

100.0 1.7 8.6 20.7 19.0 24.1 19.0 3.5 3.5
教育、学習支援業 67 - 4 14 11 18 14 5 1

100.0 - 6.0 20.9 16.4 26.9 20.9 7.5 1.5
医療、福祉 323 6 41 102 69 46 35 20 4

100.0 1.9 12.7 31.6 21.4 14.2 10.8 6.2 1.2
複合サービス事業 45 - 1 14 13 10 6 1 -

100.0 - 2.2 31.1 28.9 22.2 13.3 2.2 -
その他サービス業 253 5 24 75 69 45 29 3 3

100.0 2.0 9.5 29.6 27.3 17.8 11.5 1.2 1.2
分類不能の産業 2 - - - 2 - - - -

100.0 - - - 100.0 - - - -
その他 25 - 5 5 9 3 2 1 -

100.0 - 20.0 20.0 36.0 12.0 8.0 4.0 -
　無回答 45 1 3 14 12 9 4 2 -

100.0 2.2 6.7 31.1 26.7 20.0 8.9 4.4 -
Ｑ２　業種
製造業 1,228 30 148 365 366 145 159 6 9

100.0 2.4 12.1 29.7 29.8 11.8 13.0 0.5 0.7
非製造業 2,397 38 263 663 687 368 277 72 29

100.0 1.6 11.0 27.7 28.7 15.4 11.6 3.0 1.2
　無回答 45 1 3 14 12 9 4 2 -

100.0 2.2 6.7 31.1 26.7 20.0 8.9 4.4 -
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 4 45 99 119 56 54 3 4

100.0 1.0 11.7 25.8 31.0 14.6 14.1 0.8 1.0
1920～1939年 382 7 42 122 125 39 40 4 3

100.0 1.8 11.0 31.9 32.7 10.2 10.5 1.1 0.8
1940～1959年 1,068 22 130 305 296 161 132 15 7

100.0 2.1 12.2 28.6 27.7 15.1 12.4 1.4 0.7
1960～1979年 994 22 113 286 281 136 121 23 12

100.0 2.2 11.4 28.8 28.3 13.7 12.2 2.3 1.2
1980～1999年 452 6 63 125 116 64 55 19 4

100.0 1.3 13.9 27.7 25.7 14.2 12.2 4.2 0.9
2000年以降 254 5 14 62 95 41 22 12 3

100.0 2.0 5.5 24.4 37.4 16.1 8.7 4.7 1.2
　無回答 136 3 7 43 33 25 16 4 5

100.0 2.2 5.2 31.6 24.3 18.4 11.8 2.9 3.7
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅴ　本アンケートを回答された方にお伺いします。

Ｆ１　ご回答頂いた方の役職をお教えください。（○は１つ）

全

体

社
長

取
締
役
・
役
員
ク
ラ
ス

部
長
・
次
長
ク
ラ
ス

課
長
ク
ラ
ス

係
長
・
主
任
ク
ラ
ス

一
般
社
員

そ
の
他

無
回
答

　全　体 3,670 69 414 1,042 1,065 522 440 80 38
100.0 1.9 11.3 28.4 29.0 14.2 12.0 2.2 1.0

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 13 69 156 151 47 44 12 2

100.0 2.6 14.0 31.6 30.6 9.5 8.9 2.4 0.4
導入後に行った 157 1 19 50 38 30 14 5 -

100.0 0.6 12.1 31.9 24.2 19.1 8.9 3.2 -
行っていない 649 12 76 191 185 91 81 5 8

100.0 1.9 11.7 29.4 28.5 14.0 12.5 0.8 1.2
　無回答 20 2 1 6 3 2 3 1 2

100.0 10.0 5.0 30.0 15.0 10.0 15.0 5.0 10.0
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 6 30 57 38 17 18 5 -

100.0 3.5 17.5 33.3 22.2 9.9 10.5 2.9 -
やや積極的 128 2 18 40 33 17 12 5 1

100.0 1.6 14.1 31.3 25.8 13.3 9.4 3.9 0.8
どちらでもない 254 6 25 74 96 26 23 3 1

100.0 2.4 9.8 29.1 37.8 10.2 9.1 1.2 0.4
やや消極的 12 - 3 5 2 2 - - -

100.0 - 25.0 41.7 16.7 16.7 - - -
対応には消極的だった 15 - 3 5 4 2 - 1 -

100.0 - 20.0 33.3 26.7 13.3 - 6.7 -
　無回答 15 - 2 3 5 2 2 1 -

100.0 - 13.3 20.0 33.3 13.3 13.3 6.7 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 10 45 94 65 23 21 5 1

100.0 3.8 17.1 35.6 24.6 8.7 8.0 1.9 0.4
導入することを決めた後で協議した 156 3 20 51 38 20 17 6 1

100.0 1.9 12.8 32.7 24.4 12.8 10.9 3.9 0.6
わからない 64 - 2 7 47 2 5 1 -

100.0 - 3.1 10.9 73.4 3.1 7.8 1.6 -
　無回答 111 1 14 32 28 21 12 3 -

100.0 0.9 12.6 28.8 25.2 18.9 10.8 2.7 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 13 71 162 169 60 48 15 1

100.0 2.4 13.2 30.1 31.4 11.1 8.9 2.8 0.2
効果はなかった 34 1 7 13 4 3 5 - 1

100.0 2.9 20.6 38.2 11.8 8.8 14.7 - 2.9
　無回答 22 - 3 9 5 3 2 - -

100.0 - 13.6 40.9 22.7 13.6 9.1 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 4 28 55 34 24 10 2 1

100.0 2.5 17.7 34.8 21.5 15.2 6.3 1.3 0.6
課題は生じなかった 406 8 52 121 135 38 40 11 1

100.0 2.0 12.8 29.8 33.3 9.4 9.9 2.7 0.3
　無回答 31 2 1 8 9 4 5 2 -

100.0 6.5 3.2 25.8 29.0 12.9 16.1 6.5 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 12 56 140 148 54 50 7 6

100.0 2.5 11.8 29.6 31.3 11.4 10.6 1.5 1.3
行っていない 750 15 98 231 207 101 83 12 3

100.0 2.0 13.1 30.8 27.6 13.5 11.1 1.6 0.4
　無回答 41 1 4 10 11 4 6 2 3

100.0 2.4 9.8 24.4 26.8 9.8 14.6 4.9 7.3
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 27 162 352 310 140 100 6 3

100.0 2.5 14.7 32.0 28.2 12.7 9.1 0.6 0.3
行う予定はない 464 9 64 133 134 59 48 12 5

100.0 1.9 13.8 28.7 28.9 12.7 10.3 2.6 1.1
わからない 2,078 32 187 555 617 319 291 62 15

100.0 1.5 9.0 26.7 29.7 15.4 14.0 3.0 0.7
　無回答 28 1 1 2 4 4 1 - 15

100.0 3.6 3.6 7.1 14.3 14.3 3.6 - 53.6
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅴ　本アンケートを回答された方にお伺いします。

Ｆ２　ご回答頂いた方が所属する部署はどちらですか。（○は１つ）

全

体

情
報
シ
ス
テ
ム
部
門
／
電
算
部

門 人
事
・
労
務
部
門

総
務
・
庶
務
部
門

経
理
部
門

広
報
部
門

経
営
企
画
・
経
営
戦
略
立
案
部

門 そ
の
他
部
門

無
回
答

　全　体 3,670 127 651 1,592 128 6 166 774 226
100.0 3.5 17.7 43.4 3.5 0.2 4.5 21.1 6.2

Ｑ１　従業員規模
5,000人以上 181 1 71 57 2 1 - 43 6

100.0 0.6 39.2 31.5 1.1 0.6 - 23.8 3.3
1,000～4,999人 510 20 116 178 8 2 14 149 23

100.0 3.9 22.8 34.9 1.6 0.4 2.8 29.2 4.5
300～999人 1,052 40 182 448 30 1 40 257 54

100.0 3.8 17.3 42.6 2.9 0.1 3.8 24.4 5.1
100～299人 1,390 49 225 638 62 2 78 242 94

100.0 3.5 16.2 45.9 4.5 0.1 5.6 17.4 6.8
50～99人 398 12 46 215 20 - 24 48 33

100.0 3.0 11.6 54.0 5.0 - 6.0 12.1 8.3
30～49人 120 3 9 50 6 - 8 32 12

100.0 2.5 7.5 41.7 5.0 - 6.7 26.7 10.0
　無回答 19 2 2 6 - - 2 3 4

100.0 10.5 10.5 31.6 - - 10.5 15.8 21.1
Ｑ２　業種
農業、林業 10 - - 5 - - 1 4 -

100.0 - - 50.0 - - 10.0 40.0 -
漁業 - - - - - - - - -

- - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 4 1 1 1 - - - 1 -

100.0 25.0 25.0 25.0 - - - 25.0 -
建設業 351 16 43 206 18 - 15 32 21

100.0 4.6 12.3 58.7 5.1 - 4.3 9.1 6.0
製造業 1,228 41 187 585 52 1 45 239 78

100.0 3.3 15.2 47.6 4.2 0.1 3.7 19.5 6.4
電気・ガス・熱供給・水道業 22 1 1 13 2 - 1 4 -

100.0 4.6 4.6 59.1 9.1 - 4.6 18.2 -
情報通信業 107 12 30 38 - 1 9 11 6

100.0 11.2 28.0 35.5 - 0.9 8.4 10.3 5.6
運輸業、郵便業 406 6 53 143 16 - 20 138 30

100.0 1.5 13.1 35.2 3.9 - 4.9 34.0 7.4
卸売業、小売業 488 24 120 165 12 - 21 114 32

100.0 4.9 24.6 33.8 2.5 - 4.3 23.4 6.6
金融業、保険業 69 3 41 15 - 1 5 4 -

100.0 4.4 59.4 21.7 - 1.5 7.3 5.8 -
不動産業、物品賃貸業 26 2 8 11 - - 1 3 1

100.0 7.7 30.8 42.3 - - 3.9 11.5 3.9
学術研究、専門・技術サービス業 77 1 11 41 1 - 4 17 2

100.0 1.3 14.3 53.3 1.3 - 5.2 22.1 2.6
宿泊業、飲食サービス業 64 1 11 24 4 1 3 11 9

100.0 1.6 17.2 37.5 6.3 1.6 4.7 17.2 14.1
生活関連サービス業、娯楽業 58 1 14 24 - - 2 12 5

100.0 1.7 24.1 41.4 - - 3.5 20.7 8.6
教育、学習支援業 67 3 19 33 2 - - 8 2

100.0 4.5 28.4 49.3 3.0 - - 11.9 3.0
医療、福祉 323 8 50 123 11 1 19 88 23

100.0 2.5 15.5 38.1 3.4 0.3 5.9 27.2 7.1
複合サービス事業 45 1 12 14 - 1 2 14 1

100.0 2.2 26.7 31.1 - 2.2 4.4 31.1 2.2
その他サービス業 253 5 37 124 8 - 13 51 15

100.0 2.0 14.6 49.0 3.2 - 5.1 20.2 5.9
分類不能の産業 2 - - 1 - - - 1 -

100.0 - - 50.0 - - - 50.0 -
その他 25 - 5 9 - - 2 9 -

100.0 - 20.0 36.0 - - 8.0 36.0 -
　無回答 45 1 8 17 2 - 3 13 1

100.0 2.2 17.8 37.8 4.4 - 6.7 28.9 2.2
Ｑ２　業種
製造業 1,228 41 187 585 52 1 45 239 78

100.0 3.3 15.2 47.6 4.2 0.1 3.7 19.5 6.4
非製造業 2,397 85 456 990 74 5 118 522 147

100.0 3.6 19.0 41.3 3.1 0.2 4.9 21.8 6.1
　無回答 45 1 8 17 2 - 3 13 1

100.0 2.2 17.8 37.8 4.4 - 6.7 28.9 2.2
Ｑ３　創業年
1919年まで 384 12 71 182 10 1 9 77 22

100.0 3.1 18.5 47.4 2.6 0.3 2.3 20.1 5.7
1920～1939年 382 8 73 172 13 - 18 73 25

100.0 2.1 19.1 45.0 3.4 - 4.7 19.1 6.5
1940～1959年 1,068 34 165 503 37 1 50 224 54

100.0 3.2 15.5 47.1 3.5 0.1 4.7 21.0 5.1
1960～1979年 994 52 156 426 46 2 44 204 64

100.0 5.2 15.7 42.9 4.6 0.2 4.4 20.5 6.4
1980～1999年 452 9 92 181 13 - 23 107 27

100.0 2.0 20.4 40.0 2.9 - 5.1 23.7 6.0
2000年以降 254 7 82 72 6 1 20 48 18

100.0 2.8 32.3 28.4 2.4 0.4 7.9 18.9 7.1
　無回答 136 5 12 56 3 1 2 41 16

100.0 3.7 8.8 41.2 2.2 0.7 1.5 30.2 11.8
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅴ　本アンケートを回答された方にお伺いします。

Ｆ１　ご回答頂いた方の役職をお教えください。（○は１つ）

全

体

社
長

取
締
役
・
役
員
ク
ラ
ス

部
長
・
次
長
ク
ラ
ス

課
長
ク
ラ
ス

係
長
・
主
任
ク
ラ
ス

一
般
社
員

そ
の
他

無
回
答

　全　体 3,670 69 414 1,042 1,065 522 440 80 38
100.0 1.9 11.3 28.4 29.0 14.2 12.0 2.2 1.0

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 13 69 156 151 47 44 12 2

100.0 2.6 14.0 31.6 30.6 9.5 8.9 2.4 0.4
導入後に行った 157 1 19 50 38 30 14 5 -

100.0 0.6 12.1 31.9 24.2 19.1 8.9 3.2 -
行っていない 649 12 76 191 185 91 81 5 8

100.0 1.9 11.7 29.4 28.5 14.0 12.5 0.8 1.2
　無回答 20 2 1 6 3 2 3 1 2

100.0 10.0 5.0 30.0 15.0 10.0 15.0 5.0 10.0
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 6 30 57 38 17 18 5 -

100.0 3.5 17.5 33.3 22.2 9.9 10.5 2.9 -
やや積極的 128 2 18 40 33 17 12 5 1

100.0 1.6 14.1 31.3 25.8 13.3 9.4 3.9 0.8
どちらでもない 254 6 25 74 96 26 23 3 1

100.0 2.4 9.8 29.1 37.8 10.2 9.1 1.2 0.4
やや消極的 12 - 3 5 2 2 - - -

100.0 - 25.0 41.7 16.7 16.7 - - -
対応には消極的だった 15 - 3 5 4 2 - 1 -

100.0 - 20.0 33.3 26.7 13.3 - 6.7 -
　無回答 15 - 2 3 5 2 2 1 -

100.0 - 13.3 20.0 33.3 13.3 13.3 6.7 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 10 45 94 65 23 21 5 1

100.0 3.8 17.1 35.6 24.6 8.7 8.0 1.9 0.4
導入することを決めた後で協議した 156 3 20 51 38 20 17 6 1

100.0 1.9 12.8 32.7 24.4 12.8 10.9 3.9 0.6
わからない 64 - 2 7 47 2 5 1 -

100.0 - 3.1 10.9 73.4 3.1 7.8 1.6 -
　無回答 111 1 14 32 28 21 12 3 -

100.0 0.9 12.6 28.8 25.2 18.9 10.8 2.7 -
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 13 71 162 169 60 48 15 1

100.0 2.4 13.2 30.1 31.4 11.1 8.9 2.8 0.2
効果はなかった 34 1 7 13 4 3 5 - 1

100.0 2.9 20.6 38.2 11.8 8.8 14.7 - 2.9
　無回答 22 - 3 9 5 3 2 - -

100.0 - 13.6 40.9 22.7 13.6 9.1 - -
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 4 28 55 34 24 10 2 1

100.0 2.5 17.7 34.8 21.5 15.2 6.3 1.3 0.6
課題は生じなかった 406 8 52 121 135 38 40 11 1

100.0 2.0 12.8 29.8 33.3 9.4 9.9 2.7 0.3
　無回答 31 2 1 8 9 4 5 2 -

100.0 6.5 3.2 25.8 29.0 12.9 16.1 6.5 -
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 12 56 140 148 54 50 7 6

100.0 2.5 11.8 29.6 31.3 11.4 10.6 1.5 1.3
行っていない 750 15 98 231 207 101 83 12 3

100.0 2.0 13.1 30.8 27.6 13.5 11.1 1.6 0.4
　無回答 41 1 4 10 11 4 6 2 3

100.0 2.4 9.8 24.4 26.8 9.8 14.6 4.9 7.3
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 27 162 352 310 140 100 6 3

100.0 2.5 14.7 32.0 28.2 12.7 9.1 0.6 0.3
行う予定はない 464 9 64 133 134 59 48 12 5

100.0 1.9 13.8 28.7 28.9 12.7 10.3 2.6 1.1
わからない 2,078 32 187 555 617 319 291 62 15

100.0 1.5 9.0 26.7 29.7 15.4 14.0 3.0 0.7
　無回答 28 1 1 2 4 4 1 - 15

100.0 3.6 3.6 7.1 14.3 14.3 3.6 - 53.6
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅴ　本アンケートを回答された方にお伺いします。

Ｆ２　ご回答頂いた方が所属する部署はどちらですか。（○は１つ）

全

体

情
報
シ
ス
テ
ム
部
門
／
電
算
部

門 人
事
・
労
務
部
門

総
務
・
庶
務
部
門

経
理
部
門

広
報
部
門

経
営
企
画
・
経
営
戦
略
立
案
部

門 そ
の
他
部
門

無
回
答

　全　体 3,670 127 651 1,592 128 6 166 774 226
100.0 3.5 17.7 43.4 3.5 0.2 4.5 21.1 6.2

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 3 19 71 9 - 9 57 9

100.0 1.7 10.7 40.1 5.1 - 5.1 32.2 5.1
30～49人 670 10 68 259 24 - 26 236 47

100.0 1.5 10.2 38.7 3.6 - 3.9 35.2 7.0
50～99人 981 22 154 444 31 1 36 239 54

100.0 2.2 15.7 45.3 3.2 0.1 3.7 24.4 5.5
100～299人 1,186 49 245 569 48 2 58 149 66

100.0 4.1 20.7 48.0 4.1 0.2 4.9 12.6 5.6
300人以上 443 35 139 153 9 2 25 55 25

100.0 7.9 31.4 34.5 2.0 0.5 5.6 12.4 5.6
　無回答 213 8 26 96 7 1 12 38 25

100.0 3.8 12.2 45.1 3.3 0.5 5.6 17.8 11.7
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 43 329 609 46 3 52 311 82

100.0 2.9 22.3 41.3 3.1 0.2 3.5 21.1 5.6
ない 2,175 82 319 978 82 3 113 457 141

100.0 3.8 14.7 45.0 3.8 0.1 5.2 21.0 6.5
　無回答 20 2 3 5 - - 1 6 3

100.0 10.0 15.0 25.0 - - 5.0 30.0 15.0
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 - 1 1 1 - 14 5 47

100.0 - 1.5 1.5 1.5 - 20.3 7.3 68.1
取締役・役員クラス 414 7 64 130 15 - 65 103 30

100.0 1.7 15.5 31.4 3.6 - 15.7 24.9 7.3
部長・次長クラス 1,042 38 166 462 28 1 54 255 38

100.0 3.7 15.9 44.3 2.7 0.1 5.2 24.5 3.7
課長クラス 1,065 46 240 460 34 2 21 227 35

100.0 4.3 22.5 43.2 3.2 0.2 2.0 21.3 3.3
係長・主任クラス 522 19 91 279 25 2 6 82 18

100.0 3.6 17.4 53.5 4.8 0.4 1.2 15.7 3.5
一般社員 440 17 84 249 25 1 6 44 14

100.0 3.9 19.1 56.6 5.7 0.2 1.4 10.0 3.2
その他 80 - 3 8 - - - 57 12

100.0 - 3.8 10.0 - - - 71.3 15.0
　無回答 38 - 2 3 - - - 1 32

100.0 - 5.3 7.9 - - - 2.6 84.2
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 127 - - - - - - -

100.0 100.0 - - - - - - -
人事・労務部門 651 - 651 - - - - - -

100.0 - 100.0 - - - - - -
総務・庶務部門 1,592 - - 1,592 - - - - -

100.0 - - 100.0 - - - - -
経理部門 128 - - - 128 - - - -

100.0 - - - 100.0 - - - -
広報部門 6 - - - - 6 - - -

100.0 - - - - 100.0 - - -
経営企画・経営戦略立案部門 166 - - - - - 166 - -

100.0 - - - - - 100.0 - -
その他部門 774 - - - - - - 774 -

100.0 - - - - - - 100.0 -
　無回答 226 - - - - - - - 226

100.0 - - - - - - - 100.0
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 34 275 465 35 2 40 216 66

100.0 3.0 24.3 41.0 3.1 0.2 3.5 19.1 5.8
労使協議機関での協議 1,182 41 271 494 38 1 49 232 56

100.0 3.5 22.9 41.8 3.2 0.1 4.2 19.6 4.7
取組を行うための専門組織の編成 448 18 90 175 9 2 22 99 33

100.0 4.0 20.1 39.1 2.0 0.5 4.9 22.1 7.4
懇談会・説明会などの 1,623 53 301 707 42 2 87 335 96

常設ではない会合 100.0 3.3 18.6 43.6 2.6 0.1 5.4 20.6 5.9
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 54 333 617 37 4 70 317 84

その他の苦情処理機関 100.0 3.6 22.0 40.7 2.4 0.3 4.6 20.9 5.5
社内報や社内掲示板、 2,462 90 446 1,079 72 4 113 515 143

電子メールなどでの情報提供 100.0 3.7 18.1 43.8 2.9 0.2 4.6 20.9 5.8
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 17 122 183 12 2 26 92 33

活用したコミュニケーションツール 100.0 3.5 25.1 37.6 2.5 0.4 5.3 18.9 6.8
従業員へのアンケート調査 1,274 44 269 514 32 4 63 292 56

100.0 3.5 21.1 40.4 2.5 0.3 5.0 22.9 4.4
その他 187 7 27 73 18 - 8 39 15

100.0 3.7 14.4 39.0 9.6 - 4.3 20.9 8.0
　無回答 58 1 9 22 1 - 3 15 7

100.0 1.7 15.5 37.9 1.7 - 5.2 25.9 12.1
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 79 248 485 34 1 86 245 86

100.0 6.3 19.6 38.4 2.7 0.1 6.8 19.4 6.8
行っていない 2,363 48 399 1,094 92 5 79 515 131

100.0 2.0 16.9 46.3 3.9 0.2 3.3 21.8 5.5
　無回答 43 - 4 13 2 - 1 14 9

100.0 - 9.3 30.2 4.7 - 2.3 32.6 20.9
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅴ　本アンケートを回答された方にお伺いします。

Ｆ２　ご回答頂いた方が所属する部署はどちらですか。（○は１つ）

全

体

情
報
シ
ス
テ
ム
部
門
／
電
算
部

門 人
事
・
労
務
部
門

総
務
・
庶
務
部
門

経
理
部
門

広
報
部
門

経
営
企
画
・
経
営
戦
略
立
案
部

門 そ
の
他
部
門

無
回
答

　全　体 3,670 127 651 1,592 128 6 166 774 226
100.0 3.5 17.7 43.4 3.5 0.2 4.5 21.1 6.2

Ｑ12　デジタル技術導入の取組への従業員との協議
導入前に行った 494 27 105 182 14 - 32 102 32

100.0 5.5 21.3 36.8 2.8 - 6.5 20.7 6.5
導入後に行った 157 8 28 54 4 - 19 33 11

100.0 5.1 17.8 34.4 2.6 - 12.1 21.0 7.0
行っていない 649 48 123 257 19 1 38 121 42

100.0 7.4 19.0 39.6 2.9 0.2 5.9 18.6 6.5
　無回答 20 - - 8 - - 2 6 4

100.0 - - 40.0 - - 10.0 30.0 20.0
Ｑ12　付問１　協議時の組合や従業員側の姿勢
積極的に対応を求めてきた 171 7 29 65 8 - 13 34 15

100.0 4.1 17.0 38.0 4.7 - 7.6 19.9 8.8
やや積極的 128 9 21 48 2 - 10 29 9

100.0 7.0 16.4 37.5 1.6 - 7.8 22.7 7.0
どちらでもない 254 14 62 87 5 - 20 50 16

100.0 5.5 24.4 34.3 2.0 - 7.9 19.7 6.3
やや消極的 12 - 5 5 - - - 2 -

100.0 - 41.7 41.7 - - - 16.7 -
対応には消極的だった 15 1 4 6 - - 2 2 -

100.0 6.7 26.7 40.0 - - 13.3 13.3 -
　無回答 15 - 4 9 - - 1 1 -

100.0 - 26.7 60.0 - - 6.7 6.7 -
Ｑ12　付問２　従業員との協議等を行った時期
導入することを決める前に協議した 264 18 37 104 6 - 21 59 19

100.0 6.8 14.0 39.4 2.3 - 8.0 22.4 7.2
導入することを決めた後で協議した 156 9 25 57 7 - 9 36 13

100.0 5.8 16.0 36.5 4.5 - 5.8 23.1 8.3
わからない 64 - 42 13 1 - 2 6 -

100.0 - 65.6 20.3 1.6 - 3.1 9.4 -
　無回答 111 4 21 46 1 - 14 17 8

100.0 3.6 18.9 41.4 0.9 - 12.6 15.3 7.2
Ｑ17　従業員との協議等の効果
効果があった 539 28 118 202 15 - 38 105 33

100.0 5.2 21.9 37.5 2.8 - 7.1 19.5 6.1
効果はなかった 34 1 1 12 - - 6 9 5

100.0 2.9 2.9 35.3 - - 17.7 26.5 14.7
　無回答 22 2 6 6 - - 2 4 2

100.0 9.1 27.3 27.3 - - 9.1 18.2 9.1
Ｑ18　従業員との協議等による課題の発生
課題が生じた 158 13 23 55 3 - 21 35 8

100.0 8.2 14.6 34.8 1.9 - 13.3 22.2 5.1
課題は生じなかった 406 16 99 154 12 - 23 75 27

100.0 3.9 24.4 37.9 3.0 - 5.7 18.5 6.7
　無回答 31 2 3 11 - - 2 8 5

100.0 6.5 9.7 35.5 - - 6.5 25.8 16.1
Ｑ21　取組の成果の把握や「見える化」
行っている 473 28 119 151 6 - 41 100 28

100.0 5.9 25.2 31.9 1.3 - 8.7 21.1 5.9
行っていない 750 50 125 317 27 1 42 139 49

100.0 6.7 16.7 42.3 3.6 0.1 5.6 18.5 6.5
　無回答 41 1 4 17 1 - 3 6 9

100.0 2.4 9.8 41.5 2.4 - 7.3 14.6 22.0
Ｑ23　今後、デジタル技術を活用した取組を行う予定
行う予定がある 1,100 86 224 411 22 1 83 205 68

100.0 7.8 20.4 37.4 2.0 0.1 7.6 18.6 6.2
行う予定はない 464 8 82 214 26 - 20 89 25

100.0 1.7 17.7 46.1 5.6 - 4.3 19.2 5.4
わからない 2,078 33 343 962 79 5 63 478 115

100.0 1.6 16.5 46.3 3.8 0.2 3.0 23.0 5.5
　無回答 28 - 2 5 1 - - 2 18

100.0 - 7.1 17.9 3.6 - - 7.1 64.3
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 ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査
令和２年６月

Ⅴ　本アンケートを回答された方にお伺いします。

Ｆ２　ご回答頂いた方が所属する部署はどちらですか。（○は１つ）

全

体

情
報
シ
ス
テ
ム
部
門
／
電
算
部

門 人
事
・
労
務
部
門

総
務
・
庶
務
部
門

経
理
部
門

広
報
部
門

経
営
企
画
・
経
営
戦
略
立
案
部

門 そ
の
他
部
門

無
回
答

　全　体 3,670 127 651 1,592 128 6 166 774 226
100.0 3.5 17.7 43.4 3.5 0.2 4.5 21.1 6.2

Ｑ４　事業所規模【従業員数（派遣労働者を除く）】計
29人以下 177 3 19 71 9 - 9 57 9

100.0 1.7 10.7 40.1 5.1 - 5.1 32.2 5.1
30～49人 670 10 68 259 24 - 26 236 47

100.0 1.5 10.2 38.7 3.6 - 3.9 35.2 7.0
50～99人 981 22 154 444 31 1 36 239 54

100.0 2.2 15.7 45.3 3.2 0.1 3.7 24.4 5.5
100～299人 1,186 49 245 569 48 2 58 149 66

100.0 4.1 20.7 48.0 4.1 0.2 4.9 12.6 5.6
300人以上 443 35 139 153 9 2 25 55 25

100.0 7.9 31.4 34.5 2.0 0.5 5.6 12.4 5.6
　無回答 213 8 26 96 7 1 12 38 25

100.0 3.8 12.2 45.1 3.3 0.5 5.6 17.8 11.7
Ｑ５　労働組合の有無
ある 1,475 43 329 609 46 3 52 311 82

100.0 2.9 22.3 41.3 3.1 0.2 3.5 21.1 5.6
ない 2,175 82 319 978 82 3 113 457 141

100.0 3.8 14.7 45.0 3.8 0.1 5.2 21.0 6.5
　無回答 20 2 3 5 - - 1 6 3

100.0 10.0 15.0 25.0 - - 5.0 30.0 15.0
Ｆ１　回答者の役職
社長 69 - 1 1 1 - 14 5 47

100.0 - 1.5 1.5 1.5 - 20.3 7.3 68.1
取締役・役員クラス 414 7 64 130 15 - 65 103 30

100.0 1.7 15.5 31.4 3.6 - 15.7 24.9 7.3
部長・次長クラス 1,042 38 166 462 28 1 54 255 38

100.0 3.7 15.9 44.3 2.7 0.1 5.2 24.5 3.7
課長クラス 1,065 46 240 460 34 2 21 227 35

100.0 4.3 22.5 43.2 3.2 0.2 2.0 21.3 3.3
係長・主任クラス 522 19 91 279 25 2 6 82 18

100.0 3.6 17.4 53.5 4.8 0.4 1.2 15.7 3.5
一般社員 440 17 84 249 25 1 6 44 14

100.0 3.9 19.1 56.6 5.7 0.2 1.4 10.0 3.2
その他 80 - 3 8 - - - 57 12

100.0 - 3.8 10.0 - - - 71.3 15.0
　無回答 38 - 2 3 - - - 1 32

100.0 - 5.3 7.9 - - - 2.6 84.2
Ｆ２　回答者の所属部署
情報システム部門／電算部門 127 127 - - - - - - -

100.0 100.0 - - - - - - -
人事・労務部門 651 - 651 - - - - - -

100.0 - 100.0 - - - - - -
総務・庶務部門 1,592 - - 1,592 - - - - -

100.0 - - 100.0 - - - - -
経理部門 128 - - - 128 - - - -

100.0 - - - 100.0 - - - -
広報部門 6 - - - - 6 - - -

100.0 - - - - 100.0 - - -
経営企画・経営戦略立案部門 166 - - - - - 166 - -

100.0 - - - - - 100.0 - -
その他部門 774 - - - - - - 774 -

100.0 - - - - - - 100.0 -
　無回答 226 - - - - - - - 226

100.0 - - - - - - - 100.0
Ｑ６　従業員との協議等の手段
労働組合との団体交渉 1,133 34 275 465 35 2 40 216 66

100.0 3.0 24.3 41.0 3.1 0.2 3.5 19.1 5.8
労使協議機関での協議 1,182 41 271 494 38 1 49 232 56

100.0 3.5 22.9 41.8 3.2 0.1 4.2 19.6 4.7
取組を行うための専門組織の編成 448 18 90 175 9 2 22 99 33

100.0 4.0 20.1 39.1 2.0 0.5 4.9 22.1 7.4
懇談会・説明会などの 1,623 53 301 707 42 2 87 335 96

常設ではない会合 100.0 3.3 18.6 43.6 2.6 0.1 5.4 20.6 5.9
相談窓口（電子メール等を含む）や 1,516 54 333 617 37 4 70 317 84

その他の苦情処理機関 100.0 3.6 22.0 40.7 2.4 0.3 4.6 20.9 5.5
社内報や社内掲示板、 2,462 90 446 1,079 72 4 113 515 143

電子メールなどでの情報提供 100.0 3.7 18.1 43.8 2.9 0.2 4.6 20.9 5.8
社内ＳＮＳなどのデジタル技術を 487 17 122 183 12 2 26 92 33

活用したコミュニケーションツール 100.0 3.5 25.1 37.6 2.5 0.4 5.3 18.9 6.8
従業員へのアンケート調査 1,274 44 269 514 32 4 63 292 56

100.0 3.5 21.1 40.4 2.5 0.3 5.0 22.9 4.4
その他 187 7 27 73 18 - 8 39 15

100.0 3.7 14.4 39.0 9.6 - 4.3 20.9 8.0
　無回答 58 1 9 22 1 - 3 15 7

100.0 1.7 15.5 37.9 1.7 - 5.2 25.9 12.1
Ｑ10　デジタル技術を活用した取組の有無
行った（行っている） 1,264 79 248 485 34 1 86 245 86

100.0 6.3 19.6 38.4 2.7 0.1 6.8 19.4 6.8
行っていない 2,363 48 399 1,094 92 5 79 515 131

100.0 2.0 16.9 46.3 3.9 0.2 3.3 21.8 5.5
　無回答 43 - 4 13 2 - 1 14 9

100.0 - 9.3 30.2 4.7 - 2.3 32.6 20.9
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10〈活用している技術〉：ＲＰＡ（RoboticProcessAutomation）

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

データ抽出・加工等 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

売上集計 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

ＲＰＡエンジンの開発・販売　業務利用 3．300～999人 07．情報通信業

ＲＰＡ化に適した業務にＲＰＡ導入 5．50～99人 08．運輸業、郵便業

勤務時間や有給休暇の集計に利用 3．300～999人 07．情報通信業

定型業務効率化で数件（経理自動集計、Ｅメール自動配信、自
動起票など）

3．300～999人 20．その他

事務処理の省力化（自動化） 3．300～999人 05．製造業

Ｗｉｎ　Ａｃｔｏｒ、生産性と、作業効率化。 4．100～299人 04．建設業

間接事務部門の一部業務 4．100～299人 04．建設業

ファックスＯＣＲ 3．300～999人 05．製造業

清掃ロボット導入 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

定型帳票日計類の自動出力、ＥＤＩ受注データの自動取込 3．300～999人 09．卸売業、小売業

図面データの変換、印刷 3．300～999人 05．製造業

時間外休暇取得状況集計 1．5,000人以上 06．電気・ガス・熱供給・水道業

事務作業を自動化 2．1,000～4,999人 05．製造業

受注取込 3．300～999人 05．製造業

製造工程のユニバーサルロボット社製22台のロボット化
（2018.11.5、日経１面で紹介される。）

4．100～299人 05．製造業

導入に向け検討中。社員勉強会を実施し、対象業務を選定中 6．30～49人 08．運輸業、郵便業

一部定型業務の自動化 5．50～99人 07．情報通信業

事務作業の自動化 4．100～299人 09．卸売業、小売業

定型業務のＲＰＡ化 4．100～299人 09．卸売業、小売業

報告書作成業務の自動化 3．300～999人 14．生活関連サービス業、娯楽業

定型業務をＲＰＡに置き換え。 6．30～49人 09．卸売業、小売業

成形日報の電子化 6．30～49人 05．製造業

自動受注ツール 3．300～999人 05．製造業

注文の受注システムを自動化にした。 3．300～999人 05．製造業

人間が作成している資料をＲＰＡにて作成出来る様にしてい
る。

4．100～299人 05．製造業

人的測定⇒自動測定 5．50～99人 20．その他

定型書類の識別 5．50～99人 09．卸売業、小売業

販売管理関連 4．100～299人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10〈活用している技術〉：ＲＰＡ（RoboticProcessAutomation）

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

工数集計のＲＰＡ化 3．300～999人 07．情報通信業

受付入力 2．1,000～4,999人 08．運輸業、郵便業

会計業務一部・経理業務一部 4．100～299人 13．宿泊業、飲食サービス業

間接部署業務の洗い出しとＲＰＡ化検討 3．300～999人 04．建設業

本社専門部署にてとりまとめ 2．1,000～4,999人 05．製造業

定型的な作業にＲＰＡを導入 3．300～999人 07．情報通信業

定型業務のＲＰＡ化 3．300～999人 05．製造業

データ整理 3．300～999人 07．情報通信業

セミナー参加及びテスト導入 4．100～299人 18．その他サービス業

単純作業のＲＰＡ化（定型的な事務作業などの業務） 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

勤怠エラー配信、日報作成 2．1,000～4,999人 17．複合サービス事業

データ処理に関してルーティン業務をテスト運用 3．300～999人 05．製造業

試行→他拠点に移管 3．300～999人 05．製造業

経理、労務管理 4．100～299人 04．建設業

毎朝の集計業務をＲＰＡ化 2．1,000～4,999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

基幹システムへの入力作業にＲＰＡを導入し、自動化・効率化
を図った。

4．100～299人 04．建設業

部品発注業務の自動化 3．300～999人 05．製造業

具体的に何が、という事は詳しく把握していない為記載できま
せん　当社は情報管理システムを専門にする部門があり、社内
全ての情報処理新システムの構築、ＡＩも含め、各部門の進む
べき姿に合わせたツール、システムなど省力化に取り組んでい
ます。

2．1,000～4,999人 05．製造業

定型業務 3．300～999人 05．製造業

タイムカード 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

労務管理 2．1,000～4,999人 14．生活関連サービス業、娯楽業

ルーチンタスクの自動化 4．100～299人 18．その他サービス業

デイリーの集計業務 3．300～999人 13．宿泊業、飲食サービス業

人がパソコン上で行っていた定型的な事務作業をＲＰＡにより
自動で処理することによる効率化・自動化

3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

労働時間、時間外、深夜時間等の記録 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

定型作業（Ｅｘｃｅｌ、メール配信）を自動化 1．5,000人以上 05．製造業

定型的な事務作業を自動化できるように取組中。 3．300～999人 05．製造業

お客様からのＦａｘ注文書をソフトで自動処理して受注伝票を
自動起票する仕組みを導入予定。２０２０年度に検討し実施予
定で最近プロジェクトとして取組んでいる。

4．100～299人 08．運輸業、郵便業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10〈活用している技術〉：ＲＰＡ（RoboticProcessAutomation）

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

点呼や、労務時間管理 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

製造ラインの夜間無人運転化 4．100～299人 05．製造業

勤怠管理ソフトの導入 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

集計・通知アラート 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

帳票入力 5．50～99人 08．運輸業、郵便業

入力作業や、Ｅｘｃｅｌでの集計業務 2．1,000～4,999人 11．不動産業、物品賃貸業

電話着信データの抽出作業 3．300～999人 09．卸売業、小売業

受注入力の手配指示発行 3．300～999人 05．製造業

経理事務の一部 4．100～299人 07．情報通信業

勤務時間の管理 4．100～299人 12．学術研究、専門・技術サービス業

資料作成（見積書等） 4．100～299人 07．情報通信業

得意先発注データの一括加工（Ｅｘｃｅｌ） 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

営業計画策定資料 3．300～999人 07．情報通信業

定型業務の効率化 2．1,000～4,999人 20．その他

手作業の自動化 3．300～999人 18．その他サービス業

定型月次事務作業の自動化 3．300～999人 07．情報通信業

間接部門の事務自動化に２０１７年よりＲＰＡを活用している 2．1,000～4,999人 05．製造業

業務の自動計算化 2．1,000～4,999人 05．製造業

人の手で行っていたＰＣ作業を自動化 5．50～99人 10．金融業、保険業

社内データの整理 3．300～999人 09．卸売業、小売業

ＲＰＡ導入の取り組み中 3．300～999人 09．卸売業、小売業

就業管理の自動処理 1．5,000人以上 18．その他サービス業

事務処理 6．30～49人 09．卸売業、小売業

定期送信される電子データをグループウェアに掲示する作業を
自動処理化した。

2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

発注、勤怠集計 3．300～999人 05．製造業

パソコン上で行っていた定型的作業をＲＰＡにより自動処理す
る事で効率化となった。

2．1,000～4,999人 06．電気・ガス・熱供給・水道業

経理業務における伝票処理 2．1,000～4,999人 04．建設業

自動精算機・オーダリングシステム・出退勤システム 4．100～299人 16．医療、福祉

定型業務の自動化。 3．300～999人 04．建設業

ルーチンワークの自動化 3．300～999人 05．製造業

システムへの入力作業 2．1,000～4,999人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10〈活用している技術〉：ＲＰＡ（RoboticProcessAutomation）

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

部品、購入品明細表を人がパソコン上で行っていた事務作業を
ＲＲＡにより自動化

4．100～299人 05．製造業

売上管理表自動作成、立替経費申請書表紙自動出力 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

検討中 2．1,000～4,999人 11．不動産業、物品賃貸業

発注データの自動仕入処理（但しメーカー１社のみ） 3．300～999人 09．卸売業、小売業

事務処理の効率化（煩雑化するシステムへの入力の業務の削
減）

4．100～299人 08．運輸業、郵便業

個別帳票の集計作業 3．300～999人 05．製造業

勤怠システムの導入 4．100～299人 16．医療、福祉

業務作業のコンピューター化 4．100～299人 20．その他

経理起票 4．100～299人 13．宿泊業、飲食サービス業

勉強会の開催、導入検討 3．300～999人 05．製造業

電子債権システムの導入とそれに伴う経理処理の自動仕訳。 4．100～299人 05．製造業

文書管理システム　部門管理システム 5．50～99人 05．製造業

事務業務 4．100～299人 05．製造業

地図更新に向けたＷｅｂ情報収集 3．300～999人 07．情報通信業

定型資料作成の補助 2．1,000～4,999人 05．製造業

会計データ等から公的書類（支払調書など）の自動作成 4．100～299人 18．その他サービス業

スタッフ業務の自動化 3．300～999人 07．情報通信業

一部業務（会社調査）の自動化 3．300～999人 11．不動産業、物品賃貸業

検討を始めた段階 2．1,000～4,999人 05．製造業

伝票処理。 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

展示会等で情報収集、デモ版の使用、ソフト選定作業中。 5．50～99人 04．建設業

エクセル手入力の自動化 4．100～299人 07．情報通信業

Ｗｉｎ　Ａｃｔｏｒを商材として扱っている 3．300～999人 07．情報通信業

単純作業の自動処理化（エクセル） 4．100～299人 09．卸売業、小売業

ワークフロー申請内容の自動チェック 2．1,000～4,999人 04．建設業

出荷時の処理 1．5,000人以上 05．製造業

ＢＯＸ　ｔｈｉｍｓ 2．1,000～4,999人 04．建設業

みえーる 3．300～999人 18．その他サービス業

支払業務、開発中。 3．300～999人 18．その他サービス業

定型業務の自動化（事務仕事） 4．100～299人 05．製造業

Ｗｉｎ　Ａｃｔｏｒ 2．1,000～4,999人 04．建設業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10〈活用している技術〉：ＲＰＡ（RoboticProcessAutomation）

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

人がパソコン上で行っていた定型的業務を自動化 2．1,000～4,999人 20．その他

利用料金等自動計算 6．30～49人 16．医療、福祉

日次保守業務 6．30～49人 07．情報通信業

定型的な業務の自動化（各部署単位） 3．300～999人 05．製造業

定型的な業務の自動化 3．300～999人 05．製造業

受注の自動化 4．100～299人 05．製造業

検討中 4．100～299人 09．卸売業、小売業

定型作業の自動化（主に事務作業） 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

ＥＯＢ発注システムの改善、スマッピーの活用（売価確認、売
場写真、ＰＯＰ作成等）

4．100～299人 09．卸売業、小売業

手入力作業を自動入力に変更（例：受注、請求データなど）。 3．300～999人 05．製造業

事務業務の一部 3．300～999人 07．情報通信業

通関書類作成の部分的自動化 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

本社－支店に導入（ＯＣＲを用いて依頼の入力） 4．100～299人 09．卸売業、小売業

ワークフロー申請内容の自動チェック 2．1,000～4,999人 04．建設業

オフィスコンピュータによる事務作業の効率化等 4．100～299人 05．製造業

定型作業の自動化 2．1,000～4,999人 05．製造業

集計事務の自動化 3．300～999人 10．金融業、保険業

事務作業の軽減、公休表作成 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

ＲＰＡ導入し、いくつかのオペレーションの自動化を実施 3．300～999人 05．製造業

間接業務の効率化 3．300～999人 05．製造業

本店経営企画部において一部導入している。 2．1,000～4,999人 04．建設業

定例資料配信の自動処理 2．1,000～4,999人 05．製造業

勤怠管理 2．1,000～4,999人 05．製造業

書類データの取込、勤怠データの流し込み 2．1,000～4,999人 04．建設業

手入力・手書き作業を自動化 2．1,000～4,999人 05．製造業

部署による。 2．1,000～4,999人 05．製造業

折込手配に必要な作業 4．100～299人 18．その他サービス業

ＥＲＰへの入力作業、商品受注登録、ドキュメント自動送付 2．1,000～4,999人 05．製造業

請求業務 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

主に月次で行っていた定型作業についてＲＰＡで自動化を行っ
た。

2．1,000～4,999人 05．製造業

Ｅｘｃｅｌ等を使った事務作業の自動化 1．5,000人以上 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10〈活用している技術〉：ＲＰＡ（RoboticProcessAutomation）

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

書類の自動生成 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

エクセルへの自動転記、基幹システムへの自動取込 4．100～299人 05．製造業

定例業務のＲＰＡ利用による業務効率化 5．50～99人 11．不動産業、物品賃貸業

各種調査書へのデータ転記 3．300～999人 09．卸売業、小売業

定型的な事務作業の自動処理 4．100～299人 09．卸売業、小売業

人が行っていた定型業務をＲＰＡにより自動化 2．1,000～4,999人 05．製造業

集計業務等で活用 3．300～999人 18．その他サービス業

日計（営業データ）の自動出力、取引先別の実績自動出力 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

請求書発行自動化 4．100～299人 09．卸売業、小売業

Ａｕｔｏｍａｔｅ導入 4．100～299人 04．建設業

人事システム入力の自動化等 2．1,000～4,999人 17．複合サービス事業

ＲＰＡを利用した業務効率向上 3．300～999人 05．製造業

事務作業の自動化 4．100～299人 05．製造業

伝票処理などの定常的に行っていた入力作業の効率化 3．300～999人 05．製造業

定型的な事務作業の改善ソフト（マクロマンを使用） 4．100～299人 09．卸売業、小売業

現在導入に向けて検討中 3．300～999人 05．製造業

受注業務 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

日々の単純作業の自動化 4．100～299人 04．建設業

データ入力の自動化、データ取得の自動化、効率化 3．300～999人 10．金融業、保険業

社内定型事務処理の置換 4．100～299人 07．情報通信業

データー集計 2．1,000～4,999人 05．製造業

事務処理改善 3．300～999人 07．情報通信業

部署毎にシナリオを作成し効率化。 1．5,000人以上 13．宿泊業、飲食サービス業

園児の登降園システム、献立システム、機能訓練システム 4．100～299人 16．医療、福祉

基幹業務システムの効率化 2．1,000～4,999人 04．建設業

データ作成、メール配信等のＲＰＡ化 2．1,000～4,999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

受発注データ等。 4．100～299人 09．卸売業、小売業

発送店で作成していた伝票を配達店で自動で出力されるように
なった。

1．5,000人以上 08．運輸業、郵便業

Ｅｘｃｅｌ業務効率化ツール「ＣＥＬＦ」 2．1,000～4,999人 05．製造業

Ｅｘｃｅｌ業務効率ツール「ＣＥＬＦ」 2．1,000～4,999人 05．製造業

点検システム 4．100～299人 18．その他サービス業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10〈活用している技術〉：ＲＰＡ（RoboticProcessAutomation）

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

データ入力作業改善 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

事務作業の効率化 1．5,000人以上 05．製造業

定型業務の効率化向上 2．1,000～4,999人 05．製造業

定型的な事務作業をＲＰＡにより自動処理 2．1,000～4,999人 11．不動産業、物品賃貸業

月次データ処理等 3．300～999人 05．製造業

定型業務の手作業排除（まだテストランの段階） 2．1,000～4,999人 05．製造業

総務業務で利用可否を確認したが導入には至らなかった。 3．300～999人 05．製造業

自動入力 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

自動入力 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

定型的日常統計、システム監視などに利用予定 3．300～999人 16．医療、福祉

社内の定型業務の自動処理 4．100～299人 07．情報通信業

社内の定型業務の自動処理 4．100～299人 07．情報通信業

主要業務の改善課題と対策 4．100～299人 99．無回答

経理、労務の給与システム入力、届書作成、集計資料作り。 5．50～99人 05．製造業

出張時の明細送付など 2．1,000～4,999人 15．教育、学習支援業

定型的業務の自動処理（人事・服務関係） 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

事務作業の自動化 1．5,000人以上 05．製造業

検討中（具体的内容を策定中） 4．100～299人 04．建設業

従業員の勤怠とＰＣ電源ＯＮ／ＯＦＦの乖離チェックの自動
化、工事精算業務の自動化

3．300～999人 04．建設業

定型業務への自動化 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

原価入力の自動化等。 3．300～999人 04．建設業

パソコン入力作業をＲＰＡにより自動処理することで効率化、
入力ミス防止

2．1,000～4,999人 05．製造業

事務処理、請求処理等 4．100～299人 18．その他サービス業

製品発注システム 3．300～999人 09．卸売業、小売業

勤怠処理 3．300～999人 05．製造業

定型的な事務作業をＲＰＡにより自動で処理することによる効
率化

2．1,000～4,999人 04．建設業

社内業務の効率化・自動化 4．100～299人 05．製造業

社内業務の効率化・自動化 4．100～299人 05．製造業

人がパソコン上で行っていた定型的な事務作業をＲＰＡにより
自動で処理することによる効率化・自動化。

2．1,000～4,999人 05．製造業

定型業務の自動化 2．1,000～4,999人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10〈活用している技術〉：ＲＰＡ（RoboticProcessAutomation）

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

定型事務作業のＲＰＡ化 3．300～999人 05．製造業

事務業務に一部 3．300～999人 07．情報通信業

サービス提供 3．300～999人 07．情報通信業

定型的な事務作業をＲＰＡにより自動化 4．100～299人 05．製造業

エクセル上で行っていた定型業務の自動化 9．無回答 99．無回答

マスタ登録 3．300～999人 05．製造業

Ｗｉｎ　Ａｃｔｏｒを使った定型作業の自動化 3．300～999人 05．製造業

Ｕｉ－ＰＡＴＨ 4．100～299人 05．製造業

テスト中 4．100～299人 05．製造業

定型的なパソコン業務の自動化・効率化 2．1,000～4,999人 10．金融業、保険業

Ｇ別に担当を決め、ＲＰＡプログラムを作成、実行。 3．300～999人 05．製造業

事業処理の効率化を狙い、業務の洗い出しを行なった。 2．1,000～4,999人 20．その他

人が行っていた事務作業を自動化をめざす。 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

業務の自動化 6．30～49人 05．製造業

日報登録処理、アルコールチェック結果の日報記載 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

検討中 1．5,000人以上 05．製造業

事務作業の自動化 3．300～999人 05．製造業

業務自動化 3．300～999人 05．製造業

決済処理など 1．5,000人以上 13．宿泊業、飲食サービス業

定例業務 3．300～999人 07．情報通信業

定型業務のロボット化 4．100～299人 09．卸売業、小売業

特定の内勤部署にて、２種類の製品を試験導入中 2．1,000～4,999人 04．建設業

定型的な事務作業の自動処理 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

データ処理の自動化 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

データ処理の自動化 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

処理効率化 3．300～999人 07．情報通信業

本部におけるＰＣ上の事務作業をＲＰＡで自動化 2．1,000～4,999人 10．金融業、保険業

帳票等 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

ルーティンデータ作業など 3．300～999人 05．製造業

ASTERIA Warpの導入 2．1,000～4,999人 10．金融業、保険業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：ＡＩ（機械学習を含む）

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

音声記録の分析、データ化 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

自動発注 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

製品開発 3．300～999人 07．情報通信業

非公開 4．100～299人 12．学術研究、専門・技術サービス業

乾燥野菜の異物選別（ディープラーニイング） 4．100～299人 05．製造業

ジンライ、業務の見える化。 4．100～299人 04．建設業

画像処理を行ない、選別工程での導入による省人化 3．300～999人 05．製造業

社内システムのＡＩ化 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

生産工程管理 4．100～299人 05．製造業

画像認識技術を用いた、判定研究 3．300～999人 14．生活関連サービス業、娯楽業

画像検査装置 6．30～49人 05．製造業

顧客管理、分析システム 3．300～999人 05．製造業

ＡＩ端末を利用した発注方式 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

生産ラインでのＡＩによる画像認識技術を活用した検査 4．100～299人 05．製造業

ＯＣＲ作業にＡＩを使用 3．300～999人 07．情報通信業

生産ラインへの段取減（設備活用） 3．300～999人 05．製造業

環境構築 4．100～299人 18．その他サービス業

コールセンター受付業務で音声認識・自動要約の導入 2．1,000～4,999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

勤務シフト自動編成システム 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

会議議事録作成 4．100～299人 04．建設業

公式ホームページのチャットボット 3．300～999人 13．宿泊業、飲食サービス業

製品の疵判定システムの導入による作業無人化等 1．5,000人以上 05．製造業

防犯カメラ 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

ＡＩを用いた授業システム 4．100～299人 15．教育、学習支援業

画像検査装置の開発、展開 4．100～299人 05．製造業

不動産価格情報などの検索や調査のソフトを活用 4．100～299人 11．不動産業、物品賃貸業

研究・開発のためのＡＩ 2．1,000～4,999人 07．情報通信業

過去のテキストデータの自然言語検索 4．100～299人 07．情報通信業

発注 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

問合せ回答の自動化 3．300～999人 07．情報通信業

発注支援システム導入予定 4．100～299人 17．複合サービス事業

本社でやってるらしいが、詳細は不明。（知らされてない） 3．300～999人 05．製造業

Ｑ10「２」 1 / 5

- 312 - - 313 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：ＡＩ（機械学習を含む）

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

画像の切抜き 4．100～299人 18．その他サービス業

製造技術 3．300～999人 05．製造業

販売商品の提案 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

採用試験（面接） 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

採用試験（面接） 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

採用試験（面接） 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

採用試験（面接） 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

ロボット掃除機導入 3．300～999人 18．その他サービス業

メディパスアカデミー介護 4．100～299人 16．医療、福祉

同業他社価格動向 4．100～299人 13．宿泊業、飲食サービス業

開発計画の立案、勉強会への参加 3．300～999人 05．製造業

検査結果のビッグデータによる解析 4．100～299人 05．製造業

走行現調画像からの看板自動抽出 3．300～999人 07．情報通信業

自動発注。 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

情報収集、一部取り組み中。 5．50～99人 04．建設業

ＡＩによるシールドマシンの方向予測・映像認識ＡＩ 2．1,000～4,999人 04．建設業

ｅラーニング 2．1,000～4,999人 04．建設業

なし 3．300～999人 18．その他サービス業

栽培技術 3．300～999人 01．農業、林業

来客受付（顔認証） 4．100～299人 04．建設業

生産ラインでのＡＩによる画像認識検査 3．300～999人 05．製造業

組合員への商品普及 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

ＮＣ．ＭＣマーターの新規導入他 4．100～299人 05．製造業

ＡＩを用いた文書検索システム 2．1,000～4,999人 06．電気・ガス・熱供給・水道業

ＡＩによるシールドマシンの方向予測、映像認識ＡＩ 2．1,000～4,999人 04．建設業

技術契約と資料の翻訳等 4．100～299人 05．製造業

マーケティング 1．5,000人以上 13．宿泊業、飲食サービス業

画像認識による製品の検査。 4．100～299人 05．製造業

検査作業（不具合品の特定、人⇒コンピュータ判定） 2．1,000～4,999人 05．製造業

品質管理の為の機械学習の試用 2．1,000～4,999人 05．製造業

ＡＩ問診Ｕｂｉｅ 3．300～999人 16．医療、福祉

生産ラインでのＡＩによる画像認識技術を活用した検査の検討 1．5,000人以上 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：ＡＩ（機械学習を含む）

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

文字解析によるデータベース作成 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

パソコンによる学習 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

セキュリティ対策 4．100～299人 05．製造業

製品最終工程検査（ＡＩ画像判定） 4．100～299人 05．製造業

ＡＩを活用した音声・画像データでの点検システム 5．50～99人 04．建設業

チャットボット、機会学習し解答を出す仕組。 3．300～999人 10．金融業、保険業

無人検査システム 3．300～999人 05．製造業

文書分析 4．100～299人 05．製造業

システム開発 3．300～999人 07．情報通信業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注・など 1．5,000人以上 99．無回答

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など（店舗） 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

研究段階 1．5,000人以上 05．製造業

抄紙設備への活用の検討 1．5,000人以上 05．製造業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

半田付けの良否判定（ＡＩ学習による） 3．300～999人 05．製造業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注、など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：ＡＩ（機械学習を含む）

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

生産加工製品の画像認識技術を活用した検査 4．100～299人 05．製造業

ＯＣＲ機能を組み合わせた、資料の読み取り作業 2．1,000～4,999人 11．不動産業、物品賃貸業

自動外観検査機による検出精度向上 2．1,000～4,999人 05．製造業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

コールセンターのＱＡと応用しての販売 4．100～299人 07．情報通信業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 99．無回答

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 99．無回答

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品・発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

コールセンターのＱＡと応用しての販売 4．100～299人 07．情報通信業

戦略的ＣＩＯ育成支援事業 4．100～299人 99．無回答

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

ＱＣへの導入、生産計画への導入を検討中 3．300～999人 05．製造業

ＡＩを活用した渋滞予測 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

翻訳システム 5．50～99人 09．卸売業、小売業

研究開発のためのＡＩ活用 1．5,000人以上 05．製造業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

商品発注など 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

チャットボットの導入 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

研究・開発のため。 1．5,000人以上 05．製造業

生産ラインのデータ及び画像処理をＡＩ活用して自動判定、精
度向上

2．1,000～4,999人 05．製造業

社内情報技術大学の設立、研究に於ける分子構造の最適化分析
等

1．5,000人以上 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：ＡＩ（機械学習を含む）

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

ＡＩを活用した分析業務 2．1,000～4,999人 05．製造業

問合せ用チャットボット（本社管理） 2．1,000～4,999人 05．製造業

ＡＩの研究 2．1,000～4,999人 05．製造業

報告書作成支援 3．300～999人 04．建設業

ｎａｕｔｏ社ドラレコ 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

受注入力トライ 3．300～999人 05．製造業

見込先の抽出 2．1,000～4,999人 10．金融業、保険業

蓄積した情報をＡＩで分析し営業活動に活用 2．1,000～4,999人 10．金融業、保険業

画像認識技術を活用した検査 3．300～999人 18．その他サービス業

人が行っていた作業をコンピューターがする。 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

市場動向調査 1．5,000人以上 05．製造業

出荷ケースの大きさから輸送トラックの荷台にどれをどう積め
ば効率よく多く運べるかがわかる仕組み

3．300～999人 09．卸売業、小売業

問合せ対応 3．300～999人 07．情報通信業

ＡＩチャットボットをヘルプデスクで導入に向けて準備中 2．1,000～4,999人 04．建設業

測量業務 4．100～299人 04．建設業

ＡＩ外観検査の検討 4．100～299人 05．製造業

営業店から本部に対する「事務問合せシステム」 2．1,000～4,999人 10．金融業、保険業

発注等 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

AI融資審査実証実験への協力 2．1,000～4,999人 10．金融業、保険業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：ＩｏＴ、ビッグデータ

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

製品開発 3．300～999人 07．情報通信業

通信ミドルウェア開発 5．50～99人 07．情報通信業

原因解析、保全データ一元管理 3．300～999人 20．その他

電力、ガスの管理（エネルギー管理システム） 3．300～999人 05．製造業

社内システム、入力データの分析 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

生産工程把握 4．100～299人 05．製造業

設備からのデータ取 4．100～299人 05．製造業

Ｗｅｂ会議システム、勤怠管理システム 3．300～999人 05．製造業

製造機械のデータ情報収集 4．100～299人 05．製造業

設備の稼動状況のモニター 4．100～299人 05．製造業

現場設備稼動データ収集 3．300～999人 04．建設業

ＢＩツールの導入 4．100～299人 09．卸売業、小売業

システムの構築 2．1,000～4,999人 05．製造業

製造部門 4．100～299人 05．製造業

イプロスを使用しての営業戦略（セールスフォース） 4．100～299人 04．建設業

制御盤からの情報をサーバーに蓄積 4．100～299人 05．製造業

装置データーの自動収集 4．100～299人 05．製造業

データマイニングによるＶＯＣの活用 2．1,000～4,999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

加工機械の複数台運用で稼動率を向上させる 4．100～299人 05．製造業

客先にビッグデータ活用した品質改善システムを納入 4．100～299人 04．建設業

スマートホンを使ったアプリ配車 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

製造ラインにＤａｔａＲｏｂｏｔを導入することによる精度向
上

1．5,000人以上 05．製造業

生産管理システム（データ収集→処理→見える化） 3．300～999人 05．製造業

ＥＳＫＯ／Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ　Ｅｎｇｉｎｅ導入により
ワークフローの自動化

4．100～299人 05．製造業

業務効率化と開発のためにビッグデータ活用。 4．100～299人 01．農業、林業

スマホで社内の月間予定を共有。 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

生産工程や生産実績をｉｐａｄで入力、データ管理 4．100～299人 05．製造業

生産性把握の為のツールの展開 4．100～299人 05．製造業

研究・開発のためのビッグデータによる解析 2．1,000～4,999人 15．教育、学習支援業

工事施工管理に活用（設備のデータを分析し、メンテナンスに
活用）

4．100～299人 04．建設業

客先に納入する当社製作機械装置にＩｏＴを導入 4．100～299人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：ＩｏＴ、ビッグデータ

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

基幹システムとサブシステムの共業化 4．100～299人 04．建設業

設備ＰＬＣデータをシステムに自動取込し、作業者の入力工数
を削減

2．1,000～4,999人 05．製造業

クラウド使いデータを集約お客様へ配信するサービス 2．1,000～4,999人 05．製造業

品質改善 2．1,000～4,999人 05．製造業

生産設備、製品の品質データ 3．300～999人 05．製造業

研究のためのビッグデータによる解析 2．1,000～4,999人 15．教育、学習支援業

生産データのリアルタイム集計 3．300～999人 05．製造業

電子カルテ 1．5,000人以上 16．医療、福祉

生産ラインでの３率の把握及び設備のメンテナンスに活用 4．100～299人 05．製造業

事業データ分析等 5．50～99人 10．金融業、保険業

ＲＦＩＤ導入 2．1,000～4,999人 05．製造業

ＩｏＴ生産ライン 3．300～999人 05．製造業

同業他社価格動向 4．100～299人 13．宿泊業、飲食サービス業

加工機のネットワーク化 3．300～999人 05．製造業

社員の健康状態のみえる化 4．100～299人 04．建設業

ビッグデータを使って情報のスピーディな分析を行い、ショー
トインターバルで対策を行う。

3．300～999人 08．運輸業、郵便業

製造機械からのデータ取得 3．300～999人 05．製造業

電子カルテ連動　電子体温計の導入 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

社内営業支援、工場管理で導入中。 5．50～99人 04．建設業

重機稼働状況のログデータ収集 2．1,000～4,999人 04．建設業

機器等故障予知等 1．5,000人以上 05．製造業

センシングによる情報収集と共に制御系への展開 3．300～999人 04．建設業

センサー機器ＰｏＣ 3．300～999人 18．その他サービス業

成形機の正常稼働、不具合予測 4．100～299人 05．製造業

生産数の収集 3．300～999人 05．製造業

ＬＩＮＥとＰｏｉｎｔシステムの連携（ビックデータ蓄積→分
析）による顧客満足の向上

3．300～999人 11．不動産業、物品賃貸業

成形条件監視 4．100～299人 05．製造業

重機稼動状況のログデータ収集 2．1,000～4,999人 04．建設業

ネットワークによる、ガス・ボイラー・電力の運用管理、特許
マップの作成。商品法規制等

4．100～299人 05．製造業

当社製品にセンサーを付けて様々なデータを取得→ビジネス展
開・提案

4．100～299人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：ＩｏＴ、ビッグデータ

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

一部のラインで測定データを収集し、活用した傾向管理を実施 3．300～999人 05．製造業

設備の稼動状況（条件含む）をデータ化し分析 3．300～999人 05．製造業

生産ラインでの生産性の把握のためＩｏＴの活用。 3．300～999人 05．製造業

自社製品にてＩｏＴ機能を搭載 4．100～299人 05．製造業

生産情報把握 4．100～299人 05．製造業

公共交通データーのオープン化。 2．1,000～4,999人 08．運輸業、郵便業

操業データの自動収集＆可視化（データ活用には至ってない） 2．1,000～4,999人 05．製造業

生産管理システム関連 2．1,000～4,999人 05．製造業

不具合解析（生産技術、研究課題） 2．1,000～4,999人 05．製造業

生産ラインの設備稼動状況把握にＩｏＴ等を意識したインフラ
構築

1．5,000人以上 05．製造業

ＩｏＴ機器を用い各種データ取得 3．300～999人 05．製造業

受注状況・保管品・工程等の一括管理 4．100～299人 05．製造業

ＣＮＣ加工データ時間の分析から生産向上改善へ。 3．300～999人 05．製造業

製品重量データの自動取得による生産性分析 9．無回答 14．生活関連サービス業、娯楽業

採用 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

ビックデータを利用した点検結果判定・検証 5．50～99人 04．建設業

取引データ、画面遷移導線の経路分析。 3．300～999人 10．金融業、保険業

設備稼動状況把握 3．300～999人 05．製造業

稼動率の情報収集 4．100～299人 05．製造業

トイレセンサー、証認システム 4．100～299人 07．情報通信業

ホスト、デジタル日報 2．1,000～4,999人 05．製造業

システム開発 3．300～999人 07．情報通信業

気象観測装置の導入（スマホ、ＰＣでのデータ閲覧） 5．50～99人 05．製造業

ＢＩ導入による情報集計の簡略化 1．5,000人以上 13．宿泊業、飲食サービス業

研究段階 1．5,000人以上 05．製造業

太陽光発電所監視システム。 4．100～299人 04．建設業

現場映像のリアルタイムモニタリング、デジタルサイネージに
よる情報共有

1．5,000人以上 04．建設業

生産性向上 1．5,000人以上 05．製造業

当社管理物件へＩｏＴ家電の設置提案 2．1,000～4,999人 11．不動産業、物品賃貸業

運転管理データの遠隔端末での監視等 3．300～999人 05．製造業

クレーンやコンプレッサー、電気炉など情報収集できる様にし
た。

3．300～999人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：ＩｏＴ、ビッグデータ

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

溶接機の状態収集 3．300～999人 05．製造業

ベンダーへ送付する、ＲＦＰ（提案依頼書） 4．100～299人 99．無回答

ＢＩを利用した履修データ分析など 2．1,000～4,999人 15．教育、学習支援業

製作機械、検査機器からのデータの取り込みを行い見える化を
行った

4．100～299人 05．製造業

生産工場の機械の稼動状況を収集し専用ツールで分析利用 2．1,000～4,999人 05．製造業

生産ラインでの生産性把握のため活用 1．5,000人以上 05．製造業

介護記録システム 4．100～299人 16．医療、福祉

ポイントカードによる顧客情報を分析し、活かす。 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

生産機器の稼動データ解析による故障診断 2．1,000～4,999人 05．製造業

生産設備の運転状況データ活用等 1．5,000人以上 05．製造業

現場把握 2．1,000～4,999人 04．建設業

機械の保全情報解析 4．100～299人 05．製造業

機械の保全情報解析 4．100～299人 05．製造業

研究開発のためのビッグデータによる解析。 2．1,000～4,999人 05．製造業

生産ラインの進捗の把握／個人の動線の把握 2．1,000～4,999人 05．製造業

サービス提供 3．300～999人 07．情報通信業

請求書・納品書等のＵＲＬ化検討中 3．300～999人 05．製造業

遠隔での圧力、地震値（カイン、ガル）の把握のためのＩｏＴ
活用

4．100～299人 06．電気・ガス・熱供給・水道業

会員管理、スクール運営 2．1,000～4,999人 14．生活関連サービス業、娯楽業

生産設備からデータ自動収集・分析 3．300～999人 05．製造業

実験温室の温度・温度管理制御・監視の遠隔管理 4．100～299人 05．製造業

生産状況監視、トレンド分析 1．5,000人以上 05．製造業

研究開発業務 1．5,000人以上 04．建設業

水道光熱費の集計など 1．5,000人以上 13．宿泊業、飲食サービス業

ドコモのスマホデータとタクシーの乗降データを活用した見込
客予測

3．300～999人 08．運輸業、郵便業

建設機械や車輌の稼働状況管理等に導入中 2．1,000～4,999人 04．建設業

車輌の稼働状況をデータ化し解析・利用 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

介護記録ソフトの導入 4．100～299人 16．医療、福祉

生産管理システムの構築 5．50～99人 05．製造業

ＩｏＴ増設の検討 4．100～299人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：ロボット

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

生産ラインでロボット導入による省人化（産業用ロボット 4．100～299人 05．製造業

製品開発　窓口利用 3．300～999人 07．情報通信業

荷積ロボットの更新 4．100～299人 05．製造業

自動生産ライン 4．100～299人 05．製造業

情報化施工 2．1,000～4,999人 04．建設業

生産ラインへロボットを導入し人的工数の削減に取組む 3．300～999人 05．製造業

日装工程の自動化での省人化 3．300～999人 05．製造業

溶接ロボットによる自動化 4．100～299人 05．製造業

センサー付ベッド、リフト 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

ブランクの供給、金型の自動交換等 4．100～299人 05．製造業

ＡＴＡ 3．300～999人 09．卸売業、小売業

生産現場での自動化 5．50～99人 05．製造業

納品物の梱包 4．100～299人 05．製造業

ドローンによる調査サービス 5．50～99人 04．建設業

包装作業のロボット化 4．100～299人 05．製造業

パレタイズロボット、自動倉庫 4．100～299人 05．製造業

ロボットベット・センサーマット 4．100～299人 16．医療、福祉

ベッドセンサー、リハビリ機器 3．300～999人 16．医療、福祉

自動搬送（サウザー・Ｓカート） 2．1,000～4,999人 99．無回答

製品取出しの自動化 5．50～99人 05．製造業

梱包用ロボット 4．100～299人 05．製造業

検査装置（製品の外観測定） 5．50～99人 20．その他

生産ラインでの製品バリ取り作業 4．100～299人 05．製造業

生産性向上のための、生産ロボットの活用 4．100～299人 05．製造業

組立ロボットの一部導入 3．300～999人 04．建設業

展示会用ロボット製作 3．300～999人 09．卸売業、小売業

生産ラインでのロボット導入による自動化・無人化 3．300～999人 05．製造業

生産ラインでのロボット導入による自動化、省人化 2．1,000～4,999人 05．製造業

離床センサーベッド 5．50～99人 16．医療、福祉

生産ラインでのロボット導入による無人化 4．100～299人 05．製造業

パレタイズシステム 4．100～299人 05．製造業

溶接ロボット 3．300～999人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：ロボット

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

生産ラインのロボット導入 4．100～299人 05．製造業

商品の箱詰め工程の省力化 4．100～299人 05．製造業

無人搬送ロボットの導入 3．300～999人 05．製造業

生産ラインでのロボットの導入による自動化 4．100～299人 05．製造業

チャットボットによる自動応答の活用の開始 2．1,000～4,999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

ロボット導入による省人化 4．100～299人 05．製造業

画像検査機の導入 3．300～999人 20．その他

生産ラインでの自動化、少人化。 4．100～299人 05．製造業

生産ラインでのロボット導入による自動化 4．100～299人 05．製造業

ロボット搬出入装置導入による自動化 4．100～299人 05．製造業

センサーマット 3．300～999人 16．医療、福祉

開発 3．300～999人 05．製造業

生産ラインでのロボット導入による自動化・無人化（産業用ロ
ボット）

5．50～99人 05．製造業

生産ラインの自動化 3．300～999人 05．製造業

福祉関係ロボット　リショーネ導入（移乗支援） 3．300～999人 16．医療、福祉

生産設備自動化 3．300～999人 05．製造業

生産ラインでのロボット導入による自動化。 3．300～999人 05．製造業

生産ラインでのロボット導入による自動化 3．300～999人 05．製造業

パレタイザー 3．300～999人 05．製造業

溶接ロボット、けがきロボット 3．300～999人 05．製造業

製造ラインでのロボット導入による一部自動化 1．5,000人以上 05．製造業

作業用ロボット導入（５台）…省人化 4．100～299人 05．製造業

自動圧着機、自動半田上け機 4．100～299人 05．製造業

掃除ロボット 4．100～299人 05．製造業

加工、組立ての自動化 3．300～999人 05．製造業

パレタイジングロボットによる自動化、カラーソーターによる
無人化

3．300～999人 05．製造業

センサーマット 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

掃除ロボット（センサーと学習） 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

溶接ロボット 4．100～299人 05．製造業

マッスルスーツ…移乗介助、排泄介助等 3．300～999人 16．医療、福祉

製造用ロボット 4．100～299人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：ロボット

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

生産ライン、包装部に、ロボット導入。 4．100～299人 05．製造業

製造マシンに付随 4．100～299人 05．製造業

生産ライン自動化がマシニングセンタと放電加工機による無人
化

6．30～49人 05．製造業

自動化装置の設置 4．100～299人 05．製造業

パレタイザー用ロボット並びに、自動倉庫への搬入と搬出 3．300～999人 20．その他

昨年、離床アシストロボット２台導入した。 4．100～299人 16．医療、福祉

利用者見守りのためのセンサー、動作介助用ロボット 4．100～299人 16．医療、福祉

人と協働できるロボットを工場に導入 2．1,000～4,999人 05．製造業

工場での生産組立ロボットの活用 2．1,000～4,999人 05．製造業

生産ラインにおけるロボット導入にて自動化・無人化・運搬を
実施

3．300～999人 05．製造業

商品包装ラインの自動化。 4．100～299人 05．製造業

介護ロボット（移乗、リハビリ） 1．5,000人以上 16．医療、福祉

自動整線機のロボット部の改良（ロボット導入による自動化） 5．50～99人 05．製造業

電子ハカリシステム 4．100～299人 09．卸売業、小売業

包装関連ロボット導入による省人化 3．300～999人 05．製造業

介護業務でのパワーアシストスーツの活用、見守りセンサーの
活用

3．300～999人 16．医療、福祉

産業用ロボット導入 3．300～999人 05．製造業

製造工程　無人化 4．100～299人 05．製造業

発注業務一部自動化。 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

塗装ロボットの導入 4．100～299人 05．製造業

無人化 4．100～299人 05．製造業

生産ラインの自動化・効率化・省人化 3．300～999人 05．製造業

生産機械の自動化 3．300～999人 05．製造業

生産ラインでのロボット導入による自動化、省人化 4．100～299人 05．製造業

フルオートロボット導入による自動化、少人化を行った。 4．100～299人 05．製造業

スポット溶接ロボット、曲げ加工用ロボット 4．100～299人 05．製造業

作業ロボット 2．1,000～4,999人 05．製造業

マッスルスーツ導入　腰痛予防の為 3．300～999人 16．医療、福祉

生産ラインによるロボット導入（溶接ロボットシステム　ファ
イバーレーザー加工機　カシメ工程自動化システム）

4．100～299人 05．製造業

生産ライン 3．300～999人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：ロボット

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

溶接ロボット、接着ロボット、塗装ロボット、マシニングセン
ター

2．1,000～4,999人 05．製造業

生産ラインでの省人化、効率化 4．100～299人 05．製造業

介助、見守り等のロボット 4．100～299人 16．医療、福祉

ねむりスキャン 4．100～299人 16．医療、福祉

受付ロボの導入、ドローンを用いた現場確認 1．5,000人以上 05．製造業

溶接ロボット導入による省力化、マシニングセンター導入によ
る自動加工化。

4．100～299人 05．製造業

シルエット見守りセンサー導入による業務効率化 4．100～299人 05．製造業

加工現場への導入 3．300～999人 05．製造業

介護でのロボットスーツ試験導入 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

ペッパーくんを店頭に置いてお客様をお出迎え 3．300～999人 18．その他サービス業

箱詰ロボットによる省人化。 3．300～999人 05．製造業

溶接ロボット 4．100～299人 05．製造業

製品のパレタイズ、搬送 2．1,000～4,999人 05．製造業

プラノミラー（ＮＣマシニングセンタ）導入 4．100～299人 05．製造業

デジタコの導入 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

産学連携で協議中。 5．50～99人 04．建設業

生産ラインへのロボット導入による自動化・無人化 3．300～999人 05．製造業

スカイリフト（移乗用リフト） 4．100～299人 16．医療、福祉

浴そう（入浴介助）用リフト、入浴用キャリー・リフトの活用 3．300～999人 16．医療、福祉

高性能林業機械による、木材の技打玉切り 4．100～299人 01．農業、林業

Ｗｈｉｚ、ロボット清掃 3．300～999人 18．その他サービス業

コミュニケーションロボット　高令者福祉施設向けモデルⅢ 4．100～299人 16．医療、福祉

プレス作業の自動化 4．100～299人 05．製造業

眠りスキャンを導入したばかり 3．300～999人 16．医療、福祉

成形ラインでの自動ホットスタンプ作業 4．100～299人 05．製造業

離床センサー、移乗支援ロボット 6．30～49人 16．医療、福祉

生産ラインでの部分工程の自動化 3．300～999人 05．製造業

積付手作業をロボット自動積付作業に変更。 3．300～999人 05．製造業

インサート成形自動化 4．100～299人 05．製造業

ＤＣＳ（分散制御システム）。自動倉庫（物流センターでは、
受注があれば自動的に製品が出される）等

4．100～299人 05．製造業

塗布作業を画像処理と併せロボット化 3．300～999人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：ロボット

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

生産ラインでのロボット導入による省人化。 3．300～999人 05．製造業

ペッパー、眠りスキャンの活用 3．300～999人 16．医療、福祉

生産ラインのロボット化、自動化 3．300～999人 05．製造業

製造工程にて、協働型ロボットの投入 4．100～299人 05．製造業

自社製品（機械システム）を自社生産ラインへ導入し一部自動
化

3．300～999人 05．製造業

包丁研ぎ 4．100～299人 99．無回答

生産ラインの自動化 4．100～299人 05．製造業

生産ラインにロボット導入　自動化 3．300～999人 05．製造業

生産ラインの自動化、検査工程の自動化 3．300～999人 05．製造業

倉庫の自動ラック 2．1,000～4,999人 05．製造業

生産ラインでの協働ロボット導入による自動化 1．5,000人以上 05．製造業

溶接ロボットの導入 4．100～299人 05．製造業

協業ロボットの学習、ＡＧＶ活用 3．300～999人 05．製造業

生産ラインへのロボット導入 2．1,000～4,999人 05．製造業

７工程全自動ラインの構築 3．300～999人 05．製造業

製造作業工程の自動化。 4．100～299人 05．製造業

自動移植ロボットによる作業の自動化 9．無回答 14．生活関連サービス業、娯楽業

生産ラインでのロボット導入による自動化、省人化 3．300～999人 05．製造業

生産ラインにおける自動化 3．300～999人 05．製造業

自動搬送ロボット 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

ペレット運搬ロボット 4．100～299人 04．建設業

チャットボット 3．300～999人 10．金融業、保険業

組立て・検査 4．100～299人 05．製造業

掃除ロボット導入 3．300～999人 05．製造業

ｐｅｐｐｅｒによるインターンシップ 4．100～299人 07．情報通信業

産業用ロボットアームによる自動積替え 2．1,000～4,999人 05．製造業

仕入伝票 4．100～299人 09．卸売業、小売業

生産ラインでのロボット導入による自動化 3．300～999人 05．製造業

アシストスーツの導入検討 5．50～99人 05．製造業

受付ロボットの導入 1．5,000人以上 13．宿泊業、飲食サービス業

研究開発用 1．5,000人以上 05．製造業

ロボットによる自動組立の活用（途中） 3．300～999人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：ロボット

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

塗装ロボットの活用 3．300～999人 05．製造業

人手で行っている作業のロボット化。 3．300～999人 05．製造業

生産ラインでのロボット導入による自動化 4．100～299人 05．製造業

ロボット操作研修への派遣 5．50～99人 05．製造業

生産ラインでのロボット導入による自動化 4．100～299人 05．製造業

生産ラインでのロボット活用による省人化 2．1,000～4,999人 05．製造業

生産ラインでのロボット導入 3．300～999人 05．製造業

センサー付の外観自動検査機の導入 4．100～299人 05．製造業

ロボット等の活用による現場作業の機械化・省人化 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

生産ラインでのロボット導入による自動化 3．300～999人 05．製造業

生産ラインでのロボット導入による自動化 2．1,000～4,999人 05．製造業

センサーによる品質管理、ロボットによる製品積みの自動化 4．100～299人 05．製造業

生産機械 3．300～999人 05．製造業

生産ラインでのロボット導入による自動化 4．100～299人 05．製造業

生産ラインでのロボット導入による自動化 4．100～299人 05．製造業

研究開発でのロボット導入による自動化・無人化 2．1,000～4,999人 05．製造業

生産ロボットの導入 4．100～299人 05．製造業

点検作業用 3．300～999人 04．建設業

サービス提供 3．300～999人 07．情報通信業

生産現場のオートメーション 3．300～999人 05．製造業

ラクラクハンド、ハンディーハンドを導入し、重量物の負荷軽
減に取組む。

3．300～999人 05．製造業

介護リフトの導入 4．100～299人 16．医療、福祉

生産設備への導入 4．100～299人 05．製造業

ＮＣ旋盤、マシニングセンターの導入 3．300～999人 05．製造業

マシニングセンターの導入 3．300～999人 05．製造業

見守りロボット（介護） 4．100～299人 16．医療、福祉

組立等自動化ライン 1．5,000人以上 05．製造業

検査工程のロボット化 3．300～999人 05．製造業

生産ラインでのロボット導入による自動化・無人化（産業用ロ
ボット・マシニングセンター）

2．1,000～4,999人 05．製造業

配電線工事用のロボットアーム（モデル） 4．100～299人 04．建設業

社会インフラの点検業務等に導入中 2．1,000～4,999人 04．建設業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：ロボット

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

生産工程に導入 3．300～999人 05．製造業

ロボアド：資産運用にかかるアドバイザリー業務支援 2．1,000～4,999人 10．金融業、保険業

物流ロボットで自動化・無人化 2．1,000～4,999人 05．製造業

人材不足の解消 2．1,000～4,999人 08．運輸業、郵便業

ロボットアームの検討 4．100～299人 05．製造業

見守りシステム 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

産業ロボットによる良品の自動選別 3．300～999人 05．製造業

マシニングセンタ導入による自動化 3．300～999人 05．製造業

機器導入による作業負荷低減 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：３Ｄプリンター

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

商品の試作型作成における３Ｄプリンターの活用 4．100～299人 05．製造業

商品開発 4．100～299人 09．卸売業、小売業

開発現場に導入 3．300～999人 05．製造業

製品模型（試作品など） 3．300～999人 05．製造業

試作品の３Ｄプリンタでの作成 3．300～999人 05．製造業

試作、モデル製作 5．50～99人 05．製造業

研究開発に於ける試作に活用 3．300～999人 14．生活関連サービス業、娯楽業

試作等で利用している。 4．100～299人 05．製造業

試作品、特殊品の３Ｄ積層造形 4．100～299人 05．製造業

開発試作品の作成 4．100～299人 05．製造業

試作品作成 5．50～99人 05．製造業

技術部門 4．100～299人 05．製造業

開発設計 5．50～99人 20．その他

試作用 3．300～999人 05．製造業

実務 3．300～999人 05．製造業

試作用に導入 4．100～299人 05．製造業

試作品作成における３Ｄプリンターの活用 4．100～299人 05．製造業

生産用治具・備品の製作 3．300～999人 05．製造業

機材製作 4．100～299人 04．建設業

学生教育（実験・実習）等 3．300～999人 15．教育、学習支援業

測量成果の模型化 5．50～99人 12．学術研究、専門・技術サービス業

試作品作成 3．300～999人 09．卸売業、小売業

試作品の製造 3．300～999人 05．製造業

試作品作成 4．100～299人 05．製造業

試作品の製造等 6．30～49人 05．製造業

モックアップ、開発用途にプラスチックを利用 4．100～299人 05．製造業

Ｒ＆Ｄでの開発工程での活用 2．1,000～4,999人 05．製造業

治具や試作品 2．1,000～4,999人 05．製造業

主に試作品の作成に利用 3．300～999人 05．製造業

試作品造り 6．30～49人 05．製造業

本社でやってるらしいが、詳細は不明。（知らされてない） 3．300～999人 05．製造業

造形　試作品作成 4．100～299人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：３Ｄプリンター

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

３Ｄプリンタを用いた学習、教育活動 2．1,000～4,999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

試作品作成 4．100～299人 05．製造業

試作品の製作 3．300～999人 05．製造業

製品模型製作 4．100～299人 05．製造業

ちょっとした治具の作製など。 4．100～299人 05．製造業

開発、設計 2．1,000～4,999人 05．製造業

試作品に活用 4．100～299人 05．製造業

試作品の製作 3．300～999人 05．製造業

３Ｄモデリングの省力化。 4．100～299人 05．製造業

勉強会の開催、社内への情報提供 3．300～999人 05．製造業

試作 4．100～299人 05．製造業

治具の製作 3．300～999人 05．製造業

試作品作成に３Ｄプリンターの活用 4．100～299人 05．製造業

ＣＴ画像による臓器、骨モデル作成 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

研究開発の場面で活用 4．100～299人 05．製造業

情報収集中。（具体的には、動いていない） 5．50～99人 04．建設業

加工部品提案時に使用 4．100～299人 09．卸売業、小売業

サンプル、試験体の製作等 4．100～299人 05．製造業

３Ｄプリンターの導入　施工提案の活用 4．100～299人 04．建設業

３Ｄプリンターを使用した製品量産（１０００個未満） 4．100～299人 05．製造業

生産ラインでの組立治具の製作 3．300～999人 05．製造業

試作品作成 4．100～299人 18．その他サービス業

サンプル作りのため。 4．100～299人 05．製造業

３Ｄプリンタ、ダヴィンチの活用 4．100～299人 04．建設業

成形品サンプルを作成 3．300～999人 05．製造業

治工具製作 3．300～999人 05．製造業

試作対応及び研究 4．100～299人 05．製造業

技術開発部門にて、３Ｄプリンターを利用し、開発の効率化 4．100～299人 05．製造業

３Ｄプリンターを事務所設置し建築模型等を作成している。 3．300～999人 18．その他サービス業

サンプル作成 4．100～299人 05．製造業

試用した 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

研修にて 4．100～299人 18．その他サービス業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：３Ｄプリンター

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

治工具等の試作に用いている。 2．1,000～4,999人 05．製造業

試作品作製等への活用 1．5,000人以上 05．製造業

治具作成 3．300～999人 05．製造業

試作品作成 4．100～299人 05．製造業

設計画図からの試作品製作 4．100～299人 05．製造業

技術開発への活用 3．300～999人 05．製造業

素材開発検討 3．300～999人 05．製造業

なし 3．300～999人 10．金融業、保険業

試作品製作 3．300～999人 05．製造業

試作 3．300～999人 05．製造業

開発品の試作 2．1,000～4,999人 05．製造業

研究開発のための部品製造 1．5,000人以上 05．製造業

３Ｄプリンターで製作した製品のプレゼンテーション 3．300～999人 05．製造業

試用した 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

新製品開発時のトレイ試作 2．1,000～4,999人 05．製造業

試作品作成における３Ｄプリンターの活用 4．100～299人 05．製造業

フェイスマスクの作成（小道具） 3．300～999人 14．生活関連サービス業、娯楽業

試作品やサンプル作成における３Ｄプリンター活用 2．1,000～4,999人 05．製造業

試用した 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

製品設計の事前検証 3．300～999人 05．製造業

試作品の作成 3．300～999人 05．製造業

試作品製作での活用等 1．5,000人以上 05．製造業

試作品作成への活用 2．1,000～4,999人 05．製造業

新商品開発での試作 3．300～999人 05．製造業

製品の試作 2．1,000～4,999人 05．製造業

試作品作成 4．100～299人 04．建設業

客先への提案 4．100～299人 05．製造業

試作品 3．300～999人 05．製造業

試作品等の作成 5．50～99人 05．製造業

試作品作成 3．300～999人 18．その他サービス業

設備部品の再生 6．30～49人 05．製造業

試作検証 1．5,000人以上 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：３Ｄプリンター

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

研究開発業務 1．5,000人以上 04．建設業

試作品の製作 3．300～999人 05．製造業

試作品作成における３Ｄプリンターの活用 4．100～299人 05．製造業

送電線工事の工事計画（鉄塔のモデル） 4．100～299人 04．建設業

試作品作成におけるプリンター活用 3．300～999人 05．製造業

基幹システム 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

試作品製作のため導入 3．300～999人 05．製造業

試作品作成における３Ｄプリンターの活用 3．300～999人 20．その他

会社で共同購入し、活用中 4．100～299人 05．製造業

試作品作成における３Ｄプリンターの活用 4．100～299人 05．製造業

試作品作成・金型作成 3．300～999人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

在宅勤務のテスト運用 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

社内情報共有・社内ＳＮＳ 5．50～99人 05．製造業

複数端末による情報共有 5．50～99人 04．建設業

業務利用（コミュニケーションツール） 3．300～999人 07．情報通信業

経理システムにクラウド導入 5．50～99人 08．運輸業、郵便業

Ｂｏｘ 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

人事給与・会計 2．1,000～4,999人 04．建設業

グループウェア　データベース 3．300～999人 09．卸売業、小売業

社内向け各種システム（勤怠管理、グループウェアなど） 3．300～999人 07．情報通信業

グーグルドライブ他クラウドアプリの全社的な運用 3．300～999人 05．製造業

アプリケーションシステム一部をクラウドで運営 4．100～299人 05．製造業

従業員および顧客データの共有 1．5,000人以上 18．その他サービス業

ＴＥＡＭＳ導入、Ｓｍａｒｔ　ＨＲの導入 3．300～999人 18．その他サービス業

基幹システム、楽楽精算 6．30～49人 18．その他サービス業

資料の共有など 4．100～299人 09．卸売業、小売業

グループウェア 4．100～299人 04．建設業

マイナンバー等　ソフトウェアの活用 5．50～99人 08．運輸業、郵便業

社内情報一元管理、共有化 3．300～999人 20．その他

基幹システムのサバー管理からクラウド管理への移管 4．100～299人 05．製造業

グループウェアの活用 3．300～999人 07．情報通信業

経理ソフト 3．300～999人 05．製造業

端末を選ばないメールシステム・社内情報共有システム 4．100～299人 12．学術研究、専門・技術サービス業

社内情報共有（ＰＣ上） 4．100～299人 09．卸売業、小売業

客先とのデータ受渡し 5．50～99人 05．製造業

介護請求ソフト・勤怠システム 4．100～299人 16．医療、福祉

社内サーバーを社外のクラウドへ移行　システム及び、ファイ
ルデータ、給与

4．100～299人 04．建設業

経費精算 2．1,000～4,999人 05．製造業

グーグル社のＧスイート導入 4．100～299人 04．建設業

サーバーのクラウド化 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

役職者のスケジュールかんり及びメールやりとり 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

バックアップ対策、リモートワーク 5．50～99人 05．製造業

データバックアップ 4．100～299人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

生産工程管理ソフトのクラウド運用 3．300～999人 05．製造業

ＰＣデータ保存など 4．100～299人 09．卸売業、小売業

システムを社内自作し、メールでは送付できない大きなファイ
ルのやりとりに活用

4．100～299人 12．学術研究、専門・技術サービス業

ＴＶ会議システム、自社ホームページ運用 4．100～299人 09．卸売業、小売業

経理システムのクラウド化、社内ＳＮＳ 3．300～999人 04．建設業

勤務管理、精算管理、案件管理 4．100～299人 09．卸売業、小売業

クラウドを活用したＰＣ間の情報共有 1．5,000人以上 06．電気・ガス・熱供給・水道業

システムのクラウド化 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

グループウェア、勤怠管理、人事管理、経費精算のサービスを
利用中

6．30～49人 08．運輸業、郵便業

社内ポータルシステムを社内サーバからクラウドサービスへ入
替

5．50～99人 07．情報通信業

会計ソフト 4．100～299人 16．医療、福祉

社内ＳＮＳ、クラウド上での情報共有、スマートフォンからの
情報共有

4．100～299人 09．卸売業、小売業

クラウド上のソフトウェアの活用 4．100～299人 09．卸売業、小売業

社内のサーバーレス化 4．100～299人 09．卸売業、小売業

クラウドを活用した社内の情報共有 4．100～299人 04．建設業

スカイプ利用など 3．300～999人 05．製造業

介護保険請求、施設サービス計画書 5．50～99人 16．医療、福祉

デジタルタコグラフのデータ保管 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

緊急システム 3．300～999人 13．宿泊業、飲食サービス業

基幹システムのクラウド化 3．300～999人 14．生活関連サービス業、娯楽業

経理システム、各種データ保管 5．50～99人 04．建設業

現場の写真等、データの共有。 3．300～999人 04．建設業

販売管理 4．100～299人 09．卸売業、小売業

メールサーバー等のＩＴ分野 3．300～999人 05．製造業

各部門別システム、承認ワークフローシステム 3．300～999人 05．製造業

グループウェアのクラウドへ乗換え、サーバーのクラウド化 3．300～999人 05．製造業

ｗｅｂ給与明細、災害時安否確認のクラウドサービス 5．50～99人 07．情報通信業

サーバー　ＡＷＳへ 3．300～999人 18．その他サービス業

勤怠システム導入　営業、運転手にＰＣ、タブレットを配布ク
ラウドの中で情報共有

3．300～999人 18．その他サービス業

ドライバーの売上、運行状況の共有 5．50～99人 08．運輸業、郵便業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

現場備置書類のクラウドサービス移行 3．300～999人 04．建設業

社内サーバーでの管理（基幹システム他）を委託した 4．100～299人 05．製造業

車両一元管理　特認一元管理 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

スマホによる情報共有 4．100～299人 05．製造業

勤怠管理 4．100～299人 05．製造業

Ｏｆｆｉｃｅ３６５、Ｂｏｘ 1．5,000人以上 07．情報通信業

社内資料他 4．100～299人 09．卸売業、小売業

クラウド上のソフトウェアの活用。 3．300～999人 04．建設業

クラウド上のソフトウェアを活用（ホストコンピューターをＮ
ＴＴクラウドに）。

4．100～299人 09．卸売業、小売業

データ共有・管理 4．100～299人 05．製造業

社内ネットワークシステム 5．50～99人 04．建設業

勤怠管理 4．100～299人 99．無回答

Ｏｆｆｉｃｅ３６５ 3．300～999人 04．建設業

メール、ファイルサーバ 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

グループウェアの導入 4．100～299人 05．製造業

クラウド上のソフトウェアを使用した承認フローの効率化 4．100～299人 07．情報通信業

グループウェア、経費精算、等。 5．50～99人 04．建設業

クラウド上のソフトウェアの活用。 4．100～299人 05．製造業

メール、ストレージ 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

ファイル共有、コミュニケーションツール利用 2．1,000～4,999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

クラウドサーバ、グループウェアの導入 4．100～299人 05．製造業

デジタコ（クラウド型） 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

クラウド上のソフトウエアの活用 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

ＳＦＡ、勤怠管理 4．100～299人 05．製造業

スマホによる情報共有　社内の情報共有やコミュニケーション
ツールとしてのグループウエア

4．100～299人 04．建設業

電子カルテの導入と共有 3．300～999人 16．医療、福祉

メール、グループウェア、ストレージ 3．300～999人 04．建設業

メール、グループウェア、ファイルストレージ 3．300～999人 04．建設業

サーバーにてデータの加工等 2．1,000～4,999人 08．運輸業、郵便業

出退勤管理、社内ＳＮＳ 4．100～299人 07．情報通信業

貨物追跡 2．1,000～4,999人 08．運輸業、郵便業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

建設系現場管理 3．300～999人 04．建設業

パブリッククラウド活用 3．300～999人 04．建設業

クラウドを活用した社内の情報共有、社内ＳＮＳ、ｗｅｂ会議
システム等

1．5,000人以上 18．その他サービス業

マイナンバー管理、年末調整業務 4．100～299人 09．卸売業、小売業

Ｇｏｏｇｌｅ　Ｓｕｉｔｅ、Ｇｏｏｇｌｅドライブ 4．100～299人 05．製造業

全社共有フォルダをクラウド化 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

専用サイトの設立 4．100～299人 09．卸売業、小売業

データ管理 2．1,000～4,999人 05．製造業

クラウドを活用した社内の情報共有とコミュニケーション 4．100～299人 05．製造業

グループウェア（社内）記録 5．50～99人 16．医療、福祉

社内ラン、各支店間の見積、施工計画書、検討書共有 4．100～299人 04．建設業

クラウド上のソフトウエアの活用。 4．100～299人 05．製造業

ワークフロー 4．100～299人 05．製造業

クラウド上のソフトウェアの活用 3．300～999人 07．情報通信業

受発注管理、勤怠管理等 4．100～299人 05．製造業

ログイン用（ＡＤサーバー） 4．100～299人 05．製造業

ｋｉｎｔｏｎｅでの職場運営への活用 3．300～999人 05．製造業

勤怠システム 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

パッケージではない自社に合った社内情報管理データベースの
構築

4．100～299人 04．建設業

精算業務 3．300～999人 07．情報通信業

グループウエア、給与・人事システム、認証サーバ、ＰＢＸ 4．100～299人 18．その他サービス業

ラインでの社内情報の共有 4．100～299人 13．宿泊業、飲食サービス業

クラウドを活用したコミュニケーション 4．100～299人 05．製造業

データ管理 3．300～999人 05．製造業

オフコンクラウド 3．300～999人 05．製造業

クラウド上のソフト活用。 4．100～299人 05．製造業

クラウドを活用した社内の情報共有やコミュニケーションツー
ルとしてのグループウェア活用

4．100～299人 05．製造業

動態管理システムをクラウドに移行し、車の位置をリアルタイ
ムに把握

4．100～299人 08．運輸業、郵便業

グループウェア、チャットシステムの導入 4．100～299人 04．建設業

Ｏｆｆｉｃｅ３６５、Ｄｏｃｕ　Ｗｏｒｋｓ 2．1,000～4,999人 05．製造業

労務勤怠給与管理、経理財務管理 5．50～99人 20．その他
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

ホテル管理システム 5．50～99人 13．宿泊業、飲食サービス業

クラウド会計ソフト、給与ソフト 3．300～999人 18．その他サービス業

グループウェア 4．100～299人 18．その他サービス業

サイボウズ 4．100～299人 05．製造業

富士通クラウドシステムへの参加 3．300～999人 05．製造業

オンラインアーカイブ、ワンドライブ 4．100～299人 05．製造業

ＦＡＱツール（クラウド）によるノウハウの共有化 2．1,000～4,999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

ＧＰＳ配車 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

売上在庫管理 5．50～99人 05．製造業

クラウド上のソフトウェアの活用（労務管理） 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

管理システムのクラウド 4．100～299人 04．建設業

社内情報共有システム導入、マイナンバークラウド。 5．50～99人 04．建設業

「ＢＯＸ」サービスの導入 3．300～999人 05．製造業

情報の一元化 3．300～999人 20．その他

社内グループウェアの導入 4．100～299人 04．建設業

携帯端末による情報共有 4．100～299人 05．製造業

電話網　ネット環境（社内情報共有） 3．300～999人 05．製造業

勤怠システム、ｏｆｆｉｃｅ３６５移行 4．100～299人 05．製造業

専門部署により検討中 3．300～999人 05．製造業

Ｓｋｉｔ　ｄｅｓｋｎｅｔ’ｓ 4．100～299人 09．卸売業、小売業

社内データの保管・共有 3．300～999人 05．製造業

サイボウズ、社内情報共有やコミュニケーションツールとして
のグループウェア

4．100～299人 05．製造業

コンカー 3．300～999人 05．製造業

社内ＳＮＳ 4．100～299人 05．製造業

Ｇｏｏｇｌｅ　Ｄｒｉｖｅの利用 4．100～299人 09．卸売業、小売業

ソフトウェアの活用、情報の共有など 3．300～999人 15．教育、学習支援業

グーグル提供のサービス 3．300～999人 09．卸売業、小売業

グループウェア　デスクネッツの利用 4．100～299人 04．建設業

社内ＳＮＳ 4．100～299人 18．その他サービス業

週間予定表、書類、名刺データの共有 4．100～299人 05．製造業

ｏｆｆｉｃｅ３６５の全社導入、ＳｈａｒｅＰｏｉｎｔ、Ｏｎ
ｅＤｒｉｖｅ、Ｓｋｙｐｅ活用

2．1,000～4,999人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

データ共有 4．100～299人 04．建設業

ホテルＰＭＳ、サイボウズ 3．300～999人 13．宿泊業、飲食サービス業

経理・会計入力内容のクラウド化 4．100～299人 16．医療、福祉

社内イントラ 3．300～999人 05．製造業

勤怠管理 3．300～999人 15．教育、学習支援業

ＩＳＹＳ 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

ｇｏｏｇｌｅ　フォーム、スプレッドシート、ミート、チャッ
トの活用

4．100～299人 04．建設業

タブレットの導入 2．1,000～4,999人 05．製造業

勤怠、グループウェア、会計など 4．100～299人 05．製造業

サイボウズ・給与・会計ソフト 5．50～99人 05．製造業

画像処理システム、電子カルテをクラウド化された製品を導入
した。

4．100～299人 16．医療、福祉

クラウド上のソフトウェアの活用 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

売上、給与などのデータを外部サーバーに保存 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

ｗｅｂ会議導入 3．300～999人 05．製造業

社内グループウェア 4．100～299人 05．製造業

リハビリの部門システム等導入 3．300～999人 16．医療、福祉

クラウドを利用した部署内・社員間のファイル共有 1．5,000人以上 05．製造業

グループウェア 5．50～99人 09．卸売業、小売業

メール（ｏｆｆｉｃｅ３６５）　Ｇｏｏｇｌｅ　ｄｒｉｖｅな
ど

4．100～299人 09．卸売業、小売業

運行管理システムの利用 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

各申請（休暇等）行事予定組織内情報共通システム導入 4．100～299人 17．複合サービス事業

グループウェア 4．100～299人 07．情報通信業

スマートフォンによる緊急連絡体制の整備 5．50～99人 11．不動産業、物品賃貸業

人事データ勤務記録 3．300～999人 20．その他

ｏｆｆｉｃｅ３６５サービス、サイボウズ　Ｋｉｎｔｏｎｅ 4．100～299人 07．情報通信業

経理・給与 4．100～299人 16．医療、福祉

共有情報のクラウド化。 3．300～999人 05．製造業

クラウドサーバー“Ｂｏｘ”の活用によるデータ送受信を簡潔
化

4．100～299人 05．製造業

主にＭｉｃｒｏｓｏｆｔのクラウドサービス利用。 4．100～299人 01．農業、林業

ＯｎｅＤｒｉｖｅ、ＢＯＸ、ｅラーニング 3．300～999人 04．建設業

社内共有ファイル（情報共有） 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

社内イントラのクラウド化、業務システム等のクラウド化 5．50～99人 07．情報通信業

グループウェアがクラウド版 5．50～99人 12．学術研究、専門・技術サービス業

ＩＣＴのデータをクラウドで管理 4．100～299人 16．医療、福祉

基幹業務システム、チャットツール 3．300～999人 04．建設業

グループウェア 5．50～99人 08．運輸業、郵便業

勤怠情報のやり取りをアナログからデジタル化 3．300～999人 05．製造業

社内ポータル、データ保存、一部のシステム 2．1,000～4,999人 11．不動産業、物品賃貸業

勤怠管理 5．50～99人 09．卸売業、小売業

勤怠申請・承認のクラウド化 3．300～999人 05．製造業

顧客情報管理 3．300～999人 09．卸売業、小売業

経理データ 4．100～299人 05．製造業

給与明細電子化、年末調整電子化 4．100～299人 07．情報通信業

経理データの共有 4．100～299人 05．製造業

ＭＩＣＲＯＳＯＦＴ　Ｔｅａｍｓ 4．100～299人 04．建設業

Ｇｓｕｉｔｅの活用 4．100～299人 05．製造業

チャットなど 5．50～99人 05．製造業

クラウドを利用した社内での情報共有 2．1,000～4,999人 15．教育、学習支援業

Ｇメール・アリエルの導入（支店事務所＆店頭） 2．1,000～4,999人 05．製造業

社内ＳＮＳ　チャット　ｗｅｂ会議 2．1,000～4,999人 07．情報通信業

原価管理ソフト等 4．100～299人 04．建設業

グループウェアのクラウド化 5．50～99人 08．運輸業、郵便業

バスキャッチシステム 6．30～49人 18．その他サービス業

ドロップボックスによる資料の共有 2．1,000～4,999人 04．建設業

グループウェア、勤怠システム、決裁システム、電算システム
等。

4．100～299人 12．学術研究、専門・技術サービス業

ｗｅｂ会議 4．100～299人 07．情報通信業

サーバーをクラウドへ変更。 3．300～999人 18．その他サービス業

グーグルを利用したスケジュール管理等。 4．100～299人 12．学術研究、専門・技術サービス業

工事施工管理に活用（クラウドを利用した現場間での情報共
有）

4．100～299人 04．建設業

共有のデーター保存 2．1,000～4,999人 99．無回答

クラウド上のソフトウェアの活用、社内の情報共有、コミュニ
ケーションツール

4．100～299人 04．建設業

ＳＦＡ導入 4．100～299人 09．卸売業、小売業

Ｑ10「６」 7 / 23

- 340 - - 341 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

勤怠管理システム 4．100～299人 09．卸売業、小売業

クラウドを活用したタブレット等の携帯端末利用他 3．300～999人 07．情報通信業

勤怠管理・原価管理（給与計算含む）の一元化。 4．100～299人 04．建設業

クラウド上のソフトウェア利用、データ共有 3．300～999人 18．その他サービス業

グループウェア（メール、チャット、ファイル共有等） 3．300～999人 07．情報通信業

社内サーバーのデータを一部クラウド化 2．1,000～4,999人 05．製造業

サイボウズ（Ｇａｒｏｏｎ） 4．100～299人 09．卸売業、小売業

財務処理 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

社内データベースのクラウド化 3．300～999人 05．製造業

マイクロソフト社　オフィス３６５ 1．5,000人以上 04．建設業

インクライントのパソコンの活用、及び３の項目での活用 2．1,000～4,999人 05．製造業

ラインワークス導入 2．1,000～4,999人 05．製造業

クラウド上のソフトウェアの利用、データの管理 4．100～299人 05．製造業

クラウドを活用した社内の情報共有やコミュニケーションツー
ルとしてのグループウェア

3．300～999人 04．建設業

マイナンバー管理、ポータルサイトでの情報共有 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

Ｏｆｆｉｃｅ３６５ 5．50～99人 10．金融業、保険業

サーバーのバックアップをクラウドに移行 5．50～99人 05．製造業

社内システムのクラウド移行 4．100～299人 05．製造業

Ｏｆｆｉｃｅ３６５の活用 3．300～999人 09．卸売業、小売業

クラウドサービスによるメール、グループウェアの利用 4．100～299人 07．情報通信業

勤怠システム 3．300～999人 09．卸売業、小売業

メールのクラウド化 4．100～299人 07．情報通信業

勤怠管理、経費精算、労務管理、社内ＳＮＳ 4．100～299人 07．情報通信業

タブレットを用いた訪問介護のヘルパーとの連携ソフトの活用 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

社内の情報共有 4．100～299人 05．製造業

勤怠管理（勤次郎）、ＰＯＷＥＲＥＧＧ、ＯＢＩＣ７ 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

出退勤管理システム 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

クラウドを活用した事業所間での労務管理、クラウド上のソフ
トウェアでの、ＧＰＳ動態管理

4．100～299人 08．運輸業、郵便業

社内ネットワークによる情報の共有化 5．50～99人 05．製造業

ＣＲＭ、社内ＳＮＳ 3．300～999人 05．製造業

ｋｉｎｔｏｎｅ、社内グループウェア 4．100～299人 17．複合サービス事業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

クラウドを活用した社内情報共有 4．100～299人 05．製造業

社内グループウェア 4．100～299人 05．製造業

クラウド型のデジタコ、運送管理システム 6．30～49人 08．運輸業、郵便業

社内書類のデーター化 4．100～299人 05．製造業

給与計算システム 1．5,000人以上 16．医療、福祉

データ管理 4．100～299人 15．教育、学習支援業

ホストコンピュータをクラウドへ移行 3．300～999人 09．卸売業、小売業

スマケア（ホームネット社）の導入による、オンライン入力、
音声入力、活動状況の把握等。

3．300～999人 16．医療、福祉

一般データ共有用 3．300～999人 05．製造業

データバックアップ用として活用。 2．1,000～4,999人 04．建設業

クラウド上のソフトウェアの活用 3．300～999人 15．教育、学習支援業

クラウドを活用した社内の情報共有 3．300～999人 16．医療、福祉

メンタルヘルス、年末調整申告、小口現金精算 4．100～299人 05．製造業

車両動態管理 3．300～999人 04．建設業

グループウェア 4．100～299人 04．建設業

クラウド上のソフトウェア活用、データバックアップ 5．50～99人 05．製造業

クラウドサーバーの利用、グループウェア 4．100～299人 05．製造業

Ｇ－Ｓｕｉｔｅの導入 3．300～999人 05．製造業

本社でやってるらしいが、詳細は不明。（知らされてない） 3．300～999人 05．製造業

サイボウズｏｆｆｉｃｅ導入　グループソフトウェア 4．100～299人 05．製造業

基幹システムのクラウド化 4．100～299人 13．宿泊業、飲食サービス業

勤怠管理 5．50～99人 05．製造業

クラウドを活用した社内の情報共有 2．1,000～4,999人 15．教育、学習支援業

クラウドを活用した事業所間での労務管理、クラウド上のソフ
トウェアの活用

4．100～299人 08．運輸業、郵便業

ネットワークでの書類申請等 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

データのバックアップ 5．50～99人 04．建設業

クラウドを活用したスマホ、タブレットの携帯端末による情報
共有

2．1,000～4,999人 06．電気・ガス・熱供給・水道業

ＢＯＸクラウドストレージの活用 3．300～999人 18．その他サービス業

経費精算　社内掲示板 4．100～299人 05．製造業

自動音声案内による債権回収業務 4．100～299人 10．金融業、保険業

ＮＴＴサービス「あずけーる」利用（ファイルサーバー） 3．300～999人 08．運輸業、郵便業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

情報共有 3．300～999人 05．製造業

情報共有、チャット 4．100～299人 04．建設業

情報共有、ＳＮＳ（携帯端末を含む） 3．300～999人 18．その他サービス業

勤怠管理、給与明細、ＳＦＡ・ＣＲＭ、コミュニケーション
ツール（チャット、メール、掲示板等）

4．100～299人 05．製造業

基幹システムにて利用 3．300～999人 09．卸売業、小売業

基幹システムにて利用 3．300～999人 09．卸売業、小売業

他事業所とのサーバー共有化 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

データ共有、基幹システムのクラウド化 3．300～999人 11．不動産業、物品賃貸業

テレワークに対応できるよう、クラウドを活用して書類にアク
セスできるよう改善。

4．100～299人 09．卸売業、小売業

社内情報共有（ｉｐａｄ端末） 4．100～299人 09．卸売業、小売業

グループウェア 3．300～999人 05．製造業

決裁システム、チャットワーク、日報システム 4．100～299人 05．製造業

社内の情報共有や勤怠管理 4．100～299人 14．生活関連サービス業、娯楽業

ガルーンのクラウド版化。 3．300～999人 05．製造業

クラウドを活用した社内の情報共有 4．100～299人 04．建設業

グループウェア 4．100～299人 04．建設業

会計システム 4．100～299人 16．医療、福祉

人事給与システムのクラウド化。 3．300～999人 04．建設業

ｏｆｆｉｃｅ３６５導入、ｘｐｏｉｎｔの活用、ｗｏｗトーク
導入

3．300～999人 04．建設業

スタッフの情報共有、情報のペーパーレス化 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

Ｅｘｃｈａｎｇｅｏｎｌｉｎｅ，ＬＩＮＥＷＯＲＫＳ．Ｅｍａ
ｉｌＳｅｃｕｒｉｔｙ．ｃｌｏｕｄ、サイボウズｏｆｆｉｃｅ

2．1,000～4,999人 05．製造業

メール等 3．300～999人 05．製造業

グループウェアの導入（クラウド型） 5．50～99人 99．無回答

ｅ－ラーニング 1．5,000人以上 16．医療、福祉

各種書類作成　勤怠管理 4．100～299人 05．製造業

社員のアドレス共有 4．100～299人 18．その他サービス業

グーグルクロームを利用して、カートにナビゲーションを導
入、ＬＩＮＥを利用して会社情報を配信。

5．50～99人 14．生活関連サービス業、娯楽業

勤怠管理、給与明細、マニュアル、派遣契約書管理 4．100～299人 05．製造業

ｗｅｂ／ｍａｉｌサーバ 5．50～99人 10．金融業、保険業

情報の共有 3．300～999人 04．建設業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

社内情報共有ツール 6．30～49人 14．生活関連サービス業、娯楽業

ファイルサーバーのクラウド活用 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

就労管理システム 3．300～999人 10．金融業、保険業

ｏｆｆｉｃｅ３６５の導入　データ共有、社内コミュニケー
ション等

1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

クラウド型デジタコの導入（全車両）を行った。 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

情報共有 4．100～299人 18．その他サービス業

事業所単位でクラウドにてデータ共有 6．30～49人 04．建設業

メール、社内情報共有ツール 3．300～999人 05．製造業

ｏｆｆｉｃｅ３６５によるミドルウェアの導入 3．300～999人 09．卸売業、小売業

社内基幹システムのクラウド化 4．100～299人 07．情報通信業

社内ポータルサイト　各種申請 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

会計、タイムレコーダー、業務ソフト 4．100～299人 16．医療、福祉

「ＢＯＸ」サービスの導入 3．300～999人 04．建設業

会計システム導入 4．100～299人 05．製造業

サイボウズ　Ｄｒｏｐｂｏｘの活用 3．300～999人 05．製造業

社内ＳＮＳ 3．300～999人 05．製造業

財務会計 3．300～999人 18．その他サービス業

ドキュメントサーバーのクラウド化による複数端末による情報
共有

3．300～999人 05．製造業

Ｓｈａｒｅ　Ｐｏｉｎｔの導入 1．5,000人以上 05．製造業

クラウドを活用した社内の情報共有 4．100～299人 04．建設業

ファイル共有、Ｗｅｂ会議、チャット 3．300～999人 07．情報通信業

保有データの移行（リスク回避） 4．100～299人 13．宿泊業、飲食サービス業

営業日報・行動計画の把握とデータ化。 4．100～299人 05．製造業

社内の情報共有等。 4．100～299人 04．建設業

クラウドを活用したタブレット端末による情報共有 4．100～299人 05．製造業

グループウェアの開設 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

対象データを決めて活用 3．300～999人 05．製造業

新財務会計ソフト、介護福祉ソフトの活用 4．100～299人 16．医療、福祉

ｔｅａｍｓ 2．1,000～4,999人 14．生活関連サービス業、娯楽業

Ｇ　Ｓｕｉｔｅ取り入れ 1．5,000人以上 15．教育、学習支援業

クラウド上のソフトウェアの活用 5．50～99人 08．運輸業、郵便業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

給料にかかわる「マイナンバー」管理 3．300～999人 05．製造業

Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　Ｔｅａｍｓ、情報共有・コミュニケー
ションシステム

2．1,000～4,999人 05．製造業

楽楽精算システム 5．50～99人 05．製造業

社内システムの共通Ｗｅｂ化、グループウェアの活用 3．300～999人 07．情報通信業

社内データのバックアップ 4．100～299人 04．建設業

２０１９年４月より、サーバシステムをクラウドに移行し利用
している。

3．300～999人 10．金融業、保険業

グループウェア 2．1,000～4,999人 05．製造業

勤怠システム、社内ＳＮＳ、社内グループウェア 5．50～99人 12．学術研究、専門・技術サービス業

クラウド上の会計ソフトウェア導入、社内ＳＮＳ 2．1,000～4,999人 05．製造業

勤怠管理、グループウェア 2．1,000～4,999人 05．製造業

クラウド上のソフトウェアの活用 3．300～999人 16．医療、福祉

給与明細、年末調整、労務管理、申請、勤怠打刻 4．100～299人 05．製造業

事業として顧客に展開 4．100～299人 18．その他サービス業

情報の共有化 3．300～999人 11．不動産業、物品賃貸業

メール・グループウェア（ｏｆｆｉｃｅ３６５） 4．100～299人 07．情報通信業

マイナンバーを含むデータ保管等の委託 4．100～299人 07．情報通信業

勤怠管理、廃棄物処理管理 4．100～299人 18．その他サービス業

クラウドを活用したグループウェア 3．300～999人 13．宿泊業、飲食サービス業

購買管理システムのクラウド移行（Ｓａｌｅｓ　Ｆｏｒｃｅ） 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

一部社員に導入、今後全社員へ展開予定。 5．50～99人 04．建設業

勤怠クラウド、ＡＷＳへの移行（基幹システム、情報系サー
バ）

5．50～99人 05．製造業

お客様とのデータのやりとりに使用 4．100～299人 07．情報通信業

勤怠システム 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

Ｗｅｂ会議サービス 3．300～999人 05．製造業

会計ソフトのクラウド化 5．50～99人 09．卸売業、小売業

商材として扱っている 3．300～999人 07．情報通信業

使えるクラウド（情報共有） 4．100～299人 16．医療、福祉

安否確認、勤怠管理、グループウェア、ｗｅｂ会議各システム
の導入

4．100～299人 09．卸売業、小売業

基幹システム 3．300～999人 16．医療、福祉

当社専用のサービスを利用 4．100～299人 04．建設業

患者様の情報管理 3．300～999人 16．医療、福祉
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

クラウドストレージの活用 2．1,000～4,999人 04．建設業

情報ツール、データ管理 1．5,000人以上 05．製造業

携帯端末による情報共有 3．300～999人 04．建設業

勤怠システム、ＳＮＳ 4．100～299人 09．卸売業、小売業

クラウドを活用した端末による情報共有 2．1,000～4,999人 04．建設業

社内教育、資料提供 2．1,000～4,999人 08．運輸業、郵便業

社内情報の共有システムの利用、スマートホンの利用（端末情
報共有）

4．100～299人 18．その他サービス業

ＨＯＭＥ－ＢＯＸで管理資料の共有、ＴｅａｃｈｍｅＢｉＺで
の情報共有化

4．100～299人 18．その他サービス業

社内のイントラサイト構築・活用 3．300～999人 05．製造業

ナレッジＳｕｉｔｅ 3．300～999人 18．その他サービス業

経営報告、社報、スケ 2．1,000～4,999人 08．運輸業、郵便業

クラウドサイン（クラウド上の電子契約サービス 4．100～299人 18．その他サービス業

社内情報の共有 4．100～299人 05．製造業

社内の勤怠システムをクラウド上で運用 4．100～299人 18．その他サービス業

ＷＭＳ、基幹システム 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

社内の情報の共有 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

基幹システムにて利用 3．300～999人 09．卸売業、小売業

情報資産管理 4．100～299人 16．医療、福祉

スケジューラー（グループウェア） 4．100～299人 05．製造業

クラウド上のソフトウェアの活用 3．300～999人 16．医療、福祉

介護ソフトはクラウド上のものを活用している。 3．300～999人 16．医療、福祉

社内サーバーのクラウド移行 3．300～999人 05．製造業

グループウェア・社内ＳＮＳ 2．1,000～4,999人 13．宿泊業、飲食サービス業

Ｔｅａｍｓ 2．1,000～4,999人 04．建設業

勤怠クラウドシステム導入、社内ＳＮＳ（Ｌｉｎｅ　Ｗｏｒｋ
ｓ）

4．100～299人 04．建設業

社内の情報共有 5．50～99人 18．その他サービス業

規定集の開示、申請書類の電子化 3．300～999人 09．卸売業、小売業

勤怠管理システム 5．50～99人 09．卸売業、小売業

勤怠管理システム、他。 3．300～999人 05．製造業

販社のクラウド使用 4．100～299人 18．その他サービス業

会計ソフトをクラウド活用に変更した 5．50～99人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

データのバックアップ　５年以前かも 4．100～299人 05．製造業

ｏｆｆｉｃｅ３６５他 4．100～299人 04．建設業

チャットワーク 4．100～299人 09．卸売業、小売業

ＴＶ会議等 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

Ｗｏｒｋｐｌａｃｅ－スマートフォン等での情報共有化 4．100～299人 09．卸売業、小売業

共有データのクラウド化。（例：給与明細のＷｅｂ化など） 3．300～999人 05．製造業

指針データのクラウド利用 3．300～999人 06．電気・ガス・熱供給・水道業

ＣＲＭ・ＳＦＡ 3．300～999人 07．情報通信業

タブレット端末による情報共有 3．300～999人 14．生活関連サービス業、娯楽業

社内グループウェア 4．100～299人 09．卸売業、小売業

研修 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

年末調整作業の効率化・簡易化を図る為のクラウド活用 3．300～999人 11．不動産業、物品賃貸業

クラウドストレージの活用 2．1,000～4,999人 04．建設業

社内メール、社内規程、提出用紙のダウンロード等 3．300～999人 09．卸売業、小売業

ＴＶ会議（社内全拠点にＴＶ会議システムを導入。Ｎｉコラボ
（社内情報共有やコミュニケーションツール）、Ｂ２クラウド
（送り状発行システム）等

4．100～299人 05．製造業

クラウドサーバーの利用 2．1,000～4,999人 05．製造業

表示物 1．5,000人以上 13．宿泊業、飲食サービス業

本社にあるサーバーに対して、外部（各工事現場）からアクセ
スできるようにネットワーク環境を構築

5．50～99人 04．建設業

クラウド上のソフトウェアの活用 6．30～49人 99．無回答

支援内容、会計、請求 4．100～299人 16．医療、福祉

オンラインストレージ活用による情報共有 3．300～999人 05．製造業

勤怠管理システム　決裁システム 4．100～299人 09．卸売業、小売業

情報活用システムの構築 3．300～999人 05．製造業

システムサーバーのクラウド化 3．300～999人 05．製造業

㈱エステム（大阪市中央区徳井町２－４－１４）の開発した
「桜システム」のインストール版

4．100～299人 16．医療、福祉

会計ソフト 5．50～99人 05．製造業

クラウドを活用しての社内業務、情報共有、コミュニケーショ
ン

4．100～299人 05．製造業

ＥＲＰのクラウド化（一部） 5．50～99人 04．建設業

コスモス等安全管理に活用。 5．50～99人 04．建設業

メールシステムを移行 3．300～999人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

仮想サーバーを利用し、自社内のデータ保存先をクラウド化 4．100～299人 05．製造業

ファイナルサーバー（システム運用）・バックアップ 4．100～299人 05．製造業

ソフト共用他 4．100～299人 05．製造業

社内情報共有・コミュニケーション 5．50～99人 15．教育、学習支援業

社内クラウドによるデータ管理や共有 2．1,000～4,999人 08．運輸業、郵便業

介護施設フロアに於て、タブレットを使い、ケアシステムを活
用している。

4．100～299人 16．医療、福祉

勤怠システム管理 4．100～299人 18．その他サービス業

マイナンバー、社会保険電子申請等管理システム、グループ
ウェア

4．100～299人 05．製造業

勤怠管理 5．50～99人 05．製造業

Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　Ｏｆｆｉｃｅ３６５ 4．100～299人 05．製造業

勤怠管理ソフトウェア活用 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

サーバーのクラウド化、クラウド上のソフトウェア活用 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

児童の出席管理、睡眠チェック、園児情報管理 4．100～299人 16．医療、福祉

「ＢＯＸ」利用によるセンターファイル化 2．1,000～4,999人 05．製造業

社内の情報共有 4．100～299人 07．情報通信業

電話交換機 3．300～999人 04．建設業

勤怠管理システム、共有フォルダ 4．100～299人 05．製造業

ＷｉＮサーバー、ファイルサーバー等 3．300～999人 10．金融業、保険業

Ｗｅｂ会議システム、ＶＰＮ接続ツール 3．300～999人 07．情報通信業

企業データのクラウド化 5．50～99人 07．情報通信業

Ｇ－Ｓｕｉｔｅ 4．100～299人 05．製造業

福祉ソフト導入 4．100～299人 16．医療、福祉

クラウドを活用した携帯端末による情報共有。 4．100～299人 09．卸売業、小売業

ＢＯＸ利用 2．1,000～4,999人 05．製造業

仮想環境サーバー導入、但し埼玉事業所内の部門が全社的に実
施

3．300～999人 05．製造業

パソコンをクラウドで管理。 2．1,000～4,999人 05．製造業

業務資料の一元管理化、ｗｅｂ会議、スケジュール共有 3．300～999人 05．製造業

社内の情報共有ツールをクラウド化、デジタコシステムのクラ
ウド化

3．300～999人 08．運輸業、郵便業

ＣＹＤＡＳ、ＭＯＴＩＶＡＴＩＯＮ　ＣＬＯＵＤ、ＬＩＮＥｗ
ｏｒｋｓ、等‥の導入

2．1,000～4,999人 04．建設業

取組中 4．100～299人 18．その他サービス業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

スマートフォン活用した顧客データの共有 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

年末調整のクラウド化（アウトソーシング） 2．1,000～4,999人 05．製造業

ビッグデータの格納［研究及び生産に関するデータのデータ
ベースとして］

2．1,000～4,999人 05．製造業

Ｗｅｂメールシステム 4．100～299人 18．その他サービス業

資機材、労働者の配置等の情報共有 5．50～99人 04．建設業

グループウェア 4．100～299人 05．製造業

ＭｉｃｒｏｓｏｆｔのＯｆｆｉｃｅ３６５を活用した、グルー
プウェア及びメール、Ｗｅｂ会議等

2．1,000～4,999人 05．製造業

データセンターを活用したアプリケーション構築やコミュニ
ケーションツールの活用

1．5,000人以上 05．製造業

スケジュール管理 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

運行管理、デジタコ 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

社内データのサーバークラウド化 4．100～299人 05．製造業

社内ＬＡＮの主要部分をクラウド化 4．100～299人 07．情報通信業

サーバー上でのデータやりとり、共有 3．300～999人 99．無回答

クラウド上のソフトウェアの活用 4．100～299人 16．医療、福祉

グループウェア 4．100～299人 05．製造業

クラウドサービスのソフトウェア導入 5．50～99人 11．不動産業、物品賃貸業

アプリケーションのクラウド化 4．100～299人 04．建設業

クラウドを活用した社内の情報共有 4．100～299人 05．製造業

システム 4．100～299人 05．製造業

一部ファイルをクラウド上で共有している 4．100～299人 05．製造業

ファイルサーバー、メールサーバーのクラウド化 2．1,000～4,999人 08．運輸業、郵便業

グループウェア 4．100～299人 09．卸売業、小売業

勤怠管理・経費精算 4．100～299人 07．情報通信業

社内情報の共有、稟議決裁、文書管理など 5．50～99人 05．製造業

給与明細電子化によるクラウドの活用 4．100～299人 10．金融業、保険業

電子カルテ、経理システム 4．100～299人 16．医療、福祉

サイボウズｏｆｆｉｃｅ、Ｅ－グルＰｒｏ 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

クラウド上のサービスを活用し、データ保管 2．1,000～4,999人 05．製造業

社内イントラのクラウド化による情報共有 3．300～999人 18．その他サービス業

勤怠管理・会計処理 4．100～299人 05．製造業

グループウェア、会計システム、基幹システム 4．100～299人 09．卸売業、小売業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

ＰＣＡ会計クラウドの導入 4．100～299人 04．建設業

売上管理、経理業務 4．100～299人 05．製造業

セキュリティ対応 3．300～999人 05．製造業

グループウェアによる情報共有、テレビ会議 4．100～299人 05．製造業

オフィスの一部クラウド化、経理業務一部クラウド化 3．300～999人 05．製造業

キッズビュー 6．30～49人 15．教育、学習支援業

クラウド上ソフト（メール等）の活用 3．300～999人 05．製造業

マイナンバー管理ツールの導入 3．300～999人 99．無回答

スマートフォンによる情報共有 2．1,000～4,999人 04．建設業

基幹システム活用 3．300～999人 05．製造業

ファイルサーバー、ファイル検索システム 2．1,000～4,999人 04．建設業

グループウェアの使用 4．100～299人 04．建設業

クラウド上ソフトの利用（マイナンバー管理　Ｅメール） 4．100～299人 05．製造業

スマホ・タブレットでの情報共有 5．50～99人 04．建設業

データセンターのクラウド化、コールセンターソリューション
のクラウド化　マニュアル、トークスクリプト管理

3．300～999人 10．金融業、保険業

Ｏｆｆｉｃｅ３６５への移行 3．300～999人 07．情報通信業

セールスフォース導入による営業情報や受注、完工等の管理 4．100～299人 04．建設業

グループウェア、ストレージ 6．30～49人 04．建設業

クラウド上のソフトウェアの活用 3．300～999人 05．製造業

グループウェアとワークフロー 5．50～99人 05．製造業

グループウェア、メール 2．1,000～4,999人 05．製造業

グループウェア 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

クラウド上のソフトウェアの活用 4．100～299人 04．建設業

請求書発行、給与計算、勤怠管理 5．50～99人 05．製造業

社内ＳＮＳを利用した会社情報の可視化 6．30～49人 05．製造業

メールサーバのクラウド化 4．100～299人 15．教育、学習支援業

業務サービスとして、クラウド提供 4．100～299人 07．情報通信業

サービス提供 3．300～999人 07．情報通信業

グループウェア 3．300～999人 05．製造業

ペーパーレス会議システム、デジタルサイネージシステム 4．100～299人 10．金融業、保険業

クラウド上のソフトウェアの導入 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

Ｄｉｒｅｃｔ活用、ｓａｎｓａｎ活用 3．300～999人 09．卸売業、小売業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

社内基幹システムのクラウド化 5．50～99人 05．製造業

クラウド上のソフトウェアの活用（社内の情報共有、顧客への
情報発信）

4．100～299人 17．複合サービス事業

タブレット等の携帯端末による情報共有（宅配） 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

人事評価システム導入 3．300～999人 16．医療、福祉

就業管理 5．50～99人 05．製造業

社内システム 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

勤怠管理システム 4．100～299人 10．金融業、保険業

Ｇメール、Ｇｏｏｇｌｅドライブの活用 3．300～999人 05．製造業

社内の情報共有 3．300～999人 05．製造業

大容量データ保存・転送サービス 2．1,000～4,999人 04．建設業

売上実績、見積システム、グループウェア、デジタルカタログ 3．300～999人 05．製造業

Ｇｏｏｇｌｅ　Ｃｌｏｕｄｓｔｅｐ（社内グループウェア）の
導入

4．100～299人 18．その他サービス業

出退勤管理 5．50～99人 04．建設業

人事基幹システムのクラウド移行 2．1,000～4,999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

サーバーのクラウド化、クラウド上のソフトウェア活用 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

工場と本社との情報交換 5．50～99人 05．製造業

基幹システム、人事給与システム、メールシステム 4．100～299人 09．卸売業、小売業

経理ソフトＦｒｅｅｅ 5．50～99人 05．製造業

ｏｆｆｉｃｅ３６５利用 4．100～299人 09．卸売業、小売業

クラウド上のソフトウェアの活用 4．100～299人 05．製造業

Ｋｉｎｔｏｎ、Ｓａｎｓａｎ、Ｕｓｏｎａｒ、ＣＹＤＡＳ、Ｓ
ｕｒｖｅｙ　ｍｏｎｋｙ　ｏｆｆｉｃｅ３６５、Ａｍａｚｏｎ
Ｗｅｂ　Ｓｅｒｖｉｃｅｓ、ＯＢＩＣＤＣ、Ｓａｌｅｓｆｏｒ
ｃｅ

3．300～999人 04．建設業

クラウド上でのデータ共有、ＳＮＳ利用等 1．5,000人以上 04．建設業

社内情報共有、タブレット 4．100～299人 18．その他サービス業

ソフトウェアの活用 4．100～299人 16．医療、福祉

グループウェア 3．300～999人 09．卸売業、小売業

情報共有 1．5,000人以上 05．製造業

グループウェア 3．300～999人 09．卸売業、小売業

労務管理　経費管理 5．50～99人 05．製造業

基幹システム（プライベートクラウド）、サーバ類（ＡＷＳ） 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

ＢＩクラウドサービスの導入 2．1,000～4,999人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

クラウドサーバの活用、Ｏｆｆｉｃｅ３６５：Ｔｅａｍｓ．ｙ
ａｍｍｅｒ等の活用

2．1,000～4,999人 11．不動産業、物品賃貸業

Ｏｆｆｉｃｅ３６５（Ｏｕｔｌｏｏｋ，Ｔｅａｍｓなど）の活
用、Ｗｅｂ会議推進

2．1,000～4,999人 05．製造業

テレオフィス、セールスフォース 4．100～299人 05．製造業

経費精算のシステムをクラウドベースの物に変えた。ｔｅａｍ
ｓを導入

3．300～999人 05．製造業

サーバーのクラウド化、クラウド上のソフトウェア活用 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

クラウド上のソフトウェアの活用 2．1,000～4,999人 04．建設業

クラウドを活用したグループウェア 3．300～999人 13．宿泊業、飲食サービス業

オンラインストレージを使用した情報共有 6．30～49人 05．製造業

タブレット等の端末による情報共有 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

グループウェア、勤怠管理 4．100～299人 09．卸売業、小売業

本部・拠点間での情報共有 3．300～999人 16．医療、福祉

ファイルサーバ、特定業務向けサーバ、グループウェア 3．300～999人 18．その他サービス業

幹部社員の持つＣＰ情報を共有ファイルに入れクラウド保存し
た

5．50～99人 08．運輸業、郵便業

オービック 3．300～999人 05．製造業

サービス中のシステムをオンプレからクラウドへ 4．100～299人 07．情報通信業

人事給与勤怠システム、ｏｎｅｄｒｉｖｅ 4．100～299人 04．建設業

メールのシステムをＧｓｕｉｔｅに移行 3．300～999人 15．教育、学習支援業

勤怠管理、年末調整 5．50～99人 05．製造業

サービス中のシステムをオンプレからクラウドへ 4．100～299人 07．情報通信業

社内情報共有等 5．50～99人 04．建設業

倉庫の温度管理 3．300～999人 05．製造業

グループウェアの導入 2．1,000～4,999人 15．教育、学習支援業

経理システム 6．30～49人 16．医療、福祉

勤怠に関する届（休暇、遅刻、早退、休出等） 5．50～99人 07．情報通信業

情報共有 3．300～999人 09．卸売業、小売業

情報共有 3．300～999人 09．卸売業、小売業

クラウドを利用した情報共有 4．100～299人 05．製造業

グループウェア、ワークフロー、勤怠管理人事評価等、クラウ
ド上のソフトウェアを利用

2．1,000～4,999人 05．製造業

チャットシステム 5．50～99人 09．卸売業、小売業

メールホスティング、勤怠管理、予定表共有 5．50～99人 07．情報通信業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

クラウド上のソフトウェアの活用 1．5,000人以上 05．製造業

社内ＳＮＳ、Ｓｈａｒｅ　Ｐｏｉｎｔ等 5．50～99人 05．製造業

タブレット等の携帯端末による情報共有 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

社内コミュニケーションツールの利用、データ保存 3．300～999人 09．卸売業、小売業

クラウド上のソフトウェアの活用 3．300～999人 05．製造業

クラウド上のソフトウェアの活用 4．100～299人 04．建設業

クラウド上のソフトウェア（ＯＢＩＣ７）の活用（人事システ
ム・給与システム）

3．300～999人 04．建設業

コミュニケーション、データ管理ツールとして活用 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

タブレット導入による情報共有。 3．300～999人 04．建設業

勤怠管理システム、グループウェア（社内情報共有） 4．100～299人 05．製造業

社内の情報共有 1．5,000人以上 05．製造業

ワークフローシステム 4．100～299人 09．卸売業、小売業

タブレット等の携帯端末による情報共有。 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

タブレット等の携帯端末による情報共有 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

マイナンバー管理（社労士と共有） 4．100～299人 18．その他サービス業

クラウドを活用した社内情報共有、社内ＳＮＳ 1．5,000人以上 18．その他サービス業

ＴＶ会議システム 3．300～999人 09．卸売業、小売業

クラウドサービスを利用した教職員・学生への安否確認・情報
共有

3．300～999人 15．教育、学習支援業

メール等社内インフラの自社サーバーからクラウドへの転換等 1．5,000人以上 05．製造業

年末調整　クラウド 4．100～299人 18．その他サービス業

労務管理システム、動態管理システム、納入代行システム 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

クラウドを活用したスマートフォン、タブレット等の端末によ
る情報共有

2．1,000～4,999人 04．建設業

メール、給与明細、マイナンバー管理、年末調整 5．50～99人 12．学術研究、専門・技術サービス業

マイナンバー管理 3．300～999人 07．情報通信業

社内情報共有やコミュニケーションツールとしての活用 2．1,000～4,999人 05．製造業

Ｄｒｏｐｂｏｘによる社内の情報共有。 5．50～99人 04．建設業

取引先との情報共有、グループウェア、会計システム、マニュ
アル作成ツール、ｗｅｂメール

3．300～999人 05．製造業

Ｏｎｅ　Ｄｒｉｖｅ、Ｔｅａｍｓ 2．1,000～4,999人 05．製造業

社内情報共有 2．1,000～4,999人 05．製造業

名刺データの一元化 4．100～299人 05．製造業

介護記録ソフトウェアの利用 5．50～99人 16．医療、福祉
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

業務用のサーバーをクラウド化 6．30～49人 09．卸売業、小売業

社内情報共有やコミュニケーションツールとしてのグループ
ウェア、社内ＳＮＳ

4．100～299人 04．建設業

ＣＲＭ、ＳＦＡ 3．300～999人 07．情報通信業

メールのクラウド化 4．100～299人 05．製造業

情報共有、コミュニケーションツール 3．300～999人 04．建設業

事務部署でのクラウド型ストレージサービス利用　事務職員の
社内ＳＮＳ導入（２０２０年度運用開始予定）

3．300～999人 15．教育、学習支援業

デジジャパン社タッチオンタイム（勤怠管理） 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

サービス提供、データサーバ 3．300～999人 07．情報通信業

各帳票類 3．300～999人 05．製造業

Ｇ　Ｓｕｉｔｅの利用 2．1,000～4,999人 15．教育、学習支援業

ＭＳ社　Ａｚｕｒｅ、ｏｆｆｉｃｅ３６５ 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

施設管理システム 4．100～299人 16．医療、福祉

クラウドやスマホを活用した経費精算の仕組みの導入　社内情
報共有やコミュニケーションツールの活用

9．無回答 99．無回答

人事考課、社内スマホ、携帯電話管理 3．300～999人 05．製造業

クラウドを活用した社内の情報共有 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

クラウドを活用した社内の情報共有やコミュニケーションツー
ルとしてのグループウェア・社内ＳＮＳ

4．100～299人 05．製造業

Ｓａａｓ　Ｐａａｓ 3．300～999人 05．製造業

Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　ｏｆｆｉｃｅ３６５（Ｏｎｅ　Ｄｒｉｖ
ｅ）

4．100～299人 04．建設業

Ｏｎｅｄｒｉｖｅの利用、基幹システムのクラウド化 4．100～299人 05．製造業

財務・経理、人事ソフト等 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

ＯＦＦＩＣＥ３６５ 4．100～299人 07．情報通信業

ｏｆｆｉｃｅ３６５、ＤＥＳＫ　ＮＥＴ’Ｓ　ＮＥＯ 4．100～299人 05．製造業

情報共有 3．300～999人 16．医療、福祉

クラウド上のソフトウェアの活用他 3．300～999人 05．製造業

社内の情報共有。 4．100～299人 16．医療、福祉

年末調整、労務、エンゲージメント 4．100～299人 18．その他サービス業

サイボウズ導入 2．1,000～4,999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

グループウェア、各種業務管理システム 5．50～99人 04．建設業

マイクロソフトオフィス「Ｏｎｅ　Ｄｒｉｖｅ」導入 5．50～99人 05．製造業

安否確認システム 4．100～299人 09．卸売業、小売業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

基幹システムのオフコンからの移行 3．300～999人 05．製造業

パソコンで、クラウド上にファイルを置き、どの営業所からも
閲覧出来るようにした。

4．100～299人 08．運輸業、郵便業

グループウェア（社内コミュニケーションツールとして活用）
ｉＰａｄ授業

3．300～999人 15．教育、学習支援業

クラウド上のソフトウェアの活用　グループネットワーク。 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

ほぼ全社員に社内スマートフォン貸与 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

ＩＴＰ－ＷｅｂＳｅｒｖｉｃｅ、サイボウズ、配車管理システ
ム

4．100～299人 08．運輸業、郵便業

社内情報共有、ポータルサイト、カレンダー共有 1．5,000人以上 05．製造業

研究開発業務 1．5,000人以上 04．建設業

会議資料の共有 3．300～999人 15．教育、学習支援業

サーバのクラウド化 3．300～999人 05．製造業

ストレージ 4．100～299人 04．建設業

ｓｌａｃｋを使用（情報共有に活用） 2．1,000～4,999人 07．情報通信業

運送ソフトウェアの活用（タイガー） 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

遠隔地との情報共有 4．100～299人 05．製造業

会社からのメールなど、通知（重要事項） 1．5,000人以上 13．宿泊業、飲食サービス業

クラウド上のソフト共有、及び情報共有 4．100～299人 16．医療、福祉

アプリ開発、Ｗｅｂページの制作 3．300～999人 05．製造業

予約管理、日報管理等 4．100～299人 13．宿泊業、飲食サービス業

人給システム等のクラウド運用 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

クラウドサーバー 4．100～299人 04．建設業

クラウド上のソフトウェアの活用 2．1,000～4,999人 15．教育、学習支援業

基幹システム以下クラウド利用中 2．1,000～4,999人 04．建設業

社内文書データーの一元管理、集約 3．300～999人 04．建設業

勤怠・データ 4．100～299人 05．製造業

勤怠管理 4．100～299人 18．その他サービス業

ソフトウェアの活用 3．300～999人 20．その他

基幹システムのクラウド化（社内から外す） 3．300～999人 05．製造業

看護記録をｉｐａｄ入力とし、パスワード入力でリアルタイム
で情報共有できるようにした。

1．5,000人以上 16．医療、福祉

ｏｆｆｉｃｅ３６５の導入 3．300～999人 99．無回答

クラウドを活用した社内の情報共有 1．5,000人以上 18．その他サービス業

会計ソフト、サイボウズ 4．100～299人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：クラウド

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

介護ソフト 4．100～299人 16．医療、福祉

勤怠管理 3．300～999人 07．情報通信業

基幹システムにて利用 3．300～999人 09．卸売業、小売業

ｏｎｅｄｒｉｖｅを共有フォルダとして利用、ＬＩＮＥＷＯＲ
ＫＳ利用

4．100～299人 18．その他サービス業

店舗間のコミュニケーション 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

ＧＳｕｉｔｅ、ＥＲＰ 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

社内コミュニケーションツールとしてグループウェアを使用 4．100～299人 05．製造業

クラウドを活用した学生の履修、成績、就職、入試情報管理及
び学生への情報提供。実行は令和２年４月からになります。

4．100～299人 15．教育、学習支援業

労務・人事管理システム，グループウエア導入 4．100～299人 12．学術研究、専門・技術サービス業

クラウドを活用した社内情報の共有 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

Ｔｅａｃｈ－ｍｅ　ＢＩＺ（教育動画） 3．300～999人 13．宿泊業、飲食サービス業

投信窓販業務支援システム（預かり資産ナビ）導入 2．1,000～4,999人 10．金融業、保険業

社内チャットシステム，クラウドによるタブレット情報共有，
テレワーク他

3．300～999人 04．建設業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：上記以外のＩＣＴ技術

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

テレワークの一部導入・タブレットの一部導入 5．50～99人 05．製造業

ｗｅｂ会議システム 4．100～299人 05．製造業

グループウェア更新、スマートフォン、タブレット等 2．1,000～4,999人 05．製造業

スケジュール管理、社内決裁 2．1,000～4,999人 04．建設業

三次元データ等のＩＣＴ技術 4．100～299人 04．建設業

ウェアラブル機器活用、遠隔情報共有、ドローン活用 3．300～999人 20．その他

ＢＩＭ、ＣＩＭ 4．100～299人 04．建設業

Ｗｅｂ会議、携帯端末での情報共有 4．100～299人 04．建設業

ｏｆｆｉｃｅ３６５（Ｔｅａｍｓ、ＯｎｅＤｒｉｖｅ、Ｏｎｅ
Ｎｏｔｅ、Ｙａｍｍｅｒ等）

2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

緊急連絡網や情報共有　グループライン等 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

社内ＳＮＳ 4．100～299人 09．卸売業、小売業

自社サーバでのグループウェア運用 4．100～299人 09．卸売業、小売業

ＰＣでの会議システム 1．5,000人以上 06．電気・ガス・熱供給・水道業

サイボウズの導入 6．30～49人 09．卸売業、小売業

機械の温度監視、ログ取得 6．30～49人 08．運輸業、郵便業

法人施設内ＳＮＳ　ウエブ会議 3．300～999人 16．医療、福祉

グループ統一システム 3．300～999人 18．その他サービス業

土木現場での三次元データ等のＩＣＴ技術 5．50～99人 04．建設業

親会社ＩＴツールへの移行 4．100～299人 09．卸売業、小売業

土木現場での三次元データ等のＩＣＴ技術 3．300～999人 04．建設業

現場情況を常時確認 3．300～999人 14．生活関連サービス業、娯楽業

土木現場での三次元データ等のＩＣＴ技術 5．50～99人 04．建設業

重機の使用 5．50～99人 04．建設業

ｗｅｂ会議システムの導入。 3．300～999人 04．建設業

グループウエア 4．100～299人 09．卸売業、小売業

生産管理システム、販売管理システム、３ＤＣＡＤ 3．300～999人 05．製造業

グループウェア導入、現場でのレーザースキャナーデータによ
る３ＤＣＡＤ作成

3．300～999人 04．建設業

Ｇｏｏｇｌｅサービスを利用したｗｅｂ会議 3．300～999人 18．その他サービス業

ＭＳ　ｔｅａｍｓ 1．5,000人以上 07．情報通信業

デスクネッツネオ 4．100～299人 04．建設業

情報共有・コミュニケーションツール 4．100～299人 15．教育、学習支援業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：上記以外のＩＣＴ技術

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

タブレット、ＴＶ会議システム 5．50～99人 04．建設業

生産管理システム 4．100～299人 05．製造業

営業貸与スマホによるグループＬＩＮＥでの業務連絡。 6．30～49人 09．卸売業、小売業

ラインワークス 5．50～99人 09．卸売業、小売業

サイボウズによる社内情報共有 5．50～99人 17．複合サービス事業

ワークフローの使用 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

ＷＥＢ会議他 4．100～299人 05．製造業

グループウェア 2．1,000～4,999人 08．運輸業、郵便業

モバイル・リモートアクセス・テレワーク・ｗｅｂ会議 3．300～999人 04．建設業

グループウェアの導入 4．100～299人 09．卸売業、小売業

Ｔｅａｃｈ　ｍｅ　Ｂｉｚ、ｅ－セールスマネージャー 4．100～299人 05．製造業

土木工事における三次元データ等の利活用 4．100～299人 05．製造業

ｗｅｂ会議 3．300～999人 07．情報通信業

ＵＡＶの導入 4．100～299人 18．その他サービス業

マシンコントロール等の建設機械導入 5．50～99人 04．建設業

グループウェア 4．100～299人 07．情報通信業

マイクロソフトチームス、Ｘ－ＰＯＩＮＴ（ワークフロー） 3．300～999人 05．製造業

ＴＶ会議システム導入 4．100～299人 05．製造業

Ｗｅｂ会議、社内ＳＮＳ（チャット）、スマートフォン情報共
有

2．1,000～4,999人 07．情報通信業

ｗｅｂ会議システム 2．1,000～4,999人 05．製造業

グループウェア、ＳＮＳの活用 3．300～999人 18．その他サービス業

社員スケジュール、会議室予約 5．50～99人 05．製造業

クラウド上のソフトウェアの活用 4．100～299人 05．製造業

ＢＩＭ、ＣＩＭの取組 3．300～999人 05．製造業

ビジネスチャットの試験運用 3．300～999人 05．製造業

スマートフォン、ｗｅｂ会議 4．100～299人 05．製造業

クラウド以外のグループウェア、タブレット等による情報共有 4．100～299人 05．製造業

スケジュール等のグループウェア 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

製品の状況把握 2．1,000～4,999人 14．生活関連サービス業、娯楽業

介護記録の電子化、情報共有（パソコン　タブレット使用） 3．300～999人 16．医療、福祉

バーコードシステムとつながる業務ソフト導入 4．100～299人 05．製造業

Ｗｅｂ会議システム、Ｓ社ＳＮＳ（グループセッション） 4．100～299人 08．運輸業、郵便業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：上記以外のＩＣＴ技術

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

社内の情報共有としてのグループウェア 3．300～999人 13．宿泊業、飲食サービス業

社内コミュニケーションツール 4．100～299人 18．その他サービス業

グループウェア 4．100～299人 04．建設業

企業用ＳＮＳ「Ｗｏｒｋｐｌａｃｅ」 3．300～999人 13．宿泊業、飲食サービス業

Ｓｋｙｐｅ会議システム、Ｏｕｔｌｏｏｋの予定表を活用した
会議室、社用車管理

3．300～999人 05．製造業

社内ＳＮＳ。 3．300～999人 05．製造業

社内ＳＮＳ、ＱＲコード、バーコードによる工程管理 3．300～999人 05．製造業

社内の情報共有用ソフトの利用、ＶＰＮの利用、ＢＩＭ／ＣＩ
Ｍの導入　テレワークやフリーアドレスのためのリモートアク
セスやｗｅｂ会議システム、バーコードによる出退勤管理

3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ 4．100～299人 04．建設業

省力化への取組み 4．100～299人 04．建設業

スマートフォン活用（一部）、リモートアクセス（一部）、Ｗ
ｅｂ会議

4．100～299人 07．情報通信業

社内チャット。Ｗｅｂ会議。 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

介護記録 4．100～299人 16．医療、福祉

社内ＳＮＳ、ｗｅｂ会議 3．300～999人 05．製造業

ｗｅｂ会議システム導入、各セクションへのタブレット支給 4．100～299人 05．製造業

Ｗｅｂ会議 4．100～299人 01．農業、林業

ＩｎＣｉｒｃｌｅ、Ｗｅｂ会議システム 3．300～999人 04．建設業

ｗｅｂ会議 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

コミュニケーションツール、リモートアクセス 5．50～99人 07．情報通信業

登降園管理等保育業務補助システムの導入 4．100～299人 16．医療、福祉

グループウェア社内ＳＮＳ 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

グループウェア 5．50～99人 09．卸売業、小売業

所内にｗｉｆｉを整備 1．5,000人以上 18．その他サービス業

出退勤管理 4．100～299人 12．学術研究、専門・技術サービス業

タブレットを活用した記録 4．100～299人 16．医療、福祉

ｗｅｂ会議、グループウェアの活用 4．100～299人 05．製造業

ウェブ会議 2．1,000～4,999人 17．複合サービス事業

グループウェア、ワークフロー、ＴＶ会議システムの導入・運
用

6．30～49人 05．製造業

建設自動測量システム 4．100～299人 04．建設業

社内開発の「生産性みえ太君」の活用 4．100～299人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：上記以外のＩＣＴ技術

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

社内のＬＡＮ活用 4．100～299人 11．不動産業、物品賃貸業

本所主導でグループウェア、社内ＳＮＳの活用 2．1,000～4,999人 01．農業、林業

ＣＩＭモデルの活用 2．1,000～4,999人 04．建設業

テレワーク、ｗｅｂ会議 4．100～299人 12．学術研究、専門・技術サービス業

ＴＶ会議、リモートアクセス（テレワーク） 4．100～299人 07．情報通信業

サイボウズによるスケジュール管理の試行導入 5．50～99人 10．金融業、保険業

共有のデーター保存 2．1,000～4,999人 99．無回答

ｗｅｂ会議システム 4．100～299人 09．卸売業、小売業

ｗｅｂ会議 3．300～999人 05．製造業

グループウェア、リモートアクセス他 3．300～999人 07．情報通信業

オンプレでグループウェアなど 2．1,000～4,999人 05．製造業

一部正社員対象のグループウェア　運用 3．300～999人 05．製造業

ｗｅｂ会議システム 1．5,000人以上 04．建設業

土木、建設現場での三次元データ等のＩＣＴ技術 3．300～999人 04．建設業

サイボウズ 5．50～99人 10．金融業、保険業

グループウェア・社内ＳＮＳ・スマホ＆タブレットによる情報
共有・ｗｅｂ会議システム・ＱＲ＆バーコードによる管理・カ
タログ等へのＡＲ導入

3．300～999人 05．製造業

ＱＲコード・バーコード等による工程管理 4．100～299人 05．製造業

Ｃｙｂｏｚでスケジュール共有。 4．100～299人 05．製造業

ＰＣ会議 3．300～999人 05．製造業

生産管理システム 4．100～299人 05．製造業

教育支援 4．100～299人 15．教育、学習支援業

勤怠管理システム、電子帳票システム 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

グループウェア・Ｗｅｂ会議システム 3．300～999人 16．医療、福祉

テレワーク、Ｗｅｂ会議システム 4．100～299人 12．学術研究、専門・技術サービス業

チャットワークによる、情報伝達、会議等。 3．300～999人 16．医療、福祉

社内：共有グループウエア、原価ソフト、積算ソフト　現場：
発注者との情報共有システム、電子小黒板、他

4．100～299人 04．建設業

タブレットを活用した社内の情報共有 3．300～999人 16．医療、福祉

勤怠、メール、業務支援システム 3．300～999人 04．建設業

建設現場や製造プラント機器の三次元計測、ｗｅｂ会議システ
ム

4．100～299人 04．建設業

ＳＮＳの利用 4．100～299人 05．製造業

社内の情報共有のためのグループウェア 2．1,000～4,999人 15．教育、学習支援業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：上記以外のＩＣＴ技術

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

クラウド以外の端末による情報共有、リモートアクセスやＷｅ
ｂ会議

2．1,000～4,999人 06．電気・ガス・熱供給・水道業

社内ネットワークによる情報共有（ＮＡＳ利用） 4．100～299人 05．製造業

ｗｅｂ会議システム、スマートフォンによる情報共有など 2．1,000～4,999人 04．建設業

勤怠システム　Ｗｅｂ会議システム 4．100～299人 05．製造業

３Ｄ－ＭＣ（ブルドーザ・チーターグレーダ・アスファルト
フィニッシャ）、３Ｄ－ＭＧ（切削機）ＴＳを使った測量

2．1,000～4,999人 04．建設業

勤怠管理システムの導入 4．100～299人 04．建設業

Ｗｅｂ会議システム、携帯端末（スマホ等）による情報共有 2．1,000～4,999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

社内情報の共有 4．100～299人 04．建設業

電子掲示板　社内書類の電子化 3．300～999人 18．その他サービス業

受注伝票 4．100～299人 05．製造業

リモートアクセスサービス、グループウェア、Ｗｅｂ会議シス
テム

3．300～999人 11．不動産業、物品賃貸業

バーコードによる工程管理 3．300～999人 05．製造業

テレワーク、Ｗｅｂ会議 4．100～299人 04．建設業

ＴＶ会議　リモートアクセス 4．100～299人 04．建設業

グループウェアの更改（サーバー型） 5．50～99人 99．無回答

サイボウズ 4．100～299人 05．製造業

サイボウズ（スケジュール・メール等管理） 5．50～99人 10．金融業、保険業

５年以上前から、グループウェアをコミュニケーションツール
として使っている

2．1,000～4,999人 05．製造業

グループウェアの導入。 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

職員との情報共有（掲示板） 3．300～999人 10．金融業、保険業

ＶＰＮ 4．100～299人 16．医療、福祉

院内ＬＡＮの整備 4．100～299人 16．医療、福祉

土木現場でのドローン測量と三次元データ土工、Ｗｅｂ会議シ
ステム

4．100～299人 04．建設業

Ｓｋｙｐｅなどのコミュニケーションツール 1．5,000人以上 12．学術研究、専門・技術サービス業

ｗｅｂによる情報共有、ＴＶ会議システム、バーコード管理。 2．1,000～4,999人 05．製造業

社内ＳＮＳ 4．100～299人 18．その他サービス業

ｗｅｂ会議システム 3．300～999人 05．製造業

勤務表自動表示システム、給食申込 4．100～299人 16．医療、福祉

ＢＩＭ、ＣＩＭの取組 3．300～999人 04．建設業

勤怠管理システム、社内ＳＮＳ 3．300～999人 17．複合サービス事業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：上記以外のＩＣＴ技術

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

タブレットによる情報共有、ＴＶ会議システム 2．1,000～4,999人 04．建設業

安全点検の電子化 1．5,000人以上 05．製造業

ＶＤｉ 3．300～999人 07．情報通信業

ＩＰ無線機と動態管理システムを導入し、業務効率化を促進 4．100～299人 05．製造業

ｗｅｂ会議の利用推進、バーコードを利用した、薬品管理 3．300～999人 18．その他サービス業

介護タブレット 4．100～299人 16．医療、福祉

ｓｌａｃｋ導入 1．5,000人以上 15．教育、学習支援業

ＴＶ会議　リモートアクセス（遠隔操作、メール確認用） 2．1,000～4,999人 05．製造業

スマートホン支給。ＬＩＮＥＷＯＲＫＳ導入。 4．100～299人 04．建設業

グループウェアソフト導入（サイボウズ） 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

ＬＩＮＥ　ＷＯＲＫＳの導入、活用 2．1,000～4,999人 05．製造業

クラウドを活用しないタブレットによる営業支援。 3．300～999人 10．金融業、保険業

社内イントラ、建設現場への３Ｄデータ活用 5．50～99人 12．学術研究、専門・技術サービス業

社内の情報共有やコミュニケーションツールとしてのグループ
ウェア

3．300～999人 09．卸売業、小売業

社内の情報共有やコミュニケーションツールとしてのクラウド
以外のグループウェア

2．1,000～4,999人 08．運輸業、郵便業

ｗｅｂ会議 3．300～999人 16．医療、福祉

社内ＳＮＳ、スマートフォンによる勤怠管理（打刻など） 4．100～299人 18．その他サービス業

社内の情報やコミュニケーションツールとしてのグループウェ
ア、バーコードによる工程管理

4．100～299人 05．製造業

社内コミュニケーション・情報共有ツールの導入 4．100～299人 07．情報通信業

経理基幹ソフトウェア 4．100～299人 18．その他サービス業

他業種との連携で、独自技術を開発中。 5．50～99人 04．建設業

ビジネスコミュニケーションツールの導入 3．300～999人 05．製造業

Ｗｅｂ会議システムの導入 5．50～99人 09．卸売業、小売業

商材として扱っている 3．300～999人 07．情報通信業

社内ＳＭＳ発信ツール、オンラインタイムレコーダーシステ
ム、各業務のシステム化

1．5,000人以上 18．その他サービス業

社内ＳＮＳ、ｗｅｂ会議システム 2．1,000～4,999人 04．建設業

計装への導入 1．5,000人以上 05．製造業

ＶＲ端末による労務改善 3．300～999人 04．建設業

情報共有、ワークフロー等 4．100～299人 05．製造業

記録用ソフト・ＰＣ及びタブレットの活用 3．300～999人 16．医療、福祉
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：上記以外のＩＣＴ技術

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

社内ＬＡＮやｅ－ｍａｉｌでの情報共有、バーコードを使用し
た業務

4．100～299人 18．その他サービス業

チームウェアによる行動管理 3．300～999人 10．金融業、保険業

ワークプレイス 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

グループウエア、ｗｅｂ会議システム 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

ＩＣＴ　水中３Ｄ測量機器の導入　現場での活用 4．100～299人 04．建設業

クラウドを使用しない　タブレット等による情報共有 3．300～999人 16．医療、福祉

ＴＶ会議システム 2．1,000～4,999人 04．建設業

ｗｅｂ会議システム 6．30～49人 05．製造業

デジタルサイネージ（工程管理） 4．100～299人 04．建設業

グループウェア（サイボウズ） 4．100～299人 07．情報通信業

ｗｅｂ会議システム 3．300～999人 05．製造業

納期の見える化、加工計画の見える化 4．100～299人 05．製造業

サイボウズ、タブレット／スマホ端末、３Ｄ生成ＩＣＴソフト
ウェア

4．100～299人 04．建設業

Ｅｘｃｈａｎｇｅ 3．300～999人 07．情報通信業

グループウェア、メーリングリスト 4．100～299人 16．医療、福祉

社内、取引先とのコミュニケーションツールとしてのサイボウ
ズ、ボンドゲートの活用

3．300～999人 11．不動産業、物品賃貸業

ｗｅｂ会議システム導入 4．100～299人 09．卸売業、小売業

所内及び社内ＬＡＮ 2．1,000～4,999人 06．電気・ガス・熱供給・水道業

社内ＳＮＳ、Ｗｅｂ会議システム 2．1,000～4,999人 04．建設業

ＳＡＶＶＹ（研究情報共有システム）、研究ホームページ等 4．100～299人 05．製造業

Ｗｅｂ会議システムの導入 2．1,000～4,999人 05．製造業

災害時安否確認情報集計システム 1．5,000人以上 16．医療、福祉

社内グループウェア 4．100～299人 05．製造業

３Ｄレーザスキャナーによる各種計測 4．100～299人 18．その他サービス業

グループウェア導入 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

ＳｋｙｐｅによるＷｅｂ会議 3．300～999人 05．製造業

ＷＥＢ会議 3．300～999人 05．製造業

Ｗｅｂ会議 3．300～999人 05．製造業

建設現場での建設機械ＩＣＴ技術を一部導入している。 5．50～99人 04．建設業

電子決裁 4．100～299人 04．建設業

サイボーズ加入、社内ＳＮＳ開設 3．300～999人 08．運輸業、郵便業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：上記以外のＩＣＴ技術

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

独自のさくらネットでグループウェアを展開している。 2．1,000～4,999人 04．建設業

グループウェアを使用 4．100～299人 05．製造業

リモートアクセス、ｗｅｂ会議 3．300～999人 05．製造業

社員スケジュール管理ソフト 2．1,000～4,999人 08．運輸業、郵便業

社内ＳＮＳ 4．100～299人 18．その他サービス業

Ｗｅｂ会議、リモートアクセス 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

介護記録をｉｐａｄ化しワイズマンにて管理 3．300～999人 16．医療、福祉

児童の出席管理、睡眠チェック、園児情報管理 4．100～299人 16．医療、福祉

会社スマホ支給アプリ活用（ＬＩＮＥ　ＷＯＲＫＳ等） 2．1,000～4,999人 05．製造業

クラウドを活用しないスマートフォン、タブレット等の携帯端
末による情報共有

4．100～299人 16．医療、福祉

ＷＥＢ会議システム、リモートアクセス 4．100～299人 07．情報通信業

グループウェア 4．100～299人 05．製造業

テレワークのためのリモートアクセス、Ｗｅｂ会議 3．300～999人 10．金融業、保険業

社内ＮＷで共有している。 3．300～999人 04．建設業

社内ＳＮＳ 4．100～299人 09．卸売業、小売業

テレワーク 5．50～99人 07．情報通信業

ラインによる情報共有。 4．100～299人 09．卸売業、小売業

舗装機械のマシンコントロール 4．100～299人 04．建設業

マイクロソフトＴｅａｍｓの利用推奨 2．1,000～4,999人 04．建設業

Ｗｅｂ会議システム導入、但し埼玉事業所内の部門が全社的に
実施

3．300～999人 05．製造業

ＣＡＤ、設備診断、管理ソフトウェア 3．300～999人 05．製造業

社内ＳＮＳ 4．100～299人 18．その他サービス業

ＢＩツールの導入＆データの可視化、ＬＩＮＥＷＯＲＫＳの試
験的利用

2．1,000～4,999人 05．製造業

スマートフォンを使った海外プラントとの連絡［映像］ 2．1,000～4,999人 05．製造業

タブレットによる入出庫情報の共有 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

安否確認サービス 4．100～299人 16．医療、福祉

ＴＶ会議システムの導入（・渉外担当者のタブレット端末によ
る顧客情報共有・渉外担当者の預り物管理をＱＲコードで実
施。・債権管理書類のバーコード管理の実施・タブレットを利
用した預り資産販売ツールの導入。

2．1,000～4,999人 10．金融業、保険業

社内共有ツールによる情報共有 4．100～299人 04．建設業

グループウェア、会計システムのリプレイス 4．100～299人 04．建設業

ｗｅｂ会議　リモートアクセス　タブレットによる情報共有 2．1,000～4,999人 04．建設業

Ｑ10「７」 8 / 12

- 366 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：上記以外のＩＣＴ技術

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

ｗｅｂ会議システムの活用 2．1,000～4,999人 05．製造業

バーコードによる工程管理・ｗｅｂ会議・タブレットによる棚
卸

4．100～299人 05．製造業

Ｏｕｔｌｏｏｋの活用、ｓｋｙｐｅの活用。 3．300～999人 05．製造業

ｗｅｂ会議、クラウド購買システム、バーコードによる原材料
等管理

3．300～999人 05．製造業

グループ会社内でのグループウェア利用、給与明細Ｗｅｂ化 3．300～999人 99．無回答

ｗｅｂ会議システム 2．1,000～4,999人 04．建設業

建設現場でのＩＣＴ技術の活用 2．1,000～4,999人 04．建設業

テレワーク、ｗｅｂ会議 4．100～299人 04．建設業

ビジネスチャットシステム「Ｓｌａｃｋ」の導入 1．5,000人以上 15．教育、学習支援業

ＴｅａｍＳによるコミュニケーション 3．300～999人 07．情報通信業

社内グループウェアのＩＣＴ利用。 3．300～999人 10．金融業、保険業

グループウェア、ｗｅｂ会議システム、バーコードによる製品
管理

4．100～299人 05．製造業

ｏｆｆｉｃｅ３６５、モバイルｐｃ 3．300～999人 09．卸売業、小売業

土木・建設の現場での三次元データ等のＩＣＴ技術 5．50～99人 04．建設業

チームス使用 4．100～299人 05．製造業

テレビ会議 2．1,000～4,999人 04．建設業

リモートアクセス 2．1,000～4,999人 05．製造業

社内基準書、規定額を会社員がＰＣから閲覧 4．100～299人 05．製造業

安否確認サービス、ＷＥＢ会議システム 4．100～299人 10．金融業、保険業

ＺＯＯＭ使用のＴＶ会議 5．50～99人 05．製造業

スマホ　タブレット 3．300～999人 05．製造業

モバイルＰＣからのリモートアクセス。 4．100～299人 18．その他サービス業

Ｂａｃｋｌｏｇ利用による業務管理 5．50～99人 04．建設業

グループウェアの更改によりワークフロー、Ｗｅｂデータベー
スの導入を行なった。

3．300～999人 10．金融業、保険業

グループウェア、社内ＳＮＳ、ｗｅｂ会議システム 4．100～299人 10．金融業、保険業

Ｗｅｂ会議、リモートアクセス、スマートフォン・タブレット
等による情報共有

3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

ＬＩＮＥ　ＷＯＲＫＳ、Ｖ－ＣＵＢＥ、ｔｅａｍｓ、Ｃａｌｌ
ｉｎｇ、Ｙａｍｍｅｒ

3．300～999人 04．建設業

リモートアクセス、Ｗｅｂ会議 4．100～299人 18．その他サービス業

ｗｅｂ会議システム 4．100～299人 08．運輸業、郵便業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：上記以外のＩＣＴ技術

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

スマートフォンによるデータ共有、ＳＮＳアプリによる情報共
有。

2．1,000～4,999人 05．製造業

ｉｐｈｏｎｅ．ｉｐａｄ貸与、Ｗｅｂ会議システム、ＱＲコー
ド読み取りの工程管理等

2．1,000～4,999人 11．不動産業、物品賃貸業

Ｗｅｂ会議、リモートアクセス 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

社内の情報共有やコミュニケーションツールとしてのクラウド
以外のグループウェア

2．1,000～4,999人 08．運輸業、郵便業

土木現場での三次元データ等のＩＣＴ技術 2．1,000～4,999人 04．建設業

テレワークが可能な環境、ｗｅｂ会議（２００ｍ）の利用が可
能。

6．30～49人 05．製造業

職員勤怠管理（ＩＣカード）　利用者の登園管理（ＩＣカー
ド）

3．300～999人 16．医療、福祉

テレワーク（リモート接続）、ネットワーク勤怠管理、バー
コードによる生産管理

5．50～99人 05．製造業

Ｗｅｂ会議 3．300～999人 09．卸売業、小売業

Ｗｅｂ会議 3．300～999人 09．卸売業、小売業

ｗｅｂ会議システム 4．100～299人 05．製造業

建設現場でのＩＣＴ技術の活用 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

リモートアクセス 5．50～99人 09．卸売業、小売業

テレビ会議システム　チャットシステム 3．300～999人 16．医療、福祉

土木・建築現場での三次元データの活用 4．100～299人 04．建設業

グループウェア、ｗｅｂ会議システムの活用、ＱＲコードによ
るデータの読み取り

3．300～999人 04．建設業

ｗｅｂ会議　３Ｄ　ＣＡＤ 3．300～999人 04．建設業

共有サーバーの設置、スマートフォンの導入。（社有携帯） 4．100～299人 04．建設業

リモートビュー 3．300～999人 05．製造業

ｗｅｂ会議導入、ＩＣタグ等による備品管理 2．1,000～4,999人 05．製造業

社内情報共有やコミュニケーションツールとしてのグループ
ウェア、社内ＳＮＳ

4．100～299人 05．製造業

自社製品の機械の生産管理、加工状態を映像で確認などスマ
フォ・タブレットで行なえる。

6．30～49人 05．製造業

オンプレミスによるグループウェアの導入 3．300～999人 15．教育、学習支援業

サイボウズ 1．5,000人以上 20．その他

社内情報共有やコミュニケーションツールとしての活用　テレ
ワークのためのｗｅｂ会議システムとしての活用

2．1,000～4,999人 05．製造業

グループウェアでの情報共有。タブレット導入 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

ｗｅｂ会議システム、バーコードによる入力（出荷検収実績収
集）

3．300～999人 05．製造業

ｏｆｆｉｃｅ３６５、ｓｋｙｐｅ 2．1,000～4,999人 05．製造業

Ｑ10「７」 10 / 12

- 368 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：上記以外のＩＣＴ技術

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

社内ＳＮＳによる業務連絡 3．300～999人 05．製造業

建設現場での三次元データ等のＩＣＴ技術、テレワーク、リ
モートアクセスやＷｅｂ会議システム

4．100～299人 04．建設業

Ｅｘｃｈａｎｇｅ 3．300～999人 07．情報通信業

ワークフロー導入 4．100～299人 05．製造業

Ｗｅｂ会議システムの導入 3．300～999人 15．教育、学習支援業

グループウェア 2．1,000～4,999人 15．教育、学習支援業

ＭＳ社　Ｔｅａｍｓ 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

グループウェア、大容量メール、社内ＳＮＳ、ｗｅｂ会議 3．300～999人 05．製造業

社内来館者管理システム、クラウドを活用しないスマートフォ
ン等

3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

社内情報共有 2．1,000～4,999人 14．生活関連サービス業、娯楽業

リモートアクセス、ｗｅｂ会議、ＱＲバーコードによる工程・
出荷管理

3．300～999人 05．製造業

Ｗｅｂ会議 4．100～299人 05．製造業

建設機械のＭＧ（マシンガイダンス）、ドローン測量等ＩＣＴ
技術。

5．50～99人 04．建設業

Ｗｅｂ会議システム 4．100～299人 09．卸売業、小売業

Ｗｅｂ会議システム 3．300～999人 05．製造業

グループウェアソフト（サイボウズ）の導入による情報共有化
テレビ会議システム導入。

4．100～299人 08．運輸業、郵便業

ｗｅｂ会議、薬品管理システム（バーコード管理）、社内ＰＲ
用ＱＲコード設定など。

2．1,000～4,999人 20．その他

タブレットによる生産ラインのリモート操作・監視 4．100～299人 05．製造業

ＰＤＭ、ＢＩ、ｗｅｂ会議、スマートフォン 1．5,000人以上 05．製造業

研究開発業務 1．5,000人以上 04．建設業

学内専用サイト設置 3．300～999人 15．教育、学習支援業

テレワーク、ｗｅｂ会議、グループウェアによる社内の情報共
有

2．1,000～4,999人 05．製造業

ガルーン、予定、掲示板、メール、ワークフロー他 3．300～999人 04．建設業

土木工事（国交省） 4．100～299人 04．建設業

サイボーズ、ライン 4．100～299人 04．建設業

ｏｆｆｉｃｅ３６５は全社員利用 2．1,000～4,999人 04．建設業

グループェアによる社内情報通知、勤怠管理、工程管理 3．300～999人 04．建設業

３Ｄスキャナーを使った図面作成、テレワーク 3．300～999人 04．建設業

ドローン測量、ＩＣＴ重機 5．50～99人 04．建設業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：上記以外のＩＣＴ技術

（取組内容：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

ｏｆｆｉｃｅ３６５の導入、勤務時間管理システム、少額営業
費積算システムの導入

3．300～999人 99．無回答

ＩＣＴを用いた切削工 3．300～999人 04．建設業

スマートフォン活用による情報共有化 3．300～999人 04．建設業

バーコードによる資材の在庫管理 4．100～299人 05．製造業

ＷＥＢ会議システム導入 3．300～999人 05．製造業

イントラネット、ＷＥＢ会議システム、ＱＲコード，バーコー
ド工程処理

3．300～999人 09．卸売業、小売業

グループウェアの導入、無線ＬＡＮ環境、携帯電話回線による
モバイルＰＣ導入

2．1,000～4,999人 10．金融業、保険業

保育管理システム 4．100～299人 16．医療、福祉

ＷＥＢ会議 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：その他

（具体的に：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

社達、顧客情報や技術資料の非クラウド情報共有 4．100～299人 04．建設業

社内ＳＮＳ（チャット） 4．100～299人 04．建設業

ＱＲコードピッキングシステム 4．100～299人 05．製造業

ＡＩ面接・採用時の第一面接に導入。 4．100～299人 09．卸売業、小売業

電力計器スマート化による自動検針 1．5,000人以上 06．電気・ガス・熱供給・水道業

スマートフォン、タブレット端末による情報共有 2．1,000～4,999人 04．建設業

基幹システムの更新 4．100～299人 05．製造業

ＷＥＢ会議システム 4．100～299人 05．製造業

タブレットによる生産情報入力、管理 4．100～299人 05．製造業

ドローンを利用した測量・設計（３Ｄ測量） 5．50～99人 17．複合サービス事業

ノートＰＣの活用を導入中 3．300～999人 09．卸売業、小売業

タブレット端末を利用した時間の有効利用 4．100～299人 05．製造業

手入力だった業務を一部データ取込とするシステムを導入 3．300～999人 09．卸売業、小売業

勤怠管理システムの導入 4．100～299人 18．その他サービス業

ｗｅｂ会議ＳＹＳ 3．300～999人 05．製造業

ｗｅｂ会議システム、Ｌｉｎｅ　ＷＯＨＳ 4．100～299人 05．製造業

配車管理システムの自社構築 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

ＡＲ　拡張現実　印刷物及びＡＲの販売 4．100～299人 05．製造業

Ｗｅｂ会議、Ｗｅｂでの朝礼 3．300～999人 05．製造業

ドローン 5．50～99人 04．建設業

ｗｅｂ会議システム 3．300～999人 09．卸売業、小売業

セールスフォース導入。 4．100～299人 09．卸売業、小売業

マニュアルの動画活用 3．300～999人 13．宿泊業、飲食サービス業

介護リフト導入、タブレット端末にて入力行っている。 4．100～299人 16．医療、福祉

ＱＲコードシール、製品部材管理 3．300～999人 05．製造業

ＷＩＦＩ導入 4．100～299人 09．卸売業、小売業

請求書電子化（電子保管。得意先へ電子メール送信） 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

ＴＶ会議システム、タブレット会議システム 5．50～99人 11．不動産業、物品賃貸業

ｉＴ点呼、他の営業所にてＣＰにて点呼ができるシステム。 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

勤怠管理 4．100～299人 05．製造業

ＣｈｅＸ、ペーパーレス会議システム 3．300～999人 04．建設業

重量センサー、カメラセンサー、等のトライ導入推進 4．100～299人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：その他

（具体的に：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

テレワーク 2．1,000～4,999人 07．情報通信業

ＷＥＢ会議システムの導入 4．100～299人 05．製造業

社内グループウェア（メッセージ、ファイル共有） 3．300～999人 11．不動産業、物品賃貸業

タブレットによる魚市場入札システムの導入 5．50～99人 17．複合サービス事業

決裁書のＩＴ化、ｉ－Ｐａｄによるデジタル会議システム 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

棚卸バーコード処理化 3．300～999人 05．製造業

一部電力監視装置 4．100～299人 05．製造業

ＣＩＭ導入及び活用のため、３Ｄソフトによる３次元データ活
用

4．100～299人 04．建設業

Ｗｅｂ－ＥＸ　テレビ会議システムの導入 2．1,000～4,999人 05．製造業

ポータブル端末の活用 5．50～99人 04．建設業

基本ＯＳ（ＷｉＮ７）→ＷｉＮ１０へ。 5．50～99人 05．製造業

工程管理 2．1,000～4,999人 05．製造業

ＱＲコード、バーコード 3．300～999人 05．製造業

ＱＲコードによる製品管理 3．300～999人 05．製造業

システム改良 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

リモートアクセス　ｗｅｂ会議システム 4．100～299人 09．卸売業、小売業

社内アプリケーションの開発 2．1,000～4,999人 05．製造業

ｗｅｂ会議 4．100～299人 05．製造業

独自技術を開発し、今夏に一部提供開始予定 5．50～99人 04．建設業

楽々フレームワークを商材として扱っている 3．300～999人 07．情報通信業

スマホ・ＩＰａｄの利用、ＴＶ会議システム 4．100～299人 04．建設業

スマートデバイスの活用 2．1,000～4,999人 04．建設業

クラウドマイグレーション 3．300～999人 18．その他サービス業

スマートフォンでのＳＮＳ 5．50～99人 09．卸売業、小売業

ＵＡＶ（ドローン）、赤外線カメラ／診断ソフト 4．100～299人 04．建設業

テレワーク 4．100～299人 09．卸売業、小売業

スマートデバイスの活用 2．1,000～4,999人 04．建設業

スマートフォン、タブレット等による情報共有 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

ｗｅｂ会議システム 4．100～299人 05．製造業

パトロール時のタブレットによるデータ収集。ドローンによる
タンク内点検、無線震動計導入。

2．1,000～4,999人 05．製造業

タブレットＰＣを活用したデジタルチェックシート 2．1,000～4,999人 05．製造業

Ｑ10「８」 2 / 3

- 372 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q10 〈活用している技術〉：その他

（具体的に：　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

ＱＲコードの読取、照合による品質管理 4．100～299人 05．製造業

インターネットを利用したビジネスマッチングツール（ＴＢ
Ａ）の導入（チャット機能有り）・職員個人のスマートフォン
を利用した金庫業務学習支援システム（Ｗｅｂ学資システム）
の導入

2．1,000～4,999人 10．金融業、保険業

モバイルＰＣ（リモートアクセス） 4．100～299人 09．卸売業、小売業

バーコードを利用した 6．30～49人 05．製造業

バーコードによる工程管理（自動生産） 4．100～299人 05．製造業

社内独自システムでの情報共有 5．50～99人 04．建設業

特になし 3．300～999人 10．金融業、保険業

電子カルテシステム導入 3．300～999人 16．医療、福祉

パソコンｗｅｂ会議 2．1,000～4,999人 04．建設業

ＳＦＡ　デジタル受付加入 5．50～99人 09．卸売業、小売業

ファイルサーバーの更改によりＰＣ内へのデータ保存を取りや
め、データの一元管理を行った

3．300～999人 10．金融業、保険業

Ｗｅｂ会議システム、スケジュール管理→Ｏｕｔｌｏｏｋ活用 2．1,000～4,999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

ＡＰＩ 2．1,000～4,999人 10．金融業、保険業

オフィス３６５導入 3．300～999人 05．製造業

ＥＸＰＬＡＮＮＥＲ、ＶＭＷａｒｅ 3．300～999人 04．建設業

生産管理システムにバーコード使用 5．50～99人 05．製造業

スマートフォン、タブレット等による情報共有 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

利用者に対してメール配信による通知通達 3．300～999人 16．医療、福祉

生産管理システムによる工程管理 3．300～999人 05．製造業

社内ＷＩＦＩ、など 1．5,000人以上 05．製造業

人事評価システム、給与明細システム 3．300～999人 09．卸売業、小売業

安否確認システム 3．300～999人 05．製造業

本社・事業所間のＴＶ会議 3．300～999人 05．製造業

ＺＯＯＭを使ったコミュニケーション向上 2．1,000～4,999人 07．情報通信業

ｗｅｂ会議（Ｇｏｏｇｌｅサービス） 4．100～299人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q11 　デジタル技術導入のねらいと上がっている効果

「12．その他（具体的に　　　　　）」
問１

企業規模
問２
業種

情報共有の効率 3．300～999人 07．情報通信業

人手不足 4．100～299人 05．製造業

ＢＣＰ対策 4．100～299人 05．製造業

業務精度向上 1．5,000人以上 06．電気・ガス・熱供給・水道業

自社サーバーの不具合 3．300～999人 13．宿泊業、飲食サービス業

感染症対策 3．300～999人 18．その他サービス業

情報共有 5．50～99人 04．建設業

スムーズな業務連絡。 6．30～49人 09．卸売業、小売業

スケジュール管理　情報伝達 4．100～299人 05．製造業

リスクマネジメント・事故防止 3．300～999人 16．医療、福祉

労務管理 3．300～999人 09．卸売業、小売業

２名以上で業務を行うため 4．100～299人 16．医療、福祉

専門職種の無配置 4．100～299人 16．医療、福祉

情報の共有化 4．100～299人 05．製造業

ＢＣＰ対策 5．50～99人 11．不動産業、物品賃貸業

ペーパーレスの推進 4．100～299人 05．製造業

情報共有 4．100～299人 04．建設業

情報共有 4．100～299人 04．建設業

緊急時の事業継続 3．300～999人 07．情報通信業

コミュニケーション向上 4．100～299人 09．卸売業、小売業

セキュリティー対策 5．50～99人 05．製造業

コロナウイルス対策 4．100～299人 12．学術研究、専門・技術サービス業

社長満足度の向上 3．300～999人 05．製造業

ＢＣＰ目的 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

部署間の情報共有 3．300～999人 18．その他サービス業

働き方改革の為、生産性を上げる 5．50～99人 05．製造業

ＢＣＰ対策 2．1,000～4,999人 05．製造業

情報共有、情報保護 5．50～99人 99．無回答

社内のコミュニケーション活性化 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

個人情報管理 4．100～299人 16．医療、福祉

利用者様の安全・安心 4．100～299人 05．製造業

管理責任 3．300～999人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q11 　デジタル技術導入のねらいと上がっている効果

「12．その他（具体的に　　　　　）」
問１

企業規模
問２
業種

話題性による集客効果 3．300～999人 18．その他サービス業

研究 1．5,000人以上 05．製造業

重量物の生産に対応するため 3．300～999人 05．製造業

ＢＣＰの一環 1．5,000人以上 18．その他サービス業

社内 2．1,000～4,999人 04．建設業

管理者教育 4．100～299人 18．その他サービス業

栽培技術 3．300～999人 01．農業、林業

情報の周知、申請・提出ルートの明確化 3．300～999人 09．卸売業、小売業

情報の共有化 5．50～99人 09．卸売業、小売業

情報共有 4．100～299人 07．情報通信業

社内ＳＮＳでのコミュニケーション迅速化 2．1,000～4,999人 04．建設業

情報共有 3．300～999人 09．卸売業、小売業

災害に備えて 1．5,000人以上 16．医療、福祉

セキュリティ強化、大容量化への対応 2．1,000～4,999人 05．製造業

システム障害対策 3．300～999人 10．金融業、保険業

現行システムからの移行 2．1,000～4,999人 05．製造業

診察・待ち時間短縮 3．300～999人 16．医療、福祉

品質向上 4．100～299人 05．製造業

非定常時の継続運用 4．100～299人 05．製造業

セキュリティ対策 2．1,000～4,999人 08．運輸業、郵便業

人員不足への対応 3．300～999人 05．製造業

業務の見える化 5．50～99人 04．建設業

作業効率を高める為 5．50～99人 09．卸売業、小売業

情報の共有、有効活用 3．300～999人 10．金融業、保険業

セキュリティの向上 4．100～299人 09．卸売業、小売業

人手不足の解消。 3．300～999人 05．製造業

セキュリティ強化 4．100～299人 05．製造業

現検討段階で計画の実施中 4．100～299人 99．無回答

情報管理 5．50～99人 04．建設業

タブレット端末の利用 4．100～299人 05．製造業

移動コストの削減 4．100～299人 05．製造業

セキュリティー強化 1．5,000人以上 18．その他サービス業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Q11 　デジタル技術導入のねらいと上がっている効果

「12．その他（具体的に　　　　　）」
問１

企業規模
問２
業種

リスク対応、テレワーク対応 3．300～999人 05．製造業

社内の情報共有 4．100～299人 05．製造業

情報の共有化（タイムリーな） 2．1,000～4,999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

危機管理の為 3．300～999人 05．製造業

リモートワークなどのワークスタイルの変更 3．300～999人 99．無回答

人材不足の解消 2．1,000～4,999人 08．運輸業、郵便業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ17付問1　従業員との協議による効果

「８．その他（具体的に　　　　　）」
問１

企業規模
問２
業種

コスト的に安く。 4．100～299人 09．卸売業、小売業

速やかな報連相 4．100～299人 05．製造業

予算金額が明確になった。 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

現場の意見を反映させ、より機能を充実させたものの導入を検
討することとなった。

5．50～99人 10．金融業、保険業

未来の希望が少しずつイメージがつくようになった。 5．50～99人 04．建設業

残業時間縮小 4．100～299人 09．卸売業、小売業

以前に使用のＰＣの入替がきっかけとなり導入しました 5．50～99人 05．製造業

不満を吐きだせた。 1．5,000人以上 13．宿泊業、飲食サービス業

ペーパーレスによりコストの面でも評価された 3．300～999人 16．医療、福祉

新システム（年調クラウド）の説明により、各自が適正に処理
できた。

2．1,000～4,999人 05．製造業

まだわからない。 4．100～299人 04．建設業

負荷軽減に加え、コスト削減効果も多少あった。 3．300～999人 05．製造業

情報伝達のスピードＵＰ 3．300～999人 04．建設業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ18付問1　従業員との協議で生じた課題

「５．その他（具体的に　　　　　）」
問１

企業規模
問２
業種

リソースの確保が限定的で、導入まで時間を要した。 5．50～99人 05．製造業

技術者が体調不良で進めなかった。現在後任をつけて再チャレ
ンジ中。

5．50～99人 20．その他

定型業務の定義について議論 3．300～999人 05．製造業

想定外のケースに対応がスムーズにいかない 4．100～299人 04．建設業

試験導入までに時間がかかり、予定よりもスタートの時期がお
そくなった

4．100～299人 16．医療、福祉

更に効果を求め作業手順の見直しが必要 4．100～299人 05．製造業

機能的課題 4．100～299人 05．製造業

技術的に難しい部分が、明確になった 5．50～99人 04．建設業

新たなヒューマンエラーの発生。 4．100～299人 18．その他サービス業

部分的に改良した。 4．100～299人 07．情報通信業

現場の問題、課題が浮き彫りになった。 4．100～299人 18．その他サービス業

力量に不安、教育・研修会受講実施 2．1,000～4,999人 05．製造業

他の業務への導入が進んでいない 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

個人端末の機種、使用アプリごとに異なる対応を求められた。 5．50～99人 04．建設業

外的要因により即決できない問題が生じた。 4．100～299人 99．無回答

特段変化はない。 4．100～299人 04．建設業

他の解決策を講じた 5．50～99人 07．情報通信業

担当者の技量・知識によってバラツキ発生 3．300～999人 04．建設業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ19　協議を行わなかった理由

「８．その他（具体的に　　　　　）」
問１

企業規模
問２
業種

研究中 4．100～299人 12．学術研究、専門・技術サービス業

デジタルを含めた新技術の導入は自社の使命であるから。 3．300～999人 20．その他

従業員からの要望によるため。 5．50～99人 05．製造業

発注者の意向。 2．1,000～4,999人 04．建設業

従業員も望んでいたから 6．30～49人 09．卸売業、小売業

組合員も入って検討 3．300～999人 04．建設業

リテラシー格差から従業員の代表による委員会で選定した。 4．100～299人 16．医療、福祉

管理職会議にて協議し伝達した。 4．100～299人 17．複合サービス事業

事務手続上のことで労使協議になじまない 3．300～999人 20．その他

大きなデメリットがない 4．100～299人 07．情報通信業

本所主導のため 2．1,000～4,999人 01．農業、林業

まだ小規模で影響が出るほどではないため 3．300～999人 07．情報通信業

誰にとっても効率的な為 1．5,000人以上 18．その他サービス業

テスト的に導入のため。 6．30～49人 09．卸売業、小売業

少しずつ改修していた為 4．100～299人 18．その他サービス業

導入ツールの決定を、経営側で実施したのみ。 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

実務的に関わってくる従業員が非常に少なかったから。 4．100～299人 05．製造業

専門職員の不在 4．100～299人 16．医療、福祉

業務に不可欠だった 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

進行中で試験段階である 3．300～999人 05．製造業

試験導入段階のため。 2．1,000～4,999人 05．製造業

強制的に行うと判断した。 4．100～299人 05．製造業

協議できる程検討が進んでいない 2．1,000～4,999人 05．製造業

試験的アクションのため 4．100～299人 07．情報通信業

工場稼働時から導入したため 3．300～999人 05．製造業

業務軽減、要望の具現化に関して様々な意見が出て方針が定ま
らなくなる為。

1．5,000人以上 18．その他サービス業

ソフトの更新であったため 4．100～299人 05．製造業

システム障害対策のため 3．300～999人 10．金融業、保険業

報告レベルの内容 3．300～999人 05．製造業

プロジェクト案件として関係者で進めた 2．1,000～4,999人 05．製造業

既存システムをオンプレミスからクラウドに変更 4．100～299人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ19　協議を行わなかった理由

「８．その他（具体的に　　　　　）」
問１

企業規模
問２
業種

人材不足の為必要な手段として受け入れている。 3．300～999人 05．製造業

担当部署とその責任者にて決定 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

システムのサポートの終了 3．300～999人 10．金融業、保険業

マイナス面がない 4．100～299人 04．建設業

まだ試行中のため。 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

定例会議で実施しているため。 3．300～999人 05．製造業

協議する内容ではなかった。 2．1,000～4,999人 05．製造業

検証段階で実現性が不明な為 3．300～999人 16．医療、福祉

ユーザーに影響がないから 4．100～299人 04．建設業

不利益変更に該当しない為 5．50～99人 07．情報通信業

稟議書上申 4．100～299人 09．卸売業、小売業

試行段階の為 2．1,000～4,999人 05．製造業

協議する事案であるという認識が無かったため。 2．1,000～4,999人 15．教育、学習支援業

従業員に不利益がないため 2．1,000～4,999人 10．金融業、保険業

経営会議にて承認されたため 4．100～299人 18．その他サービス業

研究開発ステージなので 3．300～999人 18．その他サービス業

ＩＣＴ企業でありまずは社内での導入を図る為特に協議は不要
である。

3．300～999人 07．情報通信業

本社にて一括対応したため 3．300～999人 99．無回答

ディジタル技術は生産に関わる導入のため（担当者のみで）協
議していない

4．100～299人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ20　協議を行わないことで生じた課題

「６．その他（具体的に　　　　　）」
問１

企業規模
問２
業種

テスト運用中の為 3．300～999人 05．製造業

使いこなせない従業員がいる。 4．100～299人 04．建設業

何を選定しても課題はあった。 4．100～299人 16．医療、福祉

対応できる従業員の不足 3．300～999人 05．製造業

親会社の方針のため協議なく導入となったが、運用しながら従
業員の意見を取り入れ課題改善に努めている。

2．1,000～4,999人 20．その他

コロナ対策のため理解があった。 4．100～299人 09．卸売業、小売業

全員で活用している。 5．50～99人 04．建設業

システムの障害対策のため通常業務への影響なし 3．300～999人 10．金融業、保険業

サービス内容が周知されていない。 4．100～299人 15．教育、学習支援業

担当部署の従業員は参画している 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

本社、情報システム部のサポートやバックアップが得られな
い。（ローカル導入の為）

3．300～999人 09．卸売業、小売業

検討継続中 1．5,000人以上 05．製造業

保安体制が強化された 4．100～299人 06．電気・ガス・熱供給・水道業

維持管理の仕事が増加 1．5,000人以上 05．製造業

便利になった 3．300～999人 16．医療、福祉

十分に活用されていない。「自分のもの」になっていない。 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ21付問1-1　成果の把握や「見える化」
取組の成果を確認するために、労働生産性に関する定量的な指標を設定し、

成果の目標や目安となる数値を定めている（例：１人１時間あたりの生産量を○％以上向上）

（具体的に　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

１人／時間、作業単位／時間等 3．300～999人 05．製造業

前年同月の労働時間よりも５時間程度削減。 3．300～999人 18．その他サービス業

創意工夫によるコストダウン金額を経営指標として設定　○○
円／人・半期（６ヶ月）

3．300～999人 20．その他

人時生産性11万円→12万円 3．300～999人 05．製造業

受持枚数、誤針件数、時間外数、休暇取得目標 1．5,000人以上 06．電気・ガス・熱供給・水道業

１人当たりの付加価値生産高向上、収率の１％ｕｐ、等 4．100～299人 05．製造業

付加価値率の向上。 4．100～299人 05．製造業

稼動率向上 3．300～999人 05．製造業

完工目標の三ヶ年計画の20％向上 4．100～299人 04．建設業

報告書作成時間の削減 4．100～299人 05．製造業

工数等の売価生産高の算出等 3．300～999人 05．製造業

時間外労働の削減前年比－５％ 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

１人１時間当りの生産量の把握と向上 2．1,000～4,999人 05．製造業

品質の見える化。 3．300～999人 05．製造業

危険運転回数のフィードバック、開示 3．300～999人 04．建設業

標準時間を設定し上回ることを目標としている 4．100～299人 05．製造業

設備総合効率の向上　各部署毎に数値は異なる。 3．300～999人 05．製造業

月次処理における人日あたりの処理伝票量等 3．300～999人 11．不動産業、物品賃貸業

標準時間を設定し、上回ることを目標としている 4．100～299人 05．製造業

時間あたりの生産数量向上（数量管理）、ロス率低減 3．300～999人 05．製造業

１人あたりの付加価値額 4．100～299人 04．建設業

ＫＰＩの設定 3．300～999人 05．製造業

前年比や基点との比較で、それぞれ定めている 2．1,000～4,999人 05．製造業

総合効率110％ 2．1,000～4,999人 05．製造業

設備稼動率を目標として実績把握をしている。 4．100～299人 05．製造業

１人１時間あたりの生産性→効果はこれから 4．100～299人 05．製造業

ＥＢＩＴＤＡでの数値目標 3．300～999人 07．情報通信業

基準値の向上と省力化業務の把握 4．100～299人 18．その他サービス業

人時生産性を日次として。 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

時間当りの稼高4,000円以上 4．100～299人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ21付問1-1　成果の把握や「見える化」
取組の成果を確認するために、労働生産性に関する定量的な指標を設定し、

成果の目標や目安となる数値を定めている（例：１人１時間あたりの生産量を○％以上向上）

（具体的に　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

事前に効果の時間を算出しその通り出来ているか等各部にて集
計

3．300～999人 05．製造業

各部署にて事前に効果の時間を算出しその通り出来ているか集
計

3．300～999人 05．製造業

時間当たりの労働生産性：改善前：4,200枚／ｈ⇒改善後：
5,000枚／ｈ　19％向上

3．300～999人 05．製造業

設備稼動率20％以上向上 4．100～299人 05．製造業

合理化として前年比での効果金額を設定 3．300～999人 05．製造業

生産量は同じで時短 4．100～299人 05．製造業

機械稼動率 4．100～299人 05．製造業

設備投資額に対して現状××時間から年間××（各テーマに
よって時間は変わる）時間の工数削減を達成

2．1,000～4,999人 05．製造業

業務効率化時間の算出 2．1,000～4,999人 05．製造業

１人１人、目標を立てている。 4．100～299人 05．製造業

１人あたりの作業時間50％減 2．1,000～4,999人 17．複合サービス事業

各部門において異なるが具体的なＫＰＩがある 3．300～999人 10．金融業、保険業

年間計画の作成 2．1,000～4,999人 05．製造業

時短 4．100～299人 09．卸売業、小売業

時間生産性、歩留り／日 4．100～299人 05．製造業

アメーバ経営導入、時間当り収益を見える化。 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

作業工数と削減工数を比較して検証 2．1,000～4,999人 11．不動産業、物品賃貸業

１人１時間あたり生産量８％以上向上 4．100～299人 05．製造業

年間、96時間の単純作業の削減 4．100～299人 18．その他サービス業

労務費40％削減 3．300～999人 04．建設業

スクール申込者数の目標人数設定 2．1,000～4,999人 14．生活関連サービス業、娯楽業

歩留ＵＰ、ＬＴ短縮 3．300～999人 05．製造業

１時間あたり何個生産するか等の目標設定。 3．300～999人 05．製造業

業務短縮時間。 6．30～49人 05．製造業

生産数に対する人数の割合 1．5,000人以上 05．製造業

１人あたりの作業時間、導入後は４名削減と、生産量増でも対
応できている。

2．1,000～4,999人 05．製造業

事業目標等で成果の達成度がわかるようにしている 4．100～299人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ21付問1-2　成果の把握や「見える化」
取組の成果の目標や目安となる数値は定めていないものの、労働生産性に関する定量的な指標を設定

（例：１人１時間あたりの生産量の変化）

（具体的に　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

１人１日あたり、１ヶ月あたりの生産量の変化、不良品率の減
少

4．100～299人 05．製造業

発生取得率 4．100～299人 05．製造業

時間当り、100ｃ／ｓ／ｈ－110ｃ／ｓ／ｈ 3．300～999人 05．製造業

日報のグラフ化 2．1,000～4,999人 99．無回答

時間削減目標の設定と具体的成果 3．300～999人 05．製造業

毎日、１人１時間あたりの生産量を確認 4．100～299人 05．製造業

優良な運転をしているか、Ａ～Ｅランクで設定 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

一部の施策において削減作業時間（目標）を定めている 3．300～999人 04．建設業

製品出来高、品質向上（クレーム数） 4．100～299人 05．製造業

１人あたりの業務時間の変化 4．100～299人 18．その他サービス業

生産性向上の５ヶ年計画での目標を作成 4．100～299人 04．建設業

１人あたりの年間売上高の向上 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

配車本数の推移 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

１人あたりの生産量の変化 4．100～299人 05．製造業

１人１日あたりの生産量の変化 3．300～999人 05．製造業

生産量の設計 6．30～49人 05．製造業

職員１人あたりの残業時間調査 4．100～299人 12．学術研究、専門・技術サービス業

関連業務の工数を集計。 4．100～299人 05．製造業

システム利用率・約定率・入金率・架電接続状況 4．100～299人 10．金融業、保険業

時間チャージ6,000円／ｈｒを目標としている。 4．100～299人 05．製造業

３率管理 4．100～299人 05．製造業

全社の労働生産性の把握 4．100～299人 05．製造業

労働時間の個別指標と実績を月間で社内で掲示している。 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

１人１時間あたりの生産量の向上 3．300～999人 07．情報通信業

ドライバー１人１人の運転に対する意識の変化。 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

１ヶ月単位、前年対比量 2．1,000～4,999人 08．運輸業、郵便業

各現場毎での１人当たりの生産目標の指示。 4．100～299人 01．農業、林業

労働時間の削減 3．300～999人 18．その他サービス業

ＲＰＡ化による月間での圧縮される時間を算出している。 2．1,000～4,999人 20．その他

効率の向上により空いた時間を利用して、他の業務を兼務でき
ている。

2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ21付問1-2　成果の把握や「見える化」
取組の成果の目標や目安となる数値は定めていないものの、労働生産性に関する定量的な指標を設定

（例：１人１時間あたりの生産量の変化）

（具体的に　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

生産リードタイム、処理Ｌｏｔ数の変化。 3．300～999人 05．製造業

時間外作業の確認。 4．100～299人 05．製造業

生産量の変化。 3．300～999人 05．製造業

時間外労働の縮少 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

時間あたりの生産性の抽出 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

人工生産性の変化。 3．300～999人 05．製造業

配達滞在時間の短縮 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

年調業務に関わる、人事メンバーの残業削減 2．1,000～4,999人 05．製造業

総労働時間に対する付加価値時間の変化 3．300～999人 05．製造業

１人１時間当たりの生産量の変化 9．無回答 14．生活関連サービス業、娯楽業

終業時間の目安、ラインの振り分け 4．100～299人 05．製造業

取組の成果を表示している。 3．300～999人 05．製造業

１人１時間あたりの作業能率（能力）の変化 3．300～999人 05．製造業

時間外労働の減少等 3．300～999人 04．建設業

１人１時間あたりの業務生産性、コミュニケーションツール活
用指標

1．5,000人以上 18．その他サービス業

時間の短縮 2．1,000～4,999人 05．製造業

部門別に総労働時間やそれに変わる指標を設定し、把握してい
る。

4．100～299人 04．建設業

具体的な時短、生産性の明確化 3．300～999人 05．製造業

残業時間 6．30～49人 05．製造業

売上、損益の変化 4．100～299人 08．運輸業、郵便業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ21付問1-3　成果の把握や「見える化」
労働生産性に関する定量的な指標を設定していないが、定性的な成果の把握を行っている

（例：従業員への取組の効果に関する聴き取り、従業員へのアンケート調査）

（具体的に　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

導入後のアンケート調査 4．100～299人 12．学術研究、専門・技術サービス業

従業員への取組の効果に関する聴き取り、従業員へのアンケー
ト調査

4．100～299人 04．建設業

客先の反応、従業員からの聴き取りにより判断している 5．50～99人 05．製造業

ＩＣＴ導入と通常施工での利益・効果の対比。 5．50～99人 04．建設業

アンケート調査結果を社内Ｗｅｂで公開 1．5,000人以上 07．情報通信業

アンケート調査 5．50～99人 04．建設業

ドローン測量導入に関しては、産学連携のイベントで利用 5．50～99人 17．複合サービス事業

活用状況と成果を聴き取りによりとりまとめフィードバック 4．100～299人 05．製造業

通話時間、後処理時間の変化 2．1,000～4,999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

従業員への聞き取り 5．50～99人 04．建設業

聴き取りアンケート調査 4．100～299人 05．製造業

ききとり 4．100～299人 16．医療、福祉

定例会議で確認 6．30～49人 05．製造業

アンケート調査 2．1,000～4,999人 07．情報通信業

介護ロボ導入部署の担当スタッフを招集しての月１度の委員会
開催による効果測定

4．100～299人 16．医療、福祉

運用方法、システムに関するメール等による聴き取り。 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

どのくらい効果があったかの聞き取り調査やアンケート調査定
期的に行っている

2．1,000～4,999人 06．電気・ガス・熱供給・水道業

従業員への聴き取り 4．100～299人 09．卸売業、小売業

従業員への聴き取り 1．5,000人以上 05．製造業

ミスの削減、作業時間の削減 4．100～299人 20．その他

従業員への取組の効果に対する聴き取り。 4．100～299人 05．製造業

事業所への毎月のアンケート 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

アンケートや、聴き取り。 5．50～99人 04．建設業

会議の回数が減った。 3．300～999人 05．製造業

ＲＰＡについて、導入前後の業務時間を比較するアンケート調
査を実施

2．1,000～4,999人 04．建設業

アンケート実施 3．300～999人 16．医療、福祉

毎月導入後の実績確認を行っている 2．1,000～4,999人 04．建設業

アンケート、聞き取りを実施 6．30～49人 16．医療、福祉

従業員アンケート調査等でも、生産性向上成果の把握を行って
いる

3．300～999人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ21付問1-3　成果の把握や「見える化」
労働生産性に関する定量的な指標を設定していないが、定性的な成果の把握を行っている

（例：従業員への取組の効果に関する聴き取り、従業員へのアンケート調査）

（具体的に　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

ＲＰＡについて、導入前後の業務時間を比較するアンケート調
査を実施

2．1,000～4,999人 04．建設業

従業員への聴き取り 5．50～99人 04．建設業

従業員へのアンケート 2．1,000～4,999人 04．建設業

聴き取り、アンケート調査、効果算出 2．1,000～4,999人 05．製造業

アンケート調査等 2．1,000～4,999人 04．建設業

配達時間の短縮により残業時間縮少 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

委員会、定例会内における聞きとり、まとめ、共有 3．300～999人 99．無回答

従業員への聴き取りとアンケート 4．100～299人 04．建設業

取組の効果確認を行い、類似業務への展開を行っている 3．300～999人 05．製造業

例と同様 3．300～999人 05．製造業

聴き取り、アンケート調査 4．100～299人 04．建設業

取組の効果に関する聴き取り 4．100～299人 10．金融業、保険業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 99．無回答

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケート調査 3．300～999人 16．医療、福祉

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

従業員への取組の効果に関する聴き取り 4．100～299人 10．金融業、保険業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ21付問1-3　成果の把握や「見える化」
労働生産性に関する定量的な指標を設定していないが、定性的な成果の把握を行っている

（例：従業員への取組の効果に関する聴き取り、従業員へのアンケート調査）

（具体的に　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケート調査、労務時間削減、業務効率化 3．300～999人 04．建設業

アンケートやラウンドミーティング実施 4．100～299人 16．医療、福祉

取組む前と後の生産量の違いを従業員からの報告。 4．100～299人 05．製造業

アンケート調査や労使懇談会での意見交換にて。 2．1,000～4,999人 05．製造業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 99．無回答

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 99．無回答

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

ＩＣＴ　アンケート 3．300～999人 09．卸売業、小売業

ＩＣＴ　アンケート 3．300～999人 09．卸売業、小売業

ヒアリングによる改善点の確認 4．100～299人 05．製造業

聴き取り 5．50～99人 07．情報通信業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

効果の検証確認 4．100～299人 04．建設業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ21付問1-3　成果の把握や「見える化」
労働生産性に関する定量的な指標を設定していないが、定性的な成果の把握を行っている

（例：従業員への取組の効果に関する聴き取り、従業員へのアンケート調査）

（具体的に　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

残業時間の削減につながっているか、不具合等が起きていない
かの聴き取り等

3．300～999人 04．建設業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

アンケートや意見の聞き取り 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

推進部署が経営会議で進捗と効果の報告。 4．100～299人 18．その他サービス業

アンケート実施 4．100～299人 18．その他サービス業

本社への出張回数の変化。 4．100～299人 09．卸売業、小売業

業務ヒアリング 3．300～999人 05．製造業

月１回の会議、そのつど聴き取りを実施 3．300～999人 08．運輸業、郵便業

アンケート調査 1．5,000人以上 04．建設業

利便性など 2．1,000～4,999人 04．建設業

生産性や不良率などの見える化 5．50～99人 05．製造業

会議にて意見集約 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

研修と普段の聴き取り 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

従業員への効果の聴き取り、アンケートによる調査 3．300～999人 04．建設業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ21付問1-4　成果の把握や「見える化」
労働生産性に関する指標は設定していないが、それ以外の指標を設定して取組の成果の把握を行っている

（具体的に　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

導入コストと人件費の比較を行っている。 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

××機種の導入、全機種への水平展開 5．50～99人 05．製造業

朝礼による効果、性能向上の報告、従業員の満足度のヒアリン
グ

4．100～299人 05．製造業

勤怠管理を通じて、管理職で共有している 4．100～299人 05．製造業

ＢＣＰの対応完了数の把握 4．100～299人 05．製造業

労働時間を調整している 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

関連業務担当部門の業務生産性、従業員からの不満度。 5．50～99人 07．情報通信業

リカバリー率の進捗をデータ化して展開 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

コスト 5．50～99人 05．製造業

部署の代表者によるカンファレンスで成果を把握している。 4．100～299人 16．医療、福祉

予算書の作成と毎月の達成確認 4．100～299人 15．教育、学習支援業

掃除ロボットの導入で夜間作業に従事する人数が減らせた等。 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

時間外労働の削減 3．300～999人 07．情報通信業

従業員の出退勤、休暇等の管理 3．300～999人 04．建設業

社内設備（サーバ）の削減 4．100～299人 05．製造業

長時間残業者の抽出。 4．100～299人 04．建設業

導入、活用、事例紹介 4．100～299人 04．建設業

個人ごとでの目標管理を実施。 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

稼働率の見える化 4．100～299人 05．製造業

指標は設定していないが、創立時間を月単位にまとめ、その創
出時間を人員数に換算している。

4．100～299人 08．運輸業、郵便業

毎月、職員の学習状況を把握。 4．100～299人 16．医療、福祉

労働時間（残業時間）、エラくないか（感覚的なもの） 4．100～299人 13．宿泊業、飲食サービス業

従業員に対し、聴き取り調査を行っている。 4．100～299人 05．製造業

商材として扱っておりその結果は報告している 3．300～999人 07．情報通信業

時間外労働時間、作業時間（効率）、人員 1．5,000人以上 05．製造業

経費削減効果など 3．300～999人 05．製造業

しっかり見える化は、出来ていませんが、不定期で、労働時間
を消化している　業務量を、集計して、成果を、共有していま
す。

4．100～299人 18．その他サービス業

情報の共有化が進み全社員の認識向上につながった。 4．100～299人 04．建設業

計画を見える化し、その実績も見える化し、その誤差も見える
化した。

4．100～299人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ21付問1-4　成果の把握や「見える化」
労働生産性に関する指標は設定していないが、それ以外の指標を設定して取組の成果の把握を行っている

（具体的に　　　　　）
問１

企業規模
問２
業種

スループット 4．100～299人 18．その他サービス業

得られた情報により、業務改善につなげている。 4．100～299人 16．医療、福祉

残業時間など 2．1,000～4,999人 05．製造業

利用状況の数値化およびフィードバック。良い活用事例の公
表。

2．1,000～4,999人 10．金融業、保険業

生産ラインのロボットによる自動化での作業人員削減 3．300～999人 05．製造業

月の休日取得回数・夜間作業回数を管理 2．1,000～4,999人 04．建設業

ツール活用、利用状況を月次管理。 3．300～999人 09．卸売業、小売業

園児の見守り。 4．100～299人 16．医療、福祉

労働時間、業務内容を上司が把握し、時間外勤務の削減に繋げ
る。

5．50～99人 04．建設業

生産性の分析 2．1,000～4,999人 05．製造業

時間外労働削減 4．100～299人 16．医療、福祉

ＡＩ活用人材の育成目標の明確化と進歩の見える化 1．5,000人以上 05．製造業

個人・組織として、業務効率化時間など 2．1,000～4,999人 05．製造業

コスト（人件費や消耗品）の管理。 2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

従業員の取組、（事前）。成果発表を定期的に実施している 3．300～999人 05．製造業

各施策の目標値を決めて、その達成率を見ている 3．300～999人 05．製造業

目標管理システム 2．1,000～4,999人 05．製造業

ＡＩによる効果目標を設定し達成率で評価 2．1,000～4,999人 10．金融業、保険業

運送費の圧縮 3．300～999人 09．卸売業、小売業

目標推進シートでの管理 3．300～999人 07．情報通信業

店舗毎に視聴回数を本部よりフィードバック 3．300～999人 13．宿泊業、飲食サービス業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ21付問2 成果の把握や「見える化」による効果

「９．その他（具体的に　　　　　）」
問１

企業規模
問２
業種

ミスの低下。 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

業界内での認知度アップ。人材採用面でもプラス効果。 5．50～99人 17．複合サービス事業

優良な運転を目指す事。 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

コスト削減 5．50～99人 05．製造業

コスト削減の把握 4．100～299人 05．製造業

危険運転回数の低減 3．300～999人 04．建設業

情報共有。 3．300～999人 05．製造業

開発中の為未定 3．300～999人 18．その他サービス業

生産高の増加 3．300～999人 05．製造業

従業員のキャリア目標。キャリアパスの一つとなった。 1．5,000人以上 05．製造業

効果検証中 2．1,000～4,999人 10．金融業、保険業

安全性 4．100～299人 04．建設業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ10の取組により省力化された業務に従事していた従業員に引き続き活躍してもらう
貴事業所では業務内容や配置等でどのような工夫をされていますか。

自由記述
問１

企業規模
問２
業種

人員の余剰までには至っていない。 2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

特にございません。 4．100～299人 05．製造業

勤怠管理をタイムカードから、ＩＣカードによる勤怠システム
を導入したことにより、手計算で行っていた非常勤職員の時間
計算等のチェックを行う時間削減となり、時間外の削減に繋
がった。

4．100～299人 16．医療、福祉

腰痛防止により介護ロボットの活用の強化。技術力＋コミュ力
の向上

2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

不足状態が続くため、まずは労働時間の低減をし、従業員の満
足度を高める

4．100～299人 05．製造業

社内ＳＮＳで支社ごとでなく全社で共有している。情報の共有
や連絡がスムーズである。電話もパソコンより個人へつなげて
会話が可能なため、いちいちＴＥＬして呼び出さなくてもよ
い。業務がスムーズとなっている。

4．100～299人 09．卸売業、小売業

◎当所は役職以外、基本的に配置転換はできない。時間外削減
のための効率化の工夫や、休暇をうまく取得してもらう工夫、
スマートメーター普及による効率化（辞めても補充なし）を引
続いて行っていく必要がある。

1．5,000人以上 06．電気・ガス・熱供給・水道業

現在は管理部門を中心に進行中、大きな省力化とはなっていな
いが、削減した時間により残業時間が減少した。他部門でも省
力化ができればプライベートの充実に充ててもらうつもりであ
る。

6．30～49人 08．運輸業、郵便業

特にありません 4．100～299人 09．卸売業、小売業

・グループ制、により、平準化、横のつながり強化。 4．100～299人 04．建設業

電気設計者ｏｎｌｙは厳しい。‥メカトロ屋さんでないと進め
ない事がわかりました。又、ロボット技術の知識習得が重要。
（３名今年は受講済）。

5．50～99人 20．その他

より大きな成果を求めて導入するもので、従業員の仕事が奪わ
れるようなものではない。既存の社員には、システム導入等と
無関係にスキルアップを要求している。

5．50～99人 04．建設業

ドローン測量技術は産学連携での教材として利用しているが、
実際の本業としての販売先、取引先開拓へとつながる様、利用
実績を高めていく必要がある。その意味では、まだまだ具体的
な成果は見えていない。

5．50～99人 17．複合サービス事業

ＲＰＡの導入予定です。 4．100～299人 05．製造業

福利厚生面の充実⇒全従業員　労働条件の改善⇒全乗務員 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

個々に担当していた業務を、班体制に変更し、公休や退職など
でも業務が滞る事のないようにした。

6．30～49人 09．卸売業、小売業

世間ではＡＩ、ＩｏＴなどいろいろと活用されている情報が多
いですが、当社はまだまだ先の様な感じです。売掛金、買掛金
等の経理業務の自動照合等もＩＢＭと試案しましたが無理でし
た。等、なかなか、うまくは行きません。

4．100～299人 09．卸売業、小売業

・残業時間の短縮及び標準化 4．100～299人 04．建設業

Ｗｅｂ会議による移動経費の削減や、社外からスマートフォン
を用いて社内システムにアクセス出来る事による作業の効率化
が図れた事で、意志決定のスピードアップが出来た。

2．1,000～4,999人 07．情報通信業

事業所での人事権は、ほぼありません。 2．1,000～4,999人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ10の取組により省力化された業務に従事していた従業員に引き続き活躍してもらう
貴事業所では業務内容や配置等でどのような工夫をされていますか。

自由記述
問１

企業規模
問２
業種

省力化された業務に従事している従業員数を増やさずに手薄に
なっている部門への新規採用を充実させている。

3．300～999人 20．その他

短納期対応、売価ダウンに対する効率ｕｐによるコスト削減
各部署にて共通ツールとして「見える化」

2．1,000～4,999人 05．製造業

ロボット導入によりそれまで担当していた者を配置転換し、新
しい業務に就いてもらい、技能の向上を図っている。

5．50～99人 05．製造業

特に省力化をして仕事量が減るものではない 4．100～299人 05．製造業

省力化されていない 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

建設現場での人手不足解消策にロボット（化）の導入。 5．50～99人 04．建設業

人材教育の深堀りと水平展開 4．100～299人 05．製造業

特になし。 4．100～299人 05．製造業

タブレット導入で、転記作業をなくし、その人員を人材を探し
ていた病院事務部門へうつってもらった。

4．100～299人 16．医療、福祉

特になし 4．100～299人 05．製造業

Ｑ１０の取組により業務改善や配置改善は中々難しい。新しい
事を取り入れ、制度化するまでの労力、人件費も考えつつス
マートに進められる様考えて行く。

3．300～999人 16．医療、福祉

特に製造現場の作業自動化に注力し、労働力人口の低下、世代
交代による若返り化への対応を進めている。また、自動化によ
り更なる安全意識の向上に資する活動や、操業課題解決のため
の時間捻出が期待される。事務部門においては、定型業務の自
動化により、それぞれの業務効率化や付加価値向上のための他
業務への労働時間振り分けが行えている。

1．5,000人以上 05．製造業

当事業所はソフトウェア・電子の設計開発の受託部署である
為、Ｑ１０の取込みは行なっていないが、本社管理部門ではＲ
ＰＡ、クラウド化には取り組んでいる。

2．1,000～4,999人 20．その他

なし 3．300～999人 05．製造業

ビュッフェレストランの為、発注などにはＡＩの導入もあるか
と思いますが基本的には人対人のサービスです。

2．1,000～4,999人 17．複合サービス事業

今後の取組次第で検討 4．100～299人 05．製造業

現在検討中 4．100～299人 04．建設業

中小企業であり、社員の意識向上において、中期経営計画の策
定を始めようやく方針を作成している段階である

4．100～299人 05．製造業

・現状、省力化された業務に従事していた従業員に該当する者
は居ない。付随業務（出張、事務処理等）の削減に留まってい
る。

5．50～99人 11．不動産業、物品賃貸業

他の業務を手伝える状況と開発に時間が投入できる 4．100～299人 07．情報通信業

ＲＤＡにより現場従業員は大幅に残業時間を軽減できた事とＡ
ｕｔｏ化により誰でも（経験浅い人材）作業できる環境になっ
た。それにより各セクション間にて人事配置を行い力量向上
（教育）に注力することが出来ている。ＩｏＴについてはこれ
から進めていくが、顧客が自由に活用できるシステムとし、受
注段階において顧客がメリットとなる情報の開示サービスを展
開し、同業他者との差別化を図りたい。当然、社内においても
作業負荷を軽減していく。

4．100～299人 05．製造業

自由記述（その１） 2 / 8
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ10の取組により省力化された業務に従事していた従業員に引き続き活躍してもらう
貴事業所では業務内容や配置等でどのような工夫をされていますか。

自由記述
問１

企業規模
問２
業種

配置希望を聞いて、できるだけ希望に沿った配置転換を行なっ
ている

4．100～299人 15．教育、学習支援業

個人のやりたい業務を優先して組織を組む様にしている。 4．100～299人 05．製造業

ロボット導入したは良いが、想定外のトラブルなど、人の手を
介する場面が多く、人員削減に寄与するまでには至っていな
い。

2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

現場の生産性が上がり、人員を余らせて、その人員をＩＣＴの
開発、現場との通訳として更にＩＣＴを発展させている。ＩＣ
Ｔと現場の両方がわかる人材を育成する事が重要である。と考
えています。

4．100～299人 05．製造業

省力化＝人員削減とはならないケースが多いと思います。そう
いう時代は既にすぎ、仕事内容の高度化、他社との差別化、競
争に移っています。ＩＴは、その武器、道具の１つであって、
ちょっと、このアンケートの行き先の結果は、視点が違うのか
なと、感じました。逆に、ＩＴを使って、仕事の内容を濃くし
て欲しいというのが、期待されているのだと思います。

4．100～299人 11．不動産業、物品賃貸業

社内書類の電子認証、社内の原価管理のシステム化等　やるべ
き課題があるので人材活用展開を図る。

4．100～299人 04．建設業

・個人の事情で出張できない人が、遠隔で顧客対応やチームで
の仕事ができるようになった。（これまでは内部事務のみの仕
事へ異動させる必要が減らせた。）・出張にかかる移動時間を
減らすことで、有効に使える時間が増え、営業１人あたりの担
当件数を増やせた。※いずれもリモートワーク、ｗｅｂ会議等
の効果。・ＡＩによる過去ナレッジの有効活用ができ、経験の
浅い人員を顧客対応担当として配置できた。

4．100～299人 07．情報通信業

生産量増加に伴う人員確保が難しいなか、Ｑ１０の省力化によ
り、人員増が必要な部署への配置転換を行い、人員確保に一役
買った。

3．300～999人 20．その他

特にありません。 4．100～299人 09．卸売業、小売業

ＲＰＡによりさらに省力化して営業部門の生産性向上と顧客満
足度向上につなげる

2．1,000～4,999人 05．製造業

ＷＥＢ会議システムを導入しましたが、目的は本社、客先との
会議の為です。内容によってはこのシステムでの会議参加でも
充分です。出張経費や社員の不必要な労力の負担軽減に寄与し
ています。

4．100～299人 05．製造業

実績なし 4．100～299人 12．学術研究、専門・技術サービス業

今後勤怠システムの導入（クラウドにて）、電話設備入替（Ｐ
ＨＳ等による）など（ＩＣカード導入を予定、今は紙のタイム
カードを使用）

4．100～299人 05．製造業

特になし 6．30～49人 08．運輸業、郵便業

特にありません。 4．100～299人 04．建設業

正直省力化というより、“利便性を感じる”程度でしか、グ
ループウェアは機能しておらず。省力化についても、講ずる必
要性を緊近の課題としてとらえているレベル。

4．100～299人 05．製造業

デジタル技術は必要であるので、各機関の研修会・勉強会等に
は参加しているが、どの様な所にデジタル技術が活用できるの
か、使いこなせるのか、模索中である。

5．50～99人 04．建設業

なし 3．300～999人 09．卸売業、小売業

なし 3．300～999人 09．卸売業、小売業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ10の取組により省力化された業務に従事していた従業員に引き続き活躍してもらう
貴事業所では業務内容や配置等でどのような工夫をされていますか。

自由記述
問１

企業規模
問２
業種

省人化された部署の人員を他の部署（工程）への配置転換とし
品質強化に結びつけた

3．300～999人 05．製造業

国土交通省の取組む、建設ＩＣＴを参考に、施工管理業務の効
率、省力化を実現していきたいです。

4．100～299人 04．建設業

特になし 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

業容の拡大に伴い、お客様、現場に近い場所に従業員を配する
ことと、それによって生産性が低下しないようにＩＣＴを活用
することを並行して行っている。

3．300～999人 11．不動産業、物品賃貸業

他の業務に関する資格取得支援 4．100～299人 05．製造業

・他の業務の研修を導入前に受けていただき、導入後、別業務
につく。

4．100～299人 04．建設業

少子高齢化、働き方改革などで、中小企業の経営は厳しくなっ
ています。その中で、いつも言っていることは生産性の向上で
す。そのためにＩｏＴやロボットほか自動化装置を導入し、ほ
ぼ目的は達成できていると思います。このデジタル技術の活用
は社員のやる気につながり、新規顧客の開拓になり、次の仕事
へのステップになっています。※労働組合とか労使協議の言葉
が多く違和感を感じます。当社は、組合がありませんから、社
員と共に活動している会社です。（方向性は経営者層がやりま
す。）

4．100～299人 05．製造業

給与・勤怠は、手作業が主だったが、クラウドシステム化によ
り正確かつ短時間の処理が可能になった。Ｔｅａｃｈ　Ｍｅ
Ｂｉｚでマニュアル作成が容易になり複雑な作業も女性化・多
能さ化が出来た。サイボウズの活用で予定や社内の投資行事等
の見える化・承認（稟議）がスムーズになった。

4．100～299人 05．製造業

現場代人の業務がクラウドにより省力化したため、電工労務管
理を充実させた。

3．300～999人 04．建設業

自店では、Ｑ１０の部分は進んでいないが、他店では、実験的
に取り組みがスタートしている。現在、適所での人員配置がで
きていないため、省力化が進めば、不足の部署・時間帯の部分
を補う

1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

デジタル技術＝作業軽減を目標とするが、即人員削減とはなら
ない。導入から運用開始までの人員や、データ精度向上、不足
データの収集など追加で人員が必要となるが、一時的である。
他部門との調整を工夫している。

2．1,000～4,999人 05．製造業

福祉施設でのＡＩ化について、どれほど有効か、よくわからな
いのが、実情です

4．100～299人 16．医療、福祉

レイアウト変更により職場環境の最適化を目指した 4．100～299人 05．製造業

当社の管理部門（総務、経理等）及び情報システム部門は、本
社一括集中方式となっており、事業所は現場部門のみの業務を
行っているので、この調査は会社全体として回答します。ＲＰ
Ａの導入は、煩雑化する事務の効率化を図ることを目的とし、
多数の顧客から受取るＤ／Ｏをシステムにより処理し、事務員
の労力を削減し多様なニーズに対応する。一方で現場は、取扱
う貨物の形態がまちまちであり、ロボット等による作業は、現
状困難である。従って労働集約型の現場となっている。この
他、調査依頼を受けた①０１０６９、②０１０７１について
は、会社として回答しているので記入しません。

4．100～299人 08．運輸業、郵便業

そこまでの省力化には致っていない 3．300～999人 05．製造業

導入初期で省力化の効果は出ていないため現状のまま。 3．300～999人 05．製造業

デジタル技術を活用して、効率化を図り、生産性を向上させ
る。また、各種ツールを活用して、情報伝達の迅速化を図り、
業務品質向上や効率化を目指す。

3．300～999人 07．情報通信業

自由記述（その１） 4 / 8

- 402 -

調査シリーズNo.210

労働政策研究・研修機構（JILPT）



ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ10の取組により省力化された業務に従事していた従業員に引き続き活躍してもらう
貴事業所では業務内容や配置等でどのような工夫をされていますか。

自由記述
問１

企業規模
問２
業種

人員が不足する部門への配置転換 3．300～999人 99．無回答

導入した事によって業務効率化が進み、従業員の身体的・精神
的負担が軽減された事が一番の効果である。

4．100～299人 05．製造業

・システム導入から一部参画してもらうことで業務に対する理
解度を深め、実務を滞りなく行うことのできる体制づくりに注
力した。・新たな仕事に着手してもらうことで多能工化と更な
る業務改善を図り、より業務の省略化をすすめてもらう。

4．100～299人 05．製造業

現在の技術では対応できない、人の判断を必要とする高度な業
務についていただいた。

3．300～999人 07．情報通信業

新商品の開発→活き活きした人の投入→売上げ、向上 3．300～999人 05．製造業

元々の工数が多大。省力化により、働き方改革に少し寄与でき
た程度　ＲＰＡ化にも専門の知識が必要で、次々と効率化がす
すむものでもない。

4．100～299人 18．その他サービス業

業務内容の見直し、再配分、従業員の能力や特性に応じた配置
などを考えております。

4．100～299人 07．情報通信業

ＡＩ導入はしておりませんが、仮定の話で、配置替により、営
業やＣＳ等の充実を図りたいと考えております。

4．100～299人 08．運輸業、郵便業

わからない 3．300～999人 05．製造業

今は、まだ完全にできていないが、ＲＰＡなど、業務の効率を
上げる技術は、積極的に取り入れ、従業員の負担を軽減し、充
実したライフワークにしていく予定である。それに伴ない、良
い仕事へとつながり、一層の業績を上げていきたい。

5．50～99人 04．建設業

ＲＰＡは商材として展開しており、自社業務についても見直し
が可能な業務には適用を進めている

3．300～999人 07．情報通信業

マニュアル化、成果の水平展開を実施し、継続的に労働時間改
善と技術力向上を行っている。

3．300～999人 04．建設業

わかりやすい作業マニュアルを作成と電子化を実施 4．100～299人 18．その他サービス業

ＲＰＡを令和３年度目標に２年度ＰＪチームを作る 3．300～999人 10．金融業、保険業

人数の割に仕事量が多いため、もう少しゆとりをもって仕事が
出来る環境を目指す。ゆとりをもつ事で、ミスも減り、余分な
作業を減らす。

3．300～999人 05．製造業

作業効率が上がり、作業時間の削減に繋がった事で収入が下が
らないように、みなし残業制度を導入しました。

4．100～299人 18．その他サービス業

今のところ、まだ省力化のレベルにまでいっていない。今後は
省力化をめざして導入を検討していく。

4．100～299人 07．情報通信業

今回導入のクラウドは、それまでに使用していたＰＣが故障し
入替と同時にソフトをクラウド用に変更しました。特にＩＴ化
を意識していた訳ではありませんが、会計事務所の推奨もあり
導入に至りました。回答の内容とは課題が違っていたかも知れ
ません。

5．50～99人 05．製造業

受注部門でＲＰＡを導入して省力化し、早朝や、残業などをな
くした。

4．100～299人 05．製造業

実際には成果が得られていない為、得られた事を想定し、①さ
らに自動化を行う為の準備で活躍してもらう。②有休休暇等含
め、働き方改革につなげたい。③ＣＳ、ＥＳ、両面で満足出来
る様な改革の取り組みで活躍してもらう。

3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ10の取組により省力化された業務に従事していた従業員に引き続き活躍してもらう
貴事業所では業務内容や配置等でどのような工夫をされていますか。

自由記述
問１

企業規模
問２
業種

・部長経験者を活用する。嘱託雇用（定年により）に契約変更
になった人材を有効活用し、広範囲の部署で発生しているＲＰ
Ａ化置き替え可能な業務を洗い出し、計画的に省力化を行う。
嘱託者（５年間）雇用期間とＲＰＡ化、ＡＩ化、ＩｏＴ化を行
う期間が、マッチする。

3．300～999人 05．製造業

特になし。 3．300～999人 11．不動産業、物品賃貸業

現状特になし。 5．50～99人 04．建設業

ＲＰＡは、経営企画部等で一部試行中のため、その結果を踏ま
え、支社・支店レベルまで展開される予定。

2．1,000～4,999人 04．建設業

業務内容を共有化し、専属としない事で、円滑に効率良く行
う。（情報共有）　システム利用者のためのＯＪＴ及び資料の
常時ＨＰ掲示、システム管理者への質問システム。

2．1,000～4,999人 03．鉱業、採石業、砂利採取業

（省力化された業務に従事していて余力となった従業員はいな
い認識）

3．300～999人 05．製造業

業務の効率化を進めＷＳＩにより技術力向上に繋げる。情報管
理ツールの活用により、熟練が保有する知識・ノウハウの形式
知化により、技術の伝承や業務の効率化に繋げる。

3．300～999人 05．製造業

・一部ＲＰＡにて事務部門における残業時間の抑制を果たし
た。・未だ直接的に体制を変えるまでの効果は少ない。※デジ
タルテーマに取り組み中

2．1,000～4,999人 05．製造業

特にございません。 3．300～999人 16．医療、福祉

業務の省力化により残業時間の削減に結び付ける。働き方改革
の一環とする。

5．50～99人 11．不動産業、物品賃貸業

このアンケートの意図が良くわからない。人が足りていない状
況で過重労働を減らすのはあたりまえのこと。

3．300～999人 05．製造業

特にありません。 5．50～99人 05．製造業

本社で決めて、導入されるので、姫路事業所に決定する事はな
い。今後は、本社に対して調査頂きたい。

4．100～299人 05．製造業

・今ある業務の更なる見直しと、別業務を担当させ、多能工化
を図っている。（将来的なジョブローテーションをみすえ）

3．300～999人 05．製造業

特になし 3．300～999人 07．情報通信業

採用活動で学校訪問をするなど、より対人・外交の職務にシフ
トしています。

6．30～49人 04．建設業

リモートアクセス、タブレットの営業業務活用範囲を拡大して
業務効率化を計る

2．1,000～4,999人 05．製造業

なし 2．1,000～4,999人 05．製造業

特になし 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

グループウェアにてワークフロー、Ｗｅｂデータベースを活用
し、ペーパーレス、業務時間の短縮を行っている。

3．300～999人 10．金融業、保険業

これから導入を検討する予定。 2．1,000～4,999人 05．製造業

ＲＰＡ、ＯＣＲのような取り組みは今後必要とかんがえ、試行
中。

3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

より付加価値のある業務比率を高める 3．300～999人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ10の取組により省力化された業務に従事していた従業員に引き続き活躍してもらう
貴事業所では業務内容や配置等でどのような工夫をされていますか。

自由記述
問１

企業規模
問２
業種

ＲＰＡにより業務負担を軽減し、各専門業務と患者対応の向上
を考えている

3．300～999人 16．医療、福祉

ＩＴ取組により、業務を合理的に行い、各ポジションのジョブ
ローテーションを実施中。

4．100～299人 99．無回答

・残業時間の削減へとつなげ、プライベートを充実してもら
う。

3．300～999人 05．製造業

医療の場で電子カルテ等のデジタル化は行う予定もあるがＱ１
０に該当していくのか不明

4．100～299人 16．医療、福祉

本人の希望を次回異動時に実施する。 4．100～299人 16．医療、福祉

やはり人間しかできない部分については行なっていく必要があ
ると思うので営業等に人を異動させていくと思われます。

3．300～999人 05．製造業

介護事業ではロボットなど近年になって導入されてきたが当法
人ではまだそこまで至っていない　どこまで導入が業務効率に
なるか、またコストの面を含めまだわからない

4．100～299人 16．医療、福祉

特になし 2．1,000～4,999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

グループウェアを利用して社内情報の見える化を狙ったが、運
用は停帯気味。

4．100～299人 04．建設業

データの有効利用することにより、業務上の問題点を顕在化し
やすくし、質の高い業務遂行に役立てる。

4．100～299人 05．製造業

省力化による検査時間をその他の検査や作業に従事している。 4．100～299人 05．製造業

業務ローテーション 5．50～99人 07．情報通信業

今はリリースが不足している状態であったため残業時間が減る
ことに貢献

1．5,000人以上 05．製造業

特になし 4．100～299人 18．その他サービス業

ＲＰＡの導入を進めていたが、コスト、手間等の問題で収束に
向っている。

2．1,000～4,999人 05．製造業

経費精算業務などのｗｅｂシステムを利用した効率化により省
力化したため、内勤事務担当者の異動を行い、各部門の主管業
務対応を充実させた。

4．100～299人 04．建設業

Ｗｅｂ会議システムの導入により、資料の印刷業務が減ったこ
とにより、コア業務への業務シフトが可能となった。

3．300～999人 15．教育、学習支援業

特になし 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

まだしていない。 4．100～299人 05．製造業

定型業務の効率化により生まれた時間を非定型、創造的業務に
使うことで生産性向上や顧客サービスの向上を目的とした従業
員のスキル向上を計る。

9．無回答 99．無回答

特になし 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

省力化に向け取組中であり、具体例なし 2．1,000～4,999人 10．金融業、保険業

多少省力化できてもまだ多い状態のため、さらなる省力化が必
要と考えます

4．100～299人 18．その他サービス業

業務プロセスを全社的に見直し 3．300～999人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

Ｑ10の取組により省力化された業務に従事していた従業員に引き続き活躍してもらう
貴事業所では業務内容や配置等でどのような工夫をされていますか。

自由記述
問１

企業規模
問２
業種

システム化効率化を推進している。一人ひとりの社員の人財育
成に取り組んでいる。現在新型コロナウイルス対応に全力で取
り組んでいる

3．300～999人 04．建設業

なかなか人が集まらない状況であった為、採用が予定ほどでき
なかったが、どうにか現在の人員で回していけるようになっ
た。

3．300～999人 09．卸売業、小売業

特になし 4．100～299人 06．電気・ガス・熱供給・水道業

特になし。 2．1,000～4,999人 08．運輸業、郵便業

情報技術室を設置し、ドローン測量を行う人を設定した。 5．50～99人 04．建設業

○取り組みにより発生した業務の余力を社員への業務内容や配
置等でどのように工夫しているか。当社事業の性質上、Ｑ１０
の中で当社が取り組んでいる項目はＩＣＴ技術のみである。社
員相互の情報交換は極めて有効であるが、業務の余力というと
いうまでには至っていない。今後の事業展開を見ながら適合す
る分野の導入を図りたい。

4．100～299人 18．その他サービス業

特にない 4．100～299人 16．医療、福祉

開いた時間で売場に集中させます。 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

特にありません 4．100～299人 15．教育、学習支援業

新しいデジタル技術の導入により省力化された業務について
は、残業を含む勤務時間の削減や時間創出の点から他の新たな
業務への取組みが可能となっている。ただし、現在は各システ
ムの導入初期段階であることから、今後この取組みをどのよう
に拡大し定着させていくかが課題であるとともに、取組成果の
可視化といった対応を実施していく必要がある。

2．1,000～4,999人 10．金融業、保険業

慢性的な人手不足が解消されれば他分野でのマンパワーの供給
が出来ると考えられる。

3．300～999人 04．建設業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

新技術の導入が進んでいく中にあって、今後、労使間の交渉や、トラブル解消、円滑
ためには、企業として何をしていく必要があると考えていますか。

自由記述
問１

企業規模
問２
業種

ＩＴ企業ということもあり、新技術の導入は労使ともに「必
要」で一致。課題があるとすれば顧客面とセキュリティ面。

3．300～999人 07．情報通信業

オンライン化が進む一方で情報の流出には特に注意し、厳重に
管理しなければならない（一度、流出した情報は取り消せな
い）

4．100～299人 08．運輸業、郵便業

特にございません 4．100～299人 05．製造業

基本、システム導入は全社もしくは事業本部等、事業所より大
きなところで導入が決まります。我々の意思では、いかにもな
らないところです。

2．1,000～4,999人 05．製造業

記録システムの導入　ラインの有効活用 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

開示し、明確な利用をして、正しい判断が出来るようにする。 4．100～299人 05．製造業

労使協議については、本店←→労働組合にて実施　営業所は、
方針、決定事項等について、労使各々から会議・オルグの型で
流れて来て、伝達するという役割であるところ、現場で意見を
吸いあげて、経営方針に反映させることは稀である。

1．5,000人以上 06．電気・ガス・熱供給・水道業

当社は労使の距離が近く、コミュニケーションを取りやすい環
境にある。また、正式に労働者側の意見を聞く場も設けてお
り、デジタル技術の進歩に拘らず、継続していく。大きな組織
ではないのでチャンネルの多様化は、かえって混乱を招く。

6．30～49人 08．運輸業、郵便業

ＡＩの活用を会社ぐるみで考えて行きたい 4．100～299人 09．卸売業、小売業

特になし 4．100～299人 04．建設業

デジタル技術導入のメインはやはり、会社の営業戦略、取引先
拡大等が中心であり、労使間交渉や職場環境の改善はあくまで
副次的な波及効果しか見ていない現状がある。ただ、人材不足
等が深刻になる中、今後は、総務関係の雑多なアナログ処理を
デジタル化することにより、従業員も日々の生産性が向上する
様検討してゆきたい。

5．50～99人 17．複合サービス事業

導入段階での従業員への周知、情報の開示を計画的に行い、情
報格差をなくすことにより、円滑な導入に繋がると考えます。

4．100～299人 09．卸売業、小売業

ＩＣＴ技術に関する理解度を深めてもらうため、従業員への教
育を充実させ、技術を使いこなすことにより生産性の向上と業
務の高度化を図っていく。

4．100～299人 05．製造業

人手不足対策としてＡＩやｌｏＴの利用を考えている。 4．100～299人 05．製造業

来期ＲＰＡと導入を検討しており、事務スタッフの生産性向上
に着手しようとしている。

3．300～999人 08．運輸業、郵便業

当社は派遣事業を主としていますが、「ものづくり」に携わる
技術者育成のため中小企業団体中央会（経産省）より３度の支
援補助金、を採択され実施しています。そうした生きた技術教
育をしながら「真の技術者」を養成すべく又、それぞれの取引
先における技術的な問題解決（試作品づくり）が、できればと
願い邁進しています。その中で厚労省のアンケートなど、の表
現をみる限り、〈Ｑ４〉派遣対応する労働者は正社員とみなさ
れず、非正規雇用扱いとなっていることに大変違和感を覚えま
す。当社の雇用形態は正社員雇用が大半であり無期雇用の契約
社員が数名在籍しています。従って、「正社員の定義」に関し
てご教示戴きたく思っています。

6．30～49人 18．その他サービス業

今後は活用していかなければならないと考えている 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

数値分析や、顧客のトレンドをＩｏＴを活用してみたい。 6．30～49人 09．卸売業、小売業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

新技術の導入が進んでいく中にあって、今後、労使間の交渉や、トラブル解消、円滑
ためには、企業として何をしていく必要があると考えていますか。

自由記述
問１

企業規模
問２
業種

誤った形での理解があると、色々な面で上手くいかなくなるの
で、新しい技術については、まずは、その中身と目的をしっか
り教育し理解して頂くことが大切と思います。

5．50～99人 17．複合サービス事業

・全国に有る営業拠点の従業員に対しての平等性の確保、と地
域特性の評価基準の確立。

4．100～299人 04．建設業

・使用方法等の理解（機能を使いこなす）と研修 4．100～299人 05．製造業

弊社の他事業所でＡＩを先日導入したが、弊社自体がそのよう
な技術を使いこなせるレベルにないことを感じている。現状は
ＡＩを使いこなせず混乱をまねいている。新技術が全ての問題
を解決するわけではなく、また導入してすぐ効果が出るわけで
はないと思った。

3．300～999人 09．卸売業、小売業

全社としては、ＡＩ、ＩｏＴ、ＲＰＡ等を活用し、業務の効率
化を計っている部署はありますが、事業所の単位で考えた場合
どのように活用できるのか具体的な事例が分かっていないため
活用できていません。

2．1,000～4,999人 05．製造業

現状特になし 2．1,000～4,999人 05．製造業

新技術を導入する際は、関連部署から必要事項を聞き取り、新
技術に反映しているが、最終的には経営層の判断により決まっ
てしまう。

5．50～99人 05．製造業

コミュニケーションチャンネルを増やして真の情報を従業員か
ら吸い上げる事は出来ない。

4．100～299人 05．製造業

特になし 2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

完全週休２日制への取組み。 5．50～99人 04．建設業

デジタル化で便利にはなるが、基本は直接顔を合わせて会話す
ることなのでなるべく機会を設ける

4．100～299人 05．製造業

グランドデザインが出来る社員の確保・育成 4．100～299人 05．製造業

現状では特にありません 4．100～299人 05．製造業

介護部門のため、スタッフの年齢も２０歳～７０歳と幅ひろ
く、介護ソフト導入の説明会も、「年だからわからない」と拒
否もありました。ラインやメールでのお知らせはできても、メ
リット等は、直接話さないと伝わらない状況でした。ガラケー
世代には、ていねいな一対一の対応が必要でした。

4．100～299人 16．医療、福祉

ＡＩ、ＩｏＴに頼り過ぎないコミュニケーションの創出（時間
や回数）。公正でオープンな人事評価制度。

4．100～299人 05．製造業

ＳＮＳの利用などは積極的に取り入れたい 3．300～999人 16．医療、福祉

２０１８年度から全社員を対象に従業員満足度調査（アンケー
ト）を実施しており、多様化する社員ニーズを適切に把握でき
るよう努めている。また、その中から把握した多様なニーズ、
早い環境変化への対応、新技術導入によって起こりうる人員配
置といった労使間で必要な認識共有をタイムリーに行い、労使
共に前向きな協議を行うことが必要である。

1．5,000人以上 05．製造業

新技術やシステムの導入にあたっては、作り込みの前段で案を
示すなどして社員の意見が反映されるスキームを確立して欲し
い。

2．1,000～4,999人 18．その他サービス業

なし 3．300～999人 05．製造業

今後の取組次第で検討 4．100～299人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

新技術の導入が進んでいく中にあって、今後、労使間の交渉や、トラブル解消、円滑
ためには、企業として何をしていく必要があると考えていますか。

自由記述
問１

企業規模
問２
業種

現在、思考中 4．100～299人 04．建設業

・既存業務から脱却し、高度な業務に注力する事に対する、従
業員への意識付けが重要。・ＡＩ、ＩｏＴに依存する事によ
る、社内スキル維持、向上の難しさ。デジタル技術が、社員の
業務に対する代替なのか、補助なのかの見極めが求められる。
経営層～従業員まで幅広く、当社の強みを再確認しなければな
らない。

5．50～99人 11．不動産業、物品賃貸業

特になし 4．100～299人 07．情報通信業

当社の受注内容は一品一様であり、各々にカスタマイズが求め
られる。特に営業や業務、ＤＴＰ部門においては個々の力量や
資質に頼りがちで今日に至っている。この状況は“ＡＩ”シス
テムの開発、導入することで大幅な環境の改善が達成できると
確信している。そのようなプロジェクトの立上げに対し、従業
員との連携は更に密となるため、何ら不安要素は無い。

4．100～299人 05．製造業

老人介護の業種なので（人相手なので）機械に頼りすぎて見落
としてしまうこともある。ただ機械を使うだけではなく、デー
タを分析し、役立てるために、ＰＤＣＡを回していかなければ
ならない。

2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

話し合う時間を多く持つ 4．100～299人 15．教育、学習支援業

コミュニケーションを密にとる。 4．100～299人 05．製造業

オープン化は現場だけでなく経営スタイルの「見える化」にも
つながります。現場の人と経営について理解の進む「見せ方」
がこれからのスタイルには必須と感じます。データを基にお互
が話し合える労使関係が必要です。

4．100～299人 05．製造業

ＩＴ導入して、労使間対立とは、考えにくく、むしろ、従業員
を新技術に向けて教育していくことが、非常にコスト負担と
なっていくのだと思います。そのため、アイドル期間や教育コ
ストを企業側は検討していますかということが、ポイントかと
思います。労働者側も、インフラの基礎知識は、あることが
ベースとして求められている時代なのではないでしょうか。
（ｅｘ．ｗｏｒｄ．Ｅｘｃｅｌぐらいは）。

4．100～299人 11．不動産業、物品賃貸業

一応社員間連絡はネット上の掲示板使用、メールの送信等の手
段があるのでこれを有効に活用し、社員間のコミュニケーショ
ンアップを図り、業務の迅速化について進めてゆく。

4．100～299人 04．建設業

・こういったアンケートこそデジタル化すべきではないでしょ
うか（要望です）。・在宅等の働き方が多様するニーズがある
ため、試験運用しながら体験談や要望をグループウェア上で共
有し、ツール選定の検討材料にしています。

4．100～299人 07．情報通信業

省人化により従業員の雇用を失わせるものであってはならな
い。あくまでも人材確保が難しい場合の対応策として活用する
という姿勢が必要。また、導入により、生産性を向上させ、持
ち場の人材を別の場所で活用することが必須。

3．300～999人 20．その他

・新技術導入による効果・省力化により削減された時間の有効
活用方法・上記の実現による人材評価　などを明確にし、社員
の理解を深める必要がある。社内ポータルを利用した情報発
信、トップダウンでの情報伝達だけでなく、対面での説明会の
開催も、行わなければいけないと思われる。

4．100～299人 09．卸売業、小売業

・ＩｏＴ　ＡＩ等の最新技術を導入して省力化、省エネ、働き
方改革につなげるべき方向になっている。

2．1,000～4,999人 05．製造業

子会社の場合は親会社の方針に従うしかないため、親会社から
の情報を速やかに伝達し、理解を得るように努める。

4．100～299人 05．製造業

業務効率の向上、生産性ｕｐを目指しＩＴツールを活用、検証
中。

3．300～999人 09．卸売業、小売業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

新技術の導入が進んでいく中にあって、今後、労使間の交渉や、トラブル解消、円滑
ためには、企業として何をしていく必要があると考えていますか。

自由記述
問１

企業規模
問２
業種

３Ｄプリンターの導入は、開発スピードのアップのためであ
り、「デジタル技術の活用」はあまり意識していない。他社が
どのような取り組みをしているか知りたい。

6．30～49人 05．製造業

社員が楽ができる案件にのみ取り組みます。 4．100～299人 05．製造業

・ＰＤＣＡサイクルを回し進捗を見える化・業務の棚卸 4．100～299人 12．学術研究、専門・技術サービス業

・省力化、効率化に対する理解を深める。・新技術の導入に連
れ、業務手順や方法が変わっていくことへの理解を深める。・
今後も人手不足が続くと考えられる中で、特に後方部門の効率
化は必須であることを理解してもらう。・経験、勘に頼るだけ
では今後やっていけないことの理解を深める。

3．300～999人 08．運輸業、郵便業

新技術に対しての学習機会、試行してみての検証と改善。 3．300～999人 16．医療、福祉

介護人材不足により、ロボットの活用の有効性を検証していき
たい

2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

相談室を総務に設けている。（社内に掲示） 4．100～299人 05．製造業

特になし 6．30～49人 08．運輸業、郵便業

従業員の高齢化と外国人就労が急務である。それに供って様々
な新技術の導入は必須事項と考えています。情報の集約と分析
を今後行ない早期に導入していきたい。

4．100～299人 16．医療、福祉

特にありません 4．100～299人 04．建設業

そもそもタクシー会社なので、配車システムカーナビゲーショ
ン、カード決済端末以外、使い様がないのと、年配者が多いの
で、何か端末（スマホやタブレット）を使えない方が多い。今
後、若年が増えてくれば、やり方も変化してくるだろうが、現
状では新技術導入はない。

1．5,000人以上 08．運輸業、郵便業

・新技術の使用方法の周知と従来の制度との区分をつけるこ
と・マニュアル作成・新技術導入後にトラブルが発生した場合
のフォローアップとその体制作り

4．100～299人 14．生活関連サービス業、娯楽業

製造機能のみが独立した部門であり、部門内コミュニケーショ
ンに、新技術は特に不要。保繕等でＩｏＴ化は進んでいくかも
しれないが、コミュニケーションとしては、マニアルの参照、
トラブル時のＱ＆Ａ参照、スマートグラスの画像を見ながら
の、修理等の指示、又大災害時での緊急連絡、安否確認でのＳ
ＮＳ活用に留まるのでは。

3．300～999人 05．製造業

今のところよくわからない。チャネルの創立は、社内コミュニ
ケーション、向上の観点からも必要と感じるが、活用法の見極
めに重要性を感じていない。不勉強な部分が大々にあるが今後
ＩｏＴ社会の流れにおいて考えるキッカケは近くあると思う
し、確実に対応すべき懸案となりえると考える。東北の地方都
市一中小企業だからこそ、習得・活用していくべきと考えてい
る。

4．100～299人 05．製造業

このようなアンケート調査もオンラインで回答させて頂きた
い。自由記述欄への記入がデスクで時間をかけないと行えない
ので有効回答数が減ると思います。

2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

なし 3．300～999人 09．卸売業、小売業

なし 3．300～999人 09．卸売業、小売業

新技術の導入が進む今の時代こそ、従業員個々との意思疎通を
図る姿勢、対面でのコミュニケーションの重要性などが問われ
るべき。

4．100～299人 16．医療、福祉
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

新技術の導入が進んでいく中にあって、今後、労使間の交渉や、トラブル解消、円滑
ためには、企業として何をしていく必要があると考えていますか。

自由記述
問１

企業規模
問２
業種

ＲＰＡの導入を試行しているが、効果は現時点では不明であ
る。業務効率向上が想定できる時点で、組織の見直し、配置転
換等検討する時期では社員との協議が必要と思われる。

6．30～49人 09．卸売業、小売業

Ｗｅｂ会議など進め活用しながら、管理職以外の従業（部門主
任）とのツールになるようにしたい。

2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

当社は建設業です。業務内容は自然が相手で予測しにくい部分
が多いため長時間労働になりがちです。ＩｏＴ、ビッグデータ
を活用する新技術を導入し、作業の効率化をすすめたいです。

4．100～299人 04．建設業

何のために技術を導入するのかということについて、労使間で
合意することが必要。あくまで、現場を楽にするためではな
く、生産性や仕事の精度を上げ、会社の利益が増えることを通
して、それが社員に還元されていくという流れについて、相互
理解を深めたい。

3．300～999人 11．不動産業、物品賃貸業

ＩＴ導入による効率化を行なうと、人員の削減につながり、企
業としては潤うが、反面雇用の安定を損なう恐れがある為、事
前の説明が不可欠と考えます。

4．100～299人 09．卸売業、小売業

信頼関係を作ることだと思います。 5．50～99人 05．製造業

従業員とのコミュニケーションを深めるために、花見や親睦会
等の機会を設ける。（外国人実習生が多い為）。

4．100～299人 05．製造業

・世の中の状況の説明と会社の進むべき方向の説明。 4．100～299人 04．建設業

デジタルデバイド　デジタルに頼り切る）世代間のＧａｐの解
消。

4．100～299人 04．建設業

労使間の交渉はありません。常に悪いことの情報は直に連絡が
入る様、社員教育をしています。その教育が必要と思います。

4．100～299人 05．製造業

見える化は、すすんで来た。今後は、相互通信等が課題となる
と考えます。ＳＮＳ等で小規模人数では、実施されるが、人数
が増えると問題も出てきます。今後のコミュニケーションツー
ルの進歩等を注目したい。

4．100～299人 05．製造業

ＩＴスキルや、規程等の周知度に格差が生まれない様、教育を
実施する。

3．300～999人 04．建設業

特にありません 4．100～299人 10．金融業、保険業

個人情報管理、コミュニケーションの円滑化、情報の開示、方
向性への意識共有

1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

ＩＣＴの導入コスト、投資対効果、を労務コストだけで考える
事が多いと思われる。作業軽減分の人的資源を何に使うか？を
考えて行なければ、人員削減だけが目的と感じてしまうため、
目指している目的を共有する事が重要と考えます。

2．1,000～4,999人 05．製造業

どのようなデジタル技術を導入しても従業員とのコミュニケー
ションは従来通り、顔を見て行なえる環境にしていく。

4．100～299人 05．製造業

労使共通のデジタルプラットフォームの確保。 3．300～999人 05．製造業

組合に対しては省力化を進めて将来的に人員構成をどうもって
いくかを説明する。派遣社員に対しては、情報開示は難しい。

3．300～999人 99．無回答

介護事業は人材不足が進み、ＩＯＴ化や外国人技能実習制度の
導入等余儀なくされます。生き残っていくには、それらを推進
していくとともにＥＳの向上に取り組まなければならないと考
えています。その先にＣＳがあると思っております。

4．100～299人 05．製造業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

新技術の導入が進んでいく中にあって、今後、労使間の交渉や、トラブル解消、円滑
ためには、企業として何をしていく必要があると考えていますか。

自由記述
問１

企業規模
問２
業種

自動化を行えない。人間に頼るしかない業務の教育、スキル
アップサポート。ＡＩ等の活用によって従業員の作業時間が削
減された分、更に収益を上げるために新たな仕事を自分達で見
つけ会社を発展させていけるような意識付が必要であると考え
ます。

4．100～299人 05．製造業

会社の方針の早期の提示。スケジュールの共有。 3．300～999人 07．情報通信業

時間管理の簡略化、見える化、作業手順の共有。（わかりやす
くする）

3．300～999人 05．製造業

新システムの導入については、その目的、効果を丁寧に説明し
ていく必要がある。トップダウン方式だけでは上手くいかな
い。

4．100～299人 18．その他サービス業

新技術導入を検討する段階で、導入の影響を受ける部門、受け
ない部門を問わず、各部門の従業者に参加してもらい、様々な
意見を集約し分析していく必要がある。

4．100～299人 07．情報通信業

わからない 3．300～999人 05．製造業

元々は社内システム部門が、大分以前よりシステムの導入・構
築を行ってきているため、基本的には円滑な導入が可能と考え
ております。導入時にはその経緯や狙い、協力してほしいこと
等について、ていねいに社内事前説明することが必要と認識し
実践しております。

4．100～299人 09．卸売業、小売業

新技術の積極的な取り入れにより、時間・場所にとらわれな
い、職務遂行を目指したい。特定の人しかできないという状況
を、新技術により、誰でも出来る様にし、人材確保や、人材育
成に活用したい。

5．50～99人 04．建設業

社長自身が社員と１０名～２０名単位で対話会を開催しており
新技術の課題についても話し合って展開している。出された意
見については事務方で集約して対応できるものから対応して
いっている。

3．300～999人 07．情報通信業

情報化社会が進むと企業情報と個人情報の境界が無くなると思
われるので、情報を扱う側の意識改革が必要か？

3．300～999人 04．建設業

・小集団活動にテーマを投げかけ、従業員の意見や改善提案な
どを吸い上げる。・スマートフォンを活用したコミュニケー
ションチャンネルを開設し、意見交換や情報共有の場を拡充し
たい。

4．100～299人 18．その他サービス業

将来的には、ＩＣＴ技術を取り入れていきたいと思っている。
その必要性を感じている。

4．100～299人 04．建設業

・社内の情報共有等グループウェアを取り入れ、情報速度の改
善を図る。・災害時の生存確認のツールの１つとしたい。

5．50～99人 18．その他サービス業

子会社の為、労使協議という概念は安全衛生委員会以外はあり
ません。

4．100～299人 20．その他

労使間の交渉こそＩＴ化に進むと顔と顔を合わせて意見を出し
合ってこそ交渉と言えると思います。使用者側の怠慢ではない
か？

4．100～299人 05．製造業

・総合 3．300～999人 18．その他サービス業

現在、検討中でお答えできる事はございません。 4．100～299人 18．その他サービス業

新技術を導入するには専門家の手を借りなければならない。従
業員とのコミュニケーションも現状では業務内ですることはな
かなか難しい。多くの事例、他業種の事例を伺いたい。

3．300～999人 16．医療、福祉
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

新技術の導入が進んでいく中にあって、今後、労使間の交渉や、トラブル解消、円滑
ためには、企業として何をしていく必要があると考えていますか。

自由記述
問１

企業規模
問２
業種

新技術導入の際に従業員にしっかり説明することとその利用に
よる省力化をより効果的にしていくこと。

4．100～299人 07．情報通信業

導入目的や成果の見える化（共有）する事で、リストラ等不利
益な事が、目的ではない事を理解し、働きやすい、働きがいの
ある企業を目指したい。ＲＰＡ等は、自動化による成果が出る
と、社員の基礎知識が下がる事も懸念。教育ツールも充実させ
ていく。

3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

労使間では、情報開示は常に行っておくべきだと考えていま
す。急速に導入するのは難しい為、計画的に「人による作業か
ら、デジタル技術による作業」に置き替える。その為には、現
行作業者の理解を得なければ実現は難しいと思われます。やは
り、常に労使間でコミュニケーションをとる様にしておりま
す。

3．300～999人 05．製造業

特になし 3．300～999人 11．不動産業、物品賃貸業

店舗の公休表作成については、非常に複雑で、データの入力に
時間がかかるうえ修正作業も多いためＲＰＡは活用できていな
い。

2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

上記の「桜システム」は全業務のうち、入力等の資料の１／１
００にもなりません。保育所業務のうち、書類等を入力できる
ソフトを作っていただきたい。またそうしたソフトに日々入力
できる端末機器及び中央のデータ保管システムを開発してほし
い。その次が保育業務のＡＩ化です。

4．100～299人 16．医療、福祉

情報の共有が必要。 5．50～99人 04．建設業

ＡＩ、デジタル技術について、一部ですが導入検討はしており
ます。会社全体で取組める様、準備が必要であると考えます。
まだアンケートにお答えできる段階ではありません

5．50～99人 05．製造業

機器導入にあたり、その業務内容によって、著しく労働条件が
変わってしまうスタッフ等に対して、異動等によるトラブルは
心配。スムーズに配置転換、現状出来ない。費用を掛け導入し
ても、事務量の軽減が出来るが、事務職員の労働力を別の部門
でいかせない。

4．100～299人 16．医療、福祉

現在は、本社主導にて行っており、社内ネットワークによる情
報提供及び共有がされている。また東京での新技術イベントへ
の参加や、その報告・情報共有もあり。Ｇｏｏｇｌｅハングア
ウトやチャットの活用によるコミュニケーション、小会議及び
打合せの容易化、ＡＩデジタライゼーション（ＴＦＴ）チーム
による、システム開発、募集、システムログ共有化、システム
開発テキストやＱ＆Ａによる対応を行っている。

2．1,000～4,999人 03．鉱業、採石業、砂利採取業

省力化によって余剰人員の発生が見込まれる場合は、労使間交
渉は必要と思います。要員自然減以上の削減が必要となる状況
は望みませんが、実際にそのような状況になる場合には、何ら
か考える必要があろうかと思います。

3．300～999人 05．製造業

単なる効率化だけでなく、知的資源の有効活用や高度化に繋
げ、従業員・組識の成長を促す必要が有る。ＷＳＩは時短がク
ローズアップされるが、その先の豊かさに、ＡＩ、ＩｏＴが結
びつく事例を積極的に招介すべきと思います。

3．300～999人 05．製造業

デジタル化の必要性について従業員の意識の欠如　一部の社員
が個別で取り組んでいる状態　会社、工場ともにトップダウン
による将来ビジョンと指示が必要

2．1,000～4,999人 05．製造業

・デジタルインフラの整備。・セキュリティ対策の強化。・将
来はできるデジタル技術者へのインセンティブ。・データへの
アクセス権限付与。・デジタル人財育成。

2．1,000～4,999人 05．製造業

特にございません 3．300～999人 16．医療、福祉

１．担当者、マネージャークラスとの意見共有　その視える化
１．ｅラーニングでの説明

3．300～999人 99．無回答
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

新技術の導入が進んでいく中にあって、今後、労使間の交渉や、トラブル解消、円滑
ためには、企業として何をしていく必要があると考えていますか。

自由記述
問１

企業規模
問２
業種

労使間のコミュニケーションを高める為にその時間を取る必要
がある。働き方改革を進めなければならない中で実務以外で時
間を取る事は、従業員負担が課題となる。

4．100～299人 08．運輸業、郵便業

労使間の交渉になぜなるのか？そこが見えていない。アンケー
トを送って来ても意味のないアンケートであれば、やるだけム
ダ

3．300～999人 05．製造業

特にありません 5．50～99人 05．製造業

特になし 3．300～999人 07．情報通信業

効果を従業員、組合と共有して改革を進める 2．1,000～4,999人 05．製造業

コミュニケーションチャンネルがＡＩを間に入れて行うことは
労働者の精神の健康に寄与する様に考えられる

2．1,000～4,999人 16．医療、福祉

なし 2．1,000～4,999人 05．製造業

特になし 4．100～299人 08．運輸業、郵便業

従業員全体への周知を実施し、必要に応じて個別に面談を実施
し誤解を生まないように進めていく

2．1,000～4,999人 09．卸売業、小売業

現在新技術は、事務面での効果が大きいものを導入している。
従業員とのコミュニケーションについてもこのような新技術の
導入により個々のニーズをくみ取ることができるようなものが
必要であると考えます。

3．300～999人 10．金融業、保険業

属人化していた業務が、しっかりと新技術にとりこまれていく
か確認すること。まめに従業員とのコミュニケーションをとる
こと。

2．1,000～4,999人 05．製造業

実際に作業を行なう者の意見を尊重して対応する 3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

実施内容の可視化。 3．300～999人 05．製造業

人手不足の感があり、労使関係の課題は今の所想定していな
い。

3．300～999人 16．医療、福祉

ＡＩ導入に当り、合理化になるが、今後従業員教育面での時間
が取れる様になり、顧客満足につながる。

4．100～299人 99．無回答

あまりデジタル技術に詳しくないのでわからないが流れの中で
何らかの技術が参入してくるなら対応していくと思う　ただ、
あまり詳しい者はいない

4．100～299人 16．医療、福祉

各部門の情報提供を増やす。 4．100～299人 16．医療、福祉

あまり詳しくないため、流れの中で対応していくと思う 4．100～299人 16．医療、福祉

特になし 2．1,000～4,999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

当営業所は小規模なのでＡＩやＩｏＴは考えておりませんが弊
社全体では活用する部署もあります。ヒアリング等は本社へお
願いいたします。

2．1,000～4,999人 08．運輸業、郵便業

・ＡＩ技術を導入することにより、技術伝承をフォローし、高
い技術力を保つ。・情報機器を革新し、工場内を移動し合う従
業員どうし、（ＳＮＳ利用やドキュメント共有等）質と密度の
高いコミュニケーションを行ない、業務の質を上げる

4．100～299人 05．製造業

ビジネスチャット等の活用 5．50～99人 07．情報通信業
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ＡＩなどデジタル技術の導入と労使コミュニケーションに関する調査

新技術の導入が進んでいく中にあって、今後、労使間の交渉や、トラブル解消、円滑
ためには、企業として何をしていく必要があると考えていますか。

自由記述
問１

企業規模
問２
業種

新技術で行なっていく業務と“ヒト”がやる業務を層別してい
くこと、それを採用・配置に反映させること。

1．5,000人以上 05．製造業

私たちの業態は今後従業員の高齢化や労働力の不足が考えられ
る為ＡＩ導入した生産性の向上を更に進めていく必要があると
考えてます。又、システム化を進めて行く為にも従業員への説
明や講習会などを通じて会社方針を理解してもらう必要がある
と思っています

3．300～999人 09．卸売業、小売業

技術部門、労務管理部門との連携 2．1,000～4,999人 05．製造業

・従業員の配置転換や職種転換・従業員とのコミュニケーショ
ン、接点の場を増やし、改善に努める。

4．100～299人 04．建設業

特になし 1．5,000人以上 09．卸売業、小売業

業績向上 4．100～299人 05．製造業

基本コンセプトとして、情報、工程と“繋げる”ことがそれで
あると思われる。導入するにあたりどこの工程、もしくは情報
の組合せでエラーが起こりやすいのか初期段階での密な話し合
いが大切になると思います。

1．5,000人以上 05．製造業

従業員のＩＴリテラシを高めるための教育やトレーニングが必
要と考えています。これは最終的にシステムを活用するのは人
であるため、新技術をより効果的に活用するためには必要不可
決と思っています。また導入にあたっては、情報の開示やコ
ミュニケーションチャネルの多様化は円滑にプロジェクトを進
める上でとても重要です。

9．無回答 99．無回答

新技術導入による従業員へのメリット・デメリットについて、
事前の情報開示と情報共有

3．300～999人 12．学術研究、専門・技術サービス業

企業風土としてトップダウンではなく、現場からのボトムアッ
プなのであまり問題を感じていません。

4．100～299人 18．その他サービス業

・情報共有の大切さがより必要となる。・文字でのやりとりも
大切であるがＺＯＯＭやＳｋｙｐｅなど、対面でのコミュニ
ケーションが大切だと思います。→会社でのデータをＢｉによ
り分析し、対面で展開することができるとより納得した面談が
行えると感じます。

2．1,000～4,999人 07．情報通信業

ＩＣＴリテラシーの向上、導入意義の理解を求めていく必要が
あり、「ありたい姿・ビジョン」の策定を急ぎたいと考えてい
る。

2．1,000～4,999人 04．建設業

特になし 4．100～299人 06．電気・ガス・熱供給・水道業

特になし 2．1,000～4,999人 08．運輸業、郵便業

従業員が家庭の問題についても相談できるコミュニケーション
を取る方法が必要。離婚者が何人かいる。

5．50～99人 04．建設業

○新技術が展開する中にあって、企業として何をしていく必要
があるか。（１）社員教育の充実　新教育導入のためには、社
員に対する統計知識や分析技術（能力）が不可欠でありこれら
を教育・育成が必要となる。そのような余力のないのが現状で
ある。（２）規則の整備　運用上のトラブル防止のため、「運
用規則」、「秘密保全規則」他の規則を制定する必要がある。

4．100～299人 18．その他サービス業

特にない 4．100～299人 16．医療、福祉

特にありません 4．100～299人 15．教育、学習支援業
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